
区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

前年度予算

中央官庁折衝（4回）、全国市長会（2回）他　市外旅費 1,820

市、市長、副市長交際費 700

事務用消耗品 1,770
新聞代、定期刊行物等購読料、書籍購入費
来市記念品等行事用消耗品

公用車ガソリン代 122

行事等賄 45

帳票及び事務用紙等印刷費 38

車両修繕料 530

郵便料・運搬料 35

クリーニング代 86

事務機器保守点検委託 493

自動車借上料 2,173
事務機器借上料、設備借上料
有料道路通行料、駐車場使用料

奈良県市長会負担金 7,592
全国市長会負担金
その他負担金 20

99

15,523

　市長、副市長による市行政の遂行を円滑かつ安全に進めるための環境の
整備。 1,535 旅費 1,535

700 交際費 700

1,629 消耗品費 1,629

100 燃料費 100

秘書渉外経費

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 秘書課

既存

事項 市長、副市長、課の事務経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 1010

これまでの取組内容

　最小の経費で市長、副市長の執務環境を整える工夫も行い効果的な事務
執行に努めている。

7,461 負担金補助及び交付金 7,461

報償費
筆耕翻訳料

事業費計
14,414

財源内訳 財 源 の 内 容

80

551 委託料 551

2,240 使用料及び賃借料 2,240

事業概要 30 食糧費 30
　国際文化観光都市として、また、世界遺産のある街として国内外から奈
良を訪れる関係者に対し、こころ温まる接遇を行うとともに行政活動の推
進と充実を図る。

38 印刷製本費 38

15 修繕料 15

35 通信運搬料 35

80 手数料

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

15,523

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

14,722 15,523 14,414
事業費 地方債

一般財源
14,722 15,523 14,414 14,414
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

前年度予算

表彰審査委員報酬（4人×1回） 32 48

表彰式出演者謝礼（2団体） 60 60

有功表彰記念品（30個） 752

功労表彰記念品（82個）
善行表彰記念品（8個） 30
手提げ袋（120枚） 11
賞状筒（120個） 24
表彰式会場装飾代 54

表彰審査委員会賄 1 1

表彰式案内状・封筒 26 91

賞状
表彰式プログラム 65

被表彰者案内用切手 11 64

返信用切手 10
案内状用切手 33

賞状筆耕料（120枚） 570

表彰式会場設営委託 402

1,988

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　表彰事業は昭和33年から続く伝統ある事業で、奈良市の市政の発展及び
市民の福祉の増進に寄与し、その功績が顕著で市民の模範となる人及び団
体に対して、各部署へ推薦依頼をかけ、部長名により総合政策部長を通じ
て市長へ推薦を行い、奈良市表彰条例に基づき毎年11月3日（文化の日）
に表彰式を実施している。

報酬 32

報償費 60

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 広報広聴課

既存

事項 表彰事業
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 4010 表彰経費

通信運搬費 54

　「奈良市表彰条例」及び「奈良市表彰条例に基づく被表彰候補者等選考
基準」に基づき表彰を行っている。表彰の種類としては、市長の職にあっ
た人や8年以上市議会議員の職にある人又はあった人、その就任において
公選又は議会の選挙若しくは同意を必要とする職にある者又はあった人等
に対し有功表彰を、10年以上自治会長その他公共的団体の代表等の職にあ
る人又はあった人、10年以上民生委員その他法令又は条例に基づき選任さ
れた審議会等の委員の職にある人又はあった人等に対し功労表彰を、市の
公益のために多額の浄財等を寄附した人等に対して善行表彰を設け、それ
ぞれに対して表彰している。

食糧費 1

印刷製本費 199

108

事業概要

210 消耗品費 595

266

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
1,972

これまでの取組内容

　平成26年度においては、市議会議員にある者、スポーツの振興、観光振
興及び文化の発展、商工業の発展等に多大なご貢献をされた方々を表彰し
た。内訳は有功特別表彰3名、有功表彰13名、功労表彰113名、善行表彰4
名である。

707 委託料 707

324 筆耕翻訳料 324

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,988
一般財源

1,409 1,988 1,972 1,972

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,409 1,988 1,972
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

前年度予算

特別名誉市民章（2人） 68 203

記念品（2個）
賞状筒（2本） 2

称号記筆耕料（2枚） 22 23

226

筆耕翻訳料 22

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市民又は奈良市に縁故の深い人で、広く社会の進展、学術文化の興隆に
貢献し、公共の福祉の増進に寄与した人、又は奈良市の発展のため特にす
ぐれた功績があった者に対し、その功績をたたえ、もって市民敬愛の対象
として「奈良市名誉市民」の称号を贈る。また親善その他の目的で市の賓
客として来訪した人又は奈良市の発展のため特にすぐれた功績があったと
認めた人に対し、「奈良市特別名誉市民」の称号を贈る。

消耗品費 178

108

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 広報広聴課

既存

事項 顕彰事業
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 4015 顕彰経費

事業概要

　「奈良市名誉市民条例」又は「奈良市名誉市民条例施行規則」に基づ
き、称号記、名誉市民章・特別名誉市民章、記念品の贈呈を行う。また平
成24年8月にはスポーツ、文化、芸術の発展、その他についてその功績が
顕著で、本市の名を高めるとともに、広く市民に敬愛され、社会に明るい
希望を与えた人について「奈良市民栄誉賞」を創設した。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
200

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　これまでに「奈良市名誉市民」として、岡潔氏（昭和43年11月3日顕
彰）、橋本凝胤氏（昭和43年11月3日顕彰）、佐伯勇氏（昭和50年11月3日
顕彰）、杉岡華邨氏（平成13年9月15日顕彰）の4名を「奈良市特別名誉市
民」として慶州市長、西安市長、トレド市長をはじめとする43名の賓客に
対して称号を贈った。また平成24年8月27日に2012年ロンドンオリンピッ
クボクシング（ミドル級）で金メダルを獲得した村田諒太氏に対して「奈
良市民栄誉賞」を授与した。

226

0 226 200
事業費 地方債

一般財源
0 226 200 200

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 20

前年度予算

奈良県広報協会総会　（2人） 2 12

奈良県広報協会市部会会議 3
近隣府県先進地視察 3
北方領土問題担当者研修会（県下） 2
行政相談委員地区別会議（県下） 2
広報取材用 13

新聞代 817

広報参考図書
コピー代・コピー用紙・トナー

他市来庁者用賄 1 2

広報事務用切手 10 0

ファックス使用料 116

日本広報協会負担金 42 62

奈良県広報協会負担金 5
北方領土返還要求運動奈良県民会議負担金 15

1,009

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 広報広聴課

既存

事項 課事務費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 広報費

小事業 1010 広報事務経費

288
事業概要

340 消耗品費 647

19

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　広報広聴課は、市政情報をはじめ奈良市のさまざまな情報を市独自に、
あるいは報道機関を通じて市内外に発信する役割を有している。そのた
め、情報収集の有力な手段である新聞・書籍の購入費や、報道機関など各
種機関への調整連絡に不可欠なファックス使用料などの経費を計上し、円
滑な広報活動に努めている。

旅費 25

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　広報活動を行うに際して、新聞・書籍の購入費や、ファックス使用料な
どは必要不可欠な経費であるため削減が困難であるが、消耗品等につい
て、より一層の精査を行ってきた。

事業費計
841

これまでの取組内容

　円滑な市政情報広報活動を行うため、事務情報収集の有力な手段として
の新聞・書籍の購入、報道機関などへの報道資料の作成・通知や各種機関
への調整連絡に不可欠なファックスの維持など、課業務の維持・管理経費
である。

食糧費 1

通信運搬費 10

96 使用料及び賃借料 96

負担金及び交付金 62

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,009
一般財源

919 1,009 841 841

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

919 1,009 841
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 20

前年度予算

市長への手紙受取人払い用（200通） 20 20

54

74

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　より良い市政を築き市政運営の参考とするため、市民の市政に関するご
意見、ご提言、そしてご要望等を受け、市民参画による市民に開かれた市
政実現の重要な手段とすることを目的として実施している。

通信運搬費 20

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 広報広聴課

既存

事項 市長への手紙実施経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 広報費

小事業 1010 広報事務経費

事業概要

　裏面がご意見等記入欄になった料金受取人払いによる折りたたみ専用封
筒用紙を作成し、市役所受付や公民館など市の公共施設に配置している。
また送られた手紙については、広報広聴課から、市長、副市長、総合政策
部長、担当の関係部長へその写しを送付し、部長を通じて各担当部署に送
付され、その対応を行っている。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
20

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成20年度より開始された事業であり利用年代層の多くが60歳以上であ
り、インターネットを利用されない方々にとっては欠かすことのできない
ものである。平成25年度までに受付した数は800件を超える数になる。平
成25年度は102件の市長への手紙をいただいた。

印刷製本費

74

57 74 20
事業費 地方債

一般財源
57 74 20 20

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 20

前年度予算

まちかどトークパンフレットの作成（コピー代） 18 58

58

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 広報広聴課

既存

事項 まちかどトーク実施経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 広報費

小事業 1010 広報事務経費

事業概要

　申し込みのあった団体やグループへ職員が出向き、選んでいただいた
テーマ（施策や制度等）について説明し、市政への理解を深めてもらう。
対象は市内に在住、在勤又は在学する者で構成される団体・グループであ
ること、まちかどトーク実施日に10名以上の参加者が見込まれる団体等で
あること、実施時間は午前9時から午後9時までの時間のうち質疑応答の時
間も含め、おおよそ1時間30分以内であることとし、休日も実施してい
る。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市民等で構成する団体が主催する集会等に市の職員が出向いて市の施策
情報を市民に伝える「奈良市まちかどトーク」を実施することにより、市
民の市政に対する理解と関心を深め、もって市民参画を促進し、市民との
協働のまちづくりに資することを目的とする。

消耗品費 18

事業費計
18

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成25年度においては、10分野74テーマの内容についての申し込みを受
け付け、45回の実施回数で1,277名の参加者を数えた。また、アンケート
に回答いただいた方々の約89％の方から「参考になった」との感想がよせ
られ、市政・施策に対する市民の理解を深めることに一定の成果をあげる
ことができている。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

58

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

60 58 18
事業費 地方債

一般財源
60 58 18 18
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 20

前年度予算

広報板修理用消耗品 10 21

広報板製作設置委託 1,626

　広報板製作費（96枚）
　広報板（ボード）製作費（14枚） 30
　設置費（アングルなし）（6枚） 43
　設置費（アングル付）（27枚）
　広報板撤去費（10か所） 9

1,647

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市政情報を広報する手段の一つとして、市民のみなさんの身近な地域に
奈良市広報板を設置している。
　現在、広報板は市内に約1,200か所設置しているが、中には老朽化が進
んでいるものが多く見られ、自治会からの取替の要望が多くなってきてい
る。また、破損等により危険な状態にある広報板については放置できない
ため、速やかに取替の対応を取る必要がある。その他にも、新たな宅地開
発等にともなう新設の要望も増えている。

消耗品費 10

委託料 1,426

1,099

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 広報広聴課

既存

事項 広報板事業
会計 一般会計 総務費 総務管理費 広報費

小事業 1010 広報事務経費

事業概要

　現在、市内におよそ1,200か所ある広報板の修理や新設を行う。修理や
新設・移設は自治会からの申請・要望に基づいて行っている。自治連合会
による自主防災組織の結成や、地域住民によるコミュニティづくりへの取
り組みなど、広報活動をともなう地域住民活動が増えてきており、広報板
の需要が高まっている。多くの設置要望をいただく中で、地域ごとの設置
件数のバランスを考慮し、後々の維持管理も視野に入れて適正配置に努め
ている。

245

国庫支出金

県支出金

事業費計
1,436

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　多くの設置要望があるが、地域ごとの設置件数のバランスを考慮し、
後々の維持管理も視野に入れて適正配置に努めるとともに、現状のニーズ
に合わせて既存の広報板の移設等の対応も行っている。また、老朽化が進
んでいる広報板が多く見られるため取替の要望が多いが、その取替の際に
も、枠が再利用できるものについてはボード部分のみの交換で対応する
等、予算の節減に努めている。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,580 1,647 1,436
事業費 地方債

1,647
一般財源

1,580 1,647 1,436 1,436

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,580 1,647 1,436
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 20

前年度予算

行財政情報サービス料　 4,796

4,796

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　行政における実務情報ならではの視点と深度のある行財政情報サービス
の利用により、職員が国や他の自治体などの行政情報を即座にかつ効率的
に入手できるようにする。また、その情報を得ることで、職員の政策形成
力の育成・向上に役立て、新たな政策・施策の立案につなげる。

4,796 使用料及び賃借料 4,796

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 広報広聴課

既存

事項 情報系端末情報提供事業
会計 一般会計 総務費 総務管理費 広報費

小事業 1010 広報事務経費

事業概要

　インターネットによる、国や他の自治体などの行政情報を集約、提供し
ている行財政情報サービスを利用する。職員の政策形成力の向上ととも
に、本市の情報を発信する広報媒体の一つとしても利用している。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
4,796

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　多くの職員が国の方針や施策、自治体などの行政情報を即座に入手でき
るように、ライセンス数を平成24年度から200ライセンス増やしている。

4,662 4,796 4,796
事業費 地方債

4,796

4,662 4,796 4,796
事業費 地方債

一般財源
4,662 4,796 4,796 4,796

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 20

前年度予算

しみんだより等発行協力者謝礼 870

トナーカートリッジ、イメージドラム 447

デジタルカメラ用バッテリー、ＳＤカード 26
ＣＤ－Ｒ等 12
白紙連続帳票用紙 77

しみんだより印刷 36,496

校正用紙Ａ４ 9
広報写真現像焼付 9

メール便代 30 30

広報紙電子出版システム（ＤＴＰ）保守委託 1,123

しみんだより等配送送委託料（120カ所）

広報紙電子出版システム（ＤＴＰ）賃借料 856

39,822

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 広報広聴課

既存

事項 しみんだより発行事業
会計 一般会計 総務費 総務管理費 広報費

小事業 1015 しみんだより等発行経費

事業概要

37,605 印刷製本費 37,623

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市政情報を広く市民に知らせ、市政に対する関心を高めるとともに理解
と協力を求め、市政に積極的に参加してもらうことを目的に、紙媒体の広
報手段として市政情報を掲載した広報紙「奈良しみんだより」を毎月発行
している。
また、平成23年度に実施した市民意識調査によると「しみんだより」を市
政に関する情報源として利用している人の割合が全体の約8割で最も多い
ということから、市民への市政情報の発信手段として、中心的で非常に重
要な役割を担っている。

790 報償費 790

326 消耗品費 441

事業費計
40,357

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　市政情報等をわかりやすく、より身近に感じてもらえるよう、伝わりや
すい文章表記を心がけるとともに、特集記事等では市政の取り組み状況や
市の魅力の再発見につながる記事などを掲載した。
また、多くの市民の手に渡るように自治会等による各戸配布のほか、公民
館などの市の施設、一部主要駅・郵便局にも配置している。

平成25年度発行部数　月平均154,100部
平成24年度発行部数　月平均153,600部

　毎月1回しみんだよりを発行する。しみんだよりには、市の重点施策や
予算、お知らせなどの主要情報に加え、市民の学習欲求に応える生涯学習
事業や文化情報、各種イベント、市民の健康に関する情報などを掲載す
る。
また、見やすく、わかりやすい紙面づくりのために、平成26年度からは従
来8ページであったカラーページを16ページに倍増することで、より魅力
的な広報紙をめざしている。

通信運搬費 30

223 委託料 727

504

746 使用料及び賃借料 746

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

37,291 39,822 40,357
事業費 地方債

広告収入 9,873

29,949

その他
8,348 9,873 10,260 10,260

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

37,291 39,822 40,357
事業費 地方債

一般財源
28,943 29,949 30,097 30,097
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 20

前年度予算

なら暮らしの便利帳

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　平成26年度は、NTTタウンページに市役所で行う主要手続きなどの行政
情報などが掲載されたことから、それまで配布していた「なら暮らしの便
利帳」の作成・発行をしなかったが、平成27年度NTTタウンページの行政
情報ページが大幅に縮減されることと、転入届出時に「手続きや公共施設
がわかるものを配布して欲しい」といった要望が多くあったため、市民
サービス向上のために「なら暮らしの便利帳」の作成・発行をする。

1,300 印刷製本費 1,300

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 広報広聴課

新規等

事項 なら暮らしの便利帳発行事業
会計 一般会計 総務費 総務管理費 広報費

小事業 1015 市民だより等発行経費

事業概要

　平成24年度に転入世帯向けとして、市役所で行う各種手続き、公共施設
の概要など市民生活に必要な情報を掲載した「なら暮らしの便利帳」と同
様の冊子を作成し、転入世帯に対し市民課、出張所、行政センターなどの
窓口で配布する。

国庫支出金

県支出金

事業費計
1,300

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成24年度に「なら暮らしの便利帳」を作成し、平成25年度まで市民課
窓口等で配布した。平成26年度は、奈良市の魅力や行事を中心とした、転
入世帯だけでなく奈良市を訪れた観光客にも配布できる内容の「奈良市ガ
イドブック」を作成、市民課窓口だけでなく、市内大手ホテルでも配布し
た。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,300
事業費 地方債

広告収入 0

0
一般財源

1,192 1,192

その他
108 108

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,300
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 20

前年度予算

コミュニティＦＭ放送委託 2,904

2,904

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市からのお知らせや行事など、奈良市に関する情報を広報するた
め、コミュニティFM放送（ならどっとFM）に委託して番組を放送する。 2,874 委託料 2,874

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 広報広聴課

既存

事項 ラジオ広報事業
会計 一般会計 総務費 総務管理費 広報費

小事業 1020 視聴覚広報経費

事業概要

　市政情報番組「フロムなら」（5分番組）《放送時間（本放送：毎週月
～金曜日午前11時30分～11時35分、再放送：毎日午後6時30分～午後6時35
分）》。ならどっとＦＭは奈良市内唯一のコミュニティＦＭ局であり、放
送エリアは奈良市をメインとする放送局である。1回あたりの放送時間は
短いが、毎日、本市の情報が放送されること、また災害等の緊急時の情報
発信媒体としても活用する。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
2,874

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成26年度も、平成25度同様に市政情報番組「フロムなら」（5分番
組）《放送時間（本放送：毎週月～金曜日午前11時30分～11時35分、再放
送：毎日午後6時30分～午後6時35分）》で市政情報を放送した。

2,823 2,904 2,874
事業費 地方債

2,904

2,823 2,904 2,874
事業費 地方債

一般財源
2,823 2,904 2,874 2,874

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 20

前年度予算

アナウンス指導謝礼 2,400

wifi通信契約料 54 54

動画作成委託 3,085

ホームページ運用管理委託

動画広報用備品 0

バナー広告払戻金（12枠×10日） 60 60

5,599

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 広報広聴課

既存

事項 インターネット広報事業
会計 一般会計 総務費 総務管理費 広報費

小事業 1035 インターネット広報経費

償還金利子及び割引料 60

事業概要

500 備品購入費 500

1,900 委託料 4,985

3,085

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　ホームページは現在、情報伝達手段の主要メディアとなっており、さら
にFacebook・TwitterなどのSNSを通じて、広く奈良市の市政・観光・イベ
ント情報などを周知することで、市民の市政に対する関心を高め、市政に
積極的に参加してもらうことを目的にインターネットを利用した広報を
行っている。
　また、インターネットを活用することで、国内外へ奈良市の情報や魅力
を発信し、奈良市の良さを知ってもらい、市内への転入者や観光客、奈良
ファンを増やすことを目的とする。

375 報償費 375

通信運搬費 54

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　市公式ホームページは、しみんだよりと並ぶ広報活動の重要な柱であ
り、閲覧が市内外に関わらず可能であることから、本市をＰＲする重要な
広報媒体として、より見やすく、利用しやすいホームページとなるよう努
力している。
さらに、幅広い広報手段を利用し迅速かつきめ細かな情報提供を図るた
め、従来のホームページに加えて、平成24年度からはFacebook、Twitter
などのSNSを通じて情報発信を行っている。
また、「動画チャンネル」を開設し、世界遺産の動画を公開するととも
に、毎週奈良市で実施したイベント等を撮影・編集し、公開している。

事業費計
5,974

これまでの取組内容

　市公式ホームページを作成し、市内外の人々に市政情報などを即座に、
くわしく親しみやすく紹介する。特に、市の施策や取組を視覚的にわかり
やすく、また、イベント情報や世界遺産など観光情報を臨場感を持って伝
えるため動画を利用した広報を行う。広報手段を多様化するため、
FacebookやTwitterなど即時性のある広報ツールを積極的に利用し、特に
Twitterには、緊急時、災害時においての情報の発信・獲得媒体としての
役割も持たせる。インターネット上で提供されるサービスについては常に
チェックし、適切なサービスがあれば安全性などを確認した上で積極的に
取り入れる。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

3,052 5,599 5,974
事業費 地方債

広告収入 2,160

3,439
一般財源

1,822 3,439 3,814 3,814

その他
1,230 2,160 2,160 2,160

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,052 5,599 5,974
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 20

前年度予算

臨時職員社会保険料 54 0

庁舎案内業務臨時職員賃金（243日×2人） 3,069

366

3,435

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市役所の業務内容は多岐に渡り、高度な専門性を有する部署が時代の
ニーズに合わせて改編・新設されていくことによって、市民にとっては各
課の業務内容を的確に把握することは簡単なことではなくなっている。庁
舎を訪れた市民をはじめとする方々が、迷うことなく意図する行政サービ
スを所管している部局に向かうことのできる窓口とするために、庁舎受付
案内窓口を設置している。

社会保険料 54

3,354 賃金 3,354

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 広報広聴課

既存

事項 庁舎案内事業
会計 一般会計 総務費 総務管理費 広報費

小事業 1535 庁舎案内経費

事業概要

　各課からの情報提供により作成する「受付マニュアル」に基づき、来庁
者された方々が必要とする行政サービスがどこの部局に属するものなのか
を適切に庁舎入口で案内する。また、市の行事や催し物、国や県が所管す
る業務でもよくある問合せについては案内している。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
3,408

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　庁舎案内業務を長年にわたり継続することによって、「受付マニュア
ル」に基づく庁舎案内だけではなく、国や県などが所管するお問い合わせ
等、よく寄せられるお問い合わせ内容については、案内業務に携わる人員
がノウハウを蓄積し、柔軟に案内業務に生かしている。

委託料

3,763 3,435 3,408
事業費 地方債

3,435

3,763 3,435 3,408
事業費 地方債

一般財源
3,763 3,435 3,408 3,408

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 20

前年度予算

コールセンター報告会等旅費（1人×12回） 27 15

コールセンター運営業務委託 45,684

45,699

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 広報広聴課

既存

事項 コールセンター事業
会計 一般会計 総務費 総務管理費 広報費

小事業 1540 コールセンター経費

事業概要

　ＦＡＱ（よくある質問とお問い合わせ）を用いて質問に答えるお問い合
わせ応対業務（0742－36－4894）と、市代表電話（0742－34－1111）にか
かった電話を取り次ぐ代表電話交換業務を一体的に運営している。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市民からの市役所への問い合わせを一元化し、夜間や休日、市役所の閉
庁日でも電話やＦＡＸで各種問い合せが気軽に出来る窓口を設置し、市民
の満足度の向上や情報格差の解消、業務担当課への入電を減らし、業務の
効率化を図ることを目的に運営を行う。また、平成25年1月1日から市代表
電話の交換業務も合わせて行っている。（長期継続契約　平成25年1月1日
から平成29年12月31日）

旅費 27

45,684 委託料 45,684

事業費計
45,711

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　市代表電話交換業務（0742－34－1111）
　　年間274,440件／年（平成25年度入電数）

　お問い合わせ応対業務（0742－36－4894）
　　年間24,864／年（平成25年度入電数）

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

44,450 45,699 45,711
事業費 地方債

45,699

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

44,450 45,699 45,711
事業費 地方債

一般財源
44,450 45,699 45,711 45,711
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 20

前年度予算

法律相談委託（141回） 4,666

4,666

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市民が、安心して暮らせるように、日常の市民生活の中で起こるいろい
ろな問題・困りごとについての不安を解消するために、市民相談窓口にお
いて、各種相談を実施しており、特に専門知識を要する法的な問題につい
て、弁護士が助言・アドバイスを行うため無料法律相談を実施している。

4,569 委託料 4,569

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 広報広聴課

既存

事項 市民相談事業
会計 一般会計 総務費 総務管理費 広報費

小事業 1545 市民相談経費

事業概要

　情報化の進展や社会環境の変革等により、市民生活の中で様々なトラブ
ルが多発している。奈良市においても、市民の皆様が法的なトラブルに対
処でき、安心して暮らせるために、不安解消の助言やアドバイスをするた
め弁護士による無料法律相談を毎週2回を基本に実施している。

国庫支出金

県支出金

事業費計
4,569

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成25年度は1,358件の相談実績を数えた。内訳として、相続・遺産が
265件、異性問題が192件、土地・建物が114件と多く、市民生活に密着し
た相談に対応することができている。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

5,922 4,666 4,569
事業費 地方債

4,666
一般財源

5,922 4,666 4,569 4,569

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

5,922 4,666 4,569
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 35

前年度予算

用地購入費

鑑定手数料

収入印紙
事務用消耗品

0

277

579

100 消耗品費 377

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　近畿日本鉄道株式会社との間で締結した「公共施設建設事業予定敷地の
確保等に関する覚書（平成21年２月９日締結）」を履行するため土地を購
入し、民間活力を生かした利活用を図る。 240,044 公有財産購入費 240,044

579 手数料

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 総合政策課

新規等

事項 あやめ池北一丁目土地取得事業
会計 一般会計 総務費 総務管理費 財産管理費

小事業 1010 庁舎等管理経費

これまでの取組内容

　【購入予定地】
　　　所　 在：奈良市あやめ池北一丁目1504番１
　　　面　 積：1,752.14㎡
　　　所有者：近畿日本鉄道株式会社

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
241,000

241,000
事業費 地方債

地域づくり推進基金繰入金 0

0

その他
241,000 241,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

241,000
事業費 地方債

一般財源
0 0
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 10

前年度予算

事務連絡旅費 100

新聞代 1,890
定期刊行物等購読料
書籍購入費
事務用消耗品

郵便料 10

パソコンリース料 109
ＣＡＤソフトリース料

2,109

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　課の事務運営のための経費

100 旅費 100

91 消耗品費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 総合政策課

既存

事項 課事務経費
会計 一般会計 総務費 企画費 企画総務費

小事業 1010 企画調整事務経費

事業概要 109 使用料及び賃借料 149
　重要施策の企画立案及び政策決定をするために必要な調査研究や各種資
料の収集・作成を行う。また、重要施策や懸案となっている施策が円滑に
進められるよう、行政各部門との調整を行う。

40

100 通信運搬費 100

1,020

1,943
818
14

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　多様化する行政需要や新たな行政課題を把握し、的確に対応できるよ
う、情報収集・分析に努めている。

事業費計
2,292

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,959 2,109 2,292
事業費 地方債

10

2,099
一般財源

1,957 2,099 2,292 2,292

その他
2 10

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,959 2,109 2,292
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 10

前年度予算

政策アドバイザー報償費 2,000
　
旅費 300

2,300

事業概要

300

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　施策の推進や新規施策の構築の際に、政策アドバイザーを活用すること
により効率的な事業の展開を図る。

1,700 報償費 1,700

300 旅費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 総合政策課

既存

事項 奈良市政策アドバイザー経費
会計 一般会計 総務費 企画費 企画総務費

小事業 1010 企画調整事務経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成24年6月1日に施行した「奈良市政策アドバイザー制度実施要項」に
基づいて政策アドバイザーを起用し、平成24年度は3人、平成25年度は4
人、平成26年12月末時点で5人に委嘱し、施策の推進を図っている。

事業費計
2,000

これまでの取組内容

　新規施策の構築や重点施策の推進について、優れた識見又は専門的な知
識を有する者を「奈良市政策アドバイザー」として委嘱し、政策課題に係
る指導及び助言を得ながら、より効率的な事業の推進や、魅力的な施策の
構築を図る。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

490 2,300 2,000
事業費 地方債

2,300
一般財源

490 2,300 2,000 2,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

490 2,300 2,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 10

前年度予算

　旅費 1,619
中核市市長会関連（東京）

総会
市長会議
総務大臣懇談会
国への提言活動
役員市長会議
事務担当者会議
防災担当者会議
防災応援第１チーム会議

・市長会議
・課長会議

人事担当課長会議

中核市サミット及び事前事務担当者会議（前橋）
中核市サミット
事務担当者会議

他の市長会との連携（東京）
他の市長会との合同会議

・市長会議
・事務担当者会議

三市長会主催シンポジウム
三市長会合同職員勉強会

1,619

141
161

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　中核市市長会は、全中核市市長で構成され、中核市相互の緊密な連携の
もとに、中核市行財政の円滑な運営及び進展を図り、もって地方分権の推
進に資することを目的としている。
　地方分権・地方創生の推進において、地方の拠点たる中核市に求められ
る役割は大きく、中核市が連携し、国に対して提言することは極めて重要
であることから、中核市市長会の更なる体制強化・活動の充実を図るた
め、奈良市が一層積極的に参画し、主導することが必要であり、そのため
に各種会議等への職員の一層の参加を要する。

旅費 2,376

141
141

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 総合政策課

既存

事項 中核市市長会経費
会計 一般会計 総務費 企画費 企画総務費

小事業 1028 中核市事務経費

109

事業概要 141
　中核市市長会に参加し、市長会議・プロジェクト会議等で意見交換や調
査研究を行い、提言活動や総務大臣懇談会等を通じ、国に対する意見表明
を行う。中核市市長会の取組を円滑に進めるため、事務担当者会議その他
担当者レベルの会議にも参加する。
　また、指定都市市長会及び全国特例市市長会との連携に取り組む。

61
121

311

121

141
121

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　中核市市長会は、平成23年度以降、東京事務所の設置、プロジェクト等
調査研究体制の見直し、他の市長会との連携等の政策提言体制の充実に向
けた取組が行われている。平成23年度に奈良市は中核市市長会役員市とな
り、平成25年度からは副会長に就任し、指定都市市長会、全国特例市市長
会との連携担当を努めている。平成27年度においても引き続き役員市とし
て、中核市市長会を主導するとともに、他市長会との連携を図る。

事業費計
2,376

141
これまでの取組内容 61

282
182

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,091 1,619 2,376
事業費 地方債

1,619
一般財源

1,091 1,619 2,376 2,376

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,091 1,619 2,376
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 10

前年度予算

　旅費
中核市市長会関連（東京）

総会
市長会議
総務大臣懇談会
国への提言活動
役員市長会議
防災担当者会議
防災応援第１チーム会議

・市長会議
・課長会議

中核市サミット及び事前事務担当者会議（前橋）
中核市サミット

他の市長会との連携（東京）
他の市長会との合同会議（市長会議）
三市長会主催シンポジウム

0

61
242

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市は、平成23年度より中核市市長会の役員市となり、その運営に積
極的に参画し、都市制度の見直しに関する国への提言をまとめるととも
に、指定都市市長会及び全国特例市市長会との連携に取り組んできた。こ
れらの取組は、地方自治法改正による中核市・特例市の制度統合、3市長
会による「連携強化に関する覚書」の締結として、一定の成果を挙げたも
のの、一層国に対するプレゼンスを高めることが必要である。
そこで、中核市市長会の運営を主導し、更なる体制強化・活動の充実に取
り組むべく、中核市市長会会長に就任し、会長市として奈良市に事務局を
置く。

旅費 898

61
61

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 総合政策課

新規等

事項 中核市市長会会長市就任にかかる経費
会計 一般会計 総務費 企画費 企画総務費

小事業 1028 中核市事務経費

61
61

事業概要 30
　会長就任に伴い、奈良市に事務局を置き、担当部長の総合政策部長が事
務局長となる。事務局の業務として、中核市市長会の会議・提言活動等の
ため、会員市、政府、政党・国会議員、他の地方団体等の調整を行う。
また、会議の開催等にあたり、市長・事務局長の出席の機会が増加するほ
か、運営・調整のために職員が出張し対応する。

138

61

61
61

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　中核市市長会は、平成23年度以降、東京事務所の設置、プロジェクト等
調査研究体制の見直し、他の市長会との連携等の政策提言体制の充実に向
けた取組が行われている。平成23年度に奈良市は中核市市長会役員市とな
り、平成25年度からは副会長に就任し、指定都市市長会、全国特例市市長
会との連携担当を努めている。平成27年度においても引き続き役員市とし
て、中核市市長会を主導するとともに、他市長会との連携を図る。

事業費計
898

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

898
事業費 地方債

0
一般財源

898 898

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

898
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 10

前年度予算

先進地等視察旅費 800

調査研究委託 2,000
　 重要施策調査研究・企画

データ収集・分析

2,800

事業概要

7,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　円滑な市政の推進を図ることを目的に、企画調整のために必要な調査研
究を行うとともに、新規施策の実施や懸案事項の解決を図るため、職員が
先進都市における取組状況の視察・調査研究を実施する。また、社会経済
情勢や社会環境が目まぐるしく変化するなか、日々新たに発生する市政の
課題とそれに対する迅速な対応のため、調査研究を行う。

1,000 旅費 1,000

7,000 委託料

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 総合政策課

既存

事項 市政推進事項調査研究経費
会計 一般会計 総務費 企画費 企画総務費

小事業 1029 市政推進事項調査研究経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　各所管課において緊急に調査研究が必要となった事象に対し、先進都市
への視察や研修等に参加することにより、柔軟・迅速に対応している。

事業費計
8,000

これまでの取組内容

　企画調整のために必要な調査研究を行うとともに、新規施策の実施や懸
案事項の解決を図るため、職員が先進都市における取組状況の視察・調査
研究を実施する。他に、課題のデータ収集・分析を行うとともに、解決に
向けた調査・研究を行う。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

713 2,800 8,000
事業費 地方債

2,800
一般財源

713 2,800 8,000 8,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

713 2,800 8,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 10

前年度予算

【総合計画審議会関係】
総合計画審議会委員報酬 2,900
　 委員

小委員会委員
部会委員

委員費用弁償 290

消耗品 80

会議賄 45

郵便料 40

【総合計画策定業務委託関係】
後期基本計画策定業務委託 9,000
　（継続費既設定分）

【総合計画冊子及び概要版印刷関係】
冊子及び概要版印刷費 0

150

895

13,400

374 旅費 374

520

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　第４次総合計画は、平成32年度を目標年度とした基本構想において都市
の将来像を定めている。その実現に向けて取り組む施策を示す基本計画
は、前期基本計画が平成23年度から平成27年度までの計画であるため、平
成28年度から平成32年度までの後期基本計画を策定する必要がある。

報酬 1,140
520
100

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 総合政策課

既存

事項 第４次総合計画後期基本計画策定経費
会計 一般会計 総務費 企画費 企画総務費

小事業 1030 総合計画関係経費

平成26年度　 9,000
平成27年度　 5,000

5,000 委託料 5,000

事業概要 12 食糧費 12
　後期基本計画について、総合計画審議会を開催するとともに、策定に係
る諸業務をコンサルタント業者に委託する。
平成26年度は、後期基本計画策定のための基礎調査及び各部局への照会及
びヒアリングにより素案を作成する。その後平成27年度にかけて総合計画
審議会での審議を経て、後期基本計画を策定する。

42 通信運搬費 42

80 消耗品費 80

8,937

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　前期基本計画については、実施計画を策定し、具体的事業について実施
内容と実施状況を取りまとめた。

2,289 印刷製本費 2,289

報償費

筆耕翻訳料

事業費計

これまでの取組内容

14,000

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

13,400 8,937
事業費 地方債

その他雑入

13,400
一般財源

13,400 8,927 8,927

その他
10 10

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

13,400 8,937
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 10

前年度予算

【コンテストの周知・広報】
チラシ・ポスター等制作委託 1,118

行事用消耗品　 58

郵便料　 22

【参加チームに対するブラッシュアップ】
物品借上料 408

【コンテスト決勝】
決勝パンフレット印刷費　 154

決勝大会会場設営委託

会場使用料
設備借上料

政策コンテスト決勝　ゲスト謝礼 240
・審査員3人
・司会

政策コンテスト　優秀者記念品

2,000

58

22 通信運搬費 22

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　若者の発想力を生かし、奈良市の課題に対する施策提案を募り、コンテ
ストで最優秀提案を決定する。最優秀提案に限らず、市政の施策に反映で
きる提案については、実現を検討する。 740 委託料 1,118

58 消耗品費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 総合政策課

既存

事項 政策提案コンテスト事業
会計 一般会計 総務費 企画費 企画総務費

小事業 1031 政策提案事業経費

報償費 240

　若者の豊かな発想力を生かし、奈良市の課題に対する政策提案を募り、
チームで出された提案をブラッシュアップした後、決勝大会においてプレ
ゼンテーションを行い、来場者の投票でグランプリを決定する。
高校生及び大学生を対象とする。

154 印刷製本費 154

378

225
112

事業概要

71 使用料及び賃借料 408

国庫支出金

県支出金

事業費計
2,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成24年度については、奈良市の将来のまちづくりをテーマに市内外の
高校生・大学生のグループによるプレゼンテーションを行い、来場者の投
票によりグランプリを決定した。
　平成25年度については、市役所の若手職員で結成された政策「キャラバ
ン隊」が高校・大学等に訪問し、奈良市の現状や課題のプレゼンテーショ
ンを行った。また、「若者たちが帰ってきたくなる街とは」をテーマとし
た政策コンテストを実施した。
　平成26年度は、参加者を高校生に限定し、「ならの賑わいづくり～いつ
でも訪れたくなる街、なら～」をテーマとして広く柔軟な政策提案を求
め、政策コンテストを実施した。

50

90
100

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,281 2,000 2,000
事業費 地方債

2,000
一般財源

1,281 2,000 2,000 2,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,281 2,000 2,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 10

前年度予算

法定協議会委員謝礼

法定協議会資料コピー代等

法定協議会賄

資料送付用郵送費

空家等対策計画策定業務委託
空家等抽出調査業務委託

0

社会費本整備総合交付金

5 通信運搬費 5

143

2 食糧費 2

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　適切な管理が行われていない空き家は、衛生、防犯、防災、景観など社
会環境に様々な影響を及ぼしている。国も不適切管理の空き家に指導、勧
告などの措置や財政、税支援の措置を盛り込んだ「空家等対策の推進に関
する特別措置法」が、成立したところである。本市においても、空き家に
対しては、危険家屋の解消と利活用の両面から取り組む必要がある。この
ことから、空き家等の実態調査を行うとともに、法定協議会を設置し、
「空家等対策計画」を策定する。

150 報償費 150

143 消耗品費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 総合政策課

新規等

事項 空家等対策計画策定及び実態調査事業
会計 一般会計 総務費 企画費 企画総務費

小事業 1032 定住促進経費

これまでの取組内容

事業概要 5,870
　空家等の実態調査には、委託において水道閉栓データを活用して空家等
をデータ化する。その位置情報に基づいて、空き家コンシェルジェ等が、
現地確認を行い、台帳を作成する。

1,830 委託料 7,700

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
3,850

事業費計
8,000

8,000
事業費 地方債

0

その他
3,850

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

8,000
事業費 地方債

一般財源
4,150 4,150
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

前年度予算

包括外部監査委託 12,000

12,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　外部監査制度は、地方分権の推進や不適正な公費支出の問題を背景とし
て、平成9年に地方自治法の改正によって導入された。監査委員による監
査とは別に,地方公共団体の長が毎年度弁護士、公認会計士、税理士等の
資格を有する者と包括外部監査契約を締結し、特定のテーマについて監査
を毎会計年度、受けるもので、より一層行政運営の透明性を高めることを
目的とする。

12,000 委託料 12,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 行政経営課

既存

事項 外部監査経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 6010 外部監査経費

事業概要

　本市では、平成14年度の中核市移行に伴い、実施が義務付けられ、条例
において法律で規定しているすべての事務を対象としている。
　毎年度末に外部監査人から包括外部監査結果報告書を受け、指摘事項に
ついて措置を講じている。

国庫支出金

県支出金

事業費計
12,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　過去３年度の監査テーマは次のとおりである。

平成24年度
○過去の包括外部監査の措置状況について
平成25年度
○指定管理者制度の事務の執行及び対象施設の管理運営について
平成26年度
○業務委託、工事、物品購入などの公共調達について

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

13,000 12,000 12,000
事業費 地方債

12,000
一般財源

13,000 12,000 12,000 12,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

13,000 12,000 12,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

前年度予算

事務用消耗品 410
資料作成用コピー代
資料作成用用紙代
行財政改革参考図書購入費

近郊旅費（行政視察、研修等） 145
先進自治体調査旅費

555

80 旅費 130
50

24

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　行財政改革推進に係る事務経費（コピー代及び用紙、事務消耗品など）
  行財政改革に係る先進地行政視察や関係機関との打ち合わせに要する経
費

104 消耗品費 369
159
82

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 行政経営課

既存

事項 課事務経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 6510 行政管理経費

事業概要

　主な事務内容は次のとおり
　・行財政改革実施計画進捗管理
　・行財政改革推進本部会議の開催
　・受益者負担の見直し
　・組織管理及び事務分掌
　・指定管理者制度の統括
　・外郭団体の経営改善
　・財務諸表の作成
　・施策評価　など

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
499

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　本市の財政状況は、類似団体である中核市と比較しても厳しい状況にあ
り、財政指標は軒並み低位に位置する。こうした中、第4次総合計画の財
政見通しで明らかとなっている収支不足に対応するため、行財政改革を積
極的に推進していく。

361 555 499
事業費 地方債

555

361 555 499
事業費 地方債

一般財源
361 555 499 499

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

前年度予算

奈良市総合財団運営補助金 50,400
（内訳） 人件費

管理経費

50,400

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 行政経営課

既存

事項 奈良市総合財団運営経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 6510 行政管理経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　「奈良市外郭団体の統廃合に関する指針」に沿って、平成23年8月に統
合の受け皿となる「一般財団法人奈良市総合財団」を設立し、平成24年3
月末に10団体を解散した。同年4月に、うち7団体の事業を承継し総合財団
を本格稼働させている。
　当該財団を今後も効果的・効率的に市民のニーズに対応できる組織と
し、市民に良質なサービスを提供するため、財団運営に関する財政的補助
を行う。

74,760 負担金補助及び交付金 74,760
66,917
7,843

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　総合財団事務局については、平成24年4月から本格稼働し、7団体分の事
務を統合したことにより、各団体を一元的に管理し、経営の健全化、市民
ニーズに対応した事業の実施、効率的な運営に努めている。
　平成27年度は、さらなる事務の効率化に向けた取組を積極的に進めるこ
とで、効果的・効率的に市民のニーズに対応できる組織作りを図る。

事業費計
74,760

これまでの取組内容

　総合財団の「競争力の強化」、「統合による組織及び職員の活性化」、
「経営の安定」等、また更なる事務の効率化を支援するため、運営に係る
補助金を交付する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

45,774 50,400 74,760
事業費 地方債

50,400
一般財源

45,774 50,400 74,760 74,760

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

45,774 50,400 74,760
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

前年度予算

奈良市外郭団体改革支援補助金
早期退職に対する加算額
（内訳） 奈良市社会福祉協議会

奈良市生涯学習財団

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　本市の外郭団体については、「奈良市外郭団体の統廃合に関する指針」
に沿って団体の統廃合を進め、その結果、団体数が18から7となった。
　現在は団体間の連携を取りながら経営改革を実施しているが、外郭団体
を取り巻く環境が厳しくなる中、外郭団体の経営改革の必要性が一層高
まっている。
　そこで、経営改革の一環として、適正な人員配置による外郭団体の経営
の自立を促進することとし、これに資する補助金制度を導入する。

10,640 負担金補助及び交付金 10,640

7,650
2,990

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 行政経営課

既存

事項 奈良市外郭団体改革支援経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 6510 行政管理経費

これまでの取組内容

　「奈良市外郭団体職員の早期退職に係る補助金の交付及び執行に関する
要領」に基づき、本補助金制度を活用して自ら早期退職する外郭団体職員
の早期退職に要する経費の補助を行う。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成23年１月に策定した「奈良市外郭団体の統廃合に関する指針」にお
いて、本制度の導入の検討を明記し、以来検討してきた。
　平成26年11月に「奈良市外郭団体職員の早期退職に係る補助金の交付及
び執行に関する要領」を制定し、今後は本要領に沿って早期退職に要する
経費に関する補助金を交付し、外郭団体の経営の自立促進を図る。

事業費計
10,640

10,640
事業費 地方債

0

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

10,640
事業費 地方債

一般財源
10,640 10,640
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

前年度予算

公会計業務支援委託 8,000

72
18
10

8,100

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市では、これまで「総務省方式改訂モデル」に準拠して財務書類を作成
してきたが、保有する固定資産の価額等を、決算統計の積み上げによって
計上しているため、正確性に欠ける部分がある。
　本事業は、「財務会計システム」の更新にあわせて、インフラを含む市
の全資産を網羅した固定資産台帳を整備し、平成26年4月に総務省より公
表された「統一モデル」に準拠したより実態に即した財務書類等を作成す
ることで、市の資産・債務改革及び事業再編を進めるための手法等につい
て、必要なアドバイザリー業務を委託しようとするものである。

7,855 委託料 7,855

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 行政経営課

新規等

事項 財務会計システム更新に伴う公会計業務支援委託経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 6510 行政管理経費

事業概要

　以下の業務を委託する。
(1) 会計ルールの作成及び財務書類の記載内容に関する助言
(2) 固定資産台帳の整備支援
(3) 財務情報の活用指針の作成
(4) 行政評価との連携方法の提案
(5) (1)～(4)を踏まえ、平成27年度開始貸借対照表及び平成28年度決算版
財務報告書の作成
(6) システム構築に係る意見の具申

国庫支出金

県支出金

事業費計
7,855

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　固定資産台帳の整備を開始するとともに、「統一モデル」導入によって
得られる資産・財務情報を予算編成やファシリティマネジメントに活用す
る手法について研究している。

［平成26～28年度］債務負担行為設定
平成26年度　8,000千円
平成27年度　8,000千円
平成28年度　8,000千円

報償費
旅費

消耗品費

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

8,100 7,855
事業費 地方債

8,100
一般財源

8,100 7,855 7,855

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

8,100 7,855
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

前年度予算

臨時職員賃金（2人×1カ月）

社会保険料（事業主負担分） 3

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　固定資産台帳の整備にあたって財産所管課（管財課、教育総務課等）に
市有財産の網羅的な情報を照会する。資料が紙ベースでしか存在しない場
合、これを電子データ化する膨大な作業が所管課において発生することと
なるが、行政経営課にて作業を代行することにより、財産所管課の負荷を
軽減し、時間外勤務の削減に寄与するため、臨時職員を配置する。

207 賃金 207

保険料 3

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 行政経営課

新規等

事項 固定資産台帳の移行データ入力業務
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 6510 行政管理経費

事業概要

　以下の作業を臨時職員にて行う。
(1)紙ベースの台帳情報を電子データ化する作業
(2)電子データを公会計システムの固定資産台帳に投入するためのトリミ
ング作業

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
210

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成22年度からこれまで、固定資産台帳の整備に向けた情報収集を行政
経営課及び関係課で進めてきた。
　平成27年度以降、収集した情報を精緻化する作業を行っていく。

210
事業費 地方債

0

210
事業費 地方債

一般財源
210 210

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 10

前年度予算

職員出張旅費

事務用消耗品（コピー代、コピー用紙等）

来客及び外部有識者との打合せ用

課内事務切手代・事務物品運搬料

先進地視察等バス借上・高速料金

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 奈良ブランド推進課

既存

事項 課内事務経費
会計 一般会計 総務費 企画費 企画総務費

小事業 1010 企画調整事務経費

事業概要

　一般的な課内の事務処理に要するもの。多様化する課題に対して円滑な
対応を行う。

62

338 使用料及び賃借料 338

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　課の運営・管理、または庶務に関して必要とされる経費
414 旅費 414

735 消耗品費 735

11 食糧費 11

62 通信運搬費

国庫支出金

県支出金

事業費計
1,560

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　経常的な事務経費であり、今後も継続される。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,560
事業費 地方債

一般財源
1,560 1,560

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,560
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 10

前年度予算

旅費 178

消耗品（ブース出展PR用のフライヤー、コピー等） 42

ブース作成委託（企画・運営・グッズ作成料等） 700

ブース出展料 80

1,000

80 使用料及び賃借料 80

600 委託料 600

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　本市への流入人口を増やすために、奈良市の魅力PRを強化する。
  現在、本市の実施している様々な取組や、魅力を最大限にPRする。 369 旅費 369

40 消耗品費 40

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 奈良ブランド推進課

既存

事項 定住促進経費
会計 一般会計 総務費 企画費 企画総務費

小事業 1032 定住促進経費

これまでの取組内容

　移住・交流促進機構（JOIN)の展開している、ニッポン移住・交流ナビ
（JOINホームページ）や移住・交流＆地域おこしフェアにブースを出展
し、戦略的に広報を行う場所とする。
　他都市の事例研究のため、シティプロモーションサミット等に参加す
る。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　移住・交流促進機構（JOIN)の移住・交流＆地域おこしフェアにブース
を出展し、移住者向けのパンフレット配布などの広報を行った。

事業費計
1,089

1,000 1,089
事業費 地方債

1,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,000 1,089
事業費 地方債

一般財源
1,000 1,089 1,089

―　32　―



区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 10

前年度予算

(アウトドアツーリズム) 1,220

協力者謝礼 560

自転車修理機器・バイクラック等 102

コースマップ・チラシ等印刷代 0

イベント関連郵送料 12

参加者保険料 0

コースマップ・案内板・イベント委託 6,155

エイドステーション施設・バス借上 320

(地域づくり支援)

講師関連経費

開催会場借上

(農産物直売所支援)

講師関連経費

運営・整備等に関する調査経費
131

先進地視察関連経費

8,500

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　東部地域活性化を図るため、アウトドアツーリズムの環境整備・情報発
信等を行うとともに、アドバイザー派遣や先進地の調査研究等を通して地
域づくり活動や農産物直売所の充実に向けた支援を行う。

5,592 報償費 1,180

180 旅費 558

568 消耗品費 568

875 印刷製本費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 奈良ブランド推進課

新規等

事項 東部地域振興事業
会計 一般会計 総務費 企画費 企画総務費

小事業 1033 東部地域振興経費

22

486

・アウトドアに興味を持つ観光客を対象としたイベントの開催
・アウトドアツーリズムの各種環境づくりや情報発信の実施
・地域づくりの先進事例の調査研究、有識者による学習会等の実施
・農産物直売所の運営・整備等の充実に向けた講師派遣や先進地視察等

3,482 委託料 4,982

336 使用料及び賃借料 686

508

875

31 通信運搬費 31

事業概要 120 保険料 120

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

328

事業費計
9,000

・アウトドアツーリズムの基礎調査の実施
・農産物直売所の整備に関する地元との調整 1,072

1,500
食糧費

これまでの取組内容 2,900

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

8,500 9,000
事業費 地方債

8,500
一般財源

8,500 9,000 9,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

8,500 9,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 20

前年度予算

報償費（アドバイザー謝礼） 420

市外旅費（アドバイザー旅費） 496

市外旅費（市場動向調査等にかかる旅費）

事務用消耗品 0

行事用消耗品（ＰＲ商材等購入経費）

運搬費（ＰＲ商材等輸送費） 0

916

100 消耗品費 200

186

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市産の食材PRを強化していくにあたり、観光や海外進出支援などの
専門家や、食を通した地域活性化の専門家などのアドバイスを受け、市場
動向調査などを行うとともに、東京を中心とした市場へ大和茶をはじめと
する奈良市の食材の魅力を効果的に広めていくため。

180 報償費 180

186 旅費 372

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 奈良ブランド推進課

既存

事項 奈良の食プロジェクト事業
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 農業振興費

小事業 2550 奈良の食プロジェクト事業経費

これまでの取組内容

事業概要 200 通信運搬費 200
　観光や海外進出支援などの専門家をアドバイザーとして委嘱し、大和茶
をはじめとする奈良市の食材の魅力を効果的に広めていくためのアドバイ
スを受ける。あわせて、東京を中心とした市場動向調査を行い、奈良市の
食材PRを強化していく。

100

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　観光や海外進出支援などの専門家を奈良市政策アドバイザーとして委嘱
し、海外進出に関するアドバイスを受けた。いちご（古都華）のブランド
化戦略に関して、食（主にスイーツ）を通した地域活性化の専門家の方に
アドバイスを受けた。
　今後も、大和茶やいちごをはじめとする奈良市産食材のブランド化に取
り組むため、同様のアドバイスを求める。

事業費計
952

916 952
事業費 地方債

916

916 952
事業費 地方債

一般財源
916 952 952

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 20

前年度予算

（県内大学の留学生向け大和茶産地体験ツアー） 0
報償費（見学先謝礼、日本茶ｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰ謝礼）

74
参加者案内送付用切手代

106
ツアー保険料

15
ツアーバス借り上げ料　

0
（大和茶ウェルカムドリンク事業）

大和茶ウェルカムドリンクデザイン制作委託 1,000

茶葉購入費 0

ポスター・パンフ印刷費

（観光大使等の大和茶ＰＲ）
大和茶ティーバッグセット購入費

大和茶ティーバッグセット郵送料

1,195

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 奈良ブランド推進課

新規等

事項 大和茶PR事業
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 農業振興費

小事業 2550 奈良の食プロジェクト事業経費

203

事業概要 500 委託料 500
　県内大学の留学生や観光大使の方々を対象に次の事業を実施し、大和茶
の認知度向上と消費拡大を目指す。
○県内大学の留学生を対象とした大和茶産地体験ツアーの実施
○ＰＲチラシ等印刷
○大和茶ウェルカムドリンク事業の実施
○観光大使等への大和茶の提供

500 使用料及び賃借料 119

106

486

通信運搬費 207
119

保険料 2

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良県の茶の生産量は、平成25年産において全国７位であり、そのうち
の約７割が奈良市で生産されている。しかしながら、生産農家では高齢化
が進み、後継者が不足してきているという現状を勘案し、大和茶の知名度
を上げ、普及することで後継者の支援に繋げ、競争力を強化する。また、
奈良の持っているポテンシャルや茶の文化をも活用し、大和茶の消費量拡
大を目指す。

報償費 80
80

消耗品費 986
4

印刷製本費 106
2

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
2,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成26年度は、市内の旅館・ホテルなどと協力して、奈良市を訪問され
る観光客等を対象に大和茶ウェルカムドリンクの提供を実施した。（客室
で提供する大和茶パックを開発し、お土産用としても活用。）

1,195 2,000
事業費 地方債

1,195

1,195 2,000
事業費 地方債

一般財源
1,195 2,000 2,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 20

前年度予算

大和茶・日本酒海外戦略事業企画運営業務委託 5,000
企画調整費（実施計画策定、企画調整費）
コーディネート費（招聘バイヤー企業との調整など）
招聘費（バイヤー渡航費、視察先への交通費など）
商談会・レセプション開催経費

事務用消耗品 100

切手代 400

1,360

440

7,300

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 奈良ブランド推進課

新規等

事項
大和茶・日本酒海外戦略事業
（大和茶・日本酒にかかる海外からのバイヤー等招聘事業）

会計 一般会計 農林水産業費 農林費 農業振興費

小事業 2550 奈良の食プロジェクト事業経費

事業概要

25 通信運搬費 25

35 消耗品費 35

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　平成26年度に実施するフランス市場での大和茶・日本酒等の販売開拓・
拡大をめざした商談会での実績を継続したものへとつなげるために実施す
る。

5,940 委託料 5,940

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成26年度は、フランスにおいて大和茶・日本酒の商談会を実施する。
この事業でアプローチする現地（フランス側）企業等を奈良へ招待し、大
和茶の産地や日本酒の蔵元などを体感していただき、その魅力と各商品の
ブランド力の高さを伝え、大和茶と日本酒の固定客・ファン層を増やす。

旅費

印刷製本費

事業費計
6,000

これまでの取組内容

　フランスの企業等（現地バイヤー、レストラン関係者、流通業者など）
を奈良に招いて、生産地紹介を行い、商談会を実施する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

7,300 6,000
事業費 地方債

7,300
一般財源

7,300 6,000 6,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

7,300 6,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 20

前年度予算

奈良市の食×観光ＰＲ事業委託 5,546
東京・丸の内ハウスにおけるＰＲ事業委託　
奈良市内におけるＰＲ事業委託　　　　　　

施設使用料（丸の内ハウス） 3,219

市外旅費（事前打合せ、開催期間中にかかる旅費） 465

行事用消耗品（店舗説明会、レセプション商材費） 50

運搬費（各種商材運搬費） 500

220

10,000

502 旅費 502

3,220 使用料及び賃借料 3,220

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市には、高品質な農産物や加工品などがあるものの、市外の消費者
にしっかりと伝わっていないと言われている。そこで、奈良の食の歴史・
文化とともに、それらの食材を見せる・味わう仕掛けを工夫しながら積極
的に発信することで、食の信頼を確保し、奈良市産食材を「地域ブラン
ド」として確立していくことをめざす。

委託料 10,578
5,578
5,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 奈良ブランド推進課

新規等

事項 奈良市の食×観光PR事業
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 農業振興費

小事業 2550 奈良の食プロジェクト事業経費

これまでの取組内容

事業概要 50 通信運搬費 50
　首都圏のオフィスワーカーや観光客を対象に、平成26年度と同会場での
フェアを引き続き実施する。平成27年度は古都華を提供できる時期に開催
することとする。
　あわせて、奈良市内においても、市民や奈良を訪れる観光客を対象とし
た食と観光のＰＲに取り組む。

150 消耗品費 150

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成26年度は、東京駅前新丸ビル7階『丸の内ハウス』で、市産食材を
用いた期間限定メニューを味わっていただくイベントを10日間開催し、併
せて旅を提案する雑誌「ディスカバージャパン」に奈良市の食と観光情報
を掲載しＰＲを行った。

報償費

事業費計
14,500

10,000 14,500
事業費 地方債

10,000

10,000 14,500
事業費 地方債

一般財源
10,000 14,500 14,500

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 20

前年度予算

奈良市都祁農畜産物処理加工施設改修工事一式

農山漁村活性化支援プロジェクト支援交付金　

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 奈良ブランド推進課

新規等

事項 奈良市都祁加工施設改修事業
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 農業振興費

小事業 1030 農業振興調査経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市都祁加工施設では地域の農産物を利用した特産品が開発されてい
る。しなしながら、施設及び機械設備の老朽化が進んでいる上、設備や部
屋割りが非効率であることから、製造許可の取得など加工品づくりに支障
を来している。そのような中で奈良市東部地域で生産された農産物等に付
加価値をつけ、販売額の増加や地産地消の推進による農産物の需要拡大を
図ることで、農地の有効利用や耕作放棄地の再生、さらには担い手の育成
や地域の活性化が期待できる。

29,680 工事請負費 29,680

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
14,840

　都祁地域には平成4年築の奈良市都祁農畜産物処理加工施設及び平成16
年築の奈良市都祁農林水産物処理加工施設がある。
平成26年度は、奈良市都祁農林水産物処理加工施設の改修及び一部設備を
導入した。

事業費計
29,680

これまでの取組内容

○建物改修（床塗り替え、汚水マス修繕等）
○瞬間冷凍機、スチームオーブン導入

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

29,680 14,800
事業費 地方債

一般財源
40 40

その他
29,640

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

29,680 14,800
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 40 項 10 目 15

前年度予算

協力隊員の報酬（5人） 0

協力隊員の健康・介護・雇用保険、厚生年金 1,459

事業協力者謝礼 450

協力隊員の出張旅費 332

事務所の電気代・水道代 0

家屋修繕・インターネット設置導入費 1,100

事務所の電話代 370

合併浄化槽定期清掃 0

建物火災保険 100

加工品製造委託 0

建物賃借料・公用車リース 1,980

協力隊員の児童手当拠出金・研修参加負担金 262

その他経費（消耗品費・燃料費・印刷製本費） 2,139

7,808

16,000

708 光熱水費 708

事業概要 1,210 修繕料 1,210

332 旅費 332

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　人口減少や高齢化等の進行が著しい地方において、担い手となる人材の
確保のうえ、地域力の維持・強化に資するものとして、総務省において地
域おこし協力隊推進要綱が作成された。東部地域において、地域おこし協
力隊による地域協力活動を推進するものである。

10,554 報酬 10,554

1,559 社会保険料 1,559

200 報償費 200

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 奈良ブランド推進課

既存

事項 地域おこし協力隊事業
会計 一般会計 商工費 商工費 商工振興費

小事業 1010 商工振興事務経費

これまでの取組内容

　平成26年9月から田原・柳生・大柳生・東里・狭川地区において5人の地
域おこし協力隊を任用し、地域協力活動を通じて地元に融け込ませ、地元
の魅力発信等の地域力の維持・強化に資する活動につなげている。

1,024 その他 1,024

賃金

事業費計
20,544

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

使用料及び賃借料 3,789

197 負担金補助金及び交付金 197

　人口減少及び高齢化が進行する本市の一部地域において、協力隊員によ
る地域密着型の活動を展開することにより、各地域において農業・観光分
野などの活性化を図る。

279 通信運搬費 279

72 手数料 72

220 保険料 220

400 委託料 400

3,789

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

16,000 20,544
事業費 地方債

16,000
一般財源

16,000 20,544 20,544

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

16,000 20,544
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 45

前年度予算

自主防災防犯組織活動交付金 18,825
　　540,000円×4地区　　　　　2,160
　　450,000円×13地区　　　 　5,850
　　405,000円×1地区　　　  　　405
　　360,000円×18地区　　　 　6,480　　　　　
　　270,000円×13地区　　　 　3,510
　　120,000円×1地区　　　　　　120

自主防災防犯組織連絡協議会活動交付金

18,825

300

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　各地区の自主防災防犯組織の活動を支援し、地域の防災力・防犯力の強
化に資するとともに、各組織が相互の情報交換や情報の共有化・連携を進
め、均一的な活性化を図ることを目的とする。

18,525 負担金補助及び交付金 18,825

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 危機管理課

既存

事項 自主防災防犯組織活動交付金
会計 一般会計 総務費 総務管理費 自治振興及び出張所並びに連絡所費

小事業 1015 自治会等活動推進経費

これまでの取組内容

　自主防災防犯組織が行う防災訓練、研修会、防災士育成など各種活動や
各組織の均一的な活性化を支援するとともに、資金的支援として活動交付
金を交付する。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　各地区自治連合会等を基本として結成されている４９地区の自主防災防
犯組織に対し、活動交付金を交付した。また、奈良市自主防災防犯協議会
に対しては、各組織の均一的な活性化に向け、研修や調査研究等の支援や
資金支援として活動交付金を交付し組織相互の情報や知識の共有化等の充
実を図った。

事業費計
18,825

18,285 18,825 18,825
事業費 地方債

18,825

18,285 18,825 18,825
事業費 地方債

一般財源
18,285 18,825 18,825 18,825

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 47

前年度予算

防犯講演会講師謝礼 150
奈良市安全安心まちづくり条例等策定員会委員報酬

市外近郊旅費 6

書籍購入費 662
防犯用啓発物品
防犯講演会・教室用事務費
事務用消耗品等

青パト専用車用燃料 30

策定委員会に伴う食料費 4

防犯講演会講師賄

ポスター・パンフレット等印刷費 23

空き家に関する通知 61

防犯講演会通知
策定委員会開催通知等各種通知

自動車借上料（青パト専用車） 259
防犯講演会ホール借上料及び設備借上料

1,195

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 危機管理課

既存

事項 奈良市安全安心まちづくり基本計画推進事業
会計 一般会計 総務費 総務管理費 市民生活対策費

小事業 1030 地域防犯活動推進経費

65
85

14 消耗品費 569
405

6 旅費 6

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市安全安心まちづくり条例の理念であるすべての市民が安全で安心
して快適に生活できる奈良市の実現を目指す。 30 報償費 130

100

2
27

14 通信運搬費 43

　奈良市安全安心まちづくり基本計画での「自らの安全は自ら守る」「地
域の安全は地域で守る」「見通しの確保といった環境の整備」の３つの柱
を基本とした防犯思想の普及啓発及び地域安全活動の推進を図る。

2 食料費 4
2

23 印刷製本費 23

事業概要 60 燃料費 60

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

○奈良市安全安心まちづくり条例等策定委員会の開催

○防犯講演会及び防犯教室の開催

○青色防犯パトロールの実施

事業費計
1,094

90
これまでの取組内容

169 使用料及び賃借料 259

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,195 1,094
事業費 地方債

1,195
一般財源

0 1,195 1,094 1,094

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,195 1,094
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 47

前年度予算

奈良地区防犯協議会補助金 7,774
奈良西地区防犯協議会補助金
天理防犯協議会負担金

奈良市から暴力をなくす推進協議会補助金

7,774

1,500

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　防犯思想の普及及び防犯施策を推進することにより、犯罪や事故等のな
い明るく住みよい地域社会を目的とした活動や「暴力団員による不当な行
為の防止等に関する法律」に伴い暴力追放思想の普及と高揚及び暴力追放
施策の推進を目的に活動支援する。

3,500 負担金補助及び交付金 7,756
2,500
256

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 危機管理課

既存

事項 地域防犯活動推進経費（防犯関係機関補助金）
会計 一般会計 総務費 総務管理費 市民生活対策費

小事業 1030 地域防犯活動推進経費

これまでの取組内容

　犯罪のない明るい地域社会を構築し、防犯思想の普及と地域活動の推
進、暴力団及び、暴力行為を追放するため、各防犯関係団体に補助金及び
負担金を支給する。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

○奈良地区防犯協議会、奈良西地区防犯協議会及び天理防犯協議会が実施
する防犯啓発活動や地域安全に資する活動を支援。

○奈良市から暴力をなくす推進協議会が実施する暴力団及び暴力行為を追
放する活動を支援。

事業費計
7,756

7,771 7,774 7,756
事業費 地方債

7,774

その他
0 0 0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

7,771 7,774 7,756
事業費 地方債

一般財源
7,771 7,774 7,756 7,756
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 30

前年度予算

防災会議委員報酬（29人） 440

防災会議委員費用弁償　 30

470

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市防災会議を開催する経費

290 報酬 290

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 危機管理課

既存

事項 防災会議経費
会計 一般会計 総務費 企画費 防災対策費

小事業 1010 防災会議経費

事業概要

　地域防災計画の充実を図るため、防災会議を開催し、防災関係機関との
連携を進めるとともに、総合的かつ強力な防災体制の構築を図る。

21 旅費 21

国庫支出金

県支出金

事業費計
311

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成26年度に防災会議を開催し、防災計画の大幅な見直しについて委員
による審議を行った。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 470 311
事業費 地方債

470
一般財源

0 470 311 311

その他
0 0 0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 470 311
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 30

前年度予算

事務用消耗品 32
背巾伸縮式ファイル（防災会議用）
コピー代　等

地域防災計画郵送料 26

照会・回答郵送料

地域防災計画データ処理委託　 5,122

地域防災計画改訂業務委託　

5,180

6

20 通信運搬費 26

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市地域防災計画を修正し調製する経費
32 消耗品費 32

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 危機管理課

既存

事項 地域防災計画経費
会計 一般会計 総務費 企画費 防災対策費

小事業 1015 地域防災計画経費

　防災及び災害対応等についての問題点や課題を考査・分析し、地域防災
計画に反映させるとともに、庁内の災害対策組織を強化・充実させ地域防
災体制の強化を図る。

122 委託料 422

300

事業概要

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
480

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　奈良市の防災体制の強化に向け、災害対策本部のレイアウトを具体的に
示した防災訓練や、備蓄の充実と分散化、防災無線の整備の検討、各種防
災システムの導入、観光客対策など防災及び災害対応のためのハード・ソ
フト両面の整備を実施するなかで本市の地域防災計画の見直しのための具
体化を図った。

404 5,180 480
事業費 地方債

5,180

404 5,180 480
事業費 地方債

一般財源
404 5,180 480 480

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 30

前年度予算

他市防災訓練等参加 31

事務用消耗品他 1,304

防災対策業務用公用車燃料 67

封筒 0

避難所用救急箱 44

避難行動要支援者照会等郵便料 1,384
緊急地震速報システム用回線利用料（4カ所）
衛星携帯電話基本料・通信料
エリアメール利用料

避難所看板塗替え(3カ所） 150

J-ALERT保守委託 3,843

防災番組「なら防災防犯情報ナウ」放送委託
データ処理委託

防災対策業務用公用車・有料道路通行料 1,393
緊急地震速報システムサーバー利用料
災害対策本部設置用機器借上料
テレビ会議システム利用料

防災用備蓄倉庫 2,216

自主防災組織初度設備補助金 4,022
耐震性貯水槽管理負担金
各種研修会等出席負担金

14,454

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 危機管理課

既存

事項 課事務経費
会計 一般会計 総務費 企画費 防災対策費

小事業 1510 防災対策経費

事業概要 1,499 通信運搬費 2,221

44 医薬材料費 44

燃料費 12

43 印刷製本費 43

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　課の事務運営のための経費
77 旅費 77

910 消耗品費 910

12

これまでの取組内容 864
　災害対策基本法及び地域防災計画に基づき奈良市の防災・災害対策体制
の整備・強化と、災害にそなえ平常時から防災・減災に向けた各種活動・
事務を行った。

558

2,000 備品購入費 2,000

96 使用料及び賃借料 1,663
145

433

134 委託料 3,518
2,951

　近隣市町村等への防災訓練参加、緊急地震速報システムやJ-ALERT等の
維持管理、避難所案内標識塗替え、防災番組の委託、災害対策本部用等事
務機器の借上げ等

258
335
129

137 手数料 137

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

10 事業費計
12,234

675 負担金補助及び交付金 1,609
924

6,754 14,454 12,234
事業費 地方債

14,454

6,754 14,454 12,234
事業費 地方債

一般財源
6,754 14,454 12,234 12,234

その他
0 0 0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 30

前年度予算

災害時用非常食 4,530
クラッカー　 （600箱）
乾パン （20箱）
アルファ化米 （40箱）
粉ミルク （400食）
愛のミルク （400本）

災害時用資機材
簡易トイレセット（120セット）

4,530

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 危機管理課

既存

事項 課事務経費（災害時用備蓄物資経費）
会計 一般会計 総務費 企画費 防災対策費

小事業 1510 防災対策経費

910

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　災害時用備蓄物資の管理及び補充に関する経費
3,620 消耗品費 4,530

これまでの取組内容

　災害初動期に迅速かつ円滑に非常食・トイレ・毛布・防災資機材などの
災害用物資等を支給できるよう備蓄の充実を進め、また、小学校区を単位
とする分散備蓄と地域性を鑑みた拠点備蓄の整備を図る。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　市の備蓄物資について、小学校区を単位として備蓄倉庫を設置し、分散
備蓄の適正化を図るとともに、地域性を鑑みた拠点備蓄の整備など備蓄体
制を整え、被害想定をもとに非常食や発電機、投光器等備蓄物資の充実・
強化を進めた。

事業費計
4,530

4,105 4,530 4,530
事業費 地方債

4,530

4,105 4,530 4,530
事業費 地方債

一般財源
4,105 4,530 4,530 4,530

その他
0 0 0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 30

前年度予算

事務用消耗品 158
防災無線室プリンター用記録紙　

防災無線室等発電機用燃料　 3

防災行政無線中継局電気料金 31
防災行政無線一体山中継局電気代

防災無線機器修繕料 10

防災無線の動産総合保険 9

防災無線設備保守点検委託 1,059

市防災無線車載無線乗せ換え委託

中継局通路用地借上料 171
移動・基地・固定局の電波利用料（アナログ）
移動・基地・固定局の電波利用料（デジタル）

県防災行政無線運営協議会負担金 225

1,666

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 危機管理課

既存

事項 防災行政無線（移動系）維持管理経費
会計 一般会計 総務費 企画費 防災対策費

小事業 1510 防災対策経費

事業概要 68 保険料 68

10 修繕料 10

35 光熱水費 40
5

3 燃料費 3

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　防災行政無線（移動系）の維持管理のための経費
45 消耗品費 45

これまでの取組内容

210 負担金補助及び交付金 210

63
142

　災害時の応急対策を進めるための情報の収集・伝達の中心的なツールで
ある市防災行政無線及び県防災行政無線の維持管理を行う。 756 委託料 1,016

260

4 使用料及び賃借料 209

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

1,601

財源内訳 財 源 の 内 容

　災害時に迅速な情報収集・伝達が行えるよう定期的な保守点検及び修繕
等、維持管理に努めた。

事業費計

1,279 1,666 1,601
事業費 地方債

1,666

1,279 1,666 1,601
事業費 地方債

一般財源
1,279 1,666 1,601 1,601

その他
0 0 0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 30

前年度予算

同報系・民間6施設電気料金　　

同報系防災行政無線設備保守点検委託

再送信子局土地借上料　
メール配信システム利用料　
同報系・基地局・固定局の電波利用料　　

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 危機管理課

既存

事項 同報系防災行政無線管理経費
会計 一般会計 総務費 企画費 防災対策費

小事業 1510 防災対策経費

事業概要

　災害の発生に備え防災情報や避難勧告・避難指示などを広く市民や観光
客に呼びかけ、防災対応や避難行動をとることにより、被害の抑止や最小
化を図るための、デジタル同報系防災行政無線を維持管理する。

519
133

2 使用料及び賃借料 654

5,573

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　同報系防災行政無線の維持管理のための経費
35 光熱水費 35

5,573 委託料

事業費計
6,262

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　デジタル移動系防災行政無線の整備事業計画を踏まえて現行の情報体制
を延命させるために必要な機器類の維持管理に努めた。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

6,262
事業費 地方債

その他
0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

6,262
事業費 地方債

一般財源
6,262 6,262
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 30

前年度予算

防災情報ステーション施設電気料金　　　

防災情報ステーション通信回線使用料

防災情報ステーション設備保守点検委託

中継施設使用料

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　防災情報ステーションの維持管理のための経費
60 光熱水費 60

1,539 通信運搬費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 危機管理課

既存

事項 防災情報ステーション管理経費
会計 一般会計 総務費 企画費 防災対策費

小事業 1510 防災対策経費

事業概要

　災害時における情報通信手段を確保するため、インターネットによる住
民及び観光客等滞在者（外国人観光客含む）の安定した情報収集を助ける
とともに、行政からの災害情報を対災害性の高い無線ＬＡＮによって迅速
に配信できる防災情報ステーションを維持管理する。

5,010 使用料及び賃借料 5,010

2,373 委託料 2,373

1,539

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成26年度中に、防災情報ステーション12ケ所を整備し、災害等で商用
電源断絶時にも、周辺の住民及び観光客等滞在者がｲﾝﾀｰﾈｯﾄで情報収集で
き、迅速かつ的確な災害対応体制を図る。

事業費計
8,982

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

8,982
事業費 地方債

一般財源
8,982 8,982

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

8,982
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 30

前年度予算

緊急告知型ラジオ（318台）

緊急告知型ラジオ制御装置回線使用料

緊急告知型ラジオ制御装置保守点検委託

緊急告知ラジオ制御装置　

通信運搬費 303

756 委託料 756

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　災害時に住民への迅速な情報伝達を行う手段の一環として、自動起動装
置付の緊急告知型防災ラジオを避難等関係者に配布し、災害時等の緊急情
報の伝達を容易にする。

2,061 消耗品費 2,061

303

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 危機管理課

新規等

事項 緊急告知型ラジオ放送設備等導入経費
会計 一般会計 総務費 企画費 防災対策費

小事業 1510 防災対策経費

これまでの取組内容

　奈良市内のコミュニティＦＭ局であるならドットＦＭに緊急情報提供用
の放送設備を導入し、自主防災・防犯会長の避難支援等関係者、避難所で
ある学校及び福祉避難所の協定締結施設等に配布する。避難行動要支援者
等の一般市民に対しては自費購入を勧める。

1,080 備品購入費 1,080
事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　災害時の防災情報伝達手段として、防災行政無線やインターネット、エ
リアメールなどを導入しているが、さらに迅速な情報伝達手段の一つとし
て緊急告知型ラジオ放送の導入を図る。

事業費計
4,200

4,200
事業費 地方債

4,200
事業費 地方債

一般財源
4,200 4,200

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 30

前年度予算

避難所用間仕切り 582
ダンボールベッド
屋内テント
簡易ベッド
アルミロールマット

発電機作動用燃料 0

アルファ化米 76

防災訓練ポスター 150

防火防災訓練災害補償等共済制度加入保険料 366

48

519

435

2,176

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 危機管理課

既存

事項 防災訓練経費
会計 一般会計 総務費 企画費 防災対策費

小事業 1515 防災訓練経費

事業概要 140 印刷製本費 140

273 食糧費 273

4 燃料費 4

281
119

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市民及び市職員等に対し、防災・災害対策知識を喚起・涵養し、突如起
こり得る災害に、迅速・的確に対応できるよう防災訓練を実施する。 410 消耗品費 1,217

277
130

国庫支出金

県支出金

事業費計
2,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成23年度は、新たな防災訓練のスタートと位置づけ、災害対策の中枢
である災害対策本部のレイアウトを示し、災害対策本部の体制の具体的機
能分担の検証・確認と新たに導入する被災者支援システム等の操作訓練を
実施した。以降、段階的に訓練を充実・発展させることとして、平成24年
度は図上訓練を実施した。また、平成26年度には、南海トラフ巨大地震が
発生した場合に帰宅困難者となる大阪への通勤者の奈良まで帰宅するルー
トのシュミレーションを行う帰宅困難者訓練を実施した。

通信運搬費

広告料

使用料及び賃借料

　平成27年度から本格運用が開始される同報系防災行政無線や避難所ガイ
ドラインを活用した①シェイクアウト訓練、②避難所開設訓練を実施す
る。

366 保険料 366

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

486 2,176 2,000
事業費 地方債

2,176
一般財源

486 2,176 2,000 2,000

その他
0 0 0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

486 2,176 2,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 30

前年度予算

国民保護委員報酬（22人×1回）　 220

国民保護委員費用弁償 16

事務用消耗品等 22
背巾伸縮式ファイル（国民保護協議会用）
コピー代　等

郵便料　 14

国民保護計画データ処理委託 103
国民保護計画改訂業務委託

375

15 旅費 15

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　武力攻撃事態等から市民の生命、身体及び財産を守るため、奈良市国民
保護計画に基づき、本計画の啓発と市民保護体制の充実を図る。 220 報酬 220

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 危機管理課

既存

事項 国民保護対策経費
会計 一般会計 総務費 企画費 防災対策費

小事業 1525 国民保護対策経費

　「武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律」に基
づく奈良市国民保護計画により、諮問機関となる奈良市国民保護協議会を
開催し、国民の保護のための措置に関する施策の総合的な推進を図る。

14 通信運搬費 14

103 委託料 1,428
1,325

事業概要

22 消耗品費 22

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　国民保護計画の市対策本部の組織体制及び機能を最新の状況に変更し整
合性を図った。

事業費計
1,699

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 375 1,699
事業費 地方債

375
一般財源

0 375 1,699 1,699

その他
0 0 0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 375 1,699
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 15

前年度予算

事務連絡（大阪市内）（2人） 5 5

新聞購読料 37 159

後納郵便料・郵送切手 1,289

ファクシミリ賃借料 100

1,553

122

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市長公印の管理、文書の収受及び発送、文書の作成指導、その他課全般
に係る事務に要する経費 旅　費 5

消耗品費 159
コピー代、カラーコピー代など　

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 総務課

既存

事項 文書管理経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 文書費

小事業 1010 文書管理経費

事業概要 100 使用料及び賃借料 100
  市民や国・県・市町村から郵送される文書等の収受及び市役所の各課か
ら発送される文書の郵送手続き、その他課の事務運営など

839 通信運搬費 839

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　県庁及びその近隣の行政機関への文書発送については、極力連絡員によ
る送付に努め、郵送料の削減に努めている。

事業費計
1,103

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,134 1,553 1,103
事業費 地方債

1,553
一般財源

1,134 1,553 1,103 1,103

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,134 1,553 1,103
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 15

前年度予算

ファイリングシステム用消耗品 1,142

マイクロシステム用消耗品

書庫くん蒸委託 5,077

マイクロフィルム作成委託　

マイクロフィルムリーダープリンター賃借料（2台） 930

152

7,301

3,445

362 委託料 3,807

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

  永年保存文書のマイクロフィルム化及びファイリングシステムによる文
書保存に要する経費 978 消耗品費 1,125

147

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 総務課

既存

事項 マイクロ・ファイリング経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 文書費

小事業 1015 マイクロ・ファイリング経費

これまでの取組内容

  毎日発生する文書を、誰でも理解できるように系統立てて分類、整理
し、必要な文書を必要なときに、すぐ取り出せるように効率的な文書の整
理を行う。また、永久保存文書については、マイクロフィルム化すること
により、膨大となる紙媒体での保存を避け、効率的に閲覧できるようにし
ている。

事業概要 1,253 使用料及び賃借料 1,253

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

  害虫駆除のための書庫くん蒸は、中央棟と北棟の地下書庫を対象として
いたが、今後は、10年保存と永年保存の北棟地下書庫のみとする。

備品購入費

事業費計
6,185

7,006 7,301 6,185
事業費 地方債

7,301

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

7,006 7,301 6,185
事業費 地方債

一般財源
7,006 7,301 6,185 6,185
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 15

前年度予算

印刷機用消耗品 977

機械器具修繕料 10 20

デジタル印刷機及び丁合機賃借料 742

1,739

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

  文書の印刷事務に要する経費
968 消耗品費 968

修繕料 10

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 総務課

既存

事項 浄書事務経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 文書費

小事業 1020 浄書事務経費

事業概要

  各課の文書・申請書・チラシ等を大量に印刷するために、短時間かつ低
コストで印刷できるデジタル印刷機を設置し、庁内供用としている。

742 使用料及び賃借料 742

国庫支出金

県支出金

事業費計
1,720

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

  印刷用紙については、基本的には、印刷する課の持ち込みであるが、持
ち込めない部署については、当課の用紙を使用している。また、各課の印
刷経費の見直し等に伴い、全庁的にデジタル印刷機を使用する頻度が高く
なっており、結果的に印刷枚数が増加し、インクやマスターペーパーの使
用量も必然的に増加しているので、これに対応していかなければならな
い。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,391 1,739 1,720
事業費 地方債

1,739
一般財源

1,391 1,739 1,720 1,720

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,391 1,739 1,720
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 15

前年度予算

情報公開審査会委員報酬　（5人×5回） 500
個人情報保護審議会委員報酬　（5人×4回）

情報公開審査会・個人情報保護審議会第三者出頭実費弁償 10 27
　 （3人）

事務連絡用旅費 10

書籍購入費（情報公開・個人情報分） 10 212

コピー代（情報提供・開示・審査会・審議会用） 41
事務用消耗品

情報公開審査会委員賄　（7人×5回） 4 16

個人情報保護審議会委員賄　（7人×4回） 3

行政文書の写しの作成に要する経費 （Ａ0・Ａ1・Ａ2） 10 11

766

旅　費 20

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

  情報公開条例の施行に伴う開示制度及び情報提供施策の推進並びに諮問
機関に要する経費
　個人情報保護条例の施行に伴う自己情報の開示等請求に係る経費及び諮
問機関に要する経費

313 報　酬 563
250

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 総務課

既存

事項 情報公開経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 文書費

小事業 1035 情報公開経費

・行政文書の開示及び情報提供の手続きを実施する。
・行政文書の開示等に対する不服申立てについて審査会を開催する。
・本人の要求に応じて市が持っている個人情報の開示等の手続きを実施す
る。
・個人情報の開示等に対する不服申立てについて審議会を開催する。
・市の持っている個人情報の取扱いについて意見を求めるために審議会を
開催する。

114

食糧費 7

印刷製本費 10

消耗品費 165
事業概要

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
765

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

  市民からの情報公開開示請求並びに個人情報に関する情報公開は、市民
の知る権利の意識の向上により、その請求件数は増加している。また、そ
れに伴う不服申立件数も並行して増加している。
　審査会、審議会を開催する等それらに適切に対応するよう努めている。

285 766 765
事業費 地方債

その他雑入 250

516

285 766 765
事業費 地方債

一般財源
145 516 575 575

その他
140 250 190 190

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 15

前年度予算

特定個人情報保護評価書第三者点検報酬（5人×4回）

職員研修（個人情報保護）講師謝礼　（1人×1回）　 50

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 総務課

新規等

事項 特定個人情報保護評価事務経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 文書費

小事業 1050 特定個人情報保護評価事務経費

事業概要

  特定個人情報保護評価については、「特定個人情報保護評価に関する規
則」及び「特定個人情報保護評価指針」に、その様式・評価の方法等が定
められており、その中でも「全項目評価」は、評価書作成の後、パブリッ
クコメントの実施、並びに第三者点検の実施が必要となっている。第三者
点検報酬は、この第三者点検を、市の個人情報保護審査会で実施するため
の経費である。
　また、職員研修にかかる経費は、市としてそれらの個人情報等を適切に
管理し、取り扱っていくために実施する職員研修経費である。
　これらにより、市の個人情報保護に対する市民等からの安全・安心を担
保する。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　番号制度は、国民の利便性の向上、行政運営の効率化などを目指し導入
される制度であるが、その一方で、番号制度導入により、個人情報の不正
利用等に対する懸念が生じることになり、それらの懸念を踏まえ、特定個
人情報が適切に取り扱われる制度構築に向けた情報保護評価を実施してい
かなければならない。
　番号法第２７条で規定された特定個人情報保護評価は、特定個人情報等
の適正管理と漏えい等を防止するために実施されるもので、常に見直す必
要がある。これらを適正に評価・点検するための第三者機関の運営と、そ
れらを取り扱う職員の個人情報保護等の意識向上を図るために職員研修を
実施する。

250 報酬 250

報償費 50

事業費計
300

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成26年度は、番号法第27条に基づく特定個人情報保護評価書の策定を
行った。
　今後は、それらの評価書に基づく特定個人情報の管理運営を適切に行っ
ていかなければならない。
　そのために、それらの点検・評価を行う第三者委員会を開催し、個人情
報保護の意識等の向上のための職員研修を実施する。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

0 0 300
事業費 地方債

0

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 300
事業費 地方債

一般財源
0 0 300 300
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 60

前年度予算

社会保障・税番号制度作業部会支援業務委託　

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

  番号制度は、国民の利便性の向上、行政運営の効率化などを目指し導入
される制度であるが、その一方で、番号制度導入により、個人情報の不正
利用等に対する懸念が生じることになり、それらの懸念を踏まえ、特定個
人情報が適切に取り扱われる制度構築に向けた情報保護評価を実施してい
かなければならない。
　番号法第２７条で規定された特定個人情報保護評価は、特定個人情報等
の適正管理と漏えい等を防止するために実施されるもので、常に見直す必
要がある。それらの特定個人情報保護評価の精度向上と適正管理・運営の
ために、専門のコンサルタント事業者による支援を受けるものである。

6,000 委託料 6,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 総務課

新規等

事項
情報化推進事業経費
（社会保障・税番号制度ＰＩＡ作成支援業務）

会計 一般会計 総務費 総務管理費 情報管理費

小事業 1060 情報化推進事業経費

事業概要

  奈良市情報システム最適化を実施していく中での番号制度対応は、現
在、導入中の各情報システムのシステム変更・改修が必須のため、特定個
人情報保護評価書の作成には、それらに対する専門的な知識と各連携シス
テム間の包括的な内容の分析・対応等が必要となり、これらの評価書を職
員のみで作成することには限界がある。これらの評価書の作成に対する支
援を、専門のコンサルタント事業者に委託することで、市の特定個人情報
保護評価書の精度向上と適正さを担保する。
　平成27年度は、それらの評価書の再点検と国等からの変更指示、番号法
の一部改正等による評価書の改訂等の実施、また、番号法に拠らない市の
独自事務に対する評価書の作成等の支援業務を委託する。

国庫支出金

県支出金

事業費計
6,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成26年度は、特定個人情報を保有しようとする担当課において番号法
第27条に基づく特定個人情報保護評価書の策定を行った。
　今後は、市の独自事務の評価書作成と、既に作成された各課の評価書の
再点検及び評価書に記載した内容等が各課で適切に反映しているかの確認
等を行っていかなければならない。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 0 6,000
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 6,000 6,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 6,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 35 目 10

前年度予算

県都市統計協議会（桜井市）　（1人×5回） 5 8
統計協会研修（市町村会館・橿原市）　（2人×1回） 2
主管課長会議（万葉ホール・橿原市）　（1人×2回） 2

「統計なら」平成26年版配布用等ＣＤ 4 96
「統計なら」平成26年版配布用等ファイル 14
トナーカートリッジ 56
ドラムカートリッジ 11

パソコン・プリンター賃借料 158

近畿都市統計協議会分担金 18 18

280

消耗品費 85

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　統計書「統計なら」発行、その他統計調査事務に要する経費
旅　費 9

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 総務課

既存

事項 統計調査事務経費
会計 一般会計 総務費 統計調査費 統計調査総務費

小事業 1010 統計調査事務経費

これまでの取組内容

事業概要

　「統計なら」の編集、発行及び統計データのホームページでの公開など 139 使用料及び賃借料 139

負担金補助 18
及び交付金

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　統計書については、経費削減のため、紙媒体からＣＤ化をし貸出及び販
売を行っている。また、同時にホームページにて公開、26年度からはオー
プンデータカタログにも掲載し広く統計データの利用及び啓発を図ってい
る。

事業費計
251

362 280 251
事業費 地方債

その他雑入 1

279

その他
1 1 1 1

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

362 280 251
事業費 地方債

一般財源
361 279 250 250
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 35 目 15

前年度予算

統計調査員報酬　（2,900人） 488
統計指導員報酬　（320人）

臨時職員賃金 1,376
（4人×120日）,（審査35人×30日）

協力者謝礼（10人） 30 0
事後報告会謝礼（15人）

事務打合せ会（京都市、大津市他）　（3人×4回） 20 12
報告会（総務省）（1人×1回） 30

統計事務用消耗品 527

調査員説明会賄　（3,220人） 2

広報用リーフレット印刷 0

郵便料（調査員連絡用等 2,900人×6回） 25
　（用品発送）

配送等業務委託 50
調査業務委託（社会施設等）
要図作成業務委託
コールセンター業務委託

説明会会場借上料 20
住宅地図著作権料

2,500

国勢調査費委託金 2,500

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　国勢調査は、我が国の人口及び世帯の実態を把握し、各種行政施策その
他の基礎資料を得ることを目的とする。調査の結果から得られる人口は、
我が国の人口の基本となる法定人口として、選挙区の区割りや地方交付税
の算定の基準などに利用される。また、男女・年齢別人口、昼間人口、世
帯構成（高齢者のいる世帯など）、産業別の人口などの統計は、国や地方
公共団体の社会福祉、雇用、環境整備、防災対策などをはじめとして、あ
らゆる施策の基礎データとして利用される。

124,356 報酬 141,284
16,928

#####

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 総務課

既存

事項 国勢調査経費
会計 一般会計 総務費 統計調査費 統計費

小事業 1010 国勢調査経費

2,506 委託料 10,436
350

これまでの取組内容 2,080

事業概要

　国勢調査は、日本の人口や世帯の実態を明らかにするため、統計法に基
づき５年ごとに実施される我が国における最も基本的で、重要な統計調査
である。
　平成２７年調査は、紙の調査票だけでなく、パソコンやスマートフォン
からインターネットによる回答ができるようになり、より便利で簡単にな
るよう計画実施されている。

2,400 消耗品費 2,400

339 食糧費 339

670 印刷製本費 670

2,457 通信運搬費 2,457

報償費 133
103

旅費 50

賃金 10,527

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 168,746

国庫支出金

県支出金

　国勢調査は、我が国の人口の状況を明らかにするため、大正９年以来ほ
ぼ５年ごとに行われており、平成２７年国勢調査はその２０回目に当た
る。平成２６年度には国勢調査調査区設定及び第３次の試験調査を実施し
実施手法の最終確認を行った。

5,500

200 使用料及び賃借料 450
250

事業費計
168,746

財源内訳 財 源 の 内 容

0 2,500 168,746
事業費 地方債

0

0 2,500 168,746
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
0 2,500 168,746

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 35 目 15

前年度予算

統計事務連絡（橿原市）　（3人×1回） 3 3

統計事務用消耗品 44

郵便料（調査員連絡用 25件） 3

50

経済センサス－基礎調査費委託金 50

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 総務課

既存

事項 経済センサス経費
会計 一般会計 総務費 統計調査費 統計費

小事業 1017 経済センサス－基礎調査経費

3 通信運搬費 3

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　経済センサスは、事業所及び企業の経済活動の状態を明らかにし、我が
国における包括的な産業構造を明らかにするとともに、事業所・企業を対
象とする各種統計調査の実施のための母集団情報を整備することを目的と
している。

旅費 3

44 消耗品費 44

これまでの取組内容

事業概要

　経済センサス調査区を管理し、必要に応じて修正を行うことにより、今
後の事業所又は企業を対象とする各種統計調査実施の基礎資料として利用
に供するための事務を行う。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 50

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成２１年７月１日に事業所、企業の補足に重点を置いた「経済センサ
スー基礎調査」を実施し、その結果を基礎として平成２４年２月１日に事
業所、企業の活動状態を明らかするために「経済センサスー活動調査」を
実施した。平成２６年度は、事業所を対象とした大規模な調査である「経
済センサス‐基礎調査」、「商業統計調査」を共に実施するため、調査対
象となる事業所及び企業における記入負担の軽減、効率的かつ円滑な調査
の実施の観点等から、一体的に実施した。 事業費計

50

0 50 50
事業費 地方債

0

0 50 50
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
0 50 50

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 35 目 15

前年度予算

統計事務連絡（橿原市）　（3人×2回） 6

統計事務用消耗品

0

経済センサス－活動調査費委託金 0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 総務課

既存

事項 経済センサス－活動調査経費
会計 一般会計 総務費 統計調査費 統計費

小事業 1019 経済センサス－活動調査経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　経済センサスは、事業所及び企業の経済活動の状態を明らかにし、我が
国における包括的な産業構造を明らかにするとともに、事業所・企業を対
象とする各種統計調査の実施のための母集団情報を整備することを目的と
している。

旅費 6

694 消耗品費 694

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成２４年２月１日に事業所、企業の活動状態を明らかするために「経
済センサスー活動調査」を実施した。

事業費計
700

これまでの取組内容

　平成２８年６月に実施予定の「経済センサスー活動調査」の準備事務を
実施する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 700

0 0 700
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 0 0

その他
0 0 700

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 700
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 35 目 15

前年度予算

督促旅費 1 6

統計事務用消耗品 23

郵便料（督促用 10件） 8

859
4

900

工業統計調査費委託金 900

1 通信運搬費 1

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　工業統計調査は経済産業省が、我が国の工業の実態を明らかにすること
を目的に「統計法（平成19年法律第53号）」に基づく基幹統計調査として
「工業統計調査規則」に従って全国一斉に調査を実施している。調査の結
果は、産業政策、中小企業政策など、国や都道府県などの地方公共団体の
行政施策のための基礎資料となる。また、我が国の経済統計体系の根幹を
成し、経済白書や中小企業白書などの経済分析及び各種の経済指標へデー
タを提供する。

旅費 1

48 消耗品費 48

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 総務課

既存

事項 工業統計調査経費
会計 一般会計 総務費 統計調査費 統計費

小事業 1020 工業統計調査経費

これまでの取組内容

　「製造業」に属する事業所を対象として、毎年１２月３１日現在（「経
済センサスー活動調査」の実施の前年を除く）で事業所数、従業員数、製
造品出荷額、原材料使用額等を調査し、工業の実態を明らかにする。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 50

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　工業統計調査は、明治４２年に始められ、大正９年からは毎年継続して
行われている１００年以上の歴史を持つ調査で、平成２３年は、「経済セ
ンサス-活動調査」の実施に伴い中止されたが、それ以降は例年通り１２
月３１日調査期日で実施されている。

報酬
食糧費

事業費計
50

677 900 50
事業費 地方債

0

677 900 50
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
677 900 50

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 35 目 15

前年度予算

集計結果検討会出席（橿原市）　（2人×1回） 2 3

統計事務用消耗品 168

郵便料（調査区地図発送用 2件） 153

5,719
276
31
50

6,400

農林業センサス委託金 6,400

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 総務課

既存

事項 農林業センサス経費
会計 一般会計 総務費 統計調査費 統計費

小事業 1030 農林業センサス経費

事業概要

1 通信運搬費 1

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　農林業センサスは我が国農林業の生産構造、就業構造を明らかにすると
ともに、農山村の実態を総合的に把握し、農林行政の企画・立案・推進の
ための基礎資料を作成し、提供することを目的に、５年ごとに調査を行
う。

旅費 2

57 消耗品費 57

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　「世界農林業センサス要綱」に基づいて「世界農林業センサス」を、そ
の中間年に我が国独自の「農林業センサス」を行っている。平成２７年２
月に農林業センサスを実施した。 報酬

賃金
食糧費

使用料及び賃借料

事業費計
60

これまでの取組内容

　平成２７年２月に実施した農林業センサスの集計、公表事務を行う。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 60

7 6,400 60
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 0 0

その他
7 6,400 60

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

7 6,400 60
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 35 目 15

前年度予算

臨時職員賃金（1人×7日）

統計連絡事務 1

統計事務用消耗品

郵便料（立地確認作業用 10件）

0

商業統計調査費委託金 0

1 通信運搬費 1

9 消耗品費 9

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　商業を営む事業所について、業種別、従業者規模別、地域別等に事業所
数、従業者数、年間商品販売額等を把握し、商業の実態を明らかにし、商
業に関する施策の基礎資料を得ることを目的としている。

49 賃金 49

旅費 1

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 総務課

既存

事項 商業統計調査経費
会計 一般会計 総務費 統計調査費 統計費

小事業 1075 商業統計調査経費

これまでの取組内容

　平成２６年７月１日に実施された「商業統計調査」の事後処理、商業集
積地区の確認などを行う。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 60

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　商業統計は、昭和２７年に調査を開始して以来、昭和５１年までは２年
ごと、平成９年までは３年ごと、平成１９年までは５年ごとに本調査を実
施し、平成１９年以降は「経済センサス-活動調査」を実施した２年後に
実施することとしている。

事業費計
60

8 0 60
事業費 地方債

0

8 0 60
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
8 0 60

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 35 目 15

前年度予算

統計事務用消耗品 75

郵便料（調査連絡用　350人×1回）
郵便料（登録確認用 350人×1回） 45

120

統計調査員確保対策事業費委託金 120

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 総務課

既存

事項 統計調査員確保対策経費
会計 一般会計 総務費 統計調査費 統計費

小事業 1085 統計調査員確保対策経費

事業概要

47 通信運搬費 47

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　国が実施する統計調査に際し、統計調査員の選任が困難となっている現
状を改善するため、あらかじめ統計調査員希望者を登録し、統計調査員を
確保するとともに、その資質向上を図っている。

23 消耗品費 23

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　奈良市の調査員登録数　平成２６年末現在２８５人
　平成２６年度、奈良市統計調査員通信№１０１号発送

事業費計
70

これまでの取組内容

　毎年、統計調査員通信を発行し、調査員の意識向上を図るとともに、
ホームページ等により新たな調査員の募集を行う。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 70

111 120 70
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 0 0

その他
111 120 70

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

111 120 70
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

前年度予算

参与報酬 0
ジョブコーチ （6回） 34 34
県内各市との事務連絡 10 10
多賀城市人的支援派遣職員旅費

新聞・定期刊行物購読料 68 1,833
追録代
事務消耗品

給与関係等各種印刷物 450

タイムレコーダ修理 15 15

人事給与システムｻﾎﾟｰﾄ業務委託 5,453

人事給与システムリース料 9,964
　（サーバー、ＯＴＲ関連）再リース　
　（共同調達機器分）　
　（ソフト関連）　
出退勤管理機器（環境清美センター）　
　　〃　　　（西部出張所）　　
　　〃　（保健所複合施設）　
システム稼働ソフト（ウィンドウスﾞ7ＰＣ対応）　

17,759

487
1,332

消耗品費 1,887

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　人事及び給与等の事務管理に要する経費
9,804 報酬 9,804

報償費 34
旅費 146

136

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 人事課

既存

事項 課事務経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 1515 人事管理経費

158
これまでの取組内容 23

1,815
74

479
312

使用料及び賃借料 3,665
804

事業概要 374 印刷製本費 374
　人事給与システムのリース代やシステム改修などの運用経費、給与関係
帳票の印刷経費や人事管理上必要な書籍などの購入経費 修繕料 15

2,722 委託料 2,722

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　人事給与システムの運用においては機器のリースを他課との共同調達に
切り替え、出先機関の勤務報告の様式を紙からデータに変え印刷帳票を減
らすなど、経費節減の取組を行っている。課の事務経費については、必要
最小限の経費とし、節減に努めている。

事業費計
18,647

23,145 17,759 18,647
事業費 地方債

17,759

23,145 17,759 18,647
事業費 地方債

一般財源
23,145 17,759 18,647 18,647

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

前年度予算

中核市市長会東京事務所派遣職員帰任旅費 700

国土交通省派遣職員帰任旅費

退去時の室内清掃費用（中核市市長会東京事務所） 65

1,950

2,715

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 人事課

既存

事項 国や他の団体への職員派遣に要する経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 1515 人事管理経費

事業概要

65 手数料 65

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　中核市市長会東京事務所に職員を派遣し、事務局職員の活動を通じて国
の動向などの情報をいち早くキャッチし、市政に活用する。
　また、市役所とは異なる様々な業務を経験することで、職員の能力が高
まり、派遣終了後の業務にその知識・能力を活かすことで、職場全体の活
性化につながる。

154 旅費 308

154

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　国土交通省へは平成２１年度から、中核市市長会東京事務所へは平成２
３年度から職員を派遣している。派遣期間はそれぞれ１年から２年間。

使用料及び賃貸料

事業費計
373

これまでの取組内容

　国土交通省及び中核市市長会東京事務所に派遣した職員の帰任旅費等

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

2,470 2,715 373
事業費 地方債

2,715
一般財源

2,470 2,715 373 373

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,470 2,715 373
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

前年度予算

中核市市長会東京事務所派遣報告・調整等旅費

中核市市長会東京事務所派遣職員赴任旅費

住居借上げ料（中核市市長会東京事務所）

0

1,950 使用料及び賃借料 1,950

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　中核市市長会東京事務所に職員を派遣し、事務局職員の活動を通じて国
の動向などの情報をいち早くキャッチし、市政に活用する。
　また、市役所とは異なる様々な業務を経験することで、職員の能力が高
まり、派遣終了後の業務にその知識・能力を活かすことで、職場全体の活
性化につながる。

119 旅費 290

171

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 人事課

新規等

事項 国や他の団体への職員派遣に要する経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 1515 人事管理経費

これまでの取組内容

事業概要

　新たに中核市市長会東京事務所へ派遣する職員の赴任旅費等

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　国土交通省へは平成２１年度から、中核市市長会東京事務所へは平成２
３年度から職員を派遣している。派遣期間はそれぞれ１年から２年間。

事業費計
2,240

0 0 2,240
事業費 地方債

0

0 0 2,240
事業費 地方債

一般財源
0 0 2,240 2,240

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

前年度予算

職員分限懲戒審査委員会　　（3人×4回） 476
退職手当審査委員会　　　　（3人×1回） 29
公務災害補償等認定委員会　（3人×1回） 29

職員分限懲戒審査委員会　　（3人×4回） 12 50
退職手当審査委員会　　　　（3人×1回） 3
公務災害補償等認定委員会　（3人×1回） 3

会議用賄 5 9

535

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 人事課

既存

事項 職員分限懲戒審査委員会等経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 1515 人事管理経費

事業概要 食糧費 5
　職員分限懲戒審査委員会及び退職手当審査会、公務災害補償等認定委員
会の運営に必要な外部委員への報酬及び交通費のための経費

旅費 18

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　職員の懲戒処分審査や非常勤職員の公務災害決定などについて、学識経
験者など外部委員の意見を取り入れる。 114 報酬 172

事業費計
195

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　職員分限懲戒審査委員会は平成１８年１２月より弁護士、大学教授、公
認会計士等の外部委員を選任している。
　公務災害補償等認定委員会は弁護士、地方労災補償監察官、医師を外部
委員に選任している。
　退職手当審査委員会は平成２１年の制度導入以来開催実績はなし。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

273 535 195
事業費 地方債

535

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

273 535 195
事業費 地方債

一般財源
273 535 195 195
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

前年度予算

人事給与システム等導入機器賃借料

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市では昭和48年に大型汎用コンピュータを導入して以来、各業務の
電算化を行ってきた。また、各課において独自の情報システムの導入が行
われている。これらの情報システムの現状分析を行い、業務の効率化・簡
素化と経費の削減を図り、市民サービスの向上につなげるため、平成24年
5月に「奈良市情報システム最適化計画」を策定した。この計画に基づ
き、既存システムの統合、新システムの導入を行い情報システム最適化を
図る。

20,801 使用料及び賃借料 20,801

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 人事課

新規等

事項 情報システム最適化事業（人事給与システム）
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 1515 人事管理経費

事業概要

　平成24年5月策定の奈良市情報システム最適化計画に基づき、既存シス
テムの統合、新システムの導入を行う。

国庫支出金

県支出金

事業費計
20,801

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成27年10月稼働の新システム導入に向け、各グループ（人事、給与、
福利厚生、臨時嘱託、庶務）毎に打合せを行い、調整中。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0
一般財源

0 0 20,801 20,801

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 20,801
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

前年度予算

システム修正委託
内部情報（人事）番号制度対応分
内部情報（庶務）番号制度対応分

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市では昭和48年に大型汎用コンピュータを導入して以来、各業務の
電算化を行ってきた。また、各課において独自の情報システムの導入が行
われている。これらの情報システムの現状分析を行い、業務の効率化・簡
素化と経費の削減を図り、市民サービスの向上につなげるため、平成24年
5月に「奈良市情報システム最適化計画」を策定した。この計画に基づき
導入する新システムの社会保障・税番号制度に対応するための改修を行
う。

委託料 5,200
2,770
2,430

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 人事課

新規等

事項 社会保障・税番号制度対応事業（人事給与システム）
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 1515 人事管理経費

これまでの取組内容

　総務省がシステム整備を行う「社会保障・税番号制度」対応のため、奈
良市情報システム最適化計画に基づく人事給与システムの改修を行う。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
5,200

0 0 5,200
事業費 地方債

0

0 0 5,200
事業費 地方債

一般財源
0 0 5,200 5,200

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

前年度予算

労働者派遣業務委託

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 人事課

新規等

事項 人事課事務労働者派遣業務
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 1515 人事管理経費

事業概要

　厳しい財政状況と人員削減の中では職員の増員は見込めないことから、
平成２７年１０月からの人事給与システムの本稼働に合わせて労働者派遣
を導入し、平成２８年１０月からの業務委託に向けて、業務見直しと業務
マニュアルの作成を行う。１年間の労働者派遣業務委託を経た後、平成２
８年１０月からは人事課業務委託に切り替え、職員が「人事、給与制度の
検討」「職員の採用」「人材の育成」「職員の適性配置」などのコア業務
に傾注できる体制を構築するとともに、時間外勤務の縮減につなげる。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　「勤務管理」「給与支給」「福利厚生」事務には、定型的な事務処理も
多く含まれており、その膨大な業務量に忙殺され、本来的に人事課として
取り組みたい「人事、給与制度の検討」「職員の採用」「人材の育成」
「職員の適性配置」などの業務に傾注できていない。労働者派遣により、
平成２８年１０月からの人事課業務委託に向けての準備を進める。

7,600 委託料 7,600

事業費計
7,600

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

0 0 7,600
事業費 地方債

0

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 7,600
事業費 地方債

一般財源
0 0 7,600 7,600
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

前年度予算

面接試験委員謝礼 （21人） 210

採用説明会用旅費 233
近畿、東京　計10数校程度

保育士・幼稚園教諭（二次試験）用消耗品　ほか 30 30

面接試験委員賄費 （14人） 21 21

試験申込書、封筒（任用試験委員会名入り） ほか 295

普通郵便（定形） 0

職員採用体力テスト保険料 12 3

採用情報ホームページ改修委託 7,358

試験業務委託
係長昇任試験業務　
管理職昇任試験業務　
SPI3年間利用基本料金
SPI3-(U,H）
面接用ﾌﾙﾃﾞｰﾀ報告
職務経験者SPI3-P
技術職専門試験

8,150

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　人物重視の採用を行うために総合能力試験を行い、奈良市が求める将来
性のある優秀な人材を幅広く確保し、職員の適正かつ公正な任用に資す
る。

315 報償費 315

235 旅費 235

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 人事課

既存

事項 職員採用試験経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 1520 職員採用等試験経費

250
750

事業概要

　面接委員謝礼、採用説明会開催地への旅費、試験申込書・封筒の印刷、
採用情報ホームページの改修、試験業務委託等に要する経費

351 通信運搬費 351

保険料 12

103 委託料 7,483

食糧費 21

138 印刷製本費 138

消耗品費 30

財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成24年度は新卒者を対象に総合能力試験を導入し、平成25年度からは
職務経験者にも性格診断を取り入れた。

240

事業費計
8,585

財源内訳

1,148
これまでの取組内容 302

540
4,150

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

6,034 8,150 8,585
事業費 地方債

8,150
一般財源

6,034 8,150 8,585 8,585

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

6,034 8,150 8,585
事業費 地方債
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　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書

区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

積　　算　　基　　礎 前年度予算

評価者・被評価者研修講師謝礼 2,000
課長級以上 （ 6回）
主幹・課長補佐 （10回）
係長 （17回）
新規職員 （ 3回）

評価者・被評価者研修用資料作成等消耗品 50 50

2,050

消耗品費 50

150

事業目的及び必要性 節（細節） 金　　額

　平成２６年度に全庁的に導入した人事評価制度について、本制度の適切
な運用を図ることで、職員個々の能力の向上と、職場全体の活力の創出に
繋がることが期待される。
　評価者・被評価者研修の継続的な実施により、職員個々の評価スキルを
高め、より一層の適切な制度運用を図る。

報償費 1,800
300
500
850

課名 人事課

既存

事項 人事評価経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 1523 人事評価経費

これまでの取組内容

　評価者・被評価者研修の講師謝礼及び資料作成用消耗品
事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　職員が業務の目標を設定し、目標を達成できたかどうかを指標とする目
標管理による実績考課と、職員に求められる望ましい行動をどれだけ行っ
たかを指標とする能力考課の２本立ての制度設計を行っている。
　課長級以上の職員については、平成２４年度に試行、平成２５年度より
本格実施、また課長級未満の職員については、平成２５年度に試行、平成
２６年度より本格実施として、これまで制度の導入を進めてきた。

事業費計
1,850

3,700 2,050 1,850
事業費 地方債

2,050

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,700 2,050 1,850
事業費 地方債

一般財源
3,700 2,050 1,850 1,850
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　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書

区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

積　　算　　基　　礎 前年度予算

非常勤嘱託職員賃金 201,901
臨時職員賃金
・育児休業等代替補充分
・時間外勤務縮減対策分
・人員補充分

社会保険料 55,238
・特別職（報酬）分
・非常勤職員（賃金）分

療養補償 50 100

休業補償 50

児童手当拠出金 490

257,729

事業目的及び必要性 節（細節） 金　　額

　１年以内の任期で特定の業務に従事する非常勤嘱託職員や、職員の育児
休業、病気休暇、休職に伴う人員減や緊急を要する業務、臨時的な業務な
どに速やかに対応するため、臨時職員を任用し、効率的な人事管理を図
る。

1,925 賃金 231,818

29,800
37,340

課名 人事課

既存

事項 非常勤嘱託職員や臨時職員の採用に要する経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 1525 臨時職員等経費

　非常勤嘱託職員、臨時職員の賃金及び社会保険料等の経費
災害補償 100

573 負担金補助 573
及び交付金

68,117
事業概要

社会保険料 69,725
1,608

162,753

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
302,216

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　職員数の減少や各課で進めている業務の見直しにより、臨時職員や非常
勤嘱託職員で対応する業務が増加している。
　また、時間外勤務を削減する方法のひとつとして臨時職員の活用を増や
している。

215,929 257,729 302,216
事業費 地方債

雇用保険被保険者立替保険料収入 2,601

255,128

215,929 257,729 302,216
事業費 地方債

一般財源
209,979 255,128 298,766 298,766

その他
5,950 2,601 3,450 3,450

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書

区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

積　　算　　基　　礎 前年度予算

育児短時間勤務制度導入に伴う欠員補充

0

課名 人事課

新規等

事項 育児短時間勤務制度導入に伴う臨時職員任用
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 1525 臨時職員等経費

事業概要

　臨時職員の賃金

事業目的及び必要性 節（細節） 金　　額

　育児短時間勤務制度導入に伴う欠員補充に対応するため、臨時職員を任
用し、効率的な人事管理を図る。 7,300 賃金 7,300

事業費計
7,300

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

0 0 7,300
事業費 地方債

0

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 7,300
事業費 地方債

一般財源
0 0 7,300 7,300
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　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書

区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

積　　算　　基　　礎 前年度予算

定例貸与分（用務員用） 1,976

・男性業務服（夏・冬服上下・26人）

・女性業務服（夏・冬服上下・14人）

新規採用職員分（作業服）

1,976

事業目的及び必要性 節（細節） 金　　額

　奈良市職員被服貸与規則等に基づき、建設部局の新規採用職員、用務員
や保安員の現業職員に対し、業務上必要な被服などを貸与する。 消耗品費 1,202

464

239

課名 人事課

既存

事項 貸与被服経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 1530 職員貸与被服経費

事業概要

　業務服の貸与に要する経費

499

国庫支出金

県支出金

事業費計
1,202

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　新規採用職員、用務員の業務服については人事課で予算対応している。
　貸与実績
・新規採用職員：24年度　12人　25年度　11人　26年度　12人
・用務員　　　：24年度　33人　25年度　29人　26年度　29人
・保安員　　　：24年度　13人　25年度　 1人　26年度　13人

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

955 1,976 1,202
事業費 地方債

1,976
一般財源

955 1,976 1,202 1,202

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

955 1,976 1,202
事業費 地方債
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　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書

区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

積　　算　　基　　礎 前年度予算

手話通訳 0

市外旅費 6 6
関西公務研修協議会（京都市）
奈良県市町村職員研修運営協議会（橿原市）

研修参考図書等 15 26
研修用消耗品、文具等 10

お茶・水（研修講師用、会議用） 8 8

正庁及び研修室音響設備保守点検委託 91 91

正庁及び研修室音響設備借上料（再リース） 95 95

226

消耗品費 25

事業目的及び必要性 節（細節） 金　　額

　職員研修を円滑に進めるための事務経費
　正庁及び研修室に設置をしている音響設備借り上げのための経費 360 報償費 360

旅費 6

課名 人事課

既存

事項 研修事務経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 2510 研修事務経費

これまでの取組内容

事業概要

　研修関係図書、教材を購入するための経費
　正庁及び研修室の音響設備借り上げのリース料および保守点検に要する
経費

委託料 91

使用料及び貸借料 95

食糧費 8

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　正庁及び研修室の音響設備借り上げについて、平成２０年７月１日から
平成２５年６月３０日までの長期継続契約後、再リースをすることにより
経費を縮減している。

事業費計
585

462 226 585
事業費 地方債

226

462 226 585
事業費 地方債

一般財源
462 226 585 585

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書

区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

積　　算　　基　　礎 前年度予算

新規職員研修 410

研修講師出講旅費 50 100

新規職員研修用テキスト 250
階層別研修等用消耗品 6

2年目職員研修 4,540
3年目職員研修
5年目職員研修
7年目職員研修
10年目職員研修
係長前職員研修
課長補佐前職員研修
課長前職員研修
部長級職員研修

5,300

課名 人事課

既存

事項 基本研修経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 2515 基本研修経費

960
事業概要 480

480 委託料 4,470
620

消耗品費 190

事業目的及び必要性 節（細節） 金　　額

　現在及び将来にわたり職務を遂行するために必要となる知識・技能や、
公務員として求められるスキルを習得することを目的として、職員の役職
や年代に応じて階層別に研修を実施する。

150 報償費 150

旅費 50

184

これまでの取組内容

　外部講師への謝礼や委託料、研修講師出講のための旅費。
　新規職員研修においては、接遇などの基本的なスキルのほか、公務員と
して必要となる知識、奈良市の課題や将来像について理解する。
　２年目・３年目・５年目職員を対象とした研修においては、コミュニ
ケーション力や、業務遂行スキルなどの、職務を遂行する上で求められる
意識やスキルなどを習得する。
　７年目・１０年目職員を対象とした研修においては、係長を補佐する立
場として求められるリーダーシップやマネジメントの基本などを習得す
る。
　係長前職員研修から部長級職員研修においては、係や課もしくは部のマ
ネジメントを行う立場として求められる、適切なマネジメント能力を習得
する。

480
410
280
280
480

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　従来より実施してきた研修体系の見直しを図り、若手職員の育成を強化
する研修などを新たに導入した。
　引き続き、各階層に求められる能力に基づき、より効果的・効率的な研
修体系の策定に向けて見直しを図る。

事業費計
4,860

4,053 5,300 4,860
事業費 地方債

5,300

4,053 5,300 4,860
事業費 地方債

一般財源
4,053 5,300 4,860 4,860

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書

区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

積　　算　　基　　礎 前年度予算

技能労務職員研修 850
再任用準備研修
管理職職員研修

管理職職員研修講師出講旅費（東京） 210

　

600

1,660

課名 人事課

既存

事項 専門研修経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 2520 専門研修経費

事業概要

215 旅費 215

事業目的及び必要性 節（細節） 金　　額

　職種や年代に応じて必要とされる専門的な知識・技能等を習得すること
を目的とする。 250 報償費 650

150
250

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　より効果的・効率的な研修体系を策定するために、これまでの研修の実
施方法を見直し、専門知識に精通する担当部署への業務移管や庁内講師の
活用等を通じて、研修内容の精査を行っている。

委託料

事業費計
865

これまでの取組内容

　職種や年代に応じて必要とされる専門的な知識・技能等を習得するため
の研修実施に必要な経費。
　技能労務職員研修においては、環境部環境事業室に在籍する技能労務職
員を対象に、接遇及びマナー向上のための研修を実施する。
　再任用準備研修では、定年を迎える年代でかつ定年後も引き続き勤務を
希望する職員を対象として研修を実施し、再任用職員としての心構えや求
められるものを理解し、意欲の向上を図る。
　管理職職員研修においては、管理職職員全員を対象として、人材育成
や、地方自治体を取り巻く環境の変化など、幅広い分野をテーマとした研
修を実施する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

526 1,660 865
事業費 地方債

1,660
一般財源

526 1,660 865 865

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

526 1,660 865
事業費 地方債
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　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書

区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

積　　算　　基　　礎 前年度予算

女性職員向けキャリアアップ研修

0

事業目的及び必要性 節（細節） 金　　額

　女性の活躍促進を図るため、女性職員自身の意欲向上や、女性職員が安
心して活躍できる職場環境の整備を図るための研修を実施する。 747 委託料 747

課名 人事課

新規等

事項 女性の活躍促進（専門研修）
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 2520 専門研修経費

事業概要

　中堅の女性職員を対象として、能力向上を図るとともに、自己分析や
キャリアデザインを描くことを通じて、意欲の向上を図ることを目的とし
て研修を実施する。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
747

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　これまで他の団体に職員を派遣する形での研修として実施を行ってい
る。

0 0 747
事業費 地方債

0

0 0 747
事業費 地方債

一般財源
0 0 747 747

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書

区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

積　　算　　基　　礎 前年度予算

自治大学校 2,603
市町村職員中央研修所
全国建設研修センター
奈良県市長会
奈良県市町村職員研修センター
全国市町村国際文化研修所
東京財団週末学校
人材マネジメント部会
観光庁行政事務研修成果報告等旅費
観光庁行政実務研修出張旅費
観光庁行政事務研修旅費（赴任時および帰任時）

観光庁行政実務研修派遣職員住居借上料 1,800

観光庁行政実務研修派遣職員住居更新料

自治大学校派遣負担金 982
全国建設研修センター派遣負担金
市町村職員中央研修所派遣負担金
人材マネジメント部会派遣負担金
全国市町村国際文化研修所派遣負担金

65

5,450

課名 人事課

既存

事項 派遣研修経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 2525 派遣研修経費

378
事業概要 309

466
95

30
601

142

事業目的及び必要性 節（細節） 金　　額

　職員を本市以外の研修機関・団体等に派遣し、職務に応じた高度な知
識・技能等を身に付けさせ、スキルアップを図ることを目的とする。 223 旅費 2,473

172
45
12

これまでの取組内容

90

144
324

　職員を本市以外の研修機関・団体等に派遣するための旅費や派遣先の住
居を借りるための経費 1,800 使用料及び貸借料 1,950

150

273 負担金補助 934
103 及び交付金

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　研修参加負担金が高価な研修への派遣を見直し、より費用対効果が高い
研修を選択することで、経費節減の取り組みを行っている。

手数料

事業費計
5,357

5,452 5,450 5,357
事業費 地方債

東京財団助成金、その他雑入 631

4,819

その他
407 631 559 559

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

5,452 5,450 5,357
事業費 地方債

一般財源
5,045 4,819 4,798 4,798
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　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書

区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

積　　算　　基　　礎 前年度予算

自治大学校女性幹部養成支援プログラム

自治大学校派遣負担金

0

事業目的及び必要性 節（細節） 金　　額

　女性の活躍促進を図るため、女性職員自身の意欲向上や、女性職員が安
心して活躍できる職場環境の整備を図るための研修を実施する。 123 旅費 123

130 負担金補助 130
及び交付金

課名 人事課

新規等

事項 女性の活躍促進（派遣研修）
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 2525 派遣研修経費

事業概要

　中堅幹部として必要な政策形成能力及び行政管理能力を習得し、かつ、
公務員としての使命及び管理者意識を涵養することを目的として、将来の
幹部候補となる職員を育成する。

国庫支出金

県支出金

事業費計
253

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　これまで短期間での派遣として研修を実施している。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 0 253
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 253 253

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 253
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

積　　算　　基　　礎 前年度予算

手話講座 100

資格取得助成金 150
大学院修学助成金
自主研修グループ助成金

250

60

事業目的及び必要性 節（細節） 金　　額

　職員自身が積極的に自己研鑽できるよう、自己啓発の意識づけ、動機づ
けの機会を提供することを目的とする。 100 委託料 100

40 負担金補助 150
50 及び交付金

課名 人事課

既存

事項 自主研修経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 2530 自主研修経費

これまでの取組内容

　自ら学ぶ職員に助成を行うための助成金
事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　過去３年間の実績は以下のとおり

【実績】                　     (H24)       (H25)       (H26)
手話講座（100,000円） 　　　　　25人　 　　　6人　　　　 9人
資格取得助成金          　  12,400円    15,200円         0円
大学院修学助成金        　  50,000円         0円         0円
自主研修グループ助成金  　   6,725円     7,675円         0円
通信教育等助成金        　       0円         0円         0円

※平成２６年度については、平成２７年１月末時点のもの

事業費計
250

123 250 250
事業費 地方債

250

123 250 250
事業費 地方債

一般財源
123 250 250 250

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書

区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

積　　算　　基　　礎 前年度予算

職員養成塾講師謝礼（12回） 1,200

職員養成塾講師出講旅費（東京）（6回） 279
職員養成塾講師出講旅費（近畿）（6回）

職員養成塾教材費 21

1,500

課名 人事課

既存

事項 職員養成塾経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 2535 職員養成塾経費

事業概要

24 消耗品費 24

事業目的及び必要性 節（細節） 金　　額

　地方分権を進めている有識者や各界で独自の活動を行っている方を招い
て提言を受けたり、少子化や環境問題などの地域課題研究を行ったりする
ことで、これからの自治体職員として必要な職員の能力を養成することを
目的とする。

1,400 報償費 1,400

258 旅費 276
18

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成２２年度より事業開始。過去３年間の実績は以下のとおり

【実績】                　     (H24)       (H25)       (H26)
実施回数　　　　　　　　　　　　11回　　　　 7回　　　　 7回
職員の参加者数          　     749人       524人       620人
市民公開型　実施回数    　       2回         1回         2回
一般の参加者数　　　　  　      73人        20人       158人

※平成２６年度については、平成２７年１月末時点のもの

事業費計
1,700

これまでの取組内容

　自主的に学ぼうとする職員に学べる環境を提供することにより、地方分
権・地域主権を実行できる能力及び知識等、高い資質を持った職員を育成
するための外部講師に要する経費

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

827 1,500 1,700
事業費 地方債

1,500
一般財源

827 1,500 1,700 1,700

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

827 1,500 1,700
事業費 地方債
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　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書

区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

積　　算　　基　　礎 前年度予算

市町村職員共済組合への連絡のための旅費（10回） 12

市町村職員共済組合員原票の印刷 10

職員用救急措置薬品の購入(15施設) 105

市町村職員共済組合宛ての事務書類郵送料 73

職員健康診断等助成金
人間ドック受診補助(1200人)

インフルエンザ予防接種助成(500人)

14,000

70 通信運搬費 70

負担金補助
 13,000

110 医薬材料費 110

事業目的及び必要性 節（細節） 金　　額

　地方公務員法第４２条に、地方公共団体は、職員の保健、元気回復、そ
の他厚生に関する事項について計画を樹立し、これを実施しなければなら
ないと定められている。同法に基づき、職員の共済事務、健康増進および
元気回復を図るために実施する。

10 旅費 10

10 印刷製本費 10

課名 人事課

既存

事項 職員福利厚生経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 3010 職員福利厚生経費

これまでの取組内容

　職員の共済組合に関する事務及び職員の健康診断等に対する助成事務を
行うための経費

1,000

13,800
12,000 及び交付金

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成24年度より職員互助会への補助を廃止し、職員の健康保持増進を図
ることを目的に職員健康診断等助成制度を設けた。

事業費計
13,200

12,085 14,000 13,200
事業費 地方債

14,000

12,085 14,000 13,200
事業費 地方債

一般財源
12,085 14,000 13,200 13,200

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

積　　算　　基　　礎 前年度予算

ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ研修会講師謝礼（年一回） 1,493
産業医指導相談謝礼

安全管理者選任時研修旅費(1人) 20
ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽｾﾐﾅｰ受講旅費(3人)

安全管理者選任時研修テキスト代 0

郵送料（ゆうパック） 10

心の健康相談室事業委託 6,567
就業及び職場復帰支援のカウンセリング委託
ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽﾁｪｯｸ事業委託
ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽﾁｪｯｸ後のｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ指導委託

ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽｾﾐﾅｰ受講負担金(3人)
安全管理者選任時研修負担金(1人)
中央労働災害防止協会年会費
奈良県医師会産業医部会負担金

8,234

課名 人事課

既存

事項 職員安全衛生管理経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 3510 職員安全衛生管理経費

8 通信運搬費 8

2 消耗品費 2

旅費 11
9

事業目的及び必要性 節（細節） 金　　額

　近年、労働者の受けるストレスは拡大する傾向にあり、病休者も増加し
ている。その中でも、精神的な疾患を患う者が特に増加をしており、精神
的な疾患をもつ職員及びメンタルヘルスに不安を持つ職員に対し、予防・
療養・復職プロセスを含む就業支援全般にわたって、カウンセリング等の
専門的な支援を提供する。

53 報償費 1,493
1,440

2

これまでの取組内容

144
15 及び交付金

50

事業概要 1,234 委託料 6,098
　メンタルヘルスチェック事業とその後のカウンセリング指導を行い、精
神疾患に至る手前のグレーゾーンにいる職員の早期発見と早期対策を図る
ための委託事業や、職員の職場における安全及び衛生の確保並びに健康の
保持増進を図るための研修や各種相談業務を実施するために必要な経費

1,200
2,164
1,500

45 負担金補助
 112

2

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成11年度より医師会に「心の健康相談室事業」の委託を開始し、平成
22年度からは産業医による健康相談を、平成23年度からは産業カウンセ
ラーによる健康相談を実施してきた。また、平成24年度からは産業医によ
る健康相談の回数を、2週間に1回から週1回に変更した。

事業費計
7,724

7,928 8,234 7,724
事業費 地方債

8,234

7,928 8,234 7,724
事業費 地方債

一般財源
7,928 8,234 7,724 7,724

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書

区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

積　　算　　基　　礎 前年度予算

衛生管理者研修・試験旅費(3人)

衛生管理者免許証送付用切手(3人)

衛生管理者免許申請・受験手数料(3人)

衛生管理者研修会負担金(3人)

0

課名 人事課

新規等

事項 職員安全衛生管理経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 3510 職員安全衛生管理経費

事業概要

62 負担金補助 62
及び交付金

25 手数料 25

事業目的及び必要性 節（細節） 金　　額

　労働安全衛生法で事業者に義務付けられている安全衛生管理体制のう
ち、衛生管理者は事業者の業種区分や労働者数の規模にルールが設けられ
ている。今後の職員の退職において、衛生管理者の免許の取得者が減少す
ることから補充が必要となる。

12 旅費 12

2 通信運搬費 2

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
101

これまでの取組内容

　衛生管理者の免許を取得するための経費

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 0 101
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 101 101

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 101
事業費 地方債
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　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書

区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

積　　算　　基　　礎 前年度予算

人間ドック等申込カードの印刷 78

職員の健康診断委託 13,500
(1)定期健康診断　（全職員対象）

(血液検査、血圧検査、尿検査、心電図、胸部ﾚﾝﾄｹﾞﾝ等)

(2)深夜業従事者健康診断(深夜業務従事の職員対象)

(3)結核健康診断　
(胸部ﾚﾝﾄｹﾞﾝ後に観察を必要とする職員対象)

(4)じん肺健康診断 (粉塵の多い業務従事の職員対象)

(5)有機溶剤取扱者健康診断
(有機溶剤を取り扱う業務に従事する職員対象)

(6)特定化学物質取扱者健康診断
(特定化学物質を取り扱う業務に従事する職員対象)

(7)特別健康診断　
(30歳未満の深夜業務に従事する職員等対象)

(8)腰部及び頸肩腕健康診断
(腰・首等への負担が大きい業務に従事する職員対象)

(9)ＶＤＴ従事職員健康診断
（OA機器等を長時間使用する業務に従事する職員対象)

(10)採用時健康診断　（新規採用予定者対象）

(11)幼稚園職員健康診断　（幼稚園職員対象）
13,578

2,235

事業目的及び必要性 節（細節） 金　　額

　労働安全衛生法第66条に、事業者は、労働者に対し、厚生労働省令で定
めるところにより医師による健康診断を行わなければならないと定められ
ている。同法に基づき、本市職員の疾病の早期発見と予防のために健康診
断を実施する。

60 印刷製本費 60

委託料 15,690
8,996

課名 人事課

既存

事項 職員健康診断経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 3515 職員健康診断経費

611

　定期健康診断をはじめ、特定業務健康診断等の各種健康診断に要する経
費

149

322

46

事業概要

26

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

2,129 事業費計
15,750

これまでの取組内容

　健康診断の受診者数
　(1)定期健康診断　　　　　　　：　24年度　1466人　25年度　1508人
　(2)深夜業従事者健康診断　　　：　24年度　 321人　25年度 　325人
　(3)結核健康診断　　　　　　　：　24年度　　11人　25年度　　13人
　(4)じん肺健康診断　　　　　　：　24年度　　86人　25年度　　92人
　(5)有機溶剤取扱者健康診断　　：　24年度　　21人　25年度　　22人
　(6)特定化学物質取扱者健康診断：　24年度　　21人　25年度　　22人
　(7)特別健康診断　　　　　　　：　24年度　　64人　25年度　　65人
　(8)腰部及び頸肩腕健康診断　　：　24年度　　73人　25年度　　69人
　(9)ＶＤＴ従事職員健康診断　　：　24年度　　11人　25年度　　82人
　(10)採用時健康診断　　　　　 ：　24年度　 114人　25年度　　95人
　(11)幼稚園職員健康診断　　　 ：　24年度　　- 人　25年度　　83人

378

664

134

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

11,258 13,578 15,750
事業費 地方債

13,578
一般財源

11,258 13,578 15,750 15,750

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

11,258 13,578 15,750
事業費 地方債
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　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書

区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

積　　算　　基　　礎 前年度予算

国際救助隊用予防接種手数料 260
黄熱病ワクチン接種　(4人)
狂犬病ワクチン接種　(4人)

Ｂ型肝炎予防接種 732
抗原抗体検査　(37人)
予防接種（37人×3回）

トキソプラズマ検診　(3人)
破傷風予防接種

17

1,009

4
24

64
807

事業目的及び必要性 節（細節） 金　　額

　保健所などでＢ型肝炎に感染するおそれがある業務に従事する職員や破
傷風に感染するおそれがある業務に従事する職員、また、消防局の国際救
助隊登録者で黄熱病等に感染する恐れがある業務に従事する職員に対し、
感染を予防する目的で予防接種を実施する。

手数料 260
44
216

委託料 899

課名 人事課

既存

事項 職員予防接種経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 3520 職員予防接種経費

これまでの取組内容

　Ｂ型肝炎、破傷風や黄熱病等の予防ワクチンの接種を実施するための経
費

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　Ｂ型肝炎予防ワクチンについて、従来は毎年抗原抗体検査を実施し、対
象者に追加ワクチン接種を行ってきたが、その手法を変更し、24年度から
は対象職種・所属に新たに採用・配属された者だけに抗原抗体検査を実施
する方法に変更した。このことにより、ワクチンの有効性を確保しつつ経
費の削減をした。

医薬材料費

事業費計
1,159

820 1,009 1,159
事業費 地方債

1,009

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

820 1,009 1,159
事業費 地方債

一般財源
820 1,009 1,159 1,159
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　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書

区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

積　　算　　基　　礎 前年度予算

Ｂ型肝炎予防接種
抗原抗体検査　(34人)
予防接種（34人×3回）

0

事業目的及び必要性 節（細節） 金　　額

　Ｂ型肝炎に感染するおそれがある業務に従事する職員に対し、感染を予
防する目的で予防接種を実施している。収集課等環境部において嘱託職員
の雇用が増えており、職員同様にB型肝炎等の感染症を予防するため、予
防接種を実施する必要がある。

委託料 801

課名 人事課

新規等

事項 職員予防接種経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 3520 職員予防接種経費

事業概要

　Ｂ型肝炎の予防ワクチンの接種を実施するための経費

国庫支出金

県支出金

事業費計
801

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 0 801
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 801 801

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 801
事業費 地方債
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　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書

区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

積　　算　　基　　礎 前年度予算

報酬 334,964
給料 10,254,500

特別職給
一般職給

職員手当等 10,479,896

扶養手当
初任給調整手当
通勤手当
地域手当
超過勤務手当
特殊勤務手当
期末手当
勤勉手当
教員特別手当
宿日直手当
管理職手当
住居手当
単身赴任手当
管理職員特別勤務手当
退職手当（145人）
児童手当

共済費 3,528,365

共済負担金
社会保険料

恩給及び退職年金 1,072
恩給

負担金補助及び交付金 12,203
恩給組合負担金
退職手当負担金
児童手当拠出金

24,611,000

農業委員会交付金 5,830

職員手当等 9,992,049
287,865
7,256

事業目的及び必要性 節（細節） 金　　額

　一般会計において、施設の管理運営等や市民の安全・健康・福祉等の維
持向上等を図るために行う全ての行政事務（投資的事業を除く）に係る職
員等に対して支出する経費
　勤労の対価、報酬としての経費
　議会費、総務費・一般管理費等一般行政経費に係る人件費2,884人分

313,119 報酬 313,119
給料 9,757,027

40,848
9,716,179

課名
人事課、消防総務課、教職員課、議会総
務課ほか

既存

事項 職員給与費等人件費（一般行政経費分)
会計 一般会計 総務費ほか 総務管理費ほか 一般管理費ほか

小事業 0505 職員給与費等

2,678,000
143,150

6,216
19,729

事業概要 39,690
・市長等特別職の給与費及び共済費
・議員の報酬、職員手当等及び共済費
・各種委員会の委員報酬
・一般職の給与費及び共済費
・その他（児童手当、恩給、恩給組合負担金、退職手当負担金等）

2,660,838
1,463,061

6,919
30

346,575
167,607

308,588
1,062,012
794,513

議員 H15～H21　報酬月額5％減額　　H23　報酬月額10％減額
H24～H25  報酬月額10％減額、期末手当10%減額
H15～H17　給料月額2％～4％減額　　H21～H23　給料月額2％～4％減額

103,477

一般職
1,535

H24～H25.6　給料月額2％～5％減額、期末勤勉手当2％～5%減額
H25.7～H26.3　給料月額3.77％～10％減額、期末勤勉手当6.65％～7.92%減額
　　　　　　　管理職手当4.99％減額、地域手当・時間外勤務手当減額
H26～H27　給料月額2％～6％減額
H24　住居手当の持家分廃止　H24　特殊勤務手当の全面見直し（廃止・統廃合等）
H25　退職手当支給水準引き下げ、枠外昇給廃止、55歳超職員昇給停止
H26　退職手当支給水準引き下げ、早期退職特例措置拡充
H27　退職手当支給水準引き下げ、給与制度の総合的見直し

事業費計
23,964,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容 194,712
市長等特別職 H15～H23　給料月額10％減額

H24～H25.6　給料月額10％減額、期末手当10%～30%減額
H25.7～H26.3　給料月額10％～30%減額、期末手当10%～30%減額
H22　現市長の前任期の退職手当不支給　　H24　現常勤監査委員の退職手当不支給
H25　現教育長の退職手当不支給
H26　市長等の給料額改定、現市長の退職手当不支給、現副市長の退職手当不支給

恩給及び
退職年金 1,072
1,072

負担金補助 105,081
69 及び交付金

共済費 3,795,652
3,600,940

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 5,907

国庫支出金

県支出金

24,961,005 24,611,000 23,964,000 1,400,000
事業費 地方債

退職手当債 1,760,000

東日本大震災派遣人件費 8,958

22,836,212

その他
2,341,001 1,774,788 1,414,865 8,958

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

24,961,005 24,611,000 23,964,000 1,400,000
事業費 地方債

一般財源
22,620,004 22,836,212 22,549,135 22,549,135
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　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書

区分 （単位：千円）

01 款 50 項 15 目 20

積　　算　　基　　礎 前年度予算

給料 235,418
一般職給

職員手当等 177,298
扶養手当
通勤手当
地域手当
超過勤務手当
特殊勤務手当
期末手当
勤勉手当
管理職手当
住居手当
管理職員特別勤務手当

共済費 78,284
共済負担金

491,000

事業目的及び必要性 節（細節） 金　　額

　一般会計において施設の建設及び維持補修等を行う投資的事業に係る職
員に対して支出する経費。
　勤労の対価としての経費。
　清掃施設整備事業費、土地基盤整備事業費、道路橋梁維持費、道路橋梁
新設改良費、河川堤防改修費、街路事業費、公園事業費、公営住宅整備事
業費、消防施設整備事業費、小学校施設整備事業費、中学校施設整備事業
費の投資的経費等に係る人件費61人分。

給料 223,124
223,124

職員手当等 170,149
6,171

課名 人事課

既存

事項 職員給与費等人件費（投資的経費等)
会計 一般会計 土木費ほか 道路橋梁費ほか 道路橋梁新設改良費ほか

小事業 0505 職員給与費等

76,727
76,727

60,713
事業概要 35,130
・一般職の給与費及び共済費 6,879

4,644
512

共済費

22,367
64

8,023
25,646

470,000

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

一般職
H15～H17　給料月額2％～4％減額
H21～H23　給料月額2％～4％減額
H24～H25.6　給料月額2％～5％減額、期末勤勉手当2％～5%減額
H25.7～H26.3　給料月額3.77％～10％減額
　　　　　　　期末勤勉手当6.65％～7.92%減額
　　　　　　　管理職手当4.99％減額
　　　　　　　地域手当・時間外勤務手当減額
H26～H27　給料月額2％～6％減額
H24　住居手当の持家分廃止
H24　特殊勤務手当の全面見直し（廃止・統廃合等）
H25　退職手当支給水準引き下げ、枠外昇給廃止、55歳超職員昇給停止
H26　退職手当支給水準引き下げ、早期退職特例措置拡充
H27　退職手当支給水準引き下げ、給与制度の総合的見直し

事業費計

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

461,321 491,000 470,000
事業費 地方債

491,000
一般財源

461,321 491,000 470,000 470,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

461,321 491,000 470,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

前年度予算

顧問弁護士報酬　（2人） 2,592
　 　

2,592

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　複雑多岐にわたる法律問題に速やかに対応するため、顧問弁護士を任用
し、問題の早期解決、未然防止に資する。 2,592 報酬 2,592

　 　 　

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 法務ガバナンス課

既存

事項 顧問弁護士報酬
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 1510 顧問弁護士等経費

これまでの取組内容

　市で任用した顧問弁護士に対する報酬
事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
2,592

2,520 2,592 2,592
事業費 地方債

2,592

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,520 2,592 2,592
事業費 地方債

一般財源
2,520 2,592 2,592 2,592
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

前年度予算

不当要求行為等審査会委員報酬　（2人×2回） 　 38 38
　

38

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　職員の服務規律・法令の遵守と不当要求の排除のための組織体制を整備
する。 報酬 38

　 　

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 法務ガバナンス課

既存

事項 不当要求行為等審査会委員報酬
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 1533 法令遵守推進経費

事業概要

　奈良市不当要求行為等審査会

　設置年月日　　平成19年4月1日
　委員数　　　　2人
　委員構成　　　学識経験者・弁護士

国庫支出金

県支出金

事業費計
38

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 38 38
事業費 地方債

38
一般財源

0 38 38 38

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 38 38
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

前年度予算

法律相談業務委託　 1,037
　 　

内部通報相談業務委託　

1,037

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　職員の服務規律・法令の遵守のために必要な法律相談等を実施する。
648 委託料 1,037

　 　
389

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 法務ガバナンス課

既存

事項 法令遵守相談業務
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 1533 法令遵守推進経費

これまでの取組内容

　職員が服務規律及び法令を遵守するための相談を日常的に法令遵守監察
監が行うとともに、月1回庁舎内で外部の専門家（弁護士）による法律相
談を実施している。また、同時に公益通報の外部相談窓口を、同弁護士に
委託し、設置している。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成19年度より同業務を実施している。

事業費計
1,037

1,008 1,037 1,037
事業費 地方債

1,037

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,008 1,037 1,037
事業費 地方債

一般財源
1,008 1,037 1,037 1,037
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

前年度予算

委員報償費　（3人×4回） 216
　 　
委員の市外旅費 207
　 　 　
委員会賄用お茶 2

　

425

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　本市の機関のガバナンスを強化し、確立するため、外部の専門家を招
き、奈良市ガバナンス懇話会を開催し、市の機関の内部統制等について外
部の視点で主として法的側面から意見・助言を得、市政運営の参考にす
る。表面的な議論になるのを回避するためには定期的に懇話会を開催する
必要があり、3ヶ月に1回以上のペースでの開催を予定している。

144 報償費 144
　

142 旅費 142

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 法務ガバナンス課

既存

事項 ガバナンス懇話会運営経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 7010 ガバナンス推進経費

事業概要

　奈良市ガバナンス懇話会

　設置年月日　　平成23年8月9日（前　奈良市ガバナンス監視委員会）
　参加者数　　　３人
　参加者構成　　弁護士・公認会計士・学識経験者

　
　

　

　 　
2 食糧費 2

事業費計
288

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　H24～H25は、その間に発覚した職員による不祥事と、職員アンケート実
施後の市の対応について意見を得た。
　H26は、リスクマネジメントの取り組み等について意見を得た。

【H24年度】3回開催
【H25年度】2回開催
【H26年度】1回開催

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

142 425 288
事業費 地方債

425

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

142 425 288
事業費 地方債

一般財源
142 425 288 288
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

前年度予算

先進地視察等 68 95
　

新聞代（奈良新聞） 37 133
事務用消耗品等

228

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　課の事務運営のための経費
旅費 68

　
消耗品費 160

123

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 法務ガバナンス課

既存

事項 課事務経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 7010 ガバナンス推進経費

事業概要

　当課において通常業務を行うにあたり必要となる経費。
　平成26年4月付組織改編に伴い旧文書法制課法制係に相当する人員増分
を本年度予算案に反映。

国庫支出金

県支出金

事業費計
228

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　資料作成枚数の削減により紙の使用枚数やコピー代の削減を行う等の取
り組みを行っている。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

169 228 228
事業費 地方債

228
一般財源

169 228 228 228

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

169 228 228
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

前年度予算

管理職対象研修講師報償費　　　　　　　（1回） 380
リスクマネージャー対象研修講師報償費　（6回） 　
係長級以下職員対象研修講師報償費　　　（6回）
　 　
管理職対象研修講師市外旅費　　　　　　（1回） 110
リスクマネージャー対象研修講師市外旅費（6回）
係長級以下職員対象研修講師市外旅費　　（6回）

490

　 　 　
30 旅費 56

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　職員の不当要求行為への対応能力の向上及びリスクマネジメントを効果
的に推進することを目的として、全職員に対し、職階別に研修を行う必要
がある。

60 報償費 300
120
120

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 法務ガバナンス課

既存

事項 法令遵守研修
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 7010 ガバナンス推進経費

事業概要

　職員の不祥事撲滅に向けた認識の徹底、不当要求行為への対応等につい
て取り組んできたが、平成27年度も引き続き、不当要求行為への実践をふ
まえた対応訓練及びリスクマネジメントに係る研修を行い、職員の法令遵
守に関する意識の向上を図る。

13
13

国庫支出金

県支出金

事業費計
356

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

【24年度】　　　 管理職対象研修　    2回実施
　　　　　　     係長級以下職員研修  6回実施

【25年度】　　　 管理職対象研修　    1回実施
　　　　　　     係長級以下職員研修  8回実施

【26年度】　　　 管理職対象研修　　  1回実施
　　　　　　　　 係長級以下職員研修  6回実施

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 490 356
事業費 地方債

490
一般財源

0 490 356 356

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 490 356
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 15

前年度予算

奈良市政治倫理審査会委員報酬　（5人×4回） 300

審査会委員旅費　（費用弁償）　（5人×4回）　 40 49

事務連絡用郵送料　（5人×4回） 9 11

360

通信運搬費 9

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市長等政治倫理条例の適正な運用を図るため、地方自治法第１３８
条の４第３項の規定に基づき附属機関として奈良市政治倫理審査会を設置
する。

240 報酬 240

旅費 40

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 法務ガバナンス課

既存

事項 奈良市政治倫理審査会開催経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 文書費

小事業 1030 法制事務経費

　政治倫理審査会は、市長より提出された資産報告書及び市長等より提出
された所得報告書、関連会社報告書並びに市民からの調査請求に関する事
項について、調査及び審査し、その結果を記載した意見書を作成し、必要
な勧告を行う。また、その他政治倫理の確立を図るため市長が諮問した事
項について審議し、答申し、又は建議する。

事業概要

国庫支出金

県支出金

事業費計
289

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成25年3月議会において「奈良市長等政治倫理条例」が成立し、同時
に可決された「政治倫理審査会条例」に基づき、平成25年7月「奈良市政
治倫理審査会」を立ち上げた。今後は、条例の適正な運用を図るととも
に、条例で定められた基準などの遵守に関して調査等を行っていく。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

127 360 289
事業費 地方債

360
一般財源

127 360 289 289

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

127 360 289
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 15

前年度予算

外部委員報酬　（2人×5回） 0

奈良県都市法制執務連絡協議会 4 25
（葛城市、宇陀市、大和高田市各1人×1回）

外部委員旅費　（2人×5回）

追録代 568
定期刊行物等購読料
書籍購入費

会議等賄（お茶） 1

奈良市公報印刷代 1,966

総合法令管理システム利用料 5,292

100

7,952

67
34

303 消耗品費 404

15

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市の条例、規則、告示等に係る事務及びこれらの公告などを行う。
100 報酬 100

旅費 19

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 法務ガバナンス課

既存

事項 法制事務経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 文書費

小事業 1030 法制事務経費

これまでの取組内容

4,179 使用料及び賃借料 4,179

事業概要

　法令審査会の開催、奈良県都市法制執務連絡協議会への出席、奈良市公
報の編集及び発行、奈良市例規データベースシステムの編集、管理及び供
用等

4 食糧費 4

2,387 印刷製本費 2,387

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　奈良市例規データベース等の総合法令管理システムの利用について一般
競争入札を実施して、利用料の削減を図った。また、法令関係図書の追
録、定期刊行物の必要性を精査し、一部更新をとりやめ経費削減を図っ
た。

報償費

事業費計
7,093

7,895 7,952 7,093
事業費 地方債

7,952

7,895 7,952 7,093
事業費 地方債

一般財源
7,895 7,952 7,093 7,093

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 35

前年度予算

市外旅費 78
消耗品 2,927
燃料費 21
光熱水費 97,500
施設修繕 2,772
電信電話料 31,300
全国市有物件災害共済会分担金 15,014
清掃委託 83,240
庁舎敷地内植木芝生保守業務委託
普通財産草刈業務委託
庁舎・駐車場管理委託
駐車場管理ＢＯＸリース料 16,808
庁舎空調熱源機使用料
ＡＥＤリース料
ＮＨＫ受信料
公有財産管理システムリース料
防火・防災管理者講習会受講料 208
自衛消防業務講習会受講料
公有財産管理の実務研修負担金

200

250,068

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 管財課

既存

事項 庁舎等管理経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 財産管理費

小事業 1010 庁舎等管理経費

1,956
事業概要 52,044

21,346 委託料 77,266
1,920

30,957 通信運搬費 30,957
15,385 保険料 15,385

光熱水費 107,508
3,000 修繕料 3,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　庁舎設備、美化清掃、保安業務など庁舎内における維持管理業務及び庁
舎の使用のための管理経費
　市有財産の管理に伴う経費

61 旅費 61
2,633 消耗品費 2,633

30 燃料費 30
107,508

253,828

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

これまでの取組内容

　庁舎の維持管理に関する委託内容の見直しとコスト削減を図り、照明器
具の省エネルギー化や電球の間引き調整による節電と、冷暖房の設定温度
や風量を見直し、エコ運転を徹底するなど経費削減に取り組んでいる。

工事請負費

事業費計

及び交付金

35

　庁舎内外の維持管理のための清掃業務や空調機器・エレベータ・消防設
備などの点検や保守管理業務。庁舎建物を効率的に運営するために必要な
電気・ガス・水道などの適正な使用管理を行うための業務
　市有財産の管理業務

65 使用料及び賃借料 16,905
15,939

62
250
589
9 負担金補助 83
39

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

249,224 250,068 253,828
事業費 地方債

行政財産使用料、証明手数料、土地建物貸付収入、広告収入、
公衆電話受託事務費収入、その他雑入 40,943

209,125
一般財源

204,939 209,125 213,882 213,882

その他
44,285 40,943 39,946 39,946

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

249,224 250,068 253,828
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 35

前年度予算

鑑定手数料 800

土地調査委託 4,800
草刈作業委託

インターネット回線使用料 13,600

休日夜間診療所敷地売却に伴う倉庫棟排水設備改修工事 0

19,200

2,400 工事請負費 2,400

20,000 使用料及び賃借料 20,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市有財産を有効利活用し、不要な土地を売却する。
3,700 手数料 3,700

8,600 委託料 12,300
3,700

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 管財課

新規等

事項 公有財産売却事業
会計 一般会計 総務費 総務管理費 財産管理費

小事業 1010 庁舎等管理経費

これまでの取組内容

　公有財産を売却するにあたり、準備段階として土地の境界確認、境界杭
の埋設、地積測量図作成、不動産鑑定評価等を行い、土地を維持管理する
ために草刈作業を行う。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成26年度執行見込
　　鑑定手数料　　　            　800千円
　　草刈作業委託　　              439千円
　　測量業務委託　　　          7,129千円
　　インターネット回線使用料　 15,422千円

事業費計
38,400

12,502 19,200 38,400 2,400
事業費 地方債

19,200

その他
2,400

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

12,502 19,200 38,400 2,400
事業費 地方債

一般財源
12,502 19,200 36,000 36,000
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 35

前年度予算

樹木伐採委託

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市内の山林にカシノナガキクイムシが大量発生したため、ナラ枯れ
が広範囲にわたって発生しており、奈良市の所有する土地でもナラ枯れが
発生している。倒木により建物が破損する恐れがあるので対処して欲しい
と隣接する民家から要望されている。現場は傾斜地であるため倒れる可能
性が十分にあり危険である。

2,000 委託料 2,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 管財課

新規等

事項 ナラ枯れ対策事業
会計 一般会計 総務費 総務管理費 財産管理費

小事業 1010 庁舎等管理経費

事業概要

　ナラ枯れした樹木の伐採を行なう。

国庫支出金

県支出金

事業費計
2,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 0 2,000
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 2,000 2,000

その他
0 0 0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 2,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 35

前年度予算

本庁舎産業廃棄物処理委託 1,542

本庁舎大型ごみ等廃棄物処理委託

1,542

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　本庁舎から排出される産業廃棄物は、事業系産業廃棄物となるために、
関係法令等に従って、委託により適正に処理を実施する必要性がある。 1,234 委託料 1,542

308

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 管財課

新規等

事項 産業廃棄物処理委託事業
会計 一般会計 総務費 総務管理費 財産管理費

小事業 1010 庁舎等管理経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
1,542

これまでの取組内容

　本庁舎から排出される産業廃棄物を、適正に処理するための委託業務

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,442 1,542 1,542
事業費 地方債

1,542
一般財源

1,442 1,542 1,542 1,542

その他
0 0 0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,442 1,542 1,542
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 35

前年度予算

電話交換機（現PBX）再々リース（H27.4～H28.2） 2,188

電話交換機（新PBX）リース（H28.3～）

2,188

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　現在使用している電話交換機（PBX-EP81）は、平成26年度末（H27.2）
で使用開始から7年間が経過し、メーカーの法定耐用年数6年を経過してお
り、修理部品保有期間が終わることから代替品の調達が難しくなり、交換
機保守契約の延長が困難となる。このことは、故障時に修理等の対応が出
来ない、電話が長期にわたり使用できない、といった混乱を招き、市民
サービスにの低下につながるおそれがある。
　そのため、電話交換機の更新を実施する。北棟の災害対策室の運用を考
慮し、更新に併せて電話交換機を耐震性のある北棟へ移設する。

1,497 使用料及び賃借料 2,180

683

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 管財課

新規等

事項 電話交換機（ＰＢＸ）更新事業
会計 一般会計 総務費 総務管理費 財産管理費

小事業 1010 庁舎等管理経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成20年3月～平成26年2月　現PBXリース契約
　平成26年3月～平成27年2月　再リース契約
　平成27年3月～平成28年2月　再々リース契約
　平成28年3月～　　　　　　 新規PBXリース契約開始（7年）

事業費計
2,180

これまでの取組内容

　電話交換機の更新及び耐震性のある北棟への移設

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

5,342 2,188 2,180
事業費 地方債

2,188
一般財源

5,342 2,188 2,180 2,180

その他
0 0 0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

5,342 2,188 2,180
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 35

前年度予算

消耗品 661

燃料費 12,142

修繕料 645

洗車手数料 35 38

自動車損害賠償責任保険・自動車損害共済分担金 11,528

車両管理システムソフトウェアサポート業務委託 185

自動車借上料（リース代） 22,875

車両管理システム端末機器リース料（4～1月）
車両管理システム端末機器リース料（新規導入2～3月）
車両管理システム用パソコン・プリンタ（共同調達分）
駐車場使用料

奈良県安全運転管理者協会負担金 54 54

　

　

48,128

手数料 35

9,523 保険料 9,523

645 修繕料 645

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　本庁職員が業務に使用する共用車を一括で借上げ、各課に貸し出すこと
により、共用車の効率的な運用管理を行う。 639 消耗品費 639

10,210 燃料費 10,210

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 管財課

既存

事項 共用自動車等管理経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 財産管理費

小事業 1020 共用自動車等管理経費

これまでの取組内容

負担金補助 54
及び交付金

　本庁における共用車の貸出業務や維持管理業務及び、車両の利用につい
ての統計や車両保険事務 23,742 使用料及び賃借料 23,742

事業概要 185 委託料 185

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　共用車の利用状況を分析し、必要最低限の車両台数に向けて、年次的に
車両台数の削減を図った。平成26年度は環境に優しい車を導入した。
　平成22年度　143台
　平成23年度　132台
　平成24年度　123台
　平成25年度　114台
　平成26年度　120台（うち電気自動車3台・ＰＨＶ2台・ＨＶ1台導入） 事業費計

45,033

43,263 48,128 45,033
事業費 地方債

自動車損害賠償保険料収入 300

47,828

その他
10 300 300 300

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

43,263 48,128 45,033
事業費 地方債

一般財源
43,253 47,828 44,733 44,733
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 35

前年度予算

機構改革に伴う電気設備等修繕 5,115

5,115

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　年度末及び年度途中に行われる機構改革や、人事異動に伴う執務スペー
ス等の庁舎施設修繕経費 5,000 修繕料 5,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 管財課

既存

事項 庁舎等維持補修経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 財産管理費

小事業 1510 庁舎等維持補修経費

事業概要

　機構改革等に伴う庁舎等施設の維持補修等経費
　主に庁舎の執務室のレイアウト変更に伴う電気設備修繕や間仕切り等修
繕など

国庫支出金

県支出金

事業費計
5,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　事務室の間仕切りは、コスト増と消防設備の警戒区域不具合を発生させ
るだけでなく、空調が妨げられて冷暖房効率の低下を招くため、間仕切り
施工は極力削減している。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

6,000 5,115 5,000
事業費 地方債

5,115
一般財源

6,000 5,115 5,000 5,000

その他
0 0 0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

6,000 5,115 5,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 40

前年度予算

消耗品 223

防護柵修繕 1,000

土地評価鑑定手数料 500

樹木伐採・草刈作業委託 1,600
土地測量委託

3,323

1,600 委託料 4,000
2,400

912 手数料 912

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　旧町村字名や所有者のいない共有地として登記された溜池や堤塘などの
地方自治法第２９４条第１項に定められている財産区財産に準じて取扱う
財産の管理や処分に要する経費

200 消耗品費 200

200 修繕料 200

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 管財課

既存

事項 財産区有財産管理経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 財産区有財産管理費

小事業 1010 財産区有財産管理経費

これまでの取組内容

　財産区財産の管理に伴う樹木伐採・草刈委託料、防護柵修繕等
　財産区財産の処分に伴う土地鑑定手数料、土地測量委託

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成26年度執行実績
　あやめ池南支障木枝払等業務委託　199千円
　紀寺南池草刈作業業務委託　　　　818千円ほか

事業費計
5,312

2,347 3,323 5,312
事業費 地方債

3,323

2,347 3,323 5,312
事業費 地方債

一般財源
2,347 3,323 5,312 5,312

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 40

前年度予算

地元公共事業費（あやめ池上池） 27,911
地元公共事業費（押熊町奥山田池）
地元公共事業費（中山町蒼池）
地元公共事業費（柏木町新池）
地元公共事業費（七条町山林）
地元公共事業費（尼辻町長池）
地元公共事業費（秋篠とんぼ池）
地元公共事業費（東九条町原野）
地元公共事業費（二条大路南三丁目溜池）
地元公共事業費（尼辻町城山新池）
地元公共事業費（杏町河原池）

27,911

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 管財課

既存

事項 地元還元事業経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 財産区有財産管理費

小事業 1015 地元還元事業経費

128
2,500

5,000
2,144

5,900
1,884

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　財産区財産であった財産の処分に伴う地元公共事業積立基金を財源とし
て行われる工事等の地元公共事業経費
　主な工事等　　溜池護岸工事、溜池斜樋補修工事、草刈業務委託、
　　　　　　　　防護柵設置工事、水利会館修繕工事

5,300 負担金補助 43,000
7,000 及び交付金

5,500

これまでの取組内容

　地元公共事業の財源として地元公共事業基金の取り崩しを行う。

300
事業概要 7,344

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成23年度　地元公共事業執行実績　　 26,702千円　19件
　平成24年度　地元公共事業執行実績　　 34,179千円　16件
　平成25年度　地元公共事業執行実績　　 19,161千円　17件
　平成26年度　地元公共事業執行見込     38,296千円　20件

事業費計
43,000

19,161 27,911 43,000
事業費 地方債

地元公共事業基金繰入金 27,911

0

その他
19,161 27,911 43,000 43,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

19,161 27,911 43,000
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 40

前年度予算

水利権等補償費（六条一丁目共有地） 4,596
水利権等補償費（尼辻南町共有地）
水利権等補償費（紀寺町共有地）

4,596

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　財産区財産であった財産の処分に伴う地元関係者への補償経費
6,600 補償金 7,834
210

1,024

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 管財課

既存

事項 水利権等補償経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 財産区有財産管理費

小事業 1020 水利権等補償経費

事業概要

　財産区財産であった財産の処分に伴う水利権等権利補償

国庫支出金

県支出金

事業費計
7,834

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成24年度執行実績
　「国営飛鳥・平城宮跡歴史公園宮跡区域」の整備事業に伴う
 二条大路南二丁目共有地水利権等補償　　32,673千円

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 4,596 7,834
事業費 地方債

4,596
一般財源

0 4,596 7,834 7,834

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 4,596 7,834
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 75

前年度予算

事務用消耗品 1,250

間仕切等修繕 6,250

廃材処分委託 500

庁内器具 0

8,000

563 備品購入費 563

180 委託料 180

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　現在の庁舎内は、非常に多くの間仕切で仕切られているために、外光が
入りにくくなり、室内が非常に暗く、閉塞感がある。また、場所ごとに温
度の高低差が大きく、空調負荷を増大させている。課を横断してのコミュ
ニケーションも行いにくい状態であり、来庁者にとっても、行先課が分か
りにくい原因でもある。更に、機構改革の際には、これらの間仕切を移
動・設置させるために、非常に多くの費用が毎年掛かっている。このため
に、これらの問題の解決方法の一つとして、オープンフロア化の必要性が
ある。

297 消耗品費 297

3,460 修繕料 3,460

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 管財課

既存

事項 平成27年度機構改革・オープンフロア化事業
会計 一般会計 総務費 総務管理費 庁舎等施設整備事業費

小事業 1010 庁舎等施設整備事業

事業概要

　本件は、職場風土一新プロジェクトでの提案事項を実施するための事業
である。平成26年度ではモデルプランとして北棟3階・4階・6階のオープ
ンフロア化を実施した。平成27年度では北棟2階のオープンフロア化を検
討している。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
4,500

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　行政経営課及び管財課で、具体的手法の検討を実施。平成26年度5月に
北棟3階・4階・6階のオープンフロア化を実施。他のフロアは順次実施。

0 8,000 4,500
事業費 地方債

8,000

0 8,000 4,500
事業費 地方債

一般財源
0 8,000 4,500 4,500

その他
0 0 0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

―　113　―



区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 75

前年度予算

本庁舎耐震診断業務委託

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 管財課

新規等

事項 奈良市本庁舎耐震化事業
会計 一般会計 総務費 総務管理費 庁舎等施設整備事業費

小事業 1010 庁舎等施設整備事業

事業概要

　耐震性能の不足が判明した場合、移転、建替、耐震補強、減築等の選択
肢があり最適な方針立てを行う必要性がある。このために、平成27年度で
は、耐震診断を行う。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市本庁舎中央棟・西棟・東棟は昭和52年に旧耐震基準の下に建築さ
れたため、耐震診断を行い現在の耐震性能を把握する。耐震性能の不足が
判明した場合は移転、建替え、耐震補強、減築等の選択肢が考えられる。

23,000 委託料 23,000

事業費計
23,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

0 0 23,000
事業費 地方債

0

その他
0 0 0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 23,000
事業費 地方債

一般財源
0 0 23,000 23,000
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 75

前年度予算

防火扉改修工事 7,000

7,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　長期的な「安全性の確保」、「利便性の確保」、「経済性の確保」、
「環境負荷の低減」の4本の柱を目的として、可能な限りの「予防保全」
の実施を行っていく長寿命化整備計画を策定し、これに基づいて予算要求
を行い、本庁舎を法定耐用寿命以上へ長寿命化しようとするものである。

2,000 工事請負費 2,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 管財課

投資

事項 奈良市本庁舎長寿命化事業
会計 一般会計 総務費 総務管理費 庁舎等施設整備事業費

小事業 1010 庁舎等施設整備事業

事業概要

　長寿命化整備計画では、平成24年度から中長期整備計画を作成し、建築
物の状態を年度毎に反映させ、更新している。本計画は、RC造及びSRC造
の耐用寿命である築後65年までの整備計画を作成し「事後保全」「予防保
全」を適切に行い、耐用寿命以上の長寿命化を行う事が主旨である。この
中で、平成27年では防災設備の改修等を行おうとするものである。

国庫支出金

県支出金

事業費計
2,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　本庁舎は、行政サービスを提供する施設として広く市民に利用されるも
のであり、維持保全に関する規定は建築基準法に定められ、常時適法な状
態にするよう義務付けられている。安全性の確保・利便性の確保・経済性
の確保・環境負荷の低減のためにも計画的に実施していく必要がある。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 7,000 2,000 2,000
事業費 地方債

7,000

0
一般財源

0 0 0 0

その他
0 7,000 2,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 7,000 2,000 2,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 75 項 10 目 10

前年度予算

地元公共事業基金積立金利子 23,388
地元公共事業基金積立金（六条一丁目共有地ほか）

23,388

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　財産区財産であった財産を処分することに伴い発生する金銭を、当該財
産区住民の福祉を増進する目的の公共事業資金として、基金積立を行う事
業

9,600 積立金 33,102
23,502

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 管財課

既存

事項 地元公共事業基金経費
会計 一般会計 諸支出金 地元公共事業基金 地元公共事業基金

小事業 1010 地元公共事業基金経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成26年度執行見込
　地元公共事業基金運用利息　6,447千円

事業費計
33,102

これまでの取組内容

　財産区財産の処分に伴う地元公共事業基金への積立及び地元公共事業基
金積立金利子の積立を行う。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

6,342 23,388 33,102
事業費 地方債

地元公共事業基金預金利子収入 9,600

13,788
一般財源

0 13,788 23,502 23,502

その他
6,342 9,600 9,600 9,600

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

6,342 23,388 33,102
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 35

前年度予算

管理用消耗品等 1,700

軽油(自家発電用) 133

電気料金 27,462
ガス料金
水道料金

設備の修繕費 500

電話料金等 4,891

一般廃棄物処理業務手数料 0

歩行者専用通路保険料 0

庁舎清掃等業務委託 54,985
警備員施設警備業務委託
日常管理点検業務委託
機械警備委託
樹木管理委託
草刈作業委託 2,735

電話、交換機等リース料
ＮＨＫ受信料 6

ＡＥＤリース料

甲種防火管理者新規講習受講料
2

25

92,439

500 修繕料 500

光熱水費 33,283
33

2,592

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　健康危機管理への対応拠点として、又、教育研究や教育相談、子どもた
ちの学びの場としての機能を有する複合施設であるはぐくみセンターの適
切な管理運営を行う。

1,000 消耗品費 1,000

73 燃料費 73

30,658

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健所・教育総合センター管理課

既存

事項 はぐくみセンター管理経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 財産管理費

小事業 1025 保健所・教育総合センター管理経費

148 使用料及
び賃借料

2,765

これまでの取組内容 2,667

128
670

委託料 54,251
23,302
23,782

事業概要 4,625 通信運搬費 4,625
　はぐくみセンターの保守管理、警備、清掃業務等を行う。

260 手数料 260

5 保険料 5

6,221

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

96,769

財源内訳 財 源 の 内 容

　はぐくみセンターの保守管理、警備、清掃業務等を行った。 68 負担金補助
及び交付金

7
30

7
旅費

印刷製本費

事業費計

89,429 92,439 96,769
事業費 地方債

行政財産使用料、市庁舎駐車場使用料、その他雑入 2,230

90,209

89,429 92,439 96,769
事業費 地方債

一般財源
87,256 90,209 94,149 94,149

その他
2,173 2,230 2,620 2,620

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 35

前年度予算

奈良セミナー講師報償（4回×2講座） 400

行事用消耗品 313

87

800

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健所・教育総合センター管理課

既存

事項 にぎわいのあるまちづくり事業経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 財産管理費

小事業 1025 保健所・教育総合センター管理経費

事業概要

　はぐくみセンターで、人が集まる事業やイベント等を開催する。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　ＪＲ奈良駅西のにぎわいを創出する事業として、地元住民と協働してま
ちづくりを行う。 200 報償費 200

200 消耗品費 200

400

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　ウェルカムホールコンサート、奈良セミナー、にぎわい市場等を開催し
た。

使用料及
び賃借料

事業費計

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

267 800 400
事業費 地方債

800

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

267 800 400
事業費 地方債

一般財源
267 800 400 400
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 35

前年度予算

車両管理用消耗品 102

ガソリン代 1,694

車検修理（1台） 422
法定点検（2台）
車両各種小修理

自動車損害賠償責任保険（1台） 56

公用車リース代（20台） 4,192

奈良県安全運転管理者及び副安全管理者協会負担金 19 19

自動車重量税（1台） 25 15

6,500

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　はぐくみセンターの公用車の効率的な運用を図る。
50 消耗品費 50

1,742 燃料費 1,742

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健所・教育総合センター管理課

既存

事項 はぐくみセンター車両管理経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 財産管理費

小事業 1025 保健所・教育総合センター管理経費

25

事業概要 5,152 使用料及
び賃借料

5,152
　公用車保有台数（Ｈ27.2.1現在）
・自　動　車　　　　　 23台（内、1台電気自動車）
・電動アシスト自転車　　5台

負担金補助
及び交付金

19

公課費

40 保険料 40

75

130 修繕料 225
20

国庫支出金

県支出金

事業費計
7,253

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　公用車を一括管理し、電気自動車や電動アシスト自転車を導入し、燃料
費等の削減を図った。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

6,138 6,500 7,253
事業費 地方債

6,500
一般財源

6,138 6,500 7,253 7,253

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

6,138 6,500 7,253
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 35

前年度予算

産業廃棄物処理業務手数料

活性炭フィルター交換業務委託

0

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　健康危機管理への対応拠点として、又、教育研究や教育相談、子どもた
ちの学びの場としての機能を有する複合施設であるはぐくみセンターの適
切な管理運営を行う。

454 手数料 454

3,135 委託料 3,135

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健所・教育総合センター管理課

新規等

事項 はぐくみセンター管理経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 財産管理費

小事業 1025 保健所・教育総合センター管理経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
3,589

これまでの取組内容

　はぐくみセンターの円滑な管理運営に要する経費であり、悪臭防止のた
めの機器フィルター交換業務及び産業廃棄物処理業務を行う。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 0 3,589
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 3,589 3,589

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 3,589
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 35

前年度予算

機構改革に伴う端末機移設等経費 2,000

2,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　機構改革・人事異動に伴う事務室の変更や端末機移設に係るLANケーブ
ル配線工事等の経費 2,000 修繕料 2,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 情報政策課

既存

事項 庁舎等維持補修経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 財産管理費

小事業 1510 庁舎等維持補修経費

事業概要

　機構改革に伴うLANケーブル配線工事

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
2,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

2,000 2,000 2,000
事業費 地方債

2,000

2,000 2,000 2,000
事業費 地方債

一般財源
2,000 2,000 2,000 2,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 60

前年度予算

ＩＴ戦略会議報償費（3人×3回） 120

電算要員研修旅費 55

書籍購入費 184
事務用消耗品等

地方自治情報センター会費 4,176

電算要員等研修会出席負担金
奈良県電子自治体推進協議会負担金
汎用受付システム共同運営事業負担金

4,535

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 情報政策課

既存

事項 課事務経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 情報管理費

小事業 1010 情報管理事務経費

180 及び交付金

事業概要 20

360 負担金補助 4,082

149
32 消耗品費 181

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　情報政策課に係る課の維持管理事務経費
90 報償費 90

50 旅費 50

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成２２年１０月に「奈良市情報化推進に関する規則」が公布されたこ
とに伴い、ＣＩＯを委員長とする「奈良市ＩＴ戦略会議」を設置し、外部
有識者の意見を取り入れ、本市の情報化施策の企画・立案等を行ってい
る。

事業費計
4,403

これまでの取組内容

　ＩＴ戦略会議報償費、電算要員の研修費、奈良県電子自治体推進協議会
（汎用受付システムにおける電子申請・施設予約システム）負担金　他

3,522

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

4,559 4,535 4,403
事業費 地方債

4,535
一般財源

4,559 4,535 4,403 4,403

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

4,559 4,535 4,403
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 60

前年度予算

会議出席旅費 167
東京都1人×1回
千葉市1人×2回
千葉市1人×2回（随行）

ビッグデータ・オープンデータ活用推進協議会会費 300

467

300 負担金補助 300

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　ＮＡＲＡ　ＮＥＸＴ４に掲げられている「オープンでコンパクトな自治
体へ」を具体的に推進するために、ビッグデータの活用と行政データの
オープン化を図る。

177 旅費 177

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 情報政策課

既存

事項 ビッグデータ・オープンデータ活用推進協議会関連経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 情報管理費

小事業 1010 情報管理事務経費

これまでの取組内容

・協議会会議出席(東京都・千葉市)  1人×5回（予定）
・協議会会費　30万円

及び交付金

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

・平成25年4月1日ビッグデータ・オープンデータ活用推進協議会を設置
・平成26年度奈良市オープンデータカタログ開設

事業費計
477

462 467 477
事業費 地方債

467

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

462 467 477
事業費 地方債

一般財源
462 467 477 477

―　123　―



区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 60

前年度予算

社会保障・税番号制度中間サーバー利用負担金

0

社会保障・税番号制度補助金

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　社会保障・税番号制度対応に伴う経費
14,086 負担金補助 14,086

及び交付金

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 情報政策課

新規等

事項 社会保障・税番号制度対応事業
会計 一般会計 総務費 総務管理費 情報管理費

小事業 1010 情報管理事務経費

事業概要

　総務省がシステム整備を行う「社会保障・税番号制度」対応事業。奈良
市においても平成27年10月の番号附番、通知、平成28年1月の番号利用開
始に向けて取り組む。

国庫支出金
14,086

県支出金

事業費計
14,086

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 0 14,086
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 0 0

その他
14,086

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 14,086
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 60

前年度予算

新大和路情報ハイウェイ接続経費(100Mbps) 545

統合宛名システム改修業務委託 0

中間サーバー連携管理システム機器 0

545

社会保障・税番号制度補助金

1,153 使用料及び賃借料 1,153

48,698

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　社会保障・税番号制度対応に伴う経費
1,141 通信運搬費 1,141

48,698 委託料

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 情報政策課

新規等

事項 社会保障・税番号制度対応事業
会計 一般会計 総務費 総務管理費 情報管理費

小事業 1015 情報化推進事業経費

これまでの取組内容

　平成27年度10月の番号附番、通知に合わせ統合宛名システム改修、住基
システム連携改修を行う。また今後、番号制度の導入により通信量の大幅
な増加が見込まれるが、現在の通信速度30Mbpsでは、回線に負荷がかか
り、最悪の場合通信が途絶えるなどにより業務に支障を来す恐れがあるた
め平成27年度から100Mbpsに高速化する。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
48,698

事業費計
50,992

290 545 50,992
事業費 地方債

545

290 545 50,992
事業費 地方債

一般財源
290 545 2,294 2,294

その他
48,698

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 60

前年度予算

電子計算機用、共通基盤・総合税システム消耗品 11,789
住民記録・財務端末機及びパソコン用消耗品
ＩＣカードシステム関連消耗品　他

空調機定期部品取替修理 764
事後処理機修繕料　他

基幹系ネットワークバックアップ回線使用料 2,640
本庁・西部出張所
月ヶ瀬・都祁行政センター
北部・東部・東寺林・市民サービスセンター

情報系ネットワークブロバイダー料

データ処理委託 109,187
機械操作業務年間委託
既存住基システム及び住基ネット運用管理委託
電子計算処理業務の運用・開発委託
ハロゲン保守・データ安全維持管理委託　他

事務機器借上料
電子計算機関連経費 239,199

住民基本台帳ネットワーク関連
住民記録・財務端末及びパソコン等
職員認証基盤システム機器等
統合型GISシステム機器

363,579

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 情報政策課

既存

事項 電子計算機器関連・基幹系・情報系等管理経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 情報管理費

小事業 1015 情報化推進事業経費

600
事業概要 1,154

通信運搬費 2,639
603

58
630 修繕料 688

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　電子計算機・基幹系・情報系システム管理等に係る経費
7,176 消耗品費 8,939
1,213
550

63,760
これまでの取組内容 12,619

142,774 使用料及び賃借料 231,750
7,439

1,648

・ホストコンピューターに係る電算帳票用紙等の消耗品
・ホストコンピューターレンタル費用
・ホストコンピューターオペレーション基本委託費用
・ホストコンピューター、共通基盤・総合税システムの運用経費等
・電算室維持管理に係る入退室管理等の費用
・証明発行機器リース費用
・証明発行等に係る回線の冗長化（バックアップ）費用
・内部データエントリー費用
・住基ネットワーク運用管理費用　他

282

5,379 委託料 76,322
27,216
14,377
27,702

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

320,338

財源内訳 財 源 の 内 容

　平成２５年度より電子計算機処理の運用・開発業務において、委託（ア
ウトソーシング）を実施した。

5,158

事業費計

320,866 363,579 320,338
事業費 地方債

363,579

320,866 363,579 320,338
事業費 地方債

一般財源
320,866 363,579 320,338 320,338

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 60

前年度予算

消耗品（トナー・ハブ・ＬＡＮケーブル他） 3,000

情報系ＶＰＮ回線使用料 2,375
ＣＡＴＶ回線使用料（布目保育園・都祁給食センター〉

情報系システム賃借料 85,805
端末機（パソコン・プリンタ）賃借料

91,180

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 情報政策課

既存

事項 情報系ネットワーク関連事業
会計 一般会計 総務費 総務管理費 情報管理費

小事業 1015 情報化推進事業経費

事業概要

33,379
35,536 使用料及び賃借料 68,915

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市民がＩＣＴ（情報通信技術）による必要なサービスを受け、まちづく
りに生かす地域情報化と自治体の行政事務の効率化・高度化を図る行政情
報化を一体的に進めるため、情報系ネットワークを構築し、維持管理を
行っている。

3,000 消耗品費 3,000

2,336 通信運搬費 2,375
39

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成24年度にサーバー・インターネット回線の再構築を行った。これま
で通信が遅延していた保育園等のインターネット回線を光回線に統一し、
安全性、安定性の向上を図った。サーバーの仮想化技術を用い、省コス
ト・省スペースを図った。パソコン等の機器を再リースし、集約の上、一
括調達することでコスト削減を図った。

事業費計
74,290

これまでの取組内容

　情報系ネットワークシステム、端末機等の賃貸借料

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

85,157 91,180 74,290
事業費 地方債

91,180
一般財源

85,157 91,180 74,290 74,290

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

85,157 91,180 74,290
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 60

前年度予算

地域イントラネット基盤施設整備事業関連消耗品 201

インターネット上位回線使用料 1,944

光ファイバ保守委託 3,761
地域イントラシステム変更委託
地域イントラ自営光ファイバーケーブル移設等委託
保健所・教育総合センター機器保守

ダークファイバ借上料 45,383
地域イントラネット機器借上料

51,289

2,968 委託料 3,761
200

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　平成17年度の地域イントラ基盤施設整備事業により市内公共機関を光
ファイバーで接続し、行政事務の効率化並びに東部地域の情報格差の解消
を図っている。

180 消耗品費 180

1,944 通信運搬費 1,944

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 情報政策課

既存

事項 地域イントラネット基盤施設整備事業
会計 一般会計 総務費 総務管理費 情報管理費

小事業 1015 情報化推進事業経費

事業概要 11,693 使用料及び賃借料 44,270
・地域イントラネット光ファイバ保守委託
・地域イントラネット機器、ダークファイバ（光ファイバの本市専用芯
線）賃借料

32,577

300
293

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

・新規利用施設への光ファイバ回線の敷設工事
・廃止施設の光ファイバ回線の解約処理
・継続施設の光ファイバ回線及びネットワーク機器の保守・運用

事業費計
50,155

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

49,859 51,289 50,155
事業費 地方債

51,289
一般財源

49,859 51,289 50,155 50,155

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

49,859 51,289 50,155
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 60

前年度予算

施行管理・PMO（プログラムマネジメントオフィス） 27,000
支援業務委託

住民情報（共通基盤・総合税・介護長寿・国保年金・
　　　　　　住基・福祉・住宅）及びPMO支援業務委託

内部情報（人事給与・財務会計）

27,000

13,500

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市では昭和48年に大型汎用コンピュータを導入して以来、各業務の
電算化を行ってきた。また、各課において独自の情報システムの導入が行
われている。
　これらの情報システムの現状分析を行い、業務の効率化・簡素化と経費
の削減を図り、市民サービスの向上につなげるため、平成24年5月に「奈
良市情報システム最適化計画」を策定した。
　この計画に基づき、既存システムの統合、新システムの導入を行い情報
システム最適化を図る。

委託料 17,900

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 情報政策課

既存

事項 情報システム最適化事業
会計 一般会計 総務費 総務管理費 情報管理費

小事業 1015 情報化推進事業経費

事業概要

　施行管理・PMO業務は、情報システム最適化事業で調達した新システム
を遅延なく、確実に稼働させるために、進捗管理、品質管理、リスク管
理、課題管理を同様の業務に豊富な経験を有する事業者の管理監督のも
と、開発を行う。併せてCIO補佐官の支援を行い、最大７つの巨大プロ
ジェクトと複数の事業者を同時に管理するマルチベンダーコントロールと
プログラムマネジメントを支援し、本事業の目的を高い次元で達成するた
めに統合管理による全体最適化を行う業務である。

4,400

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
17,900

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成25年度に共通基盤・総合税システムの調達を、平成26年度は介護長
寿・国保年金・住基・福祉・住宅・内部情報システムの調達を行った。共
通基盤・総合税システムについては、平成27年1月に稼動、また、その他
の各システムについても、順次、稼動に向けて構築を行っている。

11,361 27,000 17,900
事業費 地方債

27,000

11,361 27,000 17,900
事業費 地方債

一般財源
11,361 27,000 17,900 17,900

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 60

前年度予算

データ移行費（現行システムより取出し） 138,000

DV情報取得に係る共通基盤システム改修委託

共通基盤・総合税システム機器賃借料 56,084

194,084

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 情報政策課

新規等

事項 情報システム最適化事業
会計 一般会計 総務費 総務管理費 情報管理費

小事業 1015 情報化推進事業経費

事業概要

224,338 使用料及び賃借料 224,338

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市では昭和48年に大型汎用コンピュータを導入して以来、各業務の
電算化を行ってきた。また、各課において独自の情報システムの導入が行
われている。
　これらの情報システムの現状分析を行い、業務の効率化・簡素化と経費
の削減を図り、市民サービスの向上につなげるため、平成24年5月に「奈
良市情報システム最適化計画」を策定した。
　この計画に基づき、既存システムの統合、新システムの導入を行い情報
システム最適化を図る。

63,400 委託料 69,216

5,816

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成25年度に共通基盤・総合税システムの調達を、平成26年度は介護長
寿・国保年金・住基・福祉・住宅・内部情報システムの調達を行った。共
通基盤・総合税システムについては、平成27年1月に稼動、また、その他
の各システムについても、順次、稼動に向けて構築を行っている。

事業費計
293,554

これまでの取組内容

・情報システム最適化に伴い既存システムから新システムにデータ移行す
るための経費
・DV被害者の情報を各システムで情報共有するために必要な共通基盤の改
修費用
・共通基盤・総合税システム機器賃借料

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 194,084 293,554
事業費 地方債

194,084
一般財源

0 194,084 293,554 293,554

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 194,084 293,554
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 60

前年度予算

公的個人認証用タッチディスプレイ機器等賃借料

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　番号制度導入に伴い、個人番号カード交付を行う際には、窓口端末で公
的個人認証の署名用電子証明書の暗証番号入力を行うことになるため、
タッチパネル機器が必要となる。

164 使用料及び賃借料 164

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 情報政策課

既存

事項 統合端末用タッチディスプレイ
会計 一般会計 総務費 総務管理費 情報管理費

小事業 1015 情報化推進事業経費

事業概要

　総務省がシステム整備を行う「社会保障・税番号制度」対応事業。奈良
市においても平成27年10月の番号附番、通知、平成28年1月の番号利用開
始に向けて取り組む。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
164

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

0 0 164
事業費 地方債

0

0 0 164
事業費 地方債

一般財源
0 0 164 164

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 60

前年度予算

備品パソコン（H20年度分 5台)賃借料 1,367

1,367

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 情報政策課

既存

事項 各課備品パソコンの入替
会計 一般会計 総務費 総務管理費 情報管理費

小事業 1015 情報化推進事業経費

事業概要

　備品パソコンは突発的な故障時の入替が困難なため、リース契約のパソ
コンへと年次計画的に入れ替えを行う。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　6年以上経過したパソコンは、耐用年数を超過し、突発的な故障やス
ペック不足による業務の遅延を招く要因となるため入替えする。
　平成20年度に導入した備品パソコンの入替え。

18 使用料及び賃借料 18

事業費計
18

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

0 1,367 18
事業費 地方債

1,367

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 1,367 18
事業費 地方債

一般財源
0 1,367 18 18
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 60

前年度予算

共通基盤用消耗品
　　全国町字ファイル（ダウンロード版）×12カ月

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　情報システム最適化により導入した共通基盤システムでは、各業務シス
テムが共通で利用するデータを保持し、必要に応じて各業務システムと連
携を図ることとしている。そのためには、この全国住所の最新情報が必要
となる。

260 消耗品費 260

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 情報政策課

既存

事項 全国町字ファイルの購入
会計 一般会計 総務費 総務管理費 情報管理費

小事業 1015 情報化推進事業経費

事業概要

　毎月最新のファイルを購入し、共通基盤内の全国町名データを更新す
る。

国庫支出金

県支出金

事業費計
260

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 0 260
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 260 260

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 260
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 60

前年度予算

防災センター機器電気料金 6,475

共通基盤・総合税システム（5ラック）
住記・国保・年金システム（4ラック）
福祉システム（1ラック）
介護・長寿システム（2ラック）

6,475

827
1,653

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　新システム稼動に伴い、各システムサーバーやネットワーク機器を防災
センター内サーバー室に設置する。 光熱水費 9,919

4,133
3,306

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 情報政策課

既存

事項 防災センター設置機器電気料金
会計 一般会計 総務費 総務管理費 情報管理費

小事業 1015 情報化推進事業経費

これまでの取組内容

　防災センター内サーバー室の電気料金
事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
9,919

0 6,475 9,919
事業費 地方債

6,475

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 6,475 9,919
事業費 地方債

一般財源
0 6,475 9,919 9,919
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 60

前年度予算

無線LAN機器等賃借料

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　現行の有線LAN運用では、機構改革に伴うLAN配線の引き直し、HUB、LAN
ケーブル等の調達費用、誤配線によるネットワーク障害が起因となる業務
停止という問題を抱えている。このため、一部で導入している無線LANの
拡大を図る。

2,474 使用料及び賃借料 2,474

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 情報政策課

既存

事項 無線LAN導入経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 情報管理費

小事業 1015 情報化推進事業経費

事業概要

　現在の一部の事務室の無線LAN化を本庁舎内のフロアに拡大する。
無線LAN化の対象は情報系（職員事務用）パソコンとし、基幹系(住民情報
用）パソコンはこれまで同様、有線で接続する。

国庫支出金

県支出金

事業費計
2,474

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　正庁・副市長室等のLAN配線が困難な場所や、iPadによる議会答弁のた
め部長級職員席・議場・委員会室への無線LANを導入した。(平成25年3
月）

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 0 2,474
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 2,474 2,474

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 2,474
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 60

前年度予算

回線使用料

基幹系ネットワーク機器賃借料

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　情報システム最適化事業に伴い平成26年1月から、防災センターに新た
に証明発行システムを設置したが、本庁舎、出張所を結ぶ回線が１本のた
め、その回線の障害時は証明書の発行ができない。よって、既存ホスト同
様にネットワーク回線の冗長化（二重化）を図る。また、防災センターへ
は、今後の情報システムが多数追加接続されるため、ネットワーク機器の
増強を行う。

303 通信運搬費 303

1,043 使用料及び賃借料 1,043

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 情報政策課

既存

事項 基幹系ネットワーク回線冗長化
会計 一般会計 総務費 総務管理費 情報管理費

小事業 1015 情報化推進事業経費

これまでの取組内容

　ネットワーク機器を１台追加し、防災センターから本庁舎への通信回線
も１本追加する。通信は暗号化する。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
1,346

0 0 1,346
事業費 地方債

0

0 0 1,346
事業費 地方債

一般財源
0 0 1,346 1,346

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 60

前年度予算

リストア用HDD装置(消耗品）

システム改修委託

ストレージ装置設定変更委託

バックアップVLAN延伸作業委託

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 情報政策課

既存

事項 内部情報系システムバックアップ関連経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 情報管理費

小事業 1015 情報化推進事業経費

事業概要

303

1,041

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　平成27年10月稼動予定の内部情報システムのバックアップ容量が膨大と
なるため、当初２次バックアップ先として想定していた共通基盤バック
アップストレージでは情報系・基幹系ネットワーク回線に負荷をかけ、業
務に支障を来たす。その回避策として既存のバックアップ回線を利用し、
バックアップ先をファイルサーバー等として使用しているストレージに変
更する必要がある。

22 消耗品費 22

委託料 1,344

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
1,366

これまでの取組内容

　既存の設備を利用し、これに設定情報の変更をすることで、出来るだけ
安価に実現する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 0 1,366
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 1,366 1,366

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 1,366
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 60

前年度予算

システム修正委託 1,200

あやめ池小学校改修に伴うシステム修正委託

明治小学校改修に伴うシステム修正委託

1,200

747

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　ネットワークの接続先である各出先機関のうち、新施設の建設や移転が
ある場合は、これに伴うネットワーク機器の新設・移設が必要となる。 委託料 1,417

670

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 情報政策課

既存

事項 施設整備にかかるネットワーク関連経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 情報管理費

小事業 1015 情報化推進事業経費

これまでの取組内容

　各出先機関の建て替え、移転に合わせ、ネットワーク機器の移設、回線
の敷設を行う。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
1,417

0 1,200 1,417
事業費 地方債

1,200

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 1,200 1,417
事業費 地方債

一般財源
0 1,200 1,417 1,417
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 25

前年度予算

合併算定替財政対策連絡協議会旅費　 300

事務用消耗品等（ 消耗品、新聞代、追録代等 ） 1,256

議案書等の作成 8,560

起債管理システム保守点検委託　 487

 「わかりやすい予算書」　デザイン委託
 「わかりやすい決算書」　デザイン委託

地方消費税啓発推進協議会分担金等　 317
合併算定替財政対策連絡協議会負担金

10,920

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　予算の編成及び執行管理、予算書等の作成、公債費の管理などを適正に
効率よく行い健全な財政運営に努めるための経費。 154 旅費 154

1,251 消耗品費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 財政課

既存

事項 課事務経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 財政管理費

小事業 1010 財政事務経費

事業概要 200
　適正な財政運営及び執行管理のため、研修や関連図書の購入等を行うこ
とにより先進事例や知識の習得に努める。
　予算・決算について市民に分かりやすく公表するため、「わかりやすい
予算書」「わかりやすい決算書」を作成し、ホームページに掲載する。
　市町村合併から10年間で普通交付税の合併算定替措置が終了されること
に対し、延長等の措置を求める財政対策連絡協議会に参加する。

200

287 負担金補助及び交付金 297
10

87 委託料 487

9,541 印刷製本費 9,541

1,251

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
11,730

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

11,102 10,920 11,730
事業費 地方債

10,920
一般財源

11,102 10,920 11,730 11,730

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

11,102 10,920 11,730
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 91

前年度予算

公共用地取得事業特別会計繰出金 67,901

　佐保川地域ふれあい会館駐車場

　ならまち振興館駐車場

67,901

事業概要

19,693

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　 公共用地取得事業特別会計の円滑な運営のために、一般会計が経費を
負担し特別会計に繰出しを行う。（公債費相当分） 繰出金 66,859

47,162

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 財政課

既存

事項 公共用地取得事業特別会計繰出金
会計 一般会計 総務費 総務管理費 公共用地取得事業会計繰出金

小事業 1010 公共用地取得事業特別会計繰出経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　 特別会計の所要額について繰出しを行っている。
　
　　　　(決算状況）

　　平成25年度　　　68,888千円
　　平成24年度　　　90,410千円
　　平成23年度　　　53,486千円
　　平成22年度　　　22,474千円

事業費計
66,859

これまでの取組内容

　 公共用地取得事業特別会計に対して、過去において用地取得等のため
の財源とした市債の元利償還経費について繰出す。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

68,888 67,901 66,859
事業費 地方債

67,901
一般財源

68,888 67,901 66,859 66,859

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

68,888 67,901 66,859
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 94

前年度予算

国民健康保険特別会計繰出金 1,666,900

（保険基盤安定分）

　保険料軽減分
　医療分
　介護分
　後期高齢者支援金分

　保険者支援分
　医療分
　介護分
　後期高齢者支援金分

1,666,900

 保険基盤安定負担金 147,350

 保険基盤安定負担金 1,102,825

551,100

264,700
138,300

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　 国民健康保険特別会計の円滑な運営のために、一般会計が経費を負担
し特別会計に繰出しを行う。（保険基盤安定分） 繰出金 2,167,500

1,009,400

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 財政課

既存

事項 国民健康保険特別会計繰出金（保険基盤安定分）
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 国民健康保険会計繰出金

小事業 1010 国民健康保険特別会計繰出経費（保険基盤安定分）

これまでの取組内容

事業概要 62,900
　国民健康保険特別会計に対して、国民健康保険法第72条の3第1項の規定
及び附則第24条第1項に基づき、保険基盤安定分として低所得者に対する
保険料軽減相当分（保険料軽減・保険者支援分の医療・介護・後期高齢者
支援金）を繰出す。

141,100

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 1,248,075

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
377,550

　 特別会計の所要額について繰出しを行っている。
　
　　　　(決算状況）

　　平成25年度　　　1,452,413千円
　　平成24年度　　　1,452,811千円
　　平成23年度　　　1,425,407千円
　　平成22年度　　　1,399,749千円

事業費計
2,167,500

1,452,413 1,666,900 2,167,500
事業費 地方債

416,725

1,452,413 1,666,900 2,167,500
事業費 地方債

一般財源
363,103 416,725 541,875 541,875

その他
1,089,310 1,250,175 1,625,625

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 94

前年度予算

国民健康保険特別会計繰出金 269,214
（職員給与費等分）

　一般管理費
　賦課徴収経費
　収納率向上対策経費
　運営協議会費
　その他共同事業拠出金

269,214

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 財政課

既存

事項 国民健康保険特別会計繰出金（職員給与費等分）
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 国民健康保険会計繰出金

小事業 1011 国民健康保険特別会計繰出経費（職員給与費等分）

事業概要

692
30

38,703
3,439

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　 国民健康保険特別会計の円滑な運営のために、一般会計が経費を負担
し特別会計に繰出しを行う。（職員給与費等分） 繰出金 274,706

231,842

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　 特別会計の所要額について繰出しを行っている。
　
　　　　(決算状況）

　　平成25年度　　　270,657千円
　　平成24年度　　　290,124千円
　　平成23年度　　　302,508千円
　　平成22年度　　　319,174千円

事業費計
274,706

これまでの取組内容

　 国民健康保険特別会計に対して、国の繰出基準に基づき職員給与費等
分として事業実施に必要な職員の人件費及び事務の執行に要する経費等を
繰出す。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

270,657 269,214 274,706
事業費 地方債

269,214
一般財源

270,657 269,214 274,706 274,706

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

270,657 269,214 274,706
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 94

前年度予算

国民健康保険特別会計繰出金 100,800
（出産育児一時金等分）

151,200千円×2/3

100,800

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　 国民健康保険特別会計の円滑な運営のために、一般会計が経費を負担
し特別会計に繰出しを行う。（出産育児一時金等分） 100,800 繰出金 100,800

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 財政課

既存

事項 国民健康保険特別会計繰出金（出産育児一時金等分）
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 国民健康保険会計繰出金

小事業 1012 国民健康保険特別会計繰出経費（出産育児一時金等分）

事業概要

　 国民健康保険特別会計に対して、国の繰出基準に基づき出産育児一時
金等分として国民健康保険被保険者が出産した場合に支給する経費の2/3
相当額を繰出す。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
100,800

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　 特別会計の所要額について繰出しを行っている。
　
　　　　(決算状況）

　　平成25年度　　　　88,145千円
　　平成24年度　　　　99,388千円
　　平成23年度　　　　89,672千円
　　平成22年度 　　　102,472千円

88,145 100,800 100,800
事業費 地方債

100,800

88,145 100,800 100,800
事業費 地方債

一般財源
88,145 100,800 100,800 100,800

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 94

前年度予算

国民健康保険特別会計繰出金 110,000
（財政安定化支援事業分）

110,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 財政課

既存

事項 国民健康保険特別会計繰出金（財政安定化支援事業分）
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 国民健康保険会計繰出金

小事業 1013 国民健康保険特別会計繰出経費（財政安定化支援事業分）

事業概要

 　国民健康保険特別会計に対して、国の繰出基準に基づき財政安定化支
援事業分として国民健康保険会計の財政の安定化と市町村間の保険料の負
担の平準化等のための経費を繰出す。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　 国民健康保険特別会計の円滑な運営のために、一般会計が経費を負担
し特別会計に繰出しを行う。（財政安定化支援事業分） 130,000 繰出金 130,000

事業費計
130,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　特別会計の所要額について繰出しを行っている。
　
　　　　(決算状況）

　　平成25年度　　　 96,885千円
　　平成24年度　　　101,177千円
　　平成23年度　　　130,252千円
　　平成22年度　　　114,235千円

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

96,885 110,000 130,000
事業費 地方債

110,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

96,885 110,000 130,000
事業費 地方債

一般財源
96,885 110,000 130,000 130,000
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 94

前年度予算

国民健康保険特別会計繰出金 200,000
（その他分）

200,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　 国民健康保険特別会計の円滑な運営のために、一般会計が経費を負担
し特別会計に繰出しを行う。（その他分） 200,000 繰出金 200,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 財政課

既存

事項 国民健康保険特別会計繰出金(その他分）
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 国民健康保険会計繰出金

小事業 1016 国民健康保険特別会計繰出経費(その他分）

事業概要

　 国民健康保険特別会計に対して、保険基盤安定分、職員給与費等分、
出産育児一時金等分、財政安定化支援事業分などに該当しない経費の一部
について特別会計の健全運営等のために繰出す。

国庫支出金

県支出金

事業費計
200,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　 特別会計の所要額について繰出しを行っている。
　
　　　　(決算状況）

　　平成25年度　　　200,000千円
　　平成24年度　　　200,000千円
　　平成23年度　　　200,000千円
　　平成22年度　　　200,000千円

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

200,000 200,000 200,000
事業費 地方債

200,000
一般財源

200,000 200,000 200,000 200,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

200,000 200,000 200,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 98

前年度予算

介護保険特別会計繰出金 3,829,410

　介護給付費分

　介護予防事業費分

　包括的支援事業費分

　任意事業費分

　職員給与費等分

　事務費分

3,829,410

 社会保障・税番号制度補助金

18,320

48,559

13,119

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　 介護保険特別会計の円滑な運営のために、一般会計が経費を負担し特
別会計に繰出しを行う。 繰出金 3,941,351

3,223,053

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 財政課

既存

事項 介護保険特別会計繰出金
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 介護保険会計繰出金

小事業 1010 介護保険特別会計繰出経費

これまでの取組内容

事業概要 285,000
　 介護保険特別会計に対して、介護保険法に定められた介護給付費、介
護予防事業費、包括支援事業費、任意事業費などに係る法定負担分及び介
護保険制度の運営に係る事務経費、事業実施に必要な職員の給与費等の経
費を繰出す。

353,300

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
8,000

　特別会計の所要額について繰出しを行っている。
　
　　　　(決算状況）

　　平成25年度　　　3,503,742千円
　　平成24年度　　　3,343,462千円
　　平成23年度　　　3,137,185千円
　　平成22年度　　　3,004,162千円

事業費計
3,941,351

3,503,742 3,829,410 3,941,351
事業費 地方債

3,829,410

3,503,742 3,829,410 3,941,351
事業費 地方債

一般財源
3,503,742 3,829,410 3,933,351 3,933,351

その他
8,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 99

前年度予算

後期高齢者医療特別会計繰出金 805,437

　保険基盤安定分

　広域連合事務費負担金

　事務費分

805,437

 社会保障・税番号制度補助金

 後期高齢者医療保険基盤安定負担金 462,365

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 財政課

既存

事項 後期高齢者医療特別会計繰出金
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 後期高齢者医療会計繰出金

小事業 1010 後期高齢者医療特別会計繰出経費

事業概要

70,162

151,400

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　 後期高齢者医療特別会計の円滑な運営のために、一般会計が経費を負
担し特別会計に繰出しを行う。 繰出金 864,515

642,953

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
8,000

　特別会計の所要額について繰出しを行っている。
　
　　　　(決算状況）

　　平成25年度　　　741,886千円
　　平成24年度　　　732,655千円
　　平成23年度　　　693,724千円
　　平成22年度　　　662,479千円

事業費計
864,515

これまでの取組内容

　 後期高齢者医療特別会計に対して、高齢者の医療の確保に関する法律
に基づき、後期高齢者医療制度に係る事務経費、広域連合への事務費負担
金、保険基盤安定拠出金などに要する経費を繰出す。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 482,214

741,886 805,437 864,515
事業費 地方債

343,072
一般財源

319,763 343,072 374,301 374,301

その他
422,123 462,365 490,214

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

741,886 805,437 864,515
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 92

前年度予算

母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計繰出金 1,041

　貸付金事務費

　システム改修費用分

1,041

 社会保障・税番号制度補助金

1,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　 母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計の円滑な運営のために、一般会
計が経費を負担し特別会計に繰出しを行う。 繰出金 1,661

661

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 財政課

既存

事項 母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計繰出金
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 母子父子寡婦福祉資金貸付金会計繰出金

小事業 1010 母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計繰出経費

これまでの取組内容

　 母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計に対して、母子父子及び寡婦福
祉法第３６条の規定に基づき母子家庭等への貸付金の事務経費及び償還金
の収納事務に必要な経費の一部を繰出す。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
666

　 特別会計の所要額について繰出しを行っている。
　
　　　　(決算状況）

　　平成25年度　　　    0千円
　　平成24年度　　　   73千円
　　平成23年度　　　    0千円
　　平成22年度　　　    0千円

事業費計
1,661

0 1,041 1,661
事業費 地方債

1,041

0 1,041 1,661
事業費 地方債

一般財源
0 1,041 995 995

その他
666

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 10 目 90

前年度予算

○病院事業会計補助金 484,135

　医療政策課経費等

　看護師養成事業分

○病院事業会計負担金

　企業債元利償還金

　運営交付税相当分

484,135

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 財政課

既存

事項 病院事業会計への繰出経費（補助金・負担金）
会計 一般会計 衛生費 保健衛生費 病院費

小事業 1010 病院事業会計繰出経費

事業概要 376,652

29,827

406,479

16,076

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　 病院事業会計の円滑な運営のために、一般会計が経費を負担し企業会
計に繰出しを行う。 51,721 負担金補助及び交付金 458,200

35,645

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　 公営企業会計の所要額について繰出しを行っている。
　
　　　　(決算状況）

　　平成25年度　　　490,978千円
　　平成24年度　　　386,781千円
　　平成23年度　　　 84,172千円
　　平成22年度　　  127,985千円

事業費計
458,200

これまでの取組内容

　病院事業会計に対して、病院事業に必要な事務費、看護学校運営に係る
経費、事業の実施に必要な職員の給与費等の所要額等を補助する。また、
市立奈良病院の管理に関する協定書等により、病院事業債元利償還金・運
営交付税相当額について負担する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

490,978 484,135 458,200
事業費 地方債

484,135
一般財源

490,978 484,135 458,200 458,200

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

490,978 484,135 458,200
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 20 目 10

前年度予算

水道事業会計補助金 247,454
（比奈知ダム建設事業割賦負担金）

元 金 分

利 子 分

247,454

事業概要

50,199

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　 水道事業会計の円滑な運営のために、一般会計が経費を負担し企業会
計に繰出しを行う。 負担金補助及び交付金 247,778

197,579

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 財政課

既存

事項 水道事業会計補助金（比奈知ダム建設事業割賦負担金）
会計 一般会計 衛生費 上水道費 上水道整備費

小事業 1030 比奈知ダム建設事業割賦負担金元利補給経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　公営企業会計の所要額について繰出しを行っている。
　
　　　　(決算状況）

　　平成25年度　　　247,141千円
　　平成24年度　　　246,839千円
　　平成23年度　　　246,547千円
　　平成22年度　　  246,266千円

事業費計
247,778

これまでの取組内容

　水道事業会計に対して、比奈知ダム建設事業割賦負担金償還に係る元金
及び利息償還金等の経費について、地方公営企業法第17条の３および繰出
金通達に基づいて所要額の１/３を補助する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

247,141 247,454 247,778
事業費 地方債

247,454
一般財源

247,141 247,454 247,778 247,778

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

247,141 247,454 247,778
事業費 地方債

―　150　―



区分 （単位：千円）

01 款 25 項 20 目 10

前年度予算

水道事業会計補助金 116,200
（東部地域整備事業企業債元利償還金）

元 金 分

利 子 分

116,200

事業概要

26,971

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　水道事業会計の円滑な運営のために、一般会計が経費を負担し企業会計
に繰出しを行う。 負担金補助及び交付金 116,218

89,247

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 財政課

既存

事項 水道事業会計補助金（東部地域整備事業企業債元利償還金）
会計 一般会計 衛生費 上水道費 上水道整備費

小事業 1050 東部地域整備事業企業債元利補給経費（繰出基準分）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　公営企業会計の所要額について繰出しを行っている。
　
　　　　(決算状況）

　　平成25年度　　　116,183千円
　　平成24年度　　　116,387千円
　　平成23年度　　  117,255千円
　　平成22年度　　　117,240千円

事業費計
116,218

これまでの取組内容

　水道事業会計に対して、東部地域整備事業簡易水道事業債償還に係る経
費、東部地域等水道整備事業に係る簡易水道事業債 元利償還金の経費に
ついて、地方公営企業法第17条の３および繰出金通達に基づいて所要額の
１/２を補助する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

116,183 116,200 116,218
事業費 地方債

116,200
一般財源

116,183 116,200 116,218 116,218

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

116,183 116,200 116,218
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 20 目 10

前年度予算

水道事業会計補助金 29,202

児童手当に要する経費

水道事業会計負担金

公営企業会計減収補塡
減免対象 世帯

29,202

1,596

16,500

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　水道事業会計の円滑な運営のために、一般会計が経費を負担し企業会計
に繰出しを行う。 13,968 負担金補助及び交付金 30,468

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 財政課

既存

事項
水道事業会計補助金（児童手当等に要する経費）・負担金（減
収補塡）

会計 一般会計 衛生費 上水道費 上水道整備費

小事業 1055 水道事業会計繰出経費

これまでの取組内容

　水道事業会計に対して、 児童手当に要する費用（H20～）、 公営企業
会計減収補塡分 （H21～）にかかる経費を補助する。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　公営企業会計の所要額について繰出しを行っている。
　
　　　　(決算状況）

　　平成25年度　　　25,636千円
　　平成24年度　  　23,984千円
　　平成23年度　　　21,556千円
　　平成22年度　　  13,506千円

事業費計
30,468

25,636 29,202 30,468
事業費 地方債

29,202

25,636 29,202 30,468
事業費 地方債

一般財源
25,636 29,202 30,468 30,468

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 20 目 10

前年度予算

都祁水道事業会計補助金 287,369

　簡易水道事業債元利償還金分

　高料金対策

都祁水道事業会計負担金

　公営企業会計減収補塡

287,369

 水道施設整備事業費交付金 4,157

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 財政課

既存

事項 都祁水道事業会計補助金
会計 一般会計 衛生費 上水道費 上水道整備費

小事業 1060 都祁水道事業会計繰出経費

事業概要

　平成25年度から市の簡易水道事業が廃止され、公営企業法を適用する都
祁水道事業会計となったため、事業の所要額の一部を補助する。

100

137,010

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　都祁水道事業会計の円滑な運営のために、一般会計が経費を負担し企業
会計に繰出しを行う。 負担金補助及び交付金 259,335

122,225

事業費計
259,335

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　公営企業会計の所要額について繰出しを行っている。
　
　　　　(決算状況）

　　平成25年度　　　307,419千円

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 4,157

国庫支出金

県支出金

307,419 287,369 259,335
事業費 地方債

283,212

その他
4,157 4,157 4,157

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

307,419 287,369 259,335
事業費 地方債

一般財源
303,262 283,212 255,178 255,178
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 20 目 15

前年度予算

月ヶ瀬簡易水道事業会計補助金 50,770

　簡易水道事業債元利償還分

　高料金対策

　その他管理経費

50,770

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　月ヶ瀬簡易水道事業会計の円滑な運営のために、一般会計が経費を負担
し企業会計に繰出しを行う。 負担金補助及び交付金 50,750

12,106

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 財政課

既存

事項 月ヶ瀬簡易水道事業会計補助金
会計 一般会計 衛生費 上水道費 簡易水道整備費

小事業 1020 月ヶ瀬簡易水道事業会計繰出経費

事業概要

　平成25年度から市の簡易水道事業が廃止され、公営企業法を適用する
月ヶ瀬簡易水道事業会計となったため、事業の所要額の一部を補助する。

37,724

920

国庫支出金

県支出金

事業費計
50,750

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　公営企業会計の所要額について繰出しを行っている。
　
　　　　(決算状況）

　　平成25年度　　　50,870千円

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

50,870 50,770 50,750
事業費 地方債

50,770
一般財源

50,870 50,770 50,750 50,750

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

50,870 50,770 50,750
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 95

前年度予算

針テラス事業特別会計繰出金 18,313

　公債費分

　その他（使用料収入等）

18,313

事業概要

△ 73,500

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　針テラス事業特別会計の円滑な運営のために、一般会計が経費を負担し
特別会計に繰出しを行う。 繰出金 17,600

91,100

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 財政課

既存

事項 針テラス事業特別会計繰出金
会計 一般会計 観光費 観光費 針テラス事業会計繰出金

小事業 1010 針テラス事業特別会計繰出経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成26年度より開始

事業費計
17,600

これまでの取組内容

　針テラス事業特別会計に対して、道の駅針テラス整備の財源とした市債
の元利償還経費について、特別会計の収入（事業用地使用料等)で不足す
る額を繰出す。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

18,313 17,600
事業費 地方債

18,313
一般財源

18,313 17,600 17,600

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

18,313 17,600
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 91

前年度予算

土地区画整理事業特別会計繰出金 1,027,035

　ＪＲ事務所分
人件費分
公債費分
事業費等

　西大寺事務所分
人件費分
事業費等

1,027,035

133,385

830,000
7,269

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　土地区画整理事業特別会計の円滑な運営のために、一般会計が経費を負
担し特別会計に繰出しを行う。 繰出金 1,019,654

886,269
49,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 財政課

既存

事項 土地区画整理事業特別会計繰出金
会計 一般会計 土木費 都市計画費 土地区画整理事業会計繰出金

小事業 1010 土地区画整理事業特別会計繰出経費

事業概要

　土地区画整理事業特別会計に対して、JR奈良駅南地区、西大寺駅南地区
での区画整理事業にかかる経費、事業実施に必要な職員の人件費、事業の
財源とした市債の元利償還経費について、特別会計の収入で不足する額を
繰出す。

85,000
48,385

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
1,019,654

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　特別会計の所要額について繰出しを行っている。
　
　　　　(決算状況）

　　平成25年度　　　926,448千円
　　平成24年度　　　926,481千円
　　平成23年度　　　911,172千円
　　平成22年度　　　876,028千円

926,449 1,027,035 1,019,654
事業費 地方債

1,027,035

926,449 1,027,035 1,019,654
事業費 地方債

一般財源
926,449 1,027,035 1,019,654 1,019,654

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 92

前年度予算

市街地再開発事業特別会計繰出金 344,100
　（公債費分）

344,100

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 財政課

既存

事項 市街地再開発事業特別会計繰出金
会計 一般会計 土木費 都市計画費 市街地再開発事業会計繰出金

小事業 1010 市街地再開発事業特別会計繰出経費

事業概要

　市街地再開発事業特別会計に対して、事業の実施などの財源とした市債
の元利償還経費について繰出す。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市街地再開発事業特別会計の円滑な運営のために、一般会計が経費を負
担し特別会計に繰出しを行う。（公債費相当分） 283,800 繰出金 283,800

事業費計
283,800

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　特別会計の所要額について繰出しを行っている。
　
　　　　(決算状況）

　　平成25年度　　　348,019千円
　　平成24年度　　　352,237千円
　　平成23年度　　　354,886千円
　　平成22年度　　　361,644千円
　

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

348,019 344,100 283,800
事業費 地方債

344,100

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

348,019 344,100 283,800
事業費 地方債

一般財源
348,019 344,100 283,800 283,800
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 93

前年度予算

公共用地取得事業特別会計繰出金 253,651

　JR奈良駅連続立体交差分

　JR奈良駅南地区分

　高畑紀寺線街路用地分

　古市町公園分

253,651

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　公共用地取得事業特別会計の円滑な運営のために、一般会計が経費を負
担し特別会計に繰出しを行う。（公債費相当分） 繰出金 249,036

40,926

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 財政課

既存

事項 公共用地取得事業特別会計繰出金
会計 一般会計 土木費 都市計画費 公共用地取得事業会計繰出金

小事業 1010 公共用地取得事業特別会計繰出経費

事業概要

　公共用地取得事業特別会計に対して、過去において用地取得等のための
財源とした市債の元利償還経費について繰出す。

4,110

10,300

193,700

国庫支出金

県支出金

事業費計
249,036

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　特別会計の所要額について繰出しを行っている。
　
　　　　(決算状況）

　　平成25年度　　　258,342千円
　　平成24年度　　　195,926千円
　　平成23年度　　　252,393千円
　　平成22年度　　　254,880千円

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

258,342 253,651 249,036
事業費 地方債

253,651
一般財源

258,342 253,651 249,036 249,036

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

258,342 253,651 249,036
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 94

前年度予算

駐車場事業特別会計繰出金 228,147

　公債費分

　その他（使用料収入不足等）

228,147

事業概要

2,414

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　駐車場事業特別会計の円滑な運営のために、一般会計が経費を負担し特
別会計に繰出しを行う。 繰出金 213,314

210,900

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 財政課

既存

事項 駐車場事業特別会計繰出金
会計 一般会計 土木費 都市計画費 駐車場事業会計繰出金

小事業 1010 駐車場事業特別会計繰出経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　特別会計の所要額について繰出しを行っている。
　
　　　　(決算状況）

　　平成25年度　　　231,116千円
　　平成24年度　　　224,992千円
　　平成23年度　　　259,966千円
　　平成22年度　　　223,578千円

事業費計
213,314

これまでの取組内容

　駐車場事業特別会計に対して、JR奈良駅駐車場の運営経費及び建設の財
源とした市債の元利償還経費について、特別会計の収入（駐車場使用料
等)で不足する額を繰出す。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

231,116 228,147 213,314
事業費 地方債

228,147
一般財源

231,116 228,147 213,314 213,314

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

231,116 228,147 213,314
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 28 目 90

前年度予算

下水道事業会計補助金 2,127,000

　下水道事業債元利償還分

　その他（収入等）

2,127,000

△ 2,207,310

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　下水道事業会計の円滑な運営のために、一般会計が経費を負担し企業会
計に繰出しを行う。 負担金補助及び交付金 2,046,000

4,253,310

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 財政課

既存

事項 下水道事業会計補助金
会計 一般会計 土木費 下水道費 下水道整備費

小事業 1010 下水道事業会計繰出経費

これまでの取組内容

　平成26年度から市の下水道事業費特別会計が廃止され、公営企業法を適
用する下水道事業会計となったため、事業の所要額の一部を補助する。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成26年度より開始

事業費計
2,046,000

2,127,000 2,046,000
事業費 地方債

2,127,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,127,000 2,046,000
事業費 地方債

一般財源
2,127,000 2,046,000 2,046,000
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 30 目 90

前年度予算

住宅新築資金等貸付金特別会計繰出金 6,256
　（事務費分）

6,256

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　住宅新築資金等貸付金特別会計の円滑な運営のために、一般会計が経費
を負担し特別会計に繰出しを行う。 2,300 繰出金 2,300

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 財政課

既存

事項 住宅新築資金等貸付金特別会計繰出金
会計 一般会計 土木費 住宅費 住宅新築資金等貸付金会計繰出金

小事業 1010 住宅新築資金等貸付金特別会計繰出経費

事業概要

　住宅新築資金等貸付金特別会計に対して、貸付金の回収等に係る経費に
ついて繰出す。

国庫支出金

県支出金

事業費計
2,300

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　特別会計の所要額について繰出しを行っている。
　
　　　　(決算状況）

　　平成25年度　　　6,260千円
　　平成24年度　　　6,489千円
　　平成23年度　　　6,502千円
　　平成22年度　　　6,841千円

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

6,260 6,256 2,300
事業費 地方債

6,256
一般財源

6,260 6,256 2,300 2,300

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

6,260 6,256 2,300
事業費 地方債

―　161　―



区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 90

前年度予算

公共用地取得事業特別会計繰出金 12,748

菅原東遺跡保存施設建設用地

12,748

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　公共用地取得事業特別会計の円滑な運営のために、一般会計が経費を負
担し特別会計に繰出しを行う。（公債費相当分） 繰出金 12,505

12,505

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 財政課

既存

事項 公共用地取得事業特別会計繰出金
会計 一般会計 教育費 社会教育費 公共用地取得事業会計繰出金

小事業 1010 公共用地取得事業特別会計繰出経費

事業概要

　公共用地取得事業特別会計に対して、過去において用地取得等のための
財源とした市債の元利償還経費について繰出す。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
12,505

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　特別会計の所要額について繰出しを行っている。
　
　　　　(決算状況）

　　平成25年度　　　12,994千円
　　平成24年度　　　47,773千円
　　平成23年度　　　37,096千円
　　平成22年度　　　37,681千円

12,995 12,748 12,505
事業費 地方債

12,748

12,995 12,748 12,505
事業費 地方債

一般財源
12,995 12,748 12,505 12,505

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 70 項 10 目 10

前年度予算

長期債元金償還金 14,732,185

　三セク債
（宅地造成会計）
（土地開発公社）
（駐車場公社）

　その他

14,732,185

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 財政課

既存

事項 長期債元金償還金 （一般会計）
会計 一般会計 公債費 公債費 元金

小事業 1010 長期債元金償還経費

事業概要

13,758,512

867,350
82,600

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　一般会計における長期債元金償還金の支払いを適正に行う。
償還金利子及び割引料 14,853,962

1,095,450
145,500

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　市予算に占める公債費（市債の償還金額)の比率が大きく、財政運営を
圧迫しているため、健全な財政運営のため市債の借入を抑制し公債費の削
減に努めている。
　
　　　　　一般会計　市債残高

  　平成25年度末　　　　210,506,361 千円
  　平成24年度末　　　　209,084,626 千円
　　平成23年度末　　　　189,651,619 千円
　　平成22年度末　　　　189,370,843 千円

事業費計
14,853,962

これまでの取組内容

　一般会計の事業実施などの財源として市債を公的資金（財政融資資金、
地方公共団体金融機構等）や民間等資金など（民間金融機関等)より借入
したものについて、それぞれの借入条件により元金償還を行う。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

14,505,165 14,732,185 14,853,962
事業費 地方債

 地域総合整備資金貸付金元利収入等 85,580

14,646,605
一般財源

14,417,058 14,646,605 14,820,161 14,820,161

その他
88,107 85,580 33,801 33,801

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

14,505,165 14,732,185 14,853,962
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 70 項 10 目 15

前年度予算

長期債利子 2,793,322

　三セク債
　 （宅地造成会計）

（土地開発公社）
（駐車場公社）

　その他

2,793,322

 新奈良県総合医療センターアクセス整備推進事業費補助金

2,413,296

3,448
90,885

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　一般会計における長期債利子の支払いを適正に行う。
2,957,172 償還金利子及び割引料 2,516,871

103,575
9,242

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 財政課

既存

事項 長期債利子(一般会計）
会計 一般会計 公債費 公債費 利子

小事業 1010 長期債利子支払経費

これまでの取組内容

　一般会計の事業実施などの財源として市債を公的資金（財政融資資金、
地方公共団体金融機構等）や民間等資金（民間金融機関等)より借入した
ものについて、それぞれの借入条件により利子支払いを行う。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 14

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　市予算に占める公債費（市債の償還金額)の比率が大きく、財政運営を
圧迫しているため、健全な財政運営のため市債の借入を抑制し公債費の削
減に努めている。
　また、平成19年度から平成24年度までに公的資金補償金免除繰上償還の
制度を活用し、高金利の市債を低金利に借換えを行った。

　　　一般会計　市債残高

  　平成25年度末　　　　210,506,361 千円
  　平成24年度末　　　　209,084,626 千円
　　平成23年度末　　　　189,651,619 千円
　　平成22年度末　　　　189,370,843 千円

事業費計
2,516,871

2,855,284 2,793,322 2,516,871
事業費 地方債

2,793,322

2,855,284 2,793,322 2,516,871
事業費 地方債

一般財源
2,855,284 2,793,322 2,516,857 2,516,857

その他
14

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 70 項 10 目 15

前年度予算

一時借入金利子 35,000

35,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 財政課

既存

事項 一時借入金利子(一般会計）
会計 一般会計 公債費 公債費 利子

小事業 1015 一時借入金利子支払経費

事業概要

　一般会計内の収支の短期間の資金不足を解消するため、民間金融機関な
どから一時借入金等の借入することに伴う利子の支払いを行う。

　借入限度額260億円

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　一般会計における一時借入金利子の支払いを適正に行う。
35,000 償還金利子及び割引料 35,000

事業費計
35,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　年度内の資金予定を適切に把握し資金不足による一時借入金等借入の期
間を短くし、利子の抑制に努めている。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

16,734 35,000 35,000
事業費 地方債

35,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

16,734 35,000 35,000
事業費 地方債

一般財源
16,734 35,000 35,000 35,000
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区分 （単位：千円）

01 款 70 項 10 目 20

前年度予算

償還金支払手数料 （市町村職員共済組合）　 54

地方債協会負担金　 100

4

158

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市債借入及び公債費の償還を適正に管理し、健全な財政運営に努める。
44 手数料 44

100 負担金補助及び交付金 100

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 財政課

既存

事項 課事務経費
会計 一般会計 公債費 公債費 公債諸費

小事業 1010 公債事務経費

事業概要

　市債借入に伴う地方債協会負担金、奈良県市町村職員共済等借入分の元
利金支払手数料等の支払いを行う。

国庫支出金

県支出金

事業費計
144

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

旅費

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

164 158 144
事業費 地方債

158
一般財源

164 158 144 144

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

164 158 144
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 75 項 15 目 10

前年度予算

財政調整基金積立金 2,000

預金利子収入分

2,000

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　財政調整基金積立金
　年度間の財源の不均衡を調整するため、奈良市財政調整基金条例により
設置された基金に積み立てる経費。

2,000 積立金 2,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 財政課

既存

事項 財政調整基金積立金
会計 一般会計 諸支出金 財政調整基金 財政調整基金

小事業 1010 財政調整基金経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　　（基金残高）

　　平成25年度末　　  782,557千円
　　平成24年度末　　  531,964千円
　　平成23年度末　　　491,191千円
　　平成22年度末　　1,279,523千円 事業費計

2,000

これまでの取組内容

　財政調整基金から生じる利子収入等を基金に積み立てる。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

593 2,000 2,000
事業費 地方債

 財政調整基金預金利子収入 2,000

0
一般財源

0 0 0 0

その他
593 2,000 2,000 2,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

593 2,000 2,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 75 項 25 目 10

前年度予算

減債基金積立金 1,000

預金利子収入分

1,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　減債基金積立金
　将来の公債費の償還を計画的に行う資金を積み立てるため奈良市減債基
金条例により設置された基金に積み立てる経費。

1,000 積立金 1,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 財政課

既存

事項 減債基金積立金
会計 一般会計 諸支出金 減債基金 減債基金

小事業 1010 減債基金経費

これまでの取組内容

　減債基金から生じる利子収入や後年度の市債償還のための収入を基金に
積み立てる。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　　（基金残高）

　　平成25年度末　　 161,401千円
　　平成24年度末　　　44,174千円
　　平成23年度末　　　44,117千円
　　平成22年度末　　　 3,486千円
　

事業費計
1,000

117,227 1,000 1,000
事業費 地方債

 減債基金預金利子収入 1,000

0

その他
117,227 1,000 1,000 1,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

117,227 1,000 1,000
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0
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区分 （単位：千円）

01 款 95 項 10 目 10

前年度予算

予備費　（一般会計） 50,000

50,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　一般会計において予備費が必要となる場合に充当を行う。
50,000 予備費 50,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 財政課

既存

事項 予備費
会計 一般会計 予備費 予備費 予備費

小事業 1010 予備費

事業概要

　予備費（一般会計）
　地方自治法217条に規定されている、歳出について予算編成時に予測出
来ない経費の必要に迫られたり、予算金額に不足を生じたりする場合の支
出に充てるための経費。

国庫支出金

県支出金

事業費計
50,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　　（予備費充当状況）

　　平成25年度　　27件　17,169千円
　　平成24年度　　28件　38,630千円
　　平成23年度　　42件　48,624千円
　　平成22年度　　35件　49,048千円

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

17,169 50,000 50,000
事業費 地方債

50,000
一般財源

17,169 50,000 50,000 50,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

17,169 50,000 50,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

前年度予算

先進地自治体調査旅費 70

参考図書購入 30
事務用消耗品

アンケート用紙印刷 0
封筒等印刷

アンケート用切手 0

100

50 印刷製本費 103

36
32

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　今後の本市の財政見通し、少子高齢化に伴う人口構成や市民ニーズの変
化に即応し、持続可能な資産管理を行うため、またいわゆる施設の更新問
題に対処するため、統廃合・再配置等公共施設等のマネジメントを推進す
る。
　また市有資産の保有量の最適化を図るため、全庁的に未利用及び低利用
土地・建物の洗い出しを行い、利活用の見込みがない市有地については、
積極的に貸付や売却を促進する。

63 旅費 63

4 消耗品費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 ＦＭ推進課

既存

事項 公共資産マネジメント推進経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 6510 行政管理経費

これまでの取組内容

事業概要

　公共資産マネジメント推進に係る事務経費。
　公共施設の統廃合・再配置を進めるにあたり、公共施設等総合管理計画
（基本方針）や今後の取り組みについての市民アンケートをおこない、ア
ンケート結果を踏まえて公共施設マネジメント計画の策定を進める。
　また用途廃止した施設を含む未利用地について、売却方法を工夫するこ
とにより地域の活性化を図る。

355 通信運搬費 355

53

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　25年度はFM推進グループにおいて公共施設の現況把握調査を行い、26年
度にその結果に基づき「奈良市公共施設等総合管理計画（基本方針）」を
策定した。
　また未利用地について情報把握と整理を行い、市場調査等により活用方
法を検討した。
　26年度は用途廃止した右京幼稚園跡地と休日夜間応急診療所等跡地につ
いて売却に際しての地元調整等を行い、ＪＲ奈良駅西側市有地について市
場調査に基づき売却条件設定を設定し売却した。

事業費計
557

0 100 557
事業費 地方債

100

0 100 557
事業費 地方債

一般財源
0 100 557 557

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 20 目 10

前年度予算

近畿都市税務協議会理事会等参加旅費等 58 68

追録代 1,276
書籍購入費、定期刊行物購読代等
事務用消耗品等

軽自動車税登録・廃車申告書 60 380
税務証明交付等申請書

定額小為替振出手数料 3 3

レジスター（窓口証明用） 50 0

各種協議会負担金（4団体） 3,903
奈良県市長会軽自動車税申告負担金

720

6,350

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 市民税課

既存

事項 税務事務経費
会計 一般会計 総務費 徴税費 税務総務費

小事業 1010 税務事務経費

手数料 3
事業概要

印刷製本費 330
270

648

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　課の事務運営のための経費
旅費 58

739 消耗品費 1,707
320

これまでの取組内容

　税に関する諸証明書の発行のため、申請書印刷代・定額小為替振出手数
料、税制改正に対応するため、書籍購入費・追録代、納税思想の普及とし
て委託料、税務署や各種協議会との連絡調整として、旅費・負担金を計上
し、税務行政全般の運営に関する事務を行う。

備品購入費 50

221 負担金補助 4,052
3,831 及び交付金

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　経費削減に努めながら税務行政全般の効率的な運営を進めた。
市ホームページの活用や各種チラシの充実で市民への周知対応をした。
また、新システムに導入に伴い、平成27年度から課税状況調業務委託を廃
止する。

委託料

事業費計
6,200

5,711 6,350 6,200
事業費 地方債

証明手数料収入 6,350

0

その他
5,711 6,350 6,200 6,200

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

5,711 6,350 6,200
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 20 目 10

前年度予算

固定資産評価審査委員報酬（3人×11回） 462

固定資産評価審査委員会・事務研修会委員旅費 43 41
固定資産評価事務研修会旅費 3

事務用消耗品 52 60

　審査申出年度別処理件数

 基準年度

 基準年度
563

※ 基準年度 ： 土地・家屋の評価替えをおこなった年度

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　固定資産評価審査委員会運営のための経費
462 報酬 462

旅費 46

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 市民税課

既存

事項 固定資産評価審査委員会経費
会計 一般会計 総務費 徴税費 税務総務費

小事業 1015 固定資産評価審査委員会経費

事業概要

　市長とは独立した中立・専門的な立場から、固定資産課税台帳に登録さ
れた価格（評価額）について不服がある場合、文書をもって審査の申出を
受け、不服の審査及び決定その他の事務を行う。

消耗品費 52

22 3 3 0
21 33 24 9

年 申出件数 土　地 家　屋

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財 源 の 内 容

国庫支出金

26 2 1 1 財源内訳

24 21 18 3 事業費計
25 0 0 0 560

23 0 0 0

201 563 560
事業費 地方債

563

201 563 560
事業費 地方債

一般財源
201 563 560 560

その他
0 0 0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 20 目 15

前年度予算

賦課事務調査旅費 30 28

原動機付自転車標識 1,619
事務用消耗品等

市県民税（普徴）及び軽自動車申告書関係印刷 12,200
市県民税（特徴）税額通知書関係印刷
法人市民税申告書関係印刷

税額通知発送郵送料 21,000

市県民税申告書関係郵送料
給与支払報告書提出依頼他郵送料

電子申告等審査システム運用委託 13,553

年金特徴・電子申告審査システム電算機器等賃貸借料他 266

年末調整説明会会場借上料（奈良県文化会館） 15

地方税電子化協議会及び国税連携関係負担金 6,612

共同発送等事業負担金

55,278

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 市民税課

既存

事項 賦課事務経費
会計 一般会計 総務費 徴税費 賦課徴収費

小事業 1010 賦課事務経費

14,500 通信運搬費 21,000

5,300
1,200

7,000 印刷製本費 13,500

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　課の事務運営のための経費
旅費 30

521 消耗品費 1,704
1,183

750 及び交付金

賃借料

6,364 負担金補助 7,114

215 使用料及び 230

事業概要 3,000
　個人・法人市民税、事業所税、軽自動車税、市たばこ税、入湯税の賦課
決定から調査に至る賦課事務全般の運営に関する事務を行う。

3,500

2,022 委託料 2,022

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
45,600

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　経費の大半を占める印刷製本費及び郵送料の縮減を中心に賦課事務の効
率的な運営に努めた。
印刷製本費においては、複数の帳票を出来るだけまとめて発注することで
入札の落札価格を下げる取組を行っている。
郵送料においては、税額通知発送は区内特別を利用、それ以外の発送につ
いては、ゆうメールを利用するなど、経費削減に努めている。
委託においては、新システム導入に伴い、平成27年度からイメージファイ
リングシステム保守点検委託を廃止する。また、データエントリー業務委
託は、個人住民税当初課税業務委託に含む。

58,242 55,278 45,600
事業費 地方債

証明手数料、自動車臨時運行許可手数料、標識貸付手数料、雑収入 12,793

42,485

58,242 55,278 45,600
事業費 地方債

一般財源
45,001 42,485 34,856 34,856

その他
13,241 12,793 10,744 10,744

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 20 目 15

前年度予算

社会保障・税番号制度システム整備委託

0

社会保障・税番号制度システム整備費補助金　2／3

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 市民税課

新規等

事項 社会保障・税番号制度システム整備委託
会計 一般会計 総務費 徴税費 賦課徴収費

小事業 1010 賦課事務経費

事業概要

　社会保障・税番号制度対応に伴い、個人番号・法人番号を取得・管理
し、必要なシステム改修を地方税務システムで実施する。また、必要なシ
ステム機能を整備するために要する経費。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　社会保障・税番号制度対応に伴う課の事務運営のための経費
34,500 委託料 34,500

事業費計
34,500

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　番号法に基づく税システムの改修について、ベンダーと協議中

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
23,000

県支出金

34,500
事業費 地方債

0

その他
23,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

34,500
事業費 地方債

一般財源
0 0 11,500 11,500
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 20 目 15

前年度予算

個人住民税当初課税業務委託

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　個人住民税の当初課税における課税資料の件数は増加傾向にあり、その
資料の入力・点検・業務に係る事務が増大している。このため、当初課税
事務を正確かつ効率的に行うため、補助的・準備的な業務を委託する。

22,000 委託料 22,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 市民税課

新規等

事項 個人住民税当初課税業務委託
会計 一般会計 総務費 徴税費 賦課徴収費

小事業 1010 賦課事務経費

事業概要

　個人住民税の当初課税における資料の入力・点検・業務に係る事務、特
別徴収・軽自動車の異動に係る事務を行う。

国庫支出金

県支出金

事業費計
22,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　時間外勤務削減をするため、平成27年1月から一部当初課税業務委託を
行っている。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

22,000
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 22,000 22,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

22,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 20 目 15

前年度予算

嘱託職員賃金　153,000円×12カ月×30人
嘱託職員交通費　20,000円×12カ月×30人

嘱託職員社会保険料・雇用保険料　30人×12カ月

児童手当拠出金　30人×12カ月 92

0

負担金補助 92
及び交付金

9,628 共済費 9,628

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　厳しい財政状況の中で、市の収入の根幹である市税の収入を上げるため
には課税及び徴収強化が必要である。職員数の増員が望めないことから、
定型的かつ補助的業務を行う嘱託職員を雇用することで人員増強を図る。

55,080 賃金 62,280
7,200

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 市民税課

新規等

事項 嘱託職員採用による課税及び徴収強化
会計 一般会計 総務費 徴税費 賦課徴収費

小事業 1010 賦課事務経費

これまでの取組内容

　税務室職員の業務負担軽減と課税及び徴収強化のため、嘱託職員を雇用
し、税務室の事務を行う。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　正規職員の時間外勤務を削減するため、臨時職員・再任用職員を登用し
たが、複雑な課税業務は経験が必要であり、現在は、正規職員の残業が増
大している。このため、嘱託職員の長期雇用により、課税業務等の熟練者
を育成する。

事業費計
72,000

72,000
事業費 地方債

0

72,000
事業費 地方債

一般財源
0 0 72,000 72,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 20 目 10

前年度予算

資産評価システムセンター研修会　（3人） 31
償却資産事務研修会　（2人）
ブロック別担当者会議　（2人）
県説明会　（2人×3回）
隣接5都市会議　（2人×2回）

新聞代 528
追録代
定期刊行物等購読料
書籍購入費

鑑定手数料　（宅地比準評価のゴルフ場等15地点） 389

全国基地協議会部分担金 121
資産評価システム研究センター研修負担金

1,069

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 資産税課

既存

事項 税務事務経費
会計 一般会計 総務費 徴税費 税務総務費

小事業 1010 税務事務経費

45
事業概要

426
112

37 消耗品費 620

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　課の事務運営を行うための経費
　職員の評価事務等の技術向上や事務処理の迅速化、適正化を図るため研
修に参加して各市町村等から固定資産及び評価関係の情報を収集し、納税
者の信頼を確保する。

31 旅費 31

事業費計
1,161

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　公用車利用を想定した旅費の削減や、書籍購入等の数量を抑え経費の削
減を行った。

　職員の固定資産評価技術向上のための研修や、県説明会及び近隣都市と
の情報交換を行う協議会に参加する。また、不動産鑑定士による標準地等
の鑑定を行う。

389 手数料 389

1 負担金補助及
び交付金

121
120

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

1,046 1,069 1,161
事業費 地方債

手数料（地番図閲覧手数料・固定資産課税台帳閲覧手数料） 752

317

その他
901 752 992 992

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,046 1,069 1,161
事業費 地方債

一般財源
145 317 169 169
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 20 目 15

前年度予算

賦課調査及び評価資料収集　（2人×8回） 56
課税説明等　（2人×6回）

書籍購入費　　住宅地図等 1,345
事務用消耗品等

帳票及び事務用紙等印刷費 8,139
ポスター・パンフレット等印刷費
青写真印刷費（家屋図面コピー）

納税通知書発送郵送料等 10,419

償却資産申告書・催告書発送郵送料
相続人代表者選任届
一般郵便物

地番図分合筆修正業務委託 54,080

固定資産路線価付設業務委託（1年目／3年）

家屋評価システム及び電算機器リース料 5,177
固定資産税業務支援システム用機器リース料
償却資産電子申告用機器リース料
家屋図面複写用機器リース料

150

79,366

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　固定資産税・都市計画税の適正な課税を行い、納税通知書の発送を行う
ための経費
　平成30年度の評価替えに向け、土地評価の適正化、均衡化及び評価業務
の効率化を図るため複雑かつ専門的な路線価付設業務を委託する。
　この委託業務により付設した路線価に基づいて、個々の土地の適正な評
価を算定し、情報公開や納税義務者への信頼に応えることができるととも
に、基幹税として財源の確保に努める。

56 旅費 56

154 消耗品費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 資産税課

既存

事項 賦課事務経費
会計 一般会計 総務費 徴税費 賦課徴収費

小事業 1010 賦課事務経費

事業概要 9,115 通信運搬費 10,610
　納税通知書の印刷・発送、評価システム等のリース、分合筆・地図訂正
による地番図の変更や修正、平成30年度に向けた複雑かつ専門的な路線価
付設業務の委託などを行う。

948
227
320

6,000 委託料 30,000
24,000

267 使用料及
び賃借料

4,223

10

8,923 印刷製本費 8,964
31

1,980
1,826

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
55,833

これまでの取組内容

　納税通知書の印刷等について競争入札によりコストの削減を行った。
　また、発送業務については、市内特別郵便やバーコード割引など割引制
度を利用し、郵送料の削減に努めた。

修繕費

3,889
17
50

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

88,543 79,366 55,833
事業費 地方債

広告収入（固定資産税・都市計画税納税通知書等発送用封筒広告） 79

79,287
一般財源

88,464 79,287 55,754 55,754

その他
79 79 79 79

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

88,543 79,366 55,833
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 82

前年度予算

心のふるさと応援基金 6,000

・ 世界遺産包括的保存管理計画策定
・ 多言語コールセンター
・ ならまち出前カルチャー
・ リニア中央新幹線中間駅誘致推進
・ 「イクメン手帳」の作成
・ キャリア教育の推進
・ 図書購入費 6,000

・ 子ども発達センターの運営・備品購入費（作業療法用器具）
・ 看護専門学校運営　業務委託
・ 路上喫煙防止啓発活動　啓発チラシ

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良を愛し応援してくださる皆様からいただいた寄附金を文化財の保
存・活用事業、観光振興事業等、及び奈良の魅力を高め発展させるための
事業等に活用するため一旦蓄えた基金から一般会計へ振り出すために必要
な歳出

30,000 積立金 30,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 納税課

既存

事項 心のふるさと応援基金経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 心のふるさと応援基金費

小事業 1010 心のふるさと応援基金経費

これまでの取組内容

これまでの寄附の主な使いみち

事業概要

　いただいた寄附金を基金に積み立て、毎年度末に預金利子と共に一般会
計へ繰り出し事業に充てる。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
30,000

2,102 6,000 30,000
事業費 地方債

6,000

2,102 6,000 30,000
事業費 地方債

一般財源
2,102 6,000 30,000 30,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 20 目 10

前年度予算

旅費 11

税関係書籍の追録代 473
書籍購入費
コピー代
再生紙
その他事務用消耗品等

5,816

6,300

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 納税課

既存

事項 税務事務経費
会計 一般会計 総務費 徴税費 税務総務費

小事業 1010 税務事務経費

事業概要

174
105
75

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　課の事務を運営するための経費
11 旅費 11

56 消耗品費 445
35

456

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　窓口収納であってはならない紙幣や硬貨の数え間違いや集計誤りをなく
すため、平成23年7月から金融機関経験者を雇用し正確性を高めていた。

賃金

事業費計

これまでの取組内容

　課の維持経費

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

5,985 6,300 456
事業費 地方債

6,300
一般財源

5,985 6,300 456 456

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

5,985 6,300 456
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 20 目 10

前年度予算

寄附者謝礼代 0
（寄附金額3千万円の内寄附者へ40％還元）

事務用消耗品（市長礼状、送付用封筒等） 0

ふるさと納税寄附リーフレット作成 573

ふるさと納税リーフレット他送付 192

代理収納システム利用料他 44

　奈良市専用申込書、もしくはホームページ上から支払方法と使い道や ふるさと納税ホームページ維持管理 0
記念品、住所氏名を明記し申し込んでいただく。
　受付後、案内を送付する。入金を確認次第、お礼状、記念品及び寄附
金領収済証明書を送付
　翌年度基金から一般会計に繰り入れ、寄附意向に沿う事業に充てる。
　寄附金の活用状況については、奈良市ホームページ等を通じてお知ら
せする。

809

50

420 印刷製本費 420

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　文化財の保存・活用事業、観光振興事業等、及び奈良の魅力を高め発展
させるため、奈良を愛し応援してくださる皆様からより多くの寄附金を募
るための広報などの経費

12,000 報償費 12,000

50 消耗品費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 納税課

新規等

事項 心のふるさと応援寄附促進経費
会計 一般会計 総務費 徴税費 税務総務費

小事業 1030 心のふるさと応援寄附促進経費

事業概要

270 委託料 270

279 手数料 279

381 通信運搬費 381

これまでの取組内容

　平成24年度から奈良市が主催や後援をするマラソン大会等でパンフレッ
トの配布やポスターによるＰＲ活動を開始。
　寄附を頂いた方へお礼として送付する特典を現在より増やせるよう引き
続き企業や団体に協力を依頼している。
　平成24年6月から支払える窓口の拡大を図るため、クレジットカードに
よる払込み方法を加えた。
　平成26年7月から希望使途に3団体(なら国際映画祭・バンビシャス奈
良・奈良クラブ）を追加した。
　平成26年12月から寄附金の増大を図るため、寄附金額に応じた記念品の
贈呈を開始した。

平成24年度　　29件　　3,222千円
平成25年度　　32件　　2,100千円

平成22年度　　27件　　2,363千円
平成23年度　　18件　　2,872千円

 寄附実績 平成21年度　　47件　　　912千円

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
13,400

財源内訳 財 源 の 内 容

378 809 13,400
事業費 地方債

809

378 809 13,400
事業費 地方債

一般財源
378 809 13,400 13,400

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 20 目 15

前年度予算

事務用消耗品 90

決議書・通知書 2,310
決議書
口座振替納付のご案内
還付通知書送付用封筒
口座振替済通知書（普徴・固定用・軽自用）
その他印刷

還付通知書 5,000

口座振替済通知書
料金受取人払（返信用）

南都銀行振替 13,300

ゆうちょ銀行振替
コンビニ収納手数料
ゆうちょ銀行収納手数料
特徴フロッピーディスク作成手数料　（5銀行）

過誤納金還付および還付加算金 160,000

180,700

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 納税課

既存

事項 自主納税促進経費
会計 一般会計 総務費 徴税費 賦課徴収費

小事業 1510 自主納税促進経費

事業概要 656 通信運搬料 4,882

360
86

1,195
102

印刷製本費 1,953
160

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　確定申告などにより、市税額が減額になり還付する必要が生じた場合、
前年度以前に納付されていた市税を還付するための経費
　その他に期限内に納税をしやすくするため、口座振替納税やコンビニ収
納の普及・拡大を図るための経費

379 消耗品費 379

50

196

180,000 償還金利子及び割引料 180,000

10,640
903

　法人市民税の予定納税や市県民税の確定（修正）申告等に係る還付金を
適正に還付処理する。
　口座振替の登録・廃止・変更結果のお知らせ等の口座振替管理
　金融機関での納付、コンビニ収納等納付された税の収納処理

3,875
351

2,310 手数料 14,327
278

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
201,541

これまでの取組内容

　口座振替促進のため「口座振替納付のご案内」を固定資産税、軽自動車
税、及び市・県民税納税通知書に同封
　時間や曜日にとらわれず納付できるよう、平成20年度から収納窓口にコ
ンビニを追加し納税者の利便性を高めた。

238,977 180,700 201,541
事業費 地方債

支払期間経過市税還付金 5,000

175,700

238,977 180,700 201,541
事業費 地方債

一般財源
231,955 175,700 195,837 195,837

その他
7,022 5,000 5,704 5,704

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 20 目 15

前年度予算

市外旅費（橿原市）滞納整理研修 18
市外旅費（高田市）滞納整理研修

事務用消耗品（パイプ式ファイル他） 0

納付書（単票） 1,860
納付書（連票）
督促状（三税・法人）
督促状（特徴）
催告書（三税・特徴）
催告書（法人・事業所）
催告書用封筒（ゴム糊付）
再発行納付書送付用封筒

督促状（普徴・固定・軽自） 9,324

名寄催告書
法人市民税督促状
法人市民税催告書
特徴過不足照会
特徴督促状
特徴催告書
電話呼びかけセンター納付書
納付書（随時）
その他通信運搬費

取引履歴明細発行手数料 216

電話等による市税催告業務及び労働者派遣業務（4月分） 7,334

督促状発送に係るハガキ圧着機（連帳用） 1,554

20,306

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 納税課

既存

事項 滞納整理経費
会計 一般会計 総務費 徴税費 賦課徴収費

小事業 1515 滞納整理経費

97
97

86
924

136 印刷製本費 1,755

17 消耗品費 17

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　日本国憲法第30条に定められている納税の義務は納期限内に納める義務
である。にもかかわらず、期限内に納付されなかった納税者に対する事務
経費

3 旅費 6
3

291
17

197
492

これまでの取組内容 134

33
33

8,994
916
41

事業概要 54
　市・県民税、固定資産税・都市計画税、軽自動車税等の各市税の納期を
経過後、滞納処分としてまず督促状を送付する。
　それでも納付が無い場合、催告書を送付するとともに「納税呼びかけセ
ンター」から電話による自主納付の呼びかけを実施

205
156

6,840 通信運搬費

平成25年度　98.59　％ 財源内訳 財 源 の 内 容

平成26年度　99.06　％　（Ｈ26.12月末決算見込み） 国庫支出金

平成22年度　98.02　％ 755 使用料及び賃借料 755
平成23年度　98.21　％ 事業費計
平成24年度　98.42　％ 12,410

 現年課税分徴収率 平成21年度　97.82　％

　督促状・催告書・電話による催告により、早期に滞納者に接触し、きめ細やか
な納税相談を実施し、新規滞納を増やさない取組みを行ってきた。 216 手数料 216

667 委託料 667

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

15,961 20,306 12,410
事業費 地方債

20,306
一般財源

15,961 20,306 12,410 12,410

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

15,961 20,306 12,410
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 20 目 10

前年度予算

旅費 52 0

消耗品費 37 37

37

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

課の事務運営のための経費
旅費 52

消耗品費 37

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 滞納整理課

既存

事項 課の維持事務経費
会計 一般会計 総務費 徴税費 税務総務費

小事業 1010 税務事務経費

事業概要

滞納税等の解消に向けて、研修会に参加し、先進市と意見交換を行うこと
により滞納処分等の方法を取得し、また、新聞を購読することにより情報
収集し、滞納整理・処分を進める。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
89

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

経費の見直しを行うことによって削減に努めている。
　平成24年度予算額　43千円
　平成25年度予算額　38千円
　平成26年度予算額　37千円

36 37 89
事業費 地方債

37

36 37 89
事業費 地方債

一般財源
36 37 89 89

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 20 目 15

前年度予算

非常勤嘱託職員賃金（徴税不当要求行為対応指導員）　 3,908

市外旅費（県内・県外出張） 186

事務用消耗品 1,039

納付書印刷 846
納付書発送用等封筒印刷

催告書発送用郵便費 4,488
その他通信運搬費

差押自動車保管料 107

差押物件公売に係る鑑定手数料 1,546
取引履歴明細発行手数料
差押自動車引揚業務手数料

事務機器借上料等 4,515

債権回収研修会参加負担金 45

2,520

1,385

20,585

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 滞納整理課

既存

事項 滞納・債権整理に伴う事務経費
会計 一般会計 総務費 徴税費 賦課徴収費

小事業 1515 滞納整理経費

2,706 通信運搬費 6,443
事業概要 3,737

597
374 印刷製本費 971

1,799 消耗品費 1,799

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

市税等を確保するため、滞納税等の解消に努め、納税・納付秩序の確立と
徴収率の向上を目指す。 3,916 賃金 3,916

179 旅費 179

32 負担金補助及び交付金 32

768 使用料及び賃借料 768

　滞納税等の解消に向けて、文書催告は有効な手段であり、平成27年度に
ついても滞納者に対し文書催告を行う。
　また、金融機関及び保険会社等に財産調査を行い、適正に差押等の滞納
処分を行う。
　なお、差押えた動産・不動産のうち、自主納付が見込めない滞納者所有
の案件については鑑定を行った上で公売を実施する。

107 保管料 107

2,121 手数料 2,663
492
50

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
16,878

これまでの取組内容

差押件数
平成25年度（12月末現在）　591件、平成25年度末　720件
平成26年度（12月末現在）　646件（納税課分を含む）

収納率
平成25年度（12月末現在）　12.92％、平成25年度末　16.85％
平成26年度（12月末現在）　13.40％

報酬

委託料

28,074 20,585 16,878
事業費 地方債

鑑定手数料等 1,896

18,689

28,074 20,585 16,878
事業費 地方債

一般財源
28,074 18,689 13,922 13,922

その他
1,896 2,956 2,956

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 20 目 15

前年度予算

職員研修会開催に伴う講師報償 216

本部会議・幹事会用資料作成 88
支払督促の申し立てにかかる事務消耗品

研修講師賄 3

支払督促の申し立てにかかる切手代等 317

支払督促の申し立てにかかる手数料 265

889

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 滞納整理課

既存

事項 債権回収強化に伴う事務経費
会計 一般会計 総務費 徴税費 賦課徴収費

小事業 1515 滞納整理経費

事業概要

2 食糧費 2

15 消耗品費 83
68

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　増加する市の未収債権の縮減を重要課題として位置付け、平成20年度よ
り副市長を本部長とする奈良市債権回収対策本部を設置し、本部会議並び
に幹事会を開催し、全庁的な未収債権の縮減に関する取り組みを実施して
いる。
　また、各債権所管課の債権担当職員の債権管理・回収に対するスキル
アップを図るために研修会等を実施する。
　加えて、自力執行権（差押等の滞納処分ができる権利）のない非強制徴
収公債権や私債権について、各債権所管課の債権回収等に関する助言・指
導を行い、徴収困難案件等については、支払督促による法的処理を実施し
ていくことで未収債権の縮減を図る。

162 報償費 162

事業費計
829

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

（平成26年度実績）
　　　平成26年 5月　徴収職員対象 初任者研修
　　　平成26年 8月　第1回本部会議
　　　平成26年10月　第1回実務者研修
　　　平成27年 2月　第2回実務者研修

　奈良市債権回収対策本部の運営と、債権担当職員のスキルアップ研修会
開催、支払督促にかかる経費。
1．債権回収対策本部会議や幹事会用資料等の作成経費。
2．強制徴収公債権の新任者を対象とした債権管理並びに債権回収研修会
開催経費。研修講師に支払う講師報酬、研修講師に対する講師賄費用。
3．強制徴収公債権の実務担当者を対象とした実務研修実施経費。
4．非強制徴収公債権や私債権で徴収困難等により移管を受けた債権につ
いて、裁判所を介しての法的処置（支払督促）を実施し、未収債権の縮減
を行う。

317 通信運搬費 317

265 手数料 265

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

131 889 829
事業費 地方債

889

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

131 889 829
事業費 地方債

一般財源
131 889 829 829
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 20 目 15

前年度予算

未収貸付金回収等業務委託 3,132

3,132

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　内閣府で民間委託が可能な業務の拡大の検討がなされ、その一つとし
て、私債権を中心に債権回収の外部委託を推進することを受け、奈良市で
も貸付金等の未収金回収の外部委託を行う。 3,075 委託料 3,075

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 滞納整理課

既存

事項 未収貸付金回収等業務委託に係る経費
会計 一般会計 総務費 徴税費 賦課徴収費

小事業 1515 滞納整理経費

事業概要

債権回収整理の外部委託経費
　　　　（委託期間：平成27年4月1日から平成28年3月31日まで）

国庫支出金

県支出金

事業費計
3,075

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成24年度にプロポーザル方式により委託業者を選定し、平成25年2月
から平成27年3月までの2年2ヶ月間委託している。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

765 3,132 3,075
事業費 地方債

3,132
一般財源

765 3,132 3,075 3,075

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

765 3,132 3,075
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 25 目 10

前年度予算

戸籍データ入力業務委託更新に伴う業者選定委員会 0
　外部委員報償費（3人×2回）
法務局等事務連絡（12回） 23
戸籍事務協議会、戸籍・住記事務研修会（12回）
戸籍・住民記録追録代 4,364
戸籍・住民基本台帳六法（27年版）等　専門書籍
金銭登録機用ロール紙（10箱）等

軽四自動車ガソリン代（市民サービスセンター） 17
改ざん偽造防止用紙、各種申請用紙等 2,238
電気・水道料金（市民サービスセンター） 0
複合自動認証器等修理代 76
戸籍届出等本人確認用等切手代 1,678

市民サービスセンター施設賠償責任保険料 1 1

公的個人認証機保守委託、窓口案内システム保守委託 81,213
戸籍データ入力業務委託
戸籍総合システムソフトウエア保守料
窓口業務等民間委託、新旧住基システム移行に伴う
　住民異動届並行入力業務委託
戸籍副本データ管理システム等関連機器保守業務委託

公用車リース代（市民サービスセンター用） 27,905
模写電送装置一式使用料（送受信機9台）他
市民サービスセンター公用車駐車場使用料
市民サービスセンター施設賃借料

奈良県戸籍住民事務協議会年間分担金 98
奈良県都市戸籍住民事務連絡協議会負担金

117,613

14 燃料費 14

102
2,901

450 消耗品費 3,453

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　戸籍法及び住民基本台帳法に基づき、正確、敏速な事務処理と厳重な保
管管理システムにより、プライバシーの保護に努めるとともに、市民サー
ビスの向上を図る。

60 報償費 60

9 旅費 23
14

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 市民課

既存

事項 戸籍住民基本台帳事務経費
会計 一般会計 総務費 戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳費

小事業 1010 戸籍住民基本台帳事務経費

57,901

18,507
3,500

　戸籍、住民票の届出の処理及び証明発行。住民基本台帳カードの作成
　他市町村、警察等の照会回答事務
　戸籍入力、市民課窓口業務等の民間委託
　庁用機器等メンテナンス委託料・賃借料
　市民サービスセンター施設等賃借料
　改ざん偽造防止用紙。個人確認用及び市町村連絡用切手・はがき代
　戸籍電算化用プリンタートナー

76 修繕料 76
1,623 通信運搬費 1,623

保険料 1

235 委託料 80,304

2,268 印刷製本費 2,268
事業概要 357 光熱水費 357

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

負担金補助
及び交付金

98
10

事業費計
107,974

これまでの取組内容 200 使用料及び
賃借料

19,697
・戸籍の電算化、平成24年11月から始動
・戸籍電算化に伴い、証明用用紙の改ざん偽造防止効果を強化し、用紙の
ワンポイントデザインを公募、採用しリニューアルをした。
・戸籍届出データ入力、窓口業務等を民間に委託
・音声自動窓口案内システムを2台増設、住民サービスを向上
・コピー用紙など、再利用の徹底を図り、証明事務用白紙、事務消耗品な
どは、最安値分を精査して購入
・公用車老朽化のため車検期間終了後、平成25年7月からリース契約
・住基システムの入替に伴い、住民異動届並行入力業務を委託予定
・平成27年11月戸籍データ入力等委託契約終了、更新時には総合評価落札
方式により業者選定する

15,199
96

4,202

88

161

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

118,839 117,613 107,974
事業費 地方債

戸籍謄抄本手数料他証明手数料（印鑑証明手数料以外）
住民基本台帳カード交付手数料 69,107

48,506
一般財源

58,084 48,506 42,710 42,710

その他
60,755 69,107 65,264 65,264

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

118,839 117,613 107,974
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 25 目 10

前年度予算

新住基システム・マイナンバー対応改修委託
旧住基システム・マイナンバー仮付番対応改修委託
住基連携ソフト（19条4項通知対応用）導入に伴う改修委託

住基連携ソフト（19条4項通知対応用）保守料

奈良市住民情報システム最適化事業（住民情報）

通知カード・個人番号カード関連事務の委託に係る交付金

（債務負担行為）
平成26年度～平成37年度
限度額　890,000千円

120

120

個人番号カード交付事業費補助金　 　　 　125,937
社会保障・税番号制度システム整備補助金 　23,300

41,278 使用料及
び賃借料

41,278

119

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　「奈良市情報システム最適化計画」に基づき、新システム導入による業
務改善、情報セキュリティの向上、業務連携による迅速な窓口サービス対
応による住民サービスの向上を目的とする。
　また、マイナンバー制度の導入により国民にとって利便性の高い公平・
公正な社会を実現するための社会基盤（インフラ）を整備する必要があ
る。

52,400 委託料 65,700
10,800

2,381

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 市民課

新規等

事項
奈良市住民情報システム最適化事業及びマイナンバー（社会保
障・税番号）制度導入に伴う経費

会計 一般会計 総務費 戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳費

小事業 1010 戸籍住民基本台帳事務経費

これまでの取組内容

　平成25年度から事業実施を始め、平成26年度には業者選定・決定を行
い、システム調達に入った。既存システムからのデータ移行作業を経て、
平成27年10月からのシステム稼働を見込む。稼働後は120ヶ月の使用を予
定している。新システムはパッケージシステムとなるため、保守運用は部
会単位で実施することとなる。
　また、マイナンバー制度の導入により国民にとって利便性の高い公平・
公正な社会を実現するための社会基盤（インフラ）を整備するにあたり、
平成27年10月のマイナンバー通知、平成28年1月からのマイナンバーカー
ド発行に伴う関連事務を委任する。

負担金補助
及び交付金

125,937
事業概要 125,937

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
149,237

　奈良市情報システム最適化について平成26年7月、賃貸借に関する契約
を締結。平成27年10月のマイナンバー制度導入、新システム稼働に向け、
データー連携・移行等の各業務への取り組みを実施、住民基本台帳システ
ムの改修に取り組む。

報償費

事業費計
232,915

0 120 232,915
事業費 地方債

120

0 120 232,915
事業費 地方債

一般財源
0 120 83,678 83,678

その他
0 149,237

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

―　189　―



区分 （単位：千円）

01 款 15 項 25 目 10

前年度予算

印鑑保護シール、コピー用紙 214

印鑑登録カード、印鑑登録申請書等 193

印鑑登録照会用切手代 120

215

742

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 市民課

既存

事項 印鑑登録事務経費
会計 一般会計 総務費 戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳費

小事業 1015 印鑑登録事務経費

123 通信運搬費 123

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　経済取引、市民の権利、義務の発生や変更等に伴う行為に必要とされ、
奈良市印鑑の登録及び証明に関する条例に基づき、市民の利便と取引の安
全に寄与することを目的とし、正確かつ迅速な処理を図ることに努める。

59 消耗品費 59

333 印刷製本費 333

これまでの取組内容

　印鑑の登録、印鑑登録証（カード）の発行、証明書交付
事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財 源 の 内 容

国庫支出金

　印鑑登録証明書の改ざん偽造防止用紙をリニューアル。改ざん偽造防止
効果を強化、更に単価を下げることができた。

使用料及
び賃借料

事業費計
515

財源内訳

682 742 515
事業費 地方債

印鑑証明手数料 742

0

その他
682 742 515 515

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

682 742 515
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 25 目 10

前年度予算

ニュードッチファイルＡ４等 14 26

特別永住者事務手続きに係る切手代 60 80
（東京入国管理局送付用）

106

中長期在留者住居地届出事務等委託金(外国人登録事務交付金） 106

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　住民基本台帳法に基づき、中長期在留者及び特別永住者の正確、迅速な
事務処理と厳正な保管管理システムにより、市民サービスの向上を図る。 消耗品費 14

通信運搬費 60

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 市民課

既存

事項 中長期在留者住居地届出等事務経費
会計 一般会計 総務費 戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳費

小事業 1020 中長期在留者住居地届出等事務経費

事業概要

　平成24年7月から外国人登録制度の廃止に伴い、新しい在留管理制度及
び特別永住者制度が導入され、外国人住民の方は、住民基本台帳制度の対
象となった。
　これに伴う住居地の（変更）届出及び特別永住者の方の証明書交付など
の申請手続きに係る緒経費
　書類管理用ファイル・申請書類送付用切手代

国庫支出金
74

県支出金

事業費計
74

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　消耗品の節約
　外国人登録制度の廃止に伴い、研修会等が無しとなった。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

91 106 74
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 0 0

その他
91 106 74

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

91 106 74
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 10 目 30

前年度予算

東山霊苑火葬場非常勤嘱託職員（5人）賃金 14,379
寺山霊苑臨時職員（2人）賃金

事務用消耗品 784

火葬用白灯油代 18,017
LPガス代

墓地使用料納入通知書等印刷費 145

火葬場及び墓地電気代 1,539

火葬場及び墓地水道代

火葬炉修繕料 10,000

墓地修繕料

墓地使用料納入通知書等郵送料 92

寺山霊苑浄化槽点検等手数料 162

清掃業務等委託 5,605

草刈業務等委託

土地借上料（東山霊苑） 10,633

事務機器等借上料
1

400
1,491

12

63,260

17

消耗品費 960

18,782 燃料費 18,799

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　環境衛生の向上を図り、清潔で良好な墓地・火葬場の整備を行う。
17,018 賃金 17,018

960

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 生活環境課

既存

事項 墓地火葬場の管理経費
会計 一般会計 衛生費 保健衛生費 墓地火葬場費

小事業 1010 墓地火葬場管理経費

3,611 委託料 5,448
1,837

133 手数料 133

95 通信運搬費 95

事業概要 1,231 光熱水費 1,680
　市営墓地及び東山霊苑火葬場の管理運営経費 449

8,500 修繕料 9,000
500

145 印刷製本費 145

国庫支出金

県支出金

事業費計
63,736

財源内訳 財 源 の 内 容

　市営墓地の清掃業務等を行い、清潔で良好な施設の維持管理経費を行う
とともに、火葬炉設備の保守点検や必要な修繕を実施し、安定した火葬場
施設の運営を図った。

196
旅費

工事請負費

備品購入費

負担金補助
及び交付金

これまでの取組内容 10,262 使用料及び賃借料 10,458

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

56,685 63,260 63,736
事業費 地方債

火葬場及び墓地使用料、証明手数料 47,090

16,170
一般財源

11,963 16,170 14,334 14,334

その他
44,722 47,090 49,402 49,402

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

56,685 63,260 63,736
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 10 目 30

前年度予算

産業廃棄物収集運搬業務委託
　東山霊苑

　寺山霊苑

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市営墓地のゴミ収集について、清潔で良好な墓地の管理運営を行うた
め、必要な整備を行い墓地の良好な環境の維持及び墓参者の安全確保を図
る。
　また、平成26年10月から事業系ゴミ適正排出の通知により、「不燃物」
は「産業廃棄物」として取り扱われるため。

委託料 260
195

65

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 生活環境課

新規等

事項 霊苑整備（市営墓地清掃）
会計 一般会計 衛生費 保健衛生費 墓地火葬場費

小事業 1010 墓地火葬場管理経費

これまでの取組内容

　市営墓地ゴミ収集に伴う産業廃棄物収集運搬業務
事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
260

0 0 260
事業費 地方債

0

0 0 260
事業費 地方債

一般財源
0 0 260 260

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 10 目 55

前年度予算

無縁墳墓等改葬広告料（100区画分） 0

水道工事検査手数料 2 0
水道工事審査手数料 2

無縁仏撤去委託（寺山霊苑1区画・南山墓地1区画） 0
無縁仏撤去委託（東山霊苑内50区画）

【東山霊苑】 9,893
　目隠しフェンス設置工事
　骨金堂水汲み施設整備工事

【寺山霊苑】
　ため池浚渫工事

107

10,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 生活環境課

投資

事項 霊苑整備（墓地・火葬場整備）
会計 一般会計 衛生費 保健衛生費 保健衛生施設整備事業費

小事業 1010 保健衛生施設整備事業

事業概要 工事請負費 6,439

2,160
324 委託料 2,484

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　東山霊苑に点在する無縁仏について、無縁墳墓等改葬公告の掲載及び年
次計画を経てて無縁仏の撤去及び整備により、墓参者の安全確保を図る。 73 広告料 73

手数料 4

これまでの取組内容

　市営墓地の維持管理及び整備に伴う経費 2,539
1,100

2,800

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財 源 の 内 容

国庫支出金

　墓地整備について、ピラミッド状の無縁仏群の撤去及び台座の撤去を
し、霊苑内に水汲み場を設置した。
　また、火葬場整備についてもご遺族及び職員の施設環境の改善に努め
た。

負担金補助
及び交付金

事業費計
9,000

財源内訳

8,383 10,000 9,000 3,600
事業費 地方債

8,300

1,700

8,383 10,000 9,000 3,600
事業費 地方債

一般財源
5,383 1,700 5,400 5,400

その他
3,000 8,300 3,600

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 10 目 55

前年度予算

業務委託 53,404
用地測量業務委託

斜面安定解析調査業務委託

先進地視察諸業務委託
松本市、関市　（泊） 他

不動産鑑定業務 0

地元自治会等先進地視察 400
旅費

関係機関等との折衝
旅費

有料道路通行料 0

事務経費
消耗品（コピー代、ファイル代、コピー用紙代等） 150

印刷製本（図面印刷等） 46

郵便代 0

（債務負担行為設定）
平成27年度～平成28年度
限度額

54,000

5,267

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 新斎苑建設推進課

投資

事項 新斎苑整備事業
会計 一般会計 衛生費 保健衛生費 保健衛生施設整備事業費

小事業 1020 新斎苑整備事業

事業概要 旅費 421

1,687 手数料 1,687

2,500

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　現在の火葬場は大正5年に開設され、その後100年間にわたって、数度の
大規模な改修工事を行いながら多くの方々の最後のお別れの場として役割
を果たしてきた。
　しかし、現在の施設は老朽化が激しく、今後予想される高齢化に伴う火
葬件数の増加に対して十分に応えられないため、市民ニーズに対応でき、
周辺環境との調和や機能性と安全性を重視した火葬施設を建設する。
　新斎苑の建設は本市にとっての重要課題であり、早期建設を目指すもの
である。

委託料 28,500
20,000

6,000

事業費計
31,000

これまでの取組内容 36 通信運搬費 36
　新斎苑建設地として決定するために、候補地の地権者や地元周辺自治会
に施設の必要性や概要を説明し、調整を重ねた。また、候補地の地形測
量、新斎苑基本計画の修正及び、施設・環境整備に伴うイメージパースの
作成等を行った。 32,000千円

100 印刷製本費 100

217 消耗品費 217

　東山霊苑火葬場に代わる新斎苑建設

　新斎苑建設に向けて、環境影響評価業務等諸業務を行い、都市計画決定
を行うための地元説明会を実施する。また、用地買収に伴う不動産鑑定業
務も実施する。

400

21

39 使用料及び賃借料 39

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

1,609 54,000 31,000
事業費 地方債

48,733

その他
5,267

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,609 54,000 31,000
事業費 地方債

一般財源
1,609 48,733 31,000 31,000
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 10 目 10

前年度予算

新聞代 37 210
追録代 26
事務用消耗品

ガソリン 118

切手代 25 240
電話代

自動車借上料（2台） 536

産婦人科一次救急県負担金 14,108

15,212

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　医療政策課の事務を行うために必要な経費
消耗品費 189

126

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 医療政策課

既存

事項 課事務経費
会計 一般会計 衛生費 保健衛生費 保健衛生総務費

小事業 1010 保健衛生事務経費

事業概要

　医療政策課の事務を行う。
11,120 負担金補助及び交付金 11,120

283 使用料及び賃借料 283

通信運搬費 265
240

117 燃料費 117

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　経費節減、効率的な事務運営に努めている。

事業費計
11,974

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

10,817 15,212 11,974
事業費 地方債

15,212
一般財源

10,817 15,212 11,974 11,974

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

10,817 15,212 11,974
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 10 目 10

前年度予算

調査分析等委託
資料収集、調査
市民アンケートの実施
調査結果の分析
課題の整理及び今後の施策への提案

レセプトデータ提供手数料

連絡用通信運搬費

事務用消耗品

0

200 通信運搬費 200

6,000 手数料 6,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　医療技術の高度化と少子高齢化の進捗に伴い、今後も医療費が増大して
いくことが見込まれる中、健康長寿に向けた施策を実施するため、医療費
分析等の調査を行い、もって本市の医療費の削減・抑制の対策検討のため
の基礎資料とする。

21,600 委託料 21,600

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 医療政策課

新規等

事項 健康長寿施策実施のための基礎調査
会計 一般会計 衛生費 保健衛生費 保健衛生総務費

小事業 1010 保健衛生事務経費

これまでの取組内容

　国民健康保険・後期高齢者医療のレセプトデータ、介護保険サービス、
各種健（検）診結果等を分析し、市民の健康課題を把握し、効果的な健康
長寿施策を行う。

事業概要 200 消耗品費 200

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
28,000

0 0 28,000
事業費 地方債

0

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 28,000
事業費 地方債

一般財源
0 0 28,000 28,000
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 10 目 35

前年度予算

業務委託（医科） 14,559
業務委託（歯科）

受水槽清掃点検業務委託 65

受水槽給水設備水位調整工事 56 0

　過去5年の患者数（人）

14,559

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　田原地域住民に対する保健医療サービス（診療・健康診断・健康相談・
予防接種等）の維持と充実を図る。 14,000 委託料 14,545

480

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 医療政策課

既存

事項 田原診療所運営管理経費
会計 一般会計 衛生費 保健衛生費 診療所費

小事業 1015 田原診療所運営管理経費

事業概要

　平成20年度から指定管理者制度を導入し、民間のノウハウを活用した、
効率的で創意を凝らした診療所の運営を行っている。

　診療時間　月曜日～金曜日の午後1時30分～4時

修繕料 56

1,721

1日平均 8.0 8.9 8.5 7.5 7.2
総数 1,967 2,135 2,031 1,824
年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
14,601

財源内訳 財 源 の 内 容

278
1日平均(歯 6.7 5.1 4.6 1.7 1.4
総数(歯科) 329 247 184 330

14,480 14,559 14,601
事業費 地方債

14,559

14,480 14,559 14,601
事業費 地方債

一般財源
14,480 14,559 14,601 14,601

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 10 目 35

前年度予算

業務委託 16,245

　過去5年の患者数（人）

16,245

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 医療政策課

既存

事項 柳生診療所運営管理経費
会計 一般会計 衛生費 保健衛生費 診療所費

小事業 1020 柳生診療所運営管理経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　柳生地域住民に対する保健医療サービス（診療・健康診断・健康相談・
予防接種等）の維持と充実を図る。 16,245 委託料 16,245

年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

これまでの取組内容

　平成20年度から指定管理者制度を導入し、民間のノウハウを活用した、
効率的で創意を凝らした診療所の運営を行っている。

　診療時間　月曜日～金曜日の午前9時～正午及び午後1時30分～4時

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
16,245

5,386

1日平均 19.7 24.3 24.3 23.3 21.9
総数 4,970 5,911 5,944 5,581

16,245 16,245 16,245
事業費 地方債

16,245

16,245 16,245 16,245
事業費 地方債

一般財源
16,245 16,245 16,245 16,245

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 10 目 35

前年度予算

業務委託 10,600

　過去5年の患者数（人）

10,600

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 医療政策課

既存

事項 月ヶ瀬診療所運営管理経費
会計 一般会計 衛生費 保健衛生費 診療所費

小事業 1040 月ヶ瀬診療所運営管理経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　月ヶ瀬地域住民に対する保健医療サービス（診療・健康診断・健康相
談・予防接種等）の維持と充実を図る。 10,600 委託料 10,600

年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

これまでの取組内容

　平成22年度から指定管理者制度を導入し、民間のノウハウを活用した、
効率的で創意を凝らした診療所の運営を行っている。

　診療時間　月曜日～金曜日の午前9時～正午及び午後1時30分～4時

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
10,600

6,712

1日平均 34.9 37.7 31.1 31.1 27.9
総数 7,572 9,080 8,487 8,310

10,600 10,600 10,600
事業費 地方債

10,600

10,600 10,600 10,600
事業費 地方債

一般財源
10,600 10,600 10,600 10,600

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 10 目 35

前年度予算

業務委託 29,200

駐車場舗装等工事 0

　過去5年の患者数（人）

29,200

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 医療政策課

既存

事項 都祁診療所運営管理経費
会計 一般会計 衛生費 保健衛生費 診療所費

小事業 1045 都祁診療所運営管理経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　都祁地域住民に対する保健医療サービス（診療・健康診断・健康相談・
予防接種等）の維持と充実を図る。 29,200 委託料 29,200

400 修繕料 400

年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

これまでの取組内容

　平成22年度から指定管理者制度を導入し、民間のノウハウを活用した、
効率的で創意を凝らした診療所の運営を行っている。

　診療時間　月曜日～土曜日の午前9時～正午
　　　　　　（ただし、土曜日は第1及び第3土曜日）
　　　　及び月曜日・水曜日・金曜日の午後5時～午後7時

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
29,600

12,326

1日平均 41.4 49.2 45.9 47.7 47.2
総数 11,057 12,983 12,160 12,497

29,200 29,200 29,600
事業費 地方債

29,200

29,200 29,200 29,600
事業費 地方債

一般財源
29,200 29,200 29,600 29,600

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 10 目 35

前年度予算

臨時職員（看護師）賃金及び手当 9,299

事務用消耗品等 141

電気料金 2,212
水道料金

通信運搬費 304

手数料 489

（電気設備点検・消防設備点検・医療廃棄物処理等）

医療事故保険 101

診療業務委託 296,138
診療業務委託（診療報酬分）
薬剤師業務委託
医療事務委託
諸業務委託
（清掃・機械警備・エレベーター遠隔監視等）

事務機器借上料 2,117
（心電計・診療予約システム・電子カルテ等）
テレビ聴視料

　過去5年の患者数（人）
中毒情報センター負担金 10 2,134
休日診療二次受け業務負担金

その他経費（燃料費・食糧費・修繕料） 113

313,048

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 医療政策課

既存

事項 休日夜間応急診療所運営管理経費
会計 一般会計 衛生費 保健衛生費 診療所費

小事業 1510 休日夜間応急診療所運営管理経費

656 手数料 656
事業概要

267 通信運搬費 267

124
2,467 光熱水費 2,591

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　休日・夜間の応急診療業務を行うことにより、診療の空白時間帯を解消
し、医療に関する市民の不安の解消及び市民生活の安心安全に資する。 11,021 賃金 11,021

345 消耗品費 345

年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 負担金補助及び交付金 2,046

これまでの取組内容 15

2,011 使用料及び賃借料 2,026

1,793
19,749

　診療所の管理に係る業務を直営で行っているほか、奈良市医師会に診療
業務を、奈良市薬剤師会に薬剤師業務を委託し、また医療事務の委託、看
護師の配置等を行い、診療所を運営する。

　診療時間　夜間　：午後10時から翌日の午前6時まで
　　　　　　土曜日：午後3時から午後7時まで
　　　　　　休日（土曜日に当たる日を除く）
　　　　　　　　　：午前10時から午後7時まで

101 保険料 101

93,000 委託料 295,551
160,000
21,009

4,970 36 その他経費 36
1日平均(夜 18.4 14.4 14.9 14.1 13.6
総数(夜間) 6,705 5,262 5,455 5,133

4,864 2,036
1日平均(休 70.0 49.3 69.2 66.1 68.5
総数(休日) 4,975 3,403 4,842 4,691

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

923
事業費計

1日平均(土 21.6 14.8 18.2 17.2 18.5 314,640
総数(土曜) 1,100 757 928 843

262,323 313,048 314,640
事業費 地方債

診療所使用料（診療報酬）、診療所手数料（診断書料） 160,108

152,940

262,323 313,048 314,640
事業費 地方債

一般財源
145,658 152,940 154,637 154,637

その他
116,665 160,108 160,003 160,003

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 10 目 35

前年度予算

小児科医師1人増員分に係る委託

看護師増員分賃金及び手当

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 医療政策課

新規等

事項 休日夜間応急診療所における小児科専門医の増員
会計 一般会計 衛生費 保健衛生費 診療所費

小事業 1510 休日夜間応急診療所運営管理経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　第4次総合計画において平日夜間の小児科医の配置が課題とされ、市長
マニフェスト（NARA NEXT4）で小児科専門医不在期間の解消を掲げ配置体
制の強化を目指しているところであり、小児科医の配置増が求められてい
る。

861 委託料 861

220 賃金 220

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　現在、休日夜間応急診療所における医師は、内科医及び小児科対応でき
る内科医の計2人が従事しており、小児科医については、うち1人、土曜日
午後、夜間を含む休日に加え、平成25年度からは水曜日の夜間においても
専門医が配置されるようになった。

事業費計
1,081

これまでの取組内容

　小児科専門医の配置を、現在の体制に加え、毎週金曜日の夜間午後10時
から午前0時までの間配置し、拡充する。それに伴い、その間は2診体制か
ら3診体制になることから、看護師も1人増員して対応する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 0 1,081
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 1,081 1,081

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 1,081
事業費 地方債

―　203　―



区分 （単位：千円）

01 款 25 項 10 目 35

前年度予算

事務用消耗品 23 27

休日歯科応急診療業務運営委員会賄等 3 3

医療器具修理代 30 30

医療廃棄物処理手数料 15 236

医師賠償責任保険 8 8

診療所業務委託（医師） 10,138
診療所業務委託（衛生士）
診療所業務委託（診療報酬分）

テレビ聴視料 15 15

　平成26年12月旧中央保健センター内から総合福祉センター内に移転

　過去5年の患者数（人）

770

11,227

保険料 8

30

手数料 15

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　休日の応急診療業務を行うことにより、歯科医療に関する市民の不安の
解消及び市民生活の安心安全に資する。 消耗品費 23

食糧費 3

修繕料

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 医療政策課

既存

事項 休日歯科応急診療所運営管理経費
会計 一般会計 衛生費 保健衛生費 診療所費

小事業 1515 休日歯科応急診療所運営管理経費

これまでの取組内容

事業概要 4,880 委託料 9,834
　診療所の管理に係る業務を直営で行っているほか、奈良市歯科医師会に
診療業務を委託し、歯科衛生士を配置させ、診療所を運営する。

　診療時間　休日の午前10時から午後4時まで

1,654
3,300

使用料及び賃借料 15

国庫支出金

県支出金

事業費計
9,928

財源内訳 財 源 の 内 容

469 光熱水費
1日平均 8.1 6.7 7.0 6.2 6.6
総数 578 467 491 443
年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

10,880 11,227 9,928
事業費 地方債

診療所使用料（診療報酬）、診療所手数料（診断書料） 3,300

7,927
一般財源

7,621 7,927 6,628 6,628

その他
3,259 3,300 3,300 3,300

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

10,880 11,227 9,928
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 10 目 55

前年度予算

施設整備費

医療機器
什器類

建築設計委託

消耗品

0

1,000 消耗品費 1,000

2,000 委託料 2,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　現在東部地域には、月ヶ瀬地区・都祁地区のほか田原地区・柳生地区の
計4箇所に診療所を設置しているが、狭川地区・大柳生地区・東里地区に
は診療所がないため、地元からの要望もあり、東部出張所の移転後、跡地
を改修して診療所を開設する。

27,000 工事請負費 27,000

17,000 備品購入費 20,000
3,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 医療政策課

新規等

事項 興東地域診療所整備事業
会計 一般会計 衛生費 保健衛生費 保健衛生施設整備事業費

小事業 1010 保健衛生施設整備事業

これまでの取組内容

　興東中学校の跡地に東部出張所が移転した後、現東部出張所を診療所と
して改修し開設する。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　現在本市には、柳生・田原・月ヶ瀬・都祁の計4カ所に診療所があり、
地域医療振興協会の指定管理により管理・運営をしている。

事業費計
50,000

0 0 50,000 46,000
事業費 地方債

0

0 0 50,000 46,000
事業費 地方債

一般財源
0 0 4,000 4,000

その他
46,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 10 目 55

前年度予算

進入通路設置工事

建築設計委託料

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 医療政策課

投資

事項 柳生診療所進入通路設置工事事業
会計 一般会計 衛生費 保健衛生費 保健衛生施設整備事業費

小事業 1010 保健衛生施設整備事業

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　当該診療所は、1階が駐車場で、2階が診療所という構造になっている。
診療所が建物2階にあるため、階段を利用しないと診療所に入ることがで
きず、高齢の患者等には負担となっており、また、車椅子の患者にとって
も1人で診療所に入ることができない状態にある。
　診療所が接する県道から診療所に入るためのデッキを設置し、階段を用
いることなく診療所に出入りできるようすることで、患者の利便に供しよ
うとするものである。

2,600 工事請負費 2,600

500 委託料 500

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　各年度に東部4診療所を順次一部改修。柳生診療所については次のとお
り
　　平成21年度　検査・レントゲン室、廊下・待合室、採尿・トイレ･浴
室改修
　　平成24年度　下水道接続

事業費計
3,100

これまでの取組内容

　診療所が接する県道笠置山添線の道路から直接診療所へ入るためのデッ
キを設置し、階段を用いることなく診療所に出入りできるようにする。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 0 3,100 3,100
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 0 0

その他
3,100

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 3,100 3,100
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 10 目 55

前年度予算

土地買収費用

フェンス設置工事

不動産鑑定料

収入印紙 2

0

消耗品費 2

157 手数料 157

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　診療所に隣接する県道笠置山添線の道路改良事業に必要なため、診療所
敷地の一部が県により買収されたことにより、従来の駐車場スペースが減
少した。そのため、隣接する民有地を買収し駐車場として整備すること
で、来所する患者の利便に供しようとするものである。

4,375 土地購入費 4,375

300 工事請負費 300

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 医療政策課

投資

事項 柳生診療所駐車場増設事業
会計 一般会計 衛生費 保健衛生費 保健衛生施設整備事業費

小事業 1010 保健衛生施設整備事業

これまでの取組内容

　診療所に隣接する民有地を買収し、駐車場として整備する。
事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　各年度に東部4診療所を順次一部改修。柳生診療所については次のとお
り
　　平成21年度　検査・レントゲン室、廊下・待合室、採尿・トイレ･浴
室改修
　　平成24年度　下水道接続

事業費計
4,834

0 0 4,834
事業費 地方債

0

0 0 4,834
事業費 地方債

一般財源
0 0 4,834 4,834

その他
0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 75

前年度予算

詳細設計委託 50,800

エレベーター設置工事委託

工事予定地分筆登記委託

50,800

社会資本整備総合交付金 27,940

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 交通政策課

投資

事項 近鉄菖蒲池駅南口エレベーター設置事業
会計 一般会計 総務費 総務管理費 庁舎等施設整備事業費

小事業 3520 バリアフリー施設整備事業

事業概要

361

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　あやめ池北地区は、大規模な住宅開発や駅北側に小学校・幼稚園が整備
されたこと、駅北側の駅前広場が整備され商業施設等ができたことから駅
南北の移動者が増加した。しかし、駅改札口付近における南北移動には、
駅南北地下通路の階段を利用せざるを得ず、高齢者や障害者等にとって駅
南北の移動が不便な状況であることから、通路の改修及びエレベーターの
設置により、歩行弱者の安全性と利便性の向上を図る。
　また、駅南北通路が駅の外側にあり、地下通路を駅利用以外の人も通行
することから、通路の改修及びエレベーターの設置は、市が行う必要があ
る。

36,720 委託料 287,081

250,000

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
157,696

　事業の実施に向けて平成18年度から鉄道事業者との協議を実施してき
た。
　平成26年度に鉄道事業者と基本協定を締結し事業に着手した。

事業費計
287,081

これまでの取組内容

　近鉄菖蒲池駅南北間は高低差の少ない駅東側の踏切により横断ができる
が、駅舎から踏切までの移動距離が長いことから、駅利用者の通行には不
便である。このことから高齢者、障害者等の安全で快適な移動を確保する
ために、駅南北地下通路南側にエレベータ－を設置する。
　平成26年度～平成27年度では、事業実施のために、ボーリング調査等の
現況調査、測量調査を実施し、その調査を基に目的構造物の比較案の作成
を概略設計で、鉄道事業者との協議後、構造物等を確定するべく詳細設計
を実施する。
　詳細設計完成後、工事に着手し、年度内完成を目指す。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 50,800 287,081 129,000
事業費 地方債

16,500

6,360
一般財源

0 6,360 385 385

その他
44,440 286,696

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 50,800 287,081 129,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 10

前年度予算

関西本線複線電化促進連盟総会・理事会（津市） 7

関西本線複線電化促進連盟負担金 104

JR奈良線複線化促進協議会負担金

111

101

75

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　鉄道の利便性向上(鉄道輸送力の増強)を図り、移動の快適性、鉄道輸送
の安全確保を目指すために、ＪＲ奈良線の複線化及び関西本線の複線電化
等利用促進を図りながら関係機関とともに要望していく。

7 旅費 7

26 負担金補助
及び交付金

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 交通政策課

既存

事項 鉄道等輸送力増強推進事業
会計 一般会計 総務費 企画費 企画総務費

小事業 1099 交通政策経費

これまでの取組内容

　奈良市からの鉄道沿線への移動、また、奈良市への来訪を高めるため
に、ＪＲ奈良線の複線化及び関西本線の複線電化等利便性向上に向け、Ｊ
Ｒ奈良線複線化促進協議会と関西本線複線電化促進連盟での活動を続け
る。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

 ＪＲ奈良線複線化促進協議会と関西本線複線電化促進連盟について、早
期に鉄道の輸送力の増強が図れるように鉄道事業者への働きかけを行った
結果、ＪＲ奈良線の高速化・複線化の二期工事の事業が決定した。

事業費計
108

108 111 108
事業費 地方債

111

108 111 108
事業費 地方債

一般財源
108 111 108 108

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 10

前年度予算

通行証発行にかかる消耗品 13

通行証発行にかかる郵送料（切手） 20

通行支援事業委託 8,967

【実績】
通行証登録者数 人 人 人
通行支援委託

9,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 交通政策課

既存

事項 近鉄大和西大寺駅構内通行支援事業
会計 一般会計 総務費 企画費 企画総務費

小事業 1099 交通政策経費

事業概要

9,216 委託料 9,216

17

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

 近鉄大和西大寺駅周辺では、同駅をはさむ南北間の移動が困難な状況で
ある。そのため、日常生活で駅南北間の移動が多い西大寺北地区・伏見地
区の身体障害者・高齢者を対象とし、駅構内を無料で通行できるよう支援
する事業である。

12 消耗品費 12

17 通信運搬費

　平成23年6月より事業開始。
これまでの取組内容

　通行に係る入場料金相当額を市と鉄道事業者で負担する。また、この事
業に必要な通行証も作成する。

　　　通行証発行に係る経費　　　　　　　 ２９千円
　　　駅構内の通行に伴う委託　　　 ９，２１６千円

国庫支出金

事業費計
9,245

財源内訳 財 源 の 内 容

千円6,674 千円 8,873 千円 9,612
1,167 1,309 1,425
（H23） （H24） （H25）

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

9,645 9,000 9,245
事業費 地方債

9,000
一般財源

9,645 9,000 9,245 9,245

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

9,645 9,000 9,245
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 20

前年度予算

市外近郊旅費（会議等出張旅費） 20

事務用消耗品等（コピー用紙・コピー代） 114

134

114

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　課の維持にかかる事務経費
40 旅費 40

114 消耗品費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 交通政策課

既存

事項 課事務経費
会計 一般会計 総務費 企画費 交通安全対策費

小事業 1010 交通安全対策事務経費

これまでの取組内容

　資料作成用コピー代・用紙代、会議等出張旅費
事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
154

124 134 154
事業費 地方債

134

124 134 154
事業費 地方債

一般財源
124 134 154 154

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 20

前年度予算

交通指導員賃金（非常勤嘱託職員） 4,933

事務用消耗品　　　　　 637
交通安全運動啓発消耗品　　　
交通安全教室用消耗品　　　 54

ガソリン　　　　　　　　　　　　　　　　 40 60

郵便料　　　　　　　　　　　　　　　　 17 17

その他保険料 197
（交通安全指導員の行政協力員団体傷害保険料）　

自動車借上料（交通安全教室用自動車リース代）　 258

違法駐車等防止活動交付金　　　　　　 3,493
奈良市交通対策協議会交付金　　　　
天理交通対策協議会負担金　　　　　

　交通安全教室の過去3年間の実績

　交通安全指導員数　　141人
9,595

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 交通政策課

既存

事項 交通安全運動経費
会計 一般会計 総務費 企画費 交通安全対策費

小事業 1015 交通安全運動経費

事業概要 108 保険料 108

燃料費 40

通信運搬費 17

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　交通事故のない安全で快適に暮らせるまちを目指すため、市民に対して
交通安全思想の普及と啓発及び正しい交通道徳の確立を図る。 4,820 賃金 4,820

消耗品費 134
80

【実績】 （H24） （H25） （H26見込）

これまでの取組内容

　幼児・学童及び保護者を対象とした交通安全教室の実施、交通安全指導
員による交通安全指導の啓発・交通ルールの実践及び指導と交通環境の巡
視などの活動、関係機関と協力して交通安全思想の普及と交通安全意識の
高揚を図る。

260 使用料及び賃借料 260

1,170 負担金補助
及び交付金

3,444
2,100
174

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
8,823

参加者数 12,288人 11,333人 13,000人
回数 128回 128回 130回

4,803 9,595 8,823
事業費 地方債

9,595

4,803 9,595 8,823
事業費 地方債

一般財源
4,803 9,595 8,823 8,823

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 20

前年度予算

生活路線バス運行委託 30,549

自主運行バスに伴う委託

【実績】 （H24） （H25）

30,549

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 交通政策課

既存

事項 路線バス運行委託
会計 一般会計 総務費 企画費 交通安全対策費

小事業 1025 交通環境整備経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　平成17年の月ヶ瀬村・都祁村との合併に伴い、新市としての一体感を醸
成するため、新市建設計画に基づき、ＪＲ奈良駅から月ヶ瀬地域及び都祁
地域間を公共交通で結ぶ。
　また、旧月ヶ瀬村が三重交通㈱に運行委託していた自主運行バス（地域
路線廃止代替）についても、引き続き運行委託する。なお、自主運行バス
はスクールバスとしても併用されている。

15,162 委託料 22,000

6,838

（H26見込）

　平成17年の月ヶ瀬・都祁二村の合併に伴い生活路線バスの運行、自主運
行バス運行をバス事業者に委託し運行している。

これまでの取組内容

　平成17年の合併に伴い、月ヶ瀬地域についてはＪＲ奈良駅から邑地中村
まで運行されている路線バスを旧月ヶ瀬村の石打まで延伸運行し（平日・
土曜日に2.5往復、日曜日に3.5往復）、同じく都祁地域については、ＪＲ
奈良駅から下水間まで運行されている路線バスを奈良市都祁行政センター
まで延伸運行している。（土日祝日3往復）
　なお、都祁地域とＪＲ奈良駅間の運行については今後、新市建設計画に
基づく都祁地域コミュニティバスとの連携を検討している。
　また、自主運行バスについては、上野市駅（伊賀市）から桃香野口まで
路線を４系統で運行している。

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

6,881 千円
事業費計

22,000
　　　　 三重交通 6,699 千円 6,699 千円

30,539 千円

（内訳） 奈良交通 23,000 千円 23,000 千円 23,658 千円
路線バス運行委託 29,699 千円 29,699 千円

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

29,699 30,549 22,000
事業費 地方債

30,549
一般財源

29,699 30,549 22,000 22,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

29,699 30,549 22,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 20

前年度予算

奈良市中心市街地公共交通活性化協議会負担金 0

　パークアンドライド運営管理委託（市役所駐車場）

　駐車場警備委託（市役所駐車場）

　自転車点検委託　

　自転車移動委託　

　防犯登録代

　自転車損害保険

　消耗品（ワイヤーロック、ビニールシート他）

152
4,448

4,600

284

147

2,322

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　春と秋の観光渋滞を解消し、世界遺産ゾーンへの乗用車流入を抑制する
ため、春と秋の観光シーズンの土日祝日に奈良市役所駐車場においてパー
クアンドライド・サイクルライドを実施する。
　現在、県登大路駐車場の閉鎖により駐車場を求め迷走する車両による渋
滞が増加していることから、当事業の必要性が高まっている。
　また、当事業を通じ、公共交通や自転車による観光方法の啓発を行うこ
とで、より多くの観光客が自家用車による観光から公共交通・自転車など
の環境に優しい観光手段へと転換するよう働きかける。

負担金補助
及び交付金

4,517

1,471

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 交通政策課

既存

事項 パークアンドライド・サイクルライド事業
会計 一般会計 総務費 企画費 交通安全対策費

小事業 1025 交通環境整備経費

これまでの取組内容

事業概要 80
　観光客の来訪が集中する春秋の観光シーズンの土・日・祝に奈良市役所
駐車場において公共交通利用やレンタサイクルの無料貸し出しによるパー
クアンドライド・サイクルライドを実施することで、大阪方面（西）、奈
良南部方面（南）、京都方面（北）からの車両の流入に対応する。
　無料貸し出しレンタサイクルは電動アシスト自転車、子乗せシート付自
転車、子供用自転車などを揃え、併せて奈良町主要施設を巡るスタンプラ
リーを実施することにより奈良町観光に繋がる取り組みをする。

63

150

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成11年度～21年度まで国、県とともに日・祝日に庁舎駐車場において
パーク＆ライド・サイクルライドを行っていたが、平成22年度からは奈良
市単独として土・日・祝日に拡大し、電動アシスト自転車(H23～)や子乗
せシート付自転車(H24～)の導入も行った。また、各種割引チケットの配
布、スタンプラリーの実施も行っている。
　平成26年度より奈良県と連携し国道24号線高架下駐車場でのパークアン
ドライドや観光周遊バス（ぐるっとバス）との連携を行っている。

【実績】　　　　　　　　　 　(H24)  　  (H25)  　　(H26)
　駐車場利用台数　　　　　　1,184台　　2,828台　　2,325台
　レンタサイクル利用台数　　1,637台　　2,867台　　2,785台

消耗品費
委託料

事業費計
4,517

3,313 4,600 4,517
事業費 地方債

4,600

その他
1,771

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,313 4,600 4,517
事業費 地方債

一般財源
1,542 4,600 4,517 4,517
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 20

前年度予算

交通量調査業務職員賃金 0

【実績】
調査実施件数 2 件

260

260

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　自治会等（地元）より要望のあった市道の交通量について調査し、道路
に関する基礎資料を得ることを目的とする。 28 賃金 28

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 交通政策課

既存

事項 交通量調査
会計 一般会計 総務費 企画費 交通安全対策費

小事業 1025 交通環境整備経費

事業概要

　需要に応じて交通量調査業務職員を雇用し、必要な交通量調査を行う。

国庫支出金

県支出金

事業費計
28

財源内訳 財 源 の 内 容

使用料及び賃借料

H25

これまでの取組内容

　年間2件程の交通量調査を行っている。（自治会要望等）

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

222 260 28
事業費 地方債

260
一般財源

222 260 28 28

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

222 260 28
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 20

前年度予算

近鉄富雄駅：附帯設備整備（内包線等） 5,000

　補助対象事業費　15,200千円
国　：5,067千円　(1/3)
県　：2,500千円  (1/6) ※限度額2,500千円

　 市　：2,500千円  (1/6) ※限度額2,500千円
近鉄：5,133千円 ※事業者は県・市の限度額超過

  部分も負担する。

　 

5,000

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　鉄道駅は公共的施設の中でも、特に不特定多数の人が利用する施設であ
り、高齢者や障がい者等の移動の円滑化（公共交通機関を利用した移動の
利便性・安全性の確保）を図るため、鉄道事業者が行う既設鉄道駅舎のバ
リアフリー化にかかる設備投資に対し国及び奈良県とともに支援を行う。
　今後さらに高齢化が進んでいく中で、障がい者の方々も含め、あらゆる
人が活力ある日常生活を送り、社会活動に参加できる「ユニバーサル社
会」の実現がますます求められることとなるため、公共交通機関の骨格を
なす鉄道駅におけるバリアフリー化の推進は急務の課題と言える。

2,500 負担金補助
及び交付金

2,500

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 交通政策課

既存

事項 奈良市人にやさしい鉄道駅整備事業補助金
会計 一般会計 総務費 企画費 交通安全対策費

小事業 1025 交通環境整備経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成12年度から6駅に対し延べ8回の整備補助を行ってきたことにより、
整備対象駅は残り5駅となった（26年度2駅予定）。特にエレベーターは25
年度をもって対象駅の全てに設置済みである。
○平成12年度　近鉄富雄駅・エレベーター1基設置
○平成15年度　近鉄奈良駅・エレベーター1基設置
○平成16年度　近鉄高の原駅・エレベーター2基、多機能トイレ設置
○平成20年度　近鉄西大寺駅・エレベーター5基、施設バリアフリー化
○平成21年度　近鉄西ノ京駅・エレベーター3基、施設バリアフリー化
○平成24年度　近鉄奈良駅・施設バリアフリー化
○平成25年度　近鉄尼ヶ辻駅・エレベーター2基、施設バリアフリー化
○平成26年度　近鉄学園前駅・施設バリアフリー化
　　　　　　　近鉄新大宮駅・施設バリアフリー化

事業費計
2,500

これまでの取組内容

　総務省告示「移動等円滑化の促進に関する基本方針」、及び国土交通省
設置の「地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱」に基づき、1
日当たりの乗降者数が3千人以上の鉄道駅について、鉄道事業者が行うエ
レベーター設置等のバリアフリー化設備整備の費用を補助する。補助率は
国1/3、県1/6、市1/6、（鉄道事業者1/3負担）。（県・市は限度額設定あ
り）
　鉄道駅の通路、エレベーター（エスカレーター）、階段、傾斜路、案内
設備、トイレ、改札口、乗降場等のバリアフリー化が対象となる。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

2,400 5,000 2,500
事業費 地方債

5,000
一般財源

2,400 5,000 2,500 2,500

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,400 5,000 2,500
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 20

前年度予算

都祁榛原線運行負担金

路線赤字額　 × 87 ％ =
（奈良市負担割合）

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良県下における複数の市町村にまたがる地域間幹線バス路線の経営が
悪化していることから、奈良県地域交通改善協議会で決定されたルールに
従い、路線を維持するため、関係市町村で赤字負担を行う。

3,611 負担金補助
及び交付金

3,611

4,150 3,611

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 交通政策課

新規等

事項 地域間幹線バス維持事業
会計 一般会計 総務費 企画費 交通安全対策費

小事業 1025 交通環境整備経費

これまでの取組内容

　平成24年に奈良交通㈱が奈良県内の複数市町村間を運行する地域間幹線
バス路線のうち、経営の厳しい25路線45系統を廃止したい旨を奈良県地域
交通改善協議会に要望し、平成26年6月9日の協議会において、路線維持に
ついては関係市町村で赤字分を負担するとされた。
　協議対象となった路線のうち、奈良市の方針として、維持する必要があ
ると判断された、「都祁榛原線」を関係市と共に赤字負担することで、路
線維持する。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
3,611

0 0 3,611
事業費 地方債

0

0 0 3,611
事業費 地方債

一般財源
0 0 3,611 3,611

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 20

前年度予算

コミュニティバス運行委託

車両リース代

8,000

8,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 交通政策課

新規等

事項 路線バス（高樋線）の代替交通運行事業
会計 一般会計 総務費 企画費 交通安全対策費

小事業 1025 交通環境整備経費

事業概要

600

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　精華地区を運行する「高樋線」は地域の主要幹線を運行する公共交通で
あり、高齢者、障害者や自家用車を利用できない交通弱者の移動手段を確
保するために維持する必要があるが、奈良交通㈱の赤字路線であることか
ら、平成24年度から赤字額の一部を奈良市が補填することで運行されてき
た。
　平成27年度に精華小学校・帯解小学校が統合されることになり、計画さ
れるスクールバスと連携し高樋線の代替交通としてコミュニティバスを運
行することで効率的な運行ができるため、「高樋線」を廃止し、コミュニ
ティバスに切り替える。

6,000 委託料 6,000

600 使用料及び賃借料

財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成23年に奈良交通㈱が赤字補填を求めたことから、平成24年度から平
成26年度については約1200万円の奈良交通㈱の赤字に対し、800万円の補
助を行ってきたが、この度すべての赤字負担を求められたことから、公共
交通の確保・維持のため、新たな手法を含め検討を行っていた。

負担金補助
及び交付金

事業費計
6,600

財源内訳

これまでの取組内容

　平成27年度に精華小学校・帯解小学校が統合されることにより計画され
るスクールバスと連携し、高樋線の代替交通としてコミュニティバスを運
行する。
　スクールバスと高樋線代替バス（コミュニティバス）を併用することか
ら、米谷町～都南中学まで運行し、ＪＲ奈良駅方面へは下山停留所で奈良
交通㈱の路線バスと連絡する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

8,000 8,000 6,600
事業費 地方債

8,000
一般財源

8,000 8,000 6,600 6,600

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

8,000 8,000 6,600
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 20

前年度予算

事務用消耗品 120
移動作業に要する消耗品 76
保管施設における消耗品 24
放置自転車啓発活動用消耗品 20

ガソリン 20 44

ポスター・パンフレット等印刷費 400
放置自転車警告エフ 65
自転車移動通知書
自転車移動通知エフ 20
返還申出書・受領書 30

電気料金（自転車等保管施設電気代） 100

施設修繕料 30 30

消防設備検査点検手数料 8 9

施設保険料 39 39

警備委託（自転車等保管施設機械警備） 11,393
案内板等製作委託
撤去自転車保管施設管理委託

　放置自転車等移動・返還台数 放置自転車等移送･監視指導業務委託

自動車借上料（放置自転車撤去車両リース代） 152
台 台
台 台

12,287

印刷製本費 226

111

燃料費 20

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　「奈良市自転車等の安全利用に関する条例」に基づき、街の美観の維持
と市民生活の安全を確保するため、自転車等放置禁止区域内に放置されて
いる自転車等の撤去と移動を行う。

消耗品費 120

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 交通政策課

既存

事項 放置自転車対策事業
会計 一般会計 総務費 企画費 交通安全対策費

小事業 1510 放置自転車対策経費

100
これまでの取組内容 4,543

保険料 39

432 委託料 11,497

手数料 8

事業概要

　市内主要駅10駅周辺の自転車等放置禁止区域内に放置された自転車等を
移動し、自転車保管施設で保管して所有者への返還を行う。
　    放置禁止区域
　　　　ＪＲ奈良駅・近鉄奈良駅・近鉄新大宮駅・近鉄西大寺駅・
　　　　近鉄あやめ池駅・近鉄学園前駅・近鉄富雄駅・近鉄高の原駅・
         近鉄西の京駅・近鉄平城駅周辺

160 光熱水費 160

修繕料 30

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
12,255

返還台数 1,161 1,370 1,161台

使用料及び賃借料 155
移動台数 2,726 2,780 2,086台
【実績】 （H24） （H25） （H26.12月末現在） 155

6,422

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

11,617 12,287 12,255
事業費 地方債

自転車駐車場使用料、自転車移動・保管手数料 8,477

3,810
一般財源

8,712 3,810 6,115 6,115

その他
2,905 8,477 6,140 6,140

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

11,617 12,287 12,255
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 20

前年度予算

電気料金（JR帯解駅前・JR京終駅前自転車駐車場）　　　 27 24

施設修繕料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 230

自転車駐車場管理委託 52,619

自転車駐車場管理委託　　　　　　　　　　　　　 
高の原第４自転車駐車場保守委託　　　　　　　   　　

土地借上料 19,100
近鉄奈良駅前自転車駐車場借地料（中筋・年額）
近鉄奈良駅周辺自転車駐車場借地料
近鉄新大宮駅周辺自転車駐車場借地料

71,973

使用料及び賃借料 17,330
10,830

460

委託料 52,619
52,159

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　駅周辺における自転車等の駐車秩序を確立することにより、街の美観を
維持するとともに、自転車等利用者の利便を図るため、自転車駐車場の運
営管理を行う。
　駅前の美観や交通安全上の障害となる放置自転車対策のため、駅前の自
転車駐車場が不足している地区の自転車を駐車する施設を充実させる。

光熱水費 27

209 修繕料 209

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 交通政策課

既存

事項 自転車駐車場運営管理事業
会計 一般会計 総務費 企画費 交通安全対策費

小事業 1515 自転車駐車場運営管理経費

これまでの取組内容

事業概要 6,000
　市営自転車駐車場を指定管理者制度により運営管理を行う。
　　・奈良市中筋自転車駐車場
　　・奈良市高の原第一自転車駐車場
　　・奈良市高の原第二自転車駐車場
　　・奈良市高の原第三自転車駐車場
　　・奈良市高の原第四自転車駐車場

　近鉄奈良駅周辺及び近鉄新大宮駅周辺において自転車駐車場の整備を行
うため、市で土地を確保し、自転車駐車場の整備及び管理を財団法人自転
車駐車場整備センターに依頼する。

500

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　自転車駐車場利用台数　　　　　　　　 （H24）  　   （H25）
　　・奈良市中筋自転車駐車場　　　　　222,829台　　 226,674台
　　・奈良市高の原第一自転車駐車場     42,733台　　　45,364台
　　・奈良市高の原第二自転車駐車場    246,375台　　 241,853台
　　・奈良市高の原第三自転車駐車場    163,688台　　 163,244台
　　・奈良市高の原第四自転車駐車場     44,656台　　　60,738台

　自転車駐車場整備センターによる管理運営
　　・新大宮駅周辺自転車駐車場（53台）　H25.5～
　　・近鉄奈良駅周辺自転車駐車場（413台）　H27.4～予定

事業費計
70,185

69,987 71,973 70,185
事業費 地方債

自転車駐車場使用料 71,973

0

69,987 71,973 70,185
事業費 地方債

一般財源
86 0 0 0

その他
69,901 71,973 70,185 70,185

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 10

前年度予算

バリアフリー推進協議会報酬（委員12人×2回） 0

8,000

事務用消耗品 140

推進協議会・事業者調整会議資料送付用郵送料 76

推進協議会委員との調整会議用旅費 12

協議会・事業者調整会議賄 12

360

8,600

4,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 交通政策課

既存

事項 奈良市バリアフリー推進事業
会計 一般会計 土木費 都市計画費 都市計画総務費

小事業 1566 奈良市バリアフリー推進事業経費

事業概要 9 食糧費 9

8 旅費 8

61 通信運搬費 61

90 消耗品費 90

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　平成18年に「バリアフリー新法（略称）」が制定された。これに基づき
高齢者や障がい者、妊産婦、けが人、さらに子育て世代や観光客などの移
動や施設利用の利便性、安全性の向上の促進及び観光誘客にも寄与するこ
とを目的に基本構想が策定され、その実施計画である特定事業計画を策定
し、当事者及び民間事業者と協働で重点的かつ一体的な整備を行っていこ
うとするものである。
　計画は長期に渡る為、継続的に協議会において審議して行く。

240 報酬 240

バリアフリー基本構想推進協議会運営委託 1,780 委託料 1,780

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成24年度から25年度で奈良市バリアフリー基本構想策定し、平成26年
度から基本構想に基づく特定事業計画の策定を進めている。
　これまでは市の施設管理部署ごとにバリア該当部分の整備を行い要望に
応えようとしてきたが、移動経路の連続性を確保するまでには至らないこ
とも多く、民間施設も含めた重点的かつ一体的な整備を行うための効率的
な取り組みが望まれていた。

報償費

事業費計
2,188

これまでの取組内容

　「奈良市バリアフリー基本構想」に基づき、国で定められた6項目の特
定事業計画（①公共交通特定事業、②道路特定事業計画、③路外駐車場特
定事業、④都市公園特定事業、⑤建築物特定事業、⑥交通安全特定事業）
を策定すると共に、奈良市独自事業として観光バリアフリー事業や心のバ
リアフリー事業などのソフト事業も計画する。
　平成32年度までに国の基本方針に規定する達成率を目標とする（重点整
備地区内の主要な経路：100％、都市公園：60％、建築物：60％、信号
機：100％等）。
　計画に記載した整備事業（ハード整備）は民間事業も含めて義務付けの
対象となり、国の補助対象ともなる。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

3,406 8,600 2,188
事業費 地方債

4,600
一般財源

2,431 4,600 2,188 2,188

その他
975 4,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,406 8,600 2,188
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

前年度予算

作業服（夏服　上着・ズボン）　
作業服（冬服　上着・ズボン）　　　　　

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　労働安全衛生上の観点から業務実態に応じ適切に貸与し、職員の安全と
衛生を守る。 343 消耗品費 343

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 住宅課

既存

事項 職員貸与被服経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 1530 職員貸与被服経費

これまでの取組内容

事業概要

　職員作業用貸与被服

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
343

0 0 343
事業費 地方債

0

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 343
事業費 地方債

一般財源
0 0 343 343
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 10 目 10

前年度予算

弁護士との打ち合わせ 53

事務用消耗品 113

郵便料（内容証明郵便・予納郵券） 197

申請手数料（印紙代・手数料） 567

弁護士委託料 11,983
　明渡訴訟 (20件)
　明渡訴訟→控訴 (2件)
　法律相談
強制執行業務委託 (10件)
滞納家賃回収整理業務委託

780

13,693

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

・市営住宅の管理の適正化を図る。
・家賃滞納者に対しては、奈良市営住宅家賃滞納整理方針及び同処理要領
に基づき住宅明渡し請求及び支払い請求を行う。また、改良住宅等居住実
態調査において、不正入居者及び長期不使用者と判断された者に対して
は、住宅明渡請求訴訟を行う。これらの請求に応じない者に対しては訴訟
を提起する。
・退去家賃滞納者に対しては、専門知識を有する弁護士法人に滞納家賃回
収業務を委託し、未収債権の縮減を図る。

53 旅費 53

113 消耗品費 113

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 住宅課

既存

事項 土木事務経費
会計 一般会計 土木費 土木管理費 土木総務費

小事業 1010 土木事務経費

事業概要 324
・弁護士委託
　　訴訟　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20件
　　訴訟(控訴)　　　　　　　　　　　　　　　　 2件
　　法律相談　　　　　　　　　　　　　　　　12カ月
　　滞納家賃回収外部委託　　　　　　　　　　12カ月
・強制執行委託　　　　　　　　　　　　　　　　10件

1,296
2,860
1,500

委託料 8,140
2,160

407 手数料 407

186 通信運搬費 186

財 源 の 内 容

国庫支出金

・平成23年度より訴訟を行っている。
　　(26年度)　26年 4月専決分 　1件
            　26年 7月　〃　　 5件
  　        　26年10月  〃     5件
 　　   　　  27年 1月　〃     4件
　
・強制執行委託
　　　　　　　～2/10まで　　 　7件

補償補填及
び賠償金

事業費計
8,899

財源内訳

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

11,109 13,693 8,899
事業費 地方債

13,693
一般財源

11,109 13,693 8,899 8,899

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

11,109 13,693 8,899
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 30 目 10

前年度予算

非常勤嘱託職員賃金(5人×12カ月・内、警察OB1人) 14,026

管理人報償費・水道集金人報奨金 2,924

各種研修会 281

書籍・定期刊行物・事務用消耗品等 1,226
ガソリン・プロパン・軽油 44

各種帳簿関係 1,018

電気・ガス・水道料金 16,825

庁用器具修繕料 100

郵送料・携帯電話 1,000

電気設備点検、水槽検査・清掃、口座振替 2,353

賠償責任保険 700

樹木・草刈り委託、エレベーター、消防設備、 44,379
機械設備、コミ住管理、その他

土地借上・設備借上 979

庁用器具購入費 65

各種負担金 74

3

85,997

275 旅費 275

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　低所得者に対し低廉な家賃で、良好な住宅を供給し、且つ快適な住環境
を保持することを目的として、適正な管理を行う。 14,026 賃金 14,026

2,672 報償費 2,672

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 住宅課

既存

事項 住宅管理経費
会計 一般会計 土木費 住宅費 住宅管理費

小事業 1010 住宅管理経費

手数料 2,371

700 保険料 700

　公営住宅2,319戸(27.2.10現在)の管理を行っている。
　適切な住宅の管理を行うために、定期的な法定管理を行う。
　　水槽検査点検、水槽清掃・・・衛生的環境の確保に関する法律
　　消防設備保守点検・・・消防法
　　エレベーター保守管理・・・建築基準法
　　第1号コミュニティ住宅総合管理（防災管理者）・・・消防法
　施設の安全・安心な住環境を維持するための管理を行う。
　　賠償責任保険、草刈・剪定業務委託

19,324 光熱水費 19,324

100 修繕料 100

915 通信運搬費 915

2,371

925 印刷製本費 925
事業概要

1,898 消耗品費 1,898
44 燃料費 44

国庫支出金

県支出金

88,382

財源内訳 財 源 の 内 容

　住宅の経年による老朽化に伴い修繕量も増加し修繕内容も複雑になって
いる。予算に限りあるため、職員が直営で対応しているものが増えてい
る。

434 使用料及び賃借料 434
65 備品購入費 65

74 負担金補助
及び交付金

74

食糧費

事業費計

これまでの取組内容

44,559 委託料 44,559

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

79,977 85,997 88,382
事業費 地方債

85,997

0
一般財源

0 0 0 0

その他
住宅使用料、駐車場使用料、地境明示手数料、住宅入居申込手数料、証
明手数料、敷金預金利子79,977 85,997 88,382 88,382

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

79,977 85,997 88,382
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 30 目 10

前年度予算

住宅管理システムの賃借料等

（債務負担行為設定）
平成26年度～平成36年度
限度額　58,000千円

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　住宅管理システムの更新は、現在進められている情報システム最適化計
画に基づき奈良市市営住宅管理システム最適化事業としてシステム導入の
ために平成26年度からシステム更新作業を進めている。このことから平成
26年8月に締結した長期継続契約の新システムが平成27年度から本稼働と
なるので機器の賃借料・保守管理料が発生する。

5,098 使用料及
び賃借料

5,098

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 住宅課

新規等

事項 住宅管理経費
会計 一般会計 土木費 住宅費 住宅管理費

小事業 1010 住宅管理経費

　市営住宅管理システムの賃借料及び保守管理料及びシステムの更新
事業概要

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
5,098

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　住宅管理システムのリース期間を延長し費用の節減につとめてきた。今
後は、新システムにより帳票の統一化による費用の節減、仕事の効率化を
図る。

0

0 0 5,098
事業費 地方債

一般財源
0 0 5,098 5,098

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 30 目 10

前年度予算

事務用消耗品 1,270
住宅用蛍光灯

図面作成用印刷 80

施設修繕 70,000

害虫駆除委託 200

市営住宅空家補修工事(20戸) 44,200
施設補修工事

補修用原材料費 150

115,900

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 住宅課

既存

事項 住宅維持補修経費
会計 一般会計 土木費 住宅費 住宅管理費

小事業 1015 住宅維持補修経費

200 委託料 200

70,000 修繕料 70,000

80 印刷製本費 80

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市営住宅設備等の修繕及び空家募集住宅の補修工事を行う。
260 消耗品費 1,270

1,010

・住宅が老朽化している中で、入居者の日常生活に支障がないように施設
修繕を行う。
・定期募集に併せて空家補修工事を行う。(20戸)

150 原材料費 150

26,000 工事請負費 27,200
事業概要 1,200

国庫支出金

県支出金

事業費計
98,900

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　空家補修工事の件数及び請負契約額（1戸当たりの契約額）
　
　　平成24年度　30戸　31,017千円（1戸平均　1,034千円）
　　平成25年度　30戸　39,664千円（1戸平均  1,322千円）
    平成26年度　31戸　30,726千円（1戸平均　  992千円）2月12日現在

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

115,300 115,900 98,900 26,000
事業費 地方債

39,000

住宅使用料 76,900

0
一般財源

0 0 0 0

その他
115,300 115,900 98,900 72,900

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

115,300 115,900 98,900 26,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 30 目 10

前年度予算

①改良住宅の譲渡処分に係る土地・建物登記等作業
　不動産鑑定評価(375戸分)

　土地・建物登記(5棟)

②耐震課題住棟に係る住み替え支援Ｂ
　移転補償(民間賃貸)(20戸)

0

補償補填及
び賠償金

8,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

①改良住宅の譲渡処分に係る土地・建物登記等作業
　改良住宅の応能応益的家賃制度の採用に併せて、2戸1棟建改良住宅の譲
渡処分を実施していく。このことにより、改良住宅の持家化の推進と市の
管理戸数の削減を図る。それに伴い、譲渡希望住戸について、国へ申請す
る前に、土地分筆登記・建物登記及び不動産鑑定評価を完了しておく必要
がある。
②耐震課題住棟に係る住み替え支援Ｂ(西之阪改良住宅1期、2期)
　この2棟は、旧耐震設計基準に基づく建物であり、耐震性に不適合であ
る。耐震改修費用をかけた際の費用対効果を勘案すると、実施は現実的で
はない。そのため、入居者の安全を図るため、平成27年度から段階的に民
間住宅等への住み替えを希望者に対して支援誘導していく。

6,500 手数料 6,500

1,500 委託料 1,500

8,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 住宅課

新規等

事項 住宅施策経費
会計 一般会計 土木費 住宅費 住宅管理費

小事業 2510 住宅施策経費

これまでの取組内容

事業概要

①2戸1棟建の横井及び古市の改良住宅入居者のうち家賃滞納者等を除く譲
渡希望者に対して有償にて譲渡する。
②西之阪改良住宅1期・2期入居世帯のうち、移転希望者に対して、下記の
いずれかの方法により、平成27年度から移転作業など住み替え支援を進め
る。
　Ａ 他の改良住宅等の空家への移転
　　　（空家改修を実施）平成27年度20戸
　Ｂ 民間賃貸住宅等への移転。
　　　（移転補償）平成27年度20戸
　※Ａは、公営住宅整備事業へ計上

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

16,000

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

①平成26年6月から先進地調査、県との協議を開始。平成26年度に基本方
針を策定。今後、国土交通省と協議を行う。

事業費計

0 0 16,000
事業費 地方債

0

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 16,000
事業費 地方債

一般財源
0 0 16,000 16,000
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前年度予算

①市営住宅建替事業に代わる住み替え支援
　空家改修工事(建替代替)　（15戸）

　移転補償(建替代替)　（15戸）

②耐震課題住棟に係る住み替え支援Ａ
　空家改修工事　（20戸）

　移転補償　（20戸）

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

①市営住宅建替事業に代わる住み替え支援
　6団地における簡易耐火造二階建市営住宅200戸について、狭小で老朽化
が著しい等により平成15年度から順次建替事業を実施し、現在までに72戸
を完了。残戸は厳しい財政状況を踏まえ、建替の代替として住み替えの空
家を改修する。家賃滞納者等を除く現入居中の希望者に対して空家への移
転を誘導する。
②耐震課題住棟に係る住み替え支援Ａ(西之阪改良住宅1期、2期)
　この2棟は、旧耐震設計基準に基づく建物であり耐震性に不適合であ
る。耐震改修費用をかけた際の費用対効果を勘案すると実施は現実的では
ない。そのため、入居者の安全を図るため平成27年度から段階的に改良住
宅等の空家への住み替えを希望者に対して支援誘導していく。

45,000 工事請負費 45,000

9,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 住宅課

新規等

事項 公営住宅整備事業
会計 一般会計 土木費 住宅費 公営住宅整備事業費

小事業 1010 公営住宅整備事業

8,000 補償補填及
び賠償金

8,000
①市営住宅の建替対象残戸128戸で、空家や家賃滞納者等を除く住戸のう
ち移転希望者を対象に、空家を改修し特定入居の方法により移転を誘導す
る。

②西之阪改良住宅1期・2期入居世帯のうち、移転希望者に対して、下記の
いずれかの方法により、平成27年度から移転作業など住み替え支援を進め
る。
　Ａ 他の改良住宅等の空家への移転
　　　（空家改修を実施）平成27年度20戸
　Ｂ 民間賃貸住宅等への移転
　　　（移転補償）平成27年度20戸
　※Ｂは、住宅政策経費へ計上

26,000 工事請負費 26,000

補償補填及
び賠償金

9,000

88,000

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

①市営住宅の建替対象残戸128戸で、空家や家賃滞納者等を除く住戸のう
ち、移転希望者を対象。空家を改修し、特定入居の方法により移転。

事業費計

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 0 88,000 71,000
事業費 地方債

0

0
一般財源

0 0 17,000 17,000

その他
71,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 88,000 71,000
事業費 地方債
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事務用消耗品 150

図面作成用印刷 50

横井改良住宅ベランダ手摺及び防水改修工事（6戸） 31,800

子育て世帯向け空家改修工事（20戸）

第20号市営住宅(9号棟)外壁改修工事

32,000

社会資本整備総合交付金　補助対象20,900千円×50％ 1,450

26,000

5,800 工事請負費 49,800

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　既設公営住宅ストックの居住水準の向上、安全性の確保等を図るために
必要な改善（個別改善、全面的改善）・更新を計画的に実施する。また、
安全で快適な住まいを長きにわたり確保するため、予防保全的な改善事業
を実施することで、長寿命化とライフサイクルコストの縮減を図る。

　市営住宅定期空家募集において、低所得者で住宅に困窮する若年層に
ターゲットを絞り、子育て世帯向けの特定目的住宅として募集する。それ
に伴う空家補修工事を実施する。

150 消耗品費 150

50 印刷製本費 50

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 住宅課

投資

事項 公営住宅整備事業
会計 一般会計 土木費 住宅費 公営住宅整備事業費

小事業 1010 公営住宅整備事業

これまでの取組内容

○横井地区改良住宅のベランダ手摺及び防水改修工事を実施する。
・横井改良住宅232戸（昭和52年～平成14年竣工）
　　改修済195戸・未改修37戸
　　平成27年度に6戸予定

○第20号市営住宅(9号棟)外壁改修工事

○子育て世帯向け空家改修工事

事業概要

18,000

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
10,450

県支出金

　長寿命化計画に基づく年次計画により、横井改良住宅のベランダ手摺及
び防水改修工事については平成9年度から実施している。

　子育て世帯向け空家改修工事
　　平成26年度　21戸　23,801千円（1戸平均　1,134千円）2月12日現在

事業費計
50,000

財源内訳 財 源 の 内 容

20,802 32,000 50,000 39,300
事業費 地方債

26,000

4,550

20,802 32,000 50,000 39,300
事業費 地方債

一般財源
11,447 4,550 250 250

その他
9,355 27,450 49,750

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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前年度予算

非常勤嘱託職員賃金（2人） 6,234
臨時職員賃金（1人）

地区自主防災協議会研修旅費 9

事務用消耗品 800

公用車ガソリン代 286

証明用改ざん偽造防止用紙印刷代 0

電気料金 5,890
ガス料金
水道料金

西部会館駐車場修繕料 150

郵便料 5

出張所施設管理業務委託 28,414
駐車場施設指定管理料

公用車リース料 1,044
ＡＥＤリース料

西部会館管理組合負担金（施設管理及び設備修繕） 23,040

120
2

65,994

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 西部出張所総務課

既存

事項 西部出張所管理経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 自治振興及び出張所並びに連絡所費

小事業 1510 西部出張所管理経費

49 印刷製本費 49

292 燃料費 292

旅費 6

589 消耗品費 589

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　高度情報化社会が加速度的に進む中、より迅速かつ的確な窓口対応が求
められている。それに伴い、本庁と出張所間の連絡・連携を円滑に遂行
し、出先機関としてのより高い機能を発揮する必要がある。
　また、西部地域を中心とした市民の利便に供するため、西部会館駐車場
の維持管理を行う。

4,136 賃金 4,988
852

6

1,013 使用料及び賃借料 1,039
これまでの取組内容 26

27,333
1,081 委託料 28,414

修繕料 1,759

3 通信運搬費 3

事業概要

　税務証明等に係る改ざん偽造防止用紙、出張所・駐車場施設維持に係る
光熱水費、出張所施設管理業務委託及び駐車場施設指定管理、西部会館管
理組合負担金、自治会文書配布等に係る非常勤嘱託職員賃金等

5,992 光熱水費 6,605
442
171

1,759

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

67,067

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　光熱水費の節電・節水、コピー代の節減・両面コピーの徹底などに努め
た。また、窓口案内掲示を見直すなど窓口受付のあり方・動線を検討し、
さらなる市民サービス向上に努めた。

23,323 負担金補助及び交付金 23,323

報償費
食糧費

事業費計

67,186 65,994 67,067
事業費 地方債

税務証明手数料及び西部会館駐車場使用料 12,400

53,594

67,186 65,994 67,067
事業費 地方債

一般財源
56,351 53,594 54,667 54,667

その他
10,835 12,400 12,400 12,400

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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前年度予算

戸籍等研修旅費（6回） 30
戸籍事務研修等旅費

追録代・書籍購入費等 1,258
証明申請用紙等事務用消耗品

ガソリン代 40

改ざん偽造防止用紙（住記・戸籍用） 128
封筒（戸籍・住記通知用）等印刷費

事務機器修繕料 100

戸籍・住民記録等事務連絡用郵送料 120

定額小為替払出手数料 44

公的個人認証鍵ペア生成装置機保守委託 91

自動押印器保守委託

1,811

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 西部出張所住民課

既存

事項 戸籍住民基本台帳事務経費
会計 一般会計 総務費 戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳費

小事業 1010 戸籍住民基本台帳事務経費

89
事業概要

255 印刷製本費 344

29 燃料費 29

消耗品費 1,165
842

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　戸籍・住民事務全般に必要な事務経費
6 旅費 22
16

323

これまでの取組内容

59 委託料 91
32

　戸籍法及び住民基本台帳法に基づく、戸籍や住民異動の届出、戸籍・除
籍の各証明書や住民票の写し等の交付事務及び国民健康保険の加入・喪失
の届出等全般的な窓口業務

50 修繕料 50

92 通信運搬費 92

10 手数料 10

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　窓口受付の改善を図り、更なる市民サービスに努めている。戸籍・住民
記録等の事務連絡用発送を見直し、郵送経費の縮減を行った。また、戸
籍・住民記録の関係図書追録を見直し、事務経費の縮減を行った。

事業費計
1,803

1,581 1,811 1,803
事業費 地方債

戸籍謄抄本手数料 1,811

0

1,581 1,811 1,803
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
1,581 1,811 1,803 1,803

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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前年度予算

印鑑用印影保護シール等印鑑用消耗品 190

改ざん偽造防止用紙（印鑑用） 168
印鑑登録申請書等印鑑用印刷費

印鑑登録照会文書郵送代 100

458

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 西部出張所住民課

既存

事項 戸籍住民基本台帳事務経費
会計 一般会計 総務費 戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳費

小事業 1015 印鑑登録事務経費

事業概要

66 通信運搬費 66

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　印鑑の登録及び証明に関する事務処理、市民の利便の増進と取引の安全
に寄与することを目的とし厳重な管理保管とプライバシーの保護に努め
る。

79 消耗品費 79

86 印刷製本費 260
174

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　窓口受付の改善を図り、更なる市民サービスに努めている。また、照会
文書発送を見直し、郵送経費の縮減を行った。

事業費計
405

これまでの取組内容

　印鑑登録に関する各種届出及び印鑑証明発行に伴う窓口業務

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

359 458 405
事業費 地方債

印鑑証明手数料 458

0
一般財源

0 0 0 0

その他
359 458 405 405

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

359 458 405
事業費 地方債
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前年度予算

非常勤嘱託職員賃金 1,780

事務用消耗品・新聞代 683

ガソリン・プロパン・灯油 413

改ざん防止用紙 0

電気・水道料金 2,391

公用車・機械器具・施設修繕料 103

郵送料 3

公用車タイヤ交換手数料 7

普通車自賠責保険料 0

機械警備業務委託 1,398

空調設備保守点検委託
その他委託（3件）

公用車リース料（2台） 3,123
その他使用料及び賃借料（4件）

奈良県安全運転管理者協会負担金 12

普通車重量税 0

9,913

2 印刷製本費 2

530 燃料費 530

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　月ヶ瀬行政センターの管理運営及び円滑な事務執行に必要な経費
1,780 賃金 1,780

884 消耗品費 884

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 月ヶ瀬行政センター総務住民課

既存

事項 月ヶ瀬行政センター管理経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費

自治振興及び出張
所並びに連絡所費

小事業 1530 月ヶ瀬行政センター管理経費

28

402 委託料 1,009

　月ヶ瀬行政センター運営にかかわる電気料金・水道料金、事務連絡及び
市民だより等配布にかかわる燃料費。月ヶ瀬行政センター管理にかかわる
設備業務委託料、空調設備保守点検委託料等。月ヶ瀬行政センター事業目
的の事務用消耗品、公用車リース料、非常勤嘱託職員賃金

3 通信運搬費 3

7 手数料 7

28 保険料

事業概要 191 修繕料 191

2,788 光熱水費 2,788

事業費計
8,147

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容 329
　公用車1台を小型貨物から軽貨物に換え、経費の削減を行った。
　アナログ放送の終了に伴い、月ヶ瀬地域自主放送を取りやめ、経費の削
減を行った。

12 負担金補助
及び交付金

12

25 公課費 25

559 使用料及
び賃借料

888

249
358

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

7,214 9,913 8,147
事業費 地方債

証明手数料、標識弁償金、ケーブルテレビ再送信施設設置他市町村分収入 397

9,516

その他
461 397 469 469

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

7,214 9,913 8,147
事業費 地方債

一般財源
6,753 9,516 7,678 7,678
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 10

前年度予算

地籍情報異動更新委託 87

87

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　地籍データー管理の必要経費
110 委託料 110

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 月ヶ瀬行政センター総務住民課

既存

事項 地籍管理事業経費
会計 一般会計 総務費 企画費 企画総務費

小事業 1090 地籍管理事業経費

事業概要

　地籍情報異動更新委託

国庫支出金

県支出金

事業費計
110

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　内容を精査した結果、最低必要経費で削減は市民サービスの低下につな
がる。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

90 87 110
事業費 地方債

地籍資料交付手数料 30

57
一般財源

55 57 89 89

その他
35 30 21 21

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

90 87 110
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 25 目 10

前年度予算

戸籍研修（初級・中級・専門研修） 23

事務用消耗品 276

プロセスカートリッジ等）
戸籍実務関係書籍

改ざん偽造防止用紙 0

郵送料 2

公的個人認証システム保守委託 59

360

20 印刷製本費 20

50

（戸籍電算化プリンター用トナー、住基端末プリンター用

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　戸籍住民基本台帳に基づく事務執行に必要な経費
23 旅費 23

91 消耗品費 141

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 月ヶ瀬行政センター総務住民課

既存

事項 戸籍住民基本台帳事務経費
会計 一般会計 総務費 戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳費

小事業 1010 戸籍住民基本台帳事務経費

　戸籍事務各種研修旅費、戸籍電算化プリンター用トナー、住基端末プリ
ンター用プロセスカートリッジ、改ざん偽造防止用紙、公的個人認証シス
テム保守委託

59 委託料 59

3 通信運搬費 3
事業概要

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
246

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　追録式の書籍の見直しを図ることで、経費の削減を行った。

329 360 246
事業費 地方債

戸籍騰抄本手数料、除籍謄抄本手数料 360

0

329 360 246
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
329 360 246 246

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 25 目 10

前年度予算

印鑑登録カード、改ざん偽造防止用紙 0

郵送料 2

3

5

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 月ヶ瀬行政センター総務住民課

既存

事項 印鑑登録事務経費
会計 一般会計 総務費 戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳費

小事業 1015 印鑑登録事務経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　印鑑登録事務の執行に必要な経費
7 印刷製本費 7

3 通信運搬費 3

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　内容を精査した結果、最低必要経費で削減は市民サービスの低下につな
がる。

消耗品費

事業費計
10

これまでの取組内容

　印鑑登録カード・改ざん偽造防止用紙印刷、発送用切手

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

8 5 10
事業費 地方債

印鑑証明手数料 5

0
一般財源

0 0 0 0

その他
8 5 10 10

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

8 5 10
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 25 目 10

前年度予算

事務用消耗品 3

郵送料 2

5

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　中長期在留者住居地届出等の事務執行に必要な経費
3 消耗品費 3

3 通信運搬費 3

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 月ヶ瀬行政センター総務住民課

既存

事項 中長期在留者住居地届出等事務経費
会計 一般会計 総務費 戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳費

小事業 1020 中長期在留者住居地届出等事務経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　内容を精査した結果、最低必要経費で削減は市民サービスの低下につな
がる。

事業費計
6

これまでの取組内容

　事務用消耗品、発送用切手代

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

7 5 6
事業費 地方債

5
一般財源

7 5 6 6

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

7 5 6
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

前年度予算

友好交流協議会負担金 70 70

70

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　月ヶ瀬村当時から交流のある大阪府松原市と奈良市月ヶ瀬地区との友好
交流の一層の発展及び促進並びに連絡調整を保ち、相互の振興発展に資す
ることを目的とする。

負担金補助
及び交付金

70

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 月ヶ瀬行政センター地域振興課

既存

事項 友好交流協議会負担金
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 5515 国内都市交流経費

これまでの取組内容

　旧月ヶ瀬村当時から交流のある大阪府松原市との交流を深め、地域振興
の発展に寄与する。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　大阪府松原市との都市交流事業（マラソン大会、梅まつり招待事業等）
を行い、地域の活性化につなげる。

事業費計
70

70 70 70
事業費 地方債

70

70 70 70
事業費 地方債

一般財源
70 70 70 70

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 45

前年度予算

花いっぱい運動消耗品（花苗） 33

まちづくり振興補助金 3,900
・月ヶ瀬地域振興協議会補助金
・ふるさと振興会補助金
・文化協会補助金

3,933

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 月ヶ瀬行政センター地域振興課

既存

事項 まちづくり振興事業経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費

自治振興及び出張
所並びに連絡所費

小事業 1050 まちづくり振興事業経費

事業概要

1,440
270

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　月ヶ瀬地域における将来のまちづくりについて協議を行い、地域イベン
ト等を企画実施することで地域の活性化を図り、もって奈良市の発展に資
することを目的とする。

33 消耗品費 33

負担金補助
及び交付金

3,510
1,800

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成22年度においてまちづくり振興補助金の見直しを行い、現行額とし
ている。

事業費計
3,543

これまでの取組内容

　月ヶ瀬地域振興協議会の活動を通じて、市政に対する提言、要望等をま
ちづくりや地域振興に反映させ、新市建設計画の推進のため、月ヶ瀬地域
振興協議会による新市建設計画の進捗状況や地域のまちづくり等に対する
住民の要望の取りまとめ等の活動を通じてなされる市政に対する提言、要
望等を地域のまちづくりや地域振興に反映させる。また、地域の活性化を
図るため、スポーツ振興事業として「月ヶ瀬梅渓早春マラソン大会」等を
実施する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

3,932 3,933 3,543
事業費 地方債

3,933
一般財源

3,932 3,933 3,543 3,543

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,932 3,933 3,543
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 45

前年度予算

非常勤嘱託職員賃金 2,392
臨時職員賃金

事務用消耗品 258

バスガソリン 398
バス・小型貨物軽油

車両修繕料（バス・小型貨物） 667

タイヤ交換手数料 51

自動車損害保険料（自賠責・任意） 46

自動車借上料（ワゴン車リース代） 562
ＡＥＤ借上料（月ヶ瀬温泉設置分）

自動車重量税（バス・小型貨物） 38

4,412

63 燃料費 376
313

245 消耗品費 245

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　コミュニティバスの安全な運行と車両の適切な管理に努め、利用者の利
便性の向上を図る。
　公用車（小型貨物）の管理に要する経費

1,804 賃金 1,993
189

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 月ヶ瀬行政センター地域振興課

既存

事項
コミュニティバスの運営管理及び小型貨物管理経費に要する経
費

会計 一般会計 総務費 総務管理費
自治振興及び出張
所並びに連絡所費

小事業 1530 月ヶ瀬行政センター管理経費

45 公課費 45

　月ヶ瀬保育園児の送迎・月ヶ瀬診療所患者の送迎・必要に応じて月ヶ瀬
小・中学校生徒の送迎
　公用車（小型貨物）の管理

34 保険料 34

536 使用料及び賃借料 573
37

事業概要 26 手数料 26

737 修繕料 737

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　臨時職員（運転手）の勤務時間の短縮

事業費計
4,029

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

3,709 4,412 4,029
事業費 地方債

自治振興及び出張所並びに連絡所費手数料 1

4,411
一般財源

3,709 4,411 4,028 4,028

その他
1 1 1

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,709 4,412 4,029
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 72

前年度予算

事務用消耗品 62 62

ガソリン、軽油、混合油 12 11

電気料金（運動場・体育館） 1,592
水道料金（体育館） 36

施設修繕料 550
月ヶ瀬体育館室内照明球取替修繕

消防設備検査点検手数料 127

施設保険料 130

運動場整地用砂及び塩化カルシウム 78 78

2,550

18 修繕料 458
440

光熱水費 1,602

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　月ヶ瀬体育館及び月ヶ瀬健民運動場（直営）の管理に要する経費
消耗品費 62

燃料費 12

1,566

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 月ヶ瀬行政センター地域振興課

既存

事項 月ヶ瀬体育館・月ヶ瀬健民運動場（直営）の管理に要する経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 スポーツ施設管理費

小事業 1038 月ヶ瀬スポーツ施設管理経費

これまでの取組内容

　月ヶ瀬体育館及び月ヶ瀬健民運動場を活用しスポーツの振興を図る。
130 保険料 130

原材料費 78

事業概要 122 手数料 122

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　施設管理用直接経費の節減

事業費計
2,464

1,850 2,550 2,464
事業費 地方債

スポーツ施設使用料 140

2,410

その他
140 140 140

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,850 2,550 2,464
事業費 地方債

一般財源
1,850 2,410 2,324 2,324
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 76

前年度予算

体育館最上部屋根改修工事 0

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　月ヶ瀬体育館における雨漏り対策工事を行うものである。
　アリーナ天井より中央床面へ雨漏りがあり、使用に支障をきたし、負傷
を起こす原因ともなりかねない危険な状況であるため、屋根の改修工事を
行う。

2,000 工事請負費 2,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 月ヶ瀬行政センター地域振興課

投資

事項 月ヶ瀬体育館改修事業（屋根改修）に要する経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費

スポーツ施設整
備事業費

小事業 3625 月ヶ瀬体育館改修事業

事業概要

　月ヶ瀬体育館改修事業（屋根改修）に要する経費

国庫支出金

県支出金

事業費計
2,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　月ヶ瀬体育館（直営）の管理を行い、健康づくりの推進とスポーツの振
興を図る。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 0 2,000 2,000
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 0 0

その他
2,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 2,000 2,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 10

前年度予算

地域活性化イベント補助金
ジャンボかぼちゃ大会補助金 160
ロマントピア月ヶ瀬春まつり補助金

160

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　地域活性化を目的として開催する団体に対するイベント補助にかかる経
費

72 負担金補助
及び交付金

144
72

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 月ヶ瀬行政センター地域振興課

既存

事項 地域活性化推進経費
会計 一般会計 総務費 企画費 企画総務費

小事業 1085 地域活性化推進経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
144

これまでの取組内容

　イベントの開催により、地域住民のコミュニティ形成の場を確保すると
ともに、地域の活性化を図る。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

160 160 144
事業費 地方債

160
一般財源

160 160 144 144

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

160 160 144
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 15

前年度予算

水道料金（湖畔の里つきがせ公衆便所） 308

施設保険料 91 90

120
2
2
2

524

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　農林施設に係る賠償責任保険に要する経費
　湖畔の里つきがせ公衆便所の水道使用料に要する経費 356 光熱水費 356

保険料 91

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 月ヶ瀬行政センター地域振興課

既存

事項 農業事務経費
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 農業総務費

小事業 1010 農業事務経費

これまでの取組内容

　農林施設（奈良市月ヶ瀬粉末茶加工施設・月ヶ瀬温泉ふれあい市場・湖
畔の里つきがせ・ロマントピア月ヶ瀬・梅の里ふれあい館・奈良市月ヶ瀬
農畜産物処理加工施設）に係る賠償責任保険
　湖畔の里つきがせ利用者用公衆便所の管理

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

報償費
消耗品費
食糧費

通信運搬費

事業費計
447

337 524 447
事業費 地方債

524

337 524 447
事業費 地方債

一般財源
337 524 447 447

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 40 項 10 目 15

前年度予算

協力隊員報酬（2人） 0

健康保険料・厚生年金保険料 558

市外旅費 89

事務用消耗品 329
被服費
行事用消耗品

ガソリン代・混合油 13

チラシ・ポスター印刷代 0

施設修繕料 60

インターネット使用料 58

施設保険料（隊員住居） 20

建物借上料（隊員住居） 960
有料道路通行料
駐車場使用料

児童手当拠出金 107
協力隊員研修会受講負担金

4,095
311

6,600

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 月ヶ瀬行政センター地域振興課

新規等

事項 地域おこし協力隊
会計 一般会計 商工費 商工費 商工振興費

小事業 1010 商工振興事務経費

100

710 消耗品費 882
72

120 旅費 120

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　人口減少や高齢化等の進行が著しい地方において、地域力の維持・強化
を図るために、担い手となる人材の確保が特に重要な課題となっている。
また、生活 の質や豊かさへの志向の高まりを背景として、豊かな自然環
境や歴史、文化等 に恵まれた地域で生活することや地域社会へ貢献する
ことについて、都市住民のニーズが高まっていることが指摘されるように
なってきている。このようなニーズに応えるとともに地域力の維持・強化
に資するものとして、総務省において、地域おこし協力隊推進要綱が作成
された。本市においても、月ヶ瀬地域並びに都祁地域において、地域おこ
し協力隊による、地域力の維持・強化に資する地域協力活動を推進するも
のである。

4,164 報酬 4,164

612 社会保険料 612

960 使用料及び賃借料 978

20 保険料 20

100

66 通信運搬費 66

事業概要 131 燃料費 131
　地域おこし協力隊員として委嘱し、一定期間以上、農林漁業の応援、水
源保全・監視活動、住民の生活支援などの各種の地域協力活動に従事して
もらいながら、当該地域への定住・定着を図っていく。

300 印刷製本費 300

100 修繕料

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
7,500

これまでの取組内容

　地域協力活動を通じ、隊員をいかにして地元に融けこませ、地元の魅力
発信等の、地域力の維持・強化に資する活動につなげる事ができるか。ま
た3カ年年終了後の隊員の定住にいかに結びつけるか。引き続き3カ年事業
を促進し、地元協議会等と連絡を密に取りながら進めたい。

7 負担金補助
及び交付金

127
120

賃金
備品購入費

12
6

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

3,354 6,600 7,500
事業費 地方債

6,600
一般財源

3,354 6,600 7,500 7,500

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,354 6,600 7,500
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

梅渓保勝会補助金 1,000

1,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　景観整備を実施することにより、名勝月ヶ瀬梅林（梅渓）の振興発展と
地域化活性化を図ると共に、奈良市の観光振興発展に資する。 1,000 負担金補助

及び交付金
1,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 月ヶ瀬行政センター地域振興課

既存

事項 月ヶ瀬梅渓保勝会への景観整備に係る補助金
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1010 観光振興事務経費

事業概要

　梅林管理について後継者不足と高齢化が相俟って荒廃の危機に瀕してい
る。特に名勝指定地外の雑木林が繁殖し、梅渓としての眺望景観も大きく
損なわれている。そのため、梅林の景観整備を行う。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
1,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成21年度に奈良市で開催された全国梅サミットを契機に平成23年度か
ら継続的に景観整備事業が行われている。

1,000 1,000 1,000
事業費 地方債

1,000

1,000 1,000 1,000
事業費 地方債

一般財源
1,000 1,000 1,000 1,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

事務用消耗品 40

電気料金 527
水道料金

施設修繕料 150

清掃委託 730

1,447

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 月ヶ瀬行政センター地域振興課

既存

事項 月ヶ瀬地域における観光便所の維持管理における経費
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1530 観光便所・待機所管理経費

事業概要

730 委託料 730

150 修繕料 150

396

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　月ヶ瀬地域における観光便所の維持管理における経費
40 消耗品費 40

202 光熱水費 598

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　需用費の節減

事業費計
1,518

これまでの取組内容

　月ヶ瀬地域における観光便所の維持管理をより、観光客に対しての対応
の充実を図る。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,246 1,447 1,518
事業費 地方債

1,447
一般財源

1,246 1,447 1,518 1,518

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,246 1,447 1,518
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

月ヶ瀬梅の資料館指定管理料 9,300

120
2
2
2

9,426

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　月ヶ瀬梅の資料館運営管理経費
9,300 委託料 9,300

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 月ヶ瀬行政センター地域振興課

既存

事項 月ヶ瀬梅の資料館運営管理経費
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1555 月ヶ瀬梅の資料館運営管理経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成24年度において指定管理料の見直しを行い、経費節減に努めてい
る。 報償費

消耗品費
食糧費

通信運搬費

事業費計
9,300

これまでの取組内容

　月ヶ瀬梅の資料館の健全な運営管理を図る。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

6,623 9,426 9,300
事業費 地方債

9,426
一般財源

6,623 9,426 9,300 9,300

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

6,623 9,426 9,300
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 20

前年度予算

駐車場整備
便所改修工事

0

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　ＲＶパークは「より安全・安心・快適なくるま旅」をキャンピングカー
オーナーを始めとする車中泊ファンの皆様に提供するものです。
関西で初となるＲＶパーク施設をロマントピア月ヶ瀬内の駐車場の一角で
整備を行い、全国のキャンピングカーユーザーに誘致を行うものである。

3,600 工事請負費 5,500
1,900

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 月ヶ瀬行政センター地域振興課

投資

事項 ＲＶパーク施設整備に要する経費
会計 一般会計 観光費 観光費 観光施設整備事業費

小事業 1010 観光施設整備事業

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　ＲＶ車を所有する観光客を呼び込むことにより、月ヶ瀬地域の観光振興
の一役を担う。

事業費計
5,500

これまでの取組内容

　関西で初となるＲＶパーク施設をロマントピア月ヶ瀬内の駐車場の一角
で整備を行い、全国のキャンピングカーユーザーに誘致を行うことによ
り、月ヶ瀬地域の観光振興の一役を担う。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 0 5,500 5,500
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 0 0

その他
5,500

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 5,500 5,500
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 50

前年度予算

樹木管理委託 4,000

4,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　新市建設計画に則り、名勝月瀬梅林の保全・育成と梅林を活かした観光
産業の活性化を図るため、H24年度に梅林公園の整備（面積1.2ha）を行っ
た。平成25年度より公園の管理を行うための経費

4,000 委託料 4,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 月ヶ瀬行政センター地域振興課

既存

事項 奈良市月ヶ瀬梅林公園管理に要する経費
会計 一般会計 土木費 都市計画費 公園管理費

小事業 1010 公園管理経費

事業概要

　公園の管理（消毒・枝打ち・剪定・施肥・除草等）を委託により行う。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
4,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成24年度において梅林公園の整備（面積1.2ha）を行い、平成25年度
より管理を行っている。

3,990 4,000 4,000
事業費 地方債

4,000

3,990 4,000 4,000
事業費 地方債

一般財源
3,990 4,000 4,000 4,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 45

前年度予算

嘱託職員（1人） 2,932
臨時職員（1人）

事務用消耗品・新聞代 943

公用車用ガソリン・軽油代 1,017

電気料金 3,375
水道料金

公用車輛車検代及び修繕料 540
庁舎用器具修繕料

電信電話料金 725
対市民事務連絡用切手代

し尿汲取り手数料 259
その他庁舎維持管理に係る点検手数料（3件）

機械警備（庁舎セキュリティシステム）業務委託 2,872
庁舎エレベーター保守管理委託
冷暖房機器等機械設備保守点検委託
事務機器保守点検委託
その他庁舎維持管理に係る点検等委託（5件）

公用車賃貸借料（3台） 1,156
機械（AED)借上料・物品借上料
NHK放送受信料

奈良県安全運転管理者協会・防火管理者負担金 181
会議用賄・帳票印刷・公用車保険料・重量税

14,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 都祁行政センター総務住民課

既存

事項 都祁行政センター及び総務住民課管理・事務経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費

自治振興及び出張所
並びに連絡所費

小事業 1535 都祁行政センター管理経費

3,149 光熱水費 3,349
200

694 燃料費 694

消耗品費 932

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　行政センター及び課の施設維持、管理及び事務運営のための経費
2,025 賃金 2,932
907

932

493 委託料 2,667

187 手数料 352
165

　行政センターの機械警備業務、自家用電気工作物保安管理、消防用設
備・浄化槽点検、冷暖房機器保守点検、昇降機・自動扉保守点検等の業務
を専門業者に委託し、健全な運営、維持及び管理を図る。
　行政センター内３課が共有する公用車の集中管理を行い、適正活用を図
る。
　課の円滑で健全な運営に努め、行政サービスの向上を図る。

63

720 通信運搬費 725
5

事業概要 326 修繕料 389

108 その他経費 108

事業費計
13,110

　行政センターの維持、管理業務については、その大半を専門業者に委ね
ていることから、契約方法等について積極的に見直し（例、単年度契約か
ら長期契約への変更等）を図る等財政的負担の軽減・節減に努めてきた。
また、公用車の総台数を見直すと共にリース契約への移行等を図り維持経
費の削減を図る。
　地球温暖化対策、電力不足による節電対策に継続して取り組み、光熱水
費に係る経費についても節減に努めてきた。

785 使用料及び賃借料 962
151
26

186
これまでの取組内容 947

493
548

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

12,857 14,000 13,110
事業費 地方債

税務証明等証明手数料、その他雑入（コピー使用料） 491

13,509

その他
421 491 431 431

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

12,857 14,000 13,110
事業費 地方債

一般財源
12,436 13,509 12,679 12,679
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 25 目 10

前年度予算

書籍購入費 172
事務用消耗品

会議等賄 4

帳票印刷 0

レジスター等修理 15

戸籍、住民基本台帳等通信用（切手・はがき） 127
電送装置回線

戸籍システム機器保守委託 1,485
公的個人認証鍵ペア生成装置保守委託
戸籍システム機器廃棄委託

14
2,488

4,305

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　戸籍法及び住民基本台帳法に基づく各種届出、受付及び証明発行等の事
務を通じて市民サービスの向上に努める。 52 消耗品費 176

124

4

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 都祁行政センター総務住民課

既存

事項 戸籍住民基本台帳事務経費
会計 一般会計 総務費 戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳費

小事業 1010 戸籍住民基本台帳事務経費

事業概要 120
　戸籍住民基本台帳費手数料の収納業務、福祉及び国保等に関する各種届
出、受付及び相談業務、他課との調整、予算執行業務等 130 委託料 384

59
195

5 役務費 125

15 修繕料 15

食糧費 4

12 印刷製本費 12

事業費計
716

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　追録式書籍の共有を図ることで経費の削減を行った。契約を見直し、経
費の節減を図る取組を行った。

旅費
使用料及び賃借料

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

4,591 4,305 716
事業費 地方債

戸籍謄抄本手数料他証明手数料 1,725

2,580

その他
1,606 1,725 716 716

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

4,591 4,305 716
事業費 地方債

一般財源
2,985 2,580 0 0
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 25 目 10

前年度予算

事務用消耗品 5 11

改竄防止用紙 6 7
印鑑カード 5

郵便料（切手代） 3 4

22

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市印鑑の登録及び証明に関する条例に基づき、印鑑登録、廃止、再
登録及び証明書の発行等窓口業務を通じて市民サービスの向上に努める。 消耗品費 5

印刷製本費 11

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 都祁行政センター総務住民課

既存

事項 印鑑登録事務経費
会計 一般会計 総務費 戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳費

小事業 1015 印鑑登録事務経費

事業概要

　印鑑登録及び印鑑登録証明書の作成等に関する業務、予算執行業務等

役務費 3

国庫支出金

県支出金

事業費計
19

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　経費削減のため、事務用消耗品の見直しの取組を行っている。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

13 22 19
事業費 地方債

印鑑証明手数料 22

0
一般財源

0 0 0 0

その他
13 22 19 19

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

13 22 19
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 10

前年度予算

臨時職員（事務7カ月） 561

推進委員 256

地権者打合せ（県外旅費） 7

被服 563
事務用消耗品

公用車ガソリン 300

測量機器等修繕 50

医薬材料（エピネフリン注射液自己注射キット製剤） 25

郵便（切手代） 51

蜂抗体検査料 14

地籍調査測量委託 18,962
地籍調査電算機器保守料

地籍調査作業車賃借料 1,819

地籍調査電算機器賃借料
インクジェットプロッタ賃借料

国土調査推進協議会負担金 92

22,700

地籍調査費県負担金 16,040

7 旅費 7

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

  国土調査法に基づき、土地の基本単位となる一筆一筆の土地について、
その所有者・地番・筆界を調査し、面積の測量を行って地籍図及び地籍簿
を作成する。

561 賃金 561

240 報償費 240

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 都祁行政センター業務課

既存

事項 地籍調査事業事務経費
会計 一般会計 総務費 企画費 企画総務費

小事業 1091 地籍調査経費

15,913 委託料 16,173

33

20 手数料 20

事業概要

  都祁地域（43.89㎢）の地籍調査を行い、平成35年度の事業完了を目指
す。

50 修繕料 50

27 医薬材料費 27

33 通信運搬費

301 燃料費 301

55 消耗品費 521
466

国庫支出金

県支出金

事業費計
20,033

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容 1,638
  平成26年3月末　完了面積　25.17㎢　　進捗率　57.35％ 195

86 負担金補助
及び交付金

86

260

181 使用料及び
賃借料

2,014

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 13,887

20,509 22,700 20,033
事業費 地方債

6,660
一般財源

5,209 6,660 6,146 6,146

その他
15,300 16,040 13,887

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

20,509 22,700 20,033
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 10 目 10

前年度予算

土木技術者研究会等　（県外） 10 10
地権者交渉　（県外） 21

書籍購入 15 0

土木積算システム機器借上 38 176
土木積算用ＣＡＤシステム借上 25
土木・農林系用端末機器等の借上 68

186

使用料及
び賃借料

131

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

  道路・河川・法定外公共物の維持補修に係る事務経費
道路・河川の軽微な修繕、維持補修工事を行うための積算システム機器賃
借料並びに土木技術者研修会等の旅費を執行する。

旅費 31

消耗品費 15

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 都祁行政センター業務課

既存

事項 土木事務経費
会計 一般会計 土木費 土木管理費 土木総務費

小事業 1010 土木事務経費

これまでの取組内容

  都祁地域内の道路・河川・法定外公共物の維持補修を行う。
事業概要

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

  合併当時から使用している土木積算システムの契約更新に伴い、平成22
年7月1日から平成27年6月30日まで、奈良県市町村土木積算データー協議
会より提供の市統一システムに移行。

事業費計
177

財源内訳 財 源 の 内 容

176 186 177
事業費 地方債

186

176 186 177
事業費 地方債

一般財源
176 186 177 177

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 45

前年度予算

まちづくり協議会補助金 4,000

4,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 都祁行政センター地域振興課

既存

事項 都祁行政センター管理経費（都祁まちづくり協議会）
会計 一般会計 総務費 総務管理費 自治振興及び出張所並びに連絡所費

小事業 1535 都祁行政センター管理経費

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　都祁まちづくり協議会の活動を通じて、市政に対する提言、要望等をま
ちづくりに反映させ、新市建設計画の推進を図る。また市は、その活動を
支援し地域振興を図る。

3,600 負担金補助
及び交付金

3,600

事業概要

　都祁まちづくり協議会は、スポーツ振興事業として毎年11月に「都祁高
原マラソン大会」を実施し第35回に至っている。また、まちづくり交流事
業として「農業体験交流事業」第9回を実施している。共に、都祁地域の
発信、活性化を図っており、市はその活動を支援している。

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
3,600

これまでの取組内容

　平成17年4月の合併時から各事業の内容及び執行状況を精査し、補助金
を交付している。
　【実績】　　　　　　　　　　（H24）　　　 （H25）　  　（H26）
　補助金額　　　　　　　　　　4,000千円　　4,000千円　　4,000千円
　マラソン大会参加申し込者　　1,858人 　　 1,691人      1,461人
　農業体験交流事業参加者　 　　　99人　　　　 78人　　　　 89人

事業費 地方債
4,000 4,000 3,600

事業費 地方債

4,000
一般財源

4,000 4,000 3,600 3,600

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

4,000 4,000 3,600
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 45

前年度予算

自動車オイル、タイヤ 349

軽油 1,871

電気料金 0
水道料金

車両修繕料 481

消防設備検査点検手数料 20

し尿浄化槽検査点検手数料
し尿浄化槽検査点検手数料
タイヤ入替手数料

公用車損害賠償責任保険料 33

し尿浄化槽維持管理委託 10,962
バス運行委託

公用車リース 1,005

一般コミュニティ助成補助金 0

自動車重量税 60

14,781

240 修繕料 240

100 光熱水費 200
100

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　都祁地域内においては公共交通機関が充実していないことから、公共施
設や医療機関、金融機関、商業施設等が集積する中心部への生活交通手段
を確保し、高齢者や地域住民の生活利便性の向上のため、都祁地域内を循
環するコミュニティバスを運行することにより地域公共交通の確保・充実
を図る。
　六郷小学校の遠距離児童通学バスとして利用。
　奈良都祁線代替バスとして利用。

211 消耗品費 211

2,630 燃料費 2,630

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 都祁行政センター地域振興課

既存

事項 都祁行政センター管理経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 自治振興及び出張所並びに連絡所費

小事業 1535 都祁行政センター管理経費

2,739 使用料及び賃借料 2,739

15,003
30 委託料 15,033

事業概要 10
　コミュニティバス運行事業は、住民の生活利便性を向上させるため、都
祁地域内を北、西、南の3コースに分け運行している。また、平成24年9月
から六郷小学校の遠距離児童通学バスとしても利用している。
　生活路線バス継続のために、奈良都祁線（都祁交流センターから下水間
区間）を平成27年6月より運行する。

100
14

18 保険料 18

40 手数料 164

国庫支出金

県支出金

事業費計
22,565

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容 30 公課費 30
　平成22年4月から「コミュニティバス」事業として一日5便体制で運行し
ている。
　平成24年9月から一日5便と六郷小学校通学バスとして運行し、利用率の
向上及び効率化を図っている。
　【過去3年間の実績】 　（H24）　　  （H25）　　 （H26見込）
　　　　利用者数　　　　14,271人　　20,1081人　　　18,420人

1,300 負担金補助及び交付金 1,300

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

16,608 14,781 22,565
事業費 地方債

総務費雑入

14,781
一般財源

14,008 14,781 20,885 20,885

その他
2,600 0 1,680 1,680

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

16,608 14,781 22,565
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 72

前年度予算

都祁体育館指定管理 3,308

3,308

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　都祁体育館の適正な維持管理
3,042 委託料 3,042

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 都祁行政センター地域振興課

既存

事項 都祁スポーツ施設運営管理事業
会計 一般会計 総務費 総務管理費 スポーツ施設管理費

小事業 1039 都祁スポーツ施設管理経費

事業概要

　公募により指定された指定管理者による施設管理
（平成25年4月から5年間）

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
3,042

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　業務内容及び経費の見直し、精査による経費削減を図っている。
【実績】　　　（H24）　　　（H25）　　 （H26予算）
指定管理料　　3,413千円　　3,317千円　　3,178千円

3,663 3,308 3,042
事業費 地方債

スポーツ施設使用料 600

2,708

3,663 3,308 3,042
事業費 地方債

一般財源
3,257 2,708 2,542 2,542

その他
406 600 500 500

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 75

前年度予算

吐山保育所跡地再利用改修工事

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 都祁行政センター地域振興課

新規等

事項 庁舎等施設整備事業
会計 一般会計 総務費 総務管理費 庁舎等施設整備事業費

小事業 1010 庁舎等施設整備事業

事業概要

　奈良市の南玄関口として多くの方に「おもてなし広場」を利用していた
だき奈良市の良さを知ってもらう。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　吐山保育所跡地再利用
2,500 工事請負費 2,500

事業費計
2,500

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

0 0 2,500 2,500
事業費 地方債

0

その他
2,500

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 2,500 2,500
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 35

前年度予算

つげまつり開催補助金 2,000
つげ夏まつり開催補助金

2,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　都祁地域における文化芸術の推進と、地域間・世代間交流を通して地域
の活性化と振興を図るための活動を支援する。 1,000 負担金補助

及び交付金
1,720

720

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 都祁行政センター地域振興課

既存

事項 つげまつり、つげ夏まつり開催補助事業
会計 一般会計 総務費 企画費 文化振興費

小事業 1030 文化振興補助経費

事業概要

　つげまつり実行委員会・つげ夏まつり実行委員会が地域の活性化と振興
を図るために開催しており、市はその活動を支援している。

国庫支出金

県支出金

事業費計
1,720

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成23年度から「つげまつり実行委員会」「つげ夏まつり実行委員会」
に対し事業の内容及び執行状況を精査し、補助金を交付している。

【補助金実績】
　　　　　　　　　　　　　 （H24）　　　　（H25）　　　（H26）
　つげまつり開催補助金　　1,200千円　　　1,200千円　　1,200千円
　つげ夏まつり開催補助金　  800千円　　　　800千円　　　800千円

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

2,000 2,000 1,720
事業費 地方債

2,000
一般財源

2,000 2,000 1,720 1,720

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,000 2,000 1,720
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 35

前年度予算

書籍 0

モニュメント動産保険 144
賠償保険

都祁交流センター指定管理 28,682

28,826

33,650 委託料 33,650

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　都祁交流センターの適正な維持管理
1,000 消耗品費 1,000

53 保険料 54
1

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 都祁行政センター地域振興課

既存

事項 都祁交流センター運営管理事業
会計 一般会計 総務費 企画費 文化振興費

小事業 1085 都祁交流センター運営管理経費

これまでの取組内容

公募により選定された指定管理者による施設管理
（平成25年4月から5年間）

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　業務内容及び経費の見直し、精査による経費削減を図っている。
【実績】　　　（H24）　　　  （H25）　　 （H26予算）
指定管理料　　30,165千円　　30,613千円　　28,552千円

事業費計
34,704

32,447 28,826 34,704
事業費 地方債

文化振興費使用料 1,500

27,326

その他
1,352 1,500 1,380 1,380

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

32,447 28,826 34,704
事業費 地方債

一般財源
31,095 27,326 33,324 33,324
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 10

前年度予算

山辺地区都祁更生保護女性会補助金 50

50

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　山辺地区都祁更生保護女性会は、女性の立場から奈良保護観察所の事業
に協力するとともに、更生保護思想を普及し、世論の啓発に努め、社会の
浄化に貢献する活動をしており、市はその活動を支援する。

45 負担金補助
及び交付金

45

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 都祁行政センター地域振興課

既存

事項 奈良地区更生保護女性会補助事業
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

小事業 1045 福祉団体助成経費

事業概要

　山辺地区都祁更生保護女性会は、奈良保護観察所事業への協力、花植運
動、善意の募金運動、都祁地域各小学校の立哨、バス停清掃、バンビー
ホーム延長保育ボランティア等地域に貢献している。また、都祁地域にお
ける犯罪者の更生保護及び、犯罪予防の活動を支援し、犯罪や非行のない
明るい社会づくりに取り組んでいる。

国庫支出金

県支出金

事業費計
45

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成17年4月の合併時から事業の内容及び執行状況を精査し、補助金を
交付している。

　　【補助金実績】
　　　　　　　（H25）　　　 　（H26）　　　　　（H27予算）
　　　　　　　50千円　　　　　50千円　　　　　　45千円

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

50 50 45
事業費 地方債

50
一般財源

50 50 45 45

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

50 50 45
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 40 項 10 目 15

前年度予算

地域おこし協力隊員報酬（2人） 0

健康保険料・雇用保険料・厚生年金保険料 558

協力者報償 820

地域おこし協力隊費用弁償 94

行事用消耗品 127

ガソリン 80

行事用チラシ印刷代 146

オリジナルメニュー開発材料費 50

建物火災保険料 8
行事保険料

建物借上料・公用車リース料・会場借上料 1,538

児童手当拠出金・研修参加負担金 17

4,140
172

7,750

120 消耗品費 120

93 旅費 93

300 報償費 300

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　人口減少や高齢化等の進行が著しい地方において、地域力の維持・強化
を図るために、担い手となる人材の確保が特に重要な課題となっている。
また、生活の質や豊かさへの志向の高まりを背景として、豊かな自然環境
や歴史、文化等に恵まれた地域で生活することや地域社会へ貢献すること
について、都市住民のニーズが高まっていることが指摘されている。この
ようなニーズにこたえるとともに地域力の維持・強化に資するものとし
て、総務省において、地域おこし協力隊推進要綱が作成された。都祁地域
において、地域おこし協力隊による、地域力の維持・強化に資する、地域
協力活動を推進するものである。

4,140 報酬 4,140

582 社会保険料 582

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 都祁行政センター地域振興課

既存

事項 地域おこし協力隊
会計 一般会計 商工費 商工費 商工振興費

小事業 1010 商工振興事務経費

これまでの取組内容

31 負担金補助及び交付金 31

747 使用料及び賃借料 747

5 保険料 52
47

事業概要 68 燃料費 68
　都祁地域おこし協力隊活動の実施

169 印刷製本費 169

10 賄材料費 10

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　隊員2名を任用し、地域協力活動を通じて地元に融け込ませ、地元の魅
力発信等の地域力維持・強化に資する活動につなげる事ができるよう進め
た。活動終了後の隊員の定住化を目指す。

賃金
委託料

事業費計
6,312

4,562 7,750 6,312
事業費 地方債

7,750

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

4,562 7,750 6,312
事業費 地方債

一般財源
4,562 7,750 6,312 6,312
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

施設清掃等協力者謝礼 40 40

トイレットペーパー及び清掃用具、洗剤 3 3

電気料金 34 45
水道料金 15

合併浄化槽法定検査手数料 5 69
合併浄化槽清掃手数料 64

合併浄化槽保守点検委託 17 17

400

574

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　観光客及びハイカーの休憩所兼便所「ひとやすみ一休」の適正な維持管
理 報償費 40

消耗品費 3

光熱水費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 都祁行政センター地域振興課

既存

事項 トイレピクト「ひとやすみ一休」の維持管理経費
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1530 観光便所・待機所管理経費

事業概要 委託料 17
　トイレピクト「ひとやすみ一休」の施設管理

手数料 69

49

国庫支出金

県支出金

事業費計
178

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　使用頻度の少なくなる冬季は凍結を避けるため施設を閉鎖して、水道料
金、電気料金、消耗品等を削減している。

修繕料

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

158 574 178
事業費 地方債

574
一般財源

158 574 178 178

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

158 574 178
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 45

前年度予算

事務用消耗品 149

公用車用ガソリン 236
給湯器用プロパン
暖房用灯油

改ざん防止用紙 0

電気料金 488
水道料金

単車修繕料 94

出張所機械警備委託 288

公用車リース料 51
AEDリース料

6
7

18

1,337

25

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　東部出張所における庁舎の管理経費、並びに円滑な業務の遂行に係る事
務経費 165 消耗品費 165

155 燃料費 214
34

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 東部出張所

既存

事項 東部出張所事務経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 自治振興及び出張所並びに連絡所費

小事業 1515 東部出張所管理経費

　東部出張所（庁舎）の維持管理経費、自治連合会等の事務連絡及び市民
だより配付に係る事務経費

10 修繕料 10

274 委託料 274

170 使用料及び賃借料 196
26

23
事業概要

391 光熱水費 414

1 印刷製本費 1

1,274

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　経費削減を意識し、出張所管理経費並びに事務経費の縮減に努めてき
た。

旅費
公課費
保険料

事業費計

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,408 1,337 1,274
事業費 地方債

自治振興及び出張所並びに連絡所費手数料 100

1,237
一般財源

1,308 1,237 1,174 1,174

その他
100 100 100 100

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,408 1,337 1,274
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 45

前年度予算

事務用消耗品

電気料金
水道料金

電話工事、電話料金
KCNインターネット導入並びに使用料
出張所引越費用

新庁舎の機械警備委託
住基及びオンライン導入の移設料

0

163
300

38 通信運搬費 501

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　行政の出先機関として、地域住民を対象に戸籍・住民基本台帳に基づく
届出・受理並びに証明書発行等の窓口全般業務を行い市民サービスの向上
に努めるとともに、自治連合会並びに各種団体との連絡調整を密にし市制
の推進を図りながら地域振興の発展に努めていくために要する経費

29 消耗品費 29

120 光熱水費 130
10

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 東部出張所

新規等

事項 東部出張所事務経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 自治振興及び出張所並びに連絡所費

小事業 1515 東部出張所管理経費

これまでの取組内容

事業概要 1,000
　東部地域の振興業務を推進していくための地域おこし協力隊員用事務室
設置、並びに東部出張所移転に伴う引越しに係る経費

240 委託料 1,240

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
1,900

0 0 1,900
事業費 地方債

0

0 0 1,900
事業費 地方債

一般財源
0 0 1,900 1,900

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 25 目 10

前年度予算

戸籍・住民基本台帳関係書籍購入費 5 63
戸籍・住民基本台帳関係事務用消耗品等 71

改ざん防止用紙 20 0

戸籍・住民基本台帳事務照会用切手代 1 1

定額小為替購入手数料 1 1

2

67

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 東部出張所

既存

事項 戸籍住民基本台帳事務経費
会計 一般会計 総務費 戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳費

小事業 1010 戸籍住民基本台帳事務経費

事業概要

　戸籍関係定期刊行物、改ざん偽造防止用紙ほか

手数料 1

通信運搬費 1

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　戸籍・住民基本台帳に基づく届出の受理、並びに証明書の発行に係る事
務経費 消耗品費 76

印刷製本費 20

事業費計
98

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　経費削減を意識し、消耗品費等の縮減に努めてきた。

旅費

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

91 67 98
事業費 地方債

戸籍謄抄本手数料 67

0

その他
91 67 98 98

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

91 67 98
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 25 目 10

前年度予算

印鑑登録事務関連用書籍購入費 7 15
印鑑登録事務用消耗品等 5

印鑑登録証（カード） 3 3

印鑑登録事務照会用切手代 1 1

19

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　印鑑登録及び証明書の発行に係る事務経費
消耗品費 12

印刷製本費 3

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 東部出張所

既存

事項 印鑑登録事務経費
会計 一般会計 総務費 戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳費

小事業 1015 印鑑登録事務経費

事業概要

　改ざん偽造防止用紙、印鑑登録証（カード）ほか

通信運搬費 1

国庫支出金

県支出金

事業費計
16

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　経費削減を意識し、消耗品費等の縮減に努めてきた。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

17 19 16
事業費 地方債

印鑑証明手数料 19

0
一般財源

0 0 0 0

その他
17 19 16 16

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

17 19 16
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 75

前年度予算

建設改修実施設計委託

既設コンピューター室改修工事一式
既設武道場改修工事一式　
渡廊下新設工事　
駐車場整備工事  

0

2,200
6,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　学校規模適正化の統合再編により廃校となった旧興東中学校は、東部地
域の中心に位置していることから跡地の有効活用を検討する上で、東部振
興の推進を図ることを目的に、既存施設を活用し診療所の新設を踏まえ東
部出張所の庁舎を移転するために要する経費

1,900 委託料 1,900

9,900 工事請負費 28,100
10,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 東部出張所

投資

事項 東部出張所の庁舎移転に伴う改修工事
会計 一般会計 総務費 総務管理費 庁舎等施設整備事業費

小事業 1010 庁舎等施設整備事業

事業概要

　旧興東中学校敷地内に既存するコンピューター室並びに武道場を活用
し、東部出張所を移転するための改装並びに建築物周辺の整備に係る工事
請負費

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
30,000

財源内訳 財 源 の 内 容

0 0 30,000 30,000
事業費 地方債

0

0

0 0 30,000 30,000
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
0 0 30,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 45

前年度予算

事務用消耗品 855

ガソリン 70

改ざん防止用紙 0

電気料金 11,300
水道料金

庁用器具修繕料 152

施設修繕料

清掃委託 16,624

警備委託
設備管理・環境衛生管理及び駐車場管理委託
自家用電気工作物保守点検委託

公用車リース料 209

ファクシミリ電話借上料

29,210

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 北部出張所

既存

事項 北部出張所管理経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 自治振興及び出張所並びに連絡所費

小事業 1520 北部出張所管理経費

15,217
648

10,136
404

155 使用料及
び賃借料

161
6

事業概要 58
　市民と共に歩む豊かな行政の推進をなし、窓口業務の更なる発展と充実
を期し、住民とのコミュニケーションの醸成と連帯感の育成を図ることに
よって、人間性豊かな都市環境の整備をめざす。また、そのための拠点施
設としての北部会館の管理を行う。（北部会館運営に関わる電気料金、水
道料金、駐車場駐車券、駐車場記録用ロール紙、事務連絡及び市民だより
配布に関わる燃料費、北部会館管理に関する清掃・警備・設備保守等管理
業務委託料、北部出張所事業目的の事務用消耗品、公用車の借上料、税証
明発行に伴う改ざん偽造防止用紙等）

4,029 委託料

12,842
2,826

10 修繕料 68

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市民が安心して快適に北部会館を利用していただく為の、北部会館管理
にかかる経費及び北部出張所内の円滑な事務の効率化を図るための経費 665 消耗品費 665

49 燃料費 49

10 印刷製本費 10

10,016 光熱水費

国庫支出金

県支出金

事業費計
29,012

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　北部会館の電気料金・水道料金は、会館全体で節電・節水に努めた。事
務用消耗品の節約、コピーのミスプリントへの注意、公用車の効率的な使
用による燃料費の削減に努めた。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

28,601 29,210 29,012
事業費 地方債

北部出張所駐車場使用料　税務証明手数料 11,910

17,300
一般財源

17,366 17,300 16,269 16,269

その他
11,235 11,910 12,743 12,743

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

28,601 29,210 29,012
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 25 目 10

前年度予算

市外旅費 5

事務用消耗品 503

改ざん防止用紙 0

郵便切手代 15

定額小為替購入手数料 2

金銭登録機保守点検委託 35

560

15 通信運搬費 15

150 印刷製本費 150

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　出張所にて行う戸籍住民基本台帳事務に関する経費であり、市民に対す
るサービスには不可欠なものである。 5 旅費 5

519 消耗品費 519

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 北部出張所

既存

事項 戸籍住民基本台帳事務経費
会計 一般会計 総務費 戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳費

小事業 1010 戸籍住民基本台帳事務経費

これまでの取組内容

事業概要 35 委託料 35
　戸籍・住民基本台帳事務の充実を図り、住民の要望事項を機能的に処理
するとともに窓口職員の資質向上のため一層の研修を図ることによって、
市民の権利が守られた、住み良い町づくりを推進する。（研修費用、戸籍
法や住民基本台帳関係実例集等の追録、改ざん偽造防止用紙、カラーコ
ピー用紙代、レジスターのメンテナンス代等）

2 手数料 2

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　経費の削減を意識しながら、市民サービスの低下につながらないよう最
大限の効果を得られるように努めてきた。

事業費計
726

550 560 726
事業費 地方債

戸籍謄抄本手数料 560

0

その他
550 560 726 726

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

550 560 726
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 25 目 10

前年度予算

事務用消耗品 50

印鑑登録証・窓あき封筒・申請書等印刷費 38

郵送料 23

111

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　出張所にて行う印鑑登録事務に関する経費であり、市民に対するサービ
スには不可欠なものである。 34 消耗品費 34

54 印刷製本費 54

23

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 北部出張所

既存

事項 印鑑登録事務経費
会計 一般会計 総務費 戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳費

小事業 1015 印鑑登録事務経費

事業概要

　印鑑登録事務の充実を図り、住民の要望事項を機能的に処理すると共に
窓口職員の資質向上を図ることによって、市民の権利が守られた、住み良
い町づくりを推進する。（改ざん偽造防止用紙、印鑑登録カード代、発送
用切手等）

通信運搬費 23

国庫支出金

県支出金

事業費計
111

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　経費の削減を意識しながら、市民サービスの低下につながらないよう最
大限の効果を得られるように努めてきた。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

107 111 111
事業費 地方債

印鑑証明手数料 111

0
一般財源

0 0 0 0

その他
107 111 111 111

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

107 111 111
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 10

前年度予算

コピー代等事務用消耗品 195

195

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　部及び課の事務運営のための経費
173 消耗品費 173

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 協働推進課

既存

事項 市民参画事務経費
会計 一般会計 総務費 企画費 企画総務費

小事業 1012 市民参画事務経費

これまでの取組内容

　市民活動部のとりまとめと、協働推進課の業務にかかる事務経費
　・コピー代やＯＡ用紙購入費

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　事務用消耗品の購入経費

事業費計
173

274 195 173
事業費 地方債

195

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

274 195 173
事業費 地方債

一般財源
274 195 173 173
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 10

前年度予算

市民参画及び協働によるまちづくり審議会委員報酬 450

審議会委員費用弁償 46

審議会開催にかかる事務用消耗品 67

審議会用賄費 5

審議会開催通知用切手代 278

846

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市民参画と協働によるまちづくりの推進に関する重要事項について、市
長の諮問に応じて調査審議することを目的とする。 360 報酬 360

39 旅費 39

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 協働推進課

既存

事項 市民参画及び協働によるまちづくり審議会
会計 一般会計 総務費 企画費 企画総務費

小事業 1017 公益活動推進経費

事業概要

　奈良市市民参画及び協働によるまちづくり条例に基づく外部有識者等に
よる審議会を開催し、市民参画及び協働によるまちづくり推進計画の進捗
管理を行うとともに、適切な助言をいただく。平成26年度は市民参画及び
協働によるまちづくり推進計画の見直しの審議も開始するため平成26年度
は5回開催した。平成27年度は4回開催し、地域コミュニティ政策と、市民
参画及び協働によるまちづくり推進計画の見直しの審議を行う。

9 通信運搬費 9

4 食糧費 4

14 消耗品費 14

国庫支出金

県支出金

事業費計
426

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　奈良市市民参画及び協働によるまちづくり審議会において、奈良市市民
参画及び協働によるまちづくり推進計画の進捗管理を毎年行いながら協働
事業の推進を図っている。（平成26年度　審議会開催回数…5回）

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

518 846 426
事業費 地方債

846
一般財源

518 846 426 426

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

518 846 426
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 10

前年度予算

協働のための職員研修講師謝礼 300

研修参加旅費 29

研修開催にかかる事務用消耗品 14

研修講師用賄費 3

研修開催通知用切手代 16

研修参加負担金 5

367

4 食糧費 4

14 消耗品費 14

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　職員及び市民・市民公益活動団体を対象とした協働のための研修を行
い、市民参画と協働によるまちづくりに対する意識の向上をめざすことを
目的とする。

300 報償費 300

29 旅費 29

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 協働推進課

既存

事項 協働のための職員研修
会計 一般会計 総務費 企画費 企画総務費

小事業 1017 公益活動推進経費

これまでの取組内容

事業概要 6 負担金補助及び交付金 6
　市民や市民公益活動団体も受講できる協働のための職員研修を４回開催
する。
また、職員の知識を高めるために、その他、団体が実施する研修会にも参
加する。

16 通信運搬費 16

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　職員を対象とした協働のための職員研修を計画的に開催し、協働に対す
る意識の向上を図っている。
Ｈ20　対象：全課長　　開催回数：2回
Ｈ21　対象：係長　　　開催回数：5回
Ｈ22　対象：全職員　　開催回数：17回
Ｈ23　対象：全職員　　開催回数：6回
Ｈ24　対象：職員と市民、市民公益活動団体
　　　開催回数：職員＋市民…2回、係長級＋団体…2回
Ｈ25　対象：職員と市民、市民公益活動団体
　　　開催回数：係長級＋団体…1回、管理職＋市民…4回
Ｈ26　対象：全管理職
　　　開催1回、補佐以下職員　ファシテーター研修3回連続

事業費計
369

425 367 369
事業費 地方債

367

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

425 367 369
事業費 地方債

一般財源
425 367 369 369
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 10

前年度予算

ＮＰＯ法人条例指定制度検討審査会委員謝礼 276
ＮＰＯ法人条例指定制度検討委員会委員謝礼

各種委員会委員用旅費 258

各種委員会開催にかかる事務用消耗品 15

各種委員会用賄 3

各種委員会開催通知用切手代 8

560

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市内のＮＰＯ法人に対する寄附を促進するための環境整備を図るととも
に、自立した活動を行うＮＰＯ法人を支援することを目的とする。 96 報償費 216

120

205 旅費 205

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 協働推進課

既存

事項 ＮＰＯ法人条例指定制度に関する経費
会計 一般会計 総務費 企画費 企画総務費

1017 公益活動推進経費

事業概要

　平成２５年度からの「奈良市ＮＰＯ法人条例指定制度」の導入に伴い、
条例指定にかかる申請団体を審査するための「奈良市ＮＰＯ法人条例指定
制度審査委員会」を新たに設置し、団体の審査を行う。
　奈良市ＮＰＯ法人条例指定制度検討委員会では、引き続き、ＮＰＯ法人
以外の市民公益活動団体に対する支援策を検討する。

2 食糧費 2

8 通信運搬費 8

15 消耗品費 15

国庫支出金

県支出金

事業費計
446

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成23年6月の国の税制改正により、ＮＰＯ法人に対する寄附優遇税制
が拡充され、都道府県又は市区町村が条例において指定したＮＰＯ法人に
市民が寄附した場合、個人住民税の税額控除が受けられるようになったこ
とを受けて、平成25年4月に条例を制定し、指定団体を募集し、奈良市Ｎ
ＰＯ法人条例指定制度審査委員会で審査し、平成25年9月に6団体を条例指
定した。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

13 560 446
事業費 地方債

560
一般財源

13 560 446 446

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

13 560 446
事業費 地方債

―　276　―



区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 10

前年度予算

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ評価委員会委員謝礼 60

委員会開催にかかる事務用消耗品 6

委員会用賄費 1

委員会開催通知用切手代 4

71

4 通信運搬費 4

1 食糧費 1

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市ボランティアインフォメーションセンターの効果的かつ効率的な
管理運営を推進し、市民サービスの一層の向上を図ることを目的とする。 60 報償費 60

6 消耗品費 6

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 協働推進課

既存

事項 ボランティアインフォメーションセンター運営評価委員会
会計 一般会計 総務費 企画費 企画総務費

1017 公益活動推進経費

これまでの取組内容

　奈良市ボランティアインフォメーションセンターの運営について評価を
行うため、外部有識者（3人）による「奈良市ボランティアインフォメー
ションセンター運営評価委員会」を開催し、センターのこれまでの運営に
ついて総合的に評価を行うとともに、今後の運営について指導・助言をい
ただく。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　奈良市ボランティアインフォメーションセンターは、平成23年4月に
オープンし、ボランティア活動や市民公益活動をはじめようとする市民の
方々からの相談や、団体の方々からの団体運営等に関する相談などに応じ
て、専門のボランティアコーディネーターが必要な情報の提供、コーディ
ネート業務を行っている。
　平成26年度は、ボランティアインフォメーションセンター運営評価委員
会を2回開催した。 事業費計

71

65 71 71
事業費 地方債

71

65 71 71
事業費 地方債

一般財源
65 71 71 71

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 10

前年度予算

機械設備保守点検手数料 80 85
ボランティアセンター自動ドア保守点検手数料（年2回）

ボランティアセンター指定管理料 15,300

ＡＥＤリース料 37 26

90
7
1

2

15,511

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 協働推進課

既存

事項 ボランティアセンター運営管理経費
会計 一般会計 総務費 企画費 企画総務費

小事業 1018 ボランティアセンター運営管理経費

事業概要

　ボランティアに関する相談の受付やコーディネート、活動場所の提供、
ボランティアやボランティアコーディネーターを養成するための講座など
を行う。

使用料及び賃借料 37

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　ボランティア活動の拠点施設であるボランティアセンターの運営管理を
行うことで、奈良市内のボランティア活動を支援することを目的とする。 手数料 80

13,920 委託料 13,920

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成18年度から指定管理者制度を導入し、指定管理者による運営管理を
行っている。毎月開催されるボランティアセンター登録団体代表者会議に
出席することに加えて、定期的に指定管理者と情報交換・情報共有を行い
ながら、適切な運営に努めている。

（運営形態）
　・指定管理者制度（平成18年度～）
　・指定管理者：社会福祉法人奈良市社会福祉協議会
（利用者数）
　・平成25年度施設利用者　21,069人
　・平成26年度：17,067人（平成26年12月末現在）

報償費
消耗品費
食糧費

通信運搬費

事業費計
14,037

15,213 15,511 14,037
事業費 地方債

15,511

15,213 15,511 14,037
事業費 地方債

一般財源
15,213 15,511 14,037 14,037

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 10

前年度予算

事務用消耗品 624
団体活動用消耗品
　　活動団体分　ごみ袋、軍手、花の種、花の苗
　　H25年度申請団体分　ほうき、ちりとり等

活動団体通知連絡用切手代 13

サインボード製作・設置委託 1,037
ごみ収集運搬委託

1,674

社会資本整備総合交付金 920

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 協働推進課

既存

事項 アダプトプログラム推進経費
会計 一般会計 総務費 企画費 企画総務費

小事業 1021 アダプトプログラム推進経費

事業概要 106 委託料 1,014
　アダプトプログラム推進事業参加団体に対して、ほうきやちりとり、ご
み袋や軍手などの清掃用具の支給、花の種や苗の支給を行うとともに、ご
みの回収、サインボードの設置などを行い、活動を支援する。
　また、年に1回「アダプトだより」を発行し、各団体の活動を順次紹介
している。

908

29 通信運搬費 29

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市民にとって身近な道路、河川等の公共場所の美化活動を推進し、その
活動を通して地域コミュニティの再生を図ることを目的とする。 39 消耗品費 631

496
96

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
920

　参加団体に対して、ほうきやちりとり、ごみ袋や軍手などの清掃用具の
支給、花の種や苗の支給を行うとともに、ごみの回収（毎週月・金）、サ
インボードの設置などを行い、活動を支援している。
（参加団体数と参加者数）
　・平成26年3月末現在の参加団体数：60団体、参加者数：1,561人
　・平成27年1月末現在の参加団体数：61団体、参加者数：1,849人
（これまでのアダプトだより）
　・創刊号～第5号まで発行
（これまでのサインボード設置数）
　38基　※平成26年度は　2基設置予定

事業費計
1,674

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,623 1,674 1,674
事業費 地方債

754
一般財源

1,282 754 754 754

その他
341 920 920

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,623 1,674 1,674
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 10

前年度予算

グリーンサポート報奨金　登録団体基本額 9,596

グリーンサポート報奨金　倉庫代・道具代

公園ボランティア用花苗・種・肥料等 2,390

事務用消耗品（ごみ袋）

機械用ガソリン代 10

公園ボランティア巡回作業用お茶代 0

機械修繕料 50

事務用切手代 68

ボランティア活動損害保険 864

22

13,000

10 燃料費 10

570

1,138 消耗品費 1,708

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　少子高齢化社会や市民のニーズの多様性に対応し、市民が公園を快適・
安全に利用できるようにするとともに、市民の自主的な活動の推進を図る
ことを目的として、公園への愛着をもって公園の美化・維持管理・公園施
設の点検・草花の植付等を行う団体等を支援する。

8,649 報償費 10,639

1,990

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 協働推進課

既存

事項 公園ボランティア及びグリーンサポート制度運営経費
会計 一般会計 総務費 企画費 企画総務費

小事業 1021 アダプトプログラム推進経費

これまでの取組内容

813 保険料 813

事業概要 3 食料費 3
　清潔で四季の花々を目にすることができる公園づくりを目的とし、自主
的に公園清掃や草花の維持管理等の美化活動をしている団体に花の苗等を
交付する公園ボランティア制度を運営する。
　また、地域の団体が制度に登録し、公園の清掃や除草などの美化活動、
維持管理、公園施設の点検等を行うことに対し報奨金を交付するグリーン
サポート制度を運営する。

40 修繕料 40

37 通信運搬費 37

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成26年度現在、グリーンサポート制度登録団体は99団体、団体による
管理公園数は121公園ある。
　また、維持管理活動によって排出された公園のごみの収集、ボランティ
ア保険への加入、公園ボランティアの活動に使用する用具の貸し出し等の
支援を行っている。

原材料費

事業費計
13,250

12,296 13,000 13,250
事業費 地方債

13,000

12,296 13,000 13,250
事業費 地方債

一般財源
12,296 13,000 13,250 13,250

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 10

前年度予算

ファシリテーション研修講師謝礼 860
地域ワークショップ活動事業

地域アドバイザー謝金　
ワークショップサポーター謝金　

地域アドバイザー旅費　 96
地域ワークショップサポーター旅費　

地域ワークショップ活動事業消耗品 34

地域ワークショップ活動事業賄 10
ファシリテーション研修賄

地域ワークショップ活動事業印刷代 0

地域ワークショップ活動事業郵便料 0

地域ワークショップ活動支援業務委託 2,000

3,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 協働推進課

既存

事項 協働のまちづくり推進事業
会計 一般会計 総務費 企画費 企画総務費

小事業 1023 協働のまちづくり推進経費

139 消耗品費 139

80 旅費 95
15

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市においても厳しい財政事情の中、本格的な少子高齢化社会を迎え、安
全で住みやすい快適な地域づくりに資するため、既存のコミュニティ組
織、NPOなどの新しいファクターを合わせ、行政と住民が相互に連携し、
ともに担い手となって地域の潜在力を十分に発揮する仕組み(仮　地域自
治協議会)の構築をすすめる。

250 報償費 675
425

これまでの取組内容

800 委託料 800

　奈良市自治連合会、まちづくり審議会及び庁内検討委員会で地域自治組
織について検討を行っている。また、地域の課題及び現状を把握するた
め、地域コミュニティ実態調査、ワークショップを実施。引き続き(仮)地
域自治協議会の設立に向け支援体制を図る。
①ファシリテーター実践研修
②地域ワークショップの実施

5

265 印刷製本費 265

19 通信運搬費 19

事業概要 2 食糧費 7

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　奈良市自治連合会をはじめ各地域の関係団体及び住民
ワークショップ等を用いた地域住民による話し合いの場の提供から地域課
題の抽出と解決に向けた地域自治計画の策定

事業費計
2,000

0 3,000 2,000
事業費 地方債

3,000

0 3,000 2,000
事業費 地方債

一般財源
0 3,000 2,000 2,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 10

前年度予算

自治体学会企画部会連絡会議旅費
近畿自治体学会実行委員会企画会議旅費

第31回全国自治体政策研究交流会議奈良大会実行員会負担金

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 協働推進課

新規等

事項 第31回　全国自治体政策研究交流会議　奈良大会経費
会計 一般会計 総務費 企画費 企画総務費

小事業 1023 協働のまちづくり推進経費

負担金補助及び交付金 2,000
2,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　自治体の自律的政策形成・自治体学の創造・地域自治の発展を目指して
研究・交流する場であるとともに地域づくりのネットワークを発信する会
議となっている。これまでも全国各地で開催され、市民的な視野に立ち地
域に根ざした実践的な研究及び交流を促進し、自治体の自律的政策形成を
促し、学術的な観点から地域の創造と地域自治の発展に寄与することを目
的としている。

123 旅費 150
27

これまでの取組内容

　大会においては、自治体学会の研究大会と共催となっており、政策研究
交流会議の開催に当たっては奈良県、奈良市を中心とした実行委員会運営
として関係機関、自治体学会員等が構成員となる。行政負担金(県3:開催
市:2市町村振興協会:1)の割合で実施されている。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　1984年、神奈川県で第1回が開催され、その後全国各地で地方自治や地
域づくり等の地域社会のみならず日本全国の様々な課題について研究を図
り、その成果をそれぞれの地域に持ち帰り実践し、地域の再興につながる
ように活動されている。

事業費計
2,150

0 0 2,150
事業費 地方債

0

0 0 2,150
事業費 地方債

一般財源
0 0 2,150 2,150

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 10

前年度予算

奈良市ポイント制度消耗品 7,090

奈良市ポイント制度広報用切手代 20

奈良市ポイント制度冊子作成委託 5,888
奈良市ポイント管理業務委託
システム運営業務委託

12,998

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 協働推進課

既存

事項 奈良市ボランティアポイント制度
会計 一般会計 総務費 企画費 企画総務費

小事業 1086 奈良市ポイント制度経費

6,000
8,243

507 委託料 14,750

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　高齢者の外出の機会を増やし、高齢者がいきいきと健康的な生活を送る
ことにより、健康寿命を延ばすことと、ボランティア活動へのきっかけづ
くりや地域に根差したボランティア活動を促進することで市民参画への意
識の向上を目的としています。

230 消耗品費 230

20 通信運搬費 20

　奈良市ポイント制度は2つのシステムで構成します。
　1つ目は、高齢者が、健康増進と介護予防に取り組むことにより、生き
がいのある生活を送ることができるように支援することを目的とし、市が
指定する事業に参加することで、ポイントを付与し、貯まったポイントを
利用できる「長寿健康ポイント制度」です。
　2つ目は、ボランティア活動へのきっかけづくりと地域に根差したボラ
ンティア活動の促進することで市民参画への意識の向上を目的とし、市が
実施又は協働するボランティア活動や市主催の事業に参加した際にポイン
トを付与し、貯まったポイントを利用できる「ボランティアポイント制
度」です。
　この2つのシステムにより、「奈良市ポイント制度」を構築します。

事業概要

15,000

財源内訳 財 源 の 内 容

　奈良市ポイント制度
　長寿健康ポイント：70歳以上の高齢者を対象
　ボランティアポイント：全市民を対象
　平成26年度は、システムを構築し、平成27年1月よりポイント制度を開
始。

事業費計

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

0 12,998 15,000
事業費 地方債

12,998

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 12,998 15,000
事業費 地方債

一般財源
0 12,998 15,000 15,000
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 10

前年度予算

非常勤嘱託職員（相談コーディネーター5人） 12,966
ボランティアコーディネーター交通費

市民公益活動講座等講師謝礼 300
ボランティア入門講座活動報告団体謝礼
団体相談会専門家謝礼

コーディネーター研修参加旅費 30

ボランティア関係図書購入費 800
事務用消耗品
共同作業コーナー機器用消耗品

各種講座用賄 2

会議室使用承認申請書印刷代 57

ＨＵＧ²祭り周知用チラシ

ＨＵＧ²祭りのぼり製作委託 0

各種連絡用切手代 140

インターネット回線使用料

パソコン3台・プリンタ2台リース料 433
印刷機リース料
コーディネーター用パソコンリース料 17
ボランティアコーディネーター研修出席負担金 30

14,758

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　幅の広い様々なボランティア活動や市民公益活動を支援するとともに、
教育支援活動にかかるボランティア情報の収集等を行うことを目的とし
て、ボランティアインフォメーションセンターの運営管理を行う。

11,940 賃金 12,315
375

300 報償費 350

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 協働推進課

既存

事項 ボランティアインフォメーションセンター運営管理経費
会計 一般会計 総務費 企画費 企画総務費

小事業 1087 ボランティアインフォメーションセンター運営管理経費

46 委託料 46

これまでの取組内容 25 通信運搬費 140

印刷製本費 99
49

20
事業概要

　ボランティア活動や市民公益活動をはじめようとする市民の方々からの
相談や、団体の方々からの団体運営等に関する相談などに応じて、専門の
ボランティアコーディネーターが必要な情報の提供、コーディネート業務
を行う。
　ボランティア入門講座などの各種講座を開催するとともに、地域での教
育支援活動におけるリーダー等の人材育成を行う。
　団体の方々への会議室の貸し出しのほか、印刷機等機器の利用を提供し
ている。

13 消耗品費 806
235
558

2 食糧費 2

50

30
20

20 旅費

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

　平成23年4月にオープンし、運営を開始した。

（来館者数）
　・平成25年度：36,695人
　・平成26年度：29,778人（平成27年1月末現在）
（相談件数）
　・平成25年度：530件
　・平成26年度：407件（平成27年1月末現在）
（各種講座開催件数）
　・平成25年度：16回
　・平成26年度：18回

115

246 使用料及び賃借料 450
187

20 負担金補助及び交付金 20

事業費計
14,248

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

13,171 14,758 14,248
事業費 地方債

印刷機等使用料 720

14,038

13,171 14,758 14,248
事業費 地方債

一般財源
12,729 14,038 13,528 13,528

その他
442 720 720 720

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 10

前年度予算

もてなしのまちづくり推進委員会委員報酬 50

もてなしのまちづくり推進委員会委員費用弁償 10

もてなしのまちづくり推進委員会委員賄 1

（仮）もてなしサポートブック印刷 0
もてなし認定ステッカー印刷

もてなしのまちづくり推進委員会委員切手代 3

64

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 協働推進課

既存

事項 もてなしのまちづくり事務経費
会計 一般会計 総務費 企画費 企画総務費

小事業 1096 もてなしのまちづくり事務経費

467 印刷製本費 509

1 食糧費 1

10 旅費 10

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　誰もが訪れたくなり、末永く暮らしたくなる魅力あふれる奈良市を実現
することを目的に、平成21年4月に施行された「奈良市もてなしのまちづ
くり条例」に基づき、もてなしのまちづくりを推進する。

50 報酬 50

これまでの取組内容

　「もてなしのまちづくり推進委員会」において、もてなしのまちづくり
について議論を行う。

3 通信運搬費 3

42
事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　もてなしのまちづくり推進行動計画の中の「奈良市の関連する取組」に
ついて、それぞれの事業の進捗状況の確認し、もてなしのまちづくり推進
委員会において検討を行った。

事業費計
573

59 64 573
事業費 地方債

64

59 64 573
事業費 地方債

一般財源
59 64 573 573

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 45

前年度予算

非常勤嘱託職員（業務）（1人） 1,923
臨時職員賃金（業務）（1人）

事務用消耗品（コピー代他） 389

ガソリン（日赤車両） 40

自動車車検料（日赤車両） 11

自動車損害保険料・自賠責保険（日赤車両） 12

自動車重量税（日赤車両） 0

2,375

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 地域活動推進課

既存

事項 自治振興事務経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 自治振興及び出張所並びに連絡所費

小事業 1010 自治振興事務経費

事業概要 39 保険料 39

53 修繕料 53

36 燃料費 36

572 消耗品費 572

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　各種団体との連絡調整も含め、広く地域コミュニティ推進のための業務
を行い、心豊かな生きがいのある市民生活の定着に努める。
日本赤十字社より貸与されている車両の燃料費や車検に伴う経費。
非常勤嘱託職員及び臨時職員については、連絡所業務職員として勤務し、
しみんだよりや連絡文書の配布をはじめ、各種団体及び住民との連絡業務
に従事する。

1,923 賃金 2,585
662

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　日本赤十字社より貸与されている車両にて、火事等での被災者へ救援物
資の運搬等、地域住民への支援活動を行なってきた。

事業費計
3,292

これまでの取組内容

　自治会・地区自治連合会・日赤奈良市地区赤十字奉仕団との調整を図る
と共に災害時に物資等の支援を行う。 7 公課費 7

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

2,501 2,375 3,292
事業費 地方債

2,375
一般財源

2,501 2,375 3,292 3,292

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,501 2,375 3,292
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 45

前年度予算

事務用消耗品費・退任自治連合会長記念品 52 52

近鉄学園前駅南地区再開発ビル会議室電気代 48 216

交付金要綱各自治会送付用切手代 161

退任奈良市自治連合会会長感謝状筆耕料 8 8

市民総合賠償補償保険料 5,039

樹木伐採委託（集会所用） 550
草刈委託（集会所用）
奈良市自治会管理システム修正整備委託

富雄中町公民館土地借上料 457

奈良市自治連合会交付金 46,004
各地区地域活動推進交付金
地域集会所建築費時補助金（新築5件・改修4件）
近鉄学園前駅南地区再開発ビル会議室水道使用負担金 10

52,487

通信運搬費 135

筆耕翻訳料 8

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　自治会、地区自治連合会との協働を通して地域活性化を進めるために各
種事業をおこなう。
　市長と地域の各種団体代表が地域課題を共有し、話し合う場として開催
する地域ミーティング、地域コミュニティ活動促進のための奈良市自治連
合会、地区自治連合会への交付金、また自治会等の地域集会所建築補助金
など。

消耗品費 52

光熱水料費 48

135

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 地域活動推進課

既存

事項 自治会等活動推進経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 自治振興及び出張所並びに連絡所費

小事業 1015 自治会等活動推進経費

51,747
12,900
37,053

　自治会、連合会との協働を通じて地域活性化を進めるため、奈良市自治
連合会と共催で地域ミーティングを行なう。また、地域コミュニティの活
性化のため、奈良市自治連合会、地区自治連合会への交付金の交付、地域
集会所の建築費補助等の各種支援並びに地域集会所用地等、地域活動の拠
点整備の事業を行なう。

400
50

457 使用料及び賃借料 457

1,784 負担金補助及び交付金

事業概要 160 委託料 610

4,985 保険料 4,985

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　地域ミーティングや奈良市自治連合会、地区自治連合会への交付金、集
会所建築補助などの事業をとおして地域コミュニティの活性化に取り組ん
できた。

集会所建築補助
（H２６）　　14件　31,367千円
（H２５） 　　5件　17,833千円
（H２４）　　10件　25,187千円
（H２３）　　10件　22,147千円

事業費計
58,042

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

37,620 52,487 58,042
事業費 地方債

9

52,478
一般財源

37,611 52,478 50,339 50,339

その他
9 9 7,703 自治総合センターコミュニティ助成金（7,700）・認可地縁団体告示事項証明手数料(3) 7,703

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

37,620 52,487 58,042
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 45

前年度予算

地区自治連合会加入世帯 50,800
　（＠400円×111,000世帯）

地区自治連合会未加入世帯
　（＠400円×15,000世帯）

50,800

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　ならしみんだより等の配布・行政に係る情報の伝達・浸透などのために
交付している交付金の交付方法について、各自治会同士の横の連携を図
り、地区内のコミュニティの絆を深めるため、地区自治連合会と連携した
申請方法を考える。

44,400 負担金補助及び交付金 50,400

6,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 地域活動推進課

新規等

事項 自治会等活動推進経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 自治振興及び出張所並びに連絡所費

小事業 1015 自治会等活動推進経費

これまでの取組内容

　ならしみんだより等の配布・行政に係る情報の伝達・浸透などのために
各町自治会に交付金を交付する。

交付金積算
＠４００円×自治会加入世帯数

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　昭和27年度よりならしみんだより等の配布・行政に係る情報の伝達・浸
透などのために自治会交付金の交付を行なってきた。

事業費計
50,400

50,067 50,800 50,400
事業費 地方債

50,800

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

50,067 50,800 50,400
事業費 地方債

一般財源
50,067 50,800 50,400 50,400
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 45

前年度予算

ならしみんだより等配布手数料 1,260
　協力者謝礼（自治会未加入・未結成世帯へ配布）

（17,400世帯×12回）

1,260

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　自治会未加入・未結成の世帯に対し、ならしみんだよりを配布すること
によって市の情報を漏れなく市民に伝えることを目的とする。 1,253 報償費 1,253

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 地域活動推進課

既存

事項 しみんだより配布経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 自治振興及び出張所並びに連絡所費

小事業 1020 しみんだより配布経費

事業概要

　自治会未加入・未結成の世帯へのならしみんだよりの配布協力者に対し
て謝金を交付する。

国庫支出金

県支出金

事業費計
1,253

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　自治会未加入・未結成の世帯へ配布協力者をとおしてならしみんだより
を配布してきた。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,140 1,260 1,253
事業費 地方債

1,260
一般財源

1,140 1,260 1,253 1,253

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,140 1,260 1,253
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 45

前年度予算

「県民だより奈良」配布手数料 2,275
協力者謝礼（自治会未加入・自治会未結成世帯へ配布）
（17,400世帯）

「県民だより奈良」配布交付金 16,510
（126,000世帯）

18,785

県民だより奈良配布委託金 18,785

事業概要

16,380 負担金補助及び交付金 16,380

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　ならしみんだよりと共に「県民だより奈良」を自治会及び自治会未加
入・未結成世帯の配布協力者に各戸に配布してもらうことによって奈良県
の情報を市民に伝えることを目的とする。

2,262 報償費 2,262

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 地域活動推進課

既存

事項 県民だよりなら配布経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 自治振興及び出張所並びに連絡所費

小事業 1025 県民だより奈良配布経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　奈良県からの委託を受け「県民だより奈良」の配布を行ってきた。

事業費計
18,642

これまでの取組内容

　奈良県から委託を受け、「県民だより奈良」をならしみんだよりと共に
配布いただいた自治会に対して交付金を交付する。また、自治会未加入・
未結成世帯に対してもならしみんだよりと同様に配布協力者へ配布手数料
を交付する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 18,642

18,329 18,785 18,642
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 0 0

その他
18,329 18,785 18,642

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

18,329 18,785 18,642
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 45

前年度予算

奈良市地区赤十字奉仕団補助金 300

300

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　赤十字の人道博愛の精神の下、地域における赤十字事業の推進のため活
動する奈良市地区赤十字奉仕団の事業に対し補助金を交付することによ
り、明るい住みよい社会を築くことに寄与することを目的とする。

300 負担金補助及び交付金 300

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 地域活動推進課

既存

事項 市民団体助成経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 自治振興及び出張所並びに連絡所費

小事業 1030 市民団体助成経費

事業概要

　献血の推進、義援金・救援金の募集、災害時の炊き出し訓練など、奈良
市地区赤十字奉仕団の行う事業に対して補助金を交付する。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
300

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　補助金を支出することにより、より充実した奈良市地区赤十字奉仕団の
各事業を行っていただいた。

300 300 300
事業費 地方債

300

300 300 300
事業費 地方債

一般財源
300 300 300 300

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 45

前年度予算

市外旅費（大和高田市） 1 1

ポスター・パンフレット等印刷費 0

194

195

自衛官募集事務委託金 194

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 地域活動推進課

既存

事項 自衛官募集事務経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 自治振興及び出張所並びに連絡所費

小事業 1035 自衛官募集事務経費

事業概要

　自衛隊法の規定により、防衛省の委託から委託され、自衛隊募集案内所
と協力し、自衛官募集パンフレットを作成し、広報する。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　自衛官の安定確保を目的とする。
旅費 1

222 印刷製本費 222

事業費計
223

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　防衛省の委託費を利用しパンフレットの作成、駅構内の自衛官募集ポス
ター掲示等、自衛官募集事務を行ってきた。

広告料

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
222

県支出金

194 195 223
事業費 地方債

1

その他
194 194 222

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

194 195 223
事業費 地方債

一般財源
0 1 1 1
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 45

前年度予算

市内旅費（連絡所間） 10 10

事務用消耗品（コピー代他） 513

自動車ガソリン（10連絡所） 568
プロパンガス（3連絡所）

連絡所電気料金 4,773
連絡所水道料金

自動車点検(2台）・修繕料（2台） 66 292
庁用器具修繕料（エアコンその他） 90

連絡所動産保険料（10連絡所） 30 83

公用車リース使用料（8台） 2,549
伏見連絡所土地賃借料
奥山ドライブウェイ通行料 7

14

8,802

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　地域におけるきめ細かい行政サービスの実現を目的とする。
旅費 10

410 消耗品費 410

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 地域活動推進課

既存

事項 連絡所管理経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 自治振興及び出張所並びに連絡所費

小事業 1525 連絡所管理経費

事業概要 修繕料 156
　市民への通知、自治会等各種団体との連絡、市民税等諸収入金の収納、
戸籍法、住民基本台帳法等に基づく各種届出、証明書の取次事務等地域に
おける行政サービスを行う。 保険料 30

1,388 使用料及び賃借料 2,835
1,440

506
4,077 光熱水費 4,583

496 燃料費 564
68

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　地域住民からの事務取次や公金収納、市民だより配布、自治会、地区自
治連合会等との調整等地域における行政サービスの向上に努めてきた。

公課費

事業費計
8,588

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

3,937 8,802 8,588
事業費 地方債

証明手数料・その他雑入 3,938

4,864
一般財源

3,239 4,864 4,722 4,722

その他
698 3,938 3,866 3,866

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,937 8,802 8,588
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 45

前年度予算

佐保川・辰市地域ふれあい会館消火器入替 17 11
都跡地域ふれあい会館初度消耗品一式

プロパンガス（6館） 49

電気料金 6,788
ガス料金（4館）
水道料金

庁用器具修繕料 700

電話代（6館） 228

消防設備点検(15館）・防火対象物点検（3館）手数料 923

清掃委託（ヘドロ除去） 5,568
樹木選定委託（1回）
自動ドア保守点検委託（8館年2回・１館年1回）
指定管理料（15館）

ＡＥＤリース料 223

都跡地域ふれあい会館初度備品一式 0

14,490

46
722

125

6,890 光熱水費 7,658

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　地域でのより自主的かつ主体的な自治運営が求められる中、地域ふれあ
い会館を地域の拠点施設と位置づけ、活発に地域活動を行なうことによ
り、地域コミュニティの活性化を図ることを目的とする。また、地元自治
連合会等が指定管理者として管理運営を行なうことで、住民自身による地
域の特性を生かしたまちづくりに寄与している。

消耗品費 717
700

125 燃料費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 地域活動推進課

既存

事項 地域ふれあい会館運営管理経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 自治振興及び出張所並びに連絡所費

小事業 2510 地域ふれあい会館運営管理経費

4,913

5,471
80
254

事業概要

　地域ふれあい会館を地区自治連合会等が指定管理者として運営管理す
る。指定管理料とともに利用料金制を導入し、地域の実情に即した柔軟な
地域ふれあい会館の運営を行なっていただく。また、市が光熱水料費、大
規模修繕、消防点検、設備点検などの直接執行を行い、施設の維持管理に
努める。

228 通信運搬費 228

939 手数料 939

224 委託料

700 修繕料 700

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　指定管理者制度を導入して地区連合会や自治会に運営管理を委託。ま
た、平成26年度より利用料金制を導入し、地域の実情に即した運営管理を
行っていただいている。施設の整備に関しては指定管理者と協力し、利用
者の利便性を損ねないように取り組んできた。

14館指定管理料
（Ｈ２３）　 10,505千円
（Ｈ２４）　 11,092千円
（Ｈ２５）　 11,215千円
（Ｈ２６）　　4,611千円

事業費計
17,158

1,000 備品購入費 1,000
これまでの取組内容

320 使用料及び賃借料 320

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

14,415 14,490 17,158
事業費 地方債

14,490
一般財源

14,415 14,490 17,158 17,158

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

14,415 14,490 17,158
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 45

前年度予算

産業廃棄物収集運搬処分委託

0

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　右京地域ふれあい会館の増築として予定されている旧平城プールの管理
棟には、コインロッカーや更衣ロッカー、エアコン等が残されており、増
築工事を行なうために産業廃棄物として処分する。

250 委託料 250

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 地域活動推進課

新規等

事項 地域ふれあい会館運営管理経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 自治振興及び出張所並びに連絡所費

小事業 2510 地域ふれあい会館運営管理経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
250

これまでの取組内容

　旧平城プールの管理棟内に残されているコインロッカーや更衣ロッ
カー、エアコン等を、増築工事のために産業廃棄物として処分する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

250
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 250 250

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

250
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 70

前年度予算

住居表示審議会委員報酬 200
　委員（定例）　　（6人×2回）
　委員（特別）　　（6人×1回）

書籍購入費 40 365
事務用消耗品（町名板・住居番号板・街区表示板他）

住居表示審議会等賄 3 6

通知郵送代 41 41

西大寺駅南周辺住居表示整備業務委託 300
　（青野町及びその周辺）

会場使用料 12 12

31

955

通信運搬費 41
事業概要

食糧費 3

消耗品費 344
304

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　住所の表示を合理的で分かりやすくすることにより、市民生活の向上を
図ることを目的として、住所が分かりにくくなっている区域を中心に、地
元の理解と協力を得ながら、住居表示に関する法律を適用し、住所の整備
を行う。また、既に実施した住居表示及び町界町名変更等の維持管理。

180 報酬 180

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 地域活動推進課

既存

事項 住居表示整備経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 住居表示費

小事業 1010 住居表示整備経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　これまで、３６６の新町を設定。平成26年度は押熊町・二名町の各一部
を中登美ヶ丘五丁目に、中町の一部を菅野台に、疋田町の一部をあやめ池
南八丁目に編入し、住居表示を実施することにより、町の区域の合理化を
図った。

印刷製本費

事業費計
7,080

これまでの取組内容

　近鉄西大寺駅南土地区画整理事業施行区域及びその周辺地域の内、青野
町及びその周辺地域の住居表示を実施する。また、同事業区域の内、菅原
町及びその周辺については、地元調整を進める。
　既に実施した住居表示及び町界町名整備地域の変更証明及び、住居表示
区域の新築届の受付。

6,500 委託費 6,500

使用料及び賃借料 12

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,639 955 7,080
事業費 地方債

955
一般財源

1,639 955 7,080 7,080

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,639 955 7,080
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 75

前年度予算

青和地域ふれあい会館建築設計委託 1,200

青和地域ふれあい会館増築工事 19,300

各地域ふれあい会館施設整備工事

20,500

7,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　地域での自主的かつ主体的な運営が望まれる中において、地域ふれあい
会館は地域コミュニティの拠点として、その重要性が増している。地域コ
ミュニティ活動の活性化を進める上において、拠点施設として必要な整備
を行なう。

600 委託料 600

3,000 工事請負費 10,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 地域活動推進課

投資

事項 地域ふれあい会館施設整備
会計 一般会計 総務費 総務管理費 庁舎等施設整備事業費

小事業 1010 庁舎等施設整備事業

これまでの取組内容

　利用者が多いが、受付、利用料金の収受を行なう事務室が無い青和地域
ふれあい会館の事務室の増築を行なう。また、地域の拠点施設としての地
域ふれあい会館の施設整備のために必要な工事を行なう。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成26年度は地域ふれあい会館で最も規模が小さく、地域コミュニティ
活動に支障をきたしていた右京地域ふれあい会館の増築に取り組んだ。

事業費計
10,600

800 20,500 10,600 10,600
事業費 地方債

20,500

0

800 20,500 10,600 10,600
事業費 地方債

一般財源
800 0 0 0

その他
20,500 10,600

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 80

前年度予算

地域づくり推進基金利子分積立金 3,514

3,514

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 地域活動推進課

既存

事項 地域づくり推進基金経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 地域づくり推進基金費

小事業 1010 地域づくり推進基金経費

事業概要

　「あやめ池土地区画整理事業及び学研奈良登美ヶ丘駅周辺土地区画整理
事業」を多機能複合型まちづくりとして事業実施しており、寄付金に基づ
く地域づくり推進基金として積立。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　地域の発展及び財政負担軽減を図るため地域づくりの推進に必要な基金
を積み立てる。 3,517 積立金 3,517

事業費計
3,517

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　あやめ池北地区のまちづくりの推進基金７億円を積み立ててきた。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

793 3,514 3,517
事業費 地方債

地域づくり推進基金預金利子収入 3,514

0

その他
793 3,514 3,517 3,517

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

793 3,514 3,517
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 25 目 10

前年度予算

東寺林連絡所用消耗品 63 134
（金銭登録機・電子コピー・認証用）

東寺林連絡所用印刷製本費 69 0
（改ざん偽造防止用印刷用紙）

134

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　戸籍法及び住民基本台帳法に基づき、プライバシー保護と市民サービス
の向上を図ることを目的とする。 消耗品費 63

印刷製本費 69

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 地域活動推進課

既存

事項 戸籍住民基本台帳事務経費
会計 一般会計 総務費 戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳費

小事業 1010 戸籍住民基本台帳事務経費

事業概要

　戸籍住民基本台帳事務を行っている。

国庫支出金

県支出金

事業費計
132

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

68 134 132
事業費 地方債

戸籍謄抄本手数料 134

0
一般財源

0 0 0 0

その他
68 134 132 132

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

68 134 132
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 25 目 10

前年度予算

東寺林連絡所用印刷製本費
（印鑑登録証明偽造防止用紙）

22

22

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市印鑑の登録及び証明に関する条例に基づき、市民の利便を増進す
るとともに、取引の安全に寄与することを目的とする。 20 印刷製本費 20

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 地域活動推進課

既存

事項 印鑑登録事務経費
会計 一般会計 総務費 戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳費

小事業 1015 印鑑登録事務経費

これまでの取組内容

　印鑑登録事務を行なっている。
事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

消耗品費

事業費計
20

7 22 20
事業費 地方債

印鑑証明手数料 22

0

7 22 20
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
7 22 20 20

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 35

前年度予算

文化振興計画推進委員会委員報酬（8人×3回） 240

文化振興計画推進委員会市民公募委員選定委員会 257
第66回奈良県美術展覧会市長賞

文化振興計画推進委員会委員の費用弁償 298
創造都市ネットワーク会議
市外旅費（事務連絡、打ち合わせ）

書籍購入費 286

事務用消耗品等

会議等賄 6

切手代 36

AEDリース料 78

文化施設施設使用料過年度還付金 100

131

1,432

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化振興課

既存

事項
奈良市文化振興計画の推進を図るための経費及び課の事務にか
かる経費

会計 一般会計 総務費 企画費 文化振興費

小事業 1010 文化振興事務経費

4 消耗品費 279
事業概要 275

32

63 旅費 221
126

17

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市文化振興計画推進委員会を開催し、文化振興を図ることを目的と
する。
　課の事務運営のための経費。

240 報酬 240

20 報償費 37

これまでの取組内容

100 償還金利子及び割引料 100

107 使用料及び賃借料 107

　奈良市文化振興計画を推進するため、またその推進のために設置された
奈良市文化振興計画推進委員会の運営に要する経費。
　文化の振興を進めるにあたっての事務的な経費。

3 食糧費 3

36 通信運搬費 36

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
1,023

　課の事務運営、奈良市文化振興計画推進委員会、文化施設の指定管理者
選定委員会に要する経費などがある。

筆耕翻訳料

1,988 1,432 1,023
事業費 地方債

1,432

1,988 1,432 1,023
事業費 地方債

一般財源
1,988 1,432 1,023 1,023

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 35

前年度予算

入江泰吉賞実行委員会負担金 10,000

10,000

文化芸術グローカル化推進事業補助金 7,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化振興課

既存

事項 入江泰吉記念写真賞・なら PHOTO CONTEST事業
会計 一般会計 総務費 企画費 文化振興費

小事業 1011 文化振興事業経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　「日本人の心のふるさと」である奈良大和路を約半世紀にわたり写真に
撮り続けた、日本を代表する写真家・入江泰吉の文化・芸術への功績を顕
彰し、奈良から日本文化の美と心を発信すること、「古都奈良」を広くＰ
Ｒすることを目的として、「入江泰吉記念写真賞」及び「なら なら
PHOTO CONTEST」を開催する。

4,308 負担金補助及び交付金 4,308

これまでの取組内容

　写真コンテストとして、レベルの高い作品を対象とする「入江泰吉記念
写真賞」と、広く一般の写真愛好家が気楽に応募することができる「なら
なら PHOTO CONTEST］の二本立てで、２年に一度の開催として実施する。
　受賞作品については、写真文化・芸術の発展、奈良の魅力発信につなが
る活用を図っていく。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
2,153

事業費計
4,308

　平成25年度は、入江泰吉記念写真賞実行委員会負担金経費

2,000 10,000 4,308
事業費 地方債

3,000

2,000 10,000 4,308
事業費 地方債

一般財源
2,000 3,000 2,155 2,155

その他
7,000 2,153

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 35

前年度予算

文化マル得パスポートの印刷

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化振興課

既存

事項 文化マル得パスポート事業
会計 一般会計 総務費 企画費 文化振興費

小事業 1011 文化振興事業経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良県との共同事業による文化マル得パスポート事業を行い、県・市の
文化施設のPRと誘客に資することを目的とする。 500 印刷製本費 500

これまでの取組内容

　文化マル得パスポート（入江泰吉記念奈良市写真美術館・入江泰吉旧
居・杉岡華邨書道美術館・奈良県立美術館・吉城園の共通入場券）を発行
し、奈良市内の文化施設の集客を図る。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
500

500
事業費 地方債

文化マル得パスポート売上収入

0

500
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
500 500

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 35

前年度予算

写真美術館指定管理料 80,500

管理運営費
人件費
その他経費

展示事業費
人件費
その他経費

駐車場管理運営事業費

法人管理費

空調熱源設備リース 2,798

83,298

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化振興課

既存

事項 写真美術館運営管理経費
会計 一般会計 総務費 企画費 文化振興費

小事業 1020 写真美術館管理経費

事業概要 2,290

28,176
6,482

26,019

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　入江泰吉記念奈良市写真美術館において、市民が優れた美術を鑑賞し、
創造活動を行える機会を充実させるとともに、施設の効率的な運営管理を
行い、芸術分野の振興を図ることを目的とする。

91,905 委託料 91,905

24,364

　（一財）奈良市総合財団を指定管理者とし、展示事業を行うとともに、
施設の効率的な運営管理を行う。 4,574

2,798 使用料及び賃借料 2,798

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
94,703

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成４年４月開館

　平成１８年度　指定管理者制度導入
　平成１８年度    (財)入江泰吉記念写真美術財団
　平成１９年度～　(財)ならまち振興財団
　平成２４年度～　(一財)奈良市総合財団

　上記の指定管理者によって、市民文化の振興を図った。

事業費 地方債
76,197 83,298 94,703

事業費 地方債

写真美術館観覧料 写真美術館施設使用料 900
写真美術館駐車場使用料 特許権等運用収入 #### 20,600

62,698
一般財源

64,730 62,698 74,603 74,603

その他 13,000
11,467 20,600 20,100 2,200 20,100

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

76,197 83,298 94,703
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 35

前年度予算

写真美術館指定管理料

館長人件費

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　入江泰吉記念奈良市写真美術館において、市民が優れた美術を鑑賞し、
創造活動を行える機会を充実させるとともに、施設の効率的な運営管理を
行い、芸術分野の振興を図ることを目的とする。

3,100 委託料 3,100

3,100

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化振興課

新規等

事項 写真美術館専任館長職設置
会計 一般会計 総務費 企画費 文化振興費

小事業 1020 写真美術館管理経費

　専任館長職の設置
事業概要

国庫支出金

県支出金

事業費計
3,100

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成４年４月開館

　平成１８年度　指定管理者制度導入
　平成１８年度    (財)入江泰吉記念写真美術財団
　平成１９年度～　(財)ならまち振興財団
　平成２４年度～　(一財)奈良市総合財団

　上記の指定管理者によって、市民文化の振興を図った。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 0 3,100
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 3,100 3,100

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 3,100
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 35

前年度予算

写真美術館指定管理料

奈良写真フェスタ事業

0

文化芸術グローカル化推進事業補助金

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　入江泰吉記念奈良市写真美術館において、市民が優れた美術を鑑賞し、
創造活動を行える機会を充実させるとともに、施設の効率的な運営管理を
行い、芸術分野の振興を図ることを目的とする。

4,000 委託料 4,000

4,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化振興課

新規等

事項 奈良写真フェスタ事業
会計 一般会計 総務費 企画費 文化振興費

小事業 1020 写真美術館管理経費

　アーティスト招聘事業
事業概要

国庫支出金
2,000

県支出金

事業費計
4,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成４年４月開館

　平成１８年度　指定管理者制度導入
　平成１８年度    (財)入江泰吉記念写真美術財団
　平成１９年度～　(財)ならまち振興財団
　平成２４年度～　(一財)奈良市総合財団

　上記の指定管理者によって、市民文化の振興を図った。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 0 4,000
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 2,000 2,000

その他
2,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 4,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 35

前年度予算

写真美術館指定管理料

産業廃棄物処分費用

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　入江泰吉記念奈良市写真美術館において、市民が優れた美術を鑑賞し、
創造活動を行える機会を充実させるとともに、施設の効率的な運営管理を
行い、芸術分野の振興を図ることを目的とする。

195 委託料 195

195

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化振興課

新規等

事項 写真美術館運営管理経費（産業廃棄物処分費用）
会計 一般会計 総務費 企画費 文化振興費

小事業 1020 写真美術館管理経費

　　産業廃棄物処分に要する経費
事業概要

国庫支出金

県支出金

事業費計
195

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成４年４月開館

　平成１８年度　指定管理者制度導入
　平成１８年度    (財)入江泰吉記念写真美術財団
　平成１９年度～　(財)ならまち振興財団
　平成２４年度～　(一財)奈良市総合財団

　上記の指定管理者によって、市民文化の振興を図った。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 0 195
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 195 195

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 195
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 35

前年度予算

名勝大乗院庭園文化館指定管理料 12,427

人件費

施設管理費

文化振興事業費

12,427

91

4,409

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　名勝大乗院庭園文化館において、由緒ある歴史的環境の中で、市民・観
光客に安らぎの場を提供するとともに、施設の効率的な運営管理を行い、
市民文化の振興を図ることを目的とする。

12,400 委託料 12,400

7,900

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化振興課

既存

事項 名勝大乗院庭園文化館運営管理経費
会計 一般会計 総務費 企画費 文化振興費

小事業 1023 名勝大乗院庭園文化館管理経費

これまでの取組内容

　(株)奈良ホテルを指定管理者として、名勝大乗院庭園文化館の効率的な
運営管理を行う。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成８年４月開館

　平成１８年度　指定管理者制度導入
　平成１８年度～　(財)ならまち振興財団
　平成２２年度～　(株)奈良ホテル

　上記の指定管理者によって、市民文化の振興を図った。 事業費計
12,400

12,211 12,427 12,400
事業費 地方債

名勝大乗院庭園文化館施設使用料 700

11,727

12,211 12,427 12,400
事業費 地方債

一般財源
11,707 11,727 11,700 11,700

その他
504 700 700 700

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 35

前年度予算

奈良市茶華道連盟芸術展開催補助金 11,920
奈良市文化芸術祭事業補助金
奈良市音楽協会定期演奏会開催補助金
なら燈花会能開催事業補助金
春日大社清書会事業補助金
奈良市美術家協会事業補助金
春日大社親と子の写生会事業補助金
市民フェスティバル開催補助金
ならシネマテーク事業補助金
トスティ歌曲コンクール事業補助金
奈良市ママさんコーラス協議会事業補助金
人形劇開催補助金
まつぼっくり少年少女合唱団事業補助金
文化振興事業補助金
（「二月堂良弁杉」第100回記念公演補助金）
秋篠音楽堂運営協議会補助金
奈良フィルハーモニー管弦楽団演奏会開催補助金

11,920

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化振興課

既存

事項 文化団体に交付する補助金にかかる経費
会計 一般会計 総務費 企画費 文化振興費

小事業 1030 文化振興補助経費

2,000
事業概要 140

2,000
6,000

200
100

300
100

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市内に本拠を置く文化団体が行う公共性のある適切で緊要な事業及びな
らまちを振興するための事業に対して補助を行い、本市の市民文化の振興
を図ることを目的とする。

150 負担金補助及び交付金 12,290
150
80

これまでの取組内容

　１５団体、１６事業に対して、補助を行う。 70
150
500

300
50

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　様々な文化事業やならまち振興に係る事業に対して補助を行い、本市の
文化振興を図るとともに、都市格の向上を図ってきた。

事業費計
12,290

11,871 11,920 12,290
事業費 地方債

11,920

11,871 11,920 12,290
事業費 地方債

一般財源
11,871 11,920 12,290 12,290

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 35

前年度予算

奈良オリエンタルフェスティバル事業補助金 4,200

4,200

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化振興課

新規等

事項 奈良オリエンタルフェスティバル事業補助金
会計 一般会計 総務費 企画費 文化振興費

小事業 1030 文化振興補助経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　当事業の開催支援により、奈良に根ざした食・伝統工芸技術や伝統工芸
品・アート・芸術を様々なコラボレーションにより、その可能性を拡大さ
せ、発信する。
　それにより、奈良の技術・モノ・歴史・文化、ひいては日本の技術・モ
ノ・歴史・文化の世界発信・共有の道筋を創出し、それに付随する観光・
経済活動の活性化と今後の東アジア文化都市としての奈良市のＰＲ効果に
資する。

4,200 負担金補助及び交付金 4,200

これまでの取組内容

　古代信仰において重要な役割を期待された女性に焦点をあて、以下の事
業を開催する。
　①　展示会の開催（クリエーションの発信）
　②　イベント開催（音楽、健康美容関係）
　③　ワークショップ（①と連動）
　④　講義・セミナー
　⑤　都内での告知強化
　⑥　都内でのインバウンド企画の実施
　⑦　クリエーションの販売（必要に応じて）
　さらに、以上のコンテンツを、WEBにて発信する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
4,200

　平成２６年度はプレイベントとして、以下の事業を開催した。
　①　「うみやまあひだ」特別試写会
　②　アニメーター須田正巳氏・活動４０周年展示会
　　　＆子供たちとの作画ワークショップ
　③　AUN J クラシックオーケストラLIVE

0 4,200 4,200
事業費 地方債

4,200

0 4,200 4,200
事業費 地方債

一般財源
0 4,200 4,200 4,200

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

―　310　―



区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 35

前年度予算

春日野音楽祭開催補助金

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化振興課

新規等

事項 春日野音楽祭開催補助金
会計 一般会計 総務費 企画費 文化振興費

小事業 1030 文化振興補助経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　春日大社の第６０次式年造替を記念する奉祝行事の一つとして、街中や
公園内で市民参加型の音楽祭の開催を支援することにより、市民の奈良の
歴史や文化への誇りを育てるとともに、来訪者に音楽に気軽に参加する
きっかけを提供する本事業に対し補助を行うことにより、本市の文化振興
に資する。

2,500 負担金補助及び交付金 2,500

これまでの取組内容

　今年度はプレイベントとして開催。
①　まちなかステージ：三条通りを中心とする市内各所で実施。
    出演140組、来場者10,000人規模。
②　メインステージ：飛火野で実施。来場者2日間で5,000人規模
③　マルシェ・ワークショップステージ：登大路園地で実施。
　　来場者5,000人規模。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
2,500

0 0 2,500
事業費 地方債

0

0 0 2,500
事業費 地方債

一般財源
0 0 2,500 2,500

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 35

前年度予算

ならまち賑わい補助金 28,600

28,600

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化振興課

新規等

事項 ならまち賑わい補助金
会計 一般会計 総務費 企画費 文化振興費

小事業 1030 文化振興補助経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　なら・まほろば景観まちづくり条例に基づく奈良町都市景観形成地区を
中心とした「ならまち」において、地域文化振興事業および調査研究・広
報啓発事業を実施することにより、歴史的町並みや建造物等の保存を行
い、「ならまち」の活性化を図り、市民をはじめ「ならまち」を訪れる多
くの人々に対して、市民文化の総合的な発展に寄与する。

28,500 負担金補助及び交付金 28,500

これまでの取組内容

　ギャラリー「格子の家」展示事業（年３回）
　ならまちナイトスクーリング（夏・冬各１回）
　デッサン能・上方舞（年各１回）
　ならまちわらべうたフェスタ（１０月）
　ならまちお尋ね処（通年）
　ならまち散策マップ作成

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
28,500

　従来、ならまち振興事業補助金として交付していた補助金を、対象範囲
の拡大や対象事業の見直しなどを行い、新たな補助金として交付する。

27,496 28,600 28,500
事業費 地方債

28,600

27,496 28,600 28,500
事業費 地方債

一般財源
27,496 28,600 28,500 28,500

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 35

前年度予算

動産総合保険（対人対物保険込） 605
　

清掃委託（10基） 162

電気料金（ライトアップ） 15 13

清掃用品 　 　　　 8 10

790

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化振興課

既存

事項 彫刻のあるまちづくり経費
会計 一般会計 総務費 企画費 文化振興費

小事業 1050 彫刻のあるまちづくり経費

事業概要

消耗品費 8

光熱水費 15

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　ならまち界隈・大渕池公園周辺など、市内各地域に立体的な文化芸術・
彫刻を点在させ、市民生活に芸術鑑賞への親しみやその機会を提供し、生
活へのゆとりと潤いを持っていただくことを目的とする。

550 保険料 550

164 委託料 164

　動産総合保険への加入および清掃等により、既設彫刻（10基）の維持管
理を行う。

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
737

　平成２年度より「彫刻のあるまちづくり事業」として、身近に芸術作品
に触れる場を市民に提供し、様々な「もの」への関心、創造力を豊かにし
ていただくよう努めてきた。

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

649 790 737
事業費 地方債

790
一般財源

649 790 737 737

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

649 790 737
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 35

前年度予算

音声館指定管理料 52,000

人件費

施設管理費

法人管理費

58
18
12

52,088

3,499

11,307

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　音声館において、わらべうたをキーワードに世代を超えて市民が参加
し、交流する文化活動の拠点としての役割を充実させるとともに、施設の
効率的な運営管理を行い、市民文化の振興を図ることを目的とする。

57,070 委託料 57,070

42,264

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化振興課

既存

事項 音声館運営管理経費
会計 一般会計 総務費 企画費 文化振興費

小事業 1060 音声館運営管理経費

これまでの取組内容

事業概要

　（一財）奈良市総合財団を指定管理者として、わらべうた教室等の事業
を展開するとともに、施設の効率的な運営管理を行う。

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
57,070

　平成６年１０月開館

　平成１８年度　指定管理者制度導入
　平成１８年度～　(財)ならまち振興財団
　平成２４年度～　(一財)奈良市総合財団

　上記の指定管理者によって、市民文化の振興を図った。

修繕料
保険料
公課費

事業費 地方債
42,581 52,088 57,070

事業費 地方債

音声館施設使用料 大和のわらべうた全集売払収入 50
音声館備品使用料 2,780

49,308
一般財源

40,313 49,308 54,320 54,320

その他 1,800
2,268 2,780 2,750 900 2,750

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

42,581 52,088 57,070
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 35

前年度予算

音声館指定管理料

産業廃棄物処分費用

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　音声館において、わらべうたをキーワードに世代を超えて市民が参加
し、交流する文化活動の拠点としての役割を充実させるとともに、施設の
効率的な運営管理を行い、市民文化の振興を図ることを目的とする。

130 委託料 130

130

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化振興課

新規等

事項 音声館運営管理経費（産業廃棄物処分費用）
会計 一般会計 総務費 企画費 文化振興費

小事業 1060 音声館運営管理経費

これまでの取組内容

事業概要

　産業廃棄物処分費用

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
130

　平成６年１０月開館

　平成１８年度　指定管理者制度導入
　平成１８年度～　(財)ならまち振興財団
　平成２４年度～　(一財)奈良市総合財団

　上記の指定管理者によって、市民文化の振興を図った。

0 0 130
事業費 地方債

0

0 0 130
事業費 地方債

一般財源
0 0 130 130

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 35

前年度予算

ピアノ調律代 10 19
　

19

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化振興課

既存

事項 市庁舎ふれあいコンサート経費
会計 一般会計 総務費 企画費 文化振興費

小事業 1070 市庁舎ふれあいコンサート経費

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　お昼のひと時、来庁者の方々に気軽に音楽鑑賞のできる場を提供し、芸
術文化に関心を持っていただくことを目的とする。 手数料 10

事業概要

　市庁舎玄関ホールを会場に、年間６回、偶数月の第３金曜日に、様々な
音楽ジャンルの市民グループが、ボランティア出演するコンサートを開催
する。

国庫支出金

県支出金

事業費計
10

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成７年度から開催している事業であり、市民の文化活動・芸術活動の
場の提供や市民が文化に接する機会の拡充に努めてきた。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

8 19 10
事業費 地方債

19
一般財源

8 19 10 10

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

8 19 10
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 35

前年度予算

なら１００年会館指定管理料 397,318

人件費

施設管理費

事業費

法人管理費

なら１００年会館駐車場指定管理料

音響調整卓リース 2,227

399,545

10,176

4,000

280,438

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　なら１００年会館において、市民が優れた芸術を鑑賞したり、自ら文化
活動に取り組むことのできる場や機会の拡充を図るとともに、施設の効率
的な運営管理を行い、市民文化の振興を図ることを目的とする。

381,794 委託料 400,412

87,180

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化振興課

既存

事項 なら１００年会館運営管理経費
会計 一般会計 総務費 企画費 文化振興費

小事業 1075 なら１００年会館運営管理経費

これまでの取組内容

事業概要 18,618
　（一財）奈良市総合財団を指定管理者として、コンサート等の事業を展
開するとともに、施設の効率的な運営管理を行う。
　駐車場については、奈良市市街地開発株式会社を指定管理者として、施
設の管理運営を行う。

2,227 使用料及び賃借料 2,227

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
402,639

　平成１１年２月開館

　平成１８年度　指定管理者制度導入
　平成１８年度～　(財)奈良市文化振興センター
　平成２４年度～　(一財)奈良市総合財団

　上記の指定管理者によって、市民文化の振興を図った。

事業費 地方債
393,677 399,545 402,639

事業費 地方債

なら100年会館施設使用料 なら100年会館備品使用料
なら100年会館駐車場使用料 69,000

330,545
一般財源

330,461 330,545 333,539 333,539

その他 50,000 13,600
63,216 69,000 69,100 5,500 69,100

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

393,677 399,545 402,639
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 35

前年度予算

なら１００年会館指定管理料

産業廃棄物処分費用

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　なら１００年会館において、市民が優れた芸術を鑑賞したり、自ら文化
活動に取り組むことのできる場や機会の拡充を図るとともに、施設の効率
的な運営管理を行い、市民文化の振興を図ることを目的とする。

206 委託料 206

206

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化振興課

新規等

事項 なら１００年会館運営管理経費（産業廃棄物処分費用）
会計 一般会計 総務費 企画費 文化振興費

小事業 1075 なら１００年会館運営管理経費

事業概要

　産業廃棄物処分費用

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
206

　平成１１年２月開館

　平成１８年度　指定管理者制度導入
　平成１８年度～　(財)奈良市文化振興センター
　平成２４年度～　(一財)奈良市総合財団

　上記の指定管理者によって、市民文化の振興を図った。

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 0 206
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 206 206

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 206
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 35

前年度予算

ならまちセンター指定管理料 90,500

人件費

施設管理費

事業費

法人管理費

舞台音響設備リース 34,668

中央監視盤リース

ホール照明設備リース

60
27
8

125,263

2,973

610

64,517

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　ならまちセンターにおいて、ならまちの中心的な施設として、市民の福
祉の増進とふれあい豊かな地域社会づくりに寄与し、地域の文化を振興す
るとともに、施設の効率的な運営管理を行い、市民文化の振興を図ること
を目的とする。

96,276 委託料 96,276

28,176

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化振興課

既存

事項 ならまちセンター運営管理経費
会計 一般会計 総務費 企画費 文化振興費

小事業 1076 ならまちセンター管理経費

これまでの取組内容

事業概要 8,748 使用料及び賃借料 29,099
　（一財）奈良市総合財団を指定管理者として、コンサート等の事業を展
開するとともに、施設の効率的な運営管理を行う。 5,235

15,116

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
125,375

　平成元年４月開館

　平成１８年度　指定管理者制度導入
　平成１８年度～　(財)ならまち振興財団
　平成２４年度～　(一財)奈良市総合財団

　上記の指定管理者によって、市民文化の振興を図った。

修繕料
保険料
公課費

事業費 地方債
100,244 125,263 125,375

事業費 地方債

ならまちセンター施設使用料 ならまちセンター備品使用料

ならまちセンター駐車場使用料 20,800

104,463
一般財源

82,184 104,463 104,475 104,475

その他 13,000 4,300
18,060 20,800 20,900 3,600 20,900

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

100,244 125,263 125,375
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 35

前年度予算

ならまちセンター指定管理料

産業廃棄物処分費用

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　ならまちセンターにおいて、ならまちの中心的な施設として、市民の福
祉の増進とふれあい豊かな地域社会づくりに寄与し、地域の文化を振興す
るとともに、施設の効率的な運営管理を行い、市民文化の振興を図ること
を目的とする。

124 委託料 124

124

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化振興課

新規等

事項 ならまちセンター運営管理経費（産業廃棄物処分費用）
会計 一般会計 総務費 企画費 文化振興費

小事業 1076 ならまちセンター管理経費

事業概要

　産業廃棄物処分費用

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
124

　平成元年４月開館

　平成１８年度　指定管理者制度導入
　平成１８年度～　(財)ならまち振興財団
　平成２４年度～　(一財)奈良市総合財団

　上記の指定管理者によって、市民文化の振興を図った。

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 0 124
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 124 124

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 124
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 35

前年度予算

樹木管理委託 634
　 　
警備委託

消防設備検査点検手数料 44 44

電信電話料 32 32

水道料金 10 15

電気料金 5

725

事業概要

通信運搬費 32

光熱水費 15

手数料 44

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　興福寺の塔頭の一つといわれている旧最勝院の玄関棟、庭等の維持管理
を行うことを目的とする。 477 委託料 634

157

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化振興課

既存

事項 旧最勝院文化施設管理経費
会計 一般会計 総務費 企画費 文化振興費

小事業 1077 旧最勝院文化施設管理経費

　庭園部分の樹木選定、草刈や機械警備等を委託する。

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
725

　平成９年度から、維持管理を行ってきた。
これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,194 725 725
事業費 地方債

725
一般財源

1,194 725 725 725

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,194 725 725
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 35

前年度予算

西部会館市民ホール指定管理料 37,275

人件費

施設管理費

事業費

西部会館管理組合負担金（共益費） 19,503

西部会館管理組合負担金（特別修繕）

舞台音響設備リース 0

700

57,478

17,567 負担金補助及び交付金 19,784

1,253

19,462

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　西部会館市民ホールにおいて、市民の自主的な文化活動の促進等、地域
の文化を促進するとともに、施設の効率的な運営管理を行い、市民文化の
振興を図ることを目的とする。

38,800 委託料 38,800

18,085

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化振興課

既存

事項 西部会館市民ホール運営管理経費
会計 一般会計 総務費 企画費 文化振興費

小事業 1078 西部会館市民ホール管理経費

これまでの取組内容

事業概要 2,217
　（株）大阪共立を指定管理者として、コンサート等の事業を展開すると
ともに、施設の効率的な運営管理を行う。 500 使用料及び賃借料 500

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
59,084

　平成１３年７月開館

　平成１８年度　指定管理者制度導入
　平成１８年度～　(財)奈良市文化振興センター
　平成２０年度～　国際ライフパートナー(株)
　平成２５年度～　(株)大阪共立
　
　上記の指定管理者によって、市民文化の振興を図ってきた。

備品購入費

56,121 57,478 59,084
事業費 地方債

西部会館市民ホール施設使用料
西部会館市民ホール附属設備使用料 14,200

43,278

56,121 57,478 59,084
事業費 地方債

一般財源
44,197 43,278 45,584 45,584

その他 8,000
11,924 14,200 13,500 5,500 13,500

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 35

前年度予算

北部会館市民文化ホール指定管理料 33,100

施設管理事業費
人件費
その他経費
法人管理費

33,100

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化振興課

既存

事項 北部会館市民文化ホール運営管理経費
会計 一般会計 総務費 企画費 文化振興費

小事業 1079 北部会館市民文化ホール管理経費

事業概要

1,758
10,910

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　北部会館市民文化ホールにおいて、市民の自主的な文化活動の促進等、
地域の文化を促進するとともに、施設の効率的な運営管理を行い、市民文
化の振興を図ることを目的とする。

33,800 委託料 33,800

21,132

　（一財）奈良市総合財団を指定管理者として、文化講座等の事業を展開
するとともに、施設の効率的な運営管理を行う。

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
33,800

　平成１６年７月開館

　平成１６年度　指定管理者制度導入
　平成１６年度～　(財)奈良市文化振興センター
　平成２４年度～　(一財)奈良市総合財団

　上記の指定管理者によって、市民文化の振興を図った。

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

31,197 33,100 33,800
事業費 地方債

北部会館市民文化ホール施設使用料
北部会館市民文化ホール附属設備使用料 10,000

23,100

その他 8,400
9,985 10,000 10,000 1,600 10,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

31,197 33,100 33,800
事業費 地方債

一般財源
21,212 23,100 23,800 23,800
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 35

前年度予算

杉岡華邨書道美術館指定管理料 37,600

人件費

施設管理費

事業費

法人管理費

37,600

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市杉岡華邨書道美術館において、質の高い芸術に接する機会を提供
するとともに、施設の効率的な運営管理を行い、書道文化の振興を図るこ
とを目的とする。

34,335 委託料 34,335

21,132

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化振興課

既存

事項 奈良市杉岡華邨書道美術館運営管理経費
会計 一般会計 総務費 企画費 文化振興費

小事業 1080 奈良市杉岡華邨書道美術館管理経費

事業概要

　（一財）奈良市総合財団を指定管理者として、企画展や関連講座等の事
業を展開するとともに、施設の効率的な運営管理を行う。

1,845

4,410

6,948

これまでの取組内容

　平成１２年８月開館

　平成１８年度　指定管理者制度導入
　平成１８年度～　(財)杉岡華邨書道美術財団
　平成２４年度～　(一財)奈良市総合財団

　上記の指定管理者によって、書道文化の振興を図った。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
34,335

財源内訳 財 源 の 内 容

33,192 37,600 34,335
事業費 地方債

奈良市杉岡華邨書道美術館観覧料 1,200

36,400

33,192 37,600 34,335
事業費 地方債

一般財源
32,454 36,400 33,335 33,335

その他
738 1,200 1,000 1,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 35

前年度予算

杉岡華邨書道美術館指定管理料

産業廃棄物処理費用

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化振興課

新規等

事項
奈良市杉岡華邨書道美術館運営管理経費（産業廃棄物処分費
用）

会計 一般会計 総務費 企画費 文化振興費

小事業 1080 奈良市杉岡華邨書道美術館管理経費

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市杉岡華邨書道美術館において、質の高い芸術に接する機会を提供
するとともに、施設の効率的な運営管理を行い、書道文化の振興を図るこ
とを目的とする。

65 委託料 65

65

　産業廃棄物処分費用
事業概要

事業費計
65

　平成１２年８月開館

　平成１８年度　指定管理者制度導入
　平成１８年度～　(財)杉岡華邨書道美術財団
　平成２４年度～　(一財)奈良市総合財団

　上記の指定管理者によって、書道文化の振興を図った。

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

0 0 65
事業費 地方債

0

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 65
事業費 地方債

一般財源
0 0 65 65
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 35

前年度予算

奈良市美術館指定管理料 35,400

人件費

施設管理費

事業費

法人管理費

奈良市美術館賃借料 25,272

奈良市美術館共益費

60,672

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市美術館において、奈良市美術家展、企画展等の開催のほか、市民
ギャラリーとして展示室の貸し出しを行うなど、施設の効率的な運営管理を行
い、美術文化の振興を図ることを目的とする。

37,700 委託料 37,700

28,176

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化振興課

既存

事項 奈良市美術館運営管理経費
会計 一般会計 総務費 企画費 文化振興費

小事業 1084 奈良市美術館運営管理経費

事業概要 14,742 使用料及び賃借料 25,272
　（一財）奈良市総合財団を指定管理者として、市展「なら」や奈良市美
術家展等の事業を展開するとともに、施設の効率的な運営管理を行う。 10,530

2,353

2,696

4,475

これまでの取組内容

　平成１５年１０月開館

　平成１８年度　指定管理者制度導入
　平成１８年度～　(財)奈良市文化振興センター
　平成２４年度～　(一財)奈良市総合財団

　上記の指定管理者によって、美術文化の振興を図った。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
62,972

財源内訳 財 源 の 内 容

58,080 60,672 62,972
事業費 地方債

奈良市美術館展示室使用料 7,000

53,672

58,080 60,672 62,972
事業費 地方債

一般財源
53,105 53,672 55,972 55,972

その他
4,975 7,000 7,000 7,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 35

前年度予算

入江泰吉旧居指定管理料 160

人件費

施設管理費

事業費

法人管理費

740
300
500

1,700

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化振興課

既存

事項 入江泰吉旧居運営管理経費
会計 一般会計 総務費 企画費 文化振興費

小事業 1086 入江泰吉旧居管理経費

421

1,562

3,243

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良大和路を撮り続けた写真家「入江泰吉」の住居（入江泰吉旧居）の
保存活用を行い、文化・観光の拠点とする。
　市民が、様々な形で入江氏の芸術に触れられる場とすることで、芸術、
文化活動の輪を広げていく拠点となることを目的とする。

10,500 委託料 10,500

5,274

事業概要

　（一財）奈良市総合財団を指定管理者として、入江氏や写真に関わる講
演会等の事業を展開するとともに、施設の効率的な運営管理を行う。

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
10,500

　平成２７年３月１日開館予定
　平成２６年度～　(一財)奈良市総合財団

　上記の指定管理者によって、写真文化の振興を図る。
消耗品費
印刷製本費

備品購入費

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

540 1,700 10,500
事業費 地方債

入江泰吉旧居入館料 700

1,000
一般財源

540 1,000 5,700 5,700

その他
700 4,800 4,800

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

540 1,700 10,500
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 35

前年度予算

東アジア文化都市実行委員会負担金
プレイベント開催
オープニングイベント開催
メインイベント準備　
広報関連（広告・ビデオ・ＨＰ等）
計画作成（基本構想・基本計画等）
その他実行委員会経費

新潟市視察、中韓打合せ、プロモーション等旅費

東アジア文化都市プロモーション等
派遣芸術団謝礼

記念品等

楽器等運搬料

通行料及び駐車場

0

文化芸術グローカル化推進事業補助金

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　東アジア域内の相互理解・連帯感形成を促進するとともに、東アジアの
多様な文化の国際発信力強化を図り、開催都市の文化的特長を生かした文
化芸術・クリエイティブ産業・観光の振興を推進する。
　日中韓の開催都市は、事業の目的を踏まえ、1年（1月から12月）を通じ
て、文化芸術イベントを企画・実施する。
　奈良市は、この『東アジア文化都市』事業を通じて、奈良ならではの創
造的なイベントの開催、国内外への一層の発信をめざす。

98,700 負担金補助及び交付金 98,700

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化振興課

新規等

事項 東アジア文化都市事業経費
会計 一般会計 総務費 企画費 文化振興費

小事業 1092 東アジア文化都市事業経費

18 使用料及び賃借料 18

1,332 通信運搬費 1,332

事業概要

　日中韓３か国において、文化・芸術を活かした発展をめざす都市を選定
し、その都市において、現代の芸術文化から伝統文化、また多彩な生活文
化に関連する様々な創造的なイベント等を実施するもの。2012年５月の日
中韓文化大臣会合にて、2014年１月からの開催が決定された。

300 報償費 300

50 消耗品費 50

8,600 旅費 8,600

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
36,500

県支出金

事業費計
109,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　2014年から毎年、日中韓各々１都市の開催都市を定め、１年を通じてそ
の都市ならではのイベントや３か国共同事業を開催している。

　開催都市
　　2014　横浜市（中国：泉州市、韓国：光州広域市）
　　2015　新潟市（中国：青島、韓国：清州）
　　2016　奈良市（2015年第7回日中韓文化大臣会合にて正式決定予定）
　　2017　京都市

109,000
事業費 地方債

雑入

0

109,000
事業費 地方債

一般財源
0 0 42,500 42,500

その他
66,500 30,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 35

前年度予算

維持補修経費 3,000

3,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化振興課

既存

事項 文化振興施設維持補修経費
会計 一般会計 総務費 企画費 文化振興費

小事業 1510 文化振興施設維持補修経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　老朽化が進む奈良市の文化施設の安全性を確保し、「安全安心」な公共
施設として利用していただくため、維持補修を行う。

3,000 修繕料 3,000

これまでの取組内容

　文化施設において、突発的に発生する破損、故障等に対応して補修を実
施する。また、補修が必要とされるものの中から優先順位の高いものを対
象に実施する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
3,000

　毎年度、文化施設で発生する様々な破損、故障等に対応し、補修を実施
してきた。

2,914 3,000 3,000
事業費 地方債

3,000

2,914 3,000 3,000
事業費 地方債

一般財源
2,914 3,000 3,000 3,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 35

前年度予算

【文化施設の安全性確保の改修整備事業】

修繕料 7,500
　なら１００年会館非常用発電設備改修

　ならまちセンターハロンガス容器弁等改修

4,500

12,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化振興課

投資

事項 文化振興施設の安全性確保の改修整備事業
会計 一般会計 総務費 企画費 文化振興費

小事業 1510 文化振興施設維持補修経費

事業概要

2,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　老朽化が進む奈良市の文化施設の安全性を確保し、「安全安心」な公共
施設として利用していただくため、維持補修を行う。

修繕料 11,600
9,600

　文化施設において、突発的に発生する破損、故障等に対応して補修を実
施する。また、補修が必要とされるものの中から優先順位の高いものを対
象に実施する。

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
11,600

　毎年度、文化施設で発生する様々な破損、故障等に対応し、補修を実施
してきた。

工事請負費

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

8,085 12,000 11,600
事業費 地方債

4,500

7,500
一般財源

8,085 7,500 11,600 11,600

その他
4,500

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

8,085 12,000 11,600
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 50

前年度予算

文化振興施設改修整備事業

委託 14,895

　音声館土塀の改修調査、測量委託

　なら100年会館大ホール舞台機構システム改修（基本大綱設計）

　ならまちセンター広場改修等設計委託

工事 64,105

　ならまちセンター周辺歩道・広場等改修

　書道美術館壁面・屋根及び収納庫棟屋根のひび割れ改修

　写真美術館塗装・内装・外壁等改修

　ならまちセンター壁面雨漏・手摺壁石張替改修

補償金 0

　ならまちセンター雨漏り改修に伴う駐車場補償

79,000

7,500

3,500

2,600

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　文化施設を適切に維持するための改修整備を行う。

13,600 委託料 13,600

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化振興課

投資

事項 文化振興施設改修整備事業
会計 一般会計 総務費 企画費 文化振興施設整備事業費

小事業 1010 文化振興施設整備事業

これまでの取組内容

5,000

900

34,000

事業概要

　音声館土塀の改修調査、測量委託
　なら100年会館大ホール舞台機構システム改修設計
　ならまちセンター壁面雨漏等改修
　写真美術館内装等改修
　書道美術館屋根等ひび割れ改修

75,470 工事請負費 75,470

　ならまちセンターホール出入口・トイレ改修 30,000

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
90,000

　平成２４年度、ならまちセンター照明のＬＥＤ化
　平成２５年度、写真美術館照明のＬＥＤ化、ならまちセンター喫茶なら
まちの改修
　平成２６年度、ならまちセンター、写真美術館改修

5,570

930 補償補填及び賠償金 930

930

9,129 79,000 90,000 83,900
事業費 地方債

72,600

6,400

9,129 79,000 90,000 83,900
事業費 地方債

一般財源
1,929 6,400 6,100 6,100

その他
7,200 72,600 83,900

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 80

前年度予算

市民文化振興基金積立金 31

31

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化振興課

既存

事項 市民文化振興基金積立金
会計 一般会計 総務費 企画費 市民文化振興基金費

小事業 1010 市民文化振興基金経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市民文化振興基金を積み立てることを目的とする。
31 積立金 31

これまでの取組内容

　これまで積み立てている市民文化振興基金の年間の利息収入を、積み立
てるものである。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
31

　平成2年度より積み立てを開始し、平成20年度に平城遷都1300年祭事業
負担金、入江泰吉記念奈良市写真美術館ハイビジョン整備委託料として取
り崩した他は、利息収入を積み立てている。
　平成25年3月31日現在　積立額　6,119,116円

2 31 31
事業費 地方債

利子収入 31

0

2 31 31
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
2 31 31 31

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 71

前年度予算

委員報酬（報酬対象者9人×2回） 209

委員費用弁償（13人×2回） 30

会議用お茶 4

会議通知用切手 4

247

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 スポーツ振興課

既存

事項 スポーツ推進審議会の開催に要する経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 スポーツ振興費

小事業 1010 スポーツ推進審議会経費

4 通信運搬費 4

3 食糧費 3

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　スポーツ基本法第31条及び奈良市スポーツ推進審議会条例に基づき設置
されており、スポーツ推進計画やその他スポーツ推進に関する重要事項の
調査審議を行うことを目的とする。特に、スポーツ基本法第35条では、
「スポーツ団体に対し補助金を交付しうようとする場合には、あらかじ
め、スポーツ推進審議会等その他の合議制の機関の意見を聴かなければな
らない。」とされている。

171 報酬 171

24 旅費 24

これまでの取組内容

　年間2回の審議会を開催し、スポーツ推進に関する各種審議を行ってい
る。
また、奈良市スポーツ推進計画の進捗状況及び成果を検討していく。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　スポーツ推進審議会は2年毎の任期満了による入替えを行う。
委嘱期間：平成26年7月20日～平成28年7月19日（年間）
委員人数：13人

事業費計
202

145 247 202
事業費 地方債

247

145 247 202
事業費 地方債

一般財源
145 247 202 202

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 71

前年度予算

委員報酬（78人） 1,320

委員費用弁償（出席者45人×2回） 90

資料作成用コピー用紙 10

会議等通知用切手 31

実技研修会会場借り上げ料（2回） 10

奈良県スポーツ推進委員協議会負担金 216

奈良市スポーツ推進委員協議会運営補助金

1,677

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 スポーツ振興課

既存

事項 スポーツ推進委員の活動に要する経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 スポーツ振興費

小事業 1015 スポーツ推進委員経費

10 使用料及び賃借料 10

31 通信運搬費 31

10 消耗品費 10

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　スポーツ推進委員は、スポーツ基本法第３２条に基づき委嘱し、奈良市
のスポーツ推進のための事業実施に係る連絡調整及び住民に対するスポー
ツの実技の指導、助言等を行い、誰もが気軽に親しめる軽スポーツやレク
リエーションの活動を推進し、世代間やファミリーが交流できる環境づく
りを進めることを目的とする。

1,287 報酬 1,287

90 旅費 90

これまでの取組内容

　スポーツ推進委員を中心に、各地域でのスポーツ教室を開催し、軽ス
ポーツの普及活動を実施する。 100

事業概要 86 負担金補助及び交付金 186

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　前回（平成２６年度）の委嘱時に、委員の削減を図った。

事業費計
1,614

1,575 1,677 1,614
事業費 地方債

1,677

1,575 1,677 1,614
事業費 地方債

一般財源
1,575 1,677 1,614 1,614

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 71

前年度予算

委員費用弁償（20人×3人） 180

コピー用紙
 320
コピー

その他消耗品

会議等賄
委員お茶代 11

郵便料
会議案内用切手 9

奈良県市町村社会体育事務担当者連絡協議会 15

535

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 スポーツ振興課

既存

事項
課内事務執行に要する経費、スポーツ推進計画ラウンドテーブ
ル開催経費

会計 一般会計 総務費 総務管理費 スポーツ振興費

小事業 1510 スポーツ振興事務経費

7 食糧費 7

126
62

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　課内の事務執行に要する経費及び市町村社会体育担当者連絡協議会への
負担金。「奈良市スポーツ推進計画」（平成２５年度策定）に基づく「な
ら・スポーツでまちづくりラウンドテーブル」会議に係る経費

108 旅費 108

132 消耗品費 320

これまでの取組内容

　課の事務運営に要する消耗品費及び奈良県市町村社会体育事務担当者連
絡協議会への負担金。スポーツに関わる団体・組織により構成し、意見交
換や個別課題に対する取り組みを話し合い、諮問機関の奈良市スポーツ推
進審議会に諮り、奈良市のスポーツ行政に反映する。

15 負担金補助及び交付金 15

事業概要 5 通信運搬費 5

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　コピー用紙の裏面利用等、消耗品費の削減に努めている。
平成２５年度に「スポーツ推進計画」制定し、１０年間の計画に沿ったス
ポーツの推進を行っている。

事業費計
455

382 535 455
事業費 地方債

535

382 535 455
事業費 地方債

一般財源
382 535 455 455

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 71

前年度予算

スポーツ賞賞状筆耕 40

市民体育大会開催委託 8,300

スポーツ体験フェスティバル委託

市町村対抗子ども駅伝予選会開催及び派遣委託

奈良マラソン2015開催負担金 25,050

市町村対抗子ども駅伝競走大会共催負担金

33,390

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 スポーツ振興課

既存

事項 スポーツ大会開催経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 スポーツ振興費

小事業 1515 スポーツ大会開催経費

25,000 負担金補助及び交付金 25,050

270

1,500

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市民の誰もが、ぞれぞれの体力や年齢、目的、興味などに応じて、ス
ポーツに親しむことができるように各スポーツ大会の開催を目的とする。 40 筆耕翻訳料 40

5,700 委託料 7,470

これまでの取組内容

　市主催事業及び協会等共催によるスポーツ大会の開催経費。
市民体育大会、スポーツ体験フェスティバル等の実施委託及び市町村子ど
も駅伝大会、奈良マラソンの開催負担金。

事業概要 50

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　各スポーツ大会を開催し、市民にスポーツを親しむ機会を提供すること
により、スポーツ人口の裾野を広げている。また、近年低下が懸念されて
いる子どもの体力向上を図っている。
　奈良マラソンに関しては引き続き大会を開催し、全国からの誘客を促進
し、市民がスポーツに親しむ機運を高め、元気な奈良をアピールしてい
る。

事業費計
32,560

34,775 33,390 32,560
事業費 地方債

33,390

34,775 33,390 32,560
事業費 地方債

一般財源
34,775 33,390 32,560 32,560

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 71

前年度予算

ファミリーキャンプ・野外活動普及講習会委託 81

81

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 スポーツ振興課

既存

事項 スポーツ講習会開催経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 スポーツ振興費

小事業 1520 スポーツ講習会開催経費

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　家族の絆や友達との友情が希薄になってきている昨今、ファミリーで楽
しめふれあえる機会を提供し、青少年の心身の健全な発達に寄与する。 100 委託料 100

これまでの取組内容

　人間性を高め、情操を培うとともに、青少年の心身の健全な発達上極め
て意義があるものと考えられている野外活動の事業。
　７月にファミリーキャンプ、１１月に野外活動体験教室を開催。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

「ファミリーキャンプ」と「野外活動体験教室」の参加者は以下のとおり
【実績】　　　　ファミリーキャンプ　　　野外活動体験教室
平成２２年度　　　　51人　　　　　　　　　　7人
平成２３年度　　　 108人　　　　　　　　　雨天中止
平成２４年度　　　　93人　　　　　　　　　 25人
平成２５年度　　　　82人　　　　　　　　　　8人

事業費計
100

81 81 100
事業費 地方債

81

81 81 100
事業費 地方債

一般財源
81 81 100 100

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 71

前年度予算

奨励報償 1,000

第66回県民体育大会選手派遣委託 495

1,495

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 スポーツ振興課

既存

事項 選手派遣経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 スポーツ振興費

小事業 1525 選手派遣経費

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　スポーツを生活に欠かせない文化として根付かせ、生きがいのある心豊
かな県民生活の実現を目的として開催されている県民体育大会への参加に
伴う奈良市選手団の派遣。
　日本または世界で活躍する市内在住の選手に対し奨励金を支給し、当該
選手の競技力の向上と本市におけるスポーツ水準の向上を図り、市民のス
ポーツへの関心を高めることを目的とする奈良市スポーツ選手派遣等奨励
金交付事業（平成２６年度制定）

900 報償費 900

495 委託料 495

これまでの取組内容

　県民体育大会への奈良市選手団派遣事業を奈良市体育協会へ委託する。
　日本代表選手として世界大会等に出場した選手、全日本選手権大会等で
優勝した選手に対し奨励金を交付し競技力の向上、市民にスポーツの魅力
を伝える。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　毎年、県民体育大会への奈良市選手団の派遣に係る経費の見直しを図っ
ている。
２０２０年の東京オリンピック・パラリンピックに一人でも多くの選手を
輩出することができるよう選手育成のための奨励金交付を平成２６年度制
定した。
平成２６年度奨励金交付実績
アジア大会出場者　　　３名
インターハイ優勝者　　３名
全中優勝者　　　　　　１名

事業費計
1,395

447 1,495 1,395
事業費 地方債

1,495

447 1,495 1,395
事業費 地方債

一般財源
447 1,495 1,395 1,395

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 71

前年度予算

スポーツ少年団育成事業委託 1,150

1,150

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 スポーツ振興課

既存

事項 スポーツ少年団育成事業
会計 一般会計 総務費 総務管理費 スポーツ振興費

小事業 1530 青少年スポーツ活動育成経費

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　スポーツの楽しさや喜びが体験できる場を、提供することを目的とす
る。 1,150 委託料 1,150

これまでの取組内容

　スポーツ少年団加入の団員を対象に、サッカー・バレーボール・少年野
球・バドミントン・バスケットボールを実施種目としたスポーツ少年大会
や野外活動教室・スキー教室等を、奈良市スポーツ少年団本部に委託し実
施する。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　野外活動教室やスキー教室等に係る参加者の負担について見直しを行い
経費の削減を図ってきた。

事業費計
1,150

1,350 1,150 1,150
事業費 地方債

1,150

1,350 1,150 1,150
事業費 地方債

一般財源
1,350 1,150 1,150 1,150

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 71

前年度予算

流祖柳生石舟斎奉納剣道大会事業補助金 5,650

奈良市早朝軟式野球大会補助金

第31回西日本早起き野球大会事業補助金

地域スポーツ団体育成事業補助金（11団体）

各種目競技団体事業補助金（4団体）

奈良市体育協会運営補助金

奈良市婦人バレーボール選手権大会事業補助金

少年サッカーフェスティバル事業補助金

奈良市民マラソン大会開催補助金

5,650

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 スポーツ振興課

既存

事項 スポーツ団体の行事の実施奨励と助成経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 スポーツ振興費

小事業 1535 スポーツ団体の行事の実施奨励と助成経費

事業概要 2,800

200

650

100

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　社会体育関係団体に対し、スポーツ振興のために要する経費の一部につ
いて補助金を交付することにより、各種目の競技スポーツの普及及び地域
におけるスポーツ活動を促進し、スポーツを通して市民が健康で心豊かな
生活を送るための生涯スポーツの発展に寄与することを目的とした経費。

200 負担金補助及び交付金 5,350

50

これまでの取組内容

1,000

　各種団体で開催される事業の補助や各種団体を運営するための運営補助
を行う。 200

150

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　各団体に補助金なしでも運営できるよう自主財源の確保に努めるようヒ
アリングを行った。

事業費計
5,350

5,870 5,650 5,350
事業費 地方債

5,650

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

5,870 5,650 5,350
事業費 地方債

一般財源
5,870 5,650 5,350 5,350
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ホームタウンスポーツ推進パートナー事業旅費 0

スポーツ教室講師報償費 600

ファンの集い等行事消耗品 114

広報活動に伴うチラシ等印刷 476

ファンの集い音響設備等委託 250

ファンの集い会場使用料 60

1,500

活力あふれる市町村応援補助金

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　平成２６年度より「Top Sports City 奈良」事業がスタートし、プロバ
スケットチーム「バンビシャス奈良」やＪリーグを目指す「奈良クラ
ブ」、サイクリングチーム「シエルヴォ奈良」を支援し、スポーツでまち
づくり、地域振興が出来る活動を展開する。

150 旅費 150

600 報償費 600

200 消耗品費 200

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 スポーツ振興課

既存

事項 奈良市ホームタウンスポーツ推進パートナー事業
会計 一般会計 総務費 総務管理費 スポーツ振興費

小事業 1545 スポーツ産業推進経費

これまでの取組内容

事業概要 70 使用料及び賃借料 70
①トップスポーツチームの認知度、知名度向上の為の広報活動。
②トップスポーツチームによる、スポーツ教室・市内小中学校へ事業。
③競技間同士の交流事業。単一競技を応援するのではなく、「奈良」の
チームを応援する活動。

480 印刷製本費 480

500 委託料 500

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 1,334

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成２６年３月にプロバスケットチーム「バンビシャス奈良」やＪリー
グを目指す「奈良クラブ」、サイクリングチーム「シエルヴォ奈良」の３
チームと「Top Sports City 奈良」パートナーチームに認定し、スポーツ
の振興・推進に寄与し青少年の健全育成、地域活性化に取り組んでいる。

事業費計
2,000

0 1,500 2,000
事業費 地方債

1,500

0 1,500 2,000
事業費 地方債

一般財源
0 1,500 666 666

その他
1,334

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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前年度予算

「Top Sports City奈良」補助金

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 スポーツ振興課

既存

事項 奈良市心のふるさと応援寄附「Top Sports City奈良」補助金
会計 一般会計 総務費 総務管理費 スポーツ振興費

小事業 1545 スポーツ産業推進経費

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　「Top Sports City奈良」パートナーチームが、奈良市をホームタウン
としてゲームを開催することにより、スポーツの素晴らしさを伝え、奈良
市のスポーツ振興・推進に寄与し、青少年の健全育成、地域活性化、その
他社会貢献を図ることを目的に、年末までに受領した寄附を基金に積み立
て、翌年度寄付者が指定した団体に補助金としてその２／３を交付する。

402 負担金補助及び交付金 402

これまでの取組内容

　年末までに受領した寄附を基金に積み立て、翌年度寄付者が指定した団
体に補助金としてその２／３を交付する。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　「Top Sports City 奈良」パートナーチームの「バンビシャス奈良」
「奈良クラブ」が奈良市をホームタウンとしてゲームを開催することによ
り、スポーツの振興・推進に寄与し青少年の健全育成、地域活性化に取り
組んでいることから、「奈良市心のふるさと応援寄附」制度を創設した。

事業費計
402

0 0 402
事業費 地方債

0

0 0 402
事業費 地方債

一般財源
0 0 402 402

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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奈良クラブ　ユニフォーム広告（右袖）

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 スポーツ振興課

新規等

事項 奈良クラブ　ユニフォーム広告
会計 一般会計 総務費 総務管理費 スポーツ振興費

小事業 1545 スポーツ産業推進経費

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　本市をホームタウンとしているサッカークラブ「奈良クラブ」が、次年
度より地域リーグからＪＦＬ（日本サッカーリーグ）昇格するにあたり、
ユニフォームに「奈良」とネームを入れることにより地域密着を目指すク
ラブが、奈良市をアピールすること目的とする。
　地域密着型スポーツを強化することによって、奈良市に人が集まり地域
活性化に繋がる。

1,000 広告料 1,000

これまでの取組内容

　Ｊリーグの規定では、「シャツにホームタウン名または活動区域（１か
所、５０㎠以下）を表示することができる」とあり、右袖に入れるものと
する。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成２６年３月にプロバスケットチーム「バンビシャス奈良」やＪリー
グを目指す「奈良クラブ」、サイクリングチーム「シエルヴォ奈良」の３
チームと「Top Sports City 奈良」パートナーチームに認定し、スポーツ
の振興・推進に寄与し青少年の健全育成、地域活性化に取り組んでいる。

事業費計
1,000

1,000
事業費 地方債

0

1,000
事業費 地方債

一般財源
0 0 1,000 1,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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スポーツ教室開催委託 255

　

255

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 スポーツ振興課

既存

事項 生涯スポーツの普及に要する経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 スポーツ振興費

小事業 2010 生涯スポーツ推進経費

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　スポーツ推進委員がそれぞれの地域（市内９ブロック）において、子ど
もから高齢者までを対象としたスポーツ教室を開催し、誰もが気軽に親し
める軽スポーツやレクリエーションの活動を通して、地域住民の交流でき
る環境づくりを進めることを目的とする。

255 委託料 255

これまでの取組内容

　子どもから高齢者までを対象としたスポーツ教室を開催する。
　・フロッカー・スカイクロス教室
　・グラウンドゴルフ教室
　・キンボール教室
　・サッカー教室
　・ソフトバレー教室など

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　スポーツ教室の参加者は以下のとおり
【実績】　　　　　　　教室数　　　参加者数
　平成２２年度　　　　18教室　　　　814人
　平成２３年度　　　　18教室　　　　795人
　平成２４年度　　　　10教室　　　　707人
　平成２５年度　　　　10教室　　　　811人

事業費計
255

283 255 255
事業費 地方債

255

283 255 255
事業費 地方債

一般財源
283 255 255 255

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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学校体育施設開放事業用消耗品 24

学校体育施設使用許可申請書印刷 103

学校体育施設開放事業委託 5,146
（小学校47校・中学校22校）

5,273

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 スポーツ振興課

既存

事項 学校体育施設開放事業経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 スポーツ振興費

小事業 2015 学校体育施設開放事業経費

5,146 委託料 5,146

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　スポーツ基本法及び社会教育法の規定に基づき、社会体育の普及、振興
及び子どもの安全な遊び場を確保することを目的とする。 24 消耗品費 24

103 印刷製本費 103

これまでの取組内容

　奈良市立小・中学校全校で学校施設開放事業を行う。各校に開放運営協
議会を設置し、使用団体や使用日程等の調整を行うとともに、学校体育施
設開放時の管理指導を実施する。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　地域のスポーツ団体等の育成、特に練習場所の提供や校区自治会等のス
ポーツ・レクリエーション大会に寄与してきた。
　また、これまで管理指導員謝金として支払っていたものを、平成２６年
度より委託料として一本化した。

事業費計
5,273

6,196 5,273 5,273
事業費 地方債

5,273

6,196 5,273 5,273
事業費 地方債

一般財源
6,196 5,273 5,273 5,273

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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姉妹都市奈良市・郡山市サッカーフェスティバル派遣補助金 1,500

姉妹都市奈良市・小浜市親善少年野球大会受入補助金

慶州国際少年サッカー大会派遣補助金

姉妹都市奈良市・小浜市親善ソフトボール大会派遣補助金

姉妹都市奈良市・小浜市親善剣道大会派遣補助金

1,500

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 スポーツ振興課

既存

事項 友好・姉妹都市スポーツ交流経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 スポーツ振興費

小事業 2510 友好・姉妹都市スポーツ交流経費

150

150

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市と姉妹都市との間で定期的にスポーツ交流大会を実施することに
より、他国・県の選手の技術を学び、相互理解と友情の絆を深めることを
目的とする。

負担金補助及び交付金 850
250

これまでの取組内容

事業概要 200
　姉妹都市との交流事業にかかる、少年サッカーフェスティバル派遣（郡
山市）・少年軟式野球大会受入（小浜市）・国際少年サッカー大会派遣
（慶州市）・ソフトボール大会派遣（小浜市）等の大会経費の一部を補助
する。

100

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　受益者負担・各種目団体の負担等で、補助金なしでも運営できる方法を
検討していただく。
　今後は、一定の成果を得た事業については、各団体の独自事業として運
営を行っていただく。

事業費計
850

610 1,500 850
事業費 地方債

1,500

610 1,500 850
事業費 地方債

一般財源
610 1,500 850 850

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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120

305

2 2

550 550

339 392

322 382

23,576

700

503

26,530

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 スポーツ振興課

既存

事項 スポーツ施設の管理運営に要する経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 スポーツ施設管理費

小事業 1010 スポーツ施設管理事務経費

照明点灯磁気カード（柏木球技場用） 188
事業概要

スポーツ施設申請書 362 印刷製本費

指定管理者選定委員会用お茶 2 食糧費

305
施設管理消耗品 200
予約システム用消耗品 69

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市民が、スポーツ施設を安全・安心に、また、効率的により利用しやす
い管理運営を行うことを目的とする。 指定管理選定委員会委員報償費（4人×2回） 80 報酬 80

新聞購読料 36 消耗品費

予約システム関連機器リース料 397

AEDリース料（16施設） 455
エアコンリース料(中央体育館・中央武道場） 6,934

土地借上げ料 16,616 使用料及び賃借料 24,402

　各スポーツ施設の管理運営に要する経費 各種通知用切手 26
インターネット接続料 313 通信運搬費

鴻ノ池運動公園案内看板設置委託 322 委託料

　（奈良阪球技場・奈良阪球技場駐車場・緑ヶ丘球場）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
27,000

　平成26年度には、中央体育館や中央武道場に空調設備を設置し、より快
適に利用できる環境の整備を行った。

その他経費

スポーツ施設使用不能による払戻金 1,000 償還金利子及び割り引料 1,000
これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

19,997 26,530 27,000
事業費 地方債

26,530
一般財源

19,997 26,530 27,000 27,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

19,997 26,530 27,000
事業費 地方債
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指定管理料 89,356
人件費

施設管理費

人
人
人
人 89,356

人

13,614

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

 スポーツ施設の効率な管理運営を行うことを目的とするととともに、市
民の体育・スポーツの普及振興を図り、市民の心身の健全な発達と明るく
豊かな市民生活の育成に寄与する事業を行うことを目的とする。

28,614 委託料 28,614
15,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 スポーツ振興課

既存

事項 鴻ノ池陸上競技場等３施設の指定管理料
会計 一般会計 総務費 総務管理費 スポーツ施設管理費

小事業 1015 鴻ノ池陸上競技場等管理経費

事業概要

 平成27年度から5年間の指定管理者を公募し、長谷川体育施設・キタイ設
計グループに決定した。

これまでの取組内容

　鴻ノ池陸上競技場等３施設の施設利用状況は以下のとおり

事業費計
H24年度 244,774 28,614
H23年度 239,161
H22年度 212,694
H21年度 260,536

【実績】 利用者数

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財 源 の 内 容

国庫支出金

H25年度 401,840 財源内訳

97,015 89,356 28,614
事業費 地方債

18,872

70,484

97,015 89,356 28,614
事業費 地方債

一般財源
74,266 70,484 5,022 5,022

その他
22,749 18,872 23,592 野球場2,103・照明586・庭球場8,633・陸上競技場12,270 23,592

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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鴻ノ池陸上競技場等3施設

芝生管理業務
清掃美化事業
供用拡大分
広告宣伝
テニスコート管理向上

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 スポーツ振興課

新規等

事項 スポーツ施設指定管理者民間活力導入事業
会計 一般会計 総務費 総務管理費 スポーツ施設管理費

小事業 1015 鴻ノ池陸上競技場等管理経費

事業概要

2,945

16,453
1,100

8,173

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　鴻ノ池運動公園の運営・指定管理業務において、トップスポーツや健康
スポーツの振興のため、時代のニーズに適合した新たなサービスの提供が
求められている。 委託料 48,386

19,715

これまでの取組内容

　次の項目について、指定管理者の公募において提案を求め、平成27年度
からの指定管理業務において実施する。
○鴻ノ池陸上競技場インフィールド芝生管理業務（常緑化）
○運動公園内　美化・清掃業務
○スポーツ施設の供用拡大

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
48,386

0 0 48,386
事業費 地方債

0

0 0 48,386
事業費 地方債

一般財源
0 0 48,386 48,386

その他
0 0 0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 72

前年度予算

指定管理料 126,624
人件費（職員11人）

賃金（2人）

消耗品

光熱水費 電気
水道
ガス

消防設備点検手数料
その他手数料

清掃業務委託
その他委託

車両リース料
その他リース料

消費税等

その他管理経費

人 人 人
人 人 人
人 人 人
人 人 人 126,624

人 人 人

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 スポーツ振興課

既存

事項 中央体育館等６施設の指定管理料
会計 一般会計 総務費 総務管理費 スポーツ施設管理費

小事業 1020 中央体育館等管理経費

19,133

1,771

2,235

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　スポーツ施設及び武道施設の効率な管理運営を行うことを目的とすると
とともに、市民の体育・スポーツの普及振興を図り、市民の心身の健全な
発達と明るく豊かな市民生活の育成に寄与する事業を行うことを目的とす
る。

127,000 委託料 127,000
77,484

1,269
563

2,364

事業概要

　一般財団法人奈良市総合財団が、指定管理者として管理運営を行う。ス
ポーツ及び武道人口の拡大を図るため、創意工夫を凝らし多様なスポー
ツ・武道の自主事業を開催し、充実した市民サービスの提供を行う。

284
818

7,665

4,719
183

体育館 武道施設 合計
【実績】 利用者数

これまでの取組内容

　中央体育館等６施設の施設利用状況は以下のとおり

1,941

6,571

財 源 の 内 容

国庫支出金

H25年度 240,460 127,385 367,845 財源内訳

事業費計
H24年度 232,365 135,663 368,028 127,000
H23年度 202,148 127,444 329,592
H22年度 261,487 118,619 380,106
H21年度 221,761 105,272 327,033

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

101,364 126,624 127,000
事業費 地方債

体育館11,658・武道場6,270・弓道場2,449・相撲場42
17,050

109,574
一般財源

81,210 109,574 97,454 97,454

その他
20,154 17,050 29,546 【供用拡大】体育館3,131・武道場1,388・弓道場408【空調】体育館3,000・武道場1,200 29,546

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

101,364 126,624 127,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 72

前年度予算

指定管理料 27,794
人件費

施設管理費

人
人
人
人 27,794

人

8,590

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

 スポーツ施設の効率な管理運営を行うことを目的とするととともに、市
民の体育・スポーツの普及振興を図り、市民の心身の健全な発達と明るく
豊かな市民生活の育成に寄与する事業を行うことを目的とする。

14,590 委託料 14,590
6,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 スポーツ振興課

既存

事項 南部生涯スポーツセンター等６施設の指定管理料
会計 一般会計 総務費 総務管理費 スポーツ施設管理費

小事業 1025 南部生涯スポーツセンター等管理経費

事業概要

 平成27年度から5年間の指定管理者を公募し、ミズノ・奈良市総合財団グ
ループに決定した。

これまでの取組内容

　南部生涯スポーツセンター等３施設の施設利用状況は以下のとおり

事業費計
H24年度 87,444 14,590
H23年度 80,777
H22年度 97,625
H21年度 98,753

【実績】 利用者数

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財 源 の 内 容

国庫支出金

H25年度 104,250 財源内訳

28,626 27,794 14,590
事業費 地方債

8,606

19,188

28,626 27,794 14,590
事業費 地方債

一般財源
20,836 19,188 5,479 5,479

その他
7,790 8,606 9,111 体育館2,874・球技場2,199・照明909・庭球場2,975・多目的154 9,111

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 72

前年度予算

南部生涯スポーツセンター等6施設

供用拡大分

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 スポーツ振興課

新規等

事項 スポーツ施設指定管理者民間活力導入事業
会計 一般会計 総務費 総務管理費 スポーツ施設管理費

小事業 1025 南部生涯スポーツセンター等管理経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　南部生涯スポーツセンター等の運営・指定管理業務において、稼働率の
高い施設の休館日を活用し、供用を拡大することで、市民のニーズに対応
した運営を図っていく。 委託料 7,510

7,510

これまでの取組内容

　指定管理者の公募において管理施設の供用拡大に関する提案を求め、平
成27年度からの指定管理業務において実施する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
7,510

0 0 7,510
事業費 地方債

0

0 0 7,510
事業費 地方債

一般財源
0 0 7,067 7,067

その他
0 0 443 南部生涯スポーツセンター　体育館　供用拡大分使用料 443

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 72

前年度予算

指定管理料 195,216
人件費（職員15人・嘱託3人）

賃金

消耗品

光熱水費 電気
水道
ガス

水質検査手数料
その他手数料

清掃業務委託
プール設備点検委託
樹木管理業務委託
その他委託

医薬材料費

原材料費

消費税等

その他管理経費

人
人
人
人 195,216

人

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 スポーツ振興課

既存

事項 西部生涯スポーツセンター等１９施設の指定管理料
会計 一般会計 総務費 総務管理費 スポーツ施設管理費

小事業 1028 西部生涯スポーツセンター等管理経費

14,496
30,235

28,504

2,573

19,571

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

 スポーツ施設の効率な管理運営を行うことを目的とするととともに、市
民の体育・スポーツの普及振興を図り、市民の心身の健全な発達と明るく
豊かな市民生活の育成に寄与する事業を行うことを目的とする。

244,500 委託料 244,500
115,356

1,149

1,421

6,320

3,006
2,971

事業概要

 一般財団法人奈良市総合財団が、指定管理者として管理運営を行う。ス
ポーツ人口の拡大を図るため、創意工夫を凝らし多様なスポーツの自主事
業を開催し、充実した市民サービスの提供を行う。

230
633

5,028

H22年度 345,514
H21年度 364,270

【実績】 利用者数

これまでの取組内容 10,159
　西部生涯スポーツセンター等１９施設の施設利用状況は以下のとおり

2,848

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財 源 の 内 容

国庫支出金

H25年度 339,829 財源内訳

事業費計
H24年度 328,532 244,500
H23年度 423,304

事業費 地方債
218,220 195,216 244,500

事業費 地方債

59,944

135,272
一般財源

170,043 135,272 179,654 179,654

その他 野球場799・体育館16,040・球技場4,202・プール1,474・庭球場9,976・温水プール23,268・その他48

48,177 59,944 64,846 【供用拡大】西部生涯体育館2,639・西部生涯屋内温水プール6,400 64,846
財
源
内
訳

特定財源

一般財源

218,220 195,216 244,500
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 72

前年度予算

指定管理料 43,860
人件費（職員3人）
賃金（プール監視員）
消耗品
光熱水費
燃料費
設備管理業務委託
警備業務委託
その他委託
医薬材料費
パソコンリース料
事業経費（障がい者・児水泳教室謝金）
施設損害賠償保険料
その他管理経費

人
人
人
人 43,860

人

289

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　年間を通じて利用可能な屋内温水プールの特性を活かし、障がい者・障
がい児の社会参加と広く交流を図り、「ふれあいの場」としての運営を目
指す。市民の健康維持・増進と障がい者や障がい児の機能訓練、健常者と
ふれあいを通して、子どもから高齢者まで明るく健康で豊かな社会づくり
に寄与することを目的とする。

45,700 委託料 45,700
20,793
2,447

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 スポーツ振興課

既存

事項 ならやま屋内温水プールの指定管理料
会計 一般会計 総務費 総務管理費 スポーツ施設管理費

小事業 1030 ならやま屋内温水プール管理経費

事業概要 86
 社会福祉法人奈良市社会福祉協議会が、指定管理者として管理運営を行
う。特に、障がい者・障がい児や保護者を対象とした水泳教室を数多く開
催し、健康増進及び機能回復に役立てるとともに、コミュニケーションの
場を提供する。

　○水泳教室
　　18歳以上の障がい者・障がい児と保護者・18歳以上の女性・小学生
　○水泳レクリエーションクラス
　　18歳以上の知的障がい者・小学生から高校生までの肢体不自由児

1,887
209
225

106
233

3,596
289

15,504
36

これまでの取組内容

　ならやま屋内温水プールの施設利用状況は以下のとおり

H24年度 31,492 45,700
H23年度 29,918 事業費計

H22年度 29,662
H21年度 28,553

【実績】 利用者数

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財 源 の 内 容

国庫支出金

H25年度 31,348 財源内訳

43,390 43,860 45,700
事業費 地方債

屋内温水プール使用料 4,200

39,660

その他
3,946 4,200 4,132 4,132

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

43,390 43,860 45,700
事業費 地方債

一般財源
39,444 39,660 41,568 41,568
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 72

前年度予算

施設用消耗品 50

消防用設備点検手数料 737
エレベーター点検手数料
浄化槽検査・清掃手数料
プール水質検査手数料

施設損害賠償保険料（10施設） 260

指定管理料 10,984

七条コミュニティスポーツ会館
南紀寺コミュニティスポーツ会館
ならやまコミュニティスポーツ会館
高の原コミュニティスポーツ会館
東市コミュニティスポーツ会館
邑地コミュニティスポーツ広場
狭川コミュニティスポーツ広場
田原コミュニティスポーツ広場
八条コミュニティスポーツ広場
石打コミュニティスポーツプール

人
人
人
人 12,031

人

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市民の体育・スポーツの振興と連帯感の育成を図り、市民の心身の健全
な発達とふれあい豊かな社会づくりを目指すことを目的とする。 50 消耗品費 50

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 スポーツ振興課

既存

事項 コミュニティスポーツ施設の管理運営に要する経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 スポーツ施設管理費

小事業 1035 コミュニティスポーツ施設管理経費

事業概要 1,650
11,000 委託料 11,000

260 保険料 260

51
43

512 手数料 737
131

これまでの取組内容

　コミュニティスポーツ施設の施設利用状況は以下のとおり

420
200

800
830

570

　コミュニティスポーツ施設10ヶ所 (体育館5・広場4・プール1）を、各
地域の自治連合会等が指定管理者として管理運営を行う。地元のスポーツ
団体の利用や地域コミュニティ活動等、幅広く利用に供する。

1,300
1,890
2,090
1,250

H24年度 98,779 12,047
H23年度 92,107 事業費計

H22年度 83,425
H21年度 90,856

【実績】 利用者数

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財 源 の 内 容

国庫支出金

H25年度 96,136 財源内訳

12,511 12,031 12,047
事業費 地方債

コミュニティスポーツ施設使用料 7,500

4,531

12,511 12,031 12,047
事業費 地方債

一般財源
5,399 4,531 4,454 4,454

その他
7,112 7,500 7,593 7,593

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 72

前年度予算

指定管理料 9,500
人件費（嘱託1人）
賃金
消耗品
修繕料
燃料費
光熱水費
賃借料
委託
手数料
保険料
通信運搬費
租税公課費
原材料費

人
人
人
人 9,500

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 スポーツ振興課

既存

事項 都祁生涯スポーツセンターの指定管理料
会計 一般会計 総務費 総務管理費 スポーツ施設管理費

小事業 1039 都祁スポーツ施設管理経費

1,580
80

2,129
679

40
50

102

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市民がスポーツ・レクリエーションを通じて、生きがいを持って暮らせ
るように、市民の充実と効果的な管理運営を行い、ふれあい豊かな地域社
会づくりを目指すことを目的とする。

10,600 委託料 10,600
3,491
1,694

　都祁生涯スポーツセンターの施設利用状況は以下のとおり
これまでの取組内容

事業概要 83
　一般財団法人奈良市総合財団が、指定管理者として管理運営を行う。平
成22年8月オープンし、初年度は利用者が少なかったが、指定管理者によ
る広報活動や合宿の誘致等を行い、利用者が増加をしている。

209
418
45

H25年度 10,628 10,600
H24年度 9,357 事業費計

H23年度 11,232
H22年度 （8月供用開始） 4,130

【実績】 利用者数

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財 源 の 内 容

国庫支出金

財源内訳

9,489 9,500 10,600
事業費 地方債

庭球場使用料768・球技場使用料1,091・クラブハウス使用料21 1,378

8,122

9,489 9,500 10,600
事業費 地方債

一般財源
8,185 8,122 8,720 8,720

その他
1,304 1,378 1,880 1,880

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 72

前年度予算

各スポーツ施設用消耗品 200

各スポーツ施設備品購入 300

デジタルスコアーボード
（ラグビートップリーグ開催用）

500

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 スポーツ振興課

既存

事項 スポーツ施設の消耗品及び備品の整備に要する経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 スポーツ施設管理費

小事業 1040 スポーツ施設備品整備経費

700

300 備品購入費 1,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　スポーツ施設39ヵ所及びコミュニティスポーツ施設10カ所の管理運営に
伴う消耗品及び備品購入に要する経費

200 消耗品費 200

これまでの取組内容

事業概要

　各スポーツ施設の備品及び消耗品を整備し、スポーツの振興を図る。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　市民サービスの低下にならないように、施設の維持管理に努めていく。

事業費計
1,200

500

577 500 1,200
事業費 地方債

一般財源
577 500 1,200 1,200

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 72

前年度予算

Ｊボックスセパレートシートタイプ

8人掛 × 2 台 ＝

6人掛 × 2 台 ＝

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 スポーツ振興課

新規等

事項 鴻ノ池陸上競技場メインスタンド内装改修
会計 一般会計 総務費 総務管理費 スポーツ施設管理費

小事業 1040 スポーツ施設備品整備経費

事業概要

7,000

1,600 3,200

3,800

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　鴻ノ池陸上競技場において、サッカーやラグビーなどの各種球技の公式
試合を開催する場合、チームベンチが必要である。

備品購入費 7,000

1,900

これまでの取組内容

　移動式チームベンチを設置する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
7,000

　パイプ椅子（陸上競技場備品）を使用

0 0 7,000
事業費 地方債

0

0 0 7,000
事業費 地方債

一般財源
0 0 7,000 7,000

その他
0 0 0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 72

前年度予算

各スポーツ施設修繕料 6,000

6,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 スポーツ振興課

既存

事項 スポーツ施設の維持補修に要する経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 スポーツ施設管理費

小事業 1510 施設維持補修経費

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　スポーツ施設39カ所及びコミュニティスポーツ施設10カ所の修繕経費
6,000 修繕料 6,000

これまでの取組内容

事業概要

　市民が安全・安心に運動、スポーツを楽しむことができるよう、緊急性
の高いものを優先的に修繕し対応する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　各スポーツ施設の緊急性の高いものから優先的に修繕してきた。全ての
施設において老朽化が著しく、修繕では対応できないところもあり、今後
は計画的に大規模改修を行っていく必要がある。

事業費計
6,000

4,754 6,000 6,000
事業費 地方債

6,000

4,754 6,000 6,000
事業費 地方債

一般財源
4,754 6,000 6,000 6,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 76

前年度予算

耐震補強工事

施設整備工事

工事監理委託

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 スポーツ振興課

投資

事項 中央武道場耐震リニューアル事業
会計 一般会計 総務費 総務管理費 スポーツ施設整備事業費

小事業 1030 スポーツ施設耐震化改修事業

事業概要

6,314 委託料 6,314

11,586

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　中央武道場は、市だけでなく奈良県の武道文化の中心施設としての役割
を担っており、中長期的な継続運営をしていくため、耐震基準を満たすよ
う改修をする必要がある。

竣工：昭和４９年９月

57,800 工事請負費 69,386

これまでの取組内容

　中央武道場（主道場）において、耐震工事を実施する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
◎社会資本整備総合交付金(1/3) 21,371

事業費計
75,700

　平成26年度において、耐震設計、空調設備の設置を実施した。

0 0 75,700 54,300
事業費 地方債

0

0 0 75,700 54,300
事業費 地方債

一般財源
0 0 29 29

その他
0 0 75,671

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 76

前年度予算

3,603

第22回目（9月支払分）

第23回目（3月支払分）

3,603

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 スポーツ振興課

既存

事項 高の原コミュニティスポーツ会館の償還金
会計 一般会計 総務費 総務管理費 スポーツ施設整備事業費

小事業 3020 コミュニティスポーツ施設整備費償還金

事業概要

3,606

1,803

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　高の原コミュニティスポーツ会館の建設事業に伴う、独立行政法人都市
再生機構への償還金。

高の原コミュニティスポーツ会館建設事業に伴う償還金 公有財産購入費 3,606

1,803

これまでの取組内容

支払期間：平成１７年度～平成３６年度
平成２７年度支払
○第22回　○第23回

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
3,606

【高の原コミュニティスポーツ会館】
平成７年建設　　指定管理者：平城ニュータウンスポーツ協会
利用者数　２０，１１０人　　稼働率　９４．６％

3,601 3,603 3,606
事業費 地方債

3,603

3,601 3,603 3,606
事業費 地方債

一般財源
3,601 3,603 3,606 3,606

その他
0 0 0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 76

前年度予算

陸上競技場内装改修設計委託

陸上競技場内装改修工事請負費

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 スポーツ振興課

投資

事項 鴻ノ池陸上競技場メインスタンド内装改修
会計 一般会計 総務費 総務管理費 スポーツ施設整備事業費

小事業 3510 鴻ノ池陸上競技場改修事業

30,500 工事請負費 30,500

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　鴻ノ池陸上競技場において、サッカーやラグビーなどの各種球技で利用
する際、控室やシャワーの不足が生じている。メインスタンド内の設備を
拡充し、競技場利用者のみでなく、公園利用者も気軽に利用することが出
来るよう整備する必要がある。

2,500 委託料 2,500

事業概要

　既存更衣室の改修、シャワーの増設、ドーピングコントロール室・審判
更衣室の新設などを行う。

国庫支出金

事業費計
33,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成20年度において、平成21年度に開催される全国高校総体のため改修
を行った。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 0 33,000 33,000
事業費 地方債

0

その他
0 0 33,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 33,000 33,000
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 76

前年度予算

中央体育館　貴賓室等トイレ改修工事

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　平成26年度において、フロア研磨及びトイレ改修工事を実施し、一般利
用者の使用するトイレを優先して改修した。来賓等が利用するトイレにつ
いても、悪臭がひどく設備も不具合が生じており、中央体育館の用途や今
後の運営を鑑みると、必要性が非常に高いため、年次計画的に改修を実施
する。

4,000 工事請負費 4,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 スポーツ振興課

投資

事項 中央体育館トイレ改修
会計 一般会計 総務費 総務管理費 スポーツ施設整備事業費

小事業 3610 中央体育館改修事業

これまでの取組内容

事業概要

　１階貴賓室等のトイレの改修を行う。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
4,000

　平成26年度において、耐震工事、フロア研磨、トイレ改修、空調設備の
設置を実施した。

0 0 4,000 4,000
事業費 地方債

0

0 0 4,000 4,000
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
0 0 4,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 76

前年度予算

主道場　屋根改修工事

中道場　天井板工事

設計委託料 主道場

中道場

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 スポーツ振興課

投資

事項 中央武道場耐震リニューアル事業
会計 一般会計 総務費 総務管理費 スポーツ施設整備事業費

小事業 4015 中央武道場改修事業

事業概要

　中央武道場において、以下の工事を実施する。
○主道場　屋根改修（雨漏り防止）
○中道場　天井板新設

600

1,700 委託料 2,300

10,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　中央武道場は、市だけでなく奈良県の武道文化の中心施設としての役割
を担っており、中長期的な継続運営をしていくため、耐震工事と合わせ
て、最低限のリニューアル工事を実施し、長寿命化を図っていく。

竣工：昭和４９年９月

29,000 工事請負費 39,000

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
41,300

　平成26年度において、耐震設計、空調設備の設置を実施した。
これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 0 41,300 41,300
事業費 地方債

0

その他
0 0 41,300

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 41,300 41,300
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 55

前年度予算

第一駐車場開口部整備工事

樹木の剪定
県道の切り下げ
指導分離帯の削除
ＬＥＤライト新設
案内看板設置

陸上競技場外周ランニングコース照明工事

運動公園改修工事設計

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　鴻ノ池運動公園において、ジョギングなどの健康スポーツ活動が盛んに
行われており、夜間の利用者も増えている。安全でより気軽に利用できる
公園となるよう整備を進める必要がある。
　また、利用度の低くなっている第一駐車場への進入経路を改善すること
で、公園利用者の利便性と、公園全体の格を高め、スポーツでまちづくり
を進めていく。

8,500 工事請負費 15,500

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 スポーツ振興課

投資

事項 鴻ノ池運動公園活性化事業
会計 一般会計 土木費 都市計画費 公園事業費

小事業 2025 運動公園整備単独事業

これまでの取組内容

事業概要 7,000
　ジョギングなどの健康スポーツ活動が盛んになっており、夜間の公園利
用者が増加している。日常的なスポーツの振興のため、安全で便利な公園
となるよう次の工事を実施する。
○第一駐車場開口部の整備
○陸上競技場外周ランニングコース照明設置

2,000 委託料 2,000

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
17,500

　陸上競技場外周の既存照明にＬＥＤを追加設置を行った。

0

0 0 17,500 17,500
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
0 0 17,500

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 16

前年度予算

指定管理料 24,286
人件費
賃金
消耗品
燃料費
光熱水費
修繕料
医薬材料費
手数料
通信運搬費
保険料
委託
使用料及び賃借料
夜間宿直費
その他管理経費

人 人 人
人 人 人
人 人 人
人 人 人
人 人 人 24,286

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 スポーツ振興課

既存

事項 青少年野外活動センターの指定管理料
会計 一般会計 教育費 社会教育費 青少年育成費

小事業 3010 青少年野外活動センター運営管理経費

450
270

50
10

470
2,224

450

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　自然環境の中での野外活動、体育・スポーツ及びレクリエーション等を
通じて青少年の心身の健全な育成を図ることを目的とする。 24,800 委託料 24,800

12,920
2,874

　NPO法人奈良地域の学び推進機構が、平成24年度から5年間、指定管理者
として管理運営を行い、豊かな自然のもと、指定管理者のノウハウを活用
し、利用者の興味のある様々な教室やイベントを実施する。
　
　・野菜の植え付け
　・初夏の風物詩　蛍の夕べ
　・野菜の収穫体験（芋ほりとお芋のお菓子作り）
　・親子でつくる木工教室
　・サマーキャンプ
　・世界遺産ハイキング　など

480
1,480
700

2,336

事業概要 86

　青少年野外活動センターの施設利用状況は以下のとおり
これまでの取組内容

事業費計
H25年度 5,526 2,709 8,235 24,800
H24年度 5,537 2,902 8,439
H23年度 4,877 2,444 7,321
H22年度 4,379 2,642 7,021
H21年度 3,381 2,145 5,526
【実績】 宿泊者 日帰り 合計

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財 源 の 内 容

国庫支出金

財源内訳

23,236 24,286 24,800
事業費 地方債

青少年野外活動センター使用料 3,200

21,086

23,236 24,286 24,800
事業費 地方債

一般財源
19,941 21,086 21,505 21,505

その他
3,295 3,200 3,295 3,295

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 35

前年度予算

南紀寺学習室排水管敷地賃借料 15 15

15

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 人権政策課

既存

事項 土地賃借に係る経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 財産管理費

小事業 1015 土地建物賃借経費

事業概要

　南紀寺学習室排水管敷地の土地賃借料を支払う。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　南紀寺学習室排水管敷地の土地賃借料を支払うことを目的とする。
使用料及び賃借料 15

事業費計
15

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

平成24年度以前は管財課で一括して予算要求・契約更新及び土地賃借料の
支払いをしてきたが、平成25年度からは当課でこれらの業務を行ってい
る。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

15 15 15
事業費 地方債

15

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

15 15 15
事業費 地方債

一般財源
15 15 15 15
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 10

前年度予算

「平和の鐘」撞鐘協力者謝礼 6 6

「平和の鐘」撞鐘用供花・白手袋等 21 30

協力寺院への資料郵便料 16 20

白布等クリーニング代 5 15

「平和の鐘」清掃業務 10

日本非核宣言自治体協議会負担金 60 60

131

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　非核平和都市宣言をもとに、世界の恒久平和の実現に向けて、市民意識
の向上を図ることを目的とする。 報償費 6

消耗品費 21

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 人権政策課

既存

事項 非核平和啓発事業
会計 一般会計 総務費 企画費 企画総務費

小事業 1019 非核平和都市経費

事業概要

　8月6日・9日に「平和の鐘」撞鐘を行い、この両日を含む週に被爆記録
写真展を行う。

負担金補助及び交付金 60

手数料 15

通信運搬費 16

国庫支出金

県支出金

事業費計
118

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　上記の事業を継続して行ってきた。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

311 131 118
事業費 地方債

131
一般財源

311 131 118 118

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

311 131 118
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 35

前年度予算

非常勤嘱託職員賃金 14,075

検討委員会の委員報償 0

各種集会等旅費 73

事務用消耗品 370

検討委員会用お茶 3 0

アンケート送付用及び返信用封筒 62 0

電気・ガス・水道料金 0

事務連絡用等切手 17

機械警備業務委託 0

各種集会等出席負担金 2,582

17,117

109 旅費 109

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　課事務経費として、人権施策事務全般を円滑に進めることを目的とす
る。 14,075 賃金 14,075

150 報償費 150

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 人権政策課

既存

事項 人権施策事務全般に要する経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 人権施策費

小事業 1010 人権施策事務経費

2,545 負担金補助及び交付金 2,545

　人権啓発に関する職員の資質向上を図るため、各種集会等に派遣する。
　また、各地域で人権施策を進めるため、各人権文化センターに非常勤嘱
託職員を配置する。

506 光熱水費 506

248 通信運搬費 248

294 委託料 294

食糧費 3

事業概要 印刷製本費 62

167 消耗品費 167

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　人権啓発に関する職員の資質向上を図るため、各種集会等に派遣した。
　また、各地域で人権施策を進めるため、各人権文化センターに非常勤嘱
託職員を配置した。

事業費計
18,159

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

17,229 17,117 18,159
事業費 地方債

17,117
一般財源

17,229 17,117 18,159 18,159

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

17,229 17,117 18,159
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 35

前年度予算

委員報酬（15人） 360

費用弁償（15人） 27 30

390

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市附属機関設置条例の規定により定められた機関で、様々な人権問
題の解決を図るため、人権施策の重要事項の協議を行うことを目的とす
る。

360 報酬 360

旅費 27

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 人権政策課

既存

事項 人権施策協議会に要する経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 人権施策費

小事業 1015 人権施策協議会経費

事業概要

　人権施策協議会を開催し、様々な人権問題の解決を図る。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
387

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　条例上、設置が定められた機関であるため、継続して予算計上を行って
きた。

390

0 390 387
事業費 地方債

一般財源
0 390 387 387

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 35

前年度予算

選定委員会委員報償 90 60

共同浴場用消耗品・草刈作業用消耗品 149

草刈用ガソリン 3 16,500
草刈用混合油 9

電気料金 213
水道料金 64

消防点検 1,401
ボイラー室点検
貯水槽清掃業務
ばい煙測定業務
検査業務
配管等清掃業務

公衆便所清掃委託 5,183

樹木剪定業務委託
草刈業務委託
ろ過機ろ材入替業務委託
測量委託
共同浴場指定管理運営委託

木杭・柵板 4 5

150

23,661

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 人権政策課

既存

事項 環境改善施設の管理に要する経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 人権施策費

小事業 2010 環境改善施設管理経費

事業概要 125 手数料 1,870

223 光熱水費 287

燃料費 12

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　環境改善施設を適正に維持管理することを目的とする。
報償費 90

149 消耗品費 149

16,783
これまでの取組内容

331
298

826
2,874

247 委託料 21,359

　共同浴場の設備点検、公衆便所の清掃委託、運動場・地区改良事業残地
等の樹木管理委託や草刈業務委託を行う。
　また、共同浴場の指定管理者に運営委託料を支払う。

476
332
273
170
494

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　共同浴場の設備点検、公衆便所の清掃委託、運動場・地区改良事業残地
等の樹木管理委託や草刈業務委託を行った。

原材料費 4

備品購入費

事業費計
23,771

23,661

23,131 23,661 23,771
事業費 地方債

一般財源
23,131 23,661 23,771 23,771

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 35

前年度予算

工事用写真台紙 5 7

環境改善施設修繕 7,200

環境改善施設整備工事 700

砂・真砂土等 64 93

8,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 人権政策課

既存

事項 環境改善施設の維持補修に要する経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 人権施策費

小事業 2510 環境改善施設維持補修経費

事業概要

　共同浴場の修繕等、維持補修を行う。

原材料費 64

631 工事請負費 631

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　環境改善施設の維持補修を目的とする。
消耗品費 5

7,200 修繕料 7,200

事業費計
7,900

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　経年劣化による共同浴場の修繕等を、継続して行ってきた。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

8,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

8,308 8,000 7,900
事業費 地方債

一般財源
8,308 8,000 7,900 7,900
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 35

前年度予算

新聞代（人権啓発記事用） 85 532
人権啓発誌（3誌） 36
書籍購入費（行事用冊子・人権啓発用図書） 59
事務用消耗品 25
行事用消耗品（主催事業等） 65

行事用賄 6 8

主催事業用会場設営委託 70 720
主催事業用出演委託

主催事業用会場借上 445
主催事業用設備借上 60
主催事業用物品借上

600

124

2,429

人権啓発活動地方委託金 1,003

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」の趣旨に基づき、啓発事
業を通して人権意識の高揚を図ることを目的とする。 消耗品費 270

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 人権政策課

既存

事項 人権啓発事業実施に係る経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 人権施策費

小事業 3010 人権啓発事業経費

事業概要

　毎月11日を「人権を確かめあう日」、7月を「差別をなくす強調月間」
と定め、「人権を確かめあう日」記念集会、「人権ふれあいのつどい」を
実施する。また、12月の人権週間に合わせて「ハートフルシアター」も実
施する。

104 使用料及び賃借料 434

270

委託料 1,170
1,100

食糧費 6

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　毎月11日を「人権を確かめあう日」、7月を「差別をなくす強調月間」
と定め、「人権を確かめあう日」記念集会、「人権ふれあいのつどい」を
実施してきた。また、12月の人権週間に合わせて「ハートフルシアター」
も実施してきた。

報償費

備品購入費

事業費計
1,880

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 1,113

2,010 2,429 1,880
事業費 地方債

1,426
一般財源

1,007 1,426 767 767

その他
1,003 1,003 1,113

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,010 2,429 1,880
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 45

前年度予算

各種研修会参加旅費 22 22

事務用消耗品等 184

ガソリン代・プロパン代 98 106

来客用お茶 4 4

電気・水道料金 1,591

庁用器具・施設修繕 30

医薬品 2 2

切手代 5 5

電気設備点検 284
空調機検査点検 67
消防設備検査点検 83

館清掃業務委託 73 371

警備業務委託

軽自動車リース料 429
印刷機リース料
有線放送共架料 15

非常用放送設備 0

全国・近畿・県隣協負担金 59 72
全国・近畿・県隣協関係研修会出席負担金 16

3,100

人権文化センター運営費補助金 3,100

燃料費 98

食糧費 4

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　北人権文化センターの管理運営や維持のため必要となる諸経費及び職員
の資質を高めることを目的とする。 旅費 22

184 消耗品費 184

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 人権政策課

既存

事項 北人権文化センターの管理運営に係る経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 人権文化センター費

小事業 1010 北人権文化センター管理経費

委託料 365

　人権啓発、生涯学習及び地域福祉の拠点施設としての管理運営を行う。
また、職員の資質を高めるための研修に参加する。 医薬材料費 2

通信運搬費 5

134 手数料 284

事業概要 220 修繕料 220

1,620 光熱水費 1,620

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
4,008

負担金補助及び交付金 75

事業費計
4,008

これまでの取組内容 156 使用料及び賃借料 429
　人権啓発、生涯学習及び地域福祉の拠点施設としての管理運営を行って
きた。また、職員の資質を高めるための研修に参加してきた。

258

700 備品購入費 700

292

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

2,880 3,100 4,008
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 0 0

その他
2,880 3,100 4,008

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,880 3,100 4,008
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 45

前年度予算

各種研修会参加旅費 28 22

事務用消耗品等 310

公用車ガソリン代 164
プロパンガス代（旧横井含む） 64

会議用お茶 4 4

封筒 30 30

電気料金（旧横井等含む） 4,746
水道料金（旧横井等含む）

各種備品用修繕 80 80

切手代 8 8

電気定例保安業務等（旧横井含む） 612

エレベーター保守管理委託等（旧横井含む） 1,068

公用車リース料 330

電柱使用料（旧横井含む）

全国・近畿・県隣協負担金 72
各種研修会等出席負担金

7,446

人権文化センター運営費補助金 7,446

消耗品費 289

100 燃料費 164

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　東人権文化センターの管理運営や維持のため必要となる諸経費及び職員
の資質を高めることを目的とする。

旅費 28

289

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 人権政策課

既存

事項 東人権文化センターの管理運営に伴う経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 人権文化センター費

小事業 1025 東人権文化センター管理経費

584 手数料 584

修繕料 80

通信運搬費 8

事業概要

　人権啓発、生涯学習及び地域福祉の拠点施設としての管理運営を行う。
職員の資質を高めるための研修に参加する。

印刷製本費 30

4,646 光熱水費 5,100
454

食糧費 4

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
7,890

事業費計
7,890

これまでの取組内容

　人権啓発、生涯学習及び地域福祉の拠点施設としての管理運営を行って
きた。また職員の資質を高めるための研修に参加してきた。

284 使用料賃借料 328
44

59 負担金補助及び交付金 75
16

1,200 委託料 1,200

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

6,438 7,446 7,890
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 0 0

その他
6,438 7,446 7,890

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

6,438 7,446 7,890
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 45

前年度予算

全国・近畿・県隣協関係研修会等参加旅費 21
各種人権にかかる会議・研修会参加旅費

新聞代・定期刊行物等購読料 171
事務用消耗品等

公用車ガソリン・プロパン 186

電気料金・水道料金 1,036

公用車車検整備 72
センター内クロス張り替え修繕

事務連絡用切手代 5 5

電気設備定例保安業務検査点検料 94 174
防火対象物定期点検及び消防設備検査点検料 80

公用車自賠責保険料 18 18

機械警備委託 242

リソーグラフ借上 241
有線電柱使用 3

全国・近畿・県隣協負担金 59 72
全国・近畿・県隣協関係研修会出席負担金 16

公用車重量税 12 12

2,250

人権文化センター運営費補助金 2,250

1,100 光熱水費 1,100

185 燃料費 185

消耗品費 171
116

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　南人権文化センターの管理運営や維持のため必要となる諸経費及び職員
の資質を高めることを目的とする。 7 旅費 21

14

55

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 人権政策課

既存

事項 南人権文化センターの管理運営に係る経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 人権文化センター費

小事業 1040 南人権文化センター管理経費

これまでの取組内容

 人権啓発、生涯学習及び地域福祉の拠点施設としての管理運営を行って
きた。また、職員の資質を高めるための研修に参加してきた。 負担金補助及び交付金 75

公課費 12

事業費計
2,576

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

委託料 242

238 使用料及び賃借料 241

事業概要 72 修繕料 332
 人権啓発、生涯学習及び地域福祉の拠点施設としての管理運営を行う。
また、職員の資質を高めるための研修に参加する。

260

通信運搬費 5

手数料 174

保険料 18

242

事業費 地方債

2,576

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

2,063 2,250 2,576
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 0 0

その他
2,063 2,250 2,576

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,063 2,250 2,576
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 45

前年度予算

全隣協研修会・県隣協研修会参加旅費 4

事務用消耗品等 202
　

公用車ガソリン代 67
草刈用混合油

電気料金 918
ガス料金 
上・下水道料金

事務用機器修繕 10

電話使用料 62

消防設備検査点検 42

清掃業務委託 889
機械警備委託
エレベーター保守管理委託
自動ドア保守点検委託

公用車借上料 161

全国・近畿・県隣協負担金 72
全国・県隣協関係研修会出席負担金

2,427

人権文化センター運営費補助金 2,427

3
62 燃料費 65

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　中人権文化センターの管理運営や維持のため必要となる諸経費及び職員
の資質を高めることを目的とする。 4 旅費 4

180 消耗品費 180

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 人権政策課

既存

事項 中人権文化センターの管理運営に係る経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 人権文化センター費

小事業 1050 中人権文化センター管理経費

62 委託料 889
221

42 手数料 42

事業概要 118
　人権啓発、生涯学習及び地域福祉の拠点施設としての管理運営を行う。
また、職員の資質を高めるための研修に参加する。 10 修繕料 10

62 通信運搬費 62

862 光熱水費 998
18

国庫支出金
2,507

県支出金

2,507

財源内訳 財 源 の 内 容

　人権啓発、生涯学習及び地域福祉の拠点施設としての管理運営を行って
きた。また、職員の資質を高めるための研修に参加してきた。

64 負担金補助及び交付金 88
24

事業費計

これまでの取組内容 169 使用料及び賃借料 169

584
22

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

2,354 2,427 2,507
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 0 0

その他
2,354 2,427 2,507

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,354 2,427 2,507
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 45

前年度予算

各種教室講師手当 522
文化祭講師手当 60

文化祭等事業用消耗品 244

行事等賄 6 6

料理教室用 6 78
文化祭用 72

850

人権文化センター運営費補助金 850

事業概要

賄材料費 78

244

食糧費 6

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　人権問題解決のため、人権啓発・生涯学習・地域福祉の支援等、より広
域的なコミュニティセンターとして各種事業を行うことを目的とする。 462 報償費 522

244 消耗品費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 人権政策課

既存

事項 北人権文化センターの事業実施に係る経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 人権文化センター費

小事業 1510 北人権文化センター事業経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
850

　文化祭や各種教室・集会等により、生涯学習及び人権啓発事業等を実施
してきた。

事業費計
850

これまでの取組内容

　文化祭や各種教室・集会等により、生涯学習及び人権啓発事業等を実施
する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

768 850 850
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 0 0

その他
768 850 850

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

768 850 850
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 45

前年度予算

各種講座講師謝礼（旧横井・旧あすか含む）全80回 653
ふれあい人権フェスタ講師謝礼 35

館外学習 6 6

事務用消耗品 388
ふれあい人権フェスタ等行事用消耗品

コンサート出演者賄 6 6

ふれあい人権フェスタ用ポスター 20 20

ふれあい人権フェスタ賄材料 30 87

多文化交流会賄材料（旧横井） 20
スポーツ交流会賄材料 30

ふれあい人権フェスタ楽器用トラック運搬料 33 33

ふれあい人権フェスタ人形劇出演委託 65 405
ふれあい人権フェスタコンサート出演委託

女性セミナー館外学習バス借上 590
ふれあい人権フェスタお地蔵さんめぐりバス借上
ふれあい人権フェスタフィルム借上
めだかの学校チャング衣装借上（旧横井） 3

識字交流研修会参加負担金 16 26

2,214

人権文化センター運営費補助金 2,214

180 消耗品費 368

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　周辺地域を含めた地域の中で、福祉、人権啓発、住民交流、教養文化の
拠点となる開かれたセンターとしての事業を広域的に展開する。そして、
福祉と人権のまちづくりを進めるため、ふれあい人権フェスタを開催す
る。

566 報償費 601

旅費 6

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 人権政策課

既存

事項 東人権文化センターの事業実施に伴う経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 人権文化センター費

小事業 1525 東人権文化センター事業経費

365
300

　ふれあい人権フェスタ、各種教室集会等、生涯学習及び人権啓発事業を
実施する。 賄材料費 80

通信運搬費 33

委託料

食糧費 6

事業概要 印刷製本費 20

188

国庫支出金
2,110

県支出金

事業費計
2,110

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容 132
　ふれあい人権フェスタ、各種教室集会等、生涯学習及び人権啓発事業を
実施してきた。

負担金補助及び交付金 16

160 使用料及び賃借料 615
320

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,924 2,214 2,110
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 0 0

その他
1,924 2,214 2,110

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,924 2,214 2,110
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 45

前年度予算

各種教室実施に係る講師謝礼 545
（人権同和問題学習会他3事業）

行事用消耗品 206

各種事業写真現像料 9 9

各種事業実施に伴う賄材料費 167
（文化祭他2事業）

幸齢者ふれあい交流会開催委託 278

各種事業バス借上 253

（小・中学生野外活動バス借上他2事業）
会場借上（スポーツ交流会） 5

1,458

人権文化センター運営費補助金 1,458

182 消耗品費 182

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　人権・同和問題の速やかな解決に資するための人権啓発等の活動と、周
辺地域を含めた、地域社会全体の福祉の向上及び住民交流の拠点となるコ
ミュニティとしての事業を展開する。 545 報償費 545

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 人権政策課

既存

事項 南人権文化センターの事業実施に係る経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 人権文化センター費

小事業 1540 南人権文化センター事業経費

 文化祭や各種教室・集会等により、生涯学習及び人権啓発事業等を実施
する。

278 委託料 278

248 使用料及び賃借料 253

事業概要

印刷製本費 9

157 賄材料費 157

国庫支出金
1,424

県支出金

事業費計
1,424

財源内訳 財 源 の 内 容

 文化祭や各種教室・集会等により、生涯学習及び人権啓発事業等を実施
してきた。

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

事業費 地方債

0
一般財源

0 0 0 0

その他
1,402 1,458 1,424

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

事業費 地方債
1,402 1,458 1,424
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 45

前年度予算

各種教室・研修会等講師報償 350
子ども会（高め合い教室）（ 5 回 )
子ども会（ことば教室） （ 5 回 )
子ども会（創作教室） （ 5 回 )
生花教室 （ 6 回 )
手芸教室 （ 4 回 )
料理教室 （ 2 回 )
習字教室 （ 10 回 )
陶芸教室 （ 2 回 )
識字学級カラオケ教室 （ 10 回 )

書籍購入 253
行事用消耗品

子ども会日帰りキャンプ開催時賄材料 88
料理教室賄材料
文化祭用賄材料

子ども会野外活動用医薬材料 2

見学施設バス借上 134

見学施設入場料

識字交流研修会参加負担金 4

831

人権文化センター運営費補助金 831

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　生涯学習の推進、社会福祉の向上、人権啓発及び住民交流の拠点的施設
として、各種事業を展開することを目的とする。 343 報償費 343

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 人権政策課

既存

事項 中人権文化センターの事業実施に係る経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 人権文化センター費

小事業 1550 中人権文化センター事業経費

69 び賃借料
98 使用料及 167

2 医薬材料費 2

33

事業概要

　子ども会キャンプ他、各種教室集会等、生涯学習及び人権啓発事業等を
実施する。

14 消耗品費 253
239

30 賄材料費 88
25

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
859

県支出金

事業費計
859

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容 6 負担金補助 6
　子ども会キャンプ他、各種教室集会等、生涯学習及び人権啓発事業等を
実施してきた。

及び交付金

773 831 859
事業費 地方債

0

773 831 859
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
773 831 859

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 10

前年度予算

人権市民講演会消耗品 5 10

人権市民講演会賄 2 2

人権市民講演会出演委託 0

100

112

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 人権政策課

既存

事項 地域人権教育支援事業（人権市民講演会）に係る経費
会計 一般会計 教育費 社会教育費 社会教育総務費

小事業 1040 生涯学習推進経費

事業概要

　市民一人ひとりの人権が真に尊重される自由で平等な社会を目指し、
様々な人権問題をテーマに市民講演会を開催する。

委託料 100

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　地域における人権教育の推進を図るとともに、全市レベルでの市民意識
の向上に努めることを目的とする。 消耗品費 5

食糧費 2

100

事業費計
107

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成26年度は、引き続き奈良市人権教育推進協議会と協働して、板垣淑
子さんの講演会を行った。

報償費

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

120 112 107
事業費 地方債

112

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

120 112 107
事業費 地方債

一般財源
120 112 107 107
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 13

前年度予算

奈良県市町村社会教育指導員連絡協議会関連旅費 8 25

成人教育資料用消耗品 5 18

奈良県市町村社会教育指導員連絡協議会負担金 12 229
奈良県人権教育推進協議会負担金
奈良県市町村社会教育指導員連絡協議会研修会 4
出席負担金

272

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市人権教育推進協議会との連携を強化し、地域における人権教育の
推進を図ることを目的とする。 旅費 8

消耗品費 5

負担金補助及び交付金

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 人権政策課

既存

事項
地域人権教育支援事業（奈良県市町村社会教育指導員連絡協議
会）に係る経費

会計 一般会計 教育費 社会教育費 成人教育費

小事業 1010 成人教育事務経費

事業概要

　人権教育の知識や技能向上のため、社会教育指導員を奈良県市町村社会
教育指導員連絡協議会へ参加させる。

228
212

国庫支出金

県支出金

事業費計
241

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　人権教育の知識や技能向上のため、社会教育指導員を奈良県市町村社会
教育指導員連絡協議会へ参加させた。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

247 272 241
事業費 地方債

272
一般財源

247 272 241 241

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

247 272 241
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 13

前年度予算

社会教育指導員（非常勤嘱託職員）　（3人） 4,995

4,995

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　社会教育指導員を配置し、地域における人権教育の推進を図ることを目
的とする。 5,580 賃金 5,580

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 人権政策課

既存

事項 地域人権教育支援事業（社会教育指導員賃金）に係る経費
会計 一般会計 教育費 社会教育費 成人教育費

小事業 1510 人権教育事務経費

事業概要

　地域におけるより一層の人権教育の推進、人権啓発の推進を図るため、
社会教育指導員を3人配置する。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
5,580

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　地域における人権教育の推進を図るため、社会教育指導員を2人配置し
た。

4,995 4,995 5,580
事業費 地方債

4,995

4,995 4,995 5,580
事業費 地方債

一般財源
4,995 4,995 5,580 5,580

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 13

前年度予算

人権教育関係図書 3 93
人権教育推進研究集会資料作成消耗品 10
地区別研修会消耗品 50

人権教育ＤＶＤ等教材 72 72

165

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 人権政策課

既存

事項 地域人権教育支援事業（人権教育地区別研修会等）に係る経費
会計 一般会計 教育費 社会教育費 成人教育費

小事業 1515 人権教育推進経費

事業概要

　奈良市人権教育推進協議会と協働し、地域における人権教育の推進を図
るため、地区別研修会や人権教育推進研究集会等を実施する。

72

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市人権教育推進協議会との連携を強化し、地域活動としての人権学
習を通して人権問題への認識を深めることにより、きめ細やかな事業を行
うことを目的とする。

消耗品費 63

備品購入費

事業費計
135

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　奈良市人権教育推進協議会と協働し、地域における人権教育の推進を図
るため、地区別研修会や人権教育推進研究集会等を実施してきた。
　また、人権教育図書・ＤＶＤ等を購入した。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

165

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

140 165 135
事業費 地方債

一般財源
140 165 135 135
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 13

前年度予算

奈良市人権教育推進協議会運営補助金 1,458

1,458

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市人権教育推進協議会を補助することにより、地域活動としての人
権学習を通して人権問題への認識を深めることを目的とする。 1,458 負担金補助及び交付金 1,458

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 人権政策課

既存

事項
地域人権教育支援事業（奈良市人権教育推進協議会補助金）に
係る経費

会計 一般会計 教育費 社会教育費 成人教育費

小事業 1520 人権教育団体助成経費

事業概要

　奈良市人権教育推進協議会と連携し、地域における人権教育の推進を行
う。

国庫支出金

県支出金

事業費計
1,458

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　奈良市人権教育推進協議会と連携し、地域における人権教育の推進を
行ってきた。
　また、平成25年度は、奈良市において第46回奈良県人権教育推進協議会
研究大会を開催した。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

4,820 1,458 1,458
事業費 地方債

1,458
一般財源

4,820 1,458 1,458 1,458

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

4,820 1,458 1,458
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 13

前年度予算

識字学級担当者研修会参加旅費 3 5

識字学級用消耗品 5 18

識字交流研修会参加負担金 4 4

27

4

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　日常生活に必要な読み書きを学習し、話す力や書く力を伸ばすことで生
活を豊かにすることにより、人権意識の向上を図ることを目的とする。 旅費 3

消耗品費 5

負担金補助及び交付金

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 人権政策課

既存

事項 地域人権教育支援事業（識字学級）に係る経費
会計 一般会計 教育費 社会教育費 成人教育費

小事業 1530 識字学級経費

事業概要

　人権文化センターで識字学級を開催する。また、担当者が交流研修会へ
参加する。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
12

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　識字能力の獲得を通して人権意識の向上を図るため、人権文化センター
において識字学級を定期的に開催してきた。

11 27 12
事業費 地方債

27

11 27 12
事業費 地方債

一般財源
11 27 12 12

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 73

前年度予算

男女共同参画施策普通旅費 10 10

書籍購入費 40 159
消耗品

通信運搬費 31 31

532

732

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 男女共同参画課

既存

事項 男女共同参画施策事務経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 男女共同参画施策推進費

小事業 1010 男女共同参画施策事務経費

事業概要

　男女共同参画施策に関する関係機関との連携を図り、各種出版物の購入
等により情報収集を行う。また男女共同参画推進計画に基づいて社会情勢
に応じた施策を進める。

通信運搬費 31

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　男女共同参画施策を円滑に行うための課事務経費
旅費 10

消耗品費 159
119

事業費計
200

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　施策の推進に必要な各種出版物の購入等により情報収集を行った。

印刷製本費

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

932 732 200
事業費 地方債

732

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

932 732 200
事業費 地方債

一般財源
932 732 200 200
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 73

前年度予算

1,226
講演会講師謝礼　
各種講座託児者謝礼　

情報誌作成消耗品　 25 105
各種講座用消耗品 80

各講座講師賄　 3 3

情報誌印刷　 103

イクメン手帳増刷

通信運搬費 41 41

1,478

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　女性問題を啓発し、男女共同参画社会づくりの機運の醸成を図ることを
目的とする。 セミナー等講師報償 550 報償費 806

100
156

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 男女共同参画課

既存

事項 女性問題啓発に係る経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 男女共同参画施策推進費

小事業 1015 女性問題啓発経費

事業概要 408
　各種講座・セミナー・講演会（ワーク・ライフ・バランス、女性の就業
及び再就職、女性のための起業家支援、男性の育児参加等）を実施する。
また、情報誌「和音なら」を発行し、奈良市の男女共同参画施策の方向性
とトピックをタイムリーに発信する。また、施策の一環である「ワークラ
イフバランスの推進」を図るため、市オリジナルのイクメン手帳の発行を
行う。

通信運搬費 41

103 印刷製本費 511

食糧費 3

消耗品費 105

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　女性のエンパワーメントに繋げる各種セミナーや講演会を実施するとと
もに、ワーク・ライフ・バランスの推進のための講演会等を実施してい
る。また、情報誌「和音なら」を発行し、男女共同参画施策に関する情報
を市民及び関係機関に発信している。

事業費計
1,466

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,472 1,478 1,466
事業費 地方債

各種講座受講料 850

628
一般財源

989 628 616 616

その他
483 850 850 850

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,472 1,478 1,466
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 73

前年度予算

90 754

各種男女共同参画施策会議出席旅費 161

ＤＶ防止及び被害者支援基本計画策定委員会用消耗品 7 7

ＤＶ防止及び被害者支援基本計画策定委員会委員賄 2 5

ＤＶリーフレット印刷代 208
ＤＶ基本計画印刷代　　　

ＤＶ基本計画送付郵送料 90 582

各種男女共同参画施策会議出席負担金 14 310

ＤＶ被害者支援事業補助金　

2,027

154 旅費 154

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　男女共同参画施策の全国的な流れを研究し、事業に反映するとともに、
男女共同参画社会の実現の妨げとなるＤＶ（配偶者等からの暴力）を防止
することを目的とする。

ＤＶ防止及び被害者支援基本計画策定委員会委員報償費 報償費 290
ＤＶ研修講師謝礼 200

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 男女共同参画課

既存

事項 男女共同参画施策調査等に係る経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 男女共同参画施策推進費

小事業 1025 男女共同参画施策調査研究経費

事業概要 320
　全国規模の会議等へ出席することにより、男女共同参画の全国的な流れ
を研究する。また、ＤＶ（配偶者等からの暴力）を許さない意識づくりの
推進や相談体制の充実、被害者支援や関係機関との連携を行う。

通信運搬費 90

負担金補助及び交付金 314
300

108 印刷製本費 428

消耗品費 7

食糧費 2

国庫支出金

県支出金

事業費計
1,285

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　日本女性議会等へ参加することで、男女共同参画の全国的な流れを研究
し、市の施策に反映させてきた。ＤＶ（配偶者等からの暴力）に関して
は、職員向けの研修を実施し啓発を行ってきた。また、市民向けにはリー
フレットを作成して各施設に配置するとともに、ＤＶ被害者支援事業実施
団体への補助を行っている。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

650 2,027 1,285
事業費 地方債

2,027
一般財源

650 2,027 1,285 1,285

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

650 2,027 1,285
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 73

前年度予算

216

審議会委員用賄　 2 3

219

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　男女共同参画推進審議会を開催し、様々な分野及び立場から選出された
委員からの意見を、男女共同参画社会づくりの施策に反映することを目的
とする。

男女共同参画推進審議会委員報酬 240 報酬 240

食糧費 2

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 男女共同参画課

既存

事項 男女共同参画推進審議会に係る経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 男女共同参画施策推進費

小事業 1030 男女共同参画推進審議会経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成１５年４月１日施行の奈良市男女共同参画推進条例により、奈良市
男女共同参画推進審議会を設置し、第１回目を平成１５年６月に開催し
た。その後、年に１～２回審議会を開催し、男女共同参画推進に関する重
要事項についての審議を行っている。

事業費計
242

これまでの取組内容

　男女共同参画推進審議会を開催し、男女共同参画推進に関する重要事項
について審議を行う。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

106 219 242
事業費 地方債

219
一般財源

106 219 242 242

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

106 219 242
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 73

前年度予算

女性問題相談員賃金・通勤手当 4,540

女性問題相談員旅費 114

519

5,173

女性法律相談業務委託 519 委託料 519

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　相談業務を実施し、女性の自立支援の一助とすることにより、市民一人
一人の人権が尊重された男女共同参画社会を実現することを目的とする。 4,593 賃金 4,593

111 旅費 111

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 男女共同参画課

既存

事項 女性問題相談に係る経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 男女共同参画施策推進費

小事業 1035 女性問題相談経費

これまでの取組内容

　生き方、夫婦、家族、人間関係、性、からだ、精神保健、暮らし、労
働、ＤＶなどあらゆる女性の悩みに対して女性相談員が相談に応じる。ま
た、女性を取り巻く、深刻化、複雑化する法律的諸問題について、女性弁
護士が助言等を行い、解決の糸口を見つけ出すサポートをしている。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　女性問題相談室は男女共同参画センター、西部会館及び北部会館で実施
している。また、女性を取り巻く法律的諸問題について、女性弁護士によ
る法律相談を毎月第３木曜日に男女共同参画センターで実施している。

事業費計
5,223

4,959 5,173 5,223
事業費 地方債

5,173

4,959 5,173 5,223
事業費 地方債

一般財源
4,959 5,173 5,223 5,223

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 73

前年度予算

地域婦人団体連絡協議会運営補助金　 1,690

国際女性交流協会運営補助金　

1,690

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 男女共同参画課

既存

事項 女性団体助成のための経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 男女共同参画施策推進費

小事業 1045 女性団体助成経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　地域社会の発展と女性の地位向上を目指し活動している女性団体を支援
し、男女共同参画社会の実現を図ることを目的とする。 1,500 負担金補助及び交付金 1,645

女性ボランティア協会運営補助金　 80
65

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　地域社会の発展と女性の地位向上を目指し活発に活動している女性団体
に対して補助金による運営の補助を行ってきた。近年これらの女性団体
は、市との共催事業を実施するなど協働のパートナーとして成長してきて
いる。

事業費計
1,645

これまでの取組内容

　地域社会の発展と女性の地位向上を目指し活動している主な女性団体に
対して、運営補助をする。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,730 1,690 1,645
事業費 地方債

1,690
一般財源

1,730 1,690 1,645 1,645

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,730 1,690 1,645
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 73

前年度予算

新聞代 85 443
センター運営管理用消耗品等

ガソリン代　 50 58
　
電気料金 1,365
ガス料金 29
水道料金

施設修繕料　 30 30

電話代 313

電気設備検査点検手数料　 230
消防設備点検手数料　 80

館内清掃業務委託 872

機械警備委託

自動車リース　
事務機器借上料　 1,044

有線放送電柱使用料　 2
ＡＥＤリース 37

防火管理者講習料 7 7

4,362

1,245 光熱水費 1,430

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　男女共同参画センターを運営するための経費
消耗品費 368

283

燃料費 50

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 男女共同参画課

既存

事項 男女共同参画センターの運営管理に係る経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 男女共同参画施策推進費

小事業 1050 男女共同参画センター運営管理経費

324

　男女共同参画に関するあらゆる取り組みを行うための、活動や情報発信
の拠点施設として活動を行う。

318 通信運搬費 318

150 手数料 230

443 委託料 767

修繕料 30
事業概要

156

財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成２３年４月、場所をシルキアからみかさ人権文化センター跡に移転
した。その後、センターの改修工事を実施し利便性の向上を図った。ま
た、男女共同参画の啓発に取り組むとともに、女性団体の支援や男女の自
立と交流・実践の場として活動を行っている。

負担金補助及び交付金 7

事業費計
4,094

財源内訳

これまでの取組内容

258
597 使用料及び賃借料 894

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

センター施設及び付属設備使用料 150

4,212
一般財源

3,665 4,212 3,944 3,944

その他
93 150 150 150

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,758 4,362 4,094
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 10

前年度予算

推進会議委員報酬(17人) 0

推進会議委員旅費(1回) 54
近畿ブロック都市福祉事務所長連絡協議会旅費(2回)

新聞代 323
事務用消耗品

会議用賄（地域福祉推進会議等） 2

国等連絡用切手 5

安心生活創造推進事業 29,000

人件費
（正規職員3人）

需用費（燃料費、修繕費）
使用料及び賃借料（車両・パソコンリース）

奈良県市町村福祉事務研究協議会負担金 108
近畿ブロック都市福祉事務所長連絡協議会負担金
北和地区福祉有償運送共同運営協議会負担金

29,492

安心生活創造推進事業費補助金 29,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 福祉政策課

既存

事項 課事務経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

小事業 1010

4 食糧費 4

37 消耗品費 313
276

　課の事務運営のための経費
162 報酬 162

15 旅費 30
15

社会福祉事務経費

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

8
90

10 負担金補助及び交付金 108

　○各種福祉事業実施に係る事務経費
　○既存の制度サービスの支援対象とならない方が孤立化するのを防ぐた
め、住民参加による地域づくりを通じて安心して生活できる基盤づくりを
構築するため実施する事業の経費
　○奈良県市町村及び近畿ブロック都市の福祉事務所間の連絡調整を図る
ことを目的とする協議会の負担金、奈良市、大和郡山市、および生駒市が
共同で福祉有償運送の運営について協議するための協議会の負担金など。

委託料 18,800

17,081

586
1,133

事業概要 4 通信運搬費 4

国庫支出金
5,000

県支出金

事業費計
19,421

財源内訳 財 源 の 内 容

　事務にかかる経費の削減を行ってきた。
これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

492
一般財源

484 492 14,421 14,421

その他
3,584 29,000 5,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

4,068 29,492 19,421
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 10

前年度予算

電気設備検査点検手数料(旧辰市人権文化センター)(12回) 91 116
消防設備検査点検手数料(旧辰市人権文化センター) 20

建物機械警備委託(旧辰市人権文化センター)(12回) 683
旧鳥見幼稚園跡地管理委託

奈良市社会福祉協議会補助金 198,500
人件費
公課費
行政財産使用料(庁舎中央棟)
土地財産使用料(旧辰市人権文化センター)

199,299

359

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　地域福祉推進事業、生活相談・支援事業、福祉サービス利用援助事業に
携わる市社会福祉協議会建物の管理経費の補助及び各事業に携わるコミュ
ニティワーカーの人件費を補助し、社協活動を行政支援する。

手数料 111

284 委託料 643

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 福祉政策課

既存

事項 社会福祉協議会経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

小事業 1020 社会福祉協議会経費

事業概要 4,011
　○市民全体の参加と協力を得て、誰もが安心して暮らせる福祉のまちづ
くりを目指し、各種福祉事業を実施している奈良市社会福祉協議会の施設
管理経費
　○地域福祉推進事業、生活相談・支援事業、福祉サービス利用援助事業
等を実施する社協職員の人件費補助

7,092
1,455

負担金補助及び交付金 197,900
185,342

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　地域での福祉活動が多種多様の現状の中、生活相談、生活支援、福祉
サービス利用援助等の事業を進めるとともに、市民の福祉への理解と参加
促進に努める。また、保健・医療・福祉等の専門機関や諸団体との連携
（ネットワーク会議）のもと住民主体による地域福祉活動の充実を図る。

事業費計
198,654

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

210,387 199,299 198,654
事業費 地方債

199,299
一般財源

210,387 199,299 198,654 198,654

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

210,387 199,299 198,654
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 10

前年度予算

福祉医療機構融資分（14法人） 9,824

9,824

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　社会福祉法人が社会福祉施設の整備等のため資金の融資又は借り入れを
受けている場合、その借入金にかかる利子を補給し、社会福祉法人の負担
の軽減を図るための経費

8,484 負担金補助及び交付金 8,484

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 福祉政策課

既存

事項 社会福祉法人利子補給経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

小事業 1035 社会福祉法人利子補給経費

事業概要

　社会福祉法人が社会福祉施設の整備等のため資金の融資又は借入れを受
けている場合、その借入金にかかる利子を補給する。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
8,484

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　既に利子補給金交付要綱を平成20年度から廃止している。
ただし、従前の要綱に基づき予算要求を行うものであり、借入利息の自然
減により縮小を行っている。

10,720 9,824 8,484
事業費 地方債

9,824

10,720 9,824 8,484
事業費 地方債

一般財源
10,720 9,824 8,484 8,484

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 10

前年度予算

奈良地区保護司会補助金 1,530
奈良地区更生保護女性会補助金
奈良地区保護司会社明運動補助金

1,530

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 福祉政策課

既存

事項 福祉団体助成金
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

小事業 1045 福祉団体助成経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　地域福祉行政推進の一役を担っている各関係福祉団体の事業実施にかか
る経費及び同団体の運営補助にかかる経費 930 負担金補助及び交付金 1,530

100
500

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　Ｈ21年度　至徳会に対する運営補助金を廃止

事業費計
1,530

これまでの取組内容

　地域福祉行政推進の一役を担っている各関係福祉団体の事業実施にかか
る経費及び同団体の運営補助にかかる経費

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,516 1,530 1,530
事業費 地方債

1,530
一般財源

1,516 1,530 1,530 1,530

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,516 1,530 1,530
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 10

前年度予算

再任用職員　超過勤務手当 10,000

臨時雇用職員(10人) 　社会保険料 3,811

臨時雇用職員(10人) 　賃金 24,768

事務連絡旅費 60

事務用消耗品 2,195
2

制度周知リーフレット作成等 53

出張所水道料金等 0

臨時福祉給付金関連郵送(225,000枚) 44,550
子育て特例給付金関連郵送(105,000枚)

臨時福祉給付金振込手数料(75,000件) 6,977

子育て特例給付金振込手数料(35,000件)
振込組戻手数料(200件)

臨時福祉給付金・子育て世帯臨時特例給付金 97,000
業務委託
コールセンター業務委託
各種データ変換・ネットワーク構築委託

事務機器借り上げ料 10,547

臨時福祉給付金(75,000人) 1,400,037

子育て世帯臨時特例給付金(50,000人)
臨時雇用職員(10人)  児童手当拠出金

1,600,000

臨時福祉給付金給付事業費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,600,000

1,800 消耗品費 1,800
食糧費

60 旅費 60

16,560 賃金 16,560

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　◯臨時福祉給付金
　平成26年4月から実施される消費税率の引き上げに伴い、低所得者（平
成２７年度市民税非課税者）に対し支給する。
　○子育て世帯臨時特例給付金
　税率の引き上げに伴う子育て世帯への影響を緩和するため同様に給付事
業を行う。

5,000 超過勤務手当 5,000

2,541 共済費 2,541

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 福祉政策課

新規等

事項 臨時福祉給付金事業経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

小事業 1076 臨時福祉給付金等給付事業経費

これまでの取組内容 22,000

75,000 委託料 100,000

3,780
130

8,100 手数料 12,010

事業概要 300 印刷製本費 300
　平成27年度臨時福祉給付金について：詳細未定も以下のとおり実施され
る見込み。
・臨時福祉給付金　6,000円／１人（１回限り）
・加算措置は廃止
・子育て世帯臨時特例給付金　3,000円／１人（１回限り）

50 光熱水費 50

20,700 通信運搬費 30,360
9,660

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
770,000

25 事業費計
770,000

3,000

1,294 使用料及び賃借料 1,294

450,000 負担金補助及び交付金 600,025
150,000

3,046 1,600,000 770,000
事業費 地方債

0

3,046 1,600,000 770,000
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
3,046 1,600,000 770,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 10

前年度予算

都道府県・指定都市・中核市 267
指導監査監督職員研修旅費(2人)
厚生労働省指導監査連絡調整旅費(1回×1人)
近畿府県市社会福祉法人等指導監査事務担当者会議参加旅費
(1人)

書籍購入費 237
事務用消耗品

指導監査実施通知・結果通知 97 96
(36法人・90施設×2回、700事業所)

600

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 福祉政策課

既存

事項 指導監査事務経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

小事業 1080 指導監査事務経費

通信運搬費 97
事業概要

187
49 消耗品費 236

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　社会福祉法人の円滑な運営並びに社会福祉施設等利用者のサービス向上
を図るため、社会福祉法その他関係法令に基づき、社会福祉法人及び社会
福祉施設等の指導監査並びに介護サービス事業所及び障害福祉サービス事
業所の実地指導を行う。
　平成27年度においても、社会福祉法人及び社会福祉施設等の指導監査・
実地指導を実施する。

269 旅費 269

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　市外出張旅費、書籍購入費、消耗品費及び通信運搬費を精査し、節減を
行っている。

Ｈ23　　35法人　　69施設
Ｈ24　　34法人　　69施設
Ｈ25　　34法人　　70施設
Ｈ26　　35法人　　76施設 事業費計

602

これまでの取組内容

　社会福祉法人の円滑な運営並びに社会福祉施設利用者のサービス向上を
図るため、社会福祉法その他関係法令に基づき、社会福祉法人及び社会福
祉施設の指導監査等を行う。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

487 600 602
事業費 地方債

600
一般財源

487 600 602 602

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

487 600 602
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 10

前年度予算

社会福祉統計調査用消耗品 40
社会福祉施設等調査用消耗品

事務連絡用切手 10

50

厚生統計調査費委託金 50

通信運搬費 10

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　国の厚生事業統計の一環として市内の社会福祉法人の業務実績や社会福
祉施設数などを調査し、福祉行政の基礎資料を得て国政へ反映することを
目的とする経費

30 消耗品 40
10

10

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 福祉政策課

既存

事項 厚生統計調整費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

小事業 1082 厚生統計調査経費

これまでの取組内容

　国の厚生事業統計の一環として市内の社会福祉事業所、障害福祉サービ
ス事業所、介護保険サービス事業所の活動状況（サービス種別、事業所番
号）等の確認作業を行う。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
50

　国の厚生事業統計の一環である社会福祉法人等の業務実績や社会福祉施
設数、社会福祉事務所等の活動状況の調査・確認を行ってきた。

事業費計
50

6 50 50
事業費 地方債

0

6 50 50
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
6 50 50

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 10

前年度予算

審議会委員報酬 1,212
　 総会(24人×1回)

民生分科会(8人×1回)
心身分科会(11人×1回)
身障審査部会(30人)
児童分科会(8人×1回)
高齢者分科会(7人×1回)

審議会委員費用弁償 59

審議会委員賄 8

委員連絡切手 6

1,285

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 福祉政策課

既存

事項 社会福祉審議会経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

小事業 1090 社会福祉審議会経費

事業概要 8 食糧費 8

52 旅費 52

96
84

360

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市社会福祉審議会に要する経費
報酬 1,056

288
96
132

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　社会福祉審議会委員28人、専門委員14人

事業費計
1,122

これまでの取組内容

　奈良市社会福祉審議会開催に要する経費
6 通信運搬費 6

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

298 1,285 1,122
事業費 地方債

1,285
一般財源

298 1,285 1,122 1,122

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

298 1,285 1,122
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 10

前年度予算

自立支援通訳・指導員派遣報償費(76回) 799
自立指導員（活動推進費）

自立支援通訳・指導員派遣旅費 239
厚労省等事務調整旅費

事務用消耗品等 79

広報事業（パネル展）用賄 5 5

広報事業用パネル製作等印刷費 50

自立支援通訳・指導員派遣及び広報事業用切手 10

通訳・指導員損害保険料 4 4

民間日本語学校利用補助金 100

日本語学校通所旅費、教材費 474

1,760

中国残留邦人等支援対策事業費補助金 1,760

旅費 209
67

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市在住の中国残留邦人帰国者に対する支援に要する経費
712 報償費 799
87

142

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 福祉政策課

既存

事項 中国残留邦人帰国者支援事業
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

小事業 1310 中国残留邦人等地域生活支援経費

474 扶助費 474

100 負担金補助及び交付金 100

事業概要 50 印刷製本費 50
　中国残留邦人帰国者等が、言葉・生活習慣の相違等により不自由な社会
生活を送ることのないように、通訳や指導員の配置を行う。 10 通信運搬費 10

保険料 4

食糧費 5

79 消耗品 79

国庫支出金
1,730

県支出金

事業費計
1,730

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成24年度から、一部の通訳及び指導員を交替したことにより派遣件数
が増加傾向にある。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,045 1,760 1,730
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 0 0

その他
1,045 1,760 1,730

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,045 1,760 1,730
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 10

前年度予算

都祁福祉センター管理運営委託 31,700
人件費（4人）
事業費

ポンプ場借地料 21

31,721

事業概要

21 使用料 21

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市民の福祉活動の振興及び健康の増進を図り、もって市民の福祉の向上
に資するため設置された都祁福祉センターの管理運営。都祁福祉センター
運営管理に要する経費

31,700 委託料 31,700

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 福祉政策課

既存

事項 都祁福祉センター管理運営経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

小事業 3515 都祁福祉センター管理運営経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成22年度より、公募による指定管理者の選定

事業費計
31,721

これまでの取組内容

　都祁福祉センター指定管理料
　センタ―内の入浴室・多目的施設・会議室等の施設の管理運営に要する
経費

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

31,616 31,721 31,721
事業費 地方債

1,440

30,281

その他
940 1,440 1,080 福祉センター使用料 1,080

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

31,616 31,721 31,721
事業費 地方債

一般財源
30,676 30,281 30,641 30,641
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 10

前年度予算

月ヶ瀬福祉センター管理運営委託 33,000
人件費（６人）
事業費

33,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市民の福祉活動の振興及び健康の増進を図り、もって市民の福祉の向上
に資するため設置された月ヶ瀬福祉センターの運営管理に要する経費 31,800 委託料 31,800

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 福祉政策課

既存

事項 月ヶ瀬福祉センター管理運営経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

小事業 3520 月ヶ瀬福祉センター管理運営経費

事業概要

　月ヶ瀬福祉センター指定管理料
　センター内のパターゴルフ場・ゲートボール場等の屋外施設、談話室・
会議室等の屋内施設の管理運営に要する経費

国庫支出金

県支出金

事業費計
31,800

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成22年度より、公募による指定管理者の選定

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

32,189 33,000 31,800
事業費 地方債

福祉センター使用料 1,560

31,440
一般財源

31,134 31,440 30,468 30,468

その他
1,055 1,560 1,332 1,332

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

32,189 33,000 31,800
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 15

前年度予算

民生委員手帳　他 827

救急医療情報キット 0

民生児童委員連絡用切手 48

民生児童委員傷害保険料 378

地図アプリソフトリース料 309

3

1,565

368 保険料 368

47 通信運搬費 47

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　民生児童委員に関する事務経費
549 消耗品費 549

200 印刷製本費 200

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 福祉政策課

既存

事項 民生委員事務経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 民生委員費

小事業 1010 民生委員事務経費

事業概要

　民生児童委員活動の推進を図るための経費
　平成23年度から地図アプリソフトを導入し、民生委員業務の効率化に努
めている。

309 使用料及び賃借料 309

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
1,473

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　地区民生委員児童委員協議会数　　　46地区
　民生児童委員定数　　　　　　　　 771人

旅費

950 1,565 1,473
事業費 地方債

その他雑入 132

1,433

950 1,565 1,473
事業費 地方債

一般財源
950 1,433 1,345 1,345

その他
132 128 128

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 15

前年度予算

民生委員活動費（771人） 50,839
児童委員活動費（771人）
地区民生委員児童委員協議会会長活動費（46人）

奈良市民生児童委員協議会連合会活動補助金 11,080
奈良市地区民生委員児童委員協議会
活動補助金（46地区）

61,919

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 福祉政策課

既存

事項 民生委員活動経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 民生委員費

小事業 1015 民生委員活動経費

事業概要

1,880 負担金補助及び交付金 11,080
9,200

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　民生委員活動のための実費弁償に係る経費並びに地区民事協会長活動に
要する経費 25,173 報償費 50,839

25,173
493

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　地区民生委員児童委員協議会数　　　46地区
　民生児童委員定数　　　　　　　　　771人

事業費計
61,919

これまでの取組内容

　民生児童委員活動費、地区民事協会長活動費として支給している。ま
た、奈良市民生児童委員協議会及び地区民生児童委員協議会に対して活動
補助金を交付している。
　　民生委員活動費　　32,650円／1人
　　児童委員活動費　　32,650円／1人
　　地区会長活動費　　10,700円／1人
　　地区民生委員児童委員協議会活動補助金
　　　　200,000円×46地区＝9,200,000円

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

61,919 61,919 61,919
事業費 地方債

61,919
一般財源

61,919 61,919 61,919 61,919

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

61,919 61,919 61,919
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 15

前年度予算

民生委員推薦会委員報酬（8人） 76

民生委員推薦会賄 1

民生委員推薦会用切手 20

97

16 通信運搬費 16

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　民生委員候補者の推薦、決定のための民生委員推薦会を開催する。
76 報酬 76

1 食糧費 1

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 福祉政策課

既存

事項 民生委員推薦会経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 民生委員費

小事業 1025 民生委員推薦会経費

これまでの取組内容

　民生委員法等により組織された推薦会委員・幹事・書記を構成員とする
会議開催にかかる経費で、主に民生委員・児童委員候補者の推薦・決定を
審議する。
（民生委員法第1条　民生委員法施行令第1条～7条　民生委員法施行細則
第3条、第5条）

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　事務にかかる経費の削減を行ってきた。

事業費計
93

21 97 93
事業費 地方債

97

21 97 93
事業費 地方債

一般財源
21 97 93 93

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 30

前年度予算

援護事務説明会出席旅費 1

戦没者追悼式開催消耗品 112
第10回特別弔慰金用消耗品

連絡用切手 6
第10回特別弔慰金用切手

戦没者追悼式会場及び祭壇設営委託 1,123

戦没者追悼式開催に伴う山間部参列者 462

送迎バス借上げ料
戦没者追悼式マイク設備借上げ料

奈良市遺族会補助金 3,000

4,704

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 福祉政策課

既存

事項 遺族援護事務経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 遺族等援護対策費

小事業 1010 遺族援護事務経費

事業概要 1,135 委託料 1,135

6 通信運搬費 556
550

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　戦没者遺族援護及び戦没者追悼式挙行経費
1 旅費 1

40 消耗品費 110
70

事業費計
4,995

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　事務にかかる経費の削減を進めてきたが、平成27年度から開始される
「第10回特別弔慰金」支給に伴う事務費を増額した。

　奈良市戦没者追悼式（10月挙行の予定）
　奈良市遺族会補助金
　第10回特別弔慰金支給事務経費

363 使用料及び賃借料 493

130

2,700 負担金補助及び交付金 2,700

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

4,654 4,704 4,995
事業費 地方債

4,704

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

4,654 4,704 4,995
事業費 地方債

一般財源
4,654 4,704 4,995 4,995
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 30

前年度予算

戦没者遺族の集い（終戦70周年事業）補助

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　戦後70周年記念事業「戦没者遺族の集い」への事業補助費
2,000 負担金補助及び交付金 2,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 福祉政策課

新規等

事項 遺族援護事務経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 遺族等援護対策費

小事業 1010 遺族援護事務経費

事業概要

　平成27年度は、第2次世界大戦終戦70周年となるため、奈良市遺族会が
開催を予定している「戦没者遺族の集い」に対して事業補助を行う。

国庫支出金

県支出金

事業費計
2,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

2,000
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 2,000 2,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 30

前年度予算

草刈り作業御礼 90

供花 15

光熱水費 92

合祀板追記手数料 28

植木等手入れ委託 101

326

27 手数料 27

94 光熱水費 94

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　慰霊塔公園の維持管理に要する経費
90 報償費 90

15 消耗品費 15

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 福祉政策課

既存

事項 慰霊塔公園管理経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 遺族等援護対策費

小事業 1020 慰霊塔公園管理経費

事業概要

　公園内合祀板への追記
　公園内植木の剪定及び草刈り作業の委託

200 委託料 200

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
426

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　遺族会会員による草刈り作業、植木の手入れ　年9回実施

313 326 426
事業費 地方債

326

313 326 426
事業費 地方債

一般財源
313 326 426 426

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 53

前年度予算

都祁福祉センター屋根防水工事費

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 福祉政策課

投資

事項 都祁福祉センター整備に要する経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉施設整備事業費

小事業 1010 社会福祉施設整備事業

事業概要

　施設の老朽化による雨漏りが発生しており、館内電子機器類等への影響
や、昨年発生した天井崩落のような事故発生防止のため、特に影響が大き
いと思われる箇所を中心に防水施工を行う。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　都祁福祉センター屋根防水工事に要する経費
8,000 工事請負費 8,000

事業費計
8,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　指定管理者による応急的な修繕を行っていた。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

8,000 6,000
事業費 地方債

福祉基金

0

その他
8,000 2,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

8,000 6,000
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 80

前年度予算

福祉基金積立金 603

603

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　福祉基金積立に要する経費
607 委託料 607

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 福祉政策課

既存

事項 福祉基金経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 福祉基金費

小事業 1010 福祉基金経費

事業概要

　すべての人々が健康で生きがいを持ち安心して過ごせるような明るい活
力ある社会の実現を目指して、在宅福祉の向上、健康づくり等社会福祉の
増進に必要な資金を積み立てるために設置した福祉基金に要する経費

国庫支出金

県支出金

事業費計
607

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　寄付積立額
　23年度　100,000,000円
　処分額
　23年度　14,220,789円
　　　　　（保育園、高齢者、障がい福祉施設等の整備事業）
　24年度 　 9,548,871円（保育園、バンビーホーム等の施設整備事業）
　25年度　　9,685,258円
　　　　　（バンビ―ホーム施設整備、老人福祉センター改修工事）

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

699 603 607
事業費 地方債

福祉基金預金利子収入 603

0
一般財源

260 0 0 0

その他
439 603 607 607

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

699 603 607
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

特別障害者手当等嘱託医審査費（30回） 549
地域自立支援協議会委員報償費（6回）

主管課長会議（2回）、奈良県更生相談所（12回） 129
施設入所者調査旅費（9施設）

書籍購入費 1,119
事務用消耗品等

身体障害者手帳印刷 984
友愛バス優待乗車証連続帳票
その他各種印刷物

友愛バス券送付（12,000件） 2,070
その他各種通知発送等

派遣手話通訳者健康診断（6人） 9

指定事業所管理システム保守委託 3,557

事務機器借り上げ料 1,294
指定事業所管理システム・サーバーリース料

12

9,723

事業概要 104 印刷製本費

66 消耗品費 1,084
1,018

140

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　障がい者の福祉を推進していくための各事業実施に係る事務経費

489 報償費 549
60

140 旅費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 心身障害者福祉事務経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 1010 心身障害者福祉事務経費

筆耕翻訳料

事業費計
6,552

345
これまでの取組内容

　障がい者数の増加に伴い年々増加している郵送料については、まとめて
発送することで郵便割引の制度を使い、単価を下げる等の取り組みを行っ
ている。
　課内事務用消耗品の節約、印刷する封筒の種類や様式の見直し、また郵
送料の安い区内特別郵便を利用することなどにより経費を削減した。

324

260 使用料及び賃借料 605

900
　障がい者の福祉を推進していくための各事業（身体障害者手帳の印刷、
施設入所者の調査に対する旅費、友愛バス優待乗車証の作成、福祉のしお
りの発行、障害福祉サービス関係の通知の発送など）実施に係る事務経費
である。

145
651

624 通信運搬費 2,941
2,317

9 手数料 9

324 委託料

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

16,906 9,723 6,552
事業費 地方債

身体障害者福祉資金貸付金元利収入 75

9,648

その他
110 75 45 45

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

16,906 9,723 6,552
事業費 地方債

一般財源
16,796 9,648 6,507 6,507
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

福祉情報システム最適化事業 0
（障害福祉業務等）に係る賃貸借料
(運用期間：平成27年度～平成36年度）

120

120

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市では昭和48年に大型汎用コンピュータを導入して以来、各業務の
電算化を行ってきた。また、各課において独自の情報システムの導入が行
われている。これらの情報システムの現状分析を行い、業務の効率化・簡
素化と経費の削減を図り、市民サービスの向上につなげるため、平成24年
5月に「奈良市情報システム最適化計画」を策定した。この計画に基づ
き、新システム（福祉情報システム）の導入を行い情報システム最適化を
図る。

30,910 使用料及び賃借料 30,910

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

新規等

事項 情報システム最適化事業（福祉情報システム）
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 1010 心身障害者福祉事務経費

　福祉情報システムは、障害福祉、自立支援、地域生活支援、精神台帳管
理、福祉医療助成償還払い、精神相談管理、児童扶養手当（特別児童扶養
手当を含む）、児童手当、子ども医療、ひとり親医療、児童相談管理の各
業務を対象とする。現システムは個々に独立し、連携されていない部分が
多く、重複作業により非効率な事務となっている。新システムでは連携さ
れることで情報が一元化され、福祉サービスの受給状況や申請状況が一覧
で確認できるなど事務効率が向上し、市民対応においてもサービスの向上
が見込まれる。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

報償費

事業費計
30,910

これまでの取組内容

　平成26年6月27日に10年間の債務負担行為を設定し、奈良市福祉情報シ
ステム最適化事業（障害福祉業務等）賃貸借契約の締結を行い平成27年4
月の稼働予定。

0 120 30,910
事業費 地方債

120

0 120 30,910
事業費 地方債

一般財源
0 120 30,910 30,910

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

社会保障・税番号制度対応システム改修

0

社会保障・税番号制度補助金

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

新規等

事項 社会保障・税番号制度対応事業（福祉情報システム）
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 1010 心身障害者福祉事務経費

　社会保障・税番号制度の実施にあたり、平成27年10月の番号付番・通知
及び平成28年1月の番号利用開始に向けて、個人番号を利用する業務を管
理する福祉情報システム（障害福祉業務等）の改修を行う。

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　社会保障・税番号制度は、住民票を有する全ての方に1人1つの番号を付
して、社会保障、税、災害対策の分野で効率的に情報を管理し、複数の機
関に存在する個人の情報が同一人の情報であることを確認するために活用
されるものであり、行政を効率化し、国民の利便性を高め、公平かつ公正
な社会を実現する社会基盤である。
　この制度に対応するための福祉情報システム（障害福祉業務等）を改修
する委託経費

14,700 委託料 14,700

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
8,071

事業費計
14,700

これまでの取組内容

　現在進めているシステム最適化事業の障害福祉システムの構築の中で、
番号制度に伴うシステム改修の対応について検討を進めている。
　今後、福祉情報システム（障害福祉業務等）の構築を行っている事業者
に委託し、平成27年度には庁内連携に係る改修を行い、平成28年度にはシ
ステム本稼働に向けての改修を行う。

0 0 14,700
事業費 地方債

0

0 0 14,700
事業費 地方債

一般財源
0 0 6,629 6,629

その他
8,071

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

事業者指定通知書作成費　他 49 64

事業所指定、変更等通知　(349カ所) 42 86
事業所指定更新通知（指定6年後）　(32カ所) 4
介護給付費（加算）通知　(330カ所) 40

150

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 障害福祉サービス事業者指定等事務経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 1011 障害福祉サービス事業者指定等事務経費

　指定障害福祉サービス事業者等の指定等を行う。
事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　事業所の所在地が奈良市内の指定障害福祉サービス事業者、指定障害者
支援施設、指定一般相談支援事業者、指定特定相談支援事業者及び指定障
害児相談支援事業者の指定等を行うための経費

消耗品費 49

通信運搬費 86

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
135

これまでの取組内容

　平成26年度における指定件数
　①事業所数
　　平成26年3月末日現在:219カ所
　　平成27年2月1日現在:245カ所
　　→平成26年4月から平成27年2月1日までの指定事業所数
　　　37カ所
　②上記事業所が行っている指定障害福祉サービス事業等の数
　　平成26年3月末日現在:525事業
　　平成27年2月1日現在:575事業
　　→平成26年4月から平成27年2月1日までの指定事業数
　　　63事業

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

83 150 135
事業費 地方債

150
一般財源

83 150 135 135

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

83 150 135
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

点字版作成謝礼 500
録音版作成謝礼

事務用消耗品 219
点字封筒作成用無地封筒　（2,000枚）　　 10
点字封筒作成用コピー代　（2,000枚）　 2
点字用塩ビ版　（1,100枚）　 70
点字用紙（50,000枚）
保存袋角2(30枚入り） 2
カセットテープ（173本）　 18

カセットプリンター・点字製版機修繕 48 48

点字プリンター・パソコンリース料 568

1,335

115

217

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　視覚障がい者に、ボランティア団体と協働で製作したしみんだより等広
報誌の点字版及び録音版を配布することにより、情報のバリアフリー化を
進め、視覚障がい者の知る権利を確保するとともに、社会参加を促進する
ことを目的とする事業

300 報償費 500
200

消耗品費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 心身障害者広報等発行経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 1013 心身障害者広報等発行経費

これまでの取組内容

　点字用紙及び録音テープ並びに機材を市が提供して、しみんだより等広
報誌の点字版及び録音版をボランティア団体と協働で製作し、希望する視
覚障がい者に配付する。

修繕料 48

568 使用料及び賃借料 568

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　しみんだより、市議会だより、すいどうだよりの点字版(毎月50件）及
び録音版(毎月80件）を発行し、視覚障がい者の希望者に配付している。

事業費計
1,333

1,282 1,335 1,333
事業費 地方債

1,335

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,282 1,335 1,333
事業費 地方債

一般財源
1,282 1,335 1,333 1,333
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

賃金 非常勤嘱託職員賃金（技術） 2,831
賃金（1人×12カ月）
通勤手当

障害者虐待防止研修講師謝礼（1人） 100

市外旅費 8

県内（日帰り）　2人×4回

事務用消耗品 10

リーフレット 240

郵便料（40通） 78

3,267

1,633

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　障がい者に対する虐待の防止等に関する事業を行うことにより、障がい
者の権利利益を擁護し、養護者に対する支援などを行うため地域における
連携体制や支援体制の強化を図る。 賃金 2,837

2,644
193

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 障害者虐待防止対策支援事業経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 1018 障害者虐待防止対策支援事業経費

16 通信運搬費 16

事業概要

　障がい福祉課内に設置している障害者虐待防止センターを運営するとと
もに、障がい者に対する虐待の防止等（虐待の予防及び早期発見、虐待を
受けた障がい者に対する保護及び自立の支援、養護者支援など）に関する
事業を行い、地域における連携・支援体制の整備や強化を行う。

　障がい者に対する虐待の種類
　○　養護者による虐待
　○　障害者福祉施設従事者等による虐待
　○　使用者による虐待

10 消耗品費 10
16 印刷製本費 16

8 旅費 8

50 報償費 50

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　障がい福祉課内に障害者虐待防止センターを設置し、社会福祉士が虐待
に関する相談、通報に対応している。各事例に関しては、状況に応じて地
域の関係機関と連携がとれるよう支援体制を整えている。
　また、市民に対し虐待防止の研修を実施し、地域における障がい者虐待
防止への意識向上を図った。

事業費計
2,937

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

2,882 3,267 2,937
事業費 地方債

1,634
一般財源

1,445 1,634 2,937 2,937

その他
1,437 1,633

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,882 3,267 2,937
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

特別障害者手当 129,000
（延4,961人）
（平成27年2月分から平成28年1月分）

129,000

特別障害者手当等給付費負担金 96,750

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　精神又は身体に著しく重度の障がいを有し、日常生活において常時特別
の介護を必要とする20歳以上の在宅重度重複障がい者に対して、必要とな
る精神的、物質的な負担軽減のため手当を支給し、特別障がい者の福祉の
向上を図る。

129,000 扶助費 129,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 特別障害者手当経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 1030 特別障害者手当経費

事業概要

　障害程度認定基準に該当する20歳以上の在宅重度重複障がい者に対し
て、月額26,000円の特別障害者手当を支給する。ただし、所得が一定額以
上ある方、施設入所者、病院に3カ月以上入院中の方には支給しない。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
96,750

県支出金

事業費計
129,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

【実績】
　平成24年度　延4,958人
　平成25年度　延5,025人
　平成26年度　延5,070人（見込）

131,129 129,000 129,000
事業費 地方債

32,250

131,129 129,000 129,000
事業費 地方債

一般財源
32,782 32,250 32,250 32,250

その他
98,347 96,750 96,750

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

障害児福祉手当 37,000
（延2,616人）
（平成27年2月分から平成28年1月分）

37,000

特別障害者手当等給付費負担金 27,750

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 障害児福祉手当経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 1035 障害児福祉手当経費

事業概要

　障害程度認定基準に該当する20歳未満の在宅重度重複障がい児に対し
て、月額14,140円の障害児福祉手当を支給する。ただし、所得が一定額以
上ある方、施設入所者には支給しない。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　精神又は身体に重度の障がいを有し、日常生活において常時の介護を必
要とする20歳未満の在宅重度重複障がい児に対して、必要となる精神的、
物質的な負担軽減のため手当を支給し、特別障がい児の福祉の向上を図
る。

37,000 扶助費 37,000

事業費計
37,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

【実績】
　平成24年度　延2,634人
　平成25年度　延 2,655人
　平成26年度　延2,639人(見込)

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
27,750

県支出金

37,852 37,000 37,000
事業費 地方債

9,250

その他
28,369 27,750 27,750

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

37,852 37,000 37,000
事業費 地方債

一般財源
9,483 9,250 9,250 9,250

―　421　―



区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

福祉手当 3,200
（延198人）
（平成27年2月分から平成28年1月分）

3,200

特別障害者手当等給付費負担金 2,400

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　重度障がい者に対して、必要となる精神的、物質的な負担軽減のため手
当を支給し、重度障がい者の福祉の向上を図る。 2,800 扶助費 2,800

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 福祉手当経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 1040 福祉手当経費

事業概要

　昭和61年3月31日において20歳以上で、従来の福祉手当の受給者であっ
た者のうち、特別障害者手当の支給要件に該当せず、かつ障害基礎年金も
支給されない重度障がい者に対して、月額14,140円の福祉手当を支給す
る。ただし、所得が一定額以上ある方には支給しない。

国庫支出金
2,100

県支出金

事業費計
2,800

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

【実績】
　平成24年度　延286人
　平成25年度　延232人
　平成26年度　延192人(見込)

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

3,306 3,200 2,800
事業費 地方債

800
一般財源

827 800 700 700

その他
2,479 2,400 2,100

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,306 3,200 2,800
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

福祉タクシー助成（2,725人×48枚） 15,700

15,700

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　身体障害者手帳の下肢、体幹、内部及び視覚障がいの各1・2級、療育手
帳Ａ・Ａ1・Ａ2所持者に対し福祉タクシー券を交付することにより、重度
の心身障がい者・児の生活行動範囲の拡大と社会参加の促進を図る。

15,700 委託料 15,700

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 福祉タクシー助成経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 1050 福祉タクシー助成経費

事業概要

 　身体障害者手帳の下肢、体幹、内部及び視覚障がいの各1・2級、療育
手帳Ａ・Ａ1・Ａ2所持者に対し、年間48枚の福祉タクシー券を交付し、タ
クシー料金の一部（1回400円）を助成する。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
15,700

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

【実績】
　平成24年度　2,568人　平成25年度2,650人
　平成26年度　2,713人（見込）
　平成19年度に福祉タクシー券の利用方法を「乗車地が奈良市内の利用に
限る」から「乗降地の両方または一方が奈良市内であれば利用が可能」と
し、病院への通院や日常生活のさまざまな場面で使いやすい制度となるよ
う改正した。

15,708 15,700 15,700
事業費 地方債

15,700

15,708 15,700 15,700
事業費 地方債

一般財源
15,708 15,700 15,700 15,700

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

友愛バス優遇措置事業委託 115,000

115,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 友愛バス優遇措置事業経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 1070 友愛バス優遇措置事業経費

事業概要

　身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の所持者に対し、
奈良交通の市内路線バスを無料で利用できる「友愛バス優待乗車証」を交
付する。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　障がい者の外出を支援するため、利用頻度の高い公共交通機関であるバ
ス運賃を無料とし、障がい者の経済的負担を軽減することにより障がい者
の生活行動範囲の拡大と社会参加を促進する。

115,000 委託料 115,000

事業費計
115,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

【実績】
　平成24年度　12,810人
　平成25年度　13,209人
　平成26年度  13,610人（見込）

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

105,800 115,000 115,000
事業費 地方債

115,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

105,800 115,000 115,000
事業費 地方債

一般財源
105,800 115,000 115,000 115,000
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

重度心身障害者理髪サービス事業委託（108回） 230

230

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　65歳未満の在宅の重度障がい者で、寝たきり等のため理美容所において
理美容を受けられない者に対し、理容師・美容師が居宅を訪問してサービ
スを実施し、障がい者の衛生面の手助け及び家族介護の負担軽減を図る。 270 委託料 270

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 重度心身障害者理髪サービス事業経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 1085 重度心身障害者理髪サービス事業経費

事業概要

　65歳未満の在宅の重度障がい者で、寝たきり等のため理美容所において
理美容を受けられない者に対し、理容師・美容師が居宅を訪問して頭髪の
刈り込み及び顔剃り（理容サービスに限る。）を一人あたり年6回（自己
負担1回2,000円）実施する。

国庫支出金

県支出金

事業費計
270

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　毎年30名前後の利用があるが、対象者が重度の障がい者であるため入院
等により利用が安定しない傾向がある。また、障害福祉サービスや地域生
活支援事業による外出支援も充実してきたため、申請者等の意向を聞きな
がら支給決定している。
　【実績】
　　平成23年度　132回
　　平成24年度　105回
　　平成25年度　 96回
　　平成26年度　 99回（見込み）

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

240 230 270
事業費 地方債

230
一般財源

240 230 270 270

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

240 230 270
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

障害者団体等の運営に係る経費に対する補助 1,300
奈良市肢体不自由児・者父母の会活動補助金
奈良市心身障害者・児福祉協会連合会活動補助金
奈良市腎臓病患者友の会活動補助金
奈良市手をつなぐ親の会活動補助金
奈良市肢体障害者福祉協会活動補助金
奈良市視覚障害者協会活動補助金
奈良市聴覚障害者協会活動補助金
地域福祉互助会活動補助金
奈良市中途失聴・難聴者協会活動補助金

障害者福祉に関する事業経費に対する補助
全国わたぼうし音楽祭開催補助金
小さな森の音楽会開催補助金
奈良市心身障害者・児福祉協会連合会
ふれあい大会事業補助金

1,300

50
100

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市の障がい者福祉を推進するため、障がい者の自立に向けた取組み
や社会的活動を支援する団体及び事業に対し、その運営を補助するための
経費
　団体及び事業が障がい者福祉の推進に、より積極的な役割を果たす上で
必要な事業である。

負担金補助及び交付金 1,250
50
490
50

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項
障害者団体等の運営に係る経費に対する補助
障害者福祉に関する事業経費に対する補助

会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 1097 福祉団体助成経費

事業概要

　障がい者の自立活動を促進し、福祉の増進を目的に障害者団体等の運営
及び事業を補助する経費

100
130
50

100
30

50
50

国庫支出金

県支出金

事業費計
1,250

財源内訳 財 源 の 内 容

　補助金交付の平等性を図るため一部補助金額の見直しを行っている。
これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,297 1,300 1,250
事業費 地方債

1,300
一般財源

1,297 1,300 1,250 1,250

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,297 1,300 1,250
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

障害者福祉に関する事業経費に対する補助
公益社団法人日本オストミー協会
第27回全国大会（奈良大会）

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市の障がい者福祉を推進するため、障がい者の自立に向けた取組み
や社会的活動を支援する団体及び事業に対し、その事業運営を補助するた
めの経費

150 負担金補助及び交付金 150

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

新規等

事項 障害者福祉に関する事業経費に対する補助
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 1097 福祉団体助成経費

　公益社団法人日本オストミー協会が、オストメイトの社会的認知と安心
して暮らせる社会の実現に向けた活動促進を目的に、毎年全国大会を開催
している。
　平成27年度に第27回目となる大会が当市の県文化会館で行われることに
対する事業の補助経費

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
150

これまでの取組内容

　公益社団法人日本オストミー協会全国大会開催地
　　平成24年度　新潟市
　　平成25年度　岐阜市
　　平成26年度　熊本市

0 0 150
事業費 地方債

0

0 0 150
事業費 地方債

一般財源
0 0 150 150

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

自動車改造費助成金　　（8件） 800

800

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 身体障害者自動車改造助成経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 1570 身体障害者自動車改造助成経費

事業概要

　身体障害者手帳の交付を受け、かつ障がいの程度が1～3級に該当する肢
体不自由者で、自動車運転免許証に条件が付される者を対象（所得制限あ
り）に、自動車の改造に要した経費の一部（上限10万円）を自動車改造費
助成金として交付する。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　身体障がい者に対し、自動車の操行装置及び駆動装置等の改造に要した
経費の一部を助成することで、身体障がい者の社会参加を促進し、その福
祉の増進を図る。 800 扶助費 800

事業費計
800

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　新規交付だけでなく車両変更などに伴う再交付も行っている。
　【実績】
　　平成23年度　　7件
　　平成24年度 　12件
　　平成25年度　　6件
　　平成26年度　　8件（見込み）

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

591 800 800
事業費 地方債

800

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

591 800 800
事業費 地方債

一般財源
591 800 800 800
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

在宅重度身体障害者配食サービス運営事業委託 700
（1,532食）

700

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　食事の調理が困難な在宅重度身体障がい者に対し、配食サービスを実施
し、身体障がい者の自立と健康の増進を図る。
　また、訪問時に利用者の安否確認を実施することで自立生活を営むうえ
での安心・安全の確保を図る。

537 委託料 537

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 在宅重度身体障害者配食サービス事業経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 1582 在宅重度身体障害者配食サービス事業経費

事業概要

　利用者1人あたり週5日を限度に、栄養バランスのとれた昼食を提供する
とともに、訪問時に当該利用者の安否を確認し、健康状態等に異常が認め
られる場合は関係機関等へ連絡を行う。

国庫支出金

県支出金

事業費計
537

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　利用者が少数であり、かつ重度の障がい者であるため入院、体調不良等
により利用実績が安定しない傾向がある。日常生活を営む上で欠かせない
食に関わるサービスであるため、配食数の変更などに迅速かつ柔軟に対応
してきた。
　【実績】
　　平成23年度　2,167食
　　平成24年度　1,512食
　　平成25年度　1,405食
　　平成26年度　1,392食（見込み）

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

492 700 537
事業費 地方債

700
一般財源

492 700 537 537

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

492 700 537
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

軽度・中等度難聴児に対する補聴器 958
購入費助成(2個×6人)

958

軽度・中等度難聴児補聴器購入助成費負担金 479

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　身体障害者手帳の交付対象とならない軽度・中等度の難聴児に対し、言
語、コミュニケーション能力の習得及び学習機会の確保を図り健全な発達
を支援するため、補聴器購入費用の一部を助成する。

1,150 扶助費 1,150

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 軽度・中等度難聴児補聴器購入助成経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 1590 軽度・中等度難聴児補聴器購入助成経費

事業概要

　両耳の聴力レベル30デシベル以上70デシベル未満で身体障害者手帳の交
付対象とならない18歳未満の児童に対し、補聴器の新規購入及び耐用年数
5年を経過した補聴器の更新経費の3分の1を基準額の範囲で助成する。た
だし、所得が一定額以上ある人は対象外

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 575

国庫支出金

県支出金

事業費計
1,150

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

【実績】
　平成25年度　1　人
　平成26年度　6　人（見込）

79 958 1,150
事業費 地方債

479

79 958 1,150
事業費 地方債

一般財源
40 479 575 575

その他
39 479 575

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

封筒代

精神障害者医療費助成通知
制度案内・更新案内等

国保連合会審査手数料

精神障害者医療助成費「一般」
精神障害者医療助成費「後期高齢」

精神障害者医療費助成事業補助金

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

新規等

事項 精神障害者医療費助成経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 2220 精神障害者医療費助成経費

事業概要

　精神障害者医療費助成制度の支給認定を受けてい人が、受診する全診療
科の保険診療による自己負担額（入院時の食事療養費・生活療養費を除
く）から一部負担金を除いた額について助成する。
【一部負担金】
　　通院の場合　医療機関ごとに月額500円
　　入院の場合　医療機関ごとに月額1,000円
　　　　　　　　　　（14日未満の入院は500円）

7,500
19,900 扶助費 27,400

247 手数料 247

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　精神障害者保健福祉手帳1級所持者に対し医療費の一部を助成し、適切
な医療を受ける機会を増やすことで、健康の保持及び福祉の増進を図るこ
とを目的とする。

18 印刷製本費 18

335 通信運搬費 335

事業費計
28,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　システム改修や制度設計を行なった上で、平成27年8月診療分から精神
障害者保健福祉手帳1級所持者を対象に制度を開始することになった。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 13,823

国庫支出金

県支出金

28,000
事業費 地方債

0

その他
13,823

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

28,000
事業費 地方債

一般財源
0 0 14,177 14,177
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

電信電話料（ＩＳＤＮ専用回線） 716

障害福祉サービス国保連合会審査手数料（46,038件） 8,737

9,453

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　自立支援医療費支給認定及び障害福祉サービス認定等の給付事務にかか
る事務経費
　障害福祉サービスに係る国保連合会審査手数料及び国保連合会とのＩＳ
ＤＮ専用回線使用料

52 通信運搬費 52

9,199 手数料 9,199

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 自立支援給付事務経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 2310 自立支援給付事務経費

　障害福祉サービスを実施した事業所は、国保連合会を通じて市町村への
請求（受付から支払まで）を行っている。その際、国保連合会に手数料と
して、明細書1件につき199.8円を支払う。また、障害福祉サービス及び障
害児通所支援にかかる請求情報の国保連合会と市との受け渡しはＩＳＤＮ
専用回線を使用している。この事務の一連の流れは全国共通のものであ
り、それに係る経費である。

事業概要

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
9,251

これまでの取組内容

　障がい者の増加や制度改正による対象者数の増加に伴い、障害福祉サー
ビス等の件数が増加し、国保連合会審査手数料も毎年増加している。
【国保連合会審査手数料の実績】
　平成24年度 32,576件（計画相談支援や地域相談支援が新たに追加）
　平成25年度 35,397件
　平成26年度 39,531件（見込）

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

7,775 9,453 9,251
事業費 地方債

9,453
一般財源

7,775 9,453 9,251 9,251

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

7,775 9,453 9,251
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

審査会委員報酬　　 3,990

審査会に係る臨時事務職員賃金　　 1,239

審査会に係る事務用消耗品 314

審査会に係る食糧費　　 23

審査会に係る印刷製本費　　 40

審査会に係る郵送料　　 452

主治医の意見書作成料　　 3,909

認定調査員委託 1,756

11,723

56 印刷製本費 56

24 食糧費 24

384 消耗品費 384

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市介護給付費等の支給に関する審査会の運営等に要する経費で、
80項目のアセスメントから成る認定調査票及び医師意見書により、
主に障害福祉サービスの介護給付の支給決定時に必要な障害支援区分
の審査判定を行うことを目的とする。

4,200 報酬 4,200

1,242 賃金 1,242

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項
奈良市介護給付費等の支給に関する審査会の運営等に要する経
費

会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 2315 障害者介護給付費等支給審査会経費

これまでの取組内容

事業概要 437 通信運搬費 437
　審査会は、障がい者の保健又は福祉に関する学識経験者（医師、精神保
健福祉士、作業療法士、障害福祉施設の管理者等）30人で構成されおり、
1合議体5名編成による6合議体で障害支援区分の審査判定業務等を行って
いる。

5,421 手数料 5,421

3,193 委託料 3,193

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

【審査会開催回数及び審査件数】
　平成23年度　　47回・　　656件
　平成24年度　　63回・　　947件
　平成25年度　　51回・　　722件
　平成26年度　　61回・　1,170件（見込）

事業費計
14,957

9,780 11,723 14,957
事業費 地方債

11,723

9,780 11,723 14,957
事業費 地方債

一般財源
9,780 11,723 14,957 14,957

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

特定障害者特別給付費 4,310,000

居宅介護等給付費
短期入所給付費
重度訪問介護給付費
行動援護給付費
生活介護給付費
療養介護給付費
施設入所支援給付費
同行援護給付費

4,310,000

障害者自立支援給付費負担金 2,155,000

障害者自立支援給付費負担金 1,077,500

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 自立支援給付の介護給付費に要する経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 2320 介護給付費等支給経費

事業概要

499,000
37,000

2,400,000
157,000

146,000
228,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　障害支援区分が一定区分以上の障がい者・児に、日常生活上または療育
上の必要な介護を継続的に実施し、障がい者が地域で自立した生活を送れ
るようにすることを目的とする。

80,000 扶助費 4,613,000

921,000
145,000

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
2,306,500

【介護給付費の実績額】
　平成23年度　　　3,487,347,467円
　平成24年度　　　4,028,152,104円
　平成25年度　　　4,283,316,897円
　平成26年度　　　4,368,000,000円（見込額）

　※制度改正により平成26年度から介護給付費の共同生活介護が訓練
　　等給付費の共同生活援助に統合された。

事業費計
4,613,000

これまでの取組内容

　○特定障害者特別給付費（施設入所者等への負担軽減）
　○居宅介護、重度訪問介護、行動援護（ヘルパーの派遣）
　○短期入所（ショートステイ）
　○生活介護（日中活動）
　○療養介護（医療機関での看護や介護）
　○施設入所支援（入所施設での夜間や休日の支援）
　○同行援護（重度視覚障害者への外出支援）

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 1,153,250

4,283,317 4,310,000 4,613,000
事業費 地方債

1,077,500
一般財源

1,070,829 1,077,500 1,153,250 1,153,250

その他
3,212,488 3,232,500 3,459,750

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

4,283,317 4,310,000 4,613,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

自立訓練給付費 902,000
就労継続支援給付費
就労移行支援給付費
共同生活援助給付費

902,000

障害者自立支援給付費負担金 451,000

障害者自立支援給付費負担金 225,500

370,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　身体的または社会的なリハビリテーションによる支援及び就労につなが
る支援、居住する場の確保などの支援を実施することにより、生活能力の
維持・向上等の必要がある障がい者や身体機能の維持・回復等の必要があ
る障がい者にサービスを提供し、地域で自立した生活を送れるようにする
ことを目的とする。

53,000 扶助費 1,146,000

559,000
164,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 自立支援給付の訓練等給付費に要する経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 2325 訓練等給付費支給経費

事業概要

　○自立訓練（機能訓練及び生活訓練により身体機能や生活能力の向上
　　を図る）
　○就労継続支援（企業への就労が困難な障がい者に働く場所を提供す
　　る）
　○就労移行支援（企業への就労に必要な知識及び能力の向上を図る）
　○共同生活援助（共同生活の場所を提供し、日常生活上の援助や相談
　　を行う）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
573,000

【訓練等給付費の実績額】
　平成23年度　　　399,632,215円
　平成24年度　　　498,160,996円
　平成25年度　　　562,790,628円
　平成26年度　　　960,000,000円（見込額）

　※制度改正により平成26年度から介護給付費の共同生活介護が訓練
　　等給付費の共同生活援助に統合された。

事業費計
1,146,000

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 286,500

562,791 902,000 1,146,000
事業費 地方債

225,500
一般財源

140,697 225,500 286,500 286,500

その他
422,094 676,500 859,500

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

562,791 902,000 1,146,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

地域移行支援 1,500
地域定着支援

1,500

障害者自立支援給付費負担金 750

障害者自立支援給付費負担金 375

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　障害者支援施設等に長期入所している障がい者や精神科病院等に長期入
院している精神障がい者について、住居の確保や地域での生活に移行する
ための活動に関する相談、緊急の事態における相談その他の便宜を供与す
ることを目的とした事業

936 扶助費 1,032
96

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 地域相談支援事業
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 2331 地域相談支援経費

これまでの取組内容

　地域移行支援
　住居の確保や地域での生活に移行するための活動に関する相談、その他
の便宜を供与する。

　地域定着支援
　独居等の状況で生活する障がい者について、その者と常時連絡体制を確
保し、障がいの特性に起因して生じた緊急の事態において相談その他の便
宜を供与する。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 258

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
516

　地域移行を推進するために精神障がい者や相談支援専門員、精神保健福
祉相談員、病院のソーシャルワーカーらが参加する市民団体が、精神科病
院を訪問し、地域生活の現状や利用できるサービスなどを説明する活動を
行っており、その団体とも連携し、入院中の障がい者やその家族、入院先
の医療従事者への情報提供の機会を増やすよう努めている。

事業費計
1,032

0 1,500 1,032
事業費 地方債

375

0 1,500 1,032
事業費 地方債

一般財源
0 375 258 258

その他
1,125 774

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

計画相談支援給付費 48,000

48,000

障害者自立支援給付費負担金 24,000

障害者自立支援給付費負担金 12,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 計画相談支援経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 2332 計画相談支援経費

事業概要

　障害福祉サービス又は地域相談支援を利用する全ての障がい者及び障害
福祉サービスを利用する全ての障がい児を対象に、サービス支給決定時の
サービス等利用計画の作成及び支給決定後のサービス等利用計画の見直し
（モニタリング）を実施する。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　障害福祉サービス等の全ての利用者を対象に、障がい者・児の自立した
生活を支え、障がい者・児の抱える課題の解決や適切なサービス利用に向
けて、ケアマネジメントによりきめ細かく支援する。

82,000 扶助費 82,000

事業費計
82,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成26年度を目処に全対象者の計画相談支援を実施することが求められ
ている。処理できる件数に限りがあるため、利用者自ら作成する（セルフ
プラン）計画の申請を受け付けることとし、全対象者への実施を目指して
いる。
　【実績】
　　平成25年度　　16,463千円
　　平成26年度　　38,143千円（見込み）

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 20,500

国庫支出金
41,000

県支出金

16,463 48,000 82,000
事業費 地方債

12,000

その他
12,346 36,000 61,500

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

16,463 48,000 82,000
事業費 地方債

一般財源
4,117 12,000 20,500 20,500
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

高額障害福祉サービス等給付費 3,000

3,000

障害者自立支援給付費負担金 1,500

障害者自立支援給付費負担金 750

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　同一世帯に障害福祉サービス等を利用する人が複数いる場合等に、１カ
月の利用者負担が高額となり、一定額を超えた場合、その金額を助成し利
用者負担の軽減を図る。

2,900 扶助費 2,900

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 自立支援給付の高額障害福祉サービス等給付費に要する経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 2333 高額障害福祉サービス等支給経費

事業概要

　同一世帯に属する人が同一の月に受けたサービス等に係る①～⑤の負担
額の合計額と基準額との差額を支給し、世帯の負担軽減を図る。
①障害福祉サービス（介護給付費及び訓練等給付費）の利用者負担額
②介護保険法に基づくサービスの利用者負担額
③自立支援給付の補装具費に係る利用者負担額
④児童福祉法に基づく障害児通所給付費に係る利用者負担額
⑤児童福祉法に基づく障害児入所給付費に係る利用者負担額

国庫支出金
1,450

県支出金

事業費計
2,900

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

【実績額】
　平成２３年度　　1,755,728円
　平成２４年度　　2,175,297円
　平成２５年度　　2,541,072円
　平成２６年度　　3,000,000円（見込）

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 725

2,542 3,000 2,900
事業費 地方債

750
一般財源

634 750 725 725

その他
1,908 2,250 2,175

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,542 3,000 2,900
事業費 地方債

―　438　―



区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

更生医療費 520,000

審査支払手数料 500
社会保険診療報酬支払基金　（2,722件）
国民健康保険団体連合会　 （3,921件）

520,500

障害者自立支援医療給付費負担金 260,000

障害者自立支援医療給付費負担金 130,000

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　身体障がい者の自立と社会活動への参加の促進を図るため、手術などに
より障がいの程度を軽くしたり進行を防ぐことが可能な治療をする人に医
療費の一部を公費負担し、必要な医療の確保と自己負担の軽減を図る。

540,000 扶助費 540,000

667 手数料 667

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 自立支援医療費支給経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 2335 自立支援医療費支給経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
270,000

【実績額】
　平成24年度　505,049,735円
　平成25年度　523,357,243円
　平成26年度　537,784,452円（見込）

事業費計
540,667

これまでの取組内容

　18歳以上の身体障がい者が、指定医療機関で障がいの除去または軽減に
必要な治療を受ける場合に、医療費の自己負担分の一部を助成する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 135,000

523,819 520,500 540,667
事業費 地方債

130,500
一般財源

131,300 130,500 135,667 135,667

その他
392,519 390,000 405,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

523,819 520,500 540,667
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

精神障害者通院医療助成費 50,000

50,000

精神障害者医療助成事業補助金 20,016

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　継続した治療を必要とする精神障がい者の医療費負担を軽減することに
より、健康の保持と福祉の増進を図る。 57,900 扶助費 57,900

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 精神障害者通院医療助成事業経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 2335 自立支援医療費支給経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

【実績】
　平成24年度　助成件数　17,347件　執行額　45,346,896円
　平成25年度　助成件数　18,537件　執行額　47,701,338円
　平成26年度　助成件数　19,828件　執行額　51,578,567円（見込）

事業費計
57,900

これまでの取組内容

　自立支援医療費（精神通院医療）制度の支給認定を受けている人が、医
療機関で支払った自己負担分を助成する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 23,438

47,702 50,000 57,900
事業費 地方債

29,984
一般財源

28,470 29,984 34,462 34,462

その他
19,232 20,016 23,438

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

47,702 50,000 57,900
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

療養介護医療費審査手数料　　 31

療養介護医療費　　　 41,000

41,031

障害者自立支援給付費負担金 20,500

障害者自立支援給付費負担金 10,250

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　医療及び常時介護を必要とする障がい者に、医療機関において療育上の
管理、看護、介護及び機能訓練を療養介護事業として実施した場合、その
医療に係る部分について療養介護医療費として支給し、利用者の負担軽減
を図る。

30 手数料 30

42,000 扶助費 42,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 障害者総合支援法に基づく療養介護医療費に要する経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 2337 療養介護医療費支給経費

これまでの取組内容

事業概要

　筋萎縮性側索硬化症（ＡＬＳ）が原因で人工呼吸器による呼吸管理を受
けている障害支援区分６（最重度）の障がい者及び、障害支援区分が5以
上の筋ジストロフィー患者又は重症心身障がい者に対して、医療機関にお
いて療養介護医療として提供される医療費を支給する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 10,500

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
21,000

【療養介護医療費及び審査手数料の実績額】
　23年度　　　7,049,031円
　25年度　　　35,939,794円
　25年度　　　37,560,956円
　26年度　　　41,031,000円（見込額）

　※24年4月1日の制度改正により、重症心身障害児施設に入所中の
　　18歳以上の障がい者が療養介護事業の対象となり、利用者が9人
　　から47人となったことで支給費が急増した。

事業費計
42,030

37,561 41,031 42,030
事業費 地方債

10,281

37,561 41,031 42,030
事業費 地方債

一般財源
9,410 10,281 10,530 10,530

その他
28,151 30,750 31,500

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

身体障害者補装具給付費 90,000
義肢（義手/義足）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
装具　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
座位保持装置　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
補聴器　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　
車いす　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　
電動車いす　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　
その他　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
身体障害者補装具修繕費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　

90,000

障害者補装具給付費負担金 45,000

障害者補装具給付費負担金 22,500

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 補装具給付経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 2340 補装具給付経費

事業概要

4,600
20,800

16,400
10,000

9,400
10,900

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　障がい者が日常生活を送るうえで必要な移動等の確保や、就労時におけ
る能率の向上を図ること及び障がい児が将来、社会人として独立自活する
ための素地を育成助長するため補装具を支給する。

扶助費 88,000
6,900
9,000

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
44,000

【実績額】
　平成24年度　83,235,891円
　平成25年度　83,960,421円
　平成26年度　88,348,760円（見込）

事業費計
88,000

これまでの取組内容

　身体の欠損又は損なわれた身体機能を補完・代替する補装具（義肢、装
具、車いす等）を必要とする障がい者・児に対し、購入又は修理に要する
経費を所得に応じて助成する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 22,000

83,961 90,000 88,000
事業費 地方債

22,500
一般財源

20,991 22,500 22,000 22,000

その他
62,970 67,500 66,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

83,961 90,000 88,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

相談支援事業委託 66,900

66,900

障害者地域生活支援事業費補助金 16,000

障害者地域生活支援事業費補助金 8,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　障がい者等からの相談に応じ、情報提供や権利擁護のための援助を行う
ことにより、自立した日常生活を営むことができるよう相談支援を行う。 66,900 扶助費 66,900

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 相談支援事業経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 2710 相談支援事業経費

事業概要

　障がい者等からの相談に応じ、情報提供や権利擁護のための援助を行う
ことにより、自立した日常生活を営むことができるよう支援するため、相
談支援専門員を配置した事業所に委託を図る。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 8,000

国庫支出金
16,000

県支出金

事業費計
66,900

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

【相談実績】
　平成24年度 相談件数 24,118件　相談者数 3,788人
　平成25年度 相談件数 26,631件　相談者数 4,480人
　平成26年度 相談件数 19,617件　相談者数 3,518人（11月末現在）

62,805 66,900 66,900
事業費 地方債

42,900

62,805 66,900 66,900
事業費 地方債

一般財源
53,205 42,900 42,900 42,900

その他
9,600 24,000 24,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

非常勤嘱託職員賃金（手話通訳者）（2人×12カ月） 7,323
通勤手当 （2人）
臨時職員賃金（非常勤派遣手話通訳者）
（2.8時間×501回）
通勤手当（501回）

手話通訳者市内旅費 307
非常勤派遣手話通訳者市内旅費（501回）
手話通訳者市外旅費（通訳）（2人）
手話通訳者市外旅費（技能講習会）（2人）

要約筆記者派遣事業委託(363時間) 620

交通費
手話通訳者派遣事業委託（10回）

技能講習会出席負担金（2人） 13
奈良県専任手話通訳者会負担金（1人）

重度障がい者入院時コミュニケーション 1,364

支援員派遣経費

9,627

4,813

2,406

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 意思疎通支援事業経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 2715 意思疎通支援事業経費

201
30

15 旅費 270

351

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　聴覚障がい児・者及び聴覚障がい者とコミュニケーションを必要とする
者に、手話通訳者及び要約筆記者の派遣を実施することにより、意思疎通
を円滑にし、聴覚障がい者の日常生活又は社会生活を支援し、社会参加を
促進する。
　また、重度身体障がい児・者の入院時に意思疎通に慣れた支援員を派遣
することにより、医療従事者との意思疎通の円滑化を図る。

4,694 賃金 7,317
280

1,992

1,800 扶助費 1,800

10 負担金補助及び交付金 13
3

事業概要 24
　聴覚障がい児・者及び聴覚障がい者とコミュニケーションを必要とする
者を支援するため、手話通訳者（非常勤嘱託職員及び非常勤派遣職員）及
び要約筆記者を派遣する。
　また、重度障がい児・者が発語困難などにより、入院時に医療従事者と
の意思疎通が十分に図れない場合に、当該障がい児・者との意思疎通に慣
れた支援員などを派遣することにより、医療従事者との意思疎通の円滑化
を図る。

454 委託料 572
54
64

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 障害者地域生活支援事業費補助金

国庫支出金
障害者地域生活支援事業費補助金 4,986

県支出金
2,493

事業費計
9,972

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　申請者の多様な相談に応じ、関係機関と連携しながら手話通訳者、要約
筆記者の派遣調整を行っている。
　【実績】
　　　　　　　　　手話通訳者派遣回数　　　　要約筆記者派遣回数
　　　　　　　　　（嘱託職員の派遣を除く）
　　平成23年度　　　        489回　　　　　　　　63回
　　平成24年度　　　        516回　　　　　　　　45回
　　平成25年度　　　        489回　　　　　　　　30回
　　平成26年度　　　        499回（見込み）　　　32回（見込み）

　重度障害者入院時コミュニケーション事業
　【実績見込み】　　  　平成26年度　　　　　　10回（派遣回数）

7,521 9,627 9,972
事業費 地方債

2,408

7,521 9,627 9,972
事業費 地方債

一般財源
7,521 2,408 2,493 2,493

その他
7,219 7,479

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

日常生活用具給付費 96,000
一般用具給付費
ストマ用具給付費
点字図書給付費

96,000

障害者地域生活支援事業費補助金 48,000

障害者地域生活支援事業費補助金 24,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 日常生活用具等給付経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 2720 日常生活用具等給付経費

700

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　障害者総合支援法に定められた、市町村が行う地域生活支援事業の必須
事業の一つで、在宅の重度障がい者・児に自立生活支援用具を給付し、日
常生活の便宜を図る。

扶助費 95,000
22,900
71,400

これまでの取組内容

　在宅の障がい者の日常生活を容易にするため、日常生活用具の購入に要
する経費を所得に応じて助成する。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 23,750

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
47,500

【実績額】
　平成24年度　79,150,195円
　平成25年度　86,559,455円
　平成26年度　94,016,306円（見込）

事業費計
95,000

86,560 96,000 95,000
事業費 地方債

24,000

その他
64,919 72,000 71,250

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

86,560 96,000 95,000
事業費 地方債

一般財源
21,641 24,000 23,750 23,750
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

移動支援給付費 228,000

228,000

114,000

57,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　屋外での移動が困難な障がい者・児に、外出のための支援を行うことに
より、地域における自立生活及び社会参加を促すことを目的とする。

243,000 扶助費 243,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 移動支援経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 2730 移動支援経費

事業概要

　市が指定する事業所により、社会生活上必要不可欠な外出及び余暇活動
等の社会参加のための外出の際の移動を支援する。

国庫支出金
障害者地域生活支援事業費補助金 121,500

県支出金
60,750

事業費計
243,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成23年4月1日より在宅の障がい者に加え、施設入所者も対象者とし
た。
　【実績額】
　　平成23年度　　203,573千円
　　平成24年度　　218,285千円
　　平成25年度　　230,926千円
　　平成26年度　　228,000千円（見込み）

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 障害者地域生活支援事業費補助金

230,926 228,000 243,000
事業費 地方債

57,000
一般財源

92,310 57,000 60,750 60,750

その他
138,616 171,000 182,250

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

230,926 228,000 243,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

地域活動支援センター事業委託 19,620

地域活動支援センター事業運営費負担金 6,222

25,842

障害者地域生活支援事業費補助金 3,000

障害者地域生活支援事業費補助金 1,500

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　障がい者が通所することにより、地域において自立した日常生活又は社
会生活を営むことができるよう、創作的活動又は生産活動の機会の提供及
び社会との交流の促進を図るとともに、日常生活に必要な便宜の供与を適
切かつ効果的に行う。

19,620 委託料 19,620

5,688 負担金補助及び交付金 5,688

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 地域活動支援センター事業経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 2735 地域活動支援センター事業経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
3,000

【実績額】
　平成24年度　　利用契約者　556人　　利用回数　4,193回
　平成25年度　　利用契約者　564人　　利用回数  4,104回
　平成26年度　　年度末に報告あり。

事業費計
25,308

これまでの取組内容

　地域活動支援センターは、障がい者が主体の様々な活動の機会や、くつ
ろぎと仲間づくりの場を提供しており、そこに障がい者が通所することに
より地域社会との交流を促進し、地域生活を支援する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 1,500

22,806 25,842 25,308
事業費 地方債

他市町村負担金 621

20,721
一般財源

22,806 20,721 20,413 20,413

その他
5,121 4,895 395

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

22,806 25,842 25,308
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

福祉ホーム運営補助金 1,142
コットンハウス（4人×12カ月）
ひまわり （1人×1年）

1,142

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　居住を求めている障がい者に低額な料金で居室その他の設備を利用させ
るとともに、日常生活に必要な便宜を供与することにより、障がい者の地
域生活を支援することを目的とする。 負担金補助及び交付金 1,142

1,032
110

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 福祉ホーム運営等事業経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 2740 福祉ホーム運営等事業経費

これまでの取組内容

　居住を求めている障がい者（本市が援護の実施者となる障がい者で、家
庭環境、住宅事情等の理由により、居宅において生活することが困難なも
の）に低額な料金で居宅その他の設備を利用させるとともに、日常生活に
必要な便宜を提供する福祉ホームを運営する法人に対し、補助金を交付す
る。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　補助金交付実績として、福祉ホームコットンハウス（社会福祉法人わた
ぼうしの会）、京都福祉ホームひまわり（社会福祉法人太陽の家）、青垣
園福祉ホーム（社会福祉法人青垣園）がある。
　　【実績】
　　　　　　　　　　　　利用者数　　　　補助金
　　　平成23年度　　　　　　6人　　　　1,327千円
　　　平成24年度　　　　　　5人　　　　1,142千円
　　　平成25年度　　　　　　5人　　　　1,142千円
　　　平成26年度　　　　　　5人　　　　1,142千円（見込み）

事業費計
1,142

1,142 1,142 1,142
事業費 地方債

1,142

1,142 1,142 1,142
事業費 地方債

一般財源
1,142 1,142 1,142 1,142

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

訪問入浴サービス事業委託 13,900

13,900

障害者地域生活支援事業費補助金

障害者地域生活支援事業費補助金

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 訪問入浴サービス事業経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 2745 訪問入浴サービス事業経費

事業概要

　市が委託する事業所により、身体上の障がい及び疾病等の理由により居
宅で入浴することが困難なものに対し、移動式の入浴セットを対象者の居
宅に運搬し入浴介助者（看護師又は准看護師1名以上と介護職員2名以上）
を派遣して入浴サービスを行う。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　入浴機会の乏しい在宅の重度身体障がい者及び障がい児に対し、健康の
増進と衛生の保持を図る。

13,900 委託料 13,900

事業費計
13,900

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　利用者は重度の身体障がい者であるため疾病及び体調の変化にあわせ利
用回数等について細やかに対応している。
　平成23年度には委託事業所の確保のため、事業所設置基準の緩和を行っ
た。
　【実績】
　　　　　　　　　　　実利用者数　　　　事業費
　　平成23年度　　　　　　19人　　　　12,415千円
　　平成24年度　　　　　　19人　　　　12,481千円
　　平成25年度　　　　　　18人　　　　11,802千円
　　平成26年度　　　　　　17人　　　　13,900千円（見込み）

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 3,475

国庫支出金
6,950

県支出金

11,802 13,900 13,900
事業費 地方債

13,900

その他
10,425

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

11,802 13,900 13,900
事業費 地方債

一般財源
11,802 13,900 3,475 3,475
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

日中一時支援事業費 21,800

21,800

障害者地域生活支援事業費補助金

障害者地域生活支援事業費補助金

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　障がい者・児の日中活動の場を確保しつつ、社会適応訓練、入浴サービ
ス及び給食サービスを提供し、家族の就労支援及び日常的に介護している
家族の一時的な休息の取得を図るための経費。 18,200 扶助費 18,200

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 日中一時支援事業経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 2755 日中一時支援事業経費

事業概要

　市が指定する事業所が、障がい者・児に対し、活動の場の提供、社会適
応訓練、入浴サービス及び給食サービスを提供する。

国庫支出金
9,100

県支出金

事業費計
18,200

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成26年4月1日に新たに要綱を制定。利用方法、利用者要件などを再度
周知した。利用できる条件が比較的緩やかなため、利用ニーズは高い。

　【実績額】
　　平成23年度　　　17,326千円
　　平成24年度　　　17,818千円
　　平成25年度　　　21,234千円
　　平成26年度　　　21,800千円（見込み）

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 4,550

21,234 21,800 18,200
事業費 地方債

21,800
一般財源

21,234 21,800 4,550 4,550

その他
13,650

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

21,234 21,800 18,200
事業費 地方債

―　450　―



区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

郵便料 　申立用 （7件） 28 85
　事務用 （7件） 18

鑑定手数料 （7件） 915
申立手数料 （7件） 6
登録手数料 （7件） 19
診断書作成料 （7件） 38

後見人報酬（在宅者）（150カ月） 4,200

5,200

2,600

1,300

手数料 763

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　障害福祉サービスの利用の観点から成年後見制度を利用することが有用
であると認められる知的障がい者及び精神障がい者に対し、成年後見制度
の利用を支援することにより、これらの障がい者の権利擁護を図る。 通信運搬費 46

700

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 成年後見制度利用支援事業経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 2760 成年後見制度利用支援事業経費

事業概要

　判断能力が不十分な知的障がい者及び精神障がい者であって、配偶者若
しくは2親等以内の親族がないもの又は親族があっても音信不通等の状況
にあるものの保護（財産管理や身上監護）のため、市が成年後見制度の申
立てを行う。また、制度の利用が有用と認められる障がい者で、費用の補
助を受けなければ利用が困難である者を対象に成年後見制度の利用を支援
する。

4,200 扶助費 4,200

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 障害者地域生活支援事業費補助金

国庫支出金
障害者地域生活支援事業費補助金 2,504

県支出金
1,252

事業費計
5,009

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　利用者は少数であるが、毎年一定数の申請がある。平成24年度からは、
地域生活支援事業の必須事業の一つに加えられた。
　【実績】
　　　　　　　　　　　　　申立者数　　後見人報酬支払人数
　　平成23年度　　　　　　　　6人　　　　　　　　0人
　　平成24年度　　　　　　　　7人　　　　　　　　3人
　　平成25年度　　　　　　　　4人　　　　　　　　3人
　　平成26年度　　　　　　　　7人（見込み）　　 10人（見込み）

920 5,200 5,009
事業費 地方債

1,300

920 5,200 5,009
事業費 地方債

一般財源
920 1,300 1,253 1,253

その他
0 3,900 3,756

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

講演会用講師謝礼（2人） 80 80

「障害者週間」パネル展示用消耗品 29 44
講演会用消耗品 15

「障害者週間」パネル展示用リーフレット作成 30 60
講演会用リーフレット作成 10

講演会用郵便料 16 16

200

100

50

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 理解促進研修・啓発事業経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 2765 理解促進研修・啓発事業経費

事業概要

　平成25年度から地域生活支援事業の必須事業に追加された「障害者に対
する理解を深めるための研修・啓発」として実施する。「障害者週間（12
月3日～9日）」に障がいの特性などの理解を深めるパネル展示等を行うと
ともに障がい者理解のための講演会を行う。

通信運搬費 16

印刷製本費 40

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　障がい者等が生活する中で生じる「社会的障壁」を除去するため、障が
いに関する理解を深める研修や啓発活動を実施することにより、市民に広
く障がい者の福祉について関心と理解を深めてもらうとともに、障がい者
が社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に積極的に参加する意欲を
高めることを目的とする。

報償費 80

消耗品費 44

事業費計
180

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成25年度から地域生活支援事業の必須事業に追加された。啓発活動と
して庁舎内でパネル展示等を実施し（12月3日～9日）、障がい者に対する
理解と関心を深めてもらえるよう奈良市地域自立支援協議会とともに研修
会を開催した。
　【実績額】
　　平成25年度　161千円
　　平成26年度　200千円（見込み）

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 障害者地域生活支援事業費補助金

国庫支出金
障害者地域生活支援事業費補助金 90

県支出金
45

161 200 180
事業費 地方債

50

その他
150 135

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

161 200 180
事業費 地方債

一般財源
161 50 45 45
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

地域移行促進支援強化活動グループ 100
「ひまわり」活動補助金

100

障害者地域生活支援事業費補助金 50

障害者地域生活支援事業費補助金 25

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　障がい者やその家族、地域住民等が自発的に行なう活動に対する支援事
業。 100 負担金補助及び交付金 100

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項
障がい者やその家族、地域住民等が自発的に行なう活動に対す
る支援事業経費

会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 2770 障害者等自発的地域活動支援事業経費

事業概要

　障がい者やその家族、地域住民等が障がい者のサービス向上に向け行っ
ている自発的な地域活動を支援する。

国庫支出金
50

県支出金

事業費計
100

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　地域移行を進めていくためには、地域における自発的な取り組みも重要
な役割を担っており、平成25年度から継続してその活動を支援している。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 25

100 100 100
事業費 地方債

25
一般財源

100 25 25 25

その他
75 75

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

100 100 100
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

国保連合会審査支払手数料 2,320
(障害児通所支援給付費）  13,524件

社会保険診療報酬支払基金審査手数料
(肢体不自由児通所医療費)  28件

2,320

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　障害児通所支援及び障害児相談支援の支払いに係る事務経費

2,705 手数料 2,705

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 障害児支援給付事務経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 2810 障害児支援給付事務経費

事業概要

　障害児通所支援及び障害児相談支援の支払いに係る事務を委任している
ことから、当該審査事務手数料として、1件当たり199.8円を国民健康保険
団体連合会に、1件当たり96.3円を社会保険診療報酬支払基金に支払う経
費

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
2,705

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　児童福祉法及び障害者自立支援法の改正により、平成24年度より事業開
始

　【実績額】
　　平成24年度　　1,547千円
　　平成25年度　　1,655千円
　　平成26年度　　2,320千円（見込み）

1,655 2,320 2,705
事業費 地方債

2,320

1,655 2,320 2,705
事業費 地方債

一般財源
1,655 2,320 2,705 2,705

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

障害児相談支援給付費 37,000

37,000

障害児施設給付費負担金 18,500

障害児施設給付費負担金 9,250

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 障害児相談支援事業経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 2815 障害児相談支援事業経費

事業概要

　サービス支給決定時の障害児通所支援利用計画の作成及びサービス利用
開始後の利用計画の見直し（モニタリング）を実施し、対象児の日常生活
での心身の状況、その置かれている環境、保護者の意向等を踏まえ、対象
児とその保護者が適切な支援を受けられるようにする。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　障害児通所支援を利用するすべての障がい児を対象に、障がい児の自立
した生活を支え、障がい児の抱える課題の解決や適切なサービス利用の実
現に向けて、ケアマネジメントの手法によりきめ細かく支援することを目
的とする。

46,000 扶助費 46,000

事業費計
46,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成27年3月までに障害児通所支援利用者全員への支給決定を目指し、
順次決定を行った。

　【実績額】
　　平成24年度　　　　　　　51千円
　　平成25年度　　　　 　3,105千円
　　平成26年度　　      37,000千円（見込み）

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 11,500

国庫支出金
23,000

県支出金

3,105 37,000 46,000
事業費 地方債

9,250

その他
2,328 27,750 34,500

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,105 37,000 46,000
事業費 地方債

一般財源
777 9,250 11,500 11,500
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

児童発達支援給付費 631,000
医療型児童発達支援給付費
放課後等デイサービス給付費
保育所等訪問支援給付費
肢体不自由児通所医療費

631,000

障害児施設給付費負担金 315,500

障害児施設給付費負担金 157,750

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　障害児通所支援は、障がい児（身体・知的・精神に障がいのある児童）
に通所により日常生活における基本的な動作の指導、生活能力の向上訓
練、集団生活への適応訓練等を行うための療育の場を提供することを目的
としている。

260,000 扶助費 752,000
900

490,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 障害児通所支援経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 2820 障害児通所支援経費

事業概要

　指定事業所が障がい児に対し日常生活における基本的な動作の指導、生
活能力の向上訓練、集団生活への適応訓練等を行う。

【児童発達支援】未就学児への通所支援
【医療型児童発達支援】肢体不自由があり医学的管理が必要な児童への通
所支援
【放課後等デイサービス】就学児への通所支援
【保育所等訪問支援】保育所等に通う児童への施設訪問支援
【肢体不自由児通所医療】医療型児童発達支援利用者の治療費に係る支援

100
1,000

事業費計
752,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　児童福祉法及び障害者自立支援法の改正により、平成24年度より開始。
　従来より対象者要件が緩やかになり、手帳は持たないが発達の遅れが気
になる児童等の相談が増え、障がい福祉の視点だけでなく子育てに関する
指導等を含めた対応を行いながら事業の実施にあたった。

　【実績額】
　　平成24年度　　　356,792千円
　　平成25年度　　　540,042千円
　　平成26年度　　　631,000千円（見込み）

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 188,000

国庫支出金
376,000

県支出金

540,042 631,000 752,000
事業費 地方債

157,750

その他
405,031 473,250 564,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

540,042 631,000 752,000
事業費 地方債

一般財源
135,011 157,750 188,000 188,000
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

高額障害児通所給付費支給経費 1,700

1,700

障害児施設給付費負担金 850

障害児施設給付費負担金 425

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　同一世帯に障害児通所支援等を利用する者が複数いる場合等に、1カ月
の利用者負担が高額となり、一定額を超えた場合、その超過額を助成し利
用者負担の軽減を図る。

2,100 扶助費 2,100

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 高額障害児通所給付費支給経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 2825 高額障害児通所給付費支給経費

事業概要

　同一世帯に属する人が同一の月に受けたサービス等に係る①～⑤の負担
額の合計額と基準額との差額を支給し、世帯の負担軽減を図る。
 ①児童福祉法に基づく障害児通所給付費に係る利用者負担額
 ②児童福祉法に基づく障害児入所給付費に係る利用者負担額
 ③障害福祉サービス（介護給付費及び訓練等給付費）の利用者負担額
 ④自立支援給付の補装具費に係る利用者負担額
 ⑤介護保険法に基づくサービスの利用者負担額

国庫支出金
1,050

県支出金

事業費計
2,100

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　児童福祉法及び障害者自立支援法の改正により、平成24年度より開始。
　これまでも世帯における負担軽減等を図る観点から、高額障害福祉サー
ビス費として実施していたが法改正により対象者が増加した。利用者の自
然増に伴い、今後も増加すると考えられる。
　【実績額】
　　平成24年度　　　521千円
　　平成25年度　　1,040千円
　　平成26年度　　1,700千円（見込み）

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 525

1,040 1,700 2,100
事業費 地方債

425
一般財源

260 425 525 525

その他
780 1,275 1,575

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,040 1,700 2,100
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

総合福祉センター管理運営委託 216,000
人件費
管理経費（光熱水費等含む）
事業経費

機械借上料 6,764
総合福祉センター及び体育館空調設備借上料
AEDリース料

350

223,114

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　障がい者の社会活動への参加の支援、また日中活動の場の提供など、障
がい者がより良い生活を営むことができるよう支援することを目的とする
総合福祉センターの運営管理維持に係る経費

委託料 213,000
160,289
48,158
4,553

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 総合福祉センターの運営管理維持に係る経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 3010 総合福祉センター運営管理経費

事業概要 71
　総合福祉センターでは、障がい者のための相談・医療・訓練・作業・ス
ポーツ・レクリエーションなどの事業を行い、一貫したリハビリテーショ
ン機能をもち、団体やボランティアの活動拠点、地域福祉の拠点となって
いる施設

使用料及び賃借料 6,762
6,691

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

修繕料 0

事業費計
219,762

これまでの取組内容

　総合福祉センターについては指定管理により奈良市社会福祉協議会へ管
理運営を委託し、障がい者福祉に関わる事業を推進している。
　開館後、約30年が経過し経年劣化等により修繕改修の必要箇所や備品等
が増えており、これまでも必要なものから順に修繕改修を行っている。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

225,792 223,114 219,762
事業費 地方債

総合福祉センター体育館使用料 600

222,514
一般財源

225,348 222,514 219,260 219,260

その他
444 600 502 502

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

225,792 223,114 219,762
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 55

前年度予算

施設修繕料 1,800
屋外タンク改修

1,800

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　総合福祉センターは、Ｓ59年の開館より約30年の年月が経ち、耐用年数
が過ぎているものや経年劣化による不具合が頻発している箇所や備品等が
多いため、修繕改修に伴う経費が必要である。 800 修繕料 800

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

投資

事項 総合福祉センター改修整備
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉施設整備事業費

小事業 1010 障害者福祉施設整備事業

［屋外タンク改修］
　屋外に設置している給湯関係のタンクが、経年使用により劣化（ひび割
れ等）しており、お湯の保温能力が低下してきており、直接お湯を沸かす
ストレージタンクへの負担も懸念され、最悪の事態は浴室を利用停止する
こととなるため、改修整備を行う。

事業概要

国庫支出金

県支出金

事業費計
800

財源内訳 財 源 の 内 容

　開館後、約30年が経過し経年劣化等により修繕改修の必要箇所や備品等
が増えており、これまでも必要なものから順に修繕改修を行っている。
（24年度）総合福祉センターみどり園訓練室床改修　383,250円
　　　　　　総合福祉センター汚水ポンプ改修　682,500円
（25年度）総合福祉センタートップライト窓ガラス改修　276,150円
　　　　　　総合福祉センター揚水、雨水ポンプ改修　1,018,500円
（26年度）高圧受変電設備改修　1,800,000円（見込み）

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,295 1,800 800
事業費 地方債

福祉基金 1,800

0
一般財源

0 0 0 0

その他
1,295 1,800 800 800

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,295 1,800 800
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 10 目 35

前年度予算

みどりの家歯科診療所診療委託 10,519
みどりの家歯科診療所業務委託

修繕料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　             100

治療用白衣等クリーニング代(2枚×2回) 18
医療廃棄物処理手数料（11箱)　　　　　　　　　　            

歯科治療医師賠償責任保険料　　　　　　            9

治療時諸消耗品　　　　　　　　　　　　　　　              8

障害者用歯科診療セットリース料 84

歯科治療器具購入費
（ハンドピース購入）

10,738

1 手数料 18
17

100 修繕料 100

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　一般の歯科医院での治療が困難な障がい児・者の口腔内諸疾患を予防す
るため、奈良市歯科医師会に業務委託し、みどりの家歯科診療所で歯科検
診並びに歯科治療を実施する。

1,700 委託料 9,603
7,903

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 みどりの家歯科診療所運営経費
会計 一般会計 衛生費 保健衛生費 診療所費

小事業 1030 みどりの家歯科診療所運営経費

　奈良市歯科医師会に業務委託し、歯科医師2名、歯科衛生士4名体制で、
2月と8月の歯科検診と、毎週木曜日（第1木曜日を除く）の歯科治療を実
施する。治療対象者は、原則として歯科検診受診者のうち治療の必要が認
められる障がい児・者としている。

8 消耗品費 8

84 使用料及び賃借料 84

459 備品購入費 459

9 保険料 9
事業概要

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
10,281

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

【実績】
　平成24年度　258人
　平成25年度　260人
　平成26年度　251人（見込）

10,358 10,738 10,281
事業費 地方債

みどりの家歯科診療所使用料 1,700

9,038

10,358 10,738 10,281
事業費 地方債

一般財源
9,221 9,038 8,581 8,581

その他
1,137 1,700 1,700 1,700

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 10 目 35

前年度予算

医師報償(36回) 1,116

事務用消耗品・点火器　　　　　　 41

はり・きゅう材料費　　　　　　　　 355

シーツ等クリーニング代　　　　 278
医療廃棄物処理手数料(2箱)

高圧蒸気滅菌器(オートクレーブ）安全部品 30

と消耗部品の交換修繕費

1,820

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 障がい福祉課

既存

事項 みどりの家鍼灸院運営経費
会計 一般会計 衛生費 保健衛生費 診療所費

小事業 1035 みどりの家鍼灸院運営経費

30 修繕料 30
事業概要

278 手数料 278

355 医薬材料費 355

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　障がい者・児並びに難病患者の障がい及び症状の軽減を図り、機能障害
や能力低下及び病気の予防と健康のために、中国医学と西洋医学を統合し
たはり・きゅう治療を行う。

1,116 報償費 1,116

41 消耗品費 41

事業費計
1,820

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

【実績】
　平成24年度　延3,999人
　平成25年度　延3,823人
　平成26年度　延3,655人（見込）

　みどりの家はり・きゅう診療所において、医療及び鍼灸師により日曜
日・月曜日・祝日を除き、はり・きゅうの施術を行う。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

1,802 1,820 1,820
事業費 地方債

1,820

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,802 1,820 1,820
事業費 地方債

一般財源
1,802 1,820 1,820 1,820
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 10

前年度予算

非常勤嘱託職員賃金（ケースワーカー10人） 26,869

26,869

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　被保護者世帯の急激な増加により、ケースワーカー数が国の定める基準
に比べ大きく不足しているため、ケースワーカー嘱託職員を雇い上げる。 25,775 賃金 25,775

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保護第一課

既存

事項 非常勤嘱託職員雇用に要する経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

小事業 1055 生活保護事務経費

事業概要

　ケースワーカー嘱託職員賃金

国庫支出金

県支出金

事業費計
25,775

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成23年度より嘱託職員を雇用しており、平成27年度も12人の嘱託職員
を雇用する（2人を追加雇用する）。

　　　　　　　　　　基準数　　職員数　　不足数　　雇用数
平成24年度　　　　　　65　　　　46　　　　19　　　　10
平成25年度　　　　　　67　　　　45　　　　22　　　　10
平成26年度（見込）　　68　　　　41　　　　27　　　　13

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

25,124 26,869 25,775
事業費 地方債

26,869
一般財源

25,124 26,869 25,775 25,775

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

25,124 26,869 25,775
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 10

前年度予算

非常勤嘱託職員社会保険料（ケースワーカー2人）

非常勤嘱託職員賃金（ケースワーカー2人）

非常勤嘱託職員児童手当拠出金（ケースワーカー2人）

0

8 負担金補助及び交付金 8

6,713 賃金 6,713

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　被保護者世帯の急激な増加により、ケースワーカー数が国の定める基準
に比べ大きく不足しているため、ケースワーカー嘱託職員を26年度より2
人追加して雇い上げる。

812 社会保険料 812

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保護第一課

新規等

事項 非常勤嘱託職員雇用に要する経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

小事業 1055 生活保護事務経費

これまでの取組内容

　ケースワーカー嘱託職員賃金、社会保険料、児童手当拠出金
事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
7,533

7,533
事業費 地方債

0

7,533
事業費 地方債

一般財源
0 0 7,533 7,533

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 10

前年度予算

調査員報償（3人） 194

全国厚生統計担当者会議（東京）等 139

書籍購入費 178
事務用消耗品

帳票及び事務用紙等印刷費 30

541

国民生活基礎調査委託金 541

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保護第一課

既存

事項 国民生活基礎調査に要する経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

小事業 1065 国民生活基礎調査経費

事業概要

30 印刷製本費 30

51 消耗品費 178
127

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　国民の保健、医療、福祉、年金、所得等の世帯の状況を総合的に把握
し、厚生労働統計の基礎資料を得る。 194 報償費 194

155 旅費 155

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
557

　厚生労働省主催の統計法に基づく基幹統計調査として、毎年実施されて
いる。

事業費計
557

これまでの取組内容

　国民生活基礎調査の実施に伴う諸経費

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

746 541 557
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 0 0

その他
746 541 557

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

746 541 557
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 10

前年度予算

行旅死亡人取扱広告（官報） 34

死体検案料及び検案書料（6体分） 210

行旅死亡人焼骨安置委託 1,121
行旅死亡人葬祭委託（6体分）

1,365

60 委託料 1,121
1,061

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　行旅病人及行旅死亡人取扱法に基づく行旅死亡人に要する経費
34 公告料 34

210 手数料 210

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保護第一課

既存

事項 行旅死亡人に要する経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

小事業 1085 行旅死亡人取扱経費

これまでの取組内容

　行旅死亡人の引き取り、火葬、納骨安置、供養を行うための手数料、委
託料及び官報掲載広告料

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　来年度も同様に行う。

　（参考：行旅死亡人取扱件数年度推移）
　　　平成24年度　　　　　6件
　　　平成25年度　　　　　4件
　　　平成26年度（見込）　8件

事業費計
1,365

774 1,365 1,365
事業費 地方債

1,365

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

774 1,365 1,365
事業費 地方債

一般財源
774 1,365 1,365 1,365
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 10

前年度予算

中国残留邦人生活支援相談員報償（2人） 1,124

中国残留邦人生活支援相談員活動旅費（2人） 284
市外旅費

事務用消耗品 11

帳票及び事務用紙等印刷費 11

郵便料 44

1,474

中国残留邦人等支援対策委託金 1,474

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等
及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく、中国残留邦人等地域
生活支援の実施に伴う経費

1,124 報償費 1,124

224 旅費 285
61

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保護第一課

既存

事項 中国残留邦人等地域生活支援に要する経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

小事業 1310 中国残留邦人等地域生活支援経費

事業概要

　支援相談員報償及び活動旅費、台帳作成用消耗品等

45 通信運搬費 45

11 印刷製本費 11

11 消耗品費 11

事業費計
1,476

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　同法に基づく支援給付金受給者に対し、支援相談員による医療機関等へ
の同行通訳や、ケースワーカー訪問時の通訳を行っている。

　　　　　　　　　　　相談員人員　　受給者数　　派遣回数
　　平成24年度　　　　　　　 3　　　　　19　　　　 120
　　平成25年度　　　　　　　 3　　　　　15　　　　 124
　　平成26年度（見込）　　　 2　　　　　13　　　　 120

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
1,476

県支出金

1,163 1,474 1,476
事業費 地方債

0

その他
1,163 1,474 1,476

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,163 1,474 1,476
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 10

前年度予算

奈良市民生金庫貸付金 2,000

2,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市民生児童委員協議会連合会が運営する民生金庫に対する運営資金
の貸付金 2,000 貸付金 2,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保護第一課

既存

事項 民生金庫貸付金に要する経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

小事業 1540 民生金庫貸付金

事業概要

　奈良市民生児童委員協議会連合会が運営する民生金庫に対する運営資金
の貸付金

国庫支出金

県支出金

事業費計
2,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　民生金庫に対する運営資金貸付を行っている。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

2,000 2,000 2,000
事業費 地方債

民生金庫貸付金回収金 2,000

0
一般財源

0 0 0 0

その他
2,000 2,000 2,000 2,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,000 2,000 2,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 10

前年度予算

行旅人一時援護金 100

100

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　旅費等に困窮する行旅人に支給する一時援護金
100 扶助費 100

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保護第一課

既存

事項 行旅人援護に要する経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

小事業 1545 行旅人援護経費

事業概要

　旅費等に困窮する行旅人に支給する一時援護金

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
100

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　旅費等に困窮する行旅人に一時援護金を支給した。

34 100 100
事業費 地方債

100

34 100 100
事業費 地方債

一般財源
34 100 100 100

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 10

前年度予算

住宅確保給付金 21,936

382
2,675

60

231
260
200
52
4

25,800

生活困窮者自立支援事業費負担金

住宅手当緊急特別措置事業費補助金 25,800

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保護第一課

既存

事項 住宅確保給付金に要する経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

小事業 1710 住宅確保給付金経費

事業概要

　生活困窮者のうち、離職者等であって安定した就職の意思及び能力のあ
る者で、住宅を喪失している者または住宅を喪失するおそれのある者に対
し、有期の住宅確保給付金を支給し、住宅及び就労機会の確保に向けた支
援を行う。
　本事業の実施に当たっては、自立相談支援機関において申請受理や自立
に向けたプランの作成・支援を行い、給付金の支給とあわせて包括的な支
援を実施し、より効果的な自立の促進を図る。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持することができなくなるお
それのある生活困窮者に対し、自立の促進を図ることを目的に、生活困窮
者自立支援法に基づく必須事業として行う。

8,900 扶助費 8,900

事業費計
8,900

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容 賃金
　国の第二のセーフティネット施策事業のひとつである住宅支援給付事業
を全額補助金事業として実施してきたが、新法施行により生活困窮者に対
する一体的、有機的な事業の実施ができるよう補助金、負担金等の予算体
系が見直された。

旅費
消耗品費
印刷製本費

通信運搬費

手数料
負担金補助及び交付金

社会保険料

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
6,675

県支出金

5,224 25,800 8,900
事業費 地方債

0

その他
5,224 25,800 6,675

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

5,224 25,800 8,900
事業費 地方債

一般財源
0 0 2,225 2,225
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 10

前年度予算

委託事業者審査選定委員報酬（3人×3回）

市外旅費

生活困窮者自立支援全国研究交流大会申込手数料

自立相談支援事業委託

各種研修会等出席負担金

0

生活困窮者自立支援事業費負担金　

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持することができなくなるお
それのある生活困窮者に対し、自立の促進を図ることを目的に、生活困窮
者自立支援法に基づく必須事業として行う。

90 報酬 90

549 旅費 549

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保護第一課

新規等

事項 生活困窮者自立支援事業
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

小事業 1715 自立相談支援事業経費

事業概要

　生活困窮者を早期に把握し、多様で複合的な課題を解きほぐしながら、
本人の状況に応じて必要な支援を行うことにより、生活困窮状態からの脱
却を図り、また、生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化を図る。
　実施機関として、自立相談支援機関を設置し、生活困窮者からの相談、
支援計画の作成、関係機関への同行訪問や就労支援員による就労支援、関
係機関とのネットワークづくりや地域に不足する社会資源の開発などを行
う。

21 負担金補助及び交付金 21

59,000 委託料 59,000

1 手数料 1

国庫支出金
44,745

県支出金

事業費計
59,661

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　生活困窮者自立促進支援モデル事業として、平成25年9月より、生活困
窮者及び生活保護世帯を対象とし、「奈良市生活困窮者就労促進事業」を
実施。また、同時期より、奈良労働局との協働事業で保護課内にハロー
ワークのセンターを設置し、「なら福祉・就労支援センター事業」を実施
した。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

59,661
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 14,916 14,916

その他
44,745

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

59,661
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 53

前年度予算

保護施設整備費補助金（救護施設須加宮寮）
国負担分
中核市負担分

0

保護施設整備事業費補助金

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　救護施設「須加宮寮」は昭和56年建築の施設であり、32年の経過により
老朽化が進み毎年補修を要する状態となっているうえ、バリアフリーに
なっていないため、入所者の高齢化に伴い日常生活に不自由が生じてい
る。また、南海トラフ地震の発生が予想されるなか、新耐震基準も満たし
ていないため、入所者の福祉の向上と安全を期するため改築しようとする
ものである。

負担金補助及び交付金 499,950
333,300
166,650

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保護第一課

新規等

事項 救護施設施設整備
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉施設整備事業費

小事業 1010 社会福祉施設整備事業

これまでの取組内容

　社会福祉施設等施設整備費国庫補助金交付要綱に基づき、補助金（負担
割合：国負担分1/2、中核市負担分1/4、設置者負担分1/4）を交付する。

　（全体事業概要（見込））
　　平成27年度…交付決定、着工
　　平成28年度…竣工、補助金交付

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
333,300

事業費計
499,950

499,950 166,600
事業費 地方債

0

499,950 166,600
事業費 地方債

一般財源
0 0 50 50

その他
499,900

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 20 目 10

前年度予算

嘱託医師報償（医師、歯科医師、精神科医） 3,822

市外旅費 303

新聞代 1,860
事務用消耗品

帳票及び事務用紙等印刷費 333
ポスター・パンフレット等印刷費

医薬材料費 3

電信電話料 69

診療報酬審査支払手数料 16,927
諸業務手数料

レセプト管理システム保守委託 1,248

要介護認定調査委託

有料道路通行料 41

各種研修会等出席負担金 146

24,752

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保護第一課

既存

事項 生活保護法施行に要する経費
会計 一般会計 民生費 生活保護費 生活保護総務費

小事業 1010 生活保護運営対策事業経費

296
37 印刷製本費 333

37 消耗品費 1,754
1,717

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　生活保護制度の安定運営を確保するため、実施基盤の充実及び適正化の
推進を図るために要する経費 3,822 報償費 3,822

307 旅費 307

150 負担金補助及び交付金 150
これまでの取組内容

41 使用料及び賃借料 41

342
888 委託料 1,230

事業概要 3 医薬材料費 3
　嘱託医報償、調査旅費、生活保護手帳及びコピー用紙、コピー料金等消
耗品費、保護費支給袋及び発送用封筒印刷代、診療報酬支払に要する経
費、生活保護版レセプト管理システム管理費用、要介護認定調査委託料、
現業員研究会等出席負担金、社会福祉主事資格取得経費

66 通信運搬費 66

16,226 手数料 16,236
10

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　消耗品等の見直しを行った。

事業費計
23,942

22,890 24,752 23,942
事業費 地方債

24,752

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

22,890 24,752 23,942
事業費 地方債

一般財源
22,890 24,752 23,942 23,942
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 20 目 10

前年度予算

生活保護システム改修業務委託

0

社会保障・税番号制度補助金

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法
律（マイナンバー法）による社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）
を活用することにより生活保護業務の効率化を図る事業

5,700 委託料 5,700

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保護第一課

新規等

事項 社会保障・税番号制度
会計 一般会計 民生費 生活保護費 生活保護総務費

小事業 1010 生活保護運営対策事業経費

事業概要

　マイナンバー制度導入にあたり、共有情報を他システムから取得できる
ように生活保護システムを改修する。

国庫支出金
3,800

県支出金

事業費計
5,700

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

5,700
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 1,900 1,900

その他
3,800

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

5,700
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 20 目 10

前年度予算

生活保護システム改修業務委託

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市情報システム最適化計画の実施に伴い、住基データ等を新システ
ムから取得するために生活保護システムの改修を行う。 3,586 委託料 3,586

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保護第一課

新規等

事項 情報システム最適化事業
会計 一般会計 民生費 生活保護費 生活保護総務費

小事業 1010 生活保護運営対策事業経費

事業概要

　生活保護システム改修業務委託

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
3,586

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　

3,586
事業費 地方債

0

3,586
事業費 地方債

一般財源
0 0 3,586 3,586

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 20 目 10

前年度予算

非常勤嘱託職員社会保険料（6人） 2,806

非常勤嘱託職員賃金（6人） 22,928
臨時職員賃金（2人）

嘱託医医療機関訪問指導報償 137

市外旅費 412

定期刊行物購読料 452

書籍購入費

帳票及び事務用紙等印刷費 954

郵便料 7,674

レセプト点検業務委託 4,224

生活保護システム賃借料 5,822

非常勤嘱託職員児童手当拠出金（6人） 30

45,439

セーフティネット支援対策等事業費補助金 45,370

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保護第一課

既存

事項 生活保護法の運営に要する経費
会計 一般会計 民生費 生活保護費 生活保護総務費

小事業 1015 セーフティネット支援対策等事業経費

72 消耗品費 452

410 旅費 410

137 報償費 137

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　生活保護制度の運営に要する事務経費のうち、医療レセプトの点検強
化、生活保護関係職員研修などのセーフティネット支援対策事業費国庫補
助金を利用する経費

2,948 社会保険料 2,948

19,912 賃金 22,396
2,484

これまでの取組内容

30 負担金補助及び交付金 30

5,822 使用料及び賃借料 5,822

4,224 委託料 4,224

事業概要 380
　嘱託職員等賃金、嘱託医による医療機関訪問指導報償費、現業員等研修
会及び生活保護関連会議出席旅費、定期刊行物及びコピー用紙、コピー料
金等消耗品、各種申請書及び郵送用封筒印刷代、医療レセプト点検業務委
託、生活保護システムリース料

954 印刷製本費 954

7,868 通信運搬費 7,868

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
32,441

事業費計
45,241

80,829 45,439 45,241
事業費 地方債

69

80,829 45,439 45,241
事業費 地方債

一般財源
36 69 12,800 12,800

その他
80,793 45,370 32,441

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 20 目 10

前年度予算

生活支援給付金 11,000

11,000

生活支援給付費等負担金 8,250

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保護第一課

既存

事項 生活支援に要する経費
会計 一般会計 民生費 生活保護費 生活保護総務費

小事業 1510 生活支援給付金経費

事業概要

　生活支援給付では、衣食その他日常生活の需用を満たすために必要な金
品の支給を行う。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等
及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づき、生活支援給付金を支
給する。

9,000 扶助費 9,000

事業費計
9,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等
及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づき、生活支援給付金を支
給した。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
6,750

県支出金

10,412 11,000 9,000
事業費 地方債

2,750

その他
7,809 8,250 6,750

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

10,412 11,000 9,000
事業費 地方債

一般財源
2,603 2,750 2,250 2,250
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 20 目 10

前年度予算

住宅支援給付金 2,800

2,800

生活支援給付費等負担金 2,100

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等
及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づき、住宅支援給付金を支
給する。

2,600 扶助費 2,600

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保護第一課

既存

事項 住宅支援に要する経費
会計 一般会計 民生費 生活保護費 生活保護総務費

小事業 1520 住宅支援給付金経費

事業概要

　住宅支援給付では、家賃・間代及び住居の補修や維持のために必要な金
品の支給を行う。

国庫支出金
1,950

県支出金

事業費計
2,600

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等
及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づき、住宅支援給付金を支
給した。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

2,442 2,800 2,600
事業費 地方債

700
一般財源

611 700 650 650

その他
1,831 2,100 1,950

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,442 2,800 2,600
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 20 目 10

前年度予算

介護支援給付金 900

900

介護支援給付費負担金 675

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等
及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づき、介護支援給付金を支
給する。

500 扶助費 500

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保護第一課

既存

事項 介護支援に要する経費
会計 一般会計 民生費 生活保護費 生活保護総務費

小事業 1522 介護支援給付金経費

事業概要

　介護支援給付では、支援給付を受けている要介護者及び要支援者（介護
保険法）に対して、居宅介護、福祉用具、住宅の改修、施設介護、介護予
防に要する用具や住宅改修、施設等への移送に必要な金品の支給を行う。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
375

県支出金

事業費計
500

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等
及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づき、介護支援給付金を支
給した。

565 900 500
事業費 地方債

225

565 900 500
事業費 地方債

一般財源
142 225 125 125

その他
423 675 375

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 20 目 10

前年度予算

医療支援給付金 14,400

14,400

医療支援給付費負担金 10,800

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保護第一課

既存

事項 医療支援に要する経費
会計 一般会計 民生費 生活保護費 生活保護総務費

小事業 1525 医療支援給付金経費

事業概要

　医療支援給付では、診察、薬剤、治療材料、治療、施術、居宅における
療養管理及び看護、入院及び看護、医療機関等への移送に必要な金品の支
給を行う。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等
及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づき、医療支援給付金を支
給する。

14,000 扶助費 14,000

事業費計
14,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等
及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づき、医療支援給付金を支
給した。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
10,500

県支出金

17,100 14,400 14,000
事業費 地方債

3,600

その他
12,825 10,800 10,500

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

17,100 14,400 14,000
事業費 地方債

一般財源
4,275 3,600 3,500 3,500
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 20 目 10

前年度予算

葬祭支援給付金 900

900

生活支援給付費等負担金 675

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等
及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づき、葬祭支援給付金を支
給する。

900 扶助費 900

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保護第一課

既存

事項 葬祭支援に要する経費
会計 一般会計 民生費 生活保護費 生活保護総務費

小事業 1540 葬祭支援給付金経費

事業概要

　葬祭支援給付では、死亡診断書の作成、遺体の運搬、火葬または埋葬、
納骨、葬祭に必要な金品の支給を行う。

国庫支出金
675

県支出金

事業費計
900

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等
及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づき、葬祭支援給付金を支
給した。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

644 900 900
事業費 地方債

225
一般財源

161 225 225 225

その他
483 675 675

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

644 900 900
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 20 目 10

前年度予算

配偶者支援金

0

配偶者支援金負担金

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等
及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づき、配偶者支援金を支給
する。

1,000 扶助費 1,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保護第一課

既存

事項 配偶者支援金に要する経費
会計 一般会計 民生費 生活保護費 生活保護総務費

小事業 1550 配偶者支援金経費

事業概要

　配偶者支援金では、支援給付を受けていた中国残留邦人等の死亡後に、
配偶者の生活の安定を図るため配偶者支援金の支給を行う。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
1,000

県支出金

事業費計
1,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等
及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づき、配偶者支援金を支給
した。

1,000
事業費 地方債

0

1,000
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
1,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 20 目 10

前年度予算

非常勤嘱託職員社会保険料（就労支援相談員3人） 1,144

非常勤嘱託職員賃金（就労支援相談員3人） 7,830

市内旅費 129
市外旅費

事務用消耗品 302

帳票及び事務用紙等印刷費 13

郵便料 170

非常勤嘱託職員児童手当拠出金（就労支援相談員3人） 12

2,000

11,600

被保護者就労支援事業費負担金

生活保護就労支援事業費補助金 11,600

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保護第一課

既存

事項 就労支援プログラムに要する経費
会計 一般会計 民生費 生活保護費 生活保護総務費

小事業 2010 生活保護就労支援事業経費

13 印刷製本費 13

439 消耗品費 439

40 旅費 132
92

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　被保護者の経済的自立の支援を図ることを目的に、生活保護法に基づく
必須事業として行う。 1,187 社会保険料 1,187

8,000 賃金 8,000

これまでの取組内容

事業概要

　就労支援相談員により、稼働能力を有する被保護者に対し、就労意欲の
喚起、履歴書の書き方や面接の受け方の指導及び就職に関する情報提供や
ハローワークへの同行支援などの就労支援を行い、被保護者の経済的自立
の支援を図る。

274 通信運搬費 274

12 負担金補助及び交付金 12

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
7,542

　生活保護世帯を対象に平成22年10月から受給者の自立・就労に関する支
援等を行う自立支援プログラム策定実施推進事業を全額補助金事業として
実施してきたが、生活保護法の改正により必須事業となり、補助金、負担
金等の予算体系が見直された。

委託料

事業費計
10,057

10,808 11,600 10,057
事業費 地方債

0

その他
10,808 11,600 7,542

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

10,808 11,600 10,057
事業費 地方債

一般財源
0 0 2,515 2,515
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 20 目 15

前年度予算

生活扶助費 4,232,000

4,232,000

生活扶助費等負担金 3,174,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　生活保護法に基づく生活扶助に要する経費
4,177,000 扶助費 4,177,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保護第一課

既存

事項 生活扶助に要する経費
会計 一般会計 民生費 生活保護費 扶助費

小事業 1010 生活扶助経費

事業概要

　生活扶助では、衣食その他日常生活の需用を満たすために必要な金品の
支給を行う。

国庫支出金
3,132,750

県支出金

事業費計
4,177,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　生活保護法に基づき、生活扶助を行った。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

4,282,466 4,232,000 4,177,000
事業費 地方債

1,058,000
一般財源

1,070,617 1,058,000 1,044,250 1,044,250

その他
3,211,849 3,174,000 3,132,750

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

4,282,466 4,232,000 4,177,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 20 目 15

前年度予算

教育扶助費 88,000

88,000

生活扶助費等負担金 66,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　生活保護法に基づく教育扶助に要する経費
88,000 扶助費 88,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保護第一課

既存

事項 教育扶助に要する経費
会計 一般会計 民生費 生活保護費 扶助費

小事業 1015 教育扶助経費

事業概要

　教育扶助では、教科書、学用品、通学用品、学校給食等の義務教育を受
けるために必要な金品の支給を行う。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
66,000

県支出金

事業費計
88,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　生活保護法に基づき、教育扶助を行った。

86,185 88,000 88,000
事業費 地方債

22,000

86,185 88,000 88,000
事業費 地方債

一般財源
21,547 22,000 22,000 22,000

その他
64,638 66,000 66,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 20 目 15

前年度予算

住宅扶助費 2,115,000

2,115,000

生活扶助費等負担金 1,586,250

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保護第一課

既存

事項 住宅扶助に要する経費
会計 一般会計 民生費 生活保護費 扶助費

小事業 1020 住宅扶助経費

事業概要

　住宅扶助では、家賃・間代及び住居の補修や維持のために必要な金品の
支給を行う。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　生活保護法に基づく住宅扶助に要する経費
2,090,000 扶助費 2,090,000

事業費計
2,090,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　生活保護法に基づき、住宅扶助を行った。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
1,567,500

県支出金

2,078,038 2,115,000 2,090,000
事業費 地方債

528,750

その他
1,558,528 1,586,250 1,567,500

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,078,038 2,115,000 2,090,000
事業費 地方債

一般財源
519,510 528,750 522,500 522,500
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 20 目 15

前年度予算

介護扶助費 178,000

178,000

介護扶助費負担金 133,500

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　生活保護法に基づく介護扶助に要する経費
170,000 扶助費 170,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保護第一課

既存

事項 介護扶助に要する経費
会計 一般会計 民生費 生活保護費 扶助費

小事業 1022 介護扶助経費

事業概要

　介護扶助では、生活保護を受けている要介護者及び要支援者（介護保険
法）に対して、居宅介護、福祉用具、住宅の改修、施設介護、介護予防に
要する用具や住宅改修、施設等への移送に必要な金品の支給を行う。

国庫支出金
127,500

県支出金

事業費計
170,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　生活保護法に基づき、介護扶助を行った。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

168,549 178,000 170,000
事業費 地方債

44,500
一般財源

42,138 44,500 42,500 42,500

その他
126,411 133,500 127,500

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

168,549 178,000 170,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 20 目 15

前年度予算

医療扶助費 5,567,000

5,567,000

医療扶助費負担金 4,175,250

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　生活保護法に基づく医療扶助に要する経費
5,787,000 扶助費 5,787,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保護第一課

既存

事項 医療扶助に要する経費
会計 一般会計 民生費 生活保護費 扶助費

小事業 1025 医療扶助経費

事業概要

　医療扶助では、診察、薬剤、治療材料、治療、施術、居宅における療養
管理及び看護、入院及び看護、医療機関等への移送に必要な金品の支給を
行う。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
4,340,250

県支出金

事業費計
5,787,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　生活保護法に基づき、医療扶助を行った。

5,524,372 5,567,000 5,787,000
事業費 地方債

1,391,750

5,524,372 5,567,000 5,787,000
事業費 地方債

一般財源
1,381,093 1,391,750 1,446,750 1,446,750

その他
4,143,279 4,175,250 4,340,250

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 20 目 15

前年度予算

出産扶助費 1,000

1,000

生活扶助費等負担金 750

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保護第一課

既存

事項 出産扶助に要する経費
会計 一般会計 民生費 生活保護費 扶助費

小事業 1030 出産扶助経費

事業概要

　出産扶助では、出産及びその前後の処置に必要な金品の支給を行う。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　生活保護法に基づく出産扶助に要する経費
1,000 扶助費 1,000

事業費計
1,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　生活保護法に基づき、出産扶助を行った。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
750

県支出金

708 1,000 1,000
事業費 地方債

250

その他
531 750 750

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

708 1,000 1,000
事業費 地方債

一般財源
177 250 250 250
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 20 目 15

前年度予算

生業扶助費 60,000

60,000

生活扶助費等負担金 45,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　生活保護法に基づく生業扶助に要する経費
58,000 扶助費 58,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保護第一課

既存

事項 生業扶助に要する経費
会計 一般会計 民生費 生活保護費 扶助費

小事業 1035 生業扶助経費

事業概要

　生業扶助では、収入の増加や自立の見込みがある者に対し、技能の取
得、高等学校等への就学、就職の準備等に必要な金品の支給を行う。

国庫支出金
43,500

県支出金

事業費計
58,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　生活保護法に基づき、生業扶助を行った。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

58,571 60,000 58,000
事業費 地方債

15,000
一般財源

14,643 15,000 14,500 14,500

その他
43,928 45,000 43,500

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

58,571 60,000 58,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 20 目 15

前年度予算

葬祭扶助費 27,000

27,000

生活扶助費等負担金 20,250

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　生活保護法に基づく葬祭扶助に要する経費
27,000 扶助費 27,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保護第一課

既存

事項 葬祭扶助に要する経費
会計 一般会計 民生費 生活保護費 扶助費

小事業 1040 葬祭扶助経費

事業概要

　葬祭扶助では、死亡診断書の作成、遺体の運搬、火葬又は埋葬、納骨、
葬祭に必要な金品の支給を行う。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
20,250

県支出金

事業費計
27,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　生活保護法に基づき、葬祭扶助を行った。

20,922 27,000 27,000
事業費 地方債

6,750

20,922 27,000 27,000
事業費 地方債

一般財源
5,231 6,750 6,750 6,750

その他
15,691 20,250 20,250

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 20 目 15

前年度予算

施設事務費 112,000

112,000

生活扶助費等負担金 84,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保護第一課

既存

事項 施設事務に要する経費
会計 一般会計 民生費 生活保護費 扶助費

小事業 1045 保護施設事務経費

事業概要

　被保護者が入所している施設に対して、施設の運営に必要な人件費や諸
経費などを施設事務費として支払う。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　生活保護法に基づく施設事務費
120,000 扶助費 120,000

事業費計
120,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　生活保護法に基づき、保護施設に対し施設事務費の支払いを行った。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
90,000

県支出金

109,884 112,000 120,000
事業費 地方債

28,000

その他
82,413 84,000 90,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

109,884 112,000 120,000
事業費 地方債

一般財源
27,471 28,000 30,000 30,000
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 20 目 15

前年度予算

就労自立給付金

0

生活扶助費等負担金

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　生活保護法に基づく就労自立給付金に要する経費
2,500 扶助費 2,500

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保護第一課

既存

事項 就労自立給付金に要する経費
会計 一般会計 民生費 生活保護費 扶助費

小事業 1050 就労自立給付金経費

事業概要

　被保護者の就労による自立の促進を目的に、安定した職業に就いたこと
等により保護を必要としなくなった者に対して就労自立給付金の支給を行
う。

国庫支出金
1,875

県支出金

事業費計
2,500

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　生活保護法に基づき、就労自立給付金の支給を行った。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

2,500
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 625 625

その他
1,875

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,500
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 10

前年度予算

老人等生活保護助成金決定・支払等通知用切手代 2

生活保護助成金 288

290

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　生活保護法による生活扶助を受けている高齢者で、少額の拠出年金の支
給を受けているため、その年金を収入認定されて保護費を減額された場合
に、拠出年金を掛けていなかった人との逆転を補う。

2 通信運搬費 2

216 扶助費 216

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 長寿福祉課

既存

事項 老人等生活保護助成経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

小事業 1510 老人等生活保護助成経費

これまでの取組内容

　生活保護法による生活扶助を受けている65歳以上の老人で、拠出制年金
（国民年金）の給付を受け、その給付金が収入認定されている人に認定額
の一部（月額3千円）を扶助する。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　制度は、平成5年に要綱が廃止されているため、既得権者のみとなり、
新規受給者の増はない。

　　【実績】　　　　　　（H24）　　（H25）　　（H26）
　　　受給者　　　　　　　9人        7人　　　　6人

事業費計
218

267 290 218
事業費 地方債

290

267 290 218
事業費 地方債

一般財源
267 290 218 218

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 25

前年度予算

新聞代 319
事務用消耗品等

事務用通知発送切手代 78

システム年間プロダクト保守委託 324

指定事業者管理システムリース 285

1,006

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 長寿福祉課

既存

事項 課事務経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 老人福祉費

小事業 1010 老人福祉事務経費

事業概要

285 使用料及び賃借料 285

324 委託料 324

74 通信運搬費 74

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　課の事務運営のための経費
42 消耗品費 281
239

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　新聞代の削減（2紙→1紙）

事業費計
964

これまでの取組内容

　老人福祉事務に要する経費及び指定居宅サービス事業者等の管理を行う
指定管理事業管理システムの委託・リース

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,373 1,006 964
事業費 地方債

おむつ証明手数料
介護保険事業者指定等手数料 615

391
一般財源

758 391 349 349

その他
615 615 615 615

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,373 1,006 964
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 25

前年度予算

マイナンバー制度導入に伴う
システム改修業務委託

0

社会保障・税番号制度補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）の導入に伴い、高齢福祉シ
ステムのプログラム修正を行う。 10,500 委託料 10,500

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 長寿福祉課

新規等

事項
社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）の導入に伴うシス
テム改修委託経費

会計 一般会計 民生費 社会福祉費 老人福祉費

小事業 1010 老人福祉事務経費

事業概要

　社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）の導入に伴い、高齢福祉シ
ステムのプログラム修正を行う。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
7,000

県支出金

事業費計
10,500

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）の導入に向け、作業部会と
足並みを揃えて作業を進めている。同制度導入に向けて高齢福祉システム
のプログラム変更等の対応を図っていく。

10,500
事業費 地方債

0

10,500
事業費 地方債

一般財源
0 0 3,500 3,500

その他
7,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 25

前年度予算

日常生活用具給付費 104
電磁調理器 4台
自動消火器 1台
火災警報器 1台

　平成12年事業開始。過去3年間の実績は以下のとおり

実績（支給台数・台） （H23） （H24） （H25）

電磁調理器 4台 3台 4台
自動消火器 2台 － －
火災報知機 － － －

104

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 長寿福祉課

既存

事項 在宅老人への日常生活用具給付貸与のための経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 老人福祉費

小事業 1018 在宅老人日常生活用具給付貸与経費

事業概要

11

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　老人福祉法の規定による日常生活保安用具の給付の措置。認知症等のた
め防災の配慮が必要なひとり暮しの高齢者等に日常生活保安用具の給付を
行う。 扶助費 71

38
22

国庫支出金

県支出金

事業費計
71

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　在宅で概ね６５歳以上で、認知症等のための防災の配慮が必要なひとり
暮しの高齢者等に電磁調理器、自動消火器及び火災警報器を給付する。
(生計中心者の所得税額に応じて費用負担あり。）

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

38 104 71
事業費 地方債

104
一般財源

38 104 71 71

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

38 104 71
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 25

前年度予算

事務用消耗品 12 12

郵便切手  7 7

19

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　身体機能の低下や家庭環境等の理由により、居宅において生活すること
が困難な高齢者が、低額な料金で軽費老人ホーム入所し、健康で明るい生
活を送ることを目的としする。施設入所者の利用料と事務費補助で運営を
行っている。
　施設が継続的な運営を行うために必要な経費である。

消耗品費 12

通信運搬費 7

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 長寿福祉課

既存

事項 軽費老人ホーム運営費補助事業
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 老人福祉費

小事業 1028 軽費老人ホーム運営費補助事業経費

事業概要

　施設への連絡事務経費

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
19

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

30 19 19
事業費 地方債

19

30 19 19
事業費 地方債

一般財源
30 19 19 19

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 25

前年度予算

軽費老人ホーム事務費補助金 337,000
一般事務費
人件費加算分 
管理費加算分 

337,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 長寿福祉課

新規等

事項 軽費老人ホーム運営費補助事業
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 老人福祉費

小事業 1028 軽費老人ホーム運営費補助事業経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　身体機能の低下や家庭環境等の理由により、居宅において生活すること
が困難な高齢者が、低額な料金で軽費老人ホーム入所し、健康で明るい生
活を送ることを目的としする。施設入所者の利用料と事務費補助で運営を
行っている。
施設が継続的な運営を行うために必要な経費である。

負担金補助及び交付金 325,000
289,250
29,250
6,500

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　軽費老人ホーム13カ所
　介護保険法の指定による運営費削減

事業費計
325,000

これまでの取組内容

　在宅生活が困難な高齢者が、低額な料金で入所出来る軽費老人ホームを
設置する社会福祉法人に対し、入所者の経済的負担軽減のため社会福祉法
人が入所者から徴収する事務費の一部を減免した場合その減免額に対し交
付を行う。施設は入所者の利用料と事務費補助金で運営を行っている。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

310,654 337,000 325,000
事業費 地方債

337,000
一般財源

310,654 337,000 325,000 325,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

310,654 337,000 325,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 25

前年度予算

審査員等報酬費 24 24

県外旅費（入所面接訪問及び入所立会旅費） 20 20

事務用消耗品　　　 9 9

保護措置費納付書・返送用封筒　印刷代 30 30

納付書送付用切手代 25 25

有料道路交通料（遠隔施設への調査・立合） 5 5

老人ホーム入所措置費 260,000
　　生活費　　    
　　事務費　 　　
　　やむを得ない事由による措置費

人 人 人
　

260,113

通信運搬費 25

9

印刷製本費 30

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　老人福祉法に基づく入所措置。居宅において養護を受けることが困難な
高齢者を養護老人ホームに入所させ、当該高齢者及びその家族の福祉の向
上を図る。

報酬費 24

旅費 20

消耗品費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 長寿福祉課

既存

事項 老人保護措置のための事務経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 老人福祉費

小事業 1030 老人保護施設措置経費

　過去3年間の実績は以下のとおり
これまでの取組内容

事業概要

　おおむね６５歳以上で、特に身体的な介護を要する状態ではないが、環
境上の理由及び経済的な理由により、居宅において養護を受けることが困
難な高齢者を養護老人ホームに入所させ、当該高齢者及びその家族の福祉
の向上を図る。

使用料及び貸借料 5

250,000 扶助費 250,000

事業費計
250,113

措置施設数 12 カ所 13 カ所 15 カ所
年度末措置人数 133 131 127

実績 (H23) （H24） （H25）

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

245,438 260,113 250,113
事業費 地方債

老人保護施設措置費自己負担金 63,000

197,113

その他
59,705 63,000 55,844 55,844

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

245,438 260,113 250,113
事業費 地方債

一般財源
185,733 197,113 194,269 194,269
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 25

前年度予算

審査委員報酬　 50

老人福祉施設整備事業担当者研修会出席旅費（東京） 30

事務費 45

委員会賄　 1

老人施設指導通知発送 76

202

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　施設整備や指導監督事務に係る厚生労働省主催の会議、研修等への出席
及び介護保険施設・介護サービス事業所への指導監督を行うことを目的と
した研修費である。
　介護保険法の指定や施設整備に伴う事業者を選考するための経費であ
る。

50 報酬 50

31 旅費 31

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 長寿福祉課

既存

事項 老人福祉施設整備指導監督事務経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 老人福祉費

小事業 1041 老人福祉施設整備指導監督事務経費

事業概要

　指定居宅サービス事業者や指定介護老人福祉施設等の事業運営で指定、
更新や指導を行う上で必要な法令遵守、運営基準、設備基準等を身につけ
るための職員研修を受講している。また、地域密着型事業所等の整備に係
る公募選定に伴う経費である。

94 通信運搬費 94

1 食料費 1

73 消耗品費 73

国庫支出金

県支出金

事業費計
249

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　指導監督事務に係る研修会等の参加回数削減。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

174 202 249
事業費 地方債

202

0
一般財源

0 0 0 0

その他
介護保険事業者指定等手数料174 202 249 249

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

174 202 249
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 25

前年度予算

万年青年大会感謝状及び記念品 175

行事用消耗品 5

奈良市万年青年クラブ連合会 22,340
（地域活動・健康増進活動・友愛活動・万年大会各補助金）
地区万年青年クラブ連合会地域活動補助金
単位クラブ地域福祉活動補助金

22,520

老人クラブ助成事業費補助金 6,965

5,132 負担金補助及び交付金 22,032

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　万年青年クラブ等が、クラブ員の経験と知識を生かし、自主的にまた体
力等に応じ行う地域福祉活動・友愛活動・健康増進活動に補助し、高齢者
が生きがいを感じ、孤立せず支え合うことができ、世代間の交流や協働す
ることができることにより、地域の福祉に貢献することを目的とする。

20 報償費 20

3 消耗品費 3

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 長寿福祉課

既存

事項 万年青年クラブ活動経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 老人福祉費

小事業 1042 万年青年クラブ活動経費

事業概要

　高齢者の老後の生活を健全で豊かなものにするため、万年青年クラブの
活動に対して助成を行い、社会福祉活動・健康増進事業等高齢者の生きが
いづくりを推進する。

【見込】
　市万年青年クラブ連合会会員数　　　14,000人
　地区万年青年クラブ連合会　　　　　31クラブ
　単位クラブ数　　　　　　　　　　　310クラブ

1,400
15,500

国庫支出金
6,875

県支出金

事業費計
22,055

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　過去3年間の実績は以下のとおり

【実績】　　　　　　　　　　　　（H24）　　　（H25）　　（H26）
　市万年青年クラブ連合会会員数　14,784人　　13,988人　　13,199人
　地区万年青年クラブ連合会　　　35クラブ　　33クラブ　　31クラブ
　単位クラブ数　　　　　　　　　331クラブ　 318クラブ　 306クラブ

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

24,112 22,520 22,055
事業費 地方債

15,555
一般財源

16,969 15,555 15,180 15,180

その他
7,143 6,965 6,875

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

24,112 22,520 22,055
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 25

前年度予算

100歳誕生祝用消耗品（120人） 810

810

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　高齢者に対し、長寿を祝い、生きがいを感じ希望をもって健康で明るい
生活をおくっていただくことを目的とする。 722 消耗品費 722

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 長寿福祉課

既存

事項 長寿お祝い事業経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 老人福祉費

小事業 1044 長寿お祝い事業経費

事業概要

　満100歳の誕生日にお祝い品を贈る

　【見込】
　　満100歳　　120人

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
722

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　過去3年間の実績は以下のとおり

【実績】　　　　　　　　（H24）　　　（H25）　　（H26）
　満100歳　　　　　 　　　87人　　　　 76人　　　 89人※見込

2,840 810 722
事業費 地方債

810

2,840 810 722
事業費 地方債

一般財源
2,840 810 722 722

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 25

前年度予算

ななまるカード交付用（ICカード） 3,390
社寺等手土産
その他ななまるカード用消耗品

ななまるカード送付用印刷 815
（封筒・台紙・案内ちらし）

ななまるカード交付用印刷
（異動リスト・交付名簿・通知・通知用封筒）

ななまるカード新規交付者宛通知代（4,500人） 2,954
ななまるカード送付代（5,500人）
積み増し票送付用（1,280人）

バス優待乗車代委託 275,000

17,500

299,659

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 長寿福祉課

既存

事項 ななまるカード優遇措置事業経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 老人福祉費

小事業 1052 ななまるカード優遇措置事業経費

215

179 印刷製本費 394

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　高齢者の積極的な社会参加を支援することにより、健康維持・増進と生
きがいのある生活を送ってもらい、福祉の増進に資する。 3,297 消耗品費 3,390

62
31

276,000 委託料 276,000

1,865
434

事業概要

　70歳以上の市民の方に、その長寿をたたえる意味においてななまるカー
ドを交付し、バス優待乗車などの色々な優遇措置を利用してもらうことに
より高齢福祉の増進を図り、積極的な社会参加を支援する。

369 通信運搬費 2,668

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
282,452

これまでの取組内容

　平成27年1月に「老春手帳」を「ななまるカード」に名称変更し、これ
までの老春手帳優待乗車証と一本化した。

　過去3年間の実績は以下のとおり

　【実績】　　　　　　　　　　（H24）　　（H25）　　（H26）
　70歳以上人口（4月1日）　　　64,309人　 66,785人   69,387人
　バス優待乗車利用者数　      47,694人　 50,885人   52,986人
　入浴補助券利用枚数
　　公衆浴場　　　　　　　　 396,857枚　392,150枚　224,233枚
    共同浴場　　　　　　　　 117,487枚  107,309枚　 48,782枚
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(12月まで)

扶助費

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

375,878 299,659 282,452
事業費 地方債

ななまるカード再発行実費徴収金 360

299,299
一般財源

375,516 299,299 282,092 282,092

その他
362 360 360 360

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

375,878 299,659 282,452
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 25

前年度予算

コピー用紙 3 6

切手代 38 45
年度当初利用券送付
新規登録者利用券送付

訪問理美容サービス事業委託 3,250

回 回 回

3,301

3,043 委託料 3,043

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　在宅の寝たきり等の高齢者に対してサービスを実施し、保健衛生の増進
と気分転換を図るとともに、家族の介護負担の軽減に寄与する。 消耗品 3

通信運搬費 38

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 長寿福祉課

既存

事項 訪問理美容サービス事業に要する経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 老人福祉費

小事業 1056 訪問理美容サービス事業経費

実績 (H22) （H23） （H24）

これまでの取組内容

　平成2年事業開始。過去3年間の実績は以下のとおり

事業概要

　在宅で生活する高齢者で、寝たきり等のため理美容所に出向くことが困
難な人の居宅へ理美容師が訪問し、頭髪の刈り込み及び顔そり（理容の
み）を行う。
（対象1人あたり年6回限度）

財 源 の 内 容

国庫支出金

財源内訳

事業費計
3,084

利用回数 1,673 1,625 1,380

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

3,114 3,301 3,084
事業費 地方債

3,301
一般財源

3,114 3,301 3,084 3,084

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,114 3,301 3,084
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 25

前年度予算

支給等通知用切手代 2

　
外国人高齢者特別給付金 1,680

1,682

1,440

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　国民年金法の施行時、日本人には非拠出年金である「老齢福祉年金」の
受給資格が与えられたが、外国人には与えられなかった為の全国的規模の
救済措置。

1 通信運搬費 1

1,440 扶助費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 長寿福祉課

既存

事項 外国人高齢者特別給付金支給経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 老人福祉費

小事業 1066 外国人高齢者特別給付金支給経費

これまでの取組内容

　大正15年4月1日以前に生まれで、昭和57年1月1日現在国内で居住地登録
をしていた外国人または外国人であった在宅の高齢者で、国民年金の支給
を受けることができない者に対し、外国人高齢者特別給付金（月額2万
円）を支給する。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　過去3年間の実績は以下のとおり

　【実績】　　　　　　　　　　（H24）　　（H25）　　（H26）
　　給付金受給者　　　　　　　　8人        9人        7人

事業費計
1,441

1,803 1,682 1,441
事業費 地方債

1,682

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,803 1,682 1,441
事業費 地方債

一般財源
1,803 1,682 1,441 1,441
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 25

前年度予算

医療機関送迎サービス事業委託 898

　平成17年事業開始。過去3年間の実績は以下のとおり

実績 （H23） （H24） （H25）

延送迎回数 回 回 回
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実利用者 28 人 25 人 26 人

898

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　公共交通機関を利用することが困難な月ヶ瀬地区の高齢者に対して事業
を実施することにより、高齢者が健全で安定した生活を営むことができる
よう援助する。

714 委託料 714

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 長寿福祉課

既存

事項
月ヶ瀬地区居住者で一定の条件の該当者の医療機関への送迎事
業経費

会計 一般会計 民生費 社会福祉費 老人福祉費

小事業 1082 医療機関送迎サービス事業経費

事業概要

　月ヶ瀬地区に居住するおおむね65歳以上で在宅のひとり暮らしの単身世
帯、高齢者世帯及びこれに準ずる世帯であって、老衰、心身の障害及び疾
病等の理由により、公共交通機関を利用することが困難な者を医療機関に
送迎する。

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
714

384 385 376

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

728 898 714
事業費 地方債

898
一般財源

728 898 714 714

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

728 898 714
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 25

前年度予算

バス運行委託 13,000

　

13,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　南福祉センターへのアクセスを確保するため、センターに乗り入れる路
線バスを運行し、自家用車を持たない高齢者などの外出支援の一助とす
る。

12,000 委託料 12,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 長寿福祉課

既存

事項 南福祉センター路線バス運行経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 老人福祉費

小事業 1089 南福祉センター路線バス運行経費

これまでの取組内容

　平成23年度の南福祉センター開館に伴う、路線バス委託
事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　道路の幅員が狭い所に交通誘導員を配置していたが、平成26年12月に道
路拡幅工事が完了したため、交通誘導員を引き上げた。

事業費計
12,000

16,742 13,000 12,000
事業費 地方債

13,000

16,742 13,000 12,000
事業費 地方債

一般財源
16,742 13,000 12,000 12,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 25

前年度予算

市有建築物等定期点検業務委託 131,510
（東・西・北福祉センター）
老人福祉センター指定管理料

人件費
事業費

健康づくり等に関する講座等

ＡＥＤ本体設置 158
東・西福祉センター
南福祉センター

131,668

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 長寿福祉課

既存

事項 老人福祉センター運営管理経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 老人福祉費

小事業 1510 老人福祉センター運営管理経費

114
事業概要 36

使用料及び賃借料 150

189
70,864

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　60歳以上の地域の高齢者に対し、各種の相談に応ずるとともに、健康の
増進、教養の向上及びレクリエーションのための便宜を総合的に供与し、
高齢者に心豊かに楽しく明るくすごしていただく。

296 委託料 136,785

65,436

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成23年度に福祉センターと改称し、高齢者だけでなく子育て親子を対
象とした施設として、子育て親子の交流及び集いの場の提供等を行い、高
齢者が他の世代と交流できる施設となっている。平成24年度に指定管理者
の公募を実施した。

事業費計
136,935

これまでの取組内容

　指定管理者による奈良市福祉センターの運営管理を行う。
　センターでは、高齢者の健康増進、教養の向上やレクリエーションのた
めの講座などを実施する。
　また、センター内に子育てスポットすくすく広場を設置し、高齢者と子
どもとの交流を行う。

　現在の指定管理者による指定期間
　平成25年4月1日～平成30年3月31日

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

127,670 131,668 136,935
事業費 地方債

福祉センター室使用料 2,820

128,848
一般財源

124,970 128,848 134,935 134,935

その他
2,700 2,820 2,000 2,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

127,670 131,668 136,935
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 25

前年度予算

事務用消耗品 41
　 　

施設修繕料 200

燃料費 （プロパン11カ所、石打・灯油） 230

光熱水費 （電気・ガス・水道） 3,179

消防設備検査点検・し尿浄化槽検査点検手数料 289

指定管理料 2,589
浄化槽清掃及び点検（2カ所）

建物借上料・共益費（ＵＲ）・テレビ聴視料 1,546

8,074

289 手数料 289

3,514 光熱水費 3,514

230 燃料費 230

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　高齢者が自宅にこもりっきりになることなく、誘いあって気軽に集まれ
る場所として、市内19カ所に奈良市老人憩の家を供与し、心身の健康の増
進を図る。

37 消耗品費 37

100 修繕料 100

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 長寿福祉課

既存

事項 老人憩の家運営管理経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 老人福祉費

小事業 1515 老人憩の家運営管理経費

これまでの取組内容

事業概要 2,324 委託料 2,435
　指定管理者にて管理運営を実施。（地域の万年青年クラブ等）
　老人憩の家：19カ所、対象：60歳以上の奈良市民

　現在の指定管理者による指定期間
　平成25年4月1日～平成30年3月31日

111

1,488 使用料及び賃借料 1,488

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　UR鶴舞団地の建替に伴い、平成26年10月3日付で老人憩の家条例を一部
改正し、鶴舞老人憩の家を廃止した。

事業費計
8,093

7,825 8,074 8,093
事業費 地方債

8,074

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

7,825 8,074 8,093
事業費 地方債

一般財源
7,825 8,074 8,093 8,093
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 25

前年度予算

田原老人軽作業場指定管理料 274
並松老人軽作業場指定管理料　 　

274

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市内に居住する60歳以上の高齢者に、その知識、経験及び趣味を生かし
て物を作ることにより、生きがいを持っていただくため、老人軽作業場を
運営する。

114 委託料 274
160

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 長寿福祉課

既存

事項 老人軽作業場運営管理経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 老人福祉費

小事業 1520 老人軽作業場運営管理経費

事業概要

　指定管理者にて管理運営を実施。（地域の万年青年クラブ等）
　老人軽作業場：2カ所、対象：60歳以上の奈良市民

　現在の指定管理者による指定期間
　平成25年4月1日～平成30年3月31日

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
274

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

274 274 274
事業費 地方債

274
一般財源

274 274 274 274

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

274 274 274
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 50

前年度予算

西福祉センター（自家用電気設備改修工事） 12,000

12,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　利用者の安全・利便性を確保するため、高齢者福祉施設の経年劣化等に
よる改修工事を行う。 2,800 整備工事 2,800

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 長寿福祉課

投資

事項
高齢者福祉施設整備事業（西福祉センター自家用電気設備改修
工事）

会計 一般会計 民生費 社会福祉費 高齢者福祉施設整備事業費

小事業 1010 高齢者福祉施設整備事業

これまでの取組内容

事業概要

　西福祉センターの電気設備について、経年劣化等により、そのまま放置
すると感電、火災、停電等の事故につながる恐れがあるため、改修工事を
行う。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成26年度は、鶴舞老人憩の家の解体工事、東福祉センターの電気設備
取替工事、西福祉センターの子育てスポット改修工事を行った。

事業費計
2,800

4,473 12,000 2,800 2,100
事業費 地方債

4,000

福祉基金 2,500

5,500

4,473 12,000 2,800 2,100
事業費 地方債

一般財源
0 5,500 0 0

その他
4,473 6,500 2,800 700

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 30 目 10

前年度予算

厚生年金保険料 312
健康保険料
介護保険料
雇用保険料及び児童手当拠出金

非常勤嘱託職員賃金 22,391
臨時職員

市外旅費、県内研修旅費等 124

事務用消耗品 887

帳票及び事務用紙等印刷 277

庁用器具修繕料 41

郵便料 338
電信電話料

庁用器具費 0

全国・奈良県都市国民年金協議会負担金 23

24,393

国民年金事務取扱費委託金 24,202

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 国保年金課

既存

事項 国民年金事務費
会計 一般会計 民生費 国民年金事務費 国民年金事務取扱費

小事業 1510 国民年金事務経費

事業概要 946 消耗品費 946

50 旅費 50

18,346 賃金 24,183
5,837

28

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　年金は必ず２０歳から６０歳まで加入しなければならないため、厚生年
金からの移行、２０歳になっての届出等加入手続き等受付業務の推進をは
かる。
学生納付特例及び低所得者に対する未納者対策に伴う免除申請について受
付、障害者年金の相談業務を行う。

180 社会保険料 334
107
19

20 負担金補助及び交付金 24

これまでの取組内容

200 備品購入費 200

246
200

　国民年金業務は、法定受託事務であるが、市民ひとりひとりの年金受給
権の確保と、生涯の生活の安定化を図ると共に、年金相談に対する窓口対
応の充実を図る。

347 印刷製本費 347

41 修繕料 41

46 通信運搬費

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

　国民年金業務は、法定受託事務ではあるが。市民の方が年金相談に来ら
れた場合、行政で出来る範囲の最大限の業務を行う。また、年金事務所へ
の案内に際しては、市民サービスに徹しながらの業務を行っている。

事業費計
26,371

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
26,199

21,447 24,393 26,371
事業費 地方債

191

21,447 24,393 26,371
事業費 地方債

一般財源
133 191 172 172

その他
21,314 24,202 26,199

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 30 目 10

前年度予算

国民年金業務
国民健康保険業務

120

120

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 国保年金課

新規等

事項 国保年金システム最適化事業経費
会計 一般会計 民生費 国民年金事務費 国民年金事務取扱費

小事業 1510 国民年金事務経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　平成24年5月に策定された「奈良市情報システム最適化計画」により、
既存システムの統合及び新システムの導入を行い、国保年金システムの最
適化を図る。

国保年金システム賃貸借料
31,466 使用料及び賃借料 91,950
60,484

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成26年度に業者決定後、業務ごとに具体的な打ち合わせを行い、平成
27年4月には年金業務が、同年10月には保険業務のシステム稼動に向けて
事業を進めている。

報償費

事業費計
91,950

これまでの取組内容

　既存の国保年金システムは、度重なるシステム改修により複雑になり、
費用面・運用面において負荷が大きくなっているが、新システムではパッ
ケージシステムの導入により運用費用の負担を減らし、制度改正等にも柔
軟に対応でき、また業務の標準化・効率化や事務の簡素化が可能となる。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

120 91,950
事業費 地方債

120
一般財源

0 120 91,950 91,950

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

120 91,950
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 30 目 10

前年度予算

国保年金システム修正委託
国民年金業務
国民健康保険業務

0

社会保障・税番号制度システム整備事業補助金

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）に対応できるよう国保年金
システムを改修するための経費

4,000 委託料 25,000
21,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 国保年金課

新規等

事項
社会保障・税番号制度(マイナンバー制度)導入に係るシステム
改修経費

会計 一般会計 民生費 国民年金事務費 国民年金事務取扱費

小事業 1510 国民年金事務経費

　社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）に対応できるよう国保年金
システムを改修する

事業概要

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
18,000

　国保年金システムが対応できるよう現在構築中

事業費計
25,000

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

25,000
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 7,000 7,000

その他
18,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

25,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 30 目 10

前年度予算

国保年金システム賃貸借料
国民健康保険業務

0

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市情報システム最適化計画に基づき、現在構築中の国保年金システ
ムが平成27年10月から稼動予定であるが、平成27年度税制改正により構築
中のシステム改修に必要な経費 2,600 使用料及び賃借料 2,600

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 国保年金課

新規等

事項 税制改正に伴う国保年金システム改修経費
会計 一般会計 民生費 国民年金事務費 国民年金事務取扱費

小事業 1510 国民年金事務経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　奈良市情報システム最適化計画に基づき国保年金システムを構築する

事業費計
2,600

これまでの取組内容

　奈良市情報システム最適化計画に基づき、現在構築中の国保年金システ
ムが平成27年10月から稼動予定であるが、平成27年度税制改正により現在
構築中のシステムを改修する

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

2,600
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 2,600 2,600

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,600
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 10

前年度予算

研修会、主管課長会議 7 7

各種事務連絡郵送料（146通） 12 24

福祉医療費助成償還払システム機器賃貸借料（1台） 143

1,431

1,605

使用料及び賃借料 9

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　福祉医療課維持事務に要する経費。

旅費 7

通信運搬費 12

9

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 福祉医療課

既存

事項 社会福祉事務経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

小事業 1010 社会福祉事務経費

事業概要
  福祉医療費助成償還払システム保守及び専用機器賃貸借料、その他事務費

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
28

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　課の維持事務として必要不可欠な経費であり、見直しも行いながら、継続
する。

委託料

1,592 1,605 28
事業費 地方債

1,605

1,592 1,605 28
事業費 地方債

一般財源
1,592 1,605 28 28

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 10

前年度予算

奈良市福祉情報システム最適化事業に係る賃貸借料

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 福祉医療課

新規等

事項 社会福祉事務経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

小事業 1010 社会福祉事務経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　受給者に対して効率的な自動償還を実現する。

9,994 使用料及び賃借料 9,994

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成２７年４月の稼働をめざし、奈良市福祉情報システム最適化事業業務
をすすめている。
　平成２６年６月２７日～平成３７年３月３１日までの１０年契約である奈
良市福祉情報システム最適化事業

事業費計
9,994

これまでの取組内容

　奈良市福祉情報システム最適化事業に係る賃貸借料
（平成２７年４月～平成２８年３月）

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

9,994
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 9,994 9,994

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

9,994
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 10

前年度予算

福祉医療費資金貸付金 600

600

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　福祉医療費助成金の受給者資格を有する方で、医療費の一部負担金の支払
いが困難な方に対し、資金を貸し付けることにより、生活の安定と自立を促
すことを目的とする経費 600 貸付金 600

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 福祉医療課

既存

事項 福祉医療費資金貸付金経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

小事業 4510 福祉医療費資金貸付金経費

これまでの取組内容

　医療機関等に対して支払う医療費の一部負担金の支払いが困難な方に対
し、その資金を貸し付ける。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成１７年度に制定されて以来、執行実績は無いが、医療費の支払が困難
な方に資金を貸し付ける必要性があるため、今後も継続する。

事業費計
600

0 600 600
事業費 地方債

福祉医療費貸付金回収金 600

0

0 600 600
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
0 600 600 600

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

課事務用消耗品 123

医療費受給資格証 45 112
資格証発送用封筒 40
返信用封筒 40
助成金交付請求書 43

医療資格証更新通知郵送料（4,000件） 365
受取人払い郵送料（3,178件）

国保連合会審査手数料（県補助対象分） 3,700
国保連合会審査手数料（市単独分）

心身障害者医療助成費（県補助対象分） 527,000

531,300

心身障害者医療助成事業費補助金、心身障害者福祉医療事務費補助金 172,196

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 福祉医療課

既存

事項 心身障害者医療費助成経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 1015 心身障害者医療費助成経費

事業概要 2,542 手数料 3,684

328 通信運搬費 630
302

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　障がい者福祉の充実を目的として、身体障害者手帳１・２級所持者及び療
育手帳所持者等の重度の心身障がい者に対し、医療費の一部を助成すること
により、対象者の健康の保持と福祉の増進を図る。

123 消耗品費 123

印刷製本費 168

事業費計
514,605

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　昭和４７年４月より助成開始。過去３年間の実績は以下のとおり。

　　（対象者数及び助成額）
　
　　　　平成２３年度　　４，０２４人　　５０９，０８０，０３７円
　　　　平成２４年度　　４，１４２人　　５１６，８８２，８４２円
　　　　平成２５年度　　４，１９７人　　５１５，１２４，０３４円

　健康保険に加入している身体障害者手帳１・２級所持者及び療育手帳所持
者等の重度の心身障がい者に対し、医療費の一部を助成する。

1,142

367,200 扶助費 510,000

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 172,270

国庫支出金

県支出金

519,136 531,300 514,605
事業費 地方債

福祉医療費助成制度高額療養費収入 35,000

324,104

その他
200,640 207,196 207,270 35,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

519,136 531,300 514,605
事業費 地方債

一般財源
318,496 324,104 307,335 307,335
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 25

前年度予算

国保連合会審査手数料（県補助対象分） 2 3
国保連合会審査手数料（市単独分） 1

老人医療助成費（県補助対象分） 60 100
老人医療助成費（市単独分） 40

103

老人医療助成事業費補助金 30

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　昭和１６年３月３１日以前に生まれた７０歳未満の人（後期高齢者医療制
度の医療を受けている人は除く）で本人・配偶者及び被扶養義務者のいずれ
の人も市町村民税の所得割が非課税で健康保険に加入している人に医療費の
一部を助成することにより、老人福祉の向上を図る。
（当制度は、平成２２年７月３１日で廃止。）

手数料 3

扶助費 100

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 福祉医療課

既存

事項 老人医療費助成経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 老人福祉費

小事業 1034 老人医療費助成経費

　平成２２年７月３１日で廃止されたが、診療月の翌月から５年間の請求権
があるため、平成２７年度まで予算化を行う。

事業概要

国庫支出金

県支出金

事業費計
103

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

昭和４６年７月より助成開始。過去３年間の実績は以下のとおり。

　　（対象者数及び助成額）
　　　　平成２２年度　　２７７人　　１３，１７８，７９５円
　　　　平成２３年度　　　　０人　　　　　　　　　　　０円
　　　　平成２４年度　　　　０人　　　　　　　　　　　０円
　　　　平成２５年度　　　　０人　　　　　　　　　　　０円

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 30

0 103 103
事業費 地方債

福祉医療費助成制度高額療養費収入 50

23
一般財源

0 23 23 23

その他
0 80 80 50

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 103 103
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 25

前年度予算

課事務用消耗品 55 55

窓あき封筒 4 29
その他帳票印刷 25

通知用郵送料（620件） 51 66

重度心身障害者老人等医療助成費（県補助対象分） 303,000
重度心身障害者老人等医療助成費（市単独分）

303,150

重度心身障害者老人等医療費助成事業費補助金 124,000

通信運搬費 51

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　障がい者福祉の充実を目的として、後期高齢者医療制度加入者で身体障害
者手帳１・２級所持者及び療育手帳所持者等の重度の心身障がい者に対し、
医療費の一部を助成することにより、対象者の健康の保持と福祉の増進を図
る。

消耗品費 55

印刷製本費 29

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 福祉医療課

既存

事項 重度心身障害者老人等医療費助成経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 老人福祉費

小事業 1035 重度心身障害者老人等医療費助成経費

　後期高齢者医療制度の医療資格があり身体障害者手帳１・２級所持者及び
療育手帳所持者等の重度の心身障がい者に対し、医療費の一部を助成する。

事業概要

256,700 扶助費 302,000
45,300

国庫支出金

県支出金

事業費計
302,135

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　昭和５８年６月より助成開始。過去３年間の実績は以下のとおり。

　　（対象者数及び助成額）
　
　　　　平成２３年度　　３，０１９人　　２９７，２０６，３１８円
　　　　平成２４年度　　３，００８人　　２９８，５４１，０２８円
　　　　平成２５年度　　２，９８９人　　３０１，５６３，７４３円

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 128,350

301,658 303,150 302,135
事業費 地方債

179,150
一般財源

181,658 179,150 173,785 173,785

その他
120,000 124,000 128,350

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

301,658 303,150 302,135
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 28

前年度予算

後期高齢者医療概算定率（1／12）市町村負担金
（36,823,197,684円×1/12） 2,889,477

2,889,477

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　高齢者の医療の確保に関する法律第98条により、後期高齢者の療養給付費
の1/12相当分を一般会計において公費負担するものとされている。

3,068,600 負担金補助及び交付金 3,068,600

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 福祉医療課

既存

事項 後期高齢者医療費負担経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 後期高齢者医療費

小事業 1010 後期高齢者医療費負担経費

　後期高齢者の療養給付費負担金（1/12相当分）として、奈良県後期高齢者
広域連合へ納付に要する経費

事業概要

国庫支出金

県支出金

事業費計
3,068,600

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　過去３年間の実績は以下のとおり

               予   算　  　　 　　　　決   算

　　　平成23年度 2,636,879千円　　 2,636,878千円
 
　　　平成24年度 2,725,218千円　　 2,725,218千円
　
　　　平成25年度 2,781,997千円　　 2,781,996千円

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

2,781,996 2,889,477 3,068,600
事業費 地方債

2,889,477
一般財源

2,781,996 2,889,477 3,068,600 3,068,600

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,781,996 2,889,477 3,068,600
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 10

前年度予算

社会福祉法人利用料減額助成金 81

81

介護保険事業費補助金 60

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

  社会福祉法人が低所得者の利用料を減額した場合、減額した額の1/2を
助成する。 81 負担金補助

及び交付金
81

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 介護福祉課

既存

事項
生活困窮者の社会福祉法人の介護サービス利用料負担額の軽減
経費

会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

小事業 4020 介護保険社会福祉法人利用料減額助成経費

これまでの取組内容

　生活困窮者が社会福祉法人の提供する介護サービスを利用した際、利用
者負担額を1／2又は1／4に軽減 (生活保護受給者については個室の居住費
を100％軽減する。)　した社会福祉法人に対して減額した額の1/2を助成
する事業

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 60

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

  社会福祉法人等による利用者負担額の減免（認定件数）

　　平成22年度 　6件
　　平成23年度　21件
  　平成24年度　22件
　　平成25年度　28件
 事業費計

81

45 81 81
事業費 地方債

21

その他
33 60 60

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

45 81 81
事業費 地方債

一般財源
12 21 21 21
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 25

前年度予算

介護長寿システム最適化事業に係る借上料

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市では昭和48年に大型汎用コンピュータを導入して以来、各業務の
電算化を行ってきた。また、各課において独自の情報システムの導入が行
われている。これらの情報システムの現状分析を行い、業務の効率化・簡
素化と経費の削減を図り、市民サービスの向上につなげるため、平成24年
5月に「奈良市情報システム最適化計画」を策定した。
　この計画に基づき、既存システムの統合、新システムの導入を行い情報
システム最適化を図る。

40,502 使用料及
び賃借料

40,502

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 介護福祉課

新規等

事項 情報システム最適化に係る経費（介護長寿システム）
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 老人福祉費

小事業 1010 老人福祉事務経費

事業概要

　介護長寿システムは、介護認定・給付・資格・賦課・生活管理指導員派
遣・生活管理指導短期宿泊・訪問理美容・配食サービス・紙おむつ等支
給・日常生活用具給付等を対象としたシステムである。
　情報システム最適化で最新のシステムが導入されることにより、外部と
のスムーズなデータ収受や各業務横断的な情報共有が可能となり、市民
サービスのさらなる向上につなげる。

国庫支出金

県支出金

事業費計
40,502

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成25年7月に専門部会を設置し、新システムのデモンストレーション
を順次実施。8月と11月にRFI(情報提供依頼）を実施し、それぞれ9月と12
月に回答を得てコスト等情報収集。平成26年4月に一般競争入札でシステ
ム改修の委託業者を決定し、債務負担行為を設定して10年間の長期継続契
約を締結した。平成27年度からの本格稼動にむけて、各業務の担当者レベ
ルでの確認作業及びカスタマイズ、管理者出席の進捗会議等、細かな打合
せを行なうことにより、新システムへの移行を円滑に実施できるよう取組
んだ。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 0 40,502
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 40,502 40,502

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 40,502
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

新聞代 36 469
書籍購入費 5
事務用消耗品

切手代 5 5

474

通信運搬費 5

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　課の事務運営のための経費
消耗品費 469

428

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども政策課

既存

事項 課事務経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1010 児童福祉事務経費

事業概要

　児童の健全育成を推進するための経費、課の維持経費

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
474

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　事務用品等の消耗品の節減に努める。

404 474 474
事業費 地方債

474

404 474 474
事業費 地方債

一般財源
404 474 474 474

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

市外旅費 45 442

学生サポーター報償（10人×7回） 540

サポーター養成・ファシリテーション業務委託 900

お茶代 72 12

消耗品一式 146

切手代 34 60

1,000

3,100

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども政策課

既存

事項 子ども条例関連事業
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1010 児童福祉事務経費

事業概要 通信運搬費 34

食糧費 72

190 消耗品費 190

500 委託料 500

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市の子どもたちが今を幸せに生きることができ、将来に夢と希望を
もって成長していけるように、子ども参加によって大人とともにまちづく
りを進めることを目的とした奈良市子どもにやさしいまちづくり条例が平
成27年度から施行される。この条例で規定している子どもが意見表明を
し、参加する場として奈良市子ども会議を開催（6回開催予定）する。

旅費 45

350 報償費 350

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　これまでに17回の子ども条例検討委員会を開催し条例案を取りまとめ
た。また、子どもの声を聴くために、アンケート調査、インタビュー調
査、子どもワークショップ、子どもシンポジウムを行った。奈良市子ども
にやさしいまちづくり条例は平成26年12月議会において成立し、平成27年
4月1日から施行されることとなった。

印刷製本費

事業費計
1,191

これまでの取組内容

　子ども会議開催
　子ども会議先進地視察

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,999 3,100 1,191
事業費 地方債

3,100
一般財源

1,999 3,100 1,191 1,191

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,999 3,100 1,191
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

なら子育て応援ブック印刷 809

着ぐるみ（パパジーカ）クリーニング代 33 0

子育て応援サイト「子育て＠なら」 1,534
　　　　保守運用管理業務委託

2,343

事業概要

1,534 委託料 1,534

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市が子育てしやすいまちであることや、子育て支援事業に積極的に
取り組んでいることを奈良市民はもとより全国に向かってPRし、本市への
人口流入を促進するとともに、子育て世代が奈良に住みたい、住み続けた
いと感じるまちづくりを目指し、本市の子育て支援事業に関する情報につ
いて広く周知を図る。

983 印刷製本費 983

手数料 33

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども政策課

既存

事項 子育て世代支援PR事業
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1010 児童福祉事務経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　子育ておうえんサイト「子育て＠なら」を開設するとともに、「子育て
情報ブック」やリーフレットを作成した。また着ぐるみ（パパジーカ）を
製作し保育所、幼稚園、イベント等に派遣した。

事業費計
2,550

　

①なら子育て情報ブックの作成
　奈良市の子育て情報を盛り込んだ「なら子育て情報ブック」の平成27年
度版を作成する。

②奈良市の子育ておうえんサイト「子育て＠なら」の運用
　より魅力あるサイトとなるように、コンテンツを充実させるなどして運
用していく。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

4,269 2,343 2,550
事業費 地方債

2,343
一般財源

4,269 2,343 2,550 2,550

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

4,269 2,343 2,550
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

委員報酬（6人×6回） 0

委員費用弁償 0

お茶代（6人×6回） 4 4

消耗品一式 38 38

切手代 6 6

432

480

消耗品費 38

通信運搬費 6

食糧費 4

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市立幼稚園・保育所の再編に向けた「奈良市幼保再編基本計画」及び
「奈良市幼保再編実施計画」において、民間活用の検討を進めているが、
具体的な運用に向けて、有識者による検討委員会を設置して、制度の検討
及び事業者選定を行う必要がある。そこで、民間移管に係る法人の選考を
透明性・公平性のある適正なものとするため、第三者からなる組織体とし
て、当該委員会を設置する。

360 報酬 360

126 旅費 126

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども政策課

既存

事項 （仮称）幼保施設運営事業者選定委員会設置経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1010 児童福祉事務経費

これまでの取組内容

　民間移管に係る、審査内容、審査基準、募集要項、採点基準等の作成、
応募業者の募集並びに審査、それらの順位の決定等を行う。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成25年7月に策定した「奈良市幼保再編実施計画」では、市立幼保施
設の統合再編により、「市立こども園（幼保連携型認定こども園）」の設
置を進めるとともに、民間活力のより一層の活用を幅広く推進することで
幼保再編のスピードをさらに加速させる計画内容となっている。
　本計画に基づき、民間活用の基準となるものを定めるとともに、対象施
設の選定を行っており、平成27年度には移管先法人の公募や選定作業を進
める。

報償費

事業費計
534

0 480 534
事業費 地方債

480

0 480 534
事業費 地方債

一般財源
0 480 534 534

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

委員報酬（15人×6回） 900

委員費用弁償 268
子ども・子育て支援新制度説明会出席旅費

消耗品一式 9 9

お茶代 10 10

切手代 19 13

2,000

3,200

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども政策課

既存

事項 奈良市子ども・子育て会議開催経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1086 少子化対策推進事業経費

通信運搬費 19
事業概要

食糧費 10

消耗品費 9

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　子ども・子育て支援法に基づく、子ども・子育て会議を開催する。
900 報酬 900

87 旅費 209
122

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成25年4月に子ども・子育て会議を設置し、平成27年1月までに8回の
会議を開催した。

委託料

事業費計
1,147

これまでの取組内容

　子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関し、必
要な事項及び当該施策の実施状況について調査・審議していく。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

676 3,200 1,147
事業費 地方債

3,200
一般財源

676 3,200 1,147 1,147

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

676 3,200 1,147
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

部会委員報酬（6人×6回×2部会） 720

委員費用弁償 101

消耗品一式 440

お茶代 8 8

切手代 15 11

1,280

食糧費 8

通信運搬費 15

296 消耗品費 296

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市子ども・子育て会議条例に基づき、給付対象施設等の利用定員の
設定や、幼保連携型認定こども園の認可等に際して意見を述べる等の専門
的な役割を果たすための「教育・保育部会」を設置し開催する。
　また、奈良市子どもにやさしいまちづくり条例に基づく取り組み状況を
検証するための「子ども条例部会」を設置し開催する。

720 報酬 720

144 旅費 144

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども政策課

既存

事項 奈良市子ども・子育て会議関連部会開催経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1086 少子化対策推進事業経費

これまでの取組内容

　子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関し、必
要な事項及び当該施策の実施状況について調査・審議していく。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　子ども・子育て支援新制度本格実施に向け、市町村が策定しなければな
らない計画及び条例を検討するため、3つの部会を設置し、それぞれ学識
経験者・事業者・保護者等を交えて審議を進めた。

事業費計
1,183

104 1,280 1,183
事業費 地方債

1,280

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

104 1,280 1,183
事業費 地方債

一般財源
104 1,280 1,183 1,183
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

切手代 24 24

24

地域児童福祉事業調査費委託金 24

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　厚生労働省が、保育を中心とした児童福祉事業に対する市町村の取組な
どの実態を把握し、多様化した需要に的確に対応した児童福祉行政施策を
推進するための基礎資料を得ることを目的として実施している。

通信運搬費 24

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども政策課

既存

事項 地域児童福祉事業等調査
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1090 児童福祉調査経費

事業概要

　調査項目は、市町村事業票、認可外保育施設利用世帯票、保育所利用世
帯票及び認可保育施設票から構成され、それぞれ3年周期で実施されてい
る調査で、厚生労働省の委託を受けて行う。

国庫支出金
24

県支出金

事業費計
24

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　・平成24年度
　　　保育所利用世帯票及び認可保育施設票
　・平成25年度
　　　認可外保育施設利用世帯票
　・平成26年度
　　　市町村事業票

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

33 24 24
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 0 0

その他
33 24 24

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

33 24 24
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 20

前年度予算

備品購入費

保育所運営管理経費

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　長い歴史の中で、子どもや保護者と手をたずさえながら培ってきた市立
幼保施設における教育・保育をより充実したものとするため、さらには、
将来にわたって持続可能なものとするため、市立幼稚園と市立保育所の再
編による一体化を計画的に進める必要がある。
　急速な少子化の進行や家庭・地域を取り巻く環境の変化に伴い、多様化
する保護者や地域のニーズに応えるため、幼保再編により施設を集約する
ことで生み出した人材や財源を活用し教育・保育内容のさらなる充実を図
る。

備品購入費 1,600

1,600

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども政策課

新規等

事項 市立幼保施設統廃合に伴う既存施設の充実（保育所分）
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 保育所費

小事業 1010 保育所運営管理経費

これまでの取組内容

　市立幼保施設の再編に伴い閉園となった施設の運営管理経費の一部を既
存施設の運営を充実させる経費として活用する。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

・H21年度に富雄南幼稚園を認定こども園へ移行した。
・H22年度に地域の保育所6園を再編し認定こども園へ移行した。
・H24年度に左京幼稚園と佐保台幼稚園を再編し、認定こども園へ移行し
た。
・H26年度に都跡幼稚園と佐紀幼稚園を再編し認定こども園へ移行した。
さらに、青和幼稚園を認定こども園へ移行した。
・H26年度末をもって、休園している鼓阪幼稚園と精華幼稚園を閉園す
る。
・H27年度に帯解幼稚園と帯解保育園を再編し認定こども園へ移行する。
さらに、月ヶ瀬保育園についても認定こども園へ移行する。

事業費計
1,600

1,600
事業費 地方債

0

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,600
事業費 地方債

一般財源
0 0 1,600 1,600
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 40

前年度予算

市立こども園設置に係る施設整備経費

保育室改修等に係る工事費 0

消耗品 0

印刷代 0

設計業務委託経費 0

構造計算適合判定手数料 0

10,000

10,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　長い歴史の中で、子どもや保護者と手をたずさえながら培ってきた市立
幼保施設における教育・保育をより充実したものとするため、さらには、
将来にわたって持続可能なものとするため、市立幼稚園と市立保育所の再
編による一体化を計画的に進める必要がある。
　　幼保再編により、市立こども園を設置するため、保育室やトイレの改
修等に経費を必要とする。

15,428 工事請負費 15,428

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども政策課

投資

事項 市立こども園設置に係る施設整備事業
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 認定こども園施設整備事業費

小事業 1010 認定こども園施設整備事業

事業概要 420 手数料 420
　既存施設を活用し、小規模な改修工事のみで移行可能なものについて
は、平成27年度に工事を施工し、平成28年度の市立こども園設置をめざ
す。
　既存施設の大規模な増改築が必要となるものについては、平成27年度に
設計作業を行い、平成28年度に工事を施工することで、平成29年度の市立
こども園設置をめざす。

25,980 委託料 25,980

26 印刷製本費 26

46 消耗品費 46

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　市立幼保施設の再編を計画的にスピード感をもって進めるため、幼保再
編基本計画（H25.1）及び同実施計画（H25.7）を策定した。
　帯解こども園の設置をもって、再編モデルエリアの取組が完了すること
から、再編を加速化させるため、「市立幼稚園における園児募集停止、休
園及び閉園の基準（H26.10）」を策定した。
　平成27年度入園園児募集の結果、閉園等基準に該当した幼稚園10園を対
象に幼保再編に係る説明会を実施した。
  ➣今後、優先エリアとして幼保再編を実施
　平成27年度からは、7園を市立こども園（幼保連携型認定こども園）と
して運営する。
　➣富雄南、都祁、左京、都跡、青和、帯解、月ヶ瀬こども園

使用料及び賃借料

事業費計
41,900

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

3,114 10,000 41,900 41,900
事業費 地方債

10,000

0
一般財源

3,114 0 0 0

その他
10,000 41,900

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,114 10,000 41,900 41,900
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 30 目 10

前年度予算

備品購入費

幼稚園運営管理経費

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　長い歴史の中で、子どもや保護者と手をたずさえながら培ってきた市立
幼保施設における教育・保育をより充実したものとするため、さらには、
将来にわたって持続可能なものとするため、市立幼稚園と市立保育所の再
編による一体化を計画的に進める必要がある。
　急速な少子化の進行や家庭・地域を取り巻く環境の変化に伴い、多様化
する保護者や地域のニーズに応えるため、幼保再編により施設を集約する
ことで生み出した人材や財源を活用し教育・保育内容のさらなる充実を図
る。

備品購入費 900

900

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども政策課

新規等

事項 市立幼保施設統廃合に伴う既存施設の充実（幼稚園分）
会計 一般会計 教育費 幼稚園費 幼稚園費

小事業 1010 幼稚園運営管理経費

これまでの取組内容

　市立幼保施設の再編に伴い閉園となった施設の運営管理経費の一部を既
存施設の運営を充実させる経費として活用する。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

・H21年度に富雄南幼稚園を認定こども園へ移行した。
・H22年度に地域の保育所6園を再編し認定こども園へ移行した。
・H24年度に左京幼稚園と佐保台幼稚園を再編し認定こども園へ移行し
た。
・H26年度に都跡幼稚園と佐紀幼稚園を再編し認定こども園へ移行した。
さらに、青和幼稚園を認定こども園へ移行した。
・H26年度末をもって、休園している鼓阪幼稚園と精華幼稚園を閉園す
る。
・H27年度に帯解幼稚園と帯解保育園を再編し認定こども園へ移行する。
さらに、月ヶ瀬保育園についても認定こども園へ移行する。

事業費計
900

900
事業費 地方債

0

900
事業費 地方債

一般財源
0 0 900 900

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

前年度予算

（保育士） 5,500
エプロン （130着）

（調理員）
白衣（長・半） （138着）
エプロン（上・下処理） （138枚）
調理帽 （138枚）
パンタロン （69着）
靴 （69足）

5,500

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

既存

事項 保育士等保育所に勤務する職員に貸与する被服に要する経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 1530 職員貸与被服経費

事業概要

　保育士等保育所に勤務する職員は、子ども達の保育や保育室等の適正な
環境保持など一般事務職とは異なり、服の消耗する頻度が非常に高く、ま
た、衛生面でも常に清潔な服装を心がけなくてはならないためエプロンや
調理員被服等の貸与を行う。

1,811

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　保育所に勤務する職員に対し職務上必要な被服の貸与を行う経費
380 消耗品費 2,191

事業費計
2,191

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　保育士に貸与している被服については、0歳児担当保育士のエプロンを
除き、保育士等の被服貸与を廃止する。調理員については衛生管理上、被
服の貸与を継続して行う。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

5,388 5,500 2,191
事業費 地方債

5,500

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

5,388 5,500 2,191
事業費 地方債

一般財源
5,388 5,500 2,191 2,191
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

前年度予算

（調理員）
白衣（長・半） （10着）
エプロン（上・下処理） （10枚）
調理帽 （10枚）
パンタロン （5着）
靴 （5足）

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　公立保育所で提供していなかった3～5歳児への主食を提供する完全給食
を実施するため従事する職員に対し職務上必要な被服の貸与を行う経費 132 消耗品費 132

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

新規等

事項 公立保育所における完全給食の提供に要する経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 1530 職員貸与被服経費

事業概要

　保育所に勤務する職員は、子ども達の保育や保育室等の適正な環境保持
など一般事務職とは異なり、服の消耗する頻度が非常に高く、また、衛生
面でも常に清潔な服装を心がけなくてはならないためエプロンや調理員被
服等の貸与を行う。

国庫支出金

県支出金

事業費計
132

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

132
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 132 132

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

132
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

市外旅費（会議等）　　　　　　　　　　 67

新聞購読料　　 366
事務用消耗品
コピー代

健康手帳 200

切手代 50

給食献立作成用管理業務システム保守 54

奈良県市町村指導主事連絡協議会負担金 15

748

1,500

204

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　課の事務運営のための経費
62 旅費 62

86 消耗品費 330
40

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

既存

事項 課事務経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1010 児童福祉事務経費

　本課職員の出張旅費、園児用健康手帳の印刷、関係団体等への通知用切
手代等

15 負担金補助及び交付金 15

50 通信運搬費 50

事業概要 54 委託料 54

179 印刷製本費 179

国庫支出金

県支出金

事業費計
690

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　消耗品の節減等経費の見直しを行っている。

賃金

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,323 1,500 690
事業費 地方債

バス利用者自己負担金

1,500
一般財源

1,323 1,500 294 294

その他
396 396

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,323 1,500 690
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

臨時保育士等に係る社会保険料 79,931

児童手当拠出金 833

80,764

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　公立保育所に勤務する職員の産休代替、障がい加配等により雇用する臨
時保育士等の社会保険料等に要する経費 86,514 社会保険料 86,514

802 負担金補助及び交付金 802

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

新規等

事項 臨時保育士の社会保険料等に要する経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1010 児童福祉事務経費

これまでの取組内容

　臨時保育士等の健康保険料、厚生年金保険料、雇用保険料等各種社会保
険料及び児童手当拠出金

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　賃金に基づき算出される経費である。

事業費計
87,316

78,628 80,764 87,316
事業費 地方債

雇用保険立替収入 3,000

77,764

78,628 80,764 87,316
事業費 地方債

一般財源
78,628 77,764 84,316 84,316

その他
3,000 3,000 3,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

―　538　―



区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

臨時保育士等に係る社会保険料 4,244

児童手当拠出金 48

事務用消耗品

4,292

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

新規等

事項
待機児童解消経費（延長保育のために雇用した臨時保育士の社
会保険料ほか）

会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1010 児童福祉事務経費

事業概要

141 消耗品費 141

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　公立保育所における午前７時～午後７時の延長保育を、ニーズのあるエ
リアで継続試行を行ってきたが、「子ども・子育て支援新制度」の施行に
伴い、有料で実施し保護者の勤務形態の多様化や勤務時間の増加に対応し
ていく。

2,619 社会保険料 2,619

24 負担金補助及び交付金 24

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　実績は次のとおり

【実績】

　　平成24年度　　　平成25年度　　　平成26年度
　　6園で試行　　　 6園で試行　　　 6園で試行

事業費計
2,784

これまでの取組内容

　雇用した臨時保育士にかかる健康保険料等の社会保険料及び児童手当拠
出金

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

3,537 4,292 2,784
事業費 地方債

公立保育所延長保育利用者負担金

4,292
一般財源

3,537 4,292 0 0

その他
2,784 2,784

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,537 4,292 2,784
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

臨時保育士等に係る社会保険料 5,826

児童手当拠出金 66

5,892

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

  女性の社会進出などを背景に保育需要が増大し、慢性的に発生している
待機児童の解消に向けて、公立保育所に保育士を配置することにより可能
な限り受入の増加を図る。

4,805 社会保険料 4,805

46 負担金補助及び交付金 46

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

新規等

事項
待機児童解消経費（園児受入れのため雇用した臨時保育士の社
会保険料ほか）

会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1010 児童福祉事務経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　臨時保育士募集を随時実施・確保し、児童を受入れするにあたり不足す
る保育士を適宜補充するよう努めている。

事業費計
4,851

これまでの取組内容

　雇用した臨時保育士にかかる健康保険料等の社会保険料及び児童手当拠
出金

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

4,716 5,892 4,851
事業費 地方債

5,892
一般財源

4,716 5,892 4,851 4,851

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

4,716 5,892 4,851
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

臨時調理師に係る社会保険料

児童手当拠出金

0

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　公立保育所で提供していなかった3～5歳児への主食を提供する完全給食
を実施するため従事する職員に対し職務上必要な社会保険料等に要する経
費

1,255 社会保険料 1,255

9 負担金補助及び交付金 9

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

新規等

事項 公立保育所における完全給食の提供に要する経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1010 児童福祉事務経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　賃金に基づき算出される経費である。

事業費計
1,264

これまでの取組内容

　臨時調理師等の健康保険料、厚生年金保険料、雇用保険料等各種社会保
険料及び児童手当拠出金

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,264
事業費 地方債

雇用保険立替収入

0
一般財源

0 0 1,209 1,209

その他
55 55

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,264
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

担当職員の配置に係る経費
賃金（１園あたり2人、9園パート保育士） 23,292

通常期
長期休業期等
通勤手当

賃金分社会保険料 127

23,419

一時預かり事業補助金

一時預かり事業補助金

111 社会保険料 111

3,075

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　保護者の就労の有無や就労形態の多様化に対応し、さまざまな保育ニー
ズにこたえるため奈良市における少子化対策に係る事業の取り組みの一つ
として、市立幼稚園の通常の教育時間終了後にも在園児を預かる「預かり
保育」事業を平成24年度から実施し、長期休業期間の対応等も行い、更な
る子育て支援の充実や保育園の待機児童解消対策、幼保一体化に繋げる事
業として、平成26年度より市立幼稚園3園を追加し、9園で実施をしてきた
が、平成27年度より「子ども子育て支援新制度」の施行に伴い「一時預か
り事業」として継続実施を行う。

賃金 22,181
11,094
8,012

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

既存

事項 市立幼稚園預かり保育経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1086 少子化対策推進事業経費

これまでの取組内容

　市立幼稚園9園で実施。
　
　通常期間　　　　　　　　　　月～金　14時～17時（3時間）
　長期休業期間及び創立記念日　月～金　 9時～17時（8時間）
　土日、祝日の預かりは無し

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 7,430

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
7,430

　平成24年度3園（大宮、富雄北、富雄第三）で試行
　平成25年度6園（上記3園に加え、伏見、大安寺西、六条）で本格実施
　平成26年度9園（上記6園に加え、平城、西大寺北、大安寺）で実施

　平成26年度利用実績は次のとおり（9園合計）
　（平成27年1月末現在）
　在園児数　　　　　633人
　延べ利用人数　 10,471人

事業費計
22,292

10,762 23,419 22,292
事業費 地方債

預かり保育利用自己負担金 11,124

12,295

10,762 23,419 22,292
事業費 地方債

一般財源
10,762 12,295 682 682

その他
11,124 21,610 6,750

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

①保育所職員研修
報償費 0
消耗品
食糧費
通信運搬費 605

②幼保合同研修費 391
報償費
旅費（講師東京）
消耗品 365
食糧費
通信運搬費
使用料　会場費 27
　　　　設備費

③その他　幼児教育研修講座、特別支援研修等 3
報酬
報償費
旅費 0
消耗品
食糧費
通信運搬費

209

1,000

2,600

子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金） 600

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

既存

事項 保育士等職員研修経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1088 保育士等職員研修経費

48
事業概要 210 消耗品費 320

旅費 270
300

1 報償費 655

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　多様化する保育ニーズへの対応には保育士の資質向上、また、待機児童
解消のための保育士確保も喫緊の課題となっている。
　こうした保育現場を取り巻く問題を解消し、上質な保育サービスを提供
するため保育士等保育所に勤務する職員への研修を行う。また、本市の幼
保再編にともない就学前教育・保育内容の充実を図るため、幼稚園・保育
所の職員に対する合同研修を行う。

60 報酬 100
43
1

17
1

222 使用料及び賃借料 66
67

3
100
295

　本市の保育サービスを充実・向上させるとともに保育士の確保を行うた
めの研修を充実する。

6
1
60 食糧費 24
6

通信運搬費

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 535

国庫支出金

県支出金

事業費計
1,438

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　保育士と幼稚園教諭が合同で公開保育、研修等の機会を持つことにより
新制度に伴う教育・保育の理解、資質向上を図る。26年度の実績は次のと
おり

・保育士等の資質向上研修
　平成25年度　年5回実施　　　　　　延べ1,735人参加
　平成26年度　年4回実施　　　　　　述べ　972人参加

・幼保合同研修
　平成25年度　年7回実施　　　　　　延べ1,186人参加
　平成26年度　年7回実施　　　　　　述べ　801人参加

負担金
印刷製本費

648 2,600 1,438
事業費 地方債

800

1,200

648 2,600 1,438
事業費 地方債

一般財源
398 1,200 903 903

その他
250 1,400 535

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 17

前年度予算

業務嘱託賃金

園医報償

教職員・業務員事務連絡

園児用・行事用・衛生管理用・預かり保育用等

燃料（プロパン・灯油）

行事用・来客用賄・預かり保育用おやつ

電気・ガス・水道料金

給食用材料費等

郵便料・電話料金

食品添加物検査・ピアノ調律・クリーニング等

左京こども園通園バス運行業務委託

バスリース・プール設備

事務用・教材用

日本スポーツ振興センター共済掛金

その他経費（修繕料、医薬材料費）

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

既存

事項 市立こども園運営管理経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 認定こども園費

小事業 1010 認定こども園運営管理経費

事業概要 687 食糧費 687

1,737 燃料費 1,737

3,926 消耗品費 3,926

1,086 旅費 1,086

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　本市の幼保再編計画に基づき移行した市立こども園の運営管理・業務等
を行う上において必要となる経費を執行し、園の運営や管理及び園児の保
育・教育環境やその内容充実を図る。

1,763 賃金 1,763

5,057 報償費 5,057

2,949 委託料 2,949

517 手数料 517

760 通信運搬費 760

　市立こども園の運営管理に必要な消耗品費、光熱水費、使用料及び賃借
料、備品購入費、負担金、児童及び職員の健康診断経費等 19,300 光熱水費 19,300

17,108 賄材料費 17,108

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
59,017

　各園では、業務・保育を行うのに必要な経費を、限られた予算の中で単
価や購入数の節減に努め、計画をたてて執行する。

380 備品購入費 380

361 負担金補助及び交付金 361

337 その他経費 337

3,049 使用料及び賃借料 3,049
これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

59,017
事業費 地方債

日本スポーツ振興センター共済掛金保護者負担

0
一般財源

0 0 58,849 58,849

その他
168 168

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

59,017
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 17

前年度予算

給食業務委託

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　本市の幼保再編計画に基づき市立幼稚園から移行する市立こども園にお
いて提供する給食及びおやつに要する経費 67,000 委託料 67,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

新規等

事項 幼稚園より移行する市立こども園における給食提供に要する経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 認定こども園費

小事業 1010 認定こども園運営管理経費

事業概要

　幼稚園型認定こども園（富雄南・左京・都跡・青和）から移行する市立
こども園で提供する給食及びおやつの調理業務委託

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
67,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　これまでの幼稚園型認定こども園では保護者の実費で実施

67,000
事業費 地方債

認定こども園給食費収入

0

67,000
事業費 地方債

一般財源
0 0 40,412 40,412

その他
26,588 26,588

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 17

前年度予算

市立こども園の初度に要する経費

消耗品

修繕料

ピアノ搬送・新園舎への搬送

ピアノ調律等

銘板製作

備品

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

新規等

事項 市立こども園に移行準備経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 認定こども園費

小事業 1015 認定こども園移行準備経費

1,881 手数料 1,881

938 通信運搬費 938

3,100 修繕料 3,100

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　本市の幼保再編計画に基づき市立こども園に移行する予定の保育所及び
幼稚園で開園し、既存施設で教育・保育を実施必要となる初度備品等の購
入、また小規模な施設等の修繕を行い計画的なこども園化に向けた準備を
行う。 4,350 消耗品費 4,350

これまでの取組内容

　市立こども園への移行準備に必要な初度備品等の物品購入費や保育室等
にかかる施設修繕料ほか 6,100 備品購入費 6,100

事業概要 320 委託料 320

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　子ども・子育て支援新制度の施行と本市幼保再編計画に基づく保育所・
幼稚園の一本化により既存施設を活用したこども園を順次開園する。

事業費計
16,689

16,689
事業費 地方債

0

16,689
事業費 地方債

一般財源
0 0 16,689 16,689

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 17

前年度予算

消防設備点検
し尿浄化槽点検・清掃
樹木管理

その他手数料

電気設備検査点検
機械警備委託
施設業務委託
樹木伐採委託
草刈作業委託
その他委託

土地借上料

その他経費
（庁用器具修繕、原材料、備品購入費）

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

既存

事項 市立こども園施設保守管理経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 認定こども園費

小事業 1020 施設保守管理経費

2,950
2,431

1,006 委託料 7,299

458

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　本市の幼保再編計画に基づき市立こども園に移行した施設の設備の管
理、点検をはじめ施設の保守管理することにより教育・保育環境の維持に
努める。

280 手数料 1,050
142
170

1,560 その他経費 1,560

1,874 使用料及び賃借料 1,874

事業概要 312
　市立こども園に移行した施設を適切に管理運営するための各種設備点
検、機械警備や樹木伐採・草刈り業務等各種委託ほか

260
340

国庫支出金

県支出金

11,783

財源内訳 財 源 の 内 容

　移行予定のこども園7園の教育・保育環境に支障が出ないよう、適切な
管理をし、予算の範囲で点検及び管理箇所の追加・変更等を行う。

事業費計

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

11,783
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 11,783 11,783

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

11,783
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 17

前年度予算

施設補修用消耗品

修繕料（こども園7園）

施設補修用原材料

0

396 原材料 396

970

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　本市の幼保再編計画に基づき移行した市立こども園で老朽化した設備・
施設の修繕等補修を行うことにより教育・保育環境の維持・改善に努め
る。

20 消耗品費 20

970 修繕料

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

既存

事項 市立こども園維持補修経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 認定こども園費

小事業 1025 維持補修経費

これまでの取組内容

　市立こども園の施設修繕にかかる修繕料、原材料ほか
事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　移行したこども園の施設環境に支障が出ないよう園からの要望と状況判
断により、適宜修繕を行う。大掛かりな修繕箇所、入替えを図った方が将
来的な費用を削減できる場合は一般営繕工事で対応する。

事業費計
1,386

1,386
事業費 地方債

0

1,386
事業費 地方債

一般財源
0 0 1,386 1,386

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 20

前年度予算

保育園執行分（園児用・行事用・衛生管理用等） 13,212
その他（課執行分）

給食用材料費 144,800

園医報償 8,440

検尿検査（1,800人） 1,803
ぎょう虫検査（2,500人）
検便検査（調理員）
検便検査（保育士）
その他検査手数料

臨時職員健康診断 1,382

研修用等出張旅費 1,544

職員研修負担金 2,212
各種団体負担金等
スポーツ振興センター共済掛金
人権保育研究大会開催補助金

行事等の園児用賄　 1,550

その他経費 902
（医薬材料費、保育所賠償責任保険、卒園証書の印刷）

175,845

家庭支援推進保育事業費交付金 11,280

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

既存

事項 公立保育所の運営経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 保育所費

小事業 1010 保育所運営管理経費

7,358 報償費 7,358
（内科，歯科，眼科，耳鼻科，薬剤師，就園時健康診断）

124,521 賄材料費 124,521

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市内16公立保育所に入所している園児並びに保育所に勤務している職員
に係る経費等施設の運営に要する経費 9,265 消耗品費 11,122

1,857

266 負担金補助及び交付金 2,458
854

1,024 旅費 1,024

　施設で提供する給食材料費（賄材料）、児童及び職員の健康診断経費、
保育所の運営上必要となる消耗品、職員の研修に係る経費等

395
266
299

1,447 委託料 1,447

270 手数料 1,455
事業概要 225

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
11,280

事業費計
151,239

これまでの取組内容

　入所児童数が年々増加しており、経費の見直しは困難であるが単価や購
入数の節減に努めている。

1,008 食糧費 1,008

846 その他経費 846

838
500

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

165,565 175,845 151,239
事業費 地方債

公立保育所措置費自己負担金、認定こども園利用者負担金　ほか 59,569

104,996
一般財源

107,646 104,996 27,408 27,408

その他
57,919 70,849 123,831 112,551

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

165,565 175,845 151,239
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 20

前年度予算

日常管理業務委託（16園） 25,492
剪定委託
除草作業委託
暖房機械設備点検委託
警備委託（16園）
その他委託

水道代 71,925
電気代
ガス代

ガソリン、プロパン、軽油、灯油 5,272

土地借上料（学園南保育園） 8,661
その他車輌リースほか

業務嘱託職員賃金（2人） 5,732

設備検査手数料（電気・消防・浄化槽） 3,046
その他（ピアノ調律、諸業務手数料等）

連絡用切手代 214

120,342

家庭支援推進保育事業費交付金 7,720

1,476

269
3,380

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市内16公立保育所の設備の管理、点検をはじめ施設の保守管理に要する
経費 16,418 委託料 22,651

258
850

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

既存

事項 公立保育所の施設保守管理経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 保育所費

小事業 1010 保育所運営管理経費

3,969 賃金 3,969

　市内16公立保育所の各種保守委託、設備点検手数料、光熱水費、燃料費
等

4,086 燃料費 4,086

5,608 使用料及び賃借料 7,328
1,720

33,959
事業概要 6,900

26,348 光熱水費 67,207

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
7,720

事業費計
107,220

これまでの取組内容 13 通信運搬費 13
　どの園も老朽化が進んでいるが、節減を図りながら保育環境維持に努め
ている。

1,356
610 手数料 1,966

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

事業費 地方債
117,004 120,342 107,220

公立保育所措置費自己負担金、認定こども園利用者負担金　ほか 44,942

67,680
一般財源

76,074 67,680 28,834 28,834

その他
40,930 52,662 78,386 70,666

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

事業費 地方債
117,004 120,342 107,220
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 20

前年度予算

施設修繕 4,500
庁用器具修繕

保育所補修用 1,234

補充備品 6,640
空調等庁内備品

12,374

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市内16公立保育所で老朽化した設備・施設の修繕等補修を行うことによ
り保育環境維持・改善に努める。 3,950 修繕料 4,800

850

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

既存

事項 公立保育所の維持補修経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 保育所費

小事業 1010 保育所運営管理経費

4,030

　市内16公立保育所の施設修繕に係る修繕料、原材料及び備品ほか

1,280 備品購入費 5,310

事業概要

850 原材料費 850

国庫支出金

県支出金

事業費計
10,960

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　保育所からの要望と状況判断により対応している。過去の実績は次のと
おり

【実績】
　　　　　平成24年度　　　　平成25年度　　　　　平成26年度

　施設修繕　　　　22件　　　　　　50件　　　　　　　　49件

　庁用器具修繕　　20件　　　　　  37件　　　　　　　　20件

　26年度は27年1月末現在

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

12,015 12,374 10,960
事業費 地方債

5,000

7,374
一般財源

12,015 7,374 10,960 10,960

その他
5,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

12,015 12,374 10,960
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 20

前年度予算

食器・食器かご等

ガス口増設等

給食用賄

検便検査（調理員）

臨時職員健康診断

炊飯器・コンロ・配膳用ワゴン等

0

21 手数料 21

12,242 賄材料費 12,242

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　公立保育所で提供していなかった3～5歳児への主食を提供することによ
り完全給食を実施し、保護者のニーズに応えるとともに、就労する保護者
を支援する。

2,247 消耗品費 2,247

210 修繕料 210

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

新規等

事項 公立保育所における完全給食の提供に要する経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 保育所費

小事業 1010 保育所運営管理経費

　主食の提供に対応するための現調理室に必要な器具、施設修繕
事業概要 2,600 備品購入費 2,600

42 委託料 42

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　公立保育所の保護者及び職員アンケートの実施と実際の実施に必要な調
理器具等の実態調査を実施した。

事業費計
17,362

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

17,362
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 17,362 17,362

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

17,362
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 20

前年度予算

機器借上料

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　経年劣化により入替時期にある空調機器の入替えを行うことにより、乳
幼児の体調管理を行うとともに保育環境を整える。 900 使用料及び賃借料 900

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

新規等

事項 老朽化した空調入替に要する経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 保育所費

小事業 1010 保育所運営管理経費

事業概要

　老朽化した空調機器の入替えに要するリース料

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
900

これまでの取組内容

　空調機器は、計画的に入替えを行い、保育室の環境を整えるよう努めて
いる。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

900
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 900 900

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

900
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 20

前年度予算

廃棄物収集処理業務委託

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　施設から排出される廃棄物を適正な方法により処理し施設の衛生管理を
行う。 116 委託料 116

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

新規等

事項 施設の廃棄物処理に要する経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 保育所費

小事業 1010 保育所運営管理経費

　施設から排出する廃棄物の収集・処理業務委託
事業概要

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
116

これまでの取組内容

　法令を遵守した適正な施設の保守管理に努めている。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

116
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 116 116

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

116
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 20

前年度予算

保育士及び調理員（臨時職員等）賃金 545,866

545,866

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　公立保育所に勤務する職員の産休代替、障がい加配等として臨時保育士
等を雇用し、保育所の運営を図るための経費 538,466 賃金 538,466

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

新規等

事項 産休等代替並びに加配職員配置に要する経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 保育所費

小事業 1015 産休等代替職員設置経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　保育所の運営を図るため適宜配置している。過去の実績は次のとおり

　【実績】
　　　　　　　平成24年度　　　平成25年度　　　平成26年度

　保育士　　　　2,616人　　　　 2,643人　　　　 2,036人

　調理員　　　　　325人　　　　　 378人           332人

　数値は延べ人数　　26年度は27年1月末現在

事業費計
538,466

これまでの取組内容

　公立保育所に勤務する職員の産休代替、障がい加配等により雇用する臨
時保育士等の賃金

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

540,407 545,866 538,466
事業費 地方債

公立保育所設置費自己負担金 21,650

524,216
一般財源

540,407 524,216 516,683 516,683

その他
21,650 21,783 21,783

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

540,407 545,866 538,466
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 20

前年度予算

保育士（臨時職員等）賃金 31,608

31,608

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　女性の社会進出などを背景に保育需要が増大し、慢性的に発生している
待機児童の解消に向けて、公立保育所に保育士を配置することにより、可
能な限り受入の増加を図る。

25,849 賃金 25,849

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

新規等

事項
待機児童解消経費（園児受入れのために雇用する臨時保育士賃
金）

会計 一般会計 民生費 児童福祉費 保育所費

小事業 1015 産休等代替職員設置経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　臨時保育士を随時募集・確保し、児童を受入れするにあたり不足する保
育士を適宜補充するよう努めている。

事業費計
25,849

これまでの取組内容

　待機児童解消を図るために雇用する臨時保育士の賃金

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

33,437 31,608 25,849
事業費 地方債

公立保育所延長保育利用者負担金 19,930

11,678
一般財源

33,437 11,678 24,093 24,093

その他
19,930 1,756 1,756

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

33,437 31,608 25,849
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 20

前年度予算

保育士（臨時職員等）賃金 25,708

25,708

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　公立保育所における午前7時～午後7時の延長保育を、ニーズのあるエリ
アで継続試行を行ってきたが、「子ども・子育て支援新制度」の施行に伴
い、本格実施し保護者の勤務形態の多様化や勤務時間の増加に対応してい
く。

23,366 賃金 23,366

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

新規等

事項
待機児童解消経費（延長保育のために雇用する臨時保育士の賃
金）

会計 一般会計 民生費 児童福祉費 保育所費

小事業 1015 産休等代替職員設置経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　実績は次のとおり

　【実績】

　　　平成24年度　　       平成25年度          平成26年度
　　　 6園で試行　　　　　　6園で試行           6園で試行

事業費計
23,366

これまでの取組内容

　国の子ども・子育て支援新制度の施行に合せて延長保育のニーズに応え
るべく臨時保育士を配置する。

　午前7時～午後7時まで実施　　　　 （ 6園）
　午前7時30分～午後6時30分まで実施 （10園）

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

25,077 25,708 23,366
事業費 地方債

25,708
一般財源

25,077 25,708 23,366 23,366

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

25,077 25,708 23,366
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 20

前年度予算

保育士及び調理員（臨時職員等）賃金

0

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　公立保育所で3～5歳児への主食を提供する完全給食を実施するために従
事する職員等を雇用し、保育所の運営を図るための経費 7,242 賃金 7,242

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

新規等

事項 公立保育所における完全給食の提供に要する経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 保育所費

小事業 1015 産休等代替職員設置経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　公立保育所の保護者及び職員アンケートの実施と実際の実施に必要な調
理器具等の実態調査を実施した。

事業費計
7,242

これまでの取組内容

　公立保育所で3～5歳児への主食を提供する完全給食を実施するために雇
用する職員等の賃金

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

7,242
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 7,242 7,242

その他
0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

7,242
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 35

前年度予算

保育園施設・設備改修（3カ所） 8,400

開放廊下屋根改修

プールサイド改修

手摺改修

事務費 50

50

8,500

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　16園ある公立保育所の老朽化した園舎施設・設備の改修をし、園児の安
全と保育環境の改善、また施設の長寿命化を図る。 8,300 工事請負費 8,300

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

投資

事項 児童福祉施設整備事業（一般営繕関係）
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉施設整備事業費

小事業 1010 児童福祉施設整備事業

事業概要

　全ての公立保育所から工事要望を調査し、とりわけ早期に改修の必要が
ある要望を計画的に改善・補修を行う。

100 消耗品費 50

印刷製本費 50

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
8,400

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　老朽化している施設で補修が必要となったものを改修している。

9,203 8,500 8,400 8,400
事業費 地方債

8,500

0

9,203 8,500 8,400 8,400
事業費 地方債

一般財源
2,803 0 0 0

その他
6,400 8,500 8,400

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 35

前年度予算

耐震診断業務委託（1園） 2,800

2,800

社会資本総合整備事業交付金 822

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

投資

事項 保育園園舎耐震診断事業
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉施設整備事業費

小事業 1030 保育所耐震診断事業

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　旧基準に基づき建築された保育園園舎で、建物の柱や壁の断面積で設計
図面から計算で診断する一次診断では、耐震性に問題はないものの園舎が
不整形なものや壁の数が少ないものについては、耐震性能に不安があると
の指摘があるためより信頼性が高く、公共建築物（学校・庁舎等）で最も
多用されている二次診断を実施し、施設の安全性を確認する。

2,800 委託料 2,800

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
672

　建設年度の古い保育所より順次、二次診断を行い一次診断で「耐震性に
問題あり」とされた保育所の診断は完了した。より本市の保育施設が安全
で安心な建物であることを示すため不整形な園舎の保育所について、二次
診断を実施する。

事業費計
2,800

これまでの取組内容

　耐震診断実施予定園

（若草保育園）
　建築年：昭和52年、階数：2階、
　構造：鉄筋コンクリート、延面積：979.130㎡

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

3,938 2,800 2,800
事業費 地方債

1,978
一般財源

3,308 1,978 2,128 2,128

その他
630 822 672

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,938 2,800 2,800
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 35

前年度予算

保育所建設費償還金 4,063

4,063

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市立神功保育園の建設に要した費用の割賦返済経費
3,904 委託料 3,904

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

投資

事項 保育所建設費償還金
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉施設整備事業費

小事業 1585 保育所建設費償還金

これまでの取組内容

　平城ニュータウン整備に伴い昭和63年度に建設した神功保育園の建設費
用の一部につき独立行政法人都市再生機構と行った契約に基づく割賦金の
支払いを平成31年3月まで行う。あと10回分の支払いが予定されている。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　毎年、2回の支払い期日がある。

事業費計
3,904

4,222 4,063 3,904
事業費 地方債

4,063

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

4,222 4,063 3,904
事業費 地方債

一般財源
4,222 4,063 3,904 3,904
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 40

前年度予算

こども園施設・設備改修（1園）

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　既存の保育所・幼稚園からこども園に移行するため施設の老朽化した園
舎施設・設備の改修をし、園児の安全と教育・保育環境の改善と施設の長
寿命化を図る。

800 工事請負費 800

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

投資

事項 認定こども園施設整備事業（一般営繕関係）
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 認定こども園施設整備事業費

小事業 1010 認定こども園施設整備事業

事業概要

　保育所・幼稚園と同様に各施設から工事要望を調査し、とりわけ早期に
改修の必要がある要望を計画的に改善・補修を行う。

事業費計
800

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　老朽化している施設で補修が必要となったものを改修する。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

800 800
事業費 地方債

0

その他
800

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

800 800
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 10

前年度予算

上下業務服（20人） 295

295

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　幼稚園の用務員の業務については、学校施設の簡易な修繕や学校敷地内
の樹木の剪定・草刈り等幅広いものであり、これらの作業をスムーズに行
えるよう動きやすく耐久性のある被服（作業服）を貸与する。

260 消耗品費 260

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

既存

事項 幼稚園用務員貸与被服購入経費
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育委員会費

小事業 1015 教育委員会職員貸与被服経費

事業概要

　夏・冬において、上下の作業服を貸与する。

国庫支出金

県支出金

事業費計
260

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　業務服の着用率および磨耗状況を点検し、貸与期間の変更（奈良市被服
多貸与規則の改正）を視野に入れて検討する。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

295 260
事業費 地方債

295
一般財源

0 295 260 260

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

295 260
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 10

前年度予算

常用外部応急薬品購入（20人） 26

26

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　幼稚園での業務上、すり傷など外傷が多い用務員に対し、外傷応急薬品
を配布し、外傷を負った時の応急処置を図る。 23 消耗品費 23

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

既存

事項 幼稚園業務員用医薬品配布経費
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育委員会費

小事業 1020 教育委員会職員福利厚生経費

事業概要

　外傷の応急手当ができる絆創膏や消毒液等の応急処置薬品を配布する。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
23

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　個別配布から学校単位の配布に変更

26 23
事業費 地方債

26

26 23
事業費 地方債

一般財源
0 26 23 23

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 10

前年度予算

社会保険料 2,421
社会保険料
雇用保険料
労災保険料

臨時職員賃金 15,890
退職欠員補充（13人）
病休等補充 

児童手当拠出金 23

18,334

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

新規等

事項 幼稚園臨時用務員の任用に伴う賃金・社会保険料等
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育委員会費

小事業 1025 教育委員会臨時職員等経費

賃金 20,363
19,937

102

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市立幼稚園の正規用務員の退職欠員や、病気休暇取得等の理由により、
臨時用務員を任用する。 社会保険料 3,253

2,876
275

　配置できない正規用務員の代わりに臨時用務員を配置する。

30 負担金補助および交付金 30

426
事業概要

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
23,646

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　正規用務員の採用がなく臨時用務員の増加となっているが、業務に支障
のない範囲でその補充配置を抑え、経費の削減を図っている。

18,334 23,646
事業費 地方債

雇用保険立替収入

18,334

18,334 23,646
事業費 地方債

一般財源
0 18,334 23,545 23,545

その他
101 101

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

社会保険料 6,336
継続
新規

賃金 41,067
継続
新規

児童手当拠出金　　　 61

継続
新規

47,464

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

新規等

事項 幼稚園教諭の育休等取得に伴う補充講師の採用配置
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 1015 補充講師経費

事業概要

38,724
4,211

賃金 42,935

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市立幼稚園教諭の休暇･休職（産前産後特別休暇・育児休業・私傷病に
よる特別休暇等）に伴い、教育現場に必要な教諭が欠けた場合に、クラス
担任としてその補充講師を任用配置する。担任の休暇取得に伴う補充講師
の配置は、クラス運営を行う上で必要不可欠である。

社会保険料 7,000
6,287
713

これまでの取組内容

　市立幼稚園教諭の休暇・休職（産前産後特別休暇・育児休業、私傷病に
よる特別休暇等）に伴い、現場に必要な教員が欠けた場合にその補充を行
い、教員の不在を解消するための経費

負担金補助および交付金 65
58
7

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　幼稚園教諭の休暇・休職（産前産後特別休暇・育児休業、私傷病による
特別休暇等）に伴い、現場に必要な教員が欠けた場合にその補充を行い、
教員の不在を解消している。

事業費計
50,000

47,464 50,000
事業費 地方債

雇用保険立替収入

47,464

47,464 50,000
事業費 地方債

一般財源
0 47,464 49,804 49,804

その他
196 196

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

28,054
社会保険料

社会保険料
労災保険料
雇用保険料

賃金 178,640
定数内講師
非常勤講師
嘱託園長

幼稚園初任者研修旅費 283
市内旅費
市外旅費

ガソリン代 0

児童手当拠出金
定数内講師 264
非常勤講師
嘱託園長

207,241

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

新規等

事項 奈良市立幼稚園において少人数学級編成を実施する経費
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 1016 少人数学級実施経費

17,248
事業概要 14,923

賃金 167,691
135,520

2,268

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市立幼稚園において、その学級編成を現行よりも少人数の編成にするこ
とにより、教員一人当たりの担当する幼児数を減らし、各幼児に対してよ
りきめ細かな幼児教育を行うことで、生活の基礎の定着を図るとともに、
小学校に繋げる上での教育の基礎も培われるものである。また認定こども
園においては引き続き3年保育や預かり保育の充実を図り、2歳児以下の子
育て支援の拠点としての機能を持たせる。

幼稚園　定数内講師49人、非常勤講師9人、嘱託園長5人 社会保険料 27,808

24,695
845

103 燃料費 103

　奈良市立幼稚園において、幼稚園の学級編制を少人数編成に変更するこ
とにより、1学級あたりの幼児数を減らし、在籍する幼児にきめ細かな指
導を行うことによって、生活並びに教育の基礎の定着を図る。
　また、本市の幼保再編による市立こども園への移行により3歳児保育･預
り保育の充実を図るとともに、2歳児以下の子育て支援の拠点としての機
能を持たせる。

旅費 445
135
310

国庫支出金

県支出金

事業費計
196,300

財源内訳 財 源 の 内 容

　平成19年度から市立幼稚園において学級編制基準を35人から30人に変更
し市立全幼稚園において実施している。
　また、平成22度年度、24年度に幼稚園型認定こども園を各1園、平成26
年度に2園開園し、3歳児保育･預り保育を実施するとともに、2歳児以下の
子育て支援の拠点としての機能を持たせ、その推進を図っている。

22

205 負担金補助および交付金 253
これまでの取組内容 26

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

172,185 207,241 196,300
事業費 地方債

雇用保険立替収入
100円×10人×20日×12ヶ月×4園（2号）

207,241
一般財源

172,185 207,241 194,500 194,500

その他
1,800 1,800

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

172,185 207,241 196,300
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

特別支援教育支援員38人 665
社会保険料

雇用保険料
労災保険料

賃金 35,895

旅費 156

36,716

36,057 賃金 36,057

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市立幼稚園においてLD、ADHD等により特に個別に支援を要する幼児の対
応を行うため、特別支援教育支援員を配置し、補助的な立場で対応するこ
とにより、学級の円滑な運営を推進する。

社会保険料 791

580
211

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

新規等

事項 幼稚園への特別支援教育支援員の増員（複数）配置
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 1018 児童・生徒支援教員経費

　幼児数が減少傾向にある中で、個別に支援を必要とする幼児が年々増加
傾向にあるため、市立幼稚園に特別支援教育支援員を配置し、個々に応じ
た支援を実施する。

事業概要

152 旅費 152

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　市立幼稚園において個別に支援を要する園児一人ひとりに対してよりき
め細かな指導を行うことを目指し、特別支援教育支援員を配置してきた。

事業費計
37,000

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

35,087 36,716 37,000
事業費 地方債

雇用保険立替収入

36,716
一般財源

35,087 36,716 36,769 36,769

その他
231 231

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

35,087 36,716 37,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

研修会資料用紙代　 15

大学及び研修会案内用切手 5

スクールサポーター活動傷害保険 61

3,480

3,561

48 保険料 48

5 通信運搬費 5

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市立の幼稚園に学生を派遣し、教育活動を行う学校教育活動支援事
業を実施することにより、市立幼稚園における教育活動の円滑な実施に寄
与するとともに学生の教育専門職への意識及び素養を高めることを目的と
する。

15 消耗品費 15

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

既存

事項 スクールサポート事業（幼稚園）
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 2511 学校教育活動支援経費

これまでの取組内容

　学校現場の教育活動を支援するため、奈良市立の幼稚園に、将来教員を
目指す現学生を派遣する。具体的な支援としては、保育指導補助、特別な
支援を必要とする児童生徒への補助、安全管理・確保に関する指導補助等
を行う。また、学生への研修を実施し、サポーターとしての資質向上を図
る。平成27年度からは報償費を廃止する。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　スクールサポーターとなるためには配置前研修を受講することとしてい
る。平成26年度は幼稚園33園にスクールサポーターを配置した。

報償費

事業費計
68

3,561 68
事業費 地方債

3,561

3,561 68
事業費 地方債

一般財源
0 3,561 68 68

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

賃金分社会保険料 10

臨時職員賃金（事務補助） 828

委員等報償
推進委員会（6人×5回） 860
研究部会指導者（6人×7回）
講師（1人×1回）

旅費
推進委員出席旅費 523
講師旅費
出張旅費
先進地視察

事務用消耗品 277
委員・講師賄 27
研究概要印刷 200

連絡用切手 11
会場借上げ 136

2,872

幼児教育改善・充実調査研究委託金 2,872

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

既存

事項 幼児教育改善・充実調査研究事業に要する経費
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 2555 学校教育検討推進経費

事業概要

420
50

300 報償費 770

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　次世代を担う幼児たちが心豊かでたくましく生きていく力を身に付け、
生涯にわたる人格形成の基礎を培うために、必要な幼児教育の充実を図る
とともに、就学前教育から小学校教育へ滑らかな接続を目指す、幼保小連
携の調査研究を行うことを目的とする。

12 社会保険料 12

828 賃金 828

これまでの取組内容

160 使用料及び賃借料 160

200 印刷製本費 200
17 通信運搬費 17

341 消耗品費 341
32 食糧費 32

　文部科学省委託調査研究事業を受け、推進委員会を設置し、推進委員に
よる指導や研究部員による実践研究、研究実践校園を指定し、幼保小合同
交流の実践を行いながら、子どもの発達と学びの連続性を踏まえたカリ
キュラムの開発を行う。また、講演会や先進地視察、研究集会を実施し、
就学前教育と小学校教育の充実を目指す。

271 旅費 824
45

130
378

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
3,184

　平成20年度から続けて、文部科学省委託事業が採択され、平成22年度か
らは、幼保の合同研修として、公開保育やカンファレンスを行うことでの
保育者の資質の向上が図られた。平成26年度は幼保合同研修の実践研修の
取組の方法を生かし、4グループの研究実践校園が小学校教育との連携の
実践研究を行った。

事業費計
3,184

1,318 2,872 3,184
事業費 地方債

0

1,318 2,872 3,184
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
1,318 2,872 3,184

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 30 目 10

前年度予算

教職員・業務員事務連絡 7,008
教職員市外出張費

事務用消耗品書籍購入費 10,893

幼稚園用燃料（プロパン・灯油） 2,634

行事用・来客用賄 1,984

指導要録・出席簿等印刷 294

電気・ガス・水道料金 36,500

幼稚園備品修理 900

園事務用郵便料 2,664
電話料金他

ピアノ調律・クリーニング 1,870

電話機・ファクシミリほかリース 3,448

ＮＨＫ受信料他

幼稚園備品購入 4,206

各研究大会出席負担金 65

72,466

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

既存

事項 幼稚園運営管理経費
会計 一般会計 教育費 幼稚園費 幼稚園費

小事業 1010 幼稚園運営管理経費

462 印刷製本費 462
事業概要

465 食糧費 465

2,050 燃料費 2,050

9,200 消耗品費 9,200

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市立幼稚園の運営管理・業務・保育を行う上において必要となる経費を
執行し、園の運営や管理及び園児の教育・保育環境や保育内容の充実を図
る。

4,300 旅費 6,150
1,850

2,237 使用料及び賃借料 2,947
710

1,444 手数料 1,444

2,050

　市立幼稚園の用務員の運営管理に要する経費、業務や保育を行うための
経費。電話代、光熱水費、使用料及び賃借料、備品購入費、負担金以外
は、基本的に各園へ令達して各園で執行する。

29,070 光熱水費 29,070

1,000 修繕料 1,000

160 通信運搬費 2,210

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
58,178

　各園では、業務・保育を行うのに必要な経費を、限られた予算の中で創
意工夫をして節約に努め、計画をたてて執行している。 25 負担金補助及び交付金 25

これまでの取組内容 3,155 備品購入費 3,155

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

63,166 72,466 58,178
事業費 地方債

入園料・保育料・認定こども園預かり保育利用者負担金 72,466

0
一般財源

0 0 24,189 24,189

その他
63,166 72,466 33,989 33,989

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

63,166 72,466 58,178
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 30 目 10

前年度予算

園児用教材等 1,289

園児用おやつ 2,236

900

4,425

一時預かり事業補助金

一時預かり事業補助金

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　保護者の就労の有無や就労形態の多様化に対応し、さまざまな保育ニー
ズにこたえるため奈良市における少子化対策に係る事業の取り組みの１つ
として、市立幼稚園の通常の教育時間終了後にも在園児を預かる「預かり
保育」事業を平成24年度から実施し、長期休業期間の対応等も行い、更な
る子育て支援の充実や保育園の待機児童解消対策、幼保一体化に繋げる事
業として、平成26年度より市立幼稚園3園を追加し、9園で実施をしてきた
が、平成27年度より「子ども子育て支援新制度」の施行に伴い「一時預か
り事業」として継続実施を行う。

1,044 消耗品費 1,044

1,656 食糧費 1,656

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

既存

事項 市立幼稚園預かり保育経費
会計 一般会計 教育費 幼稚園費 幼稚園費

小事業 1010 幼稚園運営管理経費

これまでの取組内容

　市立幼稚園9園で実施

　通常期間　　　月～金　14時～17時（3時間）
　長期休業期間及び創立記念日　月～金　 9時～17時（8時間）
　土日、祝日の預かりは無し

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 900

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
900

　平成24年度3園（大宮、富雄北、富雄第三）で試行
　平成25年度6園（上記3園に加え、伏見、大安寺西、六条）で本格実施
　平成26年度9園（上記6園に加え、平城、西大寺北、大安寺）で実施

　平成26年度利用実績は次のとおり（9園合計）
（平成27年1月末現在）
　在園児数　　　　　633人
　延べ利用人数　 10,471人

備品購入費

事業費計
2,700

4,595 4,425 2,700
事業費 地方債

4,425

4,595 4,425 2,700
事業費 地方債

一般財源
4,595 4,425 900 900

その他
1,800

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 30 目 10

前年度予算

兼務園長報償費（10人） 1,320

1,320

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

既存

事項 小学校長による市立幼稚園の園長の兼務に要する経費
会計 一般会計 教育費 幼稚園費 幼稚園費

小事業 1510 幼稚園兼任園長経費

事業概要

　市立幼稚園に隣接した小学校の校長に園長を兼務させることにより、校
長が幼稚園児の状況を把握することができるようになるため、幼稚園から
小学校へのスムーズな進学に繋げることが可能となる。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　県費負担教員である小学校長に隣接幼稚園の園長を兼務させることによ
り、幼小の連携を図る。 1,200 報償費 1,200

事業費計
1,200

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　幼稚園と小学校が隣接している小学校において、同小学校長に兼務園長
を任命し、園運営にあたらせている。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

1,320 1,320 1,200
事業費 地方債

1,320

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,320 1,320 1,200
事業費 地方債

一般財源
1,320 1,320 1,200 1,200
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 30 目 10

前年度予算

奈良県市町村指導主事（幼稚園担当）協議会負担金 572
奈良県及び全国国公立幼稚園長会負担金
奈良県幼稚園教育研究会負担金
奈良県安全教育研究協議会負担金
奈良県幼稚園放送教育研究会負担金
奈良県特別支援教育研究会負担金
奈良県外国人教育研究会負担金

572

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市の幼稚園教育の振興と共に、充実発展に資するために、幼稚園教
員研修を行い、資質の向上を図ることを目的とする。 556 負担金補助及び交付金 556

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

既存

事項 幼稚園教育の振興に要する経費
会計 一般会計 教育費 幼稚園費 幼稚園費

小事業 2013 幼稚園教育振興経費

事業概要

　県及び全国国公立幼稚園長会の負担金

国庫支出金

県支出金

事業費計
556

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　各園長会や協議会に負担金による会合で、園長を含む幼稚園教員の研修
の機会をもち、保育の質の向上を図った。
　今後も引き続き、県及び国からの情報を得ながら、研修の機会をもつこ
とで、奈良市の幼児教育の充実を図る。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

578 572 556
事業費 地方債

572
一般財源

578 572 556 556

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

578 572 556
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 30 目 15

前年度予算

し尿浄化槽薬品代 72

消防設備点検 5,715
し尿浄化槽点検・清掃
ごみ収集・刈草処分
樹木管理
その他手数料

機械警備委託 74,328
施設業務委託
樹木伐採委託
草刈作業委託
その他委託

土地借上料 29,848

109,963

890
185

860

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市内31の市立幼稚園において、法律により定められている設備の点検や
技術的に教員、市職員等で対応できない保守管理業務を委託等により実施
し、教育・保育環境を整える。

72 消耗品費 72

1,330 手数料 3,594
329

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

既存

事項 幼稚園施設保守管理経費
会計 一般会計 教育費 幼稚園費 幼稚園施設管理費

小事業 1010 施設保守管理経費

　市内31市立幼稚園の施設を適切に管理運営するための各種設備点検、機
械警備や樹木伐採・草刈りの実施

890
240

26,733 使用料及び賃借料 26,733

46,772
事業概要 2,143

13,173 委託料 63,218

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　教育環境に支障が出ないよう、適切な管理をし、予算の範囲で点検及び
管理箇所の追加・変更などを行っている。

事業費計
93,617

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

130,665 109,963 93,617
事業費 地方債

109,963
一般財源

130,665 109,963 93,617 93,617

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

130,665 109,963 93,617
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 30 目 15

前年度予算

廃棄物収集処理業務委託

0

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　施設から排出される廃棄物を適正な方法により処理し、保育・教育環境
を整える。 125 委託料 125

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

新規等

事項 施設の廃棄物処理に要する経費
会計 一般会計 教育費 幼稚園費 幼稚園施設管理費

小事業 1010 施設保守管理経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　法令遵守した適正な施設の保守管理に努めている。

事業費計
125

これまでの取組内容

　施設から排出される廃棄物の収集・処理業務委託

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

125
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 125 125

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

125
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 30 目 15

前年度予算

幼稚園補修用消耗品 200

修繕料（幼稚園31園） 13,300

幼稚園補修用原材料 3,000

16,500

2,304 原材料費 2,304

7,530

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市内31公立幼稚園の施設において、天候・経年劣化等で老朽化している
箇所や突発的な事故などにより瑕疵の生じた箇所を修繕し、園児が安全か
つ快適な生活を送れるよう施設維持に努める。

180 消耗品費 180

7,530 修繕料

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

既存

事項 幼稚園施設維持補修経費
会計 一般会計 教育費 幼稚園費 幼稚園施設管理費

小事業 1015 施設維持補修経費

これまでの取組内容

　市内31公立幼稚園の施設修繕に係る修繕料、原材料等
事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　教育環境に支障が出ないよう修繕箇所が発生すると、緊急性の高い箇所
を見極め、適宜修繕を行っている。大掛かりな修繕箇所、入替えを図った
方が将来的な費用を削減できる場合は一般営繕工事で対応している。

事業費計
10,014

10,488 16,500 10,014
事業費 地方債

16,500

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

10,488 16,500 10,014
事業費 地方債

一般財源
10,488 16,500 10,014 10,014
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 30 目 20

前年度予算

幼稚園施設・設備改修（5カ所） 14,000

外壁改修

プールサイド改修

公共下水道直結工事

開放廊下屋根改修

屋外階段塗装

14,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市内の幼稚園では建築後30年以上経過しているにも関わらず、大規
模改修も実施されていない園が相当数あり、老朽化が著しい状態である。
また破損・風化等がひどいものもあり、放置すると園児にケガをさせた
り、健康状態を損ねてしまうおそれもあることから、早期に改修・補修す
るために行う。

4,300 工事請負費 4,300

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

投資

事項 幼稚園施設整備事業（一般営繕工事）
会計 一般会計 教育費 幼稚園費 幼稚園施設整備事業費

小事業 1010 幼稚園施設整備事業

事業概要

　全幼稚園から工事要望を調査し、とりわけ早期に改修の必要がある要望
を計画的に改善・補修を行う。

国庫支出金

県支出金

事業費計
4,300

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　老朽化している施設で補修が必要となったものを改修している。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

12,043 14,000 4,300 4,300
事業費 地方債

14,000

0
一般財源

2,043 0 0 0

その他
10,000 14,000 4,300

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

12,043 14,000 4,300 4,300
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 30 目 20

前年度予算

耐震補強工事（2園）

事務費

0

学校施設環境改善交付金

印刷製本費 100

100

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　「地震防災対策特別措置法」、「建築物の耐震改修の促進に関する法
律」及び「奈良市有特定建築物耐震化事業計画」に基づき耐震診断の結
果、補強が必要となった園舎の耐震補強工事を実施し努力義務を果たすと
ともに、園児が安心して園生活を送ることと施設の延命措置を図る。

65,800 工事請負費 65,800

200 消耗品費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

投資

事項 幼稚園園舎耐震工事
会計 一般会計 教育費 幼稚園費 幼稚園施設整備事業費

小事業 3560 幼稚園園舎大規模改修事業

これまでの取組内容

　工事実施予定園

（明治幼稚園）
　建築年：昭和52年
　構造：鉄筋コンクリート、延面積：733㎡
（鳥見幼稚園）
　建築年：昭和54年
　構造：鉄筋コンクリート、延面積：789㎡

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
9,512

　耐震補強設計に続いて補強工事を行っている。

事業費計
66,000

事業費 地方債
65,101 66,000 56,400

0

その他
65,064 65,912

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

事業費 地方債
65,101 66,000 56,400

一般財源
37 0 88 88
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 40 目 20

前年度予算

健康診断委託（教諭・用務員正規除く） 1,032

1,032

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市立幼稚園に勤務する職員（講師、嘱託園長、臨時用務員、特別支援教
育支援員）の労働安全衛生を維持するため、各種の健康診断を実施する。 1,338 委託料 1,338

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

既存

事項 教職員等の安全衛生に要する経費(健康診断経費）
会計 一般会計 教育費 保健体育費 学校保健体育費

小事業 1010 教職員安全衛生管理経費

事業概要

　職員への定期健康診断、用務員を対象にした頸肩腕検診を実施すること
により、関係職員の健康管理を推進する。

国庫支出金

県支出金

事業費計
1,338

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　労働安全衛生法に基づき健康診断を実施している。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,032 1,338
事業費 地方債

1,032
一般財源

0 1,032 1,338 1,338

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,032 1,338
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 40 目 20

前年度予算

日本スポーツ振興センター共済掛金 601

601

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市立幼稚園の管理下における幼児の災害共済給付を受けるため、共済掛
金の支出を行う。 398 負担金補助及び交付金 398

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

既存

事項 日本スポーツ振興センター共済掛金経費
会計 一般会計 教育費 保健体育費 学校保健体育費

小事業 1015 日本スポーツ振興センター共済掛金経費

事業概要

　日本スポーツ振興センター法第17条に基づき、園児ひとりひとりに対し
て共済掛金の支出を行う。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
398

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　園児がケガなどで医療機関に行き、負担された医療費を、日本スポーツ
振興センターに速やかに請求を行い、災害共済給付金の支払いが通知され
たら、指定された園の銀行口座に振り込みを行っている。

601 398
事業費 地方債

日本スポーツ振興センター共済掛金保護者負担 407

194

601 398
事業費 地方債

一般財源
0 194 129 129

その他
407 269 269

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 40 目 20

前年度予算

学校保健・プール消毒剤用消耗品等 551

学校医薬材料費 588

体重計定期検査 193
学校保健室用毛布敷布等クリーニング

全国市長会学校災害賠償補償保険保険料 166

プール水質検査委託 900
環境衛生検査委託

緊急移送タクシー借上げ事業 280

学校保健用備品購入費 938

奈良県学校保健会負担金 14

3,630

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

既存

事項 幼稚園の保健管理を維持する経費
会計 一般会計 教育費 保健体育費 学校保健体育費

小事業 1025 学校保健管理経費

179 委託料 900
事業概要 721

162 保険料 162

165
38 手数料 203

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市立幼稚園の健康診断にかかる保健器具等の整備充実を図るとともに、
幼稚園の環境衛生の維持・改善に努め、保健管理の推進を図る。 450 消耗品費 450

555 医薬材料費 555

これまでの取組内容

13 負担金補助及び交付金 13

　幼稚園の環境衛生の維持・改善に必要な消耗品、備品購入ほか
30 使用料及び賃借料 30

940 備品購入費 940

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　幼稚園の管理下において、幼児の疾病や負傷の発生時に緊急移送が必要
な場合のタクシー借上げ事業を実施して対応できる体制を継続して行う。

事業費計
3,253

3,630 3,253
事業費 地方債

3,630

3,630 3,253
事業費 地方債

一般財源
0 3,630 3,253 3,253

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 40 目 20

前年度予算

園医報償 29,387

保健調査票等印刷 16

29,403

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

既存

事項 幼稚園の保健管理を維持する経費
会計 一般会計 教育費 保健体育費 学校保健体育費

小事業 1030 児童生徒健康診断経費

事業概要

11 印刷製本費 11

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市立幼稚園において、毎学年定期に幼児の健康診断を実施することによ
り、疾病の早期発見と予防に努め、幼児の健康増進を図り、学校保健の充
実強化に努める。

23,591 報償費 23,591
（内科，歯科，眼科，耳鼻科，薬剤師，就園時健康診断）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　保育所との報償単価の差異を統一するために、医師会・歯科医師会と謝
礼単価，健診回数，健診内容について調整をし、幼保で統一を行った。

事業費計
23,602

これまでの取組内容

　市立幼稚園の幼児の健康診断の実施に伴う園医謝礼及び帳票印刷

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

28,434 29,403 23,602
事業費 地方債

29,403
一般財源

28,434 29,403 23,602 23,602

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

28,434 29,403 23,602
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 40 目 20

前年度予算

尿検査 881
寄生虫検査

尿二次検査委託 233

1,114

244 委託料 244

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市立幼稚園の園児を対象として、各種の検診を実施して健康状態を把握
することにより、幼児の健康の保持増進に努める。 738 手数料 919

181

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

既存

事項 幼児の保健管理を維持する経費
会計 一般会計 教育費 保健体育費 学校保健体育費

小事業 1045 児童生徒検診経費

これまでの取組内容

　幼児の尿検査及び寄生虫検査を実施し、疾病等の早期発見及び予防に努
め健康の保持増進を図る。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　学校保健安全法施行規則第6条の規定により実施している。

事業費計
1,163

1,033 1,114 1,163
事業費 地方債

1,114

1,033 1,114 1,163
事業費 地方債

一般財源
1,033 1,114 1,163 1,163

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 40 目 20

前年度予算

健康領域消耗品 430

健康領域備品 803

1,233

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 こども園推進課

既存

事項 幼稚園における健康領域活動に要する経費
会計 一般会計 教育費 保健体育費 学校保健体育費

小事業 1510 学校体育推進経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　知・徳・体のバランスのとれた幼児の育成が望まれている中で、健康領
域活動の推進を図り、健全な体と精神を育て、自ら健康で安全な生活を創
り出す力を養う。

372 消耗品費 372

800 備品購入費 800

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　幼稚園における健康領域活動を維持するために、目的に沿った事業の推
進を図っている。

事業費計
1,172

これまでの取組内容

　幼稚園における健康領域活動に要する消耗品及び備品購入

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,233 1,172
事業費 地方債

1,233
一般財源

0 1,233 1,172 1,172

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,233 1,172
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

私立幼稚園の預かり保育拡充に係る補助（15園） 4,500

4,500

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　子育て支援の一環として実施されている私立幼稚園での預かり保育事業
について、通常期は市内15園ほぼ全てで実施されている一方で、夏期等の
長期休業中の預かり保育は、ニーズがあるものの園の財政不足や職員不足
により、実施園が少ない状況である。
　そこで、事業費補助を通じて、長期休業中における預かり保育事業の実
施を促して拡充することで、就労する保護者でも幼稚園を利用しやすい環
境を整え、保育所の待機児童の解消に寄与することを目指す。

4,500 負担金補助及び交付金 4,500

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保育所・幼稚園課

既存

事項 私立幼稚園預かり保育事業補助経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1086 少子化対策推進事業経費

これまでの取組内容

　長期休業中（夏・冬・春期）に年20日かつ1日6時間以上預かり保育事業
を実施する場合に、私立幼稚園を運営する学校法人に対して事業費補助を
行う。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　【平成26年度実績】
　　　長期休業中の預かり保育事業補助対象園　 …　11園

事業費計
4,500

1,801 4,500 4,500
事業費 地方債

4,500

1,801 4,500 4,500
事業費 地方債

一般財源
1,801 4,500 4,500 4,500

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 15

前年度予算

厚生労働省保育担当者会議等 30

書籍購入費 431
事務用消耗品
プロセスカートリッジ
コピー代

保育所郵送用封筒 363
窓空封筒
口座振替依頼書
納入通知書

0

入所用及び保育料事務用切手代 1,612

新規入園児童用切手

口座振替手数料 1,000
コンビニ収納取扱手数料

保育業務システム保守委託 11,300

906

15,642

10,500

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保育所・幼稚園課

既存

事項 保育所の入所措置及び保育料徴収に要する経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童措置費

小事業 1010 児童保護事務経費

66
事業概要 80

234 印刷製本費 560
180

196
317

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　子ども・子育て支援法の規定に基づく事務執行や運用に必要な経費。主
要なものとして、特定教育・保育施設等の利用者負担（保育料）等の賦課
徴収、支給認定保護者への各種通知、特定教育・保育施設事業者との連絡
事務に要する経費。この事務執行の円滑かつ正確な運用を図るため子ど
も・子育て支援システムを活用するとともに、新制度本格施行に対し迅速
に対応できるよう保守業務を委託する。

117 旅費 117

35 消耗品費 800
252

国庫支出金

県支出金

事業費計
5,564

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　私立保育所及び私立認定こども園の新設や定員増の見直しにより入所児
童人数は年々増加しているため、事務経費の削減は困難であるが、消耗品
の単価や購入数の節減に努めている。

　　　　　　　　　　平成24年度 　　平成25年度　　平成26年度見込
　市立保育所　　　　    19カ所　  　　19カ所　　 　　19カ所
　私立保育所　　　　    24カ所　　　  26カ所　　 　　24カ所
　私立認定こども園　　　　　　　　　　　　　　　　　　3カ所
　延べ入所児童数　    67,735人 　   69,390人　 　　70,000人

使用料及び賃借料

496

950 委託料 950

　特定教育・保育施設等を希望又は利用する支給認定保護者と支給認定子
どもの必要かつ基本的な情報を登録し管理する。支給認定保護者に対して
利用者負担（保育料）を賦課し、銀行振込、口座振替、コンビニ収納等徴
収業務を執行する。支給認定保護者に対して支給認定証を発行し、利用者
負担額決定等必要な文書等を発行して通知する。
　市立保育所　　　　　16園
　市立こども園　　　　 7園
　地域型保育事業　　 　3カ所
　私立保育所　　　　　25園
　私立認定こども園　　 3園
　延べ利用子ども見込数　75,400人(2・3号認定)　6,700人(1号認定)

保育業務システム端末修繕 104 修繕料 104

1,540 通信運搬費 1,816
276

721 手数料 1,217

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

15,435 15,642 5,564
事業費 地方債

5,142
一般財源

15,435 5,142 5,564 5,564

その他
0 10,500 0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

15,435 15,642 5,564
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 15

前年度予算

子ども・子育て支援ｼｽﾃﾑﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ制度連携対応経費

共通基盤導入に伴う住基・税連携方法変更に係る経費

0

社会保障・税番号制度補助金　

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　平成28年1月予定で利用開始されるマイナンバー制度との連携に対応で
きるように、また、奈良市情報システムとの連携に対応できるよう、子ど
も・子育て支援業務システムの改修を図る経費

7,200 委託料 8,583

1,383

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保育所・幼稚園課

新規等

事項 マイナンバー制度等システム改修経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童措置費

小事業 1010 児童保護事務経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
4,800

事業費計
8,583

これまでの取組内容

　マイナンバー制度については、マイナンバーを利用した情報管理とネッ
トワークシステムを通じた情報連携を図れるように、必要なシステム改修
を委託して実施する。
　情報システム最適化については、既に運用している子ども・子育て支援
業務システムに必要な住基データ及び税データとの連携に対応するように
改修を委託する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 0 8,583
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 3,783 3,783

その他
0 0 4,800

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 8,583
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 15

前年度予算

民間保育所運営委託 3,290,000

市内私立保育所（22園）
市外委託私立保育所

市外公立保育園施設型給付費負担金　　 0

3,290,000

施設型給付費負担金　 979,000

施設型給付費負担金　

事業概要

19,668 負担金補助及び交付金 19,668

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　子ども・子育て支援法の規定に基づき、私立保育所に対し運営委託料
を、管外公立保育所に対し施設型給付費を支払う経費 2,691,832 委託料 2,691,832

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保育所・幼稚園課

既存

事項 民間保育所等運営委託料
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童措置費

小事業 1015 民間保育所措置経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
718,764

  延べ入所児童数の実績
　　　　　　　　　平成24年度　　平成25年度　 平成26年度見込
　管外公立保育所　　  　266人　 　　　177人　　 　　120人
　私立保育所　　　　 39,253人　　  40,448人　　　38,700人
　私立認定こども園                                3,600人

　平成26年度新規開園した保育所の延べ入所児童数の見込み
　　学研奈良ピュア保育園（H26.4開園）　770人

事業費計
2,711,500

これまでの取組内容

　子ども・子育て支援新制度において国が定める価格（教育・保育施設等
に通常要する費用）を運営委託料として私立保育所に、管外公立保育園に
は利用者負担額を控除した額を支払う。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 359,382

3,029,105 3,290,000 2,711,500
事業費 地方債

私立保育所措置費自己負担金 882,868

1,428,132
一般財源

1,330,958 1,428,132 897,354 897,354

その他
1,698,147 1,861,868 1,814,146 736,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,029,105 3,290,000 2,711,500
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 15

前年度予算

施設型給付 6,053

休日保育加算分　　2園
あけぼの会夜間保育所
佐保山保育園

夜間保育加算分　1園
　 あけぼの会夜間保育所

6,053

3,026

4,240

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　保護者の就労形態が多様化している中で、休日等（日曜日や国民の祝日
等）や夜間においても家庭での保育が困難な児童に対する保育の実施が求
められている。こうした需要に対応するため、休日等に保育所で児童を保
育することで、安心して子育てができる環境を整備し児童福祉の向上を図
る。

委託料 17,116

7,821
3,581

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保育所・幼稚園課

既存

事項 休日保育・夜間保育事業（施設型給付費）
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童措置費

小事業 1015 民間保育所措置経費

　休日保育・夜間保育を実施している市内私立保育所2園に対し支払う経
費

事業概要

9,295

国庫支出金
施設型給付費負担金 8,557

県支出金
施設型給付費負担金

事業費計
17,116

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　市内私立保育所2園で休日保育事業を実施、1園で夜間保育事業を実施し
ている。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 4,278

6,921 6,053 17,116
事業費 地方債

3,027
一般財源

5,115 3,027 4,281 4,281

その他
1,806 3,026 12,835

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

6,921 6,053 17,116
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 15

前年度予算

民間保育所運営委託 0

奈良ルーテル保育園（100人）

みずほ保育園（90人）
.

(仮称)ＹＭＣＡあきしの保育園（90人）

0

施設型給付費負担金　

施設型給付費負担金　

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　公募により誘致し新たに開園する私立保育所、建替えにより定員が増加
した私立保育園に対し、子ども・子育て支援法の規定に基づき運営委託料
を支払う経費

264,180 委託料 264,180

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保育所・幼稚園課

新規等

事項
民間保育所運営委託料（奈良ルーテル保育園・みずほ保育園・
(仮称)ＹＭＣＡあきしの保育園）

会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童措置費

小事業 1015 民間保育所措置経費

これまでの取組内容

　待機児童解消や多様化する保育ニーズに対応するため、新規1施設、建
替増員2施設が対象である。この3施設に対して、子ども・子育て支援新制
度において国が定める価格（教育・保育施設等に通常要する費用）を運営
委託料として、私立保育所に支払う。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 42,202

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
84,405

　平成26年度新規開園した保育所の延べ入所児童数の見込み
　　学研奈良ピュア保育園(H26.4開園)770人

事業費計
264,180

0 0 264,180
事業費 地方債

私立保育所措置費自己負担金

0

0 0 264,180
事業費 地方債

一般財源
0 0 77,573 77,573

その他
0 0 186,607 60,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 15

前年度予算

民間保育所等運営費補助金 602,098

1歳児保育
障がい児保育
障がい児保育重度
入所児童処遇改善
職員給与改善
嘱託医手当内科
嘱託医手当歯科
週休等加配（常勤）
週休等加配（パート）
一時預かり
病児保育
病後児保育
その他

602,098

144,484

一時預かり事業費補助金 9,533

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保育所・幼稚園課

既存

事項 民間保育所等運営費補助金
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童措置費

小事業 1030 民間保育所運営補助経費

1,276
20,645

115,065
3,644

28,560
38,798

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　近年の急激な社会の変化の中、多様化する保育ニーズに応えるため、延
長保育事業、一時預かり事業、障がい児保育事業、病児・病後児保育事業
等保育サービスの内容の充実を図り、保護者が子育てと仕事の両立を実現
できる環境づくりを目指す。

負担金補助及び交付金 468,500

7,747
21,000

事業概要 11,673
　保育サービスの内容の充実を図っている市内私立保育所等に対し、補助
を行う。

38,340
18,057
12,036
151,659

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 9,780

国庫支出金
延長保育促進事業費補助金、一時預かり事業費補助金、病児・病後児保
育事業費補助金 66,258

県支出金

事業費計
468,500

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　【平成26年実績】
　延長保育事業　　21園
　一時預かり事業　 9園
　病児保育事業　　 2園
　病後児保育事業   2園

504,134 602,098 468,500
事業費 地方債

448,081

504,134 602,098 468,500
事業費 地方債

一般財源
370,849 448,081 392,462 392,462

その他
133,285 154,017 76,038

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

―　592　―



区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 15

前年度予算

公設民営保育園民間移管補助金 1,485

中登美保育園

鶴舞保育園

1,485

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保育所・幼稚園課

既存

事項 公設民営保育園民間移管補助金
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童措置費

小事業 1030 民間保育所運営補助経費

事業概要

537

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　公設民営保育所であった中登美保育園、鶴舞保育園の民間保育所への移
行に伴い、発生した敷地の賃借料を10年間段階的に補助を行い、法人の負
担を軽減する。

1,013 負担金補助及び交付金 1,013

476

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　民設民営化への円滑な移行を図るため、覚書に定めた期間において補助
を行っている。

事業費計
1,013

これまでの取組内容

　公設民営保育所の民間保育所への移行に対する補助経費

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,916 1,485 1,013
事業費 地方債

1,485
一般財源

1,916 1,485 1,013 1,013

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,916 1,485 1,013
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 15

前年度予算

民間保育所等運営費補助金 7,900

奈良ルーテル保育園

みずほ保育園

（仮称）YMCAあきしの保育園

7,900

1,295

一時預かり事業費補助金 176

17,613

15,045

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　待機児童を解消するため、2園の建替え、1園の新設により保育所定員を
増員する。保育サービスの充実を図るため当該園に対し既存園と同様の補
助を行い、また、延長保育事業等を新たに実施し、保護者が子育てと仕事
の両立を実現しやすい環境づくりを目指す。

負担金補助及び交付金 48,000

15,342

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保育所・幼稚園課

新規等

事項 民間保育所等運営費補助金
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童措置費

小事業 1030 民間保育所運営補助経費

これまでの取組内容

　・奈良ルーテル保育園（建替、定員10人増）
　・みずほ保育園（建替、定員30人増）
　・（仮称）YMCAあきしの保育園（新設、定員90人）
　定員増とともに奈良ルーテル保育園では一時預かり事業を、みずほ保育
園では延長保育事業を新たに実施する。また、（仮称）YMCAあきしの保育
園では開園時より一時預かり事業及び延長保育事業を実施する。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 1,053

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
延長保育促進事業費補助金、一時預かり事業費補助金 6,913

　平成25年4月　新大宮駅前みどりの園保育園開園（新設、定員90人）
　平成26年2月　富雄東保育園開園開園（新設、定員90人）
　平成26年4月　学研奈良ピュア保育園開園（新設、定員90人）

事業費計
48,000

0 7,900 48,000
事業費 地方債

6,429

0 7,900 48,000
事業費 地方債

一般財源
0 6,429 40,034 40,034

その他
0 1,471 7,966

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 15

前年度予算

延長保育加算分（2園分）

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保育所・幼稚園課

新規等

事項 病児保育事業における延長保育事業
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童措置費

小事業 1030 民間保育所運営補助経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

  子育てする保護者が、子どもが一時的な病気の際にも安心して仕事がで
きるような環境を整えるべく、市内2施設で病児保育事業を実施してい
る。延長保育を行うことで、施設を利用する保護者の利便性の向上を図
る。既に延長保育を実施しているきらきら保育園については、当該補助金
により保育内容の更なる充実を図る。

1,600 負担金補助及び交付金 1,600

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成24年 4月　いちご保育園開園
　平成25年10月  きらきら保育園開園

事業費計
1,600

これまでの取組内容

　開園時間（8時半～17時）に加え前後1時間の延長保育を実施する病児保
育2施設に対し補助を行う。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 0 1,600
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 1,600 1,600

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 1,600
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 15

前年度予算

家庭的保育支援者に係る経費

　嘱託賃金 2,520

研修に係る経費
　
　嘱託賃金

　研修業務委託 500

　消耗品 0

　旅費 11

　受講料 49

　切手代 30

　食糧費 3

3,113

1,133

家庭的保育者研修事業費補助金 281

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　県内初の実施にあたってのサポート的役割として、経験豊富な保育士を
家庭的保育支援者として配置することにより、指導助言等をし、事業の質
を高める。また、家庭的保育者等になるためには、基礎研修の受講が必須
であり、定期的に行うことにより、家庭的保育者等の確保を図る。加え
て、家庭的保育に関する現任研修を受講することにより、先進事例等を知
り、事業の質を高めることにつなげる。

2,074 賃金 2,262

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保育所・幼稚園課

既存

事項
市立幼稚園内家庭的保育事業経費
（家庭的保育支援者経費・家庭的保育者等研修経費）

会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童措置費

小事業 1045 家庭的保育事業経費

3 食糧費 3

20 通信運搬費 20

事業概要 91 消耗品費 91
　家庭的保育室とは、児童福祉法第6条の3第9項に基づき、保育が必要な
乳幼児（0～2歳）を、家庭的保育者（市長が行う研修を修了した保育士）
が保育を行う事業。奈良市においては、市立幼稚園の余裕教室で委託によ
り実施（定員5人)

20 旅費 20

10 負担金補助及び交付金 10

784 委託料 784

188

国庫支出金

県支出金

事業費計
3,190

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　家庭的保育支援者を富雄第三幼稚園内家庭的保育室の開始にあわせて、
平成26年2月より配置し、研修も同時期に実施。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 556

775 3,113 3,190
事業費 地方債

1,699
一般財源

775 1,699 2,634 2,634

その他
1,414 556

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

775 3,113 3,190
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 15

前年度予算

家庭的保育事業運営委託 23,164

運営費補助金 0

23,164

地域型保育給付費負担金 8,418

地域型保育給付費負担金 483

4,089 負担金補助及び交付金 4,089

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　長期継続契約による委託契約により市立幼稚園内家庭的保育室を運営し
ている事業者に対し、公定価格に基づいた地域型保育給付に係る経費を委
託料と補助金という支出形態により支払い、保育の質の確保に努める。

15,464 委託料 15,464

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保育所・幼稚園課

既存

事項
市立幼稚園内家庭的保育事業経費
（地域型保育給付費）

会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童措置費

小事業 1045 家庭的保育事業経費

事業概要

　家庭的保育室とは、児童福祉法第6条の3第9項に基づき、保育が必要な
乳幼児（0～2歳）を家庭的保育者（市長が行う研修を修了した保育士）が
保育を行う事業。奈良市においては、市立幼稚園の余裕教室で委託により
実施（定員5人）

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 4,103

国庫支出金
8,206

県支出金

事業費計
19,553

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成26年3月にモデル事業として実施。今後、本事業の状況及び待機児
童の推移を見ながら検討を行う。
　平成26年3月：ひだまり保育室（富雄第三幼稚園内）開所

1,187 23,164 19,553
事業費 地方債

行政財産使用料　 その他雑入 　家庭的保育利用者自己負担金 3,602

10,661

1,187 23,164 19,553
事業費 地方債

一般財源
926 10,661 3,469 3,469

その他
261 12,503 16,084 3,775

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 15

前年度予算

延長保育事業補助金 6,981

賃借料補助

6,981

延長保育促進事業費補助金 1,871

小規模保育賃借料補助事業費補助金

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保育所・幼稚園課

既存

事項
佐紀幼稚園跡地における小規模保育事業に係る延長保育補助金
等

会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童措置費

小事業 1050 小規模保育事業経費

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　待機児童の多い近鉄大和西大寺駅周辺の待機児童を速やかに解消するた
め、閉園後の佐紀幼稚園施設を活用し、小規模保育事業者を募集し、公定
価格に基づいた地域型給付費を支払う。また、延長保育及び賃借料につい
ては、経費の一部を補助する。

5,636 負担金補助及び交付金 6,505

869

事業概要

　小規模保育事業とは、児童福祉法第6条の3第10項に基づき、保育が必要
な乳幼児（0～2歳）を保育を行う事業。奈良市においては、閉園後の市立
幼稚園の一部を貸し、民間事業者が実施（定員19人）

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 772

国庫支出金
1,878

県支出金

事業費計
6,505

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　地域型保育事業においては、公立施設を有効活用した家庭的保育事業を
先行して実施。同様に、公立施設を有効活用した小規模保育事業を実施
し、待機児童解消を目指す。

0 6,981 6,505
事業費 地方債

行政財産使用料　 その他雑入 1,822

3,288

0 6,981 6,505
事業費 地方債

一般財源
0 3,288 1,993 1,993

その他
3,693 4,512 1,862

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 15

前年度予算

地域型保育給付 12,822

12,822

地域型保育給付費負担金 6,163

地域型保育給付費負担金

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保育所・幼稚園課

既存

事項
佐紀幼稚園跡地における小規模保育事業経費（地域型保育給付
費）

会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童措置費

小事業 1050 小規模保育事業経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　待機児童の多い近鉄大和西大寺駅周辺の待機児童を速やかに解消するた
め、閉園後の佐紀幼稚園施設を活用し、小規模保育事業者を募集し、公定
価格に基づいた地域型保育給付費を支払う。

40,900 負担金補助及び交付金 40,900

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
20,450

　地域型保育事業においては、公立施設を有効活用した家庭的保育事業を
先行して実施。同様に、公立施設を有効活用した小規模保育事業を実施
し、待機児童解消を目指す。

事業費計
40,900

これまでの取組内容

　小規模保育事業とは、児童福祉法第6条の3第10項に基づき、保育が必要
な乳幼児（0～2歳）の保育を行う事業。奈良市においては、閉園後の市立
幼稚園の一部を貸し、民間事業者が実施（定員19人）

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 10,225

0 12,822 40,900
事業費 地方債

6,659
一般財源

0 6,659 10,225 10,225

その他
6,163 30,675

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 12,822 40,900
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 17

前年度予算

民間保育所等運営費補助金

1歳児保育
障がい児保育
障がい児保育重度
入所児童処遇改善
職員給与改善
嘱託医手当内科
嘱託医手当歯科
週休等加配（常勤）
週休等加配（パート）
一時預かり
その他

0

一時預かり事業費補助金

1,680
5,307

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　近年の急激な社会の変化の中、多様化する保育ニーズに応えるため、延
長保育事業、一時預かり事業、障がい児保育事業等保育サービスの内容の
充実を図り、保護者が子育てと仕事の両立を実現できる環境づくりを目指
す。

負担金補助及び交付金 51,000

1,085
840

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保育所・幼稚園課

既存

事項 認定こども園運営費補助金
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 認定こども園費

小事業 1017 認定こども園運営補助経費

事業概要 1,474
  保育サービスの内容の充実を図っている市内私立認定こども園3園に対
し、補助を行う。

5,160
18,810

174
2,816

13,157
497

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
延長保育促進事業費補助金、一時預かり事業費補助金 6,986

　【平成26年実績】
　延長保育事業　　 2園
　一時預かり事業　 1園

事業費計
51,000

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 1,053

0 0 51,000
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 42,961 42,961

その他
0 0 8,039

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 51,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 17

前年度予算

認定こども園施設型給付費負担金
（学園前学園・あやめ池学園・富雄学園）

市外委託私立認定こども園施設型給付費負担金

0

施設型給付費負担金

施設型給付費負担金

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　子ども・子育て支援法の規定に基づき、私立認定こども園（管外を含
む）に対し施設型給付費を支払う経費 240,750 負担金補助及び交付金 245,000

4,250

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保育所・幼稚園課

既存

事項 認定こども園施設型給付費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 認定こども園費

小事業 1030 認定こども園施設型給付経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
87,537

　平成26年度7月に移行した私立認定こども園の延べ入所児童数の見込み
　　奈良認定こども園学園前学園　　1,776人
　　奈良認定こども園あやめ池学園　1,116人
　　奈良認定こども園富雄学園　　　　709人

事業費計
245,000

これまでの取組内容

　子ども・子育て支援新制度において国が定める価格（教育・保育施設等
に通常要する費用）から利用者負担額を控除した額を施設型給付費として
私立認定こども園に支払う。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 43,768

0 0 245,000
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 113,695 113,695

その他
0 0 131,305

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 245,000
事業費 地方債

―　601　―



区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 10

前年度予算

奈良市私立幼稚園運営費補助金 25,600

奈良市私立幼稚園協会補助金

25,600

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市私立幼稚園運営費補助事業及び奈良市私立幼稚園協会補助金を継
続して実施することにより、就園上の保護者の経済的負担の軽減や奈良市
の幼稚園教育の充実発展を図る。

24,800 負担金補助及び交付金 25,600

800

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保育所・幼稚園課

既存

事項 私立幼稚園運営費等補助金
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育委員会費

小事業 1030 私学振興経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成26年度15園に運営補助及び協会に補助金を交付した。
　協会が実施する研修が3回開催され、奈良市の幼児教育の充実発展と幼
児教育に携わるものの資質向上が図られた。

事業費計
25,600

これまでの取組内容

　[奈良市私立幼稚園運営費補助金]
　私立幼稚園の幼児に係る就園上の経済的負担の軽減とともに私立幼稚園
の経営の健全性を高めるため、私立幼稚園の設置者に対し補助を行う。

　[奈良市私立幼稚園協会補助金]
　幼児教育に携わるものの資質の向上と本市幼児教育の充実と発展を図る
ため、公私立幼稚園の研修等に要する費用の一部に対し補助金を交付す
る。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

26,374 25,600 25,600
事業費 地方債

25,600
一般財源

26,374 25,600 25,600 25,600

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

26,374 25,600 25,600
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

市立幼稚園園児募集要項 42
市立こども園園児募集要項
市立幼稚園入園許可証

42

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　子ども・子育て支援法及び学校教育法に基づく、市立幼稚園及び市立こ
ども園の１号認定子どもの利用募集に要する経費 14 印刷製本費 39

17
8

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保育所・幼稚園課

既存

事項 市立幼稚園・市立こども園（教育部分）園児募集
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 1010 学事振興事務経費

これまでの取組内容

　市立子ども園は3～5歳児の、市立幼稚園は4～5歳児の1号認定希望の保
護者に対して、施設利用の募集を行う。保護者は直接希望園に申込みを行
う。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成26年度募集状況(平成27年4月利用子ども人数)
　　市立幼稚園　　　564人
　　市立こども園　　202人
      合　計　　　　766人
　　＊1号認定に限る。

事業費計
39

44 42 39
事業費 地方債

42

44 42 39
事業費 地方債

一般財源
44 42 39 39

その他
0 0 0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 30 目 10

前年度予算

幼稚園保育料納付書 448
口座振替申込用紙
預かり保育利用券印刷

幼稚園保育料督促状・催告書等発送用切手代 31

幼稚園保育料口座振替手数料 76
保育料コンビニ収納取扱手数料

555

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保育所・幼稚園課

既存

事項 幼稚園運営管理経費
会計 一般会計 教育費 幼稚園費 幼稚園費

小事業 1010 幼稚園運営管理経費

217
187 手数料 404

140 通信運搬費 140

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市立幼稚園及び市立こども園の利用者負担（保育料）、預かり保育の徴
収事務に要する経費 328 印刷製本費 556

44
184

これまでの取組内容

　利用者負担（保育料）
　　納期は毎月月末
  　口座振替、コンビニ収納、銀行振込により徴収する。
　　コンビニ収納は平成27年度から開始する。
　預かり保育（土曜日、日曜日、祝日は実施しない）
　　利用する保護者が事前に幼稚園で利用券を購入する。
　　　市立幼稚園（9園）　通常　　 14時～17時
␣　　（300円／回）　　　長期休業 9時～17時
　　　市立こども園（7園）通常　　 7時30分～9時30分と14時～18時30分
　　　（500円／回）　　　長期休業 7時30分～18時30分

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

【平成26年度実績】
　入園料及び保育料の徴収件数
　　銀行振込件数…2,508件
　　口座振替件数…2,901件
　　　※平成27年1月末現在
　預かり保育利用延人数
　　市立幼稚園（9園）　　　　10,471人
　　市立認定こども園（4園）　14,746人
　　　※平成27年1月末現在

事業費計
1,100

545 555 1,100
事業費 地方債

555

545 555 1,100
事業費 地方債

一般財源
545 555 1,100 1,100

その他
0 0 0財源

内訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 30 目 10

前年度予算

私立幼稚園就園奨励費補助金 105,000

幼稚園就園奨励費申請書 50

就園奨励費事務用郵送料 18

105,068

幼稚園就園奨励費補助金対象事業経費　 28,800

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保育所・幼稚園課

既存

事項 幼稚園就園奨励費補助金
会計 一般会計 教育費 幼稚園費 幼稚園費

小事業 2010 幼稚園就園奨励経費

事業概要

18 通信運搬費 18

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　幼児教育の普及および充実のため、私立幼稚園を利用する保護者の所得
状況に応じて経済負担を軽減するための経費 107,000 負担金補助及び交付金 107,000

50 印刷製本費 50

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
28,533

  幼稚園就園奨励費の交付により、幼児教育の普及と充実をさせるととも
に、公立・私立幼稚園間における保護者負担の格差の是正を図った。
　【平成25年度実績】
　　私立幼稚園　 1,075人  104,791千円(交付)
　【平成26年度実績見込み】
　　私立幼稚園　 1,056人  106,227千円(交付)

事業費計
107,068

これまでの取組内容

　奈良市の就園奨励費補助制度の基準に基づき、私立幼稚園を利用する保
護者に対して入園料及び保育料を軽減するため、幼稚園就園奨励費補助金
を幼稚園設置者を通して保護者に交付する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

104,856 105,068 107,068
事業費 地方債

76,268
一般財源

78,504 76,268 78,535 78,535

その他
26,352 28,800 28,533

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

104,856 105,068 107,068
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 30 目 10

前年度予算

市外私立幼稚園施設型給付費負担金

0

施設型給付費負担金　

施設型給付費負担金　

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　子ども・子育て支援法の規定に基づき、奈良市民が利用する管外の私立
幼稚園に対し施設型給付費を支払う経費 2,467 負担金補助及び交付金 2,467

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保育所・幼稚園課

既存

事項 幼稚園施設型給付費
会計 一般会計 教育費 幼稚園費 幼稚園費

小事業 2011 幼稚園施設型給付経費

事業概要

　子ども・子育て支援新制度において国が定める価格（教育・保育施設等
に通常要する費用）から利用者負担額を控除した額を施設型給付費として
私立幼稚園に支払う。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 827

国庫支出金
814

県支出金

事業費計
2,467

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

0 0 2,467
事業費 地方債

0

0 0 2,467
事業費 地方債

一般財源
0 0 826 826

その他
0 0 1,641

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 10

前年度予算

福祉医療費助成償還払システム機器賃貸借料 117

450

567

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども育成課

既存

事項 社会福祉事務経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

小事業 1010 社会福祉事務経費

事業概要

　医療助成システム機器一式（端末機6台・ハブ2台・プリンター1台）を
平成21年3月～平成27年2月までリースした後、平成27年3月からは、端末
機とプリンターを新機種に変更。ハブは買い取り。新端末と新プリンター
については、平成27年3月～平成32年2月まで5年のリース契約により使用
する。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　福祉医療費償還払業務のためのシステム維持に要する経費
195 使用料及び賃借料 195

事業費計
195

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成21年3月～平成27年2月まで　賃貸借料総額　3,089千円
　平成27年3月～平成32年2月まで　契約全体の賃貸借料予定額　975千円
　　　　　　　　　　　　　　　　(月額　16,238円)

委託料

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

558 567 195
事業費 地方債

567

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

558 567 195
事業費 地方債

一般財源
558 567 195 195
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 10

前年度予算

福祉医療費資金貸付金 600

600

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　福祉医療受給者で、低所得により医療費の支払いが困難な者に対し、資
金を貸し付けるための経費 600 貸付金 600

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども育成課

既存

事項 福祉医療費資金貸付金経費
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

小事業 4510 福祉医療費資金貸付金経費

事業概要

　平成17年度の福祉医療費助成金自動償還払い方式導入に伴い設置された
貸付金制度
　奈良市が実施している子ども医療及びひとり親家庭等医療費助成制度の
受給者を対象として、医療費の一部負担金相当額の支払いが困難な場合、
その資金を無利子で貸し付ける。

国庫支出金

県支出金

事業費計
600

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　当該制度の開始以降現在までのところ、制度の利用実績はなし。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 600 600
事業費 地方債

600
一般財源

0 600 600 600

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 600 600
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

子ども医療助成費（県補助対象分） 366,000
子ども医療助成費（市単独分）

国保連合会審査支払手数料（県補助対象分） 10,371
国保連合会審査支払手数料（市単独分）

事務用消耗品 300

乳幼児医療費受給資格証印刷 83 90

未申請通知送付 33 200
受給資格証等送付
その他郵送料

制度説明会出張旅費 2 0

376,961

子ども医療助成事業費補助金
子ども医療事務費補助金 177,851

手数料 10,666
283

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　安心して子どもを生み、子育てができるまちづくりを目指し、子どもの
疾病の早期発見と治療を促進し、子どもの健やかな成長に寄与することを
目的として、医療費の一部を助成する。

350,429 扶助費 366,402
15,973

10,383

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども育成課

既存

事項 子ども医療費助成経費　(乳幼児)
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1026 子ども医療費助成経費

事業概要 通信運搬費 200
　健康保険に加入している0歳児から6歳（就学前）までの子を対象に、保
険診療の自己負担額(入院時の食事療養費を除く)から、一部負担金を除い
た額を助成する。所得制限なし。

【一部負担金】
　通院の場合　医療機関ごとに月額500円
　入院の場合　医療機関ごとに月額1,000円 (14日未満の入院は500円)
  調剤薬局は、一部負担金なし

164
3

旅費 2

印刷製本費 83

249 消耗品費 249

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　　　　　　　医療費助成額(千円)　　　　　受給者数(人)
　　　　　　　　　(決算額)　　　　　　　　（10月1日現在）

平成21年度　　　　341,466　　　　　　　　　17,153
　　22年度　　　　371,425　　　　　　　　　16,934
　　23年度    　　380,264　　　　　　　　　16,854
　　24年度　　　　372,503　　　　　　　　　16,564
　　25年度        354,032    　      　　　16,354
　　26年度　　　　　　　　　　　　　　　　 16,196

事業費計
377,602

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 176,807

364,695 376,961 377,602
事業費 地方債

福祉医療費助成制度高額療養費収入 6,000

193,110
一般財源

184,684 193,110 192,544 192,544

その他
180,011 183,851 185,058 8,251

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

364,695 376,961 377,602
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

子ども医療助成費（県補助対象分） 260,000
子ども医療助成費（市単独分）

国保連合会審査支払手数料（県補助対象分） 7,301
国保連合会審査支払手数料（市単独分）

事務用消耗品 80

子ども医療費受給資格証印刷 280
送付用封筒印刷
返信用封筒印刷

更新時受給資格証等送付 660

受給者通知等送付　

福祉医療費助成償還払システム機器賃貸借料 399

480

269,200

子ども医療助成事業費補助金
子ども医療事務費補助金 14,110

80 消耗品費 80

手数料 6,791
6,773

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　安心して子どもを生み、子育てができるまちづくりを目指し、子どもの
疾病の早期発見と治療を促進し、子どもの健やかな成長に寄与することを
目的として、医療費の一部を助成する。

38,502 扶助費 262,505
224,003

18

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども育成課

既存

事項 子ども医療費助成経費　(小中学生)
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1026 子ども医療費助成経費

　健康保険に加入している15歳（中学校修了前）までの就学児を対象に、
保険診療の自己負担額(入院時の食事療養費を除く)から、一部負担金を除
いた額を助成する。所得制限なし。中学生は入院診療のみ助成。
【一部負担金】
・平成26年3月診療まで
　通院の場合　医療機関ごとに月額1,000円
　入院の場合　医療機関ごとに月額2,000円 (14日未満の入院は1,000円)
・平成26年4月診療から
　通院の場合　医療機関ごとに月額1,000円
　入院の場合　医療機関ごとに月額1,000円 (14日未満の入院は500円)
・調剤薬局については、一部負担金なし

576 通信運搬費 661
85

399 使用料及び賃借料 399

73
事業概要 102

103 印刷製本費 278

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成23年8月から、助成対象を「就学前の子ども」から「中学校修了前
までの子ども」に拡大し、拡大部分については市単独事業として実施し
た。平成26年4月からは中学校修了前までの入院について県の補助対象が
拡大され、県の補助基準に合わせるため、平成26年4月診療分から、小中
学生の入院の一部負担金を「医療機関ごとに月額1000円（14日未満の入院
は500円）」に変更している。

　医療費助成額(決算額)(千円)　　受給者数(人)（10月1日現在）
　　平成23年度    122,735　　　小学生　16,170　　中学生　7,783
　　　　24年度　　258,270　　　小学生　16,337　　中学生　8,241
　　　　25年度    247,112      小学生　16,023　　中学生　8,348
　　　　26年度              　 小学生　15,806　　中学生　8,479

委託料

事業費計
270,714

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 17,485

255,180 269,200 270,714
事業費 地方債

福祉医療費助成制度高額療養費収入 6,000

249,090
一般財源

249,981 249,090 247,697 247,697

その他
5,199 20,110 23,017 5,532

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

255,180 269,200 270,714
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

制度説明会出張旅費　（2回） 60

事務用消耗品　 834

封筒　パンフレット 654

郵送料　切手 5,207

児童手当業務委託 23,680

システム機器賃借料 2,901

464

33,800

4,532 通信運搬費 4,532

553 印刷製本費 553

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　児童手当の支給に係る事務経費
　児童手当の事務処理を民間委託することで、児童手当の認定処理等の期
間短縮により市民サービスを向上させる。

61 旅費 61

711 消耗品費 711

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども育成課

既存

事項 児童手当事務経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1030 児童手当事務経費

これまでの取組内容

事業概要 143 使用料及び賃借料 143
　新規認定、変更、更新事務にかかる消耗品、各種通知の郵送料及び児童
手当業務の委託料などに係る経費

23,400 委託料 23,400

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　事務経費の節減に努め、支出を抑制するとともに、平成26年4月から児
童手当業務の一部を民間事業者に委託している。

備品購入費

事業費計
29,400

7,952 33,800 29,400
事業費 地方債

33,800

7,952 33,800 29,400
事業費 地方債

一般財源
7,952 33,800 29,400 29,400

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

福祉情報システム最適化事業に係る賃貸借料

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども育成課

新規等

事項 奈良市福祉情報システム最適化事業（児童手当業務等）
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1030 児童手当事務経費

事業概要

　平成24年5月に策定した「奈良市情報システム最適化計画」に基づき、
児童手当、児童扶養手当、特別児童扶養手当の各業務について事業者との
奈良市福祉情報システム最適化事業（児童手当業務等）賃貸借契約により
10年間の運用を行う。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市福祉情報システムの導入により、児童手当業務等全般の事務効率
の向上及び市民対応におけるサービスレベルの向上を図るために係る経費 6,712 使用料及び賃借料 6,712

事業費計
6,712

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

6,712
事業費 地方債

0

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

6,712
事業費 地方債

一般財源
0 0 6,712 6,712
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

社会保障・税番号制度システム整備費

0

社会保障・税番号制度補助金

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　行政を効率化し、国民の利便性を高め、公平かつ公正な社会を実現する
社会基盤である社会保障・税番号制度の実施にあたり、奈良市福祉情報シ
ステムを改修するために係る経費

13,400 委託料 13,400

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども育成課

新規等

事項
社会保障・税番号制度対応事業（児童手当・児童扶養手当・特
別児童扶養手当システム）

会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1030 児童手当事務経費

事業概要

　奈良市福祉情報システムの構築を行っている事業者に委託し、平成27年
度は庁内連携に係る改修を行い、平成28年度はシステム本稼働に向けての
改修を行う。

国庫支出金
9,072

県支出金

事業費計
13,400

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

13,400
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 4,328 4,328

その他
9,072

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

13,400
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

障害判定医師報償費　（3回） 12

事務用消耗品 238

封筒　パンフレット 200

各種通知用切手、郵送料 950

1,400

特別児童扶養手当事務委託金 1,023

950 通信運搬費 950

200 印刷製本費 200

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　児童扶養手当の支給に係る事務経費
　特別児童扶養手当の支給に係る事務経費 36 報償費 36

214 消耗品費 214

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども育成課

既存

事項 児童扶養手当事務経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1035 児童扶養手当事務経費

これまでの取組内容

　新規認定、変更、更新事務に係る経費
事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
1,366

　事務経費の節減に努め、支出を抑制している。

事業費計
1,400

997 1,400 1,400
事業費 地方債

377

その他
997 1,023 1,366

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

997 1,400 1,400
事業費 地方債

一般財源
0 377 34 34
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

事業実施団体選考委員会委員報酬 160
（継続5年経過分）　（3人×4回）

事業実施団体評価委員会委員報酬　（2人×2回） 40

審査委員会及び評価委員会用賄（茶）　 5 5

審査委員会及び評価委員会用切手代　 5 5

170

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　現在、核家族化と都市化が進行する中で、子育てや育児について気軽に
相談できる相手や仲間が身近な地域に存在しないなど、家庭や地域におけ
る子育て支援機能の低下が問題となっている。
　地域子育て支援拠点事業は、地域の子育て親子の交流促進及び育児相談
等を実施し、子育ての孤立感、負担感の解消を図り、全ての子育て家庭を
地域で支える取組を行っている。加えて、地域の実情に応じ、地域に根ざ
した運営を行い、関係機関及び子育て支援活動を実施する団体等と連携を
図る。

120 報酬 160

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども育成課

既存

事項 地域子育て支援拠点事業経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1057 地域子育て支援拠点事業経費

事業概要

　地域子育て支援拠点事業は、市が実施主体となり、法人格を有する団体
に委託して、子育て親子の交流促進、育児相談、情報交換等を行う場の提
供及び地域に出向いて子育て支援を行う。
　なお、事業実施後5年を経過する実施団体の評価を行う評価委員会の開
催及び再募集分の審査を公募型プロポーザル方式で行い実施団体を決定す
る。

通信運搬費 5

食糧費 5

国庫支出金

県支出金

事業費計
170

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　地域子育て支援拠点事業の実施
　開催回数：週3日以上、1日5時間以上の開設
　実施形態：事業委託
　実施団体：社会福祉法人、特定非営利活動法人、学校法人等
　実施場所：保育所等の児童福祉施設、大学施設、公共施設等
　開設か所：地域子育て支援センター　7カ所
　　　　　　　　つどいの広場　7カ所
　奈良市第４次総合計画及び奈良市次世代育成支援行動計画に基づき、地
域子育て支援拠点施設の増設を図ってきたが、施設の増設のみならず、既
存事業の充実を図るため、事業の評価の実施により、課題及び問題点を抽
出して、指導・改善を実施した。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

205 170 170
事業費 地方債

170
一般財源

205 170 170 170

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

205 170 170
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

地域子育て支援拠点事業委託 85,060

つどいの広場（7カ所）

地域子育て支援センター（7カ所）

85,060

地域子育て支援拠点事業費補助金 28,353

地域子育て支援拠点事業費補助金 28,353

事業概要

52,320

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　現在、核家族化と都市化が進行する中で、子育てや育児について気軽に
相談できる相手や仲間が身近な地域に存在しないなど、家庭や地域におけ
る子育て支援機能の低下が問題となっている。
　地域子育て支援拠点事業は、地域の子育て親子の交流促進及び育児相談
等を実施し、子育ての孤立感、負担感の解消を図り、全ての子育て家庭を
地域で支える取組を行っている。加えて、地域の実情に応じ、地域に根ざ
した運営を行い、関係機関及び子育て支援活動を実施する団体等と連携を
図る。

委託料 85,060

32,740

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども育成課

新規等

事項 地域子育て支援拠点事業の地域支援機能強化
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1057 地域子育て支援拠点事業経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
28,353

　地域子育て支援拠点事業の実施
　開催回数：週3日以上、1日5時間以上の開設
　実施形態：事業委託
　実施団体：社会福祉法人、特定非営利活動法人、学校法人等
　実施場所：保育所等の児童福祉施設、大学施設、公共施設等
　開設か所：地域子育て支援センター　7カ所
　　　　　　　　つどいの広場　7カ所
　奈良市第４次総合計画及び奈良市次世代育成支援行動計画に基づき、地
域子育て支援拠点施設の増設を図ってきたが、施設の増設のみならず、既
存事業の充実を図るため、事業の評価の実施により、課題及び問題点を抽
出して、指導・改善を実施した。

事業費計
85,060

これまでの取組内容

　子ども・子育て支援新制度の実施に向け、地域における子育て支援の更
なる充実が求められていることから、地域子育て支援拠点の基本事業に加
え、新たな取り組みとして、世代間交流やボランティア等の地域住民・団
体との協働・連携等を実施し、地域支援活動の機能強化を図る。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 28,353

82,080 85,060 85,060
事業費 地方債

28,354
一般財源

41,040 28,354 28,354 28,354

その他
41,040 56,706 56,706

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

82,080 85,060 85,060
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

①既存分 10,290
　一時預かり事業委託（5カ所、12カ月）

②新規分
　一時預かり事業委託（3カ所、6カ月）

10,290

地域子育て支援拠点事業費補助金 3,430

地域子育て支援拠点事業費補助金 3,430

4,410

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　一時的に家庭における保育が困難な場合や育児疲れによる保護者の心理
的・身体的負担を軽減するための支援として、乳幼児を一時的に預かる一
時預かり事業を実施するとともに、地域の子育て拠点として地域の子育て
支援活動の展開を図るための取組を行い、親の負担の緩和や孤立化を防ぐ
ことで、子どもの健やかな育ちを支援することを目的とする。
　また、他の子育て支援団体との交流、ボランティアの受け入れ及び異世
代間交流などの多様な子育て支援活動を実施することは、地域における子
育て力の向上や、地域コミュニティーの活性化に繋がる。

委託料 19,110
14,700

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども育成課

新規等

事項 地域子育て支援拠点施設における「一時預かり」などの実施
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1057 地域子育て支援拠点事業経費

これまでの取組内容

　地域子育て支援拠点の基本事業に加え、拠点の利用経験がある乳幼児を
対象として、「一時預かり事業」を実施し、地域の子育て家庭に対し、よ
りきめ細やかな支援を行う。
　現在、地域子育て支援拠点での一時預かりを5カ所で実施しているが、
新たに3カ所で実施し、一時預かり事業の充実を図る。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 6,370

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
6,370

　既に、地域子育て支援拠点5カ所で実施している。
①平成24年度：つどいの広場1カ所で実施
②平成25年度：つどいの広場1カ所で実施
③平成26年度：地域子育て支援センター3カ所で実施

事業費計
19,110

4,410 10,290 19,110
事業費 地方債

3,430

4,410 10,290 19,110
事業費 地方債

一般財源
2,205 3,430 6,370 6,370

その他
2,205 6,860 12,740

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

子育てサークル運営補助金 3,978

民間児童館活動事業補助金

3,978

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども育成課

既存

事項 福祉団体助成経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1060 福祉団体助成経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　子育てサークル運営補助金
　財政的基盤が脆弱な子育てサークルの運営費の一部を補助することによ
り、地域で孤立しがちな子育て親子が参加できるふれあいと情報交換の場
を確保する。
　
　民間児童館活動事業補助金
　民間児童センターを運営する福祉団体の運営費の一部を補助することに
より、児童の健全育成及び資質の向上に寄与する。

1,000 負担金補助及び交付金 3,978

2,978

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　子育てサークル運営補助金
　 平成24年度　交付団体数：35　交付額：    986,000円
   平成25年度　交付団体数：31　交付額：    830,000円
　 平成26年度　交付団体数：35　交付予定額：968,000円
 
　民間児童館活動事業補助金
   平成24年度　交付額：2,978,000円
   平成25年度　交付額：2,978,000円
   平成26年度　交付額：2,978,000円
　

事業費計
3,978

これまでの取組内容

　子育てサークル運営補助金
　子育てサークルの運営費の一部を補助（総活動経費の1/2、上限3万円）
する。

　民間児童館活動事業補助金
　児童センターを運営する福祉団体に対し補助する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

3,808 3,978 3,978
事業費 地方債

3,978
一般財源

3,808 3,978 3,978 3,978

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,808 3,978 3,978
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

子育て短期支援事業経費 2,000

2,000

子育て短期支援事業費補助金 666

子育て短期支援事業費補助金 666

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　核家族化の進行、共働き世帯の増加に伴い、一時的に家庭において児童
を養育できないケースが増加している。こうした家庭に対する支援が求め
られていることから、児童の養育が緊急一時的に困難となった場合、児童
養護施設又は乳児院において養育・保護を行い、親の子育てに対する不安
感や負担感の軽減を図る。

1,800 委託料 1,800

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども育成課

既存

事項 子育て短期支援事業経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1080 子育て短期支援事業経費

これまでの取組内容

　ショートステイ事業…保護者が疾病、就労その他の身体上若しくは精神
上又は環境上の理由により、児童の養育が一時的に困難となった場合、7
日間を限度に24時間、児童を児童養護施設又は乳児院で預かる。
　トワイライトステイ事業…仕事等の理由によって保護者の帰宅が恒常的
に夜間にわたり、その間の養育に困難が生じている場合、6カ月以内、1日
4時間を限度に、午後2時から10時までの間、児童養護施設又は乳児院で通
所により児童を預かる。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 600

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
600

　奈良県内の児童養護施設4カ所、乳児院2カ所に委託し実施した。
①平成23年度　延べ利用児童数　46人　延べ利用日数　　212日
②平成24年度　延べ利用児童数　75人　延べ利用日数　　291日
③平成25年度　延べ利用児童数　78人　延べ利用日数　　330日

事業費計
1,800

1,721 2,000 1,800
事業費 地方債

668

その他
828 1,332 1,200

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,721 2,000 1,800
事業費 地方債

一般財源
893 668 600 600
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

子育てスポット事業委託（31カ所） 6,300

6,300

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　子育てスポットは、子育て親子を中心とした地域の子育て支援の拠点と
して、子育ての悩みや不安について一緒に考え、育児の不安感や負担感の
軽減を図るとともに、地域のさまざまな人が子育てに関わり、地域全体で
子育てを応援する場として、地域コミュニティの再生・活性化に努める。

5,425 委託料 5,425

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども育成課

既存

事項 子育てスポット事業経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1083 子育てスポット事業経費

事業概要

　地域の団体に委託して、子育て親子の交流や育児相談、情報交換等を行
う場を地域の公共施設等で提供する。

国庫支出金

県支出金

事業費計
5,425

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　子育てスポット事業の実施
・実施団体：民生児童委員協議会、地区社会福祉協議会、子育て支援団
体、子育てサークル等
・実施場所  ：幼稚園、公民館、福祉センター等
・開催回数  ：月に１～2回で3時間程度
・設　　置  ：31カ所

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

5,265 6,300 5,425
事業費 地方債

6,300
一般財源

5,265 6,300 5,425 5,425

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

5,265 6,300 5,425
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

子育てスポットすくすく広場委託 36,321

指定管理料　人件費分
東福祉センター
西福祉センター
北福祉センター
南福祉センター

指定管理料　事業費分
東福祉センター
西福祉センター
北福祉センター
南福祉センター

36,321

地域子育て支援拠点事業費補助金 9,892

地域子育て支援拠点事業費補助金 9,892

9,744
9,744

9,744

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　現在、核家族化と都市化が進行する中で、子育てや育児について気軽に
相談できる相手や仲間が身近な地域に存在しないなど、家庭や地域におけ
る子育て支援機能の低下が問題となっているため、福祉センターの一室に
おいて、子育て親子がいつでも気軽に集える場の提供を行い、高齢者から
昔ながらの遊びや昔話を教えてもらうなど、高齢者を含め異世代間におけ
る交流を実施することで親の育児不安や負担を軽減し、孤立化を防ぐ。

委託料 40,056

9,744

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども育成課

既存

事項 子育てスポットすくすく広場事業経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1092 子育てスポットすくすく広場事業経費

　各福祉センター（東・西・南・北）の「子育てスポットすくすく広場」
の実施により、子育て親子が気軽に集える場の提供、情報交換・相談等や
親子交流を行うとともに、高齢者との異世代間交流を行う。

事業内容
・子育て親子の交流を促し、集いの場を提供する。
・子育てに関する相談や援助を行う。
・地域の子育て関連情報を提供する。
・子育てや子育て支援に関する講習会を行う。
・子育て親子と高齢者等との異世代間の交流を行う。

270
270

270
事業概要 270

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 9,936

国庫支出金
9,936

県支出金

事業費計
40,056

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　子育てスポットすくすく広場事業の実施
・実施団体：奈良市社会福祉協議会（指定管理者）
・実施場所：東、西、北、南の各福祉センター
・実施日時：週に5日（火～土）、10～15時（5時間）

35,236 36,321 40,056
事業費 地方債

16,537

35,236 36,321 40,056
事業費 地方債

一般財源
18,276 16,537 20,184 20,184

その他
16,960 19,784 19,872

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

ファミリー・サポート・センター事業委託 7,000

女性労働協会負担金  54

補償保険料 380

7,434

ファミリーサポートセンター事業費補助金 2,478

ファミリーサポートセンター事業費補助金 2,478

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども育成課

既存

事項 ファミリー・サポート・センター事業経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1093 ファミリーサポートセンター事業経費

事業概要

380 保険料 380

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　核家族化や地域社会の活力低下に伴い、子育て親子の孤立化や、子育て
に悩む親が急増しているため、地域での子育ての仲間づくりや地域コミュ
ニティーの活性化を目的とし、会員による相互援助活動を行い、地域の中
における子育て支援の充実を図る。

7,000 委託料 7,000

54 負担金補助及び交付金 54

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
2,478

　平成16年度から直営で事業開始。平成21年度から委託事業に移行し、公
募型プロポーザル方式にて委託事業者の選定を行い民間委託した結果、会
員数の増加や事業の充実を図ることが可能となった。また、講習会やスキ
ルアップ講座等を実施し、会員の資質向上を図った。

【実績】　  （H23年度3月末）（H24年度3月末）（H25年度3月末）
依頼会員数　　       800人           948人          1,139人
援助会員数　　       205人           227人            244人
両方会員数　　        93人           104人            115人
　活動件数         6,681件         6,665件          6,307件

事業費計
7,434

これまでの取組内容

　育児の「援助を受けたい人」と「援助を行いたい人」が、依頼・援助・
両方のいずれかの会員として登録し、地域の中において子育ての相互援助
活動を行う。
  登録希望者に説明会、講習会を開催し、会員登録後には情報交換と資質
の向上のため、交流会、事例発表会、会報誌の発行等を行い相互援助活動
がスムーズかつ活発に行われるようサポートを行っている。
　・依頼会員…育児の援助を受けたい人
　・援助会員…育児の援助を行いたい人
　・両方会員…依頼会員と援助会員を兼ねる人

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 2,478

7,389 7,434 7,434
事業費 地方債

2,478
一般財源

3,695 2,478 2,478 2,478

その他
3,694 4,956 4,956

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

7,389 7,434 7,434
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

子育て支援アドバイザー事業委託 1,000

【実績】 （H23） （H24） （H25）
登録人数 人 人 人
活動件数 件 件 件

200

1,200

地域子育て支援拠点事業費補助金 333

地域子育て支援拠点事業費補助金 333

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　都市化と核家族化の進行に伴い、身近に子育ての悩みを相談できる相手
が存在しないため、子育ての孤立感や不安感を抱く保護者が増加してい
る。そこで、乳幼児とその保護者が集まる場所に「子育て支援アドバイ
ザー」を派遣し、地域の子育て支援機能の充実を図り、子育ての孤立感や
不安感の軽減に努める。
　また、子育て支援アドバイザー事業を地域子育て支援拠点事業の実施団
体に委託することで、子育て支援に関する専門知識や経験豊富な拠点ス
タッフがアドバイザー業務に携わることとなり、子育て支援のさらなる連
携の強化と事業内容の充実が図れる。

1,224 委託料 1,224

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども育成課

既存

事項 子育て支援アドバイザー事業経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1094 子育て支援アドバイザー事業経費

149 171 136

これまでの取組内容

　地域の子育て経験豊かな市民を「子育て支援アドバイザー」として登録
し、子育て親子が集まる場所に出向き、子育てに関する相談、情報提供や
絵本の読み聞かせ、手遊びなどの子育て支援を行う。
　なお、経費削減、事務の効率化及び事業内容の充実を図るため、平成26
年7月から地域子育て支援拠点事業の実施団体に委託し、実施している。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 408

　アドバイザーに対し、フォローアップ講座を行い、資質の向上を図っ
た。
　なお、平成24年度からアドバイザーの活動内容を3区分に分類し、依頼
先のニーズに沿った派遣を行った結果、派遣回数が大幅に増加した。

報償費

事業費計
1,224

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
408

県支出金

209 419 553

575 1,200 1,224
事業費 地方債

534

575 1,200 1,224
事業費 地方債

一般財源
575 534 408 408

その他
666 816

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

市外旅費 64

新聞購読料 280
事務用消耗品
事務用消耗品（子育てスポット交流会）
事務用消耗品（遊びのコツミニ講習会用）
事務用消耗品（キッズコーナー用）

切手代 105

地域子育て支援拠点従事者研修用委託 1,000
子育て支援コーディネーター養成講座委託

　子育てスポット交流会
平成24年度：1回、平成25年度：2回、平成26年度：1回

　子育て支援交流会
平成24年度：地域子育て支援全体交流会2回、地域ごとの交流会6回
平成25年度：地域子育て支援全体交流会1回、地域ごとの交流会7回
平成26年度：地域子育て支援全体交流会1回、地域ごとの交流会7回

　遊びのコツミニ講習会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成23年度から原則月2回実施 1,449

　地域子育て支援拠点従事者研修
平成24年度：修了者19人、平成25年度：修了者16人、平成26年度：修了者18人

　子育て支援コーディネーター養成講座
平成26年度：修了者17人

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども育成課

既存

事項 次世代育成支援事業
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1095 次世代育成事業経費

事業概要 500 委託料 1,000

80 通信運搬費 80

20
38

10

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　子育て支援を推進していく中で、子育ての当事者、地域の支援者及び行
政などが、様々な立場での悩みの解決や互いのニーズ把握等を図るため、
子育て親子同士、支援者同士、その双方を含む全体的な交流・情報交換を
する必要がある。
　また、地域子育て支援拠点の質の向上とスタッフのスキルアップを目的
として、地域子育て支援センター、つどいの広場及び子育てスポットすく
すく広場のスタッフを対象に、基礎的知識や応用技術の研修を実施する。

64 旅費 64

37 消耗品費 156
51

事業費計
1,300

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　子育てスポットの支援者対象の「子育てスポット交流会」の実施、地域
子育て支援拠点事業実施団体などが対象の「子育て支援交流会」の実施、
キッズコーナーにおける子育て親子対象の「遊びのコツミニ講習会」の実
施、地域子育て支援拠点スタッフ向けの研修の実施、その他、子育て支援
事業全般に係る物品の購入や子育て支援事業に係る事務的経費

500

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

607 1,449 1,300
事業費 地方債

1,449

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

607 1,449 1,300
事業費 地方債

一般財源
607 1,449 1,300 1,300
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 15

前年度予算

児童手当支給経費 5,300,000

5,300,000

児童手当国庫負担金 3,683,945

児童手当県負担金 808,027

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　児童を養育している者に児童手当を支給することにより、家庭等におけ
る生活の安定に寄与するとともに、次代の社会を担う子どもの健やかな育
ちを社会全体で支援する。

5,230,000 扶助費 5,230,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども育成課

既存

事項 児童手当支給経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童措置費

小事業 1035 児童手当支給経費

事業概要

　0歳から15歳到達後最初の3月31日までの児童を養育している人に児童手
当を支給する。

　3歳未満　月額15,000円
　3歳から小学校修了前までの第1子、第2子は月額10,000円
　第3子以降は月額15,000円
　中学生　月額10,000円
　所得制限あり。
　所得制限限度額を超過した場合一律児童1人につき月額5,000円

国庫支出金
3,638,389

県支出金

事業費計
5,230,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　国の方針に基づき、対象者に児童手当を支給している。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 797,070

5,310,485 5,300,000 5,230,000
事業費 地方債

808,028
一般財源

805,109 808,028 794,541 794,541

その他
4,505,376 4,491,972 4,435,459

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

5,310,485 5,300,000 5,230,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 25

前年度予算

ひとり親医療助成費 184,000
県補助対象分（母子）
市単独分（母子）
県補助対象分（父子）
市単独分（父子）

国保連合会審査支払手数料 3,391
県補助対象分（母子）
市単独分（母子）
県補助対象分（父子）
市単独分（父子） 60

更新用ひとり親家庭等受給資格証印刷 65 185
ひとり親家庭等受給資格証単票印刷 28
送付用封筒印刷 19

更新申請書送付 542

受給資格証送付
その他郵送料 17

事務用消耗品 63 63

188,181

ひとり親家庭等医療助成事業費補助金
ひとり親家庭等福祉医療事務費補助金 75,340

3,492

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　全ての家庭で子どもが健やかに育つまちづくりを目指し、ひとり親家庭
の疾病の早期発見と治療を促進し、経済的な負担を支援することを目的と
して、医療費の一部を助成する。

扶助費 184,000
148,467
26,457
5,584

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども育成課

既存

事項 ひとり親家庭等医療費助成経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 母子福祉費

小事業 1021 ひとり親家庭等医療費助成経費

279 通信運搬費 542
246

事業概要

　健康保険に加入しているひとり親家庭の父または母と18歳未満の子及び
父母のいない18歳未満の子を対象に、保険診療の自己負担額(入院時の食
事療養費を除く)から、一部負担金を除いた額を助成する。所得制限な
し。

【一部負担金】
　通院の場合　医療機関ごとに月額500円
　入院の場合　医療機関ごとに月額1,000円 (14日未満の入院は500円)
  調剤薬局は、一部負担金なし

印刷製本費 112

448
88

手数料 3,358
2,762

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成23年8月から、父子家庭についても、県の補助を受け重点事業とし
て医療費助成を拡大している。制度の周知・啓発により、父子家庭の受給
者は増加傾向にある。
　
  医療費助成額(千円) (決算額)　　　受給者数(人)（10月1日現在）
平成21年度　母子 166,165　　　　　　　　 母子 7,522
  　22年度　母子 174,866　　　　　　　　 母子 7,592
　　23年度  母子 174,368　父子 1,467　　 母子 7,554　父子 159
　　24年度　母子 176,483　父子 5,996　 　母子 7,511　父子 306
　　25年度  母子 168,191　父子 6,259　 　母子 7,473　父子 391
    26年度　　　　　　　　　　　　　　　 母子 7,402  父子 453

事業費計
188,075

これまでの取組内容

消耗品費 63

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 74,360

178,346 188,181 188,075
事業費 地方債

福祉医療費助成制度高額療養費収入 8,100

104,741
一般財源

101,977 104,741 104,445 104,445

その他
76,369 83,440 83,630 9,270

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

178,346 188,181 188,075
事業費 地方債

―　626　―

mailto:t@ｚ


区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 25

前年度予算

児童扶養手当支給経費 1,512,000

1,512,000

児童扶養手当国庫負担金 504,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　父または母と生計を同じくしていない児童や父または母が重度の障害の
状態にある児童が養育されている家庭の生活の安定と自立を助け、児童の
健全育成を目的とし、児童の母または父に代わってその児童を養育してい
る人に手当を支給する。

1,480,000 扶助費 1,480,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども育成課

既存

事項 児童扶養手当支給経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 母子福祉費

小事業 1030 児童扶養手当支給経費

事業概要

　18歳に達する日以降最初の3月31日まで（心身に一定の障害がある場合
は20歳まで）の児童を養育するひとり親家庭等の母又は父や母又は父に代
わって児童を養育する人に児童扶養手当を支給する。

　全部支給　42,000円
　一部支給　41,990円～9,910円
　児童２人　 5,000円加算
　児童３人　 3,000円加算
　児童４人目以降１人増えるごとに3,000円加算
　所得制限あり

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
493,333

県支出金

事業費計
1,480,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　国の方針に基づき、対象者に児童扶養手当を支給している。

1,499,612 1,512,000 1,480,000
事業費 地方債

1,008,000

1,499,612 1,512,000 1,480,000
事業費 地方債

一般財源
999,176 1,008,000 986,667 986,667

その他
500,436 504,000 493,333

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 30

前年度予算

12,373
臨時職員賃金(子育て指導員)　(3人)

市外旅費（館外研修参加旅費） 9

新聞代 252
事務用消耗品

ガソリン 88
プロパン

電気料金 1,650
水道料金

庁用器具修繕料 50

電気設備検査点検手数料 307
消防設備検査点検手数料

警備委託 409

自動車借上料（公用車リース代） 586
事務機器借上料（ＦＡＸ、デジタル印刷機）

280

16,004

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども育成課

既存

事項 古市児童館管理経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童館費

小事業 1010 古市児童館管理経費

31
事業概要

74 燃料費 105

41 消耗品費 168
127

4 旅費 4

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　児童館施設の維持管理に要する経費
　児童館施設の適正な維持管理に努めるとともに、関係する各種団体との
連携の充実を図る。

非常勤嘱託職員賃金(児童厚生員・子育て指導員)　(3人) 7,419 賃金 11,973
4,554

244
これまでの取組内容

237 使用料及び賃借料 481

409 委託料 409

144 手数料 291
147

　非常勤嘱託職員・臨時職員の任用、各種研修会参加に対する旅費、電気
料金・水道料金等の支払い、収容備品等の修繕、電気設備・消防設備の点
検、児童館警備業務委託など

1,361 光熱水費 1,569
208

50 修繕料 50

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　館内の照明や冷暖房の適切な使用を徹底し、引き続き節電に努めてい
る。

備品購入費

事業費計
15,050

15,630 16,004 15,050
事業費 地方債

16,004

15,630 16,004 15,050
事業費 地方債

一般財源
15,630 16,004 15,050 15,050

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 30

前年度予算

非常勤嘱託職員（子育て指導員）　（3人） 9,783
臨時職員賃金（子育て指導員）　（3人）

指導者研修　（5回） 20

施設管理用消耗品 144

ガソリン代 147
プロパンガス

電気料金 2,675
水道料金

施設修繕料 50

電気・消防設備等検査点検手数料 337

清掃委託 2,035
警備委託
樹木管理・草刈作業委託
空調設備保守点検委託

公用車リース料 567
デジタル印刷機
ファックス架設料

原材料費 50

43
400

16,251

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども育成課

既存

事項 横井児童館管理経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童館費

小事業 1015 横井児童館管理経費

事業概要 1,980 光熱水費 2,280

86 燃料費 146
60

129 消耗品費 129

10 旅費 10

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　児童館施設の維持管理に要する経費
　児童館施設の適正な維持管理に努めるとともに、関係する各種団体との
連携の充実を図る。

5,711 賃金 9,645
3,934

336 使用料及び賃借料 555
これまでの取組内容 166

465

353
940

100 委託料 1,858

　非常勤嘱託職員・臨時職員の任用、各種研修会参加に対する旅費、電気
料金・水道料金等の支払い、収容備品等の修繕、電気設備・消防設備の点
検、児童館警備業務委託など

300

50 修繕料 50

317 手数料 317

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
15,040

財源内訳 財 源 の 内 容

　電気代の節約を図り、光熱水費の削減に努めた。 53

50 原材料費 50

保険料
備品購入費

14,426 16,251 15,040
事業費 地方債

16,251

14,426 16,251 15,040
事業費 地方債

一般財源
14,426 16,251 15,040 15,040

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 30

前年度予算

非常勤嘱託職員賃金(子育て指導員）（2人） 5,844
臨時職員賃金（子育て指導員）（2人）

市外旅費（職員スキルアップ研修参加　10回） 15

新聞代、事務用消耗品 449

ガソリン、プロパン 119

電気料金、水道料金 2,162

庁用器具修繕料、施設修繕料 435

郵便料（事務連絡通知用切手） 2

電気設備検査点検手数料 348
消防設備検査点検手数料（3回）

警備委託 412
機械設備保守点検委託

自動車借上料 266
事務用機器借上料
設備借上料（有線放送線共架料）

原材料費（ガラス代） 4

10,056

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども育成課

既存

事項 東之阪児童館管理経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童館費

小事業 1020 東之阪児童館管理経費

1,884 光熱水費 1,884

114 燃料費 114

旅費 15

429 消耗品費 429

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　児童館施設の維持管理に要する経費
　児童館施設の適正な維持管理に努めるとともに、関係する各種団体との
連携の充実を図る。

3,822 賃金 5,844
2,022

15

177 使用料及び賃借料 262
84

87
325 委託料 412

156 手数料 349
193

事業概要

　非常勤嘱託職員・臨時職員の任用、各種研修会参加に対する旅費、電気
料金・水道料金等の支払い、収容備品等の修繕、電気設備・消防設備の点
検、児童館警備業務委託など

63 修繕料 63

3 通信運搬費 3

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
9,379

これまでの取組内容 1
　館内の照明や冷暖房の適切な使用を徹底し、引き続き節電に努めてい
る。 4 原材料費 4

9,643 10,056 9,379
事業費 地方債

10,056

9,643 10,056 9,379
事業費 地方債

一般財源
9,643 10,056 9,379 9,379

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 30

前年度予算

非常勤嘱託職員賃金（子育て指導員）　（2人） 3,732

書籍、事務用消耗品等 147
公用車ガソリン代 31
会議等賄 14

電気料金（児童館分＋デイサービス分） 6,226
ガス料金
水道料金（児童館分＋デイサービス分）

車両修繕料 164
庁用器具修繕料

通知用切手代 2 2
電気設備検査点検手数料 530
消防設備検査点検手数料
水槽検査・清掃手数料

自動車損害保険料 18

清掃委託 1,136

警備委託
樹木管理委託
エレベーター保守管理委託
空調・機械設備保守点検委託

自動車重量税 12

78

12,090

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども育成課

既存

事項 大宮児童館管理経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童館費

小事業 1025 大宮児童館管理経費

事業概要 114 修繕料 164

504
2,997

3,055 光熱水費 6,556

燃料費 29
14 食糧費 14

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　児童館施設の維持管理に要する経費
　児童館施設の適正な維持管理に努めるとともに、関係する各種団体との
連携の充実を図る。

3,732 賃金 3,732

202 消耗品費 202
29

104
115

170 委託料 1,148

18 保険料 18

　非常勤嘱託職員の任用、電気料金・水道料金等の支払い、収容備品等の
修繕、電気設備・消防設備の点検、児童館警備業務委託など

50

通信運搬費 2
265 手数料 523
189
69

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

使用料及び賃借料

事業費計
12,400

これまでの取組内容 337
　手数料（ピアノ調律）、賃借料（ＦＡＸリース）の削減。管理経費の性
質上各種法律・法規による保守点検等が義務付けられているものが主であ
り削減はできない。大宮デイサービスセンターの光熱水費を歳入として受
け入れ事務処理をしている。

422

12 公課費 12

11,519 12,090 12,400
事業費 地方債

その他雑入 5,200

6,890

11,519 12,090 12,400
事業費 地方債

一般財源
6,541 6,890 6,900 6,900

その他
4,978 5,200 5,500 5,500

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 30

前年度予算

講師報償　習字教室講師謝礼（48回） 366
　　　　　特別活動講師謝礼（1回）
　　　　　いこいのひろば講師謝礼（2回）

市外旅費（特別活動参加者引率費） 20

書籍購入費（読書活動用） 348
事務用消耗品（広報紙印刷用消耗品ほか）
行事用消耗品（各種活動用消耗品ほか）
　　　　　　（子育て支援拠点事業用消耗品）

医薬材料費（救急常備薬品） 11

行事保険料（全国児童館連合会児童安全共済制度） 75

　　【実績（延べ参加人数）】
曜日活動・特別活動 人 人 人 75
自主活動（中学生友の会ほか） 人 人 人 20
習字教室（外部講師派遣事業） 人 人 人
図書・一輪車（クラブ活動） 人 人 人 915

乳幼児と保護者事業（共催含む） 人 人 人

※26年度は1月末現在 地域子育て支援拠点事業費補助金

地域子育て支援拠点事業費補助金

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども育成課

既存

事項 古市児童館事業経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童館費

小事業 1510 古市児童館事業経費

25
事業概要

82
130

50 消耗品費 287

22 旅費 22

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　子どもと長期的・継続的にかかわり、遊びを通して子どもの発達を図
る。また、地域の中での子どもの居場所、遊びの拠点となることを目指
し、安定した日常生活を支援するとともに、子育て家庭に対する相談・援
助を行い、地域における子育てを支援する。また、子育て支援の拠点とし
て、乳幼児とその保護者に対して遊びや交流の場、様々な情報の提供を行
い、安心して子育て・子育ちができる環境を整備し、子育て支援機能の充
実を図る。そして、それら児童館の事業等を広く広報することにより、館
の利活用の促進を図る。

336 報償費 362
10
16

758 909 1,037 通信運搬費

6,438 6,174 4,733 備品購入費

（H24年度）（H25年度）（H26年度）

これまでの取組内容

　職員が指導者として子どもたちと向き合い、継続的に係わり健全育成を
図った。また、外部講師に頼らない事業展開を積極的に行い、職員の資質
向上に努めている。

　乳幼児と保護者対象事業
　・いこいのひろば（子育て支援拠点事業）
　・親子活動（乳幼児と親が肌をふれあい、共にストレス発散が可能な
　　ヨガ教室等）

　小学生対象事業
　・曜日活動（スポーツ、創作、体力づくり、集団遊び等）
　・特別活動（館外学習、クリスマス会等）

　中学生対象事業
　・中学生友の会（生きるための学力と社会力を身につける）
　

10 医薬材料費 10

75 保険料 75

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 9

国庫支出金
9

1,389 1,209 1,839 財源内訳 財 源 の 内 容

450 540 413 事業費計
646 379 249 756

674 915 756
事業費 地方債

915

674 915 756
事業費 地方債

一般財源
674 915 738 738

その他
18

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 30

前年度予算

土曜日活動謝礼（7人×24回） 405
子育て支援講師謝礼（1人×2回）

体験学習引率旅費（8人×2回） 26

児童図書購入 391
事務用消耗品
わくわく子どもフェスタ用消耗品
つばさ毎日活動・土曜日活動用消耗品
子育て支援拠点事業用消耗品

つばさ毎日活動迎える会等（30人×3回） 47
つばさ毎日活動クリーン活動（30人×2回）

土曜日活動新春の集い・焼芋大会 47
つばさ毎日活動おやつ作り　（3回）

救急常備薬品 22

プロバイダー接続料 33

行事保険料（全国児童館連合会児童安全共済制度） 113

　今年度継続している事業の過去3年間の実績は以下のとおり。
　

【実績（延べ参加人数）】
つばさ教室 人 人 人
月・水・金曜日活動 人 人
土曜日活動 人 人 人 75
特別活動 人 人 人
わくわく子どもフェスタ 人 人 1,159

地域子育て支援拠点事業費補助金

地域子育て支援拠点事業費補助金

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども育成課

既存

事項 横井児童館事業経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童館費

小事業 1515 横井児童館事業経費

110
72

15 消耗品費 369
152

21 旅費 21

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　子どもと長期的・継続的にかかわり、遊びを通して子どもの発達を図
る。また、地域の中での子どもの居場所、遊びの拠点となることを目指
し、安定した日常生活を支援するとともに、子育て家庭に対する相談・援
助を行い、地域における子育てを支援する。また、子育て支援の拠点とし
て、乳幼児とその保護者に対して遊びや交流の場、様々な情報の提供を行
い、安心して子育て・子育ちができる環境を整備し、子育て支援機能の充
実を図る。そして、それら児童館の事業等を広く広報することにより、館
の利活用の促進を図る。

454 報償費 470
16

33 通信運搬費 33

20 医薬材料費 20

・　児童に個別的・集団的指導及び遊びの指導を行うための小学校全学年
対象の活動｢つばさ毎日活動｣・「土曜日活動」・「わくわく子どもフェス
タ」等の事業実施
・　午前中の時間帯を活用して就学前の児童と保護者の交流、子育てにつ
いての相談、情報提供、助言その他の援助を行う常設の子育て広場を開設
し、親の負担の緩和や孤立化を防ぎ、地域における子育て力の向上及び地
域コミュニティーの活性化に繋げる子育て支援の事業実施
・　地域行事への参加

25 食糧費 37
12

36 賄材料費 47
11

20
事業概要

885 781 625 備品購入費

398 762 （つばさ毎日活動）
3,589 2,732 2,865
(H24) (H25) (H26)

これまでの取組内容

113 保険料 113

事業費 地方債

※　平成26年度は、1月末現在。 県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 8

財源内訳 財 源 の 内 容

※　平成26年度より、「つばさ教室」と「月・水・金曜日活動」をあわ
せ、｢つばさ毎日活動｣となる。

国庫支出金
8

81 71 84 事業費計
505 448 （平成27年3月開催） 1,110

1,122 1,159 1,110
事業費 地方債

1,159

1,122 1,159 1,110
事業費 地方債

一般財源
1,122 1,159 1,094 1,094

その他
16

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 30

前年度予算

講師報償 575
（珠算教室1人×50回、習字教室1人×30回、
中学生友の会2人×30回、子育て支援5人）

書籍購入費、事務用消耗品、行事用消耗品、 380
子育て支援拠点事業用消耗品

行事等賄（小学生友の会用おやつ代　等） 36

賄材料費（小学生友の会調理実習用賄材料費　等） 113

医薬材料費（救急用常備薬品） 9

行事保険料（全国児童館連合会児童安全共済制度） 80

75
20

1,288

地域子育て支援拠点事業費補助金

地域子育て支援拠点事業費補助金

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども育成課

既存

事項 東之阪児童館事業経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童館費

小事業 1520 東之阪児童館事業経費

事業概要

　平成27年度の各種活動、教室の開催予定回数

　　小学生友の会（わかくば活動）　30回
　　中学生友の会　33回
　　習字教室　30回
　　珠算教室　50回

9 医薬材料費 9

80 保険料 80

31 食糧費 31

72 賄材料費 72

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　子どもと長期的・継続的にかかわり、遊びを通して子どもの発達を図
る。また、地域の中での子どもの居場所、遊びの拠点となることを目指
し、安定した日常生活を支援するとともに、子育て家庭に対する相談・援
助を行い、地域における子育てを支援する。また、子育て支援の拠点とし
て、乳幼児とその保護者に対して遊びや交流の場、様々な情報の提供を行
い、安心して子育て・子育ちができる環境を整備し、子育て支援機能の充
実を図る。そして、それら児童館の事業等を広く広報することにより、館
の利活用の促進を図る。

620 報償費 620

353 消耗品費 353

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 8

国庫支出金
8

県支出金

事業費計
1,165

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　今年度継続している事業の過去3年間の実績は以下のとおり
　
　　【実績（延べ参加人数）】　　  （H24）     （H25）     （H26）
　　小学生友の会（わかくば活動）　　797人　　　 956人　     704人
　　中学生友の会　　　　　　　　　　418人　　 　143人　　 　148人
　　習字教室　　　　　　　　　　　1,041人　 　　846人　　 　719人
　　珠算教室　　　　　　　　　　　2,120人 　　1,774人　　 1,128人
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ※平成26年度は1月末現在

備品購入費

通信運搬費

979 1,288 1,165
事業費 地方債

1,288

979 1,288 1,165
事業費 地方債

一般財源
979 1,288 1,149 1,149

その他
16

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 30

前年度予算

講師報償 646

市外旅費 44

事務用消耗品 178
行事用消耗品
子育て支援拠点事業用消耗品

行事等賄 18

調理実習用賄材料費 22

緊急用常備薬品 5 5

館外学習運搬料（2回） 34

32

館外学習施設入場料（2回） 18

75

1,072

地域子育て支援拠点事業費補助金

地域子育て支援拠点事業費補助金

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども育成課

既存

事項 大宮児童館事業経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童館費

小事業 1525 大宮児童館事業経費

事業概要 22 賄材料費 22

10 食糧費 10

83
25

50 消耗品費 158

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　子どもと長期的・継続的にかかわり、遊びを通して子どもの発達を図
る。また、地域の中での子どもの居場所、遊びの拠点となることを目指
し、安定した日常生活を支援するとともに、子育て家庭に対する相談・援
助を行い、地域における子育てを支援する。また、子育て支援の拠点とし
て、乳幼児とその保護者に対して遊びや交流の場、様々な情報の提供を行
い、安心して子育て・子育ちができる環境を整備し、子育て支援機能の充
実を図る。そして、それら児童館の事業等を広く広報することにより、館
の利活用の促進を図る。

440 報償費 440

44 旅費 44

これまでの取組内容

37 使用料及び賃借料 37

保険料 32

　乳幼児と保護者対象事業
　・あゆみの広場（子育て支援拠点事業）
　
　小学生対象事業
　・小学生友の会（生きるための学力と社会力を身につける）
　・各種教室（習字・珠算・あおば教室等）
　・特別活動（活動発表会等）

　中学生対象事業
　・中学生友の会（生きるための学力と社会力を身につける）
　

医薬材料費 5

15 通信運搬費 15

行事保険料（全国児童館連合会児童安全共済制度） 32

各種教室（習字・珠算・和太鼓） 752人 537人 561人 備品購入費

あおば教室 243人 152人 135人
中学生友の会 0人 0人 34人
小学生友の会 237人 79人 74人

【実績（参加延べ人数）】 （H24） （H25）  （H26）

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 8

財源内訳 財 源 の 内 容

※平成26年度は1月末現在
国庫支出金

8

活動発表会等 156人 131人 44人 763

土曜日活動（スポーツ・音楽・料理） 596人 562人 361人 事業費計

665 1,072 763
事業費 地方債

1,072

665 1,072 763
事業費 地方債

一般財源
665 1,072 747 747

その他
16

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 35

前年度予算

高圧受変電設備改修工事一式

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子ども育成課

投資

事項 横井児童館　高圧受変電設備改修工事
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉施設整備事業費

小事業 1010 児童福祉施設整備事業

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　高圧受変電設備について、電気設備の点検の結果、「電気設備技術」な
どに抵触し、不適合との指摘を受け、早急に改修の必要がある。 1,700 工事請負費 1,700

　高圧受変電設備改修工事
（避雷器・高圧交流負荷開閉器・ＰＣ・コンデンサ・変圧器の取替え工
事）

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
1,700

これまでの取組内容

　関西電気保安協会の定期点検を受けながら高圧受変電設備を使用してい
た。

1,700 1,700
事業費 地方債

0

1,700 1,700
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
1,700

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 10 目 20

前年度予算

受給者証用紙 87
支給決定通知・書類一式の用紙（通所支援）
支給決定通知・書類一式の用紙（相談支援）
封筒（窓あき）
審査会用資料（相談支援）
事務用消耗品

更新案内・決定通知用切手代（通所支援） 300
決定通知用切手代（相談支援）

387

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子育て相談課

既存

事項 障害児通所支援等事業（通所支援事業、相談支援事業）
会計 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

小事業 2810 障害児支援給付事務経費

156 通信運搬費 263
107

8

34
15

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　通所支援事業は、支援を必要とする児童が身近な地域で質の高い療育が
受けられることを目的に、児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等
デイサービス、保育所等訪問支援を実施する。
　相談支援事業は、通所支援を利用する児童の自立した生活を支え、抱え
る課題の解決や適切なサービス利用を目的に、障害児支援利用計画を作成
し、通所支援の利用援助等を行う。

12 消耗品費 84
8
7

これまでの取組内容

　通所支援及び相談支援の利用に係る支給決定事務を行う。
事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　児童福祉法の改正により平成24年度から実施した通所支援支給決定状況
については、次のとおりである。
　（過去2年）
　　・平成24年度　　480人
　　・平成25年度　　550人

　障害児支援利用計画の受理状況については、次のとおりである。
　（過去2年）
　　・平成24年度　　　6人
　　・平成25年度　　116人

事業費計
347

198 387 347
事業費 地方債

387

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

198 387 347
事業費 地方債

一般財源
198 387 347 347
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

自立援助ホーム補助金 360

360

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　自立援助ホームにおいて入所者の相談や日常生活の援助、生活指導、就
業の支援等を行っています。今後も入所者の自立に向けて、就労支援を充
実する為に就労支援活動事業の一部の助成を行う。

150 負担金補助及び交付金 150

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子育て相談課

既存

事項 自立援助ホーム補助金
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1010 児童福祉事務経費

事業概要

　自立援助ホーム（児童自立生活援助事業）とは、義務教育を終了した20
歳未満の児童であって、児童養護施設等を退所した者又はその他の都道府
県知事が必要と認めた者に対し、これらの者が共同生活を営む住居（自立
援助ホーム）において、相談その他の日常生活上の援助、生活指導、就業
の支援等を行う施設である。
 本事業は自立援助ホームでの入所者に対して自立に向けた支援を推進す
るためのものである。

国庫支出金

県支出金

事業費計
150

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　本施設は平成25年4月に開所した定員6人の施設である。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,860 360 150
事業費 地方債

360
一般財源

1,860 360 150 150

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,860 360 150
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

非常勤嘱託職員（家庭相談員）2人 4,449

家庭児童相談業務旅費 26 35

奈良県家庭児童相談員連絡協議会負担金 10 10

4,494

負担金補助及び交付金 10

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　家庭相談員を配置し、子どもの養育や家庭の様々な相談に応じることに
より、家庭における人間関係の健全化及び子どもの養育の適正化を図り、
その家庭の児童福祉向上を推進する。

4,449 賃金 4,449

旅費 26

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子育て相談課

既存

事項 家庭児童相談員運営経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1020 家庭児童相談員運営経費

事業概要

　育児や養育に関する相談、離婚、DVなど子どもの発達成長や家庭の様々
な問題について、家庭相談員による専門的な相談指導を行う。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
4,485

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　相談件数は次のとおりである。
　（過去3年）
　　・平成23年度　　2,394件
　　・平成24年度　　3,320件
　　・平成25年度　　3,388件

2,167 4,494 4,485
事業費 地方債

4,494

2,167 4,494 4,485
事業費 地方債

一般財源
2,167 4,494 4,485 4,485

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

社会保険料　

非常勤嘱託職員1人

講演会講師謝礼

市内・市外旅費 26

事務用消耗品 22

講演会講師用 1

啓発用チラシ・啓発用ポスター

通信切手代 10

講演会会場使用料 47

研修会参加負担金等 7

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子育て相談課

新規等

事項 里親支援事業
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1023 里親支援事業運営経費

事業概要 食糧費 1

旅費 26

消耗品費 22

100 報償費 100

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　児童虐待の増加に伴い、虐待を受けた子どもへの対応として、社会的養
護の充実が必要である。現状は（施設入所）での対応が多い状態であり、
子どもの健全な育成を図るためには、家族を基本とした家庭環境の下で養
育を行う里親制度（家庭的養護）が重要である。本市としても、家庭的養
護の推進のため里親制度の普及・推進に取り組む必要がある。

393 社会保険料 393

2,414 賃金 2,414

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
3,124

これまでの取組内容

負担金補助及び交付金 7

　非常勤嘱託職員を配置し、奈良県や里親会と連携し、里親制度に対する
市民の理解を深めるための啓発活動と講演会を開催するとともに、里親へ
の支援を行う。

104 印刷製本費 104

通信運搬費 10

使用料及び賃貸料 47

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

3,124
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 3,124 3,124

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,124
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

訪問員研修会講師謝礼（2回） 32

市外旅費 3

事務用消耗品 80

研修会講師用 1

手指消毒剤 2

通信切手代、ハガキ代 39

保険料 299

訪問員委託 6,500
予約なし訪問委託

基幹系端末機器賃借料 44

駐車場使用料

7,000

子ども・子育て支援交付金 2,333

子ども・子育て支援交付金 2,333

1 食糧費 1

80 消耗品費 80

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　訪問員が、乳児を育てる家庭を訪問し、適切な支援を行うことにより、
子育て不安の軽減を図り、子育ての孤立化を防ぐ。併せて乳児のいる家庭
の全数把握を目的とする。

32 報償費 32

3 旅費 3

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子育て相談課

既存

事項 乳児家庭全戸訪問事業経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1091 乳児家庭全戸訪問事業経費

8
34 使用料及び賃借料 42

事業概要 40 通信運搬費 40
　児童福祉法第6条の3第4項に基づき、生後4か月未満の乳児を育てる全て
の家庭（ただし、健康増進課が行う新生児・未熟児訪問、妊婦・産婦訪問
対象者を除く）を市が委託する訪問員（助産師・保健師・看護師等）が訪
問（原則1回）する。訪問員が家庭に出向き直接保護者と乳児に会い、体
重測定等を行い乳児の成長を確認するとともに保護者（主に母親）の悩み
を傾聴し、子育てに関する情報提供を行う。

234 保険料 234

4,566 委託料 4,686
120

2 医薬材料費 2

国庫支出金
1,706

県支出金

事業費計
5,120

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　訪問（来所等による面接も含む）状況については、次のとおりである。
　（過去3年）
　　・平成23年度　　面接率　93.3％
　　・平成24年度　　面接率　98.5％
　　・平成25年度　　面接率　99.2％

　連絡がつかない家庭には予約なしに家庭訪問を行い、どうしても家庭訪
問ができない家庭については他機関による現認を行い全数把握に努めた。
また、訪問員の知識・技術向上のための研修を実施し受講を義務づけてい
る。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 1,706

5,872 7,000 5,120
事業費 地方債

2,334
一般財源

2,937 2,334 1,708 1,708

その他
2,935 4,666 3,412

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

5,872 7,000 5,120
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

非常勤嘱託職員（家庭相談員）2人 4,311

児童虐待防止啓発活動講師謝礼 70 120
代表者会議謝礼
代表者会議（専門部会）謝礼

市内・市外旅費 28 87
家庭相談員中央研修会 62

事務用消耗品 34 140

啓発活動用消耗品

代表者会議、実務者会議用 13 15

児童虐待防止啓発パンフレット 216

各種通知用切手代 66 47

駐車場使用料、システムライセンス使用料 10

奈良県家庭児童相談員連絡協議会負担金 20 20

4,966

子ども・子育て支援交付金 197

子ども・子育て支援交付金

160

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　児童虐待の予防・早期発見・再発防止のため、児童相談所、医療機関、
民生児童委員協議会連合会、弁護士、警察等の関係機関が連携して、虐待
から子どもを守るために、奈良市被虐待児童対策地域協議会を設置し、児
童虐待防止対策に取り組む。

4,311 賃金 4,311

報償費 440
210

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子育て相談課

既存

事項 被虐待児童対策地域協議会運営経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1098 被虐待児童対策地域協議会運営経費

224 使用料及び賃借料 224

　関係機関が連携して、虐待から子どもを守るため必要な措置や家庭への
支援等を行う。
　また、児童虐待の予防・早期発見・再発防止等を図るため、街頭キャン
ペーンなど啓発活動を行うとともに、支援者が的確な対応が行えるよう支
援者への研修会を実施する。

食糧費 13

216 印刷製本費 216

通信運搬費 66

消耗品費 154
事業概要 120

旅費 90

国庫支出金
111

県支出金

事業費計
5,534

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　通告件数については、次のとおりである。
　（過去3年）
　　・平成23年度　　338件
　　・平成24年度　　425件
    ・平成25年度　　454件

　平成25年度においては、代表者会議を1回、実務者会議を12回、個別
ケース検討会議を183回実施した。
　また、広報啓発活動として、街頭啓発活動と支援者を対象とした研修を
実施した。

負担金補助及び交付金 20

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 111

4,894 4,966 5,534
事業費 地方債

4,769
一般財源

4,894 4,769 5,312 5,312

その他
197 222

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

4,894 4,966 5,534
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

社会保険料

非常勤嘱託職員1人

児童虐待対応アドバイザー 72

児童虐待アドバイザー用 1

児童虐待対応マニュアル

児童手当拠出金 4

0

子ども・子育て支援交付金

子ども・子育て支援交付金

食糧費 1

159 印刷製本費 159

報償費 72

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　児童虐待通告が増加している中、本市においても重症事例が発生してお
り、児童虐待防止のために「奈良市被虐待児童対策地域協議会」の体制強
化と虐待対応の充実が必要となっている。

432 社会保険料 432

2,532 賃金 2,532

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子育て相談課

新規等

事項 児童虐待防止のための体制の充実
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1098 被虐待児童対策地域協議会運営経費

これまでの取組内容

　専門性を持って虐待対応できる非常勤嘱託職員等の増員と、虐待対応マ
ニュアルを作成し、体制と対応の充実を図る。
　更に、児童虐待への早期対応、未然防止の強化を図るため、アドバイ
ザーによる専門研修を行い、担当職員や関係機関職員のスキルアップを図
る。

事業概要 負担金補助及び交付金 4

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 76

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
76

事業費計
3,200

3,200
事業費 地方債

0

3,200
事業費 地方債

一般財源
0 0 3,048 3,048

その他
152

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

支援員研修会講師謝礼 48

市外旅費 8

書籍購入費 33
事務用消耗品

支援員研修会講師用 1

手指消毒液 2

通信切手代 33

支援員委託（専門職） 400
支援員委託（非専門職）

駐車場使用料 5

530

子ども・子育て支援交付金 176

子ども・子育て支援交付金 176

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子育て相談課

既存

事項 養育支援訪問事業
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1099 養育支援訪問事業経費

2 医薬材料費 2

1 食糧費 1

4 消耗品費 35
31

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　養育に支援が必要な家庭を訪問し、適切な助言等を行い、子育て不安の
軽減を図り、併せて養育環境を整える。 24 報償費 24

6 旅費 6

これまでの取組内容

5 使用料及び賃借料 5

事業概要

　乳児家庭全戸訪問事業や母子保健事業等により把握した、保護者の養育
を支援することが特に必要であると判断した家庭、または、出産後の養育
について出産前から支援を行うことが特に必要と認められる妊婦に対し、
市が委託する訪問支援員（助産師等の専門職及び非専門職）が、その居宅
等を訪問する。訪問では、保護者の悩みを傾聴するとともに適切な助言等
を行う。訪問支援員は、個別の支援計画に沿い、概ね3カ月から6カ月間の
支援を行う。

17 通信運搬費 17

300 委託料 400
100

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 163

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
163

　訪問状況については、次のとおりである。
　（過去3年）
　　・平成23年度　　支援家庭数 11件　延訪問数 87回
　　・平成24年度　　支援家庭数  9件　延訪問数 93回
　　・平成25年度　　支援家庭数 17件　延訪問数 97回

事業費計
490

232 530 490
事業費 地方債

178

232 530 490
事業費 地方債

一般財源
117 178 164 164

その他
115 352 326

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 15

前年度予算

母子生活支援施設面接用 40 40

身元保証人確保対策事業 30 30

母子生活支援施設措置委託 30,000

有料道路通行料 23 27
駐車場使用料 2

30,097

母子生活支援施設措置費国庫負担金 15,007

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子育て相談課

既存

事項 母子生活支援施設措置経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童措置費

小事業 1020 母子生活支援施設措置経費

事業概要

　疾病や障がいなどのため子どもの養育やしつけができないまたは精神
的・経済的自立が困難、父親等による児童の虐待・DVにより自立した生活
が困難であるなど母子生活支援施設への入所が必要な母子世帯に対して入
所措置を行う。

委託料 27,000

使用料及び賃借料 25

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　児童福祉法第23条に基づき、配偶者のいない女子またはこれに準ずる事
情にある女子及びその監護する児童を母子生活支援施設に入所させ、自立
した生活ができるよう援助を行う。

旅費 40

保険料 30

27,000

事業費計
27,095

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　措置状況は次のとおりである。
　（過去3年）
　　・平成23年度　　10世帯26人
　　・平成24年度　　10世帯29人
　　・平成25年度　   9世帯28人

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
13,493

県支出金

23,999 30,097 27,095
事業費 地方債

母子生活支援施設措置費自己負担金 13

15,077

その他
13,474 15,020 13,506 13

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

23,999 30,097 27,095
事業費 地方債

一般財源
10,525 15,077 13,589 13,589
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 15

前年度予算

助産施設措置費委託 12,000

12,000

助産施設措置費国庫負担金 7,599

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　児童福祉法第22条の規定（助産施設への入所措置）による福祉の措置と
して、保健上必要があるにも関わらず、経済的な理由により入院助産を受
けることが出来ない妊産婦に対して入所措置を行うことにより、経済的負
担を軽減し、安全な出産を支援する。

16,000 委託料 16,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子育て相談課

既存

事項 助産施設措置経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童措置費

小事業 1025 助産施設措置経費

事業概要

　子どもを出産したくても経済的に出産に係る費用を負担できない妊産婦
に対して、助産施設での助産を受けられるよう支援を行う。現在、市立奈
良病院、奈良県総合医療センターの2施設を助産施設として指定してお
り、妊産婦からの申請に基づき、入所措置を行う。

国庫支出金
7,959

県支出金

事業費計
16,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　措置状況は次のとおりである。
　（過去3年）
　　・平成23年度　　26人
　　・平成24年度　　27人
    ・平成25年度　　28人

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

14,866 12,000 16,000
事業費 地方債

助産施設措置費自己負担金 802

3,599
一般財源

6,671 3,599 7,961 7,961

その他
8,195 8,401 8,039 80

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

14,866 12,000 16,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 23

前年度予算

発達センター運営経費 760
社会保険料 7,363
非常勤嘱託職員（3人） 1,379
臨時職員（2人）
専門相談・推進会議謝礼　 65

市内・市外旅費 403
事務用消耗品等
ガソリン代 70
会議等賄　　　　 1
リーフレット印刷 95 4
電気料金・ガス料金・水道料金
施設等修繕料 54

医薬材料　 2
通信切手代・電信電話料 730
消防設備検査点検手数料　　　　 59
指定管理料 250
清掃委託・警備委託
公用車リース代・駐車場使用料 2
児童手当拠出金 9

240

研修事業（市民啓発講座及び支援者研修）
講師報償 76
事務用消耗品 7
会議等賄　　　　 1 15,021
会場使用料 79

個別の支援計画 253
事務用消耗品

130

26,800

45

267
116 燃料費 116

65 消耗品費 351

312 旅費 65

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　発達に課題を抱え、発達支援の必要があると認められる就学前の幼児と
その保護者に対して、相談・療育の場を設け、関係機関と協働しながら一
貫して支援する体制を整え、幼児の心理的な発達を支援する。そのことに
より、保護者の子育てに対する不安の軽減と子どもの健全育成を図る。

社会保険料 942
942 賃金 9,436

8,174 報償費 451
1,262

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子育て相談課

既存

事項 子ども発達支援事業
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 子ども発達センター費

小事業 1010 子ども発達センター運営管理経費

通信運搬費 349

250
629
400 医薬材料費 2

　発達センターにおいて、相談の場では、電話、来所等により各専門職が
療育相談を行い、必要に応じて医師の相談を実施する。
　就園児については、子どもが在籍する園を訪問する巡回療育相談を行
い、保護者や支援者が子どもの特性を共通理解し、園で適切な支援を受け
ることができるよう支援者支援を行う。さらに、就園児については個別支
援計画を在籍園の先生が作成できるよう支援を行い、未就園児については
子ども発達センター等が作成する。
　また、市民を対象に発達障害を正しく理解し、支援が行われるよう啓発
講座を開催する。
　療育の場として、指定管理者が運営する児童発達支援事業所「いっぽ」
において療育を行う。

865
250 印刷製本費 95

349 光熱水費 865

9,600 修繕料

事業概要 食糧費 2

国庫支出金

県支出金

事業費計
23,700

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成25年度は、電話相談208件、来所相談211件、園巡回療育相談121
件、園巡回指導24回、専門相談158件であった。
　また、市民向けの啓発講座を開催し、事業等の評価と推進を図るため
「奈良市子ども発達センター推進会議」を年2回実施した。

委託料 10,229

その他経費 488
77

備品購入費

139 手数料 59

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

22,457 26,800 23,700
事業費 地方債

指定管理者負担分 474

26,281
一般財源

22,035 26,281 23,138 23,138

その他
422 519 562 562

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

22,457 26,800 23,700
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 25

前年度予算

非常勤嘱託職員（母子・父子自立支援員）2人 4,413

職員研修会講師謝礼 90
推進評価会議謝礼

市内旅費 105
全国家庭福祉施策担当係長会議
全国児童福祉主管課長会議
母子寡婦指導者研修会、奈良県母子福祉大会
市外旅費

書籍購入費 418

事務用消耗品

研修会講師用 1

各種通知用通信切手代 44

2,100

7,171

30
30

5 旅費 87

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　母子家庭等の福祉の増進を図るための事務経費
4,413 賃金 4,413

30 報償費 130
100

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子育て相談課

既存

事項 母子福祉事務経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 母子福祉費

小事業 1010 母子福祉事務経費

48 通信運搬費 48

事業概要

　母子及び父子並びに寡婦福祉法第8条に規定されている母子・父子自立
支援員を配置し、ひとり親家庭の母や父の生活、家庭、就労や母子父子寡
婦福祉資金の利用等の相談に加えて、これから離婚を考えている方からの
離婚手続きや養育費などの相談に応じる。
　本庁での相談だけでなく、週1回西部会館でもひとり親家庭等相談を実
施している。

18 消耗品費 584
566

2 食糧費 2

8
14

国庫支出金

県支出金

事業費計
5,264

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　相談状況については、次のとおりである。
　（過去3年）
　　・平成23年度　　1,238件
　　・平成24年度　　1,418件
　　・平成25年度　　1,471件

負担金補助及び交付金

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

6,869 7,171 5,264
事業費 地方債

7,171
一般財源

6,809 7,171 5,264 5,264

その他
60

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

6,869 7,171 5,264
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 25

前年度予算

事務用消耗品 0

ひとり親家庭等支援情報冊子 98
養育費等啓発用パンフレット

通信用切手代 0

母子家庭等日常生活支援事業委託 1,450
生活支援講習会事業委託
ひとり親家庭等情報交換事業委託
養育費等相談業務委託

自立支援教育訓練給付金 53,482
高等職業訓練促進給付金

55,030

母子家庭等対策総合支援事業費補助金 40,835

450 委託料 1,497

10 通信運搬費 10

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　母子家庭等の就労に向けての資格取得や直面する子育てをはじめとする
生活問題解決に向けての情報提供等の支援を行い、母子家庭等の自立と生
活の安定を促進する。

20 消耗品費 20

141 印刷製本費 303
162

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子育て相談課

既存

事項 母子家庭等支援事業費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 母子福祉費

小事業 1035 母子家庭等支援事業経費

事業概要 197
　母子家庭等日常生活支援事業として、資格取得等により一時的に家事援
助や保育が必要となった場合に、家庭生活支援員を派遣する。
　自立支援教育訓練給付金事業として、能力開発の取組を支援するため、
対象となる教育訓練講座の受講費用等の一部を助成する。
　高等職業訓練促進給付金等事業として、看護師、介護福祉士、保育士等
の資格を得るために養成機関等で2年以上修業する場合、一定期間生活資
金を助成する。
　母子家庭等への情報提供を行うための冊子を作成する。
　ひとり親家庭生活向上事業として、各種生活支援講習会を開催する。ま
た、交流や情報交換を行うひとり親家庭情報交換事業を実施する。
　養育費等相談支援事業として、養育費や面会交流など、離婚や別居に伴
う子どもを巡る悩みや問題についての専門相談を行う。

420 負担金補助及び交付金 40,589
40,169

600
250

国庫支出金
31,354

県支出金

事業費計
42,419

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

・母子家庭等日常生活支援事業
　平成25年度は、3人（8回）の利用があった。就職活動の際での利用など
があり、子どもの保育や食事の世話の支援を行った。
・自立支援教育訓練給付金事業
　平成25年度は、医療事務などの講座を受講した5人から申請があり、年
度中の修了者10人に支給した。
・高等職業訓練促進給付金等事業
　平成25年度は、40人に支給し、修了者15人が就労に結び付いている。
・ひとり親家庭生活向上事業
　平成25年度は、生活支援講習会に41人、情報交換事業に54人の参加が
あった。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

50,755 55,030 42,419
事業費 地方債

母子家庭等日常生活支援自己負担金 1

14,194
一般財源

12,034 14,194 11,064 11,064

その他
38,721 40,836 31,355 1

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

50,755 55,030 42,419
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 25

前年度予算

母子家庭等就業・自立支援センター事業負担金 5,246

5,246

母子家庭等対策総合支援事業費補助金 2,628

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　母子家庭等を対象に就業相談から就業支援講習会、就業情報の提供に至
るまでの一貫した就業支援サービス等を提供することで自立支援の推進を
図る。

5,262 負担金補助及び交付金 5,262

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 子育て相談課

既存

事項 母子家庭等就業・自立支援センター事業費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 母子福祉費

小事業 2045 母子家庭等就業・自立支援センター事業経費

事業概要

　奈良県スマイルセンターを奈良県と共同で運営し、次の事業を行う。
・就業支援事業
・就業支援講習会等事業
・就業情報提供事業
・地域支援事業
・自立支援プログラム策定事業

国庫支出金
2,635

県支出金

事業費計
5,262

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成25年度は、2,331件の就業支援（相談）、1,191人に就業情報提供を
行った。就業相談講習会には12人が参加した。
　また、児童扶養手当の受給者50人に対し、母子自立支援プログラムの策
定を行った。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

4,795 5,246 5,262
事業費 地方債

2,618
一般財源

2,389 2,618 2,627 2,627

その他
2,406 2,628 2,635

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

4,795 5,246 5,262
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

前年度予算

AED　平成22年度設置29台分（4～7月分） 2,055

2,055

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　心臓突然死が増加する状況下で、市民の生命と安全安心の確保は極めて
重要であり、救急医療の充実による救命率の向上を図るため市施設内に
AED（自動体外式除細動器）を計画的に配備する。

428 使用料及び賃借料 428

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健総務課

既存

事項 AED設置
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 4510 物品調達管理経費

事業概要

　市施設へのAED（自動体外式除細動器）設置

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
428

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　スポーツ施設などに5年間の賃貸借契約により設置。

　平成22年度設置　　29台

　なお、平成27年7月にて賃貸借契約が終了する。
　更新については設置施設所管課にて予算計上している。

5,193 2,055 428
事業費 地方債

2,055

5,193 2,055 428
事業費 地方債

一般財源
5,193 2,055 428 428

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 10 目 10

前年度予算

AHU-4,5系統空調機インバーター取替　 2,000
冷温水一次ポンプCHP-1-1修繕　

ガスヒートポンプエアコン借上 2,519
中央監視盤借上　

4,519

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健総務課

既存

事項 医療検査センター運営管理経費
会計 一般会計 衛生費 保健衛生費 保健衛生総務費

小事業 1510 医療検査センター運営管理経費

事業概要

2,519 使用料及び賃借料 3,461
942

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市の検診・検査施設として、奈良市総合医療検査センター条例に基
づき、市民の健康の保持・増進、疾病の早期発見及び予防のため検診・検
査・健康増進の各事業を実施する施設として管理運営を行う。

354 修繕料 606
252

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　当該施設は、平成８年に開設し、あらゆる設備機器が老朽化しており施
設の維持補修が必要であり、随時修繕を行っている。

事業費計
4,067

これまでの取組内容

　検診等事業の管理運営は指定管理者であるが、施設の維持補修等の費用
は奈良市が負担する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

3,794 4,519 4,067
事業費 地方債

4,519
一般財源

3,794 4,519 4,067 4,067

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,794 4,519 4,067
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 10

前年度予算

地域保健関係職員等研修会講師報償　 30 80
健康危機管理地域連絡会　 50
指定管理選定委員会委員 90

保健所職員　出席学会・研修会等旅費 435

職員被服貸与 997
新聞  追録
定期刊行物等購読 84
書籍購入 21
事務用消耗品（コピー等）

来所用賄、会議等賄 5 7

事務用封筒 45

指定管理選定委員会連絡用 1 50
学生実習連絡用郵便 5
保健予防課用備品結核接触者検診用ファックス 32
保健所事業概況送付運搬 14

医師白衣クリーニング 5 6

保健所事務総合システム保守委託 2,036
機能回復訓練教室運営業務委託

保健所事務総合システムリース 332
AEDリース 39
全国保健所長会等　各負担金 212

4,200

旅費 436

326 消耗品費 976

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　保健総務課の運営に係る事務・管理経費。
　保健所が地域保健の広域的・専門的・技術的拠点としての機能を果たす
ことを目的とする。

報償費 170

436

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健総務課

既存

事項 保健所事務経費
会計 一般会計 衛生費 保健所費 保健所総務費

小事業 1010 保健所事務経費

　関係職員研修、学生実習指導等を行い、地域保健対策を推進し、公衆衛
生の向上を図る。 食糧費 5

45 印刷製本費 45

通信運搬費 52

事業概要 259

286

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
3,533

財源内訳 財 源 の 内 容

　出席会議・研修会に参加することで、職員の資質を高めている。 854

288 使用料及び賃借料 327

212 負担金補助及び交付金 212

手数料 5

これまでの取組内容 451 委託料 1,305

事業費 地方債
3,294 4,200 3,533

事業費 地方債

1
858 979

118:150107:150106:150B132120:107:150 3,221
一般財源

2,712 3,221 2,674 2,674

その他
石綿健康被害救済給付業務委託費

582 979 859 学生実習受入れ手数料 859
財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,294 4,200 3,533
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 10

前年度予算

国民生活基礎調査　調査員手当 424
社会保障・人口問題基本調査　調査員手当 82

調査記入者手当 469

統計調査事務打合せ会議　等 149

定期刊行物 16 699

書籍購入 44
コピー料金、用紙、事務用消耗品

事務用封筒 36 36

連絡事務用切手 396

統計事務処理用パソコンリース 67 67

2,240

衛生統計調査委託 2,240

102 報償費 102

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　保健医療機関等の統計調査を行い、厚生行政の企画及び運営に必要な基
礎資料を得る。 286 報酬 368

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健総務課

既存

事項 衛生統計調査経費
会計 一般会計 衛生費 保健所費 保健所総務費

小事業 1025 衛生統計調査経費

使用料及び賃借料 67

　平成27年度予定調査
　　・国民生活基礎調査
　　・社会保障・人口問題基本調査
　　・人口動態調査

639

印刷製本費 36

208 通信運搬費 208

消耗品費 699
事業概要

152 旅費 152

国庫支出金
1,632

県支出金

事業費計
1,632

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　国からの委託を受け、毎年統計調査事務を行っている。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

2,087 2,240 1,632
事業費 地方債

118:150107:150106:150B132120:107:150 0
一般財源

0 0 0 0

その他
2,087 2,240 1,632

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,087 2,240 1,632
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 10

前年度予算

医療安全研修会講師報償 35 70
薬局等に対する研修会講師報償 35

医事関係会議・研修旅費 34 124
薬事関係会議・研修旅費 91
医療機器関係会議・研修旅費 31

追録 346
定期刊行物 48
書籍購入
事務用消耗品 32

各種免許交付通知連絡用はがき 26 79
医療施設等・薬局等通知用切手 24
薬局等への連絡通知用切手 39
高度管理医療機器等販売業・賃貸業者への通知用切手 16

薬局等を対象とする研修会用会場借上 30 38
駐車場使用料 8

奈良県薬剤師会負担金 19 19

676

213 消耗品費 423

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　医療法に基づく診療所等、医薬品・医療機器等の品質、有効性及び安全
性の確保等に関する法律に基づく薬局等および毒物劇物取締法に基づく取
扱い施設等の許認可事務並びに監視指導啓発を行うことにより、保健衛生
の向上を図るとともに、市民の生活安全確保を図る。
　また、医療安全相談窓口に寄せられた相談等に迅速かつ的確に対応し、
医療の安全と信頼の向上を図る。

報償費 70

旅費 156

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健総務課

既存

事項 医事薬事指導経費
会計 一般会計 衛生費 保健所費 保健所総務費

小事業 1030 医事薬事指導経費

負担金補助及び交付金 19

これまでの取組内容

38

　医療施設に対し、法律に基づく立入検査の実施を行うとともに、医療関
係者に対し、医療安全等の研修を実施。
　薬局等に対し、法律に基づく立入検査を行うとともに、薬事関係者に対
し薬事等の研修を実施。
　毒物劇物販売業者に対し、法律に基づく立入検査を実施。
　また、診療所等や薬局等の許可申請について、受付を行う。
　平成27年度から権限移譲により高度管理医療機器等の、販売業、貸与業
の許認可事務並びに監視指導啓発を行う。

通信運搬費 105

使用料及び賃借料

130
　

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　市内23病院についての医療監視については毎年実施している。
　また、医療安全相談窓口において市民からの相談に対応している。
　医薬品販売業の許可等及び毒物劇物販売業の登録等申請の事務及び立入
検査を実施しており、平成25年度からは、薬局についての許可等申請の事
務及び立入検査を実施している。

事業費計
811

619 676 811
事業費 地方債

診療所等許可手数料 676

0

その他
619 676 811 811

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

619 676 811
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 10

前年度予算

献血・骨髄バンク啓発用消耗品 37

37

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　「安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律」に献血啓発に努め
ることが市町村に義務づけられており、献血についての理解を深めるため
の普及啓発活動を行うことを目的とする。

37 消耗品費 37

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健総務課

既存

事項 献血普及啓発経費
会計 一般会計 衛生費 保健所費 保健所総務費

小事業 1050 献血普及啓発経費

事業概要

　献血についての理解を深めるため、市内で普及啓発活動を行う。

国庫支出金

県支出金

事業費計
37

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　献血キャンペーンなどを実施し、街頭啓発などを行っている。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

36 37 37
事業費 地方債

医薬品・医療機器等手数料 37

0
一般財源

0 0 0 0

その他
36 37 37 37

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

36 37 37
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 10

前年度予算

身体状況調査協力者 90 706
調査員手当

担当者会議（東京日帰り） 46 41
健康・栄養調査技術研修セミナー（大阪市） 11

キッチンスケール 665
歩数計
検査事務用消耗品 75

検査結果通知（書留） 59 76
調査結果通知 17

血液検査委託 1,229

身体状況調査会場借上 70 70

2,787

国民健康栄養調査委託金 2,787

324
250 消耗品費 649

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　健康増進法第10条に基づき、国民の健康の総合的な推進を図るための基
礎資料として国民の身体の状況、栄養摂取量及び生活習慣の状況を明らか
にするための調査を行う。

報償費 706
616

旅費 57

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健総務課

既存

事項 国民健康栄養調査経費
会計 一般会計 衛生費 保健所費 保健所総務費

小事業 1060 国民健康栄養調査経費

これまでの取組内容

　厚生労働省が指定する地区で、栄養摂取状況調査、身体状況調査、生活
習慣状況調査を実施する。

1,229 委託料 1,229

使用料及び賃借料 70

事業概要 通信運搬費 76

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
2,787

　国からの委託を受け、毎年実施している。

事業費計
2,787

298 2,787 2,787
事業費 地方債

118:150107:150106:150B132120:107:150 0

298 2,787 2,787
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
298 2,787 2,787

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 10

前年度予算

特定給食施設研修会講師報償 10 13

全国行政栄養士協議会研修会 30 49
行政栄養士研修会及び会議 2
特定給食施設指導者会議 3

追録 35 63
定期刊行物等購読 25
事務用消耗品 3

特定給食施設研修会案内送付用切手　等 43 42

167

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健総務課

既存

事項 栄養指導対策推進経費
会計 一般会計 衛生費 保健所費 保健所総務費

小事業 1065 栄養指導対策推進経費

事業概要 通信運搬費 43
　提出書類による施設状況調査、施設の栄養管理職員等を対象とした研修
会の実施、施設への計画的な立ち入り検査の実施など。

消耗品費 63

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　健康増進法に基づき、特定給食施設等に対し、適切な栄養管理の実施に
必要な指導及び助言を行うことを目的とする。 報償費 10

旅費 35

事業費計
151

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　施設における適切な栄養管理の実施のため、特定給食施設研修会を実
施。
また、施設への巡回指導も行っている。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

121 167 151
事業費 地方債

118:150107:150106:150B132120:107:150 167

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

121 167 151
事業費 地方債

一般財源
121 167 151 151
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 10

前年度予算

第2次食育推進計画策定・推進会議 0

食育ネットワーク研修会講師謝礼 30 200

食育ネットワーク団体パネル展用消耗品 60 128
食育ネットワーク団体パネル展用カラーコピー 50

食育啓発グッズ貸出用消耗品 50

食育推進会議委員賄 2 3

食育ネットワーク登録団体募集用ポスター印刷 50 113
第2次食育推進計画概要版

食育ネットワーク登録団体送付用切手 10 18

462

糖尿病予防戦略事業補助金 0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　平成17年に食育基本法が制定され、国民運動として食育の取組みがなさ
れている。本市においても、平成２６年４月策定の第２次奈良市食育推進
計画に基づき、関係機関と連携を図りながら食育の啓発に取り組む。

100 報酬 100

報償費 30

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健総務課

既存

事項 食育推進計画啓発経費
会計 一般会計 衛生費 保健所費 保健所総務費

小事業 1075 食育推進計画啓発経費

事業概要

　新たに策定された第2次食育推進計画策定に基づき、食育推進に取組む
関係団体や食育実践者と連携し、健康的な食生活の実現に向けてのネット
ワークを構築する。

印刷製本費 163
113

通信運搬費 10

食糧費 2

消耗品費 160

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
100

　平成20年に策定された奈良市食育推進計画に基づき啓発を実施してき
た。
市内関係団体とのイベントの共催や、ホームページや啓発紙による情報発
信を行っている。
　平成25年度に第２次食育推進計画を作成し、平成26年度からは同計画に
基づき事業を実施している。

事業費計
465

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,728 462 465
事業費 地方債

462
一般財源

1,728 462 365 365

その他
100

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,728 462 465
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 10

前年度予算

すこやかフェスタ用消耗品 36 212

健康情報紙 0

健康情報紙　発送用切手 7 20

20

252

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　個人の健康づくり行動を支援する社会環境づくり、市民一人一人が健康
づくりを実践できるような情報提供、普及啓発を行うことを目的とする。 消耗品費 36

182 印刷製本費 182

通信運搬費 7

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健総務課

既存

事項 健康づくり啓発経費
会計 一般会計 衛生費 保健所費 保健所総務費

小事業 1080 健康づくり啓発経費

これまでの取組内容

事業概要

　イベントや講座を実施することで、健康づくりを実践するきっかけづく
りへとつなげる。
　また、健康情報紙を発行し、市内公民館や病院・診療所などで配布する
ことで健康づくりのきっかけをつくる。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　健康情報紙は平成25年度から発行している。
　また、年に1度「すこやかフェスタ」として健康イベントを実施してい
る。

報償費

事業費計
225

193 252 225
事業費 地方債

252

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

193 252 225
事業費 地方債

一般財源
193 252 225 225
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 10

前年度予算

禁煙支援者講習会（市民、教育関係者対象） 60 190
未成年者禁煙相談窓口　医師報償 20

禁煙おもてなし施設店舗掲示 23 357
世界禁煙デー　大学啓発用 54
女性向け啓発チラシ

喫煙防止教育支援用パンフレット（小6用） 225
禁煙おもてなし施設クリアファイル

世界禁煙デー　啓発ポスター送付用切手 20 28
禁煙おもてなし施設連絡用切手 14

800

たばこ対策促進事業補助金 345

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　喫煙及び受動喫煙は肺がん等の原因となり、その健康被害は大きく、各
自治体において対策が求められている。
　また、たばこの煙のない、気持ち良く過ごせる環境を整えることで、奈
良市を訪れる観光客の誘致につなげたい。

報償費 80

消耗品費 329

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健総務課

既存

事項 たばこ対策促進事業経費
会計 一般会計 衛生費 保健所費 保健所総務費

小事業 1085 たばこ対策促進事業経費

　禁煙についてはたばこの害について市民に啓発することはもちろん、禁
煙支援として「禁煙マラソン（県事業）」利用の積極的な勧奨や、禁煙外
来の充実と周知を行う。
　また、未成年期からの喫煙防止教育を各学校で実施することで、喫煙者
を増やさないまちづくりを目指す。
　受動喫煙対策については、禁煙の飲食店や理美容所等を登録し周知する
ことで、無煙環境の整備を行う。

事業概要 通信運搬費 34

107 印刷製本費 277
170

252

国庫支出金
350

県支出金

事業費計
720

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　これまでにおいては、啓発活動や個別の禁煙相談等を中心に実施してき
た。喫煙率は低下してきたが、受動喫煙の機会の減少については十分とい
えない。
　今後は個人への禁煙支援に加えて、社会環境の整備を重点的に実施した
い。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

161 800 720
事業費 地方債

455
一般財源

81 455 370 370

その他
80 345 350

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

161 800 720
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 10 目 55

前年度予算

医療検査センター外壁改修 0

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　医療検査センターは、平成8年に開設し18年が経過している。施設全体
の経年劣化が進んでおり、特に外壁はタイルの剥離が深刻化しており、修
繕が必要な状態である。
　そのため、タイルを全て撤去し、石状吹付を行う。

25,000 工事請負費 25,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健総務課

投資

事項 医療検査センター外壁改修
会計 一般会計 衛生費 保健衛生費 保健衛生施設整備事業費

小事業 1010 保健衛生施設整備事業

事業概要

　平成27年度については、東面・南面について改修工事を実施する。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
25,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

25,000 25,000
事業費 地方債

118:150107:150106:150B132120:107:150 0

25,000 25,000
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
25,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 10

前年度予算

135

書籍購入費 43 8,256
理化学検査用消耗品
微生物検査用消耗品
理化学検査用薬品
微生物検査用薬品
その他消耗品

検査成績台帳 9 9

理化学検査用等機器修繕料 2,822

救急用医薬品 5 5

文書送付用切手及び検査依頼品運搬料 9 9

廃棄物及び廃液収集運搬及び処理処分手数料　　 619

精度管理調査手数料 67
その他　手数料

理化学検査用機器点検委託 92 1,586
微生物検査用機器点検委託

微生物検査用機器の借上料 904

各種学会負担金及び学会出席負担金　　　　　 59 55

180

14,580

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健・環境検査課

既存

事項 衛生検査
会計 一般会計 衛生費 保健所費 保健所総務費

小事業 1035 衛生検査経費

印刷製本費 9
事業概要

108

1,100
3,837

1,600

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　食品衛生法に基づき食品の収去検査を実施すること。食中毒事例におけ
る病因物質原因究明調査を実施すること。
　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づき感染
症原因究明の細菌検査を実施すること。
　有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律に基づき試買された物
品について有害物質検査を実施すること。

　市民の健康保持及び増進を図り、食中毒及び感染症等が原因で発生する
健康危機管理の一翼として、迅速で的確な検査対応が求められている。

講習会、各種学会、研究所等連絡協議会　他 105 旅費 105

消耗品 7,688
1,000

事業費計
13,104

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成25年度実績
　①食品の収去検査221検体1,678項目
　②食中毒事例に関する検査246検体2,759項目
　③感染症事例に関する検査24検体
　④家庭用品検査11検体
　⑤苦情品及び職員検便検査等17検体103項目
　⑥放射性物質検査807検体3228項目
　⑦食品の依頼検査102検体186項目
　その他、検査実技の精度管理に関する検査及び測定機器の精度管理に関
する検査を実施した。

904 使用料及び賃借料 904

負担金補助及び交付金 59

備品購入費

委託料 909
817

594

212

　監視指導の一環として市内で製造又は流通している食品について、生活
衛生課から依頼された収去物品の成分規格検査、食品添加物検査、細菌検
査を実施する。食中毒及びその疑いがある事例について、有症者及び調理
従事者の検便、施設の拭取り検体、食品の食中毒菌及び残留農薬等の検査
を実施する。
　食品中の異物混入等の苦情品検査を実施する。
　保育園、小学校等で発生した集団感染症事例の原因究明の為のノロウイ
ルス・ロタウイルス検査を実施する。O157・赤痢・コレラなどの感染症患
者の接触者検便検査を実施する。
　市内で販売されている乳児用繊維製品、接着剤、家庭用エアゾール製品
等に含有するホルムアルデヒド、塩化水素、水酸化ナトリウム等の検査を
実施する。

2,822 修繕料 2,822

医薬材料費 5

通信運搬費 9

315 手数料

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

14,556 14,580 13,104
事業費 地方債

衛生検査手数料 1,279

13,301

その他
1,288 1,279 1,118 1,118

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

14,556 14,580 13,104
事業費 地方債

一般財源
13,268 13,301 11,986 11,986
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 10

前年度予算

37 37

水質測定用消耗品及び薬品　　　　　　　　　　　　　　　　 5,429
大気測定用消耗品及び薬品　　　　　　　　　　　　　　　　
大気汚染測定局用消耗品　　　　　　　　　　　　　　　　
その他消耗品 25

大気汚染測定局用電気料金 470

水質測定検査機器修繕 3,698

大気汚染測定局機器修繕
その他測定検査機器修繕

大気汚染測定局用データ収集通信料 560

大気汚染測定局保守点検委託 3,001
大気汚染測定機器移設据付 80

大気測定検査機器借上料 6,668
大気汚染測定局用機器借上料

学会負担金 18 18

300

20,181

150

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　地域の安全・安心・健康をサポートする為、水質、大気、悪臭等のさま
ざまな分析検査、調査及び監視を実施し、環境保全対策を推進すること。

　水質汚濁防止法等に基づく公共用水域、地下水及び事業所排水の水質検
査を実施すること。
　大気汚染防止法に基づく大気検査及び大気常時監視を実施すること。
　悪臭防止法等に基づく事業所からの悪臭検査を実施すること。
　奈良市手数料条例に基づく河川水及び排水の依頼検査を実施すること。

大気環境学会・近畿大気汚染常時監視連絡会（2回） 旅費 37

2,571 消耗品費 5,209
1,591

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健・環境検査課

既存

事項 環境検査
会計 一般会計 衛生費 保健所費 保健所総務費

小事業 1037 環境検査経費

事業概要 2,734
　佐保川、秋篠川や富雄川などの河川、地下水及び事業場排水について、
汚濁の代表的指標である生物化学的酸素要求量（BOD）、化学的酸素要求
量（COD）などのさまざまな水質検査を実施する。
　大気汚染測定局によるPM2.5、光化学オキシダント等の常時監視、簡易
測定法により二酸化窒素、硫黄酸化物を測定し継続調査を実施する。ま
た、揮発性有機化合物（VOC）等の有害大気汚染物質調査、アスベスト調
査、酸性雨調査、降下ばいじん調査等を実施する。
　さらに、事業場等からの悪臭調査を実施する。

166

467 通信運搬費 467

468 修繕料 3,368

538 光熱水費 538

1,022

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
20,173

3,246

負担金補助及び交付金 18
これまでの取組内容

　平成25年度実績
　①大気・悪臭関係
　　　常時監視：5局、簡易測定：21地点
　　　有害大気汚染物質調査：2地点、アスベスト調査：2地点
　　　事業所のばい煙・悪臭等調査：4事業所
　②水質関係
　　　市内主要河川等調査：28地点
　　　地下水調査：11地点
　　　ゴルフ場水質調査：13カ所
　　　特定施設排水調査：延べ53事業所
　　　廃棄物処理施設排水調査等118検体
　

備品購入費

4,260 使用料及び賃借料 7,506

2,950 委託料 3,030

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

18,348 20,181 20,173
事業費 地方債

環境検査手数料 3,500

16,531
一般財源

15,573 16,531 16,817 16,817

その他
2,775 3,650 3,356 3,356

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

18,348 20,181 20,173
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 10

前年度予算

水質検査に要する試薬等消耗品 1,140
水質検査に要する器具等消耗品

水質検査に要する機器の点検補修 167

1,307

修繕料 150

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　水道法、建築物における衛生的環境の確保に関する法律、公衆浴場法、
旅館業法等に基づく、飲料水、プール水、浴場水の依頼検査を実施してい
るほか、生活衛生課による立入検査等の行政検査を実施することにより、
地域の公衆衛生に寄与すること。

486 消耗品費 1,026
540

150

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健・環境検査課

既存

事項 水質検査
会計 一般会計 衛生費 保健所費 保健所総務費

小事業 1040 水質検査経費

事業概要

　手数料条例に基づき、市民、事業所、病院、行政機関などから飲料水と
しての飲用適否判定検査のため、大腸菌、ｐＨ値などの依頼検査を実施す
る。また、プール水、浴場水等の基準適合判定検査のため、大腸菌、レジ
オネラ属菌、水素イオン濃度などの検査を実施する。
　生活衛生課の立入検査に伴う浴場水、プール水等の行政依頼検査を実施
する。

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
1,176

これまでの取組内容

　平成25年度実績
　①飲料水、雑排水等検査130検体
　②プール水、クーリングタワー冷却水等検査81検体
　③浴槽水、原水等の浴場水検査35検体
　

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,219 1,307 1,176
事業費 地方債

衛生検査手数料 1,307

0
一般財源

0 0 0 0

その他
1,219 1,307 1,176 1,176

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,219 1,307 1,176
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 10 目 25

前年度予算

防疫活動用消耗品 159
オスバン消毒液１０％（塩化ベンザルコニウム） 72
ベルミトール水性乳剤アクア 61

害虫駆除委託（異常発生時散布） 304
浸水家屋発生時消毒薬剤散布委託

11
83

557

事業概要

委託料 314
152

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　大雨等により被災した浸水家屋に対して薬剤散布を行う。
消耗品費 133

162

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 生活衛生課

既存

事項 防疫経費
会計 一般会計 衛生費 保健衛生費 環境衛生費

小事業 1010 防疫経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　集中豪雨等で浸水発生時、特に要望が有った市民宅の床下に、職員が薬
剤を散布している。
　浸水家屋薬剤散布実績
　平成２２年度　　５件
　平成２３年度　　０件
　平成２４年度　３３件
　平成２５年度　７０件
　平成２６年度　　０件

修繕料
負担金補助及び交付金

事業費計
447

これまでの取組内容

　感染症を未然に防ぐため、感染症が発生し、その感染症を媒介する蚊等
の衛生害虫が発生した時や、大雨により被災した浸水家屋に対して薬剤散
布を行う。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

133 557 447
事業費 地方債

557
一般財源

133 557 447 447

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

133 557 447
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 10

前年度予算

生活衛生課関係図書追録代 414
コピー代
カラーコピー代
コピー用紙代 56

414

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　課の事務運営のための経費
218 消耗品費 395
113
8

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 生活衛生課

既存

事項 課事務経費
会計 一般会計 衛生費 保健所費 保健所総務費

小事業 1010 保健所事務経費

これまでの取組内容

　関係図書追録代、コピー代、コピー用紙代
事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　コピー使用量の節約

事業費計
395

390 414 395
事業費 地方債

414

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

390 414 395
事業費 地方債

一般財源
390 414 395 395
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 10

前年度予算

奈良食品衛生協会運営補助金 500

500

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　公衆衛生活動を行う食品衛生関係団体に対して助成を行うことで、食品
衛生の向上を図り、市民に対する食品衛生上の危害の発生を防止する。 450 負担金補助及び交付金 450

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 生活衛生課

既存

事項 保健衛生関係団体への助成
会計 一般会計 衛生費 保健所費 保健所総務費

小事業 1020 保健衛生団体助成経費

事業概要

　食品衛生の向上を図り、市民に対する食品衛生上の危害の発生を防止す
るため、当該協会が実施している食品衛生責任者講習会、食品衛生指導員
活動(厚生労働省補助事業）及び食品衛生思想の普及啓発活動等の事業
が、円滑かつ適正に推進できるよう、その事業運営に要する経費の一部を
補助する。

国庫支出金

県支出金

事業費計
450

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　奈良食品衛生協会に運営補助金交付
＜組織構成＞
・市内に店舗を置く飲食店、食品小売業、食品関連企業等約５５０団体か
ら構成
＜活動内容＞
・市民の食品衛生思想の普及活動（食品衛生月間キャンペーン及び幼稚園
児と保護者を対象とした手洗い講習会を開催）
・食品衛生指導員巡回指導（食品関連店舗を巡回指導）
・食品衛生講習会を開催
・その他（飲食店営業者等への健康診断勧奨、調理従事者検便、優良店表
彰、食品営業賠償保険への加入推進など）

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

550 500 450
事業費 地方債

500
一般財源

550 500 450 450

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

550 500 450
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 25

前年度予算

全国食品衛生関係主管課長会議、全国食品衛生監視員研修会
全国食品安全連絡会議、全国食品安全行政講習会ほか 223

定期刊行読物等購読、書籍購入費 41 529
事務用消耗品

放射性物質検査用市内流通食品購入
毒物劇物検査用簡易検査キット（ヒ素系、シアン化系ほか）
ＡＴＰ測定器用拭き取り試薬（1箱）、その他検査用消耗品

行事用消耗品
公衆衛生関係優良施設表彰、食中毒予防啓発用ティッシュ

収去証、営業許可証、営業許可台帳ほか 125

各種検査通知切手代（500枚） 41 62
カネミ油症患者用切手代 21

サルファ剤検査（2検体） 316
異物同定検査（2検体） 76

表彰式賞状筆耕料 11 11

飲食店立入検査時公用車駐車場使用料 28 28

全国食品衛生主管課長連絡協議会負担金 13 13

45

1,352

322

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　食品製造技術の高度化及び輸入食品の増加など、食生活を取り巻く環境
が著しく変化し、食品の安全性に対する不安や不信が高まるなか、食品衛
生に関する監視指導を強化して食品の安全性を確保するとともに、市民の
食に対する衛生意識を高めていく。

189 旅費 189

消耗品費 490

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 生活衛生課

既存

事項 食品衛生等指導経費
会計 一般会計 衛生費 保健所費 生活衛生費

小事業 1010 食品衛生等指導経費

筆耕翻訳料 11

　食品衛生法に基づき、飲食店等の営業許可及び監視指導を行うほか、食
品の安全性を確保するための収去検査、食中毒予防講習会の開催等食品衛
生思想の普及啓発を行う。
　また、食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律に基づく立入検
査、有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律に基づく試買検査を
行う。

134 印刷製本費 134

通信運搬費 62

129 手数料 205

事業概要

127

国庫支出金

県支出金

事業費計
1,132

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容 負担金補助及び交付金 13
　平成２５年度の食品衛生監視指導の実績
　①食品関係営業施設に対する立入検査（3,585件）
　②食品等の収去検査（191件）
　③衛生講習会（34回）
　④食品等の放射性物質検査（12件）

備品購入費

使用料及び賃借料 28

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,164 1,352 1,132
事業費 地方債

生活衛生関係許可申請手数料 1,352

0
一般財源

0 0 0 0

その他
1,164 1,352 1,132 1,132

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,164 1,352 1,132
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 25

前年度予算

生活衛生関係技術担当者研修会、環境衛生関係近畿地区ブロック
会議、近畿中核・政令市環境衛生業務連絡会議ほか 46 86

書籍購入費 62 72
事務用消耗品 50

残留塩素測定器用試薬、各種検知管

検査・指導通知用切手代 25 27
建築物空気環境測定用機器運搬料 2

粉塵計較正検査 25 28

全国環境衛生・廃棄物関係課長会負担金 10 174

31

418

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　日常生活に密接な関係にある旅館、公衆浴場、理・美容所等の環境衛生
関係施設の適正な衛生水準を確保し、市民の環境衛生の向上を図る。

旅費 46

消耗品費 112

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 生活衛生課

既存

事項 生活衛生営業指導経費
会計 一般会計 衛生費 保健所費 生活衛生費

小事業 1015 生活衛生営業等指導経費

事業概要 手数料 25
　市民が安心して環境衛生施設を利用できるように、快適な生活環境を推
進するため、環境衛生監視員が公衆衛生上の見地から公衆浴場やプール等
の多人数が利用する施設の衛生指導を行っている。

負担金補助及び交付金 10

通信運搬費 27

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
220

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　営業六法関係施設（旅館・興行場・公衆浴場・理容所・美容所・クリー
ニング所）、水道施設、遊泳用プール、特定建築物、温泉施設、墓地等の
許可及び届出受理、監視指導を行った。
　平成２５年度実績
　①新規許可件数　76件
　②監視指導件数　206件 印刷製本費

364 418 220
事業費 地方債

生活衛生関係検査手数料 418

0

364 418 220
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
364 418 220 220

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 25

前年度予算

登録鑑札 86 350
注射済票
犬鑑札用ビニールカバー 35
犬鑑札用リング 6

狂犬病予防注射実施通知用ハガキ 220

狂犬病予防注射実施通知用切手代（15,000件） 773
その他連絡用切手 27

獣医師会注射済票交付委託（10,000件） 2,244

畜犬登録用パソコンリース 80 98

6

3,691

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 生活衛生課

既存

事項 狂犬病予防対策経費
会計 一般会計 衛生費 保健所費 生活衛生費

小事業 1020 狂犬病予防対策経費

事業概要 2,200 委託料 2,200

716 通信運搬費 743

333 印刷製本費 333

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　狂犬病の発生を予防し、そのまん延を防止し、公衆衛生の向上及び公共
の福祉の増進を図る。 消耗品費 341

214

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成２５年度実績
　①犬の登録（新規883件）
　②狂犬病予防注射（10,300件）
　③総登録数（14,237件）

修繕料

事業費計
3,697

これまでの取組内容

　狂犬病予防法に基づき、犬の登録、狂犬病予防注射済票の交付及び公益
社団法人奈良県獣医師会の協力を得て、狂犬病予防集合注射を行う。 使用料及び賃借料 80

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

3,532 3,691 3,697
事業費 地方債

犬の登録手数料、狂犬病予防注射済票交付手数料 3,691

0
一般財源

0 0 0 0

その他
3,532 3,691 3,697 3,697

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,532 3,691 3,697
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 25

前年度予算

非常勤嘱託職員賃金（獣医師1人） 3,528

動物愛護管理行政実務担当者会議ほか 207

動物関係書籍 30 896
事務用消耗品（負傷動物対応事務用、捕獲業務用）
行事用消耗品

（動物愛護フェスティバル、いのちかがやきフェスティバル）

動物愛護管理啓発用ポスター 81 103

医薬材料費（譲渡動物用健康管理薬品類） 0

動物管理指導事務用切手代 40 40

麻薬取扱者免許申請手数料 12 25
産業廃棄物収集運搬処分業務手数料 4

イベント出演者委託 25,350
犬・猫に関する捕獲・収集・運搬等業務委託
動物処分・焼却処理委託（320頭）

「いのちの教育」バス借上げ料（24台分） 875
イベント参加者用バス借上げ料（6台分）

全国動物管理関係事業所協議会出席負担金 2 20,030
全国動物管理関係事業所協議会負担金 25
全国動物管理関係事業所協議会近畿ブロック会負担金 3
奈良県動物愛護センター周辺環境整備分担金

586

51,640

消耗品費 583
283

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　動物を愛護する気風を招来し、生命尊重、友愛及び平和の情操の涵養に
資するとともに、動物による人の生命、身体及び財産に対する侵害並びに
生活環境の保全上の支障を防止し、「人と動物の共生する社会の実現」を
図ることを目的とする。

3,041 賃金 3,041

200 旅費 200

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 生活衛生課

既存

事項 動物管理指導対策経費
会計 一般会計 衛生費 保健所費 生活衛生費

小事業 1025 動物管理指導対策経費

300 委託料 23,530
18,430

　狂犬病予防法及び動物の愛護及び管理に関する法律に基づき、放浪犬の
捕獲・引取り、負傷動物の救護、動物愛護啓発、飼い方指導、適切な譲
渡、動物取扱業者の立入検査・指導等を行う。

160 医薬材料費 160

通信運搬費 40

手数料 16

印刷製本費 81
事業概要

270

49,301

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成２５年度実績
　①放浪犬の捕獲（76件）
　②飼えなくなった犬・猫や所有者不明の犬・猫の引取（322件）
　③負傷した犬・猫の収容（77件）
　④保護した犬・猫の返還（67件）
　⑤譲渡（12件）
　⑥特定動物の飼養許可（5件）
　⑦動物取扱業登録（103件）

負担金補助及び交付金 20,030

20,000
共済費

事業費計

1,296 使用料及び賃借料 1,620
これまでの取組内容 324

4,800

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

47,159 51,640 49,301
事業費 地方債

26,563

25,077
一般財源

20,596 25,077 26,989 26,989

その他
狂犬病予防注射済票交付手数料、犬猫の引取り手数料、生活衛生関係検
査手数料、生活衛生関係許可申請手数料、その他雑入26,563 26,563 22,312 22,312

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

47,159 51,640 49,301
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 10 目 15

前年度予算

予防接種健康被害調査委員会委員報酬（2回） 60 0

厚生労働省予防接種従事者研修会（大阪） 3 3

予防接種と子どもの健康　　 2,600冊 408
予防接種ガイドライン　　 　200冊 36
予防接種事務用消耗品等　　　　　　　　

予防接種実施対策協議会賄費　 1 1

予診票綴り 322
予診票綴り発送用封筒 69

個人宛通知郵送料　 2,850件 807
医療機関返送用     1,000件 92

予防接種専用パソコンセットアップ料　　 65 2

医師賠償責任保険　  694

個別予防接種事務委託　　　　　 　　　　　 4,851

データ入力委託

予防接種専用パソコン等リース料 77 246

予防接種事故救済措置費 5,501
　　　　障害年金（1人）
　　　　医療手当（3人）
　　　　医療費（2人）　　　　　　　　 54

72

12,907

予防接種事故措置費補助金（3/4） 4,371

消耗品費 370

100

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　予防接種を実施するための事務経費他
報酬 60

旅費 3

234

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健予防課

既存

事項 予防接種経費（事務経費他）
会計 一般会計 衛生費 保健衛生費 予防費

小事業 1015 予防接種経費

473

これまでの取組内容 使用料及び賃借料 77

保険料 692

4,351 委託料 4,824

事業概要 240 印刷製本費 309
　予防接種予診票等の印刷、発送、勧奨通知の発送、医師会への事務委託
料、健康被害発生時の調査委員会経費、予防接種による健康被害の給付金
等。 713 通信運搬費 805

手数料 65

692

食糧費 1

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 4,354

12,952

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　個別通知や学校を通じての啓発を行う等の取り組みを実施して予防接種
率の向上を図った。 補償補填及び賠償金 5,746

4,424
1,267

報償費

事業費計

13,697 12,907 12,952
事業費 地方債

8,536

その他
3,658 4,371 4,354

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

13,697 12,907 12,952
事業費 地方債

一般財源
10,039 8,536 8,598 8,598
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 10 目 15

前年度予算

BCGワクチン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 8,061

BCG予防接種委託　（2,274人） 14,579

22,640

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　結核の発生及びまん延を予防するために、ＢＣＧ予防接種を実施する。
7,110 医薬材料費 7,110

12,865 委託料 12,865

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健予防課

既存

事項 予防接種経費（BCG）
会計 一般会計 衛生費 保健衛生費 予防費

小事業 1015 予防接種経費

　対象者 　：生後３か月以上１歳未満の子

　実施方法：奈良市医師会に委託し、登録医療機関にて個別接種により行
う。ワクチンについては市で購入。

接種見込者数：　２，２７４人

事業概要

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
19,975

BCG予防接種 2,505 2,192 2,432

【実績】 （人）
種類 ２４年度 ２５年度 ２６年度見込

　過去３年間の実績は以下のとおり
これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

18,769 22,640 19,975
事業費 地方債

22,640
一般財源

18,769 22,640 19,975 19,975

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

18,769 22,640 19,975
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 10 目 15

前年度予算

三種混合ワクチン　 　 77,739
４種混合ワクチン　　　
不活化ポリオワクチン

三種・4種混合予防接種委託　　 　（10,300人） 58,205
不活化ポリオワクチン接種委託　　 （400人）　　
事務費

　過去３年間の実績は以下のとおり

（延べ回数）

135,944

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　ジフテリア・百日せき・破傷風・ポリオの発生及びまん延を予防するた
めに、三種混合・４種混合・不活化ポリオワクチンの各予防接種を実施す
る。

449 医薬材料費 72,463
69,660
2,354

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健予防課

既存

事項 　予防接種経費（三種混合・４種混合・不活化ポリオ）
会計 一般会計 衛生費 保健衛生費 予防費

小事業 1015 予防接種経費

【見込】 （回）

事業概要

　対象者：１期初回　生後３～９０月未満　３回
　　　　　１期追加　生後３～９０月未満　１回

実施方法：奈良市医師会に委託し、登録医療機関にて個別接種により行
う。ワクチンについては市で購入。

412

48,863 委託料 50,921
1,646

三種混合 8,747 2,570 554
予防接種種類 ２４年度 ２５年度 ２６年度見込

【実績】

これまでの取組内容

接種見込者回数 300 10,300 400
三種混合 ４種混合 不活化ポリオ

事業費 地方債

※４種混合については、平成24年11月1日より実施し、不活化ポリオにつ
いては平成24年9月1日より開始。三種混合ワクチンは平成26年12月4日よ
り国の管理品目となり、三種・ポリオが四種へ移行していく。

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

不活化ポリオ 10815 4,583 2,430 事業費計
123,384

４種混合 2082 8,363 9,719

155,598 135,944 123,384
事業費 地方債

135,944

155,598 135,944 123,384
事業費 地方債

一般財源
155,598 135,944 123,384 123,384

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 10 目 15

前年度予算

32 38

二種混合ワクチン 2,795

二種混合勧奨通知郵送料　　　 167

二種混合予防接種委託 9,353

対象者には、個別通知や学校を通して予防接種の啓発を実施する。

12,353

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健予防課

既存

事項 予防接種経費（二種混合）
会計 一般会計 衛生費 保健衛生費 予防費

小事業 1015 予防接種経費

実施方法：奈良市医師会に委託し、登録医療機関にて個別接種により行
う。ワクチンについては市で購入。

　対象者 ：１１歳以上～１３歳未満の小学校６年生
事業概要

7,279 委託料 7,279

154 通信運搬費 154

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　ジフテリア・破傷風の発生及びまん延を予防するために、二種混合（ジ
フテリア・破傷風）予防接種を実施する。 二種混合予診票　　　　　 印刷製本費 32

2,516 医薬材料費 2,516

【実績】 （人）

　過去３年間の実績は以下のとおり
これまでの取組内容

接種見込者数：　　　２，１１９　人

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

二種混合 2,773 1,608 1,753 事業費計
9,981

２４年度 ２５年度 ２６年度見込

7,247 12,353 9,981
事業費 地方債

12,353

7,247 12,353 9,981
事業費 地方債

一般財源
7,247 12,353 9,981 9,981

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 10 目 15

前年度予算

MR予診票（第1期・第2期）　　　　 26 31

MRワクチン（第1期）　 28,961
MRワクチン（第2期）　

予防接種個人宛通知郵送料（第2期）　　（2,865件） 173
未接種者勧奨　 （1,000件） 52

MR予防接種委託（第1期）（2,370人） 22,439

MR予防接種委託（第2期）（2,613人）

51,604

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健予防課

既存

事項 予防接種経費（ＭＲ第1期・第2期）
会計 一般会計 衛生費 保健衛生費 予防費

小事業 1015 予防接種経費

11,336 委託料 21,586
事業概要 10,250

149 通信運搬費 201

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　麻しん・風しんの発生及びまん延を予防するために、麻しん風しん混合
（ＭＲ）予防接種を実施する。 印刷製本費 26

13,322 医薬材料費 28,011
14,689

【実績】 （人）

　過去３年間の実績は以下のとおり
これまでの取組内容

ＭＲ第2期 2,613

【見込】 （人）
ＭＲ第1期 2,370

　対象者 ：第１期　１歳～２歳未満
　　　   　第２期　５歳児（年長児）
対象者には個別通知を行うほか、保育園・幼稚園を通じて予防接種の啓発
を実施する。
実施方法：奈良市医師会に委託し、登録医療機関にて個別接種により行
う。ワクチンについては市で購入。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

49,824

財源内訳 財 源 の 内 容

ＭＲ第2期 2,632 2,715 2,642 事業費計

ＭＲ第1期 2,688 2,461 2,537
種類 ２４年度 ２５年度 ２６年度見込

65,045 51,604 49,824
事業費 地方債

51,604

65,045 51,604 49,824
事業費 地方債

一般財源
65,045 51,604 49,824 49,824

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 10 目 15

前年度予算

日本脳炎予診票　　 117

日本脳炎個人宛通知郵送料 （2,729通） 296

日本脳炎予防接種委託第1期　　　　  （6,150人) 92,133
日本脳炎予防接種委託第2期（特例含む)(2,950人)　　　　　　　　　　　　

92,546

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健予防課

既存

事項 予防接種経費（日本脳炎）
会計 一般会計 衛生費 保健衛生費 予防費

小事業 1015 予防接種経費

事業概要

19,474
44,723 委託料 64,197

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　日本脳炎の発生及びまん延を予防するために、日本脳炎予防接種を実施
する。 100 印刷製本費 100

141 通信運搬費 141

これまでの取組内容

日本脳炎　第1期 6,150
日本脳炎　第2期(特例者含む） 2,950

延べ回数
【見 （回）

実施方法：奈良市医師会に委託し、登録医療機関にて個別接種により行
う。

　対象者：３歳～７歳６か月未満　第１期初回　２回、追加　１回
　　　　　９歳～１３歳未満　　　第２期　　　１回
<特例対象者>第２期　平成９年生まれの者は積極的な勧奨を行う。
　　　　　　平成１４年から平成１８年生まれの第１期を完了した者
対象者には順次個別通知を行い予防接種の啓発を行う。

日本脳炎　特例措置 3,833 2,184 2,596
日本脳炎　第1期 8,609 7,355 4,969

国庫支出金

（延べ回数） 64,438

２４年度 ２５年度 ２６年度見込 財源内訳 財 源 の 内 容

　平成１７年５月３０日付厚生労働省勧告により定期の予防接種における
日本脳炎ワクチンの積極的勧奨を差し控えていたが、平成２２年８月２７
日付省令で接種勧奨が再開され、平成２３年５月２０日付省令により特例
措置・第２期の対象者が拡大された。（第１期対象者：３歳以上７歳６か
月未満の子、第２期対象者：９歳以上１３歳未満の子、特例措置対象者：
平成７年４月２日から平成１９年４月１日生まれの子）
過去３年間の実績は以下のとおり 事業費計

【実績】

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）
日本脳炎　第2期 1,479 1,615 2,263

県支出金

76,301 92,546 64,438
事業費 地方債

92,546
一般財源

76,301 92,546 64,438 64,438

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

76,301 92,546 64,438
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 10 目 15

前年度予算

インフルエンザガイドライン　冊子　　（280冊） 26 26

インフルエンザ予診票 394

インフルエンザ予防接種委託　　　　（45,600人） 127,800
インフルエンザ予防接種委託（市外）（1,600人）

128,220

117,238 委託料 123,820
6,582

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　インフルエンザの個人の発病又は重症化を防止し、併せてまん延を予防
するためにインフルエンザ予防接種を実施する。 消耗品費 26

356 印刷製本費 356

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健予防課

既存

事項 予防接種経費（インフルエンザ）
会計 一般会計 衛生費 保健衛生費 予防費

小事業 1015 予防接種経費

接種見込者数：　４７，２００　人

実施方法　：奈良市医師会に委託し、登録医療機関にて個別接種により行
う。

　対象者 ：①６５歳以上の者
　②６０～６５歳未満の者であって、心臓、じん臓又は呼吸器
の機能に自己の身辺の日常生活行動が極度に制限される程度の
障がいを有する者及びヒト免疫不全ウィルスにより免疫の機能
に日常生活がほとんど不可能な程度の障がいを 有する者

事業概要

事業費計
124,202

財源内訳 財 源 の 内 容

インフルエンザ 41,435 43,214 45,160
種類 ２４年度 ２５年度 ２６年度見込

【実績】 (人)

これまでの取組内容

　過去３年間の実績は以下のとおり

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

110,678 128,220 124,202
事業費 地方債

インフルエンザ予防接種実費徴収金 1,141

127,079
一般財源

109,768 127,079 123,152 123,152

その他
910 1,141 1,050 1,050

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

110,678 128,220 124,202
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 10 目 15

前年度予算

ヒトパピローマウィルス感染症予防接種委託　（40人） 30,469
事務費

60

83

30,612

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　ヒトパピローマウィルス感染症の予防接種行うことにより、子宮頸がん
の発症を予防し、市民の健康増進を図る。 656 委託料 1,068

412

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健予防課

既存

事項 予防接種経費（ヒトパピローマウィルス感染症）
会計 一般会計 衛生費 保健衛生費 予防費

小事業 1015 予防接種経費

接種見込者数：　　　４０人

実施方法：奈良市医師会に委託し、登録医療機関にて個別接種により行
う。（ワクチン代込）

　対象者：小学６年生から高校1年生相当の女子にヒトパピローマウィル
ス様粒子ワクチンを３回接種。標準接種年齢は中学１年生。
（平成２５年６月１４日付　厚生労働省健康局長通知により、積極的勧奨
の差し控え）

事業概要

財 源 の 内 容

ヒトパピローマウィ
ルス感染症

3,350 842 38 国庫支出金

２４年度 ２５年度 ２６年度見込 財源内訳

事業費計
【実績】 （人） 1,068

　平成２３年・２４年度は国の子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進事業に
より、任意の予防接種として子宮頸がん予防ワクチン、ヒブワクチン、小
児用肺炎球菌ワクチンを医療機関で接種した者に、接種費用を公費助成し
た。平成２５年度より定期の予防接種となる。 印刷製本費

通信運搬費

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

13,827 30,612 1,068
事業費 地方債

30,612
一般財源

13,827 30,612 1,068 1,068

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

13,827 30,612 1,068
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 10 目 15

前年度予算

ヒブ感染症予防接種委託（10,300人） 99,256
事務費
データ委託

99,256

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　ヒブ感染症の予防接種を行うことにより細菌性髄膜炎や菌血症の発症及
び重症化の防止をし、市民の健康増進を図る。 89,775 委託料 90,509

412
322

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健予防課

既存

事項 予防接種経費（ヒブ感染症）
会計 一般会計 衛生費 保健衛生費 予防費

小事業 1015 予防接種経費

接種見込者数：　１０，３００　人

　対象者：標準として２月～６０月に至るまでの間にある者に、乾燥ヘモ
フィルスｂ型ワクチンを接種する。標準的接種方法は、生後２月～生後７
月に至るまでの間にある者に、計４回接種。
実施方法：奈良市医師会に委託し、登録医療機関にて個別接種により行
う。（ワクチン代込）

事業概要

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

ヒブ感染症 9,835 9,835 10,275 90,509
２４年度 ２５年度 ２６年度見込 事業費計

【実績】 （人）

　平成２３年・２４年度は国の子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進事業に
より、任意の予防接種として子宮頸がん予防ワクチン、ヒブワクチン、小
児用肺炎球菌ワクチンを医療機関で接種した者に、接種費用を公費助成し
た。平成２５年度より定期の予防接種となる。

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

100,118 99,256 90,509
事業費 地方債

99,256
一般財源

100,118 99,256 90,509 90,509

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

100,118 99,256 90,509
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 10 目 15

前年度予算

小児肺炎球菌感染症予防接種委託（10,400人） 135,397
事務費
データ入力委託

135,397

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　小児肺炎球菌感染症の予防接種を行うことにより細菌性髄膜炎や菌血症
の発症及び重症化の防止をし、市民の健康増進を図る。 125,018 委託料 125,756

412
326

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健予防課

既存

事項 予防接種経費（小児肺炎球菌感染症）
会計 一般会計 衛生費 保健衛生費 予防費

小事業 1015 予防接種経費

接種見込者数：　１０，４００人

　対象者：標準として２月～６０月に至るまでの間にある者に、沈降１３
価肺炎球菌結合型ワクチンを接種する。標準的接種方法は、生後２月～生
後７月に至るまでの間にある者に、計４回接種。
実施方法：奈良市医師会に委託し、登録医療機関にて個別接種により行
う。（ワクチン代込）

事業概要

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

小児肺炎球菌感染症 10,233 11,229 10,275 125,756
２４年度 ２５年度 ２６年度見込 事業費計

【実績】 （人）

これまでの取組内容

　平成２３年・２４年度は国の子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進事業に
より、任意の予防接種として子宮頸がん予防ワクチン、ヒブワクチン、小
児用肺炎球菌ワクチンを医療機関で接種した者に、接種費用を公費助成し
た。平成２５年度より定期の予防接種となる。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

123,185 135,397 125,756
事業費 地方債

135,397
一般財源

123,185 135,397 125,756 125,756

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

123,185 135,397 125,756
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 10 目 15

前年度予算

水痘予診票 65 68

水痘予防接種委託（4,400人） 39,323
事務費
データ入力委託

609

40,000

138

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　予防接種法が改正され、平成２６年１０月１日よりA類疾病に水痘が位
置付けられた。空気感染し、強い伝染力をもち、家庭内での接触は９０％
が発症する。水痘ワクチンを１回接種で水痘の罹患を８０～８５％程度抑
えられ重症化を防ぐとともに、２回接種でまん延を予防することができる
とされている。

印刷製本費 65

42,429 委託料 42,979
412

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健予防課

既存

事項 予防接種経費（水痘）
会計 一般会計 衛生費 保健衛生費 予防費

小事業 1015 予防接種経費

接種見込者数：　４，４００人

　対象者：生後１２月から生後３６月に至るまで者。乾燥弱毒生水痘ワク
チンを３月以上の間隔をおいて２回接種する。

実施方法：奈良市医師会に委託し、登録医療機関にて個別接種により行
う。（ワクチン代込）

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
43,044

これまでの取組内容

　平成２６年１０月１日より定期の予防接種となる。対象者全員に個別通
知発送。（対象者及び経過措置者）
医師会を通じ、医療機関に登録をお願いし、その医療機関に周知、啓発ポ
スターを作成し配布。また、平成２７年１月生まれ以降の予診票綴りに
綴っていき、啓発していく。 通信運搬費

0 40,000 43,044
事業費 地方債

40,000

0 40,000 43,044
事業費 地方債

一般財源
0 40,000 43,044 43,044

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 10 目 15

前年度予算

成人用肺炎球菌感染症予診票 65 73

成人用肺炎球菌感染症予防接種委託（5,500人） 35,927
成人用肺炎球菌感染症予防接種委託（市外）（100人）
事務費
データ入力委託

36,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健予防課

既存

事項 予防接種経費（成人用肺炎球菌感染症）
会計 一般会計 衛生費 保健衛生費 予防費

小事業 1015 予防接種経費

　対象 ：①６５歳の者
　②６０～６５歳未満の者であって、心臓、じん臓又は呼吸器の機能　に
自己の身辺の日常生活行動が極度に制限される程度の障がいを有する者及
びヒト免疫不全ウィルスにより免疫の機能に日常生活がほとんど不可能な
程度の障がいを有する者。

事業概要

412
175

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　予防接種法が改正され、平成２６年１０月１日よりB類疾病に成人用肺
炎球菌が位置付けられた。肺炎は死因順位の第３位で、特に高齢者は高い
死亡率となっている。肺炎球菌による肺炎や侵襲性感染症の発症及び肺炎
により死亡者を減少させる効果がある。

印刷製本費 65

28,435 委託料 29,839
817

　平成２６年１０月１日より定期の予防接種となる。
医師会を通じ、医療機関に登録をお願いし、その医療機関に周知、啓発ポ
スターを作成し配布、掲示してもらう。

接種見込者数：　５０，７００　人
これまでの取組内容

実施方法：奈良市医師会に委託し、登録医療機関にて個別接種により行
う。（ワクチン代込）自己負担金３，０００円、但し生活保受給者等は無
料。

<経過措置者>
年度中に、７０歳、７５歳、８０歳、８５歳、９０歳、９５歳にな
る者。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

29,904
事業費計

0 36,000 29,904
事業費 地方債

高齢者肺炎球菌感染症予防接種実費徴収金

36,000

0 36,000 29,904
事業費 地方債

一般財源
0 36,000 29,649 29,649

その他
255 255

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 10

前年度予算

　保健予防課の運営に係る事務経費
事務用消耗品 305

　事務用消耗品    コピー用紙他

　消耗品の節約に取り組み、費用の削減を行っている。

305

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健予防課

既存

事項 保健所事務経費
会計 一般会計 衛生費 保健所費 保健所総務費

小事業 1010 保健所事務経費

事業概要

300 消耗品費 300

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
300

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

269 305 300
事業費 地方債

305
一般財源

269 305 300 300

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

269 305 300
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 10

前年度予算

　各関係機関への助成を行い、保健衛生の向上と充実を図る。
奈良原爆被害者の会運営補助金　 150

奈良市精神障害者家族会・奈良ともしび会活動補助金 50

150

事業概要

100 負担金補助及び交付金 150

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健予防課

既存

事項 保健衛生団体助成経費
会計 一般会計 衛生費 保健所費 保健所総務費

小事業 1020 保健衛生団体助成経費

100 100 100
２４年 ２５年 ２６年見込

　奈良原爆被害者の会運営補助
（千円）

　【過去3年間の実績】
これまでの取組内容

　各関係機関に対する運営や活動に伴う補助金の交付

「奈良原爆被害者の会」と「奈良市精神障害者家族会・奈良ともしび会」
に運営・活動に対し、補助金を支出する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

50 50 50 国庫支出金

２４年 ２５年 ２６年見込 財源内訳 財 源 の 内 容

　奈良市精神障害者家族会・奈良ともしび会活動補助 事業費計
（千円） 150

150 150 150
事業費 地方債

150

150 150 150
事業費 地方債

一般財源
150 150 150 150

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 15

前年度予算

感染症診査協議会委員報酬（1回） 36 36

感染症診査協議会委員旅費（1回） 3 97
阪神地区感染症懇話会研修会（大阪日帰り）（2回） 4
感染症危機管理研修会（東京2泊3日）（1回） 　 60
厚生労働省・感染症対策会議（1回） 30

書籍購入費 7 162

事務用消耗品等 98

感染症発生動向調査連絡文書等郵送費 8 108
結核菌遺伝子タイピング検査（ＶＮＴＲ法）郵送費 11
病原体定点郵送費 22
風しん抗体検査受診票郵送費 15

Ｂ・Ｃ型肝炎検査 76 1,636
感染症発生動向調査検査　
緊急肝炎ウイルス検査手数料 95
結核菌遺伝子タイピング検査（ＶＮＴＲ法）手数料
蘇生器検査手数料 4
医療廃棄物取扱手数料 10
診療報酬審査 1

定点医療機関感染症発生動向調査委託（16カ所） 6,275
風しん抗体検査委託

1類及び2類感染症入院医療費（30日） 228

24
56

8,622

感染症発生動向調査事業費負担金・感染症入院患者医療費負担金
感染症予防事業費負担金・特定感染症予防事業費補助金 4,349

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健予防課

既存

事項 感染症予防対策経費
会計 一般会計 衛生費 保健所費 保健予防費

小事業 1510 感染症予防対策経費

【過去3年間の実績】
　腸管出血性大腸菌感染症等の3類感染症の発生件数 228 扶助費 228

これまでの取組内容 768 委託料 1,865
感染症発生時の疫学調査等の対応状況 1,097

事業概要 通信運搬費 56
Ⅰ感染症発生動向調査事業
Ⅱ感染症に関する正しい知識の啓発事業
Ⅲ感染症発生時の疫学調査等の対応
Ⅳ肝炎ウイルス感染者の早期発見のための肝炎ウイルス検査事業
Ⅴ先天性風しん症候群の発生予防のための風しん抗体検査事業 手数料 1,856

1,402

268

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　感染症発生動向調査事業により市民や関係機関に対し、感染症流行状況
について情報発信する。感染症の発生時には就業制限、健康診断、入院勧
告の対応及び患者等の疫学調査、保健指導を行うことにより感染症の予防
及びまん延防止を図る。また、肝炎ウイルス検査ならびに風しん抗体検査
を実施することにより、これらの感染症の発生の予防・まん延防止を図
る。

報酬 36

旅費 97

消耗品費 105

　 財源内訳 財 源 の 内 容

平成24 平成25 平成26見込 国庫支出金
27 11 20 2,168

事業費計
　感染性胃腸炎集団発生件数 4,243

7 10 6 印刷製本費

　
平成24 平成25 平成26見込 報償費

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

2,513 8,622 4,243
事業費 地方債

4,273
一般財源

949 4,273 2,075 2,075

その他
1,564 4,349 2,168

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,513 8,622 4,243
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 15

前年度予算

エイズ対策推進会議委員謝礼（1回） 40 0

エイズ対策推進会議委員旅費（1回） 4 19
検査相談研修会旅費（2日） 6
エイズ教育研修会旅費（2日） 5
ピアカウンセラー派遣旅費（1回） 7

事務用消耗品等 96

ＨＩＶ迅速検査キット（4セット） 273
全血展開液（4袋） 4
エタノール（6袋） 5

エイズ啓発郵送料（83件） 9 7

ＨＩＶ抗体検査手数料 1 8
ＨＩＶ抗体確認検査手数料 6

検査相談研修会受講料 5 5

48
45

501

特定感染症予防事業費補助金 199

22

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　HIV感染予防のために若年者等へのエイズに関する正しい知識の普及、
HIV感染者の早期発見のためにHIV抗体検査・相談の実施と普及を行う。ま
た、エイズ対策の推進のため、医療・教育・NPO団体等との連携を図る。

報酬 40

旅費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健予防課

既存

事項 エイズ対策経費
会計 一般会計 衛生費 保健所費 保健予防費

小事業 1515 エイズ対策経費

手数料 7

通信運搬費 9

事業概要

Ⅰ正しい知識の啓発・教育事業
１）高校等への出前エイズ教育
２）エイズ展等のキャンペーンの実施HIV抗体検査普及週間・世界エイズ
デー2回
Ⅱ早期発見のための検査・相談事業
１　即日ＨＩＶ抗体検査・相談
Ⅲエイズ対策推進のための事業
　　エイズ拠点病院・医療機関・教育関係者・NPO等とのエイズ対策推進
会議1回

259 医薬材料費 268

112 消耗品費 112

平成25年度は、検査普及週間及び世界エイズデーに
夜間・休日検査を4回実施

事業費計
463

財源内訳 財 源 の 内 容

291 287 303
平成24 平成25 平成26見込 印刷製本費

　ＨＩＶ抗体検査受検者数
　 報償費

　【過去3年間の実績】

負担金補助 5
これまでの取組内容 及び交付金

事業費 地方債

国庫支出金
180

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

360 501 463
事業費 地方債

302
一般財源

227 302 283 283

その他
133 199 180

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

360 501 463
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 15

前年度予算

公費負担申請書等印刷 4 4

公費負担申請書類返却郵送料 12 52
患者票送付郵送料（受給者・医療機関） 32
結核指定医療機関指定書送付郵送料 8

結核医療費診療報酬明細書審査手数料 121

結核医療費公費負担 12,000

12,177

結核医療費負担金（8,250）、結核医療費補助金（1,000） 8,500

13,000 扶助費 13,000

111 手数料 111

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づく入院
患者の医療（３７条）及び結核患者の医療（３７条の２）に関する費用を
負担し、患者の自己負担の軽減を行う。

印刷製本費 4

通信運搬費 52

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健予防課

既存

事項 結核医療費公費負担経費
会計 一般会計 衛生費 保健所費 保健予防費

小事業 1520 結核医療費公費負担経費

これまでの取組内容

　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づく入院
患者の医療（３７条）及び結核患者の医療（３７条の２）の受給者への医
療費の助成、患者票の発行・発送。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
9,250

　過去3年の実績は下記の通り

　【実績】
　平成24年度　　　　1,182件　　12,802,453円
　平成25年度　　　　1,211件　　17,066,276円
　平成26年度見込　　1,069件　　18,802,600円

事業費計
13,167

17,227 12,177 13,167
事業費 地方債

3,677

17,227 12,177 13,167
事業費 地方債

一般財源
9,725 3,677 3,917 3,917

その他
7,502 8,500 9,250

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 15

前年度予算

感染症審査協議会委員報酬（24回） 1,152
結核対策評価推進会議委員報酬（1回）　 30

医師研修会講師謝礼 18 432
DOTS服薬支援協力者謝礼　
定期病状調査協力病院謝礼（2件） 6

感染症診査協議会委員旅費（24回）　 96 411
医師連絡（12回） 51
協力病院等連絡調整（12回） 32
DOTS担当の技術向上のための研修派遣（1回） 70
DOTS対策評価推進会議委員旅費（1回） 32
医師研修会講師旅費・打合せ旅費（1回） 59

事務用消耗品費等 147

DOTS対象患者指導パンフレット・服薬手帳 60 220
入院届出票 21

検査医薬品等 253

検診通知郵送料（1,240件）　　 77

DOTS事業評価推進会議資料送付郵送料、定期病状調査郵送料 2
結核予防啓発用郵送料（134件） 11
検査手数料 1,614

結核住民検診委託 270

医療機関面接時高速道路使用料 15 15

私立学校等の定期結核健康診断に対する補助金 2,178
DOTS担当保健師結核研究所研修出席負担金 22

6,769

感染症予防事業費負担金・感染症対策特別促進事業費補助金 1,692

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健予防課

既存

事項 結核予防対策経費
会計 一般会計 衛生費 保健所費 保健予防費

小事業 1525 結核予防対策経費

261 委託料 261
地域ＤＯＴＳの実施状況（実施者数）

これまでの取組内容

【過去3年間の実績】 1,450 手数料 1,450

事業概要

Ⅰ結核患者の治療完遂をめざした地域ＤＯＴＳ事業
１）結核患者に対する保健師による家庭訪問等による服薬支援
２）病院と保健所の連携会議　月1回
Ⅱ結核の早期発見のための健診事業
　結核接触者健康診断（月3回）、結核住民健診（月1回）
Ⅲ結核に関する啓発のための医療機関、市民等への啓発事業
Ⅳ結核対策推進事業
　医療機関・結核専門医療機関等との結核対策評価推進会議　年1回
Ⅴ私立学校等の定期結核健康診断等に対し補助を行う

130 消耗品費 130

印刷製本費 81

303 医薬材料費 303

108 通信運搬費 121

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　結核罹患率の低下をめざし、地域ＤＯＴＳ事業（結核患者に対する服薬
支援）を実施する。また、結核の早期発見のために、結核接触者健康診
断、結核住民健診とともに市民や医療機関等に対し結核に対する啓発を行
う。感染症（結核）診査協議会を開催し、結核患者の入院勧告・就業制限
等について診査し、適正な医療を確保する。

1,152 報酬 1,182

報償費 337
313

旅費 340

平成24 平成25 平成26見込 国庫支出金
574 685 441 1,374

財源内訳 財 源 の 内 容

2,212

事業費計
結核接触者健康診断受診状況（胸部Ｘ線検査の延べ受診者数） 6,432

74 72 70 2,190 負担金補助及び交付金

　 使用料及び賃借料 15
平成24 平成25 平成26見込

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

5,860 6,769 6,432
事業費 地方債

5,077
一般財源

4,439 5,077 5,058 5,058

その他
1,421 1,692 1,374

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

5,860 6,769 6,432
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 15

前年度予算

難病対策地域協議会委員報酬 50 0

難病対策各事業等の事務補助（10日×10カ月） 688

訪問相談員育成事業講師謝礼（医師2回） 48 112
訪問指導事業指導員謝礼（理学療法士2回） 16

訪問相談事業旅費（3回） 3 13
難病担当者業務検討会（7回） 5
訪問相談員育成事業講師旅費（2回） 5

訪問相談用消耗品 3 3

特定疾患受給者証送付等郵送料（更新4,000通） 465
特定疾患申請書類郵送用切手代（1,360通）
原爆援護法健康診断通知郵送料（260人×2回） 43
原爆2世検診通知郵送料（80人×1回） 7

95

1,376

難病特別対策推進事業費補助金 515

特定疾患治療研究事業費委託金 200

旅費 13

報償費 64

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　難病患者及びその家族に対して、医療費及び日常生活に係る相談を受
け、疾病等に対する不安の解消を図る。また、県事業である特定疾患患者
の医療受給者証の申請受付や発送、原子爆弾被害者に対する援護に関する
法律に関する申請受付、発送業務を行う。

報酬 50

688 賃金 688

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健予防課

既存

事項 難病対策経費
会計 一般会計 衛生費 保健所費 保健予防費

小事業 2015 難病対策経費

これまでの取組内容

644
118

事業概要

　難病患者への訪問相談事業、特定疾患医療受給者証の申請受付・発送事
務、原子爆弾被害者への医療費助成等の申請受付・発送事務など 消耗品費 3

476 通信運搬費

200

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
605

　郵送料においては、特定疾患患者の増加に伴って年々増加しているた
め、まとめて発送することで郵便割引の制度を使い単価を下げる等の取組
を行っている。

印刷製本費

事業費計
1,462

事業費 地方債
1,177 1,376 1,462

661

事業費 地方債
1,177 1,376 1,462

一般財源
781 661 657 657

その他
396 715 805

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 15

前年度予算

精神保健福祉連絡協議会委員報酬 50 0

家族教室講師謝礼（1回） 24 588
精神保健福祉相談医師謝礼（21回）

訪問同行旅費（6回） 3 7
精神保健業務検討会（6回） 4

訪問指導用消耗品 3 3

家族教室連絡文書郵送料（12件） 1 25
医療保護入院届等郵送料（48件） 24

駐車場利用料（12回） 3 3

【過去3年間の実績】 （H24） （H25） （H26見込）
精神保健福祉相談 （面接） 255件 232件 150件

（訪問） 442件 390件 430件
（電話） 347件 363件 356件

統合失調症家族教室 （回数） 5回 0 5 回
（人数） 48人 0 43 人

うつ病家族教室 （回数） 2回 4回 0回
（人数） 14人 19人 0人 626

統合失調症当事者教室 （回数） 7回 7回 7回
（人数） 38人 35人 28人

※評価会議は年1回

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健予防課

既存

事項 精神保健対策経費
会計 一般会計 衛生費 保健所費 保健予防費

小事業 2025 精神保健対策経費

事業概要 通信運搬費 25
　治療が必要な未治療者・医療中断者に対する支援や再発予防、精神疾患
の正しい知識の普及のために、医師による精神保健福祉相談、家族教室、
統合失調症当事者教室、地域援助活動等を行う。 使用料及び賃借料 3

消耗品費 3

旅費 7

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　精神疾患を持つ人やその疑いのある人が適切な時期に適切な支援を受け
ることができ、社会参加と自立への促進を図ることで地域の中で生活して
いくことを目的とする。

報酬 50

報償費 528
504

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
616

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

598 626 616
事業費 地方債

626
一般財源

598 626 616 616

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

598 626 616
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 15

前年度予算

日本公衆衛生学会（3泊4日　2人） 325
保健師ブロック別研修会（1人） 6
特定疾患者医療従事者等研修会（5泊6日 1人）

書籍購入費 16 47
日本公衆衛生学会資料代 16
日本公衆衛生学会近畿地方会資料代 3

日本公衆衛生学会出席負担金 6 6
特定疾患者医療従事者等研修会資料代 13

378

難病対策推進事業費補助金 58

消耗品 35

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　地域保健対策の円滑な推進を目的として、地域保健関係職員等の資質の
向上を図るため研修事業を実施する。 167 旅費 278

105

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健予防課

既存

事項 地域保健等推進経費
会計 一般会計 衛生費 保健所費 保健予防費

小事業 2050 地域保健等推進経費

これまでの取組内容

　地域保健対策推進のための研修会等への参加旅費及び負担金他
事業概要 負担金補助及び交付金 19

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
59

　多くの技術専門職と事務職を擁し高度な保健技術を提供する保健所の職
員として、学会・研修会へ参加することにより、専門的な知識と技術を習
得し、又、他の先進的な取り組みを学び、そのことにより、地域保健関係
職員等の資質の向上を図ってきた。

事業費計
332

事業費 地方債
254 378 332

320

事業費 地方債
254 378 332

一般財源
254 320 273 273

その他
0 58 59

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 15

前年度予算

自殺対策関係職員研修会講師謝礼（1回） 24 600
自殺対策市民講演会講師謝礼（1回） 24
うつ病専門相談医師謝礼（3回） 72
こころの健康相談（面接）臨床心理士謝礼（21回）

自殺対策市民講演会講師旅費（1回） 3 67
技術支援研修（2泊3日） 60
市区町村ブロック会議（2回） 4

事務用消耗品 27

市民講演会用消耗品 15

啓発物郵送料（350件） 33 33

メンタルヘルスチェック運営管理業務委託 143

技術支援研修出席負担金（1回） 15 15

自殺対策に関する研修会や市民講演会、人材育成のための研修会の実施
こころの健康相談（電話・面接）やうつ病専門相談の実施
自殺予防の啓発パネル展示
自殺対策相談窓口一覧リーフレットや啓発カードの配布

115

1,000

自殺対策緊急強化事業補助金 778

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健予防課

既存

事項 自殺対策緊急強化事業対策経費
会計 一般会計 衛生費 保健所費 保健予防費

小事業 2065 自殺対策緊急強化事業対策経費

事業概要

　自殺対策に関する研修会の開催、こころの健康相談の実施、自発予防啓
発のリーフレット・チラシの発送などを行い、市民の困りごとに誠意を
もって向き合い、解決に一歩でも近づける相談体制をつくる。

通信運搬費 33

143 委託料

116 消耗品費 131

旅費 67

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　自殺対策に関わる多様な分野に携わる人材を養成することや、周囲の
人々が自殺防止のために行動（気づき、つなぎ、見守り）できるようにす
る広報啓発を強力に実施する等の施策により、地域における自殺予防力を
強化する。また、専門相談窓口を設けることで相談体制を充実させる。

報償費 540

420

事業費計
929

印刷製本費

これまでの取組内容

143

負担金補助及び交付金 15

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 720

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

1,138 1,000 929
事業費 地方債

222

その他
1,138 778 720

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,138 1,000 929
事業費 地方債

一般財源
0 222 209 209
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 20

前年度予算

養育医療自己負担金通知 25 41
養育医療券送付（受給者・医療機関）　 21

養育医療給付請求審査事務費 27 27

養育医療費公費負担　　 30,000

30,068

未熟児養育医療費負担金 12,750

未熟児養育医療費負担金 6,375

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　母子保健法にもとづき、身体の発育が未熟なままで生まれ、入院を必要
とする方に対して、医療費の給付を行い、負担軽減を図る。 通信運搬費 46

手数料 27

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健予防課

既存

事項 未熟児・低体重児支援経費
会計 一般会計 衛生費 保健所費 母子保健費

小事業 1030 未熟児・低体重児支援経費

事業概要

養育医療受給者への医療費の助成、医療券の発送など
【対象者】
下記の症状等が見られる場合で入院を必要とする未熟児
①出生時の体重が２，０００グラム以下
②体温が異常に低い場合
③呼吸器、循環器系、消化器系などに異常がある場合
④強い黄疸がある場合

35,000 扶助費 35,000

国庫支出金
15,300

県支出金

事業費計
35,073

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　過去3年の実績は下記の通り。

　【実績】
　平成24年度　　　　288件　　49,313,638円
　平成25年度　　　　277件　　36,141,161円
　平成26年度見込　　333件　　46,582,239円

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 7,650

36,190 30,068 35,073
事業費 地方債

未熟児養育医療費負担金 4,500

6,443
一般財源

13,652 6,443 7,723 7,723

その他
22,538 23,625 27,350 4,400

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

36,190 30,068 35,073
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 20

前年度予算

育成医療券送付（受給者・医療機関）　 18 18

育成医療給付請求審査事務費 57 58

育成医療費公費負担　　 13,000

13,076

障害者医療費国庫負担金 6,500

障害者医療費県補助金 3,250

13,000 扶助費 13,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　児童福祉法にもとづき、児童の身体障害を軽減・除去する手術等や結核
の長期入院に要する費用の一部を公費負担することにより、障害や疫病を
持つ児童の活力ある生活を支援する。

通信運搬費 18

手数料 57

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健予防課

既存

事項 身体障害児及び結核児童支援経費
会計 一般会計 衛生費 保健所費 母子保健費

小事業 1035 身体障害児及び結核児童支援経費

事業概要

　育成医療受給者への医療費の助成、医療券の発送など
【対象者】
　身体に障害のある児童又はそのまま放置すると将来障害を残すと認めら
れる疾患がある児童（１８歳未満）で、確実な治療効果が期待できる方

事業費 地方債

国庫支出金
6,500

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 3,250

事業費計
13,075

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　過去３年の実績は以下のとおり
【実績】                   （延べ件数）
  平成２４年度              ５３４件　１３，６２４，０５４円
  平成２５年度　　　　      ４９８件　　９，８９４，２６３円
　平成２６年度（見込）      ５７３件　１３，５３３，４４５円

9,961 13,076 13,075
事業費 地方債

3,326

9,961 13,076 13,075
事業費 地方債

一般財源
2,783 3,326 3,325 3,325

その他
7,178 9,750 9,750

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 20

前年度予算

育成医療システム改修費用一式

0

社会保障・税番号制度システム整備費補助金

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健予防課

新規等

事項 社会保障・税番号制度システム整備費（育成医療）
会計 一般会計 衛生費 保健所費 母子保健費

小事業 1035 身体障害児及び結核児童支援経費

事業概要

　自立支援業務の社会保障・税番号制度対応のためのシステム整備事業

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　番号法別表第１（第９条関係）にある自立支援医療（育成医療）事業に
ついて、平成13年に導入した保健所システムにおいて業務を処理してい
る。平成25年4月に権限委譲により自立支援医療（育成医療)業務は市町村
業務となったが、奈良市においては、自立支援（更生医療)業務は福祉シ
ステム、自立支援（育成医療）業務は保健所システムでそれぞれ別のシス
テムにおいて業務を処理してきた。しかし、社会保障・税番号制度の利用
には現在の保健所システム（育成医療）では対応不可であるため、対応可
能である自立支援（更生医療）と同じシステムを利用することにより、自
立支援医療（更生・育成）のシステムの統合をし、業務の効率化を図る。

5,000 委託料 5,000

事業費計
5,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

事業費 地方債

国庫支出金
3,333

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

5,000
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 1,667 1,667

その他
3,333

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

5,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 20

前年度予算

小慢特定疾病審査会委員報酬（8回） 0

小慢特定疾病審査会委員旅費（8回） 22 104

事務用消耗品 24 0

小慢受給者証 30 73
受給者証送付用封筒 35
小慢手帳 44

小慢手帳送付 17 132

医療機関宛承認通知 10
小慢医療券送付 33
更新案内送付 50
保険者連絡 12
更新受診券送付 50
データ処理送付 5

請求審査事務費 431

小慢公費負担データ処理委託 32 78

小慢公費負担システム借上料 687

小慢医療公費負担 130,000

日常生活用具給付費
186

131,691

小児慢性特定疾病負担金（74,800）小慢特定疾患治療研究費補助金（427）

小児慢性特定疾病児日常生活用具給付事業補助金（200） 65,585

旅費 22

消耗品費 24

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　小児慢性疾病のうち、特定疾病についてはその治療が長期にわたり医療
費も高額となる。これを放置することは、児童の健全な育成を阻害するこ
ととなるため、小児慢性特定疾病の治療研究事業を行い、もってその研究
を推進しその医療の確立と普及を図り、併せて患者家庭の医療費の負担軽
減にも資することを目的とする。

262 報酬 262

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健予防課

既存

事項 小児慢性特定疾病医療費助成経費
会計 一般会計 衛生費 保健所費 母子保健費

小事業 1040 小児慢性特定疾病医療費助成経費

委託料 32
これまでの取組内容

534 手数料 534

事業概要

　小児慢性特定疾病医療受給者への医療費の助成、受給者証等の印刷・発
送、審査会委員による審査会の実施、公費負担データの入力など。
【対象者】
悪性新生物、慢性腎疾患、慢性呼吸器疾患、慢性心疾患、内分泌疾患、膠
原病、糖尿病、先天性代謝異常、血友病等血液疾患、神経・筋疾患、慢性
消化器疾患などにかかっている18歳未満の児童（引き続き治療が必要であ
ると認められる場合は20歳未満）。

通信運搬費 177

印刷製本費 109

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
75,427

県支出金

事業費計
151,389

財源内訳 財 源 の 内 容

　過去３年の実績は以下のとおり
【実績】                      （延べ件数）
 平成２４年度            ４，６０４件　１２７，０６６，８０５円
 平成２５年度　　　　    ４，７７５件　１２０，０７８，９５０円
 平成２６年度（見込）    ４，９８０件　１１７，４７２，２９６円

229 使用料及び 229
賃借料

149,600 扶助費 150,000
400

報償費

122,426 131,691 151,389
事業費 地方債

66,106

122,426 131,691 151,389
事業費 地方債

一般財源
56,170 66,106 75,962 75,962

その他
66,256 65,585 75,427

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 20

前年度予算

社会保障・税番号制度システム整備費
小児慢性特定疾病等台帳管理システム改修費用一式

小児慢性特定疾病等台帳管理システム導入費用

0

社会保障・税番号制度システム整備費補助金

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健予防課

新規等

事項 社会保障・税番号制度システム整備費（小児慢性特定疾病等）
会計 一般会計 衛生費 保健所費 母子保健費

小事業 1040 小児慢性特定疾病医療費助成経費

事業概要

1,382 使用料及び賃借料 1,382

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　法改正された小児慢性特定疾病医療費助成業務において、番号法に記載
された事務となるため社会保障・税番号制度対応のシステム改修が必要と
なった。現在使用しているシステムでは、対応不可であるため、新たに対
応できるシステムを導入し、小児慢性特定疾病医療費助成業務を管理す
る。

3,618 委託料 3,618

事業費計
5,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　小児慢性特定疾病等医療費助成業務の社会保障・税番号制度対応のため
のシステム整備事業

事業費 地方債

国庫支出金
946

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

5,000
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 4,054 4,054

その他
946

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

5,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 10

前年度予算

新聞代 96 576
追録代 46
コピー代等

救護用医薬材料 5 5

歯の衛生週間行事開催負担金 618
奈良県市町村看護職員協議会負担金
奈良県都市衛生協議会負担金 18

1,199

500 負担金補助及び交付金 618
100

医薬材料費 5

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　課の事務運営のための経費

消耗品費 577

435

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 課事務経費
会計 一般会計 衛生費 保健所費 保健所総務費

小事業 1010 保健所事務経費

これまでの取組内容

　課の事務用消耗品、行事実施に伴う開催負担金等
事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　関係機関・団体他の連携を密にすることにより、情報の収集、共有化を
図っている。

事業費計
1,200

1,220 1,199 1,200
事業費 地方債

1,199

1,220 1,199 1,200
事業費 地方債

一般財源
1,220 1,199 1,200 1,200

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 20

前年度予算

市町村看護職員研修（県内10人) 22
同上（都祁 1回)
近畿地区・政令市歯科保健主管課長会(大津市１人）

母子健康手帳 809

妊娠期からの健康づくりパンフレット 268
週刊保健ニュース(1年間)
抄録集(2冊)

負担金(2人) 2

母子健康管理システムサーバー借上料 3,493
母子健康管理システム機器借上料
母子健康管システム利用料

4,594

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 健診経費総括
会計 一般会計 衛生費 保健所費 母子保健費

小事業 1010 乳幼児及び妊産婦健康診査経費

8 消耗品費 41
31

809 印刷製本費 809

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

  安心して妊娠・出産・育児が行えるように、母子健康管理システムを活
用し、妊娠期から必要な支援を継続的に行う。

10 旅費 15
2
3

これまでの取組内容

268
2,234

事業概要 2
母子健康手帳の印刷
看護職員の研修、日本公衆衛生学会近畿地方会への参加費用等
近畿地区府県歯科保健課長会議の参加
母子健康管理システム経費

2 負担金補助及び交付金 2

991 使用料及び賃借料 3,493

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　妊娠期から必要な支援を行うためにシステムの活用し、今後も継続した
支援を行う。また、安心して妊娠・出産・育児ができるように奈良市の子
育て情報や記録ページ等がある奈良市オリジナル母子健康手帳を作成し、
Ｈ25年度から発行している。今後も、継続して実施する。

                〈21年度〉〈22年度〉〈23年度〉〈24年度〉 <25年度>
母子手帳交付数　　3,085　　　2,959　　 2,963　　 2,801     2,762 事業費計

4,360

4,364 4,594 4,360
事業費 地方債

4,594

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

4,364 4,594 4,360
事業費 地方債

一般財源
4,364 4,594 4,360 4,360
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 20

前年度予算

健診用消耗品 14

問診票 127
受診通知用封筒

健診受診通知（2,600件） 256
受診勧奨はがき（80件）

4カ月児健診技術委託(2,550人) 13,194

事務費(2,550人)

13,591

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　身体の発育がめざましく、また定頸等の比較的わかりやすい発達上の指
標のある４か月児を対象に健康診査を行い、疾病や障害を早期発見し、早
期治療、療育に結びつける。また、保護者に対して保健・栄養相談及び指
導を行うことにより、育児不安の軽減、児童虐待の予防を図る。

14 消耗品費 14

85 印刷製本費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 ４か月児健康診査
会計 一般会計 衛生費 保健所費 母子保健費

小事業 1010 乳幼児及び妊産婦健康診査経費

事業概要 398
　生後４か月児を対象に、個別健診により実施。登録医療機関において問
診、計測、診察、育児指導等を行う。経過観察を要する児に対しては保健
師等による家庭訪問等を行い、必要な保健指導及び相談に応じる。

12,381 委託料 12,779

240 通信運搬費 244
4

132
47

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成９年度より県から委譲され実施している。４か月児健康診査の受診
率は、第４次総合計画の達成すべき指標に位置づけられており、受診率の
向上に努めている。H25年度の受診率は、97.3％であった。H27年度は
98.0%を目指して実施する。未受診者については、家庭訪問や電話連絡に
より全数把握に努めている。過去３年間の実績は以下の通り

【実績】　　　　　（H23年度）　 （H24年度）  （H25年度）
　　対象者数　　　　2,715人　　　 2,684人　　　2,631人
　　受診者　　 　　 2,634人 　　　2,602人　　　2,559人
　　受診率　　  　 　97.0％　 　　 96.9％　　　 97.3％
　　未受診者数　　　   81人　  　　　82人       　72人

事業費計
13,169

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

12,844 13,591 13,169
事業費 地方債

13,591
一般財源

12,844 13,591 13,169 13,169

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

12,844 13,591 13,169
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 20

前年度予算

健診用消耗品　　　 37 37

問診票 88 132
受診通知用封筒 47

健診受診通知（2,600件） 266
受診勧奨はがき（80件） 4

10カ月児健診技術委託（2,500人） 12,779

事務費（2,500人）

13,214

240 通信運搬費 244

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　身体発育・運動発達・栄養状態などの診査を通じて、疾病の早期発見・
早期治療・早期療育を行うことにより、心身の発育が大きい乳児期の健康
の保持を図り、生涯を通じた健康づくりの基礎につなげる。また、保護者
に対して育児相談を行い、育児不安の軽減、児童虐待の予防を図る。

消耗品費 37

印刷製本費 135

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 10か月児健康診査
会計 一般会計 衛生費 保健所費 母子保健費

小事業 1010 乳幼児及び妊産婦健康診査経費

これまでの取組内容

事業概要 390
　生後10か月児を対象に、個別健診により実施。登録医療機関において問
診、計測、診察、育児指導等を行う。経過観察を要する児に対しては保健
師等による家庭訪問等を行い、保健指導及び保護者の相談に応じる。

12,138 委託料 12,528

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　H25年度から新規事業として実施しており、同年度の受診率は94.6％で
あった。受診医療機関から当課への連絡で、健診後も栄養や保育面で経過
観察を行い保護者の育児不安に対応している。H27年度は95.0%を目指して
実施する。未受診者については、家庭訪問や電話連絡により全数把握に努
めている。

　【実績】　　　　　（H25年度）
　　対象者数　　　　　2,586人
　　受診者　　 　　　 2,447人
　　受診率　　　  　 　94.6％
　　未受診者数　　　　  139人

事業費計
12,944

12,313 13,214 12,944
事業費 地方債

13,214

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

12,313 13,214 12,944
事業費 地方債

一般財源
12,313 13,214 12,944 12,944
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 20

前年度予算

健康管理システム乳幼児健康診査票変更対応業務

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　母子保健事業において個々の乳幼児の健康管理のため、母子健康管理シ
ステムを利用し、妊娠期から始まり、出生後に児が受けた乳幼児健康診査
結果や予防接種日、相談歴等の情報管理を行っている。これらを経時的に
「個別記録票」として出力し、健診未受診児や要フォロー児の個別支援管
理や、転出時の転出先の市町村への情報提供に役立てている。しかし、現
行のシステムは新たに開始した健康診査や予防接種に対応できておらず、
他市町村・他機関への情報提供時には手作業で追加・修正を余儀なくされ
ており、非常に非効率であるため、システム改修を行う。

350 委託料 350

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 健康管理システム乳幼児健康診査票変更対応業務
会計 一般会計 衛生費 保健所費 母子保健費

小事業 1010 乳幼児及び妊産婦健康診査経費

事業概要

　個別記録票の記載内容変更対応業務を、システム開発業者に委託する。

国庫支出金

県支出金

事業費計
350

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 0 350
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 350 350

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 350
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 20

前年度予算

看護師（2人×45日) 577

健診用消耗品 29 55

問診票 64 175
2号用紙 54
受診通知用封筒 59

健診受診通知（2,800件） 254

受診勧奨はがき（250件） 13

計量器検査手数料 3 4

1歳7カ月児健診技術委託 4,796
医師(90人)
歯科医師(45人)
歯科衛生士(3人×45回)

事務費
精密検査委託(43人) 86

医師送迎用タクシー借り上げ料 25 20

5,881

印刷製本費 177

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　母子保健法に基づき、1歳7か月児を対象に、身体発育・運動発達・栄養
状態などの総合的なスクリーニング及び保健指導を行うことで、疾病及び
障害の早期発見・早期治療・早期療育を行う。また、保護者に対する育児
相談を行い、育児不安の軽減、児童虐待の予防を図る。

577 賃金 577

消耗品費 29

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 1歳7か月児健康診査
会計 一般会計 衛生費 保健所費 母子保健費

小事業 1010 乳幼児及び妊産婦健康診査経費

206
875

事業概要

　1歳7か月児を対象に、中央保健センターにおいて集団で医師・歯科医師
の診察、身体計測、各種相談（歯科・栄養・育児）を行う。経過観察を要
する児に対しては保健師等による家庭訪問等を行い、必要な保健指導及び
保護者の相談に応じる。

手数料 3

委託料 4,792
2,416
1,209

230 通信運搬費 243

国庫支出金

県支出金

事業費計
5,846

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　昭和52年度より実施。平成25年度より待ち時間を有効に活かしたDVD啓
発や子育て支援センターの協力により手遊びや絵本の読みきかせを行って
いる。平成25年度の受診率は92.8％であった。未受診者については、家庭
訪問や電話連絡により受診の再勧奨を行い、全数把握に努めている。過去
3年間の実績は以下の通り。

　【実績】　　　（H23年度）　　（H24年度）　　（H25年度）
　　対象者数　  　2,812人　　　　2,746人　　　　2,693人
　　受診者　　　  2,578人　　　　2,531人　　　　2,500人
　　受診率　　　 　91.7％　　　　 92.2％　　　　 92.8％
　　未受診者数　 　 234人　　 　　 215人          193人

使用料及び賃借料 25
　　

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

5,873 5,881 5,846
事業費 地方債

5,881
一般財源

5,873 5,881 5,846 5,846

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

5,873 5,881 5,846
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 20

前年度予算

臨時職員賃金(看護師  3人×45日) 866

健診用消耗品 80 166
歯科健診用消耗品 16
子どもの健康づくりリーフレット 50

問診票 66 173
2号用紙 49
受診通知用封筒 58

消毒用エタノール(5本) 2 2

健診受診通知(2,850件) 264
受診勧奨はがき(500件) 26

医療廃棄物取扱手数料(7箱) 17 16

3歳6カ月児健診技術委託 4,975
医師(2人×45回)
歯科医師(45回)
歯科衛生士(3人×45回)

事務費
精密検査委託(155人)

医師送迎用タクシー借り上げ料 20 41
待合室用DVD借り上げ料　

6,503

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　母子保健法に基づき、３歳６か月児を対象に、身体発育・運動発達・栄
養状態などの総合的なスクリーニング及び保健指導を行うことで、疾病及
び障害の早期発見・早期治療・早期療育を行う。また、保護者に対する育
児相談を行い、育児不安の軽減、児童虐待の予防を図る。

866 賃金 866

消耗品費 146

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 ３歳６か月児健康診査
会計 一般会計 衛生費 保健所費 母子保健費

小事業 1010 乳幼児及び妊産婦健康診査経費

2,416
1,209

17

委託料 4,991

事業概要

　３歳６か月児を対象に、中央保健センターにおいて集団で医師・歯科医
師の診察、検尿、視聴覚検査、身体計測、各種相談（口腔衛生・栄養・育
児）を行う。経過観察を要する児に対しては保健師等による家庭訪問等を
行い、必要な保健指導及び保護者の相談に応じる。

医薬材料費 2

234 通信運搬費 260

手数料

印刷製本費 173

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
6,496

これまでの取組内容 285
　平成９年度より県から移譲され実施。平成25年度より待ち時間を有効に
活かしたDVD啓発や子育て支援センターの協力により手遊びや絵本の読み
きかせを行っている。平成25年度の受診率は87.8％であった。未受診者に
ついては、家庭訪問や電話連絡により受診の再勧奨を行い、全数把握に努
めている。過去３年間の実績は以下の通り。

【実績】　　　  （H23年度）　　 （H24年度）　  （H25年度）
  対象者数　　　 　2,866人　  　　2,777人　　　　2,835人
　受診者　　　　　 2,474人　　  　2,413人　　　　2,488人
　受診率　　　　　　86.3％　    　 86.9％　　　　 87.8％
　未受診者数　　　   392人　　  　  364人          347人

使用料及び賃借料 41
21 　

875
206

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

6,584 6,503 6,496
事業費 地方債

6,503
一般財源

6,584 6,503 6,496 6,496

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

6,584 6,503 6,496
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 20

前年度予算

妊婦健診申請用紙等 20 40

妊婦健診受診票等 373

妊婦健診通信費(100件) 8 9

妊婦健康診査助成費 228,000

228,422

222,000 扶助費 222,000

通信運搬費 8

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　妊婦の母体保護や、胎児の異常を早期に発見することを目的として実施
する妊婦健康診査を受診しやすくするため、母子健康手帳の交付と併せて
費用を助成するための妊婦健康診査受診票を交付し、妊婦の妊娠・出産に
かかる経済的不安を軽減させる。

消耗品費 20

334 印刷製本費 334

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 妊婦健康診査助成費
会計 一般会計 衛生費 保健所費 母子保健費

小事業 1010 乳幼児及び妊産婦健康診査経費

これまでの取組内容

　妊娠届出の際、受診費用を助成するための妊婦健康診査受診票を交付す
る。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成25年度より14回の基本券と回数に関係なく使用できる追加券方式に
なり、より受診しやすくなった。今後も母体や胎児の健康保持を図るため
早期の妊娠届出を啓発し、健診の重要性を交付時の説明で徹底することに
より、望ましいとされる14回の健康診査を受診できるようにする。

事業費計
222,362

222,138 228,422 222,362
事業費 地方債

228,422

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

222,138 228,422 222,362
事業費 地方債

一般財源
222,138 228,422 222,362 222,362
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 20

前年度予算

連絡用通信費 1 1

妊娠判定料助成費 98 98

99

母子保健衛生費補助金 49

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　妊娠に伴う経済的負担の軽減を図る。

通信運搬費 1

扶助費 98

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 妊娠判定料助成費
会計 一般会計 衛生費 保健所費 母子保健費

小事業 1010 乳幼児及び妊産婦健康診査経費

事業概要

　市民税非課税世帯と生活保護世帯を対象に、妊娠判定検査の受診に要す
る費用を補助する。

国庫支出金

県支出金

事業費計
99

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　【助成件数】
　　平成24年度　　12件
　　　　25年度　　16件
　　　　26年度　　20件（見込）

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 49

83 99 99
事業費 地方債

50
一般財源

43 50 50 50

その他
40 49 49

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

83 99 99
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 20

前年度予算

健康管理システム改修委託

0

社会保障・税番号制度システム整備費補助金

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　国において進められている社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）
に対応できるよう、当課導入の健康管理システムの改修を行う。
　番号制度は、複数の機関に存在する個人の情報が同一人の情報であるこ
との確認を行うための基盤であり、社会保障・税制度の効率性・透明性を
高め、国民にとって利便性の高い公平・公正な社会を実現するための社会
基盤である。
　番号制度に対応できるようシステム改修を行うことにより、市民の利便
性の向上と事務の効率化を図る。

5,700 委託料 5,700

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

新規等

事項
社会保障・税番号制度(マイナンバー制度)導入に係るシステム
改修

会計 一般会計 衛生費 保健所費 母子保健費

小事業 1010 乳幼児及び妊産婦健康診査経費

事業概要

　当課導入の健康管理システムのソフトウェアを、社会保障・税番号制度
（マイナンバー制度）に対応可能となるよう改修する。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
3,800

県支出金

事業費計
5,700

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成20年度に住基連携型の健康管理システムを導入し、母子保健業務、
予防接種業務、住民検診業務に活用している。今回、社会保障・税番号制
度（マイナンバー制度）に対応できるようシステム改修を行う。

0 0 5,700
事業費 地方債

0

0 0 5,700
事業費 地方債

一般財源
0 0 1,900 1,900

その他
3,800

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 20

前年度予算

住基データ連携対応健康管理システム改修委託

受診票発行システム開発委託

税連携対応システム開発委託

受診票印刷用プリンターリース

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

新規等

事項 情報システム最適化に係るシステム改修
会計 一般会計 衛生費 保健所費 母子保健費

小事業 1010 乳幼児及び妊産婦健康診査経費

　　
事業概要

115 使用料及び賃借料 115

1,011

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市情報システム最適化計画に基づき、情報システムの最適化が進め
られている。共通基盤、総合税システム、統合型ＧＩＳ、住民情報系シス
テムが順次開発が進められる中、当課導入の健康管理システムについて、
最適化後の新システムから情報連携を行えるよう対応するためのシステム
改修を行い、事務の効率化を図る。

894 委託料 2,834

929

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成20年度に住基連携型の健康管理システムを導入し、母子保健業務、
予防接種業務、住民検診業務に活用している。今回、情報システム最適化
に対応できるようシステム改修を行う。

事業費計
2,949

これまでの取組内容

　当課導入の健康管理システムのソフトウェアを、各システムとのデータ
連携及び帳票発行が可能となるよう改修する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 0 2,949
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 2,949 2,949

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 2,949
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 20

前年度予算

母子保健推進協議会謝礼(6人×1回) 66

医師連絡用旅費（県内）(2人×2回) 20
市町村栄養士検討委員会(2人×3回)　
県内研修会(2人×5回)

子どもの健康づくり教室指導用消耗品 57
教室乳幼児相談消耗品（都祁）
乳幼児相談用消耗品（月ヶ瀬）

母子保健推進協議会用水(15人)　　　 2

保健器具修繕費 20

母子保健推進協議会用(6人×1回) 5
案内及び通知用（都祁）(70件)

170

旅費 20
6

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　安心して妊娠・出産・育児が行えるように健康相談や健康教育等の支援
を行い、母子の健康づくりを図る。

60 報償費 60

4

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 教育相談経費
会計 一般会計 衛生費 保健所費 母子保健費

小事業 1015 母子健康教育及び相談経費

　母子保健推進協議会を年に１回開催
　県内研修会や市町村栄養士検討委員会に参加
　都祁保健センター及び月ヶ瀬健康相談室での乳幼児相談を実施

2 食糧費 2

20 修繕料 20

1 通信運搬費 7
6

20
2

事業概要

10

35 消耗品費 57

国庫支出金

県支出金

事業費計
166

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　有識者による母子保健推進協議会を年1回開催し、奈良市の母子に係る
健康問題・方向性について検討を行う。今後も年1回、会議を開催し、健
康づくりに努める。
都祁保健センター及び月ヶ瀬健康相談室での乳幼児相談の過去4年間の相
談事業実績は以下のとおり
相談数　　　　　〈22年度〉 〈23年度〉〈24年度〉〈25年度〉
実施回数：　　　　　66回       51回　　　57回　　　30回
参加者  ：　　　　 122人       99人　　 177人　　 100人

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

157 170 166
事業費 地方債

170
一般財源

157 170 166 166

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

157 170 166
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 20

前年度予算

助産師(1人×12回) 96 96

マタニティー歯っぴいチェック用グローブ等　　　　　　　35 13
ママパパ教室用資料代、沐浴物品等 33

フルオールゼリー等 16 0

歯科医師技術委託(1人×12回) 323

432

事業概要

323 委託料 323

医薬材料費 16

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　妊娠16週以降36週未満の初妊婦を対象に講義と実習をとおし妊娠中や出
産、その後の育児について学び、児への愛着形成、夫婦の絆、相談力の向
上と仲間づくりを目指す。 報償費 96

消耗品費 68

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 母親教室
会計 一般会計 衛生費 保健所費 母子保健費

小事業 1015 母子健康教育及び相談経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　昭和63年度事業開始。平成24年度から、虐待予防の視点を取り入れて実
施

　参加者数：　　　　<21年度>　　  <22年度>　　　 <23年度>
　妊婦（延）　　　　 497人　　　　 495人　　 　　 516人
　家族（うち夫）　　 241人(223人)  251人(227人) 　260人(235人)
        　          <24年度>　 　 <25年度>
          　         669人　　　   703人
           　        235人(222人)  228人(222人)

事業費計
503

これまでの取組内容

　保健師、助産師による妊娠中の健康管理・出産・育児に関する講義と実
技、赤ちゃんとの交流、妊婦同士の交流をとおして、安全で安心な出産・
育児の準備を行う。
　また、歯の健康についての講義、妊婦への歯科検診、希望者にはフッ化
物塗布、歯みがき実習を行い、児のむし歯予防も含めた情報を提供する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

595 432 503
事業費 地方債

432
一般財源

595 432 503 503

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

595 432 503
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 20

前年度予算

保育士(2人×7回×3クール) 399
保育サポーター（託児）(7回×3クール) 63

事務用消耗品 8 32
発達検査検査用紙第３葉 10
発達検査検査用紙第4葉) 10
発達検査検査用紙第5葉 3
発達検査検査用紙人物完成 1

発達相談紹介状等送付(200件) 16 17

448

事業概要 通信運搬費 16

消耗品費 32

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　精神発達面に支援が必要な子どもとその保護者が、発達段階に応じた適
切な関わり方ができるように支援を行う。
　幼児健診受診後の要経過観察児のうち教室参加が必要と判断される児を
対象にしてふれあい遊びや集団のなかでの子どもの様子から、保護者が児
の発達を知り適切な関わりができ、保護者同士が悩みを共有することによ
り精神的にゆとりのある育児を行えるように支援する。

336 報償費 399

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 育児教室
会計 一般会計 衛生費 保健所費 母子保健費

小事業 1015 母子健康教育及び相談経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成3年度より開始。過去の実績は以下のとおり

　　　　　　　　〈21年度〉〈22年度>〈23年度〉<24年度> <25年度>
実施回数　　　　　　 16回　　16回  　　18回　　21回　 　21回
参加者（延）対象児　 265人　　265人    217人　 308人   300人
保護者　　　　　 　　265人　  265人    217人   308人   300人
同伴児（託児）　　　 73人   　40人　   36人　 　80人    73人

事業費計
447

これまでの取組内容

　子どもの発達面を心配している保護者に対して、発達相談を行い、支援
のひとつとして育児教室を実施。
平成25年度からは7回1クールの教室を実施し、毎回保育士の遊びの指導、
心理相談員、保健師による保護者同士のグループワークなどを行う。
保護者が対象児に向き合えるよう兄弟の託児も行う。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

337 448 447
事業費 地方債

448
一般財源

337 448 447 447

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

337 448 447
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 20

前年度予算

ぱくぱく教室・歯ぴかぴかむし歯予防教室消耗品 50 50

手指消毒液等 8 0

会場借上げ料　西部生涯スポーツセンター（4回） 10 0

50

事業概要

使用料及び賃借料 10

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　発達や離乳食など乳児期の育児に関する正しい情報を提供し、地域で孤
立することなく安心して子育てができるよう支援する。また、乳歯が生え
始めた児の、歯の健康についての知識を習得し虫歯予防を図る。 消耗品費 50

医薬材料費 8

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 乳幼児教室
会計 一般会計 衛生費 保健所費 母子保健費

小事業 1015 母子健康教育及び相談経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成20年度より事業開始。過去の事業実績は以下のとおり

教室参加者数  <22年度>　 　 <23年度> 　　 <24年度>　 　 <25年度>
離乳食教室  　842組1,736人 850組1,796人 867組1,830人 820組1,730人
虫歯予防教室  743組1,534人 741組1,554人 773組1,591人 789組1,649人

事業費計
68

これまでの取組内容

　離乳食教室は、生後５か月頃の保護者を対象に、保健師、管理栄養士に
よる乳児期の発達、離乳食の必要性や進め方等、望ましい育児についての
講義と保護者同士の交流を行う。
　むし歯予防教室は、乳歯が生え始める１歳頃の保護者を対象に、歯科衛
生士による歯の健康についての講義と歯磨き実習を行う。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

189 50 68
事業費 地方債

50
一般財源

189 50 68 68

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

189 50 68
事業費 地方債

―　714　―



区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 20

前年度予算

訪問用衣類(5人分) 171

指導用消耗品 51

新生児はがき 30 106
新生児はがき保護シール 76

手指消毒用アルコール(20本) 16 17

新生児はがき受取人払い(400件) 27 54
助産師への指示書郵送(495件) 41
医療機関連絡用切手(92件) 7

訪問員委託(495件) 1,280

訪問時駐車場代 20 15

1,643

印刷製本費 106

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　新生児の発育・栄養・生活環境・疾病予防等、育児上の重要な事項につ
いて及び産婦の健康状況等、産後に必要な事項について家庭訪問を行い、
適切な保健指導を行うとともに、新生児及び産婦の疾病や異常の早期発
見・早期治療について助言し、保護者の育児不安を軽減することにより、
安心して子育てができるよう支援し、乳幼児虐待の早期発見・予防に努め
る。

120 消耗品費 171

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 新生児妊産婦訪問
会計 一般会計 衛生費 保健所費 母子保健費

小事業 1015 母子健康教育及び相談経費

これまでの取組内容

20
　　

事業概要 通信運搬費 75
　妊娠届出の際や、出産後心配なことがある場合等、新生児はがき（母子
手帳と同時に配布）や病院からの連絡等で把握した母子に対し、助産師・
保健師が家庭訪問し、保健指導を行う。必要に応じて、医療機関等と連携
し、継続して支援を行う。 1,980 委託料 1,980

使用料及び賃借料

医薬材料費 16

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成9年度より県から移譲され実施。虐待予防の観点から、H25年度より
妊娠届時のアンケート項目を追加し、支援の必要な家庭を早期に把握して
いる。
　過去3年間の実績は以下の通り

　【実績】　　　　  （H23年度）　（H24年度）　　（H25年度）
　出生数　　　　　    2,721人　    2,954人　　　　2,691人
　ハガキ返送数        1,269人　      211人（※）    280人
　妊婦訪問数　           40件　       76件　　　　　 92件
　新生児・産婦訪問数    840件　    1,063件     　 1,213件
 （※）H24年度から訪問希望者のみのはがき返送に変更

事業費計
2,368

1,391 1,643 2,368
事業費 地方債

1,643

1,391 1,643 2,368
事業費 地方債

一般財源
1,391 1,643 2,368 2,368

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 20

前年度予算

〈保健所〉 非常勤嘱託助産師(3人×12カ月)　　 8,874

〈西部会館〉 臨時職員助産師
（1人×22日×12カ月)

啓発用消耗品 40 82
バスタオル・ウエットティッシュ等 7
栄養・歯科関連消耗品 10
指導用事務用品 5
体重計（2台） 30
フードモデル 16

手指消毒用アルコール(2本) 5 5

〈ミニ講座実施委託〉保健師・栄養士・歯科衛生士等 206
                            (2人×15回)

計量器検査手数料(2台) 3 3

330

9,500

利用者支援事業（母子保健型）　4,571,568円×1/3 = 1,523,856円

母子保健医療対策等総合支援事業　（基準額）1,912,800円×1/2=956,000円 706

利用者支援事業（母子保健型）　4,571,568円×1/3 = 1,523,856円

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 妊産婦・乳幼児健康相談
会計 一般会計 衛生費 保健所費 母子保健費

小事業 1015 母子健康教育及び相談経費

手数料 3

事業概要

　妊婦及び産婦の不安と乳幼児を持つ保護者の子育てに関する心配事に応
じるため、西部会館及び保健所に助産師・保健師を配置する。また、市内
公民館等に保健師等が巡回し、身近な場所で同様の相談に応じるととも
に、発育、離乳食などの相談件数が多い内容について巡回相談や子育て支
援センターやつどいの広場、子育てスポット等で「親子プチ講座」を実施
する。
　保健所では、助産師等が思春期から更年期の女性について、相談枠を広
げて実施する。

医薬材料費 5

150 委託料 150

消耗品費 108

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　少子化の進行等社会情勢の変化に伴い、家庭や地域の子育て力は以前よ
り低下し、母親の育児に対する孤立感や疲労感、不安感が増大し支援を必
要としている。そのため妊婦の身体や乳幼児の成長、母乳育児等の不安を
気軽に相談でき、安心して子育てができる環境を整える必要がある。

6,819 賃金 8,918

2,099

国庫支出金
2,479

県支出金

事業費計
9,184

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成21年度市長マニフェストとして提案された事業であり、平成22年5
月から新規事業として開始。これまでの実績は下記のとおり

　　　　　　　　 <22年度>　　 <23年度>　　 <24年度>　　 <25年度>
　　保健所　　　    898人 　　 1,397人      1,723人      1,619人
　　西部会館　　    382人　　　  598人        795人　　  　759人
　　公民館巡回    1,051人      1,383人      1,263人  　  1,223人
　平成24年から｢おやこプチ講座｣を開始。実績は下記のとおり
　　　　　　　　 <24年度>　　 <25年度>
　　延実施回数　     29回　　　　 53回
　　延参加人数　    550人　　　1,027人

社会保険料

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 1,523

7,251 9,500 9,184
事業費 地方債

0

8,794
一般財源

6,545 8,794 5,182 5,182

その他
706 706 4,002

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

7,251 9,500 9,184
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 20

前年度予算

歯科衛生士（6人×12回) 462

グローブ等消耗品 30 30

フルオールゼリー(17本) 23 16

歯科医師(1人×12回) 323

831

事業概要

323 委託料 323

医薬材料費 23

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　幼児期には、1歳7か月児健康診査及び3歳6か月児健康診査を実施してい
るが、継続的な歯科診査、指導、フッ化物塗布を行うことにより、乳歯の
むし歯予防、かかりつけ歯科医をもつきっかけづくりを図り、幼児の口腔
の健全な発育発達を促す。

462 賃金 462

消耗品費 30

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 フッ化物塗布
会計 一般会計 衛生費 保健所費 母子保健費

小事業 1025 フッ化物塗布経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　H17年度から2歳8か月～3歳0か月児に対して本事業を実施してきたが、
幼児のう歯罹患率は、1歳7か月児健診時（H25年度　1.5％）から3歳6か月
児健診時には（同年度　19.9％）と増加しているため、う歯罹患率減少を
目的に対象年齢を2歳0か月～2歳4か月児に引き下げてより早期から実施す
る。過去3年間の実績は以下の通り

　　【実績】　　（H23年度）　（H24年度）　（H25年度）
　　塗布者数　　　　753人　　　　761人　　　　679人

事業費計
838

これまでの取組内容

　1人1回の歯ブラシ法によるフッ化物塗布を歯科健診、歯みがき指導と同
時に実施する。また、児の歯に関する保護者の相談に応じる。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

804 831 838
事業費 地方債

831
一般財源

804 831 838 838

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

804 831 838
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 20

前年度予算

指導保健師（12カ月×1人） 1,260

東海・北陸・近畿ブロック母子保健主管課長会議 34
（京都府 2日）

低体重児用パンフレット(120部) 52

サマリー（医療機関通信費）(128件) 10

未熟児低体重児訪問指導委託(62件) 58

1,414

地域保健従事者現任教育推進事業費補助金 630

52 消耗品費 52

6

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　未熟児は、正常な新生児に比べて機能が未熟で、生後速やかに適切な処
置を講ずる必要がある。未熟児・低体重児等の保護者は発育・発達や育児
に対して不安を抱えていることが多いため、保護者が安心と自信を持って
子育てができるよう、訪問指導を行い疾患や発育上の問題、発達への支援
等必要に応じたｻｰﾋﾞｽを適切に受けながら生活が送ることができるよう支
援体制の調整を行う。

1,206 賃金 1,206

6 旅費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 未熟児・低体重児支援経費
会計 一般会計 衛生費 保健所費 母子保健費

小事業 1030 未熟児・低体重児支援経費

これまでの取組内容

事業概要 248 委託料 248
　体出生体重児の届出、養育医療助成申請書の提出及び面接、医療機関か
らの未熟児出生連絡票の送付等で把握した児に対し、保健師・助産師が家
庭訪問により必要な保健指導を実施する。

11 通信運搬費 11

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
603

　平成14年度より事業実施。養育医療助成申請のために、保健予防課に保
護者が来所された際は、必ず当課の保健師が初回面接を行い、退院後には
家庭訪問を行っている。また、随時医療機関との連絡を密に行い、支援を
行っている。
　過去3年間の実績は以下の通り。

　　【実績】　　　　 （H23年度）　　（H24年度）　　（H25年度）
　　出生数　　　  　　 2,721人　　　　2,954人　　　　2,691人
　　保健師訪問数　　　   102件　　　　  121件　　　　  124件
　　委託助産師訪問数　    18件　　　　    0件　　　　   13件

事業費計
1,523

67 1,414 1,523
事業費 地方債

784

その他
630 603

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

67 1,414 1,523
事業費 地方債

一般財源
67 784 920 920
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 20

前年度予算

療養指導事業医師(1回) 24 24

医師連絡（大阪市 2人×2回) 9 9

療養指導事業消耗品 7 20

療養指導連絡用切手(100件) 9 9

62

20

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　長期にわたり医療処置を必要とする乳幼児に対し、在宅生活における福
祉サービスの調整や家庭訪問により適切な指導を行い、日常生活における
健康の保持増進及び育児不安の軽減を図る。
また、長期療養児が安心して生活が送れるように支援する関係機関との連
携を図る。

報償費 24

旅費 9

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 身体障害児及び結核児童支援経費
会計 一般会計 衛生費 保健所費 母子保健費

小事業 1035 身体障害児及び結核児童支援経費

事業概要

　家庭訪問などによる個別支援の他、同じ立場の児や家族が情報交換や悩
みを相談共有し合う「療育サークル」の支援、長期療養児を支援する医療
機関、訪問看護ステーションの連携を図るための研修会を開催しサポート
体制の充実を図る。

通信運搬費 9

消耗品費 7

国庫支出金

県支出金

事業費計
49

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　過去の事業実績は以下のとおり

　　　　      　<21年度>　<22年度>　<23年度>　<24年度>　<25年度>
個別支援回数（延）  148回　 126回  　174回      165回     254回
療育サークル支援　   42回  　36回   　36回       36回      36回
長期療養児支援研修会  1回　　 1回　    1回　   　 1回　　　 1回

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

34 62 49
事業費 地方債

42
一般財源

20 42 49 49

その他
14 20 0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

34 62 49
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 20

前年度予算

特定不妊治療助成申請用紙等消耗品 30 0

決定通知連絡用等封筒 5 0

決定通知連絡用等郵送料（600件） 50 0

特定不妊治療助成費(505組) 64,000

64,000

特定不妊治療助成費補助金

32,000

64,000 扶助費 64,000

通信運搬費 50

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　次世代育成支援の一環として、不妊治療を行っている夫婦の経済的負担
の軽減を図る。

消耗品費 30

印刷製本費 5

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 特定不妊治療助成費
会計 一般会計 衛生費 保健所費 母子保健費

小事業 1045 不妊治療費助成経費

これまでの取組内容

　医療保険が適用されず、高額の医療費がかかる配偶者間の特定不妊治療
に要する費用の一部を助成する。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
32,042

　【助成件数】
　　平成24年度　　408件
　　　　25年度　　389件
　　　　26年度　　503件（見込）

事業費計
64,085

49,758 64,000 64,085
事業費 地方債

32,000

49,758 64,000 64,085
事業費 地方債

一般財源
21,675 32,000 32,043 32,043

その他
28,083 32,000 32,042

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 20

前年度予算

一般不妊治療助成費(300組) 8,000

8,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 一般不妊治療助成費
会計 一般会計 衛生費 保健所費 母子保健費

小事業 1045 不妊治療費助成経費

事業概要

　一般不妊治療や人工授精などの治療を受けられた夫婦に対し、治療に要
した費用の一部を助成する。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　次世代育成支援の一環として、不妊治療を行っている夫婦の経済的負担
の軽減を図る。

10,000 扶助費 10,000

事業費計
10,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　【助成件数】
　　平成24年度　　261件
　　　　25年度　　307件
　　　　26年度　　306件（見込）

　平成26年度より、所得制限を設ける。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

10,426 8,000 10,000
事業費 地方債

8,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

10,426 8,000 10,000
事業費 地方債

一般財源
10,426 8,000 10,000 10,000
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 30

前年度予算

成人歯科教室　歯科医師等(2人) 50 50

保健師ブロック別研修会（京都市 3日×1人) 8 11
近畿地区市町村保健師研修会（霞ヶ丘 2日×1人) 8

成人歯科教室用消耗品 15 50
健康教育用消耗品（都祁） 30
栄養指導消耗品 50

プロジェクター修理 27 27

成人歯科教室用医薬材料費 20 20

近畿地区市町村保健師研修会出席負担金(1人) 2 2

160

健康増進事業費補助金 28

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　健康増進法に基づき、40歳以上の市民を対象に健康教育を実施し、生活
習慣病予防を図る。 報償費 50

旅費 16

消耗品費 95

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 一般健康教育（成人歯科教室・健康ナビ出前講座等）
会計 一般会計 衛生費 保健所費 成人保健費

小事業 1010 健康教育経費

これまでの取組内容

事業概要

　成人歯科教室は、歯科医師等を講師に、講演会やブラッシング指導を行
う。
　健康ナビ出前講座は、保健師、管理栄養士、理学療法士等の職員が、市
内各所で健康講座を行う。

医薬材料費 20

負担金補助
及び交付金

2

修繕料 27

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 28

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　成人歯科教室  平成２４年度　年  ２回  延  ４１人
　　　　　　　　平成２５年度　年  ２回  延  ７５人
　出前講座      平成２４年度　年１７回  延３４７人
　　　　　　 　 平成２５年度　年１７回  延４１８人

事業費計
210

152 160 210
事業費 地方債

132

152 160 210
事業費 地方債

一般財源
64 132 182 182

その他
88 28 28

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 30

前年度予算

体成分分析器　分析結果出力シート(750枚) 24 189
トナーカートリッジ(2本) 17
エアロバイク用ロール紙　（20巻×1セット) 6
全自動血圧計用ロール紙(6セット) 52
その他消耗品 34

健康チェックコーナー機器修理一式 50

健康チェックコーナー保険料 450

689

健康増進事業費補助金 199

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 健康チェックコーナー
会計 一般会計 衛生費 保健所費 成人保健費

小事業 1010 健康教育経費

事業概要

　健康チェックコーナーで有酸素運動の体験をし、その場で同じ目的を持
つ仲間がいることで継続しやすい環境をつくる。
　血圧・体重測定後、振動マシン・エアロバイク・エリプティカルウォー
カー等機器を使用した自主トレーニングを行う。（常駐の理学療法士・保
健師等による健康相談）

100 修繕料 100

224 保険料 224

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　健康づくりの一つとして、運動の楽しさを体感し、自分にあった運動方
法を身につけ、運動の習慣化を図る。

消耗品費 133

事業費計
457

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成２４年度　登録者７１８人　延８，４８６人
　平成２５年度　登録者５４９人　延９，４９４人

　使い方講座を毎月５のつく平日に実施。
　平成２５年度　２４回開催　延４７５人

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 199

国庫支出金

県支出金

549 689 457
事業費 地方債

490

その他
360 199 199

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

549 689 457
事業費 地方債

一般財源
189 490 258 258
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 30

前年度予算

運動習慣づくり推進員養成講座　運動指導士等講師謝礼 48 24
（2回）

運動習慣づくり推進員支援消耗品　 45 45

養成講座講師用・救護用水(14本) 2 2

連絡用切手　（100枚） 8 8

運動習慣づくり推進員活動委託 210

289

健康増進事業費補助金 72

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　運動習慣づくりについて、知識や啓発方法を身につけたボランティアを
養成し、広く地域で健康づくりを伝達することを目的とする。

報償費 48

消耗品費 45

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 運動習慣づくり推進員支援事業
会計 一般会計 衛生費 保健所費 成人保健費

小事業 1010 健康教育経費

事業概要

　・ボランティア養成講座を8回1コースで実施する。（養成講座は2年に1
回開催）
【内容】
　講義：健康と運動の関係、運動の種類について、効果的なウォーキング
方法
　実技：準備運動・体力測定ストレッチ・筋トレ・ウォーキング

　・運動習慣づくり推進員を対象に、20日ならウォークの開催運営の支援
や、高齢者サロン等の地域活動でのスキルアップのための研修会を実施す
る。

通信運搬費 8

210 委託料 210

食糧費 2

国庫支出金

県支出金

事業費計
313

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成25年度　会員数　86人
　運動習慣づくり推進員ボランティア養成講座1クール8回　延154人
　地域活動　運動教室　　平成24年度12回　延　329人
　　　　　　　　　　　　平成25年度11回　延　353人

　運動習慣づくり推進員に対し活動支援研修を年2回実施した。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 72

292 289 313
事業費 地方債

217
一般財源

140 217 241 241

その他
152 72 72

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

292 289 313
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 30

前年度予算

フォローアップ研修講師（医師 1人) 30 60

食生活改善推進員支援消耗品　 45 45

食生活改善推進員連絡用切手　（40人） 4 8

食生活改善推地区組織活動推進委託 310

423

健康増進事業費補助金 110

310 委託料 310

通信運搬費 4

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　食生活改善について、知識や啓発方法を身につけたボランティアを養成
し、広く地域で健康づくりを伝達することを目的とする。

報償費 30

消耗品費 45

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 食生活改善推進員支援事業
会計 一般会計 衛生費 保健所費 成人保健費

小事業 1010 健康教育経費

これまでの取組内容

　・ボランティア養成講座を8回コース（養成講座はそれぞれ２年に１回
開催）
　【内容】
　　講義：食事バランス、食中毒予防法、野菜の健康効果
　　実技：旬の野菜を使った調理実習

　食生活改善推進員へ研修等公民館での調理実習をはじめとする、地域伝
達活動の、リーダー研修や自主研修の支援を実施する。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 110

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

 　平成２５年度　会員数　９２人
　食推うまいもの調理実習
    　平成２４年度１６回２３４人
　　　平成２５年度１６回１９４人
　食育講座市立幼稚園児と保護者対象
　　　平成２４年度 ２回 園児　８１人 保護者　６３人
　　　平成２５年度 ４回 園児２４３人 保護者１６９人
　
　食生活改善推進員への全体研修会を年２回実施した。

事業費計
389

375 423 389
事業費 地方債

313

その他
204 110 110

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

375 423 389
事業費 地方債

一般財源
171 313 279 279
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 30

前年度予算

啓発用ポロシャツ版代 20 160
その他消耗品

救護用ミネラルウォーター(20本) 2 2

ウォーキング推進事業用ちらし 78 108

ウォーキング推進事業用救急用品セット 5 5

ウォーキング推進事業案内用切手(300人) 16 16

ウォーキング推進事業用保険料 15 15

西部生涯スポーツセンター（1回） 11 17
冷暖房・放送設備（1回） 17

323

健康増進事業費補助金 182

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

 　ウォーキング事業やマップの配布を手段に、運動を始めるきっかけづ
くりと習慣化を図る。また、地域でのウォーキンググループ等の活動を支
援する。 消耗品費 160

140

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 ウォーキング推進事業
会計 一般会計 衛生費 保健所費 成人保健費

小事業 1010 健康教育経費

事業概要 通信運搬費 16
　20日ならウォークを毎月1回実施し、ウォーキングの実践をする。
　ウォーキング自主グループの情報集約、交流会を実施する。 保険料 15

使用料及び賃借料 28

医薬材料費 5

食糧費 2

印刷製本費 78

国庫支出金

県支出金

事業費計
304

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　ウォーキングマップ其の壱、其の弐、其の参、ベストセレクション、外
国語版（英語・韓国語・中国語）の発行。
　20日ならウォーク　　平成２５年度　８回１，３１３人

　平成２５年度末現在　自主グループ登録数２０グループ
　　　　　　　　　　　交流会年1回

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 182

539 323 304
事業費 地方債

141
一般財源

191 141 122 122

その他
348 182 182

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

539 323 304
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 30

前年度予算

健康運動指導士（月3回×7講座） 450

スタート講座・チェックコーナー指導士 1,262
（看護師等 1人×12カ月）

事務用消耗品 25 25

救護用物品 5 10

西部生涯スポーツセンター　(3回) 5 19
冷暖房費（3回） 5
勤労者総合福祉センター　(4回) 5

1,766

健康増進事業費補助金 561

医薬材料費 5

使用料及び賃借料 15

消耗品費 25

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市民が、自分の身体や生活習慣を振り返り、自分に合った運動方法を見
つけ、生活の中で運動行うことができる。安全に運動を継続することで生
活習慣病予防を図り、健康寿命を延ばす

210 報償費 210

1,652 賃金 1,652

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 運動習慣づくりスタート講座
会計 一般会計 衛生費 保健所費 成人保健費

小事業 1010 健康教育経費

これまでの取組内容

　保健所、西部生涯スポーツセンター等で、生活習慣病予防のための講義
と、筋力トレーニング・ストレッチの実技を行い、運動習慣だけでなく生
活習慣全体を改善できる講座を開催する。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 561

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　保健所の他に運動の拠点となる施設を増やすため、西部生涯スポーツセ
ンター及び勤労者総合福祉センターの２か所で運動教室を実施した。
　平成２５年度　西部生涯スポーツセンター　１２回　延３７２人
　　　　　　　　勤労者総合福祉センター　　　６回　延　３２人

事業費計
1,907

545 1,766 1,907
事業費 地方債

1,205

545 1,766 1,907
事業費 地方債

一般財源
545 1,205 1,346 1,346

その他
0 561 561

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 30

前年度予算

健康相談用消耗品（都祁・月ヶ瀬） 20 80
中高年の健康生活個別支援事業用
カラーインク(1個) 9
コピー用紙等(5冊) 7
全自動血圧計記録紙（本庁分　5本) 43

健康相談通知用（都祁・月ヶ瀬) 2 23
中高年の健康生活個別支援事業用切手(400人） 37

健康相談用パソコンリース料 30 30

133

健康増進事業費補助金 88

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 健康相談
会計 一般会計 衛生費 保健所費 成人保健費

小事業 1015 健康相談経費

事業概要

　電話や面接による健康相談を実施する。また、健康講座などの後に、生
活習慣の改善に取り組むための個別支援をおこなう。

使用料及び賃借料 30

通信運搬費 39

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　健康増進法に基づき、心身の健康に関する個別の相談に応じ、必要な支
援等行い、家庭での健康管理に役立てる。 消耗品費 79

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

【実績】健康相談
　　　　年　　度　　　　　　＜２３年度＞　＜２４年度＞　＜２５年度＞
　　　　開催回数（回）　　　　２３７　　 　　５６４　　　　４６７
　　　　被指導延人数（人）    ４４７　 　１，２６９　　　　６０８

　　　　個別支援
　　　　年　　度　        　＜２３年度＞　＜２４年度＞　＜２５年度＞
　　　　登録者数（人）      　４７７　　　　 ３７３　　　　６１３ 事業費計

148

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 98

284 133 148
事業費 地方債

45
一般財源

101 45 50 50

その他
183 88 98

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

284 133 148
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 30

前年度予算

健康手帳 195

　過去３年間の実績

【交付実績】 平成23年 平成24年 平成25年
40～74歳（人）
75歳以上（人）
計（人）

195

健康増進事業費補助金 131

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　健康診査をはじめ、健康の保持増進のために必要な事項を記載し、自ら
の健康管理に役立てる。 195 印刷製本費 195

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 健康手帳
会計 一般会計 衛生費 保健所費 成人保健費

小事業 1020 健康診査経費

事業概要

　40歳以上の市民に対し、検診受診時などに配布する。

国庫支出金

県支出金

事業費計
195

財源内訳 財 源 の 内 容

2,053 2,490 1,886
296 373 283

1,757 2,117 1,603

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 129

197 195 195
事業費 地方債

64
一般財源

71 64 66 66

その他
126 131 129

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

197 195 195
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 30

前年度予算

生活習慣病対策担当者会議(東京　1人) 30 29

特定健診(未加入者)用消耗品 15 14

健康診査質問兼記録票 32 32

受診申込記録票送付（380人） 35 28

健康診査委託 （300人） 3,108
訪問分 （60人）
貧血検査 （360人）
心電図 （360人）
事務費 （360人）

　過去３年間の実績

【実績】 平成23年 平成24年 平成25年
対象者数（人）
受診者数（人）
受診率（％）

3,211

健康増進事業費補助金 1,856

2,619 委託料 4,123

32

通信運搬費 35

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　内臓脂肪型肥満に着目した健診を受けることにより、その原因となる生
活習慣を振り返る機会とし、糖尿病等の有病者・予備軍を減少させる。 旅費 30

消耗品費 15

印刷製本費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 健康診査
会計 一般会計 衛生費 保健所費 成人保健費

小事業 1020 健康診査経費

　対象：40歳以上の保険未加入者
　実施時期：平成27年7月～28年1月
　通知方法：申し込み制(申込者に対して質問票兼記録票を送付)

515
108

794
事業概要 87

国庫支出金

県支出金

事業費計
4,235

財源内訳 財 源 の 内 容

3.4 4.5 5.0
172 236 272

5,041 5,242 5,439

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 2,407

3,038 3,211 4,235
事業費 地方債

1,355
一般財源

1,266 1,355 1,828 1,828

その他
1,772 1,856 2,407

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,038 3,211 4,235
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 30

前年度予算

日本公衆衛生看護学会（東京　1人） 31 68
成人保健事業担当課長会議(東京　1人) 30
保険者協議会(橿原市　8回) 7
健康増進法保健事業説明会(橿原市　2人) 2

コピー代等消耗品 61 61

受診通知票 754
カルテ

受診通知　（98,000人） 4,485
再交付・免除者通知（200人） 10
無料分封書郵送料

　
大腸がん検診委託（28,440人） 89,735
事務費
大腸がん検診（集団）（都祁・月ヶ瀬　466人）

日本公衆衛生看護学会出席負担金（1人） 8 8

　過去３年間の実績

【実績】 平成23年 平成24年 平成25年
対象者数（人）
受診者数（人）
受診率（％）

95,111

540 印刷製本費 842

消耗品費 61

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　大腸がんの早期発見、早期治療のため大腸がん検診を実施する。
また、がん予防のための大腸がんに関する正しい知識の普及を図る。 旅費 70

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 大腸がん検診
会計 一般会計 衛生費 保健所費 成人保健費

小事業 1020 健康診査経費

これまでの取組内容

負担金補助及び交付金 8

1,678

　対象：40歳以上の市民
　実施時期：平成27年7月～28年2月
　通知方法：対象者に受診票送付

4,508 通信運搬費 5,096

578

83,893 委託料 88,017
2,446

302
事業概要

国庫支出金

県支出金

事業費計
※対象者数は国の算出方法により、
　　対象者数=人口-（就業者数-農林水産業従事者数）で計算

94,094

財源内訳 財 源 の 内 容

26.6 28.2 29.2
30,535 32,317 33,436

114,606 114,606 114,606

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

93,248 95,111 94,094
事業費 地方債

大腸がん検診実費徴収金（集団） 259

94,852
一般財源

92,997 94,852 93,749 93,749

その他
251 259 345 345

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

93,248 95,111 94,094
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 30

前年度予算

消耗品　 5 5

結果通知ハガキ 20 32
領収証 20

受診通知（3,200人） 358
結果通知（異常なし　2,690人）
結果通知（要精密検査　410人） 34

医療等保健福祉事業総合賠償保険料 83 76

胃がん検診委託（3,100人） 11,340

会場借上料（32回） 92 93

　過去３年間の実績

【実績】 平成23年 平成24年 平成25年
対象者数（人）
受診者数（人）
受診率（％）

11,904

140
166 通信運搬費 340

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　胃がんの早期発見、早期治療のため、胃がん検診を実施する。
　また、がん予防のための胃がんに関する正しい知識の普及を図る。 消耗品費 5

印刷製本費 40

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 胃がん検診
会計 一般会計 衛生費 保健所費 成人保健費

小事業 1020 健康診査経費

これまでの取組内容

　対象：35歳以上の市民
　実施方法：検診車による集団検診
　実施時期：平成27年5月～28年3月
　回数：延べ130回(都祁・月ヶ瀬17回)
　通知方法：申し込み制(申込者に通知書送付)

11,160 委託料 11,160

使用料及び賃借料
92

保険料 83
事業概要

国庫支出金

県支出金

事業費計
※対象者数は国の算出方法により、
　　対象者数=人口-（就業者数-農林水産業従事者数）で計算

11,720

財源内訳 財 源 の 内 容

2.2 2.4 2.3
2,755 2,941 2,832

123,222 123,222 123,222

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

10,281 11,904 11,720
事業費 地方債

胃がん検診実費徴収金 2,610

9,294
一般財源

7,837 9,294 9,020 9,020

その他
2,444 2,610 2,700 2,700

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

10,281 11,904 11,720
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 30

前年度予算

消耗品 3 3

問診票 57 119
結果通知ハガキ 30
精密検査用カルテ 15
領収証 21

受診通知（3,200人） 391
結果通知（異常なし　2,350人）
結果通知（要精密検査　750人） 62
結果通知（喀痰　420人） 35

会場借上料（3回） 9 9

肺がん検診委託レントゲン （3,100人） 6,479
喀痰検査（420人）

　過去３年間の実績

【実績】 平成23年 平成24年 平成25年
対象者数（人）
受診者数（人）
受診率（％）

7,001

166 通信運搬費 385
122

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　肺がんの早期発見、早期治療のため、肺がん検診を実施する。
　また、がん予防のための肺がんに関する正しい知識の普及を図る。 消耗品費 3

印刷製本費 123

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 肺がん検診
会計 一般会計 衛生費 保健所費 成人保健費

小事業 1020 健康診査経費

これまでの取組内容

　対象：40歳以上の市民
　実施方法：検診車による集団検診
　実施時期：平成27年5月～28年3月
　回数：延べ142回(うち都祁・月ヶ瀬 18回)
　通知方法：申し込み制(申込者に通知書送付)

使用料及び賃借料 9

5,404 委託料 6,227
823

事業概要

国庫支出金

県支出金

事業費計
※対象者数は国の算出方法により、
　　対象者数=人口-（就業者数-農林水産業従事者数）で計算

6,747

財源内訳 財 源 の 内 容

2.3 2.6 2.5
2,692 2,958 2,906

114,606 114,606 114,606

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

6,122 7,001 6,747
事業費 地方債

肺がん検診実費徴収金 1,546

5,455
一般財源

4,673 5,455 5,183 5,183

その他
1,449 1,546 1,564 1,564

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

6,122 7,001 6,747
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 30

前年度予算

消耗品・コピー代 97

受診通知票（電算用ﾊｶﾞｷ） 447
カルテ

受診通知　（20,000枚） 889
カルテ送付 （100件） 25
再交付・免除者通知（200人） 11
子宮がん同封郵送料（3,000人）
無料分封書郵送料
     
新聞折込(都祁)  （1,800世帯×4回） 24 24

子宮がん検診委託（10,800人） 80,336
事務費
子宮がん検診（集団）（都祁・月ヶ瀬　190人）

　過去３年間の実績

【実績】 平成23年 平成24年 平成25年
対象者数（人）
受診者数（人）
受診率（％）

81,793

171

920 通信運搬費 1,257

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　子宮がんの早期発見、早期治療のため子宮がん検診を実施する。
　また、がん予防のための子宮がんに関する正しい知識の普及を図る。 110 消耗品費 110

234 印刷製本費 625
391

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 子宮がん検診
会計 一般会計 衛生費 保健所費 成人保健費

小事業 1020 健康診査経費

これまでの取組内容

780

事業概要 130
　対象：20歳以上で、年度中に偶数年齢になる女性
　実施時期：平成27年7月～28年2月
　通知方法：対象者に受診票送付

手数料 24

64,781 委託料 66,209
648

国庫支出金

県支出金

事業費計
　※対象者数は国の算出方法により、
　　対象者数=人口-（就業者数-農林水産業従事者数）で計算

68,225

財源内訳 財 源 の 内 容

27.3 26.8 26.7
13,349 13,033 13,382
95,114 95,114 95,114

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

91,035 81,793 68,225
事業費 地方債

子宮がん検診実費徴収金（集団） 168

81,625
一般財源

90,890 81,625 67,985 67,985

その他
145 168 240 240

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

91,035 81,793 68,225
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 30

前年度予算

消耗品 46 30

カルテ 1,019
受診通知票（電算用ﾊｶﾞｷ）
がん検診用封筒(区内特別用） 
がん検診用封筒
がん検診用封筒(都祁)

受診通知（40歳以上　56,000人） 2,091
再交付・免除者通知（50人） 3
案内通知(都祁)（1,200人）
 　　　 (月ヶ瀬)（360人）
結果通知(都祁)（280人） 20
　　　　(月ヶ瀬)（95人）
結果送付(要精検)　(都祁)（10人） 1
　　　　　　　　　(月ヶ瀬)（5人）
乳がん同封郵送料（3,000人）
無料分封書郵送料

乳がん検診委託（6,800人） 42,603
事務費
乳がん検診委託(都祁・月ヶ瀬)

　過去３年間の実績

【実績】 平成23年 平成24年 平成25年
対象者数（人）
受診者数（人）
受診率（％）

45,743

2,576 通信運搬費 3,234

336

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　乳がんの早期発見、早期治療のため乳がん検診を実施する。
　また、がん予防のための乳がんに関する正しい知識の普及を図る。 消耗品費 46

389 印刷製本費 1,287
562

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 乳がん検診
会計 一般会計 衛生費 保健所費 成人保健費

小事業 1020 健康診査経費

1,299
1,111

39,161 委託料 41,571

　対象：40歳以上で、年度中に偶数年齢になる女性
　実施時期：平成27年7月～28年2月
　通知方法：対象者に受診票送付

171
358

事業概要 105

事業費計
　※対象者数は国の算出方法により、
　　対象者数=人口-（就業者数-農林水産業従事者数）で計算

46,138

財源内訳 財 源 の 内 容

22.9 23.3 23.2
9,653 9,377 9,591
76,150 76,150 76,150

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

42,809 45,743 46,138
事業費 地方債

乳がん検診実費徴収金（集団）
封筒への広告掲載料 346

45,397

その他
282 346 327 327

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

42,809 45,743 46,138
事業費 地方債

一般財源
42,527 45,397 45,811 45,811
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 30

前年度予算

消耗品 4 4

カルテ 54 341
受診通知票（電算用ハガキ）
歯周疾患検診受診勧奨用ポスター 54

受診通知（8,000人） 707
再交付・免除者通知（50人） 3
歯周疾患同封郵送料（3,000人）
無料分封書郵送料 65

歯周疾患検診委託（1,100人） 3,913

事務費

　過去３年間の実績
【実績】 平成23年 平成24年 平成25年
対象者数（人）
受診者数（人）
受診率（％）

4,965

健康増進事業費補助金 3,091

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　歯周疾患の早期発見及び口腔保健意識の向上を図り、歯の喪失を予防
し、健康水準の向上を目指す。 消耗品費 4

印刷製本費 335
227

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 歯周疾患検診
会計 一般会計 衛生費 保健所費 成人保健費

小事業 1020 健康診査経費

事業概要

　対象：年度中に40・50・60・70歳になる市民
　実施時期：平成27年7月～28年2月
　通知方法：対象者に受診票を送付

3,883 委託料 4,002
119

171

368 通信運搬費 607

事業費計
4,948

財源内訳 財 源 の 内 容

5.6 5.0 5.1
1,160 1,051 1,040
20,647 21,051 20,337

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 3,130

国庫支出金

県支出金

5,541 4,965 4,948
事業費 地方債

1,874

その他
2,648 3,091 3,130

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

5,541 4,965 4,948
事業費 地方債

一般財源
2,893 1,874 1,818 1,818
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 30

前年度予算

消耗品　 8 8

結果通知票 41 154
問診票 54
受診通知票（電算用ハガキ）
     
受診通知（7,000人） 615
再交付・免除者通知（50人） 3
骨粗しょう症同封郵送料（3,000人）
無料分封書郵送料 65
    
骨粗しょう症検診委託 7,989

　過去３年間の実績
【実績】 平成23年 平成24年 平成25年
対象者数（人）
受診者数（人）
受診率（％）

8,766

健康増進事業費補助金 5,603

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　早期に骨量減少者を発見し、必要な者に対して栄養や運動等の保健指導
を行い、骨粗しょう症に関する正しい知識の普及を図る。 消耗品費 8

印刷製本費 208

113

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 骨粗しょう症検診
会計 一般会計 衛生費 保健所費 成人保健費

小事業 1020 健康診査経費

　対象：年度中に40・45・50・55・60・65･70歳になる女性
　実施時期：平成27年7月～28年2月
　通知方法：対象者に受診票を送付

7,816 委託料 7,816

事業概要

171

322 通信運搬費 561

国庫支出金

県支出金

事業費計
8,593

財源内訳 財 源 の 内 容

9.9 10.9 10.0
1,809 2,006 1,987
18,232 18,462 19,801

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 5,442

10,288 8,766 8,593
事業費 地方債

3,163
一般財源

5,077 3,163 3,151 3,151

その他
5,211 5,603 5,442

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

10,288 8,766 8,593
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 30

前年度予算

消耗品 5 5

受診申込カルテ送付（36人） 3 2

肝炎検査委託（30人） 165
事務費 5

　過去３年間の実績
【実績】 平成23年 平成24年 平成25年
B型肝炎受診者数（人） 18 22 30
C型肝炎受診者数（人） 18 22 30

172

健康増進事業費補助金 114

事業概要

159 委託料 164

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　 肝炎ウイルスに関する正しい知識を普及させるとともに住民自が肝炎
ウイルス感染の状況を確認する。
　必要に応じて保健指導を受け、医療機関で受診することにより、肝炎に
関する健康被害を回避し、症状を軽減し、進行の遅延を図ることを目的と
する。

消耗品費 5

印刷製本費 3

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 肝炎ウイルス検診
会計 一般会計 衛生費 保健所費 成人保健費

小事業 1020 健康診査経費

国庫支出金

県支出金

事業費計
172

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　対象：①満40歳の市民 ②41歳以上で、過去の肝炎ウイルス検診未受診
者
　実施時期：平成27年7月～28年2月
　通知方法：申込者に受診票を送付

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 137

197 172 172
事業費 地方債

58
一般財源

66 58 35 35

その他
131 114 137

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

197 172 172
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 30

前年度予算

大腸がんクーポン 1,630
大腸がん案内文
医療機関一覧
検診手帳
窓開き封筒

大腸がんクーポン郵送料 2,782

大腸がん検診委託（2,860人） 10,988
事務費

　過去３年間の実績

【実績】 平成23年 平成24年 平成25年
対象者数（人）
受診者数（人）
受診率（％）

15,400

感染症予防事業費等補助金 7,700

596
389

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　大腸がんの早期発見、受診率向上の為、節目年齢を対象に自己負担金無
料で大腸がん検診を実施する。
　また、がん予防のための正しい知識の普及を図る。

519 印刷製本費 1,785
141
140

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 がん検診推進事業（大腸クーポン）
会計 一般会計 衛生費 保健所費 成人保健費

小事業 1020 健康診査経費

　対象：：4月1日現在で40・45・50・55・60歳の市民
　実施時期：平成27年7月～28年2月
　通知方法：対象者に無料クーポン券と検診手帳を送付

246
事業概要 10,591 委託料 10,837

2,669 通信運搬費 2,669

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
7,641

8.7 11.9 13.8 事業費計
15,291

2,178 2,882 3,471
25,136 24,256 25,152

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

14,660 15,400 15,291
事業費 地方債

封筒への広告掲載料

7,700
一般財源

8,609 7,700 7,643 7,643

その他
6,051 7,700 7,648 7

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

14,660 15,400 15,291
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 30

前年度予算

子宮がん検診　 160
再検査委託(40人)

女性特有のがん検診
再検査委託(10人) 29

事務費 3

160

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　子宮がん検診における検査方法の変更（日母方式からベセスダ分類へ）
により発生する不適切検体の再検査料 委託料 149

117

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 子宮がん検診　再検査委託料
会計 一般会計 衛生費 保健所費 成人保健費

小事業 1020 健康診査経費

事業概要

　不適切検体が発生した場合に、無料で再検査を実施する。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
149

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成24年度１件、平成25年度３件

9 160 149
事業費 地方債

160

9 160 149
事業費 地方債

一般財源
9 160 149 149

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 30

前年度予算

再勧奨通知 39 48

再勧奨はがき郵送（ 5,300通） 244

292

感染症予防事業費等補助金 146

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 がん検診推進事業（大腸クーポン　再勧奨）
会計 一般会計 衛生費 保健所費 成人保健費

小事業 1020 健康診査経費

事業概要

　大腸がん無料クーポン券を送付した４０歳の者の内、一定期間経過後未
受診の者に啓発はがきを送付。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　年度当初に個別通知で、無料クーポン券を送付しているが、再度受診勧
奨を行うことで、がん検診の受診促進を図るとともに、がんの早期発見と
正しい健康意識の普及啓発を行う。

印刷製本費 39

190 通信運搬費 190

事業費計
229

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成25年度に、大腸がん検診無料クーポン券の対象者の内、一定期間経
過後未受診の者約23,700人に、再受診勧奨のハガキを送付。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
114

県支出金

1,390 292 229
事業費 地方債

146

その他
567 146 114

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,390 292 229
事業費 地方債

一般財源
823 146 115 115
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 30

前年度予算

子宮頸がんクーポン 60 402
乳・大腸がん二連クーポン
子宮頸がん案内文 12
乳がん案内文 17
検診手帳
窓開き封筒 88

無料クーポン券送付 677

子宮頸がん検診委託（140人） 5,121

事務費（140人） 9
乳がん検診委託（550人）
事務費（550人）

6,200

感染症予防事業費 3,100

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　子宮頸がん・乳がんについて、検診対象の初年度の年齢（子宮頸がん：
20歳、乳がん：40歳）の者を対象として、無料クーポン券を送付すること
で、検診受診の動機づけを行い、がんの早期発見につなげ、がんによる死
亡者の減少を図る。

印刷製本費 434
100

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項
新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業（子宮頸が
ん・乳がん初年度無料クーポン）

会計 一般会計 衛生費 保健所費 成人保健費

小事業 1020 健康診査経費

事業概要

 平成21年度から、子宮頸がんについては、20・25・30・35・40歳の女性
に、乳がんについては、40・45・50・55・60歳の女性に、無料クーポン券
を個別に送付している。
　平成26年度に引き続き、子宮頸がんは、20歳の女性に、乳がんについて
は、40歳の女性に無料クーポン券を送付する。
　なお、この事業は、国の平成26年度補正予算「新たなステージに入った
がん検診の総合支援事業」を財源として1/2の国庫補助で実施する。

4,073
105

952 委託料 5,139

567 通信運搬費 567

157

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
3,069

　平成21年度から「女性特有のがん検診推進事業」として子宮頸がん・乳
がん検診無料クーポン券送付事業を開始し、平成23年度からは、大腸がん
検診無料クーポン券送付事業も追加し「がん検診推進事業」として統合さ
れた。
　平成26年度は、「働く世代の女性支援のためのがん検診推進事業」とし
て、子宮頸がん・乳がんについて、検診対象初年度の年齢（子宮頸がん：
20歳、乳がん：40歳）の者を対象として、無料クーポン券を送付した。 事業費計

6,140

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

38,865 6,200 6,140
事業費 地方債

封筒への広告掲載料

3,100
一般財源

22,818 3,100 3,069 3,069

その他
16,047 3,100 3,071 2

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

38,865 6,200 6,140
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 30

前年度予算

子宮頸がんクーポン 72 2,123
乳がんクーポン
子宮頸がん案内文 16
乳がん案内文 43
窓開き封筒

無料クーポン券送付 3,477
再送付用 10

子宮頸がん検診委託（300人） 34,700
事務費 18
乳がん検診委託（450人）
事務費 86

40,300

感染症予防事業費 20,150

170

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　がん検診受診率の向上をめざし、平成21年度から国庫補助事業である、
がん検診無料クーポン券送付事業を実施してきており、一定の受診率向上
の成果が得られているところである。
　乳がん・子宮頸がんについては、事業開始より5年が経過し、受診対象
者への無料クーポン券の配布が一巡したことになる。しかし、クーポンを
配布したが検診を受診しなかった者が相当程度残っているため、当該未受
診者に対し再度受診勧奨を行い、検診の重要性の認識と受診の動機づけを
醸成・向上させ、受診率の向上を図る。

印刷製本費 496
195

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項
働く世代の女性支援のためのがん検診未受診者対策緊急支援事
業（平成２５年度クーポン券未受診者への再勧奨クーポン券）

会計 一般会計 衛生費 保健所費 成人保健費

小事業 1020 健康診査経費

　平成25年度に子宮頸がん・乳がん検診の無料クーポン券を送付した者の
うち、未受診である者に対し、再度無料クーポン券を送付し、検診受診を
勧奨し、がんの早期発見につなげる。
　なお、この事業は、国の平成26年度補正予算「働く世代の女性支援のた
めのがん検診未受診者対策緊急支援事業」を財源として1/2の国庫補助で
実施する。

3,333

事業概要 2,040 委託料 5,477

1,211 通信運搬費 1,221

国庫支出金
3,594

県支出金

事業費計
7,194

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

 平成21年度から「女性特有のがん検診推進事業」として子宮頸がん・乳
がん検診無料クーポン券送付事業を開始した。平成23年度から平成25年度
までは、「がん検診推進事業」として子宮頸がんは20･25･30･35･40歳の女
性に、乳がん検診は40･45･50･55･60歳の女性に無料クーポン券を送付。
　平成26年度は、平成21～24年度に子宮頸がん・乳がん検診の無料クーポ
ン券を送付した者のうち、未受診である者約40,000人に再度無料クーポン
券を送付。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 40,300 7,194
事業費 地方債

封筒への広告掲載料

20,150
一般財源

0 20,150 3,597 3,597

その他
20,150 3,597 3

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 40,300 7,194
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 30

前年度予算

再勧奨通知 210

受診勧奨通知(2,500人） 382

乳がん検診委託（80人） 608
事務費 15

1,200

感染症予防事業費 599

593 委託料 608

133

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　がん検診受診率の向上をめざし、平成21年度から国庫補助事業である、
がん検診無料クーポン券送付事業を実施してきており、一定の受診率向上
の成果が得られているところであるが、より一層の受診率向上のための施
策が必要である。
 国の受診率向上に向けた効果的な取り組みとして、受診行動の定着化を
図るため、年度当初受診票を送付した者に対し、再度個別の受診勧奨が有
効であると報告されている。また、既に再勧奨を実施している自治体の結
果報告でもその効果が認められているところから、本市においてもがん検
診受診再勧奨を行い受診率の向上を目指す。

210 印刷製本費 210

133 通信運搬費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項
新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業（乳がん初年
度再勧奨）

会計 一般会計 衛生費 保健所費 成人保健費

小事業 1020 健康診査経費

これまでの取組内容

　「新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業」として乳がん検診
無料クーポン券の配布対象となる40歳の女性のうち一定期間経過後、未受
診者に対し、受診再勧奨を行う。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
475

　平成26年度に、乳がん検診無料クーポン券を送付した40歳の対象者の
内、一定期間経過後未受診の者　約2,800人に、再受診勧奨のハガキを送
付。

事業費計
951

0 1,200 951
事業費 地方債

601

0 1,200 951
事業費 地方債

一般財源
0 601 476 476

その他
599 475

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 30

前年度予算

専門医相談謝礼（3人×2回）

消耗品

カルテ・受診券

受診通知

ポイント委託
事務費
システム開発委託

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

新規等

事項 胃がんリスク検診（ＡＢＣ検診）
会計 一般会計 衛生費 保健所費 成人保健費

小事業 1020 健康診査経費

5,400 委託料 5,960
360

199 通信運搬費 199

206 印刷製本費 206

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市の胃がん死亡率は全がん死亡の２位を占めるが、平成25年度の胃
がん検診の受診率は2.3％と低い現状である。一方、胃がんリスク検診
（ＡＢＣ検診）は、いくつかの自治体で実施され、普及しつつある。ＡＢ
Ｃ検診により胃がんになる危険度が高い人を抽出することで胃がんの早期
発見につなげることが可能であり、ピロリ菌感染者に除菌治療を推奨する
ことで胃がんの発症予防にも資する。簡易なABC検診をきっかけに、胃が
ん予防に対する意識を高め、胃がん検診の受診率向上も期待できる。

60 報償費 60

375 消耗品費 375

これまでの取組内容

事業概要 200
　対象者：40・45・50歳
　申請により助成券を交付し、登録医療機関で受診する。受診者には、
3,000円分のポイントを付与する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
6,800

0 0 6,800
事業費 地方債

0

0 0 6,800
事業費 地方債

一般財源
0 0 6,800 6,800

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 30

前年度予算

保健師学生指導者担当者打ち合わせ会議（橿原市 3回) 3 119
全国行政栄養士研修会（東京都 1人) 45
奈良県公衆衛生学会（橿原市）月ヶ瀬(1人) 4
日本公衆衛生学会全国会（長崎市・2泊3日 1人) 70

日本公衆衛生学会全国会抄録集(1冊) 8 8

公用車用燃料 84 84

公用車車検代（1台） 50
血圧計その他修理代 35

アルコール綿(2箱) 1 18
自己血糖測定器専用ストリップ（50本×1箱) 5
自己血糖測定器穿刺針（25本×2箱) 1

公用車損害保険料（1台） 27 0

公用車リース料（2台） 350

全国行政栄養士研修会負担金(1人) 8 11
日本公衆衛生学会全国会負担金(1人) 3

公用車重量税（1台） 7 0

640

健康増進事業費補助金 56

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 訪問指導
会計 一般会計 衛生費 保健所費 成人保健費

小事業 1025 訪問指導経費

保険料 27

事業概要 120 修繕料 155
　健康管理における指導が必要な者またはその家族を、保健師等が訪問
し、必要な指導を行う。

医薬材料費 7

燃料費 84

消耗品費 8

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　保健指導が必要と認められる者及びその家族等に対して、保健師等が訪
問してその健康に関する問題を総合的に把握し、必要な指導を行い、心身
機能の低下を防ぎ、健康の保持増進を図ることを目的とする。

旅費 122

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　【実績】　年　　度　　　＜23年度＞　＜24年度＞　＜25年度＞
　　　　　訪問指導者数　　　25人　　　　17人　　　　25人

公課費 7

事業費計
779

負担金補助
及び交付金

11

これまでの取組内容

358 使用料及び賃借料 358

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 79

262 640 779
事業費 地方債

584
一般財源

212 584 700 700

その他
50 56 79

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

262 640 779
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 30

前年度予算

研修会及び講演会　（医師　3回） 90

訪問指導及び電話指導臨時職員　（管理栄養士等 1人）

事務用消耗品 9

自己血糖測定器専用ストリップ（50本×4箱) 19
自己血糖測定器穿刺針（25本×8箱) 5
アルコール綿（4箱） 3

郵送料 17

システム開発委託

0

消耗品費 9

医薬材料費 27

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　平均血糖値（ＨｂA１ｃ）の要指導値・要医療値の者が特定健診受診者
のH２０年度は約３０％であったのがH２５年度は約５０％と急増してい
る。
　糖尿病が悪化すると合併症を発症し、失明や壊死から歩行困難、透析に
なる者も多く、要介護状態の原因となる。また、高額な医療費となること
から糖尿病対策は急務である。
この事業の実施により、糖尿病の発症や重症化予防による脳血管疾患・認
知症・腎不全を防ぎ介護予防をはかる。

報償費 90

1,560 賃金 1,560

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

新規等

事項 糖尿病等生活習慣病重症化予防対策
会計 一般会計 衛生費 保健所費 成人保健費

小事業 1025 訪問指導経費

これまでの取組内容

事業概要 通信運搬費 17
　・個別支援事業（訪問・電話）
　保健師等が二人で電話・訪問を行い、糖尿病の受診を勧奨するとともに
糖尿病予防等の指導を行う。
　・電話、訪問で連絡が取れない方への手紙による受診勧奨

297 委託料 297

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
2,000

0 0 2,000
事業費 地方債

0

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 2,000
事業費 地方債

一般財源
0 0 2,000 2,000

―　747　―



区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 30

前年度予算

奈良市21健康づくり第2次推進ワーキング会議謝礼 30 160

奈良市21健康づくり第2次用消耗品 18 108
生活習慣予防啓発用消耗品 30
食生活改善月間啓発用消耗品 20
月間啓発用消耗品 20
がん征圧月間用消耗品 20

プリンタ修理 10 10

奈良市21健康づくり第2次連絡用切手(3人) 1 2

280

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市民が自らの健康状態と健康的な生活習慣を考える機会を持ち、さら
に、健康づくりに取り組めるよう正しい知識の啓発を行うことにより、健
康の保持・増進を図る。

報償費 30
(3人×1回)

消耗品費 108

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 健康づくり啓発事業
会計 一般会計 衛生費 保健所費 成人保健費

小事業 1035 健康づくり啓発経費

事業概要

　生活習慣病とその予防等について、パンフレット配布やパネル展示を行
い、市民に分かりやすく具体的な情報提供を行う。また、世界高血圧
デー、世界糖尿病デー、健康増進普及月間や食生活改善普及月間など、各
種月間啓発の時期にあわせた啓発を行う。

通信運搬費 1

修繕料 10

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成２５年度　奈良市２１健康づくり＜第２次＞を策定した。
　各種月間啓発の時期に合わせ、市役所連絡通路や保健所での展示啓発、
しみんだより・ホームページで情報提供した。

事業費計
149

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

357 280 149
事業費 地方債

280
一般財源

357 280 149 149

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

357 280 149
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 13 目 35

前年度予算

非常勤嘱託職員賃金(技術職 1人） 1,924

保健衛生ニュース 31 71
管理用消耗品 40

ガソリン代(150ℓ) 26 62
プロパンガス代(12カ月) 46

電気料金 2,463
水道代

建物機器修繕 9 9

切手 1 288
電話料金

電気設備検査点検手数料 354
消防設備検査点検手数料 64
浄化槽法定検査手数料 16
浄化槽清掃手数料
カーテンクリーニング代 4

施設所有管理者賠償責任保険 45 45

清掃委託 472

警備委託
浄化槽維持管理委託 30

電話機リース料 71 120
健康管理システム用プリンターリース料 1
モップ・マットリース料(12カ月) 49

5,808

燃料費 72

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　都祁保健センターの維持管理経費
1,924 賃金 1,924

消耗品費 71

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 健康増進課

既存

事項 都祁保健センターの管理経費
会計 一般会計 衛生費 保健所費 保健センター運営費

小事業 1015 都祁保健センター管理経費

140

　都祁保健センターの維持管理に要する事務用消耗品、燃料費、光熱水
費、電信電話代、設備点検手数料等

修繕料 9

通信運搬費 288
287

130 手数料 354

195
事業概要

2,328 光熱水費 2,523

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　　

事業費計
5,879

これまでの取組内容

　都祁・月ヶ瀬地区住民の健康管理及び健康増進のための各種事業を実施
している。

193 委託料 472
249

使用料及び賃借料 121

保険料 45

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

5,585 5,808 5,879
事業費 地方債

その他雑入 2,013

3,795
一般財源

3,739 3,795 3,817 3,817

その他
1,846 2,013 2,062 2,062

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

5,585 5,808 5,879
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

前年度予算

職員貸与被服経費 22,397
200円×103,590点＝20,718千円

（内訳）
事務職 44 人 × 235 点 ＝ 点
技術職 26 人 × 300 点 ＝ 点
技能・業務職 200 人 × 350 点 ＝ 点
再任用（技術職） 6 人 × 300 点 ＝ 点
再任用（技能・技能業務職） 39 人 × 350 点 ＝ 点

点

その他経費
573千円

計 21,291千円

Ｈ24～Ｈ26年度貸与実績
（Ｈ２４） （Ｈ２５）

夏作業服（上） 着
夏作業服（下） 着
冬作業服（上） 着
冬作業服（下） 着
作業シャツ 着
運動靴 足 22,397

雨合羽 ほか ほか 着 ほか

7,800

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　環境事業室及び施設課に所属する職員に対し、「奈良市職員被服貸与規
則」に基づき、作業服等を貸与する。
貸与品：夏作業服（上下）、冬作業服（上下）、作業シャツ、運動靴、ゴ
ム長靴、安全靴、雨合羽、防寒ジャンパー、手袋等

消耗品費 21,291

10,340

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 企画総務課

既存

事項 職員貸与被服経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 1530 職員貸与被服経費

事業概要

　職員ごとに年間のポイント（1ポイント200円）を付与し、職員はその範
囲内で必要な作業服、安全靴、帽子等を要望する。企画総務課において購
入物品を集約し、契約課へ入札を依頼し購入する。職種ごとに付与するポ
イント数は異なる。

13,650
103,590

70,000
1,800

587着 570着 575
469着 430着 452
617着 544着 553

（Ｈ２６・1月末時点）

510着 423着 439

これまでの取組内容

事業費 地方債

国庫支出金
現場職員の要望等により、各物品の仕様については、随時見直す取
組みを行っている。 県支出金

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

302着 238着 324 財源内訳 財 源 の 内 容

362着 367着 372 事業費計
758足 693足 621 21,291

21,225 22,397 21,291
事業費 地方債

22,397

21,225 22,397 21,291
事業費 地方債

一般財源
21,225 22,397 21,291 21,291

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

前年度予算

非常勤職員用貸与被服費 2,995
1人あたり58,988円×47人×1.08＝2,995千円

（１人あたりの内訳）
夏用作業服（上） 円 × 2 着 ＝ 円
夏用作業服（下） 円 × 2 着 ＝ 円
冬用作業服（上） 円 × 2 着 ＝ 円
冬用作業服（下） 円 × 2 着 ＝ 円
ベルト 円 × 2 本 ＝ 円
作業帽子 円 × 1 個 ＝ 円
防寒ブルゾン 円 × 1 着 ＝ 円
運動靴 円 × 1 足 ＝ 円
ゴム長靴 円 × 1 足 ＝ 円
安全靴 円 × 1 足 ＝ 円
雨合羽 円 × 1 着 ＝ 円
手袋（ゴム引き） 円 × 1 双 ＝ 円
手袋（ビニボツ） 円 × 11 双 ＝ 円

円

夏用作業服（上） 着
夏用作業服（下） 着
冬用作業服（上） 着
冬用作業服（下） 着
ベルト 本
防寒ブルゾン 着
運動靴 足 2,995

ゴム長靴 足
安全靴 足
雨合羽 着

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 企画総務課

新規等

事項 収集業務の平準化に伴う非常勤職員用貸与被服費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 1530 職員貸与被服経費

事業概要 6,540 6,540

600 1,200
1,100 1,100

4,950 9,900
4,600 9,200

7,860
4,150 8,300

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　当市ではＮＡＲＡＮＥＸＴ４「家庭系ごみ収集の民間委託を拡大しま
す」に基づき、家庭系ごみ収集運搬業務の委託の拡大を進めている。これ
に伴い、ごみの収集業務の平準化を実施しており、平成27年度は非常勤職
員47人を採用し、リサイクル推進課、収集課、まち美化推進課で従事させ
る予定である。この47人の非常勤職員に安全に収集作業に従事させるため
に、上下作業服、運動靴等を貸与する事業である。

消耗品費 2,995

3,930

182
132

平成26年度に貸与した被服は以下のとおりである。（27年1月末現在）
177

これまでの取組内容

98 1,078
58,988

390 390

　平成25年度から収集業務の平準化に伴う非常勤職員を採用し、被服等を
貸与している。平成27年度においては、リサイクル推進課、収集課、まち
美化推進課で計47人を採用する予定である。各職員に採寸を行い、採寸結
果を企画総務課で取りまとめた後、作業服、靴、雨合羽等を企画総務課が
発注を行う。納品された被服等を企画総務課で検収し、各課の庶務担当者
を通じて本人に貸与する。

2,750 2,750
1,570 1,570
4,750 4,750
4,350 4,350

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

2 財源内訳 財 源 の 内 容

32 国庫支出金
17

29 事業費計
51 2,995

133
63

3,306 2,995 2,995
事業費 地方債

2,995

3,306 2,995 2,995
事業費 地方債

一般財源
3,306 2,995 2,995 2,995

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 10

前年度予算

事業者指導係従事嘱託職員賃金（２人） 0
－計画係－
・一般廃棄物処理事業の総合計画、調査研究等に関すること 全国都市清掃会議理事会、近畿地区協議会 324
・部、室及び課の庶務にかんすること ほか 大阪湾広域臨海環境整備センター担当課長会等出席旅費
－啓発係－
・廃棄物処理事業の協力団体の育成指導に関すること 事務用消耗品等 428
・清掃行政の広報に関すること ほか 廃棄物処理業者現場指導用消耗品
－事業者指導係－
・一般廃棄物処理業等の許可及び指導監督に関すること 公用車　ガソリン（４台） 240
・事業系ごみの排出に係る指導に関すること ほか

廃棄物収集運搬業者搬入指導用伝票 0

公用車　車検等修理 160

事務連絡用郵便料 35

公用車　自動車損害賠償保険 18

事業者廃棄物適正排出啓発用リーフレット作成委託 1,728
一般廃棄物組成分析業務委託

公用車　賃貸借料（３台）等 423

全国都市清掃会議負担金、同出席負担金、 218

奈良県都市清掃協議会負担金

公用車　自動車重量税（１台） 12

3,586

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 企画総務課

既存

事項 課事務経費
会計 一般会計 衛生費 清掃費 清掃総務費

小事業 1010 清掃事務経費

事業概要 70 印刷製本費 70

219 燃料費 219

150
428 消耗品費 578

旅費 254

課を維持するための事務経費、各係の主な事務分担は以下のとおり 6,827 賃金 6,827

当事業の予算額、決算額の推移は以下のとおりである。

これまでの取組内容

223 負担金補助及び交付金 223

602 使用料及び賃借料 602

1,728
1,281 委託料 3,009

・環境部長が全国都市清掃会議及び大阪湾広域臨海環境整備セン
ターの理事に就任しており、これに伴い各種会議の出席旅費
・企画総務課が所有する4台の公用車の維持管理経費
・事務連絡用郵便切手代
・奈良市が加入している全国都市清掃会議、奈良県都市清掃協議会
等の年間負担金
・一般廃棄物処理計画の基礎資料とするための組成分析業務の委託
料
・事業者指導係に従事する嘱託職員の賃金等
・廃棄物処理業者現場指導用消耗品等

152 修繕料 152

30 通信運搬費 30

18 保険料 18

2,534 4,441 財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
決算額 - - 3,338 2,761

2,730 5,050 事業費計
11,994

予算額 11,994 3,586 3,476 2,901

単位（千円）

Ｈ27 Ｈ26 Ｈ25 Ｈ24 Ｈ23 Ｈ22
12 公課費 12

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

3,338 3,586 11,994
事業費 地方債

廃棄物処理業等許可手数料 593

2,993
一般財源

1,844 2,993 10,548 10,548

その他
1,494 593 1,446 1,446

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,338 3,586 11,994
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 10

前年度予算

収集作業員（パート職員）の賃金（15人） 28,655

収集作業員（パート職員）の社会保険料等（15人） 4,921

収集作業員（パート職員）の児童手当拠出金（15人） 44

33,620

5,106 社会保険料 5,106

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　当市でＮＡＲＡＮＥＸＴ４「家庭系ごみ収集の民間委託を拡大します」
に基づき、家庭系ごみ収集運搬業務の委託の拡大を進めている。これに伴
い、平成25年度からごみの収集業務の平準化を実施しており、本事項は平
成27年度に採用する47人の非常勤職員のうち、パート職員15人分の賃金と
事業所負担分の社会保険料及び児童手当拠出金を執行する事業である。

28,655 賃金 28,655

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 企画総務課

新規等

事項 収集業務の平準化に伴うパート職員の賃金等
会計 一般会計 衛生費 清掃費 清掃総務費

小事業 1010 清掃事務経費

事業概要

　リサイクル推進課、収集課、まち美化推進課の収集作業員の欠員補充要
員として、収集業務に従事させる予定である。

44 負担金補助及び交付金 44

社会保険料 5,106 4,921
事業費計

負担金補助及
び交付金

44 44
33,805

財源内訳 財 源 の 内 容

賃金 28,655 28,655 ※ただし、各年度当
初に人事課に全額配
当替し、人事課で執
行する。

単位（千円）
H27 H26

　昨年度からの賃金等の予算額の推移は以下のとおり

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

33,620 33,805
事業費 地方債

33,620

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

33,620 33,805
事業費 地方債

一般財源
33,620 33,805 33,805
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 10

前年度予算

臨時職員（清掃作業員・1人）の賃金

臨時職員（清掃作業員・1人）の社会保険料等

臨時職員（清掃作業員・1人）の児童手当拠出金

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

1.事務厚生棟内洗車場において収集車両の洗車作業中に発生するごみ・ち
りの清掃作業に従事していた再任用職員が退職するため、この業務に従事
させる作業員が必要である。
2.環境清美工場内のかん・ビン・ペットボトル回収施設での選別作業に従
事していた作業員に欠員が出たため、これに従事させる作業員が必要であ
る。

1,894 賃金 1,894

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 企画総務課

新規等

事項 かん・びん等選別作業及び洗車場清掃作業に係る賃金等
会計 一般会計 衛生費 清掃費 清掃総務費

小事業 1010 清掃事務経費

事業概要

　臨時職員を1名採用し、上述のとおり2件の業務に従事させる。この臨時
職員にかかる賃金等を執行するための事業である。

3 負担金補助及び交付金 3

340 社会保険料 340

国庫支出金

県支出金

事業費計
2,237

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 0 2,237
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 2,237 2,237

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 2,237
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 10

前年度予算

奈良市一般廃棄物処理基本計画策定業務

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市一般廃棄物処理基本計画（以下、基本計画）は廃棄物の処理及び
清掃に関する法律第6条に基づき、ごみの発生量の見込や排出抑制の方策
について市町村が定めなければならない計画である。本市では奈良市第４
次総合計画等上位計画との整合性を図り、１０年間のごみ減量化やごみ処
理施策の基本となる計画である。現状の基本計画はH23年度を初年度、H32
年度を最終目標年度とし、平成27年度を中間目標年度とした。近年のごみ
の排出量等の動向を踏まえて、概ね5年ごとに計画内容を見直すものとし
ている。中間目標年度であるH27年度に見直しを行い、H28年度に見直した
基本計画を策定する。

1,000 委託料 1,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 企画総務課

新規等

事項 奈良市一般廃棄物処理基本計画策定業務
会計 一般会計 衛生費 清掃費 清掃総務費

小事業 1010 清掃事務経費

事業概要

　基本計画策定にあたり、基礎調査、計画案の作成検討委員会の議事録作
成等の補助的業務を委託する。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
1,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

H22年度　　前基本計画見直し
H23年度　　現基本計画策定
H27年度　　現基本計画見直し
H28年度　　基本計画見直し策定

0 0 1,000
事業費 地方債

0

0 0 1,000
事業費 地方債

一般財源
0 0 1,000 1,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 10

前年度予算

不法投棄された家電製品のリサイクル処分手数料 400

発泡スチロール製食品トレイ等収集運搬委託 203,301

石綿含有家庭用品処理業務委託

草木類処理委託

プラスチック製容器包装再商品化委託

プラスチック製容器包装減容処理委託

使用済小型家電運搬及び再資源化委託

54
737

204,492

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 企画総務課

既存

事項 再生資源化処理経費
会計 一般会計 衛生費 清掃費 清掃総務費

小事業 1012 再生資源化処理経費

1,279
事業概要

39,420

162

3,388 委託料 200,369

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法）に基づき、不法投棄さ
れた家電製品４品目の処分、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進
等に関する法律（容器リサイクル法）等に基づく家庭から排出されるプラ
スチック製容器包装の処理、町内清掃等から排出された草木類のリサイク
ル、石綿（アスベスト）含有一般廃棄物の適正処理を行う。
　また、平成25年度から施行された使用済小型電子機器等の再資源化の促
進に関する法律（小型家電リサイクル法）に基づく小型家電リサイクル事
業を実施し、有用な金属類を回収するとともに最終処分量の削減を図る。

400 手数料 400

これまでの取組内容

①不法投棄された家電製品４品目（テレビ、冷蔵庫等）を所定の排出先へ
引き渡し、市はリサイクル品目及び数量に応じて手数料を支払う。
②市の公共施設や民間施設に設置した使用済小型家電回収ボックスに投入
された使用済小型家電を回収し、再資源化事業者へ引き渡しリサイクルす
る。
③町内清掃等により排出された草木類を、枝木、草類と土砂等に選別し、
チップ化処理を行う。
④市内の家庭から収集したプラスチック製容器包装を、公益財団法人日本
容器包装リサイクル協会のガイドラインに基づき、適正に選別・梱包処理
を施し、指定業者へ引き渡す。

153,382

2,738

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

負担金補助及び交付金

事業費計
200,769

【平成25年度執行実績】
不法投棄された家電製品のリサイクル手数料　　　　471千円
草木類処理委託　　　　　　　　　　　　　　　　38,142千円
プラスチック製容器包装の処理に係る委託　　　　145,416千円

消耗品費

188,595 204,492 200,769
事業費 地方債

再商品化合理化拠出金、使用済小型家電売却収入 8,426

196,066

188,595 204,492 200,769
事業費 地方債

一般財源
184,536 196,066 192,198 192,198

その他
4,059 8,426 8,571 8,571

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 10

前年度予算

もったいない陶器市開催にかかる行事用消耗品
コンテナ、デジタルスケール等

陶磁器製食器類交換市開催業務委託
残余陶磁器製食器類収集運搬及び再資源化委託

陶磁器製食器類保管用物置一式（設置費用等含む）

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 企画総務課

新規等

事項 陶磁器製食器類リユース・リサイクル事業
会計 一般会計 衛生費 清掃費 清掃総務費

小事業 1012 再生資源化処理経費

事業概要

500 備品購入費 500

360
1,174 委託料 1,534

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

 ごみの減量と資源の有効利用を図るため、家庭で不要になった陶磁器製
食器類の交換市（「もったいない陶器市」）を定期的に開催するとともに
市主催イベント等においても実施する。現在家庭から排出される陶磁器製
食器類については、廃棄物として最終処分されているが、今までごみと
なっていたものが有効利用されることにより効率的なごみ減量が実現でき
るとともに市民の環境意識の向上の場としての役割を担うことが出来る。

466 消耗品費 466

これまでの取組内容

　市民に家庭で不用となった陶磁器類食器を回収拠点及びイベント会場に
持ち込んでもらい、その際に気に入った食器があれば持って帰ってもら
う。交換市の開催回数としては、民間商業施設で年間12回、市主催のイベ
ントにおいて年間4回を見込んでいる。
　また、破損したもの、交換されず引き取られなかった残余物について
は、一定期間本市で保管した後、市外の再商品化事業者に処理を委託し、
工業製品としてリサイクルされる。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

平成27年度から新規事業として実施する。
平成27年度以降も費用対効果を勘案しながら継続していく。

事業費計
2,500

0 0 2,500
事業費 地方債

0

0 0 2,500
事業費 地方債

一般財源
0 0 2,500 2,500

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 10

前年度予算

清掃業務審議会委員報酬 420
11人×3回

0
4人×4回

清掃業務審議会委員費用弁償 35

清掃業務審議会委員用賄費 5

清掃業務審議会委員事務連絡用切手代 10

事務連絡用切手代

清掃業務審議会テープ起こし 67

537

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 企画総務課

既存

事項 清掃業務審議会等経費
会計 一般会計 衛生費 清掃費 清掃総務費

小事業 1015 清掃業務審議会等経費

事業概要 一般廃棄物処理基本計画見直し検討委員旅費 16

27 旅費 43

一般廃棄物処理基本計画見直し検討委員報報償費 128 報償費 128

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市の廃棄物の排出抑制及びその処理の適正化を図るため、奈良市廃棄物
の処理及び清掃に関する条例に基づき、市長の付属機関として設置された
奈良市清掃業務審議会を開催する。
　審議会の開催に伴う委員報酬、出席旅費、賄費、郵便切手代、テープ起
こし料金を計上する。各分科会については、平成27年度には開催する見込
みがないため、これに関する経費は計上していない。
　また、平成27年度は奈良市一般廃棄物処理基本計画の中間目標年度及び
同計画の見直しを実施する年度であり、同計画の見直し検討委員会を設置
の上開催する。この委員報酬等を臨時的な経費として計上する。

330 報酬 330

これまでの取組内容

一般廃棄物処理基本計画見直し検討委員 4

8 通信運搬費 12

 奈良市清掃業務審議会委員定員　15人（平成27年2月現在11人）
年間3回開催予定
奈良市廃棄物の処理及び清掃に関する条例に基づく審議事項
(1)一般廃棄物処理計画に関すること。
(2)一般廃棄物処理業及び浄化槽清掃業の許可に関すること。
(3)一般廃棄物処理施設の設置等の許可に関すること。
(4)一般廃棄物処理業及び浄化槽清掃業の許可及び更新を受けた者に対す
る指導及び処分に関すること。
(5)廃棄物の減量、再生及び再利用の推進に関すること。
(6)廃棄物の処理に伴う公害対策に関すること。
 奈良市一般廃棄物処理基本計画見直し検討委員会については4人の委員で
4回開催を予定している。

4 食糧費 6

一般廃棄物処理基本計画見直し検討委員用賄費 2

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
585

【平成25年度以降の開催日及び審議事項】
平成25年6月25日　　一般廃棄物収集運搬業等の許可の更新について
平成26年2月18日　一般廃棄物処理実施計画等について
平成26年6月30日　一般廃棄物収集運搬業等の許可の更新について
平成26年12月22日　一般廃棄物収集運搬許可業者の行政処分について
　
 また、平成24年度に委員報酬の見直しを図り、1日13,500円から10,000円
に減額を行った。

66 筆耕翻訳料 66

206 537 585
事業費 地方債

537

206 537 585
事業費 地方債

一般財源
206 537 585 585

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

―　758　―



区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 10

前年度予算

ごみ減量講座（1回） 156

ごみ減量キャラバン（2人×30回）

事業所廃棄物適正排出講習会（1回）

ごみ減量講座等資料作成用消耗品 300

環境イベント用消耗品

ごみ・再生資源の分け方及びごみ事典増刷分 3,376

ごみカレンダー（2回）

小学校社会科用副読本

ごみ減量講習会等連絡用切手代 58

環境イベント開催情報提供用テレドーム代

環境イベント参加者損害保険 50

【環境イベント参加実績】(H24) (H25) (H26)
環境フェスティバル 人 人 人
ならクリーンフェスタ 人 雨天中止 雨天中止 ごみ減量アプリ維持管理委託 0

【各講習会参加実績】 (H24) (H25) (H26)
事業所３Ｒ講習会 人 人 人 予定
ごみ減量講座 人 人 人 予定 3,940

ごみ減量講習会 人 人 人
※各数値は概数

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 企画総務課

既存

事項 循環型社会形成推進広報経費
会計 一般会計 衛生費 清掃費 清掃総務費

小事業 1030 循環型社会形成推進広報経費

100 消耗品費 240

30

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　製品等が廃棄物等となることが抑制され、並びに製品等が循環資源と
なった場合においてはこれについて適正に循環的な利用が行われることが
促進され、天然資源の消費を抑制し、環境への負荷ができる限り低減され
る「循環型社会」の形成の推進に関し、地方公共団体は、区域の自然的社
会的条件に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。（循環型社
会形成推進基本法より抜粋）これに基づき、市は主に市民が排出する家庭
ごみの３Ｒ（Reduce,Reuse,Recycle）の意識高揚や適正な分別排出に関す
る広報・啓発活動を実施する必要がある。これと並行して学習指導要領に
基づき、小学校児童を対象に本市の「廃棄物の処理」の現状や施策につい
て普及啓発を行う必要がある。

20 報償費 170

120

45 通信運搬費 53

780

　ごみカレンダー、ごみ事典、ごみ・再生資源の分け方出し方、小学校社
会科用副読本等の啓発パンフレットを作製・配布する。
　年2回の環境イベント（環境フェスティバル、ならクリーンフェス
タ）、市民団体「ごみ懇談会」との協働によるごみ減量講習会（ごみ減量
キャラバン）を開催し、家庭ごみの減量方法の紹介や身近な廃棄物の３Ｒ
に関する意識高揚を図る。
　平成27年3月から配信を開始する予定のスマートフォン用ごみ減量アプ
リを維持管理を委託し、そのコンテンツの充実を図っていく。
　市内の事業所に対しては、廃棄物の適正な排出方法を周知するための講
習会を開催する。

360 印刷製本費 2,500

1,360

140
事業概要

3,000 972 委託料 972
5,000 3,000 3,000

50 保険料 50

これまでの取組内容

8

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財 源 の 内 容

国庫支出金

300 560 520 2月時点 財源内訳

80 70 100 事業費計
90 80 100 3,985

2,984 3,940 3,985
事業費 地方債

3,940

2,984 3,940 3,985
事業費 地方債

一般財源
2,984 3,940 3,985 3,985

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 10

前年度予算

事務厚生棟用蛍光灯等　消耗品 126

収集車両洗車場洗浄機用燃料（灯油） 0

事務厚生棟電気料金 29,000
事務厚生棟ガス料金
事務厚生棟水道料金

事務厚生棟・駐車場棟施設修繕料 1,000

事務厚生棟電気設備点検検査手数料 1,378
事務厚生棟・駐車場棟消防設備検査点検手数料
事務厚生棟環境衛生管理業務手数料

駐車場棟車両に係る賠償責任保険 179

事務厚生棟・駐車場棟清掃業務委託 12,571
事務厚生棟機械警備委託
駐車場棟エレベーター保守管理
事務厚生棟冷暖房施設等保守点検委託　計2件

事務厚生棟電話機器リース（年間） 505

44,759

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 企画総務課

既存

事項 環境清美施設管理経費
会計 一般会計 衛生費 清掃費 清掃総務費

小事業 1510 環境清美施設管理経費

12,000
8,300

11,000 光熱水費 31,300

14 燃料費 14

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　環境清美センター事務厚生棟及び駐車場棟における各設備の法定点検等
を実施し、施設の管理を行う。主な点検等及び根拠法は以下のとおり。
①電気工作物保安管理業務－電気事業法
②環境衛生管理業務－建築物における衛生的環境の確保に関する法律
③事務厚生棟及び駐車場棟消防設備点検－消防法
④駐車場棟エレベーターの保守点検－クレーン等安全規則
　また、施設及びその設備の維持管理に必要な光熱水費、修繕料、保守点
検委託料等を要する。

103 消耗品費 103

単位（千円） 使用料及
び賃借料

Ｈ27 Ｈ26 Ｈ25 Ｈ24 Ｈ23 Ｈ22 Ｈ21 407

これまでの取組内容 527
　平成25年度から、従前までの事務厚生棟管理経費、駐車場棟管理経費を
当事業に事業統合し、各委託業務の仕様を見直す等、経費を節減する取り
組みを行っている。執行状況の推移は以下のとおり

499
1,414

事務厚生棟温水ヒータほか各機械設備保守点検委託　計3件 951

事業概要

事務厚生棟　施設概要
所在地　奈良市左京五丁目２番地
敷地面積　11,521.24㎡
着工　昭和62年7月　竣工　昭和63年7月
総工費　900,000千円
鉄筋コンクリート造一部鉄筋造　地上3階

駐車場棟　施設概要
総面積　8,249.32㎡　最高保管台数　443台

500 修繕料 500

198 手数料 1,016
418
400

179 保険料 179

8,904 委託料 12,295

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

40,976 41,381 25,243 国庫支出金決算額 - - 32,948 42,533

407

事業費計

予算額 45,814 44,759 41,711 42,606 41,252 42,115 27,861
45,814

財源内訳 財 源 の 内 容

44,348 44,759 45,814
事業費 地方債

44,759

44,348 44,759 45,814
事業費 地方債

一般財源
44,348 44,759 45,814 45,814

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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前年度予算

環境事業室内産業廃棄物処理委託
蛍光灯　年間100本
金属くず　年間4ｔ車1台分
廃プラスチック　1カ月あたり100kg

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 企画総務課

新規等

事項 環境事業室産業廃棄物処理委託
会計 一般会計 衛生費 清掃費 清掃総務費

小事業 1510 環境清美施設管理経費

事業概要

　環境事業室各課かい所管の施設内で発生した当該の産業廃棄物を企画総
務課で取りまとめて一時保管し、各品目ごとに産業廃棄物処理業者に引き
渡して処理を委託する。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　従前は一般廃棄物として誤って排出及び処理していた蛍光灯、金属く
ず、廃プラスチックを廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき、産業
廃棄物として適正に処理する。
（根拠法令）
廃棄物の処理及び清掃に関する法律第2条第4号（抜粋）
“この法律において「産業廃棄物」とは、次に掲げる廃棄物をいう。
一　事業活動に伴って生じた廃棄物のうち、燃え殻、汚泥、廃油、廃酸、
廃アルカリ、廃プラスチック類その他政令で定める廃棄物”
蛍光灯及び金属くずは同法律施行令第2条で産業廃棄物に該当することが
規定されている。

516 委託料 516

事業費計
516

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

0 0 516
事業費 地方債

0

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 516
事業費 地方債

一般財源
0 0 516 516
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前年度予算

事務厚生棟熱源装置リース料（施工費含む）
7年間の長期継続契約

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　事務厚生棟の空調熱源装置（空調本体）は、昭和63年の事務厚生棟竣工
時より約25年使用しているため、老朽化が著しく、度々不具合を起こして
いる。保守点検業者によると、耐用年数（15年程度）を大幅に超え空調機
器としての温度調整能力が恒常的に低下している状態である。よって、部
品の取替修繕等では根本的な改善策にならず、装置本体の入替が必要であ
る。空調熱源装置本体を更新し、7年間のリース契約にて賃貸借を行うも
のである。
　本装置が停止した場合、冷暖房が完全にストップし、特に夏季期間中、
職員の甚大な健康被害を及ぼす可能性がある。奈良市職員労働安全衛生委
員会環境部会においてもこの問題点が指摘され、本体の更新が強く要望さ
れている。

5,400 使用料及び賃借料 5,400

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 企画総務課

新規等

事項 事務厚生棟空調熱源装置リース
会計 一般会計 衛生費 清掃費 清掃総務費

小事業 1510 環境清美施設管理経費

事業概要

　競争入札において落札したリース業者と7年間の長期継続契約を締結
し、空調本体の更新を行う。

国庫支出金

県支出金

事業費計
5,400

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

奈良市職員労働安全衛生委員会環境部会予算要望年次計画

平成25年度　空調ポンプ改修工事（投資的経費・実施済）
平成26年度　空調冷却塔更新工事（投資的経費・実施済）
平成27年度　空調本体リース

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 0 5,400
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 5,400 5,400

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 5,400
事業費 地方債
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01 款 25 項 15 目 30

前年度予算

し尿収集運搬業務及び手数料徴収事務委託 171,606

山辺環境衛生負担金 40,693

清掃費分担金

浄化槽維持管理分担金

し尿汲取り手数料負担金

汚泥投入手数料負担金

生活保護等減免負担金

区域外処理経費負担金

212,299

負担金補助及び交付金 40,504

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律において、し尿の収集運搬は市町村
がその責任を負うことが定められている。
　本市においては、月ヶ瀬・都祁地域を除く奈良市域から発生するし尿の
収集運搬業務及びその処理手数料の徴収事務を株式会社奈良市清美公社へ
の委託により行う。
　月ヶ瀬・都祁地域について、当市は山辺環境衛生組合に加入し、同組合
に負担金を支払い、同組合がし尿・浄化槽汚泥の収集及びその処理を実施
する。

165,715 委託料 165,715

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 企画総務課

既存

事項 し尿収集運搬経費
会計 一般会計 衛生費 清掃費 し尿処理費

小事業 1010 し尿収集運搬経費

945

100

事業概要 4,542
　月ヶ瀬・都祁地域を除く奈良市域については、市民・事業者からの申請
により、家庭及び事業所から排出されるし尿の収集運搬等を委託する。ま
た、これに伴う手数料の徴収についても同一の契約により委託する。
　旧月ヶ瀬村及び旧都祁村地域のし尿の収集運搬及びその処理等について
は、山添村と山辺環境衛生組合（一部事務組合）を結成し同業務を行って
いた。そのため、奈良市との合併時に覚書を交わし、同地域のし尿収集運
搬業務等を継続して山辺環境衛生組合が実施しているものである。分担金
及び各負担金については、覚書、規約に基づき支払う。

2,310

9,887

22,720

し尿処理手数料（歳入・千円） 36,012 30,962 20,108
し尿収集量(kℓ) 5,171 4,723 3,486

(H24) (H25) (H26・1月末時点)

月ヶ瀬・都祁地域を除く奈良市域のし尿収集量、し尿処理手数料（収入済額）

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財 源 の 内 容

浄化槽汚泥(kℓ) 3,794 3,981 3,221 国庫支出金

し尿(kℓ) 804 765 493 財源内訳

月ヶ瀬・都祁地域のし尿・浄化槽汚泥処理量 事業費計
(H24) (H25) (H26・12月末時点) 206,219

217,271 212,299 206,219
事業費 地方債

一般廃棄物処理手数料 36,000

176,299

217,271 212,299 206,219
事業費 地方債

一般財源
186,470 176,299 172,719 172,719

その他
30,801 36,000 33,500 33,500

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 30

前年度予算

大阪湾広域臨海環境整備センターへの出張旅費 3

施設、設備の維持管理に係る部品、事務用消耗品、 46,500
浄化用薬品等

公用車用ガソリン・軽油、各設備用灯油・プロパン 16,851

堆肥申込及び受領書印刷 15

電気料金 27,859

水道料金

公用車定期車検（3台分） 516

各種設備検査点検等手数料　（電気、消防、受水槽等） 4,333
放流水等水質、環境測定

公用車自賠責保険料（3台分） 2,492

廃棄物処理プラント保険

エレベーター保守管理委託 105,037

衛生浄化センター運転管理委託
脱水ケーキ処分委託

軽自動車リース料及びテレビ聴視料 178

【平成24年～26年度の処理実績等】

日本廃棄物処理施設技術管理者協議会負担金 145

公用車重量税（3台分） 207
汚染負荷量賦課金

204,136

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 企画総務課

既存

事項 衛生浄化センター管理経費
会計 一般会計 衛生費 清掃費 し尿処理費

小事業 1015 衛生浄化センター管理経費

41,000 光熱水費 44,000
事業概要 3,000

15 印刷製本費 15

5,527 燃料費 5,527

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律において、し尿の処理は市町村がそ
の責任を負うことが定められている。
　当市は奈良市衛生浄化センターにおいて、月ヶ瀬・都祁地域以外の奈良
市域から発生するし尿・浄化槽汚泥を膜分離処理を施すことにより、浄化
処理を行う。
　汚泥と生ごみ（市内公立小学校等から収集した給食残さ）に含まれる
有機物を発酵させ、発生するバイオガスを回収し、このガスを利用して施
設内の必要箇所に温水と蒸気を供給する。また、発酵させた汚泥を脱水
し、堆肥化する。以上の処理により、安定的にし尿の処理を行うととも
に、循環型社会形成の推進に寄与する。

3 旅費 3

44,400 消耗品費 44,400

532 委託料 94,232
90,720

2,110
76 保険料 2,186

　搬入されたし尿・浄化槽汚泥を前処理・主処理・高度処理の処理工程を
経て、メタン発酵させ、堆肥化する。堆肥は無償で市民に譲渡している。
　各工程から発生する排水は、生物・物理化学処理した後に、流域下水道
に放流する。
　当事業では各処理工程で必要な浄化用薬品類、各設備の維持に係る部品
類等の消耗品費、各施設、車両等の維持経費（燃料費、光熱水費等）、施
設の運転管理委託及び放流水の水質管理に関する経費等を執行する。

516 修繕料 516

3,652 手数料 3,652

126 公課費 204
し尿搬入量（kℓ） 5,171 4,723 3,486

(H24) （H25） （H26・1月末時点） 10 負担金補助及び交付金 10

178 使用料及び賃借料 178

2,980
これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財 源 の 内 容

国庫支出金

堆肥生産量（kg） 182,385 204,330 103,605 財源内訳

事業費計
194,923

浄化槽汚泥搬入量（kℓ） 15,536 16,010 11,823 78

239,592 204,136 194,923
事業費 地方債

204,136

239,592 204,136 194,923
事業費 地方債

一般財源
239,592 204,136 194,923 194,923

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）
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前年度予算

施設修繕料 45,700
汚泥再生処理施設点検補修

監視制御システム点検補修

一般修理

45,700

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 企画総務課

既存

事項 衛生浄化センター維持補修経費
会計 一般会計 衛生費 清掃費 し尿処理費

小事業 1020 衛生浄化センター維持補修経費

事業概要

2,000

2,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　月ヶ瀬・都祁地域以外の市域から発生するし尿・浄化槽汚泥の処理施設
である衛生浄化センターの施設・設備を定期的に点検・維持補修すること
で、安定的な施設運転を実施する。特に汚泥再生処理施設については、設
置後11年経過しており、施設がら各機器の損傷、損耗、腐食 が著しく、
年次的に行うべき点検補修を予算の都合上先送りにしている設備もあり、
優先順位を慎重に考慮しながら点検補修を実施する必要がある。また、突
発的に故障した施設・設備に関しても的確に修繕を行い、対処していく。

修繕料 65,000
61,000

衛生浄化センター維持補修経費の予算額・決算額の推移は以下の
とおり

これまでの取組内容

～衛生浄化センター施設の概要～
 汚泥再生処理施設
 洗煙排水処理設備
 管理棟
以上の施設・設備の維持補修経費
汚泥再生処理施設の各設備の点検補修を実施するほか,突発的に故障した
施設・設備の修繕を実施する。
※平成26年度まで稼働していた脱水ケーキ焼却炉は,下水道事業の公営企
業化に伴い,脱水ケーキが搬入されなくなったため,同焼却炉は平成26年度
末をもって廃止する。

国庫支出金

県支出金

74,313 69,673 70,739 財源内訳 財 源 の 内 容
決算額 - - 70,755 74,212

74,368 69,861 70,741 事業費計
65,000

予算額 65,000 45,700 75,000 74,349

単位（千円）

Ｈ27 Ｈ26 Ｈ25 Ｈ24 Ｈ23 Ｈ22 Ｈ21

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

70,755 45,700 65,000
事業費 地方債

45,700
一般財源

70,755 45,700 65,000 65,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

70,755 45,700 65,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 40

前年度予算

大阪湾広域廃棄物埋立処分場建設工事委託 110

Ⅱ期計画事業費　奈良市負担分

時期計画調査事業費　奈良市負担分

本市の建設委託料の推移

110

事業概要

185

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　大阪湾広域臨海環境整備センターは、市町村域、府県域を越えて、共同
で利用できる廃棄物の最終処分場を確保し、圏域全体の長期的、安定的な
廃棄物の処分を図るとともに、造成された埋立地については、港湾施設用
地、都市再開発用地等として有効に活用していくために、広域臨海環境整
備センター法（昭和56年）に基づき、設立された団体であり、本市は、市
内の最終処分場で埋立できない廃棄物を処分するため、当団体の大阪湾圏
域広域処理場整備事業に参加しており、廃棄物埋立処分場の建設工事費の
一部を建設工事委託料として、負担している。

委託料 2,001

1,816

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 企画総務課

投資

事項 大阪湾広域廃棄物埋立処分場建設工事委託事業
会計 一般会計 衛生費 清掃費 清掃施設整備事業費

小事業 2010 大阪湾広域廃棄物埋立処分場建設事業

これまでの取組内容

　【大阪湾圏域広域処理場整備事業の概要】
　廃棄物処分場の外郭となる廃棄物埋立護岸は国土交通省と港湾管理者
（兵庫県、大阪府、神戸市、大阪市）の費用負担で建設する。完成した土
地は港湾管理者が取得し、港湾用地等として活用する。廃棄物処分関連施
設は、環境省と地方公共団体（2府4県、174市町村）と大阪湾センターが
費用負担して建設する。
平成27年度については、現行のⅡ期計画事業の建設工事委託料に加え、こ
のⅡ期事業は平成39年度をもって埋立が完了するため、次期Ⅲ期事業の稼
働にむけた調査・設計等が開始されるため、この費用の一部を負担するこ
とになっている。
　Ⅱ期計画事業　Ｈ１４～Ｈ３９
　Ⅲ期計画事業　Ｈ３５～Ｈ４９（予定）

決算額 - - - 1,317

40,200 1,253 2,183
事業費計

38,923 475 1,511
2,001

財源内訳 財 源 の 内 容

予算額 2,001 110 412 1,363

Ｈ23 Ｈ22 Ｈ21Ｈ27 Ｈ26 Ｈ25 Ｈ24

事業費 地方債

※平成23年度については、本市の埋立搬入枠を使いきり、大阪市
から搬入枠を譲渡してもらうため、約3,600万円の過年度分の建
設委託料を負担した。

国庫支出金

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

398 110 2,001 1,600
事業費 地方債

110

その他
1,600

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

398 110 2,001 1,600
事業費 地方債

一般財源
398 110 401 401
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 10

前年度予算

352

1,385

1,615

158

2,793

2,708

0

奈良県安全運転者管理者協会負担金 1,384
ショベルローダ技能講習会出席負担金
生ごみ処理機器購入費助成金

633

11,028

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　再生資源（ガラスびん・空き缶・ペットボトル・飲料用紙パック）の再
資源化（『再生資源化処理事業』）による循環型社会の形成を推進する。 新聞代 86 消耗品費 374

住宅地図購入費 73
事務用消耗品（住宅地図ＣＤ・コピー代等）

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 リサイクル推進課

既存

事項 再生資源化処理事業に係る事務及び施設管理に要する経費
会計 一般会計 衛生費 清掃費 清掃総務費

小事業 1011 再生資源化事務経費

事業概要

電気料金 1,767 光熱水費 1,895
水道料金 128

灯油 426

ガソリン 90 燃料費 1,316
プロパン 800

215

これまでの取組内容 職員の安全衛生に係る経費（洗濯機及び乾燥機） 119 備品購入費 119

通信機器リース料 148
ＮＨＫ受信料 15

建物（リサイクル推進課分室等）リース料 5,530 使用料及び賃借料 5,888
事務連絡車リース料 195

警備委託 464
清掃委託 2,124 委託料 2,588

　再生資源化処理事業に係る事務及び施設管理（施設等リース料・施設管
理委託料・施設管理手数料等）に要する経費

電気設備検査点検手数料 94 手数料 193
消防設備検査点検手数料 64
害虫駆除手数料 35

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
14,408

財源内訳 財 源 の 内 容

その他経費 その他経費 660

　再生資源の再資源化による循環型社会の形成を推進するため、市民の皆
様への啓発を行うとともに、再生資源化処理事業の安全かつ円滑な運営の
ための基幹的な整備を図っている。

19 負担金補助及び交付金 1,375
156

1,200

10,674 11,028 14,408
事業費 地方債

264

10,764

10,674 11,028 14,408
事業費 地方債

一般財源
10,407 10,764 14,171 14,171

その他
267 264 237 　行政財産使用に伴う光熱水費 237

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 10

前年度予算

5,225

6,200

51,156

62,581

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 リサイクル推進課

既存

事項 再生資源化処理事業に係る資源収集及び再商品化に要する経費
会計 一般会計 衛生費 清掃費 清掃総務費

小事業 1012 再生資源化処理経費

資源回収選別作業委託 11,676 委託料 50,796

プレス機等機械器具修繕料 1,769
施設修繕料 650

庁用器具修繕料 250 修繕料 2,669

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　再生資源（ガラスびん・空き缶・ペットボトル・飲料用紙パック）の再
資源化（『再生資源化処理事業』）による循環型社会の形成を推進する。 作業服及び安全靴等 1,175 消耗品費 5,377

再生資源回収用消耗品（コンテナ及び網袋）等 4,202

　再生資源化処理事業に係る資源収集（収集運搬委託料等）及び再商品化
（再商品化委託料及び圧縮プレス機修繕料等）に要する経費

再生資源処分等委託 1,036
再生資源選別運搬業務委託（資源回収コーナー） 2,279

事業概要 ペットボトル処理作業委託 12,972

空缶選別作業委託 11,676
再生資源収集委託（東部地域及び中高層住宅） 11,157

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
58,842

　機器の故障等による事業の停滞を極力未然に防ぐため、点検及び補修に
努めている。

58,611 62,581 58,842
事業費 地方債

　資源回収品売却処分収入、容器包装再商品化売却処分収入ほか 62,581

0

58,611 62,581 58,842
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
58,611 62,581 58,842 58,842

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 10

前年度予算

1,579

9,358

451

15

402

11,805

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 リサイクル推進課

既存

事項 ガラスびん選別作業に係る臨時職員に要する経費
会計 一般会計 衛生費 清掃費 清掃総務費

小事業 1012 再生資源化処理経費

児童手当拠出金 15 負担金補助及び交付金 15

作業服等 351 消耗品費 351

9,493 賃金 9,493

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　再生資源（ガラスびん・空き缶・ペットボトル・飲料用紙パック）の再
資源化（『再生資源化処理事業』）による循環型社会の形成を推進する。 社会保険料 1,440 共済費 1,440

賃金

　ガラスびん選別作業に係る臨時職員（５人）に係る経費
事業概要

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

使用料及び賃借料

事業費計
11,299

　ガラスびんの選別処理業務について、臨時職員を任用し、手選別を行う
ことにより、更なる分別処理の成果をあげている。

9,977 11,805 11,299
事業費 地方債

　資源回収品売却処分収入、容器包装再商品化売却処分収入ほか 2,869

8,936

9,977 11,805 11,299
事業費 地方債

一般財源
0 8,936 0 0

その他
9,977 2,869 11,299 11,299

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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前年度予算

0

0

0

0

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 リサイクル推進課

新規等

事項
ガラスびん選別作業に係る臨時職員を繁忙期に増員するための
経費

会計 一般会計 衛生費 清掃費 清掃総務費

小事業 1012 再生資源化処理経費

児童手当拠出金 2 負担金補助及び交付金 2

作業服等 42 消耗品費 42

951 賃金 951

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　再生資源（ガラスびん・空き缶・ペットボトル・飲料用紙パック）の再
資源化（『再生資源化処理事業』）による循環型社会の形成を推進する。 社会保険料 144 共済費 144

賃金

　繁忙期（５月～１０月）に１名増員するガラスびん選別作業に係る臨時
職員に係る経費

事業概要

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
1,139

　ガラスびんの選別処理業務について、臨時職員を任用し、手選別を行う
ことにより、更なる分別処理の成果をあげている。

1,139
事業費 地方債

0

1,139
事業費 地方債

一般財源
0 0 1,139 1,139

その他
0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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前年度予算

1,999

9,351

5,075

405

671

1,076

594

17

19,188

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 リサイクル推進課

既存

事項
再生資源化処理事業に係る再生資源収集車両及び重機の保守管
理に要する経費

会計 一般会計 衛生費 清掃費 清掃総務費

小事業 1013 再生資源収集車両等管理経費

収集車両車検費用（23台） 3,515 修繕料 5,855
収集車両法定点検費用（27台） 351

軽油 201

1,070 燃料費 8,842
オートガス 7,571

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　再生資源（ガラスびん・空き缶・ペットボトル・飲料用紙パック）の再
資源化（『再生資源化処理事業』）による循環型社会の形成を推進する。 タイヤ等消耗品 1,800 消耗品費 1,800

ガソリン

重機等リース料 1,076 使用料及び賃借料 1,076

　再生資源収集車両及び重機の適正な維持管理により、再生資源化処理事
業の安全かつ円滑な運営を図る。

タイヤ交換手数料 445 手数料 445

収集車両自賠責保険料（23台） 527 保険料 527

事業概要

重機法定点検費用（3台） 499
収集車両及び重機修繕費用 1,490

これまでの取組内容

収集車両自動車重量税（23台） 445 公課費 445

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

医薬材料費

事業費計
18,990

　故障等による事故を極力未然に防ぐため、点検及び補修に努めている。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

18,913 19,188 18,990
事業費 地方債

19,188
一般財源

18,913 19,188 18,990 18,990

その他
0 0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

18,913 19,188 18,990
事業費 地方債

―　771　―



区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 10

前年度予算

社会保険料等 14,066

賃金 86,592

負担金補助及び交付金 127

100,785

162 負担金補助及び交付金 162

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　ＮＡＲＡＮＥＸＴ４「家庭系ごみ収集の民間委託を拡大します」
収集業務の平準化に伴う家庭系ごみ収集運搬業務の委託拡大事業 18,847 社会保険料 18,847

102,756 賃金 102,756

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 収集課

新規等

事項 収集業務の嘱託職員の賃金等
会計 一般会計 衛生費 清掃費 清掃総務費

小事業 1010 清掃事務経費

これまでの取組内容

　平成２５年度を初年度とする第３年度にあたる家庭系ごみ収集運搬業務
の委託拡大に伴う嘱託収集作業員に給する賃金等

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
121,765

28,686 100,785 121,765
事業費 地方債

100,785

28,686 100,785 121,765
事業費 地方債

一般財源
28,686 100,785 121,765 121,765

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 15

前年度予算

全国市有物件災害共済会（大阪市） 24

新聞購読料、ぎょうせい、書籍購入費 1,139
事務用消耗品

犬猫死体収集手数料領収書 177
ごみ分別用啓発ステッカー

収集車両常備薬、うがい器用薬品 202

郵便料切手、電話通話料 52

証明手数料 8

事務機器借上料、テレビ視聴料 88

奈良県安全運転管理者協会負担金 119

1,809

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 収集課

既存

事項 課事務経費
会計 一般会計 衛生費 清掃費 塵芥処理費

小事業 1010 塵芥処理事務経費

130 医薬材料費 130

157
20 印刷製本費 177

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　課の事務運営のための経費
6 旅費 6

204 消耗品 1,073
869

これまでの取組内容

33 負担金補助及び交付金 33

事業概要 53 通信運搬費 53
　ごみ収集業務の適正な運営と事務処理を図る。

2 手数料 2

88 使用料及び賃借料 88

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
1,562

1,286 1,809 1,562
事業費 地方債

一般廃棄物処理手数料 350

1,459

1,286 1,809 1,562
事業費 地方債

一般財源
936 1,459 1,212 1,212

その他
350 350 350 350

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 15

前年度予算

タイヤ 7,168
バッテリー
オイル
収集車両用消耗品

ガソリン 31,997
軽油
天然ガス

定期車検整備（50台） 27,450

法定6カ月・法定12カ月定期点検整備（52台）
一般修理及び機械器具等修理

ＣＮＧ容器検査料（16台） 448

自賠責保険（50台） 1,087

自動車リース契約料（14台） 2,689

自動車重量税（50台） 1,408

72,247

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 収集課

既存

事項 ごみ収集車両管理経費
会計 一般会計 衛生費 清掃費 塵芥処理費

小事業 1015 ごみ収集車両管理経費

8,640 修繕料 22,650
事業概要 648

14,440

3,243 燃料費 28,605
10,922

129

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　収集車両の維持運行のための経費
4,627 消耗品 6,669
346

1,567

これまでの取組内容

1,249 公課費 1,249

3,819 使用料及び賃借料 3,819

天然ガス車　　　　３１台 1,007 保険料 1,007

ガソリン車　　　　１７台 363 手数料 363
ディーゼル車　　　１８台

　収集車両の円滑な維持運行を図る。 13,362
車両台数

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
64,362

68,136 72,247 64,362
事業費 地方債

72,247

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

68,136 72,247 64,362
事業費 地方債

一般財源
68,136 72,247 64,362 64,362
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 15

前年度予算

収集車両バックモニター（9台）

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　収集車両の事故防止を図る。
1,800 備品購入費 1,800

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 収集課

新規等

事項 ごみ収集車両管理経費
会計 一般会計 衛生費 清掃費 塵芥処理費

小事業 1015 ごみ収集車両管理経費

事業概要

　収集車両バックモニター取付　　　９台

国庫支出金

県支出金

事業費計
1,800

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,800
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 1,800 1,800

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,800
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 15

前年度予算

東部地域・精華地区等ごみ収集委託 149,868
中高層住宅等ごみ収集委託
月ヶ瀬・都祁ごみ収集委託

149,868

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市内中高層住宅等及び東部地域のごみ収集を収集委託することにより収
集の合理化とサービスの向上を図る 24,911 委託料 145,372

85,804
34,657

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 収集課

既存

事項 東部地域ごみ等収集経費
会計 一般会計 衛生費 清掃費 塵芥処理費

小事業 1020 東部地域ごみ等収集経費

これまでの取組内容

中高層住宅等ごみ収集委託
月ヶ瀬・都祁ごみ収集委託

東部地域・精華地区等ごみ収集委託

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
145,372

149,877 149,868 145,372
事業費 地方債

149,868

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

149,877 149,868 145,372
事業費 地方債

一般財源
149,877 149,868 145,372 145,372
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 15

前年度予算

ごみ収集委託 156,000

156,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　ＮＡＲＡＮＥＸＴ４「家庭系ごみ収集の民間委託を拡大します」
収集業務の平準化に伴う家庭系ごみ収集運搬業務の委託拡大事業 210,600 委託料 210,600

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 収集課

新規等

事項 市街地家庭系ごみ収集の委託業務費
会計 一般会計 衛生費 清掃費 塵芥処理費

小事業 1020 東部地域ごみ等収集経費

事業概要

　平成25年度を初年度とする第３年度にあたる家庭系ごみ収集運搬業務の
委託拡大に伴う委託
Ｈ25年度　１８０００世帯　　　６区域分　　　委託率　２２％
Ｈ26年度　１８０００世帯　　　６区域分　　　委託率　３３％
Ｈ27年度　１８０００世帯　　　６区域分　　　委託率　４４％

国庫支出金

県支出金

事業費計
210,600

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

77,998 156,000 210,600
事業費 地方債

車両貸出収入 5,280

150,720
一般財源

76,992 150,720 202,680 202,680

その他
1,006 5,280 7,920 7,920

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

77,998 156,000 210,600
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 15

前年度予算

大型ごみ受付非常勤嘱託職員賃金（８人） 16,032

事務用消耗品（住宅地図・コピー用消耗品・デジタウン） 631

小型給湯器修理 0

電信電話料（８回線）　　　　　　　　　　　　　 247

大型ごみ電話受付システムリース料　 4,134

21,044

139 修繕料 139

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　大型ごみ収集業務に係る事務経費
15,888 賃金 15,888

590 消耗品費 590

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 まち美化推進課

既存

事項 塵芥処理事務経費
会計 一般会計 衛生費 清掃費 塵芥処理費

小事業 1010 塵芥処理事務経費

事業概要

　電話リクエスト並びに戸別方式による収集業務に伴う収集用の住宅地図作成
などに要する経費

4,083 使用料及び賃借料 4,083

247 通信運搬費 247

国庫支出金

県支出金

事業費計
20,947

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　事務的経費については必要最低限に抑え節減に努めている。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

20,123 21,044 20,947
事業費 地方債

21,044
一般財源

20,123 21,044 20,947 20,947

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

20,123 21,044 20,947
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 15

前年度予算

事務用消耗品（タイヤ、オイル、車両用消耗品　ほか） 1,362

ガソリン 5,255
プロパン
軽油
天然ガス

車両修繕料 4,787

検査手数料（CNG容器検査料） 100

自動車損害保険料 337

自動車重量税 441

12,282

2,529
1,330

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　大型ごみ収集車両の維持管理に要する経費
1,272 消耗品費 1,272

397 燃料費 4,781
525

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 まち美化推進課

既存

事項 ごみ収集車両管理経費
会計 一般会計 衛生費 清掃費 塵芥処理費

小事業 1015 ごみ収集車両管理経費

　大型ごみ収集車両の定期継続検査並びに修理等の維持管理に要する経費 383 保険料 383

498 公課費 498

50 手数料 50
事業概要

4,760 修繕料 4,760

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　塵芥車両等の点検整備により、極力修繕を要しなくてもいいように努めてい
る。

事業費計
11,744

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

11,075 12,282 11,744
事業費 地方債

12,282
一般財源

11,075 12,282 11,744 11,744

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

11,075 12,282 11,744
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 15

前年度予算

ごみ収集委託（大型ごみ収集運搬業務委託） 14,977

14,977

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　大型・有害ごみ収集運搬業務の委託に要する経費
14,528 委託料 14,528

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 まち美化推進課

既存

事項 東部地域ごみ等収集経費
会計 一般会計 衛生費 清掃費 塵芥処理費

小事業 1020 東部地域ごみ等収集経費

事業概要

　中高層住宅・東部・月ヶ瀬・都祁地域の大型ごみ収集運搬業務委託に係る経
費

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
14,528

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　大型ごみ収集業務委託について仕様内容等検討し、適切な契約の見直しを
行っている。

14,976 14,977 14,528
事業費 地方債

14,977

14,976 14,977 14,528
事業費 地方債

一般財源
14,976 14,977 14,528 14,528

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 35

前年度予算

市外旅費 5

新聞代 71
事務用消耗品（コピー用紙、トナー　ほか）

ガソリン 100

庁用器具修繕料 11

医薬材料費 18

切手代 20

自動車借上料 222
事務機器借上料
テレビ聴視料

奈良県安全運転管理者協会負担金 52

クレーン運転技能講習会出席負担金

499

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 まち美化推進課

既存

事項 清美事務経費
会計 一般会計 衛生費 清掃費 清美費

小事業 1010 清美事務経費

10 修繕料 10

100 燃料費 100

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　課の事務運営のための経費
5 旅費 5

36 消耗品費 71
35

これまでの取組内容

33
19 負担金補助及び交付金 52

30

事業概要 13 医薬材料費 13
　町内清掃・不法投棄ごみ収集、道路清掃業務及び、あき地の適正管理、駅前
公衆便所の維持管理業務等に係る事務経費 20 通信運搬費 20

168 使用料及び賃借料 222
24

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　事務的経費については必要最低限に抑え節減に努めている。

事業費計
493

392 499 493
事業費 地方債

499

392 499 493
事業費 地方債

一般財源
392 499 493 493

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 35

前年度予算

市外旅費 3

事務用消耗品
　 268
　　（清掃作業用具、不法投棄看板、草刈機替刃ほか）

帳票及び事務用紙等印刷費 22

電気料金（不法投棄防止センサーに係る電気料金） 188

機械器具修繕料 37 88

施設修繕料（不法投棄防止センサー修繕料）

草刈作業委託 424

　（あき地の適正管理代執行による草刈り作業）
ごみ収集委託
　　
　（町内清掃・不法投棄一般廃棄物収集運搬業務委託）

整備工事（不法投棄防止センサー設置工事費） 292

原材料費 10

1,295

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 まち美化推進課

既存

事項 美化推進経費
会計 一般会計 衛生費 清掃費 清美費

小事業 1015 美化推進経費

修繕料 88

314 光熱水費 314

22 印刷製本費 22

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　環境美化推進事業に要する経費
3 旅費 3

246 消耗品費 246

10 原材料費 10

292 工事請負費 292

事業概要 51
　清潔で快適な街づくりを目指し、一般廃棄物の不法投棄の収集及びあき地の
適正管理指導等、環境美化推進事業の実施 100 委託料 415

315

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
1,390

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　不法投棄防止センサーの設置等、不法投棄の事前防止策を講じると伴に、あ
き地の適正管理指導に努める。

1,159 1,295 1,390
事業費 地方債

272

1,023

1,159 1,295 1,390
事業費 地方債

一般財源
1,159 1,023 1,118 1,118

その他
0 272 272 　行政代執行経費徴収金収入・不法投棄未然防止事業協力助成金 272

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 35

前年度予算

154

電気料金 4,800
水道料金

駅前広場公衆便所維持管理委託 5,654

10,608

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 まち美化推進課

既存

事項 公衆便所管理経費
会計 一般会計 衛生費 清掃費 清美費

小事業 1020 公衆便所管理経費

事業概要

5,322 委託料 5,322

713 光熱水費 4,866
4,153

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　近鉄奈良駅前他４カ所の駅前公衆便所の維持管理経費
事務用消耗品
　　　（トイレットペーパー、清掃作業用具　ほか）

154 消耗品費 154

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　各駅前公衆便所を清潔に共用できるよう清掃管理業務に努めている。

事業費計
10,342

これまでの取組内容

　高の原駅前・JR平城山駅前・近鉄奈良駅前・新大宮駅前・JR奈良駅高架下公
衆便所（計５カ所）の維持管理に要する経費

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

10,298 10,608 10,342
事業費 地方債

10,608
一般財源

10,298 10,608 10,342 10,342

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

10,298 10,608 10,342
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 35

前年度予算

事務用消耗品 2,535
　（スイーパー交換ブラシ、タイヤ等車両用消耗品ほか）

ガソリン 3,663
プロパン
軽油
天然ガス

車両修繕料 5,709

検査手数料 0

自動車損害保険料 464

自動車重量税 620

12,991

2,735
123

369 燃料費 3,320
93

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　道路清掃及び町内清掃・不法投棄ごみの収集運搬に係る作業車両の維持管
理経費 2,535 消耗品費 2,535

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 まち美化推進課

既存

事項 清美車両管理経費
会計 一般会計 衛生費 清掃費 清美費

小事業 1025 清美車両管理経費

　道路清掃作業用車両（６台）、町内清掃・不法投棄ごみの収集運搬車両（１５
台）の維持管理経費 464 保険料 464

626 公課費 626

事業概要 99 手数料 99

4,943 修繕料 4,943

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　塵芥車両等の点検整備により、安全なごみ収集作業に努めている。

事業費計
11,987

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

11,208 12,991 11,987
事業費 地方債

12,991
一般財源

11,208 12,991 11,987 11,987

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

11,208 12,991 11,987
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 40

前年度予算

壁面改修（JR奈良駅高架下トイレ前）

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　ＪＲ奈良駅東口トイレ前の通路の壁面がいたずら等により繰り返し壊されてお
り、その度に応急的な修繕を繰り返してきたが状況は変わらず、利用者も多く防
犯上の面から強固な壁に改修する必要がある。

1,000 工事請負費 1,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 まち美化推進課

投資

事項 公衆便所改修
会計 一般会計 衛生費 清掃費 清掃施設整備事業費

小事業 1010 清掃施設整備事業

事業概要

　利用者の多いＪＲ奈良駅東口トイレ前通路の壁面改修を行い、防犯性を
向上させる。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
1,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　応急的な修繕により必要最低限の対応を繰り返している。今後、強固な壁に
補修し再犯を防止に努める。

0 0 1,000 1,000
事業費 地方債

0

0 0 1,000 1,000
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
1,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 40

前年度予算

車両購入費 6,000
（塵芥収集車：２tディーぜル・プレス積込み・押出排出方式仕様）

 

6,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 まち美化推進課

投資

事項 清美車両整備事業
会計 一般会計 衛生費 清掃費 清掃施設整備事業費

小事業 3515 清美車両整備事業

事業概要

　不法投棄及び町内清掃ごみ収集用塵芥車両の使用年数が１０年を経過して
おり、走行距離等からも車両本体及び架装設備の老朽化等により、修繕費用
が高額になるため、また、作業上の安全性を確保するための更新車両に係る
経費。なお、災害時等に対応できるよう環境基準適用によるディーゼル車を購
入する。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　不法投棄及び町内清掃ごみ収集用塵芥車両の更新に伴う経費
6,000 備品購入費 6,000

事業費計
6,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　耐用年数基準の目安となる使用年数１０年、あるいは走行距離１０万ｋｍを既
に経過しているが、１年でも長く使用できるよう日常の点検整備に努めている。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

5,670 6,000 6,000 6,000
事業費 地方債

6,000

0

その他
5,600 6,000 6,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

5,670 6,000 6,000 6,000
事業費 地方債

一般財源
70 0 0 0
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

前年度予算

環境清美工場警備委託 3,202

3,202

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　施設が２４時間稼働し、職員が勤務している環境清美工場の特殊性か
ら、安全面等を考慮し、工場内に常駐の警備員を配置している。 3,202 委託料 3,202

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 環境清美工場

既存

事項 衛生施設管理経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 2025 衛生施設管理経費

事業概要

　環境清美工場の建物敷地及び事務厚生棟の火気点検、施錠箇所の点検、
出入者の管理及び取締りに関すること等の保安業務を委託するものであ
る。

国庫支出金

県支出金

事業費計
3,202

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　施設が２４時間稼働し、職員が勤務している環境清美工場の特殊性か
ら、安全面等を考慮し、工場内に常駐の警備員を配置している。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

3,113 3,202 3,202
事業費 地方債

3,202
一般財源

3,113 3,202 3,202 3,202

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,113 3,202 3,202
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 15

前年度予算

臨時職員（電話オペレータ）社会保険料（5人×149日）

臨時職員（電話オペレータ）　賃金（5人×149日）
臨時職員（電話オペレータ）　通勤手当（5人×149日）

電話回線使用料（6回線）

持ち込みごみ電話受付システム賃借料（7カ月）

児童手当拠出金

0

2,590 使用料及び賃借料 2,590

165 通信運搬費 165

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　環境清美工場へのごみ搬入車両の列が環境清美センターの外にあふれ、
国道24号線や市道に渋滞が発生している。渋滞の緩和及び渋滞に起因する
事故を防止するため、電話受付システムを構築し、事前予約制度を導入す
るものである。

946 社会保険料 946

4,768 賃金 5,290
522

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 環境清美工場

新規等

事項 持ち込みごみ電話受付システム
会計 一般会計 衛生費 清掃費 塵芥処理費

小事業 1010 塵芥処理事務経費

事業概要

　環境清美工場には一日平均800台、祝日では最大1700台にものぼる搬入
車両がごみを持ち込んでいる状況である。現有の計量システムでは処理台
数に限界があるため持ち込み車両の列が環境清美センターの外にあふれ、
国道24号線や市道に渋滞を引き起こしている。
　渋滞の緩和及び渋滞に起因する事故を防止するため、電話受付システム
を構築し、事前予約制度を導入する。当該システムの導入により、環境清
美センター外での渋滞緩和だけでなく、持ち込み台数が把握及び持ち込み
時間の指定が可能となり、環境清美センターの安全性向上にも繋がる。
ごみの持ち込みをコントロールし、環境清美センター内外の安全確保及び
利用者の利便性向上を図っていく。

8 負担金補助及び交付金 8

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
8,999

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　環境清美センター内外に交通整理員を配置し、ごみ搬入車両による混雑
から引き起こされる事故抑止に努めてきた。

8,999
事業費 地方債

0

8,999
事業費 地方債

一般財源
0 0 8,999 8,999

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 25

前年度予算

職員技能講習（15人） 36
その他各種市外旅費

臨時職員用衣服費（21人） 1,841
事務用消耗品等

事務連絡用公用車ガソリン（2台×12カ月） 809
場内各施設湯沸用プロパンガス

救急用常備薬一式 108

夜間勤務者使用ふとんクリーニング代手数料 327
その他各種手数料

環境清美工場廃棄物処理プラント施設保険料一式 6,783

事務連絡用公用車リース料（2台） 668
その他使用料及び賃借料

技能講習会出席負担金（15人） 597
その他各種負担金及び交付金

汚染負荷量賦課金(過去分） 3,231
汚染負荷量賦課金(現在分）

14,400

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 環境清美工場

既存

事項 課事務経費
会計 一般会計 衛生費 清掃費 環境清美工場維持管理費

小事業 1010 工場事務経費

98 医薬材料費 98
事業概要

678
129 燃料費 807

消耗品費 1,768
928

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　課の事務運営のための経費
43 旅費 59
16

840

1,227 公課費 2,477

400 負担金及び交付金 434
34

724
251

　職員の技能講習等の参加旅費、施設保険料、汚染負荷量賦課金の支払い 316 手数料 327
11

6,783 保険料 6,783

473 使用料及び賃借料

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
13,477

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容 1,250
　消耗品費等は職員の経費節約の意識を高め、経費削減に向けた取組を
行っている。

35,126 14,400 13,477
事業費 地方債

14,400

35,126 14,400 13,477
事業費 地方債

一般財源
35,126 14,400 13,477 13,477

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 25

前年度予算

薬品類消耗品 179,150
その他各種消耗品

車両用軽油（47,000ℓ）、軽油取引税（47,000ℓ） 10,000
その他各種燃料費

計量票 353
その他各種印刷製本費

環境清美工場及び佐保台固定観測局電気料金 269,200

水道料金

車両修繕料（ダンプ、ショベルローダー等） 7,000

固定観測局電話回線使用料 142

自賠責保険料（17台） 372

塩化水素分析計保守点検委託 60,275
５成分分析計保守点検委託
焼却炉機械設備管理業務委託
ごみ自己搬入待機車両整理業務委託
その他各種委託料

塗料 300

自動車重量税（17台） 591

527,383

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 環境清美工場

既存

事項 焼却炉管理経費
会計 一般会計 衛生費 清掃費 環境清美工場維持管理費

小事業 1015 焼却炉管理経費

315,000 光熱水費 320,600
事業概要 5,600

93
217 印刷製本費 310

燃料費 10,000
3,250

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　焼却炉及びその他場内施設の維持管理等に要する経費
149,180 消耗品費 178,400
29,220

6,750

7,560
17,059

5,882
23,390

10,800 委託料 64,691

　焼却施設運営に係る消耗品費、ごみ処理に使用するダンプ等の修繕料及
び自賠責保険料、焼却施設運営及び維持管理に係る委託料、ごみ処理に使
用するダンプ等の燃料費及び自動車重量税、工場施設の電気・水道料金な
ど

7,000 修繕料 7,000

139 通信運搬費 139

372 保険料 372

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
582,390

これまでの取組内容

　焼却炉施設及び作業車両の老朽化、燃料単価の高騰等に伴い、維持管理
するための経費が年々増加する傾向にあるが、職員の経費節約の意識を高
め、経費削減に向けた取組を行っている。

270 原材料費 270

608 公課費 608

498,949 527,383 582,390
事業費 地方債

527,383

498,949 527,383 582,390
事業費 地方債

一般財源
498,949 527,383 582,390 582,390

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 25

前年度予算

日常用消耗品 18,000
工具類消耗品
爆発防止ボイラー用消耗品
破砕機用消耗品
破砕機用予備品
潤滑油類消耗品
制御用消耗品
重機用消耗品 

暖房用灯油（1,000ℓ×4カ月） 23,574

爆発防止用ボイラー灯油（1,512.5ℓ ×160 日）

破砕施設内清掃委託 7,300

室内換気ダクト清掃委託
破砕施設蒸気防爆設備保守点検委託

ユニットハウス賃借料（粗大ごみ監視室） 267

49,141

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 環境清美工場

既存

事項 破砕機管理経費
会計 一般会計 衛生費 清掃費 環境清美工場維持管理費

小事業 1020 破砕機管理経費

3,535

899
365

1,127
8,686

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　破砕施設の維持管理に要する経費
1,787 消耗品費 18,000
184

1,417

これまでの取組内容

225

　破砕施設の維持管理及び補修に要する消耗品、破砕施設内の清掃及び保
守点検に係る委託料、破砕施設に設置されているユニットハウスの賃借
料、破砕施設で作業する職員の暖房用灯油及び爆発防止用ボイラー灯油な
ど

1,030 委託料 6,570
1,140
4,400

225 使用料及び賃借料

407 燃料費 23,407
事業概要 23,000

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　破砕施設及び作業車両の老朽化、燃料単価の高騰等に伴い、維持管理す
るための経費が年々増加する傾向にあるが、職員の経費節約の意識を高
め、経費削減に向けた取組を行っている。

事業費計
48,202

49,426 49,141 48,202
事業費 地方債

49,141

49,426 49,141 48,202
事業費 地方債

一般財源
49,426 49,141 48,202 48,202

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 25

前年度予算

有害ごみドラム缶（80本） 1,660
タイヤ（10ｔ車用12本）
エンジンオイル（280ℓ）
その他各種消耗品

焼却灰等運搬車両燃料費軽油（4,000ℓ×12カ月） 5,386
焼却灰等運搬車両燃料費軽油取引税（4,000ℓ×12カ月）

10ｔダンプ車　車検（5台） 3,601
10ｔダンプ車　一般修理（5台）

自賠責保険料（10ｔダンプ車×5台） 179

廃乾電池・廃蛍光管等水銀含有廃棄物処分委託（23ｔ） 68,094
焼却灰埋立処分委託（2,550ｔ）
非鉄処分委託（3,000ｔ）
焼却灰運搬委託（2,550ｔ）
非鉄運搬委託（3,000ｔ）

作業用重機借上（3台） 6,500
西名阪自動車道通行料（郡山－天理間）

自動車重量税（10t車4台） 428
自動車重量税（10t車14年経過1台）

85,848

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 環境清美工場

既存

事項 有害ごみ等処分経費
会計 一般会計 衛生費 清掃費 環境清美工場維持管理費

小事業 1030 有害ごみ等処分経費

2,238
事業概要

1,363 修繕料 3,601

4,001 燃料費 5,157
1,156

575

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　環境清美工場に搬入される不燃性ごみのうち有害ごみ及び環境清美工場
において適正に処理することが困難な廃棄物並びに焼却灰等の処理・処分
に要する経費

218 消耗品費 1,585
547
245

5,018 使用料及び賃借料 6,500
1,482

11,598

　奈良市が推進する「大阪湾フェニックス計画」に基づき、環境清美工場
の焼却灰等の残余物を大阪湾広域臨海環境整備センターへ搬出するための
運搬及び埋立委託料、焼却灰等の運搬に使用する10tトラックに係る消耗
品、焼却ピット等でのごみ処理作業に係る消耗品、作業用重機借上料など

179 保険料 179

2,429 委託料 76,788
23,134
27,216
12,411

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
94,246

これまでの取組内容

　委託料については、ごみの処理量に応じてによって変動があり、削減が
厳しい状況にあるが、消耗品や修繕料については職員の経費節約の意識を
高め、経費削減に向けた取組を行っている。 328 公課費 436

108

81,451 85,848 94,246
事業費 地方債

　破砕スクラップ売却処分収入 50,000

35,848

81,451 85,848 94,246
事業費 地方債

一般財源
55,952 35,848 44,246 44,246

その他
25,499 50,000 50,000 50,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 25

前年度予算

焼却炉定期点検補修（2,3,4号炉） 559,000
排ガス設備定期点検補修（2,3,4号炉）
空気圧縮機補修　
塩素水素計点検補修
５成分分析計点検補修
非常用発電機点検補修
灰汚水処理装置点検補修
№１井戸ろ過機補修
焼却炉一般修理
非鉄貯留ホッパ用スライドコンベア補修
ベルトコンベア補修
ハンマー取替修理
ボイラー点検補修
破砕施設点検整備補修
破砕機一般修理
固定観測局補修
計量機補修
付帯施設一般修理

鋼板 1,000
縞鋼板
等辺山形鋼
平鉄
ステンレス鋼板
鋼板
丸鋼
等辺山形鋼
溝形鋼

560,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 環境清美工場

既存

事項 工場維持補修経費
会計 一般会計 衛生費 清掃費 環境清美工場維持管理費

小事業 1035 工場維持補修経費

28,500
事業概要 2,000

1,440
50,500

1,480
32,000

3,160
2,700

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　環境清美工場の焼却施設並びに破砕施設を適正に運営するために要する
補修経費及び維持管理経費 209,630 修繕料 559,000

151,070
16,000

これまでの取組内容 60
　竣工から３０年近くが経過し工場施設の老朽化が進み、工場施設の補修
経費は年々増加傾向にある。職員の経費節約の意識を高め、経費削減に向
けた取組を行っている。

40
347
89
3

155 原材料費 800
50

2,090
4,000

　焼却・破砕施設の定期点検補修、焼却・破砕施設の維持補修及び施設の
突発的な故障修理、施設の突発的な故障修理に使用する鋼材など

3,600
1,030
35,000
12,000
2,800

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
559,800

財源内訳 財 源 の 内 容

40
16

579,726 560,000 559,800
事業費 地方債

　一般廃棄物処分手数料 ・ 産業廃棄物処理手数料 425,600

134,400

579,726 560,000 559,800
事業費 地方債

一般財源
169,447 134,400 134,200 134,200

その他
410,279 425,600 425,600 425,600

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 25

前年度予算

環境清美工場の各種測定分析 17,000
環境清美工場のダイオキシン類分析測定
職員の血液中ダイオキシン類分析測定
ＦＲＰ水槽洗浄清掃及び水質検査
クレーン定期検査(4基)
地下タンク漏れ点検
計量機検査業務
車両関係法定定期点検

17,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 環境清美工場

既存

事項 検査測定経費
会計 一般会計 衛生費 清掃費 環境清美工場維持管理費

小事業 1510 検査測定経費

事業概要

2,021

147
352

136
72

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　施設の安全運営に係る検査経費
7,964 手数料 17,000
5,416
892

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　施設の安全運営に係る検査経費のため削減は厳しい状況である。職員の
経費節約の意識を高め、経費削減に向けた取組を行っている。

事業費計
17,000

これまでの取組内容

　環境清美工場から出るごみの組成分析、ダイオキシン類測定分析等の測
定手数料、環境清美工場の施設のクレーン・電気系統・計量機器・消防設
備及び水質検査の検査手数料、環境清美工場の車両関係法定定期点検検査
手数料

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

15,025 17,000 17,000
事業費 地方債

17,000
一般財源

15,025 17,000 17,000 17,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

15,025 17,000 17,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 40

前年度予算

積徳橋耐震診断補強設計業務

積徳橋改修工事

0

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　積徳橋は国道24号線上空を占用しており、万一に崩落した場合、災害時
に重要なライフラインである国道24号線を塞いでしまい、緊急輸送等に支
障をきたす可能性があるため、耐震診断により安全性を確認し、改修工事
を行う必要がある。

15,000 委託料 15,000

5,000 工事請負費 5,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 環境清美工場

投資

事項 積徳橋改修工事
会計 一般会計 衛生費 清掃費 清掃施設整備事業費

小事業 1010 清掃施設整備事業

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　26年度に橋を覆う化粧カバー撤去工事を行い、積徳橋安全点検及び補修
設計業務委託を実施した。

事業費計
20,000

これまでの取組内容

　積徳橋は、昭和51年に当時の清掃工場・清掃基地専用架橋として建設さ
れ、現在39年が経過している。国道事務所より安全点検の報告をするよう
に求められており、耐震診断の必要性も指摘されている。積徳橋は国道24
号線上空を占用しており、万一に崩落した場合、災害時に重要なライフラ
インである国道24号線を塞いでしまい、緊急輸送等に支障をきたす可能性
があるため、耐震診断により安全性を確認し、補修工事を行う必要があ
る。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

20,000 12,700
事業費 地方債

0
一般財源

7,300 7,300

その他
12,700

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

20,000 12,700
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 40

前年度予算

4号炉バグフィルターろ布取替工事 140,000
3・4号炉誘引送風機インバータ類取替工事

140,000

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　焼却炉の焼却能力低下を防ぎ、安定したごみ処理を行うため、取替補修
を行うものである。 57,000 工事請負費 87,000

30,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 環境清美工場

投資

事項 焼却処理施設整備事業
会計 一般会計 衛生費 清掃費 清掃施設整備事業費

小事業 4010 焼却処理施設整備事業

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　焼却施設の竣工から３０年近く経過し老朽化が進んでおり、施設の処理
機能及び安全性を保つためには施設の改修や機器更新、消耗品等を計画的
に更新してきた。

事業費計
87,000

これまでの取組内容

　バグフィルターろ布は、焼却炉から排出されるばいじん等を除去し、有
害物質を低減するものである。今年度にろ布の交換推奨時期をむかえるた
め、焼却能力低下を防ぎ、公害対策のためにも取替が必要である。
　誘引送風機インバーターは、焼却炉内を負圧状態に維持し、焼却する際
に発生する燃焼ガスを煙突へと押し出し、焼却炉内の圧力を制御してい
る。このインバーターが不備をきたすと焼却炉内を負圧状態に維持できな
くなり、爆発等の危険性があるため、安定したごみ処理を行うため、取替
補修を行う必要がある。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

134,925 140,000 87,000 87,000
事業費 地方債

140,000

0
一般財源

25 0 0 0

その他
134,900 140,000 87,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

134,925 140,000 87,000 87,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 20

前年度予算

市外地権者との連絡（２人） 11

事務用消耗品（コピー代、トイレットペーパー等） 437

作業車両・公用車燃料（軽油・ガソリン）　 7,000
事務所・処理施設燃料（プロパン・灯油）

水質検査等地域住民立会時賄（お茶）　 32

印刷代 11

作業車両修繕（車検・法定点検・特定自主検査・修理） 3,455

救急用薬品補充 6

地権者等への通知等連絡用 9

し尿汲取り・浄化槽点検・害虫駆除 157

作業用車両　自賠責保険料（３台分） 116

警備委託、清掃委託 1,079

自動車借上げ料（公用車　４台）等 1,009

事業推進及び環境保全対策助成金（米谷町） 22,525
岩屋地区南部土地改良清美事業対策協議会助成金
南部土地改良清美事業対策協議会運営交付金
建設工学研究所負担金
防火管理講習受講料等 229

作業用車両　重量税（３台分） 36,076

10 印刷製本費 10

28 食糧費 28

6,300 燃料費 6,300

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　一般廃棄物の最終処分（埋立事業）を安定して継続できるように、事業
の円滑な推進、管理運営を行う。 10 旅費 10

426 消耗品費 426

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 土地改良清美事務所

既存

事項 最終処分地事務処理経費
会計 一般会計 衛生費 清掃費 最終処分地管理費

小事業 1010 最終処分地事務経費

これまでの取組内容 1,008 使用料及び賃借料 1,008

1,040 委託料 1,040

80 保険料 80

8

136 手数料 136

事業概要

　地元住民との交渉窓口ともなる土地改良清美事務所の運営や埋立作業用
重機の車両の維持管理、地元自治会への事業の監視にかかる活動等に対す
る助成を行う事業である。

1,236 修繕料 1,236

5 医薬材料費 5

8 通信運搬費

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

公課費 96

事業費計
96 33,375

　一般廃棄物の最終処分場として、法令に適合した運営を行っているが、
今後も事業を継続していくためには、処分場設置地域の住民の理解と協力
が必要不可欠であり、地元住民との協働を主体とした事業推進を実施して
いく。

10,000 負担金補助及び交付金 22,992
8,900
4,000

65
27

48,212 36,076 33,375
事業費 地方債

36,076

48,212 36,076 33,375
事業費 地方債

一般財源
48,212 36,076 33,375 33,375

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 20

前年度予算

嘱託職員（業務）賃金

社会保険料

被服費　２人

児童手当拠出金　２人

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 土地改良清美事務所

新規等

事項 非常勤嘱託職員雇用に要する費用
会計 一般会計 衛生費 清掃費 最終処分地管理費

小事業 1010 最終処分地事務経費

事業概要

9 負担金補助及び交付金 9

1,014

118 消耗品費 118

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　一般廃棄物の埋立作業には、作業の安全性を考慮すると５名の人員が必
要であり、正規職員の増員要望を行っているが、現在２名の職員配置に留
まっている。不足人員分を臨時職員で補っているものの不安定な雇用にな
り、勤務及び作業の安全性を確保するためには、資格保有者の臨時嘱託職
員が必要である。

5,520 賃金 5,520

1,014 共済費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　不足人員分を臨時職員で補っているが、嘱託職員及び正規職員の補充に
より、勤務及び作業の安全性確保を図る。

事業費計
6,661

これまでの取組内容

  一般廃棄物の最終処分（埋立作業）には作業の安全性を考慮すると５名
の人員が必要であるが、現在２名の職員配置に留まっており不足人員分を
臨時職員で補っている。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

6,661
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 6,661 6,661

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

6,661
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 20

前年度予算

学識経験者等（2人） 83
地元自治会等（5人）

委員会開催（１回）及び学識経験者等との事務打合せ 23

委員会開催時賄（お茶） 4

110

旅費 23

4 食糧費 4

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　南部土地改良清美事業（一般廃棄物最終処分場の運営）に関して、事業
用地の利用計画を策定し、周辺地域の振興対策を推進する。 28 報償費 83

55

23

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 土地改良清美事務所

既存

事項 事業地利用策定委員会経費
会計 一般会計 衛生費 清掃費 最終処分地管理費

小事業 1015 事業地利用策定委員会経費

これまでの取組内容

　最終処分地の跡地の利用に関して、周辺地域の振興策を主体に検討を行
うための地元住民を交えた委員会を設置し、埋立終了後の事業地の検討を
行う。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　現段階では埋立中ではあるが、埋立終了後の事業地の検討を行う事は重
要であるため、年１回程度の開催または、地元住民代表者との協議を実施
する。

事業費計
110

0 110 110
事業費 地方債

110

0 110 110
事業費 地方債

一般財源
0 110 110 110

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 20

前年度予算

浸出水処理用薬品 20,048

浸出水処理施設用高圧電気・管理事務所用電気 16,480
水道代

浸出水処理施設脱塩設備電気透析膜洗浄　4,628千円 4,738
管理事務所等消防設備点検

濃縮塩等運搬処理業務委託 59,000
事業用地返還調査業務委託
施設清美業務委託
電気設備検査点検業務委託

事業用地借地料（152,413．19㎡） 85,853
管理事務所リース代

埋立処分地整備用砕石 3,000

濃縮塩等運搬処理に係る汚染負荷量賦課金（伊賀市） 1,173

190,292

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 土地改良清美事務所

既存

事項 南部埋立処分地施設管理経費
会計 一般会計 衛生費 清掃費 最終処分地管理費

小事業 1020 南部埋立処分地施設管理経費

49,934 委託料 53,321

4,628 手数料 4,731
103

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　南部埋立処分地及び浸出水処理施設等施設を法令等の基準に適合した状
態で管理する。浸出水処理用薬品や施設稼働用電力、事業用地の借地に要
する経費である。

19,127 消耗品費 19,127

18,200 光熱水費 18,760
560

1,173 公課費 1,173

原材料費 1,500

　埋立事業用地の借地及び浸出水処理施設での浸出水の法令・協定の基準
値内で処理し、河川に放流を行う。

515

83,906 使用料及び賃借料 85,796
1,890

1,500

1,000
事業概要 1,872

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
184,408

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　浸出水の処理及び放流水を関係法令に適合した状態で処理してきてお
り、今後もその状態を維持する。

174,207 190,292 184,408
事業費 地方債

190,292

174,207 190,292 184,408
事業費 地方債

一般財源
174,207 190,292 184,408 184,408

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 20

前年度予算

処理施設用薬品・事務消耗品 418

作業車両燃料 516

処理施設・管理事務所電気代 3,424
水道代

作業車両修繕（車検・法定点検・特定自主検査・修理） 2,273
処理施設修繕

水質検査・ダイオキシン 3,400
処理施設浄化槽浚渫・し尿汲取り・害虫駆除

作業用車両　自賠責保険料（１台分） 37

事務所警備委託 2,577
処理施設管理業務委託等

事業用地借地料（43,531．4㎡） 24,804
公用車１台リース等

埋立物覆土用真砂土 500

作業用車両　重量税（１台分） 51

38,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 土地改良清美事務所

既存

事項 奈良阪埋立処分地施設管理経費
会計 一般会計 衛生費 清掃費 最終処分地管理費

小事業 1025 奈良阪埋立処分地施設管理経費

2,000
600 修繕料 2,600

4,400 光熱水費 4,465
65

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良阪埋立処分地及び浸出水処理施設を法令等の基準に適合した状態で
維持管理する。 325 消耗品費 325

528 燃料費 528

242
24,436 使用料及び賃借料 24,678

444 委託料 7,212
6,768

事業概要 3,000 手数料 3,000
　管理事務所の運営、埋立作業車両・処理施設の維持管理、埋立事業用地
の借地、浸出水処理施設の運営、浸出水及び処理水の水質・ダイオキシン
の定期検査を行う。 36 保険料 36

国庫支出金

県支出金

事業費計
42,995

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容 51 公課費 51
　浸出水の処理及び放流水を関係法令に適合した状態で処理してきてお
り、今後もその状態を維持する。

100 原材料費 100

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

37,223 38,000 42,995
事業費 地方債

38,000
一般財源

37,223 38,000 42,995 42,995

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

37,223 38,000 42,995
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 20

前年度予算

第１工区処理施設　設備補修 19,656

第２工区処理施設　設備補修

第２工区処理施設　脱塩設備電気透析膜交換修理

その他修繕

1,185

20,841

6,000

12,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　浸出水処理施設が正常に稼働するように維持補修を行う。
1,000 修繕料 20,000

1,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 土地改良清美事務所

既存

事項 最終処分地維持補修経費
会計 一般会計 衛生費 清掃費 最終処分地管理費

小事業 1035 最終処分地施設維持補修経費

これまでの取組内容

　第１・第２工区の埋立処分地に設置されている２箇所の浸出水処理施設
の設備の点検を行い、正常に設備が稼働できるように適時に維持補修を行
う。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　浸出水処理水・放流水が関係法令の定める基準値内で処理できなけれ
ば、埋立事業が停止するため、基準値内での処理が常時できるように処理
施設の維持補修を適時に実施しており、今後も継続して適切な管理を行
う。

工事請負費

事業費計
20,000

16,429 20,841 20,000
事業費 地方債

20,841

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

16,429 20,841 20,000
事業費 地方債

一般財源
16,429 20,841 20,000 20,000

―　802　―



区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 20

前年度予算

調整池浚渫工事（第２工区）

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　浸出水処理水・放流水を法定基準値内で処理するため、施設が正常に稼
働するよう調整池機能を維持するため調整池の浚渫を行う必要がある。 5,000 工事請負費 5,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 土地改良清美事務所

投資

事項 最終処分地調整池浚渫工事
会計 一般会計 衛生費 清掃費 最終処分地管理費

小事業 1035 最終処分地施設維持補修経費

事業概要

　第１、第２工区の埋立地に設置されている施設の整備点検を行い適時に
維持補修を行う。今後も浸出水処理水・放流水を関係法令で定める基準値
内で処理できるよう、施設の整備、維持補修を実施し、今後も継続して適
切な管理を行う。

国庫支出金

県支出金

事業費計
5,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　浸出水処理水・放流水が関係法令の定める基準値内で処理できなけれ
ば、埋立事業が停止するため、基準値内での処理ができるよう施設の整備
の維持補修を適時に実施しており、今後も継続して適切な管理を行う。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

5,000
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 5,000 5,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

5,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 20

前年度予算

委員会
　学識経験者等（11人×2回） 604
　住民代表（6人×2回）
専門分科会
　学識経験者等（7人×１回）
　住民代表（6人×1回）

委員会開催（３回）及び委員等との事務打合せ 180

委員会開催時事務消耗品（資料用バインダー等） 8

委員会開催時賄（お茶） 8

委員等への資料送付等 10

第１・２工区地下水調査業務委託 824

委員等との事務打合せ時有料道路通行料 20

1,654

180 旅費 180

66
98

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　南部土地改良清美事業（一般廃棄物最終処分場の運営）について防災及
び環境保全に万全を期すため、学識経験者並びに処分場設置地域の住民代
表を含めた委員会を設置している。 308 報償費 604

132

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 土地改良清美事務所

既存

事項 防災・環境保全対策委員会経費
会計 一般会計 衛生費 清掃費 最終処分地管理費

小事業 1510 防災・環境保全対策委員会経費

これまでの取組内容

20 使用料及び賃借料 20

　委員会において、処分場の運営管理が適切になされているか、検討・検
証してもらう。

8 食糧費 8

10 通信運搬費 10

821 委託料 821

8 消耗品費 8
事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　南部土地改良事業を今後も実施していくうえで、最終処分場の管理運営
が適切になされている事を地元住民代表を含めた委員会で検証してもらう
事は重要であるため、現状の規模の委員会を継続する。

事業費計
1,651

1,026 1,654 1,651
事業費 地方債

1,654

1,026 1,654 1,651
事業費 地方債

一般財源
1,026 1,654 1,651 1,651

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 20

前年度予算

水質検査測定用薬品等 356

水質検査機器・水位計等修繕 261

水質検査 5,400
ダイオキシン類分析
水質検査（地元要望）
水質検査（地元要望）
焼却灰及び破砕不燃物分析

水稲試験田調査観察業務 2,329
水稲田栽培調査業務
降水量・流量・地下水調査解析業務

8,346

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 土地改良清美事務所

既存

事項 検査測定経費
会計 一般会計 衛生費 清掃費 最終処分地管理費

小事業 1515 検査測定経費

412

320
1,082

2,556 手数料 5,400
1,030

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　埋立事業地及び処理水放流河川の水質検査並びに埋立投入物の分析等を
行う。 267 消耗品費 267

400 修繕料 400

これまでの取組内容

事業概要 152 委託料 2,135
　浸出水の処理等の埋立事業が、法令・協定で定める基準値内で処理され
ているかどうかを定期的に検査を実施する。

350
1,633

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　浸出水処理水等を検査し、検査結果を処分場設置地域自治会等に説明す
る事により南部土地改良清美事業の安全性を確保している。

事業費計
8,202

6,293 8,346 8,202
事業費 地方債

8,346

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

6,293 8,346 8,202
事業費 地方債

一般財源
6,293 8,346 8,202 8,202
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 40

前年度予算

消耗品一式 0

管理監督委託 33,000

第２工区（東谷）整備工事 0

＜継続費設定＞

33,000

循環型社会形成推進交付金 11,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　安定して継続的に一般廃棄物最終処分場を確保する事を目的として、奈
良市南部土地改良清美事業第２工区の未整備地区である東谷地区の整備工
事を実施する。

500 消耗品費 500

6,500 委託料 6,500

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 土地改良清美事務所

投資

事項 第２工区　東谷整備事業
会計 一般会計 衛生費 清掃費 清掃施設整備事業費

小事業 4510 南部埋立処分地整備事業

1,400,000 2,100,000

事業概要
平成27年度 平成28年度 合計

　第２工区の整備済地区である西谷地区は全埋立容量（819,610㎥）の４
８％であり、残りの５２％の容量を有する東谷地区の整備を実施すること
により、第２工区での埋立処分を今後も継続することが可能なため、平成
２６年度の実施設計を踏まえ、平成２７年度から東谷地区の整備工事に着
工し、平成２８年度完了する（工事請負費については、平成２７年度７０
０，０００千円、平成２８年度１，４００，０００千円の継続費設定）

事業費 700,000

700,000 工事請負費 700,000

事業費計
707,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　未整備地区の東谷地区については平成２４年度に追加調査を行い、平成
２３年度から実施している基本設計を完了した。平成２６年度の実施設計
をふまえ、平成２７年度から東谷地区の整備工事に着工する。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
234,500

県支出金

33,000 707,000 472,500
事業費 地方債

22,000

0

その他
33,000 707,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

33,000 707,000 472,500
事業費 地方債

一般財源
0 0 0
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 40

前年度予算

竪桝暗渠排水嵩上げ工事 1,700

暗渠排水管布設工事

1,700

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　浸出水を確実に浸出水処理施設へ流入させることにより、安定した浸出
水の処理を可能にするとともに、処分場から浸出水が外部に流出しないよ
うに、浸出水を制御する工事を行う。また雨水等の埋立地への流入を防ぐ
ため、暗渠排水工事を行う。

900 工事請負費 4,000

3,100

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 土地改良清美事務所

投資

事項 埋立処分地整備
会計 一般会計 衛生費 清掃費 清掃施設整備事業費

小事業 4510 南部埋立処分地整備事業

事業概要

　埋立地からの浸出水の制御を行う工事と雨水等の埋立地への流入を防ぐ
ため、工事を埋立状況を見ながら行う。

国庫支出金

県支出金

事業費計
4,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　浸出水の外部への流出を防ぐため、埋立状況に応じ、暗渠排水路に繋が
る竪桝の工事を実施した。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,906 1,700 4,000 4,000
事業費 地方債

1,700

0
一般財源

6 0 0 0

その他
1,900 1,700 4,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,906 1,700 4,000 4,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 25

前年度予算

「環境首都創造全国フォーラム」参加旅費 276

公害実態調査用、河川等油濁事故用、啓発用消耗品等 547

天然ガス（軽貨物車） 53 53

公用車、公用自転車修繕料、圧縮天然ガス車車検代　 23

通知・調査書送付郵便料　（200件） 16 65

光化学スモッグ連絡体制通知郵便料　（52カ所×2回） 9
浄化槽改善通知郵便料（150カ所×3回） 37

塩化ビニルモノマー水質検査手数料 394
ウラン水質検査手数料
騒音計検定手数料 19

自動車賠償責任保険料 27 0

公害苦情（大気・水質等）測定委託 60 9,261
環境騒音等測定委託
公共水域等ダイオキシン類調査委託
ＰＭ２．５成分分析委託

放射性核種分析器リース 376

ムクドリ忌避装置借上料

瀬戸内海環境保全知事・市長会議負担金 320
瀬戸内海環境保全協会負担金

自動車重量税 7 0

11,315

148 修繕料 148

燃料費 53

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　歴史的文化遺産や豊かな自然を保全し、環境にやさしいまちづくりを推
進するため、関係部署及び関係機関との連携を図りながら水質・大気等の
常時監視や工場・事業場の指導、浄化槽の適正管理啓発などを推進し公害
の未然防止に努める。
　また市民・事業者・観光客等に対して環境保全の大切さの啓発を行い、
市民生活の安定と福祉の増進に寄与する。

186 旅費 186

534 消耗品費 534

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 環境政策課

既存

事項 環境保全対策経費及び課事務経費
会計 一般会計 総務費 企画費 環境対策費

小事業 1010 環境保全対策経費

1,701
4,000

委託料 7,448
1,687

　・環境保全に関する啓発
　・浄化槽法に基づく指導監督
　・水質、環境騒音等の検査・測定
　・公共水域等ダイオキシン類の調査
　・瀬戸内海の環境保全関連団体への参画
　・環境首都創造全国フォーラム北栄町ヘ参加
　・放射性核種分析器リース（平成24年7月1日～平成29年6月30日）
　・公用車（ＣＮＧ車　圧縮天然ガス車）の燃料費、修繕料、車検

141 手数料 349
189

保険料 27

通信運搬費 62

事業概要

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

公課費 7

事業費計
9,870

　塩化ビニルモノマー、ウランの測定については、奈良県の公共用水域及
び地下水の水質測定計画に定められており、またダイオキシン類について
もダイオキシン類対策特別措置法により測定しなければならないが、市で
は測定できないため業者に委託をしている。
　放射性物質の拡散等による市民の健康への不安を払拭し安心を確保する
ため、放射性核種分析器を平成24年7月1日からリース導入し、大気中のセ
シウム、ヨウ素等の放射線量を測定している。
　PM2.5対策の推進にあたり、質量濃度の常時監視とともに成分分析を行
い、その発生メカニズムを解明することなどが求められているため、平成
26年度から質量濃度の常時監視に加え、成分分析を業者委託により実施し
ている。

360

200 負担金補助及び交付金 320
120

これまでの取組内容 376 使用料及び賃借料 736

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

4,867 11,315 9,870
事業費 地方債

浄化槽保守点検業者登録手数料 486

10,829
一般財源

4,704 10,829 8,491 8,491

その他
163 486 1,379 1,379

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

4,867 11,315 9,870
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 25

前年度予算

環境基本計画推進会議委員報酬（2人×4回） 88 176
環境教育推進会議委員報酬（2人×4回） 88

環境基本計画推進会議委員謝礼（6人×4回） 72 1,444
環境教育推進会議委員謝礼（6人×4回） 72
「ＥＣＯキッズ！ならの子ども」報償費

推進部会（10人×4回）
指導者報償（2人×105回）

環境基本計画推進会議費用弁償（4回） 7 12

環境教育推進会議委員費用弁償（4回） 6

奈良市の環境等コピー代 210

「ＥＣＯキッズ！ならの子ども」事業用保険料 8 8

市民環境講座企画開催委託　（６回開催） 630
環境教育推進事業委託　　

環境教育に関するイベント等の開催
環境出前講座の開催
環境体験講座の開催
学校との長期協働事業の実施

自然体験学習開催委託　
いきものしらべ隊　
自然ふれあい隊　

2,480

1,250

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

「環境基本計画（改訂版）」を計画的に推進し、望ましい環境像「歴史と
自然に恵まれ、環境と対話する安全・安心なまち・奈良」を実現させるた
めに、環境基本計画推進会議を設置し、市民、事業者、市（行政）の協働
による計画の進行管理を行う。
　また、学校や地域における環境教育を推進するため、地域、市民団体、
事業者、教育委員会、市によって構成される環境教育推進会議を開催し、
環境教育メニューや環境教育の担い手育成（研修）等について検討する。
奈良市の豊かな歴史遺産や調和のとれた自然環境を将来にわたって保全継
承するとともに、持続可能な社会の実現をめざす人づくりを推進する。

報酬 176

報償費 1,394

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 環境政策課

既存

事項 環境教育推進事業
会計 一般会計 総務費 企画費 環境対策費

小事業 1011 環境政策経費

230

委託料 630
280

事業概要

　・環境基本計画推進会議の開催
　・環境教育推進会議の開催
　・ＥＣＯキッズ！ならの子ども
　・環境教育出前講座等
　・自然体験学習

203 消耗品費 203

保険料 8

120

旅費 13

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
2,424

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　・平成25年2月に環境基本計画推進会議と環境教育推進会議を設置し、
　　平成26年度は、計6回開催した。
　・市民環境講座　平成26年度　実施回数　 6回
　・環境出前講座　平成26年度　実施回数　17回
　・ＥＣＯキッズ！ならの子ども　市立小学校全３年生　103クラス
　　　　　　　　　　　(平成26年5月～平成26年12月)
　・いきものしらべ隊　実施日　平成26年 7月26日
　　　　　　　  　　　実施場所　大柳生・白砂川　参加者数　42人
　・自然ふれあい隊 　 実施日　平成26年10月26日
　　　　　　　  　　  実施場所　大柳生　　  　  参加者数　21人

2,044 2,480 2,424
事業費 地方債

2,480

2,044 2,480 2,424
事業費 地方債

一般財源
2,044 2,480 2,424 2,424

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

―　809　―



区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 25

前年度予算

打ち水大作戦出演・協力者謝礼 50 50

打ち水大作戦・グリーンカーテン 867
　啓発グッズ・イベント用消耗品
　ゴーヤ苗等（本庁舎用・学校等配布用、ネット、土、肥料等）

75
レジ袋有料化に関する事業用
その他事務用消耗品 

雨水タンク設置補助　申請者連絡用通信費（100件） 10 10

レジ袋有料化に関する事業者連絡用通信費 9

地球温暖化対策 386

　地球温暖化対策委託
地球温暖化防止等に関する講演会等の開催
省エネ活動を支援する啓発活動と情報整備
レジ袋削減等の３Ｒ推進運動の啓発活動
公共交通等の利用促進のための啓発活動

打ち水大作戦用会場使用料　 10 472

地球温暖化対策地域協議会負担金 10 1,510

雨水タンク設置補助（100件） 

3,295

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 環境政策課

既存

事項 地球温暖化対策
会計 一般会計 総務費 企画費 環境対策費

小事業 1012 地球温暖化対策経費

通信運搬費 19
事業概要

283
284

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　地域の多様な主体が連携して地球温暖化対策を推進するため、奈良市地
球温暖化対策地域協議会で普及啓発活動等を実施する。
　温暖化の進行によるヒートアイランド対策や節電対策が必要となってい
ることから、打ち水大作戦やグリーンカーテンの普及促進、マイバック利
用の推進さらに雨水タンク設置補助により、省資源・省エネルギー対策の
市民への啓発と普及促進を図る。

報償費 50

消耗品費 747
105

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　・補助実績（雨水タンク設置補助）
　平成26年度　65件（1月末現在）
　・打ち水大作戦
　実施期間　平成26年8月1日～7日　イベント8月4日（雨天中止）
　・グリーンカーテン
　市の施設ほか保・幼・小学校等109施設で実施
　・レジ袋有料化
　市内に店舗をかまえるスーパーに対して個別に訪問の実施及び事業者会
議の開催を行い、レジ袋有料化への協力を求めている。
　・地球温暖化対策
　地球温暖化対策を推進するため、平成20年10月に奈良市地球温暖化対策
地域協議会を設置し、市民への普及啓発活動等を実施している。

事業費計
2,722

負担金補助及び交付金 1,510

これまでの取組内容 1,500

使用料及び賃借料 10

　・雨水タンク設置補助
　雨水タンクを設置した方に設置費用の一部を補助する。
（補助率1/2　限度額2万円）
　・打ち水大作戦（市庁舎等でのイベント実施）
　・グリーンカーテン
　（本庁舎、保・幼・小中学校・市公共施設等にゴーヤ苗配布）
　・レジ袋有料化
　・地球温暖化対策委託
　・地球温暖化対策地域協議会負担金

委託料 386
386

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

3,783 3,295 2,722
事業費 地方債

3,295
一般財源

3,783 3,295 2,722 2,722

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,783 3,295 2,722
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 25

前年度予算

委員報酬 352
環境審議会委員報酬　（16人×2回）

費用弁償 33
環境審議会委員費用弁償　（2回） 33

コピー代・用紙代 7 7

会議等賄 4 4

郵便料（通知文、資料送付） 11 4

400

消耗品費 7

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　本市における環境の保全と創造に関する基本的事項について調査審議し
ていただくため、奈良市環境基本条例第21条第1項に基づき、市長の諮問
機関である奈良市環境審議会を設置している。

報酬 352
352

旅費 33

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 環境政策課

既存

事項 環境審議会
会計 一般会計 総務費 企画費 環境対策費

小事業 1015 環境審議会経費

事業概要 通信運搬費 11
・環境審議会の開催

食糧費 4

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
407

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　過去3年間の開催回数
　　平成24年度　　1回
　　平成25年度　　1回
　　平成26年度　　2回（予定）

264 400 407
事業費 地方債

400

264 400 407
事業費 地方債

一般財源
264 400 407 407

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 25

前年度予算

非常勤嘱託職員賃金　路上喫煙防止指導員賃金（交通費含む） 6,761

被服費指導員制服　 58 215
事務用消耗品（コピー代・用紙代） 19
行事用消耗品

環境美化ボランティア活動参加者傷害保険 80 80

美化促進重点地域における歩道等の清掃委託 7,266

14,322

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 環境政策課

既存

事項 環境美化対策経費
会計 一般会計 総務費 企画費 環境対策費

小事業 1025 環境美化対策経費

7,230 委託料 7,230
事業概要

保険料 80

107

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　国際文化観光都市としての美観の形成を図るとともに、安全で快適な生
活環境を確保することを目的として、奈良市ポイ捨て防止に関する条例に
基づく美化促進重点地域及び奈良市路上喫煙防止に関する条例に基づく路
上喫煙禁止地域において、ポイ捨て防止及び路上喫煙防止に関する巡回、
啓発活動及び清掃活動を実施する。

賃金 6,744
6,744

消耗品費 184

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　・平成26年度清掃業務委託内容
　清掃場所　美化促進重点地域（近鉄奈良駅前及びJR奈良駅前広場等）
　作業日数　 298日
　延べ人数　 1,788人
　・路上喫煙防止地域における指定職員による巡回・啓発
　巡回地域　路上喫煙禁止地域（近鉄奈良駅前及びJR奈良駅前広場等）
　巡回　　　　毎週4日
　喫煙率定点調査
　・環境美化ボランティア活動参加人数（過去3年）
　平成24年度　1728人　平成25年度　1729人
　平成26年度　1709人（1月末現在）

事業費計
14,238

これまでの取組内容

　・美化促進重点地域における清掃業務委託
　・路上喫煙防止地域における指定職員による巡回・啓発
　・環境美化ボランティア活動

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

14,136 14,322 14,238
事業費 地方債

過料 1

14,321
一般財源

14,136 14,321 14,237 14,237

その他
0 1 1 1

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

14,136 14,322 14,238
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 30

前年度予算

浄化槽設置整備費助成金（ 5人槽）  2基 24,939
浄化槽設置整備費助成金（ 7人槽） 24基
浄化槽設置整備費助成金（10人槽）  1基

奈良県浄化槽推進協議会等負担金 34

24,939

循環型社会形成推進交付金（国） 4,147

循環型社会形成推進交付金（県） 4,147

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　公共下水道の整備が予定されている区域以外の区域および農業集落排水
事業の実施が計画されている区域以外の区域において、生活排水による公
共用水域の水質汚濁を防止し、快適な生活環境を確保するために、浄化槽
設置者に対し助成を行う。
　集合処理（農業集落排水事業）から個別処理（浄化槽）に一部切り替え
ること（併用）によって、事業費（農業集落排水事業）の大幅な縮減が図
られることから、当該助成制度を導入した。

1,376 負担金補助及び交付金 22,330
19,824
1,096

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 環境政策課

既存

事項
公共下水道及び農業集落排水事業地域以外の区域における浄化
槽設置整備費助成金

会計 一般会計 衛生費 清掃費 し尿処理費

小事業 1510 浄化槽設置整備経費

これまでの取組内容

　生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するため、浄化槽設置整備
にかかる費用の一部に対し助成を行うもので、浄化槽の設置整備を推進す
る。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 3,716

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
3,716

　組織改編に伴い、平成26年度から、下水道事業費特別会計処理を一般会
計処理に変更して処理を行っている。
　生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するために、個人からの申
請に基づき助成を行った。

浄化槽設置整備状況（過去3カ年間）
　　　　　　　（H24実績）（H25実績）（H26実績[1月末現在]）
　　 5人槽        9件       10件        2件
　　 7人槽       24件       17件        8件
　　10人槽        0件        0件        2件
　　20人槽        1件        0件        0件

事業費計
22,330

20,959 24,939 22,330
事業費 地方債

16,645

その他
6,226 8,294 7,432

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

20,959 24,939 22,330
事業費 地方債

一般財源
14,733 16,645 14,898 14,898
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 25

前年度予算

エネルギー管理講習、エネルギー関連説明会参加旅費 43
環境首都創造自治体全国フォーラム参加旅費

(鳥取県北栄町)
エネルギー管理に係る資料作成費等 59
公共交通機関のエコ化、小水力発電設備設置に係る事務費 20

エネルギー管理講習受講料(1人) 18

急速充電設備　電気代(10基分) 2,967

急速充電設備　修繕料 50

急速充電設備　保守サービス契約委託(10基分) 640

急速充電設備　課金システム運用管理委託(10基分)

急速充電設備課金徴収手数料 0

17

3,794

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　エネルギーの使用の合理化に関する法律に基づき市としてエネルギー使
用量を報告する特定事業者に指定されている。エネルギー管理統括者とエ
ネルギー管理企画推進者を選任することが義務付けられているため、同法
に基づき資格取得のための経費及びエネルギー管理に要する経費を計上す
る。
　また、電気自動車の普及を図るため、市の公共施設に設置している充電
設備を維持管理する。

19 旅費 54
35

74

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 エネルギー政策課

既存

事項 エネルギー政策経費
会計 一般会計 総務費 企画費 環境対策費

小事業 1013 エネルギー政策経費

手数料 585

事業概要 260 修繕料 260
・エネルギーの使用の合理化に関する法律に基づくエネルギー管理
・環境首都創造自治体全国フォーラムへの参加
・電気自動車用充電設備の管理
　→公用電気自動車充電用（本庁舎）
　→市民観光客向け充電設備（針テラス、北部会館、月ヶ瀬福祉セン
　　ター、青少年野外活動センター、JR奈良駅東口自転車駐車場、中
　　央武道場、西部生涯スポーツセンター、ローソン奈良宝来町店、
　　阪奈道路沿）

2,206 委託料 3,450
1,244

585

8,415 光熱水費 8,415

18 負担金補助及び交付金 18

消耗品費 94

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成20年5月に改正されたエネルギーの使用の合理化に関する法律に基
づき、平成22年10月から特定事業者の指定を受け、市役所全体として年平
均1％以上のエネルギー消費量(消費原単位)削減を目標として省エネに取
り組んでいる。
　また、平成24年度から電気自動車用充電設備を市公共施設に設置し、市
民・観光客の利用に供している。 通信運搬費

事業費計
12,876

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 3,794 12,876
事業費 地方債

1,286

電気自動車等普及事業助成金、その他雑入

2,508
一般財源

0 2,508 554 554

その他
1,286 12,322 12,322

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 3,794 12,876
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 25

前年度予算

公共施設の屋根貸し太陽光発電事業
選定委員報酬（4人×2回） 80

選定委員費用弁償 9
打合せ旅費

会議賄 2

応募者との連絡用　通信運搬費 3

6

100

2 食糧費 2

32
4

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　民間事業者による太陽光発電事業を促進するため、市の公共施設の屋根
を有償で事業者に貸与し、賃貸借料を徴収して収入増を図る。
目的　・再生可能エネルギーの導入促進
　　　・公有財産の有効活用
　　　・災害時の非常用電源の確保

80 報酬 80

28 旅費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 エネルギー政策課

既存

事項 公共施設の屋根貸し太陽発電事業
会計 一般会計 総務費 企画費 環境対策費

小事業 1013 エネルギー政策経費

これまでの取組内容

事業概要

　公共施設に太陽光発電を設置する事業者を選定するためのプロポーザル
に要する経費

3 通信運搬費 3

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

・市公共施設に設置された太陽光発電
　14施設　発電容量：180Ｋｗ
・民間事業者による太陽光発電事業の促進、公有財産の有効活用、災害
  時の非常用電源の確保を目的に市の公共施設の屋根を貸す屋根貸し事
  業実施に向け平成26年度より取り組んでいる。今後プロポーザル方式
  等により事業者を選定し、順次対象公共施設について実施していく予
  定である。

消耗品費

事業費計
117

0 100 117
事業費 地方債

100

0 100 117
事業費 地方債

一般財源
0 100 117 117

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 25

前年度予算

太陽光発電設置プラン公募プロポーザル
選定委員報酬（4人×2回） 200

選定委員費用弁償 84
打合せ旅費

会議賄 6

10

300

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 エネルギー政策課

既存

事項 太陽光発電普及啓発事業
会計 一般会計 総務費 企画費 環境対策費

小事業 1013 エネルギー政策経費

事業概要

4 食糧費 4

46
4

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市民に太陽光発電を設置していただきやすくなるよう、市がメーカー等
と連携し、低価格、保証制度等があるプランを募集するなどの取組を実施
し、再生可能エネルギーの普及推進を図る。 120 報酬 120

42 旅費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　これまでは、ソーラーパネルを設置した方に対する補助であったが、平
成26年度から民間活力を活かした普及促進へ切りかえ、1万世帯の目標を
目指す。低価格、設計保証等があるプランを募集するなどの取組を実施
し、選定委員会を開催し、採択されたプランについて市のホームページで
紹介を図る予定である。

消耗品費

事業費計
170

これまでの取組内容

　従来の補助金による普及施策から、民間の活力を生かした普及促進へと
切り替える。
　太陽光発電が市民に設置しやすくなるように、市がメーカー等と連携
し、低価格、設計保証等があるプランを募集するなどの取組を実施し市の
ホームページで紹介することにより、再生可能エネルギーの普及促進を図
る。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 300 170
事業費 地方債

300
一般財源

0 300 170 170

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 300 170
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 25

前年度予算

タクシー事業者に対する低公害車導入補助 17,000
ハイブリッドタクシー（5台分）
プラグインハイブリッドタクシー（2台分）
電気自動車タクシー（1台分）

路線バス事業者に対する電気自動車用充電設備
設置補助（2台分）

民間事業者に対する電気自動車用充電設備設置補助
急速充電設備(1基分）

17,000

3,000

10,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　地球温暖化対策及び大気汚染防止を推進し、環境面から世界遺産をはじ
めとする奈良市の貴重な歴史的遺産を守るため、市内のタクシー及びバス
事業者を対象とした低公害車導入に対する補助及び民間事業者が設置する
電気自動車用充電設備設置への補助を実施する。

1,500 負担金補助及び交付金 14,500

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 エネルギー政策課

既存

事項 公共交通機関のエコ化
会計 一般会計 総務費 企画費 環境対策費

小事業 1013 エネルギー政策経費

これまでの取組内容

・タクシー事業者を対象とした低公害車導入補助
　　ハイブリッド車　　　　　　10万円/台
　　プラグインハイブリッド車　25万円/台
　　電気自動車　　　　　　　　50万円/台
・路線バス事業者を対象としたハイブリッド車導入補助
　　　　　　　　　　　　　　　500万円/台
・民間事業者を対象とした電気自動車用充電設備設置補助
　　急速充電設備　　　　　　　300万円/基

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

・タクシー事業者を対象とした低公害車導入補助
　　補助実績
　　平成23年度　　ハイブリッド（２台）、電気自動車（１台）
　　平成24年度　　ハイブリッド（７台）
　　平成25年度　　ハイブリッド（7台）、プラグインハイブリッド（２台）
　　平成26年度　　ハイブリッド（8台）（1月末現在）
・路線バス事業者を対象としたハイブリッド車導入補助
　　補助実績　平成26年度　ハイブリッドバス（２台）
・民間事業者を対象とした電気自動車用充電設備設置補助
　　補助実績
　　平成24年度　　普通充電設備　３件
　　平成25年度　　なし
　　平成26年度　　なし（1月末現在）

事業費計
14,500

2,000 17,000 14,500
事業費 地方債

17,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,000 17,000 14,500
事業費 地方債

一般財源
2,000 17,000 14,500 14,500
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 25

前年度予算

商店街LED照明導入補助(1団体) 6,000

6,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　消費電力及びCO2排出量を削減するとともに、地域での環境に配慮した
取組を推進することを目的として、街路灯、アーケード照明等にLED照明
を導入した商店街に対し補助金を交付する。

3,000 負担金補助及び交付金 3,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 エネルギー政策課

既存

事項 商店街LED照明導入補助事業
会計 一般会計 総務費 企画費 環境対策費

小事業 1013 エネルギー政策経費

事業概要

　商店街LED照明導入補助金
　補助対象：市内の商店街
　補助金額：街路灯などの照明のLED化に必要な経費の2分の1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(上限：300万円)

国庫支出金

県支出金

事業費計
3,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

平成24年度補助実績
　1.船橋通り商店街協同組合
　2.奈良市下御門商店街協同組合
　3.東向北商店街振興組合
平成25年度補助実績
　1.奈良もちいどのセンター街協同組合
　2.花芝商店街振興組合
　3.奈良市東向商店街協同組合
　4.あやめ池商友会
　5.小西通商店街振興組合
平成26年度補助実績
　1.西寺林町商交会（1月末現在）

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

9,000 6,000 3,000
事業費 地方債

6,000
一般財源

9,000 6,000 3,000 3,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

9,000 6,000 3,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 25

前年度予算

小水力発電設備設置補助 10,000

10,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

  地球温暖化問題に対応するため、再生可能エネルギーの導入拡大が求め
られており、本市では、太陽光発電のほか、河川等の水力を活用した小水
力発電が導入ポテンシャルの高いエネルギーであると考えられる。
　このため、平成25年度から地域の資源を活用した地産地消のエネルギー
としての小水力発電導入調査に対する補助制度を新設し、１団体に補助金
の交付を行い、平成26年度は、調査が完了した小水力発電について、設備
設置に係る設計に対する補助を行う予定である。
平成27年度は、設備設置工事用についての補助金要領を作成し更なる小水
力発電の普及拡大につなげるものとする。

8,500 負担金補助及び交付金 8,500

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 エネルギー政策課

既存

事項 小水力発電設置補助事業
会計 一般会計 総務費 企画費 環境対策費

小事業 1013 エネルギー政策経費

これまでの取組内容

・小水力発電設備の設置工事費に対する補助
　　補助団体数：１団体
　　補助金額　： 8,500万円

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

平成25年度　小水力発電導入のための調査について補助制度を創設
　　補助率：２分の１
　　上限額：200万円
平成26年度　小水力発電設備設置に係る補助制度を創設
　　補助率：２分の１
　　上限額：150万円

事業費計
8,500

795 10,000 8,500
事業費 地方債

10,000

795 10,000 8,500
事業費 地方債

一般財源
795 10,000 8,500 8,500

その他
0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 25

前年度予算

公用電気自動車充電カード（７台） 0

平成27年度電気自動車リース料（３台） 1,700

公用電気自動車充電カード使用料
（既存４台、新規２台）

1,700

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 エネルギー政策課

既存

事項 公用車への電気自動車等導入事業
会計 一般会計 総務費 企画費 環境対策費

小事業 1013 エネルギー政策経費

事業概要

1,401

214

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　地球温暖化対策及び大気汚染防止のため公用車に電気自動車等を導入す
る。
　現在リースで導入している114台の公用車のうち、平成26年度～平成30
年度までの5年計画で10台を電気自動車化する。

＜本庁舎公用電気自動車等リース導入計画＞
 平成26年度　4台導入済（EV2台　PHV2台）
 平成27年度　3台
 平成28年度　2台
 平成30年度　1台　　※平成29年度はリースが切れる車両はない。

20 消耗品費 20

1,187 使用量及び賃借料

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成26年度は、計画通り電気自動車を2台、プラグインハイブリッド車
を2台リースで導入した。
　平成27年度以降も順次電気自動車等をリースで導入していく予定であ
る。

事業費計
1,421

これまでの取組内容

・公用車リース料
　電気自動車　　　　　　　　2台
　プラグインハイブリッド車　1台

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 1,700 1,421
事業費 地方債

1,700
一般財源

0 1,700 1,421 1,421

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 1,700 1,421
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 25

前年度予算

近畿ブロック産業廃棄物処理対策推進協議会等（32回） 142
全国廃棄物行政担当者会議（１回） 30

課事務経費 566

封筒印刷 9 9

関係行政機関への照会等 35 34

近畿ブロック産業廃棄物処理対策推進協議会負担金 80 80

831

負担金補助及び交付金 80
事業概要

通信運搬費 35

228

印刷製本費 9

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（以下廃掃法という。）に係る法
定受託事務である産業廃棄物処理業許可事務及び産業廃棄物処理施設設置
許可事務を執り行う。
「近畿ブロック産業廃棄物処理対策推進協議会」へ参加し、近畿圏内の産
業廃棄物行政の連携を図る。
　その他課の事務運営のために必要な事務を執り行う。

123 旅費 153

228 消耗品費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 産業廃棄物対策課

既存

事項 産業廃棄物等対策経費
会計 一般会計 総務費 企画費 環境対策費

小事業 2010 産業廃棄物等対策経費

　平成23年４月の廃掃法施行令改正で、事業の用に供する施設として地域
に固定されている積替保管施設を設置して収集運搬を行なおうとする場合
を除き、（特別管理）産業廃棄物収集運搬業許可が合理化されたため、許
可件数が減少している。

これまでの取組内容

（特別管理）産業廃棄物収集運搬業、（特別管理）産業廃棄物処分業並び
に産業廃棄物処理施設設置許可等について事業者からの申請を受け、申請
者の能力基準、施設基準、欠格要件を審査のうえ、許可または不許可の行
政処分を行う。
「近畿ブロック産業廃棄物処理対策推進協議会」の各部会（委員会・幹事
会・ＰＣＢ廃棄物広域処理部会・大阪ＰＣＢ廃棄物処理事業監視部会・法
制度部会・技術研修部会・不法投棄対策部会）へ参加し、産業廃棄物適正
処理の推進と廃掃法の施行に係る疑義解釈、調整、研究調査及び各種情報
交換を行う。

財 源 の 内 容
特別管理産業廃棄物収集運搬業（積替え・保管を含まない） 10 7 6

国庫支出金

産業廃棄物処分業（中間処理） 10 10 10 財源内訳

産業廃棄物収集運搬業（積替え・保管を含む） 8 7 7 505

産業廃棄物収集運搬業（積替え・保管を含まない） 314 227 145
事業費計

【許可業者数】 （H24.3月末） （H25.3月末） （H26.3月末）

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

448 831 505
事業費 地方債

　産業廃棄物処理業許可手数料 94

737
一般財源

29 737 0 0

その他
419 94 505 505

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

448 831 505
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 25

前年度予算

自動車リサイクル関係行政連絡会議（1回） 3 3

事務用消耗品 44 58

パトロール車燃料 59 118

パトロール車修繕、車検 60

関係行政機関への照会等 4 19
フロン類回収業者の期間ごとの報告案内（53業者） 5

パトロール車　自動車損害保険料 27 0

パトロール車　自動車重量税 8 0

【登録・許可業者数】

258

通信運搬費 9

59

122 修繕料 122

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　自動車リサイクル法に基づき、使用済自動車の引取り及び引渡し並びに
再資源化等を適正かつ円滑に実施するため、関連事業者の登録又は許可の
審査事務を行うとともに、関連事業者への指導・助言等の事務及び事業を
行う。

旅費 3

消耗品費 44

燃料費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 産業廃棄物対策課

既存

事項 自動車リサイクル等対策経費
会計 一般会計 総務費 企画費 環境対策費

小事業 2015 自動車リサイクル等対策経費

これまでの取組内容

平成１７年１月から自動車リサイクル法が本格施行された。

事業概要

　引取業者登録、フロン類回収業者登録、解体業許可、破砕業許可に係る
審査事務を行う。
　また、関連事業者への指導・助言等、登録業者又は許可業者への立入検
査等により指導・啓発を行うとともに、使用済自動車の不法投棄又は不適
正処理の早期発見・未然防止を図るため、パトロール車による巡回監視を
行う。

保険料 27

公課費 8

使用済自動車破砕業（許可） 5 5 4
事業費計

272

使用済自動車解体業（許可） 16 16 17
使用済自動車フロン類回収業（登録） 58 53 53
使用済自動車引取業（登録） 143 134 131

（H24.3月末） （H25.3月末） （H26.3月末）

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

登録・許可業者への立入検査（カ所） 16 17 21 国庫支出金
自動車リサイクル法に係るパトロール（カ所） 14 22 28

（平成23年度） （平成24年度） （平成25年度） 財源内訳 財 源 の 内 容

266 258 272
事業費 地方債

　自動車リサイクル取扱業登録・許可申請手数料 258

0

266 258 272
事業費 地方債

一般財源
43 0 0 0

その他
223 258 272 272

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 25

前年度予算

行政代執行経費徴収に係る調査等 23 30

作業服（夏用・冬用・防寒着） 377
書籍購入 21
事務用消耗品等

パトロール車燃料 278

多量排出事業者への処理計画等の案内（200件） 17 52
行政代執行経費催告（7件） 3
行政代執行経費徴収に係る金融機関等照会（25件） 4
PCB廃棄物保管等状況報告案内（110業者） 16

元産業廃棄物処理施設等水質検査 2,074
行政代執行経費徴収に係る金融機関等照会手数料 1

自動車借上料 445
有料道路通行料 30

行政代執行経費徴収に係る返納金（奈良県、財団） 292

3,548

　産業廃棄物不適正処理監視等事業補助金 1,500

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 産業廃棄物対策課

既存

事項 産業廃棄物適正処理指導啓発対策経費
会計 一般会計 総務費 企画費 環境対策費

小事業 2020 産業廃棄物適正処理指導啓発等対策経費

通信運搬費 40

事業概要

347 燃料費 347

378

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　産業廃棄物の適正処理の推進を図るため、産業廃棄物の排出事業者及び
処理事業者に対して、立入検査等により指導、啓発を行うとともに事業者
の育成を図る。
　また、産業廃棄物の減量化等の推進を図るため、産業廃棄物を多量に排
出する事業者に対しての啓発、助言及び指導を行う。

旅費 23

153 消耗品費 552

これまでの取組内容

　パトロール車による巡回監視等

292 償還金利子及び割引料 292

　産業廃棄物の不法投棄や違法焼却等の不適正処理の対策として、早期発
見と未然防止を図るため、収集運搬車両を対象とした路上検問や街頭啓発
の実施及びパトロール車による巡回監視を行う。
　元埋立地及び元最終処分場の下流の河川等における、有害物質の流出及
び地下水汚染などの生活環境保全上の支障の有無を監視する。
　平成20年度に実施した生活環境保全上の支障の除去措置（行政代執行）
に要した経費（強制徴収公債権）の徴収を行い、その徴収額に応じて、代
執行当時に補助、支援を受けた奈良県及び（公財）産業廃棄物処理事業振
興財団に返還する。

1,710 手数料 1,711

426 使用料及び賃借料 456

事業費計
（H26.3月末） 出動日数（日） 出動か所(カ所） 不法投棄に対する指導等（件） 野焼き行為に対する指導等(件） 3,421

多量排出事業所立入 6 6 － －
苦情処理 42 ＊42 23 19
監視パトロール 231 ＊1,270 10 10

＊延べ件数

（H25.3月末） 出動日数（日） 出動か所(カ所） 不法投棄に対する指導等（件） 野焼き行為に対する指導等(件）

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 1,500

財源内訳 財 源 の 内 容

苦情処理 20 ＊20 9 11 国庫支出金
多量排出事業所立入 6 6 － －

監視パトロール 216 ＊1,300 11 13

6,851 3,548 3,421
事業費 地方債

　行政代執行経費徴収金収入 1,517

531

その他
6,851 3,017 1,976 476

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

6,851 3,548 3,421
事業費 地方債

一般財源
0 531 1,445 1,445
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 25

前年度予算

不法投棄現場下流域水路水質検査業務

不法投棄現場調査業務委託　掘削・水質調査

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　平成26年３月末に発生した大規模不法投棄事件において、行為者を告発
したものの、投棄された廃棄物は現在も放置された状態のままである。投
棄された廃棄物の量や内容は不明なところもあり、有害物質等による生活
環境への影響について調査を行う必要がある。また下流域の利水状況を勘
案して、継続的な水質検査が必要である。

1,500 手数料 1,500

900 委託料 900

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 産業廃棄物対策課

新規等

事項 不法投棄事案対策経費
会計 一般会計 総務費 企画費 環境対策費

小事業 2020 産業廃棄物適正処理指導啓発等対策経費

事業概要

　不法投棄された現場を掘削調査することにより、廃棄物の量及び内容を
明らかにする。また掘削した箇所の水質検査をすることにより、投棄され
た時期を明らかにする。下流域水路の水質検査を定期的に行い、投棄され
た廃棄物による周辺環境への影響を調査する。

国庫支出金

県支出金

事業費計
2,400

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　前例のない不法投棄事案である事から、産業廃棄物処理事業振興財団よ
り支援チームを現地に招き、市の対応について指導・助言を受けた。また
行政処分を行うにあたって、市顧問弁護士に相談を行った。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 0 2,400
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 2,400 2,400

その他
0 0 0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 2,400
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 25

前年度予算

事務用消耗品 14

封筒印刷 51

PCB廃棄物保管状況調査書の送付（5,276件）
PCB廃棄物保管状況調査書の返信（3,693件）

0

通信運搬費 881
395

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　平成26年6月に「ポリ塩化ビフェニル（PCB）廃棄物の適正な処理に関す
る特別措置法」（以下PCB特措法という。）施行令一部改正による「PCB廃
棄物処理計画」が見直された。その計画では、日本環境安全事業㈱大阪事
業所管内の安定器等PCB汚染物については、北九州事業所で処理すること
とされている。それと並行して、北九州事業所地元行政・住民からはPCB
特措法期限より早く処理が完了するよう求められている。

消耗品費 14

印刷製本費 51

486

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 産業廃棄物対策課

新規等

事項 ＰＣＢ廃棄物掘り起し調査
会計 一般会計 総務費 企画費 環境対策費

小事業 2020 産業廃棄物適正処理指導啓発等対策経費

事業概要

　「経済センサス」等の事業所データを活用し、PCB使用電気機器を保有
すると思われる事業所にアンケート調査を行い、未だ届出のないPCB廃棄
物の掘り起こしを行う。また届出のある事業者には処理期限を周知させ、
期限内処理が達成できるよう努める。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
946

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成17年度に、経済産業省が保有する使用中のPCB使用電気機器の届出
データを活用し、掘り起こし作業を行っている。保管者及び使用者には
PCB廃棄物保管等の届出を求め、処理に向けた日本環境安全事業㈱への登
録も指導している。

0 0 946
事業費 地方債

0

0 0 946
事業費 地方債

一般財源
0 0 946 946

その他
0 0 0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

―　825　―



区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 10

前年度予算

近郊旅費 50 95

新聞代 47 280
書籍購入費 25
事務用消耗品

切手代 2 47

自動車借上料 61 455
事務機器借上料 91

49
4

930

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 クリーンセンター建設準備課

既存

事項 クリーンセンター建設計画策定事業
会計 一般会計 衛生費 清掃費 清掃総務費

小事業 1022 クリーンセンター建設計画策定経費

事業概要

　
　（整備面積）　　　約１０ｈａ

　（施設規模）
　　　ごみ焼却施設　　　　　約３２０トン／日
　　　リサイクルセンター　　約　８０トン／日

使用料及び賃借料 152

通信運搬費 2

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　現在のごみ焼却施設は、稼働開始後すでに３０年近く経過しているとと
もに、周辺住民から公害調停が申し立てられ、施設の移転建設を主旨とし
た調停を平成１７年１２月に締結した。
　これらを受けて、市民のよりよい生活環境の構築と循環型社会の形成を
目指し、計画的かつ効率的に施設の移転建設を進める。

旅費 50

消耗品費 346

274

事業費計
550

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　建設候補地を１ヶ所に絞り込んだことから、早急に建設候補地周辺住民
の方々の理解を得るための資料作成を目的として、候補地の土地利用、施
設機能等の計画策定等を行う業務を発注した。
　今後、クリーンセンターの建設について、建設候補地周辺住民の方々の
一定の理解が得られた時点で、奈良県環境影響評価条例に基づく環境影響
評価、測量・地質調査の事業を進めていく。

燃料費
食糧費

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

651 930 550
事業費 地方債

930

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

651 930 550
事業費 地方債

一般財源
651 930 550 550

―　826　―



区分 （単位：千円）

01 款 25 項 15 目 10

前年度予算

クリーンセンター建設計画策定に係る業務委託 46,900
測量・地質調査業務委託
環境影響評価業務委託（第１年度）
（債務負担行為設定）

平成27年度～平成30年度
限度額

クリーンセンター建設計画策定委員会委員報酬 0

講師報償 1,805

クリーンセンター建設計画策定委員会委員費用弁償 0
ＰＦＩ研究（堺・名古屋）
先進都市視察（金沢・吹田・新潟）

候補地住民視察賄 180
候補地住民説明会賄

パンフレット作成 734

候補地住民視察用バス借り上げ料（県内） 283

候補地住民視察用バス借り上げ料（県外）

98

50,000

　循環型社会形成推進交付金 12,333

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　現在のごみ焼却施設は、稼働開始後すでに３０年近く経過しているとと
もに、周辺住民から公害調停が申し立てられ、施設の移転建設を主旨とし
た調停を平成１７年１２月に締結した。
　これらを受けて、市民のよりよい生活環境の構築と循環型社会の形成を
目指し、計画的かつ効率的に施設の移転建設を進める。

5,000 委託料 37,000
22,000
10,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 クリーンセンター建設準備課

新規等

事項 クリーンセンター建設計画策定事業
会計 一般会計 衛生費 清掃費 清掃総務費

小事業 1022 クリーンセンター建設計画策定経費

食糧費 180
80

事業概要

　
　（整備面積）　　　約１０ｈａ

　（施設規模）
　　　ごみ焼却施設　　　　　約３２０トン／日
　　　リサイクルセンター　　約　８０トン／日

236 旅費 405
32
137

100

133 報償費 133

931 報酬 931

110,000

事業費計
39,600

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　建設候補地を１ヶ所に絞り込んだことから、早急に建設候補地周辺住民
の方々の理解を得るための資料作成を目的として、候補地の土地利用、施
設機能等の計画策定等を行う業務を発注した。
　今後、クリーンセンターの建設について、建設候補地周辺住民の方々の
一定の理解が得られた時点で、奈良県環境影響評価条例に基づく環境影響
評価、測量・地質調査の事業を進めていく。

筆耕翻訳料

147
136 使用料及び賃借料 283

668 印刷製本費 668

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
10,666

県支出金

3,547 50,000 39,600
事業費 地方債

37,667

その他
12,333 10,666

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,547 50,000 39,600
事業費 地方債

一般財源
3,547 37,667 28,934 28,934

―　827　―



区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

前年度予算

多賀城市復興支援関連旅費（1泊2日） 73
国内都市交流関連旅費

国内都市受入経費

社寺拝観謝礼 0

来寧者用消耗品 0

食糧費（夕食会賄等） 0

有料道路通行料 0

73

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　友好都市多賀城市の復興支援として、奈良市の醸造元に日本酒造りを依
頼し、販売する調整を行うほか、他の国内都市との交流を図る。 73 旅費 100

27

92

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光戦略課

既存

事項 国内都市交流経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 5515 国内都市交流経費

事業概要

　多賀城市との復興支援酒造り等、国内都市との継続的な交流にかかる経
費。
　多賀城市とは平成22年2月6日に友好都市提携を結んでおり、東日本大震
災からの復興支援事業として、多賀城市の米を奈良市の醸造元で醸造した
日本酒「遠の朝廷」造りを東大寺と共に実施している。

17 使用料及び賃借料 17

40 食糧費 40

15 消耗品費 15

20 報償費 20

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

○多賀城市復興支援酒
　平成23年度から実施しており、売上金の一部について多賀城市に寄付を
行っている。

事業費計
192

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 73 192
事業費 地方債

73
一般財源

0 73 192 192

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 73 192
事業費 地方債

―　828　―



区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 65

前年度予算

社寺等参観謝礼 40 55
その他協力者謝礼 15

姉妹都市来寧者用消耗品 0

歓迎会等賄 198

有料道路通行料 55
駐車場使用料
社寺等拝観料

308

250 食糧費 250

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　国外友好姉妹都市との友好親善を図るため、行政・市民交流を促進し、
これらの都市とのつながりを深める。 報償費 55

40 消耗品費 40

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光戦略課

既存

事項 海外友好姉妹都市からの訪問団受入
会計 一般会計 総務費 総務管理費 国際交流費

小事業 1070 国際友好姉妹都市交流経費

事業概要

　奈良市の海外友好姉妹都市である慶州市（韓国）、西安市（中国）、ト
レド市（スペイン）、ベルサイユ市（フランス）、キャンベラ（オースト
ラリア）、揚州市（中国）と相互交流を図る。

3
15

42 使用料及び賃借料 60

国庫支出金

県支出金

事業費計
405

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　年間を通して友好姉妹都市からの来寧者受入を行っている。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

109 308 405
事業費 地方債

308
一般財源

109 308 405 405

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

109 308 405
事業費 地方債

―　829　―



区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 65

前年度予算

社寺参観案内等謝礼 30 30

CLAIR国際交流推進セミナー参加旅費（東京） 116
国際交流事業関連旅費

消耗品（記念品代、コピー代、事務用消耗品） 412

食糧費（歓迎会賄、昼食賄） 196

印刷製本費（外国特殊用箋、封筒） 12

通信運搬費（通信費、外国郵便） 47

翻訳料 26

車両借上料、有料道路通行料等 76

奈良市国際交流協会補助金 790
奈良市国際交流ボランティア協会補助金
日本中国文化交流協会負担金
日本中国友好協会負担金
奈良地域留学生交流推進協議会負担金
世界歴史都市連盟負担金

1,705

12 印刷製本費 12

150 食糧費 150

404 消耗品費 404

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　国際文化観光都市として、友好姉妹都市に限らず、広く国内外諸都市と
交流し、親善を深める。 報償費 30

62 旅費 102
40

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光戦略課

既存

事項 国外来寧者受入
会計 一般会計 総務費 総務管理費 国際交流費

小事業 1510 国際交流経費

19
これまでの取組内容 11

120
30

200 負担金補助及び交付金 680
300

69

事業概要

　各地から来寧される行政関係者及び市民団等を受け入れるとともに、奈
良市を基盤に活動する各種国際交流団体に補助金を交付する等、市民の国
際交流活動を促す。

48 通信運搬費 48

27 筆耕翻訳料 27

69 使用料及び賃借料

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　年間を通して国外諸都市からの来寧者受け入れを行ってきた。また、各
種国際交流団体に対する支援を行った。

事業費計
1,522

1,309 1,705 1,522
事業費 地方債

1,705

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,309 1,705 1,522
事業費 地方債

一般財源
1,309 1,705 1,522 1,522

―　830　―



区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 65

前年度予算

地域国際化推進助成事業補助金

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　地域国際化推進助成事業補助金は、一般財団法人自治総合センターが、
宝くじの社会貢献広報事業の一環として募集している補助事業「コミュニ
ティ助成事業」の一つであり、地域の国際化推進活動事業に対して助成を
行う。この補助金は、地域のコミュニティ活動の充実により、地域社会の
健全な発展と住民福祉の向上を図ることを目的としている。

300 負担金補助及び交付金 300

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光戦略課

既存

事項 地域国際化推進助成事業補助金
会計 一般会計 総務費 総務管理費 国際交流費

小事業 1510 国際交流経費

事業概要

　多文化共生、国際理解推進など地域レベルでの国際化の推進に質する先
導的かつ他の団体の模範となるソフト事業を対象として補助を行う。

　事業実施団体：特定非営利活動法人 奈良国際協力サポーター
　事業内容：奈良「ハラル・フード」対応調査とシンポジウム

国庫支出金

県支出金

事業費計
300

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

300
事業費 地方債

 地域国際化推進助成事業補助金（一般財団法人自治総合センター）

一般財源
0 0

その他
300 300

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

300
事業費 地方債

―　831　―



区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 65

前年度予算

グリーンホール指定管理料 3,126

 人件費
 管理費（光熱水費、警備委託等）

3,126

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　故トニ・グリン神父を偲ぶ展示を行うとともに、国際交流活動や地域の
交流活動の場を市民に提供する。

　○奈良市グリーンホール　平成16年7月29日開館
　○指定管理者　グリーンファミリー　会長　芦田一彦氏
　○公募による指定管理（平成24年年度～平成28年度の5年間）

3,246 委託料 3,246

1,700
1,546

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光戦略課

既存

事項 グリーンホールの運営管理
会計 一般会計 総務費 総務管理費 国際交流費

小事業 2010 グリーンホール運営管理経費

これまでの取組内容

　指定管理者であるグリーンファミリーに委託し、奈良市グリーンホール
の管理運営を行う。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　奈良市グリーンホールは平成16年に開館。指定管理者に管理運営を委託
している。

事業費計
3,246

3,039 3,126 3,246
事業費 地方債

3,126

3,039 3,126 3,246
事業費 地方債

一般財源
3,039 3,126 3,246 3,246

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

―　832　―



区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 10

前年度予算

日本観光振興協会総会出席旅費等 64

新聞代、書籍購入費 87

日本観光振興協会負担金 250

401

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光戦略課

既存

事項 観光事務経費
会計 一般会計 観光費 観光費 観光総務費

小事業 1010 観光事務経費

事業概要

250 負担金補助及び交付金 250

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　観光行政に資するための情報収集を目的とする。
64 旅費 64

87 消耗品費 87

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　社団法人日本観光振興協会から、観光行政にかかわる情報を入手してい
る。

事業費計
401

これまでの取組内容

　我が国の観光振興に関する中枢機関（ナショナルセンター）として、観
光交流活性化事業や観光情報収集・提供システム整備事業など各種事業を
行っている一般社団法人日本観光振興協会の会員となり、情報収集及び情
報発信を行う。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

369 401 401
事業費 地方債

401
一般財源

369 401 401 401

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

369 401 401
事業費 地方債

―　833　―



区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

関空内観光案内所整備運営協議会参加旅費 80
JR西日本・JR東海・近鉄本社事務打合せ
その他事務連絡

奈良インバウンド促進協議会負担金 9,142

日本政府観光局（JNTO）MICE事業負担金
関西国際空港内観光案内所整備運営協議会負担金
世界観光機関（UNWTO）アジア太平洋センター負担金
世界観光機関（UNWTO）アジア太平洋センター運営補助
奈良観光産業推進協議会負担金
「世界文化遺産」地域連携会議負担金

消耗品（コピー代、事務用消耗品） 170

通信運搬費（ポスター・パンフレット運搬料等） 450

プリンターリース代 46

9,888

500
1,003

361 負担金補助及び交付金 8,139

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　観光振興策推進のための事務を行う。また、観光産業を取り巻く状況の
把握及び分析は欠かせない事柄であることから、各種団体等と情報交換及
び協力関係の構築に努める。

20 旅費 80
19
41

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光戦略課

既存

事項 観光振興事務経費
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1010 観光振興事務経費

15 使用料及び賃借料 15

　観光客をはじめ、各種団体への観光パンフレット等の配布、世界観光機
関（UNWTO）アジア太平洋センターへの運営補助、関西国際空港内観光案
内所整備運営協議会への参加などを通じて、各種団体と情報交換及び協力
を行う。 221 消耗品費 221

400 通信運搬費 400

1,800
事業概要 50

540
3,885

国庫支出金

県支出金

事業費計
8,855

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　各種団体と情報交換及び協力を行っている。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

9,667 9,888 8,855
事業費 地方債

9,888
一般財源

9,667 9,888 8,855 8,855

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

9,667 9,888 8,855
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

総会・首長会議・担当者会議出席旅費 218

幹事会実施用バス借上料 0

国際特別都市建設連盟負担金 450

幹事会等参加負担金

668

45

400 負担金補助及び交付金 445

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　国際特別都市建設連盟に加盟する一都市として、加盟団体との情報交換
及び協力を行い、国際文化観光都市「奈良」として、観光客誘致や受け入
れ体制の充実を図ることを目的とする。

316 旅費 316

100 使用料及び賃借料 100

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光戦略課

既存

事項 国際特別都市建設連盟
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1010 観光振興事務経費

これまでの取組内容

事業概要

　国際特別都市建設連盟の幹事会、総会、首長会議に参加し、加盟団体と
の情報交換や協力しての誘客事業に取り組む。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　幹事会、総会、首長会議に参加し、加盟団体との情報交換を行うほか、
加盟都市共通のポスター及びWEBサイトを通じて情報発信を行っている。

事業費計
861

319 668 861
事業費 地方債

668

319 668 861
事業費 地方債

一般財源
319 668 861 861

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

観光総合調査委託

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光戦略課

新規等

事項 奈良市観光総合調査
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1010 観光振興事務経費

事業概要

　主な観光地点に調査員を配置し、観光客に調査票への記入を求めるとと
もに、市内全宿泊施設にも調査票を送付し、需要・供給両サイドから、観
光消費額・観光動向等を把握する。
　また、調査した観光消費額を活用して、奈良県の産業連関表を用いて、
観光による経済波及効果を算出し、観光がもたらす効果を計測する。調査
方法については、他地域との比較可能性を考慮し、観光庁が定める「共通
基準」に準じて行うものとする。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　効果的・効率的な施策・事業を推進するためには、客観的なデータを用
いるなど、科学的アプローチを以て、施策立案や実施後の効果検証等を行
い、適切なPDCAサイクルを実施する必要があり、そのためのデータを整備
することが求められている。本調査を実施することにより、地域経済への
波及効果を推計するのに必要な観光客の動向や消費額等のデータを取得し
ていく。観光が地域へもたらす影響は、宿泊・飲食などの直接産業に留ま
らず、農林水産物や外部委託サービスなど、幅広い産業へ波及しており、
その波及効果を計測することで、観光が地域にもたらすインパクトを重要
な経済的側面から把握し、施策プロセスにフィードバックすることが可能
となる。

10,000 委託料 10,000

事業費計
10,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　これまでは、鉄道事業者や観光駐車場など、各種機関の既存データを活
用して観光客の動向等を推計していた。しかし、精度に疑問が生じている
部分もあるため、更なる精度向上を図るとともに、従来把握できていな
かった消費額の調査も可能な本調査に全面的に置き換えることも検証す
る。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

10,000
事業費 地方債

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

10,000
事業費 地方債

一般財源
10,000 10,000
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

（仮称）観光振興計画策定委託

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市では、従来の国内観光客への対策に留まらず、近年急増する外国
人観光客に対するインバウンド施策、「奈良町」の歴史的街並みを活用し
た施策等、様々な施策を進めている。平成31年には「ラグビーワールド
カップ2019」、平成32年には「東京オリンピック・パラリンピック」等の
世界的なスポーツイベントが集中的に開催され、世界から日本への関心が
高まる機会があり、国においても平成32年に向けて訪日外国人旅行者
2,000万人の高みを目指すとしている。
　そこで、科学的アプローチと客観的データによるマーケティング等によ
り、今後の各種施策の立案・効果検証を適切に実施し、国際観光経済都市
「奈良」を広く国内外に発信するため、将来の観光政策の要となる（仮
称）奈良市観光振興計画を策定する。

20,000 委託料 20,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光戦略課

新規等

事項 （仮称）奈良市観光振興計画の策定
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1010 観光振興事務経費

事業概要

　日本や世界の観光の動向や現状を踏まえ、科学的データに基づいて奈良
市の観光の現状を分析し、課題を整理する。そして、課題を検証し、客観
的データによるマーケティングを行った上で目標を設定し、具体的な施策
を提示する。
　また、観光産業界等へのヒアリングや随時の調査などを必要に応じて実
施することにより、現状を分析し、方向性を探る検討材料とする。
　これにより、今後5年間（平成28～32年）の各種施策の立案・効果検証
を客観的に行い、より効率的かつ効果的に施策を行えるよう計画を策定す
るものとする。

国庫支出金

県支出金

事業費計
20,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

20,000
事業費 地方債

一般財源
20,000 20,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

20,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

非常勤嘱託職員賃金 10,826
英語通訳
韓国語通訳
中国語通訳

10,826

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　外国からの観光客を誘致するにあたり、市内の観光施設（旅館・ホテ
ル、物販店、飲食店など）の受入基盤を整備することで、外国人観光客に
満足してもらい、リピーター率を上げることにつなげる。

8,975 賃金 8,975

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光戦略課

既存

事項 外国人観光客の受入基盤の整備と多言語対応
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1016 外国人観光客誘致促進経費

事業概要

　外国語（英語・中国語・韓国語）のスタッフを配置し、市内の観光地、
観光施設（旅館・ホテル、物販店、飲食店など）を実地調査しつつ、外国
人観光客に分かりやすい表記をアドバイスする。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
8,975

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　英語・中国語・韓国語の多言語化について、地図やパンフレット等の対
応をしてきた。また、海外向けの観光プロモーション用の資料作成を行っ
た。

7,697 10,826 8,975
事業費 地方債

10,826

7,697 10,826 8,975
事業費 地方債

一般財源
7,697 10,826 8,975 8,975

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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前年度予算

多言語コールセンター運営負担金 500

500

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光戦略課

既存

事項 外国人観光客向け24時間多言語コールセンター
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1016 外国人観光客誘致促進経費

事業概要

　宿泊施設において、外国人からの問合せに3カ国語（英語、中国語、韓
国語）で対応するコールセンターの運営を京都市が行っており、そこに大
津市とともに奈良市も参加して、外国人宿泊客向けの問合せ対応サービス
を実施する。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　宿泊施設における外国語対応をスムーズにするとともに、緊急時のサ
ポート体制を整えることで、外国人観光客の奈良市観光における安全安心
及び満足度の向上に寄与する。
　宿泊施設等を対象に、外国人観光客の問い合わせに英語・中国語・韓国
語の3カ国語で24時間対応することで、観光客だけでなく事業者にも安心
感を醸成する。また、海外向けの観光PRにも効果的である。

500 負担金補助及び交付金 500

事業費計
500

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成25年5月から運用を開始。奈良市で宿泊されている外国人観光客の
問合わせ等に対応している。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

400 500 500
事業費 地方債

500

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

400 500 500
事業費 地方債

一般財源
400 500 500 500
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

ツーリズムEXPOジャパン出展委託 8,989

市外旅費 347
市長（1泊2日）
随行職員（1泊2日）
従事職員（3人、3泊4日）

ミス奈良派遣謝礼　 120

試食品・景品代 130

物品事前発送料 400

クリーニング代 5

天平衣裳レンタル料 9

10,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　東京ビッグサイトで開催される国内最大級の旅行博覧会である「ツーリ
ズムEXPOジャパン」に出展し、国際商談会に参加することで、国内外に奈
良市の観光資源を広くPRする。

6,000 委託料 6,000

旅費 345
59

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光戦略課

既存

事項 ツーリズムEXPOジャパン出展
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1016 外国人観光客誘致促進経費

9

事業概要

　平成26年度、「ツーリズムEXPOジャパン」には154の国と地域から730企
業・団体が参加し、業界・一般で合わせて157,589人の来場があった。
　平成27年度も奈良市ブースを出展し、魅力を発信するとともに、観光庁
と日本政府観光局（JNTO）が主催する訪日旅行商談会「VISIT JAPAN トラ
ベルマート」にも参加し、効果的な観光客誘致につなげる。

180 通信運搬費 180

5 手数料 5

9 使用料及び賃借料

141 消耗品費 141

120 報償費 120

58
228

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

○平成25年度
　ステージイベント（俳優「八嶋智人」氏と市長によるトーク）、各種イ
ベント（クイズ、日本酒・大和茶試飲、書道体験など）、河瀨直美監督奈
良PR動画放映、パネルと伝統工芸品展示、海外旅行社商談会、パンフレッ
ト配布
○平成26年度
　さんみゅ～ステージ＆観光大使委嘱式、各種イベント（大和茶と日本酒
の試飲販売、クイズ、ミス奈良・しかまろくん記念撮影等）、春日大社式
年造替PR（南都楽所舞楽出演、神職・巫女によるPR、展示等）、河瀨直美
監督奈良PR動画放映、海外旅行社商談会、パンフレット配布

事業費計
6,800

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

5,562 10,000 6,800
事業費 地方債

10,000
一般財源

5,562 10,000 6,800 6,800

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

5,562 10,000 6,800
事業費 地方債
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前年度予算

現地プロモーション委託 2,256

外国旅費（インドネシア、3泊4日）　 444
市長・随行（1回）
職員（2人×2回）

記念品等 100

有料道路通行料 0

駐車場使用料

2,800

50 消耗品費 50

629

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　インドネシア、マレーシア、シンガポールなど観光消費意欲が高まって
きた新興国の成長市場に対し、対日本旅行の訪問地として奈良を選択して
もらうための戦略的誘致プロモーションを強化する。観光庁の行う、訪日
促進プロモーションとも関連して、世界情勢を加味しながら、効果的に誘
致に繋げる。

2,600 委託料 2,600

1,400 旅費 1,400
771

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光戦略課

既存

事項 新興国へのプロモーション事業
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1016 外国人観光客誘致促進経費

これまでの取組内容

事業概要 1
　今後訪日客数の拡大が見込めるインドネシアに対し、現地有力旅行代理
店を職員が訪問して奈良市の売込みを図るとともに、造成した旅行商品を
観光見本市で販売する等の、継続的なプロモーション活動を行う。

17 使用料及び賃借料 18

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成26年度には、シンガポール・台湾・インドネシアへのプロモーショ
ンを行った。

事業費計
4,068

2,800 4,068
事業費 地方債

2,800

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,800 4,068
事業費 地方債

一般財源
2,800 4,068 4,068
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前年度予算

観光情報発信委託 2,000
現地プロモーション委託
旅行業・メディア関係者ファムトリップ委託

プロモーション旅費（2人×2回） 213

パンフレット・ポスター印刷 0

プロモーション用消耗品 0

物品輸送料 0

2,213

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　2014年の台湾市場からの訪日旅行者は、282万9,800人と3年連続で過去
最高を記録し、2003年の国の訪日旅行促進事業（VISIT JAPAN事業）開始
以来、台湾が初めて最大の訪日市場となった。
　奈良市においても、平成25年の奈良市観光案内所を訪れた外国人観光客
で台湾が1位18,812人となっており、奈良市にとって最も重視すべき市場
であると言える。
　台湾への誘客活動としては平成25年度・26年度に市長によるトップセー
ルスを実施しているが、日本の他自治体からの働きかけも活発化している
ことから、継続的な誘客活動が有効かつ必要である。

2,000 委託料 4,000
500

1,500

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光戦略課

新規等

事項 台湾向け誘客事業
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1016 外国人観光客誘致促進経費

事業概要

　台湾で広く認知され、Facebookのファン数が約35万人を数えるwebサイ
トを中心として、パンフレット・ポスターによる奈良市の魅力のPRを行
う。また現地のエージェントを訪問し、奈良の最新の情報の提供など継続
的な情報発信を行うとともに、現地旅行会社等との関係強化を図る。

60 通信運搬費 60

60 消耗品費 60

504 印刷製本費 504

376 旅費 376

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成24年度には台湾で奈良市台湾観光プロモーションを行い、現地政府
関係局や事業者を対象に観光セミナーや商談会を行った。
　平成25年度には観光情報webサイトを通しての情報発信を開始。
　平成26年度には台湾の旅行見本市への出展等、現地プロモーション活動
を実施した。

事業費計
5,000

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,000 2,213 5,000
事業費 地方債

2,213
一般財源

1,000 2,213 5,000 5,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,000 2,213 5,000
事業費 地方債

―　842　―



区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

機内配布物への広告掲載委託
チラシデザイン及び印刷委託

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　訪日客数が1千万人を越える中、日本国内での旅行計画を立てずに訪日
する層が注目を浴びている。そのような層に対して、航空機内で本市をPR
することは、これまでの旅行代理店等への本市訪問を含んだ商品造成の働
きかけと補完関係を有するものであり、本市への訪問意欲をさらに高める
効果が期待できる。

3,024 委託料 3,500
476

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光戦略課

新規等

事項
ローコストキャリア・格安航空会社（LCC）を活用した観光PR事
業

会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1016 外国人観光客誘致促進経費

これまでの取組内容

　ローコストキャリア・格安航空会社（LCC）の機内に奈良市の広告を掲
出することにより、行き先を訪日後に決める外国人観光客に向けて誘客を
図る。
　機内の娯楽が充実しているレガシーキャリアよりも、少ないLCCのほう
が広告の訴求度が高いと考えられるため、関西空港に発着するLCCのう
ち、台湾・韓国・香港等東アジアに幅広く路線を有するピーチ航空への広
告掲載を想定する。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
3,500

3,500
事業費 地方債

3,500
事業費 地方債

一般財源
3,500 3,500

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

　

観光写真等撮影協力者謝礼 560
奈良大和路キャンペーン「鹿寄せ」実施協力者謝礼

観光客誘致宣伝旅費 306

観光大使名刺 17

観光プロモーションビデオ制作委託 1,000

奈良県修学旅行誘致促進委員会負担金 3,960

日本絵手紙協会公認講師全国大会開催補助金
奈良グルメフェア開催補助金

5,843

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光戦略課

既存

事項 観光客誘致対策経費
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1018 観光客誘致対策経費

160 負担金補助及び交付金 4,260

1,010 委託料 1,010

旅費 306

17 印刷製本費 17

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　観光客誘致の一つの手法として、行政以外のマンパワーの活用を図り、
奈良の観光資源の魅力を広くPRすることを目的とする。 50 報償費 560

510

306

これまでの取組内容

事業概要 600

　奈良市観光大使・観光特別大使の委嘱及び奈良大和路キャンペーン「鹿
寄せ」実施にかかる経費。また、市内への宿泊客の誘致に繋がり、大きな
経済効果が見込めるイベント等の実施について補助を行う。

3,500

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　これまで、アーティスト「堂本剛」、元プロレスラー「風香」、漫才師
「笑い飯」、映画監督「河瀨直美」、俳優「八嶋智人」を観光特別大使に
委嘱しているが、平成26年度は新たに観光大使に、NMB48／SKE48「渡辺美
優紀」、女優「いとうまい子」、アイドルグループ〈さんみゅ～〉の「小
林弥生」を委嘱し、幅広く奈良の情報発信を実施している。
　「鹿寄せ」は観光協会と共催で2月1日から3月15日までの間で37日実
施。 事業費計

6,153

8,163 5,843 6,153
事業費 地方債

5,843

8,163 5,843 6,153
事業費 地方債

一般財源
8,163 5,843 6,153 6,153

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

修学旅行誘致事業委託

印刷製本費
 修学旅行ガイドブック「奈良時間旅行」
 仏像ポスター

誘致活動職員同行旅費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光戦略課

新規等

事項 修学旅行誘致事業
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1018 観光客誘致対策経費

事業概要

137 旅費 137

2,294
134

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　15歳未満人口が減少し続ける中、本市においては、従来設置してきた東
京観光オフィスの効果もあり、東京・愛知など大都市圏からは安定的に修
学旅行生が供給されている。しかし、関東地区や九州・沖縄地区など以外
からの修学旅行生は減少傾向であり、首都圏についても、平成27年春の北
陸新幹線の開業により、多数の修学旅行生が北陸に逃れる可能性がある。
　個人旅行が主流になりつつある現状では、修学旅行は大人数での送客が
見込める数少ないターゲットであるため、さらなる誘致を目指して、従来
の東京観光オフィス形態を見直し、ターゲット地区を柔軟に選定したプロ
モーションを行う。

9,569 委託料 9,569

2,160 印刷製本費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　これまで東京観光オフィスを拠点に首都圏に特化してプロモーションを
行ってきたが、ある程度、首都圏からの送客が増加傾向にあることが見て
取れる。
　今後は、その時々の状況を分析し、プロモーションの対象地域や手法等
を柔軟に見直しつつ、多様な誘致活動を行っていく。

事業費計
12,000

これまでの取組内容

　従来の東京観光オフィスを拠点とした誘致活動を見直し、ターゲット地
区を柔軟に選定しつつ、修学旅行の誘致プロモーションを行う。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

12,000
事業費 地方債

一般財源
12,000 12,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

12,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

関西デジタルアーカイブ事業補助金

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　関西経済連合会が進める「関西デジタルアーカイブ事業」は、文化遺産
をデジタルアーカイブ化し、インターネット流通を行うことで、海外諸国
との文化交流及び外国人旅行者の集客促進を図ることを目的としており、
第一弾として、既に奈良市の海龍王寺・大安寺等で取組みを進めている。
そこで、この事業に対して補助を行うことにより、更に優先的に奈良市の
文化遺産のアーカイブ化を進め、その素晴らしさを魅力的な2D・3D映像
データにより、国内外に広く情報発信を行うことを目的とする。

1,500 負担金補助及び交付金 1,500

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光戦略課

新規等

事項 関西経済連合会による文化遺産デジタルアーカイブ事業補助金
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1018 観光客誘致対策経費

事業概要

　海外諸国との文化交流及び外国人旅行者の集客促進を図ることを目的
に、国宝・重要文化財等の文化遺産を特殊機材で撮影し、「200インチ多
視点裸眼立体映像」などを制作し、うめきた・ナレッジキャピタルで発信
する。「最先端と日本文化のルーツ奈良」の連携は、国内外への訴求力も
高く、特にうめきた・ナレッジキャピタルでの発信は、従来奈良に興味の
薄かった若年層へのアプローチも可能とするため、新たな顧客層の創出を
目指す。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
1,500

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

1,500
事業費 地方債

1,500
事業費 地方債

一般財源
1,500 1,500

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

まほろば観光大学運営委託 0
広報宣伝委託

事務連絡旅費 434

1,500

24

10

132

500

2,600

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光戦略課

新規等

事項 まほろば観光大学の運営
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1018 観光客誘致対策経費

事業概要

旅費 111

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　観光分野においては、旅行業におけるビジネスモデルの変化や、宿泊産
業における所有と経営の分離、国際間競争の激化など、観光産業の経営環
境に劇的な変化が生じている。このため、国際競争力を強化し、激変する
経営環境に対応可能な人材を育成することが急務となっている。

10,000 委託料 10,389
389

111

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成26年度から開講。観光産業界の一流講師陣によるカリキュラムを実
施した。

　対象：奈良県内に宿泊施設を有する法人等の従業員
　時期：平成27年2月（3日間）
　テーマ：「グローバル視点で奈良観光をみる～リニア時代における
　　　　　　観光事業の在り方～」

食糧費

印刷製本費

使用料及び賃借料

事業費計
10,500

消耗品費
これまでの取組内容

報償費

　平成26年度に引き続き、観光の閑散期などを利用し、宿泊施設を始めと
する観光産業の経営者や従業員を対象に、基礎的な財務知識やマーケティ
ング等を中心に、広く経営マネジメントを学ぶ場を設ける。「おもてな
し」という日本のサービス業の強みを活かしつつ、欧米系の経営メソッド
を学んだ、ビジネスや数字に強い、世界の観光産業にも通用する高度観光
人材の育成を図る。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

2,600 10,500
事業費 地方債

2,600
一般財源

2,600 10,500 10,500

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,600 10,500
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

パンフレット印刷費 4,735

5社共同仏像ポスター　
奈良市観光マップ　
奈良花ごよみ
ようこそ奈良へ（和）　　
ようこそ奈良へ（韓）　
プレミアム旅行受入用パンフレット

パンフレット版下修正委託 1,567
プレミアム旅行受入用パンフレット制作委託

奈良観光ガイドブック（英語版）購入 87
奈良観光ＰＲ雑誌（英語版）購入
観光ＤＶＤ購入

パンフレット・ポスター等作成用写真原板借上料 11

6,400

100
200

468

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良の魅力をPRし多くの観光客を誘致するための宣伝材料として、ま
た、奈良を訪れた観光客に奈良市観光を満喫していただく資料として、観
光パンフレット等を制作する。

3,248 印刷製本費 3,248

280
1,200

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光戦略課

既存

事項 観光パンフレット等作成経費
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1030 観光パンフレット等作成経費

11 使用料及び賃借料 11

　観光ポスター、観光パンフレット、観光マップ等奈良市の観光情報を記
載したパンフレット等の版下修正及び印刷を行う。

500

600 消耗品費 1,087
400
87

事業概要 654 委託料 1,154

1,000

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

H25 奈良市観光パンフレット（10万部）
　  ようこそ奈良へ日本語（5万部）フランス語（2万部）英語（2万部）
    修学旅行ガイドブック（2万部）
    奈良市観光PRポスター「ファンタジー編」（1,000枚）
    奈良大和路仏像ポスター（800枚）
　　世界遺産　古都奈良の文化財（英語・韓国語・簡体字 各3,000枚）

H26 奈良市観光パンフレット（8万部）
    ようこそ奈良へ繁体字（5万部）スペイン語（2万部）
　  インバウンドパンフレット「24/365」英語（1万部）
　　奈良大和路仏像ポスター（800枚）

事業費計
5,500

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

6,143 6,400 5,500
事業費 地方債

1,000

5,400
一般財源

5,555 5,400 5,500 5,500

その他
588 1,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

6,143 6,400 5,500
事業費 地方債

―　848　―



区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

奈良県ビジターズビューロー負担金 30,000

人件費（2人）
運営事業補助
国際コンベンション開催助成
観光キャンペーン特別事業負担金
奈良県ビジターズビューロー会費
修二会セミナー負担金

30,000

200

4,105
141

6,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良県の歴史的、文化的、社会的、経済的な特性を活かし、観光振興並
びにコンベンションの誘致及び支援等に関する事業を行うことを目的とし
て設立された（一財）奈良県ビジターズビューローを支援する。

29,000 負担金補助及び交付金 29,000

11,279
7,275

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光戦略課

既存

事項 奈良県ビジターズビューロー負担金
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1055 観光団体育成経費

これまでの取組内容

　「（一財）奈良県ビジターズビューロー」の行うコンベンション誘致活
動に対して負担金を支出する。
　
　・コンベンション誘致活動
　・コンベンションボランティア展開
　・国際コンベンションシャトルバス助成
　・コンベンションユニークベニューWEB情報強化　等

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成21年3月末に解散となった（財）奈良コンベンションビューローの
機能を継続させるため、平成21年4月に設立された（一財）奈良県ビジ
ターズビューローに参加し、継続的に誘致活動を進めた。
　平成26年度には、観光閑散期に多数の宿泊が見込める国際コンベンショ
ンを県内で開催する主催者に対し、主要駅・主要ホテルと会場間の移動に
必要なシャトルバスの経費への助成を開始した。また、ホームページにお
ける会場・周辺施設の情報の充実を図り、世界遺産を有する奈良市の立地
特性（ユニークベニュー）を発信することで、奈良市へのコンベンション
誘致促進に繋げた。

事業費計
29,000

27,470 30,000 29,000
事業費 地方債

30,000

27,470 30,000 29,000
事業費 地方債

一般財源
27,470 30,000 29,000 29,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

事務連絡旅費 57

事務用消耗品 316

お盆時期連絡会議賄 5

郵便料 77

職員観光ボランティア傷害保険 3

58

516

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光振興課

既存

事項 課事務経費
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1010 観光振興事務経費

3 保険料 3

102 通信運搬費 102

5 食糧費 5

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　課の事務運営のための経費
52 旅費 52

340 消耗品費 340

これまでの取組内容

　観光関係諸団体との会議、パンフレット及び事務文書の送付などの事務
的経費を計上する。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

備品購入費

事業費計
502

717 516 502
事業費 地方債

516

717 516 502
事業費 地方債

一般財源
717 516 502 502

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

各種サミット参加旅費 359
全国街道交流首長会会議（東京）
歴史街道構想推進協議会等参加旅費 19

2
奈良まちかど博物館

事務用消耗品 245
会議用賄
パンフレット及び案内図作製 40
看板製作委託（3施設）

41

まちキュンご当地婚姻届事業　記念品
歴史街道リレー講座用チラシ製作
賞状筆耕料（平城宮跡菊花大会）

平城宮跡菊花大会開催負担金 9,674
全国街道交流会議負担金
若草山焼き行事実行委員会負担金
全国梅サミット協議会負担金
歴史街道推進協議会参画負担金
京・伊賀－大和広域観光推進協議会負担金
「奈良のシカ」環境整備事業負担金
椿サミット出席負担金（Ｈ27.4、Ｈ28.3）
奈良公園照明灯電気料金負担金

10,380

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光振興課

既存

事項 観光振興事務経費
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1010 観光振興事務経費

38
事業概要 委託料 38

2
220 筆耕翻訳料 42

18 278 印刷製本費 250

食糧費 2

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　国際文化観光都市「奈良」として、観光客誘致や受入体制の充実等の観
光振興施策を推進するための事務経費 345 旅費 432

79
8 消耗品費 218

300
140

3,300
35

498 負担金補助及び交付金 8,012
50

○まちかど博物館
　地域の方がボランティアの館長として仕事場等を公開し、広く伝統の
　技や文化に触れる機会を提供する。
○まちキュンご当地婚姻届事業
　結婚される方に地域の魅力を発信する。
○広域連携による新たな観光資源の形成
　・歴史街道推進協議会への参画
　・京・伊賀ー大和広域観光推進協議会への参画
　・各種サミット会議への参画
○各種事業補助金・負担金
　観光客増加に寄与する事業への補助

200
30
42

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
8,994

これまでの取組内容 3,013
○奈良まちかど博物館
　地域の方がボランティアの館長として仕事場等を公開し、伝統の技や文
化に触れる機会を観光客に提供する取り組みとして、平成15年度より開始
した。平成26年度現在、田原地区、柳生地区でまちかど博物館を実施して
いる。

26
650

5,317 10,380 8,994
事業費 地方債

10,380

5,317 10,380 8,994
事業費 地方債

一般財源
5,317 10,380 8,994 8,994

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

郡山市采女祭親善使節団派遣旅費（2泊3日） 196
小浜市お水送り親善使節団派遣旅費（1泊2日）

35
使節団バス運行委託

91
有料道路通行料

0
郡山市親善使節団衣装レンタル代

334
親善使節団関係消耗品

親善使節団昼食賄

656

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光振興課

既存

事項 姉妹都市親善使節派遣・受入
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1015 観光客受入対策経費

100
使用料及び賃借料 120

20
委託料 300

300
食糧費 91

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　伝統行事を通じて深い繋がりを有する姉妹都市である郡山市・小浜市と
交流を行うことで、伝統文化の保持を図る。 166 旅費 196

30
消耗品費 31

これまでの取組内容

○福島県郡山市
　「郡山うねめまつり」への使節団派遣及び「采女祭」への受入
○福井県小浜市
　「お水送り」への使節団派遣及び「お水取り」への受入

91

31
事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　福島県郡山市の「郡山うねめまつり」と「采女祭」、福井県小浜市の
「お水送り」と「お水取り（修二会）」、それぞれ毎年開催の折に使節団
の交流を行ってきた。

事業費計
738

528 656 738
事業費 地方債

656

528 656 738
事業費 地方債

一般財源
528 656 738 738

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

○観光ウィンドウ　 216

出品者謝礼 373

ウィンドウ用器材 45
資料作成及び事務用消耗品

写真引伸代

○駅前燈花会事業（ローソク等消耗品）

634

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光振興課

既存

事項 観光客受入対策経費
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1015 観光客受入対策経費

40

38 印刷製本費 40
27

465

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　観光客を誘致する方策のうち、特に観光宣伝の面での充実を図る。
299 報償費 194

194 消耗品費

これまでの取組内容

事業概要 400
○観光ウィンドウ
　奈良の伝統行事等の展示を行い、観光宣伝の充実を図る。

○駅前燈花会事業
　燈花会開催期間中、JR奈良駅前広場においても燈花会を実施し、観光客
を歓迎する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　奈良市の観光行事の啓発の為、主要な商店街である東向き商店街に面す
る南都銀行本店のウィンドウにおいて、観光行事の紹介展示を行ってい
る。
　また、平成24年度より、燈花会開催期間中に駅前燈花会を実施。平成25
年度からは近隣企業も加わり、奈良にお越しいただいた観光客に対しお出
迎えのおもてなしを行ってきた。

事業費計
699

274 634 699
事業費 地方債

634

274 634 699
事業費 地方債

一般財源
274 634 699 699

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

奈良の魅力発見ツアー 40

ガイド等謝礼 8

消耗品 93

チラシ印刷 21

郵便料 3

傷害保険料 235

会場借上料 200

ガイド付きツアー事業補助金

600

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光振興課

既存

事項 観光客受入対策経費
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1015 観光客受入対策経費

事業概要 12 使用料及び賃借料 40

21 保険料 12

93 通信運搬費 21

8 印刷製本費 93

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市へ積極的に観光客を誘致し、来訪者を増やすことで観光振興を図
る。 214 報償費 40

40 消耗品費 8

これまでの取組内容

○奈良の魅力発見ツアー
・地域の方々や各観光協会などと協力し「地域密着型観光」を企画・
　開催する。
・奈良市中心部以外の魅力を掘り起こし、観光力底上げと地域の活性
　化を図る。

○観光客誘致事業への補助金

40 負担金補助及び交付金 200

200

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　各地域の方によるガイドを交え、魅力発見ツアーを実施した。
　　平成24年度　田原、柳生方面
　　平成25年度　柳生、月ヶ瀬方面
  　平成26年度　月ヶ瀬方面

事業費計
414

840 600 414
事業費 地方債

600

840 600 414
事業費 地方債

一般財源
840 600 414 414

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

消耗品（インクジェットインク等） 40

光回線・プロバイダー料 72

動産保険料（賠償保険、火災（破損）保険） 30

定期点検委託 176

クラウド使用料 130

448

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光振興課

既存

事項 JR奈良駅デジタルサイネージ運営経費
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1018 観光客誘致対策経費

事業概要

130 使用料及び賃借料 130

108 委託料 108

27 保険料 27

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市へ積極的に観光客を誘致し、来訪者を増やすことで観光振興を図
る。 36 消耗品費 36

84 通信運搬費 84

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成25年8月に奈良西ライオンズクラブから寄贈を受けたクラウド型デ
ジタルサイネージ2台について、JR奈良駅2階自由通路に設置し、なら燈花
会等の観光情報や市政情報等を放映している。
　平成25年度の運用に係る経費は奈良西ライオンズクラブが負担された
が、成26年度以降は奈良市が負担している。

事業費計
385

これまでの取組内容

　毎月放映する情報のコンテンツ、スケジュールの作成業務は民間事業者
に委託しており、一部広告を放映させることで、奈良市からの委託料は発
生しない形で運営している。
　・1台は静止画を放映、他の1台は動画を放映
　・2時間置きに動画と静止画のモニターが交替
　・静止画は15秒で次の情報に変更し、24情報を6分で1サイクルで放映
　・災害等の非常時には緊急情報をリアルタイムで発信

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

448 385
事業費 地方債

 デジタルサイネージ広告枠貸付収入 400

48
一般財源

48 0 0

その他
400 385 385

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

448 385
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

着ぐるみ装飾（タスキ） 17

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　全国的なゆるきゃら人気も飽和状態にある中、しかまろくんは平成25年
度のデビュー以来、数多くの出演依頼が来ており、対応出来ずやむ無く断
るケースが多々発生している。フェイスブックでも「いいね」が1000を超
え、新たな関連商品開発の話も多数来ており、今後、奈良市観光協会の自
主財源確保に大きく貢献していくのは確実である。より知名度を上げ、奈
良市の観光PRと関連商品の売上による観光協会の自主財源確保に役立てる
ため、当課でも着ぐるみを保有し、観光協会と協力し、PRに努める。

着ぐるみ製作委託 683 委託料 683

17 消耗品費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光振興課

新規等

事項 しかまろくん着ぐるみ作成費用
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1018 観光客誘致対策経費

これまでの取組内容

　奈良市観光協会でのみ保有していた着ぐるみを平成27年度から市でも保
有し、イベントなどにより多く出演し、しかまろくんニーズに対応する。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
700

700
事業費 地方債

700
事業費 地方債

一般財源
700 700

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

高校生観光特派員研修会謝礼 150
高校生観光特派員協力者謝礼

委嘱状用紙等消耗品 27

交流会お茶代等 13

高校生観光特派員名刺印刷 19

案内状等郵送料 7

高校生特派員活動保険料　 15

231

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光振興課

既存

事項 高校生観光特派員
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1018 観光客誘致対策経費

19 印刷製本費 19

13 食糧費 13

27 消耗品費 27

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　観光客誘致の一つの手法として、行政以外のマンパワーの活用を図り、
奈良の観光資源の魅力を広くPRすることを目的とする。 50 報償費 150

100

これまでの取組内容

　高校生観光特派員の活動による、奈良の魅力の情報発信。各種イベント
に参加し、活動内容並びにイベント情報を動画でPRする。また、SNSを活
用した高校生視点の情報を発信する。

35 保険料 35

7 通信運搬費 7
事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　高校生観光特派員を平成26年度は16名を新たに委嘱し、各行事参加及び
各自PR活動を実施。26年度は「鹿せんべい飛ばし大会」にスポットを当
て、映像コンテンツを作成し、公開予定。

事業費計
251

50 231 251
事業費 地方債

231

50 231 251
事業費 地方債

一般財源
50 231 251 251

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

―　857　―



区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

ライトアッププロムナードなら実行委員会負担金 11,636
しあわせ回廊なら瑠璃絵事業補助金

薬師寺ライトアップ施設電気代 300

　

11,936

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光振興課

既存

事項 ライトアップ事業経費
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1040 ライトアップ事業経費

事業概要

光熱水費 300

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　国際文化観光都市奈良の夜の活性化を図るため、歴史的建造物等のライ
トアップを行い、光と影による新しい夜の景観を創り出し、観光客に喜ば
れる観光資源づくりと魅力あるまちづくりを図るものである。

2,636 負担金補助及び交付金 10,636
8,000

300

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

○ライトアッププロムナードなら
　平成11年に実行委員会が発足して以来、夜の観光の活性化及び観光客の
　誘致を図るためイベント等を実施している。
　
○しあわせ回廊なら瑠璃絵
　平成21年度から毎年開催し、閑散期の奈良の誘客促進を行った。

事業費計
10,936

これまでの取組内容

○ライトアッププロムナードなら
　世界遺産や歴史的建造物のライトアップ実施に対する負担金

○しあわせ回廊なら瑠璃絵
　奈良の閑散期２月に実施される光のイベントに対する補助金

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

11,493 11,936 10,936
事業費 地方債

11,936
一般財源

11,493 11,936 10,936 10,936

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

11,493 11,936 10,936
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

平城宮跡内イベント展開事業負担金 37,000

37,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　国営公園として整備が進む平城宮跡において、イベントを展開し誘客を
図る。「平城遷都1300年祭」のにぎわいを一過性のものにしないため、平
城宮跡内及びその周辺においてイベントを展開してにぎわいを創出し、歴
史・文化・景観など、その魅力・価値等を発信し観光の発展につなげる。

37,000 負担金補助及び交付金 37,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光振興課

既存

事項 平城宮跡内イベント経費
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1048 平城宮跡内イベント経費

事業概要

　平城宮跡において、天平衣装による時代行列などの古代行事の再現や
「東市西市」と銘打った飲食、物販会場、ものづくり体験、天平衣装体
験、ライブ等のイベントを開催し、誘客の促進とにぎわい作りを行う。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
37,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　多くの社寺が集中する奈良公園周辺だけでなく、世界遺産でもある平城
宮跡とその周辺にもにぎわいを作るべく、イベント開催により、より多く
の観光客誘致を図るための事業を行った。

48,098 37,000 37,000
事業費 地方債

37,000

48,098 37,000 37,000
事業費 地方債

一般財源
48,098 37,000 37,000 37,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

奈良の鹿保護育成事業負担金 39,031
柳生観光協会補助金
芝能鑑賞会開催補助金
天平雅楽振興補助金
月ヶ瀬観光協会補助金
奈良SGGクラブ補助金
奈良YMCA善意通訳協会（EGG）補助金
奈良学生ガイド補助金
バサラ祭り開催補助金
大仏蛍保護事業補助金
なら・観光ボランティアガイドの会補助金
ウエルカムガイド事業補助金
旅館組合事業補助
なら燈花会開催補助金
奈良若草山観光振興会事業補助金

39,031

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光振興課

既存

事項 観光団体育成補助金
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1055 観光団体育成経費

360
事業概要 2,495

320
1,500

800
1,100

400
500

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　観光事業の発展や観光振興施策へ寄与すると認められる日本古来の伝統
行事や各種事業を補助育成する。 14,525 負担金補助及び交付金 38,785

3,435
100

これまでの取組内容

　観光事業の発展や観光振興施策へ寄与すると認められる日本古来の伝統
行事や各種事業を行う観光関連団体に対して補助金を交付することによ
り、観光の振興を図る。

100
2,800
10,000

350

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成26年度
　運営管理及び各種事業補助
　・柳生観光協会補助金（3,340千円）
　・なら観光ボランティアガイドの会補助金（2,495千円）
　・その他

　伝統行事及び事業補助
　・奈良の鹿保護育成事業（14,866千円）
　・なら燈花会開催補助金（10,000千円）
　・バサラ祭り開催補助金（1,500千円）
　・その他

事業費計
38,785

38,234 39,031 38,785
事業費 地方債

39,031

38,234 39,031 38,785
事業費 地方債

一般財源
38,234 39,031 38,785 38,785

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

―　860　―



区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

公益社団法人奈良市観光協会補助金 103,900

人件費

伝統芸能事業補助

事業補助

珠光茶会開催経費

奈良市民団別府市訪問

都市間連携事業

第60次春日大社式年造替関連

英語版ホームページ改修費用

商品販売WEBページ制作

観光パンフレット製作費

プレミアム旅行受入対策

103,900

5,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光振興課

新規等

事項 奈良市観光協会補助金
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1055 観光団体育成経費

事業概要 700

12,000

28,770

14,600

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市観光協会が実施する、観光客を誘致するためのイベントや、観光
資源である伝統行事に対する補助、観光協会運営のための人件費に対し補
助を行うことにより、奈良市の観光振興の底上げを図る。

128,800 負担金補助及び交付金 128,800

40,000

3,000
これまでの取組内容

3,730

1,000

1,000

　人員配置及び既存事業の見直しを行い、新規事業を展開する。
　①外国人観光客に対する着地型商品の開発・販売　②情報発信機能の向
上　③事業者・諸団体との連携強化を柱とし、英語版ＨＰの改修、旅行商
品の販売に特化したHPの制作等を行う。
　また、春日大社の第60次式年造替に伴う宿泊観光客の誘致を図るため、
事業の広報やコンテンツの開発を行う。

4,000

20,000

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　奈良の情報発信の充実を図るとともに、オフシーズンにイベント事業を
実施することで奈良の滞在時間を延ばし、宿泊客の増加を図った。

事業費計
128,800

101,804 103,900 128,800
事業費 地方債

98,900

101,804 103,900 128,800
事業費 地方債

一般財源
91,804 98,900 128,800 128,800

その他
10,000 5,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

道標・看板等製作委託 250

250

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光振興課

既存

事項 観光案内板等整備経費
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1060 観光案内板等整備経費

事業概要

　観光客を迎える最前線のハード整備として、道標・看板の経年劣化補
修、多彩な観光客の来日に備えるための多言語表示追記、記載内容の更新
を行う。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　内外から奈良大和路を訪れる観光客が円滑に観光を楽しめるよう、観光
案内板・標識等を整備充実し、同時に国際文化観光都市奈良のイメージ
アップを図る。

228 委託料 228

事業費計
228

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　施設や交通網の移動など、現状と記載内容との照合を日常的に行いなが
ら、観光客だけでなく周辺住民が不便を生じるまでに判読や自立が困難と
なった重度劣化物を最優先に、道標・看板の更新を行った。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

137 250 228
事業費 地方債

250

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

137 250 228
事業費 地方債

一般財源
137 250 228 228
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

「歴史の道」道標・案内板製作設置委託（2基）

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　昭和47年に制定した歴史の道は、高畑から春日野、東大寺、奈良阪から
佐保路を経て、平城宮跡北部から秋篠に抜け西大寺、尼ヶ辻、西ノ京、大
安寺、白毫寺を巡る総延長27キロメートルの天平時代ゆかりの歴史散策
コースである。近年のウォーキングブームもあり、観光客はもとより地元
住民にも人気がある。しかしながら制定後40年あまり経過し、道標、看板
の劣化、欠如が見られるようになり、多言語化を含めて全体的な改修整備
が必要である。

1,200 委託料 1,200

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光振興課

新規等

事項 歴史の道道標・案内板整備
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1060 観光案内板等整備経費

事業概要

　劣化、欠如した「歴史の道」道標・案内看板の改修整備

国庫支出金

県支出金

事業費計
1,200

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　これまで、機能していない道標・案内板をその都度調査、修繕の対応を
行ってきたが、今後は全体のガイドライン、デザインを統一し、順次整備
を行う。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,200
事業費 地方債

一般財源
1,200 1,200

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,200
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

宿泊施設の増改築に伴う利子補給金 5,720
東日本大震災緊急対策旅館業利子補給金

5,720

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市のホテル・旅館事業主が金融機関から融資を受けた際に支払う利
子に対して補助を行うことで、当該事業者の負担の軽減を図り、安定した
ホテル・旅行業を営んでいただくことで宿泊者へのサービス向上へとつな
げる。

1,286 負担金補助及び交付金 3,640
2,354

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光振興課

既存

事項 奈良市旅館施設改善資金等利子補給経費
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1065 奈良市旅館施設改善資金等利子補給経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成26年度
　○旅館施設改善資金等利子補給金　8件（5施設）
　○東日本大震災緊急対策旅館業利子補給金　13件（11施設）
　○新型インフルエンザ対策旅館業利子補給金　7件（7施設）
　 （平成26年度で終了）

事業費計
3,640

これまでの取組内容

　○奈良市旅館施設改善資金利子補給制度
　○東日本大震災緊急対策旅館業利子補給制度

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

8,668 5,720 3,640
事業費 地方債

 観光振興基金繰入金 5,000

720
一般財源

0 720 640 640

その他
8,668 5,000 3,000 3,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

8,668 5,720 3,640
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

○観光案内所（JR・近鉄観光案内所） 60

ＪＲ奈良駅案内所運営協議会負担金 1,186
近鉄奈良駅総合観光案内所運営経費負担金　780
ファクシミリ購入費 60

814
○奈良市総合観光案内所

ＡＥＤ借上料

○西ノ京臨時案内所

電気代
用地借上料
コンテナハウスリース料
パソコンリース料

2,120

39

負担金補助及び交付金 914
39

104 備品購入費 104

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　多くの観光客に利用される観光案内所を運営管理し、観光情報の発信を
行うとともに、観光客へのサービス向上を図る。（近鉄奈良駅、JR奈良
駅、総合観光案内所、西ノ京臨時案内所）

1,018 光熱水費 30

134 使用料及び賃借料 873

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光振興課

既存

事項 観光案内所運営管理経費
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1515 観光案内所運営管理経費

これまでの取組内容

636
78

事業概要

　内外から奈良大和路を訪れる観光客が円滑に観光を楽しめるよう、豊富
で正確な観光情報の提供や、快適な立ち寄り所としての機能維持に努め、
市内観光案内所を適正に運営管理する。

864

30
120

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　現在、JR奈良駅、近鉄奈良駅、総合観光案内所、観光センター、西ノ京
臨時観光案内所の5箇所で観光案内所を開設しており、観光案内だけでは
なく、観光事業及び観光産業の活性化のための拠点として運営している。

事業費計
1,921

2,801 2,120 1,921
事業費 地方債

 デジタルサイネージ広告枠貸付収入

2,120

2,801 2,120 1,921
事業費 地方債

一般財源
2,801 2,120 1,906 1,906

その他
15 15

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

○ JR・近鉄観光案内所業務委託 83,300

0
○観光センター

0
運営管理委託

0
観光センター活用検討委員会委員謝礼  120
（2人×6回）

観光センター活用検討委員会用お茶

○総合観光案内所

運営管理委託

書籍購入費（多言語観光ガイド本等）

○西ノ京臨時観光案内所業務委託

83,300

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光振興課

新規等

事項 観光案内所運営管理経費
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1515 観光案内所運営管理経費

7
事業概要

39,540
食糧費 7

39,667
消耗品費 100

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　多くの観光客に利用される観光案内所を運営管理し、観光情報の発信を
行うとともに、観光客へのサービス向上を図る。（近鉄奈良駅、JR奈良
駅、観光センター、総合観光案内所、西ノ京臨時案内所）

15,640 委託料 75,200

報償費 120

これまでの取組内容

1,280

100

　急増する外国人観光客への対応のため、総合観光案内所（JR奈良駅旧駅
舎）に英語・中国語・韓国語のスタッフを常時配置する等機能を強化し、
その他の観光案内所を含めて新しい体制を構築する。

18,840

18,740

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　現在、JR奈良駅、近鉄奈良駅、総合観光案内所、観光センター、西ノ京
臨時観光案内所の5箇所で観光案内所を開設しており、観光案内だけでは
なく、観光事業及び観光産業の活性化のための拠点として運営している。

事業費計
75,427

77,498 83,300 75,427
事業費 地方債

83,300

77,498 83,300 75,427
事業費 地方債

一般財源
77,498 83,300 75,427 75,427

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

柳生観光駐車場指定管理料 2,917
人件費
管理経費

2,917

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光振興課

既存

事項 柳生観光駐車場運営管理経費
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1520 柳生観光駐車場運営管理経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　柳生の里を訪れる観光客の利便性を向上し、観光客を誘引する散策拠点
として、柳生観光駐車場の運営管理を行う。 2,942 委託料 2,942

2,377
565

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　観光案内施設を備えない柳生の里にあって、適正な運営管理はもちろ
ん、お客様を迎え入れる場としての案内も重要な機能であり、快適かつ正
確なサービスなど、質の向上を積極的に進めるよう指定管理者に求めてい
る。

事業費計
2,942

これまでの取組内容

　施設としての維持管理及び、事務経費・人件費を含む適正な運営管理の
ための業務委託を行い、その内容を精査しながらお客様を快適に迎えるた
めの運営管理を行う。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

2,902 2,917 2,942
事業費 地方債

 柳生観光駐車場使用料 2,000

917
一般財源

1,622 917 1,142 1,142

その他
1,280 2,000 1,800 1,800

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,902 2,917 2,942
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

旧柳生藩家老屋敷指定管理料 4,682
人件費
管理経費

4,682

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　柳生の里を訪れる観光客に、柳生の歴史と風土に触れていただき、その
魅力を体感していただくため、柳生の里観光施設の管理運営を行う。 4,707 委託料 4,707

2,761
1,946

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光振興課

既存

事項 旧柳生藩家老屋敷運営管理経費
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1525 旧柳生藩家老屋敷運営管理経費

これまでの取組内容

　旧柳生藩家老屋敷の維持管理及び事務経費・人件費を含む適正な運営管
理のための業務委託を行い、その内容を精査しながらお客様を快適に迎え
るための運営管理を行う。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　柳生の里の中でも、最も多く観光客が訪れる代表的な観光施設である
が、時間経過による劣化が発生するため、お客様を迎える施設としての整
備と、歴史を損なわない維持管理に努め、指定管理者にはさらなる質の向
上を求めている。

事業費計
4,707

4,634 4,682 4,707
事業費 地方債

 旧柳生藩家老屋敷使用料 3,800

882

4,634 4,682 4,707
事業費 地方債

一般財源
2,020 882 1,507 1,507

その他
2,614 3,800 3,200 3,200

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

○おもてなし民間トイレ設置 2,142
協力者謝礼（23施設）
おもてなし民間トイレ看板製作委託 166

1,693
○観光トイレ維持管理

　清掃委託 156
（春日野・西ノ京北・西ノ京前）
　公衆便所維持管理協力謝礼 210
（此瀬町・大野町・虚空蔵・誓多林町・阪原町・藤原町）
　電気代 6,138
　水道代
　浄化槽保守点検手数料等（誓多林町） 60

　修繕料
　観光トイレ消耗品
　市ノ井公衆便所清掃負担金

○アイドリング・ストップ乗務員休憩所管理業務
（春日大社・唐招提寺・薬師寺）

　清掃委託
　消耗品
　電気代
　水道代

10,565

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光振興課

既存

事項 観光便所・待機所管理経費
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1530 観光便所・待機所管理経費

事業概要 520 委託料 6,171

642 修繕料 109

5,237
2,578 手数料 189

消耗品費 152

光熱水費 1,727

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良大和路を訪れる観光客にとって不可欠であり、なおかつ観光地とし
て、その印象の良し悪しを大きく左右する重要な設備とも言える便所を、
快適に使用できるよう維持管理する。また、観光客の移動を担うバス乗務
員に提供している待機場所の維持管理を行う。

1,382 報償費 1,974
1,332

50

180
これまでの取組内容 4

3,543
36

3,763

60

　業務委託あるいは管理協力のかたちで、便所およびアイドリング・ス
トップ実践乗務員休憩所の維持管理を行う。

1,023
109 負担金補助及び交付金 60
189
116

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
10,382

財源内訳 財 源 の 内 容

　業務委託あるいは管理協力の相手方と緊密に連携し、汚損や破損、利用
状況の把握を積極的に行うことで、有事の際にも利用者が不便を感じる時
間をなるべく短縮し、観光客を快適に迎えるよう努めた。
　平成24年度から開始したおもてなし民間トイレ事業については、平成27
年2月1日現在で18カ所の協力を得ている。

9,401 10,565 10,382
事業費 地方債

 その他雑入（アイドリング・ストップ休憩所　春日大社使用分） 205

10,360

9,401 10,565 10,382
事業費 地方債

一般財源
9,258 10,360 10,198 10,198

その他
143 205 184 184

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

道の駅「針テラス」維持管理業務委託 69,707
針テラス情報館指定管理料
事業体サービス提供委託

画像専用回線使用料（針テラス～天理警察） 182

針テラス事業協議会委員謝礼（3人×3回） 90

針テラス事業協議会委員旅費（3人×3回） 40

連絡旅費

有料道路使用料 38

道の駅連絡会負担金 30

70,087

 針テラス清掃費委託金 19,111

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光振興課

既存

事項 針テラス運営管理経費
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1540 針テラス運営管理経費

13 旅費 38

90 報償費 90

182 通信運搬費 182

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　名阪国道と国道369号沿いに位置し、奈良市の東の玄関口の意味を持つ
道の駅「針テラス」において、観光客や利用者が楽しく、快適に、そして
高い利便性で施設を利用できるよう、運営管理を行う。

41,017 委託料 70,732
7,715
22,000

これまでの取組内容

　奈良市針テラス情報館や道の駅「針テラス」について、施設としての維
持管理及び、事務経費・人件費を含む適正な運営管理のための業務委託を
行い、その内容を精査しながらお客様を快適に迎えるための運営管理を行
う。また関係各団体とともに、「針テラス」の利便性の向上に努める。

29 使用料及び賃借料 29

50 負担金補助及び交付金 50

事業概要 25

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
19,694

　運転者等の休憩、観光および地域情報の入手、食事処、物産の買い物な
ど、訪れる観光客や利用者の多様なニーズに対応し、手の届くサービスが
提供できるよう、随時現状の把握と改善点の検討を行う中で、質の向上に
努めている。また、平成26年度においては、緊急雇用創出事業として、
「都祁地域振興・情報発信事業」を平成25年度に引き続いて実施し、地域
の活性化の促進を図った。

事業費計
71,121

68,635 70,087 71,121
事業費 地方債

 土地建物貸付収入（道の駅針テラス公衆電話ボックス） 3

50,973

68,635 70,087 71,121
事業費 地方債

一般財源
50,011 50,973 51,424 51,424

その他
18,624 19,114 19,697 3

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

○近鉄行基広場噴水管理経費 1,000
噴水維持管理委託
清掃業務委託 500
光熱水費（電気、水道）
傷害保険 5

882
○旧柳生藩陣屋跡指定管理料

410

観光施設修繕料

温泉源用地借地料

2,797

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光振興課

既存

事項 その他観光施設運営管理経費
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1580 その他観光施設運営管理経費

使用料及び賃借料 410

委託料 882
518

5 保険料 5

修繕料 450
1,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良大和路を訪れる観光客が、安全で快適かつ有意義に利用できるよう
に各観光施設の運営管理を行う。各施設の運営を行うことで奈良の観光地
としての魅力を向上させるほか、観光案内など観光客の利便に寄与するも
のである。
　旧柳生藩陣屋跡については、公募により選定した指定管理者により、運
営管理を行う。

1,369 光熱水費 1,000
108
256

事業概要 450
　旧柳生藩陣屋跡については、指定管理者と連携しながら施設としての維
持管理及び、事務経費・人件費を含む適正な運営管理のための業務委託を
行い、その内容を精査しながら観光客を快適に迎えるための運営管理を行
う。

410

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
2,747

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　指定管理者や地域の団体と緊密に連携を取り、観光客の動向や施設の現
状把握を積極的に行うことで観光客が快適に訪れることのできる施設の維
持に努めた。

3,862 2,797 2,747
事業費 地方債

 土地建物貸付収入（旧都祁温泉フィットネスバード） 500

2,297

3,862 2,797 2,747
事業費 地方債

一般財源
3,362 2,297 2,247 2,247

その他
500 500 500 500

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

観光振興基金積立金 3,598

3,598

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光振興課

既存

事項 観光振興基金経費
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 2010 観光振興基金経費

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　観光振興基金を積み立てることにより、観光振興の安定した事業展開を
推進する。 3,456 積立金 3,456

事業概要

　預金利子や入湯税を基金として積み立て、観光振興事業の推進に供す
る。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
3,456

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　基金残高の推移
　　平成25年度　 40,332千円
　　平成24年度　 51,325千円
　　平成23年度　 84,505千円
　　平成22年度　119,534千円

3,565 3,598 3,456
事業費 地方債

 観光振興基金預金利子収入 198

 （入湯税） 3,400

3,565 3,598 3,456
事業費 地方債

一般財源
3,500 3,400 3,400 3,400

その他
65 198 56 56

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 20

前年度予算

観光センター機能強化対策

機能強化プラン作成委託
機能強化整備委託

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光振興課

投資

事項 観光案内所機能強化対策経費
会計 一般会計 観光費 観光費 観光施設整備事業費

小事業 1010 観光施設整備事業

4,500

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　本市を訪れる観光客の案内施設である観光案内所の機能強化を図る。
5,000 委託料 5,000

500

事業概要

　多機能な質の高い観光案内所の整備を行い、観光センターに体験スペー
スを設ける等のリニューアルを行う。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
5,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

5,000
事業費 地方債

5,000
事業費 地方債

一般財源
5,000 5,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 20

前年度予算

鹿苑整備事業負担金

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 観光振興課

投資

事項 鹿苑整備事業負担金
会計 一般会計 観光費 観光費 観光施設整備事業費

小事業 1010 観光施設整備事業

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　鹿苑では施設の老朽化が進み、天然記念物である奈良の鹿を保護・管理
していくうえで支障をきたしており、鹿苑改修によって奈良の鹿の適正な
保護・管理が可能となる。また、鹿苑の観光資源としての価値の上昇によ
る誘客効果も期待できる。

27,667 負担金補助及び交付金 27,667

これまでの取組内容

　・文化財発掘調査
　・進入路詳細設計
　・造成詳細設計
　・進入路造成工事
　・建築基本実施設計

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
27,667

27,667 27,600
事業費 地方債

27,667 27,600
事業費 地方債

一般財源
67 67

その他
27,600

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

事務連絡旅費 35

事務用消耗品 97

光熱水費（電気、水道） 350

郵便料 22

パンフレット運搬料

職員観光ボランティア傷害保険 7

警備委託 155

コピー機リース料 195

861

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 奈良町にぎわい課

既存

事項 奈良町振興事務経費
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1070 奈良町振興事務経費

20

22 通信運搬費 42

530 光熱水費 530

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良町（元興寺周辺のならまち及び奈良女子大学周辺のきたまち）は、
近年奈良市の新たな観光地として脚光を浴びている。奈良市では平成26年
度より奈良町にぎわい課を設置し、奈良町の一体的な観光振興を図ってい
る。

102 旅費 102

253 消耗品費 253

これまでの取組内容

事業概要 6 保険料 6
　奈良町の観光施設の管理運営や奈良町の観光振興にかかるイベントの実
施、奈良町の観光資源である町家の保全に関する取り組みを行うための事
務経費

195 委託料 195

189 使用料及び賃借料 189

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成24年度に観光振興課に奈良町にぎわい係を設置し、奈良町の観光振
興について一元的に取り組むことになった。平成25年度には奈良町にぎわ
い室として奈良町内に事務所を設置し、平成26年度に奈良町にぎわい課と
なる。奈良町の観光振興や観光資源である町家の保全に関する取り組みを
行ってきた。

事業費計
1,317

877 861 1,317
事業費 地方債

 雑入（総合財団事務所使用料・光熱水費分）

861

その他
227 227

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

877 861 1,317
事業費 地方債

一般財源
877 861 1,090 1,090
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

自動車整備料 15

定期車検修理

自動車修繕料

公用車ガソリン代 0

公用車リース料 0

10

25

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良町（元興寺周辺のならまち及び奈良女子大学周辺のきたまち）は、
近年奈良市の新たな観光地として脚光を浴びている。奈良市では平成26年
度より奈良町にぎわい課を設置し、奈良町の一体的な観光振興を図ってい
る。

15 修繕料 161

96

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 奈良町にぎわい課

既存

事項 公用車管理
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1070 奈良町振興事務経費

事業概要

　奈良町の観光施設の管理運営や奈良町の観光振興にかかるイベントの実
施、奈良町の観光資源である町家の保全など、課の事業を行うにあたり必
要な公用車の管理費

170 使用料及び賃借料 170

50 燃料費 50

50

国庫支出金

県支出金

事業費計
381

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

保険料

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

25 381
事業費 地方債

25
一般財源

25 381 381

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

25 381
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

まちかど博物館事務用消耗品 18

まちかど博物館会議用賄 3

パンフレット及び案内図作製 215

看板製作委託 40

276

36 委託料 36

193 印刷製本費 193

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　地域の方がボランティアの館長として仕事場や収集品を公開し、伝統の
技や文化に触れる機会を提供し、魅力を感じてもらう。 16 消耗品費 16

3 食糧費 3

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 奈良町にぎわい課

既存

事項 まちかど博物館事務経費
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1070 奈良町振興事務経費

これまでの取組内容

　地域の方がボランティアの館長として仕事場等を公開し、広く伝統の技
や文化に触れる機会を提供する。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　地域の方がボランティアの館長として仕事場等を公開し、伝統の技や文
化に触れる機会を観光客に提供する取り組みとして、平成15年度より開始
した。平成26年度現在、きたまち地区、ならまち地区でまちかど博物館を
実施している。

事業費計
248

276 248
事業費 地方債

276

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

276 248
事業費 地方債

一般財源
276 248 248
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

有識者会議報償費（4人×2回） 130

報告とりまとめ報償費

旅費（東京、1人×2回） 60

事務用消耗品 18

懇話会賄 2

元林院紹介パンフレット印刷 200

150

560

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　元林院を中心とした猿沢池周辺地区の夜の観光の魅力を創出するための
検討を進め、奈良町観光のさらなる振興を図る。 80 報償費 130

50

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 奈良町にぎわい課

既存

事項 元林院復興懇話会
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1070 奈良町振興事務経費

事業概要 200 印刷製本費 200
　「元林院」の復興に向けた事業実施スキームを構築するために庁外有識
者による懇話会を設置し、提言を受ける。
　各種提言を踏まえ、庁内関係課と「元林院」復興に向けたハード面、ソ
フト面の事業整備の基礎資料とする。

2 食糧費 2

15 消耗品費 15

60 旅費 60

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成25年度:「元林院」の復興に向けた懇話会の準備を進める。
　平成26年度:「元林院」の復興に向けた懇話会を開催。また、元林院の
にぎわいにかかるイベントを実施した。

委託料

事業費計
407

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

560 407
事業費 地方債

560
一般財源

560 407 407

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

560 407
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

伝統芸能　出演者謝礼 150

運営消耗品 9

チラシ・ポスター等作製 100

郵便料 10

イベント保険料 1

建物等借上料 0

イベント運営委託 1,230

1,500

76 保険料 76

21 通信運搬費 21

260 印刷製本費 260

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　元林院を中心とした猿沢池周辺地区の夜の観光の魅力を創出するための
検討を進め、奈良町観光のさらなる振興を図る。 1,380 報償費 1,380

64 消耗品費 64

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 奈良町にぎわい課

既存

事項 元林院のまちなかイベント
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1070 奈良町振興事務経費

これまでの取組内容

事業概要 400 使用料及び賃借料 400
　元林院の復興に向けたイベントを実施することにより、地域住民や観光
客への意識づけを行い、元林院の周知に努める。 799 委託料 799

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成26年度：奈良国際映画祭・まちなかバルの開催日に合わせて元林院
のにぎわいにかかるイベントを実施した。

事業費計
3,000

1,500 3,000
事業費 地方債

1,500

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,500 3,000
事業費 地方債

一般財源
1,500 3,000 3,000
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

ならまちナイトカルチャー事業委託 7,000

伝統芸能カルチャー
落語・講談鑑賞
外国人向けカルチャー
まち歩き

ならまち出前カルチャー事業委託

7,000

 文化芸術グローカル化推進事業補助金

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市の来訪観光客に対する宿泊者の割合が低い原因として、夜の楽し
みが少ないことが指摘されている。そのため、宿泊観光客を対象として伝
統芸能の鑑賞や工芸体験等をしていただくことで、奈良に宿泊する動機づ
けを高めるものである。
　また、修学旅行で奈良に宿泊する学校を対象に宿泊先に出向いてナイト
カルチャーを行うことで、修学旅行の誘致を図る。

5,900 委託料 6,300

4,050
540

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 奈良町にぎわい課

既存

事項 ならまちナイトカルチャー・ならまち出前カルチャー
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1070 奈良町振興事務経費

事業概要

○ならまちナイトカルチャー
　古い町家の面影を今に伝える奈良町で、主に宿泊観光客を対象として伝
統芸能の鑑賞や工芸体験等をしていただく事業として平成20年度より開催
し、「奈良の夜の魅力」を高め、観光客の誘致に努めている。
○ならまち出前カルチャー
　修学旅行により奈良に宿泊する学校を対象に狂言、落語など伝統芸能を
提供することで、修学旅行先として奈良を選択するインセンティブを高め
る事業である。主に関東方面の学校を中心に募集を実施し、宿泊先に出向
いてナイトカルチャーを行う。また修学旅行専門誌への広告やエージェン
トへの営業などを積極的に実施し、対象校を増やしていく。

400

990
320

事業費計
6,300

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

○ならまちナイトカルチャー
　平成20年度より開催し、「奈良の夜の魅力」を高め、観光客の誘致に努
めている。平成25年度夏から、観光協会の「夏のなら旅キャンペーン」の
一環として世界遺産元興寺を会場に開催した。平成26年度から開催回数を
増やし、今後も奈良のまち歩きナイトツアーの実施や燈花会・なら瑠璃絵
との連携など、観光客に向けて夜の奈良を楽しむ新しいプログラムを開発
していく。

○ならまち出前カルチャー
　平成25年度より事業を開始し、奈良を新規に修学旅行先として選択した
小学校や中学校に対して、宿泊先に出向き、狂言を上演している。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
3,289

県支出金

2,666 7,000 6,300
事業費 地方債

7,000

その他
3,289

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,666 7,000 6,300
事業費 地方債

一般財源
2,666 7,000 3,011 3,011
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

産業廃棄物収集運搬及び処分委託

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　事業系ごみの排出にかかる経費
40 委託料 40

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 奈良町にぎわい課

新規等

事項 事業系ごみ排出経費
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1070 奈良町振興事務経費

事業概要

　奈良町にぎわい課の管理する施設から排出される事業系ごみの処分に係
る経費

国庫支出金

県支出金

事業費計
40

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

40
事業費 地方債

一般財源
40 40

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

40
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

ならまち町家建物内部改修モデル事業補助金 50,000
（5,000千円、7件）

パンフレット作成経費 50

50

50,100

事業概要

45

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　近年、奈良町の貴重な観光資源である町家が急速に減少している。奈良
町の伝統的な町並みを保存していくためには町家で住み、活用していくこ
とが重要であることから、現在の生活スタイル、利用目的に合った形に内
部を改修するための補助金を交付する。

35,000 負担金補助及び交付金 35,000

45 印刷製本費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 奈良町にぎわい課

既存

事項 奈良町町家保存活用事業
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1071 奈良町町家保存活用事業経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成25年度に「ならまち町家建物内部改修モデル事業」の要綱を策定
し、補助金の受付を開始している。

消耗品費

事業費計
35,045

これまでの取組内容

　町家保存のモデル事業として、奈良町の伝統的な町並みを保存し、町家
の保全活用を促進するために町家の内部改修工事経費の一部に対する補助
金の交付を平成25年10月より実施し、町家保存の充実に努める。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

2,718 50,100 35,045
事業費 地方債

 町並み保存整備事業基金繰入金 50,000

100
一般財源

0 100 45 45

その他
2,718 50,000 35,000 35,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,718 50,100 35,045
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

「ならまち町家バンク」運営事業委託 3,000

　人件費
　事業費

3,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　近年「奈良町」では高齢化や生活スタイルの変化に伴い、古くからの町
家が空き家となったり、建物を取り壊して新たな住宅や駐車場へと変わる
例が増加している。「町家バンク」の運営により、町家の活用を希望する
方々と町家の所有者を結びつけ、奈良町の貴重な観光資源でもある古くか
らの町並みを残し伝えていくことを目的とする。

3,000 委託料 3,000

2,423
577

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 奈良町にぎわい課

既存

事項 ならまち町家バンク
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1071 奈良町町家保存活用事業経費

これまでの取組内容

　町家の活用を望む所有者が所有する物件と町家の活用を希望する利用者
を「町家バンク」に登録し、マッチングを行う。平成27年1月現在、のべ7
件の物件と91人の活用希望者の登録があり、5件のマッチングが成立して
いる。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成23年度にならまち町家バンクを設置し、現在までに町家の活用にか
かるマッチングが5件成立している。また、ならまちに残る空き町家の調
査を実施している。
　今後はならまちの空き町家の所有者の調査を進め、バンクへの物件登録
の呼びかけを進める。また、町家バンクや町家の改修補助金、町家の活用
についての相談会を実施し、町家の活用の促進を図る。

事業費計
3,000

1,999 3,000 3,000
事業費 地方債

3,000

1,999 3,000 3,000
事業費 地方債

一般財源
1,999 3,000 3,000 3,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

事務用消耗品 80

電気代 103

水道代

インターネット利用料 74

電話代

257

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 奈良町にぎわい課

既存

事項 きたまち鍋屋観光案内所運営管理
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1568 奈良町観光施設運営管理経費

事業概要

　きたまち鍋屋観光案内所を訪れる観光客を快適に迎えるための運営管理
を行う。

40

34 通信運搬費 74

20

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良町を訪れる観光客が、安全で快適かつ有意義に利用できるように各
観光施設の運営管理を行う。各施設の運営を行うことで奈良の観光地とし
ての魅力を向上させるほか、観光案内など観光客の利便に寄与するもので
ある。まちかど観光案内所については、地域の団体と協力しながら観光案
内を行う。

80 消耗品費 80

68 光熱水費 88

事業費計
242

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成24年度に開館。地域の団体と緊密に連携を取り、観光客の動向や施
設の現状把握を積極的に行うことで観光客が快適に訪れることのできる施
設の維持に努めた。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

191 257 242
事業費 地方債

257

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

191 257 242
事業費 地方債

一般財源
191 257 242 242
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

事務用消耗品 92

電気代 220

水道代

インターネット利用料 151

電話代

清掃委託 1,397

警備委託

観光案内業務委託

1,860

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良町を訪れる観光客が、安全で快適かつ有意義に利用できるように各
観光施設の運営管理を行う。各施設の運営を行うことで奈良の観光地とし
ての魅力を向上させるほか、観光案内など観光客の利便に寄与するもので
ある。まちかど観光案内所については、地域の団体と協力しながら観光案
内を行う。

82 消耗品費 82

259 光熱水費 280

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 奈良町にぎわい課

既存

事項 きたまち転害門前観光案内所運営管理
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1568 奈良町観光施設運営管理経費

事業概要 200 委託料 1,397
　きたまち転害門前観光案内所を訪れる観光客を快適に迎えるための運営
管理を行う。 208

989

79

72 通信運搬費 151

21

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成25年度に開館。地域の団体と緊密に連携を取り、観光客の動向や施
設の現状把握を積極的に行うことで観光客が快適に訪れることのできる施
設の維持に努めた。

事業費計
1,910

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

2,110 1,860 1,910
事業費 地方債

1,860
一般財源

2,110 1,860 1,910 1,910

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,110 1,860 1,910
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

ならまち格子の家指定管理料 4,208

指定管理者選定委員会　謝礼（3人×3回） 0

指定管理者選定委員会　消耗品 0

指定管理者選定委員会　賄 0

4,208

2 食糧費 2

90

5 消耗品費 5

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良町を訪れる観光客が、安全で快適かつ有意義に利用できるように各
観光施設の運営管理を行う。各施設の運営を行うことで奈良の観光地とし
ての魅力を向上させるほか、観光案内など観光客の利便に寄与するもので
ある。
　指定管理施設については、公募により選定した指定管理者により、運営
管理を行う。

4,208 委託料 4,208

90 報償費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 奈良町にぎわい課

既存

事項 ならまち格子の家運営管理
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1568 奈良町観光施設運営管理経費

これまでの取組内容

　指定管理者と連携しながら施設としての維持管理及び、事務経費・人件
費を含む適正な運営管理のための業務委託を行い、その内容を精査しなが
ら観光客を快適に迎えるための運営管理を行う。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　指定管理者や地域の団体と緊密に連携を取り、観光客の動向や施設の現
状把握を積極的に行うことで観光客が快適に訪れることのできる施設の維
持に努めた。

事業費計
4,305

3,869 4,208 4,305
事業費 地方債

4,208

3,869 4,208 4,305
事業費 地方債

一般財源
3,869 4,208 4,305 4,305

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

奈良町からくりおもちゃ館指定管理料 6,059

　人件費
　管理費

6,059

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 奈良町にぎわい課

既存

事項 奈良町からくりおもちゃ館運営管理
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1568 奈良町観光施設運営管理経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良町を訪れる観光客が、安全で快適かつ有意義に利用できるように各
観光施設の運営管理を行う。各施設の運営を行うことで奈良の観光地とし
ての魅力を向上させるほか、観光案内など観光客の利便に寄与するもので
ある。
　指定管理施設については、公募により選定した指定管理者により、運営
管理を行う。

6,089 委託料 6,089

4,641
1,448

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　指定管理者や地域の団体と緊密に連携を取り、観光客の動向や施設の現
状把握を積極的に行うことで観光客が快適に訪れることのできる施設の維
持に努めた。

事業費計
6,089

これまでの取組内容

　指定管理者と連携しながら施設としての維持管理及び、事務経費・人件
費を含む適正な運営管理のための業務委託を行い、その内容を精査しなが
ら観光客を快適に迎えるための運営管理を行う。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

5,890 6,059 6,089
事業費 地方債

 観光振興基金繰入金 6,059

0
一般財源

0 0 89 89

その他
5,890 6,059 6,000 6,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

5,890 6,059 6,089
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

転害門前観光駐車場指定管理料 2,058

　人件費
　管理費

2,058

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良町を訪れる観光客が、安全で快適かつ有意義に利用できるように各
観光施設の運営管理を行う。各施設の運営を行うことで奈良の観光地とし
ての魅力を向上させるほか、観光案内など観光客の利便に寄与するもので
ある。
　指定管理施設については、公募により選定した指定管理者により、運営
管理を行う。

2,068 委託料 2,068

561
1,507

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 奈良町にぎわい課

既存

事項 転害門前観光駐車場運営管理
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1568 奈良町観光施設運営管理経費

これまでの取組内容

　指定管理者と連携しながら施設としての維持管理及び、事務経費・人件
費を含む適正な運営管理のための業務委託を行い、その内容を精査しなが
ら観光客を快適に迎えるための運営管理を行う。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　指定管理者や地域の団体と緊密に連携を取り、観光客の動向や施設の現
状把握を積極的に行うことで観光客が快適に訪れることのできる施設の維
持に努めた。

事業費計
2,068

2,000 2,058 2,068
事業費 地方債

 転害門前観光駐車場使用料 2,058

0

その他
2,000 2,058 2,068 2,068

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,000 2,058 2,068
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

転害門前観光駐車場管理機器リース料

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良町を訪れる観光客が、安全で快適かつ有意義に利用できるように各
観光施設の運営管理を行う。各施設の運営を行うことで奈良の観光地とし
ての魅力を向上させるほか、観光案内など観光客の利便に寄与するもので
ある。
　転害門前観光駐車場については、世界遺産東大寺や、近年新たな観光地
として注目を集めている奈良きたまち地域を訪れる観光客の利便を図るた
め、平成12年より運営している。

832 使用料及び賃借料 832

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 奈良町にぎわい課

新規等

事項 転害門前観光駐車場運営管理（駐車場管理機器更新）
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1568 奈良町観光施設運営管理経費

事業概要

　本駐車場においては、設備の経年劣化などの原因により、発券機の故障
や精算機の故障など施設の不具合が相次いでおり、駐車場の利用に支障を
きたす事態が相次いでいる。そのため、駐車場の設備を更新することで、
利用者の利便性を向上させるものである。

国庫支出金

県支出金

事業費計
832

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

832
事業費 地方債

 転害門前観光駐車場使用料

一般財源
100 100

その他
732 732

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

832
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

奈良町南観光案内所管理委託

　人件費
　広告宣伝費
　管理費

奈良町南観光駐車場管理機器リース料

5,703

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

  ならまち振興館を魅力的な観光施設として、また奈良町の南の玄関口と
して整備することで、多くの観光客を誘致し、奈良町観光の活性化を図る
ことを目的とする。

23,000 委託料 23,000

10,297
7,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 奈良町にぎわい課

新規等

事項 奈良町南観光案内所運営管理
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1568 奈良町観光施設運営管理経費

事業概要

　奈良町全体の観光振興を図る拠点として、また新たな奈良町の魅力を創
造する場として整備された観光案内所と賑わい創出施設について、観光客
を快適に迎えるための運営管理を行う。

1,124 使用料及び賃借料 1,124

国庫支出金

県支出金

事業費計
24,124

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成24年度　ならまち振興館の活用方法について検討
　平成26年度　公募型プロポーザル方式により運営管理業者を決定
　　　　　　　施設改修工事及び駐車場整備
　平成27年度　開館

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

24,124
事業費 地方債

 行政財産使用料 1,813　事業者納入金 2,184

一般財源
20,127 20,127

その他
3,997 3,997

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

24,124
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

奈良町にぎわいの家指定管理料

　人件費
　事業費
　管理費 3,708

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　「奈良町」の三新屋と呼ばれる地区の中心的な建物であり、周辺景観の
重要な要素となっている大型町家を奈良町生活環境施設整備事業として整
備し、地域の住民や学生と観光客が交流する奈良町観光の拠点として運営
することで、奈良町への誘客を促進する。

16,560 委託料 16,560

10,370
2,482

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 奈良町にぎわい課

新規等

事項 奈良町にぎわいの家運営管理
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1568 奈良町観光施設運営管理経費

これまでの取組内容

　地域の方々が、集い、楽しみ、伝えあう地域コミュニティの活動拠点と
するとともに、奈良町観光の拠点の一つとして、外国人や修学旅行生など
の文化交流の体験施設として活用し、さらには、大学とコラボレーション
することにより、茶道や伝統行事等の奈良町文化の発信基地とする。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成24年度　町家購入
　平成25年度　設計及び茶室整備
　平成26年度　改修工事及び伝統的設備の復元
　平成27年度　開館

　平成25年度から、珠光茶会の会場としても使用している。

事業費計
16,560

16,560
事業費 地方債

16,560
事業費 地方債

一般財源
16,560 16,560

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

観光施設等修繕料 100

100

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 奈良町にぎわい課

既存

事項 その他奈良町観光施設運営管理
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 1568 奈良町観光施設運営管理経費

事業概要

　指定管理者や地域の団体と連携しながら施設としての維持管理及び、事
務経費・人件費を含む適正な運営管理のための業務委託を行い、その内容
を精査しながら観光客を快適に迎えるための運営管理を行う。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良町を訪れる観光客が、安全で快適かつ有意義に利用できるように各
観光施設の運営管理を行う。各施設の運営を行うことで奈良の観光地とし
ての魅力を向上させるほか、観光案内など観光客の利便に寄与するもので
ある。

90 修繕料 90

事業費計
90

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　指定管理者や地域の団体と緊密に連携を取り、観光客の動向や施設の現
状把握を積極的に行うことで観光客が快適に訪れることのできる施設の維
持に努めた。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

100 90
事業費 地方債

100

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

100 90
事業費 地方債

一般財源
100 90 90
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 15

前年度予算

観光振興基金積立金

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　観光振興基金を積み立てることにより、観光振興の安定した事業展開を
推進する。 108 積立金 108

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 奈良町にぎわい課

既存

事項 観光振興基金経費
会計 一般会計 観光費 観光費 観光振興費

小事業 2010 観光振興基金経費

事業概要

　預金利子を基金として積み立て、観光振興事業の推進に供する。

国庫支出金

県支出金

事業費計
108

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　基金残高の推移
　　平成25年度　 40,332千円
　　平成24年度　 51,325千円
　　平成23年度　 84,505千円
　　平成22年度　119,534千円

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

108
事業費 地方債

 観光振興基金預金利子収入

一般財源
0 0

その他
108 108

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

108
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 45 項 10 目 20

前年度予算

奈良町観光案内看板制作委託（4基）

 社会資本整備総合交付金

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　古くからの町家の面影を今に伝える奈良町は、落ち着いた風情を漂わ
せ、訪れた人になつかしさを感じさせる生活風景を残す地域であり、奈良
市の貴重な文化遺産であるとともに、観光資源である。ただ、現在の奈良
町では観光案内板の整備が遅れていることから、散策に不便を指摘する声
もある。そのため、奈良町の観光ルートの拠点に案内板を設置すること
で、観光客の円滑な周遊を促進することを目的とする。

4,000 委託料 4,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 奈良町にぎわい課

投資

事項 奈良町観光案内看板整備
会計 一般会計 観光費 観光費 観光施設整備事業費

小事業 1010 観光施設整備事業

事業概要

　内外から奈良を訪れる観光客に対して、観光案内板・標識等の整備充実
を図るため、奈良町の観光ルートの拠点に観光案内板を4基整備する。国
際文化観光都市奈良のイメージアップを図り、より効果的な案内掲示を行
う。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
1,500

県支出金

事業費計
4,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成25年度、奈良町内に9基設置。

6,608 4,000
事業費 地方債

 町並み保存整備事業基金繰入金

6,608 4,000
事業費 地方債

一般財源
797 0 0

その他
5,811 4,000 2,500

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 13

前年度予算

奈良町都市景観形成地区保存整備事業補助金 20,000
歴史的風致形成建造物保存整備事業補助金

積算用書籍 0

事務用消耗品

補助金パンフレット作成経費 0

20,000

 社会資本整備総合交付金 9,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 奈良町にぎわい課

新規等

事項 都市景観形成地区保存整備事業
会計 一般会計 土木費 都市計画費 景観まちづくり推進費

小事業 2515 都市景観形成地区保存整備事業経費

事業概要

100 印刷製本費 100

消耗品費 100

88

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　伝統的な町家が多く残る奈良町の景観を保全し、後世に伝えるため、伝
統的な様式の建物を保存し、その他の建造物についても町並みに調和する
ように誘導することで町並みの連続性を保ち、歴史的景観を維持し、伝統
文化を継承し、合わせて観光振興と地域の活性化を図る。
　伝統的建造物は奈良町の景観形成にとって核となるものであるが、住み
にくく、使いにくいという問題があり、取り壊される町家等は多い。当該
事業により、町家保存の一翼を担い、新しい町家の修景を図る。

40,000 負担金補助及び交付金 45,000
5,000

12

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
20,250

　平成6年度に奈良市都市景観形成地区が指定され20年経つが、この補助
事業は、昭和63年度～平成5年「奈良市街並み保存整備事業」、平成6年度
～「奈良市都市景観形成地区建造物保存整備事業」として平成25年度まで
に240件もの実績があり、奈良町の景観形成・保全の目玉事業となってい
る。

事業費計
45,200

これまでの取組内容

　奈良町の景観を保全し、歴史を活かしたまちづくりを進めるため建築
物、工作物の意匠を歴史的な景観にふさわしいものに誘導する景観形成基
準を設け、所有者等が町並み景観を維持するため行う修理・修景に要する
建築費用の一部を補助する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

19,460 20,000 45,200
事業費 地方債

 町並み保存整備事業基金繰入金 11,000

0
一般財源

0 0 200 200

その他
19,460 20,000 45,000 24,750

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

19,460 20,000 45,200
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 10

前年度予算

プロモーション事業委託 9,000

先進地事例研究及び要望活動(東京、甲府、飯田等） 775

シンポジウム講師謝礼 300

印刷製本費（ポスター、チラシ、パンフレット等） 5,500

啓発用グッズ、イベント消耗品等 1,130

イベント会場使用料等 1,200

イベント行事賄 70

広告料（公共交通機関等へのポスター等掲出） 0

イベント案内、啓発品送付送料 25

イベント保険料等 0

18,000

330 報償費 330

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　リニア中央新幹線は全国新幹線鉄道整備法に基づく事業であり、昭和48
年の「基本計画」及び平成23年の「整備計画」には、主要な経過地として
ともに「奈良市附近」と明記されている。リニア中央新幹線は、三大都市
圏間の高速かつ安定的な旅客輸送を中長期的に維持・強化する極めて重要
な国家的プロジェクトであり、関西全体の活性化と地域振興に寄与するも
のであることから、早期実現が必要であると考え、奈良市としてもリニア
中央新幹線新駅の市内設置に向けた誘致活動を展開する。

6,309 委託料 6,309

656 旅費 656

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 リニア推進課

新規等

事項 リニア新駅誘致推進事業
会計 一般会計 総務費 企画費 企画総務費

小事業 1010 企画調整事務経費

40 保険料 40

310 通信運搬費 310

事業概要 1,106 使用料及び賃借料 1,106
〇イベントの実施
（超電導実験、シンポジウム等の開催）
〇広報事業
（公共交通機関等へのポスター等掲出、リニア新駅誘致PRチラシ配布）
〇市外におけるＰＲ活動

165 食糧費 165

1,884 広告料 1,884

1,900 消耗品費 1,900

2,300 印刷製本費 2,300

国庫支出金

県支出金

事業費計
15,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　リニア新駅誘致推進シンポジウム開催、職員のＰＲ名刺配付、ロビー活
動、各種啓発活動の取り組みを展開している。今後もリニア新駅誘致推進
活動の拡大と早期誘致実現に向け、積極的に活動を展開する。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

7,988 18,000 15,000
事業費 地方債

18,000
一般財源

7,988 18,000 15,000 15,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

7,988 18,000 15,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 15 目 10

前年度予算

 リニア中央新幹線建設促進奈良県期成同盟会負担金 640

640

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　リニア中央新幹線の早期建設と県内への停車駅設置を図ることを目的と
した、リニア中央新幹線建設促進奈良県期成同盟会への負担金 640 負担金補助及び交付金 640

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 リニア推進課

既存

事項 リニア中央新幹線建設促進奈良県期成同盟会負担金
会計 一般会計 総務費 企画費 企画総務費

小事業 1099 交通政策経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　リニア中央新幹線の早期建設と県内停車駅の実現を目指して、奈良県、
奈良県議会、県内市町村、商工会議所など経済関係団体で構成し、リニア
沿線の各都府県と連携を図りながら、国等への要望活動を行うとともに、
広報活動に取り組んでいる。

事業費計
640

これまでの取組内容

　リニア中央新幹線建設促進奈良県期成同盟会への負担金

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

640 640 640
事業費 地方債

640
一般財源

640 640 640 640

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

640 640 640
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 30 項 15 目 10

前年度予算

勤労者美術展・調理技能協会副賞　 35 35
　　
新聞代、定期刊行物等 268

平和行進用賄 3 3

人権啓発事業主研修会開催通知用郵送料 41 41

賞状筆耕料 （調理技能協会市長賞） 4 4

労働者福祉協議会事業補助金 1,320

1,671

食糧費 3

通信運搬費 41

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　労働行政に関する最新情報の収集や関係機関との連携・連絡調整を行っ
ており、労働行政の全般的な事務事業である。 報償費 35

260 消耗品費 260

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 商工労政課

既存

事項 勤労者福祉事務経費
会計 一般会計 労働費 労働諸費 労働諸費

小事業 1010 勤労者福祉事務経費

これまでの取組内容

事業概要 1,320 負担金補助及び交付金 1,320
　主な事務経費
・労働者福祉協議会主催の勤労者美術展（6部門）への表彰
・奈良調理短期大学校技能優良生への表彰（1人）
・労働者団体が行う平和行進受入れ（2～3団体）
・人権啓発事業主研修会（奈良市企業人権教育推進協議会共催事業）
　事務経費
・労働者福祉協議会が行うライフサポートセンター事業補助

筆耕翻訳料 4

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　関係労働行政機関と連絡調整を行い、就労支援の施策について検討を
行ったほか、豊かな勤労者のライフスタイルを実現するため、労働者団体
が行う無料相談会への支援を行っている。

事業費計
1,663

1,609 1,671 1,663
事業費 地方債

1,671

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,609 1,671 1,663
事業費 地方債

一般財源
1,609 1,671 1,663 1,663
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区分 （単位：千円）

01 款 30 項 15 目 10

前年度予算

チラシコピー代 10 10

貸切バス　1台 90 90

100

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　若年者の大企業志向が依然として高い反面、職種や規模、地域性等によ
り人材を確保することができない企業がある。このような状況を踏まえ、
若年者をはじめとした求職者の求職に対する視野の拡大を図り、求人・求
職のバランスが保てるよう就労マッチング事業を実施する。

消耗品費 10

使用料及び賃借料 90

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 商工労政課

既存

事項 若年者就労マッチング事業
会計 一般会計 労働費 労働諸費 労働諸費

小事業 1010 勤労者福祉事務経費

事業概要

　企業の実状を体感できる機会を創出すべく、職場見学会等を実施して現
場で働く方々との交流を図り、新たな就職先の魅力を伝える。また、関係
機関等が実施する企業合同説明会や公共職業訓練への参加につながるよ
う、国・県との連携を図りながらひとりでも多く就職に結びつけ、人材の
確保と就業率の向上を図ることを目的とする。

　○対象　主に若年層を中心とした求職者
　○内容　就職に役立つセミナー、職場見学会の実施

国庫支出金

県支出金

事業費計
100

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　過去3年は求人に苦戦する福祉職の魅力を若年者に伝え、異業種に目を
向けた就職活動を展開してもらおうとバスツアーを実施した。今後も、雇
用状況を精査し、情勢にあった業種、職種への誘導、マッチングに向け、
各関係機関の事業や制度との連携をさらに強化しながら、計画を実施す
る。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

93 100 100
事業費 地方債

100
一般財源

93 100 100 100

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

93 100 100
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 30 項 15 目 10

前年度予算

全国シルバー人材センター事業協会負担金 50 550

奈良県シルバー人材センター協議会負担金

550

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　高齢社会を迎え、高年齢者の就業機会の増大と活力ある地域づくりを図
るため、自己の労働能力を生かし社会参加を希望する高年齢者に対し、地
域社会に密着した仕事を提供するシルバー人材センターの運営を援助す
る。

負担金補助及び交付金 550

500

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 商工労政課

既存

事項 シルバー人材センター経費
会計 一般会計 労働費 労働諸費 労働諸費

小事業 1015 シルバー人材センター経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　全国シルバー人材センター事業協会及び奈良県シルバー人材センターに
対して、必要な支援を行っている。

事業費計
550

これまでの取組内容

　県及び国の協議会への負担金

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

550 550 550
事業費 地方債

550
一般財源

550 550 550 550

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

550 550 550
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 30 項 15 目 10

前年度予算

奈良市シルバー人材センター運営補助金 11,930

11,930

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　高齢社会を迎え、定年退職後も能力、体力、経験ともに充実し、働く意
欲も高い高齢者が増加している。彼らに対し、その能力を生かせる場所を
提供することは、経済的にも福祉の面からも重要になっている。シルバー
人材センターは、働く意欲のある高齢者に対し地域に根ざしたニッチな仕
事を提供するとともに、会員相互の交流を図り、高齢者に一定の収入と生
きがいを提供している。
　「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」では、第5条で国と地方公
共団体の責務として、「高年齢者等の意欲及び能力に応じた雇用の機会そ
の他の多様な就業の機会の確保等を図るために必要な施策を総合的かつ効
果的に推進するように努める」としている。

11,930 負担金補助及び交付金 11,930

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 商工労政課

既存

事項 シルバー人材センター運営経費
会計 一般会計 労働費 労働諸費 労働諸費

小事業 1015 シルバー人材センター経費

事業概要

　シルバー人材センターの運営に係る経費を補助し、その活動を支援す
る。会員による運営参画の推進と事業運営の効率化図るとともに、会員事
業参画を通じて、新規顧客や新規事業に取り組み、就業率のアップを目指
す。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
11,930

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　シルバー人材センターの経営改善の取り組みとして、平成26年度から会
員会費の改定を行った（1,000円⇒2,000円）。また平成25年10月から新し
い事業としてワンコインサービスを行っている。平成26年度から平成27年
度にかけて、現在契約額の7～8%である事務費率を9%に改定する等、更な
る経営改善を図る。

11,861 11,930 11,930
事業費 地方債

11,930

11,861 11,930 11,930
事業費 地方債

一般財源
11,861 11,930 11,930 11,930

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 30 項 15 目 10

前年度予算

奈良市勤労者総合福祉センター指定管理料 42,800
人件費（3人）
臨時職員賃金
管理経費

AED設置にかかるリース料 57 653
ランニングマシンリース料（2台）
コードレスバイクリース料（2台）
パソコンリース料（17台、プリンター）

奈良市勤労者総合福祉センター使用料還付金 20 20

90

5

2

3

43,573

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 商工労政課

既存

事項 勤労者総合福祉センター運営に関する経費
会計 一般会計 労働費 労働諸費 労働諸費

小事業 1035 奈良市勤労者総合福祉センター運営管理経費

事業概要 償還金利子及び割引料 20

160
596

使用料及び賃借料 1,047
234

19,804

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　勤労者総合福祉センターは、勤労者がリフレッシュし自らの労働意欲を
高めて日々の仕事に取り組めるよう、健康づくりや教養を深める機会と場
所を提供する勤労者福祉の拠点施設として、平成3年度に設置された。

42,200 委託料 42,200
21,132
1,264

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　利用者のニーズを反映した各種教室の開催や積極的な施設のPRを行い、
利用者数の増に取り組んでいる。しかし、施設や設備の老朽化は顕著であ
り、その維持修理とともに、今後は費用をかけることなく利用者の満足度
を上げ、より多くの人に利用してもらえるような方策を検討する。

消耗品費

食糧費

通信運搬費

事業費計
43,267

報償費
これまでの取組内容

　研修やサークル活動に使用できる会議室、視聴覚室等や、スポーツを楽
しむことができる体育館、テニスコートの貸し出しを行い、健康づくりの
ためのトレーニング設備を提供するとともに、仕事に役立つパソコン教室
やリフレッシュのための各種教室を開催している。
　この施設を効率的に運営管理するため、平成18年度より指定管理者制度
を取り入れている。平成27年度～29年度は非公募として一般財団法人奈良
市総合財団が指定管理者となる。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

41,774 43,573 43,267
事業費 地方債

 奈良市勤労者総合福祉センター施設使用料 10,000　備品使用料 600 10,600

32,973
一般財源

30,936 32,973 32,667 32,667

その他
10,838 10,600 10,600 10,600

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

41,774 43,573 43,267
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 30 項 15 目 10

前年度予算

中小企業勤労者福利厚生事業補助金　 39,600
人件費（5人）
臨時職員賃金

事業費

39,600

1,953

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市総合財団が「うえるびぃ奈良」として行っている共済事業は、大
企業に比してスケールメリットの面で福利厚生が不利になりがちな中小企
業の勤労者に対し、安価な会費で各種給付事業やツアーなどのイベント開
催といった様々なサービスを提供し、中小企業勤労者の労働条件の向上に
寄与している。

38,100 負担金補助及び交付金 38,100
35,200

947

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 商工労政課

既存

事項 中小企業労働者を対象とした共済事業に対する事業補助金
会計 一般会計 労働費 労働諸費 労働諸費

小事業 1040 中小企業勤労者福利厚生事業経費

これまでの取組内容

　奈良市総合財団が「うえるびぃ奈良」として行っている共済事業に対し
人件費を含む事務経費を補助し、事業の安定と継続を図り、中小企業勤労
者に対し充実した福利厚生制度の提供を行う。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　勤労者福祉共済制度の普及と会員の勧誘に努めている。事業自体は会員
からの会費で行われており、会員数の増が課題である。そのためには、会
員の勧誘活動の強化や魅力ある企画の提供を行う。また制度自体の在り方
について広域化を含め検討している。

事業費計
38,100

40,376 39,600 38,100
事業費 地方債

39,600

40,376 39,600 38,100
事業費 地方債

一般財源
40,376 39,600 38,100 38,100

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 30 項 15 目 20

前年度予算

テニスコート改修工事

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 商工労政課

投資

事項 労働福祉施設整備事業（勤労者総合福祉センター）
会計 一般会計 労働費 労働諸費 労働福祉施設整備事業費

小事業 1010 労働福祉施設整備事業

事業概要

　奈良市勤労者総合福祉センターのテニスコートが損耗により、使用に困
難が生じているため、適切な改修工事を行う。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市勤労者総合福祉センターは、勤労者がリフレッシュし自らの労働
意欲を高めて日々の仕事に取り組めるよう、健康づくりや教養を深める機
会と場所を提供する勤労者福祉の拠点施設として平成3年度に設置され
た。開館から20年以上経過しており、施設全般が老朽化しているため、順
次改修が必要な状況にある。テニスコートは、夜間照明が利用できること
もあって、来館者の人気も高いが、損耗も激しく、平成26年7月から、2面
あるうちの1面を閉鎖している状態である。

12,000 工事請負費 12,000

事業費計
12,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　テニスコートの損耗状況に応じて、部分補修や一部張替を行ってきた
が、破れ・剥がれや一部張替による段差が生じ、安全面において危険な状
況であるため、平成26年7月から、2面あるうちの1面を閉鎖している。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

3,780 12,000 12,000
事業費 地方債

その他
12,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,780 12,000 12,000
事業費 地方債

一般財源
3,780 0 0
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区分 （単位：千円）

01 款 40 項 10 目 10

前年度予算

商工行政事務連絡旅費 25 30

事務用消耗品等 211

奈良商工会議所優良従業員市長賞筆耕料（4枚） 17 15

256

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　商工行政に関する情報収集や関係機関との連携・連絡調整のために必要
な経費である。 旅費 25

211 消耗品費 211

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 商工労政課

既存

事項 商工事務経費
会計 一般会計 商工費 商工費 商工総務費

小事業 1010 商工事務経費

事業概要

　課の旅費、消耗品費等

筆耕翻訳料 17

国庫支出金

県支出金

事業費計
253

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　関係機関と連絡調整を行い、商工行政に関する事務処理を行っている。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

207 256 253
事業費 地方債

256
一般財源

207 256 253 253

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

207 256 253
事業費 地方債

―　905　―



区分 （単位：千円）

01 款 40 項 10 目 15

前年度予算

事業支援アドバイザー報償費（1人×5回） 540

商業振興施設敷地賃借料 6,000

商業振興施設電気工作物保安管理業務手数料 320

旅費 100

消耗品 45

郵便料 5

修繕料 0

7,010

40 消耗品費 40

100 旅費 100

320 手数料 320

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　商工業振興にかかる事業全般を支援することで、中心市街地の活性化を
図る。 150 報償費 150

6,000 使用料及び賃借料 6,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 商工労政課

既存

事項 商工振興事務
会計 一般会計 商工費 商工費 商工振興費

小事業 1010 商工振興事務経費

これまでの取組内容

事業概要 5 通信運搬費 5
  商業振興施設を所管するにあたり必要な事務経費や、事業を行うにあた
り必要なアドバイスを専門家から受けるために必要な経費 150 修繕料 150

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　商業振興施設きらっ都・奈良を、中心市街地の内発的な活性化を図るた
めの核施設として位置付け、起業家の育成を図っている。また中心市街地
における取組みには、事業支援アドバイザーのアドバイスを参考にしてい
る。

事業費計
6,765

7,217 7,010 6,765
事業費 地方債

 土地建物貸付収入 7,010

0

7,217 7,010 6,765
事業費 地方債

一般財源
278 0 0 0

その他
6,939 7,010 6,765 6,765

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 40 項 10 目 15

前年度予算

中小企業振興補助金 33,536
中小企業振興補助金(中小企業人材育成補助金)
奈良商工会議所事業補助金
奈良商工会議所青年部事業補助金
奈良市商店街振興会事業補助金
月ヶ瀬商工会事業補助金
都祁商工会事業補助金
奈良市中心市街地活性化協議会事業補助金
奈良市中心市街地活性化研究会事業補助金
商店街ごみ容器購入費補助金
観光物産製造卸組合事業補助金

商店街ごみ容器統一ステッカー印刷 64

事務用消耗品 94

郵便料 12

33,706

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 商工労政課

既存

事項 中小企業振興対策経費
会計 一般会計 商工費 商工費 商工振興費

小事業 1020 中小企業振興対策経費

100
事業概要 350

7,080
2,500

2,600
3,500

2,000
3,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　中小企業振興のために必要な事業に対して補助金を交付することによ
り、本市の産業振興の活性化を図る。 1,945 負担金補助及び交付金 29,125

50
6,000

事業費計
29,247

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　奈良市の商工関係団体に補助金を交付することにより、奈良市の経済発
展を図ってきた。

通信運搬費 12

　商店街等のにぎわい振興事業及び中小企業の人材育成事業、また奈良商
工会議所、月ヶ瀬商工会、都祁商工会、奈良市商店街振興会、観光物産製
造卸組合の産業振興に寄与する事業及び商店街ごみ容器購入費に対し補助
金を交付する。また、中心市街地活性化協議会に対し補助金を交付する。

30 印刷製本費 30

80 消耗品費 80

12

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

37,604 33,706 29,247
事業費 地方債

33,706

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

37,604 33,706 29,247
事業費 地方債

一般財源
37,604 33,706 29,247 29,247
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区分 （単位：千円）

01 款 40 項 10 目 15

前年度予算

未来のまち創造事業「まほろばざーる」開催補助金
 

　

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　一般財団法人奈良青年会議所が実施する「未来のまち創造事業「まほろ
ばざーる」」開催に要する費用に対し、商店街等の活性化が見込まれるこ
とから補助金を交付する。

1,000 負担金補助及び交付金 1,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 商工労政課

新規等

事項 「未来のまち創造事業「まほろばざーる」」開催補助金
会計 一般会計 商工費 商工費 商工振興費

小事業 1020 中小企業振興対策経費

事業概要

　まほろばざーる2015実施予定

　　日時：平成27年6月28日（日）
　　場所：なら100年会館、JR奈良駅東側広場及び周辺地域
　　内容：リニア関連講演、未来の乗り物紹介、奈良の宝探し等

国庫支出金

県支出金

事業費計
1,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,000
事業費 地方債

一般財源
1,000 1,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 40 項 10 目 15

前年度予算

まちなか市場開催委託 549

ポスター・チラシ等制作委託

チラシ配布委託

物品等借上（会場テント等） 2,097

ゴミ処理手数料 162

クリーニング代

行事用消耗品 177

600

15

3,600

50 手数料 60

630 使用料及び賃借料 630

85

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　郊外の大型店への消費の流出を防ぎ、商店街をはじめとする「まちなか
経済」の振興を図るため、街の商い繁盛プロジェクト事業を実施する。 1,900 委託料 2,185

200

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 商工労政課

既存

事項 街の商い繁盛プロジェクト事業
会計 一般会計 商工費 商工費 商工振興費

小事業 1025 街の商い繁盛プロジェクト事業経費

これまでの取組内容

　商店街への誘客を図るとともに、商業者の自己PRの場を設けるため、
「奈良まちなか市場」を開催する。
　また、「商店街の逸品市」と題して、①商店街を知ってもらうための
きっかけづくり、②商店街の魅力ある店舗・商品を紹介し、今後、商店街
へ足を運んでもらうなど、商店街カラーを前面に打ち出したイベントを開
催する。

125 消耗品費 125

事業概要 10

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

3,000

財源内訳 財 源 の 内 容

　「スイーツマルシェ」、「ハンドメイドマルシェ」、「Sake×Sweets」
など、誘客効果のあるテーマで開催。中心市街地への誘客、商店街の売上
にも貢献している。

 　H22年度　3回開催　27,300人入場
 　H23年度　5回開催　18,397人入場
 　H24年度　5回開催　16,658人入場
 　H25年度　4回開催　11,706人入場
 　H26年度　3回開催　18,939人入場

印刷製本費

通信運搬費

事業費計

2,618 3,600 3,000
事業費 地方債

3,600

2,618 3,600 3,000
事業費 地方債

一般財源
2,618 3,600 3,000 3,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 40 項 10 目 15

前年度予算

起業家支援事業委託 15,000

◇潜在的起業希望者発掘事業

◇起業希望者支援事業

◇起業家育成事業

15,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 商工労政課

既存

事項 コミュニティビジネス支援事業
会計 一般会計 商工費 商工費 商工振興費

小事業 1030 コミュニティビジネス支援事業経費

事業概要

2,800

7,300

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良の地域特性を活かしたビジネスの創業支援、特に若者による新規創
業をメインに広く支援し、新たな雇用を創出することにより、内発的な地
域の活性化を図ることを目的としている。
　平成24年度からこれまで、起業家発掘として、ビジネスカフェ・イン
ターンシップ・ビジネスプランコンテストを実施し、起業場所の提供と起
業家育成としてインキュベーション施設を整備する等、起業風土の醸成に
取組んできた。今後も内発的な中心市街地の活性化に取組みたい。

13,500 委託料 13,500

3,400

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

【平成26年度】（平成27年１月末日時点）
　ビジネスカフェ（4回開催／参加者・計105人）
　好きなまちで仕事を創るin奈良（9人）
　無料経営相談会（3回開催）
　入居者無料経営相談会（9回開催）
【平成25年度】
　ビジネスカフェ（7回開催／参加者・計186人）
　インターンシップ（受入れ事業所・6事業所／参加学生・11人）
　好きなまちで仕事を創るin奈良（14人）
　無料経営相談会（16回開催）
　

事業費計
13,500

これまでの取組内容

　これまで、起業家の発掘や起業家の育成等、起業風土の醸成に取組み、
一定の成果をあげることが出来たと考えている。今後はこれまでの取組み
をステップアップさせながら、計画的で堅実な起業へと促す取組みを本格
化させたい。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

15,000 15,000 13,500
事業費 地方債

15,000
一般財源

15,000 15,000 13,500 13,500

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

15,000 15,000 13,500
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 40 項 10 目 15

前年度予算

協議会運営会議出張旅費（福岡日帰り、2人×4回） 607
マッチングイベント出張旅費（東京1泊2日、3人）
経済同友会との連携出張旅費（佐賀県ほか）

講師謝礼 100

講演会場施設及び設備使用料 300

ちらし印刷 200

協議会負担金 500

郵便料 10

消耗品 22

61

1,800

100 報償費 100

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　起業や既存の企業の新たな事業展開といったスタートアップは、日本経
済の成長を実現し、大きな雇用創出効果をもたらすとともに、製品やサー
ビス、暮らしの中に、新たな価値観を創出し、日本の成長にとって欠くこ
とができないものである。そこで、スタートアップ推進に共感した自治体
が連携し、各自治体が実施・検討中の事業のうち、共同で実施することで
スケールメリットを得られる事業を経済同友会などの経済団体と連携しな
がら実施するなど、ときには競い合い、ときには協力していくことで、各
自治体でのスタートアップ企業を増やし、地域経済の活性化を目指す。ま
た、これらの取組みを先進的な事例として発表しながら、全国のロールモ
デルとして日本を変えていくことを目指す。

298 旅費 544
138
108

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 商工労政課

既存

事項 スタートアップ都市推進協議会
会計 一般会計 商工費 商工費 商工振興費

小事業 1030 コミュニティビジネス支援事業経費

　広島県・三重県・千葉市・横須賀市・浜松市・福岡市（事務局）・奈良
市でスタートアップ都市推進協議会を組織し、参加自治体の首長が年1～2
回意見交換を行う。事務レベルの会合も年4～5回行い、その中で施策を検
討実施する。

10 通信運搬費 10

20 消耗品費 20

事業概要 500 負担金補助及び交付金 500

200 印刷製本費 200

300 使用料及び賃借料 300

国庫支出金

県支出金

事業費計
1,674

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成25年12月　スタートアップ都市推進協議会設立
　平成26年 4月　キャリア教育講演会開催（中学生105人）
　平成26年12月　シンポジウム及びマッチング交流会「ジャパン・
　　　　　　　　スタートアップ・セレクション」開催（約300人）

委託料

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,800 1,674
事業費 地方債

1,800
一般財源

1,800 1,674 1,674

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,800 1,674
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 40 項 10 目 15

前年度予算

物品借上料（会場テント等） 367

チラシ印刷 148

ゴミ処理手数料 63

クリーニング代

協力者謝礼（1人） 100

出展者謝礼（郡山市物産展、小浜市産業フェア）

旅費（郡山市物産展、小浜市産業フェア） 289

出品物運送代（郡山市物産展、小浜市物産フェア） 207

行事用消耗品等 41

1,215

13

48 手数料 61

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市民への、友好・姉妹都市、連携都市の物産の紹介及び各都市との友好
親善関係の増進を図る。 411 使用料及び賃借料 411

148 印刷製本費 148

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 商工労政課

既存

事項 友好・姉妹都市、連携都市物産展開催経費
会計 一般会計 商工費 商工費 商工振興費

小事業 1530 友好・姉妹都市物産展経費

40

　姉妹都市（福島県郡山市・福井県小浜市）、友好都市（福岡県太宰府
市・大分県宇佐市・宮城県多賀城市）、連携都市（佐賀県武雄市・福井県
敦賀市）の物産展示販売並びに各市紹介コーナー等の物産展を行うことに
より、消費者の利益を図るとともに、各都市との友好親善関係に寄与す
る。
　また、姉妹都市の郡山市が実施する「郡山の農業と観光物産展」及び小
浜市が実施する「OBAMA食のまつり」に参加し、奈良市の特産品の販売及
び観光紹介を行うことにより、販路の拡大や観光客の誘致を行う。

289 旅費 289

201 通信運搬費 201

40 消耗品費

事業概要 80

20 報償費 100

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

○友好・姉妹・連携都市物産フェア
　　実績　Ｈ23入場者数4,378人、総売上高4,176千円
　　　　　Ｈ24入場者数8,200人、総売上高8,100千円
　　　　　Ｈ25入場者数4,000人、総売上高3,461千円
○郡山の農業と観光物産展
　　主な販売品目（奈良漬、菓子類、筆、墨、包丁など）
　　実績　Ｈ25入場者数15,806人、奈良市売上高428千円
　　　　　Ｈ26入場者数15,862人、奈良市売上高458千円
○OBAMA食のまつり
　　主な販売品目（奈良漬、菓子類など）
　　実績　Ｈ25入場者数55,000人、奈良市売上高266千円
　　　　　Ｈ26入場者数62,000人、奈良市売上高311千円

事業費計
1,250

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,054 1,215 1,250
事業費 地方債

1,215
一般財源

1,054 1,215 1,250 1,250

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,054 1,215 1,250
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 40 項 10 目 20

前年度予算

奈良県工芸協会事業補助金 230

伝統的工芸品産業振興協会負担金

事務用消耗品 9

パンフレット資料等発送用 2

241

9 消耗品費 9

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良伝統工芸品の販路拡張、紹介宣伝、保護育成を図る。
180 負担金補助及び交付金 230

50

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 商工労政課

既存

事項 伝統産業振興経費
会計 一般会計 商工費 商工費 伝統産業振興費

小事業 1010 伝統産業振興経費

事業概要

　奈良伝統産業の振興を図るための事務経費

2 通信運搬費 2

国庫支出金

県支出金

事業費計
241

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

235 241 241
事業費 地方債

241
一般財源

235 241 241 241

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

235 241 241
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 40 項 10 目 20

前年度予算

なら工藝館指定管理料 42,200
人件費
管理費
事業費

車両維持費(小型貨物車）

賠償責任保険 18

車検代等 78

重量税 8

42,304

1,981

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　平成12年に開館したなら工藝館は、奈良の伝統工芸を受け継ぎ発展させ
るための施設である。
　観光客の多いならまちの一角において、工芸品の展示を行うとともに、
工芸の制作体験や工芸教室を開き、より多くの人に奈良の伝統工芸品に触
れる機会を提供する。
　また、伝統工芸の後継者育成に取り組むとともに、奈良の伝統工芸作家
を中心として行う工芸フェスティバルを通じ、工芸家同士の交流や、工芸
作家と使い手との交流を図り、伝統工芸の活性化を目指す。

44,400 委託料 44,400
30,861
11,558

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 商工労政課

既存

事項 なら工藝館運営管理経費
会計 一般会計 商工費 商工費 伝統産業振興費

小事業 1025 なら工藝館運営管理経費

　施設の運営管理については、平成18年度より指定管理者制度を導入して
おり、平成25年度からは公募で選定された奈良市総合財団が運営を行って
いる。

8 公課費 8

事業概要 125 修繕料 125

18 保険料 18

国庫支出金

県支出金

事業費計
44,551

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

 【実績】　　　　　　　（Ｈ23）　　　（Ｈ24）　　　（Ｈ25）
　　入館者数　　　　　　46,516人　　　47,571人　　　43,252人
　　使用料収入　 　　　417,300円　　 452,250円　　 426,600円
　（個展展示コーナー）

 主な実施事業
　○工芸フェスティバル　 5,533人   　　3,165人　 　　3,114人
　○工芸教室　　　　　　 　158人　   　　138人　 　　　142人
　○後継者育成研修事業　 　　9日　　   　　5日　 　　　　2日

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

35,032 42,304 44,551
事業費 地方債

 なら工藝館施設使用料 600　備品使用料 60 660

41,644
一般財源

34,605 41,644 43,891 43,891

その他
427 660 660 660

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

35,032 42,304 44,551
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 40 項 10 目 20

前年度予算

奈良伝統工芸の人づくり奨励金（第3期） 4,320
研修者（3人）
工房主（3人）

4,320

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　平成18年度から奈良伝統工芸の後継者を育成・支援し、その技術・技法
を後世に伝承することを目的に実施している。 4,320 負担金補助及び交付金 4,320

3,600
720

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 商工労政課

既存

事項 奈良工芸後継者育成経費
会計 一般会計 商工費 商工費 伝統産業振興費

小事業 1030 奈良工芸後継者育成経費

これまでの取組内容

　○1カ月20日以上の研修を受ける。
　（工房主による指導、なら工藝館での技術的な自己研修、なら工藝館
　　での各種工芸教室への参加）
　○研修期間は3年間
　○研修人員は3名
　○3ヶ月ごとに研修の成果を工房主に提示する。
　○年1回以上各種展覧会に出品し、入選を目指し作品の制作に励む。
　○研修終了後において、なら工藝館の事業に協力する。
　○育成科目 　奈良一刀彫、赤膚焼、奈良漆器

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　過去の実績

　第1期生（平成18年10月～平成21年9月）一刀彫1人、赤膚焼1人
　第2期生（平成21年10月～平成24年9月）一刀彫1人、赤膚焼1人、
　　奈良漆器1人
　第3期生（平成24年10月～平成27年9月）一刀彫1人、奈良漆器2人

　補助金
　　研修者　月額10万円（材料費含む）　…生活費として
　　工房主　月額2万円　　　 　　　　　…指導料として

事業費計
4,320

4,320 4,320 4,320
事業費 地方債

4,320

4,320 4,320 4,320
事業費 地方債

一般財源
4,320 4,320 4,320 4,320

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 40 項 10 目 25

前年度予算

中小企業資金融資預託金 1,300,000

中小企業融資保証料負担金 36,000

中小企業融資に伴う損失補償金 8,000

事務用消耗品 37

事務連絡用 27

1,344,064

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 商工労政課

既存

事項 中小企業資金融資経費
会計 一般会計 商工費 商工費 金融対策費

小事業 1010 中小企業資金融資経費

事業概要

30 通信運搬費 30

30 消耗品費 30

8,000 補償補填及び賠償金 8,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　事業に必要な資金の融資の斡旋を行い、中小企業者の健全なる発展を促
す。 1,300,000 貸付金 1,300,000

32,000 負担金補助及び交付金 32,000

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　Ｈ23融資利用実績　1,947,200千円（413件）
　Ｈ24融資利用実績　1,825,590千円（397件）
　Ｈ25融資利用実績　2,008,450千円（429件）

事業費計
1,340,060

これまでの取組内容

　厳しい業況が続く中小企業者に対して、奈良市が保証協会の保証付き
(保証料の7割は奈良市負担)で、金融機関が低利で融資する中小企業資金
融資制度を運営することにより、中小企業者の負担が少ない資金調達を促
す。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,247,809 1,344,064 1,340,060
事業費 地方債

 中小企業資金融資預託金戻入金 1,300,000　損失補償戻入金 8,000 1,308,000

36,064
一般財源

32,887 36,064 32,060 32,060

その他
1,214,922 1,308,000 1,308,000 1,308,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,247,809 1,344,064 1,340,060
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 40 項 10 目 30

前年度予算

消費生活相談員賃金（5人） 11,910
賃金
交通費

社会保険料等（社会保険料、児童手当拠出金） 1,366

消費生活相談助言委託（36回） 778

国民生活センター研修旅費（15回） 737
連絡旅費等 19

消費生活相談員研修受講料（15回） 33 26

事務用消耗品 102

14,919

 消費者行政活性化交付金 8,496

778 委託料 778

1,440 社会保険料 1,426

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　生活様式の多様化、経済社会のメカニズムが複雑化するなかで、市民の
消費生活についての苦情並びに生活の相談を受付け処理することにより、
正しい市民の消費生活の指導と健全な市民の消費生活の保護を図る。

賃金 10,318
9,418
900

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 商工労政課

既存

事項 消費生活相談経費
会計 一般会計 商工費 商工費 消費生活対策費

小事業 1010 消費生活相談経費

これまでの取組内容

事業概要

【消費相談窓口】
　消費生活についての苦情や相談を受け処理する。
　○窓口開設時間　月～金　9時～16時
　○相談員5人（窓口配置相談員2～3人）
【研修への参加】
　消費生活相談を適切かつ迅速に解決するために必要な専門知識及び相
　談処理技法の習得・向上のため各種研修に参加する。
【消費生活相談助言業務委託】
　相談員が市民から受けた相談で、高度で専門的な相談について弁護士
　に助言・指導を行ってもらう（月3回）。

負担金補助及び交付金 47

101 消耗品費 101

909 旅費 928

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 7,175

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

【相談実績】
　平成23年度　1,668件
　平成24年度　1,747件
　平成25年度　2,104件

【相談員から弁護士への助言実績】
　平成25年度　262件
　平成26年度　141件（9月末現在）

事業費計
13,598

12,510 14,919 13,598
事業費 地方債

6,423

その他
6,133 8,496 7,175

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

12,510 14,919 13,598
事業費 地方債

一般財源
6,377 6,423 6,423 6,423
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区分 （単位：千円）

01 款 40 項 10 目 30

前年度予算

臨時職員賃金（1人） 1,032
賃金
交通費

社会保険料等（雇用保険） 9

出前講座講師謝礼（50回） 800

新聞、啓発パンフレット等 742

郵便料 51 42

消費者啓発事業委託 0

2,625

 消費者行政活性化交付金 2,313

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　近年、多様な商品やサービス、取引方法などが登場し、消費者トラブル
も多様化・複雑化している。こうした中で、消費者自身が合理的に判断し
消費トラブルを防いだり、また消費トラブルに対処したりできるよう、
「自立した消費者」の育成を目指す。

賃金 1,077
968
109

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 商工労政課

既存

事項 消費者啓発対策経費
会計 一般会計 商工費 商工費 消費生活対策費

小事業 1015 消費者啓発対策経費

事業概要 通信運搬費 51
　消費被害を未然に防止するため、啓発事業を強化する。各種団体の会合
等において、出前消費生活講座についての周知を行うとともに、啓発パン
フレットや啓発物品の配布等により情報提供を行うことで、協働して消費
者被害（特に高齢者の被害）の未然防止に努める。

1,602 委託料 1,602

742 消耗品費 706

500 報償費 500

10 社会保険料 10

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

【出前講座の実績】
　平成23年度　 7回　  300人
　平成24年度　16回　  540人
　平成25年度　72回　2,809人

　地域包括支援センター、民生児童委員、社会福祉協議会、自治連合会等
に対し、連絡会等に出向き情報提供と連携を依頼した。増加傾向にある高
齢者の消費者被害を防止するためにも、見守る側への消費者問題への啓発
をするため出前講座を充実させる。

事業費計
3,946

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 3,634

4,475 2,625 3,946
事業費 地方債

 奈良県金融広報委員会市町村活動事業費助成金 170

142
一般財源

139 142 142 142

その他
4,336 2,483 3,804 170

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

4,475 2,625 3,946
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 40 項 10 目 30

前年度予算

市外旅費 33 41
新任職員研修旅費

定期検査合格シール等 96 27

定期検査案内通知用はがき 11 10

全国特定市計量行政協議会運営負担金 18 48
計量協会負担金

事務用消耗品、書籍等 47 47

173

負担金補助及び交付金 48

96

通信運搬費 11

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　計量法第19条に規定する特定計量器の定期検査を実施する。取引や証明
に使用されている「はかり」は2年に1度の定期検査を受けることが義務付
けられている。

旅費 134
101

印刷製本費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 商工労政課

既存

事項 計量検査事務経費
会計 一般会計 商工費 商工費 消費生活対策費

小事業 1030 計量検査事務経費

事業概要 消耗品費 47
　定期検査の実施（奇数年は旧奈良市、偶数年は旧月ヶ瀬・都祁地域で実
施）持ち運びが可能な物については集合検査、持ち運び不可能な物につい
ては所在地検査を実施する。
 また、検査技術の習得を目的に職員研修に参加する。

30

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
336

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

【検査実績】
　平成24年度　253台（旧月ヶ瀬・都祁地域）
　平成25年度　690台（旧奈良市）
　平成26年度　241台（旧月ヶ瀬・都祁地域）

199 173 336
事業費 地方債

 特定計量器定期検査手数料 173

0

199 173 336
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
199 173 336 336

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 15

前年度予算

大和高原農用地利用増進協議会負担金 6,829
奈良県土地改良事業団体連合会負担金　
北部地域農業推進協議会負担金　
大和平野土地改良区負担金
布目湖釣り大会負担金　
奈良市営農連絡協議会負担金　
奈良県農業農村整備事業推進協議会負担金
奈良県畜産会負担金　
奈良県地域農政推進対策連絡協議会負担金　
奈良県農村振興技術連盟負担金　
奈良県国際農業者交流協会負担金　
奈良県都市農林連絡協議会負担金　
農林業関係研修会出席負担金
全国山村振興連盟負担金
ダム・発電関係市町村全国協議会負担金　

消耗品 241

市外旅費 39

賞状筆耕料　 7

会議用賄　　 3

道路賠償責任保険　 10

7,129

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農林課

既存

事項 農業事務経費
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 農業総務費

小事業 1010 農業事務経費

55
20

85
10

125
100

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　農政の指針を図るための各種協議会団体の負担金及び研修経費と農業事
務維持のための経費 3,717 負担金補助及び交付金 6,756

2,270
270

39 旅費 39

241 消耗品費 241

　各種協議会団体の負担金及び研修経費と農業事務維持の経費 10
10
35
4

25
事業概要 20

7,056

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　農政事務の円滑な運営のため支援や事務を行ってきた。 10 保険料 10

事業費計

3 食糧費 3
これまでの取組内容

7 筆耕翻訳料 7

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

6,830 7,129 7,056
事業費 地方債

7,129
一般財源

6,830 7,129 7,056 7,056

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

6,830 7,129 7,056
事業費 地方債

―　920　―



区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 20

前年度予算

奈良市4Hクラブ育成補助金 250

250

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市内の青年農業者に対し、農業研究や先進地視察を通じ、次世代の
農業を担う後継者の育成を図る。 250 負担金補助及び交付金 250

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農林課

既存

事項 農業後継者の育成補助金
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 農業振興費

小事業 1010 農業後継者育成経費

事業概要

　農業後継者の育成を図るため、奈良市4Hクラブに対し育成補助金を交付
する。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
250

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　奈良市4Hクラブ員が協力し、プロジェクト事業、県外研修等の活動を通
じ特色ある農業を実践し、後継者の育成に努めている。

250 250 250
事業費 地方債

250

250 250 250
事業費 地方債

一般財源
250 250 250 250

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 20

前年度予算

　

茶業振興会運営補助金　　　　　　　　　　　　　　　 3,320
ＪＡならけん奈良地区農業生産部会育成補助金　　
奈良市農業研究会連合会育成補助金　　　　　　　　
やまと北部農業共済組合事業補助金　　　　　　　
奈良茶生産青年協議会育成補助金　　　　　　　　　　
月ヶ瀬茶生産青年協議会育成補助金　　　　　　　　　

消耗品　　　　　　 55

3,375

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農林課

既存

事項 営農指導推進補助金
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 農業振興費

小事業 1015 営農指導推進経費

事業概要

55 消耗品費 55

50
70

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　農業者が持続して農業を営める環境を整備するため、農業共済事業や営
農指導を行う団体について補助を行う。 400 負担金補助及び交付金 3,320

300
300

2,200

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　・各種農業振興団体が行う研修会・品評会・経営安定化事業等の実施
　　による農産物の生産拡大や流通体制の確立
　・農業災害補償法に基づく各種共済事業の実施による農産物の生産
　　拡大や流通体制の確立
　・農業災害補償法に基づく各種共済事業の実施による安定的な農業
　　経営に向けた支援

事業費計
3,375

これまでの取組内容

　月ヶ瀬茶業振興会、ＪＡならけん奈良地区農業生産部会、奈良市農業研
究会連合会、やまと北部農業共済組合、奈良茶生産青年協議会、月ヶ瀬茶
生産青年協議会に対し育成・事業補助金を交付する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

3,471 3,375 3,375
事業費 地方債

3,375
一般財源

3,471 3,375 3,375 3,375

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,471 3,375 3,375
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 20

前年度予算

ミニ直売所 1,000

ミニ直売所設置補助金（継続6カ所、新規3カ所)

　　　　　　　　　　　　　　　　
彩マーケット・旬菜メルカート開催経費

740
　イベント企画等開催委託

30
　消耗品

46
　事務連絡用郵送料

0

　旬菜メルカート可動型軒庇保守点検
30

　施設賠償責任保険料

1,846

委託料 850
850

1,150

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　広く市民の皆さまに奈良市産の安心・安全な野菜や加工品を知っていた
だき、地元産の食材を地元で消費する地産地消を推進するとともに、都市
住民と農村住民のふれあい交流を促進する。

900 負担金補助及び交付金 900

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農林課

既存

事項 市民ふれあい交流事業
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 農業振興費

小事業 1035 市民ふれあい交流事業経費

70
70

事業概要 通信運搬費 27
　各地域住民が生産者団体などと連携して直売所を開催し、奈良市産の安
心・安全な野菜や加工品を販売PRすることで都市住民と農村住民のふれあ
い交流を行う事業に対して補助金を交付する。
　また、市庁舎前広場において、市主催の「彩マーケット」を開催し、生
産者と消費者の交流を図る。
　平成25年度にスタートした観光センター東側「旬菜メルカート」におい
ても、生産者自ら奈良市産農林畜産物の販売PRを行い、ふれあい交流を図
る。

27
手数料 49

49
保険料

消耗品費 154
154

国庫支出金

県支出金

事業費計
2,050

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　ミニ直売所は、6地区で開催し地産地消の推進や住民間交流の促進に効
果を上げている。
　彩マーケットは平成26年度2,000名を超える集客で出店希望団体も年々
増え、市内農畜産物をPRする絶好の場として定着しつつあり、平成27年度
も継続して実施する。
　平成25年度から開始した旬菜メルカートについても毎週末休まず開催す
ることで固定客がつき、定着しつつある。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,205 1,846 2,050
事業費 地方債

1,846
一般財源

1,205 1,846 2,050 2,050

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,205 1,846 2,050
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 20

前年度予算

ふれあい交流ファーム体験事業委託 1,000
耕作指導・施設および圃場管理費

アクティブシニア農業体験事業委託
農業体験等講座開催

1,000

事業概要

400

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　都市住民が農村地域で農業従事者の耕作指導を受けながら、農作物を育
てる実体験ができる農園の貸出しを行うことにより、都市と農村のふれあ
い交流を図る。農園の管理等を営農組合に委託し、地元と利用者との交流
を図ることに加え、「農」と「食」に対する関心を高めるとともに、自然
環境の中で安らぎや心の豊かさを体感できる場を提供する。
　アクティブシニア農業体験事業は、定年退職者などシニアをメインター
ゲットに、東部地域において簡単な野菜作りや地域の自然・歴史・風習・
食・技などに触れ、地域間の交流や世代間の交流を通して、田舎の暮らし
を知り、農業等を体験することにより、生きがいを感じ就農へのきっかけ
づくりになることを目的とする。

600 委託料 1,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農林課

既存

事項 交流体験事業
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 農業振興費

小事業 1040 交流体験事業経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　ふれあい交流ファームは、地域営農組織協力のもと野菜栽培講習会や地
元イベントへの呼びかけなど地元との交流を図った。交流ファーム全ての
区画が契約済となり、利用者のサポートを行っている。
　平成26年度より実施しているアクティブシニア農業体験事業では、参加
者にアンケートを実施し、参加者の意向を聞きながら希望する講座の実施
に向けて取り組んだ。

事業費計
1,000

これまでの取組内容

　農業者及び営農組織の交流と農業に対する関心を高めていただく事業と
して、ふれあい交流ファーム（市民農園）を継続して行う。また、開設地
域のイベントと連携して収穫祭を行う。
　アクティブシニア農業体験事業は、東部地域の公民館（田原・柳生・興
東・月ヶ瀬・都祁）が連携し、地元農家などの協力を得て、野菜作りをは
じめとした農業体験や田舎の暮らしを体験する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

800 1,000 1,000
事業費 地方債

 ふれあい交流ファーム利用料 120

880
一般財源

782 880 892 892

その他
18 120 108 108

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

800 1,000 1,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 20

前年度予算

臨時職員賃金・交通費（都祁）（1人、20日） 133

事務用消耗品 108

パソコン修繕料 30

事務機器借上料 714

985

 数量調整円滑化推進事業費補助金 985

557 使用料及び賃借料 557

30 修繕費 30

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　水田農業構造改革対策の確実かつ的確な実施と地域の実態に即応した効
率的な指導推進を図るための事務費 134 賃金 134

165 消耗品費 165

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農林課

既存

事項 数量調整円滑化推進事務経費
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 農業振興費

小事業 2015 水田農業構造改革対策推進事務経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　県からの10/10事業であり、米の生産調整の適正な配分計画による推進
事務を継続して実施した。

事業費計
886

これまでの取組内容

事業概要

　農業者別生産数量目標の配分ルールの設定、生産調整方針の運用に関す
る助言指導、水稲生産実施計画書の作成、米の生産調整実施者の確認事務
を行う。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 886

985 985 886
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 0 0

その他
985 985 886

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

985 985 886
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 20

前年度予算

環境保全型農業直接支払交付金 1,000
取組面積 1,250a
交付単価 8,000円／10a

1,000

 環境保全型農業直接支払交付金 500

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　地球温暖化防止及び生物多様性保全を目的に化学肥料や農薬の低減取組
みを行う農業者に対し、国1/2、県1/4、市1/4の事業スキームにより交付
金を交付する。

1,000 負担金補助及び交付金 1,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農林課

既存

事項 環境保全型農業直接支払交付金
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 農業振興費

小事業 2015 水田農業構造改革対策推進事務経費

事業概要

　販売目的として生産を行う農業団体が化学肥料・化学合成農薬の５割低
減の取組とセットで行う、カバークロップの作付け、リビングマルチ、早
生栽培の実施、有機農業の取組等に対して、交付金を交付する。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 750

国庫支出金

県支出金

事業費計
1,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　環境に配慮した農業を推進するため、制度の啓発を行い、交付対象農地
面積の増加に努めた。

624 1,000 1,000
事業費 地方債

500

624 1,000 1,000
事業費 地方債

一般財源
312 500 250 250

その他
312 500 750

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 20

前年度予算

臨時職員賃金（事務） 2,202
臨時職員交通費

事務用消耗品 717
地域農業再生支援システム

営農計画書 981
現地確認用紙

郵便料 1,600

事務機器借上料 0

3,000

8,500

 経営所得安定対策推進事業費補助金 8,500

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農林課

既存

事項 経営所得安定対策推進事務経費
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 農業振興費

小事業 2015 水田農業構造改革対策推進事務経費

363 印刷製本費 981
618

200
549 消耗品費 749

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　主要農産物を生産・販売している農業者の経営を安定させるため、国の
経営所得安定対策に係る事務を推進する経費 2,232 賃金 2,477

245

これまでの取組内容

事業概要

　経営所得安定対策の普及推進活動、申請書類等の配布・回収・整理取り
まとめ、受付並びに申請手続き支援対象作物の作付面積等の確認事務、農
業者情報のシステム入力及び集計事務、産地資金の要件設定、確認事務、
農業者の水田情報等の収集及び整理事務を行う。

393 使用料及び賃借領 393

1,600 通信運搬費 1,600

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 6,200

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

県支出金

　国からの10/10事業であり、経営所得安定対策の推進事務を継続して実
施する。

報償費

事業費計
6,200

事業費 地方債
2,802 8,500 6,200

0

その他
2,802 8,500 6,200

一般財源 一般財源
0 0 0

財
源
内
訳

特定財源

事業費 地方債
2,802 8,500 6,200

0
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 20

前年度予算

奈良市水田農業構造改革対策推進補助金 1,000

1,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　地域の実態に即した水田農業構造改革対策事業を効率的に推進するため
に事業実施者に補助金を交付する。 1,000 負担金補助及び交付金 1,000

農林費 農業振興費

小事業 2020 水田農業構造改革対策推進助成経費
事項 水田農業構造改革対策推進助成経費

会計 一般会計 農林水産業費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農林課

既存

事業概要

　生産調整方針の作成、農家への指導調整及び水稲生産実施計画書の配
布・回収事務を行う。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
1,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　水田事務の確実な実施と地域に即応した事業の推進のため継続して事業
を行う。

1,000 1,000 1,000
事業費 地方債

1,000

1,000 1,000 1,000
事業費 地方債

一般財源
1,000 1,000 1,000 1,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 20

前年度予算

苺生産振興事業補助金　　　　　　　　　　　 1,120

特産物産地化作物試験栽培事業補助金　

梅の郷づくり補助金　　　　　　　　　　　　　　　

　

1,120

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農林課

既存

事項 特産団地育成経費
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 農業振興費

小事業 2515 特産団地育成経費

事業概要

120

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　特産団地の育成、確立を図り団地化を形成するため、いちご、野菜等特
産物の生産振興の助成を行う。 800 負担金補助及び交付金 1,120

200

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　・市の特産物である苺の生産性を高め、安定的発展のため助成を
　　行った。
　・試験栽培を行い、栽培方法を確立しながら団地育成を行った。
　・梅の苗木の植栽を行い里山景観の保全を行った。

事業費計
1,120

これまでの取組内容

　・いちごの健全優良な親苗（章姫、とよのか等）の計画的確保と増殖
　　を推進すると共に、親苗の更新によりいちご栽培の生産性を高め産
　　地の安定的発展を図る。
　・試験栽培事業を実施し、地域特産物の産地化を図る。
　・月ヶ瀬地区の「名勝月ヶ瀬梅林」を中心として、その周辺に梅の木
　　を植栽して里山景観の保全を図る。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,120 1,120 1,120
事業費 地方債

1,120
一般財源

1,120 1,120 1,120 1,120

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,120 1,120 1,120
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 20

前年度予算

市外旅費　　 240
・全国茶サミット（静岡県藤枝市）　 76
・全国お茶まつり（静岡県静岡市） 77

茶苗木補助金　　　　　　　　 656
全国茶サミット出席負担金　
全国茶サミット協議会負担金　

896

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　茶は奈良県農業産出額の約6％を占めるリーディング品目であり、その8
割が本市東部の高原の冷涼な気候を活かし生産されている。
　今後も茶の大産地として、全国茶サミット等の茶業振興行事に積極的に
参加し、他市町村との交流により活性化を図る。
　また、茶の継続的発展のため、茶樹の更新等を図り緑茶生産を推進する
農業者や団体に対し、茶苗木購入費用の一部を補助する。

153 旅費 153

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農林課

既存

事項 茶振興事務推進経費
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 農業振興費

小事業 2540 茶振興事業推進経費

事業概要

　全国茶サミット等の茶業振興行事に積極的に参加し、他市町村との交流
により活性化を図る。また、茶の継続的発展のため、茶樹の更新等を図り
緑茶生産を推進する農業者や団体に対し、茶苗木購入費用の一部を補助す
る。

20
10

600 負担金補助及び交付金 630

国庫支出金

県支出金

事業費計
783

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　「茶」の継続的発展のために、全国茶サミットへの参加、茶苗木購入補
助を行っている。今後も積極的に全国の茶のイベントに参加し、他市町村
との交流を図り茶業の発展を目指すと同時に、苗木購入の補助を行い茶業
の活性化を図る。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

700 896 783
事業費 地方債

896
一般財源

700 896 783 783

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

700 896 783
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 20

前年度予算

大和平野土地改良事業補助金 600

600

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　大和平野土地改良事業（吉野川分水事業）の円滑な推進と施設の管理を
図るため、受益者負担の一部助成を行う。 600 負担金補助及び交付金 600

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農林課

既存

事項 大和平野土地改良事業経費
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 農業振興費

小事業 3010 大和平野土地改良経費

事業概要

　夏期通水期間の導水事業により、受益者は大和平野土地改良区へ10aあ
たり5,200円の賦課金を支払う。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
600

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　吉野川分水事業における農業者の負担を軽減するため、一部助成をして
いる。

600 600 600
事業費 地方債

600

600 600 600
事業費 地方債

一般財源
600 600 600 600

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 20

前年度予算

有害鳥獣駆除事業補助金　 21,000

鹿害防止対策事業補助金 
鹿害防止組合
鹿害防止柵設置　

奈良市鹿害対策協議会負担金　

有害鳥獣防除施設等設置事業補助金

有害鳥獣捕獲駆除奨励補助金

森林植生保全事業補助金（メスジカの捕獲駆除）

小型有害鳥獣用捕獲器（アライグマ用） 81

21,081

 有害鳥獣駆除事業費補助金 840　森林植生保全事業補助金 130 970

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農林課

既存

事項 鳥獣対策経費
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 農業振興費

小事業 3510 鳥獣対策経費

事業概要 2,000

5,000

170

9,700

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　イノシシ・ニホンザル・シカ等の有害鳥獣による農産物等の被害防止を
図る。有害鳥獣による農作物被害は年々増加しており、鳥獣被害に対する
防除・駆除対策を行うことで、農業者が安心して営農活動を行うことを目
的とする。

4,700 負担金補助及び交付金 22,300

10,000
300

これまでの取組内容

81 消耗品費 81

　農産物に被害を与えるイノシシ、アライグマなどの有害鳥獣の駆除・防
除及び奈良公園近隣での農作物における鹿害防止対策に補助を行う。また
有害獣（アライグマ用）捕獲器の購入を行う。
　ニホンジカによる農林業被害の低減及び森林の荒廃等の防止を図るた
め、ニホンジカ（メス）の捕獲駆除に対し、特別捕獲強化期間１頭あたり
8,000円、通常期間１頭あたり5,000円の捕獲駆除補助金を交付する。

鳥獣被害防止対策事業交付金 300

130

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 970

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　有害鳥獣の被害は年々増加傾向にあり、市民からの要望も大きいため、
駆除・防除事業を継続して実施している。

事業費計
22,381

18,772 21,081 22,381
事業費 地方債

 鳥獣飼養許可手数料 13

20,098

その他
784 983 976 6

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

18,772 21,081 22,381
事業費 地方債

一般財源
17,988 20,098 21,405 21,405
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 20

前年度予算

鳥獣被害防止対策事業交付金（5地区）

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　近年、サルによる農業被害が深刻化している東部地域において、防護柵
の設置に対する支援を行う。 2,500 負担金補助及び交付金 2,500

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農林課

新規等

事項 鳥獣対策経費（サル被害対策支援）
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 農業振興費

小事業 3510 鳥獣対策経費

事業概要

　平成25年度にサル被害防止対策モデル事業として阪原町に設置した防護
柵について、効果や問題点等、一定の検証ができたことから、平成27年度
については新たに5箇所に防護柵の設置を進め、サルによる農作物被害の
防止を図る。

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成24年度にサル対策として追い払い銃を10丁購入した。平成25年度に
阪原町においてモデル事業を実施し、効果や問題点を整理した。

事業費計
2,500

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

500 2,500
事業費 地方債

一般財源
500 2,500 2,500

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

500 2,500
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 20

前年度予算

鶏疾病予防対策補助金 450

450

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　鳥インフルエンザ、ニューカッスル、サルモネラ等の鳥疾病を未然に防
止するため、奈良市養鶏組合が実施する疾病予防対策に対して補助金を交
付する。

450 負担金補助及び交付金 450

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農林課

既存

事項 畜産対策経費
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 農業振興費

小事業 4010 畜産対策経費

事業概要

　養鶏農家が行っている衛生管理に必要な薬剤や、感染経路を遮断するた
め野鳥等の進入防止資材に対して助成する。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
450

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　高原病性鳥インフルエンザは本市では未発生であるが、高原病性鳥イン
フルエンザが一度発生すると養鶏農家が被る被害は甚大であり、風評被害
による影響も含めると本市が被る経済的被害は計り知れない。鳥疾病に対
しては予防対策が重要であることから、今後も助成を継続する。

441 450 450
事業費 地方債

450

441 450 450
事業費 地方債

一般財源
441 450 450 450

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

―　934　―



区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 20

前年度予算

農業経営基盤強化資金等利子補給金　 815
農業農村活性化事業補助金　

市外旅費 10

事務用消耗品　 65

資料印刷費　 39

利用権設定資料送付用切手　 60
水利組合資料送付　

989

 農業経営基盤強化利子助成金 327

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農林課

既存

事項 農村地域整備開発促進経費
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 農業振興費

小事業 4510 農村地域整備開発促進経費

32 通信運搬費 60
事業概要 28

78 印刷製本費 78

60 消耗品費 60

10 旅費 10

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　地域の農業・農村を活性化するため、魅力とやりがいのある農業経営の
確立を目指し、農業経営体へ農地利用の集積を図るとともに農業経営基盤
強化資金借入者に利子補給を行う。

596 負担金補助及び交付金 756
160

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　農業経営基盤強化促進法に基づく農地の集積を図るため、利用権の設定
を行い、また、地域の農業の担い手となる認定農業者に対する相談業務の
実施と農業資金（スーパーL資金）借入者に対して金利負担を軽減するた
めに補助金の交付を行っている。

事業費計
964

これまでの取組内容

・農業経営基盤強化促進法に基づく利用権設定事務の円滑化を図るため
　計画書の作成や新規申出・更新手続きの事務処理を行う。
・農業経営の改善を図り、効率的かつ安定的な経営を目指す農業者を育
　成するため、農業経営基盤強化資金の融資をうけているものに対し、
　金利負担を軽減するため、支援を行う。
・農業振興地域の整備に関する法律に基づき、農業振興地域の編入・
　除外申出に対する事務処理を行い、適正な農用地指定の管理を行う。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 297

1,117 989 964
事業費 地方債

 証明手数料 2

660
一般財源

751 660 665 665

その他
366 329 299 2

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,117 989 964
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 20

前年度予算

事業補助金等 34,800

　新規就農者等給付金 　

　地域集積協力補助金

　経営体育成支援事業補助金

　農業経営の法人化等の支援　　

謝金（人・農地プラン検討委員） 60

事務用消耗品 78

人・農地プラン検討会賄 3

資料印刷費 44

切手代 15

35,000

 人・農地問題解決推進事業・新規就農者確保事業補助金 18,730
 経営体育成支援事業補助金 14,000 35,000

14,000

3,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　人と農地の問題解決のための未来設計図である「人・農地プラン」の作
成を進め、地域の中心となる経営体への農地の集積や機械・施設設備等を
支援するなど、これからの農業の問題解決にむけて取り組む。

32,600 負担金補助及び交付金 32,600

15,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農林課

既存

事項 人・農地問題解決推進経費
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 農業振興費

小事業 4515 人・農地問題解決推進経費

20 印刷製本費 20

2 食糧費 2

事業概要

・持続的な力強い土地利用型農業を目指すため、人・農地プランについ
　ての継続的な話合いと見直しを進め、地域の中心となる経営体への農
　地の集積が円滑にすすむようにする。
・集落営農の組織化・法人化への取り組みを支援する。
・青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため、青年就農給付金
　等で支援する。
・地域の中心経営体に等に対し農業用機械等の導入を支援する。

40 報償費 40

53 消耗品費 53

600

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　地域の農業・農地の問題解決のため「人・農地プラン」作成に向けた推
進と作成支援を行った。さらに検討会で意見を伺い、現在11地区のプラン
が決定している。未作成の地区に対しては引き続きプラン作成に向けた支
援を行う。
　「人・農地プラン」を作成された地域に対しては、地域の中心となる経
営体に農業用機械・施設等の導入に対し補助を行った。
　また、就農意欲の喚起と就農定着を図るため、新規就農者に対し青年就
農給付金及び営農状況等の聞き取りを行い経営指導等の支援を行った。

事業費計
32,730

これまでの取組内容

15 通信運搬費 15

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 32,730

22,519 35,000 32,730
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 0 0

その他
22,519 35,000 32,730

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

22,519 35,000 32,730
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 20

前年度予算

地産地消モデル事業補助金　　　　 200

100

300

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　地元産の米をはじめとする奈良市産農産物の普及を促進するため、学校
給食に地産米を活用することで、少年期からの食育教育を推進し、児童・
生徒が「食」を選択する力を習得するとともに、市農業への理解を深める
ことで市産農産物の継続的な消費の拡大を図る。

200 負担金補助及び交付金 200

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農林課

既存

事項 地産地消促進経費
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 農業振興費

小事業 4520 地産地消促進経費

事業概要

　都祁・月ヶ瀬地区の小中学校において、都祁産米を学校給食に使用する
ことから、集荷・保管・運搬・検査等のシステム整備が必要となるため、
都祁地区総代会内に設置された「総代会地産地消推進部会」が行う地域農
業の活性化を図る活動に対し、費用の一部を補助する。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
200

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　奈良市産農産物の地産地消を推進するため、平成24年度に「奈良市産地
産地消基本計画」を、平成25年度に「奈良市地産地消促進計画」を策定し
た。

消耗品費

300 200
事業費 地方債

300

300 200
事業費 地方債

一般財源
300 200 200

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 20

前年度予算

中山間地域等直接支払交付金　　 10,469

山村振興法指定地域　5地区
県知事の指定する地域　3地区

事務用消耗品 56

10,525

 中山間地域等直接支払交付金 7,111

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農林課

既存

事項 中山間地域等直接支払交付金事業
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 農業振興費

小事業 4525 中山間地域等直接支払経費

事業概要

56 消耗品費 56

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　農業の生産条件に対する不利を補正するための支援を行うことにより、
耕作放棄地の防止に努める。 12,106 負担金補助及び交付金 12,106

1,825
10,281

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　5カ年を1期とした取組を平成12年度から各活動組織で実施しており、平
成27年度より4期目の活動に対して支援を行う。条件不利地域（中山間地
域）ではあるが、交付金により活動を行い、取組集落においては健全な農
地が維持されている。

事業費計
12,162

これまでの取組内容

　対象地域：地域振興8法の指定地域・県知事の指定する地域
　対象農地：農振農用地内で、傾斜等が一定の基準を満たす農用地
　対象となる活動：
　①耕作放棄地発生防止の基礎的活動（放棄地の復旧、水路管理等）
　②より前向きな取り組み（担い手育成、生産条件の強化等）
　※①のみの活動の場合は単価8割を交付
　平成27年度より、要件を満たす超急傾斜地については追加加算がある。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 8,278

10,525 10,525 12,162
事業費 地方債

3,414
一般財源

3,414 3,414 3,884 3,884

その他
7,111 7,111 8,278

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

10,525 10,525 12,162
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 20

前年度予算

七条大池管理委託 335

肘塚南池管理業務委託

335

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　七条大池周辺の景観保全のため施行した修景緑化工事に伴う樹木の植生
管理を行う。水利組合のないため池（行政財産）の管理を行う。 200 委託料 470

270

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農林課

既存

事項 ため池管理経費
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 農業振興費

小事業 5010 ため池管理経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　草刈り等により良好な管理を行っている。

事業費計
470

これまでの取組内容

　・七条大池管理
　・肘塚南池管理

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

419 335 470
事業費 地方債

335
一般財源

419 335 470 470

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

419 335 470
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 20

前年度予算

国営造成施設管理体制整備促進事業補助金 20,105

大和高原北部地区基幹水利施設事務負担金

災害復旧事業負担金

大和高原基幹水利施設管理事業委託 4,853

国営造成施設管理体制整備促進事業委託（推進事業）

24,958

 国営造成施設管理体制整備促進事業費補助金 2,167

4,884 委託料 5,203

1,913

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　大和高原国営農用地開発事業完了に伴い、基幹施設・付属施設の管理を
行う。 3,086 負担金補助及び交付金 6,912

1,913

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農林課

既存

事項 大和高原国営農用地開発事業経費
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 農業振興費

小事業 6510 大和高原国営農用地開発事業経費

事業概要

　○国営造成管理体制整備促進事業
　大和高原北部地区国営造成施設の多面的機能の発揮及び環境や安全に
　配慮した維持管理を行う。

　○大和高原北部地区基幹水利施設管理事業
　国営造成施設のうち、農業生産基盤の中核をなす重要で公共性の高い
　上津ダム、上津揚水機場、1号･2号送水路、1号･2号吐水槽といった基
　幹水利施設について、関係市村と土地改良区が適正な管理をする。

319

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 1,702

国庫支出金

県支出金

事業費計
12,115

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　協定の負担割合に基づき、管理事業費の負担をしている。

　　奈良市の負担割合：事業費の63.76％

24,048 24,958 12,115
事業費 地方債

22,791

24,048 24,958 12,115
事業費 地方債

一般財源
22,250 22,791 10,413 10,413

その他
1,798 2,167 1,702

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 20

前年度予算

多面的機能支払交付金　 11,524
（国1/2、県1/4、市1/4）

印刷製本費 162

消耗品 123

市外旅費　 21

切手代　 17

委託料（図面作成費） 0

11,847

 多面的機能支払交付金 323

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農林課

新規等

事項 多面的機能支払交付金
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 農業振興費

小事業 7010 多面的機能支払交付金経費

5 旅費 5

66 消耗品費 66

11 印刷製本費 11

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を図るための地域の共同活
動に係る支援を行い、地域資源の適切な保全管理を推進する。 62,677 負担金補助及び交付金 62,677

これまでの取組内容

〈農地維持支払交付金〉　地域共同による農用地、水路、農道等の地域資
源の基礎的な保全活動と、地域資源の適切な保全管理のための推進活動へ
の支援（水路の草刈り、泥上げなど）

〈資源向上支払交付金（共同活動）〉　水路、農道等の施設の軽微な補
修、農村環境保全活動及び多面的機能の増進を図る活動への支援

〈資源向上支払交付金（施設の長寿命化）〉　老朽化が進む農地周りの水
路・農道等の施設の長寿命化のための補修・更新等の活動への支援地域共
同による農地・農業用水等の資源の基礎的な保全管理活動への支援

220 委託料 220

21 通信運搬費 21
事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 47,330

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成26年度まで農地・水保全管理支援事業として実施し、各集落におい
ては、地域が一体となった活動が定着し、農地・農業用水や地域環境の保
全につながった。近隣集落においても新規で活動要望があるため、説明会
等を開催し、広く支援していく。

事業費計
63,000

10,110 11,847 63,000
事業費 地方債

11,524

10,110 11,847 63,000
事業費 地方債

一般財源
9,787 11,524 15,670 15,670

その他
323 323 47,330

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 25

前年度予算

ため池整備事業（宝来町　にごり池）

工事請負費

事務費（工事の1.5％以内）

測量設計委託

 県単独土地改良基盤整備事業費補助金

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農林課

投資

事項 県単独土地改良整備事業
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 土地基盤整備事業費

小事業 2010 ため池整備事業

事業概要

　災害が発生する恐れのある農業用ため池の整備を行う。

　○にごり池（宝来町）　堤体工　L=20m

500 委託料 500

印刷製本費 29

58 消耗品費 29

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　災害が発生する恐れのある農業用ため池の整備を行うことにより、災害
の未然防止を図る。 4,000

3,942 工事請負費 3,942

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　県単独土地改良事業では、ため池、用排水路等の農業用施設を整備し、
農業の生産性の向上等を図っている。今後も県の補助を活用し整備してい
く。

事業費計
4,500

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 1,200

4,500 2,100
事業費 地方債

 県単独土地改良基盤整備事業費分担金

一般財源
0 0

その他
4,500 1,200

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

4,500 2,100
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 25

前年度予算

国営第二十津川紀の川土地改良事業（指定工事）負担金

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　国営第二十津川紀の川土地改良事業（指定工事）の完了に伴い負担金を
支払う。 負担金補助及び交付金 5,250

5,250

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農林課

投資

事項 国営かんがい排水事業
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 土地基盤整備事業費

小事業 2810 国営かんがい排水事業

これまでの取組内容

　平成11年度開始の国営土地改良事業のうち、国営第二十津川紀の川土地
改良事業（指定工事）が平成26年度完了することに伴い、平成27年度に奈
良市の負担分を償還する。
　
　○国営第二十津川紀の川土地改良事業（指定工事）
　　　工　期：平成11年度～平成26年度
　　　事業費：10,908百万円
　　　受　益：奈良市他１９市町村
　　　負担率：48.04／100,000（奈良市）

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
5,250

5,250 5,200
事業費 地方債

5,250 5,200
事業費 地方債

一般財源
50 50

その他
5,200

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 25

前年度予算

米谷町　水路整備工事 2,000

2,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農林課

投資

事項 排水路整備事業（市単）
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 土地基盤整備事業費

小事業 4015 排水路整備事業

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　農業用用排水路の整備を行うことにより用排水路の荒廃を防ぎ、用水の
確保を行い農業の生産性を図る。 2,000 工事請負費 2,000

これまでの取組内容

事業概要

　米谷町　用排水路整備工事　大イデ・薬師の向かいイデ

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　地元自治会と協議調整を行いながら工事を実施した。

事業費計
2,000

847 2,000 2,000 2,000
事業費 地方債

2,000

0

その他
800 2,000 2,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

847 2,000 2,000 2,000
事業費 地方債

一般財源
47 0 0 0
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 25

前年度予算

農林道整備

○ショゴンデ道線　（ A＝10,000㎡ ）　 3,200

　用地測量委託　 2,825

　鑑定手数料 375

　設計委託　（ L＝260ｍ ）　　

○福石道線整備工事　（ L＝30ｍ ）

○辻堂道線整備工事

○農林道整備工事　　
　（ショゴンデ道　北中田～三反田ほか）

6,400

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　農道等の整備を行うことにより、機械の導入を容易にし、農業の振興と
生産性の向上を図る。 8,000

工事請負費 3,600

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農林課

投資

事項 農道整備事業（市単）
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 土地基盤整備事業費

小事業 4020 農道整備事業

事業概要 1,300
　米谷町の農林道の整備を行う。

　　ショゴンデ道
　　福石道
　　辻堂道
　　北中田～三反田　ほか

1,300

1,000

2,200

375 手数料 375

1,825 委託料 4,025

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　地元自治会と協議調整を行いながら用地取得・整備工事を実施した。

事業費計
8,000

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 6,400 8,000 8,000
事業費 地方債

6,400

0
一般財源

0 0 0 0

その他
0 6,400 8,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 6,400 8,000 8,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 25

前年度予算

市単独土地改良整備事業補助金 6,300

6,300

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　土地改良基盤及び農業用施設の整備を行い耕作条件の改善と生産性の向
上を図る。 6,300 負担金補助及び交付金 6,300

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農林課

投資

事項 市単独土地改良整備補助事業
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 土地基盤整備事業費

小事業 4050 市単独土地改良整備補助事業

事業概要

　自治会・水利組合等が実施する土地改良工事等に対し補助を行う。

　　農道整備　　　3件
　　ため池整備　　5件
　　用排水路整備　2件
　　頭首工整備　　3件
　　その他（用水バルブ）1件　　　計14件

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　自治会・水利組合等が実施する小規模な工事に対して支援を行ってい
る。

事業費計
6,300

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

5,923 6,300 6,300
事業費 地方債

6,300
一般財源

5,923 6,300 6,300 6,300

その他
0 0 0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

5,923 6,300 6,300
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 25

前年度予算

ため池防災対策等推進事業 5,730

ため池一斉点検調査委託（111カ所）

ため池詳細調査委託（34カ所）

ため池追加調査委託（1カ所）

ハザードマップ作成委託（2カ所）

5,730

 ため池防災対策等推進事業費補助金 5,730

5,000

10,200

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　東日本大震災では、東北地方を中心にため池や揚水機場などの農業水利
施設が被災し、ため池の決壊により人命が失われるなどの甚大な被害が発
生した。ため池においては築造時期が古い施設が数多く存在しており、耐
震対策の遅れが指摘されている。
　このため、早急に市内のため池の現状を確認するための一斉点検を行う
とともに、点検・調査したため池において、下流への影響があるとされた
ものについて詳細調査及び追加調査する。
　また、警戒ため池については、ハザードマップを作成する。

28,970 委託料 28,970

7,770

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農林課

投資

事項 ため池防災対策等推進事業
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 土地基盤整備事業費

小事業 4225 ため池防災対策等推進事業

これまでの取組内容

　○ため池一斉点検（奈良市内111ため池）
　○ため池詳細調査（奈良市内34ため池）
　○ため池追加調査（広大寺池）
　○ハザードマップ作成（広大寺池、平尾池）

6,000

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 28,970

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成24年度に補正予算措置され、平成25年度に185箇所、平成26年度に
46箇所を点検し、今年度で対象箇所の点検を終了とする。
　点検を踏まえ、再調査等を行い、今後の対策の資料とする。

事業費計
28,970

1,645 5,730 28,970
事業費 地方債

0

1,645 5,730 28,970
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
1,645 5,730 28,970

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 25

前年度予算

井堰診断調査委託（21カ所）

 農業水利施設診断事業補助金

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農林課

投資

事項 農業水利施設診断事業
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 土地基盤整備事業費

小事業 4230 農業水利施設診断事業

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市内の一級河川には農業水利施設があり、転倒式井堰の多くは河川改修
に伴い設置されたもので、設置後30年以上経過しているものも多い。井堰
の実態把握のため、施設の機能診断等をする必要がある。

21,000 委託料 21,000

これまでの取組内容

事業概要

　井堰診断調査委託（奈良市内21井堰）

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 21,000

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
21,000

21,000
事業費 地方債

21,000
事業費 地方債

一般財源
0 0

その他
21,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 35

前年度予算

奈良市森林組合育成補助金 5,027
都祁森林組合育成補助金
奈良県林業協会負担金
奈良県治山事業促進協議会負担金

事務用消耗品 30
資料印刷費 10
計画推進打合せ 4
林道賠償責任保険 11

3

5,085

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農林課

既存

事項 林業関係各種団体補助
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 林業振興費

小事業 1010 林業振興事務経費

10 印刷製本費 10
4 食糧費 4

30 消耗品費 30

30
5

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　地域林業の振興、水源かん養と生活環境保全のための造林事業・森林育
成を推進する奈良市森林組合及び都祁森林組合に補助金を交付する。 2,000 負担金補助及び交付金 5,035

3,000

事業概要

　林業の振興及び円滑な推進事務を行うため、奈良市森林組合・都祁森林
組合の活動に対し支援を行う。

11 保険料 11

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
5,090

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　森林造成事業として、間伐特別対策及び施業の集約化や事業の受託拡大
を図る活動に対し支援を行った。引き続き支援を行いさらなる森林計画の
推進を図る。

通信運搬費

5,357 5,085 5,090
事業費 地方債

 土地建物貸付収入（都祁森林組合倉庫） 191

4,894

5,357 5,085 5,090
事業費 地方債

一般財源
5,166 4,894 4,899 4,899

その他
191 191 191 191

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 35

前年度予算

審議会委員報酬（7人×2回） 175

審議会委員費用弁償 13

審議会委員賄 2

事務用消耗品 3

現地調査謝礼 20

指定標識製作委託（3枚） 156

369

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農林課

既存

事項 奈良市巨樹保存審議会運営
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 林業振興費

小事業 1030 森林保全・緑化推進経費

事業概要 297 委託料 297

50 報償費 50

3 消耗品費 3

2 食糧費 2

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　「世界遺産のあるまち奈良」の良好な自然環境を次世代へ継承し市民の
潤いと安らぎのある生活の確保に寄与することを目的に、巨樹等を保存樹
または保存樹林に指定すると共に、必要な施策を実施する。

175 報酬 175

13 旅費 13

国庫支出金

県支出金

事業費計
540

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　市民の潤いと安らぎのある生活の確保に寄与するため、巨樹等の保存に
努めている。

　巨樹等の保存及び緑化の推進に関する条例により審議会を開催し、巨樹
の指定・保存を行う。新たに指定された巨樹等については標識を設置し、
広く市民への啓発を行うとともに、適正な管理がなされるよう努める。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

191 369 540
事業費 地方債

369
一般財源

191 369 540 540

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

191 369 540
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 35

前年度予算

森林整備地域活動支援交付金　 4,060
森林経営計画作成促進（80ha）
作業路網の改良（40ha）

40

4,100

 森林整備地域活動支援事業費補助金 3,065

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　近年、適時適切な森林施業が十分に行われない森林が増加し、国土の保
全、水源かん養、地球温暖化の防止等の森林の有する多面的機能の発揮に
支障を来たしかねない事態が生じているため、森林の有する多面的機能が
十分発揮されるよう、森林経営計画による計画的かつ一体的な森林整備の
推進を図る。

4,720 負担金補助及び交付金 4,720

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農林課

既存

事項 森林整備地域活動支援経費
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 林業振興費

小事業 1035 森林整備地域活動支援経費

事業概要

　森林経営計画による計画的かつ一体的な森林整備の推進を図るため、森
林経営計画の作成に必要となる森林調査や合意形成等の地域活動や、森林
経営計画に即して計画的かつ一体的に森林施業を実施する上で必要となる
作業路網の改良に対して森林整備地域活動支援交付金を交付する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 3,540

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
4,720

これまでの取組内容

　計画的かつ一体的な森林整備の推進を図るため、森林経営計画の作成
や、作業路網の整備に対し支援を行っている。今後も引き続き支援を行
う。

消耗品費

3,034 4,100 4,720
事業費 地方債

1,035

3,034 4,100 4,720
事業費 地方債

一般財源
759 1,035 1,180 1,180

その他
2,275 3,065 3,540

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 35

前年度予算

施業放置林整備事業委託（90ha） 25,169

施業放置林解消活動推進事業委託（2人）

ナラ枯れ被害調査委託

事務用消耗品 340

資料印刷 150

25,659

 施業放置林解消活動推進事業委託金 524 
 施業放置林整備事業委託金 34,320　ナラ枯れ被害対策事業委託金 400 25,659

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農林課

既存

事項 元気な森林づくり経費
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 林業振興費

小事業 1045 元気な森林づくり経費

事業概要 150 印刷製本費 150

340 消耗品費 340

400

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　森林は、手入れをせずに放置すると、木々が混み合い下層に光が当たら
なくなる。これにより、下層植生がなくなり土砂が流出し、災害につなが
る。さらに、森林には、水を蓄える機能や、野生動物のすみかとなる機
能、人に安らぎを与える機能、地球温暖化防止機能なども備えている。
　これらの公益的機能を十分に発揮できる森林にするため、施業放置林
（手入れをされず放置された人工林）の間伐を支援する。
　※財源は全額奈良県森林環境税

33,840 委託料 34,754

514

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　森林が持つ公益的機能を十分発揮できるよう、施業放置林の間伐及びナ
ラ枯れ被害木の伐倒・ビニールシート被覆を行い、被害の拡大と景観の悪
化を未然に防ぐ支援を行っている。

事業費計
35,244

これまでの取組内容

　・施業放置林を強度に間伐し、針広混交林に誘導する。
　・「施業放置林整備マネージャー」を配置し、施業放置林の調査
　　並びに森林所有者へ公益的機能の重要性を普及啓発する。
　・ナラ枯れ被害対策のため、詳細現地調査（被害木の調査）を行う。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 35,244

26,129 25,659 35,244
事業費 地方債

0
一般財源

3,245 0 0 0

その他
22,884 25,659 35,244

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

26,129 25,659 35,244
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 35

前年度予算

美しい森林づくり基盤整備交付金

 美しい森林づくり基盤整備交付金

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　地球温暖化防止をはじめとする森林の多面的機能の維持増進に資する森
林整備の確保を目的として実施する。 5,754 負担金補助及び交付金 5,754

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農林課

既存

事項 美しい森林づくり基盤整備交付金事業経費
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 林業振興費

小事業 1055 美しい森林づくり基盤整備交付金事業経費

これまでの取組内容

　造林及び間伐等の森林施業並びに林道及び作業道等の路網の開設・改良
に対し、交付金を交付する。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
5,754

事業費計
5,754

5,754
事業費 地方債

5,754
事業費 地方債

一般財源
0 0

その他
5,754

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 35

前年度予算

林道補修工事（アスファルト舗装工、維持補修工） 1,170

原材料（土のう、木杭） 270

1,440

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農林課

既存

事項 林業施設維持補修経費
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 林業振興費

小事業 1510 林業施設維持補修経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　林道の適切な管理と事故防止のための維持補修を行う。
1,470 工事請負費 1,470

374 原材料費 374

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　開設した林道の適切な維持管理のため補修工事等を実施している。

事業費計
1,844

これまでの取組内容

　林道の適切な管理と事故防止のための維持補修を行う。近年のゲリラ豪
雨による災害から守るためにも、林道の維持補修は欠かせない。また、作
業道等被害を受けた箇所は材料を支給しているが、要望が年々増えてきて
おり、さらなる対応も必要である。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,320 1,440 1,844
事業費 地方債

1,440
一般財源

1,320 1,440 1,844 1,844

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,320 1,440 1,844
事業費 地方債

―　954　―



区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 40

前年度予算

民有林造林事業奨励補助金（5.0ha） 3,400
県産材生産促進事業補助金（800m3）

3,400

 県産材促進事業補助金 1,600

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　水源かん養、環境保全、地球温暖化防止等森林の有する公益的機能の確
保及び林業振興を目的とする。 600 負担金補助及び交付金 3,400

2,800

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農林課

投資

事項 森林組合活性化事業
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 林業施設整備事業費

小事業 1510 森林組合活性化事業

これまでの取組内容

　○民有林造林事業
　　森林組合が行う造林事業に対し補助金を交付する。
　○県産材生産促進事業
　　搬出コストの不採算により未使用となっている間伐材の利用を促進
　　するため、間伐材の搬出費用に対し補助金を交付する。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 1,600

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　主伐後の植林や搬出間伐を実施し、林業の振興を図ると共に、森林の保
全に努めている。今後も継続して事業を行う。

事業費計
3,400

2,859 3,400 3,400
事業費 地方債

1,800

2,859 3,400 3,400
事業費 地方債

一般財源
1,431 1,800 1,800 1,800

その他
1,428 1,600 1,600

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 40

前年度予算

森林総合保育事業補助金　 12,000

間伐特別対策補助金（75ha）

ミニ作業道開設補助金（375m）

12,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農林課

投資

事項 森林総合保育事業
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 林業施設整備事業費

小事業 1530 森林総合保育事業

事業概要

750

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　水源かん養、環境保全、地球温暖化防止等森林の有する公益的機能の確
保及び林業振興を目的とする。ミニ作業道を開設することで作業の効率化
を図ると共に、間伐に係る費用を支援することで、間伐を促進し、森林の
持つ多面的機能の向上と林業振興に努める。

負担金補助及び交付金 12,000

11,250

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　ミニ作業道を開設することで作業の効率化を図ると共に、間伐に係る費
用を支援することで、間伐を促進し、森林の持つ多面的機能の向上と林業
振興に努めている。奈良市内の人工林の多くが間伐適齢期を迎えているこ
とから今後も継続して実施する。

事業費計
12,000

これまでの取組内容

　森林組合が実施する間伐及びミニ作業道の開設に要する費用に対し、補
助金を交付する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

12,000 12,000 12,000
事業費 地方債

12,000
一般財源

12,000 12,000 12,000 12,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

12,000 12,000 12,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 65 項 10 目 10

前年度予算

農業用施設災害復旧工事 1,942

事務費 29

29

測量設計委託 5,000

7,000

 農業用施設災害復旧事業費補助金 1,262

印刷製本費 29

5,000 委託料 5,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　農業生産の維持と農業経営の安定を図るため、台風等豪雨による災害発
生に対して、農業用施設の災害復旧工事を行う。 1,942 工事請負費 1,942

58 消耗品費 29

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農林課

投資

事項 農業用施設災害復旧事業
会計 一般会計 災害復旧費 農林水産業施設災害復旧費 農林業用施設災害復旧事業費

小事業 1015 農業用施設災害復旧事業

　平成27年度に予想される大雨、台風などの災害に対して災害復旧工事を
行う。

事業概要

国庫支出金

県支出金

事業費計
7,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　被災した農業用施設の復旧工事を行った。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 1,262

5,401 7,000 7,000 3,600
事業費 地方債

3,600

 農業用施設災害復旧事業費分担金　 250

1,888
一般財源

568 1,888 1,888 1,888

その他
4,833 5,112 5,112 250

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

5,401 7,000 7,000 3,600
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 10

前年度予算

奈良県都市計画協会研修（橿原市集合解散） 1 296
歴史的地区環境整備街路事業推進協議会（東京） 31
全国地区計画推進協議会研修会 31
連続立体交差事業研究会 34
その他関係省庁等調整会議等旅費 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

新聞代・追録代・書籍購入 1,700
事務用消耗品

会議等賄 4 4

領収書（地図販売用） 36 35

事務用連絡・通知・調査用切手 115

ＪＲ奈良駅前再開発第一ビル火災保険料 52 208
損害保険料（農地表示板）

生産緑地案内板製作設置業務委託 52 92
まちづくりアドバイザー派遣委託 40

都市計画協会負担金 1,656
奈良県都市計画協会負担金 75
歴史的地区環境整備街路事業推進協議会負担金 36
全国地区計画推進協議会負担金 45
連続立体交差事業促進期成会負担金・研究会出席負担金 54
その他都市計画諸団体負担金

4,106

都市計画事務経費

事業目的及び必要性 　　　　　　　　　　　 節（細節） 金　　額

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 都市計画課

既存

事項 課事務経費
会計 一般会計 土木費 都市計画費 都市計画総務費

小事業 1010

委託料 92

　都市計画諸団体との連絡調整、市街化区域・市街化調整区域や地域地区
の変更、地区計画、生産緑地地区の指定に関すること、都市計画法に基づ
く許認可に関すること、都市計画道路に関すること、土地区画整理事業・
市街地開発事業に関すること、住民参加のまちづくり支援に関することな
ど

印刷製本費 36

115 通信運搬費 115

保険料 215
163

食糧費 4
事業概要

272 消耗品費 1,500
1,228

　課の事務運営のための経費
旅費 251

154

2,869

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　両面コピー等を行い、コピー代等消耗品の節約に努めた。また、参加す
る研修や会議について精査を行い、市外旅費を見直した。

218

事業費計

これまでの取組内容

228 負担金補助及び交付金 656

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

　地境明示手数料、証明手数料、地図売払手数料 1,790

2,316
一般財源

2,271 2,316 2,079 2,079

その他
511 1,790 790 790

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,782 4,106 2,869
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 10

前年度予算

地理情報システムリース料 629

629

　窓口に来られた方への対応や電話による問い合わせなどにおいて、都市
計画情報（奈良市が目指すべき計画的な土地利用の方針である、地域地区
等の都市計画区域を具体的に地図上に示したもの）の正確・迅速な情報提
供を可能とするため、平成19年度より都市計画業務支援地理情報システム
の導入を行なっている。

629 使用料及び賃借料 629

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　都市計画事業地理情報システムに係る経費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 都市計画課

既存

事項 都市計画事業地理情報システム経費
会計 一般会計 土木費 都市計画費 都市計画総務費

小事業 1010 都市計画事務経費

これまでの取組内容

　システムのリースは、平成24年12月1日から平成29年11月30日までの長
期継続契約を締結している。

　都市計画業務を円滑に行うため、都市計画事業地理情報システムを導入
している。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　ノート型端末の必要数を精査し、前回契約（平成19年12月1日～平成24
年11月30日）時から2台削減した。長期継続契約期限の平成29年11月30日
までの適切なシステム運用を行い、5年後にはその時の状況に応じた適切
な契約内容を検討する。

事業費計
629

629 629 629
事業費 地方債

629

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

629 629 629
事業費 地方債

一般財源
629 629 629 629
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前年度予算

都市計画マスタープラン策定委員会 563
　

策定委員会委員報償費（18人、うち市内部　9人）

ワークショップ代表者（1人×9地区×2回）

策定委員会委員旅費（9人×2回） 20 48

消耗品 10 24

会議用賄 4 10

953

1,598

524

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市都市計画マスタープランは、第４次総合計画に定められたまちづ
くりの基本理念である「環境」「活力」「協働」の三つの視点を踏まえ、
都市の将来像である「市民が育む世界の古都奈良 ～豊かな自然と活力あ
ふれるまち～ 」の実現を、都市計画の観点から図っていくものである。

225 報償費 225

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 都市計画課

既存

事項 都市計画マスタープラン策定経費
会計 一般会計 土木費 都市計画費 都市計画総務費

小事業 1010 都市計画事務経費

　これらの背景を踏まえ、改訂を実施する。

　加えて平成23年5月には奈良県都市計画区域マスタープランが、同年7月
には最上位計画である奈良市第4次総合計画が策定された。

事業概要

　現行の奈良市都市計画マスタープランが平成14年に策定されて以降、少
子高齢化の進展や人口減少等、社会経済情勢は大きく変化しており、また
平成17年4月1日には月ヶ瀬村及び都祁村との合併により、市域が拡大し
た。

食糧費 4

旅費 20

消耗品費 10

　なお、都市計画法第18条の2において、「基本構想（総合計画）に即し
て、都市計画に関する基本的な方針（都市計画マスタープラン）を定める
もの」とされている。

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　都市計画マスタープラン改訂業務委託については、平成24年度～平成25
年度の2ヵ年の継続費が設定されており、平成24年9月24日に、平成24年度
年割額7,000,000円、平成25年度年割額2,952,950円、総額9,952,950円で
契約締結がなされた。

委託料

事業費計
259

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,074
一般財源

1,525 1,074 259 259

その他
1,100 524 0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,625 1,598 259
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 10

前年度予算

都市計画情報ホームページ運用委託 3,900

3,900

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　都市計画課が窓口等にて情報提供している都市計画情報（地形図、用途
地域指定図、都市計画道路網図、風致地区指定図等）を市民や事業者が窓
口に来庁しなくても本市ホームページから都市計画情報を確認できるよう
にするため、平成26年度より公開用ホームページをＡＳＰ（アプリケー
ションサービスプロバイダ）方式で提供している。なお、ＡＳＰサービス
は、サービス事業者がサーバー、システムを全てデータセンター上に構築
して保守費等を含んだサービス費用として本市と契約する手法である。

1,815 委託料 1,815

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 都市計画課

既存

事項 都市計画情報公開用ホームページ運用委託
会計 一般会計 土木費 都市計画費 都市計画総務費

小事業 1010 都市計画事務経費

　運用については、近年にも予想される、地震・竜巻等の突発的な自然災
害や外部からの人的な情報操作などの危険性に対する情報の安全性・再現
性の確保、情報端末の進歩に追従した安定的な情報提供の継続性を考慮し
て、システム開発者によるデータの保守管理であるアプリケーション・
サービス・プロバイダー（ＡＳＰ）方式による公開とする。

事業概要

　奈良市の都市計画情報のうち、庁内外での使用頻度と需要が高い地形
図、用途地域指定図、道路網図、風致地区指定図等、個人情報に抵触しな
いものをホームページ公開の対象とし、住所検索・印刷・計測・拡大縮尺
などのインターネットＧＩＳでの機能の提供を行う。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
1,815

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　ＡＳＰサービスに伴うサイト運用委託については、平成26年12月1日か
ら平成29年11月30日までの36ヵ月間の長期継続契約を締結している。

0 3,900 1,815
事業費 地方債

3,900

0 3,900 1,815
事業費 地方債

一般財源
0 3,900 1,815 1,815

その他
0 0 0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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01 款 50 項 25 目 10

前年度予算

平成27年度（仮称）奈良ＩＣ周辺まちづくり委員会　4回開催

報償費（8人×4回） 315

旅費（9人×4回） 59 81

湯茶費 4 4

平成27年度（仮称）奈良ＩＣ周辺まちづくり計画策定業務委託 9,000

9,400

　社会資本整備総合交付金 4,950

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 都市計画課

既存

事項 （仮称）奈良インターチェンジ周辺まちづくり計画策定業務
会計 一般会計 土木費 都市計画費 都市計画総務費

小事業 1010 都市計画事務経費

事業概要

　大和北道路（仮称）奈良インターチェンジ周辺の約30haの市街化調整区
域においては、将来的には市街化区域への編入が想定される。このことか
ら、その土地利用計画、交通体系利用計画、観光・文化振興計画等につい
て、学識経験者・地元住民・市等から成る（仮称）奈良インターチェンジ
周辺まちづくり委員会により検討を行い、まちづくり計画の策定を行う。

4,486

委託料 4,486

旅費 59

食糧費 4

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　京奈和自動車道は、京都府から奈良県を通過し和歌山県に至る高規格幹
線道路で、近畿圏の高速道路と相互ネットワークを形成し、拠点都市の連
携強化を図る役割を持っている。京奈和自動車道の大和北道路区間では
（仮称）奈良インターチェンジの開設が計画され、また、（仮称）奈良イ
ンターチェンジ周辺へのアクセス道路である西九条佐保線の道路整備と併
せ、ＪＲ関西本線の高架化も計画されている。それに伴って（仮称）奈良
インターチェンジ周辺のまちづくりを効果的に計画し、国際文化観光都市
奈良市の新たな玄関口に相応しい土地利用・都市施設の配置計画を策定す
ることにより、地域経済の活性化を図っていく。

336 報償費 336

事業費計
4,885

財源内訳 財 源 の 内 容

　委託費については、継続費設定により2ヵ年で計画策定を行っている
（平成26年度9,000千円、平成27年度4,500千円）。（仮称）奈良インター
チェンジ周辺のまちづくり計画策定業務では、低炭素化に向けた「ハブ的
役割」を持つ施設整備等を検討するとともに、そのアクセス道路である西
九条佐保線を活用した「新たな奈良市民」獲得に向け、民間デベロッパー
主導による「魅力的なまちづくり」を誘導する。

これまでの取組内容

事業費 地方債

国庫支出金
2,467

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 9,400 4,885
事業費 地方債

4,450
一般財源

0 4,450 2,418 2,418

その他
0 4,950 2,467

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 9,400 4,885
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）
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前年度予算

ＪＲ奈良駅周辺分筆図作製業務委託（三条本町地内）

　

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　平成24年度に完了したＪＲ奈良駅付近連続立体交差事業によって生じた
隙間地について、平成26年4月2日付ＪＲ西日本旅客鉄道（株）と土地交換
契約書が締結され、平成26年5月に当該地（三条本町1082番12）について
もＪＲ西日本旅客鉄道（株）から奈良市への所有権移転登記を行った。都
市計画課が当該地の所管課となっているが、当該地の地積約1,410㎡のう
ち約440㎡はＪＲ奈良駅西口駅前広場から奈良市保健所・教育総合セン
ターへの歩行者専用通路として保健所・教育総合センター管理課が利用し
ているため、平成27年度に歩行者専用通路部分の分筆及び所管換えを行
い、その乖離の解消を図る。

490 委託料 490

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 都市計画課

既存

事項 ＪＲ奈良駅周辺分筆図作製業務
会計 一般会計 土木費 都市計画費 都市計画総務費

小事業 1010 都市計画事務経費

　・土地交換契約書の締結（奈良市・ＪＲ西日本旅客鉄道（株））
　・所有権移転嘱託登記（奈良市⇒ＪＲ、ＪＲ⇒奈良市）

これまでの取組内容

＜平成26年度＞

事業概要

　随意契約により、奈良市土地家屋調査士会会員である土地家屋調査士に
分筆図作製業務を委託する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
490

　・公有財産引継書（都市計画課⇒管財課）

0 0 490
事業費 地方債

0

0 0 490
事業費 地方債

一般財源
0 0 490 490

その他
0 0 0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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前年度予算

ＪＲ奈良駅前再開発第一ビル修繕費負担金 642

ＪＲ奈良駅前再開発第一ビル委託管理費負担金 8

642

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 都市計画課

既存

事項 ＪＲ奈良駅前再開発第一ビル特別修繕積立金
会計 一般会計 土木費 都市計画費 都市計画総務費

小事業 1010 都市計画事務経費

　平成27年度の修繕費予算はビル全体で28,800千円、うち奈良市都市整備
部都市計画室都市計画課の持分割合は2.313％であるため、666,144円の負
担となる。

事業概要

　平成26年度より、清掃業務受託者控室として、地下1階の地下駐車場の
空室（土木管理課管理）を利用料（室料・光熱水費）を徴収して貸し付け
るため、区分所有者として規約に定められた負担割合に応じた負担が発生
する。

667 負担金補助及び交付金 675

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　ＪＲ奈良駅前再開発第一ビルの経年劣化箇所を修繕するための特別修繕
費を積み立てる。

国庫支出金

県支出金

事業費計
675

財源内訳 財 源 の 内 容

　規約に定められた負担割合
（特別修繕　2.313％・委託管理費　1.4378％）に応じた負担が毎年発生
する。

これまでの取組内容

　また、清掃業務受託者が現在控室として使用しているコージェネレー
ション室について、消防法により居室として相応しくないとの指摘を受け
たため、地下1階の駐車場の空室（土木管理課管理）を控室として貸し付
ける。それに伴い、区分所有者として規約で定められた負担割合に応じた
利用料（室料・光熱水費）の負担をする。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

566 642 675
事業費 地方債

642
一般財源

566 642 675 675

その他
0 0 0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

566 642 675
事業費 地方債

―　964　―



区分 （単位：千円）
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前年度予算

街灯電気代 35 91
仮設トイレ電気代 18
仮設トイレ水道代 38

賠償責任保険 10 10

仮設トイレ維持管理及び清掃委託 500

近鉄西大寺駅前広場借地料 2,602

仮設トイレ下水道使用料 13

5

3,208

事業概要

2,597 使用料及び賃借料 2,610

10

500 委託料 500

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　近鉄西大寺駅北地区駅前広場の暫定整備事業を実施したが、その後の本
整備が完了するまでの間、駅前広場としての利便性向上のために設置した
屋外仮設トイレの維持管理を行う。

光熱水費 91

保険料

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 都市計画課

既存

事項 西大寺駅前広場管理経費
会計 一般会計 土木費 都市計画費 都市計画総務費

小事業 1030 西大寺駅前広場管理経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　近畿日本鉄道（株）が駐輪場を運営している土地については、平成24年
12月17日付で奈良市土地開発公社（株）から奈良市へ所有権移転され、契
約書及び協定書の内容変更を行った。

消耗品費

事業費計
3,211

これまでの取組内容

　近鉄西大寺駅北地区駅前広場の暫定整備事業において、奈良市は、近畿
日本鉄道（株）所有地を借り駅前広場とし、近畿日本鉄道（株）は、奈良
市所有地を借り駐輪場とする契約をし公衆の利用に供する。また、本整備
が完了するまでの間、駅前広場に利便性向上のために設置した屋外仮設ト
イレの維持管理を行う。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

3,174 3,208 3,211
事業費 地方債

　土地建物貸付収入 2,597

611
一般財源

577 611 614 614

その他
2,597 2,597 2,597 2,597

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,174 3,208 3,211
事業費 地方債
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奈良国際文化観光都市建設審議会委員報酬 644
学識経験者 （9人×4回）
市民委員 （5人×4回）

審議会委員費用弁償 91 91

審議会用賄 9 9

審議会開催通知等連絡用切手、はがき 11 11

審議会会議録作成 188

943

通信運搬費 11
事業概要

食糧費 9

旅費 91

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　都市計画法第77条の2第1項の規定に基づく市町村都市計画審議会として
の事務を行うとともに、奈良国際文化観光都市建設法による建設計画及び
建設事業についての審議を行い、市長への答申及び建議により国際文化観
光都市奈良の発展に資する、奈良国際文化観光都市建設審議会を運営する
ための経費

報酬 644
414
230

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 都市計画課

既存

事項 奈良国際文化観光都市建設審議会事務経費
会計 一般会計 土木費 都市計画費 都市計画総務費

小事業 1055 奈良国際文化観光都市建設審議会経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　奈良国際文化観光都市建設審議会は、審議すべき事案があるときには開
催しなければならない。平成24年9月30日での任期満了に伴い改選し、委
員数25名を19名に削減した。また、平成25年9月に市議会議員の審議会等
への参画について見直しがあり、市議会議員を委員として委嘱する場合
は、法令等に定めのあるものに限り、その際も議員としての識見を期待し
て行うものとし、報酬は支給しないこととした。

事業費計
915

これまでの取組内容

　都市計画法第77条の2第1項の規定に基づく市町村都市計画審議会として
の事務を行うとともに、奈良国際文化観光都市建設法による建設計画及び
建設事業についての審議を行い、市長への答申及び建議により国際文化観
光都市奈良の発展に資する。

160 筆耕翻訳料 160

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

147 943 915
事業費 地方債

943
一般財源

147 943 915 915

その他
0 0 0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

147 943 915
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 10

前年度予算

追録代 44 360

事務用消耗品

360

　土地利用規制等対策費交付金 360

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　国土利用計画法による事務を行い、地価の安定と土地の計画的な利用を
図る。 消耗品費 180

136

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 都市計画課

既存

事項 国土利用計画事務
会計 一般会計 土木費 都市計画費 都市計画総務費

小事業 1060 国土利用計画法事務経費

事業概要

　国土利用計画法による事務を行い、地価の安定と土地の計画的な利用を
図る。土地の売買について、市街化区域は2,000㎡以上、市街化調整区域
は5,000㎡以上は、国土利用計画法により届出が必要であり、その事務処
理について県の委託を受けている。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 180

国庫支出金

県支出金

事業費計
180

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　法の定めるものとして、一定面積以上の土地の売買については必ず必要
なものである。前年度の実績に合わせて精査した。

194 360 180
事業費 地方債

0

194 360 180
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
194 360 180

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 10

前年度予算

講師報償費 40
　　富雄地区・あやめ池地区 40

40

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 都市計画課

既存

事項 市街地整備事業研究経費
会計 一般会計 土木費 都市計画費 都市計画総務費

小事業 1557 市街地整備事業研究経費

事業概要

　地域の良好な住環境整備を図るため、富雄地区、あやめ池南地区におい
て、市民組織のまちづくり活動に向けた勉強会を開催し、必要に応じたコ
ンサルタントを派遣する地域主導のまちづくり検討を行う。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市民組織のまちづくりに向けた活動並びにまちづくりを念頭に置いた勉
強会及び啓発活動を支援する。 報償費 40

事業費計
40

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　地域主導のまちづくりに結びついていくように地域住民に働きかけてい
る。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

0 40 40
事業費 地方債

40

その他
0 0 0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 40 40
事業費 地方債

一般財源
0 40 40 40
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 33

前年度予算

ＪＲ関西本線高架化事業費負担金

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良県で唯一の鉄道と高速道路の交通結節点である（仮称）奈良イン
ターチェンジ周辺での西九条佐保線の整備に伴う、ＪＲ関西本線の高架化
により地域の分断の解消、踏切の除去による安全性の向上、並びに新駅設
置に伴う地域の利便性の向上、及び観光ルートの拠点としての整備を図る
ものである。

2,000 負担金補助及び交付金 2,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 都市計画課

新規等

事項 ＪＲ関西本線高架化事業について
会計 一般会計 土木費 都市計画費 JR奈良駅付近連続立体交差事業費

小事業 1020 ＪＲ関西本線高架化事業

地方財政法第27条第2項に基づき、事業主体である奈良県に負担金を支払
う。

鉄道高架区間　：　Ｌ＝0.9ｋｍ
新駅設置

実施期間　平成27年度～平成34年度

事業概要

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
2,000

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

2,000 2,000
事業費 地方債

0
一般財源

0 0

その他
2,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,000 2,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 30

前年度予算

用地測量

建物等補償鑑定調査

事務費

0

　社会資本整備総合交付金

消耗品費 270

500 旅費 50

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　近鉄西大寺駅北口駅前広場の整備に伴い、自転車駐車場を駅前広場に隣
接して設置することにより、公共交通機関利用者の利便性を向上させる。
また、駅周辺の放置自転車撤廃を図り緊急時の避難経路を確保し、周辺の
利用者の安全に寄与する。

3,000 委託料 20,000

17,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 西大寺駅周辺整備事務所

投資

事項
一般会計
西大寺駅北側自転車駐車場整備社会資本整備総合交付金事業

会計 一般会計 土木費 都市計画費 街路事業費

小事業 1215 西大寺駅北側自転車駐車場整備社会資本整備総合交付金事業

原材料費 20

事業概要 印刷製本費 54
■事業年度　　　平成２４年度　～　平成３０年度
■全体事業
　　　・近鉄西大寺駅北口駐輪場設置
　　　　　駐車可能台数
　　　　　　バイク　165台
　　　　　　自転車　426台
　
　　　・発掘調査　A=923㎡

　　　・用地買収・建物補償・区画道路工など

修繕料 50

通信運搬費 30

燃料費 26

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
11,000

事業費計
20,500

これまでの取組内容

　調整・交渉

　駐輪場設置予定地の地権者に対し、用地・建物の補償及び買収等の説明
を行い、合意形成を図るため交渉を続けている。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

20,500 9,500
事業費 地方債

一般財源
0 0

その他
20,500

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

20,500 9,500
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 50

前年度予算

事務用消耗品 459

課リース公用車ガソリン代 89

資料印刷費 0

公園電灯料 17,000

公園水道料

機械修繕料 50

事務用切手代 0

分封群処理対応手数料 48

公園広場等清掃委託 142,475

旭水公園他清掃委託

枯れ松・高木等樹木剪定撤去業務委託

街区公園除草業務委託

その他公園管理委託等

窪之庄町ちびっこ広場借上料等 4,140

奈良県都市公園事業促進協議会負担金等 70

164,331

12 印刷製本費 12

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　公園・緑地は市民のレクリエーションや憩いの場であり、多様化する公
園利用者のニーズに対応するため、運動公園や地区公園、近隣公園、街区
公園などの公園施設の管理や、公園・緑地の適切な樹木の保全を図るため
の管理業務を行う。

607 消耗品費 607

100 燃料費 100

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 公園緑地課

既存

事項 公園管理経費
会計 一般会計 土木費 都市計画費 公園管理費

小事業 1010 公園管理経費

5,491

60,027 委託料 146,618

事業概要 50 修繕料 50
　都市公園の管理に要する経費で、光熱水費、都市公園535ヵ所の清掃・
除草・樹木剪定撤去・薬剤散布業務などを行う。 9 通信運搬費 9

48 手数料 48

3,000

17,400 光熱水費 20,400

事業費計
171,935

財源内訳 財 源 の 内 容

　都市公園535ヵ所の管理業務（清掃・除草・樹木剪定撤去・薬剤散布）
など。

14,587

4,021 使用料及び賃借料 4,021

70 負担金補助及び交付金 70

57,500
これまでの取組内容

9,013

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

176,964 164,331 171,935
事業費 地方債

164,331

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

176,964 164,331 171,935
事業費 地方債

一般財源
176,964 164,331 171,935 171,935
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 50

前年度予算

遊具等修繕 16,000

園内灯修繕

トイレ及び水飲み場修繕

階段・手すり施設等修繕

園路・砂場等修繕

園名板・表示板修繕

公園施設改良工事 0

16,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　公園・緑地は市民のレクリエーションや憩いの場であり、多様化する公
園利用者のニーズに対応し、運動公園や地区公園、近隣公園、街区公園な
どの老朽化が進んだ遊具等の公園施設の安全管理を図るため、維持補修業
務を行う。

4,000 修繕料 14,000

3,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 公園緑地課

既存

事項 公園維持補修経費
会計 一般会計 土木費 都市計画費 公園管理費

小事業 1015 公園維持補修経費

事業概要 500
　公園施設の維持管理に要する経費で、老朽化した公園施設の修繕補修を
行う。 2,000 工事請負費 2,000

2,000

3,350

1,150

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　遊具修繕、園内灯修繕、灯柱修繕及び球切れ交換、トイレ及び水飲み場
の水漏れ修繕、フェンス・手すり・階段等修繕、園路・砂場等修繕、案内
板・表示板修繕など。

事業費計
16,000

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

17,000 16,000 16,000 2,000
事業費 地方債

　使用料及び手数料 1,006

14,994
一般財源

16,065 14,994 12,894 12,894

その他
935 1,006 3,106 1,106

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

17,000 16,000 16,000 2,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 55

前年度予算

奈良市公園施設長寿命化計画策定業務委託

0

　社会資本整備総合交付金

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　公園利用者の安全性の確保及びライフサイクルコストの縮減という観点
から、施設の長寿命化対策など、予防管理による計画的な改築等にかかる
取り組みを推進する。

35,000 委託料 35,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 公園緑地課

新規等

事項 奈良市公園施設長寿命化計画策定業務委託
会計 一般会計 土木費 都市計画費 公園事業費

小事業 1030 公園施設長寿命化対策整備補助事業

事業概要

　老朽化が進む公園施設の整備を計画的に進めるため、予備調査（台帳整
理、整備対象公園の選定）及び現地調査（公園の一般施設、遊具、建物の
健全度、劣化状況等）を行い、各施設の保全計画や修繕･改築計画を策定
（施設整備の年次計画を含む）し、順次整備事業を実施する。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
17,500

県支出金

事業費計
35,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　長寿命化計画策定の対象である525公園のうち、予備調査と255公園の計
画策定を行った。

10,102 0 35,000
事業費 地方債

0

10,102 0 35,000
事業費 地方債

一般財源
10,102 0 17,500 17,500

その他
17,500

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 55

前年度予算

公園施設整備工事 14,300

流末排水路整備工事

遊具設置工事

事務用消耗品 200

14,500

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 公園緑地課

投資

事項 公園整備単独事業
会計 一般会計 土木費 都市計画費 公園事業費

小事業 4010 公園整備単独事業

事業概要

100 消耗品費 100

4,500

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　公園利用者の安全性の確保及びライフサイクルコストの縮減という観点
から、施設の適切な修繕など、予防管理による計画的な改築等にかかる取
り組みを推進する。

12,400 工事請負費 20,400

3,500

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　自治会等の地域の要望に基づき、必要性の高い公園から順次改修等を実
施している。

事業費計
20,500

これまでの取組内容

　多様化する公園利用者のニーズに対応するために、都市公園等の経年に
よる施設劣化に対して、公園利用者等の要望を踏まえ、施設の新設及び改
良を行い公園施設の整備を図る。
　また、合併記念公園の整備完了に伴い、流末排水である水路が未整備の
ため、水路改修工事を行い水路の氾濫等の解消を図る。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

16,909 14,500 20,500 15,900
事業費 地方債

14,300

　地域づくり推進基金

200
一般財源

5,909 200 100 100

その他
11,000 14,300 20,400 4,500

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

16,909 14,500 20,500 15,900
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 55

前年度予算

鴻ノ池運動公園屋外便所改築工事 0

事務用消耗品 0

1,500

1,500

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　鴻ノ池運動公園の各施設の老朽化対策及び、公園利用者の利便性の向上
と安全性の確保を図るため、施設の改築等を行う。 28,850 工事請負費 28,850

150 消耗品費 150

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 公園緑地課

投資

事項 鴻ノ池運動公園屋外便所改築工事
会計 一般会計 土木費 都市計画費 公園事業費

小事業 4010 公園整備単独事業

これまでの取組内容

　鴻ノ池運動公園内の老朽化した屋外便所に多目的トイレを併設し、高齢
者や障がい者が利用しやすいよう、バリアフリー化に対応した施設に改築
する工事を行う。
　また、老朽化して傷んでいる設備機器の改修を行う。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　鴻ノ池運動公園の老朽化対策として既存の屋外便所の改築工事のための
実施設計を行った。

委託料

事業費計
29,000

0 1,500 29,000 29,000
事業費 地方債

1,500

0

その他
1,500 29,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 1,500 29,000 29,000
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 10 目 15

前年度予算

開発審査会委員報酬　（７人×４回） 305
　
近畿ブロック開発審査会会長委員報酬　（１人×１回） 11

305

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　開発審査会は、都市計画法第78条及び奈良市開発審査会条例の規定に基
づいて設置されている付属機関で、地方自治法第138条の4第3項に規定す
る地方公共団体の執行機関の付属機関であり、都市計画法第50条第1項に
規定する審査請求に対する裁決その他この法律によりその権限に属させら
れた事項を行うための組織である。

294 報酬 305

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 開発指導課

既存

事項 開発審査会の委員報酬に係る経費
会計 一般会計 土木費 土木管理費 開発指導費

小事業 1010 開発指導事務経費

事業概要

　都市計画法第78条第1項の規定により、法第50条第1項に規定する審査請
求に対する裁決その他この法律によりその権限に属させられた事項を行う
ための組織であり、法律、経済、都市計画、建築、公衆衛生又は行政に関
する専門家7人で組織されている。その他この法律によりその権限に属さ
せられた事項としては、法第34条第14号に基づく市街化調整区域内での開
発行為に対する審議がある。

国庫支出金

県支出金

事業費計
305

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　開催回数については、案件数や申請時期によるものであるが、開発事業
者の協力を得て可能な限り、複数件数を同時開催するようにしている。た
だし、審査請求が提起されると複数回の開催が必要になることから、これ
以上の開催数の削減はできないと考える。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

168 305 305
事業費 地方債

開発行為許可申請手数料 305

0
一般財源

0 0 0 0

その他
168 305 305 305

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

168 305 305
事業費 地方債

―　976　―



区分 （単位：千円）

01 款 50 項 10 目 15

前年度予算

費用弁償（開発審査会・近畿ブロック開催出席） 尼崎市 73 133

28

新聞・書籍購入 289

近畿ブロック開発審査会会長会議資料代 9

コピー代・事務用消耗品 73

開発審査会賄 3 20

県内開発担当者会議・視察来庁者賄 15

開発審査会開催連絡通信代 2 2

444

167 消耗品費 249

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　近畿ブロック開発許可、近畿ブロック開発審査会会長会議等、開発許可
権を有する府県市の担当部署として、また、開発審査会の事務局として会
の運営に必要な経費である。

旅費 101

市外旅費（近畿ブロック開発審査会会長会議随行・県
内開発担当者会議・審査請求にかかる打合せ会議）

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 開発指導課

既存

事項 課事務経費
会計 一般会計 土木費 土木管理費 開発指導費

小事業 1010 開発指導事務経費

これまでの取組内容

　近畿ブロック開発許可・宅地防災行政連絡協議会、近畿ブロック開発審
査会会長会議は、近畿圏内の開発許可権を有する府県市の担当部署で組織
するもので、近畿ブロック間での事例や基準、連絡調整及び国土交通省か
らの指導や今後検討している施策や通達等の情報を得て、開発行政の適正
化と円滑化を目的としたものである。

食糧費 18

通信運搬費 2

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　各会議に参加することによって、他都市の取扱いや基準を参考にし、新
たな基準や見直しに役立てている。

事業費計
370

339 444 370
事業費 地方債

開発行為許可申請手数料 444

0

その他
339 444 370 370

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

339 444 370
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

―　977　―



区分 （単位：千円）

01 款 50 項 10 目 15

前年度予算

開発指導管理システム機器保守点検委託 258

情報系、基幹系端末機器等の賃貸借料 34 34

292

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　当課は、都市計画法に基づき開発、宅地造成許可申請関係図書、各種台
帳など昭和45年から管理し、市民からの問い合わせ、相談に対応し、窓口
での閲覧に供している。当システム導入後は、地図データを利用し、その
図上に申請のあった開発、宅造区域を書き込み、併せて申請地、開発者、
許可日、開発規模などの事業内容の属性データを入力している。窓口での
対応を迅速、的確に行うためのシステムであり、システムのトラブル対応
やデータのバックアップ、ウイルス対策はシステムを管理する上で必要で
ある。

258 委託料 258

使用料及び 34
賃借料

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 開発指導課

既存

事項 開発指導管理システム機器管理経費
会計 一般会計 土木費 土木管理費 開発指導費

小事業 1010 開発指導事務経費

事業概要

　突発的なシステム障害等に対して、電話連絡等による随時の対応を行
う。定期確認として、地図データと台帳情報の整合性の確認、職員システ
ムと窓口システムとのデータ整合、サーバーマシンの動作点検及びハー
ド、ソフト両面での障害対応を行う。また、使用ＰＣの新規購入や交換に
伴うインストール作業及びウイルス対策ソフトの更新を行う。

国庫支出金

県支出金

事業費計
292

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

市民サービス向上、窓口対応の時間短縮のため利用しているシステムであ
り、システムのトラブルは、市民サービスの低下に反映してくる。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

236 292 292
事業費 地方債

開発行為許可申請手数料 292

0
一般財源

0 0 0 0

その他
236 292 292 292

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

236 292 292
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 10 目 15

前年度予算

開発許可近畿ブロック協議会（豊中市） 5 5
　

開発許可用追録代 88 209

都市計画法令要覧等関係書籍 12

開発許可近畿ブロック協議会会議資料

コピー代・事務用消耗品

帳票等印刷 10 31

違反シール 7

違反者への通知用　 5 6

6

257

事業概要 印刷製本費 17

84

6

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　中核市である本市が許可権を有する都市計画法に基づく開発許可申請に
関する業務である。本市は、奈良市開発指導要綱を定めており、開発許可
や要綱に対する市民、事業者からの相談対応や指導を行う。

旅費 5

消耗品費 190

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 開発指導課

既存

事項 開発許可事務経費
会計 一般会計 土木費 土木管理費 開発指導費

小事業 1015 開発許可事務経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　帳票の印刷を課で作成する等、経費の節減に努めている。

負担金補助及び交付金

事業費計
217

これまでの取組内容

　年間50件程度申請される都市計画法第29条に基づく開発許可申請の審査
や、第36条に基づく完了検査及び奈良市開発指導要綱による事前協議の審
査や、完了検査及び主管課としての調整を行う。

通信運搬費 5

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

215 257 217
事業費 地方債

開発行為許可申請手数料 257

0
一般財源

0 0 0 0

その他
215 257 217 217

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

215 257 217
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 10 目 15

前年度予算

建築許可用図書 12 88

コピー代・事務用消耗品 60

10

98

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　中核市である本市が許可権を有する都市計画法に基づく建築許可申請に
関する業務であり、市民、事業者からの相談対応や指導を行う。 消耗品費 72

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 開発指導課

既存

事項 建築許可事務経費
会計 一般会計 土木費 土木管理費 開発指導費

小事業 1020 建築許可事務経費

事業概要

　都市計画法第43条に基づき、市街化調整区域内での建築行為に対する許
可申請の審査を行う。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
72

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　帳票の印刷を課で作成する等で印刷代を無くした。

印刷製本費

84 98 72
事業費 地方債

市街化調整区域内建築等許可申請手数料 98

0

84 98 72
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
84 98 72 72

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 10 目 15

前年度予算

奈良県被災建築物・宅地応急危険度判定連絡協議会 2 5

宅地耐震化推進事業関係機関連絡調整会議（東京） 31

宅地造成等規制法基準解説書 9 129

コピー代・事務用消耗品 97

各種通知及び届出書類印刷 5 10 33

違反シ－ル 5

近畿被災建築物応急危険度判定協議会負担金 4 4 4

171

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 開発指導課

既存

事項 宅地造成許可事務経費
会計 一般会計 土木費 土木管理費 開発指導費

小事業 1025 宅地造成許可事務経費

　宅地造成等規制法第8条に基づき、宅地造成規制区域内における宅地造
成に対する許可申請の審査及び完了検査を行う。 負担金補助

及び交付金

106

印刷製本費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　中核市である本市が許可権を有する宅地造成等規制法に基づく宅地造成
に関する工事の許可申請に関する業務であり、市民、事業者からの相談対
応や指導を行う。

旅費 33

消耗品費

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
153

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　帳票の印刷を課で作成する等、経費の節減に努めている。

116 171 153
事業費 地方債

宅地造成許可申請手数料 171

0

116 171 153
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
116 171 153 153

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 10 目 15

前年度予算

宅地耐震化推進調査委託

0

社会資本整備総合交付金

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 開発指導課

新規等

事項 宅地耐震化推進事業経費
会計 一般会計 土木費 土木管理費 開発指導費

小事業 1030 宅地耐震化推進事業経費

事業概要

　大地震等が発生した場合に大きな被害を生ずるおそれのある大規模盛土
造成地において、変動予測調査（ハザーマップ作成）を行い住民への情報
提供等を図る。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　国の補助である防災・安全社会資本整備交付金を活用し、奈良市内に存
する盛土造成地に関する資料に基づいて、盛土面積が3,000㎡以上又は勾
配が20度以上で、かつ、盛土の高さが５ｍ以上の大規模盛土造成地を抽出
し、変造予測調査を行うと共に、宅地ハザードマップを作成する。

9,600 委託料 9,600

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
3,200

県支出金

事業費計
9,600

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

9,600
事業費 地方債

0

9,600
事業費 地方債

一般財源
6,400 6,400

その他
3,200

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 10 目 20

前年度予算

県内違反建築物等事務担当者会議 4

書籍購入・追録代 594
事務用消耗品

建築確認完了検査済シール作成 120
カラーコピー（Ａ０サイズ）
現場写真プリント代

違反建築物（所有者）に対する配達証明郵送料 37

事務連絡　他

指定道路管理システム機器借上料 1,604

指定道路管理システムデータＯＳサポート終了に伴う業務委託
0

2,359

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 建築指導課

既存

事項 建築指導事務経費及び指定道路調査事務経費
会計 一般会計 土木費 土木管理費 建築指導費

小事業 1010 建築指導事務経費

24 通信運搬費 37

38
4

27 印刷製本費 69

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　建築指導の事務運営のための経費及び指定道路の路線確認作成・道路情
報登録・閲覧システムの業務経費 4 旅費 4

67 消耗品費 578
511

これまでの取組内容

委託料 357

事業概要 13
　建築基準法施行規則等の改正によって、法に基づく指定道路に関する情
報を整え、一律の図面・調書の作成保存の義務付けによる事業 1,604 使用料及び賃借料 1,604

357

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　建築基準法に基づく指定道路に関する情報を迅速に把握できる体制を整
え事務の効率化を図るため、全国一律のルールに従って指定道路に関する
図面及び調書を作成・保存することにより、建築基準法令等の道路に係る
規制の適正な判断、執行を図ることを目的とした奈良市指定道路調査業務
委託については、平成２０年度から平成２４年度のまでの５年間は市街化
区域・市街化調整区域を実施、また最終年度の平成２５年度は都市計画区
域外の調査業務委託を実施した。 事業費計

2,649

24,687 2,359 2,649
事業費 地方債

  建築基準法確認許可申請手数料 2,359

0

24,687 2,359 2,649
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
24,687 2,359 2,649 2,649

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 10 目 20

前年度予算

ラブホテル及びぱちんこ屋等建築等規制審議会 95
　 委員報酬（５人×２回）

ラブホテル及びぱちんこ屋等建築等規制審議会 10
　 費用弁償（５人×２回）

ラブホテル及びぱちんこ屋等建築等規制審議会 7
賄費

112

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 建築指導課

既存

事項 ラブホテル及びぱちんこ屋等建築等規制審議会経費
会計 一般会計 土木費 土木管理費 建築指導費

小事業 1010 建築指導事務経費

事業概要

7 食糧費 7

10

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市ラブホテル及びぱちんこ屋等建築等規制審議会運営のための経費
95 報酬 95

10 旅費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　ラブホテル及びぱちんこ屋等の建築の届出に対し、同条例の目的を達成
するための審議を行っている。

事業費計
112

これまでの取組内容

　奈良市ラブホテル及びぱちんこ屋等建築等規制条例に基づく審議

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

3 112 112
事業費 地方債

  建築基準法確認許可申請手数料 112

0
一般財源

0 0 0 0

その他
3 112 112 112

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3 112 112
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 10 目 20

前年度予算

日本建築行政会議全国会議（広島市） 263
近畿ブロック建築審査会主務課長会議　他

書籍購入費・追録代・新聞代等 468
建築確認事務用消耗品

事務用紙等印刷・カラーコピー代・地図製本　他 85

災害時優先用電話・ファックス通信費 130
是正勧告書通知書・構造計算適合判定委託に伴う郵送料 55

特定行政庁団体賠償責任保険料 61

定期報告業務委託 4,902
建築確認申請に伴う構造計算適合性判定委託
長期優良住宅建築等計画審査委託

建築行政共用データベースシステム借上げ 2,984

建築行政共用データベースシステム機器借上げ
構造計算ソフトリース
構造計算パソコン機器借上げ
カラースキャナー借上げ
クライアントパソコン借上げ

日本建築行政会議負担金（２人） 409

近畿建築行政会議
全国建築審査会協議会負担金
奈良県特定行政庁連絡協議会負担金
奈良県建築物安全安心推進協議会街頭啓発イベント負担金

その他各種研修会出席負担金
9,302

　社会資本整備総合交付金 207

75 通信運搬費 130

85 印刷製本費 85

消耗品費 492
104

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　建築基準法に基づく建築確認・構造計算適合判定・中間検査・完了検査
業務の事務運営のための経費 38 旅費 278

240

388

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 建築指導課

既存

事項 建築確認事務経費
会計 一般会計 土木費 土木管理費 建築指導費

小事業 1015 建築確認事務経費

414
59

1,478 使用料及び賃借料 2,556
382

　建築基準法に基づく建築確認・構造計算適合判定・中間検査・完了検査
業務及び「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」に基づく長期優良住
宅建築等計画認定業務

53 保険料 53

417 委託費 4,077
2,942
718

事業概要

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
207

104
69 事業費計

8,080

これまでの取組内容

　建築基準法に基づく許認可業務及び長期優良住宅の認定業務を行ってい
る。

100 負担金補助及び交付金 409
38
48
50

89
134

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

8,255 9,302 8,080
事業費 地方債

　建築基準法確認許可申請手数料、低炭素建築物新築等計画認定手数料、
　証明手数料、その他雑入 9,095

0
一般財源

0 0 0 0

その他
8,255 9,302 8,080 7,873

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

8,255 9,302 8,080
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 10 目 20

前年度予算

建築審査会委員報酬 315
（７人×４回）

全国建築審査会長会議（高崎市）
（１人×３回）

建築審査会委員費用弁償 59
　 （７人）

全国審査会長会議（高崎市・２泊３日）

建築審査会賄費 20

394

52 旅費 136

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市建築審査会運営のための経費
294 報酬 326

32

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 建築指導課

既存

事項 建築審査会経費
会計 一般会計 土木費 土木管理費 建築指導費

小事業 1015 建築確認事務経費

これまでの取組内容

事業概要

　特定行政庁が例外許可等をする際の同意、不服申し立てに対する裁決等
20 食糧費 20

84

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　特定行政庁が提起した建築基準法上の日影規制や道路内の建築制限等に
対し、審議を行っている。また、全国審査会長会議については、年１回、
全国の特定行政庁が参加するなかで意見交換や情報収集を行い、日頃の問
題解決の手引きとしている。

事業費計
482

301 394 482
事業費 地方債

　建築基準法確認許可申請手数料 394

0

301 394 482
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
301 394 482 482

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 10 目 20

前年度予算

奈良県住みよい福祉のまちづくり条例に伴う事務用消耗品
284

284

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 建築指導課

既存

事項 奈良県住みよい福祉のまちづくり条例に伴う経費
会計 一般会計 土木費 土木管理費 建築指導費

小事業 1015 建築確認事務経費

事業概要

　奈良県住みよい福祉のまちづくりについて、基本理念を定め、県、事業
者及び県民の責務を明らかにし、障がい者や高齢者等をはじめとするすべ
ての県民にとって安全で快適な生活環境の整備を推進して、県民の福祉の
増進に資すること。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良県住みよい福祉のまちづくり条例の届出に対して、同条例の目的を
達成するための事務経費

284 消耗品費 284

事業費計
284

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　奈良県住みよい福祉のまちづくり条例の届出に対し、同条例の目的を達
成するため、基準に基づき審査を行っている。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

284 284 284
事業費 地方債

284

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

284 284 284
事業費 地方債

一般財源
284 284 284 284
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 10 目 20

前年度予算

低炭素建築物新築等計画審査委託 3,056

3,056

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　低炭素建築物新築等計画認定申請事務のための経費
1,692 委託料 1,692

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 建築指導課

既存

事項 都市の低炭素化の促進事業
会計 一般会計 土木費 土木管理費 建築指導費

小事業 1015 建築確認事務経費

事業概要

　地球環境保護のための低炭素化（二酸化炭素の排出抑制）には、二酸化
炭素の相当部分を排出している都市部における低炭素化を早急に図る必要
がある。このため「低炭素化促進法」では、市町村が主体となって市街化
区域における「低炭素まちづくり」を推進することとなっている。建築物
の低炭素化（先導的な低炭素建築物の整備）に対して、国の支援措置とし
て「低炭素建築物」認定制度が設けられ、住宅については「認定低炭素住
宅」として住宅ローン減税などの優遇措置がある。

国庫支出金

県支出金

事業費計
1,692

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　「低炭素化促進法」平成２４年９月５日公布、平成２４年１２月４日
（平成２４年法律第８４号）施行に基づき、審査事務の手続きの整理を
行った。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 3,056 1,692
事業費 地方債

　低炭素建築物新築等計画認定手数料 3,056

0
一般財源

0 0 0 0

その他
0 3,056 1,692 1,692

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 3,056 1,692
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 10 目 20

前年度予算

建築動態統計調査事務用消耗品 91

建築動態統計補正調査郵送料 19

110

　建築動態統計調査県委託金 110

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　建築行政の一環として、国土交通省が所管する建築動態統計調査につい
て、県から調査業務を委託している。 91 消耗品費 91

19 通信運搬費 19

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 建築指導課

既存

事項 建築動態統計調査経費
会計 一般会計 土木費 土木管理費 建築指導費

小事業 1020 建築動態統計調査経費

これまでの取組内容

　国土交通省所管による建築行政の一環として、建築物の建築着工動態を
明らかにし、建築及び住宅に関する基礎資料とするための統計法上の指定
統計にあたる建築動態統計調査である。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 110

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　本市における新築等建築物の動態を建築確認の工事届を基に把握してき
た。

事業費計
110

110 110 110
事業費 地方債

0

その他
110 110 110

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

110 110 110
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 10 目 20

前年度予算

建設リサイクル法　県内打合せ会議（橿原市） 2
（２人×１回）

建設リサイクル法に関連する事務用消耗品 193

リサイクル法届出書及び届出済シール等印刷 73

事務連絡用郵送料 3

アスベスト等分析調査手数料（２件） 124

民間建築物吹付けアスベスト等分析調査補助金（４棟） 1,000

1,395

　社会資本整備総合交付金 1,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　建設リサイクル法による事務運営のための経費並びに既存の民間建築物
の吹付けアスベスト等の分析調査に係る経費 2 旅費 2

196 消耗品費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 建築指導課

既存

事項 建設リサイクル事務経費
会計 一般会計 土木費 土木管理費 建築指導費

小事業 1025 建設リサイクル事務経費

事業概要

　特定建設資材について、その分別解体等及び再資源化等を促進するため
の措置を講ずると共に再資源化の利活用及び廃棄物の減量等を通じて、資
源の有効利用の確保及び廃棄物の適正な処理を図りつつ、生活環境の保全
等に寄与することを目的とする。民間建築物の吹付けアスベスト等の使用
実態を把握し、アスベスト等による被害の未然防止及びその早急な除去等
の推進を図るため、民間建築物の吹付けアスベスト等の分析調査に要する
費用について、予算の範囲内で補助金を交付し、既存建築物に使用されて
いるアスベスト等を適切に処理する。

124 手数料 124

1,000 負担金補助及び交付金 1,000

3 通信運搬費 3

40 印刷製本費 40

196

国庫支出金
1,000

県支出金

事業費計
1,365

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　「建設リサイクル法」に基づく建築物の分別解体及び特定建設資材の再
資源化の促進を図り、安全・安心できる住環境を確立すると共に周知啓発
や奈良県等合同による強化パトロールを実施した。また、アスベスト等の
被害をなくすため、ポスター等での啓発に努めた。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

196 1,395 1,365
事業費 地方債

395
一般財源

196 395 365 365

その他
0 1,000 1,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

196 1,395 1,365
事業費 地方債

―　990　―



区分 （単位：千円）

01 款 50 項 10 目 20

前年度予算

木造住宅耐震診断・耐震改修県内会議（橿原市） 3
　 （１人×３回）

耐震診断関連書籍購入 150
事務用消耗品

カラーコピー代 25

耐震診断・耐震改修申請者連絡用郵送料 36
一般耐震診断申請者連絡用郵送料

住宅相談等窓口業務委託（１２回） 3,087
既存木造住宅耐震診断員派遣委託（５０件）

クライアントパソコン機器借上げ 39

既存住宅・特定既存耐震不適格建築物耐震診断補助金 6,924

（一戸建て住宅）
（共同住宅及び長屋住宅）
（特定既存耐震不適格建築物）

既存木造住宅耐震改修工事補助金

10,264

　社会資本整備総合交付金 5,005

150
130

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　既存住宅・特定既存耐震不適格建築物耐震診断補助事業、既存木造住宅
耐震改修工事補助事業、既存木造住宅耐震診断員派遣事業、住宅相談窓口
業務委託事業の事務運営のための経費

3 旅費 3

20 消耗品費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 建築指導課

既存

事項 耐震改修促進事業経費
会計 一般会計 土木費 土木管理費 建築指導費

小事業 1030 耐震改修促進事業経費

負担金補助及び交付金 6,924
258

事業概要

　木造住宅の所有者に対する耐震診断及び耐震改修工事の助成。住宅相談
窓口業務委託など安心･安全の住まいづくり事業。市民に対する地震防災
意識の高揚と啓発を図るための施策を実施する。

309 委託料 2,624
2,315

39 使用料及
び賃借料

39

12 通信運搬費 27
15

20 印刷製本費 20

国庫支出金
4,774

県支出金

事業費計
9,787

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

「奈良市耐震改修促進計画」を平成１９年度に策定した。市の広報誌や
ホームページを活用し、住宅相談等や耐震診断、耐震改修工事等の補助事
業を市民に周知している。

4,000

1,333
1,333

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

6,440 10,264 9,787
事業費 地方債

5,259
一般財源

3,108 5,259 5,013 5,013

その他
3,332 5,005 4,774

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

6,440 10,264 9,787
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 10 目 20

前年度予算

要緊急安全確認大規模建築物耐震診断補助金 98,750
（義務付け対象建築物　３棟）

98,750

　社会資本整備総合交付金 39,500

　奈良県特殊建築物等耐震診断支援事業費補助金 29,625

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　耐震改修促進法が平成２５年１１月２５日付けにて一部、改正施行さ
れ、昭和５６年５月３１日以前に建設された不特定多数の者が利用する建
築物及び学校、老人ホーム等の避難弱者が利用する建築物のうち大規模な
建築物の耐震診断の義務化並びに耐震診断の結果を公表することとなっ
た。奈良市として、助成制度を整備することにより、社会資本整備総合交
付金（１／３）に加え、緊急支援補助金（１／６）を上乗せする「耐震対
策緊急促進事業」（平成２８年３月３１日までの時限措置）の活用が事業
者にとって可能となり、また、奈良県の補助金（１／４）も併せて受ける
ことができるため、補助対象事業費限度額の範囲内においては、事業者負
担が無しとなり、従来の社会資本整備総合交付金制度により、奈良市の負
担軽減が図れる。

25,913 負担金補助及び交付金 25,913

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 建築指導課

既存

事項 要緊急安全確認大規模建築物耐震診断補助
会計 一般会計 土木費 土木管理費 建築指導費

小事業 1030 耐震改修促進事業経費

これまでの取組内容

　奈良市耐震改修促進計画（平成２０年３月策定）に記載されている「平
成２７年度末までに民間及び市有特定建築物の耐震化率９０％を目標」に
迅速かつ円滑に耐震診断をすすめる必要があり、国の時限の補助金を有効
活用するという観点から事業者にとって、耐震診断が進まない最大の理由
とされる費用負担を軽減し、補助対象事業費限度額の範囲において、事業
者負担が「０」となるようにする。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 7,774

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
10,365

　平成２５年９月末現在で把握していた耐震診断義務付け対象となる民間
建築物は、２９棟あったが、奈良県の取扱い事例、現場調査や聞き取り等
により、精査した結果、耐震診断対象となる民間建築物の棟数は、６棟と
なった。平成２６年度は３棟の耐震診断が実施中であり、残りは平成２７
年度に実施する予定である。

事業費計
25,913

0 98,750 25,913
事業費 地方債

29,625

0 98,750 25,913
事業費 地方債

一般財源
0 29,625 7,774 7,774

その他
0 69,125 18,139

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 10 目 20

前年度予算

住宅金融支援機構担当者会議旅費（大阪市） 9

書籍購入（年度版） 28

資料等コピー代

住宅金融支援機構業務連絡郵送料 5

42

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 建築指導課

既存

事項 融資住宅審査受託経費
会計 一般会計 土木費 土木管理費 建築指導費

小事業 2010 融資住宅審査受託経費

事業概要

5 通信運搬費 5

26

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　災害時に市民が住宅融資を受けるにあたり、当課が建物の審査を行う事
務経費 9 旅費 9

2 消耗品費 28

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
42

これまでの取組内容

　災害時に市民が住宅融資を受けるにあたり、住宅金融支援機構から受託
し、建築物の審査を行うための経費

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 42 42
事業費 地方債

　住宅審査受託事務費収入 42

0
一般財源

0 0 0 0

その他
0 42 42 42

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 42 42
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 10 目 20

前年度予算

奈良市耐震改修促進計画改正業務委託

0

　社会資本整備総合交付金 0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　平成２５年１１月２５日に改正された「建築物の耐震改修の促進に関す
る法律」（平成７年法律第１２３号。以下「法」という。）の施行を受
け、奈良市においても平成３２年（２０２０）度末までの耐震診断及び耐
震改修の促進に係る施策の基本となる計画として、奈良市耐震改修促進計
画（平成２０年３月策定）を改正する。

2,000 委託料 2,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 建築指導課

新規等

事項 奈良市耐震改修促進計画改定業務経費
会計 一般会計 土木費 土木管理費 建築指導費

小事業 1030 耐震改修促進事業経費

事業概要

　奈良市耐震改修促進計画の改正においては、現状における奈良市の耐震
化に係る問題点を調査し、達成すべき目標を示し、目標達成のための実効
的な施策を検討する。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
1,000

県支出金

事業費計
2,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

0 0 2,000
事業費 地方債

0

0 0 2,000
事業費 地方債

一般財源
0 0 1,000 1,000

その他
0 0 1,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 12

前年度予算

景観審議会委員報酬 504
（１０人×５回）

なら歴史まちづくり推進協議会委員報酬
（７人×２回）

景観審議会委員費用弁償（５回） 96 411
なら歴史まちづくり推進協議会委員費用弁償（２回）

奈良県都市計画協会総会（１回）
景観審議会打合せ（５回）、市外出張

新聞代 96 903
定期刊行物等購読 16
書籍購入 10
事務用消耗品
景観審議会用消耗品 50
なら歴史まちづくり推進協議会用消耗品 90

景観審議会・なら歴史まちづくり推進協議会賄 10 10

奈良町リーフレット 56 56

奈良市歴史的風致維持向上計画冊子印刷

景観審議会資料送付 25 25

景観台帳システム用サーバー撤去委託 0

歴史的景観都市協議会負担金 50 50

240

2,199

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 景観課

既存

事項 景観まちづくり事務経費
会計 一般会計 土木費 都市計画費 景観まちづくり総務費

小事業 1010 景観まちづくり事務経費

事業概要

233

旅費 329

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市景観審議会は、景観の形成、歴史的風土保存区域及び風致地区内
における行為の規制、屋外広告物の規制に関する事項並びに奈良町都市景
観形成地区内の行為及び補助事業に関する事項についての調査審議、答
申、建議を行う。
　なら歴史まちづくり推進協議会は、歴史的風致維持向上計画の作成及び
変更に関する協議並びに認定歴史的風致維持向上計画の実施に係る連絡調
整を行うための協議会である。

475 報酬 608

133

国庫支出金

県支出金

事業費計
3,664

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容 通信運搬費 25
　奈良市景観審議会においては、該当案件の諮問答申を行なっている。ま
た奈良市景観計画の改正については引き続き審議中である。
　なら歴史まちづくり推進協議会においては、奈良市歴史的風致維持向上
計画の認定に向けての協議を行うものである。

355 委託料 355

負担金補助
及び交付金

50

報償費

1,542

食糧費 10

印刷製本費 1,598

　奈良市景観審議会開催予定
　　５回開催予定
　なら歴史まちづくり推進協議会
　　２回開催予定

消耗品費 689

427

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

895 2,199 3,664
事業費 地方債

2,199
一般財源

895 2,199 3,664 3,664

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

895 2,199 3,664
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 13

前年度予算

公共サイン美術展市長賞 10 10

屋外広告物講習会（２回）、屋外広告物官民連絡協議会 54 95
（１回）、屋外広告物担当者会議（１回）、屋外広告物

書籍購入 42 58
事務用消耗品 10

屋外広告許可シール（電柱用・広告用） 54 255

屋外広告物の制度パンフレット

広告物継続申請・未継続（違反）・是正通知等郵送 104

公共サイン美術展・写真コンクール展賞状筆耕 9 9

屋外景観研修会委託料 510

1,041

印刷製本費 211

消耗品費 52

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　屋外広告物の表示及び掲出する物件の設置、維持及び屋外広告業につい
て必要な規制、指導を行うことで、公衆に対する危害を防止し、風致を維
持し、もって良好な景観を形成する。

報償費 10

旅費 54

東海北陸近畿ブロック連絡会議（２日間）市外出張

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 景観課

既存

事項 景観まちづくり事務経費
会計 一般会計 土木費 都市計画費 景観まちづくり推進費

小事業 1010 屋外広告物事務経費

これまでの取組内容

110 委託料 110

事業概要 157
　奈良市屋外広告物条例の啓発により、違反広告物の適正化を図る。
　屋外広告物行政を進める上で広告関係者の技術向上は、必要不可欠であ
るため、講習会を活用し奈良らしい景観・広告の向上を推進する。

104 通信運搬費 104

筆耕翻訳料 9

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　地区計画が定められた６地区に屋外広告物の規制を盛り込み、地区の特
性に応じた規制内容とすることで、景観計画の地域別基本方針に即した景
観形成が図れた。

事業費計
550

485 1,041 550
事業費 地方債

　屋外広告物許可手数料 1,041

0

485 1,041 550
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
485 1,041 550 550

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 13

前年度予算

奈良市景観計画シンポジウム謝礼（１人×２回） 48 48
景観イベント開催事業謝礼（伝統的建築文化継承事業）
（１人×２回）

近畿地方都市美協議会総会、幹事会（２回）等 109

景観まちづくり支援制度、景観サポーター登録制度、 517

違反広告物を出さない街づくり推進団体用、
まちかど景観発掘隊等に要する消耗品

奈良市景観計画市民周知冊子、景観イベント開催 608
ポスター、まちかど景観発掘隊ポスター等作成

奈良市景観計画シンポジウム会場借上げ 100

まちかど景観発掘隊（ワークショップ）会場借上げ

景観修景助成事業補助金 6,510
近畿地方都市美協議会負担金

その他事務経費 119

8,011

　社会資本整備総合交付金 3,250

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 景観課

既存

事項 景観歴史まちづくり経費
会計 一般会計 土木費 都市計画費 景観まちづくり推進費

小事業 1020 景観歴史まちづくり経費

事業概要

515 消耗品費 515

118 旅費 118

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良らしい眺望景観や優れた景観を後世に伝えるため、なら・まほろば
景観まちづくり条例や規制制度による総合的な景観施策を展開する。その
ことによりそれらの歴史文化、自然環境を保全し、また文化観光資源とし
て保全活用し、市民生活の質の向上をめざす｡
　景観について活動をしている市民団体や自治会等へ行政としての支援は
もとより、協働して活動を行うなど、より市民目線に立った景観施策を実
行し、市民の景観への関心や意識向上を図り、歴史ある奈良の景観を守り
伝えていこうとするものである。

報酬 48

4,000 負担金補助
及び交付金

4,010

100 使用料及
び賃借料

100
景観イベント開催事業用会場借上げ

　奈良市景観計画、なら・まほろば景観まちづくり条例を推進するため、
奈良市景観計画に定める景観形成重点地区内の既存不適格建築物、屋外広
告物等に対する修景助成を行う｡また、改正した景観計画の周知を目的と
するシンポジウム等を行う｡
　景観まちづくり活動団体へのワークショップ開催の支援や助言、違反広
告物を出さない街づくり推進団体と協働で違反広告物追放運動を展開す
る。
　なら・まちかど景観発掘隊において、地域の貴重な景観資源を発掘し、
景観観光資源として活用する。また、景観・伝統的建築物に関する情報発
信のためのイベント（パネル展、シンポジウム、講演会等）を開催する｡

599 印刷製本費 599

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
2,000

県支出金

事業費計
5,508

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容 10
　眺望景観保全活用計画を策定し、１５か所の重点眺望景観を指定した。
また、それらの重点眺望景観について、保全及び活用の方針を明確にした
ことで、景観形成施策を見直す必要性が出てきた。
　景観修景助成事業では、建築物の修景、屋外広告物の撤去の助成事業を
行った。
　眺望景観保全活用計画に関する講演会、市民講座を開催し、その中での
意見を計画に反映した。このことで、市民の景観への関心や意識向上を図
ることができた。

118 その他経費 118

700 8,011 5,508
事業費 地方債

　町並み保存整備事業基金、その他雑入 3,952

809

700 8,011 5,508
事業費 地方債

一般財源
696 809 1,492 1,492

その他
4 7,202 4,016 2,016

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 13

前年度予算

古都保存を考える講演会、市外旅費 106
古都保存連絡協議会

主管課長会議事務打ち合わせ（１回）
主管課長会議（１回）
国家予算要望（東京・大阪）（各１回）
実務担当者会議（１回）

奈良県古都・風致連絡協議会担当者会議（１回）

事務用消耗品 32 32

風致地区内標柱保険 5 33

風致標柱設置工事委託 225

古都飛鳥保存団体負担金 20 55
古都保存連絡協議会負担金 35

451

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 景観課

既存

事項 古都・風致保全事務経費
会計 一般会計 土木費 都市計画費 景観まちづくり推進費

小事業 1510 古都・風致保全事務経費

事業概要 保険料 5
　古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法、奈良市風致地区条
例に基づく許可業務等を推進する｡
　また、風致地区内の標柱の設置及び維持管理を行う｡

381 委託料 381

負担金補助
及び交付金

55

消耗品費 32

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法、奈良市風致地区条
例に基づき規制誘導することで、歴史的風土の保存、風致地区の保全育成
など、自然環境を保全するとともに、都市と自然や田園風景が調和したま
ちづくりを推進する｡

164 旅費 164

事業費計
637

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法及び奈良県風致地区
条例に基づき建築物等を許可している。
　その際に、当該建築物等の位置、規模、形態及び意匠が周辺と著しく不
調和にならないよう指導することで、古都奈良の景観保全を図った。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

405 451 637
事業費 地方債

451

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

405 451 637
事業費 地方債

一般財源
405 451 637 637
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 80

前年度予算

町並み保存整備事業基金積立金 1,124

1,124

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　本市における町並み保存事業を継続的に推進し、奈良にふさわしい都市
景観をつくり出すため、基金を設ける。 864 積立金 864

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 景観課

既存

事項 町並み保存整備事業基金経費
会計 一般会計 土木費 都市計画費 町並み保存整備事業基金費

小事業 1010 町並み保存整備事業基金経費

事業概要

　町並み保存事業を継続的に推進し、奈良にふさわしい都市景観をつくり
だすため、基金を設け、基金預金利子を事業の財源とする。

国庫支出金

県支出金

事業費計
864

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

708 1,124 864
事業費 地方債

　町並み保存整備事業基金預金利子収入 1,124

0
一般財源

0 0 0 0

その他
708 1,124 864 864

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

708 1,124 864
事業費 地方債

―　999　―



区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

前年度予算

建設部、都市整備部職員作業服等 3,300

安全靴
冬服（タテ型）
冬服（八型）
長靴
夏服
女性用夏服
女性用冬服

人事異動見込分
夏用
冬服
雨合羽

3,300財
源

50
830

121
880

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　職員貸与被服経費
消耗品費 2,238

24

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 土木管理課

既存

事項 職員の作業服に係る経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 1530 職員貸与被服経費

 奈良市職員被服貸与規則に基づき、建設部・都市整備部職員に対して被
服及びこれに準ずるものを貸与する。

78
131
31

事業概要

42
51

財源内訳

国庫支出金

 職員の現場作業等に影響の出ない範囲で、各職員に作業服等の要・不要
の確認をし、配布枚数の調整を行っている。

事業費計
2,238

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

3,995 3,300 2,238
事業費 地方債

3,300
一般財源

3,995 3,300 2,238 2,238

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,995 3,300 2,238
事業費 地方債

―　1000　―



　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書

区分 （単位：千円）

01 款 50 項 15 道路橋梁費 目 10

積　　算　　基　　礎 前年度予算

雨水・排水ポンプ 8,795
高の原駅前広場　他５
駐車場案内システム

駐車場案内システム回線使用料 5,816

道路賠償責任保険料 2,283

JR奈良駅東西通路清掃　他１ 64,738
JR奈良駅東西自由通路内エレベーター　他１
電気工作物保安管理
奈良北雨水ポンプ保守点検
平城地区ポンプ施設管理
西大寺雨水ポンプ場施設管理
駐車場案内システム設備保守点検
JR奈良駅東西自由通路内エスカレーター　他１
JR奈良駅東西自由通路電気室保守点検
JR奈良駅東西自由通路防火設備保守点検　他１
地理情報システム機能更新業務
道路台帳補正業務
権原調査業務
放置車両処分業務

奈良県都市建設協議会負担金 953
奈良県道路協会負担金
奈良県道路利用者会議負担金
京阪奈新線駅前広場管理負担金

道路事故補償金 3,000
2,040

その他経費
87,625財

源

6,187 委託料 59,912

2,250 保険料 2,250

5,815 通信運搬費 5,815

事業目的及び必要性 節（細節） 金　　額

　道路管理等の課の事務運営に係る経費
1,051 光熱水費 9,709
8,299
359

課名 土木管理課

既存

事項 道路管理経費
会計 一般会計 土木費 道路橋梁総務費

小事業 1510 道路管理経費

4,493
28,000

176
401

　道路法に基づく道路台帳整備等、道路管理者としてなすべき、道路とそ
の付属施設を管理する。

1,283
616
454

10,800
3,416

2,582
事業概要 163

財源内訳

国庫支出金

2,096
2,096 事業費計

82,735

　施設内電灯のまびき消灯をすることで光熱水費の経費削減に努めてい
る。
　また、駐車場案内システムにより市内の観光駐車場の満空状況を表示
し、観光地内の渋滞が緩和できるよう努めている。

60
178
700

2,000 補償補填及び賠償金 2,000
その他経費

これまでの取組内容 15 負担金補助及び交付金 953

1,212
129

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

84,980 87,625 82,735
事業費 地方債

87,625

0
一般財源

0 0 0 0

その他
道路占用料・法定外公共物占用料（里道）・電線共同溝占用料・河川占用料・法定外公共物占
用料（水路）・地境明示手数料・証明手数料・道路事故保険収入・電気使用料・その他雑入84,980 87,625 82,735 82,735

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

84,980 87,625 82,735
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 15 目 10

前年度予算

橋梁点検業務 （２０橋） 6,000

　

6,000

社会資本整備総合交付金 3,300

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

・損傷及び変状を早期に発見し、安全・円滑な交通を確保するとともに、
通行者（車両）や第三者への被害を防止する。
・老朽化等により危険が生じている橋梁の点検を実施することにより、大
規模な事故を未然に防ぐことができ、道路利用者に安全で安心な交通を確
保することができる。
・点検する橋梁の設計から施工、供用を経て、修繕、耐用年数の経過によ
る解体処分までの全期間の費用を長寿命化修繕計画の基礎資料にすること
で、望まれる維持管理ができる。

27,000 委託料 27,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 土木管理課

新規等

事項 橋梁長寿命化修繕事業
会計 一般会計 土木費 道路橋梁費 道路橋梁総務費

小事業 1510 道路管理経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
14,850

・平成２０年度から平成２３年度にかけて、管理橋梁のうち重要橋梁約２
００橋について、遠望目視による点検を実施した。
・早急に対策が必要な損傷のある橋梁を発見した場合、対策工を検討・実
施。また、基礎資料としデータの蓄積を行ってきた。

事業費計
27,000

これまでの取組内容

・橋梁定期点検要領（国土交通省）に基づき、市内管理橋梁を５年に１回
の頻度で近接目視により点検を行う。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 6,000 27,000
事業費 地方債

2,700
一般財源

0 2,700 12,150 12,150

その他
3,300 14,850

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 6,000 27,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 15 目 10

前年度予算

システム導入費
データ移行費

0

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

 情報システム最適化に伴う既存の道路占用システムの廃止による道路占
用システム導入の為。新たに道路占用料の債権管理及び検索作業の迅速化
が期待できる。

5,000 委託料 7,000
2,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 土木管理課

新規等

事項 道路占用システム開発事業
会計 一般会計 土木費 道路橋梁費 道路橋梁総務費

小事業 1510 道路管理経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

 情報システムのホストコンピューターの中の道路占用システムで管理し
ていたが、平成２８年度に情報システム廃止に伴い、継続した収納管理を
要するため新たに道路占用システムの導入が必要となる。

事業費計
7,000

これまでの取組内容

 道路法３２条に基づく道路占用及び里道・河川の占用に関する業務を円
滑に行う。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 0 7,000
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 7,000 7,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 7,000
事業費 地方債
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　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書

区分 （単位：千円）

01 款 50 項 15 目 10

積　　算　　基　　礎 前年度予算

月ヶ瀬八幡橋維持管理基金経費 232

232財
源

事業目的及び必要性 節（細節） 金　　額

　月ヶ瀬八幡橋維持管理基金に係る経費
233 積立金 233

課名 土木管理課

既存

事項 月ヶ瀬八幡橋維持管理経費
会計 一般会計 土木費 道路橋梁費 道路橋梁総務費

小事業 2010 月ヶ瀬八幡橋維持管理基金経費

事業概要

　月ヶ瀬八幡橋維持管理を円滑に行う。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
233

財源内訳

これまでの取組内容

　昭和４２年頃に水資源開発公団により名張川下流にダムを作る事業が開
始されその場所に元々橋があり水没することから、その補償工事として橋
の架け替えが行われた。この橋は旧月ヶ瀬村道長引桃香野線に架かるつり
橋で、この道路は大部分が京都府南山城村を通過しており、そのため月ヶ
瀬区域内から南山城村へ通じる道路として管理協定が結ばれている。

202 232 233
事業費 地方債

土木施設費寄附金・月ヶ瀬八幡橋維持管理基金利子収入 232

0

202 232 233
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
202 232 233 233

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書

区分 （単位：千円）

01 款 50 項 15 目 10

積　　算　　基　　礎 前年度予算

測量用基準鋲及びプリンタートナー 170

街区基準点管理保全 1,354
街区基準点測量成果管理システム保全
街区基準点測量機器点検調査

地理情報システム（街区用）エンジン及び機器賃借料 514

2,038財
源

課名 土木管理課

既存

事項 街区基準点管理経費
会計 一般会計 土木費 道路橋梁費 道路橋梁総務費

小事業 2510 街区基準点管理経費

事業概要

514 使用料及び賃借料 514

515

事業目的及び必要性 節（細節） 金　　額

　街区基準点測量成果を保全・管理する経費
170 消耗品費 170

515 委託料 1,354
324

財源内訳

国庫支出金

　工事等により街区基準点が亡失した箇所の調査を行い、復元作業を行っ
ている。

事業費計
2,038

これまでの取組内容

　街区基準点測量成果を保全・管理するとともに、一般に閲覧及び資料提
供を行い、利用者の利便性を図る。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,764 2,038 2,038
事業費 地方債

2,038
一般財源

1,764 2,038 2,038 2,038

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,764 2,038 2,038
事業費 地方債
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区分

01 款 50 項 15 目 10

前年度予算

     事務連絡　（5回）　　　　　 5

     事務用機器修理 0

     携帯電話　（3台） 78

     県安全運転管理者協会負担金 12

20

115

78 通信運搬費 78

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　
　道路橋梁整備の推進に必要な一般事務経費 5 旅費 5

50 修繕料 50

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 道路維持課

既存

事項 道路橋梁事務経費
会計 一般会計 土木費 道路橋梁費 道路橋梁総務費

小事業 1010 道路橋梁事務経費

これまでの取組内容

  休日・夜間等を中心に業者等へ連絡するための携帯電話使用料、安全運
転管理業務に必要な講習会参加のための協会負担金、故障中の事務用機器
修理費用等

事業概要

12 負担金補助及び交付金 12

事業費 地方債

国庫支出金

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

事業費計
145

財源内訳 財 源 の 内 容

消耗品費

  25年度より、新聞購読を廃止し、事務費予算を削減している。

事業費 地方債
122 115 145

115

事業費 地方債
122 115 145

一般財源
122 115 145 145

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 15 目 10

前年度予算

嘱託職員（技術）賃金　　2人 9,119

街路灯電球等　 2,061
蛍光球（20w） 
グロー球（20w）
蛍光球（36w）
グロー球（36w）

街路灯作業車用ガソリン　　　 262

街路灯電気料金　　　　 219,000

街路灯修繕料　 26,000

自動車借上料 177

街路灯工事 （新設） 16,000

　            　  　　　　

272,619

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 道路維持課

既存

事項 街路灯管理経費
会計 一般会計 土木費 道路橋梁費 道路橋梁総務費

小事業 1515 街路灯管理経費

277 燃料費 277

（1,800個）
（1,720個）

（1,800個）
（1,720個）

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

  市民生活に安全と安らぎを与える道路の附属物である街路灯の新設・修
繕及び球交換等の維持管理業務

6,137 賃金 6,137

1,000 消耗品費 1,000

これまでの取組内容

8,100 工事請負費 8,100

　街路灯電気料金支払
177 使用料及び借上料 177

　街路灯新設工事及び容量変更
　街路灯修繕工事 （2,130件） 16,000 修繕料 16,000

事業概要
220,000 光熱水費 220,000

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
251,691

　26年3月末現在街路灯数 44,306灯

　　新設工事及び容量変更  157件
　　修繕工事  1,638件

　26年度実施件数（27年1末現在）

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

事業費 地方債
265,586 272,619 251,691

道路管理費負担金 14

272,605
一般財源

265,571 272,605 251,676 251,676

その他
15 14 15 15

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

事業費 地方債
265,586 272,619 251,691
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 15 目 10

前年度予算

工事管理・監督委託料 0
   
街路灯ＬＥＤ化工事 100,000

 3年計画で蛍光灯街路灯（34,000灯）をＬＥＤ灯へと転換する予定

100,000

事業概要

300,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

 街路灯の増設や電気料金の高騰等により、維持管理費が増加しているこ
とから、蛍光灯と比較すると省エネルギーなどのメリットがある、ＬＥＤ
灯へ転換する。
 ＬＥＤ灯は一度設置すれば管球交換のような頻繁な保守の手間が省け、
LED照明の寿命迎えるまでの管球の購入コストを削減でき、また、ＬＥＤ
化することにより二酸化炭素の排出量を大幅に削減でき、地球温暖化対策
にも寄与することができる。

  2人×9カ月 18,000 委託料 18,000

10,000灯 300,000 工事請負費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 道路維持課

新規等

事項 街路灯ＬＥＤ化
会計 一般会計 土木費 道路橋梁費 道路橋梁総務費

小事業 1515 街路灯管理経費

　25年度　 1,279灯転換
　26年度　 3,021灯転換予定

　24年度　 環境政策課からの配当替にて、222灯転換

これまでの取組内容

　28年度　10,300灯　　　　300,000千円
  29年度　13,700灯　　　　400,000千円

  27年度  10,000灯　　　　300,000千円

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
318,000

事業費 地方債
39,216 100,000 318,000 318,000 100,000

0

事業費 地方債
39,216 100,000 318,000 318,000

一般財源
16 0 0 0

その他
39,200 100,000 318,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 15 目 15

前年度予算

嘱託職員賃金（2人） 6,317
旅費 10
消耗品 1,497
ガソリン等 780
工事設計数量計算書等 105
修繕料（施設修繕）（車両修繕） 50,455
道路浚渫・スズメ蜂駆除手数料 3,100

樹木伐採業務委託 37,000
道路法面他草刈業務委託
測量設計委託
廃土処分委託
樹木剪定・管理委託
除雪、融雪剤散布委託

駐車場使用料 0
舗装道補修工事 445,000
舗装道補修工事（私道）
舗装道補修工事（要望を聞く会）
舗装道補修工事（なら町）
舗装道補修工事（清掃関連）
緊急・舗装道補修工事（市内一円）
道路修繕工事
法定外道路修繕工事
橋梁修繕工事
交通安全施設修繕工事
舗装道大規模改修工事
道路大規模改修工事
舗装道幹線道路補修工事

原材料 27,600
87
64

572,015

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 道路維持課

既存

事項 道路橋梁維持補修経費
会計 一般会計 土木費 道路橋梁費 道路橋梁維持費

小事業 1010 道路橋梁維持補修経費

2,000
・舗装道補修工事 4,500

23,329
事業概要 900

3,100 手数料 3,100
3,500 委託料 37,229

66 印刷製本費 66
44,910 修繕料 44,910

1,097 消耗品費 1,097
642 燃料費 642

 こども、高齢者、障がいのある人を含め、多くの市民が日々利用する道
路を安全で快適な空間として維持するために補修整備を行う。

6,317 賃金 6,317
10 旅費 10

125,400
　26年度実施件数（26年12末現在） 2,000

・土木施設修繕等 4,000
これまでの取組内容 9,800

・舗装道幹線道路補修工事 63,000
・道路法面草刈委託 14,000

・交通安全施設修繕工事 164,800 工事請負費 456,000
・道路大規模改修工事 4,000

・道路修繕工事 3,000
・橋梁修繕工事 10 使用料及び賃借料 10

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
572,024

保険料
公課費

22,000
22,643 原材料費 22,643

　施設修繕 138件 9,000
　委託 56件 10,000

道路舗装、側溝補修、樹木伐採等 11,000
　工事 214件 17,000

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

事業費 地方債
567,234 572,015 572,024 420,000 405,000

私道舗装事業収入 800

166,215
一般財源

154,934 166,215 151,224 151,224

その他
412,300 405,800 420,800 800

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

事業費 地方債
567,234 572,015 572,024 420,000
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 15 目 15

前年度予算

市外旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                         　　　　　　　　　55

事務用消耗品　 338

燃料 （ガソリン）　 1,019
　　　 （プロパンガス）
　　　 （軽油）

作業指示書 42

電気料金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   1,150

水道料金

車両修繕料 2,487

消防用設備点検手数料 9

自動車損害保険料 260

警備委託 1,115

自動車借上料　 314

テレビ視聴料

自動車重量税 346

7,085

330 消耗品費 330

 道路、橋梁などの小規模修繕を実施するため、設置された土木管理セン
ター設備の管理

3 旅費 3

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 道路維持課

既存

事項 土木管理センター管理経費
会計 一般会計 土木費 道路橋梁費 道路橋梁維持費

小事業 1015 土木管理センター管理経費

300

 より安全な道路を目指して、日々パトロールを実施し、舗装の損傷箇所
の整備や道路施設の維持管理を実施している。

990 光熱水費 1,290

事業概要 41 印刷製本費 41

560

240 燃料費 950
150

自治会・工事現場等への資材運搬 577 使用料及び賃借料 592

路面補修、排水溝・側溝等の補修、横断溝等の清掃、道路・橋梁 1,115 委託料 1,115
草刈・樹木の伐採等、舗装道の補修、道路パトロール

これまでの取組内容 210 保険料 210

10 手数料 10

2,465 修繕料 2,465

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
7,265

259 公課費 259

15

事業費 地方債
7,298 7,085 7,265

7,085

事業費 地方債
7,298 7,085 7,265

一般財源
7,298 7,085 7,265 7,265

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 15 目 15

前年度予算

掘削跡復旧工事 900

900

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 道路維持課

既存

事項 原因者負担工事経費
会計 一般会計 土木費 道路橋梁費 道路橋梁維持費

小事業 1510 原因者負担工事経費

A＝160㎡

事業概要

　道路の占用掘削認可事務を円滑に行い、計画が重なる箇所は復旧費を徴
収して管理者自ら復旧行う。

800 工事請負費 800

事業費計
800

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

事業費 地方債

国庫支出金

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

事業費 地方債
0 900 800

原因者負担金 900

0
一般財源

0 0 0 0

その他
900 800 800

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

事業費 地方債
0 900 800
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 15 目 20

前年度予算

私道舗装新設工事 1,600

1,600

事業概要

　 日常生活に欠くことのできない道路でありながら、市道として認
定されていない私道舗装の新設及び補修の工事を一部負担金を徴収し
て行い、交通安全及び生活環境の改善を図る。

1,600 工事請負費 1,600

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 道路維持課

投資

事項 私道舗装新設事業
会計 一般会計 土木費 道路橋梁費 道路橋梁新設改良費

小事業 1515 私道舗装新設事業

２２年度　　　　　　４件　　　　　　　　１件
２３年度　　　　　　８件　　　　　　　　２件

　　　　　　　　　舗装道補修　　　　　舗装道新設

これまでの取組内容

　舗装新設　  設計金額の２５％
　舗装補修　　設計金額の２０％

　 奈良市私道整備要綱の規定により、整備決定の通知を受けた申請
者が、指定された工事費を納付した後に、市が工事を実施する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
1,600

２６年度　　　　　　１件　　　　　　　　０件（26年12月末）

２４年度　　　　　　３件　　　　　　　　０件
２５年度　　　　　　０件　　　　　　　　１件

事業費 地方債
447 1,600 1,600

私道舗装事業収入 400

1,200

事業費 地方債
447 1,600 1,600

一般財源
334 1,200 1,200 1,200

その他
113 400 400 400

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 15 目 20

前年度予算

カーブミラー新設工事（60基） 6,000

6,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 道路維持課

投資

事項 交通安全施設整備単独事業（カーブミラー新設）
会計 一般会計 土木費 道路橋梁費 道路橋梁新設改良費

小事業 2015 交通安全施設整備単独事業

カーブミラーの設置

事業概要

　 交差点において自動車通行の際、非常に見えにくく危険な箇所が
あり交通事故を未然に防ぐためにカーブミラーを設置する。

6,000 工事請負費 6,000

　　２６年度　  　８７基　　（26年12月末）
　　２５年度　　１２０基

カーブミラーの設置

これまでの取組内容

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

6,000

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計

事業費 地方債事業費 地方債
10,500 6,000 6,000

6,000
一般財源

8,000 6,000 6,000 6,000

財
源
内
訳

特定財源 その他
2,500

一般財源

事業費 地方債
10,500 6,000 6,000
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 45

前年度予算

事務用消耗品 90

電気料金 （平城ポンプ） 206

平城ポンプ施設修繕 237

街路樹害虫駆除委託 99,422

高木撤去・松枯れ撤去　

除草業務委託・低木剪定業務委託　

高木剪定業務委託

奈良阪南田原線樹木剪定（2年に1回）

45

100,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 道路維持課

既存

事項 街路樹管理経費
会計 一般会計 土木費 都市計画費 緑化整備費

小事業 1510 街路樹管理経費

2,000
事業概要

2,000 委託料 107,670

237 修繕料 237

66 光熱水費 66

　 街路樹の剪定及び整備を行い、交通安全とうるおいのある街づく
りの維持に努める。

33 消耗品費 33

これまでの取組内容

・除草業務 5,000

・高木撤去業務、松枯れ撤去 47,422
・高木剪定業務

51,248
・街路樹害虫駆除

事業費計
108,006

財源内訳 財 源 の 内 容

原材料費

　街路樹管理委託　　　　　　　２９件
26年12月末現在

事業費 地方債

国庫支出金

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

事業費 地方債
107,522 100,000 108,006

100,000
一般財源

107,522 100,000 108,006 108,006

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

事業費 地方債
107,522 100,000 108,006
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 45

前年度予算

樹木植栽工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,800

1,800

事業概要

　 街路・公共施設における植樹により、緑あふれる街づくりを行
い、健康で文化的な市民生活の保持に努める。

1,620 工事請負費 1,620

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 道路維持課

既存

事項 樹木維持補修経費
会計 一般会計 土木費 都市計画費 緑化整備費

小事業 1515 樹木維持補修経費

23年度　　　ＪＲ奈良駅西口広場
24年度　　　ＪＲ奈良駅西口広場

22年度　　　六条奈良阪線他

これまでの取組内容

松枯れ等の樹木跡に植栽する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
1,620

25年度　　　三条本町他
26年度　　　西大寺東町二丁目

事業費 地方債
1,792 1,800 1,620

1,800

事業費 地方債
1,792 1,800 1,620

一般財源
1,792 1,800 1,620 1,620

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 15 目 10

前年度予算

各種協議会及び研究大会参加 5

技能講習会出席負担金 328

道路整備促進期成同盟会奈良県協議会負担金

奈良県国道連絡会負担金

奈良県市町村道整備促進期成同盟会負担金

名阪国道改良促進期成同盟会負担金

333

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 道路建設課

既存

事項 各種研修会参加費及び協議会負担金
会計 一般会計 土木費 道路橋梁費 道路橋梁総務費

小事業 1010 道路橋梁事務経費

10

25

217

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　各種研究会に参加することにより職員の資質を向上させるとともに情報
の収集を行う。 5 旅費 5

5 負担金補助及び交付金 295

　奈良県をはじめ各市町村がより協力関係を深め、県内の道路網の整備を
促進する。

事業概要 38

300

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　奈良県をはじめ各市町村がより協力関係を深め、県内の道路網の整備を
促進していく。

事業費計

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

274 333 300
事業費 地方債

333
一般財源

274 333 300 300

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

274 333 300
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 15 目 20

前年度予算

あやめ池1号踏切拡幅工事委託 15,000

15,000

社会資本整備総合交付金 8,250

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　あやめ池北地区都市再生整備計画が完了し、あやめ池１号踏切の利用者
が増加したが道路が狭隘であり歩行者の安全が確保できない。このことか
ら、踏切拡幅を行い歩行者の安全を確保する。

96,000 委託料 96,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 道路建設課

投資

事項 あやめ池1号踏切拡幅事業（中部第929号線）
会計 一般会計 土木費 道路橋梁費 道路橋梁新設改良費

小事業 1010 道路橋梁新設改良補助事業

これまでの取組内容

　近鉄あやめ池駅東側の踏切（あやめ池1号踏切）は現在幅員が４ｍ（歩
道なし）で狭隘であるため、幅員を６m（車道４m、歩道２m）に拡幅す
る。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
52,800

　踏切拡幅に伴う地元自治会及び土地所有者と調整を行った。これに並行
し、近畿日本鉄道とも事前協議を完了し、現在用地取得並びに道路詳細設
計を進めている。

事業費計
96,000

0 15,000 96,000 43,200
事業費 地方債

6,700

50

0 15,000 96,000 43,200
事業費 地方債

一般財源
0 50 0 0

その他
0 14,950 96,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 15 目 20

前年度予算

道路新設工事に伴う用地買収 5,000

鑑定手数料等 1,000

6,000

社会資本整備総合交付金 2,750

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 道路建設課

投資

事項 西ノ京六条線新設事業
会計 一般会計 土木費 道路橋梁費 道路橋梁新設改良費

小事業 1010 道路橋梁新設改良補助事業

300

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　西ノ京駅周辺の渋滞緩和を図るため、主要地方道奈良・大和郡山・斑鳩
線と市道中部第１３号線を結ぶバイパス的な道路として整備を進める。 1,000 公有財産購入費 1,000

300 手数料

これまでの取組内容

　延長　１，２１０m　　幅員　８．７５m(車道　５．５m　歩道　２m）

　（西側の用地買収終了の箇所・L＝７０ｍの区間の整備事業）

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
550

　以前より事業を進めており、７４０ｍについては完了している。残る区
間４７０ｍの用地取得及び詳細設計を行い関係者（自治会や水利組合）と
協議を行いながら事業実施している。

事業費計
1,300

3,121 6,000 1,300 700
事業費 地方債

3,200

50

3,121 6,000 1,300 700
事業費 地方債

一般財源
5 50 50 50

その他
3,116 5,950 1,250

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

―　1018　―



区分 （単位：千円）

01 款 50 項 15 目 20

前年度予算

道路新設工事に伴う用地買収 5,000

5,000

社会資本整備総合交付金 2,750

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 道路建設課

投資

事項 西ノ京西南北線新設事業
会計 一般会計 土木費 道路橋梁費 道路橋梁新設改良費

小事業 1010 道路橋梁新設改良補助事業

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　世界遺産に登録された唐招提寺、薬師寺を含む西ノ京周辺の環境・景観
の保全と生活環境の向上を目指した道路の整備を行う。 1,000 公有財産購入費 1,000

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
550

　整備に向け、権利者や自治会及び関係団体と協議を行い進めている。

事業費計
1,000

これまでの取組内容

　延長　１７５m　　幅員　９．５m(車道　６m　　片側歩道　２．５m）

　(中間区間の箇所・L=１００ｍの用地買収）

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,620 5,000 1,000 400
事業費 地方債

2,200

50
一般財源

29 50 50 50

その他
1,591 4,950 950

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,620 5,000 1,000 400
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 15 目 20

前年度予算

測量設計業務委託 50,000

道路新設・改良工事に伴う用地買収 0

鑑定手数料等 0

50,000

社会資本整備総合交付金 27,500

1,500 手数料 1,500

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　新県立奈良病院（新設）に伴い、交通量が増加することが予測されるこ
とから、変則な交差点および道路幅員の狭隘な区間を改良し、新設道路を
築造することにより、歩行者の安全と通過車両をスムーズに流すことによ
り渋滞解消を図っていく。

1,000 委託料 1,000

30,000 公有財産購入費 30,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 道路建設課

投資

事項 新県立奈良病院（新設）に伴うアクセス道路新設・改良事業
会計 一般会計 土木費 道路橋梁費 道路橋梁新設改良費

小事業 1010 道路橋梁新設改良補助事業

　変則な交差点の改良および、市道沿いの奈良県管理の乾川の改修に併せ
た道路改良を実施することにより幅員を確保する。また、既設道路の交通
量を減少させるためバイパス道路を築造する。

事業概要

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
17,050

　平成26年度より事業を進めている。
　整備に向け権利者や自治会及び関係団体と協議を行い進めていく。

事業費計
32,500

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

50,000 32,500 15,400
事業費 地方債

22,500

0
一般財源

0 0 50 50

その他
50,000 32,450

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

50,000 32,500 15,400
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 15 目 20

前年度予算

道路改良工事 30,000

事務費 0

0

30,000

社会資本整備総合交付金 16,500

印刷製本費 150

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　県道馬場・針ヶ別所小倉線と県道北野・吐山線とを結ぶ地域の主要道路
であり、小学校の通学路になっているが、歩道もなく幅員も狭いため、拡
幅整備により通行の安全を図る。

24,600 工事請負費 24,600

400 消耗品費 250

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 道路建設課

投資

事項 のぼりを線
会計 一般会計 土木費 道路橋梁費 道路橋梁新設改良費

小事業 1010 道路橋梁新設改良補助事業

これまでの取組内容

　延長　４００m　　幅員　９．２５m(車道　５．５m　片側歩道　２．５
m）

　（西側の用地買収終了の箇所・L=１００ｍの区間の整備事業）

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
13,530

　平成２４年度までは、地方特定道路整備事業として事業実施していた
が、平成２５年度より、奈良県と協議を行い社会資本整備総合交付金事業
として進めている。

事業費計
25,000

8,300 30,000 25,000 11,400
事業費 地方債

13,500

0

8,300 30,000 25,000 11,400
事業費 地方債

一般財源
35 0 70 70

その他
8,265 30,000 24,930

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 15 目 20

前年度予算

橋梁耐震補強工事

事務費

0

社会資本整備総合交付金

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 道路建設課

投資

事項 橋梁耐震補強事業（九条線外）
会計 一般会計 土木費 道路橋梁費 道路橋梁新設改良費

小事業 1010 道路橋梁新設改良補助事業

印刷製本費 200

500 消耗品費 300

35,000 委託料 35,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

  今後予想される大震災に対し、橋の落橋や崩壊などの状況を防ぐととも
に、安全・安心なまちづくりの一貫として、災害時における緊急車両や救
援物資の輸送路として位置づけられている緊急輸送道路の通行機能を確保
するため。

40,000 工事請負費 40,000

橋梁耐震補強設計業務委託

これまでの取組内容

　橋梁長寿命化対象橋梁である200橋の中から、緊急輸送路及び緊急輸送
路や軌道上を跨ぐ橋梁など、優先度の高い橋梁から順次、橋梁耐震補強の
調査・設計・工事を実施していく。
併せて、ｺｽﾄ面も考慮し、橋梁耐震補強と長寿命化修繕（橋梁補修）を同
時に計画する。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
41,250

　奈良市の耐震補強対象橋梁であるが、現在に至るまで、阪神淡路大震災
（平成8年）、東日本大震災（平成23年）などの発生確率は低いが大きな
強度を持つ地震に対応できる耐震補強が行われていない。今後は、大地震
に対応できる最新基準に基づく橋梁耐震補強が急務とされる。

事業費計
75,500

75,500 34,200
事業費 地方債

0

その他
75,450

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

75,500 34,200
事業費 地方債

一般財源
0 0 50 50
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 15 目 20

前年度予算

橋梁長寿命化修繕工事 41,000

33,000

74,000

社会資本整備総合交付金 40,700

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市が管理する橋梁の中で、架設後30年以上経過した橋梁は、全体の
約85％を占めているため、近い将来一斉に架設時期を迎えることになる。
したがって、計画的かつ予防的な修繕対策の実施へと転換を図り、橋梁の
寿命を100年間とすることを目標とし、修繕及び架設に要するコストを縮
減する。

60,000 工事請負費 60,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 道路建設課

投資

事項 橋梁長寿命化修繕事業
会計 一般会計 土木費 道路橋梁費 道路橋梁新設改良費

小事業 1010 道路橋梁新設改良補助事業

事業概要

　橋梁は長い年月の間、人や自動車による荷重を受け続ける。（外力によ
る劣化・損傷）またコンクリートや鉄の塗装等も永久ではなく、自然に劣
化していくものである。（経年劣化）これらの劣化・損傷をできるだけ未
然に防ぐために、奈良市橋梁長寿命化修繕計画に基づく、200橋を対象と
し、国の防災・安全交付金を活用し、橋梁の長寿命化を図る。

国庫支出金
33,000

県支出金

事業費計
60,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　これまで、橋梁の経年劣化に伴う維持管理は、対症療法型で対応してき
たが予防保全型に政策転換したことにより、橋梁の維持更新費を縮減で
き、年度ごとの維持更新費用の平準化を図る。

委託料

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

453 74,000 60,000 27,000
事業費 地方債

33,300

0
一般財源

7 0 0 0

その他
446 74,000 60,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

453 74,000 60,000 27,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 15 目 20

前年度予算

測量設計土質調査業務委託

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市奈保町地内、市道北部第８号線の道路法面の急斜面地の下側に住
宅地があり、また、平成２４年度には当地区が土砂災害警戒区域に指定さ
れ、昨今の集中豪雨やゲリラ豪雨により土砂災害の危険が懸念されること
から、人命および市民の財産を守るために法面保護対策事業を実施し災害
を予防する。

8,000 委託料 8,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 道路建設課

投資

事項 市道北部第8号線(奈保町地内）法面対策事業
会計 一般会計 土木費 道路橋梁費 道路橋梁新設改良費

小事業 1015 道路橋梁新設改良単独事業

これまでの取組内容

　測量・地質調査・設計業務を行い、本区域に適した対策工法を検討す
る。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成25年1月　ハザードマップの配布

事業費計
8,000

8,000 8,000
事業費 地方債

0

8,000 8,000
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
8,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 15 目 20

前年度予算

〈梅林周遊道路〉 150
道路改良工事
登記業務委託 350
用地取得
支障物件移転補償 300

100
〈一本松・小倉線〉

工事費 20

3,000

〈地方道路等整備事業〉
道路新設改良工事 21,600
測量設計等委託
登記業務委託 30
用地取得費
支障物件移転補償 194,600
工事負担金（木津川市）
事務費 50

7,300

〈要望を聞く会関連〉 300
道路改良工事費等

30,000
委託 　 8,500

27,000

284,800

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 道路建設課

投資

事項 生活道路の新設改良事業
会計 一般会計 土木費 道路橋梁費 道路橋梁新設改良費

小事業 1015 道路橋梁新設改良単独事業

26,000 通信運搬費 20

修繕料 100
26,000

750
5,000
18,000 印刷製本費 250

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市民生活の環境整備の一環として、道路及び橋梁の新設改良を進め、道
路としての機能を高め、快適な生活環境をつくり市民生活の向上を図る。 50,000 旅費 100

24,000
3,000 消耗品費

29,000 備品購入費 100
これまでの取組内容

4,400 原材料費 50
鑑定手数料　　3,000         その他  1,400

公有財産購入費 12,500

3,000 工事請負費 156,000
30,000

事業概要 手数料 3,000
　市民生活に直結する生活道路（市道）を地元要望に基づき整備する。

　　　新市建設計画　　　梅林周遊道路、一本松・小倉線
　　　道路新設：東部区域　０　　　平坦区域　１
 　　 道路改良：東部区域　９　　　平坦区域　８
　　　要望を聞く会　　３
　

173,000
93,500 委託料 49,100
32,600
5,000 使用料及び賃借料 30
4,500

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　市民生活の向上のための環境整備の一環として、特に通行上危険な箇所
の解消に重点をおき、継続的に道路整備を進めている。

工事　12,500    用地　3,000    補償　5,000 負担金補助及び交付金 30,000

補償補填及び賠償金 26,000

事業費計
278,000

162,825 284,800 278,000 278,000
事業費 地方債

284,800

0

162,825 284,800 278,000 278,000
事業費 地方債

一般財源
25 0 0 0

その他
162,800 284,800 278,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 15 目 20

前年度予算

舗装新設工事 3,600

3,600

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 道路建設課

投資

事項 舗装新設事業
会計 一般会計 土木費 道路橋梁費 道路橋梁新設改良費

小事業 1510 舗装新設事業

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市民生活の環境整備の一環として、舗装をすることにより、道路として
の機能を高め、快適な生活環境をつくり市民生活の向上と通行の安全を図
る。

4,000 工事請負費 4,000

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　道路の利便性の向上や通行の安全を確保するため、未舗装道路の舗装整
備を進めている。

事業費計
4,000

これまでの取組内容

  未舗装の市道を舗装整備する。

　舗装整備　　２カ所　　施工延長　　１２０ｍ

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

6,056 3,600 4,000 4,000
事業費 地方債

3,600

0
一般財源

56 0 0 0

その他
6,000 3,600 4,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

6,056 3,600 4,000 4,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 15 目 20

前年度予算

（単独）

工事請負費 40,500
交通安全施設整備工事

歩道設置に伴う調査設計業務委託 2,500

用地費

事務費
消耗品　100　　　備品　100 2,000

（補助）
工事請負費

交通安全施設整備工事（ゾーン３０）

0

0

45,000

社会資本整備総合交付金 4,950

月ヶ瀬行政センター配当替分 300

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

（単独）
　歩行者と車を分離する歩道の設置や危険箇所での防護柵や路面標示な
ど、交通安全施設を充実させることにより、市民が安全で安心して通行で
きる道路網の整備を図っていく。

（補助）
　平成２５年度から、社会資本整備総合交付金を活用し警察署と連携を行
い、住宅系の区域の速度抑制を目的にゾーンを設定し、その区域を路面標
示、区画線等で明示し、最高速度を３０km/hに制限を行い歩行者等の安全
を図る。

36,000

工事請負費 47,300
30,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 道路建設課

投資

事項 交通安全施設整備事業
会計 一般会計 土木費 道路橋梁費 道路橋梁新設改良費

小事業 2010 交通安全施設整備補助事業 2015 交通安全施設整備単独事業

15,000

（単独）
　　歩道新設改良　　４カ所　　　防護柵設置　　２カ所
　　路面標示　　　１０カ所　　　乗降場整備　　１カ所
　　測量設計委託　　２カ所　　　　用地買収　　１カ所

（補助）ゾーン３０
　　路面標示　　　　３カ所

200
公有財産購入費 2,000

15,000

2,000
事業概要

1,500 委託料 1,500

交通安全啓発看板設置事業 2,000

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
8,250

　危険度等を勘案し、優先度の高い箇所から歩道の整備や危険箇所での防
護柵設置、路面標示の整備等を行ってきた。

事業費計
51,000

備品購入費 100
これまでの取組内容

消耗品費 100

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

44,441 45,000 51,000 40,700
事業費 地方債

38,000

2,050
一般財源

5,341 2,050 2,050 2,050

その他
39,100 42,950 48,950

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

44,441 45,000 51,000 40,700
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 15 目 20

前年度予算

歩道安心安全整備工事 7,000

7,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　歩道安心安全整備事業に伴い、「安心で安全なまちづくり」に関する施
策を推進するため「奈良市安全安心まちづくり基本計画」の方針に基づい
て、主要駅や学校等人が多く集まる施設周辺の歩道で現状調査（設置状
況・構造・段差・点字誘導の有無）を実施した。
　この調査により整備改修が必要となる箇所において、利用者の安心安全
を確保するため歩行者導線経路毎における連続した歩道整備を継続的に進
める。

7,000 工事請負費 7,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 道路建設課

投資

事項 歩道安心安全整備事業
会計 一般会計 土木費 道路橋梁費 道路橋梁新設改良費

小事業 2015 交通安全施設整備単独事業

これまでの取組内容

　歩道整備　　　　３カ所

　 　三松一丁目、鹿野園町、南永井町

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　危険度等を勘案し必要性の高い箇所から歩道の設置等を行ってきた。

事業費計
7,000

6,167 7,000 7,000 7,000
事業費 地方債

7,000

0

その他
6,100 7,000 7,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

6,167 7,000 7,000 7,000
事業費 地方債

一般財源
67 0 0 0
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 15 目 20

前年度予算

（補助）
通学路緊急合同点検対策

工事請負費 35,000

補償費 1,000

用地買収 0

（単独）
工事請負費

歩道整備工事

都祁行政センター配当替分

1,000

37,000

社会資本整備総合交付金 19,250

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

（補助）
　小学校周辺における通学路の危険箇所の抽出を行い、学校関係者、保護
者及び自治会役員、警察、道路管理者において緊急合同調査をし対策が必
要な箇所について、社会資本整備総合交付金を活用し歩道等の整備を行
う。
（単独）
　それ以外の箇所においても、児童・生徒が安全で安心して通園・通学で
きるよう単独事業で歩道の整備及び防護柵、路面標示等の安全施設の設置
を図っていく。

35,000

10,000 工事請負費 12,700

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 道路建設課

投資

事項 通学路整備事業
会計 一般会計 土木費 道路橋梁費 道路橋梁新設改良費

小事業 2025 通学路整備事業

事業概要 2,700
（補助）
　　　歩道整備　　３カ所
        二名一丁目、六条西三丁目、西大寺竜王町三丁目
（単独）
　　　歩道整備　　２カ所
　　　　高畑町、都祁吐山町

2,400

300

15,000 公有財産購入費 15,000

10,000 補償補填及び賠償金 10,000

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
19,250

　通学路のうち、通学路緊急合同点検等で危険箇所として歩道の設置等の
対策が必要となった箇所の整備を行ってきた。

委託料

事業費計
37,700

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

2,710 37,000 37,700 18,400
事業費 地方債

17,700

50
一般財源

10 50 50 50

その他
2,700 36,950 37,650

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,710 37,000 37,700 18,400
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 15 目 20

前年度予算

工事費

測量設計業務委託

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　周辺の住宅開発に伴い、道路排水施設が未整備及び容量不足のため、降
雨時において住宅地が浸水する。その対策として道路排水施設の新設・改
良工事を実施する。

10,800 工事請負費 10,800

3,200 委託料 3,200

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 道路建設課

投資

事項 道路排水施設改良事業
会計 一般会計 土木費 道路橋梁費 道路橋梁新設改良費

小事業 3010 道路排水施設改良事業

これまでの取組内容

　委託・工事　　２カ所
　
　　　敷島町二丁目・山陵町

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　大雨の際に床下浸水等が発生しているため、道路排水施設の整備を進め
ることにより浸水の解消を図りたい。

事業費計
14,000

14,000 14,000
事業費 地方債

0

14,000 14,000
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
14,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 15 目 20

前年度予算

道路景観デザイン設計委託 10,000

10,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 道路建設課

投資

事項 電線類美化事業
会計 一般会計 土木費 道路橋梁費 道路橋梁新設改良費

小事業 3510 電線類美化事業

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　歴史的な景観を守るために、三条線の無電線化に取り組む。
15,000 委託料 15,000

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　三条線は都市計画事業でJR奈良駅から上三条交差点まで拡幅を行い、景
観向上の整備の完成が見えてきたことから、その延伸として上三条の交差
点から春日大社の一の鳥居までの区間を現状幅員の中で景観向上を目的と
して路面整備を行う。

事業費計
15,000

これまでの取組内容

　奈良市内における電線類地中化事業を推進する地区として定めたひとつ
である「興福寺・春日大社」地区において、先に完了している興福寺から
鶴福院町方面に引き続き、興福寺から奈良駅方面へと続く三条線での事業
を行うことで興福寺を起点とした世界遺産にふさわしい景観と更なる保全
が図られる。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

10,000 15,000 15,000
事業費 地方債

10,000

0
一般財源

0 0 0 0

その他
10,000 15,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

10,000 15,000 15,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 65 項 15 目 10

前年度予算

災害復旧工事 12,400

測量設計業務委託 3,000

事務費 110

320

170

16,000

印刷製本費 320
事業概要

600 消耗品費 110

3,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　豪雨により崩壊した市道の復旧工事を行う。
12,400 工事請負費 12,400

3,000 委託料

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 道路建設課

投資

事項 土木施設災害復旧事業
会計 一般会計 災害復旧費 土木施設災害復旧費 土木施設災害復旧事業費

小事業 1015 道路災害復旧単独事業

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　豪雨に伴う道路崩壊等による市道の復旧工事を進めている。

事業費計
16,000

これまでの取組内容

　豪雨により路肩崩壊等被災した市道の復旧工事を速やかに施工し、二次
災害の防止及び災害地域住民の生活道の確保と安全を図る。 原材料費 170

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

11,256 16,000 16,000 16,000
事業費 地方債

16,000

0
一般財源

1,656 0 0 0

その他
9,600 16,000 16,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

11,256 16,000 16,000 16,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 10

前年度予算

全国街路事業促進協議会負担金 171

奈良県街路事業促進協議会負担金

奈良県用地対策連絡協議会負担金

171

10

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　街路事業推進のための情報交換及び職員の知識向上を目指した経費
40 負担金補助及び交付金 130

80

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 街路課

既存

事項 全国街路事業促進協議会等負担金
会計 一般会計 土木費 都市計画費 都市計画総務費

小事業 1010 都市計画事務経費

事業概要

  街路事業促進のための政府、関係官庁及びその他関係機関に対し要望を
行い、必要な情報交換を行っている。また県内における公共用地の取得等
に関して研修会等を開催している。

国庫支出金

県支出金

事業費計
130

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

  工事等の先進技術や公共用地の取得等に関する研修会への参加や情報交
換により職員の知識向上を目指すことで、街路事業の推進を図る。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

171 171 130
事業費 地方債

171
一般財源

171 171 130 130

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

171 171 130
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 30

前年度予算

用地費 用地取得 7件 396㎡ 168,000

補償費 補償 2件 65,000

委託費 公共嘱託登記業務委託 29,000

支障物件調査業務委託

現場技術業務委託

事務費 150

45

道路築造 Ｗ＝24～28ｍ 5

用地買収 Ａ＝21,698㎡ 補償件数　112件 0

1,740

50

10

26,000

290,000

社会資本整備総合交付金 158,400

6,000

2,000

2,000 委託料 10,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　街路事業は、都市における円滑な交通の確保、豊かな公共空間を備えた
良好な市街地の形成を図り、安全で快適な都市生活と機能的な都市活動に
寄与することを目的とする。
　当該路線は、市域の南北を縦走する主要な幹線道路であり、市域北部京
都府側の学術研究都市へのアクセス道路である。歩行者・自転車の安全確
保を行うとともに、都市内交通の円滑化を図るため整備が必要である。

28,000 公有財産購入費 28,000

42,000 補償補填及び賠償金 42,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 街路課

投資

事項 大和中央道(敷島工区）街路整備社会資本整備総合交付金事業
会計 一般会計 土木費 都市計画費 街路事業費

小事業 1060 大和中央道(敷島工区）街路整備社会資本整備総合交付金事業

これまでの取組内容

手数料 1,400

原材料費 50

修繕料 10

Ｌ＝831ｍ 燃料費 10

事業概要 1,800 旅費 100
　本路線は奈良市秋篠町、敷島町、西大寺赤田町二丁目の県道谷田奈良線
に至る主要な幹線道路である。 消耗品費 230

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
44,000

　主に用地買収を進め、用地買収完了区間の一部について歩道整備工事を
行った。

使用料及び賃借料

工事請負費

事業費計
81,800

261,738 290,000 81,800 37,800
事業費 地方債

131,600

0

その他
261,708 290,000 81,800

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

261,738 290,000 81,800 37,800
事業費 地方債

一般財源
30 0 0 0
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 30

前年度予算

委託費 万葉まほろば線奈良・京終間 102,000
六条奈良阪線ＢＶ新設工事

25～29年度

事務費 40
道路築造 Ｗ＝26ｍ

10

150

0

50

250

3,000

7,000

112,500

社会資本整備総合交付金 61,600

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　街路事業は、都市における円滑な交通の確保、豊かな公共空間を備えた
良好な市街地の形成を図り、安全で快適な都市生活と機能的な都市活動に
寄与することを目的とする。
　当該路線は、交通混雑が著しい市街地部の南北交通を円滑にし、また、
JR桜井線との交差部をアンダーパスにすることにより踏切事故の軽減に寄
与し安全向上を図るため整備が必要である。

386,000 委託料 386,000

　全体契約額 1,003,225

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 街路課

投資

事項 六条奈良阪線街路整備社会資本整備総合交付金事業
会計 一般会計 土木費 都市計画費 街路事業費

小事業 1061 六条奈良阪線街路整備社会資本整備総合交付金事業

印刷製本費 50

500 消耗品費 120
Ｌ＝409ｍ

事業概要

　本路線は、市街地を南北に縦貫し、北側の西木辻町からＪＲ桜井線をア
ンダーパスして南京終町までの市街地を縦走する幹線道路である。

　事業内容 南京終町一丁目地内において、
ＪＲ桜井線（万葉まほろば線）
と六条奈良阪線の立体交差（ア
ンダーパス）を行う。

　事業期間

事業費計
386,500

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　工区両端部の工事は完了し、25年度から立体交差部の工事に着手してい
る。

手数料

公有財産購入費

補償補填及び賠償金

旅費

通信運搬費 130

備品購入費 200

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
212,300

5,375 112,500 386,500 174,200
事業費 地方債

50,900

0

その他
5,260 112,500 386,500

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

5,375 112,500 386,500 174,200
事業費 地方債

一般財源
115 0 0 0
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 30

前年度予算

工事費 街路改良工事 L=15m 83,200
（電線共同溝・路面石張整備）
良好な歩行者空間整備
（ボラード設置・照明施設整備）

補償費 補償　　　1件（借家人を含む） 93,000

移設補償　1件

委託費 引継図書作成業務委託　 7,000

現場技術業務委託　　　

事務費 150
道路築造 Ｗ＝16～19ｍ

3,600
用地買収 Ａ＝2,570㎡ 補償件数　62件

50

187,000

社会資本整備総合交付金 100,100

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　街路事業は、都市における円滑な交通の確保、豊かな公共空間を備えた
良好な市街地の形成を図り、安全で快適な都市生活と機能的な都市活動に
寄与することを目的とする。
　当該路線は、無電柱化することで、歩行者交通環境を改善及び安全確保
を行うとともに、街なかへの人の流れを増やし、沿道商店街の賑わいを再
生するため近接するJR奈良駅周辺市街地の都市整備事業と共に道路整備を
進める必要がある。

15,000 工事請負費 20,000

5,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 街路課

投資

事項 三条線(三条工区）街路整備社会資本整備総合交付金事業
会計 一般会計 土木費 都市計画費 街路事業費

小事業 1062 三条線(三条工区）街路整備社会資本整備総合交付金事業

手数料 3,200

3,400 消耗品費 200
Ｌ＝317ｍ

事業概要

　本路線は、奈良市の都市活動の中心的地区であり、また主要駅と観光地
とを結ぶ観光都市奈良市の商店が並ぶシンボルロードである。

6,000

5,000 委託料 11,000

3,000

83,000 補償補填及び賠償金 86,000

事業費計
120,400

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　補償物件は残り1件であり引続き収用手続きを進める。また、用地買収
完了区間の工事に随時着手し、完了している。

旅費

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
64,350

96,517 187,000 120,400 56,000
事業費 地方債

85,700

1,149

51

その他
96,451 186,949 120,350

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

96,517 187,000 120,400 56,000
事業費 地方債

一般財源
66 51 50 50
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 30

前年度予算

委託費 道路・駅前広場詳細設計業務委託　 10,000

道路築造 Ｗ＝9.5～30ｍ

用地買収 Ａ＝18,078㎡ 補償件数　15件

50

100

3,750

13,900

社会資本整備総合交付金 5,500

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　街路事業は、都市における円滑な交通の確保、豊かな公共空間を備えた
良好な市街地の形成を図り、安全で快適な都市生活と機能的な都市活動に
寄与することを目的とする。
　当該路線は地区の道路・駅前広場等の都市基盤が不十分であるため、生
活交通と観光交通の輻輳などの交通問題が発生しており、歴史的環境と地
区の生活環境の共存・改善が急務であり整備の必要がある。

10,000 委託料 10,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 街路課

投資

事項 仮称西の京駅前線街路整備社会資本整備総合交付金事業
会計 一般会計 土木費 都市計画費 街路事業費

小事業 1064 仮称西の京駅前線街路整備社会資本整備総合交付金事業

Ｌ＝650ｍ

　本路線は世界遺産の薬師寺、唐招提寺を包括しバッファゾーンとなって
いる西ノ京地区において、歴史を巡る回遊ネットワークの形成のため、主
要地方道・県道奈良大和郡山斑鳩線と近鉄西ノ京駅を結ぶアクセス道路で
ある。

事業概要

国庫支出金
5,500

事業費計
10,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　都市計画課において都市計画の決定に向けての準備を行ってきた。 旅費

印刷製本費

手数料

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 13,900 10,000 4,500
事業費 地方債

8,400

0
一般財源

0 0 0 0

その他
0 13,900 10,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 13,900 10,000 4,500
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 30

前年度予算

工事費 街路改良工事　 L=231m 40,000

委託費 引継図書作成業務委託　 0

事務費 0

0

道路築造 Ｗ＝16ｍ

用地買収 Ａ＝3,488㎡ 補償件数　18件

40,000

社会資本整備総合交付金 22,000

手数料 550

800 消耗品費 250

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　街路事業は、都市における円滑な交通の確保、豊かな公共空間を備えた
良好な市街地の形成を図り、安全で快適な都市生活と機能的な都市活動に
寄与することを目的とする。
　当該路線は、旧市街地の幹線道路として重要な南北道路である。JR奈良
駅付近連続立体交差事業による踏切の解消とともに、当該路線を整備する
ことにより旧市街地の利便性向上に大きな役割を持つため整備が必要な道
路である。

31,200 工事請負費 31,200

3,000 委託料 3,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 街路課

投資

事項 油阪佐保山線街路整備社会資本整備総合交付金事業
会計 一般会計 土木費 都市計画費 街路事業費

小事業 1069 油阪佐保山線街路整備社会資本整備総合交付金事業

これまでの取組内容

Ｌ＝238ｍ

　本路線は、都市計画道路二条線と国道３６９号線を結ぶバイパス道路で
ある。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
18,810

　用地買収は残り1件であり引続き交渉を続ける。また、用地買収完了区
間の工事に随時着手している。

事業費計
35,000

0 40,000 35,000 16,100
事業費 地方債

18,000

0

その他
0 40,000 34,910

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 40,000 35,000 16,100
事業費 地方債

一般財源
0 0 90 90
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 30

前年度予算

工事費 街路改良工事　 L=119m 28,000

用地費 用地取得　1件 76.18㎡ 0

委託費 公共嘱託登記業務委託　 2,000

事務費 500

240

260

道路築造 Ｗ＝12～16ｍ

用地買収 Ａ＝3,653㎡ 補償件数　42件

31,000

社会資本整備総合交付金 16,500

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　街路事業は、都市における円滑な交通の確保、豊かな公共空間を備えた
良好な市街地の形成を図り、安全で快適な都市生活と機能的な都市活動に
寄与することを目的とする。
　当該路線は、旧市街地の幹線道路として重要な路線である。JR奈良駅付
近連続立体交差事業による鉄道高架での踏切解消とともに、狭隘な東西道
路を拡幅することにより旧市街地の利便向上に大きな役割を持つため整備
が必要な道路である。

29,800 工事請負費 29,800

8,000 公有財産購入費 8,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 街路課

投資

事項 二条線街路整備社会資本整備総合交付金事業
会計 一般会計 土木費 都市計画費 街路事業費

小事業 1070 二条線街路整備社会資本整備総合交付金事業

Ｌ＝373ｍ

事業概要 手数料 44
　本路線は船橋町、畑中町からＪＲ関西本線を越え芝辻町三丁目に至る区
間の幹線道路である。

消耗品費 256

500 旅費 200

1,000 委託料 1,000

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
21,340

　用地買収は残り1件であり引続き交渉を続ける。また、用地買収完了区
間の工事に随時着手し、完了している。

事業費計
39,300

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

19,957 31,000 39,300 17,900
事業費 地方債

14,500

0
一般財源

57 0 60 60

その他
19,900 31,000 39,240

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

19,957 31,000 39,300 17,900
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 30

前年度予算

委託費 道路詳細設計業務委託

公共嘱託登記業務委託　

支障物件調査業務委託

事務費

道路築造 Ｗ＝12～15ｍ

用地買収 Ａ＝1,080㎡ 補償件数　33件

0

社会資本整備総合交付金 0

1,000 消耗品費 50

10,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　街路事業は、都市における円滑な交通の確保、豊かな公共空間を備えた
良好な市街地の形成を図り、安全で快適な都市生活と機能的な都市活動に
寄与することを目的とする。当該路線は、旧市街地にあり、世界遺産興福
寺、元興寺を望む生活・観光交通の輻輳する交通問題があり、改善・整備
が急務である。

4,000 委託料 20,000

6,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 街路課

投資

事項 猿沢線街路整備社会資本整備総合交付金事業
会計 一般会計 土木費 都市計画費 街路事業費

小事業 1071 猿沢線街路整備社会資本整備総合交付金事業

これまでの取組内容

Ｌ＝120ｍ

事業概要 使用料及び賃借料 150
　本路線は、世界遺産群である興福寺から元興寺・奈良町を結ぶ道路であ
り、生活・観光の環境整備を整える。

手数料 800

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
11,000

　事業認可の取得に向けての準備を行っている。

事業費計
21,000

0 0 21,000 10,000
事業費 地方債

0

0

その他
0 0 21,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 21,000 10,000
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 30

前年度予算

工事費 移転跡地仮整備工事　 315㎡ 9,100

ネットフェンス設置工事　 100m

用地費 用地取得　1件 37,000

委託費 公共嘱託登記業務委託　 3,900

除草業務委託　13,500㎡×2

50,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　本路線は、社会資本整備総合交付金の活用により事業を行っているが、
単独事業として、地域住民の安全や利便性向上のために市道との接道部等
の整備を行う。
　また、防犯面、安全面においても必要なネットフェンス設置や除草作業
を行い、事業用地の適切な維持管理に努める。

4,200 工事請負費 5,200

1,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 街路課

投資

事項 大和中央道街路整備単独事業
会計 一般会計 土木費 都市計画費 街路事業費

小事業 3013 大和中央道街路整備単独事業

主な内容は以下のとおり

事業概要

　本事業は、市域を南北に縦断する主要な幹線道路であり、奈良市秋篠
町、敷島町、西大寺赤田町二丁目の県道谷田奈良線に至る「大和中央道
（敷島工区）」を整備するために必要な維持管理業務である。

4,700

1,300 委託料 6,000

18,800 公有財産購入費 18,800

事業費計
30,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　事業用地の適切な管理のため、移転跡地仮整備、ネットフェンス設置や
除草作業を行った。

用地取得 都市計画道路外において、従前から利用していた目的に供
することが著しく困難と認められ、相手方から買取申出が
あった土地の取得

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

3,452 50,000 30,000 24,300
事業費 地方債

45,600

4,400

その他
800 45,600 24,300

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,452 50,000 30,000 24,300
事業費 地方債

一般財源
2,652 4,400 5,700 5,700
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 30

前年度予算

工事費 街路改良付帯工事　

委託費 測量業務委託

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　街路事業は、都市における円滑な交通の確保、豊かな公共空間を備えた
良好な市街地の形成を図り、安全で快適な都市生活と機能的な都市活動に
寄与することを目的とする。
　当該路線は、交通量の増加により渋滞が日常化しておりまた歩行者にお
いては歩道のない危険な状態となっているため、改善・整備が急務であ
る。

3,000 工事請負費 3,000

13,000 委託料 13,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 街路課

投資

事項 奥柳登美ケ丘線街路整備単独事業
会計 一般会計 土木費 都市計画費 街路事業費

小事業 3025 奥柳登美ケ丘線街路整備単独事業

　本路線は市西部の住宅地域を縦断する幹線道路であり、南は六条町から
登美ヶ丘三丁目に至る道路である。

事業概要

国庫支出金

県支出金

事業費計
16,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 0 16,000 3,000
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 13,000 13,000

その他
0 0 3,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 16,000 3,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 30

前年度予算

工事費 街路改良付帯工事（下水道）　 2,500

300

2,800

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　本路線は、社会資本整備総合交付金の活用により事業を行っているが、
付帯工事として、都市計画道路と鉄道の立体交差により影響を受ける下水
道工事を実施する必要がある。

20,000 工事請負費 20,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 街路課

投資

事項 六条奈良阪線街路整備単独事業
会計 一般会計 土木費 都市計画費 街路事業費

小事業 3037 六条奈良阪線街路整備単独事業

主な内容は以下のとおり
街路改良付帯工事 都市計画道路と鉄道の立体交差により影響を受ける下

水道工事。

事業概要

　本路線は、市街地を南北に縦貫し、北側の西木辻町からＪＲ桜井線をア
ンダーパスして南京終町までの市街地を縦走する幹線道路である「六条奈
良阪線」を整備するために必要な付帯工事である。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
20,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　事業用地の適切な管理のため、移転跡地仮整備、ネットフェンス設置や
除草作業を行った。

委託料

0 2,800 20,000 20,000
事業費 地方債

1,600

1,200

0 2,800 20,000 20,000
事業費 地方債

一般財源
0 1,200 0 0

その他
0 1,600 20,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 30

前年度予算

工事費 街路改良付帯工事 59,000

委託費 公共嘱託登記業務委託 1,000

60,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 街路課

投資

事項 三条線（三条工区）街路整備単独事業
会計 一般会計 土木費 都市計画費 街路事業費

小事業 3048 三条線（三条工区）街路整備単独事業

　本路線は、奈良市の都市活動の中心的地区であり、また主要駅と観光地
とを結ぶ観光都市奈良市の商店が並ぶシンボルロードである「三条線（三
条工区）」を整備するために必要な付帯工事である。

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　本路線は、社会資本整備総合交付金の活用により事業を行っているが、
単独事業として、地域住民の安全や利便性向上のために県道との接道部等
の整備を行う。

5,000 工事請負費 5,000

1,300 委託料 1,300

事業費計
6,300

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　事業用地の適切な管理のため、移転跡地仮整備を行った。

主な内容は以下のとおり
街路改良付帯工事 都市計画道路と県道との接道部や影響を受ける宅内に

対する工事

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

4,520 60,000 6,300 6,300
事業費 地方債

60,000

0

その他
4,400 60,000 6,300

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

4,520 60,000 6,300 6,300
事業費 地方債

一般財源
120 0 0 0

―　1044　―



区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 30

前年度予算

工事費 街路改良付帯工事（北側区域）　 1,500

委託費 公共嘱託登記業務委託　 0

主な内容は以下のとおり
街路改良付帯工事

1,500

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　本路線は、社会資本整備総合交付金の活用により事業を行っているが、
単独事業として、地域住民の安全や利便性向上のために市道との接道部等
の整備を行う。
　また、防犯面、安全面においても必要な箇所の整備を行い、事業用地の
適切な維持管理に努める。

10,700 工事請負費 10,700

1,300 委託料 1,300

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 街路課

投資

事項 油阪佐保山線街路整備単独事業
会計 一般会計 土木費 都市計画費 街路事業費

小事業 3054 油阪佐保山線街路整備単独事業

都市計画道路と市道との接道部や影響を受ける宅
内に対する工事

　本路線は、都市計画道路二条線と国道３６９号線を結ぶバイパス道路で
ある「油阪佐保山線」を整備するために必要な付帯工事である。

事業概要

国庫支出金

県支出金

事業費計
12,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　事業用地の適切な管理のため、移転跡地仮整備、ネットフェンス設置や
除草作業を行った。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 1,500 12,000 12,000
事業費 地方債

1,500

0
一般財源

0 0 0 0

その他
0 1,500 12,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 1,500 12,000 12,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 30

前年度予算

工事費 街路改良付帯工事（鉄道高架下）　 1,000

主な内容は以下のとおり
街路改良付帯工事

1,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　本路線は、社会資本整備総合交付金の活用により事業を行っているが、
単独事業として、地域住民の安全や利便性向上のために市道との接道部等
の整備を行う。
　また、防犯面、安全面においても必要な箇所の整備を行い、事業用地の
適切な維持管理に努める。

6,700 工事請負費 6,700

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 街路課

投資

事項 二条線街路整備単独事業
会計 一般会計 土木費 都市計画費 街路事業費

小事業 3057 二条線街路整備単独事業

都市計画道路と市道との接道部や鉄道交差部に対
する工事

事業概要

　本路線は船橋町、畑中町からＪＲ関西本線を越え芝辻町三丁目に至る区
間の幹線道路である「二条線」を整備するために必要な付帯工事である。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
6,700

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　事業用地の適切な管理のため、移転跡地仮整備、ネットフェンス設置や
除草作業を行った。

0 1,000 6,700 6,700
事業費 地方債

1,000

0

0 1,000 6,700 6,700
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
0 1,000 6,700

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 30

前年度予算

委託費 事業認可図書作成業務委託　 23,000

主な内容は以下のとおり

23,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 街路課

投資

事項 仮称西の京駅前線街路整備単独事業
会計 一般会計 土木費 都市計画費 街路事業費

小事業 3065 仮称西の京駅前線街路整備単独事業

事業概要

　本路線は世界遺産の薬師寺、唐招提寺を包括しバッファゾーンとなって
いる西ノ京地区において、歴史を巡る回遊ネットワークの形成のため、主
要地方道・県道奈良大和郡山斑鳩線と近鉄西ノ京駅を結ぶアクセス道路で
ある「仮称西の京駅前線」を整備するために必要な業務委託である。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　本路線は、社会資本整備総合交付金の活用により事業を行うが、事業着
手のため都市計画法第５９条の規定による認可を受ける必要がある。 20,000 委託料 20,000

事業費計
20,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　都市計画課において都市計画の決定に向けての準備を行っている。

事業認可図書作成業務委託 事業認可を受けるため、道路概略設計、駅
前広場基本設計、土質調査、橋梁予備設計
を実施し、申請図書を作成する。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

0 23,000 20,000
事業費 地方債

3,000

20,000

その他
0 3,000 0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 23,000 20,000
事業費 地方債

一般財源
0 20,000 20,000 20,000
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 30

前年度予算

委託費 事業認可図書作成業務委託　 4,000

主な内容は以下のとおり

4,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　本路線は、社会資本整備総合交付金の活用により事業を行うが、事業着
手のため都市計画法第５９条の規定による認可を受ける必要がある。 5,000 委託料 5,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 街路課

投資

事項 猿沢線街路整備単独事業
会計 一般会計 土木費 都市計画費 街路事業費

小事業 3067 猿沢線街路整備単独事業

事業認可図書作成業務委託 事業認可を受けるため、道路概略設計等を実施
し、申請図書を作成する。

事業概要

　本路線は、世界遺産群である興福寺から元興寺・奈良町を結ぶ道路であ
る「猿沢線」を整備するために必要な業務委託である。

国庫支出金

県支出金

事業費計
5,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　奈良市街路事業の重点路線として位置付け、事業認可取得に向けて、地
元説明会を開催した。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 4,000 5,000
事業費 地方債

4,000
一般財源

0 4,000 5,000 5,000

その他
0 0 0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 4,000 5,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 20 目 10

前年度予算

河川関係団体大会、幹事会出席旅費 20

新聞購読料 37 90
定期刊行物等購読料等 23
事務用消耗品 30

奈良県治水砂防協会負担金 527
大和川水環境協議会負担金
木津川上流直轄改修期成同盟会負担金 21

 (過去３年の負担金実績）
奈良県治水砂防協会負担金
布目ダム放流連絡会負担金
大和川水環境協議会負担金
木津川上流直轄改修期成同盟会負担金

637

324 負担金補助及び交付金 532
187

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

  課の事務運営のための経費、また河川関係団体との連絡調整を図り、水
質の向上と河川の環境を守る。 20 旅費 20

消耗品費 90

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 河川課

既存

事項 課事務経費
会計 一般会計 土木費 河川費 河川総務費

小事業 1010 河川事務経費

これまでの取組内容

　課の事務運営のための経費。河川関係団体には、奈良県治水砂防協会他
２団体に負担金を納付している。

事業概要

531 527 527
事業費計

642

15 16 16
187 187 187
5 - -

324 324 324
(H24) (H25) (H26)

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

2,790 637 642
事業費 地方債

637

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,790 637 642
事業費 地方債

一般財源
2,790 637 642 642
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 20 目 15

前年度予算

河川修繕工事　　河川48カ所、調整池2カ所 46,000

草刈委託　16カ所 8,677
測量設計委託　4カ所
菩提せせらぎ水辺ろ過設備保守点検業務委託
八条五丁目雨水排水ポンプ場管理業務委託
廃土処理委託

河川施設修繕　59カ所 15,000
庁用備品修理 20

浚渫　34カ所 10,000

大門川ゲート他電気料金 2,989

大門川ゲート通信料他 160

現場用真砂土、土のう袋 700

事務・現場用消耗品 253

青写真印刷 50 82

　地元自治会等からの要望に基づき緊急性、優先度を確認して工事を実
施した。 5

過去３年間の実績 (カ所） 500

河川補修工事・修繕工事
浚渫・草刈業務 35 45 84,366

合　　計

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　河川の通水機能を維持し、安全、安心で快適な河川環境を図る。
48,000 工事請負費 48,000

5,800 委託料

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 河川課

既存

事項 河川施設維持補修経費
会計 一般会計 土木費 河川費 河川堤防維持費

小事業 1010 河川維持補修経費

事業概要

　河川の通水機能を維持するため、補修及び修繕を実施する。 10,500 手数料 10,500

2,398 光熱水費 2,398

14,500 修繕料 14,520

454
500

9,643
2,000
889

補償補填及び賠償金

(H24) (H25) (H26)

燃料費

印刷製本費 50
これまでの取組内容

310 消耗品費 310

615 原材料費 615

264 通信運搬費 264

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

167 216 170 財源内訳 財 源 の 内 容

132 171 117
事業費計

53 86,300

110,743 84,366 86,300 13,000
事業費 地方債

10,000

74,366

110,743 84,366 86,300 13,000
事業費 地方債

一般財源
110,743 74,366 73,300 73,300

その他
10,000 13,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 20 目 20

前年度予算

河川改修工事　13カ所 53,000

測量設計委託　8カ所 6,500

移設補償　(水道管・ガス管) 4,000

事務費 200

50

過去３年間の実績

(H24) (H25) (H26)
1,050

9カ所 8カ所 11カ所

64,800

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 河川課

投資

事項 普通河川改修事業
会計 一般会計 土木費 河川費 河川堤防改修費

小事業 1010 普通河川改修事業

印刷製本費 50
事業概要

500 消耗品費 450

3,000 補償補填及び賠償金 3,000

委託料 4,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　大雨などによる被害を最小限にするため、改修などの整備を行い、安全
で安心なまちづくりを推進する。 47,500 工事請負費 47,500

4,000

事業費計
55,000

財源内訳 財 源 の 内 容

負担金補助及び交付金

これまでの取組内容

　市内には、県が管理する一級河川が２５本、市が管理する準用河川が１
３本、普通河川が２５２本、法定外公共物（水路）が７，５００本ありま
す。
　大雨などによる被害を最小限にするため、改修などの整備を行うととも
に、治水、浸水対策として継続的に工事を実施する。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

24,253 64,800 55,000 55,000
事業費 地方債

64,800

0

その他
24,253 64,800 55,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

24,253 64,800 55,000 55,000
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 20 目 20

前年度予算

測量設計委託

0

社会資本整備総合交付金

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　近年のゲリラ豪雨などによる浸水被害地域の解消に向けた雨水の流下能
力の向上を図る整備を行い、安心・安全な暮らしを目指し生活環境を確保
する。

5,000 委託料 5,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 河川課

新規等

事項 準用河川大門川改修事業
会計 一般会計 土木費 河川費 河川堤防改修費

小事業 1015 準用河川大門川改修事業

事業概要

　浸水被害箇所において、現況調査を実施するとともに、大雨などによる
被害を最小限にするため、未改修部分の整備を実施し、生活の安全確保を
図る。

国庫支出金
2,500

県支出金

事業費計
5,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

5,000 2,500
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 0 0

その他
5,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

5,000 2,500
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 20 目 20

前年度予算

測量設計委託

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　蛙股池は、大和川流域総合治水対策の一環として、ため池に治水容量を
持たせ、洪水調節を行うため、平成１３年度から平成１５年度まで特定保
水池整備事業で工事を行った。工事竣工から１０年が経過しヘドロが堆積
していることから、底樋を中心にヘドロの撤去を行い、治水容量を確保す
る。

3,000 委託料 3,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 河川課

新規等

事項 蛙股池ヘドロ撤去事業
会計 一般会計 土木費 河川費 河川堤防改修費

小事業 1550 特定保水池整備事業

事業概要

　現況の測量を行い、道路建設課が実施するあやめ新橋の耐震補強工事に
随伴して、仮設進入路を設置し、底樋付近１０ｍ×１０ｍの範囲を固化
し、年次的にヘドロを掘削・処分し、その後数年間浚渫作業を行う。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
3,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

3,000
事業費 地方債

0

3,000
事業費 地方債

一般財源
0 0 3,000 3,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 20 目 20

前年度予算

貯留浸透施設整備工事(水田貯留)

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 河川課

新規等

事項 貯留浸透施設整備事業（水田貯留）
会計 一般会計 土木費 河川費 河川堤防改修費

小事業 3010 浸水対策事業

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　浸水常襲地域の浸水対策として、上流部の水田を利用し、大雨の際に一
時的に雨水を貯めた後、徐々に下流に流すもので、下流域における雨水の
流入ピークをずらし、浸水被害を軽減するものである。
　また、大和川流域総合治水対策の一つとして、現在、検討されている取
り組みである。

4,000 工事請負費 4,000

これまでの取組内容

　水田の貯水機能に着目し、畦畔を補強するとともに、水田の排水口に簡
易な止水調整板を設置することで、一次的に貯留する。
　神殿地区でモデル的に実施する。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
4,000

財源内訳 財 源 の 内 容

4,000
事業費 地方債

0

4,000
事業費 地方債

一般財源
0 0 4,000 4,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 20 目 20

前年度予算

浸水対策工事　10カ所 40,400

測量設計検討業務委託　6カ所 13,000
登記業務委託　1カ所

移設補償　(水道管・ガス管) 10,500

事務費 100

( 発掘調査経費）
労災保険 6 0
臨時職員賃金 0

消耗品 0
ガソリン 6 0
青写真印刷等 33 0
し尿汲取 2 0
測量委託 0

発掘作業員派遣
機械・設備借上 0
砂 35 0

過去３年間の実績
　ゲリラ豪雨などによる事業

(H24) (H25) (H26)

4カ所 6カ所 7カ所
64,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 河川課

投資

事項 浸水対策事業
会計 一般会計 土木費 河川費 河川堤防改修費

小事業 3010 浸水対策事業

事業概要

200 消耗品費 200

9,000 補償補填及び賠償金 9,000

6,950 委託料 8,950
2,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　近年のゲリラ豪雨などによる浸水被害地域の解消に向けた雨水の流下能
力を図る整備を行い、安心・安全な暮らしを目指し生活環境を確保する。

49,000 工事請負費 49,000

これまでの取組内容

772 使用量及び賃借料 772
原材料費 35

委託料 1,544
1,239

　近年のゲリラ豪雨などにより浸水被害のあった浸水被害箇所及び要望の
あった浸水被害箇所において、現況調査を実施するとともに、浸水対策工
事を実施し、安心・安全な暮らしを目指し生活環境を確保する。

共済費 6
294 賃金 294
158 消耗品費 158

燃料費 6
印刷製本費 33
手数料 2

305

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
70,000

財源内訳 財 源 の 内 容

21,938 64,000 70,000 70,000
事業費 地方債

64,000

0

21,938 64,000 70,000 70,000
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
21,938 64,000 70,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 35

前年度予算

都市下水路浚渫工事 994

都市下水路賠償責任保険料 6 6

　都市下水路の浚渫工事等を実施することで通水機能の維持を図る。

都市下水路 １１路線
総延長 Ｌ＝１１，７３０ｍ

　都市下水路の維持管理のため、緊急性、優先度を勘案して工事を実施｡

　浚渫工事 (H24) (H25) (H26)

1カ所 1カ所 1カ所
1,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 河川課

既存

事項 都市下水路維持管理経費
会計 一般会計 土木費 都市計画費 都市下水路維持費

小事業 1010 都市下水路維持補修経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市街地の浸水を防止し、環境衛生の向上を図るため、都市下水路事業と
して整備を実施する。 694 工事請負費 694

保険料 6

国庫支出金

県支出金

事業費計
700

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

951 1,000 700
事業費 地方債

1,000
一般財源

951 1,000 700 700

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

951 1,000 700
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 25 目 40

前年度予算

整備工事　2カ所 5,800

測量設計委託 700

移設補償　(水道管・ガス管) 1,500

事業期間　　　　　　昭和３６年度　～　平成５年度

路線数 １１路線
計画総延長 １１，７３０ｍ

整備済 １１，２４９ｍ
未整備 　　　４８１ｍ

過去３年間の実績

件数 1カ所 3カ所 1カ所 8,000

整備延長 L=11m L=36m L=30m

1,000 補償補填及び賠償金 1,000

委託料 700

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市街地の浸水を防止し、環境衛生の向上を図るため、都市下水路事業と
して整備を実施する。 4,300 工事請負費 4,300

700

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 河川課

投資

事項 都市下水路整備事業
会計 一般会計 土木費 都市計画費 都市下水路布設事業費

小事業 1510 都市下水路整備事業

これまでの取組内容

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

(H24) (H25) (H26)
事業費計

6,000

2,427 8,000 6,000 6,000
事業費 地方債

8,000

0

2,427 8,000 6,000 6,000
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
2,427 8,000 6,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 65 項 15 目 10

前年度予算

復旧工事費 11,800

測量設計委託 4,000

土のう袋、木杭 100

事務費 100

　公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法に基づき、国庫補助にて復旧
工事を行う。

過去３年間の実績

河川災害復旧工事　　　
(H24) (H25) (H26) 16,000

件数 5件 2件 0件

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 河川課

投資

事項 土木施設災害復旧事業
会計 一般会計 災害復旧費 土木施設災害復旧費 土木施設災害復旧事業費

小事業 1515 河川災害復旧単独事業

事業概要

100 消耗品費 100

100 原材料費 100

委託料 4,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　河川災害復旧事業を実施することで、市民の生命と財産を守り、安全・
安心なまちづくりを推進する。 11,800 工事請負費 11,800

4,000

国庫支出金

県支出金

事業費計
16,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　被災した河川の原形復旧工事を実施する。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

2,316 16,000 16,000 16,000
事業費 地方債

16,000

0
一般財源

0 0 0 0

その他
2,316 16,000 16,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,316 16,000 16,000 16,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 35

前年度予算

補修用消耗品 50

修繕料 23,700
本庁舎・各施設

補修用原材料 250
ガラス等

24,000

225 原材料費 225

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

 庁舎等維持補修にかかる経費
45 消耗品費 45

26,730 修繕料 26,730

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 営繕課

既存

事項 庁舎等維持補修経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 財産管理費

小事業 1510 庁舎等維持補修経費

これまでの取組内容

 庁舎等維持補修にかかる経費
事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　施設老朽化に伴い維持補修の件数が増加し、施設管理者による、点検・
整備・補修をするように指導を行っている。

事業費計
27,000

19,973 24,000 27,000
事業費 地方債

24,000

19,973 24,000 27,000
事業費 地方債

一般財源
19,973 24,000 27,000 27,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 75

前年度予算

工事請負費 防災行政無線（移動系）整備工事 118,320

旅費 近畿総合通信局2人×2回 64
工場製品検査（東京）2人×2回

消耗品 印刷機器インクジェット　6本 216
コピー用紙Ａ２・Ａ３・Ａ４
その他事務用消耗品

印刷製本費 青写真印刷Ａ１ 1,210枚 400
青写真印刷Ａ２ 1,300枚
原図スキャナデータ化　400枚

手数料 無線免許手数料 0

119,000

社会資本整備総合交付金 59,160

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 営繕課

投資

事項 奈良市防災行政無線（デジタル移動系）整備工事
会計 一般会計 総務費 総務管理費 庁舎等施設整備事業費

小事業 5010 防災行政無線通信設備整備事業

設備工事 95
統制局１カ所　奈良市役所北棟２階無線機室

105 印刷製本費 270
事業概要 70

200

108 消耗品費 482
174

112

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　現在運用中のアナログ移動系行政無線は、平成８年に整備したもので、
アナログ１チャンネルのみの運用であり、整備から１５年が経ち老朽化が
激しく修繕用の部品も入手が困難な状況で最悪の場合、災害時にその機能
が十分果たせないことが懸念されている。また、防災機能が本庁舎内で分
散していることから、庁舎の防災機能を集約化し、新たに本部設置場所と
併設した防災無線室を設け、迅速、的確かつ情報共有量の拡大を図るため
の防災情報伝達網の整備を平成２４年度から平成２７年度の４箇年をかけ
て実施している。なお、２７年度の工事請負費について、債務負担行為を
設定済である。

360,270 工事請負費 360,270

9 旅費 121

遠隔制御器撤去工事　奈良市役所内１３台
移動局撤去　６４台

基地局撤去工事　奈良市役所内防災無線室（中央棟４階）
中継局撤去工事　水台山中継局

撤去工事

車載型無線機３４台
携帯型無線機１２４台

中継局５カ所　西部会館他４カ所 857 手数料 857
移動局　半固定型無線機３Ｗ卓上型３台　１Ｗ壁掛型１台　他１３カ所

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
180,135

事業費計
362,000

これまでの取組内容

　通信の多チャンネル化を図り、防災や災害活動をより即応的、機動的に
行うため、移動系防災行政無線をデジタル化する。リアルタイムに情報を
本部に伝達するため、一次避難所や市の出先機関などに、携帯型および車
載型の移動局と本庁舎に基地局を整備し、安定した通信システムを構築す
る。平成２５年度は実施設計と一部無線機購入を、平成２６年から平成２
７年にかけて本工事を行い、動作確認したうえで現在のアナログ移動系防
災無線を撤去する。

24,202 119,000 362,000 181,800
事業費 地方債

59,100

740

24,202 119,000 362,000 181,800
事業費 地方債

一般財源
2,402 740 65 65

その他
21,800 118,260 361,935

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 10 目 10

前年度予算

2人 165
新営予算単価説明会・設計基準説明会 4人
奈良県市営繕主務者会講習会 3人
耐震診断講習会 5人
応急危険度判定士講習会 5人
圧送技術研究会 6人
建築技術系職員研修 6人
建築改修工事の積算講習会 6人

新聞代 579

建築・構造法令書籍等（年度改訂版）
建設物価本・建築コスト情報・建築施工単価等　
コピー用紙・ トレッシングペーパー等　

工事請負契約書関係等　 20

技術計算用パソコン等機器賃借料 2,806
耐震診断用パソコン等機器賃借料
定期報告用パソコン等機器賃借料
構造計算プログラム賃借料
情報系・基幹系及び財務会計用端末機等賃借料
技術計算用周辺機等賃借料

奈良県市営繕主務者会議負担金　　 80

耐震診断技術講習会出席負担金 5人
建築物応急危険度研修会参加負担金 5人

3,650

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 営繕課

既存

事項 土木事務経費
会計 一般会計 土木費 土木管理費 土木総務費

小事業 1010 土木事務経費

37 消耗品費 264
事業概要 45

12

13
12

5
10

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

 課の事務執行にかかる経費
耐震改修補強講習会 5 旅費 69

9
3

734
272

460
518

使用料及び賃借料 3,105
617

 課の事務執行にかかる経費 32
150

10 印刷製本費 10

504

国庫支出金

県支出金

事業費計
3,533

財源内訳 財 源 の 内 容

　公共積算基準に適合した内容の積算システムを導入することで、公共建
築工事の積算業務の透明性及び信頼性の増加と、業務の合理化、省力化を
図り時間外勤務を縮減するよう改善する。

30 負担金補助及び交付金 85
35
20

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

3,657 3,650 3,533
事業費 地方債

3,650
一般財源

3,657 3,650 3,533 3,533

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,657 3,650 3,533
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 30

前年度予算

事務連絡旅費（年間） 15 26
ＮＯＭＡ行政管理実務講座旅費 5

他課へ配布する払出用消耗品（紙類、文具類、荒物類） 2,893
事務用消耗品
図書購入費

他課へ配布する払出用印刷（封筒、半罫紙等） 565

ＮＯＭＡ行政管理実務講座出席負担金 35 37

3,521

268
20

496 印刷製本費 496

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　庁内各課が共通して使用する常用物品（文具類・荒物等、各種封筒等印
刷物）などの物品調達及び課の事務に要する経費。
各課共通の事務用消耗品・印刷物等の効率的で安価な調達を行う。

旅費 20

2,325 消耗品費 2,613

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 指導監察課

既存

事項 物品調達管理経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 会計管理費

小事業 1015 物品調達管理経費

これまでの取組内容

　庁内各課が使用する常用物品（文具類149品目・荒物等7品目、各種封筒
等印刷物5品目）などの事務用消耗品・印刷物等の単価契約を締結し、文
具類等は各課に予算割当を行い、荒物等は現物の払出を行う。

負担金補助及び交付金 35
事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　庁内各課が共通して使用する消耗品・印刷物を単価契約することで、よ
り効率的で安価な物品調達に努めている。

事業費計
3,164

3,521 3,164
事業費 地方債

3,521

3,521 3,164
事業費 地方債

一般財源
0 3,521 3,164 3,164

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 10

前年度予算

入札監視委員会報酬 0

入札関係旅費 168
ＣＳＲ調達制度検討視察旅費
入札監視委員会旅費（6回）

新聞代 556
追録代
書籍購入費
事務用消耗品

　 入札監視委員会食糧費 4

郵便入札用封筒等印刷 33

切手代 82

入札参加者申請情報公開システム保守・修正業務委託 1,728

電子入札システム等利用料 6,756

336

9,663

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 契約課

既存

事項 入札事務執行経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

小事業 5010 入札事務経費

375
事業概要

100
44

86 消耗品費 605

29

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市では、談合や不祥事のない入札制度の確立に取り組んでいる。入
札に電子入札を利用することで、入札の公正性・透明性の向上を図り、入
札事務の効率性・円滑化を図っている。

180 報酬 180

10 旅費 94
55

これまでの取組内容

6,756 使用料及び賃借料 6,756

270 委託料 270

　電子入札は、インターネットを利用し、人の手を介しないことによる入
札の透明性が確保される。また、入札者が一同に会することもなく談合の
ない入札を執行することができる。
　奈良市では今後も電子入札の拡大に取り組むとともに、事後評価の導入
や総合評価の拡大を検討し、これまでの価格競争だけではなく、技術評
価・企業評価を取り入れた入札制度の改革を進めていく。

3 食糧費 3

33 印刷製本費 33

82 通信運搬費 82

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　予定価格が130万円を超える市内本店に発注する建設工事及び50万円を
超える市内本店に発注する建築設計・測量業務について入札を実施した。
そのうち約70％が電子入札システムを利用した入札となっており、今後も
さらなる電子入札の利用拡大に向けて取り組んでいく。

年度　　　　　件数　　電子入札　割合
平成23年度　　560件　　424件　　76％
平成24年度　　558件　　396件　　71％
平成25年度　　537件　　395件　　74％

報償費

事業費計
8,023

15,687 9,663 8,023
事業費 地方債

証明手数料 9

9,654

15,687 9,663 8,023
事業費 地方債

一般財源
15,678 9,654 8,014 8,014

その他
9 9 9 9

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 50 項 10 目 10

前年度予算

　総合評価審査委員会特別委員報酬 0

　奈良県市町村土木積算データ協議会（2人×2回） 49
　土木工事標準積算基準書等改正説明会（2人×1回）
　会計検査院会計実施検査に伴う説明会（2人×1回）
　総合評価審査委員会の特別委員旅費（4人×6回）

　夏服・冬服（7着） 754
　書籍購入費
　コピー代
　新聞代
　事務用品一式等

　土木積算システムコンピュータ等賃貸借料（6台12カ月） 4,506
　奈良県土木積算システムに関する情報・資料借上料
　資材単価電子データ（平成27年度）利用借上料
　ＪＡＣＩＣデータ（基本データ）借上料
　土木積算システム及びデータ借上料（下水道等データ）

　（9台分）
　奈良県土木部建築関係単価表平成27年度前期単価利用料金 59
　奈良県土木部建設関係単価表平成27年度後期単価利用料金 59
  営繕積算システム借上料　
　営繕積算システム用複合単価データ利用料

　一般財団法人建築コスト管理システム研究所賛助会費 0

240

5,549

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 技術監理課

既存

事項 土木事務経費
会計 一般会計 土木費 土木管理費 土木総務費

小事業 1010 土木事務経費

116 消耗品費 697
97

44

50
1
1

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

・技術監理課の事務運営
・土木積算システムの運用に要する費用 240 報酬 240

4 旅費

984
2,125

37
30

事業概要 30
・土木積算システムの一括管理 36

418

515 使用料及び賃借料 4,398

国庫支出金

県支出金

5,485

財源内訳 財 源 の 内 容

　事務用消耗品の削減。 営繕積算システム（ＲＩＢＣ２）の導入による
積算業務の合理化、省力化を図った。 100 負担金補助及び交付金 100

報償費

事業費計

459
これまでの取組内容 130

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

4,689 5,549 5,485
事業費 地方債

その他雑入 1,080

4,469
一般財源

3,721 4,469 4,608 4,608

その他
968 1,080 877 877

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

4,689 5,549 5,485
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 30

前年度予算

NOMA行政管理講座等旅費 10 19

消耗品 469
コピー代
新聞代等

納入通知書兼領収証書 1,223

決算書及び決算事項別明細書
領収書等

コンビニデータ受信料 96 106
切手代 10

窓口収納手数料 8,216
口座振替データ分離集合手数料
郵便振替手数料 37

現金運送保険代 150

NOMA行政管理講座出席負担金等 42 42

100

10,325

551
328

事業概要

135 印刷製本費 1,014

230
92

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　会計事務の公正、確実、かつ迅速な遂行を図る経費
旅費 10

187 消耗品費 509

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 会計課

既存

事項 会計事務経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 会計管理費

小事業 1010 会計事務経費

これまでの取組内容

負担金補助及び交付金 42

150 保険料 150

　公金の出納を公正、確実、かつ迅速に行う。 通信運搬費 106

6,900 手数料 8,777
1,840

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

10,608

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　事務的経費の節減・縮小を図った。

償還金利子及び割引料

事業費計

9,252 10,325 10,608
事業費 地方債

10,325

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

9,252 10,325 10,608
事業費 地方債

一般財源
9,252 10,325 10,608 10,608
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 30

前年度予算

データ伝送　専用ソフトバージョンアップ 14 0

データ受信料 90 0

社会保障・税番号制度対応事業（財務会計システム） 0

情報システム最適化事業（財務会計システム） 0
データ伝送サービス契約料 11
データ伝送サービス月額基本料 20

データ伝送ソフト 96 0

情報システム最適化事業（財務会計システム）
（債務負担行為設定）

平成26年～37年度
限度額

120

120

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　情報システムの現状分析と危機管理対策を行い、業務の効率化・簡素化
と経費の削減を図り、市民サービスの向上につながる情報システムの最適
化を行う。
　また、情報システム最適化計画に基づき、情報システムの最適化を図
る。

消耗品費 14

通信運搬費 90

1,700 委託料 1,700

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 会計課

新規等

事項
情報システム最適化、社会保障・税番号制度対応事業（財務会
計システム）

会計 一般会計 総務費 総務管理費 会計管理費

小事業 1010 会計事務経費

これまでの取組内容

370,000

事業概要 備品購入費 96
　平成3年度導入の老朽化した既存システムを刷新することで、事務の最
適化による一層の事務効率の向上を行う。
また、行政評価と財務会計との連携による財源に見合う事業計画の推進、
現在総務省で見直しが行われている新公会計制度への対応を行うことで、
奈良市の財政状況を的確に把握し、将来世代のための改革推進に役立てて
いく。

13,544 使用料及び賃借料 13,575

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成26年6月、総合評価落札方式一般競争入札により落札業者決定。

報償費

事業費計
15,475

120 15,475
事業費 地方債

120

120 15,475
事業費 地方債

一般財源
0 120 15,475 15,475

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 30

前年度予算

灯油（ストーブ用） 225

庁用器具修繕料 30 30

机、椅子等廃棄処理 949

行政文書廃棄処理
ストーブ点検手数料（82台） 45

職員用机　購入経費 3,738
職員用椅子　購入経費

4,942

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 会計課

既存

事項 会計事務経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 会計管理費

小事業 1015 物品調達管理経費

事業概要

128 手数料 929
756

30

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　物品等の調達に要する経費
284 燃料費 284

修繕料

財 源 の 内 容

国庫支出金

これまでの取組内容

　各課から排出される行政文書（重要文書）の廃棄及び、保存文書の内、
保存期限がきれた文書の廃棄を行った。また、机・椅子については老朽化
が進むため更改を行った。

事業費計
6,095

財源内訳

　庁用器具（机・椅子）の購入経費及び職員の時間外勤務用の暖房用ス
トーブに係る燃料費

551 備品購入費 4,852
4,301

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

3,147 4,942 6,095
事業費 地方債

不用品売払収入 4,942

0
一般財源

0 0 0 0

その他
3,147 4,942 6,095 6,095

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,147 4,942 6,095
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 30

前年度予算

不用品売払に伴う事務用消耗品 100

不用品売払に伴う切手代 18 23

車両一時抹消登録申請手続きに伴う手数料 8 30
車両仮ナンバー登録申請手数料 16

車両一時抹消済車両の 128 164
保管場所移動に伴う自賠責保険料

インターネット回線使用料 253

570

128 保険料
事業概要

手数料 24

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　インターネットオークションを利用した不用物品売払により、収入の確
保と物品の再利用による有効活用を図るために係る経費 100 消耗品費 100

通信運搬費 18

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 会計課

既存

事項 インターネットオークション経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 会計管理費

小事業 1015 物品調達管理経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　インターネット市有財産売却実績
　　平成24年度　　4回実施　　　5,518,681円
　　平成25年度　　5回実施　　　6,155,800円
　　平成26年度　　3回実施　　　　784,850円
　　　　　（3回目は開札前のため、2回目までの金額）

事業費計
494

これまでの取組内容

　インターネットオークションを利用した不用物品売払を行う。
224 使用料及び賃借料 224

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

317 570 494
事業費 地方債

不用品売払収入 480

90
一般財源

0 90 0 0

その他
317 480 494 494

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

317 570 494
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 55 項 10 目 10

前年度予算

説明会、研究会、市外事務連絡等 309

消防長交際費 20

新聞代 606
事務用消耗品

出初式案内状、封筒等印刷 44

椅子等修理 1

切手等郵便料 3,407
電信電話料

申請手数料 23

出初式会場設営委託 480

出初式会場借上げ 5,727
仮眠用寝具等借上げ
事務機器借上げ
ＡＥＤリース料

消防長会、消防協会負担金 11,567
消防防災ヘリコプター運航連絡協議会負担金

22,184

44 印刷製本費 44

146 消耗品費 636
490

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　複雑多様化する災害事案・社会変貌等に対応するための消防行政事務執
行及び全国消防長会等の消防関係機関への会議に奈良県代表消防本部とし
ての消防局長等の出席経費等並びに奈良県の消防防災ヘリコプターの活動
に必要な経費に係る負担金。

261 旅費 261

18 交際費 18

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 消防総務課

既存

事項 消防行政事務執行及び消耗品費等庶務経費
会計 一般会計 消防費 消防費 常備消防費

小事業 1010 常備消防事務経費

200 使用料及び賃借料 5,693
5,043

480 委託料 480

事業概要

・当課並びに各署所の事務用コピー代、電話料金
・新規採用者に要する経費
・消防出初式に要する経費
・奈良県消防防災ヘリコプターに要する経費
・消防署所庁舎ＡＥＤ借上げに要する経費

33 通信運搬費 4,055
4,022

28 手数料 28

1 修繕料 1

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　事務用消耗品等の節約節減により経費の削減を図った。 12,200

事業費計
24,309

これまでの取組内容 893 負担金補助及び交付金 13,093

18
432

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

21,543 22,184 24,309
事業費 地方債

22,184
一般財源

21,543 22,184 24,309 24,309

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

21,543 22,184 24,309
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 55 項 10 目 10

前年度予算

消防大学校入校旅費 1,806
奈良県消防学校入校旅費
救急救命士養成研修所入所旅費
潜水士免許受験、講習会旅費
新規採用者初任教育入校旅費
総務省消防庁実務研修赴任旅費

潜水士講習会テキスト 7

救命士国家試験、免許申請手数料 133

潜水士国家試験、免許申請手数料
総務省消防庁実務研修借上住宅室内清掃手数料

消防庁派遣研修現地滞在住宅借上料 1,633

消防大学校入校負担金 8,337
奈良県消防学校入校負担金
新規採用者初任教育入校負担金
潜水士免許準備講習会出席負担金
救急救命士養成研修所入所負担金

救急救命士登録免許税 27

11,943

325

25
144

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市消防職員研修規程に基づき消防職員に対し、消防各般にわたる専
門知識及び技術を習熟させ資質の向上を図るための各種入校必要経費。 233 旅費 1,030

103
200

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 消防総務課

既存

事項
消防職員に対する専門知識・技能の向上を図る教育訓練に要す
る経費

会計 一般会計 消防費 消防費 常備消防費

小事業 1015 教育訓練経費

5,213

27 公課費 27

472
36

事業概要 25
　災害の複雑多様化、大規模化、広範囲化等、増え続ける消防ニーズに対
応するため、職員の資質の向上を目的に消防大学校等への入校、各種研修
会への参加及び救急救命士養成等を行う事業。

58

1,633 使用料及び賃借料 1,633

397 負担金補助
及び交付金 6,359
241

11 消耗品費 11

112 手数料 195

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
9,255

これまでの取組内容

　現状の消防業務を維持しつつ、各種災害、救急需用の増加等、新たな消
防需要に適切に対応するためには、定年退職者等に対する補充及び消防行
政に高度な知識を持った人材確保が不可欠であり、その人材育成を計画的
に実施する。

9,877 11,943 9,255
事業費 地方債

11,943

9,877 11,943 9,255
事業費 地方債

一般財源
9,877 11,943 9,255 9,255

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 55 項 10 目 10

前年度予算

救急救命士養成研修所入所旅費

救急救命士養成所入所に係る感染症抗体検査
救命士国家試験、免許申請手数料

救急救命士養成所入所に係る規定予防接種

救急救命士養成研修所入所負担金

救急救命士登録免許税

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 消防総務課

新規等

事項 救急救命士養成事業（追加養成分）
会計 一般会計 消防費 消防費 常備消防費

小事業 1015 教育訓練経費

18 公課費 18
事業概要

3,667 負担金補助
及び交付金 3,667

45 委託料 45

75

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　救急に対する国民のニーズの高まりを背景に、心肺機能停止患者の救命
効果の向上を図るべく、救急現場から医療機関までの救急搬送システムの
隙間を埋めるプレホスピタルケア（病院到着前処置）を充実させるため、
救急救命士の適正配置に向け、更なる養成を行う。

127 旅費 127

10 手数料 85

救急救命京都研修所　１名
広島市消防局救急救命士養成所　１名

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
3,942

これまでの取組内容

　平成３年に第１期生として１名が救急救命士の資格を取得後、５３名が
救急救命士養成において資格を取得した。近年は毎年３名の養成を行って
きたが、救急要請の増加もあり、３名の養成に加えて追加で２名の養成を
行う。

3,942
事業費 地方債

0

3,942
事業費 地方債

一般財源
0 0 3,942 3,942

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 55 項 10 目 10

前年度予算

男性職員被服費 26,829

女性職員被服費

救助隊員被服費

男性救急隊員被服費

女性救急隊員被服費

貸与品更新

新規採用者貸与被服

再任用職員貸与被服

26,829

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 消防総務課

既存

事項 消防職員に対する貸与被服に要する経費
会計 一般会計 消防費 消防費 常備消防費

小事業 1020 消防職員貸与被服経費

189

5,410

363

2,464

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　複雑多様化する災害現場活動のため消防被服物品等を給貸与更新するこ
とにより、消防職員の安全管理の徹底と、規律ある団体行動を保持し市民
の生命・身体・財産をあらゆる災害から守る体制を整える。 11,757 消耗品費 22,052

事業概要

・職員被服費
・貸与品更新
・新規採用者被服費
・再任用職員被服費

86

1,081

702

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
22,052

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　給貸与品目の見直し及び給貸与期間の延長により経費の削減を図った。

22,305 26,829 22,052
事業費 地方債

26,829

22,305 26,829 22,052
事業費 地方債

一般財源
22,305 26,829 22,052 22,052

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 55 項 10 目 10

前年度予算

専任講師（８回） 550
セクション別専門講師（２０回）

県外事務調整 20

楽譜購入費 55
楽器用消耗品

金管楽器等修繕料 62

管楽器調律 207
演奏服クリーニング

894

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 消防総務課

既存

事項 奈良市消防音楽隊による消防広報の推進に要する経費
会計 一般会計 消防費 消防費 常備消防費

小事業 1025 音楽隊運営経費

事業概要 16 手数料 207

62 修繕料 62

22 消耗品費 55
33

20 旅費 20

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市消防音楽隊設置の目的でもある消防広報の効果的推進のため、専
門講師による演奏技術等の習熟及び年間を通じての楽器等の維持管理に要
する経費。

184 報償費 504
320

演奏技術維持向上及び楽器等の維持経費
　・講師報償
　・楽器修繕料

191

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
848

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

・小学校訪問演奏
・福祉センター訪問演奏
・消防フェア
・救急フェア
・市行事における演奏活動による消防広報

857 894 848
事業費 地方債

894

857 894 848
事業費 地方債

一般財源
857 894 848 848

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 55 項 10 目 10

前年度予算

トイレットペーパー、蛍光灯等消耗品等 723
署所仮眠室ベッド用畳

各署所用プロパンガス、灯油 3,797

電気料金 28,287
ガス料金
水道料金

消防庁舎施設修繕料 1,656

クーラー修理
出退勤管理用ICカードリーダー設置等

ホース乾燥台ワイヤー・リミットスイッチ取替修理

自家用電気工作物点検 1,649

ホース乾燥台設備、シャッター設備点検
し尿浄化槽点検、清掃
受水槽及び水道設備点検

消防庁舎施設賠償責任保険（１１庁舎） 79

庁舎清掃業務 5,703
エレベーター保守管理
空調設備保守点検
消防用設備保守点検
自動ドア保守点検
非常用発電設備保守点検

空調設備賃借 2,289

44,183

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 消防総務課

既存

事項 消防庁舎維持管理に要する経費
会計 一般会計 消防費 消防費 常備消防費

小事業 1030 消防庁舎管理経費

1,546 修繕料 2,300
事業概要

6,351

24,800 光熱水費 33,976
2,825

4,036 燃料費 4,036

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　安全衛生等良好な職場環境の維持及び防災活動拠点としての消防庁舎の
維持管理改善等に要する経費。 463 消耗品費 706

243

1,610
これまでの取組内容 1,037

1,750 委託料 5,533

79 保険料 79

・消防庁舎（１１庁舎）の光熱水費、修繕等の維持管理経費
・消防庁舎維持管理用消耗品費
・各署所に設置のホース乾燥台維持補修経費

754

758 手数料 1,648
510
143
237

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
50,567

　庁舎維持管理に係る義務的経費により削減が困難であるのに加え、老朽
化による修繕料等の増加傾向にあるため、年次計画的な機器の更新を行
う。

200
72
864

2,289 使用料及び賃借料 2,289

44,360 44,183 50,567
事業費 地方債

44,183

44,360 44,183 50,567
事業費 地方債

一般財源
44,360 44,183 50,567 50,567

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 55 項 10 目 10

前年度予算

産業廃棄物収集運搬処分委託

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 消防総務課

新規等

事項 消防局産業廃棄物処分事業
会計 一般会計 消防費 消防費 常備消防費

小事業 1030 消防庁舎管理経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　消防庁舎において排出される産業廃棄物の処分を適正に行うために要す
る経費 95 委託料 95

・消防庁舎（１１庁舎）の産業廃棄物処分経費

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
95

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

95
事業費 地方債

0

95
事業費 地方債

一般財源
0 0 95 95

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 55 項 10 目 10

前年度予算

煙避難体験用スモーク、ランプ等消耗品 409

プロパンガス、灯油 1,643

センターパンフレット印刷 249

電気料金、水道料金 9,258

設備修理 76

電信電話料 78

庁舎管理点検手数料、検査手数料等 766

施設賠償責任保険 200

庁舎清掃業務委託等（長期継続契約） 17,756
消防設備保守点検、ガスタービン発電設備保守委託

センター駐車場借上料 8,333

センター体験設備賃借
庁舎空調設備賃借
展示設備リース料

38,768

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 消防総務課

既存

事項 防災センター運営管理に要する経費
会計 一般会計 消防費 消防費 常備消防費

小事業 1033 防災センター運営管理経費

76 修繕料 76
事業概要

12,437 光熱水費 12,437

249 印刷製本費 249

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　防災体験施設等を活用し、市民防災教育の普及啓発及び応急手当普及啓
発活動等の事業を行う防災センターの運営管理並びに庁舎維持管理に要す
る経費

409 消耗品費 409

2,056 燃料費 2,056

1,765
2,482

3,600 使用料及び賃借料 8,465

3,581 委託料 4,305
724

　当該防災センターは１，２階部分は市民防災教育施設、３階部分は１１
９番受報等消防指令総合システムを稼働し、又災害対応の作戦室を設け、
４階部分については非常時における１次避難所としての機能を有している
ため、今後も庁舎維持管理を継続していく。

50 通信運搬費 50

766 手数料 766

200 保険料 200

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
29,013

これまでの取組内容 618
　地震体験設備賃借期間の終了後の更新について、機器の整備状況から勘
案し、機器更新をせずに再賃借することにより、経費の削減を図った。
　また、防災Q＆A展示装置更新について、コンピューター部のみのリース
としその他の部分を再利用することにより、経費の削減を図った。

39,005 38,768 29,013
事業費 地方債

38,768

39,005 38,768 29,013
事業費 地方債

一般財源
39,005 38,768 29,013 29,013

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 55 項 10 目 15

前年度予算

消防団員報酬 56,687

公務災害療養、休業補償 60

退職報償金 18,581

費用弁償 22,685

消防団長交際費 20

分団詰所浄化槽消毒剤、軍手 33

消防出初式用プロパンガス 10

出初式案内状、表彰状印刷 71
封筒等

電気料金、水道料金 1,955

出初式豚汁材料 80

分団詰所等し尿浄化槽点検、清掃 69

消防団員公務災害補償等共済基金掛金 26,297
奈良県消防協会負担金
日本消防協会福祉共済掛金
奈良県消防学校入校負担金

126,548

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 消防総務課

既存

事項 消防団の運営に要する経費
会計 一般会計 消防費 消防費 非常備消防費

小事業 1010 消防団運営経費

事業概要 33 消耗品費 33

18 交際費 18

22,546 旅費 22,546

18,475 報償費 18,475

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　地域防災の中核をなす非常勤消防団員の報酬、退職報償金にかかる経
費、さらに複雑多様化する災害等に対応しうる消防団員養成のための入校
経費等消防団運営に要する経費

56,687 報酬 56,687

1,000 災害補償費 1,000

80 賄材料費 80

73 手数料 73

2,099 光熱水費 2,099

・消防団員定数１０００人の各種災害対応経費及び施設維持管理経費
・平成２７年消防出初式経費 10 燃料費 10

28 印刷製本費 71
43

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
127,386

これまでの取組内容

22,383 負担金補助及び交付金 26,294
881

3,000
30

120,780 126,548 127,386
事業費 地方債

消防団員等公務災害補償及び共済基金収入 18,641

107,907

120,780 126,548 127,386
事業費 地方債

一般財源
108,140 107,907 107,911 107,911

その他
12,640 18,641 19,475 19,475

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 55 項 10 目 15

前年度予算

事務用消耗品（１方面隊） 200
表示証

活性化大会開催チラシ、ポスター印刷 40
協力事業所認定証印刷

活性化大会会場設営委託 98

活性化大会会場借上 82

活性化事業備品（１方面隊） 80

500

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 消防総務課

既存

事項 消防団活性化事業経費
会計 一般会計 消防費 消防費 非常備消防費

小事業 1010 消防団運営経費

事業概要 80 備品購入費 80

82 使用料及び賃借料 82

98 委託料 98

30 印刷製本費 40
10

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　消防団を中核とした安全で災害に強い地域コミュニティづくりのため、
消防団が自主的に行う地域住民、自主防災組織や地元町内会、企業等と一
体となった消防防災活動を推進し消防団活動の活性化を図る事業に要する
経費

190 消耗品費 200
10

(1) 消防団活性化推進のための事業計画を方面隊を対象に募集
(2) 奈良市内に所在する企業で、消防団活動に協力している企業を一定基
準で選考し、国が進める「消防団協力事業所」として認定し表示証の交付
を行う。
(3) 消防団活性化事業を活用しての地域での活動事例の紹介や消防団協力
事業所に認定された表示証の交付等を行う市民参加型のイベント（式典）
を開催する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
500

これまでの取組内容

「消防団活性化により地域防災力の強化」
　消防団は、地域防災の中核的存在として、平常時においても地域に密着
した活動を展開し、消防・防災力の向上、コミュニティの活性化にも大き
な役割を果たしており、地域における防災活動の主体となる消防団の活性
化と地域住民とのコミュニケーションの強化を促進するため、消防分団が
自主的に行う事業を推進し、消防団の活性化と地域防災力の強化を図る。

409 500 500
事業費 地方債

500

409 500 500
事業費 地方債

一般財源
409 500 500 500

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 55 項 10 目 15

前年度予算

新入団員用被服 3,000
貸与被服更新
現場活動用雨衣

（消防団員安全装備品整備等助成事業）
現場活動用防火衣（コミュニティ助成事業）

3,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 消防総務課

既存

事項 消防団員貸与被服に要する経費
会計 一般会計 消防費 消防費 非常備消防費

小事業 1015 消防団員貸与被服経費

事業概要

982
1,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　消防団員の規律の保持及び秩序ある団体行動を目的とした奈良市消防団
員服制規則に則り消防団員の服装等に関する規程に定める被服等の貸与に
要する経費

535 消耗品費 3,990
1,473

・貸与物品の亡失・汚損・毀損による更新に対応するための経費
・消防団員安全装備品整備等助成事業活用による現場活動用雨衣の更新
・コミュニティ助成事業活用による現場活動用防火衣の更新
・平成２７年度新規入団者用被服

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
3,990

これまでの取組内容

1,855 3,000 3,990
事業費 地方債

消防団員等公務災害補償及び共済基金収入
自治総合センターコミュニティ助成金 972

2,028

1,855 3,000 3,990
事業費 地方債

一般財源
1,414 2,028 2,008 2,008

その他
441 972 1,982 1,982

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 55 項 10 目 15

前年度予算

消防団員現場活動用雨衣
消防団員現場活動用編上靴

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 消防総務課

新規等

事項 消防団員現場活動用貸与被服に要する経費
会計 一般会計 消防費 消防費 非常備消防費

小事業 1015 消防団員貸与被服経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　消防団員に貸与している貸与物品について、現場活動での必要性・安全
性の確保の観点から、必要度・老朽度が高いものから更新貸与するために
要する経費

5,616 消耗品費 6,414
798

　特に現場活動での必要性が高く、団員からも要望の高い雨衣、編上靴を
重点的に更新貸与する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
6,414

これまでの取組内容

6,414
事業費 地方債

0

6,414
事業費 地方債

一般財源
0 0 6,414 6,414

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 55 項 10 目 15

前年度予算

現場活動用デジタル簡易無線機
登録手続印紙代

デジタル簡易無線機登録申請手数料

電波利用料

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 消防総務課

新規等

事項 消防団装備整備事業
会計 一般会計 消防費 消防費 非常備消防費

小事業 1025 消防団消防機器管理経費

61 負担金補助及び交付金 61

69 手数料 69

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　東日本大震災という未曽有の大災害をはじめ、地震や局地的な豪雨等に
よる災害が各地で頻発している。
　そのような災害から住民の生命、身体及び財産を保護するための地域の
防災力の中核として消防団が果たす役割は重要であり、さらなる消防団の
活動の充実を図るべく、消防団装備の整備を行う。

3,629 消耗品費 3,870
241

　消防団４方面隊の消防隊計１１１隊の各隊に３台ずつ（計３３３台）を
目標に、デジタル簡易無線機の配備を行う。
平成２７年度　１１２台

事業概要

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
4,000

これまでの取組内容

　消防団の装備についてはヘルメットをはじめ雨衣、防火衣等の安全保安
装備、軽四積載車等の車両整備など装備の充実を図ってきたが、消防団が
地域における防災力の中核としての活動の充実を図るうえで情報通信資機
材においても計画的な整備が必要である。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

4,000
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 4,000 4,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

4,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 55 項 10 目 10

前年度予算

緊急消防援助隊全国合同訓練等 525
緊急消防援助隊近畿ブロック合同訓練等
可搬消防ポンプ等整備資格者講習（東京都）
市外会議等旅費

事務用消耗品等 450

その他各種印刷物 41

各種通知発送用郵便切手 429

衛星携帯電話基本使用料等（緊急消防援助隊用）

可搬ポンプ等整備資格者免状交付手数料 4

緊急消防援助隊近畿府県合同訓練参加有料道路通行料 92
緊急消防援助隊全国合同訓練参加有料道路通行料
全国消防救助技術大会参加有料道路通行料

可搬消防ポンプ等整備資格者特例講習会出席負担金 233
奈良県安全運転管理者協会負担金
可搬型衛星地球局利用分担金

1,774

38 印刷製本費 38

416 消耗品費 416

58

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　警防体制の充実強化及び課の事務運営のための経費
102 旅費 278
72
46

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 消防課

既存

事項 常備消防事務経費
会計 一般会計 消防費 消防費 常備消防費

小事業 1010 常備消防事務経費

21 負担金補助及び交付金 228

72

30

　あらゆる災害に対応できる消防体制の確立を目指す中で、市民の生命、
財産を守るため警防体制の充実強化に要する諸経費など 3 手数料 3

112 使用料及び賃借料 292

150

10 通信運搬費 407
事業概要 397

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　消防として、あらゆる災害に対処し、市民の生命、財産を守るため警防
体制の充実強化の取組を行っている。

事業費計
1,662

これまでの取組内容

135

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

2,139 1,774 1,662
事業費 地方債

1,774
一般財源

2,139 1,774 1,662 1,662

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,139 1,774 1,662
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 55 項 10 目 10

前年度予算

実践的な特殊災害対応訓練（東京都立川市） 92 171
指揮実務研修（大阪市消防局及び神戸市消防学校）３人 81

救助技術訓練用仮設訓練塔維持補修費 155

指揮実務研修出席負担金（神戸市消防学校） 10 10

336

負担金補助及び交付金 10

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　あらゆる災害に対応できる業務体制の確立を目指し、人命救助を最優先
に活動するために、救助隊員の専門的知識及び救助技術の更なる向上を図
る。

旅費 173

190 修繕料 190

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 消防課

既存

事項 教育訓練経費
会計 一般会計 消防費 消防費 常備消防費

小事業 1015 教育訓練経費

事業概要

　あらゆる災害に対応できる業務体制の確立を目指し、救助技術、隊員意
識の向上を図るため教育訓練を実施する。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
373

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成２３年４月に発足した指揮支援隊員を中心に、大阪市及び神戸市消
防局で開催されている現場指揮実務研修に参加することで、各隊員の技術
及び士気の向上が達成できた。また、局内講習会を開催し、受講者による
他の職員への研修を実施することで、職員全体の意識と技術の向上を図っ
た。

296 336 373
事業費 地方債

336

296 336 373
事業費 地方債

一般財源
296 336 373 373

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 55 項 10 目 10

前年度予算

車両購入に伴う中間検査（２車両・栃木県ほか） 260

消防用ホース等 3,147
車両整備用消耗品

車両修理 15,326
継続検査受整備（４８台）
１２カ月点検整備（３６台）
６カ月点検整備（６９台）
梯子付消防自動車年次点検整備（３台）
屈折梯子付消防自動車年次点検整備（１台）
高度救助資機材及び各資機材等修理
その他機械器具修理

高圧容器耐圧検査手数料（３０本） 3,037
高圧ガス製造施設定期自主検査手数料一式
空気呼吸器軽量ボンベ再検査手数料（１３６本）
その他各種検査手数料
オークション出品に伴う廃棄手数料（２台）

自動車損害保険料（５０台） 439
（継続検査時加入及び新規加入必要分）

車両購入に伴う中間検査（１車両・京都府） 30

自動車重量税５０台（継続検査及び新規登録分） 1,902

955

25,096

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 消防課

既存

事項 消防機器管理経費
会計 一般会計 消防費 消防費 常備消防費

小事業 1035 消防機器管理経費

965
900

7,155
1,565

2,348 修繕料 14,926

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　複雑多様化する各種災害に対応するため、消防活動を行う上で必要とさ
れる資機材及び車両を良好に整備するとともに、消防活動体制の強化を図
る。

256 旅費 256

1,364 消耗品費 2,713
1,349

これまでの取組内容 29 使用料及び賃借料
29

492 保険料 492

269
114

3,260
1,278
1,497

事業概要 280
　複雑多様化する災害に即応できるよう、消防体制の充実強化を図るた
め、あらゆる災害に対処するために消防活動上必要な資機材の整備、車両
を良好に運行するための点検整備など

100
1,613

102 手数料

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

24,194

財源内訳 財 源 の 内 容

　消防活動の充実強化を図るため、消防活動上で必要な資機材等の整備及
び各種消防車両の点検整備を実施した。 2,518 公課費 2,518

備品購入費

事業費計

22,423 25,096 24,194
事業費 地方債

25,096

22,423 25,096 24,194
事業費 地方債

一般財源
22,423 25,096 24,194 24,194

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 55 項 10 目 10

前年度予算

消火活動用消耗資材 3,225
救助訓練用消耗資材
ＢＣ災害用消耗資材
丸型消火栓鉄蓋開閉バール（２２本）

ガソリン 18,463
軽油

指揮支援隊用部隊運用シート 112

消火活動用消火栓使用負担金 346

22,146

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 消防課

既存

事項 消防活動経費
会計 一般会計 消防費 消防費 常備消防費

小事業 1040 消防活動経費

95 印刷製本費 95

16,744 燃料費 21,432
4,688

194

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　各種災害時の消防活動及び救急救助活動に対応するための活動経費
1,209 消耗品費 2,490
309
778

これまでの取組内容

　複雑多様化する災害に即応できるよう、消防体制の充実強化を図るた
め、あらゆる災害に対処するために消防活動上必要な資機材の整備、車両
を良好に運行するための燃料など

事業概要 337 負担金補助及び交付金 337

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　消防活動の充実強化を図るため、消火活動用資材、ＢＣ災害用資材の消
防活動上で必要な資機材等を整備した。

事業費計
24,354

23,753 22,146 24,354
事業費 地方債

22,146

23,753 22,146 24,354
事業費 地方債

一般財源
23,753 22,146 24,354 24,354

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 55 項 10 目 15

前年度予算

消防ホース 1,429
車両整備用品
ホース修理用品
ポンプ整備用品
背負式消火水のう

ガソリン 1,749
軽油

車両修理（３０台） 5,784

継続検査受整備（４０台）
１２カ月点検整備（５７台）
６カ月点検整備（４台）
各種庁用器具及び機材修理
小型動力ポンプ修理
その他機械器具修理

産業廃棄物処理手数料（２台） 104

自動車損害保険料（４２台） 526
（継続検査時加入及び新規加入必要分）

サイレン吹鳴設備電柱共架料（１９本） 9
（関西電力・ＮＴＴ）

自動車重量税４２台（継続検査及び新規登録分） 492

10,093

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 消防課

既存

事項 消防団消防機器管理経費
会計 一般会計 消防費 消防費 非常備消防費

小事業 1025 消防団消防機器管理経費

29
1,716 燃料費 1,745

154
21

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　複雑多様化する各種災害に対応するため、消防団員による消防活動を行
う上で必要とされる資機材及び車両を良好に整備するとともに、消防活動
体制の強化を図る。

802 消耗品費 1,429
363
89

375 保険料 375

44 手数料 44

　複雑多様化する災害に即応できるよう消防体制の充実強化を図り、あら
ゆる災害に対処するために消防団員による消防活動上必要な資機材の整
備、車両を良好に運行するための点検整備などを行う。

1,185
60
36
412
417

534 修繕費 5,189
事業概要 2,545

国庫支出金

県支出金

事業費計
9,161

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　消防活動の充実強化を図るため、消防団員による消防活動上で必要な資
機材等の整備及び車両の点検整備を実施した。 370 公課費 370

9 使用料及び賃借料 9

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

10,093
一般財源

8,701 10,093 9,161 9,161

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

8,701 10,093 9,161
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 55 項 10 目 20

前年度予算

水防活動用品 68

水防活動用杭（３３本） 11

79

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　水防法に基づき、洪水等による水災を警戒し、防御し、被害を軽減する
ために資器材を整備するとともに、水防活動体制の充実強化を図る。 68 消耗品費 68

11 原材料費 11

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 消防課

既存

事項 水防資器材整備経費
会計 一般会計 消防費 消防費 水防費

小事業 1015 水防資器材整備経費

これまでの取組内容

　水防活動用品及び水防活動用資材を整備し水防活動体制の充実強化を
行った。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　消防として、あらゆる災害に対処するため、市民の生命、財産を守るた
め警防体制の充実強化の取組を行っている。

事業費計
79

76 79 79
事業費 地方債

79

76 79 79
事業費 地方債

一般財源
76 79 79 79

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 55 項 10 目 25

前年度予算

ポンプ格納庫、防火水槽、ホース乾燥台等維持補修費 5,215
消火栓区画線維持補修費
防火水槽フェンス改修

5,215

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 消防課

既存

事項 消防施設維持補修経費
会計 一般会計 消防費 消防費 消防施設維持費

小事業 1010 消防施設維持補修経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　火災時等における対応の万全を図るため、消防活動を行う上で重要な施
設である消防団ポンプ格納庫、防火水槽及び消火栓等を良好に管理する。 4,400 修繕料 5,036

386
250

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　消防活動を行う上で必要とされる消防団ポンプ格納庫、防火水槽及び
ホース乾燥台等の維持補修を行った。

事業費計
5,036

これまでの取組内容

　防災拠点である消防団ポンプ格納庫、防火水槽及び消火栓等は、災害に
対する重要な施設であり常に維持管理を徹底する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

5,280 5,215 5,036
事業費 地方債

5,215
一般財源

5,280 5,215 5,036 5,036

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

5,280 5,215 5,036
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 55 項 10 目 30

前年度予算

ポンプ格納庫下水管接続工事（２カ所） 1,000

農業集落排水事業分担金 200

1,200

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　火災時等における対応の万全を図るため、消防活動を行う上で重要な施
設である消防団のポンプ格納庫とその付帯施設を良好に整備する。 2,100 工事請負費 2,100

200 負担金補助及び交付金 200

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 消防課

投資

事項 消防施設整備事業（ポンプ格納庫整備事業）
会計 一般会計 消防費 消防費 消防施設費

小事業 1010 消防施設整備事業

これまでの取組内容

　下水管整備完了に伴い、ポンプ格納庫の下水道排水処理切替工事を行
う。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　経年により老朽化したポンプ格納庫等の整備を更新計画に基づき行って
いる。

事業費計
2,300

2,310 1,200 2,300 2,100
事業費 地方債

1,000

200

その他
2,300 1,000 2,100

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,310 1,200 2,300 2,100
事業費 地方債

一般財源
10 200 200 200
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区分 （単位：千円）

01 款 55 項 10 目 30

前年度予算

防火水槽撤去工事（１基） 10,500

10,500

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　民有地に設置している公設防火水槽を撤去し、原状回復し返還する。
4,500 工事請負費 4,500

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 消防課

投資

事項 消防施設整備事業（防火水槽撤去工事）
会計 一般会計 消防費 消防費 消防施設費

小事業 1010 消防施設整備事業

事業概要

　撤去工事場所
　　１ 民有地（月ヶ瀬桃香野）　　　４０ｔ（地上式）

国庫支出金

県支出金

事業費計
4,500

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

10,500 4,500 4,500
事業費 地方債

10,500
一般財源

0 10,500 0 0

その他
4,500

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

10,500 4,500 4,500
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 55 項 10 目 30

前年度予算

消火栓新設及び設置負担金（７基） 9,000

消火栓維持補修経費負担金（１８基）

9,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　消防活動を行う上で必要とされる消防水利の関係施設を良好に管理し、
火災時等における対応の万全を図るため、消火栓の整備及び維持管理の徹
底を図る。

9,000 負担金補助及び交付金 9,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 消防課

投資

事項 消火栓整備新設工事及び消火栓維持補修経費
会計 一般会計 消防費 消防費 消防施設費

小事業 2025 消火栓整備事業

これまでの取組内容

　消火栓は、火災等の災害に対する重要な設備であり、常に整備及び維持
管理を徹底する。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　消防活動を行う上で必要とされる消防水利等の関係施設を良好に管理す
るため、公設消火栓の新設及び消火栓の維持管理に努めた。

事業費計
9,000

8,784 9,000 9,000 9,000
事業費 地方債

9,000

0

8,784 9,000 9,000 9,000
事業費 地方債

一般財源
84 0 0 0

その他
8,700 9,000 9,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 55 項 10 目 30

前年度予算

救助工作車Ⅱ型 108,800
高規格救急自動車
消防団用軽四輪積載車（２台）

108,800

緊急消防援助隊設備整備費補助金（救助工作車Ⅱ型) 16,068

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 消防課

投資

事項 消防車両整備事業
会計 一般会計 消防費 消防費 消防施設費

小事業 1010 消防車両整備事業

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　複雑多様化する各種災害事象に対応できるよう消防車両等の計画的な更
新整備を進め、災害活動における機動力の確保と性能向上を図り、円滑な
消防活動を強化する。

100,000 備品購入費 129,000
25,000
4,000

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
25,324

　各種災害事象は年々複雑多様化しており、その事象に即時対応できうる
消防車両の整備が必要になるが、財政事情が逼迫する中、各車両及びその
装備積載品の耐用年数を考慮しながら車両更新計画に基づき整備を行って
いる。

事業費計
129,000

これまでの取組内容

　長期の使用により機能が低下した車両をそれぞれの耐用年数や走行距離
等の車両実態に応じた性能状態を考慮した更新計画を基に整備する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

121,296 108,800 129,000 103,600
事業費 地方債

92,700

32
一般財源

146 32 76 76

その他
121,150 108,768 128,924

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

121,296 108,800 129,000 103,600
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 55 項 10 目 30

前年度予算

小型動力ポンプ（３台） 6,600

6,600

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　複雑多様化する各種災害事象に対応できるよう消防団用小型動力ポンプ
の計画的に更新整備を進め、災害活動における機動力の確保と性能向上を
図り、円滑な消防活動を強化する。

5,100 備品購入費 5,100

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 消防課

投資

事項 消防団用小型動力ポンプの更新
会計 一般会計 消防費 消防費 消防施設費

小事業 2015 小型動力ポンプ整備事業

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　各種災害事象は年々複雑多様化しており、その事象に即時対応できうる
小型動力ポンプの整備が必要になってくるとおもわれるが、財政事情が逼
迫する中、耐用年数を考慮しながら更新計画の樹立を行っている。

事業費計
5,100

これまでの取組内容

　長期の使用により機能が低下した小型動力ポンプをそれぞれの耐用年数
や老朽化の程度に応じた性能状態を考慮した更新計画を基に整備する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

6,395 6,600 5,100 5,100
事業費 地方債

6,600

0
一般財源

95 0 0 0

その他
6,300 6,600 5,100

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

6,395 6,600 5,100 5,100
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 55 項 10 目 10

前年度予算

救急隊員部会等参加旅費 577
奈良県ＭＣ協議会救急救命士研修ほか

事務用消耗品ほか 219

患者等搬送事業乗務員適任証ほか 204

搬送業務用郵便料 1,279

救急救命士賠償責任保険年間保険料ほか 307

病院実習委託 1,661

事後検証業務委託

事務機器借上料 82
有料自動車道通行料

技能講習会出席 363
近畿救急医学研究会研修会出席
日本臨床救急医学会総会

4,692

13 通信運搬費 13

消耗品費 147

202 印刷製本費 202

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

  奈良県メディカルコントロール協議会で整備された救急救命士の各種研
修等、市民の生命、財産を守るため救急体制の充実強化に要する事務経費 225 旅費 665

440

147

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 消防救急課

既存

事項 常備消防事務経費
会計 一般会計 消防費 消防費 常備消防費

小事業 1010 常備消防事務経費

482 負担金補助及び交付金 517
25

62

事業概要

近畿救急医学研究会救急隊員部会旅費ほか
患者等搬送事業乗務員適任証ほか
通信事務用切手ほか
救急救命士賠償責任保険年間保険料ほか
救急業務に関する業務委託に基づく委託料
有料自動車道通行料
救急隊員部会参加負担金ほか

1,563 委託料 1,794
231

20 使用料及び賃借料 82

300 保険料 300

国庫支出金

県支出金

  市民の生命・財産を守るための救急体制の確保及び救急救命士の技術・
知識向上のための各種研修等を実施

事業費計
3,720

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

10

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

3,340 4,692 3,720
事業費 地方債

4,692
一般財源

3,340 4,692 3,720 3,720

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,340 4,692 3,720
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 55 項 10 目 10

前年度予算

ドクターカー運用のための医師への委託 12,676
（平日、土曜日）　２９４日
（土曜日加算）　　　５１日

ドクターカー運用に伴う教育研修用図書 24

12,700

25 消耗品費 25

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

  救急現場へ医師が同乗したドクターカーが出場し、救護活動することに
より、病院前救護体制・初期救急医療体制の充実が図れ、救命の向上につ
ながることが期待できる。また、救急救命士及び救急隊に対する教育研修
で知識を高めるための経費

12,755 委託料 12,755

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 消防救急課

新規等

事項 ドクターカー運用経費
会計 一般会計 消防費 消防費 常備消防費

小事業 1010 常備消防事務経費

これまでの取組内容

  市立奈良病院において、ドクターカーを運用するにあたり必要な経費
委託料にあっては、１日８時間で年間２９４日運用とする。
ドクターカー事務室で、救急隊の教育研修に必要な図書を購入する経費

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

  平成２２年度より事業開始。過去５年間の運用日は下記のとおり
【運用実績】
平成２２年度　　　１日８時間　　　　７１日
平成２３年度　　　１日８時間　　　１９５日
平成２４年度　　　１日８時間　　　２４４日
平成２５年度　　　１日８時間　　　２４４日
平成２６年度　　　１日８時間　　　２９３日 事業費計

12,780

9,800 12,700 12,780
事業費 地方債

12,700

9,800 12,700 12,780
事業費 地方債

一般財源
9,800 12,700 12,780 12,780

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

―　1095　―



区分 （単位：千円）

01 款 55 項 10 目 10

前年度予算

救急活動に伴う資器材の整備修繕料 186

186

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 消防救急課

既存

事項 消防機器管理経費
会計 一般会計 消防費 消防費 常備消防費

小事業 1035 消防機器管理経費

事業概要

  救急活動に伴う資器材の整備に要する修繕料

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

  複雑多様化する各種災害に迅速に対応するため資器材の整備を図り、常
に万全を期すための機器管理経費 150 修繕料 150

150

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

これまでの取組内容

　救急活動に必要な資器材の適正整備を実施

事業費計

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

300 186 150
事業費 地方債

186
一般財源

300 186 150 150

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

300 186 150
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 55 項 10 目 10

前年度予算

救急活動用消耗品等 2,735

救急活動用医薬材料等 3,703

救急毛布等クリーニング 1,384
感染性廃棄物取扱手数料ほか

機械借上料 294

8,116

352 使用料及び賃借料 352

226 手数料 1,383
1,157

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　複雑多様化する社会情勢により救急活動は多岐にわたるとともに増大し
ており、これらの災害に対応するための活動経費 2,543 消耗品費 2,543

3,572 医薬剤料費 3,572

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 消防救急課

既存

事項 消防活動経費
会計 一般会計 消防費 消防費 常備消防費

小事業 1040 消防活動経費

これまでの取組内容

救急活動に伴う救急消耗品（救急隊員用ゴム手袋ほか）
医薬材料（三角巾ほか）
感染性廃棄物取扱手数料ほか

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　救急活動で必要とされる消耗品や医薬材料を適宜調達し、常に活動の万
全を図っている。

事業費計
7,850

7,458 8,116 7,850
事業費 地方債

8,116

7,458 8,116 7,850
事業費 地方債

一般財源
7,458 8,116 7,850 7,850

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 55 項 10 目 10

前年度予算

応急手当普及活動用消耗品 209

修了証用紙・認定証用紙 354
応急手当講習会テキスト

資器材修理・応急手当普及啓発資器材修理 57

修了証用紙・認定証等送付用郵便料 13

毛布クリーニング手数料 18

600

1,251

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 消防救急課

既存

事項 応急手当普及啓発活動経費
会計 一般会計 消防費 消防費 常備消防費

小事業 1060 応急手当普及啓発活動経費

8 手数料 8
事業概要

13 通信運搬費 13

40 修繕料 40

432

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　急病や交通事故をはじめとする各種の救急事故による心機能停止や呼吸
停止に陥った傷病者に対し、救急隊が到着するまでの救命処置空白時間を
解消するため、人命を救うことを目的とした応急手当を、広く市民に普及
啓発するための経費

132 消耗品費 132

62 印刷製本費 494

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成６年度から市民に対する普及講習を実施し、平成２５年度末日まで
の修了者数は述べ６９，２６１人に達している。

備品購入費

事業費計
687

これまでの取組内容

応急手当普及活動用消耗品（消毒用ガーゼほか）
応急手当普及啓発資器材修理

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

578 1,251 687
事業費 地方債

自治総合センターコミュニティ助成金 600

651
一般財源

578 651 687 687

その他
600

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

578 1,251 687
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 55 項 10 目 10

前年度予算

第６３回全国消防技術者会議等 85

事務用消耗品等 695

写真現像代等 100

引火点試験機等修繕等 31

郵便切手・はがき 228
電話料金等

型式失効消火器回収手数料 620
違反処理に伴う成分分析
予防技術検定料等

建築支援システム等事務機器借上等 193
消防実務情報サービス

燃焼実験用角材等 6

1,958

31 修繕料 31

100 印刷製本費 100

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　予防業務の積極的かつ厳正な執行による予防行政の充実強化
85 旅費 85

712 消耗品費 712

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 消防予防課

既存

事項 常備消防事務経費
会計 一般会計 消防費 消防費 常備消防費

小事業 1010 常備消防事務経費

6 原材料費 6

98 使用料及び賃借料 150
52

事業概要

　複雑多様化する建築建物等において、火災・爆発等が依然として後を絶
たないため防火管理体制の強化を図り、また火災の原因を究明し、それら
の情報統計の蓄積により火災の減少に寄与する。

346 手数料 635
208
81

47 通信運搬費 228
181

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　社会情勢の変貌に対応するため、消防関係機関との連携を強化し、情報
の収集に努め消防行政への反映を図るとともに、合理的な消防業務の推進
に努めた。

事業費計
1,947

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,952 1,958 1,947
事業費 地方債

危険物関係申請手数料 1,958

0
一般財源

0 0 0 0

その他
1,952 1,958 1,947 1,947

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,952 1,958 1,947
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 55 項 10 目 10

前年度予算

文化財の防災計画に関する研究会等 52

行事用消耗品等 1,287
住宅用火災警報器用ポケットティッシュ
女性防災クラブ結成に伴うブルゾン・法被

住宅用火災警報器用チラシ 307
文化財防火パンフレット等

ぬいぐるみクリーニング 204

子ども文化財防火教室設備操作手数料
小学校３、４年生用防火パンフレットデータ作成費

子ども文化財防火教室に伴うバス借上料 666
子ども文化財防火教室会場使用料等

防火ビデオ 57

奈良市女性防災クラブ等活動助成金等 4,438

80

7,091

155 印刷製本費 307

746

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　住民の生命身体、財産を火災から守り安全な地域社会の実現を図ること
を目的とする。 52 旅費 52

439 消耗品費 1,545
360

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 消防予防課

既存

事項 防火啓発推進経費
会計 一般会計 消防費 消防費 常備消防費

小事業 1045 防火啓発推進経費

65 備品購入費 65

　防火訓練をはじめとする防火運動を積極的に実施し、幼年期から高齢者
に対して、火災予防啓発を行う等ソフト面の充実を図り火災予防の徹底を
期す。

86

268 使用料及び賃借料 340
72

22 手数料 138
事業概要 30

152

事業費計
6,577

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　女性防災クラブに対し、消防局の開催する火災予防啓発活動「消防フェ
ア等」への参加をはじめ、地域での啓発活動（独り暮らし高齢者宅防火訪
問、防火紙芝居の実施、防災訓練への参加等）及び住宅用火災警報器の設
置促進活動を実施。また幼年消防クラブには、消防訓練を実施すると共
に、消防施設見学会、消防出初式、文化財防火教室への参加等を行った。 報償費

4,130 負担金補助及び交付金 4,130

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

5,934 7,091 6,577
事業費 地方債

危険物関係申請手数料 342

6,749

その他
485 342 353 353

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

5,934 7,091 6,577
事業費 地方債

一般財源
5,449 6,749 6,224 6,224
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区分 （単位：千円）

01 款 55 項 10 目 10

前年度予算

市外旅費 77
消防通信ICT化推進会議出席（京都市・大阪市）等

新聞代 85
追録代（電波関係法令集・全国町・字ファイル）
書籍購入費（通信関係図書）
事務用消耗品（コピー料金・防災行政無線関連消耗品）

郵便料 28

奈良県防災行政無線運営協議会負担金 225

415

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　通信指令業務の充実強化及び課の事務運営に要する経費
43 旅費 43

37 消耗品費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 消防指令課

既存

事項 消防通信指令業務に係る事務経費
会計 一般会計 消防費 消防費 常備消防費

小事業 1010 常備消防事務経費

事業概要 210 負担金補助及び交付金 210
　複雑多様化する災害等に対応するため、通信関係各会議等においての情
報収集や県防災行政無線を適正に維持管理することにより、通信指令業務
の充実強化を図る。

27 通信運搬費 27

43

94
13
1

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　あらゆる災害に対応するため、通信指令業務に係る事務執行と県防災行
政無線の維持管理を継続実施した。

事業費計
374

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

429 415 374
事業費 地方債

415
一般財源

429 415 374 374

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

429 415 374
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 55 項 10 目 10

前年度予算

事務用消耗品（OA帳票出力関係、無線機バッテリー等） 2,315

非常用発電機燃料（署所・基地局） 40

消防地水利図製本費（東部・西部・郊外版） 150

消防救急無線前進基地局電気料金 157
デジタル同報系防災行政無線システム電気料金

修繕料
指令システム関係機器・無線機器関係等 2,418
車載無線機及び車載端末装置積替（車両更新分）

電信電話料
光回線・専用線・車両位置情報取得回線等 12,310

全国瞬時警報システム保守業務委託 1,303
１１９番発信地表示業務委託

機械借上料 172,990
消防通信指令総合システム賃借料（11カ月）
車載端末装置賃借料（11カ月）　4車両
携帯電話・IP電話等位置情報受信装置再賃借料
消防通信指令総合システム再賃借料（1カ月）
車載端末装置賃借料（1カ月）　2車両

191,683

173 光熱水費 187

150 印刷製本費 150

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　１１９番緊急通報を受信し、出動指令や災害現場及び関係機関等の情報
を集約、災害発生から終了までの一連の指令業務を統括し、多様化してい
く災害に対応すべく導入した消防通信指令総合システムの機能維持のた
め、機器の管理に要する経費

2,221 消耗品費 2,221

40 燃料費 40

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 消防指令課

既存

事項 消防通信指令業務に係る機器の維持管理経費
会計 一般会計 消防費 消防費 常備消防費

小事業 1055 通信機器管理経費

1,169
134 委託料 1,303

通信運搬費 11,415

事業概要

・指令業務関係事務及び基地局・無線機器等維持管理費
・指令システムネットワーク専用回線使用料
・全国瞬時警報システム(J-ALERT)保守業務委託料
・119番発信地表示業務委託料
・既存消防通信指令システム機器使用料
・携帯電話等位置情報受信装置賃借料

720 修繕料 1,718
998

11,415

14

国庫支出金

県支出金

事業費計
180,734

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容 1,746
　災害対応等の基幹システムである、消防通信指令総合システムの機能維
持と強化等を図り、複雑多様化している災害への対応と、レスポンスタイ
ムの向上等についての取組みを継続実施した。

700
5,056

11

使用料及び賃借料 163,700
156,187

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

197,189 191,683 180,734
事業費 地方債

191,683
一般財源

197,189 191,683 180,734 180,734

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

197,189 191,683 180,734
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 55 項 10 目 10

前年度予算

消防救急デジタル無線システム保守業務委託

・基地局保守費用(定期点検年1回実施)
・随時点検、保守体制維持費用

(24時間365日障害受付及び電話対応、現地対応）

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　平成２５年度に整備し、平成２６年３月４日より運用を開始した、消防
救急デジタル無線システムの維持管理等に要する経費

15,000 委託料 15,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 消防指令課

新規等

事項 消防救急デジタル無線システム維持管理経費
会計 一般会計 消防費 消防費 常備消防費

小事業 1055 通信機器管理経費

これまでの取組内容

事業概要

　消防救急デジタル無線システムの保守及び点検に要する経費
　
【保守及び点検対象】
　・消防本部設備
　・一体山前進基地局
　・都祁前進基地局
　・西消防署前進基地局
　・月ヶ瀬前進基地局

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　複雑多様化する災害等に対応し、消防現場活動等において消防救急デジ
タル無線を有効活用することにより、消防活動体制の充実強化を図った。

事業費計
15,000

0 0 15,000
事業費 地方債

0

0 0 15,000
事業費 地方債

一般財源
0 0 15,000 15,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 55 項 10 目 30

前年度予算

奈良市・生駒市高機能消防指令センター整備委託 524,000

・指令台関係装置
・支援情報関係設備
・指令センター等改修工事
・生駒市消防本部改修工事
・その他（労務費、調整費）

指令センター整備に伴う中間検査旅費（岩手県一関市） 0

524,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 消防指令課

投資

事項 奈良市・生駒市高機能消防指令センター整備事業
会計 一般会計 消防費 消防費 消防施設費

小事業 2045 指令設備整備事業

事業概要

260 旅費 260

平成27年度 786,000
平成26年度 524,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　消防指令業務は、１１９番通報を受け付け、災害場所を決定し、各消防
署に対し出動指令を行うもので、現在運用のシステムは、平成２８年２月
末でリース期間が終了することから、本システムの更新にあたり、平成２
５年７月１日に奈良市・生駒市消防通信指令事務協議会を設置し、当該規
約に基づき消防指令業務の共同運用に向け、両市で整備するもの。

786,000 委託料 786,000

全体事業費 1,310,000

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　消防指令業務の共同運用について、両市は、平成２５年７月に奈良市・
生駒市消防通信指令事務協議会を設置し、消防指令システムの実施設計を
完了し、平成２７年度で整備を完了し、平成２８年４月からの共同運用開
始を予定している。

事業費計
786,260

これまでの取組内容

　昨今の多様化する災害形態の中、大規模災害発生時には近隣市町村との
連携など、市域を超えた対応が求められ、国においてもその必要性から、
平成１７年に、消防指令業務の共同運用推進についての方針が示された。
これを受けて、共同運用による広域的災害体制の強化と消防指令施設の整
備費、運用費のコスト削減等財政面の効率化の観点から、指令システムの
更新時期が比較的近く、市域が隣接し、生活圏においても密着している奈
良市と生駒市が共同で指令システムを整備するもの。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

524,000 786,260 596,500
事業費 地方債

398,000

奈良市・生駒市消防通信指令事務協議会負担金（生駒市） 125,920

80
一般財源

0 80 21 21

その他
523,920 786,239 189,739

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

524,000 786,260 596,500
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

奈良市教育振興戦略懇談会参加者報償費（5人×1回） 480
奈良市教育講演会講師報償費（1人×3回）

第62回奈良県人権教育研究大会2日間（橿原市） 2 889
先進都市視察等
文部科学省との事務連絡旅費
奈良市教育振興戦略懇談会参加者旅費（5人）

新聞代 87 330

書籍購入費 28
事務用消耗品
奈良市教育振興戦略懇談会用消耗品 10

奈良市教育振興戦略懇談会用賄 5 2
奈良市教育講演会用賄 5

教育だより「きらめき奈良」 795

事務連絡用切手 14 14

端末機器賃貸借料 68 68

第62回奈良県人権教育研究大会負担金 3 3

2,400

4,981

旅費 486
160

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　教育施策の調査、研究及び調整に関する業務を推進する。市民に関心の
高い奈良市の教育を、積極的に情報発信することにより、質の高い公教育
の実現を目指す。
　奈良市教育委員会だより（きらめき奈良）の年間3回発行、ホームペー
ジの充実等により教育委員会の取り組みを紹介する。

150 報償費 450
300

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育政策課

既存

事項 教育企画事務経費
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 1013 教育企画事務経費

693

通信運搬費 14

　先進地の教育施策の調査や研究等を行い、本市の教育の改善とより質の
高い教育の実現に向けた業務を行う。また、教育委員会だよりの発行や
ホームページの充実を図ることで、本市の特色ある教育を積極的に発信
し、保護者や市民の教育に対する理解を深める。

126

食料費 10

693 印刷製本費

消耗品費 251
事業概要

185
139

国庫支出金

県支出金

事業費計
1,975

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容 負担金補助及び交付金 3
　教育施策の調査研究をインターネット等の活用や先進都市視察等により
迅速かつ正確な情報収集に努めた。教育政策の立案に資するよう務めると
ともに奈良市の教育を積極的に情報発信した。平成25年度は、7月と12月
の年間2回の発行であった。平成26年度は年間3回（学期に1回）の発行と
し、本市の教育の発信、啓発に努めた。

委託料

端末機器賃貸借料 68

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,464 4,981 1,975
事業費 地方債

4,981
一般財源

1,464 4,981 1,975 1,975

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,464 4,981 1,975
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

通学区域検討委員会委員報償費（9人×2回） 171

通学区域検討委員会委員経費費用弁償　市内 15 22
通学区域検討委員会委員経費費用弁償　市外 6

事務用消耗品 18 26

通学区域検討委員会賄 6 6

開催通知切手代（13人×3回） 4 11
調査用切手代 8

236

事業概要 通信運搬費 12

消耗品費 18

食料費 6

21

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市立小・中学校通学区域検討委員会を設置し、通学区域の設定又は
変更についての調整及び答申を行う。

171 報酬 171

旅費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育政策課

既存

事項 通学区域検討委員会経費
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 1050 通学区域検討委員会経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

平成18年度
　富雄北小学校校区の通学区域の変更
平成20年度
　富雄第三中学校開校に伴う通学区域の設定
平成21年度
　鶴舞西町1番街区の児童増加に伴う、青和小学校から鶴舞小学校への通
　学区域の変更
平成26年度
　登美ヶ丘小学校区及び椿井小学校区の一部区域における中学校選択制
　の導入

事業費計
228

これまでの取組内容

　奈良市立小・中学校通学区域検討委員会を設置し、通学区域の設定又は
変更についての調査審議を行う。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 236 228
事業費 地方債

236
一般財源

0 236 228 228

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 236 228
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

学校規模適正化に関する懇談会参加者報償費（8人×2回） 160

学校規模適正化に関する懇談会参加者市内旅費 18 103

学校規模適正化推進用消耗品 229
学校規模適正化に関する懇談会用消耗品 10

学校規模適正化に関する懇談会用賄 5 5

事務連絡用切手 64

都祁4小学校区交流学習時運行委託 20 0

都祁4小学校区交流学習時バス借り上げ料 98 0

98

659

179 消耗品費 189

160

旅費 18

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市立小中学校の適正配置・適正規模について、平成27年度に策定さ
れる「奈良市学校規模適正化実施計画（案）後期計画」に基づき、望まし
い学校教育環境の整備を推進する。

160 報償費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育政策課

既存

事項 学校規模適正化推進経費
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 1055 学校規模適正化推進経費

これまでの取組内容

　「奈良市学校規模適正化実施計画（案）後期計画」に基づき、望ましい
学校教育環境の整備を推進する。対象地域においては、保護者・地域住民
などで構成する「検討協議会」を設置し、当該校区の適正化計画の方向
性、具体的な内容について協議する。

103 通信運搬費 103

委託料 20

使用料及び賃借料 98

事業概要 食料費 5

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成26年度は、帯解・精華小学校と柳生・興東中学校の統合再編を進め
てきた。また、都祁地域においては、４小学校中３小学校区で「学校規模
適正化検討協議会」を設置したが、１小学校区では「学校規模適正化検討
協議会」を設置できていない。児童生徒の教育環境を整える意義等につい
て、保護者や地域住民に丁寧に説明するとともに、疑問に答えていくこと
により、学校規模適正化を進めている。 印刷製本費

事業費計
593

438 659 593
事業費 地方債

659

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

438 659 593
事業費 地方債

一般財源
438 659 593 593
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

教育ビジョン懇談会参加者報償費（6人×1回） 340
教育委員会施策評価委員報償費（2人×4回）

教育ビジョン懇談会参加者市内旅費 15 8
教育委員会施策評価委員市内旅費 11

教育ビジョン懇談会用消耗品 6 15

教育ビジョン懇談会用賄 4 6

奈良市の教育リーフレット印刷代 121

連絡用切手 3 3

493

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市教育ビジョン後期計画の策定に向け、子どもを取り巻く教育環境
の現状や様々な教育課題を明らかにし、今後の教育政策がより効果的なも
のとなるような意見交換を行うとともに、教育施策の評価を行う。

140 報償費 140

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育政策課

既存

事項 教育ビジョン策定経費
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 1060 教育ビジョン策定経費

事業概要 食料費 4
　「奈良市教育ビジョン」の後期計画について意見交換を行う。また、教
育ビジョンに示されている教育施策について、評価を行う。加えて、奈良
市の教育を市民に広報するための教育リーフレットを作成する。

121 印刷製本費 121

通信運搬費 3

消耗品 6

旅費 26

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成21年5月に奈良市教育ビジョンを策定し、変化の激しい社会におけ
る教育環境の現状や教育課題について意見や助言をいただきながら、より
効果的となるような教育改革を推進してきている。

事業費計
300

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

326 493 300
事業費 地方債

493
一般財源

326 493 300 300

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

326 493 300
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

奈良市留学支援コンソーシアム実行委員会負担金

0

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　海外留学支援と地元企業でのインターンシップ機会を組み合わせた、文
部科学省官民協働海外留学支援制度「トビタテ！留学JAPAN日本代表プロ
グラム『地域人材コース』」に参画することにより、学生のグローバル対
応能力と地元企業への理解を向上させることを通して、意欲と能力のある
若者が奈良で活躍するモデルをつくり、奈良に貢献するという意義や、奈
良で就職するという選択肢を学生に提供する。
　また、留学した学生は奈良市の観光大使となり留学先での観光プロモー
ションを行い、帰国後、市立中学校等を訪れ自らの体験をダイレクトに伝
えるプレゼンを課し、子供たちが留学への関心を高めるきっかけとする。

1,930 負担金補助及び交付金 1,930

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育政策課

新規等

事項 トビタテ！留学JAPAN経費
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 1013 教育企画事務経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
1,930

これまでの取組内容

　文部科学省・日本学生支援機構が実施する「トビタテ！留学JAPAN日本
代表プログラム『地域人材コース』」の採択を受け、産（地元企業・団
体）・学（市内に学舎を有する大学）・官（奈良市）が集まる「奈良市留
学支援コンソーシアム」を設立し、グローバルとローカルの視点を併せ持
つグローカル人材の育成を行う。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 0 1,930
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 1,930 1,930

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 1,930
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 10

前年度予算

「なら教育の日」記念集会講師謝礼（5人） 50

全国・近畿・奈良県市町村教育委員会等各種会合旅費 551
教育委員費用弁償

教育長交際火 100

「なら教育の日」消耗品 631
事務局等事務用消耗品

教育長車燃料費 58

「なら教育の日」講演者賄等 24

事務等連絡用・「なら教育の日」用切手代 80

教育委員会室・教育長室クリーニング代等 6

「なら教育の日」会場設営委託 553
「なら教育の日」講演出演委託

教育長車リース・パソコン等事務機器リース等 853
「なら教育の日」会場借上げ

中核市教育長会会議負担金、全国・近畿都市教育長 618

協議会会議負担金等

3,524

30 消耗品費 575

80 交際費 80

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　教育委員会及び教育委員会事務局に係る経費を執行し、運営を図る。
50 報償費 50

522 旅費 727
205

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

既存

事項 教育委員会事務局及び教育総務課の事務に関する経費
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育委員会費

小事業 1010 教育委員会事務経費

103 委託料 553
450

5 手数料 5

事業概要 56 燃料費 56
　奈良市教育委員会会議の開催に要する経費、全国・近畿・奈良県の市町
村教育委員会連合会や都市教育長協議会が開催する会議への参加に係る旅
費や負担金等の経費、教育委員会や教育委員会事務局の運営に要する経
費、「なら教育の日」記念集会開催に要する経費など

18 食糧費 18

80 通信運搬費 80

545

3,621

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　教育委員会事務局や主務担当課として、必要最低限の経費にまで削減を
図りながら、日々努力できる経費の削減に取り組んでいる。

619 負担金補助及び交付金 619

事業費計

165
これまでの取組内容

693 使用料及び賃借料 858

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

3,186 3,524 3,621
事業費 地方債

3,524
一般財源

3,186 3,524 3,621 3,621

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,186 3,524 3,621
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

事務用消耗品等 33

申請書・支払通知書・送付用封筒の印刷 274

認定不認定通知書及び支払通知書送付の切手 583

890

533 通信運搬費 533

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　就学援助及び特別支援教育援助に係る受付・認定・支払業務に必要な事
務経費 81 消耗品費 81

187 印刷製本費 187

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

既存

事項 就学援助に係る事務執行経費
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 1010 学事振興事務経費

これまでの取組内容

　就学援助及び特別支援教育援助の各種申請書の印刷、認定結果等の各種
通知書の発送など

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　事務消耗品や印刷製本の単価等の見直しを行い、見直し削減に取り組ん
でいる。

事業費計
801

788 890 801
事業費 地方債

890

788 890 801
事業費 地方債

一般財源
788 890 801 801

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

スクールバスリース料 882
（旧大柳生小学校区）
（柳生中学校区）
（精華小学校区）

精華小学校区スクールバス　転回場土地使用料 45

スクールバス運行委託 44,186
（興東小中学校区）
（柳生小学校区）
（旧大柳生小学校区）
（興東中学校部活便）
（田原小中学校区）
（月ヶ瀬小学校区）
（精華小学校区）
（柳生中学校区）

遠距離通学児童通学費助成金（小学校費） 2,201
鼓阪小 2人 都跡小 91人
佐保小 22人 富雄第三小 33人

遠距離通学生徒通学費助成金（中学校分）
若草中 2人 都祁中 60人
都南中 6人 月ヶ瀬中 13人
柳生中 13人

消耗品 6

47,275

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

既存

事項 遠距離通学児童生徒通学対策経費
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 1040 遠距離通学児童生徒通学対策経費

13,642
事業概要 3,953

委託料 51,461
20,545

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　校区が広い学校や、奈良市立学校規模適正化に伴って遠距離通学を余儀
なくされた児童・生徒に対し、通学費の一部助成やスクールバスの運行を
行うことで児童・生徒及び保護者の負担を軽減する。

使用料及び賃借料 2,127
882
600
600

これまでの取組内容

1,313

1,012 扶助費 2,325

　奈良市立小学校・中学校へ遠距離通学をする児童・生徒に対するスクー
ルバスの運行、奈良市立遠距離通学児童・生徒通学費交付要綱に基づき、
当該児童・生徒に対する通学費の一部助成を行い、義務教育の円滑な運営
に資する。

1,598
4,799
924

3,000
3,000

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
55,919

○通学費の一部助成
　小学校から２km以上、中学校から４km以上の通学距離を有する児童・生
徒に対し助成
○スクールバスの運行
　田原、柳生、興東、月ヶ瀬小学校、興東中学校のスクールバス運行業務
委託
　※平成27年度から旧精華小学校、旧柳生中学校についてもスクールバス
の運行を行う

6 消耗品費 6

40,214 47,275 55,919
事業費 地方債

47,275

40,214 47,275 55,919
事業費 地方債

一般財源
40,214 47,275 55,919 55,919

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

交通安全注意看板製作設置委託 300

奈良市通学路安全推進協議会開催に伴う経費

事務用消耗品 5 0

印刷製本費 8 0

食糧費 15 0

300

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

既存

事項 交通安全教育推進経費
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 1510 交通安全教育推進経費

事業概要

　児童・生徒の命と安全を守るため、各学校において通学路の点検を定期
的に実施し、発見された危険箇所の整備を道路管理者、警察に対し要望し
ていく。

食糧費 15

消耗品費 5

印刷製本費 8

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　平成24年度に行われた通学路緊急合同点検で挙げられた要対策箇所及び
随時各学校区から挙げられる要対策箇所の対策について、平成26年11月に
組織された奈良市通学路安全推進協議会において年次的に検討し、道路管
理者及び警察に対して危険箇所の安全対策を要望していく。

100 委託料 100

事業費計
128

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

○平成24年度　通学路緊急合同点検
○平成26年度　奈良市通学路安全推進協議会を組織
　　児童･生徒の通学時の安全対策に取り組む。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

0 300 128
事業費 地方債

300

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 300 128
事業費 地方債

一般財源
0 300 128 128
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

学校簡易プロキシサーバ・メール用ＰＣ、 17,891
事務局サーバ等賃借料 13,309

独自ドメイン更新料 6

59
641

18,591

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　学校の情報化推進に必要な学校教育情報通信ネットワーク（まなび・か
がやきネット）を管理し、教育委員会事務局と学校における通信の安定性
を向上させ、ネットワーク上の安全を確保するためサーバやパソコン機器
等を借り上げる。

使用料及び賃借料 13,315

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

既存

事項 学校教育情報通信ネットワークに関する経費
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 2517 学校教育情報通信ネットワーク経費

事業概要

　学校簡易プロキシサーバ・メール用ＰＣ等賃借、事務局サーバ賃借　な
ど

国庫支出金

県支出金

事業費計
13,315

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成21年度事業仕分けを受け、平成24年度にメール用パソコンの入替に
あたり各学校に設置していた学校サーバを廃止し、簡易に通信をコント
ロールできるプロキシサーバを導入して経費削減を図った。
　教育センターに仮想化サーバを導入したことにより、災害対策及び負荷
分散による安定的な運用が可能となった。
　平成26年度は、幼稚園関係業務の市長部局への移行に伴い、幼稚園ネッ
トワーク回線サービス賃貸借及び保守を市長部局へ移管した。

消耗品費
委託料

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

38,213 18,591 13,315
事業費 地方債

18,591
一般財源

18,674 18,591 13,315 13,315

その他
19,539

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

38,213 18,591 13,315
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

サーバ、パソコンウィルス対策ライセンス費用 3,297 3,783
共同研究周辺機器等 83
その他事務用消耗品 17

共同研究研究紀要作成 417 0

校内ＬＡＮ修繕料 102 704

教育用・校務用パソコン、校務用サーバ 34,803
ハードウェア等保守委託 19,295
センターサーバ運用管理委託 3,208

小・中学校　校務用パソコン等賃借料 1,849 31,314
小・中学校　教育用パソコン等賃借料 18,678
学校給食徴収金等システム賃借料 5,468
教育用ウィルス対策ソフトウェア 829
デジタル教材等賃借料

200
260

3
480

71,547

233

6,000

417

修繕料 102

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　ネットワークの安全性を高め、授業や校務を安定的に進められるよう、
ウィルス対策ライセンスの購入、サーバや教育用・校務用パソコンの保守
委託・賃貸借契約を行い、学校ＩＣＴ環境を整備する。

消耗品費 3,397

印刷製本費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

既存

事項 学校情報化に係るＩＣＴ環境の整備経費
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 3055 学校ＩＣＴ環境整備経費

事業概要

　パソコン用ウィルス対策ライセンス購入、センターサーバ運用管理委
託、サーバ・ハードウェア保守、小・中学校教育用・校務用パソコン等機
器保守・賃借、学校給食徴収金等システム賃借　など 使用料及び賃借料 26,824

委託料 22,503

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
53,243

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成24年度に実施したパソコン教室用パソコンの入替導入にあたって
は、中学校でのソフトウェア活用状況等を踏まえソフトウェアを削減し
た。また、普通教室のＬＡＮやデジタルテレビの有効活用のため、普通教
室でクラス用パソコンとして利用できるような対策を施し導入した。
　平成25年度に学校給食徴収金等システムを導入し、平成26年4月の給食
公金化に伴い運用を行ってきた。

報償費
旅費

食糧費
備品購入費

60,644 71,547 53,243
事業費 地方債

公益財団法人助成金 500

64,814

60,644 71,547 53,243
事業費 地方債

一般財源
60,644 64,814 52,743 52,743

その他
0 6,733 500 500

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

教育用パソコン設定業務委託 324 0

教育用タブレット型端末等賃借料 10,206 3,350

3,350

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

新規等

事項 フューチャースクール構想実証事業
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 3055 学校ＩＣＴ環境整備経費

事業概要

　これまでのモデル実証校の知見を展開し、数年先を見据えたハードウェ
ア及びシステム構成を検討し、新しいモデルの構築を行う。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　国においては、21世紀型の新しい学びのスタイルとして、2019年までに
タブレット型端末を児童生徒一人1台の環境を構築することとしている。
奈良市においても平成25年度に学識経験者による奈良市教育ＩＣＴ戦略会
議を設置し、子どもたちの学力向上、思考力、判断力、表現力等の育成に
資するため、ＩＣＴ機器の整備を推進している。
　そのため、平成20、21年度に導入したパソコン教室機器（小学校7校、
中学校5校）の、保守切れ及びWindows Server 2003 OSサポート終了に伴
う更新、整備については、普通教室で活用できるようなタブレット型端末
を導入する。

委託料 324

使用料及び賃借料 10,206

事業費計
10,530

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成26年度は小学校4校、中学校2校をモデル実証校として、タブレット
端末を整備し、「確かな学力育成事業」「ＩＣＴ教育活用事業」として公
開授業や研究に取り組み、効果検証を行ってきた。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

0 3,350 10,530
事業費 地方債

3,350

その他
0 0 0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 3,350 10,530
事業費 地方債

一般財源
0 3,350 10,530 10,530
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

学校給食徴収金等システム変更作業委託 1,772

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　本市においては、学校給食費の公金化に伴い、平成25年度に学校給食徴
収金等システムを導入し、徴収金管理及びそれに伴う児童生徒情報のシス
テム化を行った。学校給食徴収金等システムでは、住記システムより住民
異動に関する情報取得を行っていたが、平成27年度奈良市情報システム最
適化計画により、住記システムが更新され、新学齢簿システムが導入され
るにあたり、現在ある学校給食徴収金等システムへ、そのデータを反映さ
せるため、連携インターフェースの変更を行う。

委託料 1,772

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

新規等

事項
新規学齢簿システム連携に係る学校給食徴収金システム連携イ
ンターフェース変更作業委託

会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 3055 学校ＩＣＴ環境整備経費

事業概要

　奈良市情報システム最適化計画により、平成27年度より運用される新学
齢簿システムと正確な児童生徒の住民異動情報についての連携を図る。

国庫支出金

県支出金

事業費計
1,772

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成25年度に学校給食徴収金等システムを導入し、平成26年4月の給食
公金化に伴い運用を行ってきた。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 0 1,772
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 1,772 1,772

その他
0 0 0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 1,772
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

教育振興基金利子積立金 15,011

15,011

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　教育振興のため寄附金や予算で定めた額を、本市における教育振興を目
的とする事業の推進のために積み立て、教育内容の充実を図る。 471 積立金 471

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

既存

事項 教育振興基金利息積立に要する経費
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 4010 教育振興基金経費

事業概要

　教育振興基金利子積立金。平成26年度末残金94,195千円の利息分。学校
給食会解散に伴う精算残金を基金へ積立

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
471

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　教育振興基金の利息を基金に積み立ててきた。

13 15,011 471
事業費 地方債

基金利子収入 11

15,000

13 15,011 471
事業費 地方債

一般財源
0 15,000 0 0

その他
13 11 471 471

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 15 目 10

前年度予算

本庁事務連絡・共同作業・研修旅費 2,700

書籍購入（学校図書館用図書分） 102,500
図書購入（飛鳥小学校分）
学校消耗品

学校用燃料（重油・プロパン・灯油・混合油） 7,900

学校行事用賄費 420

事務用紙等印刷 3,000

学校用光熱水費（電気・ガス・水道） 274,000

学校用備品修理 8,300
都市ガスエアコン機器メンテナンス修繕

切手・メール 9,400

電話料金他

ピアノ調律手数料他 1,400

理科薬品廃棄処理委託等 500

電話機・ファクシミリ・ＡＥＤ等リース 5,639

ＮＨＫ受信料他

学校備品購入 16,500
改築等初度備品購入

432,259

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

既存

事項 小学校の管理運営に要する経費
会計 一般会計 教育費 小学校費 小学校管理費

小事業 1010 小学校運営管理経費

事業概要 2,750 印刷製本費 2,750

385 食糧費 385

7,850 燃料費 7,850

400
97,800

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　小学校46校の運営管理・業務・授業を行ううえにおいて必要となる経費
及び学校図書館図書標準達成に必要な経費を執行し、学校の運営や管理並
びに児童の教育環境や教育内容の充実を図る。

2,580 旅費 2,580

9,000 消耗品費 107,200

1,402 手数料 1,402

8,705
695 通信運搬費 9,400

　学校の運営管理に必要とする経費で、電話代・光熱水費・使用料及び賃
借料以外は、基本的に学校へ令達して、学校で執行をする。児童の教育環
境、教育内容の充実に要する経費、学校図書館図書標準達成を目標に図書
を購入する経費で、予算を基礎額・クラス割等で積算し各学校に令達し、
各学校で図書を選定のうえ購入する。

276,150 光熱水費 276,150

4,500 修繕料 7,000
2,500

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
435,243

　各学校では、管理運営及び業務・授業を行うのに必要な経費を、限られ
た予算のなかで創意工夫をしながら節約につとめ、計画をたてて執行して
おり、全校にかかわる指導要録等の印刷や備品等の整備は、予算の範囲内
で教育総務課が行っている。小学校の学校図書館標準達成率については
100％を目標としており、平成26年3月末で100.1％である。

5,716 使用料及び賃借料 7,476
1,760

10,000 備品購入費 12,000
2,000

1,050 委託料 1,050
これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

414,745 432,259 435,243
事業費 地方債

小学校使用料他 1

432,258
一般財源

414,345 432,258 434,842 434,842

その他
400 1 401 401

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

414,745 432,259 435,243
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 15 目 10

前年度予算

教育用教科書
教員用指導書

教科：　国語・書写・社会・地図・算数
理科・生活・音楽・図工・家庭科・保健

0

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　平成２７～３０年度に小学校で使用する強化用図書の採択が行われたこ
とに基づき、教員用の教科用図書及び指導書の購入経費。教員用の教科用
図書については有償であり、教員にとっても必要なものである。また、学
習指導に沿った指導を行うことについても、使用教科用図書の指導書も必
要である。

2,205 消耗品費 74,000
71,795

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

新規等

事項
平成２７～３０年度小学校教科用図書採択に伴う教員図書及び
指導書購入経費

会計 一般会計 教育費 小学校費 小学校管理費

小事業 1010 小学校運営管理経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　学校現場における教員用の教科用図書及び指導書については、必要最低
限の範囲で購入をしている。

事業費計
74,000

これまでの取組内容

　教員用教科用図書については、各学校学年の教員分を、また指導書につ
いては1学年1冊分を購入する。具体的には、教科用図書は各教員に1冊・
指導書は学年に1冊・指導者解答書は教員に1冊・副教科は科目の特性によ
り学年毎に購入をする。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 0 74,000
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 74,000 74,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 74,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 15 目 10

前年度予算

産業廃棄物収集運搬処理委託
蛍光灯等収集運搬費
蛍光灯等処分費
鉄くず等収集運搬費

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　学校施設の事業系ごみの排出に伴う産業廃棄物としての運搬処理経費
委託料 1,269

302
189
778

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

新規等

事項 小学校排出事業系ごみ廃棄委託
会計 一般会計 教育費 小学校費 小学校管理費

小事業 1010 小学校運営管理経費

これまでの取組内容

　市内の小学校４６箇所に対し８箇所の拠点校をつくり、当該８施設への
回収を回収品目ごとに年間１～３回の頻度で回収運搬処理を行う。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成２７年度より学校施設の事業系ごみの処理を行うこととなる。

事業費計
1,269

0 0 1,269
事業費 地方債

0

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 1,269
事業費 地方債

一般財源
0 0 1,269 1,269
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 15 目 15

前年度予算

要保護準要保護児童援助費 39,083

学用品費等
新１年生（258人）
その他の学年（1,407人）

校外活動費（宿泊を伴うもの）（286人）

修学旅行費（404人）

新入学学用品費（258人）

39,083

要保護児童援助費補助金 889

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　経済的理由によって、就学困難と認められる小学校の保護者に対し、学
校教育法第１９条により学用品費等必要となる援助を行い、安心をして義
務教育を受けられる環境を整える。

扶助費 39,596

3,346

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

既存

事項 要・準要保護児童就学援助経費（小学校）
会計 一般会計 教育費 小学校費 小学校教育振興費

小事業 1015 要・準要保護児童就学援助経費

事業概要 5,281
　市民税所得割額を認定基準（要保護者を除く）とし、義務教育費用の支
払いが困難であると認められた保護者に対し、学用品費等必要な費用を支
給する。

8,561

1,021

21,387

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
1,006

　平成２５年度より認定基準を前年度課税額から本年度課税額へと変更す
ることにより、より直近の生活状況に沿った認定を行った。
【平成２５年度実績】
　　申請者1,886人に対し、1,749人に支給した。
　　　内訳　学用品費等　　　23,828千円　　　（1,749人）
　　　　　　校外活動費　　　   254千円　　　（  195人）
　　　　　　修学旅行費　　　 8,197千円　　　（  399人）
　　　　　　新入学学用品費　 4,876千円　　　（  245人）

事業費計
39,596

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

37,155 39,083 39,596
事業費 地方債

38,194
一般財源

36,280 38,194 38,590 38,590

その他
875 889 1,006

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

37,155 39,083 39,596
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 15 目 15

前年度予算

特別支援教育就学奨励費 4,513

学用品費等（327人）

校外活動費（宿泊を伴うもの）（465人）

修学旅行費（52人）

新入学学用品費（82人）

通学費（108人）

4,513

特別支援教育就学奨励費補助金 2,256

543

82

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　特別支援学級に就学する小学校の保護者の経済的負担を軽減するため、
就学に必要な学用品費等の費用を援助し、安心をして義務教育を受けられ
る環境を整える。

扶助費 5,246

2,121

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

既存

事項 小学校特別支援教育就学援助経費（小学校）
会計 一般会計 教育費 小学校費 小学校教育振興費

小事業 1020 小学校特別支援教育就学奨励経費

これまでの取組内容

事業概要 1,661
　特別支援学級に就学する小学生の一定所得以下の保護者を対象に、特別
支援学級への就学に必要な学用品費等の費用を支給する。

839

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
2,622

　国の補助金事業であり、国の認定基準に沿い継続実施している。
【平成２５年度実績】
　　申請者372人に対し、256人に支給した。
　　　内訳　学用品費等　　　 1,534千円　　　（ 255人）
　　　　　　校外活動費　　　    14千円　　　（  35人）
　　　　　　修学旅行費　　　   386千円　　　（  38人）
　　　　　　新入学学用品費　   428千円　　　（  44人）
　　　　　　通学費　　　　　   130千円　　　（   5人）

事業費計
5,246

2,492 4,513 5,246
事業費 地方債

2,257

2,492 4,513 5,246
事業費 地方債

一般財源
1,637 2,257 2,624 2,624

その他
855 2,256 2,622

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

―　1123　―



区分 （単位：千円）

01 款 60 項 15 目 20

前年度予算

先進地視察等に伴う市外旅費 60 0

し尿浄化槽薬品代 50 100

消防設備点検手数料（法定点検） 26,126
プール循環ろ過装置点検手数料(学校保健法)
し尿浄化槽点検手数料（法定点検）
し尿浄化槽清掃手数料（法定点検）
受水槽検査手数料（法定点検）
受水槽清掃手数料（法定点検）
ごみ収集・刈り草処分手数料
害虫駆除手数料
樹木剪定・薬剤散布手数料
排水管等清掃
グリストラップ清掃手数料

機械警備委託 91,817
施設業務委託（１４校分）
学校施設伐採剪定草木リサイクル委託
樹木伐採委託
草刈作業委託
し尿浄化槽維持管理委託
エレベータ保守点検委託
電気設備点検委託
空調設備保守点検委託
プールろ過装置ろ材入替及び保守委託

プレハブ教室リース 62,721
小学校施設土地賃借料
有線テレビ放送施設共架料

180,764

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

既存

事項 小学校施設保守管理経費
会計 一般会計 教育費 小学校費 小学校施設管理費

小事業 1010 施設保守管理経費

328
4,309

90
605

手数料 18,568
1,771

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　小学校（46校）の施設において、年間に法律で定められている設備の点
検や、人員や技術的な問題のために教員及び市職員等では対応できない保
守管理業務を実施するため。

旅費 60

消耗品費 50

6,419

1,487
1,101

7,470
4,500

44,816
1,080

18,793 委託料 88,935

事業概要 2,259
　小学校（４７校）の施設を適切に管理、運営する。
電気・水槽・消防など設備の管理・点検を行い、安全かつ有効に使用でき
るようにします。　また、警備用機器での防犯や施設管理の仕事、適宜樹
木の伐採や草刈りを実施することで、児童が安全及び快適な学校生活を過
ごせるようにする。

29
1,761
495
502

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
166,014

財源内訳 財 源 の 内 容

40,810
31

これまでの取組内容 6,661
　教育環境に支障が出ないよう、例年同じように適切に管理している。
また、日々変化する状況に応じて、予算内で点検及び業務箇所の追加や変
更などを行っている。

201
2,826

17,560 使用料及び賃借料 58,401

172,131 180,764 166,014
事業費 地方債

180,764

172,131 180,764 166,014
事業費 地方債

一般財源
172,131 180,764 166,014 166,014

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 15 目 20

前年度予算

施設補修用消耗品 200

小学校46校修繕料 85,000

砂・土・ペンキ等補修用原材料 9,800

95,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

既存

事項 小学校施設維持補修経費
会計 一般会計 教育費 小学校費 小学校施設管理費

小事業 1015 施設維持補修経費

事業概要

9,800 原材料費 9,800

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　小学校（46校）の施設において、天候・経年劣化等で老朽化している箇
所や突発的な事故などにより生じた箇所を修繕し、児童が安全かつ快適な
学校生活を送れるようにするため。

200 消耗品費 200

80,000 修繕料 80,000

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　教育環境に支障が出ないよう、修理箇所が発生すると適宜修理を行って
いる。
（ただし、大掛かりな修繕箇所や全てを入れ替えた方が将来より長く使え
ることが見込まれる場合は、一般営繕工事で対応している。）

事業費計
90,000

これまでの取組内容

　小学校（46校）における破損や風化等の発生している箇所の内、規模の
小さめなものの修理を業者に発注したり、修理を教職員等で行う際には、
その原材料を購入する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

91,340 95,000 90,000
事業費 地方債

95,000
一般財源

91,340 95,000 90,000 90,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

91,340 95,000 90,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 15 目 25

前年度予算

一般営繕工事 72,000
雨漏り・外壁改修工事等　4件

その他改修工事　9件

トイレ改修工事
平城西小学校トイレ改修工事

委託 0
設計委託
調査委託

72,000

委託料 5,450

37,250

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　建築後30年以上経過し、大規模改修も実施されていない学校が相当数あ
り、老朽化等が進み破損した小学校施設の中で、早急に対策が必要な施設
を改善・改修することにより、児童が安心して学校生活を送ることができ
るように努める。

64,000 工事請負費 101,250

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

投資

事項 小学校施設整備事業(一般営繕工事）
会計 一般会計 教育費 小学校費 小学校施設整備事業費

小事業 1010 小学校施設整備事業

これまでの取組内容

　老朽化の進んだ学校施設について、危険性の高い箇所を改修することに
より児童が安心して学校生活を送ることができるよう整備する。

3,450
事業概要 2,000

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　各学校から緊急連絡があったものについては修繕で対応しているが、金
額的に即時対応が困難なもので危険度が高い箇所を改修している。

事業費計
106,700

71,083 72,000 106,700 106,100
事業費 地方債

72,000

0

71,083 72,000 106,700 106,100
事業費 地方債

一般財源
83 0 600 600

その他
71,000 72,000 106,100

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 15 目 25

前年度予算

既設校舎解体撤去工事費等 818,000

事務用消耗品 4,607

事務用印刷製本費 1,000

18,000
393

35,000

877,000

学校施設環境改善交付金 325,290

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

投資

事項 あやめ池小学校校舎改築事業
会計 一般会計 教育費 小学校費 小学校施設整備事業費

小事業 1532 あやめ池小学校校舎改築事業

事業概要

30 印刷製本費 30

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　文部科学省において、「平成27年度までのできるだけ早い時期に耐震化
を完了させる」という目標が掲げられており、当市においても平成27年度
までにほぼ完了させることを目標としているため、予算の確保が必要とな
る。

あやめ池小学校改築工事Ⅱ期　　RC造　３階建　2300㎡

68,700 工事請負費 68,700

70 消耗品費 70

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
22,279

平成25年度　改築設計
平成26年度　Ⅰ期工事

委託料
手数料

備品購入費

事業費計
68,800

これまでの取組内容

　既設の校舎については、耐震強度が基準を満たしておらず、補強工事を
行うことができない状態であり、今後起こり得る地震に備えるために平成
26年度から改築工事を行っている。
　平成27年度は、耐震性のない棟の解体撤去及び跡地の外構整備工事を行
う。

あやめ池小学校改築工事Ⅱ期　　校舎解体　1,676㎡
　　　　　　　　　　　　　　　渡り廊下解体　80㎡
　　　　　　　　　　　　　　　外構工事

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

877,000 68,800 46,500
事業費 地方債

551,700

10
一般財源

0 10 21 21

その他
876,990 68,779

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

877,000 68,800 46,500
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 15 目 25

前年度予算

改築工事費等

事務用消耗品

事務用印刷製本費

工事監理委託

仮設校舎リース料

0

学校施設環境改善交付金

12,000 委託料 12,000

500 印刷製本費 500

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　文部科学省において、「平成27年度までのできるだけ早い時期に耐震化
を完了させる」という目標が掲げられており、当市においても平成27年度
までにほぼ完了させることを目標としている。

明治小学校改築工事　　RC造　３階建　2780㎡　（Ⅰ期：1630㎡）

617,000 工事請負費 617,000

500 消耗品費 500

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

新規等

事項 明治小学校校舎改築事業
会計 一般会計 教育費 小学校費 小学校施設整備事業費

小事業 1534 明治小学校校舎改築事業

事業概要

　既設の校舎のうち①棟については、耐震強度が基準を満たしておらず、
補強工事を行うことができない状態であり、今後起こり得る地震に備える
ために平成27年度から改築工事を行う。

明治小学校改築工事Ⅰ期　　1,630㎡

72,000 使用料及び賃借料 72,000

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
132,695

県支出金

事業費計
702,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

平成25年度　改築設計

22,104 702,000 525,200
事業費 地方債

0

22,104 702,000 525,200
事業費 地方債

一般財源
71 0 44,105 44,105

その他
22,033 657,895

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 15 目 25

前年度予算

設計委託

事務用消耗品

事務用印刷製本費

構造適合判定手数料

ファシリテーター謝礼（4回）

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

新規等

事項 都祁小学校校舎建設事業
会計 一般会計 教育費 小学校費 小学校施設整備事業費

小事業 1556 都祁小学校校舎建設事業

事業概要

　都祁地域の学校規模適正化実施計画及び都祁中学校との小中一貫教育の
カリキュラムに取り組むことで、より充実した教育環境を整備するための
校舎建設のための基本設計及び実施設計を行う。

200 報償費 200

190 手数料 190

3 印刷製本費 3

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　都祁地域の４小学校（都祁、並松、六郷、吐山）について、学校規模適
正化実施計画を進めていく中で４校を統合し、かつ、都祁中学校との小中
一貫教育のカリキュラムに取り組んでいくために小学校校舎を整備し、教
育内容の充実を図る。
平成27年度は、校舎建設に伴う基本設計及び実施設計を行う。

28,900 委託料 28,900

7 消耗品費 7

事業費計
29,300

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

29,300 29,300
事業費 地方債

0

その他
29,300

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

29,300 29,300
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

―　1129　―



区分 （単位：千円）

01 款 60 項 15 目 25

前年度予算

設計委託

事務用消耗品

事務用印刷製本費

構造適合判定手数料

ファシリテーター謝礼（4回）

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　月ヶ瀬小学校校舎の耐震強度が現在の耐震基準を満たしておらず、補強
工事を行うことができないとの診断結果が出ているため、改築を行う予定
で平成26年度に実施設計業務委託の予算を計上していたが、小中一貫教育
のカリキュラムも含めて検討した結果、既設中学校校舎を大規模改修し、
かつ、増築することで教育内容の充実を図ることができるので、小中一貫
教育を軸とした校舎の改修を行うための設計業務を行う。

月ヶ瀬小学校校舎大規模改修工事　RC造　２階建　2,415㎡（既設校舎）
　　　　　　　　　　　増築工事　RC造　２階建　　800㎡（増築部分概
算）

17,200 委託料 17,200

5 消耗品費 5

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

新規等

事項 月ヶ瀬小中一貫校整備事業
会計 一般会計 教育費 小学校費 小学校施設整備事業費

小事業 1557 月ヶ瀬小学校校舎建設事業

事業概要

　月ヶ瀬小学校と月ヶ瀬中学校の小中一貫教育カリキュラムに取り組むこ
とを前提とした施設の整備が必要となり、より充実した教育環境を整える
ために基本設計及び実施設計を行う。

200 報償費 200

190 手数料 190

5 印刷製本費 5

国庫支出金

県支出金

事業費計
17,600

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

17,600 17,600
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 0 0

その他
17,600

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

17,600 17,600
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 15 目 25

前年度予算

校舎耐震補強工事 39,000
鼓阪小学校
大宮小学校
平城小学校
柳生小学校
あやめ池小学校
鳥身小学校
六条小学校
青和小学校
大安寺西小学校
三碓小学校
朱雀小学校

機器移設修繕料 0

事務用消耗品 0

事務用印刷製本費 0

工事監理委託 0

39,000

学校施設環境改善交付金

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　耐震強度が現在の耐震基準を満たしていない校舎について、補強工事を
実施することで、児童が安心して学校生活を送れるようにする。
また、文部科学省において、「平成27年度までのできるだけ早い時期に完
了させる」という目標が掲げられている。

389,653 工事請負費 389,653

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

投資

事項 小学校校舎大規模改修事業(校舎耐震補強工事）
会計 一般会計 教育費 小学校費 小学校施設整備事業費

小事業 3560 小学校校舎大規模改修事業

9,741 委託料 9,741

50 印刷製本費 50

事業概要

平成27年度　耐震補強工事
　　小学校　11校　19棟　　402,000千円

2,500 修繕料 2,500

56 消耗品費 56

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
170,924

県支出金

事業費計
402,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

504,050 39,000 402,000 228,400
事業費 地方債

39,000

0

504,050 39,000 402,000 228,400
事業費 地方債

一般財源
84 0 2,676 2,676

その他
503,966 39,000 399,324

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 20 目 10

前年度予算

本庁事務連絡・共同作業・研修旅費 1,324

書籍購入（学校図書館用図書分） 50,698
学校消耗品
事務用消耗品（進路対策用）

学校用燃料（重油・プロパン・灯油・混合油） 9,300

学校行事用賄費 450

事務用紙等印刷 2,807
事務用紙等印刷（進路対策用）

学校用光熱水費（電気・ガス・水道） 136,000

学校用備品修理 4,200
都市ガスエアコン機器メンテナンス修繕

切手・メール 6,000
切手・メール（進路対策用）
電話料金他

ピアノ調律手数料他 770

理科薬品廃棄処理委託等 500

電話機・ファクシミリ・ＡＥＤ等リース 3,066
ＮＨＫ受信料他

学校備品購入 15,995

231,110

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

既存

事項 中学校の管理運営に要する経費
会計 一般会計 教育費 中学校費 中学校管理費

小事業 1010 中学校運営管理経費

429 食糧費 429

9,300 燃料費 9,300

46,400
3,198

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　中学校21校の運営管理・業務・授業を行ううえにおいて必要となる経費
並びに学校図書館図書標準達成に必要な経費を執行し、学校の運営や管理
及び生徒の教育環境や教育内容の充実を図る。また、中学３年生の進路指
導対策に必要となる経費を執行し進路指導の充実を図る。

1,300 旅費 1,300

3,300 消耗品費 52,898

400 通信運搬費 6,000
200

700

　学校の運営管理に必要とする経費で、電話代・光熱水費・使用料及び賃
借料以外は、基本的に学校へ令達して、学校で執行をする。生徒の教育環
境、教育内容の充実に要する経費、３学年生徒の進路対策事業に係る事務
用品、進路指導要領の購入、各高等学校への資料郵送等の経費。学校図書
館図書標準達成を目標に図書を購入する経費で、予算を基礎額・クラス割
等で積算し各学校に令達し、各学校で図書を選定のうえ購入する。

700

135,830 光熱水費 135,830

3,300 修繕費 4,000

事業概要 1,800 印刷製本費 2,500

10,000 備品購入費 10,000

事業費計
227,288

　各学校では、管理運営及び業務・授業を行うのに必要な経費並びに進路
対策事業に係る経費を、限られた予算のなかで創意工夫をしながら節約に
つとめ、計画をたてて執行しており、全校にかかわる指導要録等の印刷や
備品等の整備は、予算の範囲内で教育総務課が行っている。学校図書館標
準達成率については100％を目標としており、平成26年3月末で91.6％。

180 委託料 180

3,302 使用料及び賃借料 4,145
843

706 手数料 706
これまでの取組内容

5,400

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

208,567 231,110 227,288
事業費 地方債

中学校使用料 1

231,109

その他
1 1 1

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

208,567 231,110 227,288
事業費 地方債

一般財源
208,567 231,109 227,287 227,287
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 20 目 10

前年度予算

給食実施に伴う電気料金

二名中学校
京西中学校
飛鳥中学校
平城中学校
登美ヶ丘北中学校

給食実施に伴う水道料金

二名中学校
京西中学校
飛鳥中学校
平城中学校
登美ヶ丘北中学校

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　平成２７年度に学校給食が実施をされる５校について、その給食実施に
伴う光熱水費 840 光熱水費 1,400

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

新規等

事項 中学校給食実施に要する経費（中学校管理運営経費）
会計 一般会計 教育費 中学校費 中学校管理費

小事業 1010 中学校運営管理経費

事業概要

　５校のうち飛鳥中学校・登美ヶ丘北中学校については、４か月分を、ま
た二名中学校・平城中学校・京西中学校については、１か月分を計上す
る。

560

国庫支出金

県支出金

事業費計
1,400

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　中学校給食は、今後計画的に実施していくため、光熱水費は増額をして
いくこととなる。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,400
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 1,400 1,400

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,400
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 20 目 10

前年度予算

産業廃棄物収集運搬処理委託

蛍光灯等収集運搬費
蛍光灯等処分費
鉄くず等収集運搬費

0

389

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　学校施設の事業系ごみの排出に伴う産業廃棄物としての運搬処理経費
委託料 702

151
162

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

新規等

事項 中学校排出事業系ごみ廃棄委託
会計 一般会計 教育費 中学校費 中学校管理費

小事業 1010 中学校運営管理経費

これまでの取組内容

　市内の中学校２１箇所に対し４箇所の拠点校をつくり、当該４施設への
回収を回収品目ごとに年間１～３回の頻度で回収運搬処理を行う。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成２７年度より学校施設の事業系ごみの処理を行うこととなる。

事業費計
702

0 0 702
事業費 地方債

0

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 702
事業費 地方債

一般財源
0 0 702 702

―　1134　―



区分 （単位：千円）

01 款 60 項 20 目 15

前年度予算

要保護準要保護児童援助費 62,739

学用品費等
新１年生（337人）
その他の学年（658人）

校外活動費（宿泊を伴うもの）（323人）

修学旅行費（421人）

新入学学用品費（337人）

62,739

要保護生徒援助費補助金 2,749

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　経済的理由によって、就学困難と認められる中学校の保護者に対し、学
校教育法第１９条により学用品費等必要となる援助を行い、安心をして義
務教育を受けられる環境を整える。

扶助費 59,902

8,277

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

既存

事項 要・準要保護生徒就学援助経費（中学校）
会計 一般会計 教育費 中学校費 中学校教育振興費

小事業 1015 要・準要保護生徒就学援助経費

事業概要 7,937
　市民税所得割額を認定基準（要保護者を除く）とし、義務教育費用の支
払いが困難であると認められた保護者に対し、学用品費等必要な費用を支
給する。

24,119

1,941

17,628

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
2,463

　平成２５年度より認定基準を前年度課税額から本年度課税額へと変更す
ることにより、より直近の生活状況に沿った認定を行った。
【平成２５年度実績】
　　申請者1,101人に対し、999人に支給した。
　　　内訳　学用品費等　　　24,713千円　　　（1,023人）
　　　　　　校外活動費　　　   111千円　　　（   19人）
　　　　　　修学旅行費　　　21,637千円　　　（  410人）
　　　　　　新入学学用品費　 7,077千円　　　（  309人）

事業費計
59,902

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

53,544 62,739 59,902
事業費 地方債

夜間中学校関係市町村分収入 1,970

58,020
一般財源

51,065 58,020 55,543 55,543

その他
2,479 4,719 4,359 1,896

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

53,544 62,739 59,902
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 20 目 15

前年度予算

特別支援教育就学奨励費 2,824

学用品費等（113人）

校外活動費（宿泊を伴うもの）（35人）

修学旅行費（32人）

新入学学用品費（46人）

通学費（3人）

2,824

特別支援教育就学奨励費補助金 1,411

902

105

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　特別支援学級に就学する中学校の保護者の経済的負担を軽減するため、
就学に必要な学用品費等の費用を援助し、安心をして義務教育を受けられ
る環境を整える。

扶助費 3,054

1,388

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

既存

事項 中学校特別支援教育就学援助経費（中学校）
会計 一般会計 教育費 中学校費 中学校教育振興費

小事業 1020 中学校特別支援教育就学奨励経費

これまでの取組内容

事業概要 117
　特別支援学級に就学する中学生の一定所得以下の保護者を対象に、特別
支援学級への就学に必要な学用品費等の費用を支給する。

542

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
1,527

　国の補助金事業であり、国の認定基準に沿い継続実施している。
【平成２５年度実績】
　　申請者144人に対し、86人に支給した。
　　　内訳　学用品費等　　　 977千円　　　（ 85人）
　　　　　　校外活動費　　　  12千円　　　（  5人）
　　　　　　修学旅行費　　　 727千円　　　（ 27人）
　　　　　　新入学学用品費　 334千円　　　（ 31人）
　　　　　　通学費　　　　　  79千円　　　（  2人）

事業費計
3,054

2,129 2,824 3,054
事業費 地方債

1,413

2,129 2,824 3,054
事業費 地方債

一般財源
1,398 1,413 1,527 1,527

その他
731 1,411 1,527

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

―　1136　―



区分 （単位：千円）

01 款 60 項 20 目 20

前年度予算

し尿浄化槽薬品代 50

消防設備点検手数料（法定点検） 14,169
プール循環ろ過装置点検手数料(学校保健法)
し尿汲取手数料
し尿浄化槽点検手数料（法定点検）
し尿浄化槽清掃手数料（法定点検）
受水槽検査手数料（法定点検）
受水槽清掃手数料（法定点検）
ごみ収集・刈り草処分手数料
樹木剪定・薬剤散布手数料
排水管等清掃手数料
グリストラップ清掃手数料

機械警備委託 49,161
施設業務委託（１４校分）
学校施設伐採剪定草木リサイクル委託
樹木伐採委託
草刈作業委託
し尿浄化槽維持管理委託
エレベータ保守点検委託
電気設備点検委託
空調設備保守点検委託
プールろ過装置ろ材入替及び保守委託

中学校施設土地賃借料 32,273
有線テレビ放送施設共架料

95,653

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

既存

事項 中学校施設保守管理経費
会計 一般会計 教育費 中学校費 中学校施設管理費

小事業 1010 施設保守管理経費

1,305
事業概要 852

161
2,060

88
486

12

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　中学校（21校）の施設において、年間に法律で定められている設備の点
検や、人員や技術的な問題のために教員及び市職員等では対応できない保
守管理業務を実施するため。

45 消耗品費 45

4,218 手数料 10,259
751

310
これまでの取組内容 1,208

2,307
3,489

1,800
2,470

5,760

　中学校（21校）の施設を適切に管理、運営する。
電気・水槽・消防など設備の管理・点検を行い、安全かつ有効に使用でき
るようにする。また、警備用機器での防犯や施設管理の仕事、適宜樹木の
伐採や草刈りを実施することで、生徒が安全及び快適な学校生活を過ごせ
るようにする。

226
100

12,010 委託料 52,302
22,408

540

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

94,877

財源内訳 財 源 の 内 容

　教育環境に支障が出ないよう、例年同じように適切に管理する。また、
変化する状況に応じて、予算内で点検及び業務箇所の追加や変更などを
行ってる。

32,255 使用料及び賃借料 32,271
16

事業費計

88,827 95,653 94,877
事業費 地方債

95,653

88,827 95,653 94,877
事業費 地方債

一般財源
88,827 95,653 94,877 94,877

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 20 目 20

前年度予算

施設補修用消耗品 200

中学校21校修繕料 37,800

砂・土・ペンキ等補修用原材料 4,000

42,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

既存

事項 中学校施設維持補修経費
会計 一般会計 教育費 中学校費 中学校施設管理費

小事業 1015 施設維持補修経費

事業概要

4,000 原材料費 4,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　中学校（21校）の施設において、天候・経年劣化等で老朽化している箇
所や突発的な事故などにより生じた箇所を修繕し、生徒が安全かつ快適な
学校生活を送れるようにする。

200 消耗品費 200

35,800 修繕料 35,800

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　教育環境に支障が出ないよう、修理箇所が発生すると適宜修理を行って
いる。
（ただし、大掛かりな修繕箇所や全てを入れ替えた方が将来より長く使え
ることが見込まれる場合は、一般営繕工事で対応している。）

事業費計
40,000

これまでの取組内容

　中学校（21校）における破損や風化等の発生している箇所の内、規模の
小さめなものの修理を業者に発注したり、修理を教職員等で行う際には、
その原材料を購入する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

39,003 42,000 40,000
事業費 地方債

42,000
一般財源

39,003 42,000 40,000 40,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

39,003 42,000 40,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 20 目 25

前年度予算

一般営繕工事 52,000
雨漏り・外壁改修工事等　2件

その他改修工事　5件

設計委託 0

52,000

事業概要

2,000 委託料 2,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　建築後30年以上経過し、大規模改修も実施されていない学校が相当数あ
り、老朽化等が進み破損した中学校施設の中で、早急に対策が必要な施設
を改善・改修することにより、生徒が安心して学校生活を送ることができ
るように努める。

51,000 工事請負費 51,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

投資

事項 中学校施設整備事業(一般営繕工事）
会計 一般会計 教育費 中学校費 中学校施設整備事業費

小事業 1010 中学校施設整備事業

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　各学校から緊急連絡があったものについては修繕で対応しているが、金
額的に即時対応が困難なもので危険度が高い箇所を改修する。

事業費計
53,000

これまでの取組内容

　老朽化の進んだ学校施設について、危険性の高い箇所を改修することに
より生徒が安心して学校生活を送ることができるよう整備する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

36,681 52,000 53,000 52,000
事業費 地方債

52,000

0
一般財源

15 0 1,000 1,000

その他
36,666 52,000 52,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

36,681 52,000 53,000 52,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 20 目 25

前年度予算

内部改修設計委託

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　月ヶ瀬小学校校舎の耐震強度が現在の耐震基準を満たしておらず、補強
工事を行うことができないとの診断結果が出ているため、改築を行う予定
で平成26年度に実施設計業務委託の予算を計上していたが、小中一貫教育
のカリキュラムも含めて検討した結果、既設中学校校舎を大規模改修し、
かつ、増築することで教育内容の充実を図ることができるので、小中一貫
教育を軸とした校舎の改修を行うための設計業務を行う。

月ヶ瀬小学校校舎大規模改修工事　RC造　２階建　2415㎡（既設校舎）
　　　　　　　　　　　増築工事　RC造　２階建　800㎡（増築部分概
算）

10,400 委託料 10,400

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

新規等

事項 月ヶ瀬小中一貫校整備事業
会計 一般会計 教育費 中学校費 中学校施設整備事業費

小事業 3530 月ヶ瀬中学校校舎改修事業

事業概要

　月ヶ瀬小学校と月ヶ瀬中学校の小中一貫教育カリキュラムに取り組むこ
とを前提とした施設の整備が必要となり、より充実した教育環境を整える
ために基本設計及び実施設計を行う。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
10,400

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

10,400 10,400
事業費 地方債

0

10,400 10,400
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
10,400

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 20 目 25

前年度予算

校舎耐震補強工事 11,900
都祁中学校

機器移設修繕料 0

事務用消耗品 0

事務用印刷製本費 0

建築設計委託 0

三笠中学校

11,900

学校施設環境改善交付金

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

投資

事項 中学校校舎大規模改修事業(校舎耐震補強工事）
会計 一般会計 教育費 中学校費 中学校施設整備事業費

小事業 3560 中学校校舎大規模改修事業

事業概要

平成27年度　耐震補強工事
　　中学校　1校　1棟　　14,900千円

平成27年度　建築設計委託（三笠中）
　　　　　　　　　　　　2,700千円

2,700 委託料 2,700

25 印刷製本費 25

400

30 消耗品費 30

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　耐震強度が現在の耐震基準を満たしていない校舎について、補強工事を
実施することで、生徒が安心して学校生活を送れるようにする。
また、文部科学省において、「平成27年度までのできるだけ早い時期に完
了させる」という目標が掲げられているため、予算の確保が重要となる。

14,445 工事請負費 14,445

400 修繕料

事業費計
17,600

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
6,041

県支出金

246,898 11,900 17,600 11,100
事業費 地方債

11,900

0

その他
246,866 11,900 17,141

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

246,898 11,900 17,600 11,100
事業費 地方債

一般財源
32 0 459 459
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 20 目 25

前年度予算

武道場耐震補強工事
三笠中学校
伏見中学校
富雄中学校
都南中学校
田原中学校
平城西中学校
二名中学校
京西中学校

機器移設修繕料

事務用消耗品

事務用印刷製本費

工事監理委託

0

学校施設環境改善交付金

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　耐震強度が現在の耐震基準を満たしていない校舎について、補強工事を
実施することで、生徒が安心して学校生活を送れるようにする。
また、文部科学省において、「平成27年度までのできるだけ早い時期に完
了させる」という目標が掲げられているため、予算の確保が重要となる。

47,548 工事請負費 47,548

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

投資

事項 中学校屋内運動場大規模改修事業(武道場耐震補強工事）
会計 一般会計 教育費 中学校費 中学校施設整備事業費

小事業 3570 中学校屋内運動場大規模改修事業

3,328 委託料 3,328

事業概要 700 修繕料 700
平成27年度　耐震補強工事
　　中学校　8校　8棟　　51,600千円 20 消耗品費 20

4 印刷製本費 4

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
23,258

事業費計
51,600

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

4,954 51,600 27,600
事業費 地方債

0
一般財源

3 0 742 742

その他
4,951 50,858

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

4,954 51,600 27,600
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 25 目 10

前年度予算

非常勤嘱託職員賃金 2,349

修学旅行随行・インターハイ生徒引率等の市外旅費 3,590
その他の教員の出張等の市内旅費

事務用消耗品 5,804
教師用指導書等の書籍

校舎用燃料（ＬＰガス・灯油等） 2,767

卒業証書等各種用紙の印刷 1,113

校舎等の電気料金 17,000
校舎等の水道料金

教育用コンピュータ機器等修理費 600

料金後納郵便等の郵送料等 581

ＬＬ機器の保守点検手数料等 275

修学旅行保険料 26

電話機等の保守点検委託等 188

コンピュータ機器等借上料 7,382

一般校具及び教具備品 515

臨時職員社会保険料 4

42,194

630
3,647 消耗品費 4,277

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

  一条高等学校は、「奈良市に市立高校を」との市民の熱望で、昭和２５
年に普通科高校として設立され、翌２６年には全国初の外国語科が開設さ
れ、平成７年度には数理科学科が、平成１８年度には人文科学科が設置さ
れた。
　この運営管理管理経費は、学校教職員７５名、生徒１０７５名が在籍す
る一条高校の円滑な運営や施設の管理に必要な経費である。

1,951 賃金 1,951

3,020 旅費 3,231
211

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

既存

事項 高等学校運営管理経費
会計 一般会計 教育費 高等学校費 全日制高等学校費

小事業 1010 高等学校運営管理経費

266 手数料 266

修繕料 500

572 通信運搬費 572

事業概要 1,001 印刷製本費 1,001
　一条高校の運営や管理に要する経費として、非常勤嘱託の賃金、イン
ターハイ引率等旅費、事務用消耗品、校舎用燃料、各種用紙の印刷、電
気・水道料金、コンピュータ等修理、情報科等コンピュータ借上、公用車
リース、一般校具・教具などの経費を執行する。
　また、平成２６年４月から高等学校等就学支援制度が施行されたため、
この授業料徴収事務処理に必要な経費を執行する。

14,230 光熱水費 18,480
4,250

500

2,754 燃料費 2,754

国庫支出金

県支出金

40,980

財源内訳 財 源 の 内 容

　一条高校の運営・管理を円滑に行い、教育活動や学校運営などに改善を
行っている。特に校舎等は老朽化が進んでおり職員一丸となって限られた
経費で管理を行っている。光熱水費についても節電、節水を呼びかけ使用
料の縮減に努めている。

7,358 使用料及賃借料 7,358

400 備品購入費 400

社会保険料 0

事業費計

これまでの取組内容 160 委託料 160

30 保険料 30

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

39,079 42,194 40,980
事業費 地方債

入学料・授業料・入学考査料・雑入 42,194

0
一般財源

0 0 0 0

その他
39,079 42,194 40,980 40,980

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

39,079 42,194 40,980
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 25 目 10

前年度予算

産業廃棄物(事業系ごみ)収集運搬処分委託 0
蛍光灯等収取運搬費
蛍光灯等処分費
鉄くず等収集運搬費

0

49

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　一条高等学校における事業系ごみを適正搬出するため、産業廃棄物(事
業系ごみ)の収集運搬処分を委託する経費 委託料 107

38
20

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

新規等

事項 高等学校運営管理経費
会計 一般会計 教育費 高等学校費 全日制高等学校費

小事業 1010 高等学校運営管理経費

事業概要

　初年度は、処分を委託する品目として、蛍光灯や鉄くずなどに限る。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
107

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　毎年、学校から搬出されるごみの量は増加しており、ごみの分別や減少
のため学校としての取り組みを検討している。

0 0 107
事業費 地方債

0

0 0 107
事業費 地方債

一般財源
0 0 107 107

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 25 目 15

前年度予算

消防設備点検手数料（法定点検） 969
プール循環ろ過装置点検手数料(学校保健法)
受水槽検査手数料（法定点検）
受水槽清掃手数料（法定点検）
ごみ収集手数料
樹木剪定・薬剤散布手数料
排水管等清掃手数料

機械警備委託 1,667
樹木伐採委託
電気設備点検委託

2,636

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

既存

事項 高等学校施設保守管理経費
会計 一般会計 教育費 高等学校費 高等学校施設管理費

小事業 1010 施設保守管理経費

450
事業概要 351

1,129 委託料 1,930

108
11

184
56

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　一条高等学校において、年間に法律で定められている設備の点検や、人
員や技術的な問題のために教員及び市職員等では対応できない保守管理業
務を実施するため。

181 手数料 590
39
11

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　教育環境に支障が出ないよう、例年同じように適切に管理している。
また、日々変化する状況に応じて、予算内で点検及び業務箇所の追加や変
更などを行っている。

事業費計
2,520

これまでの取組内容

　一条高等学校を適切に管理、運営する。
電気・水槽・消防など設備の管理・点検を行い、安全かつ有効に使用でき
るようにする。また、警備用機器での防犯や施設管理の仕事、適宜樹木の
伐採や草刈りを実施することで、生徒が安全及び快適な学校生活を過ごせ
るようにする。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,807 2,636 2,520
事業費 地方債

入学料・授業料・入学考査料・雑入 2,636

0
一般財源

0 0 0 0

その他
1,807 2,636 2,520 2,520

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,807 2,636 2,520
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 25 目 15

前年度予算

高等学校修繕料 2,915

砂・土・ペンキ等補修用原材料 285

3,200

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　一条高等学校において、天候・経年劣化等で老朽化している箇所や突発
的な事故などにより生じた箇所を修繕し、生徒が安全かつ快適な学校生活
を送れるようにするため。

2,715 修繕料 2,715

285 原材料費 285

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

既存

事項 高等学校施設維持補修経費
会計 一般会計 教育費 高等学校費 高等学校施設管理費

小事業 1015 施設維持補修経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　教育環境に支障が出ないよう、修理箇所が発生すると適宜修理を行って
いる。
（ただし、大掛かりな修繕箇所や全てを入れ替えた方が将来より長く使え
ることが見込まれる場合は、一般営繕工事で対応している。）

事業費計
3,000

これまでの取組内容

　一条高等学校における破損や風化等の発生している箇所の内、規模の小
さめなものの修理を業者に発注したり、修理を教職員等で行う際には、そ
の原材料を購入する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

3,194 3,200 3,000
事業費 地方債

入学料・授業料・入学考査料・雑入 3,200

0
一般財源

0 0 0 0

その他
3,194 3,200 3,000 3,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,194 3,200 3,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 25 目 20

前年度予算

校舎耐震補強工事
一条高等学校

機器移設修繕料

0

社会資本整備総合交付金

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　耐震強度が現在の耐震基準を満たしていない校舎について、補強工事を
実施することで、生徒が安心して学校生活を送れるようにする。
また、文部科学省において、「平成27年度までのできるだけ早い時期に完
了させる」という目標が掲げられているため、予算の確保が重要となる。

145,000 工事請負費 145,000

1,000 修繕料 1,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

投資

事項 高等学校校舎大規模改修事業(校舎耐震補強工事）
会計 一般会計 教育費 高等学校費 高等学校施設整備事業費

小事業 3560 高等学校校舎大規模改修事業

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
24,834

事業費計
146,000

これまでの取組内容

平成27年度　耐震補強工事
　　高等学校　1校　3棟　　146,000千円

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

146,000 120,100
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 1,066 1,066

その他
144,934

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
　

146,000 120,100
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 40 目 15

前年度予算

要保護準要保護児童生徒援助費 98,447

学校給食費
＜小学校＞

新１年生（258人）
その他の学年（1,407人）

＜中学校＞
　1～3学年（707人）

98,447

事業概要

26,889

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　経済的理由によって、就学困難と認められる中学校の保護者に対し、学
校教育法第１９条により給食費の援助を行い、教育の機会均等と学校給食
の目的実現を図る。

扶助費 100,298

73,409

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

既存

事項 要・準要保護児童生徒就学援助経費（小・中学校給食費）
会計 一般会計 教育費 保健体育費 学校給食費

小事業 1020 要・準要保護児童生徒就学援助経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成２５年度より認定基準を前年度課税額から本年度課税額へと変更す
ることにより、より直近の生活状況に沿った認定を行った。
【平成２５年度実績】
　
　　　内訳　小学校　　　　　68,843千円　　　（1,714人）
　　　　　　中学校　　　　　 5,521千円　　　（  124人）

事業費計
100,298

これまでの取組内容

　市民税所得割額を認定基準（要保護者を除く）とし、義務教育費用等の
支払いが困難であると認められた保護者に対し、給食費を支給する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

74,364 98,447 100,298
事業費 地方債

98,447
一般財源

74,364 98,447 100,298 100,298

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

74,364 98,447 100,298
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 40 目 15

前年度予算

特別支援教育就学奨励費 7,235

学校給食費
＜小学校＞

新１年生（82人）
その他の学年（245人）

＜中学校＞
　1～3学年（76人）

7,235

特別支援教育就学奨励費補助金 3,617

1,634

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　特別支援学級に就学する小・中学校の保護者の経済的負担を軽減するた
め、給食費の援助を行い、特別支援教育の振興に資する。 扶助費 8,824

7,190

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

既存

事項 特別支援教育就学奨励経費（小・中学校給食費）
会計 一般会計 教育費 保健体育費 学校給食費

小事業 1025 特別支援教育就学奨励経費

これまでの取組内容

　特別支援学級に就学する小・中学生の一定所得以下の保護者を対象に、
特別支援学級への就学に必要な給食費を支給する。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
4,411

　国の補助金事業であり、国の認定基準に沿い継続実施している。
【平成２５年度実績】
　
　　　内訳　小学校　　　　　 5,110千円　　　（ 255人）
　　　　　　中学校　　　　　   484千円　　　（  21人）

事業費計
8,824

5,594 7,235 8,824
事業費 地方債

3,618

5,594 7,235 8,824
事業費 地方債

一般財源
3,674 3,618 4,413 4,413

その他
1,920 3,617 4,411

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 40 目 20

前年度予算

要保護準要保護児童生徒援助費 650
医療費（58人）

650

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育総務課

既存

事項 就学援助（小・中学校医療費）
会計 一般会計 教育費 保健体育費 学校保健体育費

小事業 1015 要・準要保護児童生徒就学援助経費

事業概要

　市民税所得割額を認定基準（要保護者を除く）とし、義務教育費用等の
支払いが困難であると認められた保護者に対し、トラコーマ、結膜炎、白
癬、疥癬、膿痂疹、中耳炎、慢性副鼻腔炎、アデノイド、齲歯（虫歯）、
寄生虫病の治療費について支給する。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　経済的理由によって、就学困難と認められる小・中学校の保護者に対
し、学校教育法第１９条により医療費の援助を行い、早期治療と教育の機
会均等の確保を図る。

扶助費 580
580

事業費計
580

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成２５年度より認定基準を前年度課税額から本年度課税額へと変更す
ることにより、より直近の生活状況に沿った認定を行った。
【平成２５年度実績】
　
　　　内訳　小学校　　　　　 85千円　　　（ 17人）
　　　　　　中学校　　　　　 85千円　　　（ 13人）

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

170 650 580
事業費 地方債

650

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

170 650 580
事業費 地方債

一般財源
170 650 580 580
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 10

前年度予算

学校園用務職員貸与被服購入
業務服 男性用（51人） 1,325

女性用（30人）

1,325

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　用務職員の業務については、学校施設の簡易な修理から敷地内の草刈
等、幅の広い業務をしなければならず、これらの作業を快適に施工するた
めに被服を貸与するものである。 1,325 消耗品費 1,325

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教職員課

既存

事項 学校園用務職員貸与被服購入経費
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育委員会費

小事業 1015 教育委員会職員貸与被服経費

事業概要

　学校用務員事務服（夏冬年2回貸与）

国庫支出金

県支出金

事業費計
1,325

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　業務服の着用率および摩耗状況を点検し、貸与期間の変更（奈良市被服
貸与規則の改正）を視野に入れて検討する。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,605 1,325 1,325
事業費 地方債

1,325
一般財源

1,605 1,325 1,325 1,325

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,605 1,325 1,325
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 10

前年度予算

常用学部応急薬品購入 124
消毒液 20
バンドエイド 41
やけど用塗り薬 16
虫刺され用薬 16

124

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　業務上すり傷や火傷など外傷が多い業務職員（用務員・給食調理員）に
対し、外傷応急薬品を配布し、外傷を負った時の応急処置を図る。 医薬材料費 93

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教職員課

既存

事項 学校園業務員用医薬品配布経費
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育委員会費

小事業 1020 教育委員会職員福利厚生経費

事業概要

　外傷の応急手当ができる絆創膏や消毒液の応急処置薬品を配布する。

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　個別配布より学校単位の配布している。また業種別に必要な医薬剤を選
定し共通医薬剤と専用医薬剤を配布する。

事業費計
93

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

163 124 93
事業費 地方債

124
一般財源

163 124 93 93

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

163 124 93
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 10

前年度予算

教育委員会事務局及び教育機関、学校園等の非常勤 44,491
嘱託職員・臨時職員社会保険料

社会保険料
雇用保険料
労災保険料

療養補償費 2,801
障害補償年金及び障害特別給付金等

教育委員会事務局事務臨時職員賃金 52,992
学校園業務臨時職員賃金

教育委員会事務局及び教育機関、学校園等の非常勤 454
嘱託職員・臨時職員児童手当拠出金等

100,738

3,350
784

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　教育委員会事務局及び学校園に配属している職員が、病気休暇や産前産
後休暇、育児休暇となった場合、また正規職員数の不足のため職員を配属
できない状況となった場合、また非常勤嘱託職員を必要とした場合など、
事務処理や業務の遂行に支障とならないよう、非常勤嘱託職員や臨時職員
を雇用する。

社会保険料 38,277

34,143

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教職員課

既存

事項
教育委員会関係の嘱託職員・臨時職員の任用に伴う賃金・社会
保険料等

会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育委員会費

小事業 1025 教育委員会臨時職員等経費

　配置できない職員の変わりに補充をする非常勤嘱託職員・臨時職員の賃
金・社会保険料（健康保険・介護保険・厚生年金・雇用保険・労災保
険）・児童手当拠出金、災害補償費等の経費

12,633 賃金 57,099
44,466

負担金補助及び交付金 357
357

259 災害補償費 2,801
事業概要 2,542

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
98,534

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　職員の採用がなく臨時職員の増加となっているが、非常勤嘱託職員・臨
時職員の補充を事務・業務に支障とならない範囲でその配置を抑え、経費
の削減を図っている。

132,940 100,738 98,534
事業費 地方債

雇用保険被保険者立替保険料収入 2,495

98,243

132,940 100,738 98,534
事業費 地方債

一般財源
129,513 98,243 97,316 97,316

その他
3,427 2,495 1,218 1,218

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

奈良市教職員分限懲戒審査委員報酬（3人） 0

事務連絡市外旅費（6回） 155
東日本大震災復旧・復興に伴う職員派遣旅費（3回）
奈良市教職員分限懲戒審査委員費用弁償（3人）

新聞代 860
追録代
住宅地図等書籍購入費
その他事務用消耗品
学校園用務職員研修用消耗品

学籍事務用（就学・転学通知、学齢簿等） 366

学校・園連絡用封筒
履歴書等

学事調査照会用切手代 482
就学通知書発送料
児童・転出入事務用切手代
社会保険事務用郵送料

奈良県へき地教育推進協議会負担金 206
三重県公立学校入学対策連絡協議会負担金
へき地教育研究連盟分担金
奈良県へき地教育振興大会開催負担金

20

2,089

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教職員課

既存

事項 課事務経費
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 1010 学事振興事務経費

552
事業概要 87

26
61

38 消耗品費 764

139
18

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　課の事務全般に必要な事務経費、及び奈良市内の公立学校等に勤務する
県費負担教職員の分限懲戒にかかる事案を審査する委員会に係る経費 90 報酬 90

13 旅費 170

これまでの取組内容 133

55 負担金補助及び交付金 446
8

65

479
338
25

　各種会議等の旅費。学齢簿などのの各種申請書の印刷、各種通知書の発
送など。またへき地教育関連及び越境入学関連の負担金、奈良市教職員分
限懲戒審査委員会は平成27年度より外部委員で構成する。

249 印刷製本費 294
23
22

51 通信運搬費

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

2,243

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　これまで事務経費については様々な方法で削減に努めてきた。奈良市教
職員分限懲戒審査委員会は内部委員で運営してきたが、平成２７年度以降
より公平性を担保するため、外部委員で構成するものとする。

250

報償費

事業費計

3,985 2,089 2,243
事業費 地方債

2,089

3,985 2,089 2,243
事業費 地方債

一般財源
3,985 2,089 2,243 2,243

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

文部科学省行政実務研修職員派遣に係る経費
赴任旅費
移転料
着後手当
一時帰省旅費
赴任旅費

ハウスクリーニング代

住宅借上料 家賃

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教職員課

新規等

事項 文部科学省行政実務研修職員派遣に係る経費
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 1010 学事振興事務経費

1,800 使用料及び賃借料 1,800
事業概要

66 手数料 66

15
124

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　国等関係機関との人事交流を行い、職員の資質向上を図る為に、職員を
「奈良市教育委員会　国等関係機関への職員派遣実施要綱」に基づき文部
科学省へ派遣する。 16 旅費 434

248
31

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　今後数年間は継続的に派遣を予定していく。

事業費計
2,300

これまでの取組内容

　職員を「奈良市教育委員会　国等関係機関への職員派遣実施要綱」に基
づき文部科学省へ派遣する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

0 0 2,300
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 2,300 2,300

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

0 0 2,300
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

一条高校：特別休暇補充、非常勤講師 2,408
小中学校：市費非常勤（複式学級対応、通級学級対応等）
　夜間学級講師（1人）

一条高校：特別休暇補充、非常勤講師 50,589
小中学校：市費非常勤（複式学級対応、通級学級対応等）
　夜間学級講師（1人）

一条高校：外部講師報償 700

一条高校：外部講師旅費 135
市費非常勤講師等旅費

児童手当拠出金 20
一条高校分 4
小中学校分 9

53,852

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　一条高等学校の教諭の特休取得の際にその期間内の補充講師を任用し、
人的な不足を解消する。
また、小中学校において、各学校が抱える様々な課題に対応する非常勤講
師等を任用し、配置することにより、教育の推進を図る。

372 社会保険料 1,400
1,028

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教職員課

既存

事項 補充講師、非常勤講師に係る経費
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 1015 補充講師経費

負担金補助及び交付金 13

　一条高等学校の教諭の特休等の際にその期間内の補充講師を任用し、人
的な不足を解消する。
また、小中学校において、各学校が抱える様々な課題に対応する非常勤講
師を任用し、配置することにより、教育の推進を図る。

550 報償費 550

80 旅費 210
130

事業概要

9,066 賃金 41,148
32,082

国庫支出金

県支出金

事業費計
43,321

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　特別休暇は、制度として定められたものであり、これにより発生した教
員の欠員については、その期間が長期となる場合には補充の必要が生まれ
るため、取得が確定した時点で対応を行っている。
また、小中学校における、各学校が抱えている課題に対応（複式学級対
応、通級指導対応、中学校教科対応等）するため、毎年度各学校の状況把
握を踏まえ必要な対応を行っている。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

45,680 53,852 43,321
事業費 地方債

雇用保険被保険者立替保険料収入 114

53,738
一般財源

45,584 53,738 43,270 43,270

その他
96 114 51 51

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

45,680 53,852 43,321
事業費 地方債

―　1156　―



区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

教員（産休・育休対応）補充講師の任用に係る経費
　産育休対応講師に係る社会保険料（3人） 1,090

　産育休対応講師に係る賃金（3人） 5,105

　産育休対応講師に係る児童手当拠出金（3人） 11

6,206

21 負担金補助及び交付金 21

13,647 賃金 13,647

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　一条高等学校の教諭の産休・育休取得の際にその期間内の補充講師を任
用し、人的な不足を解消する。

2,089 社会保険料 2,089

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教職員課

新規等

事項 補充講師、非常勤講師に係る経費
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 1015 補充講師経費

これまでの取組内容

事業概要

　一条高等学校の教諭の産休・育休取得の際にその期間内の補充講師を任
用し、人的な不足を解消する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　産前産後特別休暇、育児休業については、制度として定められたもので
あり、これにより学校現場には教員の欠員が生じ補充の必要が生まれるた
め、取得が確定した時点で対応を行っている。

事業費計
15,757

8,605 6,206 15,757
事業費 地方債

雇用保険被保険者立替保険料収入 36

6,170

その他
49 36 68 68

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

8,605 6,206 15,757
事業費 地方債

一般財源
8,556 6,170 15,689 15,689

―　1157　―



区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

　実施学年　小学校　全学年（1年～6年）
（1・2年生30人学級　3～6年生35人上限の少人数学級編制）
市費講師必要見込人数　65人

任用教員社会保険料（65人） 59,240

任用教員賃金（65人） 386,553

普通旅費（65人） 3,030
修学旅行分旅費（6年生：9人）

社会保険協会費、児童手当拠出金 595

449,418

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　小学校において、標準学級編制基準（1年：35人、2年～6年40人の上
限）を、市単独で少人数学級編制を実施するとともに、学校全体の課題に
ついても対応できる体制を構築し、児童や課題に対してきめ細かな対応を
行うことにより、本市の未来を担う子どもたちに確かな学力と豊かな心、
たくましい体をはぐくむことを目的とする。

46,583

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教職員課

新規等

事項 奈良市独自で実施する小学校少人数学級編制に係る経費
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 1016 少人数学級実施経費

　平成27年度については、1・2年生30人、3～6年生35人上限の学級編制と
し実施する。
実施にあたっては、県費教職員の定数確定後、本施策実施に伴い不足する
教員を市費で任用し、各学校に配置する。

441 負担金補助及び交付金 441

360
事業概要

1,950 旅費 2,310

社会保険料 46,583

298,166 賃金 298,166

国庫支出金

県支出金

事業費計
347,500

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成25年度をもって小学校全学年での実施（1年～3年：30人、4年～6年
33人上限）。平成26年度に1・2年：30人、3・4年：33人、5・6年：35人上
限の少人数学級編制に移行した。

平成27年度については、1・2年生30人、3～6年生35人上限の学級編制とし
実施する。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

479,501 449,418 347,500
事業費 地方債

雇用保険被保険者立替保険料収入 1,932

447,486
一般財源

477,440 447,486 346,010 346,010

その他
2,061 1,932 1,490 1,490

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

479,501 449,418 347,500
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

教員（市費講師）及びパートタイム職員の任用に係る経費

社会保険料 10,056
児童生徒支援教員（15人）
特別支援教育支援員（89人）

賃金 93,913
児童生徒支援教員（15人）
特別支援教育支援員（89人）

旅費 1,018
児童生徒支援教員（15人）
特別支援教育支援員（89人）

負担金 98
児童生徒支援教員（15人）

105,085

賃金 104,623
67,843

200

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

○児童生徒支援教員
　いじめ、不登校等の教育課題に対応するため、学校に児童・生徒支援教
員を配置し、学校体制を強化することにより児童生徒一人ひとりによりき
め細かな指導を行う。

○特別支援教育支援員
　通常学級において、学習障害、注意欠陥多動性障害、高機能自閉症等の
発達障害等により学習や学校生活面での特別な支援を必要とする児童生徒
に対応するため、特別支援教育支援員を配置する。

社会保険料 10,572
10,372

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教職員課

新規等

事項 児童生徒支援教員経費
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 1018 児童・生徒支援教員経費

事業概要 旅費 1,106
○児童生徒支援教員
　いじめ、不登校等の教育課題に対応するため学校に児童生徒支援教員を
配置する。

○特別支援教育支援員
　通常学級において発達障害等により学習や学校生活面での特別な支援を
必要とする児童生徒に対応するため特別支援教育支援員を配置する。

750
356

負担金補助及び交付金 99
99

36,780

国庫支出金

県支出金

事業費計
116,400

財源内訳 財 源 の 内 容

○児童生徒支援教員
　平成26年から5名の増加により15名の配置を行い、教育課題に対しより
きめ細かな対応を図ってきた。

○特別支援教育支援員
　毎年度、各校からの配置要望書の提出を受け、現状把握をとともに、特
別支援教育支援員の配置の必要性を検討し、必要性に応じて配置を行って
いる。(平成26年　小学校48校、中学校21校)

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

75,991 105,085 116,400
事業費 地方債

雇用保険被保険者立替保険料収入 336

104,749
一般財源

75,749 104,749 116,061 116,061

その他
242 336 339 339

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

75,991 105,085 116,400
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

外国語指導助手の配置に係る経費

派遣委託（4月･5月19人、6月～3月：26人） 44,514
外国語指導助手（ＡＬＴ）派遣業務契約

434

3,073
1,124

583
32
5

49,765

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　児童生徒が外国語に触れる機会を充実させることにより、生きた英語を
学び、語学力の向上や異文化を理解する力を高めるとともにグローバルな
人材を育成する。 委託料 68,500

68,500

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教職員課

新規等

事項 外国語指導助手経費
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 1020 外国語指導助手経費

これまでの取組内容

　外国語指導助手を各学校に配置し、外国人による生きた外国語に触れる
ことや配置した外国人を通して、外国の異文化を学ぶことにより異文化理
解を進めるとともに語学力の向上を図る。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成26年1学期9名、2学期から19名のALTを小・中学校に配置
小学校各学級週1回程度、中学校隔週1回程度

社会保険料

報酬
賃金
旅費

消耗品費
負担金補助及び交付金

事業費計
68,500

29,214 49,765 68,500
事業費 地方債

15

49,750

その他
15

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

29,214 49,765 68,500
事業費 地方債

一般財源
29,214 49,750 68,500 68,500
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

教育支援専門員に係る経費

教育支援専門員賃金（1人） 3,106

活動旅費 30

事務用消耗品 20

学校法律相談業務に係る弁護士委託 778

3,934

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　教員の資質向上を目指し、教育支援専門員（校長OB）を配置し相談、指
導に当たるとともに、学校現場におけるトラブルに対し、より専門的な見
地から弁護士による法律相談制度を実施する。

3,106 賃金 3,106

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教職員課

既存

事項 教員資質向上経費
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 1025 教員資質向上経費

事業概要

○教育支援専門員
　学校現場で抱える様々な課題に対応するため校長OBを相談員（嘱託職
員）として迎える。

○学校支援弁護士の委託
　学校長が直接弁護士に相談できる体制を整え、学校現場に混乱を与え
ず、的確な処理を行い、本務に専念できる体制を整える。

778 委託料 778

18 消耗品費 18

24 旅費 24

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

○教育支援専門員
　教育支援専門員（校長OB）の配置により学校現場の問題解決に取り組ん
できた。

○学校支援弁護士の委託
　弁護士と委託契約を結び、法律相談を行うことで学校現場におけるトラ
ブルに対し対応できる体制を構築している。 事業費計

3,926

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

3,623 3,934 3,926
事業費 地方債

3,934
一般財源

3,623 3,934 3,926 3,926

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,623 3,934 3,926
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

嘱託職員の任用に係る経費
教育支援専門員社会保険料（2人）

教育支援専門員賃金（2人）

事務用消耗品

0

105 消耗品費 105

6,329 賃金 6,329

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　学校における教員の事務負担を軽減するため、教頭をはじめとする教員
の学校における事務処理等の合理化を促進し、学校運営上の諸問題に要す
る時間を削減することで、子どもと向き合う時間を増やす。 1,066 社会保険料 1,066

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教職員課

新規等

事項 学校応援サポートチーム
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 1025 教員資質向上経費

これまでの取組内容

　学校における教員の事務的負担を軽減するため、教頭をはじめとする教
員の学校における事務処理等の合理化を促進し、子どもと向き合う時間を
増やすために、「学校応援サポートチーム」を設置する。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
7,500

0 0 7,500
事業費 地方債

雇用保険被保険者立替保険料収入

0

0 0 7,500
事業費 地方債

一般財源
0 0 7,469 7,469

その他
31 31

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 20 目 15

前年度予算

中学校夜間学級経費(扶助費) 2,779
夜間中学生徒通学費
夜間中学生徒修学旅行費（3人）
夜間中学生徒特別活動費

2,779

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教職員課

既存

事項 中学校夜間学級経費
会計 一般会計 教育費 中学校費 中学校教育振興費

小事業 1025 中学校夜間学級経費

事業概要

346

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市立春日中学校夜間学級に通学する生徒に対し、夜間中学の特殊性
を考慮し必要な経費を助成する。 扶助費 3,334

2,816
172

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　通学する生徒に対し、夜間中学の特殊性を考慮し通学費、特別活動費及
び修学旅行費を支給

事業費計
3,334

これまでの取組内容

　通学費、特別活動費及び修学旅行費を支給する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

3,400 2,779 3,334
事業費 地方債

夜間中学校関係他市町村分収入 845

1,934
一般財源

2,785 1,934 2,792 2,792

その他
615 845 542 542

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,400 2,779 3,334
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 40 目 20

前年度予算

教職員等の安全衛生に係る経費（健康診断経費等）
ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ等研修会　講師謝礼（2回分） 1,130
産業医相談謝礼

総括安全衛生委員会委員旅費（2人×4回） 39
専門部会委員旅費（市職員分）（3人×2回）

事務用消耗品 47

教員健康診断委託（臨時用務員・調理員含む）　 14,770

24

16,010

14
19 旅費 33

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市立、幼小中学校に勤務する学校関係職員（教職員、用務員、給食
調理員）の労働安全衛生を維持するため、各種の健康診断、研修等を実施
することを目的とする。 130 報償費 1,097

967

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教職員課

既存

事項 教職員等の安全衛生に係る経費（健康診断経費等）
会計 一般会計 教育費 保健体育費 学校保健体育費

小事業 1010 教職員安全衛生管理経費

　各種の健康診断の実施、、労働安全衛生規則に基づく産業医の相談業務
の実施、労働安全衛生に係る研修等を実施する。

12,400 委託料 14,768
事業概要 用務員、給食調理員健康診断委託　 1,368

21 消耗品費 21

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　教職員等への定期健康診断、給食調理員・業務員を対象にした頸肩腕検
診を実施することにより、学校関係者の健康管理を推進している。また、
研修や労働安全衛生会議を開催することにより、学校関係者の健康維持、
改善に努めている。

印刷製本費

事業費計
15,919

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

16,486 16,010 15,919
事業費 地方債

16,010
一般財源

16,486 16,010 15,919 15,919

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

16,486 16,010 15,919
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 10

前年度予算

社会教育委員報酬（各種大会及び定例会等） 352

社会教育委員各種大会及び定例会等　費用弁償 112
事務連絡用旅費 10

新聞代 40 220
定期刊行物（社会教育） 11
事務消耗品

社会教育委員会議賄 4 7

郵便料（課事務連絡用） 12 26
運搬料（課事務連絡用） 11

社会教育研究大会関係負担金（全国大会、近畿大会） 15 57
社会教育委員連絡協議会負担金 48

774

169

消耗品費 220

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市の社会教育を推進し、教育基本法第3条に示される生涯学習の理
念を実現する。
　本市の生涯学習並びに社会教育の推進に関して、社会教育法第17条に規
定される社会教育委員の職務の遂行を推進する。

513 報酬 513

163 旅費 173

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 生涯学習課

既存

事項 課事務経費
会計 一般会計 教育費 社会教育費 社会教育総務費

小事業 1010 社会教育事務経費

これまでの取組内容

　生涯学習課の所管事業を円滑に実施するための課内事務を遂行するとと
もに、社会教育委員の専門的見地より、助言や指導をいただくため、その
活動（各種大会・定例会等）を行う。

通信運搬費 23

負担金補助及び交付金 63

食糧費 4
事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　課内事務の取りまとめに要する経費と、報酬や旅費等について、随時見
直しを図るとともに、適正な支払の執行に努めている。

事業費計
996

570 774 996
事業費 地方債

774

570 774 996
事業費 地方債

一般財源
570 774 996 996

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 10

前年度予算

サポートボランティア謝礼 125
協力者謝礼

行事用消耗品 20

行事用賄 6

新成人案内用ハガキ 177
成人式プログラム

新成人案内用切手 183
来賓案内用切手 13

参加者傷害保険（3,000人） 63
成人式サポートボランティア傷害保険

成人式会場周辺警備委託 1,537
会場設営委託（受付設営・音響・映像等）

成人式会場借上料 243

2,354

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 生涯学習課

新規等

事項 成人式経費（成人式に要する経費）
会計 一般会計 教育費 社会教育費 社会教育総務費

小事業 1020 成人式経費

事業概要 170 通信運搬費 183

77 印刷製本費 168
91

6 食糧費 6

20 消耗品費 20

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　「成人の日」は『おとなになったことを自覚し、自ら生きぬこうとする
若者をはげます』記念すべき日であり、若人の新しい門出を祝し、将来の
幸福を祈念するため、厳粛な式典を実施する。また、近年の若者と地域と
の連携やつながりの希薄化に対応するととともに、新成人にとって魅力的
で記念になる機会とするため、「まち全体で新成人を祝う」式典に転換す
る。

20 報償費 300
280

これまでの取組内容

766 使用料及び賃借料 766

委託料 937
734

　該当年度の4月2日～翌4月1日生まれの奈良市在住の方を対象に、1月の
第2月曜日｢成人の日｣に成人式を実施します。（主催：奈良市・奈良市教
育委員会）
　ご家族やご友人、住民登録を市外に移された方も参加可能

60 保険料 70
10

203

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
2,450

財源内訳 財 源 の 内 容

（行事内容）
ウエルカムコンサート、開式のことば、国歌斉唱、新成人を祝うことば、
来賓紹介、お祝いイベント
（新成人代表による協力）
しみんだより及び市ホームページで公募した新成人代表が「式典及びお祝
いイベントの司会進行」、「二十歳の誓い」、「お祝いイベント」等を実
施
（サポートボランティアによる協力）
ボーイスカウト・ガールスカウトが会場空席案内及び場内誘導を実施
ボーイスカウトが障がいをお持ちの方が式典にできるだけ多く参加いただ
けるよう駐車場から式典会場までの介助サポートを実施

2,501 2,354 2,450
事業費 地方債

2,354

2,501 2,354 2,450
事業費 地方債

一般財源
2,501 2,354 2,450 2,450

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 10

前年度予算

旅費（特別記念授業等打合せ） 0

事務用消耗品 0

奈良ひとまち大学開催委託 3,800

3,800

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 生涯学習課

新規等

事項 奈良ひとまち大学開催経費
会計 一般会計 教育費 社会教育費 社会教育総務費

小事業 1040 生涯学習推進経費

事業概要

4,431 委託料 4,431

8 消耗品費 8

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　平成22年度から実施している「奈良ひとまち大学」を引き続き開講し、
奈良に暮らす主に20代～30代の若い世代に、世界に誇る奈良の魅力を再発
見する「学びの場」を提供する。
　私たちが暮らすまち「奈良って、スゴイ！」と奈良への愛着を深めるこ
とをめざし、奈良市及び地域を活性化していくことも目的とする。
 平成27年度は開校から5年を迎えるため、例年通りの授業開催ではなく、
特別記念授業を開催することで、本事業の一層の普及と今後の展開への第
一歩とする。

61 旅費 61

　と　き ： 原則、毎月第4土曜日または日曜日開講
　ところ ： 奈良公園等の屋外や、社寺・関係各施設等、奈良市全域を
キャンパスとする。
　講 師 ： 学芸員、研究者、寺社の僧侶・宮司や地元で活躍している企
業経営者、NPOの活動家等を招き、関係団体との協働により事業展開を図
る。平成27年度は特別記念授業を開催する。
実施に際しては、公益財団法人奈良市生涯学習財団へ事業を委託する。

国庫支出金

県支出金

事業費計
4,500

財源内訳 財 源 の 内 容

　「社寺シリーズ」「文化財シリーズ」「伝統産業シリーズ」「奈良の職
シリーズ」「奈良を元気にする『人』シリーズ」など地域に根差した様々
な分野の授業を展開。
　生涯学習や公民館に馴染みの少ない若い世代に、奈良で頑張っている
人、魅力的な人に出会える機会の提供、またそうした方々や団体との協働
が実現できている。

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

2,500 3,800 4,500
事業費 地方債

3,800
一般財源

2,500 3,800 4,500 4,500

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,500 3,800 4,500
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 10

前年度予算

土地借上料 865
南部公民館東九条分館
興東公民館狭川分館
田原公民館
田原公民館水間分館
田原公民館水間分館駐車場
田原公民館横田分館
興東公民館大平尾分館

865

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　生涯学習・社会教育の拠点施設であり、地域活動とも密接に連携してい
る公民館並びに公民館分館施設を維持する。 865 使用料及び賃借料 865

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 生涯学習課

既存

事項 公民館・公民館分館施設の土地借上げ経費
会計 一般会計 教育費 社会教育費 社会教育総務費

小事業 1520 施設賃借経費

　公民館用地（社会教育施設）のための土地借上げを行う。（7施設分）
事業概要

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成23年度包括外部監査の指摘に伴い、従前まで管財課にて行われてい
た公民館用地の土地借上げを、平成25年度から所管課で行っている。

事業費計
865

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,322 865 865
事業費 地方債

865
一般財源

1,322 865 865 865

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,322 865 865
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 13

前年度予算

奈良市ＰＴＡ連合会運営補助金 1,450

1,450

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　地域・学校・家庭教育の連携組織であるＰＴＡについて、それぞれの教
育活動をより一層充実させ、社会教育のさらなる発展を図る。 1,200 負担金補助及び交付金 1,200

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 生涯学習課

既存

事項 社会教育団体助成
会計 一般会計 教育費 社会教育費 成人教育費

小事業 1015 社会教育団体助成経費

　親と子、そして教師が一体となって、子どもの健やかな成長を促すため
の自主的な団体であるＰＴＡの上部団体である市ＰＴＡ連合会に補助金を
交付し、目的達成の側面的な支援を行う。

事業概要

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
1,200

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　継続的な支援を実施することで、各種団体及び機関と連携するととも
に、単位ＰＴＡとその会員への情報やサービスの提供を行い、教育環境の
改善に努めている。

1,250 1,450 1,200
事業費 地方債

1,450

1,250 1,450 1,200
事業費 地方債

一般財源
1,250 1,450 1,200 1,200

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 13

前年度予算

事務用消耗品 161

連絡用切手代 29

家庭教育講演会事業委託 100

300

139
161
15

299

1,204

1,090

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 生涯学習課

既存

事項 家庭教育推進経費（家庭教育講演会・家庭教育推進事業経費）
会計 一般会計 教育費 社会教育費 成人教育費

小事業 1025 家庭教育推進経費

事業概要

760 委託料 760

通信運搬費 20

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　都市化や核家族化、地域のつながりの希薄化等、社会の様々な変化によ
り、家庭の教育力低下が指摘されている現状に鑑み、家庭教育の充実を図
る。また、家庭教育力の向上を目指す取組みの一環として家庭教育講演会
の開催等を行う。

20 消耗品費 20

20

国庫支出金

県支出金

事業費計
800

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成25年度から二名公民館を中心とした「地域育ち☆親と子の支援プロ
ジェクト」を展開。公民館に集う親や地域団体と協働し、家庭教育力を高
める“学びの場”を確保するためのプログラム開発を行ってきた。平成26
年度はその中で見えてきた課題や解決につながる手法を生かした形で家庭
教育講演会を実施
　第1回目は、親子で体を動かして「遊び」が大切な理由を紐解くカギを
みつけるため、地域近隣大学から講師を招き講座を実施。第2回目は、イ
ルカとの関わりをヒントに言葉に頼り過ぎない子どもとの関わり方などを
学ぶ講演会を実施

報償費
旅費

使用料及び賃借料

食糧費
印刷製本費

　子どもや家庭を取り巻く諸問題の解決と、家庭教育力の向上を目指す取
組みの一環として、公民館を利用した家庭教育講演会等を公益財団法人奈
良市生涯学習財団に委託し開催する。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

440 1,204 800
事業費 地方債

114
一般財源

440 114 800 800

その他
1,090

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

440 1,204 800
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 16

前年度予算

青少年体験事業委託 280

事務用消耗品 33

事務連絡用切手代 3

青少年指導員連絡協議会会議　参加旅費 2

318

2 通信運搬費 2

消耗品費 30

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　青少年が心身ともに逞しく成長するために、自然体験や生活体験等様々
な活動を提供することにより、豊かな人間性や社会性、規範的な能力を身
につけてもらうことを目指す。

688 委託料 688

30

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 生涯学習課

既存

事項 青少年体験事業
会計 一般会計 教育費 社会教育費 青少年育成費

小事業 1025 青少年教育経費

　青少年が心身共に逞しく成長するために、自然体験事業「くろかみやま
自然塾」を実施し、自然体験や生活体験等様々な活動を提供する。

2 旅費 2
事業概要

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
722

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　小学生を対象に5月～11月の第4日曜に黒髪山キャンプフィールドにて自
然体験事業「くろかみやま自然塾」を実施し、キャンプや野外料理の活動
を提供することで、青少年の生きる力を醸成した。

317 318 722
事業費 地方債

青少年体験事業参加料

318

317 318 722
事業費 地方債

一般財源
317 318 314 314

その他
408 408

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 16

前年度予算

すこやかテレフォン事業委託 900

900

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 生涯学習課

既存

事項 すこやかテレフォン事業
会計 一般会計 教育費 社会教育費 青少年育成費

小事業 1040 すこやかテレフォン経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　青少年の健全育成を図るため、いじめ問題や青少年が自ら抱える誰にも
相談できない悩み、保護者からの健全育成に関する相談に応えるため、年
中無休で専門の相談員が電話による相談業務を行う。

900 委託料 900

国庫支出金

県支出金

事業費計
900

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　年中無休で相談業務にあたり、平成24年度は506件の相談に対応した。
その内、子どもや母親からの相談が多く、多種多様化する悩みの相談に対
応することにより青少年の健全育成に大きな成果が得られた。

　いのちの電話協会に「すこやかテレフォン事業」を委託し、年中無休で
保護者等から青少年の育成についての電話による相談に応じることによ
り、青少年の健全育成に寄与する。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

900 900 900
事業費 地方債

900
一般財源

900 900 900 900

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

900 900 900
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 16

前年度予算

奈良市子ども会育成連絡協議会運営補助金 655

ボーイスカウトわかくさ地区協議会運営補助金

ボーイスカウト世界ジャンボリー参加事業補助金

ガールスカウト奈良市協議会運営補助金

655

900

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　社会的認知度が高く全市的に活動している団体の運営や事業に補助金を
交付することで、青少年が団体の活動に参加し豊かな人間性や社会性を身
につける機会を間接的に提供する。

300 負担金補助及び交付金 1,450

150

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 生涯学習課

既存

事項 青少年団体助成
会計 一般会計 教育費 社会教育費 青少年育成費

小事業 1050 青少年団体助成経費

事業概要

　青少年の健全育成に取り組む、奈良市子ども会育成連絡協議会、ボーイ
スカウトわかくさ地区協議会、ガールスカウト奈良市協議会の運営の事業
に対し補助する。また、44年ぶりに日本で開催される国際的な交歓野営大
会「ボーイスカウト世界スカウトジャンボリー」に対し事業補助を行う。

100

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
1,450

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成26年度は社会的認知度が高く全市的に活動している4団体に運営補
助金または事業補助金を交付することで、青少年が団体の活動に参加し豊
かな人間性や社会性を身につける機会を提供した。

1,790 655 1,450
事業費 地方債

655

1,790 655 1,450
事業費 地方債

一般財源
1,790 655 1,450 1,450

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 16

前年度予算

協力者謝礼 25

事務用消耗品 5

会議賄 2

事務用切手代 1

絵本ギャラリーin奈良事業補助金 300

333

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 生涯学習課

既存

事項
子ども読書活動推進経費（子ども読書活動推進懇話会経費・絵
本ギャラリーin奈良事業補助金）

会計 一般会計 教育費 社会教育費 青少年育成費

小事業 1055 読書活動推進経費

事業概要

270 負担金補助及び交付金 270

1 通信運搬費 1

1 食糧費 1

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

 「奈良市子ども読書活動推進計画」に基づき、子どもの読書活動を推進
するため、奈良市の子ども読書活動に対する取組みを効果的に実施し、そ
の推進を行う。

25 報償費 25

3 消耗品費 3

これまでの取組内容

　奈良市子ども読書活動推進懇話会の開催
　「絵本ギャラリーin奈良」への補助

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

・平成26年度は奈良市子ども読書活動推進懇話会を開催し「奈良市子ども
読書活動推進計画」の一部改訂に向けての意見交換を実施。
・毎年8月に、奈良県、奈良市、奈良市立図書館、ＮＰＯ、ボランティ
ア、企業等が協働し、親子を中心に、子どもが本と親しむ場として開催し
ている「絵本ギャラリーin奈良」を後援し、補助金を交付している。

事業費計
300

333 333 300
事業費 地方債

333

333 333 300
事業費 地方債

一般財源
333 333 300 300

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 16

前年度予算

協力者謝礼 0

旅費（福島県郡山市） 10

事務用消耗品 50

医薬材料 10

事務連絡用切手 0

行事保険料 0

事業委託 1,920

10

2,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 生涯学習課

新規等

事項 姉妹都市青少年交流事業「フレンドシッププロジェクト」
会計 一般会計 教育費 社会教育費 青少年育成費

小事業 1070 青少年交流事業経費

事業概要 17 保険料 17

20 通信運搬費 20

10 医薬材料費 10

100 消耗品費 100

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市の子どもたちが姉妹都市の子どもたちとの相互交流を通して、親
睦と友情を深めると共に、互いに歴史や伝統について理解を深め成長して
いくための事業を行い、青少年の健全育成を推進する。

73 報償費 73

456 旅費 456

　次代を担う子どもたちが交流を通して互いのつながりを深めるととも
に、学びながら成長できる機会として、現地学習や体験学習の場を提供す
る。

724 委託料 724

国庫支出金

県支出金

事業費計
1,400

財源内訳 財 源 の 内 容

　東日本大震災で被災した姉妹都市の福島県郡山市の子どもたちを対象
に、被災地復興支援という形で行われてきた事業を、平成25年度から生涯
学習課で引き継ぐ。郡山市の子どもたちに、奈良市の歴史や文化に触れ、
自然体験学習を行うことでリフレッシュしてもらう機会を設けると同時
に、学生ボランティアスタッフとして奈良市の高校生・大学生に参加して
もらうことで、姉妹都市間での青少年の交流及び青少年の健全育成に資す
る事業とした。（震災発生から3年間、「リフレッシュＮＡＲＡ」を4回実
施。）平成26年度には奈良を交流地として、両市の子どもたちの交流を実
施し「フレンドシッププロジェクト」としてスタートした。

使用料及び賃借料

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

3,383 2,000 1,400
事業費 地方債

事業参加料

2,000
一般財源

3,383 2,000 1,025 1,025

その他
375 375

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,383 2,000 1,400
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 16

前年度予算

黒髪山キャンプフィールド管理委託 2,940

AEDリース料 0

2,940

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　自然環境の中での野外活動、レクリエーション等を通じて青少年の心身
の健全な育成を図る。 2,940 委託料 2,940

78 使用料及び賃借料 78

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 生涯学習課

既存

事項 黒髪山キャンプフィールド運営管理
会計 一般会計 教育費 社会教育費 青少年育成費

小事業 2010 黒髪山キャンプフィールド運営管理経費

　黒髪山キャンプフィールドの設置目的を達成するため、管理運営を指定
管理者に委託し、4月～11月までの間、青少年のキャンプ活動・野外活
動・レクリエーション活動・指導者研修棟を行うための、清潔、安全、安
心できるフィールドを提供する。

事業概要

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　市街地に隣接したキャンプ場である強みを生かし、野外活動、レクリ
エーション等の活動を通じて青少年の健全育成を図った。

事業費計
3,018

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

2,964 2,940 3,018
事業費 地方債

2,940
一般財源

2,964 2,940 3,018 3,018

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,964 2,940 3,018
事業費 地方債

―　1176　―



区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 16

前年度予算

施設修繕料（黒髪山キャンプフィールド） 300

300

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　青少年野外体験施設（黒髪山キャンプフィールド）の維持補修を行う。
300 修繕料 300

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 生涯学習課

既存

事項 施設維持補修
会計 一般会計 教育費 社会教育費 青少年育成費

小事業 2510 施設維持補修経費

　開場後10年以上経つ黒髪山キャンプフィールドの老朽化に対し、安全な
施設の提供のため、施設修繕を順次行い安全対策に努める。

事業概要

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
300

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　外柵や吊り橋等、緊急性の高いものから順次補修し、安全対策に努めて
いる。

298 300 300
事業費 地方債

300

298 300 300
事業費 地方債

一般財源
298 300 300 300

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 31

前年度予算

公民館運営管理委託 570,833
分館管理委託
し尿浄化槽維持管理委託

農業集落排水事業分担金 34,197
西部会館管理組合負担金
公民館連絡協議会関係負担金

電気料金（公民館分館） 9,500
ガス料金（公民館分館）
水道料金（公民館分館）

自動車借上料 4,071

テレビ視聴料
AED借上料

庁用器具費（公民館空調機） 1,400

臨時職員賃金 1,197

消防設備検査点検手数料（公民館分館） 944
浄化槽法定検査点検手数料（公民館分館）

郵便料 698
電信電話料（公民館分館）

その他経費 591
（報酬・消耗品・燃料費・償還金利子及び割引料）

623,431

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 生涯学習課

既存

事項 公民館管理運営経費
会計 一般会計 教育費 社会教育費 公民館費

小事業 3010 公民館運営管理経費

119
事業概要 1,034

9,570 光熱水費 10,723

35,252
175

400 負担金補助及び交付金 35,827

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　いつでも、どこでも、だれでも学べる学習環境の醸成と整備を促進する
とともに、学びの成果が活力ある地域づくりにつながる生涯学習活動を推
進するため、実生活に即した教育、文化、学術に関する各種の事業や学習
相談を行い、市民の生涯学習活動の拠点となる公民館を管理し、市民が健
康かつ豊かな生活をおくることができる機会を提供する。

580,826 委託料 586,955
6,022
107

これまでの取組内容

800 手数料 824
24

1,023 賃金 1,023

備品購入費 870

　自己学習、相互学習に加え、地域の課題解決に向けた学習の場の醸成と
整備を促進し、その機能の充実を図るため、市内に所在する公民館及び公
民館分館において、各種事業及び施設の提供や学習相談の実施、施設の管
理を行う。

645 使用料及び賃借料 872
183
44

870

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
638,168

財源内訳 財 源 の 内 容

　平成25年度は公民館24館において2,225件の主催事業を実施し、70,337
人の参加があった。また、施設の利用については、41,835件で613,804人
の利用があった。
　なお、公民館分館27館については、185,849人の利用があった。

6 通信運搬費 426
420

648 その他経費 648

606,192 623,431 638,168
事業費 地方債

公民館使用料等 33,007

590,424

606,192 623,431 638,168
事業費 地方債

一般財源
574,938 590,424 605,164 605,164

その他
31,254 33,007 33,004 33,004

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 31

前年度予算

公民館運営管理委託
（産業廃棄物収集運搬処分委託）

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 生涯学習課

新規等

事項 公民館管理運営経費
会計 一般会計 教育費 社会教育費 公民館費

小事業 3010 公民館運営管理経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　いつでも、どこでも、だれでも学べる学習環境の醸成と整備を促進する
とともに、学びの成果が活力ある地域づくりにつながる生涯学習活動を推
進するため、実生活に即した教育、文化、学術に関する各種の事業や学習
相談を行い、市民の生涯学習活動の拠点となる公民館を管理し、市民が健
康かつ豊かな生活をおくることができる機会を提供する。

374 委託料 374

これまでの取組内容

　自己学習、相互学習に加え、地域の課題解決に向けた学習の場の醸成と
整備を促進し、その機能の充実を図るため、市内に所在する公民館及び公
民館分館において、各種事業及び施設の提供や学習相談の実施、施設の管
理を行う。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
374

財源内訳 財 源 の 内 容

　平成25年度は公民館24館において2,225件の主催事業を実施し、70,337
人の参加があった。また、施設の利用については、41,835件で613,804人
の利用があった。
　なお、公民館分館27館については、185,849人の利用があった。

374
事業費 地方債

0

374
事業費 地方債

一般財源
0 0 374 374

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

―　1179　―



区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 31

前年度予算

公民館運営審議会委員報酬 190

公民館運営審議会委員費用弁償 90
定例会
全国大会（鳥取県）
近畿大会（京都府）
県大会

会議等賄 2

郵便料 4

公民館大会関係負担金 6

292

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 生涯学習課

既存

事項 公民館運営審議会経費
会計 一般会計 教育費 社会教育費 公民館費

小事業 3050 公民館運営審議会経費

事業概要 2 食糧費 2

71 旅費 71

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　社会教育法第29条に基づき、公民館が主催する事業や活動が真に市民
ニーズに照らしたものかどうか、また公民館経営のあり方等について審議
する公民館運営審議会の活動を推進する。

190 報酬 190

これまでの取組内容

負担金補助及び交付金 8

　公民館が主催する事業や活動が真に市民ニーズに照らしたものかどう
か、また公民館経営のあり方等について審議する公民館運営審議会を開催
するとともに、全国・近畿・奈良の各公民館大会へ参加する。 4 通信運搬費 4

8

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
275

財源内訳 財 源 の 内 容

　平成26年度は7月に公民館運営審議会を開き、公民館における各種事業
の企画実施について調査審議を行った。また、全国（埼玉）、近畿（大
阪）、奈良県大会の各公民館大会へ参加した。

290 292 275
事業費 地方債

292

290 292 275
事業費 地方債

一般財源
290 292 275 275

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 31

前年度予算

施設修繕料（公民館、分館用） 8,950

原材料費（公民館、分館用） 50

9,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 生涯学習課

既存

事項 施設維持補修経費
会計 一般会計 教育費 社会教育費 公民館費

小事業 3510 施設維持補修経費

事業概要

50 原材料費 50

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　既存施設の有効活用を図り、生涯学習活動の拠点である公民館を安全・
安心かつ快適に利用できるよう維持補修を行う。 8,850 修繕費 8,850

これまでの取組内容

　開館から年数が経ち、老朽化した公民館及び公民館分館について、安
全・安心かつ快適な施設を提供できるよう、緊急性の高い箇所から施設及
び設備の故障や不良等の修理を順次行う。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
8,900

財源内訳 財 源 の 内 容

　公民館24館及び公民館分館27館において、トイレ修繕、雨漏り修繕、防
水修理、漏電修理、照明器具修繕、空調機修繕、消防設備修繕等を行っ
た。

8,843 9,000 8,900
事業費 地方債

9,000

8,843 9,000 8,900
事業費 地方債

一般財源
8,843 9,000 8,900 8,900

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 60

前年度予算

空調機器更新工事（中部公民館） 7,590

トイレ改修工事（二名公民館）

非常放送設備設置工事（都祁公民館）

公共下水道接続工事（平城公民館歌姫分館）

非常階段塗装改修工事（春日公民館）

400
5
5

8,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 生涯学習課

投資

事項 社会教育施設整備事業
会計 一般会計 教育費 社会教育費 社会教育施設整備事業費

小事業 1010 社会教育施設整備事業

事業概要 2,000

ギャラリー天井照明器具LED化工事（生涯学習センター） 1,600

1,000

1,400

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　生涯学習活動の拠点である公民館及び公民館分館について、広く市民の
利用に供し、地域における生涯学習活動の充実を図るため、施設及び設備
の劣化、故障に対する大規模修繕・改修等の施設整備を実施する。

49,000 工事請負費 66,000

11,000

これまでの取組内容

　開館から数年が経ち、老朽化した公民館及び公民館分館について、安
全・安心かつ快適な施設を提供できるよう、優先度の高い箇所から施設及
び設備の劣化、故障に対する大規模修繕・改修等の施設整備を順次行う。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
66,000

財源内訳 財 源 の 内 容

　公民館24館及び公民館分館27館において、非常階段改修工事、非常用放
送設備改修工事、玄関スロープ設置工事、玄関屋根改修工事、集会室床張
替工事、下水道直結工事等を行った。

委託料
消耗品費
印刷製本費

6,952 8,000 66,000 54,000
事業費 地方債

7,900

自治総合センターコミュニティ助成金

100

6,952 8,000 66,000 54,000
事業費 地方債

一般財源
2,119 100 2,100 2,100

その他
4,833 7,900 63,900 9,900

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 60

前年度予算

調理実習室給湯設備整備工事（登美ヶ丘公民館） 1,900

1,900

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 生涯学習課

投資

事項 調理実習室給湯設備整備事業
会計 一般会計 教育費 社会教育費 社会教育施設整備事業費

小事業 1056 調理実習室給湯設備整備事業

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　調理実習室に給湯設備のない公民館施設では、冬季の料理教室や自主グ
ループの利用の際に、冷水を使用し調理・食器洗浄を行うため、利用者に
不便を強いるうえ、水の冷たさから洗浄が不十分になりがちであり、衛生
上問題がある。このため、調理実習室に給湯設備のない公民館施設につい
て、年次計画に基づいて順次整備工事を行い、給湯設備を導入する。

1,000 工事請負費 1,000

　調理実習室に給湯設備のない公民館施設について、年次計画に基づき、
給湯設備に整備工事を順次行う。

事業概要

事業費計
1,000

財源内訳 財 源 の 内 容

　平成21年度に二名公民館、平成22年度に京西公民館、平成25年度に平城
西公民館、平成26年度に都跡公民館の調理実習室に給湯設備の整備工事を
行った。

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

1,090 1,900 1,000 1,000
事業費 地方債

1,900

0

その他
1,000 1,900 1,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,090 1,900 1,000 1,000
事業費 地方債

一般財源
90 0 0 0
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 10

前年度予算

施設維持補修費 1,300

1,300

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節）金　　額

　文化財課所管施設および機器類の維持のため、適切な修理・補修を実施
する。 800 修繕料 800

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化財課

既存

事項 施設維持補修経費
会計 一般会計 教育費 社会教育費 社会教育総務費

小事業 1515 施設維持補修経費

事業概要

　施設全般において設備・機器の老朽化が進み、修理・補修が必要な箇所
が多いため、状態を考慮しながら計画的に修理・補修を実施する予定であ
る。

国庫支出金

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

事業費計
800

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

【H24】・三陵墓古墳群史跡公園施設（トイレ・外灯）修理
　　　　・史料保存館空調設備修理
　　　　・宮跡庭園設備機器（ポンプ）修理
【H25】・史料保存館空調設備修理
　　　　・三陵墓古墳群史跡公園施設（トイレ・汚水管）修理
　　　　・史料保存館トイレ修理
　　　　・宮跡庭園設備機器（ポンプ）修理
　　　　・昔のくらし館扉修理
【H26】・応現寺自動火災報知器設備修理
　　　　・大安寺旧境内設置木製ロープ柵修繕

事業費 地方債事業費 地方債
454 1,300 800

1,300
一般財源

454 1,300 800 800

財
源
内
訳

特定財源 その他

一般財源

事業費 地方債
454 1,300 800
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 40

前年度予算

社会保険料 12 0

事務嘱託職員賃金・交通費 2,049
事務臨時職員賃金・交通費

旅費 681

事務用消耗品等 336

会議用賄 7 7

文化財申請者通知用（簡易書留） 72 267

文化財所有者・関係機関等通知連絡用
連絡用切手・はがき

全国史跡整備市町村協議会負担金 40 300

全国史跡整備市町村協議会大会参加費（2人） 10
全国史跡整備市町村協議会エクスカーション参加費 （2人) 10
全国民俗芸能保存振興市町村連盟負担金 20
元興寺文化財研究所民俗文化財保存会分担金
全国史跡整備市町村協議会近畿地区協議会負担金 10
奈良県市町村文化財保存整備協議会負担金 10

3,640

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化財課

既存

事項 文化財課事務経費
会計 一般会計 教育費 社会教育費 文化財費

小事業 1010 文化財保護保存事務経費

これまでの取組内容

食糧費 7
事業概要

○文化財の保護全般にかかる事務を行う。
○全国史跡整備市町村協議会など文化財保護各種団体への参加負担金を支
出する。

通信運搬費 267
93
102

負担金補助及び交付金 300

200

旅費 920

341 消耗品費 341

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節）金　　額

　市が行う文化財保護の各種事業を円滑かつ効率的に進めるための全般的
な基礎事務を執行する。 社会保険料 12

2,049 賃金 2,877
828

920

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　従前も上記内容と同様の事務執行を継続

事業費計
4,724

事業費 地方債
3,568 3,640 4,724

雇用保険立替払保険料収入

3,640

事業費 地方債
3,568 3,640 4,724

一般財源
3,568 3,640 4,720 4,720

その他
4 4

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 40

前年度予算

文化財保護審議会委員報酬（審議会2回） 388
指定文化財候補群詳細調査（4件×1回）　 50

文化財保護審議会委員費用弁償　 21 42
指定文化財候補群詳細調査費用弁償　 5

430

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化財課

既存

事項 文化財保護審議会経費
会計 一般会計 教育費 社会教育費 文化財費

小事業 1020 文化財保護審議会経費

事業概要

○文化財保護審議会2回開催
○指定文化財候補物件の調査

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節）金　　額

　奈良市文化財保護審議会を開催する。本審議会は、文化財の保護にかか
る指導・助言、ならびに市指定文化財の指定に関する審議・答申を行う。 225 報酬 275

旅費 26

事業費計
301

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　昭和54年度から平成25年度までに、153件の奈良市指定文化財の指定を
答申

事業費 地方債

国庫支出金

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

事業費 地方債
289 430 301

430
一般財源

289 430 301 301

財
源
内
訳

特定財源 その他

一般財源

事業費 地方債
289 430 301
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 40

前年度予算

事務用消耗品 0

電気料金（昔のくらし館・旧細田家住宅） 21 21

市所有・市管理既設消防設備保守点検 1,250

市所有文化財（旧田中家・旧細田家住宅）機械警備 1,113
業務委託
市所有・管理文化財
（旧細田家住宅・木造不空羂索観音坐像）
管理業務委託
上深川歴史民俗資料館指定管理料
県指定文化財旧細田家住宅自動火災報知設備改修
工事委託
県指定文化財旧細田家住宅土地賃借経費 383

旧大乗院庭園管理負担金 1,286
市指定文化財管理費補助金

4,053

文化財保存事業費補助金 7

176

502 委託料 1,108

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節）金　　額

　市が所有又は管理団体になっている下記の文化財施設や指定文化財の適
切な保護ならびに維持管理を行う。
・昔のくらし館（五条町）
・奈良市指定文化財旧田中家住宅（五条町）
・奈良県指定文化財旧細田家住宅（雑司町）
・重要文化財木造不空羂索観音坐像（東鳴川町）
・上深川歴史民俗資料館（上深川町）
・名勝旧大乗院庭園（高畑町）ほか

111 消耗品費 111

光熱水費 21

176 手数料

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化財課

既存

事項 文化財管理経費
会計 一般会計 教育費 社会教育費 文化財費

小事業 1030 文化財管理経費

927

383

1,286 負担金補助及び交付金 2,213

事業概要

○市所有・市管理の指定文化財や文化財施設の管理と消防設備の保守点検
を実施する。
○名勝旧大乗院庭園の適切な維持管理のため、管理協議会（奈良市と日本
ナショナルトラストとＪＲ西日本とで組織）に負担金を支出する。

206
114

383 使用料及び賃借料

286

国庫支出金

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 7

事業費計
4,012

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　従前も上記文化財施設の適切な維持管理、ならびに指定文化財の適切な
保護を継続実施してきた。

事業費 地方債事業費 地方債
3,610 4,053 4,012

4,046
一般財源

3,603 4,046 4,005 4,005

財
源
内
訳

特定財源 その他
7 7 7

一般財源

事業費 地方債
3,610 4,053 4,012
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 40

前年度予算

指定文化財補助金 79,343

○
○
○

79,343

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化財課

既存

事項 指定文化財補助事業
会計 一般会計 教育費 社会教育費 文化財費

小事業 1035 指定文化財補助経費

県指定文化財 4件

事業概要

　平成27年度は以下の指定文化財の保存修理事業・防災施設事業・整備事
業に対して補助金交付を予定。

国指定文化財 29件

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節）金　　額

　奈良市内に伝わる貴重な文化財を適切に保存・継承し、有効に活用する
ため、国・県・市の指定文化財の所有者等が行う保存修理事業・防災施設
事業・整備事業等に対し、補助金を交付して、適切な保護を図る。

66,631 負担金補助及び交付金 66,631

【H24】 【H25】 （千円）
国指定文化財 26件（30,312） 28件（45,468）

これまでの取組内容

　近年の実績は以下のとおり

市指定文化財 8件

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
66,631

市指定文化財 10件（ 9,627） 9件(17,839）
県指定文化財 3件（ 7,827） 4件（15,556）

事業費 地方債
78,863 79,343 66,631

79,343

事業費 地方債
78,863 79,343 66,631

一般財源
78,863 79,343 66,631 66,631

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 40

前年度予算

平城宮跡保存協力会補助金　 7,130
元興寺仏教民俗調査事業補助金 90
伝統芸能後継者育成補助金　

（祭文・祭文踊り、八島町六斎念仏、大柳生太鼓踊り）
題目立後継者育成補助金
吐山太鼓踊り後継者育成補助金　 90
奈良晒保存技術伝承事業補助金　
都祁郷土会事業補助金　
月ヶ瀬梅渓保勝会事業補助金　

7,130

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化財課

既存

事項 文化財関係団体助成事業
会計 一般会計 教育費 社会教育費 文化財費

小事業 1040 文化財関係団体助成経費

事業概要

　平成27年度は、10団体の活動に対して補助金交付を予定

6,000

360
120

100

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節）金　　額

　民俗芸能・伝統技術の保護を図るため、伝承団体が行う後継者育成・伝
統技術習得のための諸活動、および文化財保護活動を行う文化財愛護団体
の活動に対して補助を行う。

100 負担金補助及び交付金 7,130

270

事業費計
7,130

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　継続的に助成を行うことで、重要無形民俗文化財1団体、県指定無形民
俗文化財・無形文化財5団体の後継者育成と史跡・名勝の保存および活用
に取り組んできた。

事業費 地方債

国庫支出金

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

事業費 地方債
7,040 7,130 7,130

7,130
一般財源

7,040 7,130 7,130 7,130

財
源
内
訳

特定財源 その他

一般財源

事業費 地方債
7,040 7,130 7,130
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 40

前年度予算

講師謝礼（4回） 80 80

3 4

資料作成用事務用品　 4 9

会場使用料 30 30

123

4

使用料及び賃借料 30

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節）金　　額

　市民に広く奈良の文化財を周知し理解と関心を深めてもらい、文化財の
保存や活用に積極的に関わる契機となるように、普及啓発を行う。 報償費 80

市外旅費 旅費 3

消耗品費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化財課

既存

事項 文化財普及啓発事業
会計 一般会計 教育費 社会教育費 文化財費

小事業 1550 文化財普及啓発経費

【H24】 ○ならの文化財ホリデースクール
   全2回／参加者15人

これまでの取組内容

　過去の実績は以下のとおり

事業概要

　下記の文化財講座を開催予定。
○［文化財をもっと知る講座2015］
　建造物、美術工芸品、民俗文化財、記念物等をテーマとして講義や見学
を行う。小中学生が参加できる内容を盛り込んだ企画なども織り交ぜる。
　全5回・定員20～40人

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

全5回／参加者99人 財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

全5回／参加者126人
事業費計

【H26】 ○奈良の文化財をもっと知る講座2014 117

○文化財をもっと知る講座2012
   全5回／参加者47人

【H25】 ○奈良の文化財をもっと知る講座2013

事業費 地方債
94 123 117

123

事業費 地方債
94 123 117

一般財源
94 123 117 117

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 40

前年度予算

文化財調査 調査員謝金（5人×1回） 63 188

調査指導旅費（文化庁ほか）　 50 343

事務用消耗品　 49 93

事務連絡　 13 72

機械器具購入費 56 0

392

1,088

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化財課

既存

事項 文化財調査事業
会計 一般会計 教育費 社会教育費 文化財費

小事業 2025 文化財調査経費

これまでの取組内容

　近年の実績・計画は以下のとおり

事業概要

　平成27年度は下記事業を実施する。
○文化財調査
　1.奈良市歴史資料調査
　2.都祁地域文化財調査
  3.近世近代建造物調査
　4.庭園の悉皆的調査

通信運搬費 13

備品購入費 56

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節）金　　額

　未指定文化財の調査および資料収集を行い、その実態把握に努め、文化
財指定など今後の保護を推進するための基礎資料を作成する。 報償費 63

旅費 50

消耗品費 49

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

○大宮家文書調査（H19～25）
　「大宮家文書調査報告書」刊行（H25）
○月ヶ瀬地区文化財調査（H17～23）
　「月ヶ瀬梅渓関係資料調査報告書」刊行（H22)
　「月ヶ瀬地区美術工芸品調査報告書」刊行（H23）
○都祁地域文化財調査（H24～28）
　「都祁地域美術工芸品調査報告書－都祁甲岡町・都祁吐山町－」刊行
（H24）
　「都祁地域美術工芸品調査報告書－都祁小山戸町ほか－」刊行（H26)
○近世近代建造物調査（H24～34）

印刷製本費

事業費計
231

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費 地方債
783 1,088 231

1,088

財
源
内
訳

特定財源 その他

一般財源

事業費 地方債
783 1,088 231

一般財源
783 1,088 231 231
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 40

前年度予算

解説板作成設置委託（2基）　 500

： 市・国・県指定文化財
：

：

500

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節）金　　額

　奈良市内の指定文化財の内容や価値を周知し、その保存活用について理
解と関心を深めてもらうために、所在地に解説板を設置する。 500 委託料 500

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化財課

既存

事項 文化財活用事業
会計 一般会計 教育費 社会教育費 文化財費

小事業 3510 文化財活用経費

○仕様 対象文化財の内容説明文を中心に、周辺文化財を
含めた位置図ならびに外国語（英・中・韓）によ
る名称表記を添える。材質は木製あるいは金属製

○設置計画 平成22～31年度　38基設置を計画

事業概要

○設置対象

500

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　これまでに設置した解説板は以下のとおり。
【Ｈ24】青龍寺宝篋印塔（蘭生町）・八坂神社社叢（興隆寺町）
　　　　小川又兵衛商店（鵲町）
【H25】坂本家住宅（勝南院町）・満願寺木造薬師如来坐像（横井町）
【H26】八幡神社（中山町）・常光寺木造不動三尊立像（押熊町）
　　　　王竜寺のヤマモモ（二名六丁目）
　　　　水越神社境内社春日神社本殿（邑地町） 事業費計

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

事業費 地方債
500 500 500

500
一般財源

500 500 500 500

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

事業費 地方債
500 500 500
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 43

前年度予算

管理用消耗品 36 36

ガソリン 3 4

電気料金 420
水道料金

電話料金 49 45

宮跡庭園復原建物消防設備保守点検 60 67

し尿取扱手数料 7

機械警備業務委託 3,250

樹木等管理業務委託
庭園管理業務委託　

仮設トイレ 107

3,929

通信運搬費 49

手数料 67

365
77

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節）金　　額

　特別史跡・特別名勝である宮跡庭園の適切な維持管理を行うとともに、
一般公開し、有効活用を図る。 消耗品費 36

燃料費 3

288 光熱水費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化財課

既存

事項 特別史跡・特別名勝平城京左京三条二坊宮跡庭園管理事業
会計 一般会計 教育費 社会教育費 史跡管理費

小事業 1010 宮跡庭園管理経費

　昭和50年発掘調査により発見された奈良時代の庭園で、昭和53年に特別
史跡、平成4年に特別名勝に指定。復元整備を行い、昭和59年から一般公
開している。

これまでの取組内容

使用料及び賃借料 107

事業概要

○公開業務ならびに樹木管理等の維持管理を行う。
○付帯設備（警備機器等）の点検・維持管理を行う。 117 委託料 3,169

1,148
1,904

107

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

　上記の公開に必要な設備の保守点検などを継続実施してきた。 財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

【H26】2,723人（27年1月まで） 事業費計
3,796

　入場者数は以下のとおり
【H24】2,853人
【H25】3,623人

事業費 地方債
3,672 3,929 3,796

3,929

事業費 地方債
3,672 3,929 3,796

一般財源
3,672 3,929 3,796 3,796

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 43

前年度予算

杉山古墳瓦窯展示施設電気料金 5 4

花類栽培管理業務委託 3,593
大安寺旧境内草刈作業委託
大安寺旧境内草刈作業委託（22年度公有化分）
大安寺旧境内草刈作業委託（23年度公有化分）
大安寺旧境内草刈作業委託（24年度公有化分）　
大安寺旧境内草刈作業委託（25年度公有化分）　
大安寺旧境内草刈作業委託（26年度公有化分）　
刈草搬出
杉山古墳管理業務委託

3,597

国有文化財管理費補助金 240

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化財課

既存

事項 史跡大安寺旧境内管理事業
会計 一般会計 教育費 社会教育費 史跡管理費

小事業 1025 大安寺旧境内管理経費

616
事業概要 309

236
190
204

206
93

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節）金　　額

　大安寺旧境内史跡指定地内の既整備地および公有化済未整備地の適切な
維持管理を行う。 光熱水費 5

206 委託料 3,796
1,736

国庫支出金
246

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

　既整備地、公有化済未整備地の適切な管理を行ってきた。また、杉山古
墳地区は平成7年に整備を完了し、翌年から一般公開したのに合わせ、場
内清掃など必要な維持管理を継続している。

事業費計
3,801

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

○公有化済地での花類栽培を行う。
○公有化済未整備地の適切な維持管理（草刈り・樹木剪定など）を行う。
○杉山古墳地区の公開及び日常の維持管理（清掃など）を行う。

事業費 地方債

3,357
一般財源

2,749 3,357 3,555 3,555

財
源
内
訳

特定財源 その他
240 240 246

一般財源

事業費 地方債
2,989 3,597 3,801
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 43

前年度予算

管理用消耗品 9 9

電気料金 197
水道料金

トイレ浄化槽法定検査手数料 5 85
トイレ浄化槽保守点検手数料 16
トイレ浄化槽清掃手数料 64

三陵墓古墳群史跡公園管理業務委託 1,422

三陵墓古墳群史跡公園樹木等管理業務委託

1,713

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化財課

既存

事項 三陵墓古墳群史跡公園管理事業
会計 一般会計 教育費 社会教育費 史跡管理費

小事業 1035 三陵墓管理経費

事業概要 187
○一般公開のため、適切な樹木管理、草刈り、清掃などの維持管理を行
う。
○便益施設（外灯・トイレなど）の維持管理を行う。

1,235 委託料 1,422

手数料 85

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節）金　　額

　三陵墓古墳群史跡公園の適切な維持管理を行い、一般公開して有効活用
を図る。 消耗品費 9

101 光熱水費 206
105

事業費計
1,722

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　県指定文化財史跡　三陵墓古墳群は、三陵墓古墳群史跡公園として整備
され、平成11年から一般公開している。公開に合わせ、必要かつ適切な維
持管理を継続実施してきた。

事業費 地方債

国庫支出金

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

事業費 地方債
3,672 1,713 1,722

1,713
一般財源

3,672 1,713 1,722 1,722

財
源
内
訳

特定財源 その他

一般財源

事業費 地方債
3,672 1,713 1,722
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 43

前年度予算

電気料金（史跡平城京朱雀大路跡・菅原はにわ窯公園） 20
水道料金（菅原はにわ窯公園）

除草作業・樹木管理委託 1,955
・史跡 法華寺旧境内法華寺境内阿弥陀浄土院跡
・菅原はにわ窯公園
・水木古墳
・尾山代遺跡
・石打城跡
・史跡 小治田安萬侶墓
・天然記念物 吐山スズラン群落
・古市方形墳

史跡塔の森管理業務委託
史跡平城京朱雀大路跡管理業務委託　

1,975

事業概要

2,334

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節）金　　額

　奈良市が所有あるいは管理する史跡などを適切に維持管理する。
11 光熱水費 21
10

1,408 委託料

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化財課

既存

事項 史跡管理事業
会計 一般会計 教育費 社会教育費 史跡管理費

小事業 1045 史跡管理経費

国庫支出金

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

　従前から上記史跡などの適切な維持管理を継続してきた。

事業費計
2,355

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　下記の史跡などの清掃、草刈り、樹木剪定を実施する。
○史跡 法華寺旧境内法華寺境内阿弥陀浄土院跡
○菅原はにわ窯公園（市指定史跡 菅原東遺跡埴輪窯跡群）
○水木古墳（市指定史跡）
○尾山代遺跡（県指定史跡）
○石打城跡（県指定史跡）
○史跡 小治田安萬侶墓
○天然記念物 吐山スズラン群落
○史跡 平城京朱雀大路跡
○塔の森（県指定史跡）
○古市方形墳（市指定史跡）

103
823

事業費 地方債事業費 地方債
2,536 1,975 2,355

1,975
一般財源

2,536 1,975 2,355 2,355

財
源
内
訳

特定財源 その他

一般財源

事業費 地方債
2,536 1,975 2,355
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 44

前年度予算

日本語版リーフレット印刷　 186

ユネスコ・アジア文化センター補助金に 19,695
係る奈良市負担金

19,881

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化財課

既存

事項 世界遺産振興事業
会計 一般会計 教育費 社会教育費 世界遺産振興費

小事業 1010 世界遺産振興経費

事業概要

○公益財団法人ユネスコ・アジア文化センタ－が行う文化遺産保護協力推
進事業を支援するため、同センターに対して補助金を奈良県とともに負担
する。
○世界遺産「古都奈良の文化財」、無形文化遺産「題目立」等、市内文化
遺産のリーフレットを作成する。

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節）金　　額

　世界遺産都市として、文化遺産保護にかかる国際貢献に寄与するととも
に、奈良の世界遺産について広く国内外に情報発信するため、奈良県とと
もにユネスコ・アジア文化センターの文化遺産保護事業を支援する。これ
を通じ、世界遺産などの奈良の貴重な文化財を次世代に引き継ぐための事
業推進を図る。

186 印刷製本費 186

11,895 負担金補助及び交付金 11,895

事業費計
12,081

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

○ユネスコ・アジア文化センター文化遺産保護協力事務所が平成11年に開
設されて以来、奈良県とともに運営費の一部を負担することで、文化遺産
保護に資する事業を推進
○世界遺産「古都奈良の文化財」（Ｈ22・7,500部増刷）、無形文化遺産
「題目立」（Ｈ24・4,000部増刷）のリーフレットを製作
○25年度は、重要文化財、奈良県指定文化財、奈良市指定文化財各１件の
リーフレットを製作
○26年度は、文化庁、奈良県と共催で「奈良文書20周年記念国際会議」を
開催。史跡のパンフレットを製作

事業費 地方債

国庫支出金

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

事業費 地方債
11,307 19,881 12,081

19,881
一般財源

11,307 19,881 12,081 12,081

財
源
内
訳

特定財源 その他

一般財源

事業費 地方債
11,307 19,881 12,081
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 46

前年度予算

事務嘱託職員賃金（2人） 4,133

定期刊行物等購読料 10 115
事務用消耗品　

連絡用切手 22 0

4,248

通信運搬費 22

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節）金　　額

　奈良市の歴史を調査研究する上で基礎となる資料の収集・整理・保存を
行い、公開活用するとともに、市史の改訂・新編に備える。 4,133 賃金 4,133

消耗品費 115
105

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化財課

既存

事項 市史編集経費
会計 一般会計 教育費 社会教育費 市史編集費

小事業 1010 市史編集経費

事業概要

　文化財保存公開施設である史料保存館において、資料の収集・整理・保
存・公開活用を行う。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
4,270

これまでの取組内容

　これまでに奈良市史各説編9冊（Ｓ34～60）、通史1～4（古代・中世・
近世・近代）4冊を刊行している。

事業費 地方債
11,307 4,248 4,270

4,248

事業費 地方債
11,307 4,248 4,270

一般財源
11,307 4,248 4,270 4,270

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 49

前年度予算

事務嘱託職員賃金・交通費（1人） 2,071

講演会講師謝礼（2回） 40 40

古書及び歴史関係図書購入 89 234
事務用消耗品

電気料金 1,263
ガス料金
水道代

電話料金 36 36

消防設備点検手数料 363
マイクロフィルム検査・クリーニング（15本） 62

史料燻蒸処理業務委託 1,593
施設機械警備業務委託（12カ月）　
エレベーター保守点検委託（12カ月）　
自動扉保守点検（3回） 
奈良市史デジタル化作業委託

情報系端末機器等の賃借料 20
講演会会場使用料（2回） 20
写真掲載使用料 21

270

5,890

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化財課

既存

事項 史料保存館管理運営事業
会計 一般会計 教育費 社会教育費 史料保存館運営費

小事業 1010 史料保存館管理経費

事業概要 174
○収集資料の調査、整理並びに保存管理を行う。
○館蔵品を活用した古文書や絵図等の展示会や講演会を開催する。
○施設の適切な維持管理を行う。
○奈良市史のデジタル化を進める。

通信運搬費 36

301 手数料 363

165

1,001 光熱水費 1,353
178

152

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節）金　　額

　文化財保存公開施設である史料保存館の適切な管理運営を行う。
2,069 賃金 2,069

報償費 40

消耗品費 241

　これまでの企画展示と講演会（展示関連講座等）は以下のとおり。
【H24】・出土遺物が語る奈良町の歴史（関連講座1回／列品解説2回）
　　　　・「万大帳」からみた奈良町（関連講座1回／列品解説2回）
【H25】・記録にみる幕末奈良の大地震（関連講座1回／列品解説2回）
　　　　・奈良町の動物～馬・鹿・懸鳥～（関連講座1回／列品解説2回）
【H26】・宮大工の道具と記録－奈良市指定文化財　春日座大工木奥家資料－
（列品解
　　　　　説１回）
　　　  ・月ヶ瀬梅渓展（列品解説１回）
　　　　・月替わりミニ展示（7月・9月・12月　5回）
　　　　・古文書入門講座2回

修繕料

事業費計
5,493

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

県支出金
25（決算）

113

204 使用料及び賃借料 245
これまでの取組内容

532
56

委託料 1,146
280

26（予算） 27（予算案）

事業費 地方債事業費 地方債
5,029 5,890 5,493

5,890
一般財源

5,029 5,890 5,493 5,493

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

事業費 地方債
5,029 5,890 5,493
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 63

前年度予算

土地購入印紙代 10 　 32

鑑定手数料　 88 728

測量委託　 3,814
補償調査委託

土地購入費　 64,558

補償金　 5,900

75,032

史跡等購入事業費補助金 60,000

史跡等購入事業費補助金 5,000

8,906 補償補てん及び賠償金 8,906
事業概要

17,050 公有財産購入費 17,050

966

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節）金　　額

　「史跡大安寺旧境内保存管理計画(昭和53年策定)」に基づき、指定地の
必要な土地を公有化することで、確実な遺跡の保存を図るものである。
　史跡の公有化促進は、第4次総合計画「文化遺産の保存と活用」におけ
る主要施策のひとつである。

消耗品費 10

手数料 88

990 委託料 1,956

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化財課

投資

事項 史跡大安寺旧境内保存用地取得事業
会計 一般会計 教育費 社会教育費 文化財整備事業費

小事業 1010 史跡大安寺旧境内保存用地取得事業

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
22,400

　平成25年度末までに事業対象地(85,100㎡)のうち、50,866㎡を取得(公
有化率約60％)。26年度は2,361㎡を公有化の予定である。

事業費計
28,010

これまでの取組内容

　平成27年度は約550㎡の公有化を計画しており、次年度以降も事業継続
しながら、大安寺旧境内整備事業に繋げていく。
（財源確保のため、財源内訳に示した国・県の補助金のほか、史跡等整備
活用補助金（県）も27年度に引き続いて申請する予定である。）

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 1,866

3,700
事業費 地方債

66,452 75,032 28,010 10,000

32
一般財源

48 32 44 44

3,700

財
源
内
訳

特定財源 その他
66,404 75,000 27,966

一般財源

事業費 地方債
66,452 75,032 28,010
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 63

前年度予算

労災保険料（発掘調査） 0

調査補助員（発掘調査） 0
整理補助員（発掘調査）

整備指導委員会委員謝金（2回） 100

旅費（文化庁打合せ 2回） 80 118
旅費（整備指導委員会2回）

事務用消耗品 50 52
消耗品（発掘調査）

ガソリン（発掘調査） 56

資料印刷費 30 50
図面縮小・写真現像焼付（発掘調査） 67

し尿汲み取り手数料（発掘調査） 6 6

測量委託（発掘調査） 3,573
設計監理業務委託
航空写真撮影図化委託（発掘調査）
発掘作業委託（発掘調査）

機械・設備借り上げ料（発掘調査） 0

保存整備工事 44,397

砂（発掘調査） 0

48,290

国宝重要文化財等保存整備事業費補助金 24,145

文化財保存整備事業費補助金 7,243

旅費 80

事業概要 消耗品費 288

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節）金　　額

　公有化して保存を図った史跡大安寺旧境内を公開し、有効活用するた
め、適切な保存整備を実施するものである。土地公有化により、当該の史
跡指定地の保存は図られるが、その公開活用のためには、適切な保存整備
が必要である。史跡公園として計画的な整備を実施し、良好な状態で後世
に伝え、利活用に供することが目的である。
　大安旧境内の保存整備促進は、第4次総合計画「文化遺産の保存と活
用」における主要施策のひとつである。

12 社会保険料 12

591 賃金 591

120 報償費 120

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化財課

投資

事項 史跡大安寺旧境内保存整備事業
会計 一般会計 教育費 社会教育費 文化財整備事業費

小事業 1015 史跡大安寺旧境内保存整備事業

154

事業費計
49,180

財源内訳 財 源 の 内 容

3,534

36,394 工事請負費 36,394

これまでの取組内容 3,750
　これまでに下記地区の整備工事を実施し、一般公開している。
○杉山古墳地区
○僧坊地区
○経楼地区
○南大門地区

3,534 使用料及び賃借料

154 原材料費

国庫支出金

　当面の事業対象地は、最も公有化が進んだ塔院地区とし、事業継続中で
あるが、平成27年度は下記工事等を実施する。
○西塔跡の地被植栽等を行う。
○整備工事の設計監理業務を行う。
○整備指導委員会を開催し、適切な指導を求める。
（財源確保のため、財源内訳に示した国・県の補助金のほか、史跡等整備
活用補助金（県）も27年度に引き続いて申請する予定である。）

238

燃料費 56

印刷製本費 97

手数料

311 委託料 7,848
2,638
1,149

事業費 地方債

24,590

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 7,377

17,200
事業費 地方債

38,926 48,290 49,180 16,900

2
一般財源

88 2 13 13

17,200

財
源
内
訳

特定財源 その他
38,838 48,288 49,167

一般財源

事業費 地方債
38,926 48,290 49,180
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 63

前年度予算

整備指導委員会委員謝金（2回） 80 100

旅費（文化庁打合せ 2回）　 88 118
旅費（整備指導委員会 2回）　

事務用消耗品 50 52

資料印刷費 30 50

設計監理業務委託 10,700

保存整備工事 38,980

50,000

国宝重要文化財等保存整備事業費補助金 25,000

文化財保存整備事業費補助金 7,500

印刷製本費 30

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節）金　　額

　特別史跡特別名勝平城京左京三条二坊宮跡庭園の適切な保存・活用を図
るため、当該庭園の保存修理を実施する。
　宮跡庭園の保存整備促進は、第4次総合計画「文化遺産の保存と活用」
における主要施策のひとつである。

報償費 80

旅費 88

消耗品費 50

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化財課

投資

事項 特別史跡特別名勝平城京左京三条二坊宮跡庭園保存整備事業
会計 一般会計 教育費 社会教育費 文化財整備事業費

小事業 3515 特別史跡名勝平城京左京三条二坊宮跡庭園保存整備事業

これまでの取組内容

　当該庭園を広く公開活用するためには、適切な保存修理と維持・管理が
不可欠である。今般の保存修理は、園池の経年劣化・破損状態を調査し、
修理を行うもので、継続的な保存活用を図る上で必須の事業である。
○園池の庭石の修理工事を行う。
○園池修理に必要な資料を得るための調査を行う。
○整備指導委員会を開催し、適切な指導を求める。
○整備工事の設計管理業務を行う。

44,672 工事請負費 44,672

6,000 委託料 6,000
事業概要

7,638

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
25,460

　昭和50年に発掘調査により発見され、53年に特別史跡、平成4年には特
別名勝に指定。市では、昭和54～60年度に復原整備を行ったのち、一般公
開している。
　その後、史跡文化センター廃止に伴い、平成19年度から跡地の史跡整備
と既整備地の修理工事を開始。復原建物、園池など既整備地の修理は平成
29年度まで継続予定である。

事業費計
50,920

事業費 地方債
52,821 50,000 50,920 17,800 17,500

0

事業費 地方債
52,821 50,000 50,920 17,800

一般財源
88 0 22 22

その他
52,733 50,000 50,898

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 63

前年度予算

土地購入印紙代 10 　

鑑定手数料　

測量委託　
補償調査委託

土地購入費　

補償金　

0

史跡等購入事業費補助金

史跡等購入事業費補助金

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化財課

投資

事項 史跡法華寺旧境内保存用地取得事業
会計 一般会計 教育費 社会教育費 文化財整備事業費

小事業 4510 史跡法華寺旧境内保存用地取得事業

6,174 補償補てん及び賠償金 6,174
事業概要

37,534 公有財産購入費 37,534

2,638
658

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節）金　　額

　平成13年度に一部が国の史跡に指定され、市においてもこれまでに
3412．89㎡を公有化済みであるが、追加指定された指定地を公有化するこ
とで、確実な遺跡の保存を図る。
　史跡の公有化促進は、第4次総合計画「文化遺産の保存と活用」におけ
る主要施策のひとつである。

消耗品費 10

654 手数料 654

1,980 委託料

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
37,600

　これまでに以下のとおり公有化済み。
・平成12年度　1137.87㎡
・平成13年度　2004.41㎡
・平成17年度　 270.61㎡

事業費計
47,010

これまでの取組内容

　平成26年度に追加指定された1,137㎡を公有化する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 3,133

6,200
事業費 地方債

0 0 47,010

0
一般財源

0 0 77 77

6,200

財
源
内
訳

特定財源 その他
46,933

一般財源

事業費 地方債
0 0 47,010
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 80

前年度予算

朱雀大路跡整備事業基金積立金 1 1

1

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節）金　　額

　史跡朱雀大路跡整備事業を推進するための資金積み立てを行うものであ
る。 積立金 1

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 文化財課

既存

事項 朱雀大路跡整備事業基金経費
会計 一般会計 教育費 社会教育費 朱雀大路跡整備事業基金費

小事業 1010 朱雀大路跡整備事業基金経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
1

　朱雀大路跡整備事業基金として、392千円を積み立てた。
これまでの取組内容

　史跡朱雀大路跡整備事業を推進するための積み立て経費である。

事業費

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

事業費
1 1 1

基金利子収入 1

0
一般財源

0 0 0 0

その他
1 1 1 1

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

事業費
1 1 1
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 40

前年度予算

防火設備消耗品 33 34
消火器交換　5本
浄化槽用消毒剤6本

電気料金 施設電気代　12カ月 628
水道料金 施設水道代　12カ月 83

　 36 36

消防設備検査点検 306
火災報知器保守点検　2回

し尿浄化槽検査点検 41
し尿浄化槽点検

し尿浄化槽清掃

施設機械警備委託 637
施設保全業務　

1,641

光熱水費 662

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節）金　　額

　廃校になった旧水間小学校の校舎を市内の遺跡から出土した埋蔵文化財
保管施設として使用している。主に東部地区の発掘調査で出土した埋蔵文
化財の保管施設となっている。また、屋内運動場は、田原地区の避難所に
指定されている。

消耗品費 33

579

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 埋蔵文化財調査センター

既存

事項 大和高原文化財展示事業（旧水間小学校管理経費）
会計 一般会計 教育費 社会教育費 文化財費

小事業 1545 大和高原文化財展示経費

200

　予算の概要は、施設維持管理を行うための施設管理消耗品、機械警備・
保全業務の委託料、光熱水費、防火設備・浄化槽点検の手数料などの経費
が主なものである。保全管理業務については、水間町自治会の協力を得て
草刈りや施設巡回などを行っている。

し尿浄化槽法定検査
103

397 委託料 597

162 手数料 306
事業概要

電話料（機械警備用） 通信運搬費 36

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　予算は必要最小限の管理経費のみで、埋蔵文化財保管業務を行っている
が、消費税分と防火管理用消耗品が微増となった。平成24年度には避難所
に指定されている屋内運動場の屋根の雨漏り修理を実施した。平成27年２
月現在、1405箱の土器、瓦と井戸枠や柱根などの大型木製品を収蔵してい
る。なお、平成26年9月から奈良ブランド課の地域おこし協力隊の事務所
としても利用されている。

事業費計
1,634

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

事業費 地方債
1,549 1,641 1,634

1,641
一般財源

1,549 1,641 1,634 1,634

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

事業費 地方債
1,549 1,641 1,634
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 40

前年度予算

    
　 110
 　　  非常勤嘱託職員1人（技術）   
　    事務用消耗品 415

　 ガソリン　プロパンガス（公用車８台　給湯用） 510

報告書等印刷 804

　 電気料金　　水道料金 4,690

　 車両修繕　　機械器具修繕　　施設修繕 1,582

　 現場用緊急常備薬 　 5 5

　 276

　 消防設備検査点検　事務機器検査点検等 156

　 施設保険　　測量器具等保険等 101

　 清掃委託　　機械警備　　エレベーター保守管理等 　 4,332

　 設備借上　　事務機器借上　　自動車借上等 2,459

全国公立埋蔵文化財センター連絡協議会負担金等 41 　 63
　 　
　 　 　 　

44
　 　 12

15,559

419 燃料費 419

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節）金　　額

　奈良市埋蔵文化財調査センターは、市内の埋蔵文化財の保護を図るため
の拠点施設で、発掘調査、出土文化財の整理、保存収蔵とその活用を行
なっている。予算はセンター施設の維持管理・運営ための経費である。セ
ンターの展示室・講座室を使用して速報展、特別展、考古学講座等の事業
を実施し、市民に埋蔵文化財を使った学習活用の場を提供している。セン
ターは奈良市が行う唯一の埋蔵文化財発掘調査機関となっている。

  
市外研修旅費　普通旅費 152 旅費 152

  
447 消耗品 447

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 埋蔵文化財調査センター

既存

事項 埋蔵文化財調査センター管理事業
会計 一般会計 教育費 社会教育費 文化財費

小事業 3010 埋蔵文化財調査センター管理経費

112 保険料 112

　その予算の主なものは、施設を維持するため機械警備・清掃・エレベー
ター点検等の委託料、光熱水費、調査成果の報告書印刷代、発掘調査用公
用車・パソコン・電話ファックス機器などのリース代などである。セン
ターを使って実施する事業としては、埋蔵文化財の研究、出土文化財の整
理作業、発掘調査報告書の作成や発掘調査資料を使った展示会、講演会な
どの学習活動事業を市民考古学サポーターと協働して行っている。

医薬材料費 5

各種連絡用切手　電信電話料　運搬料 276 通信運搬費 276

404 手数料 404

事業概要 972 修繕料 972

5,103 光熱水費 5,103

762 印刷製本費 762

14,770

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

これまでの取組内容

　センター維持管理経費のうち、非常勤嘱託職員（発掘調査員1人）の賃
金、旅費、消耗品費、修繕費、医薬材料費を見直したが、電気料金、消費
税増税分が微増となった。最小限の経費でその運営をはかっている。電気
施設や空調機器の定期修繕については、年次計画を定めて効率的に実施し
ている。

負担金補助及び交付金 41

　

備品購入費

公課金

事業費計

2,072 使用料及び賃借料 2,072

4,005 委託料 4,005

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

事業費 地方債
16,680 15,559 14,770

考古学実習委託

15,559
一般財源

16,680 15,559 14,129 14,129

その他
641 641

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

事業費 地方債
16,680 15,559 14,770
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 40

前年度予算

　 　 　 　

　 　

　 　 　 　 　

　                                                                                                                                                                                                                                                                 　　 　
　

　 　 　
　
　 　 　
　 　 　
　 　 　

　 　 　 　

　 　 　
　 　 　 　

　
　 　 　 　

　
　 　 　 　

　 　 　

　
　 　 　 　

　
　 　 　 　

0

　 　 　

　 　 　

　 　
　

　 　

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節）金　　額

　平城京跡など市内の埋蔵文化財の保護を図るため、発掘調査、出土文化
財の整理、保存収蔵とその活用を図る施設である奈良市埋蔵文化財調査セ
ンターの維持管理に要する経費。

　 　

産業廃棄物ゴミ処理委託　８㎥コンテナ2回分 200 委託料 200

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 埋蔵文化財調査センター

新規等

事項 埋蔵文化財調査センター事業系ごみ（産業廃棄物）処理
会計 一般会計 教育費 社会教育費 文化財費

小事業 3015 埋蔵文化財調査センター管理経費

事業費計
200

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　埋蔵文化財調査センターから排出される一般廃棄物は収集課で、産業廃
棄物及び再資源ごみは、清掃工場に持ち込み処理していた。

　 　

　 　

　

　 　

事業概要 　
　埋蔵文化財調査センターから排出される一般廃棄物は収集課で、産業廃
棄物及び再資源ごみは、清掃工場に持ち込み処理していたが、平成27年度
から産業廃棄物処理を予算措置し、事業系ごみ処理の適正化を図る。

　 　

　 　

　

事業費 地方債

国庫支出金

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

事業費 地方債
0 0 200

0
一般財源

0 0 200 200

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

事業費 地方債
0 0 200
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 40

前年度予算

  
賃金分社会保険（労災保険等） 27 32

臨時職員賃金 1,627

事務用消耗品 286

発電機用ガソリン　 6 14
発電機用軽油 10

青写真印刷 図面縮小コピー代 2 117
現像焼付 記録用写真用 写真現像等処理代
赤田横穴墓群調査報告書

　 　
し尿汲取 仮設トイレ用 6 9

測量委託 （調査基準点測量） 4,140
遺物撮影委託
発掘作業員派遣委託

　 　 　 　
機械借上 2,131

設備借上
　

原材料費 遺構保存用砂 44 44

埋蔵文化財出土遺物保存処理事業 　
　　　事務用消耗品 10 1

埋蔵文化財出土遺物保存処理委託 　 1,399

7 件 2 件 2 件 　
9 件 5 件 4 件
1 件 1 件 0 件 9,800

埋蔵文化財緊急調査補助金 4,900

奈良県文化財保存事業費補助金 2,450

燃料費 16

199 消耗品費 199

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節）金　　額

　緊急性の高い個人住宅建設に伴う発掘調査及び開発事業との調整を図る
ための試掘調査を実施するとともに、計画的に出土文化財の整理作業を行
い、保存上緊急性のある出土品については保存科学的処理を施しその恒久
的保存を図る事業である。早急な対応が求められる事案に対処し、埋蔵文
化財の保存を図っていくために必要な事業である。

  
社会保険料 27

調査補助員賃金 1,400 賃金 1,400
整理補助員賃金

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 埋蔵文化財調査センター

既存

事項 埋蔵文化財緊急調査事業
会計 一般会計 教育費 社会教育費 文化財費

小事業 3015 埋蔵文化財緊急調査経費

565
　

　 　
1,101 使用料及び賃借料 1,666

　個人住宅建設等に伴う緊急発掘調査、試掘調査を実施し、発掘調査報告
書作成に向けて出土文化財の整理作業を行う。
【見込】
個人住宅建設等に伴う緊急調査　2件
民間開発に伴う試掘調査　　　 2件
西大寺赤田横穴墓出土遺物整理及び報告書の作製
平城京跡出土の金属製品を保存処理する。

1,980

手数料 6

621 委託料 2,526
273

1,632

印刷製本費 2,108
事業概要 126

赤田横穴墓出土遺物整理　平成24年度～27年度（予定） 財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
4,500

民間開発に伴う試掘調査 事業費計
遺跡範囲確認調査 9,000

個人住宅建設等に伴う本調査

【実績】 （H23）　             (H24)                 (H25) 998 委託料 998

　 　 　
　 消耗品費 10

原材料費 44
これまでの取組内容

2,250

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

事業費 地方債
8,310 9,800 9,000

2,450
一般財源

8,310 2,450 2,250 2,250

その他
7,350 6,750

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

事業費 地方債
8,310 9,800 9,000
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 40

前年度予算

    

賃金分社会保険料 155

臨時職員(発掘調査） 調査補助員賃金 8,133
　 整理補助員賃金
調査用消耗品 541

軽油 発電機用 29 29
　
青写真印刷費 図面縮小コピー 16 401
現像焼付代 写真現像・焼付等処理代 　 　 　

　 電気料金 9 11
水道料金 2

　 　
し尿汲取手数料 8 8

警備委託 交通誘導員 18 3,300

測量委託 基準点測量(4点分）
発掘作業委託 発掘現場作業員派遣業務
　
機械借上 2,406
設備借上
　

　 原材料 進入路等整地用 16 16
　 　 再生クラッシャー

　
　 　 　 　
　
　 　 　 　

　
15,000

7,979

497 消耗品費 497

燃料費 29

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節）金　　額

　埋蔵文化財保護のため、共同住宅の建設等民間の開発事業に伴う記録保
存のための発掘調査を原因者の費用負担により実施するための経費。民間
開発事業により埋蔵文化財の保存に影響を及ぼす開発の際、記録保存を行
うための質の高い効率的な発掘調査を円滑に遂行し、埋蔵文化財の保護を
図るために必要な事業である。

  

152 社会保険料 152

7,979 賃金

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 埋蔵文化財調査センター

既存

事項 埋蔵文化財原因者負担調査事業
会計 一般会計 教育費 社会教育費 文化財費

小事業 3025 埋蔵文化財原因者負担調査経費

財 源 の 内 容

国庫支出金

県支出金

969
これまでの取組内容

　過去3年間の実績は、以下のとおり
【実績】　　　　　　　 （H23） 　　　（H24)　　　　（H25）
共同住宅新築　　　　　　４件　　　　　２件　　　　　 ２件
宅地造成　　　　　　　　７件　　　　　５件　　　　　 ８件
下水道敷設　　　　　　  １件　　　　　１件　　　　　 ０件
その他建物建築　　　　　１件          １件　　　　　 ３件

原材料費 16

　 　

　 　

事業費計
15,000

財源内訳

共同住宅等　  2件       計12件 2,855

1,437 使用料及び賃貸料 2,406

[平成2７年度見込み] 委託料 3,494
宅地造成　    10件 621

印刷製本費 408
事業概要 392
　集合住宅・商業ビル等、国庫補助事業対象外となる民間事業に伴い必要
となる事前発掘調査を受託し、実施する。予算は、事業者からの歳入歳出
対応である。

光熱水費 11

手数料 8

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

事業費 地方債
3,487 15,000 15,000

発掘調査受託事務費収入 15,000

0
一般財源

0 0 0 0

その他
3,487 15,000 15,000 15,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

事業費 地方債
3,487 15,000 15,000
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 40

前年度予算

賃金分社会保険（整理補助員用労災保険） 8 8

臨時職員賃金（整理作業用）　　整理補助員54人 394

講師報償　埋蔵文化財講演会講師　1人 30 30

展示用消耗品 197
　

特別点ポスター・パンフレット等印刷等 872
資料印刷 教材用資料印刷　

　 現像焼付 写真現像等処理

ポスター運搬料 　 207
　

データ処理委託　出土遺物写真撮影データ委託 　 416

　 　 　

　
　 　 　 　

　
　 　 　 　

　 　 　

　
　 　 　 　

　
　 　 　 　

2,124

史跡等及び埋蔵文化財公開活用事業補助金 1,062

報償費 30

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節）金　　額

　埋蔵文化財は、国や地域の歴史と文化の成り立ちを明らかにするうえで
欠くことのできない国民の共有財産である。国民の文化的向上に資するこ
とを目的として実施した埋蔵文化財発掘調査の成果は公開し活用を図る必
要性があり、調査記録や出土品の公開展示を行う。また、歴史的景観と一
体となった奈良の文化遺産を形づくる重要な素材・資産である埋蔵文化財
を活用した魅力あるまちづくりをめざして、文化遺産の保護と継承に貢献
できる人材を育成するための市民考古学講座、出土文化財の教材活用、市
民考古サポーター事業等を実施する。

社会保険料 8

394 賃金 394

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 埋蔵文化財調査センター

既存

事項 埋蔵文化財保存活用事業
会計 一般会計 教育費 社会教育費 文化財費

小事業 3035 埋蔵文化財学習活用経費

事業概要

　発掘調査の記録や出土品を通して埋蔵文化財調査成果の公開活用を行う
ため、発掘調査速報展示及び秋季特別展を開催するとともに、埋蔵文化財
講演会及び埋蔵文化財報告会を実施する。また、埋蔵文化財の保護と公開
活用における市民の参画と協働を推進するために市民考古学講座の開催及
び市民考古サポーター活動の連携促進、学校教育・自主学習グループとの
連携を図り、文化財キットの貸出し等を行う。これらの事業によって、知
的関心の高まる生涯学習の支援にも貢献する。

216 通信運搬費 216

396 委託料 396

786 印刷製本費 786

170 消耗品費 170

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
1,000

　発掘調査の成果や資料を公開・活用するため、年２回の発掘調査速報展
示と秋季特別展、埋蔵文化財講演会及び報告会を実施し、常設展示の充
実・強化を図りながら、埋蔵文化財への理解を広く市民に深めてもらう取
り組みを行った。また、実際に出土遺物に触れ、学ぶことのできる出土文
化財の教材化を進め、市民考古学講座を開催し、市民考古サポーターの育
成を図り、埋蔵文化財調査や出土遺物整理・復原への市民参画と協働を推
進してきた。これにより、文化遺産の保護と継承に一定の貢献を果たして
いる。

　 　

　 　

事業費計
2,000

　 　
これまでの取組内容

　 　

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

事業費 地方債
2,206 2,124 2,000

1,062
一般財源

1,103 1,062 1,000 1,000

その他
1,103 1,062 1,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

事業費 地方債
2,206 2,124 2,000
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 10

前年度予算

西部図書館　昇降設備制御化改修 950

950

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　西部図書館は経年化による施設内の汚損が激しいため、機器の補修等の
維持管理に努める必要がある。 8,000 修繕料 8,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 図書館政策課

既存

事項 西部図書館施設維持補修に係る経費
会計 一般会計 教育費 社会教育費 社会教育総務費

小事業 1515 施設維持補修経費

事業概要

　西部図書館施設の経年化に伴い、施設利用者に快く利用してもらうた
め、暫時施設の維持補修に努める。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
8,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　簡易な物品等の補修については、年次計画により各館補修、改修を実施
している。

826 950 8,000
事業費 地方債

950

826 950 8,000
事業費 地方債

一般財源
826 950 8,000 8,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 34

前年度予算

図書館協議会委員報酬（6人） 114

非常勤嘱託職員賃金（事務：8人） 39,283
臨時職員賃金（事務：8人）
臨時職員賃金（技能：1人）

図書館協議会費用弁償 28
奈良県公共図書館部会

事務用消耗品等 9,300

公用車ガソリン 88

図書館協議会用賄 6

帳票及び事務用紙等印刷（貸出券、申込用紙等） 351
資料印刷（新聞・判例時報等製本）

車両修繕料（公用車車検、修理）　 151

庁用器具修繕

郵便料（督促・通知用切手、ハガキ） 1,762

電信電話代（回線使用料等）

自動車損害保険料（公用車自賠責保険） 18

事務機器借上料（電子計算機器等） 28,973

その他経費 72

80,146

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 図書館政策課

既存

事項 中央図書館管理運営に係る経費
会計 一般会計 教育費 社会教育費 図書館費

小事業 1010 中央図書館管理経費

1,918 消耗品費 1,918
事業概要

7
11 旅費 18

1,460

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市民の情報センターとして、多様化する情報、変化するニーズに対応
し、性別・世代・地域・年代を問わず利用できるよう、幅広い資料の収
集、保存、提供に努める。

57 報酬 57

18,957 賃金 31,347
10,930

これまでの取組内容

　多様化する情報、変化するニーズに対応していく必要性のあることから
利用者へのサービス内容の調査研究を行い、費用対効果も考慮しながら事
業手法の見直し効率化を図っている。
　また、図書館管理部門においては、コスト削減を図るとともに利用者へ
のサービス低下を招くことなく嘱託職員や臨時職員の資質の向上、待遇改
善に努め図書館運営の充実を図っている。

44 保険料 44

26,189 使用料及び賃借料 26,189

208 通信運搬費 1,326
1,118

37
182 修繕料 219

　市民の情報センターとして、多様化する情報、変化する市民ニーズに対
応するため、幅広い図書資料の収集、保存、提供に努める。また司書職員
の資質の向上、処遇改善を含め、図書館事業を運営、管理する。

189 燃料費 189

5 食料費 5

169 印刷製本費 313
144

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
61,705

財源内訳 財 源 の 内 容

80 その他経費 80

54,132 80,146 61,705
事業費 地方債

行政財産使用料、図書弁償金、その他雑入 461

79,685

54,132 80,146 61,705
事業費 地方債

一般財源
53,671 79,685 61,244 61,244

その他
461 461 461 461

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 34

前年度予算

非常勤嘱託職員賃金（事務：7人） 28,522
臨時職員賃金（事務：6人）

近畿公共図書館部門別研究集会旅費等 24

事務用消耗品等 811

公用車ガソリン 64

帳票及び事務用紙等印刷（貸出券） 160

電気・ガス・水道代 5,359

館内備品修繕料 40

電話料金他 383

防火施設点検手数料他 143

入館者に対する損害賠償責任保険料 18

清掃委託 4,137

警備委託
樹木伐採業務委託　草刈業務委託
エレベーター保守点検委託
冷暖房設機保守点検委託
自家用電気工作物保守点検委託
自動扉保守点検委託
自動車借上料等 438

47

40,146

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 図書館政策課

既存

事項 西部図書館管理運営に係る経費
会計 一般会計 教育費 社会教育費 図書館費

小事業 1015 西部図書館管理経費

144 印刷製本費 144
事業概要

60 燃料費 60

692 消耗品費 692

21 旅費 21

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市民の情報センターとして、多様化する情報、変化するニーズに対応
し、性別・世代・地域・年代を問わず利用できるよう、幅広い資料の収
集、保存、提供に努める。

16,630 賃金 25,573
8,943

これまでの取組内容 130
　多様化する情報、変化するニーズに対応していく必要性のあることから
利用者へのサービス内容の調査研究を行い、費用対効果も考慮しながら事
業手法の見直し効率化を図っている。
　また、図書館管理部門においては、コスト削減を図るとともに利用者へ
のサービス低下を招くことなく嘱託職員や臨時職員の資質の向上、待遇改
善に努め図書館運営の充実を図っている。

589
600
105
163

1,880 委託料 3,858
391

15 保険料 15

143 手数料 143

　市民の情報センターとして、多様化する情報、変化する市民ニーズに対
応するため、幅広い図書資料の収集、保存、提供に努める。また司書職員
の資質の向上、処遇改善を含め、図書館事業を運営、管理する。

5,820 光熱水費 5,820

36 修繕料 36

383 通信運搬費 383

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
37,169

財源内訳 財 源 の 内 容

424 使用料及び賃借料 424
負担金補助及び交付金

35,456 40,146 37,169
事業費 地方債

40,146

35,456 40,146 37,169
事業費 地方債

一般財源
35,456 40,146 37,169 37,169

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 34

前年度予算

非常勤嘱託職員賃金（事務：5人） 20,093
臨時職員賃金（事務：6人）

研修会参加市内旅費 35
研究集会等参加市外旅費

事務用消耗品等 612

公用車ガソリン 94

帳票及び事務用紙等印刷（貸出券等） 70

電気・ガス・水道代 1,718

庁用器具等修繕 200

電話料金他 247

自動車借上料 570

デジタル印刷機・電話設備借上料

47

23,686

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 図書館政策課

既存

事項 北部図書館管理運営に係る経費
会計 一般会計 教育費 社会教育費 図書館費

小事業 1016 北部図書館管理経費

事業概要 64 印刷製本費 64

76 燃料費 76

536 消耗品費 536

7 旅費 26
19

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市民の情報センターとして、多様化する情報、変化するニーズに対応
し、性別・世代・地域・年代を問わず利用できるよう、幅広い資料の収
集、保存、提供に努める。

11,819 賃金 20,762
8,943

これまでの取組内容

247 使用料及び賃借料 569
322

233 通信運搬費 233

　市民の情報センターとして、多様化する情報、変化する市民ニーズに対
応するため、幅広い図書資料の収集、保存、提供に努める。また司書職員
の資質の向上、処遇改善を含め、図書館事業を運営、管理する。

1,910 光熱水費 1,910

160 修繕料 160

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

負担金補助及び交付金

事業費計
24,336

　多様化する情報、変化するニーズに対応していく必要性のあることから
利用者へのサービス内容の調査研究を行い、費用対効果も考慮しながら事
業手法の見直し効率化を図っている。
　また、図書館管理部門においては、コスト削減を図るとともに利用者へ
のサービス低下を招くことなく嘱託職員や臨時職員の資質の向上、待遇改
善に努め図書館運営の充実を図っている。

17,236 23,686 24,336
事業費 地方債

23,686

17,236 23,686 24,336
事業費 地方債

一般財源
17,236 23,686 24,336 24,336

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 34

前年度予算

中央移動図書館用消耗品 40
（バスエンジンオイル、電算用消耗品等）

中央移動図書館用燃料費（軽油、灯油） 38

帳票及び事務用紙等印刷（貸出券等） 0

車両修繕料（公用車車検） 0

中央移動図書館用保険料（公用車自賠責保険料等） 5

自動車重量税（公用車重量税） 0

83

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 図書館政策課

既存

事項 中央移動図書館管理運営に係る経費
会計 一般会計 教育費 社会教育費 図書館費

小事業 1020 中央移動図書館管理経費

77 保険料 77

事業概要

214 修繕料 214

26 印刷製本費 26

93 燃料費 93

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　図書館に来館困難な高齢者から子どもたちまで様々な地域での読書活動
の推進や、居住環境にかかわらず読書機会を得ることができるよう事業運
営に努める。

77 消耗品費 77

　移動図書館車によって各基地に出向き、図書資料の貸出や相談等の業務
を行うと同時に未巡回地域や東部地域など遠隔地への巡回の検討も含め、
事業の推進を図る。図書館に来館困難な利用者や様々な地域での読書活動
を推進するため、あらゆる市民が住環境にかかわらず読書機会を得られる
よう事業運営に努める。

82 公課費 82

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
569

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　未巡回地域や東部地域及び図書館からの遠隔地など、巡回場所の地域的
な偏りといった課題の解決を克服するため、巡回基準の見直しも含め今後
検討する必要性がある。

130 83 569
事業費 地方債

83

130 83 569
事業費 地方債

一般財源
130 83 569 569

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 34

前年度予算

中央図書館貸出文庫用消耗品（バーコード代） 11

11

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 図書館政策課

既存

事項 中央図書館貸出文庫管理運営に係る経費
会計 一般会計 教育費 社会教育費 図書館費

小事業 1030 中央図書館貸出文庫管理経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　子ども読書活動推進の一環として、子どもたちの読書意欲を高める。
8 消耗品費 8

　子ども読書活動の一環として全ての子どもたちが読書機会を得られるよ
う地域の子ども文庫、学校、園等の文庫活動の充実を図る。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
8

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　少子化の影響による児童数の減少は、少なくとも図書資料の貸出冊数の
減少につながる傾向にある。一方、子どもたちへの読書活動推進の必要性
は高く、文庫の果たす役割は大きいため、今後もその活動の充実、拡充に
努める。

0 11 8
事業費 地方債

11

0 11 8
事業費 地方債

一般財源
0 11 8 8

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 34

前年度予算

貸出文庫用公用車ガソリン 72

299

371

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 図書館政策課

既存

事項 西部図書館貸出文庫管理運営に係る経費
会計 一般会計 教育費 社会教育費 図書館費

小事業 1035 西部図書館貸出文庫管理経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　子ども読書活動推進の一環として、子どもたちの読書意欲を高める。
9 燃料費 9

　子ども読書活動の一環として全ての子どもたちが読書機会を得られるよ
う地域の子ども文庫、学校、園等の文庫活動の充実を図る。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
9

財源内訳 財 源 の 内 容

使用料及び賃借料

これまでの取組内容

　少子化の影響による児童数の減少は、少なくとも図書資料の貸出冊数の
減少につながる傾向にある。一方、子どもたちへの読書活動推進の必要性
は高く、文庫の果たす役割は大きいため、今後もその活動の充実、拡充に
努める。

353 371 9
事業費 地方債

371

353 371 9
事業費 地方債

一般財源
353 371 9 9

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 34

前年度予算

新聞代 11,117
行政資料追録代
雑誌・新聞縮刷版購読料
書籍購入費
事務用消耗品（新刊全件マーク）

書籍購入（備品図書） 150

11,267

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 図書館政策課

既存

事項 中央図書館の図書資料購入経費
会計 一般会計 教育費 社会教育費 図書館費

小事業 1510 中央図書館資料購入経費

135 備品購入費 135

6,256
2,592

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市民の情報センターとして、多様化する情報、変化するニーズに対応
し、性別・世代・地域・年代を問わずに利用できるよう、幅広い資料の収
集、保存、提供に努める。

494 消耗品費 11,457
283

1,832

　図書資料の充実は図書館の生命線でもあるため、あらゆる図書資料の充
実、情報の収集、保存、提供に努める。また、時代により変化するニーズ
に対応するため、電子書籍やウェブ図書の導入について検討を加え、知的
要求の満足を図る。

事業概要

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
11,592

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　多様化する情報、変化するニーズに対応していく必要がある。そのた
め、より多くの情報提供が可能となるよう、精査された資料購入に努め
る。

10,981 11,267 11,592
事業費 地方債

11,267

10,981 11,267 11,592
事業費 地方債

一般財源
10,981 11,267 11,592 11,592

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 34

前年度予算

新聞代 10,130
行政資料追録代
雑誌・新聞縮刷版購読料
書籍購入費

書籍購入（備品図書） 112

10,242

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 図書館政策課

既存

事項 西部図書館の図書資料購入経費
会計 一般会計 教育費 社会教育費 図書館費

小事業 1515 西部図書館資料購入経費

事業概要

90 備品購入費 90

7,193

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市民の情報センターとして、多様化する情報、変化するニーズに対応
し、性別・世代・地域・年代を問わずに利用できるよう、幅広い資料の収
集、保存、提供に努める。

448 消耗品費 9,976
273

2,062

　図書資料の充実は図書館の生命線でもあるため、あらゆる図書資料の充
実、情報の収集、保存、提供に努める。また、時代により変化するニーズ
に対応するため、電子書籍やウェブ図書の導入について検討を加え、知的
要求の満足を図る。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
10,066

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　多様化する情報、変化するニーズに対応していく必要がある。そのた
め、より多くの情報提供が可能となるよう、精査された資料購入に努め
る。

10,100 10,242 10,066
事業費 地方債

10,242

10,100 10,242 10,066
事業費 地方債

一般財源
10,100 10,242 10,066 10,066

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 34

前年度予算

新聞代 8,991
行政資料追録代
雑誌・新聞縮刷版購読料
書籍購入費
事務用消耗品（ＩＣタグ・フィルム等）

書籍購入（備品図書） 100

9,091

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 図書館政策課

既存

事項 北部図書館の図書資料購入経費
会計 一般会計 教育費 社会教育費 図書館費

小事業 1516 北部図書館資料購入経費

事業概要

90 備品購入費 90

6,283
656

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市民の情報センターとして、多様化する情報、変化するニーズに対応
し、性別・世代・地域・年代を問わずに利用できるよう、幅広い資料の収
集、保存、提供に努める。

488 消耗品費 8,862
10

1,425

　図書資料の充実は図書館の生命線でもあるため、あらゆる図書資料の充
実、情報の収集、保存、提供に努める。また、時代により変化するニーズ
に対応するため、電子書籍やウェブ図書の導入について検討を加え、知的
要求の満足を図る。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
8,952

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　多様化する情報、変化するニーズに対応していく必要がある。そのた
め、より多くの情報提供が可能となるよう、精査された資料購入に努め
る。

8,953 9,091 8,952
事業費 地方債

9,091

8,953 9,091 8,952
事業費 地方債

一般財源
8,953 9,091 8,952 8,952

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

―　1220　―



区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 34

前年度予算

中央移動図書館用書籍購入 1,218

1,218

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 図書館政策課

既存

事項 中央移動図書館の図書資料購入経費
会計 一般会計 教育費 社会教育費 図書館費

小事業 1520 中央移動図書館資料購入経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　図書館に来館困難な高齢者から子どもたちまで様々な地域での読書活動
の推進や、居住環境にかかわらず読書機会を得ることができるよう事業運
営に努める。

1,390 消耗品費 1,390

　来館困難な高齢者から子どもたちまで様々な地域での読書活動を推進す
るため、また地域の住民ニーズに対応するための移動図書館の図書資料の
充実を図る。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
1,390

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　多様化する情報、変化するニーズに対応していく必要がある。そのた
め、より多くの情報提供が可能となるよう、精査された資料購入に努め
る。

1,185 1,218 1,390
事業費 地方債

1,218

1,185 1,218 1,390
事業費 地方債

一般財源
1,185 1,218 1,390 1,390

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 34

前年度予算

中央図書館貸出文庫用書籍購入 415

415

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 図書館政策課

既存

事項 中央図書館貸出文庫の図書資料購入経費
会計 一般会計 教育費 社会教育費 図書館費

小事業 1530 中央図書館貸出文庫資料購入経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　子ども読書活動推進の一環として、子どもたちの読書意欲を高める。
351 消耗品費 351

　子ども読書活動推進計画の一環として全ての子どもたちが読書機会を得
られるよう地域の子ども文庫、学校、園等の文庫活動を図る。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
351

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　多様化する情報、変化するニーズに対応していく必要がある。そのた
め、より多くの情報提供が可能となるよう、精査された資料購入に努め
る。

405 415 351
事業費 地方債

415

405 415 351
事業費 地方債

一般財源
405 415 351 351

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 34

前年度予算

西部図書館貸出文庫用書籍購入 278

278

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 図書館政策課

既存

事項 西部図書館貸出文庫の図書資料購入経費
会計 一般会計 教育費 社会教育費 図書館費

小事業 1535 西部図書館貸出文庫資料購入経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　子ども読書活動推進の一環として、子どもたちの読書意欲を高める。
234 消耗品費 234

　子ども読書活動推進計画の一環として全ての子どもたちが読書機会を得
られるよう地域の子ども文庫、学校、園等の文庫活動を図る。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
234

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　多様化する情報、変化するニーズに対応していく必要がある。そのた
め、より多くの情報提供が可能となるよう、精査された資料購入に努め
る。

270 278 234
事業費 地方債

278

270 278 234
事業費 地方債

一般財源
270 278 234 234

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 34

前年度予算

おはなしと紙芝居講師謝礼 373
おはなし勉強会（初心者・経験者コース）講師謝礼
手づくり絵本講習会講師謝礼
子どもの読書週間行事等講師謝礼

373

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 図書館政策課

既存

事項 中央図書館における事業経費
会計 一般会計 教育費 社会教育費 図書館費

小事業 2010 中央図書館事業経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　子ども読書活動推進のため、読書習慣を身に付けるイベントの開催等を
積極的に行うとともに、学校・園との連携を積極的に行う。 331 報償費 331

　家庭・学校・地域等あらゆる機会において、子ども読書活動の推進に積
極的に取り組む。また、読書ボランティアを養成し、地域の活力を生か
し、子ども読書活動に関する理解と啓発を図る。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
331

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　連携する学校・園の拡充及びお話ボランティアの更なる養成が必要。家
庭・学校・地域等あらゆる機会において子ども読書活動の推進に積極的に
取り組む。

351 373 331
事業費 地方債

373

351 373 331
事業費 地方債

一般財源
351 373 331 331

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 34

前年度予算

おはなしのろうそく講師謝礼 60
夏休み科学教室講師謝礼
おはなしのろうそく（夏休み・クリスマス）講師謝礼

60

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 図書館政策課

既存

事項 西部図書館における事業経費
会計 一般会計 教育費 社会教育費 図書館費

小事業 2015 西部図書館事業経費

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　子ども読書活動推進のため、読書習慣を身に付けるイベントの開催等を
積極的に行うとともに、学校・園との連携を積極的に行う。 51 報償費 51

　家庭・学校・地域等あらゆる機会において、子ども読書活動の推進に積
極的に取り組む。また、読書ボランティアを養成し、地域の活力を生か
し、子ども読書活動に関する理解と啓発を図る。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
51

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　連携する学校・園の拡充及びお話ボランティアの更なる養成が必要。家
庭・学校・地域等あらゆる機会において子ども読書活動の推進に積極的に
取り組む。

58 60 51
事業費 地方債

60

58 60 51
事業費 地方債

一般財源
58 60 51 51

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 34

前年度予算

講演会講師謝礼 163
ボランティア養成講座講師謝礼
おはなし会等ボランティア協力謝礼
奈良の民話を語る会協力者謝礼

行事用消耗品 21

行事開催会場使用料 44
ボランティア養成講座会場使用料

228

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 図書館政策課

既存

事項 北部図書館における事業経費
会計 一般会計 教育費 社会教育費 図書館費

小事業 2015 北部図書館事業経費

事業概要

40 使用料及び賃借料 40

18 消耗品費 18

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　子ども読書活動推進のため、読書習慣を身に付けるイベントの開催等を
積極的に行うとともに、学校・園との連携を積極的に行う。 147 報償費 147

　家庭・学校・地域等あらゆる機会において、子ども読書活動の推進に積
極的に取り組む。また、読書ボランティアを養成し、地域の活力を生か
し、子ども読書活動に関する理解と啓発を図る。

国庫支出金

県支出金

事業費計
205

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　連携する学校・園の拡充及びお話ボランティアの更なる養成が必要。家
庭・学校・地域等あらゆる機会において子ども読書活動の推進に積極的に
取り組む。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

137 228 205
事業費 地方債

228
一般財源

137 228 205 205

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

137 228 205
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

嘱託職員賃金 2,661

日本語指導交流会講師報償 1,380
指導者謝礼（初期対応、指導）
推進会議協力者謝礼

推進会議出席旅費 44

事務用消耗品 75

4,160

1,460
1,380

60

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　本市の在日外国人及び外国にルーツをもつ児童生徒が、奈良市立学校に
おいて教育を受ける際、授業を理解し、安心して学校生活を送ることがで
きる支援を児童生徒や家族・教員・学校に対して行う。

2,661 賃金 2,661

20 報償費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 学校教育課

既存

事項 日本語指導の充実
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 1018 児童・生徒支援教員経費

事業概要

　外国から転入してきた児童生徒が円滑に教育を受け、安心して学校生活
を送れるようにするための初期指導を行う。
　日本語指導充実のための提案・指導法検討・評価を行う検討会議他を開
催する。

50 消耗品費 50

5 旅費 5

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　開催
・日本語指導検討会議（3回）
・日本語指導担当者情報交換会（3回）
・日本語指導者交流会（10回）
・講演会（2回・教職員及び指導主事対象）
　
　日本語指導（指導員の派遣）
・40時間（1人）初期対応指導（指導者4人による児童4人への指導）
・70時間（1人）日本語指導（指導者5人による児童11人への指導）

事業費計
4,176

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

3,863 4,160 4,176
事業費 地方債

4,160
一般財源

3,863 4,160 4,176 4,176

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,863 4,160 4,176
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

人権教育実践研究大会講師 340
人権教育課題別研修会講師
中学校校区別研究会講師

人権教育実践研究大会冊子印刷 338

関係機関事務連絡用切手 10

人権教育実践研究大会（会場・設備使用） 279
人権教育課題別研修会（会場・設備使用）

全人教課題別研究会負担金 328
全人教研究大会負担金
各種大会参加負担金

107
310

1,712

10 通信運搬費 10

338 印刷製本費 338

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　就学前教育から持続性のある学習内容及び指導方法の工夫、改善に関す
る研修、研究事業を行うことで教職員の人権教育に関わる理解や認識を深
め、実践的指導力の向上を図る。

20 報償費 210
90
100

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 学校教育課

既存

事項 人権教育研究事業
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 2050 人権教育研究経費

　奈良市人権教育研究会との協働運営による人権教育実践研究大会、人権
教育課題別研修会、中学校区別研究会等を開催する。全人教課題別研究
会、全人教研究大会等への参加負担金

4 負担金補助及び交付金 318
5

309

122
事業概要

179 使用料及び賃借料 301

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　奈良市人権教育研究会と協働し、人権教育の課題別研修会、中学校区別
研究会、人権教育研究大会を実施した。

旅費
消耗品費

事業費計
1,177

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,313 1,712 1,177
事業費 地方債

1,712
一般財源

1,313 1,712 1,177 1,177

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,313 1,712 1,177
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

審査委員会委員報酬 90 0

教科書採択展示会監視賃金 97 97

学力向上研修会・教科別講習会講師報償 840
学力向上教科部会・公開授業謝礼
土地借上謝礼（並松小・六郷小）　

教科書採択研究員20人・選定委員11人旅費他 578
学力向上分析訪問、文科省説明会出席他
教科別学習指導研究大会参加等

教科書採択事務消耗品 1,103
課維持管理消耗品

教科書採択委員会賄　 23

学力状況調査 12,961

国語 算数 生活行動・学習活動調査（小5 2,650人）
国語 数学 英語 生活行動・学習活動調査（中2 2,750人）
学力学習状況調査結果分析委託
学力学習状況調査を活用した教育施策評価業務委託

教育フォーラム会場使用 886
市立校園長会・教頭会会場使用

教頭会負担金、教育協議会補助金等 2,951

その他経費 524
（印刷製本費・通信運搬費）

19,963

119 旅費 534
252

30

報償費 590
450

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市の子どもの学力をより的確に把握するために、国が実施する全国
学力学習状況調査に加え、奈良市独自の学力・学習状況調査を行いその結
果を分析することが必要である。その結果の分析から見えてきた課題に対
して学校において授業改善をはかり、子どもの学力の向上をめざす。さら
に、教育施策の成果とその課題を検証する資料とする。
　平成28年度から使用する中学校教科用図書の採択に向けた調査・研究を
行う。

報酬 90

賃金 97

110

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 学校教育課

既存

事項
ならの子ども学力向上プロジェクト、平成28年度中学校教科用
図書の調査研究と採択、各種連盟負担金と補助金、課維持経費

会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 2510 教育指導推進経費

3,000
200

食糧費 10

6,757 委託料 9,957

事業概要 163
【学力・学習状況調査】
・対象は、小学校5学年と中学2学年　・専門機関への結果分析
・作業部会の開催、指導改善の研究（公開授業）・教育フォーラムの開催
・教育施策評価の業務委託
【中学校教科用図書採択】
・中学校教科用図書選定委員会（4回開催）を設置し研究部会（6回開催）
で教科用図書見本本を調査・研究し、教育委員会への報告を通し採択を行
う。

30 消耗品費 1,638
1,608

10

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

108

事業費計
16,044

これまでの取組内容 100 使用料及び賃借料 196
　平成24年度より奈良市独自の学力・学習状況調査を行っている。平成25
年度からは国語、算数・数学、生活行動学習活動調査に加えて、英語につ
いても調査を実施した。研究部会として、国語部会、算数数学部会の2つ
を立ち上げ、具体的な指導法の改善について研究を進めてきた。
　4年ごとに教科書の採択が行われ、前回は平成23年度に、24年～27年度
に使用される教科書の採択が行われた。

96

2,824 負担金補助及び交付金 2,824

その他経費

19,828 19,963 16,044
事業費 地方債

19,963

19,828 19,963 16,044
事業費 地方債

一般財源
19,828 19,963 16,044 16,044

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

共済費 0

嘱託職員賃金（コーディネーター） 1,032

派遣外部指導者謝礼（2,000円/回） 26,904

外部指導者派遣事業先進地視察 0

サポーター研修会資料作成用紙代 55
外部指導者派遣事業消耗品

大学及び研修会案内切手 20

スクールサポーター傷害保険料 366
派遣外部指導者傷害保険料

児童手当搬出金 0

28,377

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 学校教育課

新規等

事項 教育活動指導者派遣事業
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 2511 学校教育活動支援経費

65
事業概要

30 消耗品費 95

56 旅費 56

15,000 報償費 15,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市立の各学校に、部活動指導をはじめ、専門的な指導が可能な人材
を派遣し、学校現場の教育活動を支援することによって、子どもたちに対
するきめ細かな指導と学校における教育活動の円滑化を図る。

510 社会保険料 510

3,220 賃金 3,220

これまでの取組内容

負担金補助及び交付金 5

・奈良市立学校を対象に、専門性を備えた外部指導者を部活動に派遣す
る。
・大学と連携したスクールサポート事業を継続する。
・部活動に必要な人材を適切に学校に派遣できるよう外部指導者と学校と
関係機関が連携した中で、連絡調整を行う嘱託職員（コーディネーター）
を配置する。

44 通信運搬費 44

200 保険料 470
270

5

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　外部指導者登録システムを活用して、専門性を備えた外部指導者を中学
校・高等学校の部活動に派遣した。
　教員を目指す学生を奈良市立の幼稚園及び小・中学校に派遣した。

事業費計
19,400

37,196 28,377 19,400
事業費 地方債

28,377

37,196 28,377 19,400
事業費 地方債

一般財源
37,196 28,377 19,400 19,400

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

教育委員会職員人権教育研修会講師（2回） 70
人権学習教材協力者謝礼（1人）

人権学習教材編集委員市内旅費等 139

人権教育推進用事務用品等 220

長欠対策用単車燃料（3台） 10

研修会講師賄 5

児童・生徒用人権学習教材印刷 363

長欠対策用単車修理 3

人権啓発研究集会出席負担金 6 46
奈良県人権教育研究大会出席負担金 3
奈良県人権保育研究集会出席負担金 4
奈良県外国人教育研究大会 2
奈良県都市人権教育担当指導主事連絡協議会負担金 31
全国人権・同和教育研究大会参加負担金 5

856

1

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 学校教育課

既存

事項 人権教育事業の推進
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 2513 人権教育推進経費

10 燃料費 10

171 消耗品費 171

114 旅費 114

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　人権教育推進のため教育委員会職員の人権意識の向上を図る。多様化し
ている人権問題の現状を踏まえ、人権に関わる学習が知識・理解に留まら
ず、実践的な行動力を育む内容となるための開発を行う。

50 報償費 70
20

これまでの取組内容

・教育委員会内の職員を対象とした人権研修会
・小学校、中学校向けの指導者用学習教材を作成し、教職員に配付し活用
を図る。編集は、編集委員会にて行う。
・小中学生の教材は、人権学習を推進していくため、内容をさらに充実さ
せていく。

238 印刷製本費 238

3 修繕料 3

負担金補助及び交付金 51

5 食糧費 5
事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　教育委員会職員の人権意識の向上と目的とした研修会と、幼稚園、小学
校、中学校向けの指導者用教材及び実践事例集の作成を行った。

事業費計
662

533 856 662
事業費 地方債

855

533 856 662
事業費 地方債

一般財源
511 855 662 662

その他
22 1

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

学校支援コーディネーター賃金（継続）2人 7,030

教職員養成塾「はぐくみ」講師報償 1,515
（弁護士、医師、教授）

プロジェクト会議協力者謝礼（含：緊急対応時）
訪問（含：緊急時）等による指導助言謝礼

緊急対応時等の専門家への指導助言訪問旅費 386

児童生徒が行う心理テスト（2回実施） 674
事務消耗品

プロジェクト会議用賄 0

啓発チラシの作成 156

学習支援業務委託 1,200

通行料 39
駐車料

11,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 学校教育課

既存

事項 学校支援プロジェクト事業の推進
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 2545 生徒指導推進経費

676 消耗品費 689
事業概要 13

308 旅費 308

240
400

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　児童生徒の学習意欲と基礎学力の向上や学習習慣の定着、学校が抱える
生徒指導上の課題の解決に向けた迅速かつ適切な支援策の提案及び諸問題
の発生の未然防止案の提案、教職員の指導力の向上を図る。

7,030 賃金 7,030

220 報償費 860

これまでの取組内容

21 使用料及び賃借料 39
18

委託料 1,200

・スーパーバイザーや弁護士、精神科医及び臨床心理士や保護者組織の代
表者等と連携して、学校を支援するプロジェクト会議の実施
・教職員養成塾「はぐくみ」の開催
・児童生徒の学習を支援する「なら寺子屋くらぶ」の開催（小学校・中学
校）
・学校支援コーディネーターによる学校への入り込み支援の実施
・生徒が行う心理テスト【よりよい学校生活と友達づくりのためのアン
ケート】の実施

3 食糧費 3

72 印刷製本費 72

1,200

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
10,201

財源内訳 財 源 の 内 容

　プロジェクト会議を開催し、いじめ問題等では迅速かつ適切な学校支援
を行った。学校支援コーディネーターと指導主事による学校への訪問支援
を行った。
　教職員支援では教育問題の専門家や弁護士を講師に招き、教職員養成塾
「はぐくみ」を開設した。
　児童生徒の学習支援として、「なら寺子屋くらぶ」を市内2中学校、2小
学校において夏期・冬期休業中に開催した。
　「いじめ対策アクションプラン」を作成し、幼稚園・小学校・中学校の
教職員に配布した。

9,486 11,000 10,201
事業費 地方債

11,000

9,486 11,000 10,201
事業費 地方債

一般財源
9,486 11,000 10,201 10,201

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

中学校夜間学級調査研究事業委員報償　 10

中学校夜間学級調査研究事業旅費　 68
教育目標検討委員会委員旅費

中学校夜間学級事業用消耗品 33
学校評議員制推進事業

中学校夜間学級事業取組報告書印刷 33
奈良市教育目標印刷

学校評議員活動傷害保険 130

274

中学校夜間学級調査研究委託金 74

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 学校教育課

既存

事項 奈良市の教育施策構築の検討・審議・調査・研究
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 2555 学校教育検討推進経費

30 印刷製本費 186

26 消耗品費 35
9

20

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市立学校が年度当初に教育課程を編成する際、基になるのが奈良市教育
目標である。奈良市教育目標は、今日的な教育課題などに対応するため、
毎年検討・審議を重ね作成する必要がある。
　学校評議員制度は、学校が、保護者や地域住民等の信頼に応え、家庭や
地域と連携協力して子どもたちの健やかな成長を図っていく観点から制度
化されたもので、すべての奈良市立学校では、学校評議委員より学校の運
営について意見を受け、学校改善につなげていく。

11 報償費 11

8 旅費 28

　奈良市教育目標の作成にあたっては、さまざまな校種から委員を人選し
検討委員会を設置し、検討・審議を重ね作成にあたる。
　学校評議員は校園長の推薦により、市教委が委嘱し、2年を任期として
学校教育活動に対して評価を行う。

120 保険料 120

156
事業概要

380

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
75

　毎年、教育目標検討委員会を設置し、教育目標の検討を行ってきた。奈
良市教育ビジョンを踏まえ、より分かりやすい目標になるよう改善を続け
ている。
　学校評議員制度の定着・充実により、学校運営や教育活動に対して貴重
な意見や評価を得ることができ、開かれた学校づくりや学校改善に役立っ
ている。

事業費計

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

182 274 380
事業費 地方債

200
一般財源

119 200 305 305

その他
63 74 75

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

182 274 380
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

車いすダンス公演協力者謝礼（4公演） 400

県文化会館舞台上看板代　(中学校合同音楽会) 37

楽器運搬　（小学校音楽会・なら100年会館） 93
　　　　　（奈良県小学校音楽会・桜井市民会館）

県文化会館ピアノ調律代　(中学校合同音楽会) 22

なら100年会館会場舞台設営委託 337
（小学校音楽会・「こころの劇場」）

児童・生徒送迎用バス借上げ 1,984
（奈良県小学校音楽会　4台）

会場使用料 県文化会館
（中学校合同音楽会・吹奏楽定期演奏会）

なら100年会館
（小学校音楽会・「こころの劇場」）

設備借上料 県文化会館
（中学校合同音楽会・吹奏楽定期演奏会）

なら100年会館
（小学校音楽会・「こころの劇場」）

2,873

99 通信運搬費 99

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市立学校の児童生徒が文化・芸術活動を行い、心身・技術・マナー
を磨き、文化・芸術活動の推進を図る。 400 報償費 400

36 消耗品費 36

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 学校教育課

既存

事項 学校文化活動推進事業
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 3010 学校文化活動推進経費

　奈良市中学校吹奏楽部定期演奏会（中学校部活動の発表）、奈良市中学
校合同音楽会（中学校全21校が参加する）、奈良市小学校音楽会（1年度
で1/4小学校が参加する）、奈良県小学校音楽会への出場（桜井市で開催
する県音楽会に市音楽会出場校2校が出場）「こころの劇場」の開催に対
する支援を行う。
　障がいのある人とない人が一緒に活動し、違いのある人がどうすれば一
緒にいきいきと生きていくことができるのか（ともに生きること）や違い
を豊かさにするヒントとは何か。それらを子どもたちに伝えることで、子
どもたち自身の日常に生かせる事業（車いすダンス公演）を展開する団体
に対する支援

352 使用料及び賃借料 2,023

1,251

283 委託料 283
事業概要

22 手数料 22

国庫支出金

県支出金

事業費計
2,863

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　奈良県文化会館
　・中学校吹奏楽部定期演奏会　・中学校合同音楽会
　なら１００年会館
　・小学校音楽会
　・小学校6年生を対象に無料招待公演を行う劇団に対する支援を
　　平成25年度から実施。今後も継続する予定
　桜井市市民会館
　・奈良県小学校音楽会への出場
　
　市内4小学校において、車いすダンス公演を実施

420

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

5,229 2,873 2,863
事業費 地方債

2,873
一般財源

5,229 2,873 2,863 2,863

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

5,229 2,873 2,863
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

副読本［奈良県のくらし」購入 1,794
「奈良県の地図」購入（転入生分）

副読本「わたしたちの奈良市」印刷 653

2,447

642 印刷製本費 642

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　美しい自然と古い歴史を持つ郷土奈良を愛し、21世紀の奈良を担う児童
生徒の育成を図る。 1,773 消耗品費 1,778

5

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 学校教育課

既存

事項 副読本作成事業
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 3035 副読本作成経費

これまでの取組内容

　市立小学校で実施する社会科学習で使用する副読本「奈良県のくらし」
「わたしたちの奈良市」の配布を行う。転校生分として「奈良県の地図」
を購入、配布する。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　郷土学習資料社会科副読本である「わたしたちの奈良市」「奈良県のく
らし」を、該当学年に配付した。

　配布数　　　　　　　　　平成24年度　　平成25年度　　平成26年度
　　「奈良県のくらし」　　　 2,853部　　　 2,785部　　　 2,751部
　　「わたしたちの奈良市」　 2,900部　　　 2,800部　　　 2,800部

事業費計
2,420

2,283 2,447 2,420
事業費 地方債

2,447

2,283 2,447 2,420
事業費 地方債

一般財源
2,283 2,447 2,420 2,420

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

英語アシスタント報償 6,674
英語教育検討会議委員会及び作業部会委員報償

英語教育検討会議委員旅費 18

学校用教材費（46校）他 362

研修会案内及びアシスタント法定調書送付用切手代 6

7,060

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 学校教育課

既存

事項 奈良市英語教育の充実
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 3046 奈良市英語教育推進事業経費

6 通信運搬費 6

299 消耗品費 299

17 旅費 17

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　国際文化観光都市である奈良に住む子どもたちが、訪れる外国人と交流
を図れるようになるとともに、世界遺産をはじめとする奈良の良さを発信
していくことができるように、国際的に通じる言葉として使われている英
語に体験的に親しみながら、コミュニケーション能力を育成することを目
的とする。
　児童の英語に対する関心意欲を高めるために指導のあり方を検討する必
要がある。

2,955 報償費 3,075
120

　外国在住経験のある英語に堪能な日本人または、地域在住の外国人等を
英語アシスタントとして確保し、各学校において担任とともに英語活動を
行う。
　小学校1・2年生を対象に英語アシスタントを配置する。
　学識経験者からの指導助言を受けながら英語教育検討会議を開催する。

事業概要

国庫支出金

県支出金

事業費計
3,397

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成19年度から英語アシスタントを活用した英語教育をすべての市立小
学校で行っている。小中学校を系統立てたカリキュラムを、作業部会等で
検討し作成している。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

7,119 7,060 3,397
事業費 地方債

7,060
一般財源

7,119 7,060 3,397 3,397

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

7,119 7,060 3,397
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

中核英語教員補充講師賃金（2カ月） 589

集中研修講座講師報償（2人） 100

集中研修講座参加者旅費 78
海外研修派遣事前事後学習会参加旅費

集中研修講座賄 0

集中研修講座会場使用料 12

海外研修派遣参加負担金 900

11
10

1,700

97
20 旅費 117

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　新しい学習指導要領により、小学校では英語の授業が始まり、高等学校
では英語の授業を原則として英語で行うこととなった。小学校や高等学校
と英語教育を円滑につなぐために中学校では、英語教育の改革が求められ
ている。その中で、奈良市の中学生の英語力の向上を目指すためには、英
語科教員の指導力の向上が必要不可欠であると考える。

100 賃金 100

60 報償費 60

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 学校教育課

既存

事項 中核英語教員育成プロジェクト
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 3046 奈良市英語教育推進事業経費

　市内中学校の英語科の若手教員（28～39歳）のうち5名を「中核教員」
として指名し学識経験者による定期的な学習会を実施する。（校種間の連
携のため、小高の教員もそれぞれ指定）
　英語の指導法についての実践的な集中研修講座を行う。（英語のみによ
る生活をALTとともに送る2泊3日の宿泊型研修）
　教員研修センターが実施する海外研修へ教員派遣を行う。（6～9月の間
の2ヶ月。英国もしくは米国。海外において先進的な指導法を習得した教
員はその後、教職員研修等で奈良市の教員に還元。）

900 負担金補助及び交付金 900

10 使用料及び賃借料 10
事業概要

33 食糧費 33

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　市立学校教員より10名を指定、集中的に研修を実施した。

共済費
消耗品費

事業費計
1,220

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,700
一般財源

0 1,700 1,220 1,220

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,700 1,220
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

英語教育強化拠点事業指導助言謝礼 300

先進校視察旅費 298
拠点事業連絡協議会出席旅費
指導助言者旅費

参考図書、教材等 602

拠点事業パンフレット印刷 0

英語教育強化地域英語学力学習調査（中1・中2・中3） 0
英語教育強化地域英語学力学習調査（小6）

1,200

　英語教育強化地域拠点事業委託金 1,200

150 消耗品費 150

129
17

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　小中一貫教育パイロット校として英会話科に取り組んできた実績を充
実・発展させることにより、中学卒業時により高度な英語力を習得させる
ための英語指導法について研究開発を行う。

240 報償費 240

129 旅費 275

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 学校教育課

既存

事項 英語教育強化地域拠点事業
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 3046 奈良市英語教育推進事業経費

　奈良市独自の小中9年間を通した英語教育カリキュラムの研究開発のた
めの英語教育強化地域拠点事業を実施する。その中で、小学校において中
学校用教科書を早期使用し、本格的な英語学習を早期に開始したり、小学
校低・中学年における英語学習教材を開発・作成したりする。授業実践、
使用教材、指導体制等について記録し、英語指導法検討会議において学識
経験者からの助言等を得ながら改善を図っていく。

63
事業概要 160 委託料 223

65 印刷製本費 65

国庫支出金

県支出金

事業費計
953

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　県内の拠点校と情報交換を行い、相互に研修を実施した。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 953

1,200 953
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 0 0

その他
1,200 953

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,200 953
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

コメンテーター協力者謝礼（2人） 112

コメンテーター招聘旅費（2人） 78
児童生徒参加旅費

7校区分消耗品 10
賞状・トロフィー他

案内状、出席依頼用切手 0

なら100年会館業者委託料 0

なら100年会館中ホール・楽屋、設備使用料 0

200

70 消耗品費 120
50

70

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　国際社会でグローバルに活躍できる人材を育てるには、自分の思いを
しっかりと相手に伝える力をつけることが重要な要素である。身につけた
英語もツールのひとつとして、スピーチコンテストを発展させたプレゼン
テーションを行い、参加者との意見を交換することを通し、児童生徒に表
現力、コミュニケーション能力を身に付けさせ、グローバル人材としての
力量をつけていく。

40 報償費 40

90 旅費 160

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 学校教育課

新規等

事項 子どもによるプレゼンテーション
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 3046 奈良市英語教育推進事業経費

　各中学校区で中学生1人、小学生1人の代表を選出する。7中学校区
（1/3）からの代表（児童生徒）が行う英語や日本語によるプレゼンテー
ションを受けて、2/3の中学校区の代表がそのプレゼンテーションの内容
に対して、質問やコメントをその場で行う。一方通行になりがちなプレゼ
ン形式を、発表者と聴衆のコミュニケーションにつなげていく。

270 使用料及び賃借料 270

事業概要 100 委託料 100

10 通信運搬費 10

国庫支出金

県支出金

事業費計
700

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

200 700
事業費 地方債

200
一般財源

0 200 700 700

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

200 700
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

推進委員会委員報償（4回） 690

推進委員旅費 97
全国サミット【三条市】出席旅費

外国語科実施基本教材 109

小中一貫教育全国連絡協議会会費 　 0

9
232
350

1,487

103 消耗品費 103

182

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　平成27年度から小中一貫教育を市内全小中学校で実施するが、その効果
的な取組に資するとともに、「小中一貫教育全国サミットｉｎなら」開催
に向けた計画の示唆・助言を得るために小中一貫教育推進委員会を開催
し、本市における小中一貫教育を推進する。

200 報償費 200

124 旅費 306

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 学校教育課

既存

事項 小中一貫教育推進事業
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 3049 小中一貫教育推進事業経費

　奈良市小中一貫教育推進委員会の開催
事業概要

30 負担金補助及び交付金 30

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
639

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成27年度の小中一貫教育の全市展開に向けて多面的に小中一貫教育の
推進に向けた示唆・助言を受けるために奈良市小中一貫教育推進委員会を
開催した。また、7中学校区のパイロット校において調査研究を進めると
ともに、新設教科及びカリキュラム作成のための作業部会を開催した。

食糧費
印刷製本費

委託料

1,506 1,487 639
事業費 地方債

1,487

1,506 1,487 639
事業費 地方債

一般財源
1,506 1,487 639 639

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

全体会コーディネーター謝礼
分科会指導助言者謝礼
記念講演講演者謝礼

全体会コーディネーター旅費
基調講演者旅費（文科省）
分科会指導助言者旅費
分科会発表者旅費（他市教員・他市教委）
記念講演者旅費

公開授業校用消耗品

大会報告書作成
大会冊子作成
案内チラシ作製

総会出席者賄

案内状等送付切手代

運営業務業者委託
なら100年会館業者委託

サミット会場使用料・設備使用料（100年会館）
総会会場費（奈良日航ホテル）

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 学校教育課

新規等

事項 小中一貫教育全国サミットｉｎなら
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 3049 小中一貫教育推進事業経費

事業概要 150 消耗品費 150

374
30

50
75

10 旅費 539

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市が推進してきた小中一貫教育の仕組みや、その中で展開してきた
英語教育、情報教育、地域学習（世界遺産学習等）にはじまり、地域との
連携をすすめた特色ある教育の様々な取組を全国に発信しその意義を問
い、また、今後の奈良市での小中一貫教育の在り方を考えていく機会とす
る。

30 報償費 680
150
500

これまでの取組内容 664 使用料及び賃借料 845

2,280 委託料 2,600
320

66 通信運搬費 66

食糧費 63

・「小中一貫教育全国サミットinなら」の開催
開催日　平成28年1月29日（金）・30日（土）
1日目：授業公開（5中学校区）
2日目：午前　分科会（なら１００年会館、奈良市教育センター他）
　　　　午後　全体会（なら１００年会館大ホール）
・小中一貫教育全国連絡協議会総会

205 印刷製本費 557
303
49

63

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
5,500

財源内訳 財 源 の 内 容

181

5,500
事業費 地方債

全国連絡協議会事務局補助金
大会参加者負担金

0

5,500
事業費 地方債

一般財源
0 0 3,200 3,200

その他
2,300 2,300

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

推進委員会委員報償（3回） 610
推進委員会（5作業部会）助言指導者報償

推進委員会・作業部会　委員旅費 103
世界遺産学習連絡協議会会議出席旅費（大牟田市）
世界遺産学習全国サミット参加旅費（大牟田市）

推進委員会等消耗品 206

世界遺産学習テキスト 1,076

世界遺産学習連絡協議会用切手 101

小学校5年生世界遺産現地学習バス借上（77台） 4,951

72
227

7,346

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 学校教育課

既存

事項 世界遺産学習推進事業
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 3065 世界遺産学習推進経費

864 印刷製本費 864
事業概要

20 消耗品費 20

150

旅費 207
34

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市立学校園において奈良で学んだことを誇らしげに語れる子どもの育成
を目指し、その中核として世界遺産学習に取り組み、世界遺産等の文化遺
産を通じて地域に対する誇りを育てたり、環境教育・平和教育・国際理解
教育・人権教育を展開したりすることで持続可能な社会の形成者を育て
る。

300 報償費 390
90

23

これまでの取組内容

　【世界遺産学習の推進】
・世界遺産学習推進委員会の開催
・世界遺産学習副読本を作成し、小学校5年生等に配布
・小学校5年生を対象に奈良の文化や歴史及び市内の世界遺産について現
地体験学習の実施

26 通信運搬費 26

5,228 使用料及び賃借料 5,228

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

6,735

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　【世界遺産学習の推進】
・世界遺産学習を充実していくために世界遺産学習推進委員会を継続し、
推進体制の強化を図った。
・世界遺産学習における実践開発を行うための作業部会を設置した。
・世界遺産学習副読本「奈良大好き世界遺産学習」を作成し、小学校5年
生及び新規採用教員に配布した。
・小学校5年生全員が世界遺産現地学習を行った。
・世界遺産学習全国サミットの開催
　　　世界遺産学習全国サミット参加実績
　　　　　　　　　　平成24年度　　平成25年度　　平成26年度
　　　　　　　　　　　　 705人　　　　 921人　     1,015人

食糧費
委託料

事業費計

7,881 7,346 6,735
事業費 地方債

7,346

7,881 7,346 6,735
事業費 地方債

一般財源
7,881 7,346 6,735 6,735

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

―　1242　―



区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

コミュニティスクール推進評価委員報償 30

全国コミュニティースクール研究大会出席（上越市） 0

コミュニティスクール委員活動傷害保険 70

コミュニティスクール推進（取組充実）委託 550

650

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 学校教育課

既存

事項 学校運営協議会制度の推進
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 3070 コミュニティスクール事業推進経費

550 委託料 550

70 保険料 70

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　「奈良市教育ビジョン」の基本目標となっている「奈良らしい教育の推
進」「地域全体で子どもたちを守り育てる体制づくりの推進」に向けて、
保護者や地域住民が一定の権限と責任を持って学校運営に参画することで
地域に開かれた信頼される学校づくりを進める。

30 報償費 30

43 旅費 43

　コミュニティスクール指定校における取組の強化充実を行う。
事業概要

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
693

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　これまで、小学校1校と中学校2校をコミュニティスクールとして指定し
ており、平成26年度は小学校6校、中学校2校が指定に向け取組を進め、コ
ミュニティスクールとして指定された。

958 650 693
事業費 地方債

650

958 650 693
事業費 地方債

一般財源
958 650 693 693

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

ＹＧＬ起業家教育講演会講師報償（4回） 1,440
キャリア教育研修講師報償（21校）
ポスターセッション講師報償（3回）
キャリア教育検討会議協力者謝礼（3人×3回）

部会委員旅費 285
ポスターセッション出席者旅費
キャリア教育検討会議出席者旅費
チャレンジマインド教育事例研究会参加旅費（佐賀県）
起業家教育講座講師旅費

ポスターセッション用消耗品 177

起業体験プログラム委託 658

ポスターセッション参加用バス借上料 0
学園前ホール会場借上料

2,560

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 学校教育課

新規等

事項 奈良市キャリア教育推進事業
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 3075 キャリア教育推進経費

100
事業概要

210
47

22 旅費 470
91

90

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　高い志や意欲を持つ自立した人間として、他者と協働しながら新しい価
値を想像する力、これからの時代を生きてゆくために必要な力などの育成
に向けたキャリア教育の推進を図る。

400 報償費 1,210
630
90

350
150

・中学生を対象に、ＹＧＬ（ヤング・グローバル・リーダー）による講演
を4回開催。
・中学校区教員を対象としたキャリア教育研修
・中学校での起業家プログラムの実施
・「奈良市ポスターセッション」の実施

15 消耗品費 15

450 委託料 450

200 使用料及び賃借料

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
2,495

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成23年度に学区ブランド産品を開発し、地域と協働したキャリア教育
を行ってきた。また、平成23年度には教育目標にキャリア教育を位置づ
け、取組の推進を図ってきた。

746 2,560 2,495
事業費 地方債

2,560

746 2,560 2,495
事業費 地方債

一般財源
746 2,560 2,495 2,495

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

推進会議外部委員　協力者謝礼（3回） 200

推進会議開催に係る旅費 260

推進会議に係る湯茶代 3

463

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 学校教育課

既存

事項 フューチャースクール構想実証事業
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 3085 学校ＩＣＴ推進経費

事業概要

2 食糧費 2

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　教育ＩＣＴ推進会議を設置し、これからの奈良市の情報教育の推進を行
う。 150 報償費 150

195 旅費 195

これまでの取組内容

　推進会議の開催（年3回）

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成26年8月に整備されたタブレット端末を活用し、それぞれが決めら
れたテーマに沿って実践に取り組み、効果の検証を進めている。戦略会議
の委員から指導助言を受けながら、市の取組に対する評価と方向性を決定
しこれまで取り組んできた。

事業費計
347

463 347
事業費 地方債

463

463 347
事業費 地方債

一般財源
0 463 347 347

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

公開授業／研究成果報告会に伴う講師謝金（8回）
奈良市教育ＩＣＴ研究推進部会協力者謝金（3回）

公開授業／研究成果報告会に伴う講師旅費
奈良市教育ＩＣＴ研究推進部会協力者旅費
部会　各校担当者旅費
担当者会議参加者旅費

効果検証用マークシート等

研修・学習スタイル構築コンサルティング業務委託

学力向上事業用タブレット端末等賃貸借
反転学習コンテンツ　ライセンス使用料

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 学校教育課

新規等

事項 フューチャースクール構想実証事業
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 3085 学校ＩＣＴ推進経費

事業概要 4,000 委託料 4,000

226 消耗品費 226

60
210

16 旅費 296
10

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　平成26年度の取組で得た成果を広げるために、新たにモデル校4校を指
定し、普通教室でタブレット端末を導入。さらに児童生徒一人1台にて活
用する反転学習やアクティブラーニング等の学習に取り組む。

200 報償費 230
30

これまでの取組内容

・公開授業
・反転学習やアクティブラーニング等の新しい取組
・教員研修改革及びモデル構築

16,118 使用料及び賃借料 16,718
600

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
21,470

21,470
事業費 地方債

0

21,470
事業費 地方債

一般財源
0 0 21,470 21,470

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 19

前年度予算

嘱託職員事務賃金 2,015

「子ども安全の日」講演会講師報償 30
少年指導協議会講演会講師報償

近畿中学校生徒指導研究協議会出席旅費等 63

旗 水難・痴漢危険防止 2,058
子ども安全の家

防犯ブザー　小学新1年生　　その他課事務経費

推進委員証及び少年指導委員感謝状の作成 100

ならサポートネットシステム修繕 260

少年指導委員研修会通知用切手代 8

少年指導委員活動傷害保険 160

少年指導業務委託 11,696
生徒指導特別対策事業委託
富雄北小学校通学路防犯カメラシステム業務委託

「子ども安全の日」会場使用及び設備使用 114

近畿地区青少年補導センター連絡協議会負担金 27
奈良県青少年補導センター連絡協議会負担金
近畿地区大会出席負担金

15

16,546

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 学校教育課

既存

事項 青少年指導経費
会計 一般会計 教育費 教育総務費 青少年指導費

小事業 1010 青少年指導経費

事業概要

2,174 消耗品費 2,174

18 旅費 18

10

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　少年指導協議会等や関係機関及び地域との密接な連携を図りながら、青
少年の健全育成、非行防止及び安全確保の推進を図る。 2,015 賃金 2,015

30 報償費 40

3,600
1,234

6,400 委託料 11,234

160 保険料 160

　少年指導協議会の活動として、少年指導委員等による定期的な街頭指導
による声かけを行うとともに、環境浄化活動による危険箇所の確認と点検
を行う。また、少年相談活動による児童生徒や保護者からの相談を学校や
関係機関と連携して行う。

23 印刷製本費 23

260 修繕料 260

9 通信運搬費 9

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
16,018

　各中学校区少年指導委員による巡回指導回数は以下のとおり
　
　平成24年度　　1,103回
　平成25年度　　1,077回

　配布数　　　　　　　　　平成24年度　　平成25年度　　平成26年度
　　子ども安全の家旗　　　　　 316枚　　 　　492枚         469枚
　　水難痴漢危険防止用旗　　   997枚         870枚　　　　 921枚
　　防犯ブザー　　　　　　　 2,985個　　　 2,957個　　　 2,858個

2 負担金補助 23
20
1

食糧費

これまでの取組内容 62 使用料 62

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

16,415 16,546 16,018
事業費 地方債

16,546
一般財源

16,415 16,546 16,018 16,018

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

16,415 16,546 16,018
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 15 目 15

前年度予算

全国連合小学校長会負担金（46校） 1,603
奈良県小学校長会負担金　（46校）
奈良県小中学校長会事務局負担金　（46校）
奈良県外国人教育研究会負担金　（46校）

1,603

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　小学校長間の相互の連携を密にし、職能の向上及び研修を行う小学校長
会等の振興を図り、小学校教育の発展に努める。 1,571 負担金補助及び交付金 1,571

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 学校教育課

既存

事項 奈良市が加盟する小学校長会への各種負担金
会計 一般会計 教育費 小学校費 小学校教育振興費

小事業 1025 小学校教育振興事務経費

事業概要

　奈良市が加盟する小学校長会等への各種負担金
　・全国連合小学校長会負担金
　・奈良県小学校長会負担金　他

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
1,571

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　奈良県内市町村の全ての小学校がこれらの会に加盟しており、協議・検
討・情報交換を行った。

1,583 1,603 1,571
事業費 地方債

1,603

1,583 1,603 1,571
事業費 地方債

一般財源
1,583 1,603 1,571 1,571

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

―　1248　―



区分 （単位：千円）

01 款 60 項 15 目 15

前年度予算

金管バンドクラブ活動消耗品　（5校） 1,150
文化クラブ活動消耗品　（46校）

金管バンドクラブ活動修繕費　（5校） 255

文化クラブ活動備品経費　（46校） 2,397

3,802

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 学校教育課

既存

事項 小学校文化クラブ活動を維持する経費
会計 一般会計 教育費 小学校費 小学校教育振興費

小事業 1035 小学校文化クラブ活動推進経費

事業概要

2,116 備品購入費 2,116

230 修繕料 230

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　学年や学級が異なる児童がともに協力して活動する中で、友人を思いや
る心や健全な自主性・社会性を養う文化クラブの推進を図る。 250 消耗品費 1,032

782

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　小学校文化クラブの活動の継続が維持され、目的に沿った事業の推進を
図ることができた。

事業費計
3,378

これまでの取組内容

　小学校における文化クラブ活動に対する活動維持に要する経費（消耗
品・備品）、小学校における金管バンドクラブ用経費（消耗品・修繕料）

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

3,656 3,802 3,378
事業費 地方債

3,802
一般財源

3,656 3,802 3,378 3,378

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,656 3,802 3,378
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 20 目 15

前年度予算

奈良県中学校長会負担金　（21校） 845
奈良県小中学校長会事務局負担金　（21校）　
奈良県外国人教育研究会負担金　（21校）

845

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　中学校長間の相互の連携を密にし、職能の向上及び研修を行う中学校長
会等の振興を図り、中学校教育の発展に努める。 814 負担金補助及び交付金 814

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 学校教育課

既存

事項 奈良市が加盟する中学校長会への各種負担金
会計 一般会計 教育費 中学校費 中学校教育振興費

小事業 1035 中学校教育振興事務経費

事業概要

　奈良市が加盟する中学校長会等への各種負担金
　・奈良県中学校長会負担金　他

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
814

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　奈良県内市町村の全ての中学校がこれらの会に加盟しており、協議・検
討・情報交換を行った。

842 845 814
事業費 地方債

845

842 845 814
事業費 地方債

一般財源
842 845 814 814

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 20 目 15

前年度予算

吹奏楽器消耗品　（16校） 1,996
文化クラブ活動消耗品　（21校）

吹奏楽器修理　（16校） 1,840
吹奏楽器オーバーホール　（16校）

吹奏楽部育成備品　（16校） 2,550
文化クラブ活動備品　（21校）

6,386

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 学校教育課

既存

事項 中学校文化クラブ活動を維持する経費
会計 一般会計 教育費 中学校費 中学校教育振興費

小事業 1040 中学校文化クラブ活動推進経費

事業概要

863
1,646 備品購入費 2,509

修繕料 1,840
608

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　音楽や絵画などの文化的な活動に興味を持って、その活動に自主的に参
加する生徒たちが、練習や発表などの実践を通して基礎的知識や技能を伸
ばす中で、活動の仲間とともに個性の伸長を図り明るく豊かな生活を営む
態度を育てる。また、生涯にわたって文化や芸術に親しむ資質や能力を育
てる。

896 消耗品費 1,946
1,050

1,232

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　中学校文化クラブの活動の継続が維持され、目的に沿った事業の推進を
図ることができた。

事業費計
6,295

これまでの取組内容

　中学校の文化部活動に対する活動維持に要する経費（消耗品・備品）、
中学校吹奏楽部の楽器の整備、充実を図るために要する経費（消耗品・修
繕料・備品）

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

6,185 6,386 6,295
事業費 地方債

6,386
一般財源

6,185 6,386 6,295 6,295

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

6,185 6,386 6,295
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 25 目 10

前年度予算

オープンスクール講師報償（1人） 151
オープンスクール協力者謝礼（4人）
英語暗誦大会審査報償

事業用消耗品（オープンスクール・英語暗誦大会） 21 31

リーフレット印刷（オープンスクール） 25 52

「特色と魅力ある学校づくり」事業 720

全国都市立高等学校長会負担金 37 37
全国高等学校長協会負担金
全国普通科高等学校長会負担金
全国英語科高等学校長会負担金
全国理数科高等学校長会負担金

991

消耗品費 21

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　高等学校長間の相互の連携を密にし、職能の向上及び研修を行う高等学
校長会等の振興を図り、高等学校教育の発展に努める。
　各種の教育事業や活動の広報等により、地域に開かれた一条高等学校の
学校づくりを目指す。

118 報償費 118

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 学校教育課

既存

事項
奈良市（市立一条高等学校）が加盟する高校校長会への各種負
担金等

会計 一般会計 教育費 高等学校費 全日制高等学校費

小事業 2010 高等学校教育振興事務経費

これまでの取組内容

事業概要

　一条高等学校において、中学生や保護者を対象にオープンスクールを開
催する。また、県内中学校を対象に英語暗誦大会を開催することによって
教育活動等を広報し、地域に開かれた学校づくりを目指す。また、全国高
等学校長会等の全国組織加盟に伴う負担金

690 委託料 690

負担金補助及び交付金 37

印刷製本費 25

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　一条高等学校において、中学生や保護者を対象にオープンスクールを開
催した。また、県内中学校を対象にした英語暗誦大会、市民公開フォーラ
ム等を開催し、教育活動等を広報するとともに、地域に開かれた学校づく
りを目指してきた。

事業費計
891

956 991 891
事業費 地方債

991

956 991 891
事業費 地方債

一般財源
956 991 891 891

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 25 目 10

前年度予算

賃金分社会保険料（外国人講師2人）
賃金分社会保険料（事務補助員）

外国人講師（2人）
事務補助員

西安研修現地講師
実業家・学識経験者等による講演講師報償
外部評価委員謝礼
映画製作指導謝礼

西安研修旅費
実業家・学識経験者等による講演者旅費
外部評価委員・外部指導者旅費
映画撮影・視察研修・評価会議参加旅費

関連図書購入
事業・映画製作用消耗品

事業報告書作成

切手代・物品運搬料

研修・ＦＷバス借上げ
ＰＣ・タブレット・映像機器リース料
映画撮影時に係る賃借料
ＦＷ施設入場料
映像講座受講使用料

映像編集ソフト

0

スーパーグローバルハイスクール事業委託金

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 学校教育課

新規等

事項 スーパーグローバルハイスクール事業【文部科学省委託事業】
会計 一般会計 教育費 高等学校費 全日制高等学校費

小事業 2010 高等学校教育振興事務経費

900
事業概要

610
120

200 報償費 1,830

賃金 2,090
1,038

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　急速にグローバル化が進む現代社会においては、高い語学力はもちろ
ん、幅広い教養や問題解決能力など国際社会における競争に打ち勝つ素養
を身に付けたグローバルリーダーを高等学校段階から養成する必要があ
り、文部科学省委託事業の指定を一条高校が受けて養成の推進を図る。

18 共済費 36
18

1,052

35 通信運搬費 35

200 印刷製本費 200

100 消耗品費 322
222

　文部科学省委託事業（スーパーグローバルハイスクール）の取組の推進

・連携事業「関西学院大学・大阪大学・日立造船との連携」
・実践事業「ヤンググローバルリーダー実践講習・フィールドワーク・映
画製作事業」

3,600 旅費 6,640
122
33

2,885

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
15,886

299 備品購入費 299

事業費計
18,200

3,172
1,200
150
282

これまでの取組内容 1,944 使用料及び賃借料 6,748

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

18,200
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 2,314 2,314

その他
15,886

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

18,200
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 25 目 10

前年度予算

文化クラブ活動用消耗品 303
吹奏楽部楽器用消耗品

吹奏楽部楽器修繕 30 31

文化クラブ活動に要する備品 92 92

426

修繕料 30

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　音楽や絵画などの文化的な活動に興味を持って、その活動に自主的に参
加する生徒たちが仲間とともに明るく豊かな生活を送り専門性を高めた
り、生涯にわたって文化や芸術に親しむ資質や能力を育てる。

303 消耗品費 303

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 学校教育課

既存

事項 一条高等学校文化クラブ活動を維持する経費
会計 一般会計 教育費 高等学校費 全日制高等学校費

小事業 2015 高等学校文化クラブ活動推進経費

事業概要

　一条高等学校の文化クラブと吹奏楽部活動の維持に要する経費（消耗
品・修繕料・備品）

備品購入費 92

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
425

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　一条高等学校文化クラブの活動の継続が維持され、目的に沿った事業の
推進を図ることができた。
　平成26年度　　　14クラブ　　　290人

415 426 425
事業費 地方債

426

415 426 425
事業費 地方債

一般財源
415 426 425 425

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 40 目 20

前年度予算

学校体育用消耗品 3,815

学校体育用備品の修繕 507

学校体育用備品 3,378

7,700

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 学校教育課

既存

事項 学校体育を維持する経費
会計 一般会計 教育費 保健体育費 学校保健体育費

小事業 1510 学校体育推進経費

2,375 備品購入費 2,375

306 修繕料 306

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　知・徳・体のバランスのとれた児童・生徒の育成が望まれている中で、
学校体育の推進を図り、健全な体と精神を育て、体育大会・球技大会等各
種体育行事を通して支え合い認め合う仲間づくりをめざす。

3,020 消耗品費 3,020

これまでの取組内容

　市立の小学校・中学校・一条高等学校における学校体育活動に対する活
動維持に要する経費（消耗品・修繕料・備品）

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　小学校・中学校・一条高等学校における学校体育を維持し、目的に沿っ
た事業の推進を図ることができた。

事業費計
5,701

7,144 7,700 5,701
事業費 地方債

7,700

7,144 7,700 5,701
事業費 地方債

一般財源
7,144 7,700 5,701 5,701

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 40 目 20

前年度予算

児童・生徒用テント

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 学校教育課

新規等

事項 学校体育用備品購入経費
会計 一般会計 教育費 保健体育費 学校保健体育費

小事業 1510 学校体育推進経費

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　各小学校・中学校で開催される体育大会等で、児童・生徒の熱中症対策
のために必要となるテントの購入
（5月・6月　開催　：　13小学校、 2中学校）
（9月・10月 開催　：　34小学校、19中学校）

6,800 備品購入費 6,800

これまでの取組内容

　全市展開する27年度の小中一貫教育のしくみを用い、中学校区内での各
小・中運動会に対応できる数を中学校に配付する（管理は中学校）。小中
が連携して校区内の開催日や地域との調整等に工夫をもたせることでテン
トの活用が期待できる。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
6,800

6,800
事業費 地方債

0

6,800
事業費 地方債

一般財源
0 0 6,800 6,800

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 40 目 20

前年度予算

体育クラブ活動用消耗品（21中学校、一条高等学校） 1,793

市立中学校総合体育大会事業委託 900

体育クラブ活動用備品（21中学校、一条高等学校） 2,284

奈良県中学校体育連盟負担金 5,088
近畿中学校総合体育大会派遣補助金【奈良県】
全国中学校種目別体育大会派遣補助金【北海道・東北】
全国高等学校総合体育大会派遣補助金【近畿】
近畿六都市中学校野球大会開催分担金
奈良市中学校学年別柔道大会共催負担金
近畿中学校総合体育大会開催市町村分担金

10,065

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 学校教育課

既存

事項 体育クラブ活動を維持する経費
会計 一般会計 教育費 保健体育費 学校保健体育費

小事業 1515 体育クラブ活動推進経費

600
事業概要 40

673
2,700

796 負担金補助及び交付金 5,046

2,184 備品購入費 2,184

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　スポーツに興味を持ち自発的に参加する生徒たちが、練習や競技会など
の実践を通して、基礎的な知識や技能を伸ばし、仲間とともに個性の伸長
を図り、明るく豊かな生活を営む態度を育てるとともに、生涯にわたり積
極的に運動に親しむ資質や能力を育てることを目的とする。

1,545 消耗品費 1,545

900 委託料 900

これまでの取組内容

　中学校・高等学校の体育クラブ活動に要する経費の補助。また、体育関
連負担金及び補助金

11
226

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　中学校・高等学校の体育クラブ活動維持に要する経費の補助を行った。

事業費計
9,675

15,629 10,065 9,675
事業費 地方債

10,065

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

15,629 10,065 9,675
事業費 地方債

一般財源
15,629 10,065 9,675 9,675
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 10

前年度予算

被服費 1,536
給食調理員用調理服等購入

1,536

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　学校給食調理業務を行う調理員に対し、衛生・安全の観点から被服を貸
与する。（奈良市職員被服貸与規則） 消耗品費 976

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健給食課

既存

事項 教育委員会職員貸与被服経費
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育委員会費

小事業 1015 教育委員会職員貸与被服経費

事業概要

　給食調理員等が使用する調理服（白衣等）帽子等を購入する。

国庫支出金

県支出金

事業費計
976

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　規則に基づき、年に1回白衣等貸与し、衛生管理に努めている。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,361 1,536 976
事業費 地方債

1,536
一般財源

1,361 1,536 976 976

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,361 1,536 976
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 10

前年度予算

調理員退職欠員補充 40,570

調理員長期病休補充

調理員短期病休補充

40,570

12,141

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　学校給食調理業務を行う調理員が退職したり、長期病気休暇等で勤務で
きなくなったりした場合、人員不足により、安全・安心な給食の提供が困
難になることを防ぐため、臨時の給食調理員を補充する。

15,336 賃金 34,222

6,745

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健給食課

既存

事項 教育委員会臨時職員等経費
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育委員会費

小事業 1025 教育委員会臨時職員等経費

これまでの取組内容

　平成10年以降、給食調理員の新規採用が抑制され、正規職員が退職した
場合に、臨時の給食調理員を補充し対応してきた。今後も安全・安心な給
食の提供を続けるためには、臨時調理員が必要不可欠である。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　安全で衛生的に調理するために必要な人員を各調理場ごとに精査し、臨
時調理員を任用している。

事業費計
34,222

53,683 40,570 34,222
事業費 地方債

40,570

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

53,683 40,570 34,222
事業費 地方債

一般財源
53,683 40,570 34,222 34,222
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 20 目 25

前年度予算

１．給食室建設工事費

給食室5校（三笠、若草、都南、平城東、登美ケ丘中） 815,000

事務費 5校分 200
工事監理委託 5校分 14,000
工事関連図面印刷費 200

水道手数料 0

２．給食室備品購入費

給食室5校（三笠、若草、都南、平城東、登美ケ丘中） 88,600

３．文化財発掘調査　1件（三笠中、120㎡　若草中、150㎡）

社会保険料 賃金分社会保険料 4
賃金 臨時職員（調査補助1人） 206

臨時職員（整理補助2人）
消耗品 49
燃料費 ガソリン 3
印刷製本費 図面・写真 27

手数料 し尿汲取手数料 3
委託 測量・発掘 1,078
使用料及び賃借料 機械・設備借上 630

920,000

学校施設環境改善交付金 80,844

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市中学校給食実施計画策定会議における導入スケジュールに基づき
第4期として5校の給食室を新設する。
　学校給食の実施にあたり必要となる施設及び設備に要する経費は、学校
給食法により義務教育諸学校の設置者負担となっているため、給食の提供
に必須となる給食室の新設工事に係る経費が必要となる。

工事請負費 865,000

140

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健給食課

投資

事項 中学校給食実施事業（第4期5校の給食室建設事業）
会計 一般会計 教育費 中学校費 中学校施設整備事業費

小事業 4510 中学校給食室建設事業

　平成23年10月奈良市立中学校給食導入検討委員会、平成24年2月奈良市
立中学校給食実施計画策定会議の報告に基づき、平成24年度から給食室の
新設工事を順次開始しており、平成27年度は、5校（三笠中・若草中・都
南中・平城東中・登美ケ丘中）の給食室新設工事に伴う、建設工事費、備
品購入費及び文化財発掘調査関連費が必要となる。

備品購入費 84,800

188 賃金 524

132 消耗品費 132

54

事業概要

200 印刷製本費 200
10 手数料 10

消耗品費 140
14,900 委託料 14,900

2,648 委託料 2,648

印刷製本費 54
6 手数料 6

26 燃料費 26

336

11 社会保険料 11

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
150,120

県支出金

970,000

財源内訳 財 源 の 内 容

　平成25年度より富雄南中学校・都跡中学校、平成26年度より春日中学
校・伏見中学校・富雄中学校・平城西中学校で給食を開始した。

事業費計

これまでの取組内容 1,549 使用料及び賃借料 1,549

479,615 920,000 970,000 819,800
事業費 地方債

839,100

56

479,615 920,000 970,000 819,800
事業費 地方債

一般財源
27,147 56 80 80

その他
452,468 919,944 969,920

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 40 目 15

前年度予算

弁当選択制担当管理栄養士賃金・交通費 2,804

弁当選択制配膳ボランティア報償費 500

調理研究会・献立検討会議 531

給食用消耗品（調理器具・調理員用） 13,000

プロパンガス・配送用トラックガソリン代 26,048

学校給食予定献立表 2,500

給食室用電気・水道・都市ガス代 22,233

給食用備品・施設修繕料 5,500

調理研究会実習材料費 52

給食室用電話代 143

検便検査手数料、施設点検手数料 2,251

センター運搬車保険料 50

給食室、センター維持委託 407,220

学校給食調理業務委託

給食用運搬車リース料 352

その他経費 106
（負担金補助及び交付金・公課費）

483,290

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健給食課

既存

事項 学校給食事務経費
会計 一般会計 教育費 保健体育費 学校給食費

小事業 1010 学校給食事務経費

事業概要 2,114 印刷製本費 2,114

27,000 燃料費 27,000

8,100 消耗品費 8,100

418 旅費 418

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　小学校47校、中学校12校の、約23,000人に対して完全給食を年間約180
回提供する。この給食を事故無く実施するためには、衛生管理基準を遵守
し、安全で安心な環境をつくることが不可欠であり、今後も学校給食を通
して児童・生徒の健康を守り、元気に育成していくよう取り組みを継続す
るための諸経費である。

2,808 賃金 2,808

400 報償費 400

1,617 手数料 1,617

130 通信運搬費 130

50 賄材料費 50

　各学校、給食センターにおいて安全・衛生的に給食調理業務を運営する
ために必要な諸経費を要求する。 22,283 光熱水費 22,283

5,700 修繕料 5,700

584,629

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

これまでの取組内容

　削減を目指すも、老朽化が進む設備や消耗品の更新に係る維持管理費は
ますます必要不可欠となってきており、これ以上の経費削減は困難であ
る。

513,518 委託料 513,518

343 使用料及び賃借料 343

その他経費 98

事業費計

50 保険料 50

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

420,478 483,290 584,629
事業費 地方債

その他雑入（光熱水費・備品使用料） 80,175

403,115
一般財源

360,827 403,115 500,478 500,478

その他
59,651 80,175 84,151 84,151

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

420,478 483,290 584,629
事業費 地方債
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第4期5校 19,200
給食関連消耗品

１．三笠中（873人　27クラス）
２．若草中（342人　12クラス）
３．都南中（619人　18クラス）
４．平城東中（436人　15クラス）
５．登美ケ丘中（354人　13クラス）

19,200

2,940   
4,740   

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　奈良市中学校給食実施計画策定会議における導入スケジュールに基づき
実施する給食未実施の5校で完全給食を実施する。
　学校給食の実施にあたり施設及び設備に要する経費は、学校給食法によ
り義務教育諸学校の設置者負担となっているため、平成27年度の給食室新
設に伴い、給食の提供に必須となる食器や調理器具等の消耗品が必要であ
る。

消耗品費 21,000

6,540   

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健給食課

新規等

事項 中学校給食実施に伴う経費（第4期5校の消耗品費）
会計 一般会計 教育費 保健体育費 学校給食費

小事業 1010 学校給食事務経費

　平成23年10月奈良市立中学校給食導入検討委員会、平成24年奈良市立中
学校給食実施計画策定会議の報告に基づき、平成24年度から給食室の新設
工事を順次開始
　平成27年度着工予定の5校（三笠中・若草中・都南中・平城東中・登美
ケ丘中）の給食室新設に伴う給食関連の消耗品

事業概要

3,640   
3,140   

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成25年度より富雄南中学校・都跡中学校、平成26年度より春日中学
校・伏見中学校・富雄中学校・平城西中学校で給食を開始した。

事業費計
21,000

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

19,200
一般財源

15,645 19,200 21,000 21,000

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

15,645 19,200 21,000
事業費 地方債
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小学校調理業務委託開始予定　5校
小学校給食調理業務委託

中学校調理業務委託開始予定　5校
中学校給食調理業務委託

0

11,500

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　現在、小・中学校あわせて28校において、学校給食調理業務委託をおこ
なっている。調理業務委託の拡大は、今後、退職等に伴う給食調理員の人
員不足を解消し、安全安心な給食の提供のために必要である。

委託料 65,400
53,900

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健給食課

新規等

事項 学校給食調理業務委託料
会計 一般会計 教育費 保健体育費 学校給食費

小事業 1010 学校給食事務経費

これまでの取組内容

　給食調理員の人員不足を解消するため、調理業務委託を拡大し、安全安
心な給食の提供に努める。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成19年9月、7校（富雄北小・三碓小・六条小・青和小・都跡小・平城
小・あやめ池小）開始
　平成21年9月、5校（伏見小・登美ヶ丘小・大安寺西小・東登美ヶ丘小・
西大寺北小）開始
　平成22年9月、5校（大宮小・佐保川小・鳥見小・富雄南小・富雄第三
小）開始
　平成25年4月、2校（富雄南中・都跡中）開始
　平成26年4月、3校（伏見中・富雄中・平城西中）開始
　平成26年9月、6校（佐保小、大安寺小、二名小、平城西小、伏見南小、
春日中）開始

事業費計
65,400

65,400
事業費 地方債

その他雑入（光熱水費・備品使用料）

0

65,400
事業費 地方債

一般財源
0 0 58,982 58,982

その他
6,418 6,418

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健給食課

新規等

事項 自校炊飯事業
会計 一般会計 教育費 保健体育費 学校給食費

小事業 1010 学校給食事務経費

事業概要

17,600

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　現在、週3回の米飯給食を実施しており、米飯は奈良県学校給食会の指
定による委託業者が炊飯し各学校に納品しているが、配送費用・加工賃を
要することから、長期的な経費抑制のため自校炊飯事業を行う。

食器・保温コンテナー等 2,000 消耗品費 2,000

炊飯器・消毒保管庫等 17,600 備品購入費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　現在、炊飯は都祁・月ヶ瀬学校給食センターの2カ所で実施し、小学校5
校、中学校2校の児童・生徒が喫食している。

事業費計
19,600

これまでの取組内容

　各学校で炊飯を行うために必要となる食器や保温コンテナー等の消耗品
や炊飯器・食器消毒保管庫等の備品を調達する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

19,600
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 19,600 19,600

その他
0

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

19,600
事業費 地方債
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破損し、修繕不可能な備品 10,000
給食室内の衛生管理及び、調理員の健康管理に
基づく備品

10,000

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　安全安心な学校給食を提供するため、修繕不能な備品の交換、また
衛生管理に係る備品の調達を行う。 8,800 備品購入費 8,800

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健給食課

既存

事項 学校給食設備整備経費
会計 一般会計 教育費 保健体育費 学校給食費

小事業 1015 学校給食設備整備経費

これまでの取組内容

　日々の調理を実施する中で発生する備品の故障のうち修繕不可能な備品
の交換、並びに使用年数が15年以上経過し経年劣化の著しい備品のうち突
発的な故障により学校給食の提供に支障をきたす恐れのある備品の交換を
実施する。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　長期使用による経年劣化や、部品の確保困難による修理不能のため、緊
急性のある備品から順次購入している。給食提供に支障をきたさないよ
う、計画的に進めている。

事業費計
8,800

11,288 10,000 8,800
事業費 地方債

10,000

11,288 10,000 8,800
事業費 地方債

一般財源
11,288 10,000 8,800 8,800

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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１．賃金 5,793
嘱託職員（1人）
臨時職員（2人）

２．消耗品費 0
揚げパン・脱脂粉乳用袋

３．賄材料費 1,027,443

食材発注費（小学校分　主食・副食・牛乳）
食材発注費（中学校分　主食・副食・牛乳）
検食・保存食・予備用食材発注費（小学校）
検食・保存食・予備食材発注費用（中学校）

検食・保存食・予備用食材発注費（第3期）

４．手数料 839

残留農薬検査
添加物検査

５．委託 0
東部地域における給食物資配送委託

916
9

1,035,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健給食課

既存

事項 給食食材の調達に伴う経費
会計 一般会計 教育費 保健体育費 学校給食費

小事業 1035 給食食材調達経費

賄材料費 986,829
753,676

170
消耗品費 170

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　（公財）奈良市学校給食会の解散に伴い、給食実施校及び給食センター
へ提供している給食食材の発注業務に係る事務を平成26年度から市が実施
している。安心安全な食材を提供し、給食を実施することで生徒・児童の
健全な育成を図る。

賃金 6,259
6,259

委託料 4,914
これまでの取組内容 4,914

495
166

手数料 661

173

　主食、副食並びに牛乳といった完全給食実施のための各種食材発注に係
る経費、また、副食、牛乳に係る残留農薬検査、含有添加物検査、検便検
査等の各種検査に係る手数料、並びに発注事務を実施するための人件費

7,792
2,360

食材発注費（第3期） 18,708

事業概要 204,120

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

998,833

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成26年度より給食用物資の調達業務を実施している。

社会保険料

負担金補助及び交付金

事業費計

1,035,000 998,833
事業費 地方債

学校給食費収入 1,013,028

21,972

1,035,000 998,833
事業費 地方債

一般財源
0 21,972 17,245 17,245

その他
1,013,028 981,588 981,588

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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１．賃金、社会保険、児童手当 3,186
臨時職員賃金（業務）　3人

２．消耗品費 312
事務用消耗品

３．印刷製本費 940
帳票、事務用紙等印刷及び窓開き封筒等

４．手数料 3,780
口座振替データ分離集合手数料等

５．通信運搬費 5,704
学校給食費徴収額決定通知、還付通知等

６．委託 1,013
口座振替依頼書パンチング費用

58
7

15,000

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健給食課

既存

事項 学校給食公会計経費
会計 一般会計 教育費 保健体育費 学校給食費

小事業 1040 学校給食公会計経費

事業概要

消耗品費 149

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　これまで学校給食は、学校長が保護者から学校給食費を徴収する私会計
で運営されてきたが、平成26年4月より学校現場の事務負担軽減及び会計
の透明化を図るため、学校給食費の徴収・管理事務を市が公会計化してい
る。

賃金 3,105

これまでの取組内容 委託料 195

通信運搬費 1,362

2,424

　学校給食費の決定通知書、督促状等の各種帳票の作成・郵送に係る印刷
製本費・消耗品費・通信運搬費、及び学校給食費の口座振替・還付等に係
る手数料、並びに徴収・管理事務を実施するための人件費

印刷製本費 351

手数料

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

7,586

財源内訳 財 源 の 内 容

　毎月、学校給食費の徴収や滞納者への督促等を実施している。

社会保険料

負担金及び交付金

事業費計

15,000 7,586
事業費 地方債

15,000

15,000 7,586
事業費 地方債

一般財源
0 15,000 7,586 7,586

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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郵便料 15

日本スポーツ振興センター共済掛金 25,540
小・中学生 　　24,885人
高校生　　 　 　1,096人

25,555

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健給食課

既存

事項 日本スポーツ振興センター共済掛金経費
会計 一般会計 教育費 保健体育費 学校保健体育費

小事業 1015 日本スポーツ振興センター共済掛金経費

事業概要

2,035

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　小学校、中学校、高等学校の管理下における児童・生徒の災害共済給付
を受けるため、共済掛金を支出している。 15 通信運搬費 15

負担金補助及び交付金 24,603
22,568

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　学校の管理下における児童・生徒の災害（負傷、疾病、障害又は死亡）
には、損害賠償の適用を受けるようなものは少なく、また社会保険による
場合も児童生徒等の医療費は家族療養費給付として10分の7の給付が原則
となっている。この事業は、児童・生徒の災害に対して災害共済給付（医
療費、障害見舞金及び死亡見舞金及び死亡見舞金等の支給）を行ってい
る。
　学校生活における子ども達の安全管理に寄与している。 事業費計

24,618

これまでの取組内容

　独立行政法人日本スポーツ振興センター共済掛金で、市立小・中・高等
学校の管理下における児童・生徒の災害共済給付を受けるための掛金。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

25,377 25,555 24,618
事業費 地方債

日本スポーツセンター負担金 11,968

13,587
一般財源

13,278 13,587 12,973 12,973

その他
12,099 11,968 11,645 11,645

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

25,377 25,555 24,618
事業費 地方債
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学校保健管理事業 840
学校保健管理指導用報償費 （こころの健康相談）

（食物アレルギー研修）
学校保健室、プール消毒剤用消耗品等 12,278

(小・中・高　68校園)
学校医委嘱状(520枚) 21

学校保健用機器具修理(68校園) 100

学校保健室用薬品購入 4,066

(小・中・高　68校園)
研修用資料 220

学校環境衛生検査用手数料 1,648
(小・中・高　68校)

全国市長会学校災害賠償保障保険保険料 2,285

学校環境衛生検査用委託 4,728

学校保健室用備品購入 3,086
(小・中・高　68校園)

学校保健管理指導用負担金 526

奈良市立学校園緊急移送タクシー借上げ事業 860
自動車借上料(小・中・高　68校園)

37

30,695

90 修繕料 90

10 印刷製本費 10

10,519 消耗品費 10,519

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市立学校の健康診断にかかる保健器具等の整備充実を図るとともに、学
校の環境衛生の維持・改善につとめ、学校の保健管理の推進を図る。 722 報償費 722

552
170

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健給食課

既存

事項 学校の保健管理を維持する経費
会計 一般会計 教育費 保健体育費 学校保健体育費

小事業 1025 学校保健管理経費

3,704 委託料 3,704

保険料 2,078

　保健室については、学校保健安全法第7条及び学校教育法施行規則第1条
の規定により設置しており、学校保健管理経費において、保健室経営に必
要な保健器具等の整備充実を図っている。
　心の健康相談については、近年、心理的ストレスや悩み、いじめ、不登
校、精神疾患（心身症、摂食障害等）などメンタルヘルスに関する課題な
ど、児童生徒の心身の健康問題が深刻化していることから、専門医による
相談を行っている。
　また、食物アレルギー研修については、食物アレルギーに対する危機感
を持ち、緊急時の適切な対応ができるよう正しい知識を習得するための研
修を行う。

130 書籍購入費 130

1,527 手数料 1,527

2,078

3,128 医薬材料費 3,128
事業概要

24,653

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　学校管理下において、児童・生徒の負傷・疾病が発生し、当該児童等を
医療機関へ緊急移送が必要な場合の、緊急移送タクシー借上げ事業の実施
など、学校の管理下において発生した児童・生徒の負傷・疾病等に対応で
きる体制づくりに寄与している。
　平成26年度より教育委員会主催で全教職員対象に研修を行い、約1500名
の参加があった。今後も学校現場や新規教職員に対し食物アレルギーの充
実した対策の普及のため研修を行っていく。

548 使用料及び賃借料 548

旅費

事業費計

これまでの取組内容 497 負担金補助及び交付金 497

1,700 備品購入費 1,700

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

28,747 30,695 24,653
事業費 地方債

30,695
一般財源

28,747 30,695 24,653 24,653

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

28,747 30,695 24,653
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 40 目 20

前年度予算

学校医等報償費 106,839
 （内科医・眼科医・耳鼻咽喉科医・歯科医・薬剤師）
　児童生徒健康診断（小・中・高　25,981人）
　就学時健康診断（内科医・眼科医・歯科医）

健康診断用消耗品 95

印刷製本費 274
　健康診断用保健調査票等印刷
　健康診断通知書印刷

通知用切手 353

107,561

へき地児童生徒援助等補助金

223 印刷製本費 223

90 消耗品費 90

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　児童・生徒の健康診断の実施
75,644 報償費 75,644

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健給食課

既存

事項 学校の保健管理を維持する経費
会計 一般会計 教育費 保健体育費 学校保健体育費

小事業 1030 児童生徒健康診断経費

これまでの取組内容

　学校医、学校歯科医及び学校薬剤師については、学校保健安全法第23条
の規定により、学校医、学校歯科医、学校薬剤師を任命し、委嘱してい
る。
　健康診断については、学校保健安全法施行規則第6条の規定により、実
施している。
　就学時健康診断については、学校保健安全法第11条の規定により、実施
している。

351 通信運搬費 351

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金
166

　市立学校において、毎学年定期に児童・生徒の健康診断を実施すること
により、疾病の早期発見と予防に努め、児童・生徒の健康増進を図り、学
校保健の充実強化に努める。

事業費計
76,308

106,442 107,561 76,308
事業費 地方債

107,561

その他
166

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

106,442 107,561 76,308
事業費 地方債

一般財源
106,442 107,561 76,142 76,142
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 40 目 20

前年度予算

寄生虫検査（小学校1～3年　8,136人） 665

665

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　学校保健安全法施行規則第６条の規定されており、子どもの寄生虫症を
早期に発見することを目的とする。 521 手数料 521

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健給食課

既存

事項 寄生虫検査経費
会計 一般会計 教育費 保健体育費 学校保健体育費

小事業 1035 寄生虫検査経費

事業概要

　小学校の管理下における児童の寄生虫卵の検査を実施する。

国庫支出金

県支出金

事業費計
521

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　児童の寄生虫卵の検査を実施、疾病の早期発見及び予防に努め、健康の
保持増進を図っている。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

565 665 521
事業費 地方債

665
一般財源

565 665 521 521

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

565 665 521
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 40 目 20

前年度予算

フッ素塗布（小学校2、3年生　5,088人） 3,280

3,280

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市立小学校児童のむし歯予防の一環として、正しい歯磨き指導ととも
に、歯面にフッ素を塗布することにより、児童のむし歯予防を推進する。 3,323 手数料 3,323

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健給食課

既存

事項 フッ素塗布経費
会計 一般会計 教育費 保健体育費 学校保健体育費

小事業 1040 フッ素塗布経費

事業概要

　「フッ素」を歯に塗ることで、歯のエナメル質の結晶性を高め、エナメ
ル質が生えたあと、強くなることを助け、むし歯になりかかっている歯の
再石灰化を助ける。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
3,323

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　奈良市内の全小学校（2、3年生）を対象にフッ素塗布とともに、正しい
歯みがき指導を行っている。

2,929 3,280 3,323
事業費 地方債

3,280

2,929 3,280 3,323
事業費 地方債

一般財源
2,929 3,280 3,323 3,323

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 40 目 20

前年度予算

心臓検診
　心臓検診調査票 40

　心臓検診委託（小1、中１、高１他　6,211人） 14,051

尿二次検査委託（1,143人）

脊柱側わん検診
　脊柱側わん検査委託（小2,693人　　中2,800人）

腎臓検診 10,415
　尿検査（28,579人）

24,506

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健給食課

既存

事項 児童・生徒の健康診断に要する経費
会計 一般会計 教育費 保健体育費 学校保健体育費

小事業 1045 児童生徒検診経費

事業概要 9,517 手数料 9,517

3,396

13,305

1,252

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　心臓検診・脊柱側わん検査・尿検査の実施
　市立学校の児童・生徒を対象として、各種の検診を実施して健康状態を
正しく把握することにより、児童・生徒の健康の保持増進に努める。 30 印刷製本費 30

8,657 委託料

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　児童・生徒の心臓検診・脊柱側わん検査・尿検査を実施、疾病の早期発
見及び予防に努め、健康の保持増進を図っている。

事業費計
22,852

これまでの取組内容

　健康診断については、学校保健安全法施行規則第6条の規定により、実
施している。
　心臓検診の実施　　　　 　　学校での心電図検査の実施
　脊柱側わん検査の実施　　   学校でのモアレ検査の実施
　尿検査の実施　　　　　　　 尿検査による腎臓検診の実施

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

22,778 24,506 22,852
事業費 地方債

24,506
一般財源

22,778 24,506 22,852 22,852

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

22,778 24,506 22,852
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 40 目 20

前年度予算

結核対策委員会報償費（年2回） 96

結核検診用消耗品 11

結核検診用印刷製本費
　問診票 269
　封筒

レントゲン一次・二次検査（501人） 388

6

770

563 委託料 563

89 印刷製本費 219
130

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市立学校の児童・生徒の結核の健康診断を行い、結核の早期発見と予防
に努め、児童・生徒の健康の保持増進を図る。 96 報償費 96

10 消耗品費 10

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 保健給食課

既存

事項 結核健康診断経費
会計 一般会計 教育費 保健体育費 学校保健体育費

小事業 1050 結核健康診断経費

これまでの取組内容

　学校医により、最初に結核を疑わせる症状等に関する問診を全児童、生
徒に対して行い、あわせて内科健診の充実を図ることにより、児童生徒の
うち、結核の可能性のある者を見つけ出す。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成15年4月より、従来のツベルクリン反応・ＢＣＧによる一律的・集
団的健診体制が見直された。これは、定期健診において、一律にツベルク
リン反応検査を実施することは効率的ではないとの指摘があったためであ
る。そのため、症状の有無等により評価をした上で、対象者を絞り込んで
重点的な検査を実施している。 医薬材料費

事業費計
888

628 770 888
事業費 地方債

770

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

628 770 888
事業費 地方債

一般財源
628 770 888 888
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

バンビーホーム指導員社会保険料
（非常勤嘱託職員）

（臨時職員）
（ブロック長）

児童手当拠出金
（非常勤嘱託職員）

（臨時職員）
（ブロック長）

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　近年、子育て支援や子どもの家庭環境に配慮等が必要な児童が増加して
いる。そのため、昼間保護者のいないことが常態化している小学生に対し
て、楽しい集団生活を体験させ、学校生活と家庭生活の結び目としての役
割を果たしながら、児童の健全育成を図るために放課後児童クラブ（バン
ビーホーム）を開設している。
　バンビーホームの開所時間について、保護者ニーズが高い土曜日の保育
時間延長、及び就労形態の多様化による保護者ニーズに応えるため、午後
７時までの延長を全ホームで実施する。

共済費 60,101
55,017
4,563
521

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 地域教育課

既存

事項 バンビ―ホーム指導員の賃金に係る社会保険料
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1010 児童福祉事務経費

事業概要

　指導員賃金に係る社会保険料

28
5

負担金補助 528
495 及び交付金

国庫支出金

県支出金

事業費計
60,629

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成26年度までは、午後7時までの試行延長を実施してきたが、平成27
年度からは全ホームで土曜日の開所時間の拡大及び午後7時までの延長を
実施する。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

60,629
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 60,629 60,629

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

60,629
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 10

前年度予算

バンビーホーム指導員社会保険料（非常勤嘱託職員）

児童手当拠出金（非常勤嘱託職員）

0

44
及び交付金

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　近年、子育て支援や子どもの家庭環境に配慮等が必要な児童が増加して
いる。そのため、昼間保護者のいないことが常態化している小学生に対し
て、楽しい集団生活を体験させ、学校生活と家庭生活の結び目としての役
割を果たしながら、児童の健全育成を図るために放課後児童クラブ（バン
ビーホーム）を開設している。
　バンビーホームの開所時間について、保護者ニーズが高い土曜日の保育
時間延長、及び就労形態の多様化による保護者ニーズに応えるため、午後
７時までの延長を全ホームで実施する。

5,022 共済費 5,022

44 負担金補助

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 地域教育課

新規等

事項
平成27年度バンビーホーム指導員体制変更（開所時間延長等）
の追加賃金及び主任指導員設置に伴う手当に要する経費

会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

小事業 1010 児童福祉事務経費

事業概要

　平成27年度バンビーホーム指導員体制変更後の追加賃金に係る社会保険
料
　バンビーホーム主任指導員の賃金に係る社会保険料

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
5,066

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成26年度までは、午後7時までの試行延長を実施してきたが、平成27
年度からは全ホームで土曜日の開所時間の拡大及び午後7時までの延長を
実施する。

5,066
事業費 地方債

0

5,066
事業費 地方債

一般財源
0 0 5,066 5,066

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 33

前年度予算

バンビーホーム指導員賃金（非常勤嘱託職員）　　 441,892
バンビーホーム指導員賃金（臨時職員）

書籍購入費・事務用消耗品等 3,200

電気料金 12,937
ガス料金
水道料金

庁用器具修繕料 1,175
施設修繕料

郵便料 2,971
電信電話料

放課後児童団体障害保険 2,777

し尿浄化槽維持管理委託 29,325
空調設備保守点検委託
システム修正委託
障がい児カウンセリング業務委託
東部放課後児童健全育成委託

技能講習会出席負担金 9,782

勤労者福祉サービスセンター負担金
都道府県認定資格負担金
放課後児童健全育成事業補助金

その他経費 5,686
（報償費・燃料費・旅費・印刷製本費・医薬材料費・手数料・
使用料及び賃借料・原材料費・備品購入費）

509,745

放課後児童健全育成事業補助金 112,520

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 地域教育課

既存

事項 バンビーホーム管理運営経費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 学童保育費

小事業 1010 学童保育経費

1,646

16,437 光熱水費 19,543
1,460

5,266 消耗品費 5,266

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　児童福祉法に基づき、学校生活と家庭生活の結び目としての役割を果た
しながら、児童の健全育成を図ることを目的として、放課後に保護者が就
労などで家庭にいない世帯の小学校児童を対象に、放課後児童健全育成事
業を実施する。

334,809 賃金 445,387
110,578

500
360

10 委託料 30,525
216

　市内46カ所のバンビーホーム及び民間施設で放課後児童健全育成事業を
実施する。 735 通信運搬費 3,640

2,905

2,936 保険料 2,936

100 修繕料 3,125
事業概要 3,025

国庫支出金
243,315

県支出金

事業費計
526,083

財源内訳 財 源 の 内 容

5,743 その他経費 5,743

これまでの取組内容 31 負担金補助 9,918
　　　　　　　公設公営　　　公設民営　　　民設民営
（5/１付）
平成24年度　　42カ所　　　　0カ所　　　　　3カ所
　　　　　　　（2,759人）　　　　　　　 　 （ 92人）
平成25年度　　42カ所　　　　2カ所　　　　　3カ所
　　　　　　　（2,863人）　　(38人）　　   （127人）
平成26年度　　42カ所　　　　4カ所　　　　　3カ所
              （3,003人）　 （95人）　　   （151人）

775 及び交付金

230
8,882

29,439

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

514,225 509,745 526,083
事業費 地方債

バンビーホーム児童育成料・学童保育一時預かり利用料
福祉基金 95,870

301,355
一般財源

315,094 301,355 112,730 112,730

その他
199,131 208,390 413,353 170,038

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

514,225 509,745 526,083
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 33

前年度予算

開所時間延長等の体制変更に伴い生じる
バンビーホーム指導員賃金（非常勤嘱託職員）　　

主任制度導入に伴う主任手当

開所時間延長等の体制変更に伴い生じる
バンビーホーム指導員賃金（臨時職員）

研修旅費

勤労者福祉サービスセンター負担金

0

45,327

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　近年、子育て支援や子どもの家庭環境に配慮等が必要な児童が増加して
いる。そのため、昼間保護者のいないことが常態化している小学生に対し
て、楽しい集団生活を体験させ、学校生活と家庭生活の結び目としての役
割を果たしながら、児童の健全育成を図るために放課後児童クラブ（バン
ビーホーム）を開設している。
　バンビーホームの開所時間について、保護者ニーズが高い土曜日の保育
時間延長、及び就労形態の多様化による保護者ニーズに応えるため、午後
７時までの延長を全ホームで実施する。

賃金 73,722
26,739

1,656

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 地域教育課

新規等

事項
平成27年度バンビーホーム指導員体制変更（開所時間延長等）
の追加賃金及び主任指導員設置に伴う手当に要する経費

会計 一般会計 民生費 児童福祉費 学童保育費

小事業 1010 学童保育経費

これまでの取組内容

　平成27年度バンビーホーム指導員体制変更後の追加賃金
　バンビーホーム主任指導員の賃金増額分 77 負担金補助 77

及び交付金

88 旅費 88
事業概要

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

73,887

財源内訳 財 源 の 内 容

　平成26年度までは、午後7時までの試行延長を実施してきたが、平成27
年度からは全ホームで土曜日の開所時間の拡大及び午後7時までの延長を
実施する。

事業費計

73,887
事業費 地方債

0

73,887
事業費 地方債

一般財源
0 0 73,887 73,887

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 33

前年度予算

プロポーザル審査委員会報酬

講師派遣委託

0

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 地域教育課

新規等

事項 バンビーホーム学習プログラム講師派遣事業
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 学童保育費

小事業 1010 学童保育経費

8,370 委託料 8,370

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　バンビーホーム利用児童の学力向上と保育の質の向上を目的として、バ
ンビーホームにおいて民間の学習塾等のノウハウを取り入れるための学習
プログラム導入事業をモデル的に実施する。

60 報酬 60

これまでの取組内容

　バンビーホーム利用児童を対象に、週1回程度民間の学習塾等から「学
習プログラム活動」を指導する講師を派遣してもらい、モジュール学習及
び国語・算数のテキスト学習の指導を行なう。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
8,430

8,430
事業費 地方債

0

8,430
事業費 地方債

一般財源
0 0 60 60

その他
8,370 バンビーホーム学習プログラム参加料 8,370

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 20 項 15 目 35

前年度予算

初年度用消耗品　

水道分担金手数料　

設計委託料
地質調査委託料

改築工事

水道分担金

0

バンビーホーム整備事業費補助金

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 地域教育課

投資

事項 児童福祉施設整備事業費
会計 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉施設整備事業費

小事業 2550 伏見南バンビーホーム建設事業

346 負担金補助 346
事業概要 及び交付金

39,000 工事請負費 39,000

1,050
2,400 委託料 3,450

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　子ども・子育て支援新制度の施行に伴う放課後児童健全育成事業の設備
及び運営に関する基準（厚生労働省令）及び厚生労働省令に基づき定めた
市条例の基準を満たすよう、狭隘化したバンビーホームを適切な施設へ計
画的に整備し、子どもたちがバンビーホームにおいて快適で安全に過ごせ
るよう施設の充実を図る。

200 消耗品費 200

4 手数料 4

国庫支出金
15,704

県支出金

事業費計
43,000

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　伏見南バンビ―ホーム
　改築　軽量鉄骨造　１階建　　床面積140㎡（1ルーム）

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

43,000 27,200
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 96 96

その他
42,904

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

43,000 27,200
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 10

前年度予算

事務消耗品（コピー代、コピー用紙代ほか） 162

9

171

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　本市の地域教育並びに放課後児童健全育成の円滑な事業の推進を図る。
144 消耗品費 144

郵便料（課事務連絡用） 8 通信運搬費 8

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 地域教育課

既存

事項 課事務経費
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育委員会費

小事業 1010 教育委員会事務経費

これまでの取組内容

　地域教育課の所管事業を円滑に実施するための課内事務を遂行する。
事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　課内事務の取りまとめに要する経費の適正な支払いの執行に努めてい
る。

事業費計
152

171

171 152
事業費 地方債

一般財源
0 171 152 152

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 16

前年度予算

1,523

指導者保険　 （傷害保険）　940人 765
（賠償責任保険）6,580人

放課後子ども教室推進事業委託 22,486

24,774

8,257

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 地域教育課

既存

事項 放課後子ども教室推進事業
会計 一般会計 教育費 社会教育費 青少年育成費

小事業 1060 放課後子ども教室推進事業経費

事業概要

　放課後等に小学校の余裕教室等を活用し、地域の方々の参画を得て、子
どもたちと共に勉強やスポーツ・文化活動、地域住民との交流活動等の取
組を実施することで、学校、家庭、地域が連携し、校区全体で子どもたち
を育てる。
　事業の実施については、各小学校運営委員会に委託する。

22,789 委託料 22,789

198

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　「子どもたちが地域社会の中で、心豊かに健やかに育まれる環境づく
り」を推進するため、子どもたちの安全・安心な活動拠点づくりを目的と
する。

携帯電話通話料 1,410 通信運搬費 1,410

376 保険料 574

事業費計
24,773

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　市内全47小学校にて実施。内容は多岐に渡り、スポーツ・学習指導・昔
遊び・大学生との交流など、それぞれの地域の傾向や特徴にあった事業を
行っている。
　また、コーディネーター育成と資質向上のために研修を行うとともに、
コーディネーターや関係者同士の交流の場として、お互いの活動実績や活
動状況を紹介し合える場も設けている。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金
学校・家庭・地域連携協力推進事業費補助金 8,257

県支出金

23,467 24,774 24,773
事業費 地方債

16,517

その他
6,288 8,257 8,257

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

23,467 24,774 24,773
事業費 地方債

一般財源
17,179 16,517 16,516 16,516
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 35 目 16

前年度予算

12,423

1,030

287

550

32

100

20

20

83,000

538

98,000

11,858

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　中学校区を単位として、地域全体で子どもを育てる体制をつくり、子ど
もたちの教育活動の充実を図るとともに、地域の教育力の再生と地域コ
ミュニティの活性化を図る。

非常勤嘱託職員賃金（地域学校連携推進員） 12,423 賃金 12,423

講師謝礼

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 地域教育課

既存

事項 地域で決める学校予算事業
会計 一般会計 教育費 社会教育費 青少年育成費

小事業 1065 地域で決める学校予算推進経費

事業概要

事務用消耗品 415 消耗品費 550
行事用消耗品 135

市外旅費 280
市内旅費 7 旅費 287

270 報償費 1,030
協力者謝礼 760

地域で決める学校予算事業委託 80,000 委託料 83,000
放送委託（ならどっとＦＭ） 3,000

イベント保険 20 保険料 20

郵便料 20 通信運搬費 20

100

　地域の子どもたちを守り育てていくために、地域と学校が連携・協働
し、中学校区を基本に地域で取り組む事業と、特色ある教育活動を実施す
るために各学校園で取り組む事業を行う。

会議等賄 22 食糧費 32
講演会講師等賄 10

資料印刷費 100 印刷製本費

国庫支出金
学校・家庭・地域連携協力推進事業費補助金 11,858

県支出金

98,000

財源内訳 財 源 の 内 容

　市内の公立22中学校区に地域教育協議会を設置し、その下に各学校園ご
と（中学校22校、小学校47校、幼稚園35園）に運営委員会を置き、地域の
人材をコーディネーターとして、それぞれ地域の実状に応じた事業を展開
している。
　また、コーディネーター育成と資質向上のために研修を行うとともに、
協議会・運営委員会同士の交流の場として、お互いの活動実績や活動状況
を紹介し合える場も設けている。

設備借上料 140

事業費計

これまでの取組内容 会場借上料 398 使用料及び賃借料 538

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

92,968 98,000 98,000
事業費 地方債

86,142
一般財源

79,205 86,142 86,142 86,142

その他
13,763 11,858 11,858

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

92,968 98,000 98,000
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

嘱託職員社会保険料（事業主負担分） 0
（事務職員3人）

嘱託職員賃金（事務職員 3人） 1,035
臨時職員賃金（事務職員 月13日　10カ月 1人）

研修講座講師報償費 3,623

市内旅費 886

中学校区別研修講座受講者旅費
研修実践発表旅費

市外旅費
研修実践発表旅費
研修講座講師招聘旅費

事務用消耗品、小学校教科用図書購入費 1,202

研修講座講師等賄 62

研修の手引き・研修講座一覧表印刷費 0

研修講座講師資料等発送郵便代 55

初任者研修（社会体験研修・企業就業体験）講座 2

対人・対物損害賠償責任保険

研修講座会場使用料 150

県費負担教員研修負担金 365
教職員指導研修参加負担金

7,380

3,445 報償費 3,445

266 旅費 582

11,186

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　情報化が加速し、ますますグローバル化する21世紀の社会をたくましく
生き抜く子どもたちを育むためには、教員の意識改革と指導力向上をふま
えた質の高い公教育の実現が欠かせない。奈良市教育センターを拠点とし
た研修に加え、指導主事や学識経験者等が学校に出向き、教員一人一人の
指導力に応じた資質能力や、児童生徒の発達と学びの連続性をふまえた各
中学校区の教育力向上を目指す。

1,695 共済費 1,695

11,186 賃金

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育支援課

新規等

事項 教職員研修に必要な経費
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 2516 教職員教科等研修経費

これまでの取組内容     2 保険料 2

55 通信運搬費 55

食糧費 45

120 印刷製本費 120

事業概要

　初任者研修及び10年経験者研修については、教育公務員特例法第23・24
条、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第59条の規定に基づく法定
研修として実施する。また、学校運営上必要な職務遂行能力の向上を図る
研修として職務研修等を実施する。
　訪問型研修としては、指導主事等が教員一人一人の実際の授業を見なが
ら支援を行う個別訪問研修と、中学校区内の教職員が一同に会して学識経
験者等の指導を受けながら学び合う中学校区別研修を実施する。

316

733 消耗品費 733

45

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

18,329

財源内訳 財 源 の 内 容

　過去3年間の実績は以下のとおり

　【実績】　　平成24年度　平成25年度　平成26年度
　開催講座数　　 284講座     248講座     248講座
　受講者数       9,000人     7,492人     8,700人

140 使用料及び賃借料 140

326 負担金補助及び交付金 326

事業費計

5,565 7,380 18,329
事業費 地方債

7,380

5,565 7,380 18,329
事業費 地方債

一般財源
5,565 7,380 18,329 18,329

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

臨時職員賃金（月15日　12カ月） 1,242
（事務職員１人）

学校図書館運営講習会講師報償費 0

事務用消耗品 33

1,275

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育支援課

既存

事項
学校図書館支援センターの運営及び運営に係る臨時職員に必要
な経費

会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 2565 学校図書館支援センター推進経費

事業概要

10

23 消耗品費 23

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　学校図書館の整備状況や活用状況などの調査結果を基に、学校図書館の
機能を拡充させたり、読書活動の推進や市立図書館との連携を図ったりす
るために、司書もしくは司書教諭の資格を有する専門スタッフが学校を訪
問して指導や助言等の支援を行う。

1,242 賃金 1,242

10 報償費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

・学校図書館支援センタースタッフ派遣事業
　　年度　　　　平成24年度　平成25年度　平成26年度
　　派遣校園数　　　27校園      28校園　　　25校園
・学校図書館支援センタースタッフ巡回訪問
　　年度　　　　平成24年度　平成25年度　平成26年度
　　巡回訪問校　　　52校　　　　52校　　　　50校

事業費計
1,275

これまでの取組内容

　学校図書館支援センター巡回訪問は、児童生徒の学校図書館活用状況を
把握し、それぞれの学校図書館運営に関わる支援を行う事業である。
　学校図書館支援センタースタッフ派遣は、図書の修理・修繕講習、図書
の配架など、学校図書館の運営方法等について相談対応や、教職員、児童
生徒、ＰＴＡ、地域の図書ボランティア等を対象にした修理講習等を実施
する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

966 1,275 1,275
事業費 地方債

1,275
一般財源

966 1,275 1,275 1,275

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

966 1,275 1,275
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

奈良市教職員研修推進懇話会協力者謝礼 60
　（3人×2回）

奈良市教職員研修推進懇話会協力者旅費 10
　（3人×2回）
県立教育研究所等事務連絡旅費（6回）

新聞購読料 800

書籍購入費

事務用消耗品

備品修繕一式 65

支払調書等発送郵便代 17

プラネタリウム保守点検委託 970

パソコン及び周辺機器の賃貸借料 1,512

3,434

10

5

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　教職員研修推進懇話会を開催するために必要な経費やＩＣＴ教育研修等
で活用するためのパソコン及び周辺機器に関する賃貸借の経費
　その他にもプラネタリウム維持管理のための保守点検委託料や教育セン
ター全体に係る事務執行に必要な経費

60 報償費 60

5 旅費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育支援課

既存

事項 教育センター運営管理経費
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 2575 教育センター運営管理経費

1,512 使用料及び賃借料 1,512

15

970 委託料 970

事業概要

　教職員の研修をより効果的なものとするための「奈良市教職員研修推進
懇話会」を開催する。また、教育センター9階に設置されたキッズドーム
シアターとしてのプラネタリウム投影機器（光学式・デジタル式）に係る
保守点検及びＩＣＴ研修用パソコン並びに周辺機器等の賃貸借料

582

58 修繕料 58

15 通信運搬費

4

37 消耗品費 623

国庫支出金

県支出金

事業費計
3,248

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　キッズドームシアターでは、光学式とデジタル式の2つの投影機器を連
動させることにより鮮明で臨場感のある星空を投影するため、機器の維持
管理として保守点検を委託している。
　また、教職員の情報教育のスキルアップを図るため、パソコン及び周辺
機器の賃貸借契約（長期継続契約）を行っている。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

3,462 3,434 3,248
事業費 地方債

教育センター使用料 98

3,336
一般財源

3,408 3,336 3,150 3,150

その他
54 98 98 98

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,462 3,434 3,248
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

非常勤嘱託職員賃金 18,374
　プラネタリウム嘱託職員 1人
　キッズサイエンスラボ嘱託職員1人
臨時職員賃金
　指導者3人（月19日  12カ月）
　指導者2人（月12日　12カ月）
　事務　2人（月15日　12カ月）

講師報償費 1,430
　わくわくセンター学習・キッズホリデークラブ

講師招聘旅費 46

事務用消耗品 1,531
　わくわくセンター学習・キッズホリデークラブ

講師等賄費 40

センター学習の手引き・ポスター印刷費 0

講師等事務連絡用郵便料 14

宇宙の学校開催委託 700

わくわくセンター学習バス借上料 3,100

200

25,435

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　天文教室、科学実験教室、ものづくり体験教室等の体験的な学習や課題
解決的な学習を通して、子どもたちの探究心や創造力、奈良に対する誇り
等の育成を図るため、教育センター9階キッズ学びのフロアを中心とした
施設・設備を活用し、奈良市の学校・幼稚園・保育園の子どもたちを対象
にした「わくわくセンター学習」と休日に親子を対象にした「キッズホリ
デークラブ」等を行う。

4,947 賃金 16,277

11,330

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育支援課

既存

事項 センター学習実施に必要な経費
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 2580 教育センター学習事業経費

124 印刷製本費 124

8 食糧費 8

事業概要

　市内の学校・幼稚園・保育園を対象とした「わくわくセンター学習」で
は、学習指導要領等に沿った、奈良の歴史・文化についての学習や、学校
では実施の困難な実験観察をはじめ、伝統工芸士や大学教員等の講師を招
聘し、専門的な科学実験やものづくり体験プログラムを実施する。土・日
曜日や祝日などの休日に親子を対象に実施する「キッズホリデークラブ」
では、科学やものづくりなど親子で体験できる講座を実施する。
また、宇宙への興味・関心を高めるためプラネタリウムの投影を実施す
る。

45 旅費 45

1,150 消耗品費 1,150

1,225 報償費 1,225

23,126

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　わくわくセンター学習（学校園対象）
　平成24年度から、市立小学校第4学年を対象に市が送迎用のバス代金を
負担し、事業を実施している。
　平成23年度   平成24年度   平成25年度   平成26年度(1月現在)
　 　2,513人　    4,221人　    4,553人　    3,756人
　　　54校園　　　 86校園　　　 82校園　　　 78校園
　キッズホリデークラブ（親子対象）
　平成23年度　 平成24年度　 平成25年度　 平成26年度 (1月現在)
   　8,774人    　8,763人    　5,842人    　8,398人

3,685 使用料及び賃借料 3,685

保険料

事業費計

600 委託料 600
これまでの取組内容

12 通信運搬費 12

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

25,182 25,435 23,126
事業費 地方債

教育センター学習事業参加料 240

25,195
一般財源

24,937 25,195 22,626 22,626

その他
245 240 500 500

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

25,182 25,435 23,126
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

臨時職員賃金（技術1人） 2,578

教科教育研究事業講師報償費 200

教科教育研究事業旅費 37

書籍購入費 128

事務用消耗品
　教科教育研究用消耗品
　教育メディア推進事業用消耗品

研修環境構築業務委託 0

5

2,948

28 旅費 28

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　教員の指導力向上に資するため、必要とする情報の発信、共有を図るこ
との出来る環境の構築を図る。
　クラウド等を利用して、様々なメディア教材・資料等の共有を図るた
め、教科・学級経営・生徒指導などの実践事例や教材等の研究・開発作成
及びデーターの収集・蓄積を行うとともに、教員間の情報等の共有が行え
る、テーマ等目的に応じてお互いに学びあえるサイトを運営する。

2,184 賃金 2,184

200 報償費 200

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育支援課

新規等

事項 教育メディア推進及び教科教育研究事業に必要な経費
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 2585 教育メディア推進経費

事業概要 400
　カリキュラムセンターの資料等の継承を図りながら教員等への情報メ
ディアの発信拠点としての機能を発展・強化、充実を図る。
　授業や学級経営等のモデルとなる実践例の映像・資料の作成と、タブ
レット等の情報端末で利用できる教材等の研究・開発を行い情報の発信・
収集を図るとともに、学校間の情報共有、学校・家庭の連携を図るための
環境を構築する。
　また、小学校・中学校の教科書に合せた教材の研究開発等を目的とした
「教科教育研究事業」を行う。

5,000 委託料 5,000

56

34 消耗品費 490

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

使用料及び賃借料

事業費計
7,902

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

3,016 2,948 7,902
事業費 地方債

2,948
一般財源

3,016 2,948 7,902 7,902

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,016 2,948 7,902
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

教育支援委員会委員に対する報酬 0
　教育支援委員会調査員に対する報酬（4回）
　教育支援委員会医療行為（診察）に対する報酬 40

（内科、耳鼻科、整形外科、精神科）（1回）
　通級指導教室専門部会　医療行為（診察）に対する報酬 10

（耳鼻科）（1回）

旅費 50
教育支援委員会　委員費用弁償（年間開催分）
学校・園訪問観察指導に伴う市内旅費（年間）

定期刊行物（参考図書） 70

教育支援委員会用消耗品

就学前教育相談　絵画語い発達検査用紙

教育支援委員会賄費 18

就学前教育相談　通知・資料等送付用切手 25

220

383

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　小学1年生への就学前や、小学校から中学校への進学前等において、特
別支援学級への入級及び通級指導を希望する幼児児童生徒の障がいや発達
の状態に応じて、保護者に対し就学相談を実施する。また、子どもの生活
実態を把握するために学校・園への訪問観察を行い、適正な就学を図る。

報酬 190
140

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育相談課

既存

事項 就学前等教育相談実施経費及び学校・園訪問観察経費
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 2530 教育支援委員会経費

通信運搬費 25

　教育支援委員会を年間4回開催し、適正な就学に向けて、専門家からの
意見聴取を行う。就学前等教育相談の実施及び学校・園訪問観察、発達検
査等を実施する。

13 消耗品費 67

15

39

15 食糧費 15

25

10
事業概要

　旅費 30
20

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
327

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　新就学児、特別支援学級6年生児童、通級指導教室対象児などに応じ
て、年間6回の就学指導委員会を開催し、専門家からの意見聴取を行っ
た。特別な支援が必要と思われる幼児児童生徒の実態を把握するため、学
校・園への訪問観察を実施した。

報償費

238 383 327
事業費 地方債

383

238 383 327
事業費 地方債

一般財源
238 383 327 327

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

非常勤嘱託職員 技術（4人） 9,955

特別支援教育研究事業講師報償他 0

市内旅費 10 46
研究事業にかかる旅費

市外旅費 46
国立特別支援教育総合研究所セミナー　出席旅費

教材消耗品 260
　聴覚・言語等の通級指導教室用　教材消耗品

　教育相談・検査室用消耗品
　特別支援教育研究事業用消耗品他

「奈良市の特別支援教育」冊子製本代他 31

FM補聴器修理代（椿井小きこえの教室用） 90 150
階段昇降機修理代（各小・中学校配置用）

特別支援教育研究事業資料送付用 0

検査手数料　聴力検査機器（オージオメーター） 54 108

特別支援教育研究事業報告会会場借上料 35 0

聴覚障害児童生徒用　FM式補聴器（送信機、受信機等） 608
250

11,408

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育相談課

既存

事項
特別支援教育を推進するための相談業務、特別支援学級及び通
級指導教室の環境整備経費

会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 2535 特別支援教育推進経費

100 消耗品費 295
事業概要

　4名の相談員による教育センターでの相談、及び学校・園への訪問など
特別支援教育に関する相談業務を行う。
　特別支援学級及び通級指導教室の環境整備を行い、よりよい特別支援教
育体制の充実を図る。

（椿井小きこえの教室、済美小ことばの教室、あ
やめ池小ことばの教室、鳥見小ことばの教室、鳥
見小発達障害（LD等）ステップ教室　全6教室）

108
87

140 印刷製本費 140

修繕料 219
129

旅費 56

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　特別支援教育推進のため　障がいのある幼児児童生徒の保護者等からの
相談に応じ、発達検査や相談支援を実施する。また、特別支援学級及び通
級指導教室において、個別の障がいに配慮した教育充実のための環境整備
を行う。

9,802 賃金 9,802

80 報償費 80

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

委託料

事業費計
10,874

2 通信運搬費 2
これまでの取組内容

　特別な支援を必要とする幼児児童生徒とその保護者の相談を行い、学校
園での適切な支援について助言を行った。また、よりよい特別支援教育の
充実のため、特別支援学級及び通級指導教室の環境整備を行った。

手数料 54

使用料及び賃借料 35

191 備品購入費 191

11,448 11,408 10,874
事業費 地方債

11,408

11,448 11,408 10,874
事業費 地方債

一般財源
11,448 11,408 10,874 10,874

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

新設・増設特別支援学級用　消耗品（20学級） 880

新設・増設特別支援学級用　備品購入費（20学級） 1,480

2,360

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育相談課

既存

事項 新設・増設された特別支援学級の設備充実経費
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 2536 新設特別支援学級設備充実経費

事業概要

1,200 備品購入費 1,200

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　特別な支援を必要とする児童生徒のために新設・増設される特別支援学
級において、個別の障がいや発達状態に応じた教育充実のために必要な環
境整備を行う。

700 消耗品費 700

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　新設・増設された特別支援学級に対して備品と消耗品を購入し、環境整
備を行った。

事業費計
1,900

これまでの取組内容

　新設・増設された特別支援学級のための備品や消耗品の充実を図り、特
別支援教育の環境を整備する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

303 2,360 1,900
事業費 地方債

2,360
一般財源

303 2,360 1,900 1,900

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

303 2,360 1,900
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 15

前年度予算

特別支援教育連携会議参加者報償費 （2回） 120

特別支援教育連携会議　参加者　市内旅費 5

31 17

特別支援教育連携会議　賄料 8 6

教育相談業務ＰＲ用リーフレット 30 103
特別支援教育推進用資料・ＰＲ冊子 50

251

食糧費 8

印刷製本費 80

特別支援教育連携会議　資料作成事務用消耗品 消耗品費 31

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

  特別支援教育を推進し、乳幼児期から学校卒業までの一貫した教育的支
援を行い、総合的な支援体制の整備のために特別支援教育連携会議を設置
する。医療、福祉、労働などの関係機関との情報交換及び意見交換を行
い、支援を必要とする幼児児童生徒の将来を踏まえた連携支援体制の充実
を図る。

140 報償費 140

10 旅費 10

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育相談課

既存

事項 特別支援教育連携会議事業
会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育振興費

小事業 2555 学校教育検討推進経費

これまでの取組内容

  特別支援教育連携会議を年間2回開催し関係機関と情報交換等を行い連
携を図り、一貫した特別支援教育体制の構築を目指す。
　特別支援教育推進リーフレット等を作成し、特別支援教育の理解啓発と
教育センター教育相談窓口の周知を図る。

事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　平成19年度より特別支援教育連携協議会を毎年開催し関係機関と情報交
換を行い連携を深めている。
　特別な支援を必要とする子どもたちにかかわる関係機関を示した特別支
援教育連携ネットワーク図や教育相談窓口を周知するためのチラシなどを
作成した。

事業費計
269

327 251 269
事業費 地方債

251

327 251 269
事業費 地方債

一般財源
327 251 269 269

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 19

前年度予算

非常勤嘱託職員（事務） ２人 5,163

スクールカウンセラー派遣事業　(カウンセリング報償費) 15,360
小学校 年17回 30 校
中学校 年20回 10 校
高校 年20回 1 校

専門家を学校へ派遣
精神科医師、臨床心理士、大学教授等 対象校　20校　
指導謝礼

 支援会議
 訪問観察及び支援会議
 専門家とスタッフの事前調整会議
重大な事故等に対するスーパーバイズ報償
コーディネーター養成講座講師報償 60
スクールカウンセラー採用面接官報償 60

職員市外出張旅費 10 40
研修旅費（東京日帰り）　 30
（国立教育政策研究所 セミナー出席）

学校機関等への依頼・通知用コピー用紙 340
知能検査用紙、事務用消耗品

事務連絡用切手（講師依頼、連絡等） 10 10

スクールカウンセラー傷害保険料 65 65

スーパーバイズとの調整(京都） 12 14

20,992

特別支援教育体制整備推進補助金　　　 400

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育相談課

既存

事項
スクールカウンセラー派遣及び学校における不登校対策支援事
業

会計 一般会計 教育費 教育総務費 青少年指導費

小事業 1010 青少年指導経費

年2回　× 20校 800

1,100

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　学校における教育相談体制の充実のため、小学校、中学校、高等学校に
専門的な知識、経験を有するスクールカウンセラーを配置し、児童生徒や
保護者へのカウンセリングや教員への助言等を行うことにより、児童生徒
の心の安定を図り、不登校等を未然に防ぐ。近年、不登校や逸脱行動、発
達障害などの特別な支援を必要とする事例が増えてきている。そこで心の
専門家を派遣し教育センターでの支援に加えて、教員が保護者や児童生徒
に適切な対応を行うことができるよう学校での支援体制の充実を図る。ま
た教育相談課が、保護者や学校現場から受ける相談内容はますます複雑
化、深刻化してきている。学識経験者や教育相談の専門家によるスーパー
バイズは必至である。

5,163 賃金 5,163

報償費 14,645
12,775

これまでの取組内容

　平成26年度はスクールカウンセラーを市より下記のように派遣した。
また、緊急かつ重大な事象に対して、学校へ臨床心理士等の専門家を派遣
した。

　　　小学校　　　年17回　　　29校
　　　中学校　　　年18回　　　 4校
　　　　　　　　  年26回　  　 7校
      高等学校　  年26回　　　 1校　　　　　計41校

通信運搬費 10

保険料 65

使用料及び賃借料 12

事業費計
20,285

財源内訳 財 源 の 内 容

旅費 40

350 消耗品費 350

650

事業概要 年1回　× 10校 200
　スクールカウンセラーを小学校、中学校、高等学校に配置する。
　心の専門家を派遣し教育センターでの支援に加えて、教員が保護者や児
童生徒に適切な対応を行うことができるよう学校での支援体制の充実を図
る。
　重篤な相談内容について、学識経験者からスーパーバイズを得る。

年1回　× 20校 100

事業費 地方債

国庫支出金
400

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

20,285 20,992 20,285
事業費 地方債

20,592

その他
400 400 400

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

20,285 20,992 20,285
事業費 地方債

一般財源
19,885 20,592 19,885 19,885
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 19

前年度予算

スクールカウンセラー派遣事業　(カウンセリング報償費)
小学校 年17回 9 校

スクールカウンセラー傷害保険料 20

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　平成26年度は、県配置、市配置を合わせて中学校22校中22校、小学校に
は市配置で47校中29校にスクールカウンセラーを配置している。
　近年、小学校における不登校児童数の増加や母子共に心理相談を必要と
する事例が増加してきており、小学生の時期からの様々なサインを見逃さ
ず、早期に対応する必要がある。
　そこで、配置を必要とする小学校にスクールカウンセラーを配置し、早
期からの相談支援体制を構築し、不登校や問題行動の未然防止に役立て
る。

報償費 2,678
2,678

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育相談課

新規等

事項
スクールカウンセラー派遣及び学校における不登校対策支援事
業

会計 一般会計 教育費 教育総務費 青少年指導費

小事業 1010 青少年指導経費

事業概要

　平成26年度のスクールカウンセラーへの相談件数は、12月末現在1637件
であり、そのうち小学校の相談件数は954件である。
　未配置小学校からもスクールカウンセラーの配置希望は多いので、平成
27年度は問題行動や不登校などが起っており、スクールカウンセラーの配
置希望が強いものの未配置であった9校へ追加配置を行う。

保険料 20

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　今まで未配置の小学校に対しては、校区の中学校に配置されているカウ
ンセラーが相談を行っていたが、中学校でのニーズも高く、小学校まで回
りきれていない状況であった。
　今年度、希望する小学校への配置が行われると、小学校独自で相談がで
き、中学校スクールカウンセラーも配置校での相談業務に専念できる。

事業費計
2,698

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

2,698
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 2,698 2,698

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

2,698
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 60 項 10 目 19

前年度予算

学習支援教員社会保険料（労災保険料） 10 10

臨時講師賃金　学習支援教員賃金 1,894
（国語・数学・英語）

適応指導教室における教育相談謝礼（ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ等） 8,525
不登校を考える集い　指導相談謝礼
教育相談運営協議会指導相談謝礼（3回）

適応指導教室　事務用・教材用消耗品 250

心理療法用消耗品（玩具類）・発達検査用紙

訪問支援カウンセラー傷害保険 18 18

10,697

40
90

発達障害が原因で不登校傾向にある児童生徒に対する支援

5,248 報償費 6,694

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　不登校等の心理的な悩みを抱える児童生徒や保護者、教員に対して、臨
床心理士が個別にカウンセリングを行い、対象者の課題の克服・改善を支
援する。
　不登校の児童生徒に対して、適応指導教室（学習支援、集団適応指導）
での活動を通して、学校復帰及び将来の自立に向けた支援を行う。
　発達障害が原因で引きこもり状態にある児童生徒に対して、臨床心理士
の家庭訪問を通して、心理的な支援及び学習支援を行い、不登校の改善を
目指す。
　発達障害が原因で、学びにくさを感じている児童生徒に対して、セン
ターでの学習の指導を通して、児童生徒、保護者、教員の課題克服の支援
を行う。

社会保険料 10

1,894 賃金 1,894

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 教育相談課

既存

事項 適応指導教室事務経費
会計 一般会計 教育費 教育総務費 青少年指導費

小事業 1015 適応指導教室事業経費

これまでの取組内容

　教育相談課心理判定員が新規相談を受け付け、保護者、教職員からの相
談内容を分析し、適切な支援を検討する。
　児童生徒及び保護者に対し、臨床心理士が個別カウンセリングを行う。
　適応指導教室において、学習支援、集団活動を行い不登校の改善を図
る。
　発達障害が原因で引きこもり状態の児童生徒に対して、臨床心理士が家
庭訪問を行う。
　発達障害が原因で学びにくさを感じる児童生徒に対して、学習指導を行
う。
　教育相談運営会議を開催し、より良い相談支援の在り方について検討す
る。

225 消耗品費 225

保険料 18

1,316
事業概要

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　教育センターに総合相談窓口を設け教育相談課心理判定員を配置し、保
護者、教職員からの相談内容を分析し、適切な支援につなぐはたらきをし
た。個別カウンセリングにおいて、臨床心理士が児童生徒、保護者や教職
員の持っている悩みや課題の解決に取り組んだ。適応指導教室・学習支援
において、学習支援教員が不登校生徒への学習指導を行い、生徒の学力向
上に取り組んだ。適応指導教室・集団適応指導において、臨床心理士が不
登校児童生徒と共に活動することにより、児童生徒の自己表現力、コミュ
ニケーション能力の向上に取り組んだ。発達障害が原因で不登校傾向にあ
る児童生徒に対して支援事業を行い対人関係の困難さの改善などに取り組
んだ。家に引きこもり状態になっている児童生徒に対して、臨床心理士が
家庭訪問を行い心理状態の改善に取り組んだ。教育相談運営協議会を開催
し、相談業務について検討を行った。

事業費計
8,841

12,935 10,697 8,841
事業費 地方債

10,697

12,935 10,697 8,841
事業費 地方債

一般財源
12,935 10,697 8,841 8,841

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 30 目 10

前年度予算

委員費用弁償　選管連合会関係旅費（委員・職員）　 232

選挙法規追録　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 379
定期刊行物購読料　事務用消耗品    
 
選挙人名簿抄本・異動リスト印刷　　 511
農業委員会委員選挙人名簿登載申請書・その他封筒  
 
各種通知文書送料 416
農業委員会委員選挙人名簿登載申請書郵便料

期日前投票・不在者投票システム機器借上料　 1,340

選管連合会関係分担金  156

3,034

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 選挙管理委員会事務局

既存

事項 事務局事務経費
会計 一般会計 総務費 選挙費 選挙管理委員会費

小事業 1010 選挙管理委員会経費

377 通信運搬費 377

185   

  
286 印刷製本費 471

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　選挙管理委員会の運営のための経費
335 旅費 335

160 消耗品費 349
189

これまでの取組内容

事業概要

　選挙管理委員会の運営
　選挙人名簿抄本の調整保管
　農業委員会委員選挙人名簿の調整保管
　選管委員連合会関係会議・研修会出席
　（平成28年度に奈良市で開催される全選連理事会並びに研修会の準備の
ため、平成27年度の同会に出席する旅費を計上した。）

334 事務機器借上料 334

164 負担金補助及び交付金 164

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　事務用消耗品や各種印刷物は、適正な数量管理により、必要な分のみを
発注している.

事業費計
2,030

2,402 3,034 2,030
事業費 地方債

3,034

2,402 3,034 2,030
事業費 地方債

一般財源
2,402 3,034 2,030 2,030

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 30 目 10

前年度予算

市民教養講座講師等旅費 4 4

事務用消耗品  1 1

市民教養講座等講師賄費  2 2

7

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 選挙管理委員会事務局

既存

事項 選挙啓発経費
会計 一般会計 総務費 選挙費 選挙管理委員会費

小事業 1015 選挙啓発経費

事業概要

　選挙の常時啓発の一環として、社会や政治への関心を高めるための市民
教養講等の開催に要する経費
　明るい選挙啓発ポスターの審査に対する経費

2

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　選挙の啓発を実施するための経費
旅費 4

消耗品費 1

食糧費

事業費計
7

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　市民教養講座等の講師謝礼を廃止し、交通費と賄費のみで対応する。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

1 7 7
事業費 地方債

7

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1 7 7
事業費 地方債

一般財源
1 7 7 7
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 30 目 10

前年度予算

在外選挙人証・在外選挙人名簿  20 10

送付用封筒　　　　　　　　　　　　　　　　 10 10

資格照会・登録抹消通知用郵送料   90 110

130

在外選挙人名簿登録事務費委託金 130

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　在外選挙人名簿登録事務に要する経費
消耗品費 20

印刷製本費 10

通信運搬費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 選挙管理委員会事務局

既存

事項 在外選挙人名簿登録事務経費
会計 一般会計 総務費 選挙費 選挙管理委員会費

小事業 1025 在外選挙人名簿登録事務経費

事業概要

　在外選挙人名簿の登録・抹消等に伴う諸経費、郵送料

90

国庫支出金

県支出金

事業費計
120

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　登録・抹消・照会等の急ぎでない郵便をまとめて郵送している。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 120

83 130 120
事業費 地方債

0
一般財源

0 0 0 0

その他
83 130 120

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

83 130 120
事業費 地方債

―　1298　―



区分 （単位：千円）

01 款 15 項 30 目 33

前年度予算

開票・投票管理者　投票立会人　開票立会人報酬 753

投開票事務等従事職員超過勤務手当等 4,145

期日前投票事務補助者・投票事務従事者等賃金 4,320

点字投票解読者等謝礼　投票箱送致謝礼等 0

投開票所事務用消耗品及び文具類　　コピー代等 2,765

期日前投票所・投票所用燃料 70 100

投票立会人　従事者賄 179

氏名掲示印刷 1,862

選挙事務用器具修繕料  50 50

選挙公報等郵便料　投票所携帯等電話料等 9,262

選挙用機器保守点検　保守立会料その他  615

開票所設営解体　ﾎﾟｽﾀｰ掲示場設置撤去 4,829

公報封入封緘委託料等

各会場　期日前・投開票所諸物品借上料等 2,020

合板 20 0

選挙事務用備品 40 100

31,000

知事及び県議会議員選挙委託金 31,000

166 消耗品費 166

896 報償費 896

6,688 賃金 6,688

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　知事及び県議会議員選挙の執行のための経費
5,369 報酬 5,369

21,472 超過勤務手当 21,472

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 選挙管理委員会事務局

既存

事項 知事及び県議会議員選挙事務経費
会計 一般会計 総務費 選挙費 知事及び県議会議員選挙費

小事業 1010 知事及び県議会議員選挙経費

これまでの取組内容

　投票所事務従事職員の時間外手当のうち、一部を振替休暇として、
超過勤務手当の支出を控えた。
　選挙通知書を世帯単位で送付することにより、郵送料の縮減に努めてい
る。

2,925 使用料及び賃借料 2,925

原材料費 20

備品購入費 40

事業費計
81,000

財源内訳 財 源 の 内 容

手数料 1,363

32,205 委託料 32,205

事業概要 燃料費 70
　平成27年5月2日任期満了の知事選挙及び平成27年4月29日任期満了の県
議会議員選挙の管理執行を行う。
　期日前投票所や投・開票所に要する報酬や人件費、ポスター掲示場設
置・撤去や選挙公報配布、開票所設営解体に要する委託料などを計上し
た。

1,156 食糧費 1,156

200 印刷製本費 200

修繕料 50

8,380 通信運搬費 8,380

1,363

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案） 81,000

国庫支出金

県支出金

31,000 81,000
事業費 地方債

0

その他
31,000 81,000

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

31,000 81,000
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 30 目 50

前年度予算

選挙長、選挙立会人報酬 29

選挙用文具

立候補受付、選挙会賄 8

郵便料 4

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　大和平野土地改良区総代選挙の執行のための経費
報酬 29

144 消耗品費 144

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 選挙管理委員会事務局

既存

事項 大和平野土地改良区総代選挙経費
会計 一般会計 総務費 選挙費 大和平野土地改良区総代選挙費

小事業 1010 大和平野土地改良区総代選挙経費

事業概要

　平成27年5月31日任期満了の大和平野土地改良区総代選挙の管理執行を
行う。
　立候補届出受理や選挙会に係る経費などを計上した。

食糧費 8

通信運搬費 4

国庫支出金

県支出金

事業費計
185

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　4年ごとに任期満了による選挙が執行される。
　吉野川分水を利用する9市10町1村に区域がまたがっており、県選管主導
で事務を進めている。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

185
事業費 地方債

大和平野土地改良区総代選挙委託金

0
一般財源

0 0 0 0

その他
185 185

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

185
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 10 目 50

前年度予算

公平委員費用弁償（3人、長岡、東京、泉佐野、奈良）　 453
職員随行市外旅費（1人×5回、長岡、東京、泉佐野）

書籍購入費 13 16
事務用消耗品 3

郵便料（30件） 3 3

研修会等出席負担金 19 129
全国公平委員会連合会理事会出席負担金（2人×1回）
全国公平委員会連合会総会出席負担金（2人×1回）
全国公平委員会連合会本部研究会出席負担金（2人×1回）

全国公平委員会連合会負担金（会費） 76

全国公平委員会連合会近畿支部分担金（会費） 21

奈良県公平委員会連合会分担金（会費） 13

601

事業概要

通信運搬費 3

負担金補助及び交付金 129

16

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　公平委員会は、職員の利益の保護と公正な人事権の行使を保障するため
地方公務員法で設置を義務付けられた機関であり、当該経費は、奈良市公
平委員会の運営並びに公平委員の自己研鑽及び情報収集のために必要な経
費である。

215 旅費 408
193

消耗品費

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 公平委員会事務局

既存

事項 公平委員会経費
会計 一般会計 総務費 総務管理費 公平委員会費

小事業 1010 公平委員会経費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　消耗品について必要最小限に削減し、連合会の総会等については、開催
地により出席及び出席人数を検討し旅費等の削減を図った。

事業費計
556

これまでの取組内容

　職員に対する不利益処分についての不服申立て及び勤務条件に関する措
置要求の審査及び判定
　委員の自己研鑽のための研究会への参加
　情報収集のため、全国公平委員会連合会、全国公平委員会連合会近畿支
部及び奈良県公平委員会の総会、理事会に出席

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

491 601 556
事業費 地方債

601
一般財源

491 601 556 556

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

491 601 556
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 15 項 40 目 10

前年度予算

監査委員（非常勤）費用弁償 378
全国都市監査委員会総会・研修会（徳島市）
近畿地区都市監査委員会総会・研修会（大和高田市） 2
奈良県都市監査委員会
　定例会（大和高田市）      事務局職員研修会（大和郡山市）
  合同研修会（橿原市） 事務局長会議（橿原市）
  代表監査委員・事務局長会議（生駒市）
中核市監査事務局連絡会議（西宮市）
三地区共催都市監査事務研修会（高山市）
地方自治体監査職員事務講習会（安中市） 45
近郊都市事務連絡旅費

新聞代 748
追録代
定期刊行物等購読料

80

会議等賄 11 12

決算等意見書印刷 195

事務文書等送料 8 7

監査委員室応接セットカバー等クリーニング代 10 10

全国都市監査委員会負担金 181
近畿地区都市監査委員会負担金 24
三地区都市監査委員会負担金 3
奈良県都市監査委員会負担金 65

1,531

5

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　監査事務の執行に要する経費
123 旅費 368
87

14

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 監査課

既存

事項 課事務経費
会計 一般会計 総務費 監査委員費 監査委員費

小事業 1010 監査委員経費

食糧費 11

書籍購入費
事務用消耗品 138

事業概要 10
　監査事務の適正執行を果たすために必要となる関係法令・判例、実例等
の追録の実施及び書籍購入並びに一般会計・特別会計、公営企業会計決算
審査意見書等を作成する。また、監査を行うにあたり必要となる情報収集
や職員の知識能力向上のための研修旅費や負担金

84 消耗品費 560
223
35

82

1,329

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　関係法令、判例・実例等の追録について内容を精査して、予算削減に努
めた。

手数料 10

89 負担金補助及び交付金 181

事業費計

通信運搬費 8
これまでの取組内容

191 印刷製本費 191

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

1,433 1,531 1,329
事業費 地方債

1,531
一般財源

1,433 1,531 1,329 1,329

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

1,433 1,531 1,329
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 10

前年度予算

全国農業委員会会長大会（東京1人）他現地研修会2回 4
全国農業委員会会長大会随行（東京1人）

農地法関係書籍 411
農業委員関係書籍
コピー代等事務用消耗品

定例総会・農地部会・農政部会 お茶 44

なら農業委員会だより 115

農業委員会概要冊子
封筒

郵送料 69
定例総会・農地部会・農政部会等通知用（760件）

農地地図情報システムデータ移行業務 1,400

農家台帳システムリース料 2,829
農地地図情報システムリース料

奈良県農業会議負担金 2,646
奈良県農業委員会職員協議会負担金
奈良県都市農業委員会連絡協議会負担金

農地の権利設定
農地の転用 7,518

その他届出・証明
農地の利用集積

59 食糧費 59

86

消耗品費 217
113

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　農業委員会の所掌事務を遂行するため、定例総会・農地部会・農政部会
を開催し、委員会の円滑な運営を図る。
　農地・農家基本台帳システム、農地地図情報システムの運用により、台
帳を整備し業務を迅速に処理する（システムのリース）。
　農地地図情報システムについては、資産税課が運用するシステムのサー
バからLAN経由でデータの提供を受けているが、資産税課での賃貸借契約
が満了を迎え、入札による事業者変更時に対応し、個別稼働を行うための
農地地図システムのデータ移行業務経費

45 旅費 85
40

18

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農業委員会事務局

既存

事項 農業委員会事務経費
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 農業委員会費

小事業 1010 農業委員会事務経費

2,438 負担金補助及び交付金 2,646
78

237
2,580 使用料及び賃借料 2,817

　定例総会（年2回）
　年間の事業計画を作成する。また、事業の点検評価を行い、農業の当面
する課題解決に向けた取り組みを進める。
　農地部会（年12回）、現地調査（年12回）
  農地法に基づく、許可申請・届出等を審査し、適正迅速に処理する。
　農政部会（5回）、担当部門会議（9回）
　農業及び農業者に関する諸施策について、農業者の意向を農業行政へ反
映できるよう要望する。また、3つの部門を設け、地域の実情に応じた農
政の展開を図る。

4

通信運搬費 101
101

249 委託料 249

173 印刷製本費 210
事業概要 33

393筆 1,015筆 1,014筆 国庫支出金

279件 317件 230件 財源内訳 財 源 の 内 容

83件 103件 108件 事業費計
189件 211件 180件 6,384

24年 25年 26年

　許可申請・届出等の処理件数

これまでの取組内容 130
　農地法関係書籍等については部数を減らし、郵送代についても、まとめ
て送付することで経費の削減に努めている。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

5,224 7,518 6,384
事業費 地方債

証明手数料 75

7,443
一般財源

5,152 7,443 6,291 6,291

その他
72 75 93 93

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

5,224 7,518 6,384
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 10

前年度予算

事務用消耗品 10

郵送料 事務連絡通知用 2

　国有財産の貸付料の徴収

件数
徴収額

12

食料安定供給特別会計農業経営基盤強化勘定事務取扱交付金 12

事業概要

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　国有農地の売買や賃貸借料の徴収事務経費
9 消耗品費 9

2 通信運搬費 2

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農業委員会事務局

既存

事項 農業経営基盤強化事業事取扱交付金
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 農業委員会費

小事業 1010 農業委員会事務経費

22件 22件 22件
24年 25年 26年

これまでの取組内容

　国有農地の売買や賃貸借料の徴収事務

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 11

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
11

13,800円 13,800円 13,800円

11 12 11
事業費 地方債

0

11 12 11
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

その他
11 12 11

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

―　1304　―



区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 10

前年度予算

臨時職員賃金（1人×17日） 0
臨時職員交通費（1人×17日）

全国農業委員会代表者会議（東京１人） 79
全国農業委員会代表者会議随行（東京１人）

農業者年金受給相談の手引き 359
コピー代等事務用消耗品

事務用封筒 192

農業者年金加入促進啓発パンフレット

郵送料 農業者年金関係書類送付（920件） 156

受給者
被保険者及び待機者

786

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農業委員会事務局

既存

事項 農業者年金業務受託経費
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 農業委員会費

小事業 1015 農業者年金業務受託経費

18 印刷製本費 191
事業概要 173

265
78 消耗品費 343

旅費 81
40

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　農業者年金基金との業務委託により、農業者年金受給手続き及び被保険
者や受給者の資格認定の事務処理を行う。 106 賃金 118

12

41

事業費計
813

89人 92人 82人
661人 616人 600人

24年 25年 26年

これまでの取組内容

　農業者の老後生活の安定と福祉の向上をはかり、農家の若返りや経営の
近代化を推進するため、農業者年金制度の普及に努める。 80 通信運搬費 80

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

農業者年金業務受託経費 786

0

その他
799 786 813 813

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

799 786 813
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0
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区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 10

前年度予算

臨時職員賃金（1人×120日） 826
臨時職員交通費（1人×120日）

和解仲介委員手当（3人×2回） 30

住宅地図 104
コピー代等事務用消耗品

封筒 5

郵便料 16
利用紛争仲介裁定等通知（24件）
事業進捗状況確認通知（104件）
現地調査資料通知（18件）

　農地利用状況調査の実施状況

調査の対象農地
12

993

機構集積支援事業事務経費 993

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　農地利用状況調査を行い、農業生産の基盤である農地の確保と有効利用
の促進を図る。 744 賃金 828

84

30

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農業委員会事務局

既存

事項 機構集積支援事業事務経費
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 農業委員会費

小事業 1035 機構集積支援事業事務経費

事業概要 通信運搬費 16
　優良農地を確保し、農地の有効利用を図るため、農地利用状況調査を行
い、遊休農地の解消に努める。
　農地の利用関係の紛争について、当事者の双方または一方から和解の仲
介の申し立てがあったときは、紛争の実情を詳細に調査するとともに事件
が公正に解決されるよう指導し、和解の仲介を行う。

2
12
2

5 印刷製本費 5

73

報償費 30

37 消耗品費 110

食糧費

事業費計
989

59.3ha 58.4ha 59.2ha
24年 25年 26年

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案） 989

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

926 993 989
事業費 地方債

0

その他
926 993 989

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

926 993 989
事業費 地方債

一般財源
0 0 0 0

―　1306　―



区分 （単位：千円）

01 款 35 項 10 目 10

前年度予算

農地法実務研修会（2回） 84
全国農業委員会女性農業委員現地研修会（1人）

コピー代等事務用消耗品 51

事務連絡用切手（211件） 22

 水田の利用権設定状況

筆数
面積

157

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　農業者が主役となる生産システムを構築し、米作りの本来あるべき姿を
目指すため、水田農業構造改革対策の推進を図り、需要に応じた米の計画
的生産を推進すると共に、生産体制の確立に向けて、担い手を育成・確保
し、地域の特色ある水田農業の展開を推進する事業である。

5 旅費 35
30

80

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 農業委員会事務局

既存

事項 米政策改革特別推進事業経費
会計 一般会計 農林水産業費 農林費 農業委員会費

小事業 1045 米政策改革特別推進事業経費

　水田の活用と生産性の向上を図るため、計画的生産を推進するとともに
地域に応じた農業経営を円滑に推進する。

事業概要

消耗品費 80

22 通信運搬費 22

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

事業費計
137

27.1ha 50.6ha 54.0ha
305筆 975筆 979筆

24年 25年 26年

これまでの取組内容

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

131 157 137
事業費 地方債

米政策改革特別推進事業経費 157

0
一般財源

0 0 0 0

その他
131 157 137 137

財
源
内
訳

特定財源

一般財源

131 157 137
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 10 項 10 目 10

前年度予算

各種表彰に対する記念品 19 19

コピー代、印刷製本等、課事務用消耗品 551
公用車等管理用消耗品 43

公用車ガソリン代 80 65

来客用賄 60 60

掲額用写真焼付 33 33

車両修繕料 22 35
車両修繕料（奈良そ187）点検

事務連絡、挨拶状送付 17 7

クリーニング代 41 52

正副議長名前書換 11
公用車 洗車代 12

自動車定期検査受時保険料（自賠責・奈良そ187） 28 0

自動車借上料 327
印刷機借上料
ファクシミリリース 48
有料道路通行料 40

自動車重量税（奈良そ187） 44 0

1,149

食糧費 60

印刷製本費 33

燃料費 80

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　議会、議会事務局の維持管理･運営のための経費
報償費 19

507 消耗品費 550

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 議会総務課

既存

事項 課事務経費
会計 一般会計 議会費 議会費 議会費

小事業 1010 議会事務経費

100 使用料及び賃借料 325
これまでの取組内容 137

保険料 28

64

事業概要

　議会事務に要する資料作成等に係る経費
　公用車の管理運営

修繕料 208
186

通信運搬費 17

手数料

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　議会事務を行うにあたり、出来る限りの節約に努めている。

公課費 44

事業費計
1,428

3,366 1,149 1,428
事業費 地方債

その他雑入 1

1,148

3,366 1,149 1,428
事業費 地方債

一般財源
3,366 1,148 1,427 1,427

その他
1 1 1

財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 10 項 10 目 10

前年度予算

議会だより編集用消耗品 24 24

視察用来庁者賄 55 47

議会だより 3,658
議会報告会横断幕 65

議会報告会会場設備借上料 33 6
議会報告会会場借上料 18

3,735

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 議会総務課

既存

事項 議会の広報に関わる事務的事業
会計 一般会計 議会費 議会費 議会費

小事業 1010 議会事務経費

事業概要

　市議会の活動状況を周知するため、年４回、議会だよりを市内各世帯に
配布している。（昭和60年6月第1号発行。平成27年2月発行分で第121号を
数えている。）
　他市等の議会議員の視察来訪の対応
　議会報告会の開催

使用料及び賃借料 51

印刷製本費 4,692

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　開かれた議会を目的に、様々な手法で議会の活動を市民に知らせるとと
もに、他市等の議会議員などに本市の先進事例等を知っていただくこと
で、他市との交流を図り、併せて経済効果を狙う。
　また、平成25年4月施行の「奈良市議会基本条例」で議会は説明責任を
果たすために議会報告会を開催することと規定されていることに基づき、
議会報告会を開催する。

消耗品費 24

食糧費 55

4,627

事業費計
4,822

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　議会だよりは、平成24年度にタブロイド版4ページからA4版8ページに変
更し、紙面の増加を図るとともに、より多くの情報を掲載できるように工
夫している。今後、手法の研究等により、さらなる紙面の充実に努める。
　他市行政視察来庁者の賄について、大和茶のペットボトルにすること
で、事務量の削減と市東部の特産の啓発を行っている。
　他市議会報告会の傍聴等により調査研究を進めている。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

3,376 3,735 4,822
事業費 地方債

3,735

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

3,376 3,735 4,822
事業費 地方債

一般財源
3,376 3,735 4,822 4,822
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区分 （単位：千円）

01 款 10 項 10 目 10

前年度予算

議員研修講師謝金 200

事務用消耗品費 200
議会運営用消耗品 64
（議場理事者標柱、印刷用紙、インクカートリッジ等)
特別委員会開催経費
（印刷用紙、インクカートリッジ、コピー代等）
会議録検索システム用インクカートリッジ 68
議員研修用消耗品 5

音響・映像機器等修理代 5 5

照会文書等送付 2 15
会議録・意見書等送付、特別委員会用郵送料 24

議会音響・映像配信設備保守点検手数料一式 267

委託 8,127
本会議テープ反訳原稿作成
委員会テープ反訳原稿作成
特別委員会テープ反訳原稿作成
会議録印刷製本
会議録付録作成
会議録検索システムインターネット配信一式
　及びライブ・録画配信、オンデマンド配信一式

使用料及び賃借料 420
会議録検索システム機器リース料一式 61
第1委員会室・大会議室放送用カメラリース料

9,234

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　市議会の本会議や委員会を効率的に運営し、議員や議会が果たしている
役割をより市民にわかりやすく伝え、開かれた、わかりやすい議会を目指
す。

200 報償費 200

消耗品費 238

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 議会総務課

既存

事項 議会運営及び会議録作成に要する経費
会計 一般会計 議会費 議会費 議会費

小事業 1010 議会事務経費

7,689
924

2,110

　本会議や委員会を開催し、運営するための経費
　　内、録音・記録を行い、本会議会議録、委員会記録を作成するため
　　の経費
　　内、カメラ・マイク等、放送設備機器を保守・点検するための経費
　　内、インターネットにより本会議や委員会の模様の生・録画中継を
　　行うための経費
　各種郵送代（地方自治法第99条に基づく意見書を関係行政庁に送付、
　会議録を関係者に送付等）
　議員研修を開催するための経費

通信運搬費 26

240 手数料 240

委託料

事業概要 修繕料 5

101

国庫支出金

県支出金

事業費計
8,818

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容 2,779
　会議録の議案等付録部分について、紙面での添付に代えてデータを収め
たコンパクトディスクを添付し、紙面の節減を図っている。
　平成23年7月から約2年間、議会制度検討特別委員会を設置し、議会制度
全般にわたる調査・検討を行った。
　平成24年2月より本会議・委員会のインターネットライブ・オンデマン
ド配信を実施し、インターネット環境があれば４年間、会議を視聴でき
る。
　平成24年6月より、議案の委員会付託を実施し、定例会会期中に予算決
算委員会及び部門別常任委員会を開催し、議案の委員会審査を行ってい
る。予算・決算議案は、予算決算委員会の部門別分科会を開催し、質疑を
行っている。

使用料及び賃借料 420

359

1,140
588
148

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

6,928 9,234 8,818
事業費 地方債

9,234
一般財源

6,928 9,234 8,818 8,818

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

6,928 9,234 8,818
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 10 項 10 目 10

前年度予算

議場音響設備リース料

0

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　議場の音響設備は、昭和52年の庁舎建設の際に設置され、その後、昭和
62年に全てのマイクの入れ替え、平成２年に放送室内音声調整卓・議場内
マイク選択盤の改修を実施して以来、約24年間大規模な改修を行っていな
い。
　現在、議場の音響設備は、障害が発生し、年々発生頻度が高くなってい
るが、交換部品がないため、修繕ができない状況となっている。
　このため、安定した議会運営を行えるよう、議場音響設備を改修する。

1,750 使用料及び賃借料 1,750

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 議会総務課

新規等

事項 議場音響設備改修経費
会計 一般会計 議会費 議会費 議会費

小事業 1010 議会事務経費

事業概要

　議場内のマイク・スピーカー・操作卓、放送室内の音響装置を改修す
る。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

国庫支出金

県支出金

事業費計
1,750

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

1,750
事業費 地方債

0

1,750
事業費 地方債

一般財源
0 0 1,750 1,750

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源
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区分 （単位：千円）

01 款 10 項 10 目 10

前年度予算

全国市議会議長会定期総会出席旅費 1,886
（東京都・1泊2日）他

交際費 700

市議会議員共済会負担金他 2,436

5,022

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 議会総務課

既存

事項 全国市議会議長会等に関する経費・議長交際費
会計 一般会計 議会費 議会費 議会費

小事業 1015 議会活動経費

事業概要

700

2,391 負担金補助及び交付金 2,391

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　全国市議会議長会等に関する経費
　議長交際費 2,253 旅費 2,253

700 交際費

財源内訳 財 源 の 内 容

国庫支出金

　経費の性質上、削減することは困難であるが、交際費は可能な限り削減
している。

事業費計
5,344

これまでの取組内容

　市民の利益のために議会を代表して、各種団体・個人など、外部との交
渉・交際をする。
　全国市議会議長会等に議長が会員として出席し、意見交換をするととも
に、様々な市政の問題解決に向け、国や関係機関に働きかける。
　全国自治体病院経営都市議会協議会の会長市であるため、その役職とし
て会議等へ出席する。

事業費 地方債

県支出金
25（決算） 26（予算） 27（予算案）

4,092 5,022 5,344
事業費 地方債

5,022
一般財源

4,092 5,022 5,344 5,344

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

4,092 5,022 5,344
事業費 地方債
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区分 （単位：千円）

01 款 10 項 10 目 10

前年度予算

旅費 135
参考人等に支給する実費弁償
都市行政問題研究会費用弁償 79
（総会　東京都・日帰り　1人×2回）

新聞購読料、追録、官報、定期刊行物、書籍 635

都市行政問題研究会負担金 32,820
政務活動費

33,590

642 消耗品費 642

事業目的及び必要性 積　　算　　基　　礎 節（細節） 金　　額

　地方自治法115条の2の規定に基づき、会議において参考人の意見を聴く
ことになった場合の費用。
　人口25万人以上の市議会議長により組織する都市行政問題研究会へ加盟
し、資料及び情報交換により相互の市政の発展を図る。
　議員の調査研究活動等に資するため、地方自治法に基づき設置している
議会図書室の充実を図る。
　議員の調査研究活動等に資するため、地方自治法に基づき設けている政
務活動費を交付する。

旅費 193
114

　　平　成　27　年　度　歳　出　予　算　説　明　調　書
課名 議会総務課

既存

事項 議員の調査研究に関わる活動経費
会計 一般会計 議会費 議会費 議会費

小事業 1015 議会活動経費

事業概要

　公聴会・参考人制度の活用に備える。
　議会図書室の図書や新聞の購入、整理、保存を行っている。
　議員の調査研究その他の活動を行うため必要な経費の一部として、地方
自治法第100条第14項から第16項の規定に基づいて、議員または議会にお
ける会派に対し政務活動費を交付する。

32,760
60 負担金補助及び交付金 32,820

国庫支出金

県支出金

事業費計
33,655

財源内訳 財 源 の 内 容

これまでの取組内容

　平成23年12月の議会制度検討特別委員会において、「公聴会・参考人制
度」を積極的に活用していくことが決定された。また、平成25年3月の地
方自治法改正により、本会議においても公聴会の開催、参考人の招致をで
きるよう制度が拡充された。
　新聞購読料や書籍購入については毎年精査を重ね、可能は限り削減を
行ってきた。今後も厳選しながら購入・執行を行っていく。
　政務活動費については、平成13年度から一カ月一人当たり80,000円とし
て交付していたが、市の財政状況を考慮し、平成23年度より70,000円へ減
額した。

事業費 地方債

25（決算） 26（予算） 27（予算案）

33,590
一般財源

23,477 33,590 33,655 33,655

その他財
源
内
訳

特定財源

一般財源

23,477 33,590 33,655
事業費 地方債
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